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ま え が き 

 

障害者職業総合センターでは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、わが国における職

業リハビリテーションサービス機関の中核として、職業リハビリテーションに関する調査・研究をはじ

めとして、さまざまな業務に取り組んでいます。 

そのような調査・研究の一環として、当センターの研究部門では 2010 年度から 2 年間にわたる「欧

米の障害者雇用法制及び施策に関する調査研究」を実施したところですが、これに続き、2012 年度にお

いては、障害者雇用法制のうち特に雇用差別禁止法制度に焦点をしぼり、「欧米における障害者雇用差別

禁止法制度に関する調査研究」を実施しました。 

本資料は、この研究の成果として、欧米主要 4 ケ国の障害者雇用差別禁止法制度の現状について、各

国の重要な関連法令及びガイダンス、手引、判例等の関連資料を収集し、日本語に翻訳した上で国別に

2 分冊に整理して取りまとめたものです。当センターではすでに、障害者雇用関連の法律として重要な

ドイツの社会法典第 9 編、フランスの労働法典の関係部分等を紹介していますが、本資料はすでに紹介

されている情報を可能なかぎり更新するとともに、最新の情報を加えています。 

本資料が関係者の方々の参考となり、我が国における障害者の職業リハビリテーションを前進させる

ための一助となれば幸いです。 

最後に、本資料の作成に際しましては、執筆者をはじめとして多くの方から多大なご協力を賜りまし

た。ここに厚く感謝申し上げます。 

 

 

 

 

2013 年 3 月 

 

 

 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

                          障害者職業総合センター 

                             研究主幹 下矢 雅美  
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はじめに 

                                                                  

１ 研究の背景と目的 

平成 19 年 9 月 28 日に署名された「障害者の権利に関する条約」は、雇用・労働分野について、公共・

民間部門での障害者雇用の促進等のほか、①あらゆる形態の雇用に係る全ての事項（募集、採用及び雇

用の条件、雇用の継続、昇進並びに安全・健康的な作業条件を含む。）に関する差別の禁止、②職場にお

いて合理的配慮が提供されることの確保等のための適当な措置を取ることにより障害者の権利の実現を

保障・促進することを内容としている。 

 本条約の批准・締結に向けて、障害者雇用促進法制においてどのような措置を講ずべきか、特に②の

職場における合理的配慮の提供というこれまでわが国にはない概念に対してどのように対応していくか

について、これまで、厚生労働省において労使、障害者団体等を含めて検討が進められてきているとこ

ろであり、また、平成 22 年 6 月 29 日閣議決定の「障害者制度改革の推進のための基本的な方向につい

て」において、「労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、職場における合理的配慮の提供

を確保するための措置等の具体的方策について検討を行い、平成 24 年度内を目途にその結論を得るこ

と」とされているところである。 

 これらの検討と、それを受けての制度化、さらに制度の実施に当たり、障害者差別禁止法制を柱とす

るアメリカ、イギリス、わが国同様障害者雇用義務法制を実施しつつ差別禁止を実行しているドイツ、

フランスにおける制度及びその運用に係る情報を把握・理解しておくことの意義は非常に大きい。 

本研究は、このような背景のもとに、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスにおける障害者雇用差

別禁止法制度及びその運用に係る情報を収集・整理して、わが国における障害者雇用差別禁止に係る制

度・政策の立案・施行に資することを目的として行ったものである。 

 

２ 研究の方法 

このような目的を効果的に達成するため、本研究においては、以下のような方法により研究を実施す

ることとした。 

(1) アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの障害者雇用関係法制度に詳しい学識者、研究員により構

成される委員会を設置し、調査研究方針の明確化、進捗管理、収集した情報の整理等を行う。 

(2) 委員である学識者が中心となって、インターネットも活用しつつ、各々が専門とする国について、

以下の事項に係る国内資料、原資料の調査、収集を行う。 

① 障害者雇用差別禁止、合理的配慮に関する法令（法律、規則、ガイドライン等） 

② 紛争処理（仕組み、立証責任等） 

③ 判例（採用、配置、処遇、合理的配慮等） 

④ ドイツ、フランスについて、雇用義務と差別禁止の関係（雇用義務のない中小企業の取扱等）及

  

＜フランス障害者評議会（CFHE）＞ 

F-201 障害者雇用の活性化 欧州における「適切な措置」・・・・・・・・・・・・・・・・292 

第 3 節 関連判例・勧告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・301 
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第１分冊  目 次

欧米の障害者雇用差別禁止法制度の概要一覧表 
第 1 章 アメリカ 

第 1 節 法令 
A-001 1990 年障害のあるアメリカ人法（ADA）（2008 年改正） 
A-002 連邦規則：障害のあるアメリカ人法の雇用均等規定の施行のための規則(第 1630 号) 

＜参考＞ 雇用機会均等委員会（EEOC）が施行する関連法規定 
1973 年リハビリテーション法第 501 条及び第 505 条 
1991 年公民権法第 102 条及び第 103 条 

第 2 節 関連資料 
＜雇用機会均等委員会（EEOC）＞ 

A-101 求職者と障害のあるアメリカ人法 
A-102 障害のあるアメリカ人法：中小企業のための入門書 
A-103 小規模雇用主と合理的配慮 
A-104 障害のあるアメリカ人法と精神障害に関する EEOC 施行ガイダンス 
A-105 施行ガイダンス：障害のあるアメリカ人法に基づく合理的配慮と過度の負担 
A-106 職場における聴覚障害と障害のあるアメリカ人法に関する Q&A 
A-107 職場における視覚障害と障害のあるアメリカ人法に関する Q&A 
A-108 職場におけるてんかんと障害のあるアメリカ人法に関する Q&A 
A-109 職場における知的障害者と障害のあるアメリカ人法に関する Q&A 
A-110 調停者のための Q&A：調停と障害のあるアメリカ人法 
A-111 調停当時者のための Q&A：調停と障害のあるアメリカ人法 

＜ジョブ・アコモデーション・ネットワーク（JAN）＞ 
A-201 ジョブ・アコモデーション・ネットワーク（JAN）について 
A-202 JAN：障害のあるアメリカ人法に基づく合理的配慮に関する雇用主実践ガイド 
A-203 JAN：対話プロセス 
A-204 JAN とともに始めよう：小規模企業のための情報 

第 3 節 関連判例 
第 2 章 イギリス 

第 1 節 法令 
B-001 2010 年平等法（抄） 
B-002 2010 年平等法（障害）規則 

第 2 節 関連資料 
B-101 雇用に関する行為準則 
B-102 2010 年平等法ガイダンス：障害の定義に関する問題の決定を行うに当たって考慮すべき

事項についてのガイダンス 
B-103 2010 年平等法における雇用主の権利に関するガイダンス：障害者に対する合理的調整実

施義務 
B-104 「アクセス・トゥ・ワーク」ガイダンス 

第 3 節 関連判例 
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はじめに 

                                                                  

１ 研究の背景と目的 

平成 19 年 9 月 28 日に署名された「障害者の権利に関する条約」は、雇用・労働分野について、公共・

民間部門での障害者雇用の促進等のほか、①あらゆる形態の雇用に係る全ての事項（募集、採用及び雇

用の条件、雇用の継続、昇進並びに安全・健康的な作業条件を含む。）に関する差別の禁止、②職場にお

いて合理的配慮が提供されることの確保等のための適当な措置を取ることにより障害者の権利の実現を

保障・促進することを内容としている。 

 本条約の批准・締結に向けて、障害者雇用促進法制においてどのような措置を講ずべきか、特に②の

職場における合理的配慮の提供というこれまでわが国にはない概念に対してどのように対応していくか

について、これまで、厚生労働省において労使、障害者団体等を含めて検討が進められてきているとこ

ろであり、また、平成 22 年 6 月 29 日閣議決定の「障害者制度改革の推進のための基本的な方向につい

て」において、「労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、職場における合理的配慮の提供

を確保するための措置等の具体的方策について検討を行い、平成 24 年度内を目途にその結論を得るこ

と」とされているところである。 

 これらの検討と、それを受けての制度化、さらに制度の実施に当たり、障害者差別禁止法制を柱とす

るアメリカ、イギリス、わが国同様障害者雇用義務法制を実施しつつ差別禁止を実行しているドイツ、

フランスにおける制度及びその運用に係る情報を把握・理解しておくことの意義は非常に大きい。 

本研究は、このような背景のもとに、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスにおける障害者雇用差

別禁止法制度及びその運用に係る情報を収集・整理して、わが国における障害者雇用差別禁止に係る制

度・政策の立案・施行に資することを目的として行ったものである。 

 

２ 研究の方法 

このような目的を効果的に達成するため、本研究においては、以下のような方法により研究を実施す

ることとした。 

(1) アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの障害者雇用関係法制度に詳しい学識者、研究員により構

成される委員会を設置し、調査研究方針の明確化、進捗管理、収集した情報の整理等を行う。 

(2) 委員である学識者が中心となって、インターネットも活用しつつ、各々が専門とする国について、

以下の事項に係る国内資料、原資料の調査、収集を行う。 

① 障害者雇用差別禁止、合理的配慮に関する法令（法律、規則、ガイドライン等） 

② 紛争処理（仕組み、立証責任等） 

③ 判例（採用、配置、処遇、合理的配慮等） 

④ ドイツ、フランスについて、雇用義務と差別禁止の関係（雇用義務のない中小企業の取扱等）及
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び納付金財源による助成金の活用実績等 

(3) 必要に応じて(2)で収集した資料の翻訳を行う。  

(4)  研究委員会の構成 

 本研究委員会の構成は以下のとおりである。各外部委員は各国の法制における障害者差別関連の重要

判例等の収集・整理を主に担当し、厚生労働省のオブザーバー並びに内部委員及び研究協力者は、必要

に応じて関係情報や資料、全体についての意見、要望等を提供したほか、原資料の翻訳等研究課題の一

部を分担した。 

【外部委員】（国名の 50 音順） 

  長谷川 珠子    福島大学行政政策学類 准教授（アメリカ担当） 

  長谷川 聡         専修大学法学部 准教授（イギリス担当） 

高橋 賢司     立正大学法学部 准教授（ドイツ担当） 

永野 仁美     上智大学法学部 准教授（フランス担当）           

【内部委員】 

  白兼 俊貴     障害者職業総合センター障害者支援部門 統括研究員 

  苅部 隆      障害者職業総合センター 特別研究員 

【オブザーバー】 

  黒田 正彦     厚生労働省高齢・障害者雇用対策部 障害者雇用促進研究官 

  

 なお、上記のほか以下の者が本研究委員会の事務局を務めるとともに研究の一部を分担した。 

  野口 勝則     障害者職業総合センター研究企画部 企画調整室長 

  春名 由一郎       障害者職業総合センター社会的支援部門 主任研究員 

  杉田 史子     障害者職業総合センター 研究協力員 

  松井 良和     障害者職業総合センター 研究協力員 

 

(5) 研究成果の活用 

資料シリーズとしてとりまとめ、国における検討の参考資料として情報提供する。 

 

３ 研究実施期間 

  平成 24 年度の 1 年間 
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欧 米 の 障 害 者 雇 用 差 別 禁 止 法 制 度 一 覧 

 
項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

Ⅰ 基本的事項 
1. 障害者雇用施策

の経緯 

・1920 年「職業リハビリテーション法」により、（傷

痍軍人以外の）一般の障害者を対象とする職業訓練

を法制化。 
‐1943 年改正：対象を拡大(知的・精神障害者)。 
‐1973 年改正：「リハビリテーション法」と改称し、

連邦政府等に対する差別禁止を規定。 
・1971 年「ジャビッツ・ワグナー・オデイ法」により、

政府に対し障害者のための非営利組織から物品やサ

ービスを購入することを義務付け。 
・1990 年「障害のあるアメリカ人法」により、障害者

差別を包括的に禁止。 
‐2008 年改正：障害の定義を明確化。 

・1998 年「労働力投資法」により、貧困層、若年者、

障害者等を対象とする職業訓練及び職業支援を法制

化。 
 

・1944 年 「障害者雇用法」制定。以降、同法に基づ

き、障害者登録制度、雇用率制度、指定職種制度及

び職業リハビリテーション制度などにより障害者雇

用を促進。  
・1958 年 一部改正。 
・1995 年 「障害者差別禁止法」制定。 
・1996 年 12 月 障害者差別禁止法の雇用条項の施行

に伴い、「障害者雇用法」の障害者登録制度、雇用率

制度及び指定職種制度など廃止。 
・2010 年 「平等法」制定。性差別禁止法や人種関係

法など他の差別禁止立法を統合したもの。平等法の

施行に伴い障害者差別禁止法は廃止。 
 

  ・1920 年「重度負傷者の雇用に関する法律」により、

20 人以上の労働者を雇う使用者に戦争による戦傷

者及び労災による被災者の雇用が義務付けられた。

・1953 年「重度負傷者法」により、重度負傷者の雇用

義務が連邦レベルで改めて制定された。 
・1974 年「重度障害者法」により、雇用義務の対象が

重度障害者に拡大された。 
・同年「リハビリテーション調整法」により、社会保

障の各制度で実施されていたリハビリテーション給

付の調整のための規定が制定された。 
・2000 年「重度障害者法」が大きく改正された。 
・2001 年「社会法典第 9 編」により、重度障害者法と

リハビリテーション調整法が社会法典第 9 編に統合

された。 
・2002 年「障害者同権法」が制定された。 
・2006 年「一般均等待遇法」が制定された。 
 

・1924 年「戦傷者雇用義務法」により、従業員数 10
人以上の民間事業所に 10%の戦傷者雇用を義務付

け。 
・1957 年「障害労働者再配置法」により、雇用義務の

対象を全障害者に拡大。 
・1987 年「障害労働者雇用法」により、従業員数 20
人以上の事業所に 6％の障害労働者雇用を義務付

け。 
・1990 年「障害者差別禁止法」により、障害を理由と

す.る雇用差別禁止原則を導入。 
・2005 年「障害者の権利と機会の平等、参加及び市民

権に関する法律」により差別禁止原則に「適切な措

置」概念を導入するとともに、雇用義務を強化。 
 

Ⅰ 基本的事項 
1. 障害者雇用施策

の経緯 

2. 障害者雇用施策

に関する法律 
 
 

・ ジ ャ ビ ッ ツ ・ ワ グ ナ ー ・ オ デ イ 法

(Javits-Wagner-O'Day Act of 1971) 
・リハビリテーション法（Rehabilitation Act of 1973） 
・ 障 害 の あ る ア メ リ カ 人 法 （ Americans with 

Disabilities Act of 1990, ADA） 
・労働力投資法（Workforce Investment Act of 1998） 
 

・2010 年平等法（Equality Act 2010）   ・社会法典（Sozialgesetzbuch:SGB）第 9 編 
・ 一 般 均 等 待 遇 法 (Allgemeines 

Gleichbehandlungsgesetz:AGG） 

・労働法典（Code du travail） 
・社会福祉・家族法典（Code de l'action sociale et des 

familles） 

2. 障害者雇用施策

に関する法律 
 
 

3. 障害者雇用施策

全般を所管・調整

する機関 

・労働省 /障害者雇用政策局（Office of Disability 
Employment Policy, ODEP） 

・全米障害者協議会（National Council on Disability, 
NCD） 

 

・障害問題担当局（Office for Disability Issues, ODI）
・平等人権委員会（Equality and Human Rights 

Committee, EHRC） 
 

  ・ 労 働 社 会 省 / 連 邦 雇 用 エ ー ジ ェ ン シ ー

(Bundesagentur für Arbeit) 
・州統合局（Integrationsamt）：各州にあり州に所属

 

・労働・雇用・健康省（Ministère du travail, de 
 l’emploi et de la santé） 
・連帯・社会的結束省（Ministère des solidarités et de 

la cohésion sociale） 
・省庁間障害委員会（Comité interministériel du 

handicap） 
（2011 年１月現在） 
 

3. 障害者雇用施策

全般を所管・調整

する機関 

Ⅱ 差別禁止 
1. 障害者差別禁止

法制 
(1)法制定の経緯 
 

・1960 年代：黒人を中心とする公民権運動の成功（公

民権法の成立）や、ベトナム戦争による多数の傷痍

軍人の帰国等の影響を受け、障害者の当事者運動が

活発化。 
・1970 年代：障害者像の変化（保護の対象から権利の

対象へ・障害の社会モデルの普及）。1973 年リハビ

リテーション法の制定により部分的に障害者差別を

禁止。 
・1980 年代：NCH（現 NCD：全米障害者評議会）に

よる提言（1986 年「自立に向けて」及び 1988 年「自

立の入り口」）が ADA の草案となる。 
・1990 年：ADA 成立。 
・2008 年：ADA 改正。 
 

・雇用割当制度等、当時の障害者の雇用保障システム

の実効性に対する疑問が提起され、総合的な障害者

差別禁止法制の整備を求める政府・国民の要求を受

け、障害をもつアメリカ人法（ADA）を参考に 1995
年障害者差別禁止法（Disability Discrimination Act 
1995）が制定された。その後、差別理由ごとに制定

されていたイギリスの差別禁止法を整序、統合する

ことを目的として 2010 年平等法（以下条文引用に

ついて「平等法」という）が制定された。1995 年障

害者差別禁止法も、2010 年平等法に吸収される形で

廃止された。 
 

  ・雇用と職業における平等取扱いの実現のための一般

的な枠組みの設定に関する EC 指令 2000/78、人種

と出自による差異のない平等取扱原則の適用に関す

る EC 指令 2000/43 が影響。 
・90/緑の党同盟の連邦議会党派は、反差別法案を連邦

議会に提出。2006 年 1 月 17 日、リンケ党の連邦議

会党派が 2005 年 6 月に決定した法案を協議の基礎

とすることを求め、90/緑の党同盟は、平等取扱法を

提出するよう連邦議会に求めた。2006 年 5 月に、政

府党派の連立のための委員会は、草案に合意。2006
年 6 月 8 日連邦政府は法案を連邦議会に提出。同月

29 日に、連邦議会の第 2 回、第 3 回読会の法律委員

会での改正の申立てを考慮して、一般的平等取扱法

を決定。同年 7 月 7 日連邦参議院で通過し、同年 8
月 18 日法律が施行。 

 

・1980 年代後半：障害者差別禁止原則の導入に対する

関心の高まり（不平等対策・排除対策の一環）。 
・2000 年以降：EC 指令の国内法化のための関連法整

備。 
 

Ⅱ 差別禁止 
1. 障害者差別禁止

法制 
(1)法制定の経緯 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

Ⅰ 基本的事項 
1. 障害者雇用施策

の経緯 

・1920 年「職業リハビリテーション法」により、（傷

痍軍人以外の）一般の障害者を対象とする職業訓練

を法制化。 
‐1943 年改正：対象を拡大(知的・精神障害者)。 
‐1973 年改正：「リハビリテーション法」と改称し、

連邦政府等に対する差別禁止を規定。 
・1971 年「ジャビッツ・ワグナー・オデイ法」により、

政府に対し障害者のための非営利組織から物品やサ

ービスを購入することを義務付け。 
・1990 年「障害のあるアメリカ人法」により、障害者

差別を包括的に禁止。 
‐2008 年改正：障害の定義を明確化。 

・1998 年「労働力投資法」により、貧困層、若年者、

障害者等を対象とする職業訓練及び職業支援を法制

化。 
 

・1944 年 「障害者雇用法」制定。以降、同法に基づ

き、障害者登録制度、雇用率制度、指定職種制度及

び職業リハビリテーション制度などにより障害者雇

用を促進。  
・1958 年 一部改正。 
・1995 年 「障害者差別禁止法」制定。 
・1996 年 12 月 障害者差別禁止法の雇用条項の施行

に伴い、「障害者雇用法」の障害者登録制度、雇用率

制度及び指定職種制度など廃止。 
・2010 年 「平等法」制定。性差別禁止法や人種関係

法など他の差別禁止立法を統合したもの。平等法の

施行に伴い障害者差別禁止法は廃止。 
 

  ・1920 年「重度負傷者の雇用に関する法律」により、

20 人以上の労働者を雇う使用者に戦争による戦傷

者及び労災による被災者の雇用が義務付けられた。

・1953 年「重度負傷者法」により、重度負傷者の雇用

義務が連邦レベルで改めて制定された。 
・1974 年「重度障害者法」により、雇用義務の対象が

重度障害者に拡大された。 
・同年「リハビリテーション調整法」により、社会保

障の各制度で実施されていたリハビリテーション給

付の調整のための規定が制定された。 
・2000 年「重度障害者法」が大きく改正された。 
・2001 年「社会法典第 9 編」により、重度障害者法と

リハビリテーション調整法が社会法典第 9 編に統合

された。 
・2002 年「障害者同権法」が制定された。 
・2006 年「一般均等待遇法」が制定された。 
 

・1924 年「戦傷者雇用義務法」により、従業員数 10
人以上の民間事業所に 10%の戦傷者雇用を義務付

け。 
・1957 年「障害労働者再配置法」により、雇用義務の

対象を全障害者に拡大。 
・1987 年「障害労働者雇用法」により、従業員数 20
人以上の事業所に 6％の障害労働者雇用を義務付

け。 
・1990 年「障害者差別禁止法」により、障害を理由と

す.る雇用差別禁止原則を導入。 
・2005 年「障害者の権利と機会の平等、参加及び市民

権に関する法律」により差別禁止原則に「適切な措

置」概念を導入するとともに、雇用義務を強化。 
 

Ⅰ 基本的事項 
1. 障害者雇用施策

の経緯 

2. 障害者雇用施策

に関する法律 
 
 

・ ジ ャ ビ ッ ツ ・ ワ グ ナ ー ・ オ デ イ 法

(Javits-Wagner-O'Day Act of 1971) 
・リハビリテーション法（Rehabilitation Act of 1973） 
・ 障 害 の あ る ア メ リ カ 人 法 （ Americans with 

Disabilities Act of 1990, ADA） 
・労働力投資法（Workforce Investment Act of 1998） 
 

・2010 年平等法（Equality Act 2010）   ・社会法典（Sozialgesetzbuch:SGB）第 9 編 
・ 一 般 均 等 待 遇 法 (Allgemeines 

Gleichbehandlungsgesetz:AGG） 

・労働法典（Code du travail） 
・社会福祉・家族法典（Code de l'action sociale et des 

familles） 

2. 障害者雇用施策

に関する法律 
 
 

3. 障害者雇用施策

全般を所管・調整

する機関 

・労働省 /障害者雇用政策局（Office of Disability 
Employment Policy, ODEP） 

・全米障害者協議会（National Council on Disability, 
NCD） 

 

・障害問題担当局（Office for Disability Issues, ODI）
・平等人権委員会（Equality and Human Rights 

Committee, EHRC） 
 

  ・ 労 働 社 会 省 / 連 邦 雇 用 エ ー ジ ェ ン シ ー

(Bundesagentur für Arbeit) 
・州統合局（Integrationsamt）：各州にあり州に所属

 

・労働・雇用・健康省（Ministère du travail, de 
 l’emploi et de la santé） 
・連帯・社会的結束省（Ministère des solidarités et de 

la cohésion sociale） 
・省庁間障害委員会（Comité interministériel du 

handicap） 
（2011 年１月現在） 
 

3. 障害者雇用施策

全般を所管・調整

する機関 

Ⅱ 差別禁止 
1. 障害者差別禁止

法制 
(1)法制定の経緯 
 

・1960 年代：黒人を中心とする公民権運動の成功（公

民権法の成立）や、ベトナム戦争による多数の傷痍

軍人の帰国等の影響を受け、障害者の当事者運動が

活発化。 
・1970 年代：障害者像の変化（保護の対象から権利の

対象へ・障害の社会モデルの普及）。1973 年リハビ

リテーション法の制定により部分的に障害者差別を

禁止。 
・1980 年代：NCH（現 NCD：全米障害者評議会）に

よる提言（1986 年「自立に向けて」及び 1988 年「自

立の入り口」）が ADA の草案となる。 
・1990 年：ADA 成立。 
・2008 年：ADA 改正。 
 

・雇用割当制度等、当時の障害者の雇用保障システム

の実効性に対する疑問が提起され、総合的な障害者

差別禁止法制の整備を求める政府・国民の要求を受

け、障害をもつアメリカ人法（ADA）を参考に 1995
年障害者差別禁止法（Disability Discrimination Act 
1995）が制定された。その後、差別理由ごとに制定

されていたイギリスの差別禁止法を整序、統合する

ことを目的として 2010 年平等法（以下条文引用に

ついて「平等法」という）が制定された。1995 年障

害者差別禁止法も、2010 年平等法に吸収される形で

廃止された。 
 

  ・雇用と職業における平等取扱いの実現のための一般

的な枠組みの設定に関する EC 指令 2000/78、人種

と出自による差異のない平等取扱原則の適用に関す

る EC 指令 2000/43 が影響。 
・90/緑の党同盟の連邦議会党派は、反差別法案を連邦

議会に提出。2006 年 1 月 17 日、リンケ党の連邦議

会党派が 2005 年 6 月に決定した法案を協議の基礎

とすることを求め、90/緑の党同盟は、平等取扱法を

提出するよう連邦議会に求めた。2006 年 5 月に、政

府党派の連立のための委員会は、草案に合意。2006
年 6 月 8 日連邦政府は法案を連邦議会に提出。同月

29 日に、連邦議会の第 2 回、第 3 回読会の法律委員

会での改正の申立てを考慮して、一般的平等取扱法

を決定。同年 7 月 7 日連邦参議院で通過し、同年 8
月 18 日法律が施行。 

 

・1980 年代後半：障害者差別禁止原則の導入に対する

関心の高まり（不平等対策・排除対策の一環）。 
・2000 年以降：EC 指令の国内法化のための関連法整

備。 
 

Ⅱ 差別禁止 
1. 障害者差別禁止

法制 
(1)法制定の経緯 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(2)法律名・概要 
 

・1973 年リハビリテーション法：連邦政府及び連邦政

府から財政援助を受ける民間企業等に対する障害者

差別禁止。 
・1990 年 ADA：包括的障害者差別禁止法。雇用（第

1 編）、公共事業体による施設・サービス提供（第 2
編）、民間企業により運営される施設・サービス提供

（第 3 編）、テレコミュニケーション（第 4 編）、雑

則（第 5 編）から構成。 
・2008 年 ADA 改正法（Americans with Disabilities 

Act Amendments Act of 2008）：障害の定義を明確

化。 
・2004 年障害者教育法（Individuals with Disabilities 

Aｃｔ）：すべての障害児が無償かつ適切な公教育を

受けることの保障、障害児及びその親の権利の保障。 
 

・2010 年平等法：イギリスにおける包括的な差別禁止

法。年齢、障害、性転換（gender reassignment）、
婚姻及び市民的パートナーシップ、人種、宗教・信

条、性別、性的指向を理由とする差別を禁止。サー

ビス・公的機関（第 3 編）、建物（第 4 編）、雇用（第

5 編）、教育（第 6 編）、社団（第 7 編）を適用対象。

  ・基本法（1949 年）：1994 年修正 3 条 3 項を追加。

・社会法典第 9 編（2001 年）。 
・障害者同権法（2002 年）：障害者の差別の撤廃と障

害者の社会生活への平等な参加の保障を目的とす

る。公共の建造物や交通・通信システムや情報の入

手などについて、バリアフリーの権利を保障。 
・一般均等待遇法（2006 年）：人種、性別、障害等に

よる不利益待遇を防止、又は排除することを目的と

した、包括的な差別禁止法。不利益待遇が許されな

い分野として、職業活動の機会を得るための条件、

労働条件、職業相談・職業教育の機会、職業団体等

への参加があげられている。 
 

・刑法典：人種、性別、障害等を理由とする採用拒否、

懲戒、解雇等を禁止。 
・労働法典（＊）：人種、性別、障害等を理由とする募

集手続きからの排除、懲戒、解雇、労働条件におけ

る差別的取扱いを禁止。 
・差別禁止分野の EU 法を国内法化する法律（2008
年）（以下、2008 年法という）等。 

 
（＊）主たる改正法 

①障害及び健康状態を理由とする差別の禁止に関

する 1990 年 7 月 12 日の法律（刑法典・労働法典

等を改正）。 
②障害者の権利と機会の平等、参加及び市民権に関

する 2005年 2月 11日の法律（労働法典等を改正、

「適切な措置」概念を導入）。 
 

(2)法律名・概要 
 

2. 障害者雇用差別

禁止法制 
(1)法律 

・ ADA 第 1 編 
・ リハビリテーション法 

・2010 年平等法 
 

  ・一般均等待遇法 
・社会法典第 9 編 

・刑法典 
・労働法典 

2. 障害者雇用差別

禁止法制 
(1)法律 

(2)施行規則 
 

・ADA 雇用規定に関する施行規則 1630 部（雇用機会

均等委員会（EEOC）規則） 
 

     (2)施行規則 
 

(3)ガイドライン等 ・ EEOC 規則 1630 部の付録：障害をもつアメリカ人

法第 1 編の解釈ガイダンス 
・ ADA 技術支援マニュアル 
（両者とも EEOC 作成） 

・手引き（guidance）「使用者にとっての平等法」（使

用者向け）、「職場における平等の権利」（労働者向け）

（いずれも採用、労働時間等、問題類型ごとに作成）、

「2010 年平等法の手引き：障害の定義に関する諸問

題を判断する際に考慮すべき事項に関する手引き」

等。 
 

   （参考） 
・「職業的参入のための障害補償ガイド」  
（障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）が

作成した手引き：障害者の職業訓練及び雇用に関し、

障害の種類ごとに、障害者が有するニーズを同定し、

必要な支援を例示している。） 
 

(3)ガイドライン等 

3. 雇用差別禁止法

の対象障害者 
(1)障害（者）の定義 

・障害の定義：次のいずれかを意味する。 
‐その人の主要な生活活動を実質的に制限する身

体的又は精神的機能障害（ADA3 条(1)(A)）、 
‐そのような機能障害の記録（同項(B)）、 
‐そのような機能障害をもつとみなされること（同

項(C)。 
（注）裁判所が障害の範囲を狭く解釈する傾向にあっ

たことから、2008 年 ADA 改正法により、「主要

な生活活動」及び「みなされる」の内容が明確化

され（同条(2)及び(3)）、障害の定義に関する解釈

準則が定められた（同条(4)）。 
 

・通常の日常生活を行う能力に、実質的かつ長期間に

わたり悪影響をもたらす身体的又は精神的な機能障

害を有する者（平等法 6 条 1 項、2 項）。 
・過去に障害を有していた者を含む（同条 4 項）。 
 
 

  障害者の定義は、ある人の身体的機能、知的能力又は

精神的健康が、かなりの蓋然性で 6 ヵ月より長く、

その年齢に典型的な状態とは異なる場合で、そのた

め、社会生活への参画が侵害されている場合には、

障害があると定められている（社会法典第 9 編 2 条

1 項 ）。 

・障害労働者の定義：障害労働者とは、「身体的、知的、

精神的機能又は感覚器官の機能の悪化により、雇用

を獲得し維持する可能性が現実に減退している全て

の人」をいう（労働法典 L.5213-1 条）。 
（注）ただし、差別禁止の対象となる障害者は、上記

定義より広いと思われる。 
 

3. 雇用差別禁止法

の対象障害者 
(1)障害（者）の定義

(2)対象障害者の認

定基準・認定方法 
・認定基準は、ADA3 条の「障害」に該当するか否か。

認定方法に関する定めはない。 
・2010 年平等法の「障害」の定義（6 条）に該当する

か否か。申立を受けた審判所・裁判所が、先例や手

引き、行為準則を基礎に事件ごとに判断。 

  （参考） 
・重度障害者及びこれと同等の者との認定(社会法典第

9 編 2 条 1 項ないし 3 項）：「少なくとも障害の程度

が 50 に達し、その者がその住居、慣習上の滞在

（Aufenthalt）、または 73 条の意味におけるそのポ

ストでの雇用を、適法にこの法律の効力範囲に有す

る場合」には、重度障害者とされる（社会法典第 9
編 2 条 2 項）。「重度障害者と同等の者とは、障害程

度が 30 以上の 50 未満の障害者で、2 項のその他の

要件を満たしている者であり、その障害者が、障害

の結果、同等に置かれず、73 条の意味における適切

なポストを得られず、または維持できない場合であ

る（社会法典第 9 編 2 条 3 項）」。上記定義に該当す

るか否かにより障害者か否かが定まる。障害の定義

は一般均等待遇法にはなく、社会法典第 9 編 2 条 1
項ないし 3 項が参照される。 

 

（参考） 
・障害労働者の認定：上記定義に該当するか否か。 

(2)対象障害者の認

定基準・認定方法
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(2)法律名・概要 
 

・1973 年リハビリテーション法：連邦政府及び連邦政

府から財政援助を受ける民間企業等に対する障害者

差別禁止。 
・1990 年 ADA：包括的障害者差別禁止法。雇用（第

1 編）、公共事業体による施設・サービス提供（第 2
編）、民間企業により運営される施設・サービス提供

（第 3 編）、テレコミュニケーション（第 4 編）、雑

則（第 5 編）から構成。 
・2008 年 ADA 改正法（Americans with Disabilities 

Act Amendments Act of 2008）：障害の定義を明確

化。 
・2004 年障害者教育法（Individuals with Disabilities 

Aｃｔ）：すべての障害児が無償かつ適切な公教育を

受けることの保障、障害児及びその親の権利の保障。 
 

・2010 年平等法：イギリスにおける包括的な差別禁止

法。年齢、障害、性転換（gender reassignment）、
婚姻及び市民的パートナーシップ、人種、宗教・信

条、性別、性的指向を理由とする差別を禁止。サー

ビス・公的機関（第 3 編）、建物（第 4 編）、雇用（第

5 編）、教育（第 6 編）、社団（第 7 編）を適用対象。

  ・基本法（1949 年）：1994 年修正 3 条 3 項を追加。

・社会法典第 9 編（2001 年）。 
・障害者同権法（2002 年）：障害者の差別の撤廃と障

害者の社会生活への平等な参加の保障を目的とす

る。公共の建造物や交通・通信システムや情報の入

手などについて、バリアフリーの権利を保障。 
・一般均等待遇法（2006 年）：人種、性別、障害等に

よる不利益待遇を防止、又は排除することを目的と

した、包括的な差別禁止法。不利益待遇が許されな

い分野として、職業活動の機会を得るための条件、

労働条件、職業相談・職業教育の機会、職業団体等

への参加があげられている。 
 

・刑法典：人種、性別、障害等を理由とする採用拒否、

懲戒、解雇等を禁止。 
・労働法典（＊）：人種、性別、障害等を理由とする募

集手続きからの排除、懲戒、解雇、労働条件におけ

る差別的取扱いを禁止。 
・差別禁止分野の EU 法を国内法化する法律（2008
年）（以下、2008 年法という）等。 

 
（＊）主たる改正法 

①障害及び健康状態を理由とする差別の禁止に関

する 1990 年 7 月 12 日の法律（刑法典・労働法典

等を改正）。 
②障害者の権利と機会の平等、参加及び市民権に関

する 2005年 2月 11日の法律（労働法典等を改正、

「適切な措置」概念を導入）。 
 

(2)法律名・概要 
 

2. 障害者雇用差別

禁止法制 
(1)法律 

・ ADA 第 1 編 
・ リハビリテーション法 

・2010 年平等法 
 

  ・一般均等待遇法 
・社会法典第 9 編 

・刑法典 
・労働法典 

2. 障害者雇用差別

禁止法制 
(1)法律 

(2)施行規則 
 

・ADA 雇用規定に関する施行規則 1630 部（雇用機会

均等委員会（EEOC）規則） 
 

     (2)施行規則 
 

(3)ガイドライン等 ・ EEOC 規則 1630 部の付録：障害をもつアメリカ人

法第 1 編の解釈ガイダンス 
・ ADA 技術支援マニュアル 
（両者とも EEOC 作成） 

・手引き（guidance）「使用者にとっての平等法」（使

用者向け）、「職場における平等の権利」（労働者向け）

（いずれも採用、労働時間等、問題類型ごとに作成）、

「2010 年平等法の手引き：障害の定義に関する諸問

題を判断する際に考慮すべき事項に関する手引き」

等。 
 

   （参考） 
・「職業的参入のための障害補償ガイド」  
（障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）が

作成した手引き：障害者の職業訓練及び雇用に関し、

障害の種類ごとに、障害者が有するニーズを同定し、

必要な支援を例示している。） 
 

(3)ガイドライン等 

3. 雇用差別禁止法

の対象障害者 
(1)障害（者）の定義 

・障害の定義：次のいずれかを意味する。 
‐その人の主要な生活活動を実質的に制限する身

体的又は精神的機能障害（ADA3 条(1)(A)）、 
‐そのような機能障害の記録（同項(B)）、 
‐そのような機能障害をもつとみなされること（同

項(C)。 
（注）裁判所が障害の範囲を狭く解釈する傾向にあっ

たことから、2008 年 ADA 改正法により、「主要

な生活活動」及び「みなされる」の内容が明確化

され（同条(2)及び(3)）、障害の定義に関する解釈

準則が定められた（同条(4)）。 
 

・通常の日常生活を行う能力に、実質的かつ長期間に

わたり悪影響をもたらす身体的又は精神的な機能障

害を有する者（平等法 6 条 1 項、2 項）。 
・過去に障害を有していた者を含む（同条 4 項）。 
 
 

  障害者の定義は、ある人の身体的機能、知的能力又は

精神的健康が、かなりの蓋然性で 6 ヵ月より長く、

その年齢に典型的な状態とは異なる場合で、そのた

め、社会生活への参画が侵害されている場合には、

障害があると定められている（社会法典第 9 編 2 条

1 項 ）。 

・障害労働者の定義：障害労働者とは、「身体的、知的、

精神的機能又は感覚器官の機能の悪化により、雇用

を獲得し維持する可能性が現実に減退している全て

の人」をいう（労働法典 L.5213-1 条）。 
（注）ただし、差別禁止の対象となる障害者は、上記

定義より広いと思われる。 
 

3. 雇用差別禁止法

の対象障害者 
(1)障害（者）の定義

(2)対象障害者の認

定基準・認定方法 
・認定基準は、ADA3 条の「障害」に該当するか否か。

認定方法に関する定めはない。 
・2010 年平等法の「障害」の定義（6 条）に該当する

か否か。申立を受けた審判所・裁判所が、先例や手

引き、行為準則を基礎に事件ごとに判断。 

  （参考） 
・重度障害者及びこれと同等の者との認定(社会法典第

9 編 2 条 1 項ないし 3 項）：「少なくとも障害の程度

が 50 に達し、その者がその住居、慣習上の滞在

（Aufenthalt）、または 73 条の意味におけるそのポ

ストでの雇用を、適法にこの法律の効力範囲に有す

る場合」には、重度障害者とされる（社会法典第 9
編 2 条 2 項）。「重度障害者と同等の者とは、障害程

度が 30 以上の 50 未満の障害者で、2 項のその他の

要件を満たしている者であり、その障害者が、障害

の結果、同等に置かれず、73 条の意味における適切

なポストを得られず、または維持できない場合であ

る（社会法典第 9 編 2 条 3 項）」。上記定義に該当す

るか否かにより障害者か否かが定まる。障害の定義

は一般均等待遇法にはなく、社会法典第 9 編 2 条 1
項ないし 3 項が参照される。 

 

（参考） 
・障害労働者の認定：上記定義に該当するか否か。 

(2)対象障害者の認

定基準・認定方法

− 6 − − 7 −



項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(3)認定機関 ・最終的判断は、裁判所。 
 

・申立を受けた審判所・裁判所。   （参考） 
・障害の存在と程度は、連邦援護法の実施管轄官庁（主

に州及び市）。障害の存在と障害程度の文書で認定。

（参考） 
・障害労働者の認定機関：障害者権利自立委員会

（CDAPH）（労働法典 L.5213-20 条）。 
 

(3)認定機関 

(4)保護対象となる

ための障害以外の

要件（能力要件等） 

・合理的配慮があれば、あるいはなくとも、当該職務

の本質的機能を遂行できる人、すなわち「当該職務

に対する適格性を有する（qualified）人」に対する

差別が禁止される（ADA101 条(8)、102 条(a)）。 

      

(5)差別の正当化事

由・適用除外規定 
 

・ 自身又は他者に対して「直接の脅威（direct threat）」
を及ぼす人は、適用を除外される（ADA101 条(3)、
103 条(b)）。 

・ 合理的配慮をしてもなお、食品を取扱うことにより

他者に伝染するような伝染病又は伝染症を患う者に

対しては、採用又は雇用継続の拒否をすることがで

きる（ADA103 条(d)）。 
・ 現在薬物を不法使用している者に対し、その使用を

理由としてなされる使用者の対応は許される

（ADA104 条(a)）。 
 

・特定の障害を有することを要件とすることが、当該

職務の性質・状況に照らして、職業上の資格に該当

する場合であり、当該要件を適用することが適法な

目的を達成するための均衡の取れた方法であり、当

該要件を適用された者が当該要件を満たさなかった

場合（又は、その者が当該要件を満たさないと判断

する合理的な理由を適用者が有する場合）、直接差別

は成立しない（平等法附則 9 1 条 1 項、雇用関連サ

ービス提供者について同 5 条）。 
・軍隊（平等法 83 条 11 項、附則 9 4 条 3 項）。 
・国防を目的とする適切な行為（平等法 83 条 11 項、

附則 9 第 4 条 3 項） 
・援助付き雇用（supported employment）の提供に

ついて、同じ障害、又は所定の種類の障害を有する

者をこれらに該当しない者より有利に取り扱うこと

（平等法 193 条 3 項）。 
・法令の要件や法令に従って設けられた要件等に基づ

く区別（平等法附則 22 第 1 条 1 項）。 
 

  ・1 条に掲げられた諸事由のいずれかによる差別的な

取扱いは、その理由が、行われる職務の種類、職務

の遂行の諸条件を理由として、その職務の本質的か

つ重要な要請である場合には、その目的が正当かつ、

その要請が相当なものである限りで、適法である（一

般均等待遇法 8 条 1 項）。 

・本質的かつ決定的な職業上の要請に基づく取扱いの

差異で、目的が正当であり、要請と均衡のとれた取

扱いの差異は、差別禁止原則に抵触しない（労働法

典 L.1133-1 条）。 
・労働医が認定した労働不適性に基づく取扱いの差異

は、それが、客観的かつ適切で必要なものである限

り、差別には当たらない（労働法典 L.1133-3 条）。

・平等取扱いを促進するために障害者に対してなされ

る「適切な措置」は、差別に当たらない（労働法典

L.1133-4 条）。 
 

(5)差別の正当化事

由・適用除外規定

 

(6)障害者以外で保

護の対象となる者 
 

・労働者が交際している人又は関係をもっている人の

障害を理由として、当該労働者を差別してはならな

い（ADA102 条（b）(4)）。 
・差別の被害者が障害者か障害者でないかに関わらず、

障害を理由とした差別は禁止される（ADA102 条(a)
及び(b)）。 

 

・差別的取扱いの理由が、直接差別（平等法 13 条 1
項）及びハラスメント（平等法 26 条 1 項）につい

ては、差別的取扱いの理由が障害や障害を有すると

認識されたことである場合、報復的取扱い（平等法

27 条 1 項）については平等法 27 条 2 項所定の事項

であれば、差別的取扱いを受けた者が障害者でなく

ても保護の対象となる。 
 

  ・直接差別、ハラスメントからの保護の対象には、介

護をする保護者も含む（ヨーロッパ裁判所 2008 年 7
月 17 日判決）。 

・「適切な措置」としての労働時間の調整は、障害者を

介護する家族や近親者にも認められる（労働法典

L.3122-26 条）。 
・差別行為の証言・供述を行った労働者に対する懲戒・

解雇・差別的措置の禁止（労働法典 L.1132-3 条）。

・差別行為の証言・供述をした者に対する不利益取り

扱いの禁止、及び、差別行為への服従又は服従拒否

に基づく不利益な決定の禁止（2008 年法 3 条）。 
 

(6)障害者以外で保

護の対象となる者

 

4. 規制対象 
(1)民間事業主 

・当年又は前年に 20 週以上働いた従業員を 15 人以上

雇用し、かつ、州際通商に影響を及ぼす産業に従事

する人（ADA101 条(5)(A)）。  
（注）なお、ADA では、規制対象を「適用対象事業体」

（covered entity）と呼ぶ。 
 

・雇用、契約労働者（平等法 39 条以下） 
・パートナー（平等法 47 条以下） 
・弁護士（平等法 47 条以下） 
・重役・幹部（平等法 49 条以下） 

  ・使用者（労働者を雇用する自然人、法人、人的会社）、

派遣会社、（家事労働者のためには）委託者（一般均

等待遇法 6 条 2 項）。 
・稼得活動への入り口や昇進に関わる限りで、独立事

業者と組織の構成員、特に、団体の業務執行人（一

般均等待遇法 6 条 3 項）。 
 

・民間部門の使用者（労働法典 L.1111-1 条） 
（注）従業員数に関する規定なし。 

4. 規制対象 
(1)民間事業主 

(2)公的機関 ・連邦政府及び連邦政府が完全所有する法人は ADA
ではなく、リハビリテーション法により類似の規定

の適用を受ける（ADA101 条(5)(B)）。 
・州・地方政府は、ADA の適用を受ける。 

・警察官（平等法 42 条以下） 
・地方公務員（平等法 58 条以下） 

  ・連邦、州、地方公共団体の公務員なども保護の対象

となる（一般均等待遇法 24 条 1 項）。また、連邦及

び州の裁判官も同様である（同法 24 条 2 項）。兵役

の民間代替勤務者と兵役拒否者も含む（同法 24 条 3
項）。 

・公的部門の使用者は、「公務員の権利と義務に関する

法律」及び公務員各法（国家公務員、地方公務員、

公的病院の職員）による差別禁止規制を受ける。 
（注）私法の定める条件のもと、公法人に雇用された

者は、労働法典の適用を受ける（労働法典 L.1111-1
条）。 

 

(2)公的機関 

(3)その他 ・ADA の適用対象事業体には、事業主の他、雇用あっ

せん機関、労働団体、労使合同委員会を含む

（ADA101 条(2)）。 
・インディアン部族、私的会員制クラブは ADA の適

用なし（ADA101 条(5)(b)）。 
 

・資格認可授与団体（qualifications bodies、平等法

53 条以下） 
・ 雇 用 関 連 サ ー ビ ス 提 供 者 (employment 

service-providers、平等法 55 条以下） 
・労働組合（平等法 57 条以下） 
 

    (3)その他 
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(3)認定機関 ・最終的判断は、裁判所。 
 

・申立を受けた審判所・裁判所。   （参考） 
・障害の存在と程度は、連邦援護法の実施管轄官庁（主

に州及び市）。障害の存在と障害程度の文書で認定。

（参考） 
・障害労働者の認定機関：障害者権利自立委員会

（CDAPH）（労働法典 L.5213-20 条）。 
 

(3)認定機関 

(4)保護対象となる

ための障害以外の

要件（能力要件等） 

・合理的配慮があれば、あるいはなくとも、当該職務

の本質的機能を遂行できる人、すなわち「当該職務

に対する適格性を有する（qualified）人」に対する

差別が禁止される（ADA101 条(8)、102 条(a)）。 

      

(5)差別の正当化事

由・適用除外規定 
 

・ 自身又は他者に対して「直接の脅威（direct threat）」
を及ぼす人は、適用を除外される（ADA101 条(3)、
103 条(b)）。 

・ 合理的配慮をしてもなお、食品を取扱うことにより

他者に伝染するような伝染病又は伝染症を患う者に

対しては、採用又は雇用継続の拒否をすることがで

きる（ADA103 条(d)）。 
・ 現在薬物を不法使用している者に対し、その使用を

理由としてなされる使用者の対応は許される

（ADA104 条(a)）。 
 

・特定の障害を有することを要件とすることが、当該

職務の性質・状況に照らして、職業上の資格に該当

する場合であり、当該要件を適用することが適法な

目的を達成するための均衡の取れた方法であり、当

該要件を適用された者が当該要件を満たさなかった

場合（又は、その者が当該要件を満たさないと判断

する合理的な理由を適用者が有する場合）、直接差別

は成立しない（平等法附則 9 1 条 1 項、雇用関連サ

ービス提供者について同 5 条）。 
・軍隊（平等法 83 条 11 項、附則 9 4 条 3 項）。 
・国防を目的とする適切な行為（平等法 83 条 11 項、

附則 9 第 4 条 3 項） 
・援助付き雇用（supported employment）の提供に

ついて、同じ障害、又は所定の種類の障害を有する

者をこれらに該当しない者より有利に取り扱うこと

（平等法 193 条 3 項）。 
・法令の要件や法令に従って設けられた要件等に基づ

く区別（平等法附則 22 第 1 条 1 項）。 
 

  ・1 条に掲げられた諸事由のいずれかによる差別的な

取扱いは、その理由が、行われる職務の種類、職務

の遂行の諸条件を理由として、その職務の本質的か

つ重要な要請である場合には、その目的が正当かつ、

その要請が相当なものである限りで、適法である（一

般均等待遇法 8 条 1 項）。 

・本質的かつ決定的な職業上の要請に基づく取扱いの

差異で、目的が正当であり、要請と均衡のとれた取

扱いの差異は、差別禁止原則に抵触しない（労働法

典 L.1133-1 条）。 
・労働医が認定した労働不適性に基づく取扱いの差異

は、それが、客観的かつ適切で必要なものである限

り、差別には当たらない（労働法典 L.1133-3 条）。

・平等取扱いを促進するために障害者に対してなされ

る「適切な措置」は、差別に当たらない（労働法典

L.1133-4 条）。 
 

(5)差別の正当化事

由・適用除外規定

 

(6)障害者以外で保

護の対象となる者 
 

・労働者が交際している人又は関係をもっている人の

障害を理由として、当該労働者を差別してはならな

い（ADA102 条（b）(4)）。 
・差別の被害者が障害者か障害者でないかに関わらず、

障害を理由とした差別は禁止される（ADA102 条(a)
及び(b)）。 

 

・差別的取扱いの理由が、直接差別（平等法 13 条 1
項）及びハラスメント（平等法 26 条 1 項）につい

ては、差別的取扱いの理由が障害や障害を有すると

認識されたことである場合、報復的取扱い（平等法

27 条 1 項）については平等法 27 条 2 項所定の事項

であれば、差別的取扱いを受けた者が障害者でなく

ても保護の対象となる。 
 

  ・直接差別、ハラスメントからの保護の対象には、介

護をする保護者も含む（ヨーロッパ裁判所 2008 年 7
月 17 日判決）。 

・「適切な措置」としての労働時間の調整は、障害者を

介護する家族や近親者にも認められる（労働法典

L.3122-26 条）。 
・差別行為の証言・供述を行った労働者に対する懲戒・

解雇・差別的措置の禁止（労働法典 L.1132-3 条）。

・差別行為の証言・供述をした者に対する不利益取り

扱いの禁止、及び、差別行為への服従又は服従拒否

に基づく不利益な決定の禁止（2008 年法 3 条）。 
 

(6)障害者以外で保

護の対象となる者

 

4. 規制対象 
(1)民間事業主 

・当年又は前年に 20 週以上働いた従業員を 15 人以上

雇用し、かつ、州際通商に影響を及ぼす産業に従事

する人（ADA101 条(5)(A)）。  
（注）なお、ADA では、規制対象を「適用対象事業体」

（covered entity）と呼ぶ。 
 

・雇用、契約労働者（平等法 39 条以下） 
・パートナー（平等法 47 条以下） 
・弁護士（平等法 47 条以下） 
・重役・幹部（平等法 49 条以下） 

  ・使用者（労働者を雇用する自然人、法人、人的会社）、

派遣会社、（家事労働者のためには）委託者（一般均

等待遇法 6 条 2 項）。 
・稼得活動への入り口や昇進に関わる限りで、独立事

業者と組織の構成員、特に、団体の業務執行人（一

般均等待遇法 6 条 3 項）。 
 

・民間部門の使用者（労働法典 L.1111-1 条） 
（注）従業員数に関する規定なし。 

4. 規制対象 
(1)民間事業主 

(2)公的機関 ・連邦政府及び連邦政府が完全所有する法人は ADA
ではなく、リハビリテーション法により類似の規定

の適用を受ける（ADA101 条(5)(B)）。 
・州・地方政府は、ADA の適用を受ける。 

・警察官（平等法 42 条以下） 
・地方公務員（平等法 58 条以下） 

  ・連邦、州、地方公共団体の公務員なども保護の対象

となる（一般均等待遇法 24 条 1 項）。また、連邦及

び州の裁判官も同様である（同法 24 条 2 項）。兵役

の民間代替勤務者と兵役拒否者も含む（同法 24 条 3
項）。 

・公的部門の使用者は、「公務員の権利と義務に関する

法律」及び公務員各法（国家公務員、地方公務員、

公的病院の職員）による差別禁止規制を受ける。 
（注）私法の定める条件のもと、公法人に雇用された

者は、労働法典の適用を受ける（労働法典 L.1111-1
条）。 

 

(2)公的機関 

(3)その他 ・ADA の適用対象事業体には、事業主の他、雇用あっ

せん機関、労働団体、労使合同委員会を含む

（ADA101 条(2)）。 
・インディアン部族、私的会員制クラブは ADA の適

用なし（ADA101 条(5)(b)）。 
 

・資格認可授与団体（qualifications bodies、平等法

53 条以下） 
・ 雇 用 関 連 サ ー ビ ス 提 供 者 (employment 

service-providers、平等法 55 条以下） 
・労働組合（平等法 57 条以下） 
 

    (3)その他 
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5. 障害を理由とす

る雇用差別の種

類・内容 
(1)差別禁止事項 

・いかなる適用対象事業体も、応募手続き、労働者の

採用、昇進、解雇、報酬、職業訓練、及びその他の

雇用上の規定、条件及び特典に関して、適格性を有

する人を障害を理由として差別をしてはならない

（雇用の全局面における差別の禁止）（ADA102 条

(a) ）。 
 
（注）EEOC 規則 1630.4 条(a)～(i)において、さらに

詳しい規定が置かれている。 
 

・(a)採用対象者を決定するために使用者が作成した措

置、(b)採用における雇用条件、(c)採用拒否（平等法

39 条 1 項）。 
・(a)雇用条件、(b)昇進や配転、教育訓練、その他の利

益、施設、サービスを受けるための機会にアクセス

する権限を与える、又は与えないこと、(c)解雇、(d)
その他の不利益を与えること（同条 2 項）。 

 
 

  ・使用者は、重度障害のある従業員に対して、障害を

理由として不利益取扱いをしてはならない。個別に

は、一般均等待遇法の規定が適用される（社会法典

第 9 編 81 条 2 項）。 
・従業員は 1 条に掲げられる事由（人種又は民族的出

自、性別、宗教若しくは世界観、障害、年齢又は性

的なアイデンティティ）のいずれかに基づき不利益

な取扱いを受けることがあってはならない。これは、

不利益な取扱いを行う者が、不利益な取扱いの際に

1 条に掲げられた事由のいずれかの存在を単に是認

する場合にもあてはまる（一般均等待遇法 7 条 1
項）。 

・1 条に掲げられる事由による不利益取扱いは、法律

により、次に関連する事項について、違法である。

①採用及び昇進について、選択基準や採用条件を含

む諸条件、②労働の対価及び解雇条件を含む、特に、

就労関係の遂行と終了にあたって、並びに昇進にあ

たっての個別的ないし集団的合意及び措置におけ

る、就労条件ないし労働条件、③職業上の助言、職

業教育、継続教育、再訓練、インターンを含む職業

訓練、④雇用団体ないし使用者団体、その他の一定

の職業グループに属する団体メンバーへの加入、⑤

社会保障関係職員及び福利厚生職員を含む社会的な

公的な施設 、⑥社会的な優遇 、⑦教育 、⑧商品や

サービス の支給開始とその供給（同法 2 条）。 
 

・何人も、出自、性別…健康状態又は障害を理由とし

て、採用手続又は研修若しくは企業での訓練時間へ

のアクセスから排除されてはならず、また、いかな

る労働者も、懲戒、解雇、直接的若しくは間接的な

差別的取扱い（特に、報酬、利益分配、職業訓練、

再就職、配属、職業資格、職階、昇進、異動、契約

更新）の対象とされてはならない（労働法典

L.1132-1 条）。 
 

5. 障害を理由とす

る雇用差別の種

類・内容 
(1)差別禁止事項 

(2)直接差別 ・応募者又は労働者を、その障害を理由として、その

応募者又は労働者の機会又は地位に不利な影響を及

ぼす方法で制限、分離、又は分類すること（ADA102
条(b)(1)）。 

・使用者が、その使用者の応募者又は労働者である適

格性をもつ障害者を差別の対象とする契約上等の協

定又は関係に関与すること （ADA102 条(b)(2)）。 
・障害に基づく差別の効果をもつ、又は、共通の管理

下にある他の人々の差別を永続的にする管理の基準

（standard）、項目（criteria）、又は方法（method）
を用いること（ ADA102 条(b)(3)）。 

 

・障害を理由として、A が B をその他の者を扱う又は

扱うであろう場合よりも不利益に扱った場合、A は

B を差別したものとする（平等法 13 条 1 項）。ただ

し、障害者を非障害者よりも有利に扱うことを妨げ

ない（同条 3 項）。 

  ・1 条に掲げられる諸事由のいずれかに基づき、対比

しうる状況のもとで、他の者が経験し、経験した、

若しくは経験しうるであろうよりも、不利益な取扱

いを経験する場合には、直接的な不利益な取扱いと

なる（一般均等待遇法 3 条 1 項）。 
 
 

・ …宗教、信条、…障害…に基づいて、ある人が、比

肩し得る状況の他の人が受けている、受けていた、

又は、受けるであろう処遇よりも不利な処遇を受け

るとき、それは、直接的差別に該当する（2008 年法

1 条 1 項）。 
 
 
 

(2)直接差別 

(3)間接差別 ・障害者又は障害者集団を排除する又は排除する傾向

のある（tend to）適格性基準、試験、その他の選考

項目を用いることは、障害を理由とする差別に当た

る。ただし、当該基準、試験又は選考項目が当該職

務に関連し、業務上の必要性に合致することを、適

用対象事業体が証明できる場合は、この限りではな

い（ADA102 条(b)(6)）。 
 

・A が B に、B の障害に関して差別的な規定、基準又

は慣行を適用した場合、A は B を差別したものとす

る（平等法 19 条 1 項）。 
・規定、基準又は慣行が差別的である場合とは、(a)A
が、B と同じ属性を有していない者にこれらを適用

する、又は適用するであろう場合であって、(b)これ

らが、B と同じ属性を有していない者と比較して、

B と同じ属性を有する者を不利な立場に置く、又は

置くであろう場合であって、(c)B をその不利な立場

に置く、又は置くであろう場合であって、(d)A が、

これらが適法な目的を達成する均衡の取れた方法で

あることを証明することができない場合を意味する

（同条 2 項）。 
 

  ・外観上中立的な規定、基準又は手続により、1 条に

掲げられる諸事由のいずれかに基づき、対比しうる

状況の下で、他の者よりも、特別な方法で、ある者

が不利な取扱いを受ける場合には、間接的な不利益

な取扱いとなる。ただし当該規定、基準又は手続が、

法に適った目的により客観的に正当性が認められ、

その手段がこの目的の達成のために相当かつ必要で

ある場合はその限りではない（一般均等待遇法 3 条

2 項）。 
 

・見かけは中立的な規定、基準又は慣行が、１項に記

載の理由の１つのために、特定の人に他の人よりも

特別な不利益をもたらす可能性がある場合、この規

定、基準又は慣行は、正当な目的によって客観的に

正当化され、かつ、この目的達成のための方法が必

要かつ適切である場合を除き、間接的差別に該当す

る（2008 年法 1 条 2 項）。 
 

(3)間接差別 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

5. 障害を理由とす

る雇用差別の種

類・内容 
(1)差別禁止事項 

・いかなる適用対象事業体も、応募手続き、労働者の

採用、昇進、解雇、報酬、職業訓練、及びその他の

雇用上の規定、条件及び特典に関して、適格性を有

する人を障害を理由として差別をしてはならない

（雇用の全局面における差別の禁止）（ADA102 条

(a) ）。 
 
（注）EEOC 規則 1630.4 条(a)～(i)において、さらに

詳しい規定が置かれている。 
 

・(a)採用対象者を決定するために使用者が作成した措

置、(b)採用における雇用条件、(c)採用拒否（平等法

39 条 1 項）。 
・(a)雇用条件、(b)昇進や配転、教育訓練、その他の利

益、施設、サービスを受けるための機会にアクセス

する権限を与える、又は与えないこと、(c)解雇、(d)
その他の不利益を与えること（同条 2 項）。 

 
 

  ・使用者は、重度障害のある従業員に対して、障害を

理由として不利益取扱いをしてはならない。個別に

は、一般均等待遇法の規定が適用される（社会法典

第 9 編 81 条 2 項）。 
・従業員は 1 条に掲げられる事由（人種又は民族的出

自、性別、宗教若しくは世界観、障害、年齢又は性

的なアイデンティティ）のいずれかに基づき不利益

な取扱いを受けることがあってはならない。これは、

不利益な取扱いを行う者が、不利益な取扱いの際に

1 条に掲げられた事由のいずれかの存在を単に是認

する場合にもあてはまる（一般均等待遇法 7 条 1
項）。 

・1 条に掲げられる事由による不利益取扱いは、法律

により、次に関連する事項について、違法である。

①採用及び昇進について、選択基準や採用条件を含

む諸条件、②労働の対価及び解雇条件を含む、特に、

就労関係の遂行と終了にあたって、並びに昇進にあ

たっての個別的ないし集団的合意及び措置におけ

る、就労条件ないし労働条件、③職業上の助言、職

業教育、継続教育、再訓練、インターンを含む職業

訓練、④雇用団体ないし使用者団体、その他の一定

の職業グループに属する団体メンバーへの加入、⑤

社会保障関係職員及び福利厚生職員を含む社会的な

公的な施設 、⑥社会的な優遇 、⑦教育 、⑧商品や

サービス の支給開始とその供給（同法 2 条）。 
 

・何人も、出自、性別…健康状態又は障害を理由とし

て、採用手続又は研修若しくは企業での訓練時間へ

のアクセスから排除されてはならず、また、いかな

る労働者も、懲戒、解雇、直接的若しくは間接的な

差別的取扱い（特に、報酬、利益分配、職業訓練、

再就職、配属、職業資格、職階、昇進、異動、契約

更新）の対象とされてはならない（労働法典

L.1132-1 条）。 
 

5. 障害を理由とす

る雇用差別の種

類・内容 
(1)差別禁止事項 

(2)直接差別 ・応募者又は労働者を、その障害を理由として、その

応募者又は労働者の機会又は地位に不利な影響を及

ぼす方法で制限、分離、又は分類すること（ADA102
条(b)(1)）。 

・使用者が、その使用者の応募者又は労働者である適

格性をもつ障害者を差別の対象とする契約上等の協

定又は関係に関与すること （ADA102 条(b)(2)）。 
・障害に基づく差別の効果をもつ、又は、共通の管理

下にある他の人々の差別を永続的にする管理の基準

（standard）、項目（criteria）、又は方法（method）
を用いること（ ADA102 条(b)(3)）。 

 

・障害を理由として、A が B をその他の者を扱う又は

扱うであろう場合よりも不利益に扱った場合、A は

B を差別したものとする（平等法 13 条 1 項）。ただ

し、障害者を非障害者よりも有利に扱うことを妨げ

ない（同条 3 項）。 

  ・1 条に掲げられる諸事由のいずれかに基づき、対比

しうる状況のもとで、他の者が経験し、経験した、

若しくは経験しうるであろうよりも、不利益な取扱

いを経験する場合には、直接的な不利益な取扱いと

なる（一般均等待遇法 3 条 1 項）。 
 
 

・ …宗教、信条、…障害…に基づいて、ある人が、比

肩し得る状況の他の人が受けている、受けていた、

又は、受けるであろう処遇よりも不利な処遇を受け

るとき、それは、直接的差別に該当する（2008 年法

1 条 1 項）。 
 
 
 

(2)直接差別 

(3)間接差別 ・障害者又は障害者集団を排除する又は排除する傾向

のある（tend to）適格性基準、試験、その他の選考

項目を用いることは、障害を理由とする差別に当た

る。ただし、当該基準、試験又は選考項目が当該職

務に関連し、業務上の必要性に合致することを、適

用対象事業体が証明できる場合は、この限りではな

い（ADA102 条(b)(6)）。 
 

・A が B に、B の障害に関して差別的な規定、基準又

は慣行を適用した場合、A は B を差別したものとす

る（平等法 19 条 1 項）。 
・規定、基準又は慣行が差別的である場合とは、(a)A
が、B と同じ属性を有していない者にこれらを適用

する、又は適用するであろう場合であって、(b)これ

らが、B と同じ属性を有していない者と比較して、

B と同じ属性を有する者を不利な立場に置く、又は

置くであろう場合であって、(c)B をその不利な立場

に置く、又は置くであろう場合であって、(d)A が、

これらが適法な目的を達成する均衡の取れた方法で

あることを証明することができない場合を意味する

（同条 2 項）。 
 

  ・外観上中立的な規定、基準又は手続により、1 条に

掲げられる諸事由のいずれかに基づき、対比しうる

状況の下で、他の者よりも、特別な方法で、ある者

が不利な取扱いを受ける場合には、間接的な不利益

な取扱いとなる。ただし当該規定、基準又は手続が、

法に適った目的により客観的に正当性が認められ、

その手段がこの目的の達成のために相当かつ必要で

ある場合はその限りではない（一般均等待遇法 3 条

2 項）。 
 

・見かけは中立的な規定、基準又は慣行が、１項に記

載の理由の１つのために、特定の人に他の人よりも

特別な不利益をもたらす可能性がある場合、この規

定、基準又は慣行は、正当な目的によって客観的に

正当化され、かつ、この目的達成のための方法が必

要かつ適切である場合を除き、間接的差別に該当す

る（2008 年法 1 条 2 項）。 
 

(3)間接差別 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(4)合理的配慮を提

供しないこと 
・応募者又は労働者であるその他の点では適格性をも

つ障害者の既知の身体的又は精神的機能障害に合理

的配慮を提供しないことは、障害を理由とする差別

に当たる。ただし、その配慮を提供することが、使

用者の事業の運営にとって過度の負担（undue 
hardship）を課すことを使用者が証明できる場合は

この限りではない（ADA102 条(b)(5)(A)）。 
・労働者又は応募者の身体的又は精神的機能障害に合

理的配慮を提供する必要があるという理由によっ

て、適格性をもつ障害者である応募者又は労働者の

雇用機会を否定することは、障害を理由とする差別

に当たる（同項(B)）。 
 

・A が障害者に対する調整義務を履行しない場合は、

当該障害者を差別したものとする（平等法 21 条 2
項）。 

   ・「適切な措置」の拒否は、差別に該当する（労働法典

L.5213-6 条 3 項）。 
 

 

(5)その他（ハラスメ

ント等） 
・採用試験や適格性基準に関する差別：感覚、手作業

又は発話技能が損なわれた障害をもつ応募者又は労

働者に試験を実施する際に、その試験が測定するこ

とを目的としている技能、適性、その他の要素を、

結果が正確に反映されるようにするのに最も効果的

な方法によって、雇用に関する試験を選択したり実

施しないことは差別に当たる（ADA102 条(b)(7)）。 
・健康診断の禁止：採用前の医学的検査及び調査を行

うことは差別に当たる（ADA102 条(d)）。 
（注）採用後の医学的検査及び調査に関しても、い

くつかの規定がある。 
・報復、強制、ハラスメントの禁止：本法によって違

法とされる行為又は慣行に反対した人、若しくは、

その人が本法に基づいて調査、訴訟手続き、又は聴

聞において、何らかの形で申立、証言、補佐、又は

参加を行った者に対して、それを理由に差別しては

ならない（ADA503 条(a)）。本法において保障され、

保護される権利の行使又は享受している人、そのよ

うな権利を行使又は享受している他者を援助又は奨

励した人に対して、強制、脅迫、威嚇、妨害をする

ことは違法である（ADA503 条(b)）。 
 

・ハラスメント：(a)A が障害に関連する望まれない行

為を行い、(b)当該行為が(i)B の尊厳を侵害する、又

は、(ii)B に脅迫的な、敵意のある、品位を傷つける、

屈辱的な、若しくは不快な環境を生じさせる目的又

は効果を持つ場合、A の B に対するハラスメントが

成立する（平等法 26 条 1 項）。 
・障害に起因する差別：(a)障害者である B の障害が原

因で生じたある事柄を理由にAがBを不利益に取り

扱った場合で、(b)当該取扱いが適法な目的を達成す

るための均衡の取れた方法であることを証明するこ

とができなかった場合、A は B を差別したものとす

る（平等法 15 条 1 項）。 
・報復的取扱い（victimisation）：(a)B が保護される

行為を行ったこと、又は、(b)B が保護される行為を

行った、若しくは行いうると A が信じたことを理由

に A が B を不利益に扱った場合、A の B に対する

報復的取扱いが成立する（平等法 27 条 1 項）。保護

される行為には、(a)平等法に基づく訴訟手続を開始

したこと、(b)平等法に基づく訴訟手続に関連する証

拠や情報を提供したこと、(c)平等法を目的とする、

若しくは平等法と関連するその他の行為、(d)A 若し

くはその他の者が平等法に違反したことを訴えるこ

とが含まれる（同条 2 項）。 
・違法行為の指示等：障害を理由に、上述した差別等

の行為を行うようある者に指示したり、不法な行為

を行おうとする他の者を助けるようある者に指示し

たりすることは、不法な行為として禁止される（平

等法 111 条 1 項）。 
 

  ・ハラスメントとは、1 条に掲げられる事由と関係す

る期待されない行為態様が、当該人の尊厳を侵害し、

又は、脅迫、敵視、嫌悪、辱め、又は侮辱によって

特徴づけられる環境形成をする目的を有する場合、

又はそうした環境形成に影響を与える場合には、不

利益取扱いとなる（一般均等待遇法 3 条 3 項）。 
 

・いかなる労働者も、その権利及び尊厳を侵害し、身

体的・精神的健康を損ない、又は、職業上の将来を

危険にさらしうる、労働条件の悪化を目的又は効果

を持つハラスメント行為の繰り返しの対象となって

はならない（労働法典 L.1152-1 条）。 
・差別には以下の行為が含まれる：①ある者が被る 1

項記載の理由のいずれかに基づくあらゆる行為、及

び、性的含意を有するあらゆる行為で、それを被っ

た者の尊厳を侵し、又は、敵対的、中傷的、侮辱的

若しくは非礼的状況を現出させる目的又は効果を有

する行為、②何人に対してであれ、2 条で禁止され

た行為（＝差別行為）を行うよう命令すること（2008
年法 1 条 3 項）。 

(5)その他（ハラスメ

ント等） 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(4)合理的配慮を提

供しないこと 
・応募者又は労働者であるその他の点では適格性をも

つ障害者の既知の身体的又は精神的機能障害に合理

的配慮を提供しないことは、障害を理由とする差別

に当たる。ただし、その配慮を提供することが、使

用者の事業の運営にとって過度の負担（undue 
hardship）を課すことを使用者が証明できる場合は

この限りではない（ADA102 条(b)(5)(A)）。 
・労働者又は応募者の身体的又は精神的機能障害に合

理的配慮を提供する必要があるという理由によっ

て、適格性をもつ障害者である応募者又は労働者の

雇用機会を否定することは、障害を理由とする差別

に当たる（同項(B)）。 
 

・A が障害者に対する調整義務を履行しない場合は、

当該障害者を差別したものとする（平等法 21 条 2
項）。 

   ・「適切な措置」の拒否は、差別に該当する（労働法典

L.5213-6 条 3 項）。 
 

 

(5)その他（ハラスメ

ント等） 
・採用試験や適格性基準に関する差別：感覚、手作業

又は発話技能が損なわれた障害をもつ応募者又は労

働者に試験を実施する際に、その試験が測定するこ

とを目的としている技能、適性、その他の要素を、

結果が正確に反映されるようにするのに最も効果的

な方法によって、雇用に関する試験を選択したり実

施しないことは差別に当たる（ADA102 条(b)(7)）。 
・健康診断の禁止：採用前の医学的検査及び調査を行

うことは差別に当たる（ADA102 条(d)）。 
（注）採用後の医学的検査及び調査に関しても、い

くつかの規定がある。 
・報復、強制、ハラスメントの禁止：本法によって違

法とされる行為又は慣行に反対した人、若しくは、

その人が本法に基づいて調査、訴訟手続き、又は聴

聞において、何らかの形で申立、証言、補佐、又は

参加を行った者に対して、それを理由に差別しては

ならない（ADA503 条(a)）。本法において保障され、

保護される権利の行使又は享受している人、そのよ

うな権利を行使又は享受している他者を援助又は奨

励した人に対して、強制、脅迫、威嚇、妨害をする

ことは違法である（ADA503 条(b)）。 
 

・ハラスメント：(a)A が障害に関連する望まれない行

為を行い、(b)当該行為が(i)B の尊厳を侵害する、又

は、(ii)B に脅迫的な、敵意のある、品位を傷つける、

屈辱的な、若しくは不快な環境を生じさせる目的又

は効果を持つ場合、A の B に対するハラスメントが

成立する（平等法 26 条 1 項）。 
・障害に起因する差別：(a)障害者である B の障害が原

因で生じたある事柄を理由にAがBを不利益に取り

扱った場合で、(b)当該取扱いが適法な目的を達成す

るための均衡の取れた方法であることを証明するこ

とができなかった場合、A は B を差別したものとす

る（平等法 15 条 1 項）。 
・報復的取扱い（victimisation）：(a)B が保護される

行為を行ったこと、又は、(b)B が保護される行為を

行った、若しくは行いうると A が信じたことを理由

に A が B を不利益に扱った場合、A の B に対する

報復的取扱いが成立する（平等法 27 条 1 項）。保護

される行為には、(a)平等法に基づく訴訟手続を開始

したこと、(b)平等法に基づく訴訟手続に関連する証

拠や情報を提供したこと、(c)平等法を目的とする、

若しくは平等法と関連するその他の行為、(d)A 若し

くはその他の者が平等法に違反したことを訴えるこ

とが含まれる（同条 2 項）。 
・違法行為の指示等：障害を理由に、上述した差別等

の行為を行うようある者に指示したり、不法な行為

を行おうとする他の者を助けるようある者に指示し

たりすることは、不法な行為として禁止される（平

等法 111 条 1 項）。 
 

  ・ハラスメントとは、1 条に掲げられる事由と関係す

る期待されない行為態様が、当該人の尊厳を侵害し、

又は、脅迫、敵視、嫌悪、辱め、又は侮辱によって

特徴づけられる環境形成をする目的を有する場合、

又はそうした環境形成に影響を与える場合には、不

利益取扱いとなる（一般均等待遇法 3 条 3 項）。 
 

・いかなる労働者も、その権利及び尊厳を侵害し、身

体的・精神的健康を損ない、又は、職業上の将来を

危険にさらしうる、労働条件の悪化を目的又は効果

を持つハラスメント行為の繰り返しの対象となって

はならない（労働法典 L.1152-1 条）。 
・差別には以下の行為が含まれる：①ある者が被る 1
項記載の理由のいずれかに基づくあらゆる行為、及

び、性的含意を有するあらゆる行為で、それを被っ

た者の尊厳を侵し、又は、敵対的、中傷的、侮辱的

若しくは非礼的状況を現出させる目的又は効果を有

する行為、②何人に対してであれ、2 条で禁止され

た行為（＝差別行為）を行うよう命令すること（2008
年法 1 条 3 項）。 

(5)その他（ハラスメ

ント等） 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

6. 差別禁止に関連

する事項 
(1)措置義務 
 
 

    ・使用者は、1 条に掲げられた事由から不利益の保護

のため必要な措置をとるべき義務を（組織義務と呼

ばれる）を負う。「(1) 使用者は、1 条に掲げられた

諸事由を理由とした不利益からの保護のための必要

な措置を講じる義務がある。この保護は、予防的な

措置をも含むものである。(2) 使用者は、適切な種

類と方法で、特に、職業上の教育や継続教育の枠内

で、かかる不利益の違法性を指摘し、これを為さな

いよう関与すべきものとする。使用者がその従業員

に対し不利益を回避する目的で適切な方法で教育す

る場合、1 項におけるその義務の履行とみなす。(3) 
従業員は、7 条 1 項における不利益取扱いに違反す

る場合、使用者は、警告、異動、配置転換、又は解

雇のような、個々の場合に適切で必要かつ相当な不

利益解消措置を講じなければならない。(4) 従業員

が第三者によりその業務を営むにあたって、7 条 1
項により不利益を受ける場合、使用者は個々の場合

に従業員の保護のために適切で必要かつ相当な措置

を講じなければならない。(5) この法律及び労働裁

判所法 61 条並びに、13 条による不服申立ての取扱

いについて管轄ある機関についての情報は、事業所

又は雇用される場所において、周知されなければな

らない。この周知は、適切な場所への掲示又は陳列、

事業所又は雇用される場所において通例の情報技術

ないしコミュニケーション技術の投入によって行な

われうる。」（一般均等待遇法 12 条 1 項）。 
 

 6. 差別禁止に関連

する事項 
(1)措置義務 
 
 

(2)差別禁止違反の

効果 
（差別を行った場合

に当該差別行為の

法的効力の帰趨や

使用者に課せられ

る義務など） 
 
（注）行政救済を含

め救済について

は、下記Ⅱ9.(2)ｳ
（フランスについ

ては下記 8.も）の

欄も参照。 

 ・法的拘束力を失う（平等法 142 条）。   ・不利益取扱いの禁止に反する合意は無効となる（一

般均等待遇法 7 条 2 項）。さらに、契約上の義務に

反することになる（同条 3 項）。 
・損害賠償と金銭補償が可能：（1）不利益取扱い禁止

の違反の場合には、使用者は、これによって生じた

損害を賠償する義務を負う。これは、使用者が義務

違反を主張しない場合には、適用しない。(2)財産的

損害ではない損害を理由として、従業員は、相当な

金銭賠償を請求しうる。従業員が、不利益のない選

択を経て、採用されなかった場合には、その不採用

について、補償は、3 か月分の報酬を超えて得るこ

とは許されない（一般均等待遇法 15 条）。 
・給付拒絶権：使用者が、職場でのハラスメント又は

セクシュアルハラスメントを禁止するため、措置を

講じない場合、又は適切な措置を講じない場合には、

職務の中止がその保護のために必要である限りで、

当該従業員は、その職務を労働の対価の喪失なく中

止する権限を有する（一般均等待遇法 14 条）。 
 

・障害を理由とする採用拒否、懲戒、解雇、及び、障

害を理由として募集、研修申請又は企業内職業訓練

の期間について条件を付すことは、差別罪違反とし

て刑事制裁の対象となる（故意犯のみ）（刑法典

225-1 条～225-4 条）。 
・労働法典に違反する差別行為は、全て無効とされる

（労働法典 L.1132-1 条）。 
 

(2)差別禁止違反の

効果 
（差別を行った場合

に当該差別行為の

法的効力の帰趨や

使用者に課せられ

る義務など） 
 
（注）行政救済を含

め救済について

は、下記Ⅱ9.(2)ｳ
（フランスについ

ては下記 8.も）の

欄も参照。 

7. 合理的配慮 
(1)用語 

・reasonable accommodation （合理的配慮） ・reasonable adjustment （合理的な調整措置）   ・geeignete Massnahmen  （適切な措置） 
 
（注）この語は、目的規定（社会法典第 9 編 81 条 3

項）に記載されるもので、規範的な意味はない。

具体的には、同条 4 項で規範内容が明らかにされ

ている。 
 

・mesures appropriées  （適切な措置） 7. 合理的配慮 
(1)用語 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

6. 差別禁止に関連

する事項 
(1)措置義務 
 
 

    ・使用者は、1 条に掲げられた事由から不利益の保護

のため必要な措置をとるべき義務を（組織義務と呼

ばれる）を負う。「(1) 使用者は、1 条に掲げられた

諸事由を理由とした不利益からの保護のための必要

な措置を講じる義務がある。この保護は、予防的な

措置をも含むものである。(2) 使用者は、適切な種

類と方法で、特に、職業上の教育や継続教育の枠内

で、かかる不利益の違法性を指摘し、これを為さな

いよう関与すべきものとする。使用者がその従業員

に対し不利益を回避する目的で適切な方法で教育す

る場合、1 項におけるその義務の履行とみなす。(3) 
従業員は、7 条 1 項における不利益取扱いに違反す

る場合、使用者は、警告、異動、配置転換、又は解

雇のような、個々の場合に適切で必要かつ相当な不

利益解消措置を講じなければならない。(4) 従業員

が第三者によりその業務を営むにあたって、7 条 1
項により不利益を受ける場合、使用者は個々の場合

に従業員の保護のために適切で必要かつ相当な措置

を講じなければならない。(5) この法律及び労働裁

判所法 61 条並びに、13 条による不服申立ての取扱

いについて管轄ある機関についての情報は、事業所

又は雇用される場所において、周知されなければな

らない。この周知は、適切な場所への掲示又は陳列、

事業所又は雇用される場所において通例の情報技術

ないしコミュニケーション技術の投入によって行な

われうる。」（一般均等待遇法 12 条 1 項）。 
 

 6. 差別禁止に関連

する事項 
(1)措置義務 
 
 

(2)差別禁止違反の

効果 
（差別を行った場合

に当該差別行為の

法的効力の帰趨や

使用者に課せられ

る義務など） 
 
（注）行政救済を含

め救済について

は、下記Ⅱ9.(2)ｳ
（フランスについ

ては下記 8.も）の

欄も参照。 

 ・法的拘束力を失う（平等法 142 条）。   ・不利益取扱いの禁止に反する合意は無効となる（一

般均等待遇法 7 条 2 項）。さらに、契約上の義務に

反することになる（同条 3 項）。 
・損害賠償と金銭補償が可能：（1）不利益取扱い禁止

の違反の場合には、使用者は、これによって生じた

損害を賠償する義務を負う。これは、使用者が義務

違反を主張しない場合には、適用しない。(2)財産的

損害ではない損害を理由として、従業員は、相当な

金銭賠償を請求しうる。従業員が、不利益のない選

択を経て、採用されなかった場合には、その不採用

について、補償は、3 か月分の報酬を超えて得るこ

とは許されない（一般均等待遇法 15 条）。 
・給付拒絶権：使用者が、職場でのハラスメント又は

セクシュアルハラスメントを禁止するため、措置を

講じない場合、又は適切な措置を講じない場合には、

職務の中止がその保護のために必要である限りで、

当該従業員は、その職務を労働の対価の喪失なく中

止する権限を有する（一般均等待遇法 14 条）。 
 

・障害を理由とする採用拒否、懲戒、解雇、及び、障

害を理由として募集、研修申請又は企業内職業訓練

の期間について条件を付すことは、差別罪違反とし

て刑事制裁の対象となる（故意犯のみ）（刑法典

225-1 条～225-4 条）。 
・労働法典に違反する差別行為は、全て無効とされる

（労働法典 L.1132-1 条）。 
 

(2)差別禁止違反の

効果 
（差別を行った場合

に当該差別行為の

法的効力の帰趨や

使用者に課せられ

る義務など） 
 
（注）行政救済を含

め救済について

は、下記Ⅱ9.(2)ｳ
（フランスについ

ては下記 8.も）の

欄も参照。 

7. 合理的配慮 
(1)用語 

・reasonable accommodation （合理的配慮） ・reasonable adjustment （合理的な調整措置）   ・geeignete Massnahmen  （適切な措置） 
 
（注）この語は、目的規定（社会法典第 9 編 81 条 3

項）に記載されるもので、規範的な意味はない。

具体的には、同条 4 項で規範内容が明らかにされ

ている。 
 

・mesures appropriées  （適切な措置） 7. 合理的配慮 
(1)用語 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(2)関連規定（合理的

配慮について、差

別禁止以外の視点

（例えば使用者の

義務）で定められ

ている規定を含

む） 
 
 

 ・使用者（A)は、以下のような措置を講じる義務を負

う。①A の規定、基準又は慣行が、障害者を、障害

者でない者と比較して当該事項に関して実質的に不

利な立場に置く場合、その不利な立場を回避するた

めに講じる必要があると合理的に考えられる措置を

講じること、②物理的特徴が、障害者を、障害者で

ない者と比較して当該事項に関して実質的に不利な

立場に置く場合、その不利な立場を回避するために

講じる必要があると合理的に考えられる措置を講じ

ること、③障害者が、補助的支援（auxiliary aid） の
提供がなければ、障害者でない者と比較して当該事

項に関して実質的に不利な立場に置かれる場合、補

助的支援を提供するために必要と合理的に考えられ

る措置を講じること（平等法 20 条 1 項～5 項）。 

  ・重度障害者は、使用者に対し、障害及び障害の影響

を考慮に入れて、以下の請求権を有する（社会法典

第 9 編 81 条 4 項）。 
‐その能力と知識をできる限り十分に利用し、発展

させることができる労働をすること。 
‐職業上の発展の促進のために、職業訓練に関する

企業内の措置にあたって優先的な考慮をするこ

と。 
‐職業訓練に関する企業外の措置への参加を期待

可能な範囲で容易にすること。 
‐障害に適した就労場所の設置と維持をすること

（特に事故の危険を考慮した事業所施設、機械・

器具、職場・労働環境・労働組織・労働時間を含

む）。 
‐技術的な援助を含む職場の形成をすること。 

・使用者はパートタイムのポストを促進する義務を負

う。重度障害者は、パートタイムの短縮された労働

時間が重度障害の種類や程度を理由として必要であ

る場合、就労について請求権を有する（社会法典第

9 編 81 条 5 項）。 
・重度障害者は、要求された時間外労働の義務を負わ

ない。これにより、時間外労働や深夜労働の免除を

請求できる（社会法典第 9 編 124 条）。 
 

・障害労働者に対する平等取扱原則の尊重を保障する

ために、使用者は、具体的な状況に応じて、（適切な

措置の対象となる）障害者に、資格に対応した雇用

又は職業訓練が提供されるよう適切な措置を講ず

る。ただし、適切な措置は、その実施に伴う負担が、

使用者が負担すべき費用の一部又は全部を補填する

助成金を考慮した上で、不均衡なものとならないこ

とを条件として実施されるものとする（労働法典

L.5213-6 条 1・2 項）。 
 

(2)関連規定（合理的

配慮について、差

別禁止以外の視点

（例えば使用者の

義務）で定められ

ている規定を含

む） 
 
 

(3)法令上の定義 
 

・合理的配慮には以下のものを含み、これに限定され

ない。 
‐労働者が使用する既存の施設を、障害者が容易に

アクセスし、かつ使用できるようにすること

（ADA101 条(9)(A)）。 
‐職務の再編成、パートタイム化又は勤務割の変

更、空席の雇用ポストへの配転、機器又は装置の

購入又は改良、試験、訓練材料又は方針の適切な

調整又は修正、資格をもつ朗読者又は通訳者の提

供、及び障害者に対する他の類似の配慮（同項

(B)）。 
 

   ・法的定義なし。 
（注）ただし、講学上の用語として、社会法典第 9 編

81 条 4 項の請求権を 「雇用請求権」「適切な雇

用に関する障害者の請求権」とさまざまに説明さ

れる。 

 (3)法令上の定義 
 

(4)合理的配慮の対

象となる事項（ガ

イドライン等に示

された具体例等） 
 
 
 
 

・合理的配慮とは、以下の意味をもつ（EEOC 規則

1630.2(o)）。 
‐採用プロセスにおける配慮：障害者であり適格性

を有する応募者の採用の可否を検討するために

必要となる採用プロセスにおける変更又は調整。 
‐職務遂行に関連する配慮：適格性を有する障害者

がそのポストの本質的機能を遂行するために必

要となる、その人が就いている又は希望するポス

トにおける労働環境もしくは通常の実施方法又

は状況の変更又は調整。 
‐均等な利益及び特典の享受に関する配慮：障害を

もつ労働者が、障害をもたない同じ条件の労働者

と均等な利益及び特典を享受することを可能に

する変更又は調整。 

・(a)採用対象者を決定するために使用者が作成した措

置、(b)採用における雇用条件、(c)採用拒否(平等法

39 条 1 項）。 
･(a)雇用条件、(b)昇進や配転、教育訓練、その他の利

益、施設、サービスを受けるための機会にアクセス

する権限を与える、又は与えないこと、(c)解雇、(d)
その他の不利益を与えること（同条 2 項）。 

・建物に調整を行う、障害者の義務の一部を他の者に

負担させる、就労可能な職への配転といった例を手

引き（2(3)）に規定。 

  （参考） 
・能力と知識に応じて完全に活用し発展させ得る雇用

を請求しうると規定されることから（社会法典第 9
編 81 条 4 項 1 号）、使用者が従前の職務で雇用でき

ないとき、障害者は使用者に対し他の就労の割り当

てを請求できる（連邦労働裁判所 2005 年 10 月 4 日

判決：資材塔（Wertstoffhof）における、障害に即

した負担の軽減された雇用が可能だと示された）。

・重度障害者で車での通勤が必要な場合に、就業環境

の装備のため（社会法典第 9 編 81 条 4 項）、駐車場

の優先が認められる（連邦労働裁判所 1960 年 12 月

4 日判決）。 
・健康上の理由から 1 日の労働時間の短縮（8 時間か

ら 4 時間ないし 5 時間へ）が必要とされた（社会法

典第9編81条 5項、フランクフルト労働裁判所2002
年 3 月 27 日判決）。 

 

・雇用及び職業訓練 
（参考）使用者は、具体的な状況に応じて障害者に資

格に対応した雇用又は職業訓練が提供されるよう適

切な措置を講ずるものとする（労働法典 L.5213-6
条）。 
‐労働環境の適応（旧労働法典 L.323-9-1 条 2 項）：

①機械や設備を障害者が使用可能なものにする、

②作業場所や就労場所の整備（例：トイレ・食堂

の整備（現労働法典 R.4225-6 条））、③作業場所

へのアクセス保障（建築・住宅法典 L.111-7 条、

現労働法典 R.4214-26 条）。 
  ‐労働時間調整（現労働法典 L.3122-26 条）。 
・公務員各法は、採用試験における適切な措置の提供

を規定。 
（参考） 
・裁判例：公務員のケース 

‐雇用維持に必要な場合、労働の場への通勤に関す

る措置も、使用者が講ずべき適切な措置の中に含

まれる（2009 年 10 月 15 日カーン行政裁判所判

決）。 
‐研修中の適切な措置の不提供は、法の要請に反す

る（2009 年 9 月 30 日ナント行政裁判所判決）。

 

(4)合理的配慮の対

象となる事項（ガ

イドライン等に示

された具体例等）
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(2)関連規定（合理的

配慮について、差

別禁止以外の視点

（例えば使用者の

義務）で定められ

ている規定を含

む） 
 
 

 ・使用者（A)は、以下のような措置を講じる義務を負

う。①A の規定、基準又は慣行が、障害者を、障害

者でない者と比較して当該事項に関して実質的に不

利な立場に置く場合、その不利な立場を回避するた

めに講じる必要があると合理的に考えられる措置を

講じること、②物理的特徴が、障害者を、障害者で

ない者と比較して当該事項に関して実質的に不利な

立場に置く場合、その不利な立場を回避するために

講じる必要があると合理的に考えられる措置を講じ

ること、③障害者が、補助的支援（auxiliary aid） の
提供がなければ、障害者でない者と比較して当該事

項に関して実質的に不利な立場に置かれる場合、補

助的支援を提供するために必要と合理的に考えられ

る措置を講じること（平等法 20 条 1 項～5 項）。 

  ・重度障害者は、使用者に対し、障害及び障害の影響

を考慮に入れて、以下の請求権を有する（社会法典

第 9 編 81 条 4 項）。 
‐その能力と知識をできる限り十分に利用し、発展

させることができる労働をすること。 
‐職業上の発展の促進のために、職業訓練に関する

企業内の措置にあたって優先的な考慮をするこ

と。 
‐職業訓練に関する企業外の措置への参加を期待

可能な範囲で容易にすること。 
‐障害に適した就労場所の設置と維持をすること

（特に事故の危険を考慮した事業所施設、機械・

器具、職場・労働環境・労働組織・労働時間を含

む）。 
‐技術的な援助を含む職場の形成をすること。 

・使用者はパートタイムのポストを促進する義務を負

う。重度障害者は、パートタイムの短縮された労働

時間が重度障害の種類や程度を理由として必要であ

る場合、就労について請求権を有する（社会法典第

9 編 81 条 5 項）。 
・重度障害者は、要求された時間外労働の義務を負わ

ない。これにより、時間外労働や深夜労働の免除を

請求できる（社会法典第 9 編 124 条）。 
 

・障害労働者に対する平等取扱原則の尊重を保障する

ために、使用者は、具体的な状況に応じて、（適切な

措置の対象となる）障害者に、資格に対応した雇用

又は職業訓練が提供されるよう適切な措置を講ず

る。ただし、適切な措置は、その実施に伴う負担が、

使用者が負担すべき費用の一部又は全部を補填する

助成金を考慮した上で、不均衡なものとならないこ

とを条件として実施されるものとする（労働法典

L.5213-6 条 1・2 項）。 
 

(2)関連規定（合理的

配慮について、差

別禁止以外の視点

（例えば使用者の

義務）で定められ

ている規定を含

む） 
 
 

(3)法令上の定義 
 

・合理的配慮には以下のものを含み、これに限定され

ない。 
‐労働者が使用する既存の施設を、障害者が容易に

アクセスし、かつ使用できるようにすること

（ADA101 条(9)(A)）。 
‐職務の再編成、パートタイム化又は勤務割の変

更、空席の雇用ポストへの配転、機器又は装置の

購入又は改良、試験、訓練材料又は方針の適切な

調整又は修正、資格をもつ朗読者又は通訳者の提

供、及び障害者に対する他の類似の配慮（同項

(B)）。 
 

   ・法的定義なし。 
（注）ただし、講学上の用語として、社会法典第 9 編

81 条 4 項の請求権を 「雇用請求権」「適切な雇

用に関する障害者の請求権」とさまざまに説明さ

れる。 

 (3)法令上の定義 
 

(4)合理的配慮の対

象となる事項（ガ

イドライン等に示

された具体例等） 
 
 
 
 

・合理的配慮とは、以下の意味をもつ（EEOC 規則

1630.2(o)）。 
‐採用プロセスにおける配慮：障害者であり適格性

を有する応募者の採用の可否を検討するために

必要となる採用プロセスにおける変更又は調整。 
‐職務遂行に関連する配慮：適格性を有する障害者

がそのポストの本質的機能を遂行するために必

要となる、その人が就いている又は希望するポス

トにおける労働環境もしくは通常の実施方法又

は状況の変更又は調整。 
‐均等な利益及び特典の享受に関する配慮：障害を

もつ労働者が、障害をもたない同じ条件の労働者

と均等な利益及び特典を享受することを可能に

する変更又は調整。 

・(a)採用対象者を決定するために使用者が作成した措

置、(b)採用における雇用条件、(c)採用拒否(平等法

39 条 1 項）。 
･(a)雇用条件、(b)昇進や配転、教育訓練、その他の利

益、施設、サービスを受けるための機会にアクセス

する権限を与える、又は与えないこと、(c)解雇、(d)
その他の不利益を与えること（同条 2 項）。 

・建物に調整を行う、障害者の義務の一部を他の者に

負担させる、就労可能な職への配転といった例を手

引き（2(3)）に規定。 

  （参考） 
・能力と知識に応じて完全に活用し発展させ得る雇用

を請求しうると規定されることから（社会法典第 9
編 81 条 4 項 1 号）、使用者が従前の職務で雇用でき

ないとき、障害者は使用者に対し他の就労の割り当

てを請求できる（連邦労働裁判所 2005 年 10 月 4 日

判決：資材塔（Wertstoffhof）における、障害に即

した負担の軽減された雇用が可能だと示された）。

・重度障害者で車での通勤が必要な場合に、就業環境

の装備のため（社会法典第 9 編 81 条 4 項）、駐車場

の優先が認められる（連邦労働裁判所 1960 年 12 月

4 日判決）。 
・健康上の理由から 1 日の労働時間の短縮（8 時間か

ら 4 時間ないし 5 時間へ）が必要とされた（社会法

典第9編81条 5項、フランクフルト労働裁判所2002
年 3 月 27 日判決）。 

 

・雇用及び職業訓練 
（参考）使用者は、具体的な状況に応じて障害者に資

格に対応した雇用又は職業訓練が提供されるよう適

切な措置を講ずるものとする（労働法典 L.5213-6
条）。 
‐労働環境の適応（旧労働法典 L.323-9-1 条 2 項）：

①機械や設備を障害者が使用可能なものにする、

②作業場所や就労場所の整備（例：トイレ・食堂

の整備（現労働法典 R.4225-6 条））、③作業場所

へのアクセス保障（建築・住宅法典 L.111-7 条、

現労働法典 R.4214-26 条）。 
  ‐労働時間調整（現労働法典 L.3122-26 条）。 
・公務員各法は、採用試験における適切な措置の提供

を規定。 
（参考） 
・裁判例：公務員のケース 

‐雇用維持に必要な場合、労働の場への通勤に関す

る措置も、使用者が講ずべき適切な措置の中に含

まれる（2009 年 10 月 15 日カーン行政裁判所判

決）。 
‐研修中の適切な措置の不提供は、法の要請に反す

る（2009 年 9 月 30 日ナント行政裁判所判決）。

 

(4)合理的配慮の対

象となる事項（ガ

イドライン等に示

された具体例等）
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(5)適用対象者 ・合理的配慮があれば当該職務の本質的機能を遂行で

きる障害者、すなわち、「適格性をもつ障害者」

（ADA102 条(5)。 
 
（注）障害があると「みなされる」人に対しては、合

理的配慮の必要はない（ADA501 条(h)）。 
 

・障害者（→前記Ⅱ3.(1)参照）。 
 

  ・（雇用義務等を定めた）社会法典 68 条ないし 92 条

の諸規定は、重度障害者及びこれと同等の者に適用

される（社会法典第 9 編 68 条 1 項）。 
 

・障害者権利自立委員会（CDAPH）によって障害労

働者認定を受けた者 
・労災年金受給者 
・障害年金受給者 
・障害軍人年金受給者 
・志願消防士障害手当・年金の受給者 
・障害者手帳の保有者 
・成人障害者手当（AAH）の受給者 
（労働法典 L.5213-6 条、L.5212-13 条 1・2・3・4・9・

10・11）） 
 

(5)適用対象者 

(6)過度の負担に当

たる用語及び定義 
 

・undue hardship（過度の負担） 
 
・次に掲げる事項に照らして「著しい困難又は費用を

必要とする行為」となる場合に、当該合理的配慮は

使用者にとって過度の負担である（ADA101 条

(10)(A)）。 
・(i)本法に基づいて必要となる配慮の性質及び費用、

(ii)合理的配慮の提供に係る施設又は諸施設の全体

の財政的資力、当該施設で雇用される労働者数、支

出及び資力への影響、当該施設の運営への影響、(iii)
適用事業体の全体の財政的資力、労働者数に係る適

用対象事業体の全体的な事業規模、その諸施設の数、

種類及び立地、(iv)適用対象事業体の事業又は諸事業

の種類（適用対象事業体の労働力の構成、構造及び

機能を含む。）、当該施設又は諸施設と適用対象事業

体との間の地理的遠隔性、管理上又は財政上の関係

（同項(B)）。 
 
（注）EEOC 規則 1630.2 条(p)にも過度の負担の判断

基準が定められている。 
 

・法的定義なし。 
 
・ただし、講じられた調整措置（あるいは調整措置を

講じなかったこと）の合理性判断において、調整措

置の実施により使用者にかかる負担の程度を考慮。

 
 

  ・ für den Arbeitgeber nicht zumutbar oder mit 
unverhältnismäßigen Aufwendungen (使用者にと

って期待できるものでなく、あるいは不相当な費用）

 
（注）法的定義なし。 

・charges disproportionneés（不均衡な負担） 
 
（注）法的定義なし。 

(6)過度の負担に当

たる用語及び定義

 

(7)合理的配慮と過

度の負担との関係 
 
 

・使用者が、その合理的配慮を提供することで、事業

にとって過度の負担となることを証明することがで

きる場合には、合理的配慮を提供する義務を免れる

（ADA102 条(b)(5)(A)）。 
 

・調整措置を講じるために過度の負担が生じる場合、

使用者はそのような調整措置を講じなかったとして

も、差別の責めを負わない。 

  ・過度の負担が使用者に課される場合、81 条 4 項の適

切な雇用に関する各請求権はないものとする（社会

法典第 9 編 81 条 4 項 3 文）。 
・社会法典第 9 編に基づく必要な措置の提供義務は、

たとえ公的な援助（後述の補助金等）を受けられて

も、過度に支出が高くなる場合は、要求されない。

 

・適切な措置は、その実施に伴う負担が、使用者が負

担すべき費用の一部又は全部を補填する助成金を考

慮した上で、不均衡なものとならないことを条件と

して実施されるものとする（労働法典 L.5213-6 条 2
項）。 

(7)合理的配慮と過

度の負担との関係

 
 

(8)合理的配慮提供

プロセス 
・ADA 解釈ガイダンスに示された「柔軟な相互関与

（interactive）プロセス」。 
・障害者から合理的配慮の要求があった場合、使用者

は適切な配慮を決定するために合理的な努力を行わ

なければならない。 
・使用者と障害者が適切な配慮を特定できない場合、

以下のプロセスが重要となる。 
①対象となる特定の職務を分析し、その目的と本質

的機能を決定する。 
②障害によって生じている職務に関連する制限と、

その制限を合理的配慮によって克服する方法を

障害者と確認する。 
③障害者との話し合いのなかで、可能性のある配慮

を確認し、それぞれの配慮が、職務の本質的機能

を遂行することを可能とするかどうかを評価す

る。 
④配慮を受ける者の意見を考慮し、労使双方にとっ

てもっとも適切な配慮を選択し実施する。 
 

 
 
 

    (8)合理的配慮提供

プロセス 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(5)適用対象者 ・合理的配慮があれば当該職務の本質的機能を遂行で

きる障害者、すなわち、「適格性をもつ障害者」

（ADA102 条(5)。 
 
（注）障害があると「みなされる」人に対しては、合

理的配慮の必要はない（ADA501 条(h)）。 
 

・障害者（→前記Ⅱ3.(1)参照）。 
 

  ・（雇用義務等を定めた）社会法典 68 条ないし 92 条

の諸規定は、重度障害者及びこれと同等の者に適用

される（社会法典第 9 編 68 条 1 項）。 
 

・障害者権利自立委員会（CDAPH）によって障害労

働者認定を受けた者 
・労災年金受給者 
・障害年金受給者 
・障害軍人年金受給者 
・志願消防士障害手当・年金の受給者 
・障害者手帳の保有者 
・成人障害者手当（AAH）の受給者 
（労働法典 L.5213-6 条、L.5212-13 条 1・2・3・4・9・

10・11）） 
 

(5)適用対象者 

(6)過度の負担に当

たる用語及び定義 
 

・undue hardship（過度の負担） 
 
・次に掲げる事項に照らして「著しい困難又は費用を

必要とする行為」となる場合に、当該合理的配慮は

使用者にとって過度の負担である（ADA101 条

(10)(A)）。 
・(i)本法に基づいて必要となる配慮の性質及び費用、

(ii)合理的配慮の提供に係る施設又は諸施設の全体

の財政的資力、当該施設で雇用される労働者数、支

出及び資力への影響、当該施設の運営への影響、(iii)
適用事業体の全体の財政的資力、労働者数に係る適

用対象事業体の全体的な事業規模、その諸施設の数、

種類及び立地、(iv)適用対象事業体の事業又は諸事業

の種類（適用対象事業体の労働力の構成、構造及び

機能を含む。）、当該施設又は諸施設と適用対象事業

体との間の地理的遠隔性、管理上又は財政上の関係

（同項(B)）。 
 
（注）EEOC 規則 1630.2 条(p)にも過度の負担の判断

基準が定められている。 
 

・法的定義なし。 
 
・ただし、講じられた調整措置（あるいは調整措置を

講じなかったこと）の合理性判断において、調整措

置の実施により使用者にかかる負担の程度を考慮。

 
 

  ・ für den Arbeitgeber nicht zumutbar oder mit 
unverhältnismäßigen Aufwendungen (使用者にと

って期待できるものでなく、あるいは不相当な費用）

 
（注）法的定義なし。 

・charges disproportionneés（不均衡な負担） 
 
（注）法的定義なし。 

(6)過度の負担に当

たる用語及び定義

 

(7)合理的配慮と過

度の負担との関係 
 
 

・使用者が、その合理的配慮を提供することで、事業

にとって過度の負担となることを証明することがで

きる場合には、合理的配慮を提供する義務を免れる

（ADA102 条(b)(5)(A)）。 
 

・調整措置を講じるために過度の負担が生じる場合、

使用者はそのような調整措置を講じなかったとして

も、差別の責めを負わない。 

  ・過度の負担が使用者に課される場合、81 条 4 項の適

切な雇用に関する各請求権はないものとする（社会

法典第 9 編 81 条 4 項 3 文）。 
・社会法典第 9 編に基づく必要な措置の提供義務は、

たとえ公的な援助（後述の補助金等）を受けられて

も、過度に支出が高くなる場合は、要求されない。

 

・適切な措置は、その実施に伴う負担が、使用者が負

担すべき費用の一部又は全部を補填する助成金を考

慮した上で、不均衡なものとならないことを条件と

して実施されるものとする（労働法典 L.5213-6 条 2
項）。 

(7)合理的配慮と過

度の負担との関係

 
 

(8)合理的配慮提供

プロセス 
・ADA 解釈ガイダンスに示された「柔軟な相互関与

（interactive）プロセス」。 
・障害者から合理的配慮の要求があった場合、使用者

は適切な配慮を決定するために合理的な努力を行わ

なければならない。 
・使用者と障害者が適切な配慮を特定できない場合、

以下のプロセスが重要となる。 
①対象となる特定の職務を分析し、その目的と本質

的機能を決定する。 
②障害によって生じている職務に関連する制限と、

その制限を合理的配慮によって克服する方法を

障害者と確認する。 
③障害者との話し合いのなかで、可能性のある配慮

を確認し、それぞれの配慮が、職務の本質的機能

を遂行することを可能とするかどうかを評価す

る。 
④配慮を受ける者の意見を考慮し、労使双方にとっ

てもっとも適切な配慮を選択し実施する。 
 

 
 
 

    (8)合理的配慮提供

プロセス 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(9)合理的配慮に対

する財政的援助 
・中小企業（企業の総利益が 100 万ドル以下又はフル

タイムの従業員が 30 人未満）：合理的配慮（障害者

の雇用）にかかったコストについて、年間 5,000 ド

ルを上限に税額控除される。 
・それ以上の規模の企業：年間上限 15,000 ドルの所得

控除（建物の改築や交通・移動手段に関するバリア

を取り除くためにかかった費用を対象とする）。 
 

・仕事へのアクセス支援（Access to Work）（*）を通

じて、障害者が仕事に関連して遭遇する困難に対し

て経費の援助が行われる。援助の範囲は、雇用され

ている期間、必要な支援の種類、自営業か否かなど

を考慮して決定。 
 

  ・統合局の管理する納付金は以下の給付金として用い

られる。 
‐障害を理由とした雇用の実施のため恒常的な特

別な補助的な労働力、つまり、ジョブコーチが必

要な場合（社会法典第 9 編 72 条 1 項 1 号 a）、
‐その雇用が使用者にとって通常の費用とはいえ

ない費用と結びつく場合（同号 b）、 
‐ 障害者を雇用し、事業所における労務の提供が

減少する場合（同号 c）などでも、使用者は相当

な範囲で雇用する義務を負う。 
・これらの各場合について、特別な負担を調整するた

めに給付される（重度障害者納付金支出規則 27 条）。

 

・使用者に対しては、障害者職業参入基金管理運営機

関 （AGEFIPH）から、以下のような様々な助成が

提供される。 
-労働時間調整支援金 
-通勤支援金 
-労働環境適応支援金 
-雇用維持支援金 
-技術的支援・人的支援 
-チューター支援金（等） 

 
（注）助成・支援金の原資は、雇用義務未達成の企業

から徴収された納付金である。 
 

(9)合理的配慮に対

する財政的援助 

8. 刑事制裁の対象

となる雇用差別 
     ・障害を理由とする採用拒否、懲戒、解雇、及び、障

害を理由として募集、研修申請又は企業内職業訓練

の期間について条件を付すことは、差別罪違反とし

て刑事制裁の対象となる（故意犯のみ）（刑法典

225-1 条～225-4 条）。  

8. 刑事制裁の対象

となる雇用差別 

9. 雇用差別に対す

る救済の仕組み 
(1)行政上の救済 
ｱ 運営主体 
 

・雇用機会均等委員会（EEOC） 
 
・EEOC は連邦の雇用差別禁止法（公民権法第 7 編、

雇用における年齢差別禁止法、同一賃金法、ADA）

の内容について各種のガイドラインを作成する権限

及び差別救済に関する権限を有する。 
・ADA 第 1 編違反に関する救済及び手続きについて

は、公民権法 705 条以下に定める規定を適用する

（ADA107 条(a)）。 
 

・助言斡旋仲裁局（ Advisory Conciliation and 
Arbitration Service） 

 
・助言斡旋仲裁局は、紛争の発生・本格化を予防し、

良好な労使関係を構築することを主な目的とした機

関であり、あっせんや仲裁、労使関係改善のための

助言を行う権限を有する。 

  ・連邦反差別機関及び委託先の機関 
 
・一般均等待遇法 27 条 2 項によれば、反差別機関の

権限とされる、支援のための措置が定められている。

‐他の機関による協議のあっせん（同条 2 項 2 文）

‐当事者間での和解のための(gütliche)紛争解決（同

条 2 項 3 文） 
 

・権利擁護機関（DDD：Le Défenseur des droits）
 
・裁判外の権利救済機関として、様々な分野における

差別の撤廃と平等の促進に取り組んできた高等差別

禁止平等対策機関（HALDE：La Haute Autorité de 
Lutte contre les Discriminations et pour l ’
Egalité）を引き継ぐ機関として、2011 年 3 月 29 日

の組織法律によって創設され、2011 年 5 月からその

任務を実施。 
・申立てのあった直接・間接差別事件について、調停

の斡旋や和解案の提示、勧告を行う権限を有すると

ともに、これらの活動を行うための調査権限も有す

る。 

9. 雇用差別に対す

る救済の仕組み 
(1)行政上の救済 
ｱ 運営主体 
 

ｲ 設立年 ・1964 年（公民権法第 7 編制定時に、同法を実施する

機関として創設） 
 

・1975 年   ・2006 年 ・2011 年（2011 年 3 月 29 日の権利擁護機関に関する

組織法律） 
ｲ 設立年 

ｳ 組織形態 ・連邦政府の独立機関 
 
本部：ワシントン 
支部：全米 53 か所 

・独立行政組織 
 
本部：ロンドン 
支部：11 か所 
 

  ・連邦家族高齢者女性年少者省の一機関 
 
本部：ベルリン 
支部：なし 
 
（注）ベルリン以外の都市の場合、連邦委託機関（NGO

等）が委託を受けて同機関と同様の権限を持つこ

とになる。 
 
 

・1958 年憲法 71-1 条に根拠を置く憲法上の独立した

機関 
 
本部：パリ 
支部：フランス本土の各県及び海外県に 450（例えば、

県庁や群庁、司法・法務センター（maisons de 
justice et du droit）、公役務センターに置かれて

いる） 

ｳ 組織形態 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

(9)合理的配慮に対

する財政的援助 
・中小企業（企業の総利益が 100 万ドル以下又はフル

タイムの従業員が 30 人未満）：合理的配慮（障害者

の雇用）にかかったコストについて、年間 5,000 ド

ルを上限に税額控除される。 
・それ以上の規模の企業：年間上限 15,000 ドルの所得

控除（建物の改築や交通・移動手段に関するバリア

を取り除くためにかかった費用を対象とする）。 
 

・仕事へのアクセス支援（Access to Work）（*）を通

じて、障害者が仕事に関連して遭遇する困難に対し

て経費の援助が行われる。援助の範囲は、雇用され

ている期間、必要な支援の種類、自営業か否かなど

を考慮して決定。 
 

  ・統合局の管理する納付金は以下の給付金として用い

られる。 
‐障害を理由とした雇用の実施のため恒常的な特

別な補助的な労働力、つまり、ジョブコーチが必

要な場合（社会法典第 9 編 72 条 1 項 1 号 a）、
‐その雇用が使用者にとって通常の費用とはいえ

ない費用と結びつく場合（同号 b）、 
‐ 障害者を雇用し、事業所における労務の提供が

減少する場合（同号 c）などでも、使用者は相当

な範囲で雇用する義務を負う。 
・これらの各場合について、特別な負担を調整するた

めに給付される（重度障害者納付金支出規則 27 条）。

 

・使用者に対しては、障害者職業参入基金管理運営機

関 （AGEFIPH）から、以下のような様々な助成が

提供される。 
-労働時間調整支援金 
-通勤支援金 
-労働環境適応支援金 
-雇用維持支援金 
-技術的支援・人的支援 
-チューター支援金（等） 

 
（注）助成・支援金の原資は、雇用義務未達成の企業

から徴収された納付金である。 
 

(9)合理的配慮に対

する財政的援助 

8. 刑事制裁の対象

となる雇用差別 
     ・障害を理由とする採用拒否、懲戒、解雇、及び、障

害を理由として募集、研修申請又は企業内職業訓練

の期間について条件を付すことは、差別罪違反とし

て刑事制裁の対象となる（故意犯のみ）（刑法典

225-1 条～225-4 条）。  

8. 刑事制裁の対象

となる雇用差別 

9. 雇用差別に対す

る救済の仕組み 
(1)行政上の救済 
ｱ 運営主体 
 

・雇用機会均等委員会（EEOC） 
 
・EEOC は連邦の雇用差別禁止法（公民権法第 7 編、

雇用における年齢差別禁止法、同一賃金法、ADA）

の内容について各種のガイドラインを作成する権限

及び差別救済に関する権限を有する。 
・ADA 第 1 編違反に関する救済及び手続きについて

は、公民権法 705 条以下に定める規定を適用する

（ADA107 条(a)）。 
 

・助言斡旋仲裁局（ Advisory Conciliation and 
Arbitration Service） 

 
・助言斡旋仲裁局は、紛争の発生・本格化を予防し、

良好な労使関係を構築することを主な目的とした機

関であり、あっせんや仲裁、労使関係改善のための

助言を行う権限を有する。 

  ・連邦反差別機関及び委託先の機関 
 
・一般均等待遇法 27 条 2 項によれば、反差別機関の

権限とされる、支援のための措置が定められている。

‐他の機関による協議のあっせん（同条 2 項 2 文）

‐当事者間での和解のための(gütliche)紛争解決（同

条 2 項 3 文） 
 

・権利擁護機関（DDD：Le Défenseur des droits）
 
・裁判外の権利救済機関として、様々な分野における

差別の撤廃と平等の促進に取り組んできた高等差別

禁止平等対策機関（HALDE：La Haute Autorité de 
Lutte contre les Discriminations et pour l ’
Egalité）を引き継ぐ機関として、2011 年 3 月 29 日

の組織法律によって創設され、2011 年 5 月からその

任務を実施。 
・申立てのあった直接・間接差別事件について、調停

の斡旋や和解案の提示、勧告を行う権限を有すると

ともに、これらの活動を行うための調査権限も有す

る。 

9. 雇用差別に対す

る救済の仕組み 
(1)行政上の救済 
ｱ 運営主体 
 

ｲ 設立年 ・1964 年（公民権法第 7 編制定時に、同法を実施する

機関として創設） 
 

・1975 年   ・2006 年 ・2011 年（2011 年 3 月 29 日の権利擁護機関に関する

組織法律） 
ｲ 設立年 

ｳ 組織形態 ・連邦政府の独立機関 
 
本部：ワシントン 
支部：全米 53 か所 

・独立行政組織 
 
本部：ロンドン 
支部：11 か所 
 

  ・連邦家族高齢者女性年少者省の一機関 
 
本部：ベルリン 
支部：なし 
 
（注）ベルリン以外の都市の場合、連邦委託機関（NGO

等）が委託を受けて同機関と同様の権限を持つこ

とになる。 
 
 

・1958 年憲法 71-1 条に根拠を置く憲法上の独立した

機関 
 
本部：パリ 
支部：フランス本土の各県及び海外県に 450（例えば、

県庁や群庁、司法・法務センター（maisons de 
justice et du droit）、公役務センターに置かれて

いる） 

ｳ 組織形態 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

ｴ 構成員（障害者が

関与するかどう

か） 

・委員会は 5 名の委員から構成される（現委員のうち

1 名が障害者差別研究者）。 
（2011 年 1 月現在） 

・理事会は労・使・中立の三者で構成され、障害者の

着任は必須とされていない。障害者差別の事案を扱

う場合であっても、そのあっせん官について障害者

の参加は必須とされていない。 

  ・障害者が紛争解決に特別関与すべきという制度はな

い。ただし、諮問委員会(Beirat)という、連邦議会

への報告書、勧告、提案にあたって諮問を受ける委

員会がある。これには各種団体が参与できる。しか

し、法律案の作成にあたって諮問を受けることはな

い。また、紛争のあっせんや和解には関与しない。

・DDD 所長は、①子どもの権利の保護と促進、②保

安活動分野の職業倫理、及び③差別禁止・平等促進

の 3 つの分野それぞれに設けられている評議会の議

長を務め、各評議会は各担当副所長によって運営さ

れる。 
・評議会での合議制を採ることにより、議論と、公平

かつ正当な理由のある決定がなされることが可能と

されている。評議員は、他の DDD 関係者と同様に、

職業上の守秘義務を負う。 
・差別禁止・平等促進分野の評議会は、以下の 8 名の

評議員で構成される： 
－上院議長により指名される有識者 3 名 
－国民議会議長により指名される有識者 3 名(*) 
－コンセイユ・デタ（行政最高裁）の副裁判長によ

り指名される有識者１名 
－破毀院第 1 裁判長により指名される有識者 1 名。
(*) 2012 年 3 月現在、l’Arche en France（障害対策分

野の非営利組織）の事務局長が、評議員のメンバーに

選出されている。 

ｴ 構成員（障害者が

関与するかどう

か） 

ｵ 予算 ・343,391,000 ドル（2009 年決算） 
・367,303,000 ドル（2010 年予算） 
・385,303,000 ドル（2011 年要求） 
 

・約 4.9 億ポンド（2008/2009） 
 
 

  ・2,509,000 ユーロ (2008 年支出) 
・2,990,000 ユーロ (2009 年支出) 
・2,677,000 ユーロ (2010 年支出)  

（参考） HALDE の予算 
・11,275,265 ユーロ（2008 年予算） 
・11,247,239 ユーロ（同年決算） 
・11,780,079 ユーロ（2009 年予算） 
・11,784,282 ユーロ（同年決算） 
 

ｵ 予算 

ｶ 職員数 ・およそ 2,200 名 （2008 年） 
 
（注）年度により、大幅な変動あり。 

・およそ 800 名   ・職員数 25 名（2010 年） （参考） HALDE の職員数 
・常用スタッフ：87 名（男性 33％、女性 67％） 
・平均年齢：41.7 歳 
・うち 7％が障害労働者認定を受けた者 
・地方ボランティア特派員 109 名 
・研修生 37 名  

 

ｶ 職員数 

ｷ 取扱件数 ・2010 年：EEOC への総申立件数は、99,922 件。障

害関連の申立件数は、25,165 件（25.2％）（人種

35,890 件（35.9％）、性 29,029 件（29.1％）、出身

国 11,304 件（11.3％）、宗教 3,790 件（3.8％）、報

復 36,258 件（36.3％）、年齢 23,264 件（23.3％）、

平等賃金法 1,044 件（1.0％）、遺伝 201 件（0.2％））。 
・2010 年：障害関連申立のうち処理済み件数 24,401
件（EEOC 全体では 104,999 件）・処理の結果は、

和解 10.6%、有利な条件での申立取下げ 6.0%、行政

的終結 16.3％、合理的根拠なし 62.2%、合理的根拠

あり 4.9%（うち自主的解決に至った件数 1.8%、解

決に至らなかった件数 3.1%）。 
 

・2009/2010 年度：雇用審判所から移送され、あっせ

んを試みた障害者差別に関する事件数は、7,519 件。

雇用審判所への申立前に助言斡旋仲裁局に申し立て

られた事件数は、373 件。 

  ・連邦反差別機関に対して市民が情報提供、あっせん

などを求めてきたのが、2006 年 8 月から 2009 年 12
月までで 8,810 件、複数回これらを求めてきたのが

3,120 件、新件が 5,690 件。 
・不利益取扱いのメルクマールごとの分類では、年齢

の事由が 650 件（全体の 19.10％）、性別の事由が

819 件（24.07％）、障害の事由が 869 件（25.57％）、

性的なアイデンティティの事由が 147 件（4.32％）、

世界観の事由が 120 件（0.35％）、民族的出自の事

由が 517 件（15.19％）、複数の事由が 269 件（7.90％）

となっている。 

（参考） 
・DDD がその権限を引き継いだ HALDE への申立て

の件数 
2008 年  8705 件 
2009 年  10545 件 
2010 年  12467 件 

うち、健康状態・障害を理由とする差別に関する申

立て 
2008 年  1780 件 
2009 年  1962 件 
2010 年  2360 件 

・2010 年における HALDE への申立ての内訳 
①内訳（差別事由）： 

出自 27.0％、健康状態・障害 19.0％、性 4.5％、

妊娠 4.5％、組合活動 5.0％、年齢 6.0％、宗教

2.0％、性的指向 2.5％、家族状況 2.5％、身体的

外見 2.0％、政治的見解 1.0％、その他 24％； 
②内訳（分野）： 

雇用 49.7％（民間部門・採用 6.8％、民間部門・

キャリア 26.7、公的部門・採用 2.2％、公的部門・

キャリア 14.0％）、規制 4.2％、公的サービス

11.5％、民間サービス・財 10.6％、住宅 5.0％、

教育 4.7％、その他 14.3％。 

ｷ 取扱件数 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

ｴ 構成員（障害者が

関与するかどう

か） 

・委員会は 5 名の委員から構成される（現委員のうち

1 名が障害者差別研究者）。 
（2011 年 1 月現在） 

・理事会は労・使・中立の三者で構成され、障害者の

着任は必須とされていない。障害者差別の事案を扱

う場合であっても、そのあっせん官について障害者

の参加は必須とされていない。 

  ・障害者が紛争解決に特別関与すべきという制度はな

い。ただし、諮問委員会(Beirat)という、連邦議会

への報告書、勧告、提案にあたって諮問を受ける委

員会がある。これには各種団体が参与できる。しか

し、法律案の作成にあたって諮問を受けることはな

い。また、紛争のあっせんや和解には関与しない。

・DDD 所長は、①子どもの権利の保護と促進、②保

安活動分野の職業倫理、及び③差別禁止・平等促進

の 3 つの分野それぞれに設けられている評議会の議

長を務め、各評議会は各担当副所長によって運営さ

れる。 
・評議会での合議制を採ることにより、議論と、公平

かつ正当な理由のある決定がなされることが可能と

されている。評議員は、他の DDD 関係者と同様に、

職業上の守秘義務を負う。 
・差別禁止・平等促進分野の評議会は、以下の 8 名の

評議員で構成される： 
－上院議長により指名される有識者 3 名 
－国民議会議長により指名される有識者 3 名(*) 
－コンセイユ・デタ（行政最高裁）の副裁判長によ

り指名される有識者１名 
－破毀院第 1 裁判長により指名される有識者 1 名。
(*) 2012 年 3 月現在、l’Arche en France（障害対策分

野の非営利組織）の事務局長が、評議員のメンバーに

選出されている。 

ｴ 構成員（障害者が

関与するかどう

か） 

ｵ 予算 ・343,391,000 ドル（2009 年決算） 
・367,303,000 ドル（2010 年予算） 
・385,303,000 ドル（2011 年要求） 
 

・約 4.9 億ポンド（2008/2009） 
 
 

  ・2,509,000 ユーロ (2008 年支出) 
・2,990,000 ユーロ (2009 年支出) 
・2,677,000 ユーロ (2010 年支出)  

（参考） HALDE の予算 
・11,275,265 ユーロ（2008 年予算） 
・11,247,239 ユーロ（同年決算） 
・11,780,079 ユーロ（2009 年予算） 
・11,784,282 ユーロ（同年決算） 
 

ｵ 予算 

ｶ 職員数 ・およそ 2,200 名 （2008 年） 
 
（注）年度により、大幅な変動あり。 

・およそ 800 名   ・職員数 25 名（2010 年） （参考） HALDE の職員数 
・常用スタッフ：87 名（男性 33％、女性 67％） 
・平均年齢：41.7 歳 
・うち 7％が障害労働者認定を受けた者 
・地方ボランティア特派員 109 名 
・研修生 37 名  

 

ｶ 職員数 

ｷ 取扱件数 ・2010 年：EEOC への総申立件数は、99,922 件。障

害関連の申立件数は、25,165 件（25.2％）（人種

35,890 件（35.9％）、性 29,029 件（29.1％）、出身

国 11,304 件（11.3％）、宗教 3,790 件（3.8％）、報

復 36,258 件（36.3％）、年齢 23,264 件（23.3％）、

平等賃金法 1,044 件（1.0％）、遺伝 201 件（0.2％））。 
・2010 年：障害関連申立のうち処理済み件数 24,401
件（EEOC 全体では 104,999 件）・処理の結果は、

和解 10.6%、有利な条件での申立取下げ 6.0%、行政

的終結 16.3％、合理的根拠なし 62.2%、合理的根拠

あり 4.9%（うち自主的解決に至った件数 1.8%、解

決に至らなかった件数 3.1%）。 
 

・2009/2010 年度：雇用審判所から移送され、あっせ

んを試みた障害者差別に関する事件数は、7,519 件。

雇用審判所への申立前に助言斡旋仲裁局に申し立て

られた事件数は、373 件。 

  ・連邦反差別機関に対して市民が情報提供、あっせん

などを求めてきたのが、2006 年 8 月から 2009 年 12
月までで 8,810 件、複数回これらを求めてきたのが

3,120 件、新件が 5,690 件。 
・不利益取扱いのメルクマールごとの分類では、年齢

の事由が 650 件（全体の 19.10％）、性別の事由が

819 件（24.07％）、障害の事由が 869 件（25.57％）、

性的なアイデンティティの事由が 147 件（4.32％）、

世界観の事由が 120 件（0.35％）、民族的出自の事

由が 517 件（15.19％）、複数の事由が 269 件（7.90％）

となっている。 

（参考） 
・DDD がその権限を引き継いだ HALDE への申立て

の件数 
2008 年  8705 件 
2009 年  10545 件 
2010 年  12467 件 

うち、健康状態・障害を理由とする差別に関する申

立て 
2008 年  1780 件 
2009 年  1962 件 
2010 年  2360 件 

・2010 年における HALDE への申立ての内訳 
①内訳（差別事由）： 

出自 27.0％、健康状態・障害 19.0％、性 4.5％、

妊娠 4.5％、組合活動 5.0％、年齢 6.0％、宗教

2.0％、性的指向 2.5％、家族状況 2.5％、身体的

外見 2.0％、政治的見解 1.0％、その他 24％； 
②内訳（分野）： 

雇用 49.7％（民間部門・採用 6.8％、民間部門・

キャリア 26.7、公的部門・採用 2.2％、公的部門・

キャリア 14.0％）、規制 4.2％、公的サービス

11.5％、民間サービス・財 10.6％、住宅 5.0％、

教育 4.7％、その他 14.3％。 

ｷ 取扱件数 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

ｸ 救済プロセス・救

済機関の権限 
・ EEOC への申立（申立は、原則として差別があっ

た日から 180 日以内に行う）。（注）EEOC へ申立を

経ずに、直接裁判所に提訴することはできない。 
・ EEOC による申立内容の書面化。 
・ 申立から 10 日以内に使用者への書面提示、「調査」

開始の報告。 
・ 調査官による情報収集。 
・ ADA 違反があると考えるに足る合理的根拠がある

場合： 
①EEOC が「調整」（協議、説得）を通して、当事

者間での差別の自主的解決を図る、又は、 
②当事者の同意が得られた場合にはメディエーシ

ョン（*）に付す（EEOC からの働きかけがない

場合でも、事案によっては当事者の要請でメディ

エーションが可能。メディエーションが失敗した

場合には、通常の救済手続きに戻る）。 
・ 申立後 30 日を超えても解決しない場合： 

①EEOC が自ら原告となって提訴を行う。 
①がない場合 
②訴権付与通知（Notice of Rights to Sue）（**）の

送達。 
 
（*）裁判外紛争処理（ADR）の一種であり、EEOC

内外で訓練を受けたメディエーター（中立的な第

三者）が紛争当事者の間に入り、説得によって紛

争の解決を図ること。 
（**）差別の被害者が個人で訴訟を提起するために必

要となる書面。 
 

・審判所から移送（あっせん前置）又は当事者による

直接の申立。 
・当事者双方からの求めがあるか、解決可能との合理

的な期待がある場合に手続を開始（1996 年雇用審判

所法 18 条）。 
・あっせん官によるあっせんの開始（権利関係の説明、

事実関係の確認、論点の整理、選択肢の提示等）。

・合意に達すれば和解調停を締結（ compromise 
agreement）、達しなければ雇用審判所で審理。 

  ・裁判外の手続き。 
‐他の機関による協議のあっせん（一般均等待遇法

27 条 2 項 2 文） 
‐当事者間での和解のための(gütliche)紛争解決（同

条 2 項 3 文）。 
・労働者が使用者による不利益取扱いを受けたという

場合、両当事者が承諾したときのみ、あっせんの手

続きが開始され、その際、当機関は、使用者による

態度決定を求めることができ、使用者による正当化

事由に関わる事実や理由の主張を求めることができ

る。同機関に証拠提出命令の権限はない。最終的に

は、和解による解決が図れる（同法 27 条 1 項 3 文）。

 
 

・DDD は、①公役務部門との関係における権利や自

由の擁護、②児童の利益や権利の擁護及び促進、③

法が禁止する差別への対策及び平等促進、④保安活

動（警察、憲兵、刑務行政、税関等）に従事する者

による職業倫理の遵守の監視を任務とする。 
・直接・間接差別の被害者なら誰でも、直接、DDD へ

申立てを行うことができ、申立ての費用は、無料と

される。また、設立後 5 年以上の差別問題に携わる

非営利組織も、被害者の合意を得て被害者と共同で

DDD に申立てを行うことができる。 
・なお、DDD は、平等取扱いや機会均等の促進に寄

与することも、その使命としており、その使命の一

環として、①差別禁止に対する関心喚起・情報提供

活動、②相談活動や相互理解委員会、テーマ別作業

グループ等を通じた民間企業との継続的な対話、③

グッド・プラクティスの特定とその奨励、④関係主

体への支援を目的とする教育活動、⑤公権力に対す

る意見の表明や勧告、⑥法令の改正提案、⑦研究・

調査活動の推進等の活動も実施することとなってい

る。 
 

ｸ 救済プロセス・救

済機関の権限 

ｹ その他  ・平等人権委員会：平等法等の遵守状況について事業

主等に調査、質問、勧告等を行う権限、平等法の内

容を具体化する行為準則を制定する権限等を有す

る。 

  ・この他、州統合局の承認がなければ障害者を解雇で

きない。解雇については、一般的な解雇制限法ある

いは特別な解雇保護法（障害者の解雇の場合、社会

法典第 9 編の特別な解雇保護の規定）が優先して適

用される（一般均等待遇法 2 条 4 項）。障害者の解

雇の場合、現行法では、社会法典第 9 編の特別な解

雇保護の規定（85 条以下）が適用されることとなり、

障害者の解雇事件はまず統合局による行政手続きに

よることになる。解雇が同局によって承認された場

合は、司法手続き、労働裁判所において、同局の承

認が適法であったかどうかが主に争われる。 
 

 ｹ その他 

(2)司法上の救済 
ｱ 差別訴訟を取扱う

裁判所・審判所 

・連邦地方裁判所（州の地方裁判所への提訴も可能）。 
・差別の被害者は、訴権付与通知の送達後、90 日以内

に提訴しなければならない。 
 
 

・雇用審判所（Employment Tribunal） 
 
 

  ・労働裁判所の管轄。 
・労働裁判所では、まず和解弁論が開かれ、一人の職

業裁判官による和解の手続きが開かれる。 
・和解弁論にて和解が成立しない場合、弁論手続きが

職業裁判官と労使の名誉職裁判官によって、開かれ

る。 

・刑事訴訟 
刑法典が定める差別については、検事等に告訴が可

能（軽罪裁判所、控訴院軽罪部、破毀院刑事部）。

・民事訴訟 
労働法典が定める差別については、労働審判所に提

訴が可能（控訴は控訴院社会部、上告は破毀院社会

部が管轄となる）。 
（注）破毀院は、法律審のみ。 
 

(2)司法上の救済 
ｱ 差別訴訟を取扱う

裁判所・審判所 

ｲ 立証責任 ・まず原告（障害者）が差別の存在を推定させる「一

応の証明」を行う責任を負う。 
・次に被告（使用者）が適法で非差別的な理由の提示

することによって反証を行うことができる。 
・さらに、原告（障害者）は、被告の提示した理由が

口実に過ぎないことを証明する機会をもつ。 

・差別の存在に関する立証責任は申立人が負う。   ・使用者は、障害にはよらない客観的な諸理由が存在

すること、又は、ある一定の身体的機能、知的能力、

又は、精神的健康が、その職務の本質的かつ重要な

要請であることの証明責任を負う。 
・平等取扱い原則が適用されないことによって侵害が

あったとする者が、直接差別の存在を推定させる事

実を主張・立証する。 
 

・刑事訴訟：立証責任は、検事が負う（無罪推定等の

原則が適用される）。 
・民事訴訟：差別被害者側の立証責任は軽減される（労

働法典 L.1134-1 条、2008 年法 4 条）。原告（差別被

害者）は、直接差別又は間接差別の存在を推認させ

る事実を提示すれば足り、被告側が、当該措置は差

別とは関係のない客観的な事実により正当化される

ことを立証する責任を負う。 
 

ｲ 立証責任 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

ｸ 救済プロセス・救

済機関の権限 
・ EEOC への申立（申立は、原則として差別があっ

た日から 180 日以内に行う）。（注）EEOC へ申立を

経ずに、直接裁判所に提訴することはできない。 
・ EEOC による申立内容の書面化。 
・ 申立から 10 日以内に使用者への書面提示、「調査」

開始の報告。 
・ 調査官による情報収集。 
・ ADA 違反があると考えるに足る合理的根拠がある

場合： 
①EEOC が「調整」（協議、説得）を通して、当事

者間での差別の自主的解決を図る、又は、 
②当事者の同意が得られた場合にはメディエーシ

ョン（*）に付す（EEOC からの働きかけがない

場合でも、事案によっては当事者の要請でメディ

エーションが可能。メディエーションが失敗した

場合には、通常の救済手続きに戻る）。 
・ 申立後 30 日を超えても解決しない場合： 

①EEOC が自ら原告となって提訴を行う。 
①がない場合 
②訴権付与通知（Notice of Rights to Sue）（**）の

送達。 
 
（*）裁判外紛争処理（ADR）の一種であり、EEOC

内外で訓練を受けたメディエーター（中立的な第

三者）が紛争当事者の間に入り、説得によって紛

争の解決を図ること。 
（**）差別の被害者が個人で訴訟を提起するために必

要となる書面。 
 

・審判所から移送（あっせん前置）又は当事者による

直接の申立。 
・当事者双方からの求めがあるか、解決可能との合理

的な期待がある場合に手続を開始（1996 年雇用審判

所法 18 条）。 
・あっせん官によるあっせんの開始（権利関係の説明、

事実関係の確認、論点の整理、選択肢の提示等）。

・合意に達すれば和解調停を締結（ compromise 
agreement）、達しなければ雇用審判所で審理。 

  ・裁判外の手続き。 
‐他の機関による協議のあっせん（一般均等待遇法

27 条 2 項 2 文） 
‐当事者間での和解のための(gütliche)紛争解決（同

条 2 項 3 文）。 
・労働者が使用者による不利益取扱いを受けたという

場合、両当事者が承諾したときのみ、あっせんの手

続きが開始され、その際、当機関は、使用者による

態度決定を求めることができ、使用者による正当化

事由に関わる事実や理由の主張を求めることができ

る。同機関に証拠提出命令の権限はない。最終的に

は、和解による解決が図れる（同法 27 条 1 項 3 文）。

 
 

・DDD は、①公役務部門との関係における権利や自

由の擁護、②児童の利益や権利の擁護及び促進、③

法が禁止する差別への対策及び平等促進、④保安活

動（警察、憲兵、刑務行政、税関等）に従事する者

による職業倫理の遵守の監視を任務とする。 
・直接・間接差別の被害者なら誰でも、直接、DDD へ

申立てを行うことができ、申立ての費用は、無料と

される。また、設立後 5 年以上の差別問題に携わる

非営利組織も、被害者の合意を得て被害者と共同で

DDD に申立てを行うことができる。 
・なお、DDD は、平等取扱いや機会均等の促進に寄

与することも、その使命としており、その使命の一

環として、①差別禁止に対する関心喚起・情報提供

活動、②相談活動や相互理解委員会、テーマ別作業

グループ等を通じた民間企業との継続的な対話、③

グッド・プラクティスの特定とその奨励、④関係主

体への支援を目的とする教育活動、⑤公権力に対す

る意見の表明や勧告、⑥法令の改正提案、⑦研究・

調査活動の推進等の活動も実施することとなってい

る。 
 

ｸ 救済プロセス・救

済機関の権限 

ｹ その他  ・平等人権委員会：平等法等の遵守状況について事業

主等に調査、質問、勧告等を行う権限、平等法の内

容を具体化する行為準則を制定する権限等を有す

る。 

  ・この他、州統合局の承認がなければ障害者を解雇で

きない。解雇については、一般的な解雇制限法ある

いは特別な解雇保護法（障害者の解雇の場合、社会

法典第 9 編の特別な解雇保護の規定）が優先して適

用される（一般均等待遇法 2 条 4 項）。障害者の解

雇の場合、現行法では、社会法典第 9 編の特別な解

雇保護の規定（85 条以下）が適用されることとなり、

障害者の解雇事件はまず統合局による行政手続きに

よることになる。解雇が同局によって承認された場

合は、司法手続き、労働裁判所において、同局の承

認が適法であったかどうかが主に争われる。 
 

 ｹ その他 

(2)司法上の救済 
ｱ 差別訴訟を取扱う

裁判所・審判所 

・連邦地方裁判所（州の地方裁判所への提訴も可能）。 
・差別の被害者は、訴権付与通知の送達後、90 日以内

に提訴しなければならない。 
 
 

・雇用審判所（Employment Tribunal） 
 
 

  ・労働裁判所の管轄。 
・労働裁判所では、まず和解弁論が開かれ、一人の職

業裁判官による和解の手続きが開かれる。 
・和解弁論にて和解が成立しない場合、弁論手続きが

職業裁判官と労使の名誉職裁判官によって、開かれ

る。 

・刑事訴訟 
刑法典が定める差別については、検事等に告訴が可

能（軽罪裁判所、控訴院軽罪部、破毀院刑事部）。

・民事訴訟 
労働法典が定める差別については、労働審判所に提

訴が可能（控訴は控訴院社会部、上告は破毀院社会

部が管轄となる）。 
（注）破毀院は、法律審のみ。 
 

(2)司法上の救済 
ｱ 差別訴訟を取扱う

裁判所・審判所 

ｲ 立証責任 ・まず原告（障害者）が差別の存在を推定させる「一

応の証明」を行う責任を負う。 
・次に被告（使用者）が適法で非差別的な理由の提示

することによって反証を行うことができる。 
・さらに、原告（障害者）は、被告の提示した理由が

口実に過ぎないことを証明する機会をもつ。 

・差別の存在に関する立証責任は申立人が負う。   ・使用者は、障害にはよらない客観的な諸理由が存在

すること、又は、ある一定の身体的機能、知的能力、

又は、精神的健康が、その職務の本質的かつ重要な

要請であることの証明責任を負う。 
・平等取扱い原則が適用されないことによって侵害が

あったとする者が、直接差別の存在を推定させる事

実を主張・立証する。 
 

・刑事訴訟：立証責任は、検事が負う（無罪推定等の

原則が適用される）。 
・民事訴訟：差別被害者側の立証責任は軽減される（労

働法典 L.1134-1 条、2008 年法 4 条）。原告（差別被

害者）は、直接差別又は間接差別の存在を推認させ

る事実を提示すれば足り、被告側が、当該措置は差

別とは関係のない客観的な事実により正当化される

ことを立証する責任を負う。 
 

ｲ 立証責任 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

ｳ 救済の種類 ・救済の種類。 
‐エクイティ上の救済：差別行為の差止め、採用命

令、職場復帰命令、バックペイ、フロントペイ、

合理的配慮の提供、弁護士費用等（公民権法 706
条(g)）。 

‐金銭的救済：直接差別に対する補償的損害賠償、

違反者に積極的な悪意又は労働者の権利の甚だ

しい軽視があったことを原告が証明した場合に

与えられる懲罰的損害賠償（1991 年公民権法 102
条(a)(1)及び同条(b)）。 

・合理的配慮の提供に関して、使用者が障害者に「誠

実に」対応していたことを証明できる場合には、補

償的・懲罰的損害賠償は認められない（1991 年公民

権法 102 条(a)(3)）。 
 
 

・権利の宣言、申立人に対する補償金の支払い、勧告

（平等法 124 条 2 項）。 
・権利の宣言及び勧告に基づく救済の可能性を検討し

た後に、補償金の支払いによる救済を検討する（同

条 5 項）。 

  ・金銭補償と損害賠償（一般均等待遇法 15 条）、給付

拒絶権（同法 14 条）、差止め請求権（同法 21 条）。

・連邦反差別機関によるあっせんと和解（同法 27 条）。

・刑事訴訟 
差別罪が成立した場合、自然人には、最高で 3 年の

拘禁刑及び 45,000 ユーロの罰金が科せられる（刑

法典 225-2 条）。法人の場合、この 5 倍の罰金、差

別のあった職業的・社会的活動の禁止、事業所の閉

鎖等の罰則が科せられる（刑法典 225-4 条）。 
・民事訴訟 

労働法典に違反する差別行為は、全て無効とされる

（労働法典 L.1132-1 条）。また、差別行為による損

害賠償請求を行うことも可能（損害賠償請求は、差

別行為が発覚した日から５年で時効（労働法典

L.1134-5 条））。 
（参考）解雇無効の場合、労働者は、当初の条件で復

職する。ただし、もっともな理由により復職を望

まない労働者には、解雇予告手当、解雇手当に加

えて、不法な解雇により生じた全損害に対する賠

償金（少なくとも給与の前 6 カ月分（労働法典

L.1235-3 条））を受ける権利が認められる。 
 

ｳ 救済の種類 

(3)職場での救済 ・法律上規定されているものではないが、職場内での

インフォーマルな合理的配慮の決定・実施のプロセ

スが EEOC によって推奨されている。 
 
→前記Ⅱ6.（8）参照。 
 
 

・法的に強制されているわけではないが、労使紛争が

発生した場合、第一に、労働組合や労働協約、職場

の紛争解決制度等による解決が試みられるのが一般

的。これによって十分な解決が得られなかった場合、

前述の行政上、司法上の救済に移行。 

  ・従業員は、企業、事業所、雇用場所の管轄機関に対

し不利益取扱いについて異議申し立ての権利を有す

る（一般均等待遇法 13 条）。 

・従業員代表は、雇用・報酬・職業訓練・再就職・配

属・職業資格・職階・昇進・異動・契約更新・懲戒・

解雇における差別が確認された場合、使用者にその

事実を訴える（saisir）ことができる。この場合、使

用者（又はその代表）は、直ちに、従業員代表と共

に調査を行い、改善のために必要な措置を講じる（労

働法典 L.2313-2 条）。 
 

(3)職場での救済 

(4)その他の救済  
 

    ・労働法典違反については、設立後 5 年以上の差別問

題や障害者支援に携わる非営利組織が、当事者の書

面による合意を得た上で、訴権を行使できる（労働

法典 L.1134-3 条）。 
・加えて、全国・企業レベルの代表的労働組合も、訴

権を行使できる。この場合、当事者からの委任の必

要はなく、当事者が、組合の訴訟を行う意思を通知

されて 15 日以内に反対の意思を示していなければ

良い（労働法典 L.1134-2 条）。 
 

(4)その他の救済 

【注記】 ・一覧表においては、特に従業員という用語が適切な場合を除き、ドイツ（Arbeiter、Arbeitnehmer）、フランス（salarié、
travailleur）、アメリカ（employee）、イギリス（employee, worker）を、「労働者」と表記する。 

・ただし、ドイツの Beschäftigte については、従業員と表記する。 
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項目／国名 アメリカ イギリス   ドイツ フランス 項目／国名 

ｳ 救済の種類 ・救済の種類。 
‐エクイティ上の救済：差別行為の差止め、採用命

令、職場復帰命令、バックペイ、フロントペイ、

合理的配慮の提供、弁護士費用等（公民権法 706
条(g)）。 

‐金銭的救済：直接差別に対する補償的損害賠償、

違反者に積極的な悪意又は労働者の権利の甚だ

しい軽視があったことを原告が証明した場合に

与えられる懲罰的損害賠償（1991 年公民権法 102
条(a)(1)及び同条(b)）。 

・合理的配慮の提供に関して、使用者が障害者に「誠

実に」対応していたことを証明できる場合には、補

償的・懲罰的損害賠償は認められない（1991 年公民

権法 102 条(a)(3)）。 
 
 

・権利の宣言、申立人に対する補償金の支払い、勧告

（平等法 124 条 2 項）。 
・権利の宣言及び勧告に基づく救済の可能性を検討し

た後に、補償金の支払いによる救済を検討する（同

条 5 項）。 

  ・金銭補償と損害賠償（一般均等待遇法 15 条）、給付

拒絶権（同法 14 条）、差止め請求権（同法 21 条）。

・連邦反差別機関によるあっせんと和解（同法 27 条）。

・刑事訴訟 
差別罪が成立した場合、自然人には、最高で 3 年の

拘禁刑及び 45,000 ユーロの罰金が科せられる（刑

法典 225-2 条）。法人の場合、この 5 倍の罰金、差

別のあった職業的・社会的活動の禁止、事業所の閉

鎖等の罰則が科せられる（刑法典 225-4 条）。 
・民事訴訟 

労働法典に違反する差別行為は、全て無効とされる

（労働法典 L.1132-1 条）。また、差別行為による損

害賠償請求を行うことも可能（損害賠償請求は、差

別行為が発覚した日から５年で時効（労働法典

L.1134-5 条））。 
（参考）解雇無効の場合、労働者は、当初の条件で復

職する。ただし、もっともな理由により復職を望

まない労働者には、解雇予告手当、解雇手当に加

えて、不法な解雇により生じた全損害に対する賠

償金（少なくとも給与の前 6 カ月分（労働法典

L.1235-3 条））を受ける権利が認められる。 
 

ｳ 救済の種類 

(3)職場での救済 ・法律上規定されているものではないが、職場内での

インフォーマルな合理的配慮の決定・実施のプロセ

スが EEOC によって推奨されている。 
 
→前記Ⅱ6.（8）参照。 
 
 

・法的に強制されているわけではないが、労使紛争が

発生した場合、第一に、労働組合や労働協約、職場

の紛争解決制度等による解決が試みられるのが一般

的。これによって十分な解決が得られなかった場合、

前述の行政上、司法上の救済に移行。 

  ・従業員は、企業、事業所、雇用場所の管轄機関に対

し不利益取扱いについて異議申し立ての権利を有す

る（一般均等待遇法 13 条）。 

・従業員代表は、雇用・報酬・職業訓練・再就職・配

属・職業資格・職階・昇進・異動・契約更新・懲戒・

解雇における差別が確認された場合、使用者にその

事実を訴える（saisir）ことができる。この場合、使

用者（又はその代表）は、直ちに、従業員代表と共

に調査を行い、改善のために必要な措置を講じる（労

働法典 L.2313-2 条）。 
 

(3)職場での救済 

(4)その他の救済  
 

    ・労働法典違反については、設立後 5 年以上の差別問

題や障害者支援に携わる非営利組織が、当事者の書

面による合意を得た上で、訴権を行使できる（労働

法典 L.1134-3 条）。 
・加えて、全国・企業レベルの代表的労働組合も、訴

権を行使できる。この場合、当事者からの委任の必

要はなく、当事者が、組合の訴訟を行う意思を通知

されて 15 日以内に反対の意思を示していなければ

良い（労働法典 L.1134-2 条）。 
 

(4)その他の救済 

【注記】 ・一覧表においては、特に従業員という用語が適切な場合を除き、ドイツ（Arbeiter、Arbeitnehmer）、フランス（salarié、
travailleur）、アメリカ（employee）、イギリス（employee, worker）を、「労働者」と表記する。 

・ただし、ドイツの Beschäftigte については、従業員と表記する。 
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第３章 ドイツ 
 

 

 
第１節 法令 
 

D-001 社会法典第９編（SGB-IX） － 障害者のリハビリテーションと参画 － 
Sozialgesetzbuch (SGB) Neuntes Buch (IX) - Rehabilitation und Teilhabe behinderter 
Menschen – 

http://www.gesetze-im-internet.de/sgb_9/ 
 
D-002 一般均等待遇法（AGG）

Allgemeines Gleichbehandlungsgesetz (AGG) 
http://www.gesetze-im-internet.de/agg/index.html 

 
D-003 重度障害者負担調整賦課金規則（SchwbAV）

Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung (SchwbAV) 
http://www.gesetze-im-internet.de/schwbav_1988/index.html 

 
 
第２節 関連資料 
 

D-101 給付の概要：障害者の就労
Leistungen im Überblick : Behinderte Menschen im Beruf 

連邦統合局・中央社会福祉事務所連合（BIH：Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen、各州の統合局及び中央社会福祉事務所による組織で、業務に係る情報共有等

を通じて連携を図っている。）作成の概要パンフ。各州の統合局のサイトを通じて提供されている。 

 
＜参考 １＞ 給付実績等 
＜参考 ２＞ 給付例（ベルリン特別市の事例） 
＜参考 ３＞ 障害の程度、標示記号による主要な不利益の調整（バイエル

ン州） 
 
D-102 職業生活への参画のための給付及び不利益改善（ヘッセン州福祉連盟） 

Leistungen zur Teilhabe am Arbeitleben und Nachteilsausgleiche (LWV Hessen) 
http://www.integrationsamt-hessen.de/files/266/Nachteilsausgleiche_2010.pdf 

※ 各州の統合局が障害者の雇用に係る助成に関する周知資料を作成している。それらを概観したところ、ヘ

ッセン州の資料がわかりやすく整理されていると思われることから、これを収録することとした。 

 
 
第３節 関連判例 
 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 法令 

 
 



社会法典第９編(SGB IX)  1 / 70 
 
 D-001  

Sozialgesetzbuch (SGB) Neuntes Buch (IX) 
- Rehabilitation und Teilhabe behinderter Menschen -

社会法典第９編 
- 障害者のリハビリテーションと参画 - 

Ausfertigungsdatum: 19.06.2001 
Vollzitat: 
"Neuntes Buch Sozialgesetzbuch - Rehabilitation und Teilhabe 
behinderter Menschen - (Artikel 1 des Gesetzes vom 19. Juni 2001, 
BGBl. I S. 1046), das zuletzt durch Artikel 13 Absatz 26 des 
Gesetzes vom 12. April 2012 (BGBl. I S. 579) geändert worden ist" 
Stand:Zuletzt geändert durch Art. 13 Abs. 26 G v. 12.4.2012 I 579 
 
Das G wurde vom Bundestag mit Zustimmung des Bundesrates 
beschlossen. Es ist gem. Art. 68 Abs. 1 G 860-9/1 v. 19.6.2001 I 1046 
mWv 1.7.2001 in Kraft getreten. § 56 ist am 1.7.2000, § 50 Abs. 3 
und § 144 Abs. 2 sind am 23.6.2001 in Kraft getreten. 
 

公布日 2001 年 6 月 19 日
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§ 138  Rechtsstellung und Arbeitsentgelt behinderter 

Menschen  
§ 139  Mitwirkung  
§ 140  Anrechnung von Aufträgen auf die Ausgleichsabgabe 

官委員会、裁判官人事委員会、重度障害者代表、雇用
主代理人 

第 93 条 経営協議会、公勤務者委員会、裁判官委員会、
検察官委員会、裁判官人事委員会の任務 

第 94 条 重度障害者代表の選挙と任期 
第 95 条 重度障害者代表の任務 
第 96 条 重度障害者の利益代表の個人的な権利と義務 
 
第 97 条 コンツェルン・共同・管区・中央重度障害者代

表 
第 98 条 雇用主代理人 
第 99 条 協力 
第 100 条 命令の授権 

第６章 重度障害者参画のための特別規定の実施 
 
第 101 条 統合局と連邦雇用エージェンシーの協力 
 
第 102 条 統合局の任務 
第 103 条 統合局の障害者諮問委員会 
 
第 104 条 連邦雇用エージェンシーの任務 
第 105 条 連邦雇用エージェンシーの障害者諮問委員会 
 
第 106 条 共同規定 
第 107 条 任務の委託 
第 108 条 命令の授権 

第７章 統合専門サービス 
第 109 条 概念及び対象者 
第 110 条 任務 
第 111 条 委託と責任 
第 112 条 専門的必要条件 
第 113 条 財政給付 
第 114 条 結果の監視 
第 115 条 命令の授権 

第８章 重度障害者及び重度障害者と同等扱いの障害者の参
画のための特別規定の適用終了 

 
第 116条 重度障害者の参画のための特別規定の適用終了
 
 
第 117 条 重度障害者のための特別扶助の剥奪 

 
第９章 異議申立て手続 

第 118 条 異議申立て 
第 119 条 統合局における異議申立て委員会 
第120条 連邦雇用エージェンシーにおける異議申立て委

員会 
第 121 条 手続規定 

第 10 章 その他の規定 
第 122 条 重度障害者の優先 
第 123 条 労働報酬及び俸給 
第 124 条 超過勤務 
第 125 条 付加休暇 
第 126 条 不利益の調整 
第 127 条 重度障害者の家内労働形式での就業 
 
第 128 条 重度障害のある公務員、裁判官、軍人 
 
第 129 条 独立した仕事 
第 130 条 秘密保持義務 
第 131 条 統計 

第 11 章 統合プロジェクト 
第 132 条 概念及び対象者 
第 133 条 任務 
第 134 条 財政的給付 
第 135 条 命令の授権 

第 12 章 障害者作業所 
第 136 条 障害者作業所の概念及び任務 
 
第 137 条 障害者作業所への受入れ 
 
第 138 条 障害者の法的地位及び労働報酬 
 
第 139 条 共同参加 
第 140 条 委託業務の負担調整賦課金への算入 
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Pflegebedürftigkeit zu vermeiden, zu überwinden, zu mindern 
oder eine Verschlimmerung zu verhüten sowie den vorzeitigen 
Bezug anderer Sozialleistungen zu vermeiden oder laufende 
Sozialleistungen zu mindern, 

3. die Teilhabe am Arbeitsleben entsprechend den Neigungen 
und Fähigkeiten dauerhaft zu sichern oder 

4. die persönliche Entwicklung ganzheitlich zu fördern und die 
Teilhabe am Leben in der Gesellschaft sowie eine möglichst 
selbständige und selbstbestimmte Lebensführung zu 
ermöglichen oder zu erleichtern. 

避し、又は受給中の社会給付を減らす。 
3. 労働生活への参画を、性向や能力に応じて、継続的に確
保する。 

4. 全人的な人格の発達を促し、社会生活への参画及び可能
な限り独立した、かつ自律的な生き方を可能又は容易にす
る。 

(2) Die Leistungen zur Teilhabe werden zur Erreichung der in 
Absatz 1 genannten Ziele nach Maßgabe dieses Buches und der 
für die zuständigen Leistungsträger geltenden besonderen 
Vorschriften neben anderen Sozialleistungen erbracht. Die 
Leistungsträger erbringen die Leistungen im Rahmen der für 
sie geltenden Rechtsvorschriften nach Lage des Einzelfalls so 
vollständig, umfassend und in gleicher Qualität, dass 
Leistungen eines anderen Trägers möglichst nicht erforderlich 
werden. 

(2) 参画のための給付は、前項に掲げられた目的を達成する
ために、本法典及び管轄する給付負担者に対して適用され
る特別規定に基づき、他の社会給付のほかに提供される。
給付負担者は、それらに適用される法規定の枠内で、個々
の事例の状況に応じて、他の給付負担者の給付が可能な限
り不要となるように、給付を完全かつ包括的に、均一な質
で提供する。 

(3) Leistungen für behinderte oder von Behinderung bedrohte 
Kinder werden so geplant und gestaltet, dass nach Möglichkeit 
Kinder nicht von ihrem sozialen Umfeld getrennt und 
gemeinsam mit nicht behinderten Kindern betreut werden 
können. Dabei werden behinderte Kinder alters- und 
entwicklungsentsprechend an der Planung und Ausgestaltung 
der einzelnen Hilfen beteiligt und ihre Sorgeberechtigten 
intensiv in Planung und Gestaltung der Hilfen einbezogen. 

 

(3) 障害のある、又は障害のおそれのある児童に対する給付
は、なるべく児童をその社会環境から隔離せず、障害のな
い児童たちと共にケアされるような形に計画し、構成する。
その際、障害のある児童を、年齢と発達状況に応じて個々
の扶助の計画作りと構成に参加させ、その保護養育権者を
扶助の計画作りと構成に積極的に引き入れる。 

§ 5  Leistungsgruppen 
Zur Teilhabe werden erbracht  

1. Leistungen zur medizinischen Rehabilitation, 
2. Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben, 
3. unterhaltssichernde und andere ergänzende Leistungen, 
4. Leistungen zur Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft. 
 

第 5 条 給付グループ
参画のために提供される給付は以下の各号のとおりである。

1. 医学リハビリテーションのための給付 
2. 労働生活に参画するための給付 
3. 生計を保障する給付及びその他の補足的給付 
4. 共同体での生活に参画するための給付 
 

§ 6  Rehabilitationsträger 
(1) Träger der Leistungen zur Teilhabe (Rehabilitationsträger) 

können sein  
1. die gesetzlichen Krankenkassen für Leistungen nach § 5 Nr. 1 

und 3, 
2. die Bundesagentur für Arbeit für Leistungen nach § 5 Nr. 2 

und 3, 
3. die Träger der gesetzlichen Unfallversicherung für Leistungen 

nach § 5 Nr. 1 bis 4, 
4. die Träger der gesetzlichen Rentenversicherung für 

Leistungen nach § 5 Nr. 1 bis 3, die Träger der Alterssicherung 
der Landwirte für Leistungen nach § 5 Nr. 1 und 3, 

5. die Träger der Kriegsopferversorgung und die Träger der 
Kriegsopferfürsorge im Rahmen des Rechts der sozialen 
Entschädigung bei Gesundheitsschäden für Leistungen nach § 
5 Nr. 1 bis 4, 

6. die Träger der öffentlichen Jugendhilfe für Leistungen nach § 
5 Nr. 1, 2 und 4, 

7. die Träger der Sozialhilfe für Leistungen nach § 5 Nr. 1, 2 und 
4. 

第 6 条 リハビリテーション担当機関 
(1) 参画のための給付担当機関（リハビリテーション担当機
関）となりうるのは、以下の各号の機関である。 

1. 前項１号と３号の給付については公的疾病金庫 
2. 前項２号と３号の給付については連邦雇用エージェンシ
ー 

3. 前項１号から４号の給付については公的労災保険の保険
者 

4. 前項１号から４号の給付については公的年金保険の保険
者、前項１号と３号の給付については農業者老齢保障の保
険者 

5. 前項１号から４号の給付については戦争犠牲者援護の運
営者及び健康被害における社会賠償法の一環としての戦
争犠牲者扶助の運営者 

6. 前項１号、２号、４号の給付については公的児童青少年
扶助の運営者 

7. 前項１号、２号、４号の給付については社会扶助の運営
者 

(2) Die Rehabilitationsträger nehmen ihre Aufgaben selbständig 
und eigenverantwortlich wahr. 

 

(2) リハビリテーション担当機関は、その任務を独立して、
かつ自己責任のもとに遂行する。 

§ 6a  Rehabilitationsträger für Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben nach dem Zweiten Buch 

Die Bundesagentur für Arbeit ist auch Rehabilitationsträger für 
die Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben für behinderte 
erwerbsfähige Leistungsberechtigte im Sinne des Zweiten 
Buches, sofern nicht ein anderer Rehabilitationsträger zuständig 
ist. Die Zuständigkeit der gemeinsamen Einrichtung oder des 
zugelassenen kommunalen Trägers für die Leistungen zur 
beruflichen Teilhabe behinderter Menschen nach § 16 Abs. 1 des 
Zweiten Buches bleibt unberührt. Die Bundesagentur für Arbeit 
unterrichtet die zuständige gemeinsame Einrichtung oder den 
zugelassenen kommunalen Träger und die Leistungsberechtigten 
schriftlich über den festgestellten Rehabilitationsbedarf und 
ihren Eingliederungsvorschlag. Die gemeinsame Einrichtung oder 
der zuständige kommunale Träger entscheidet unter 
Berücksichtigung des Eingliederungsvorschlages innerhalb von 
drei Wochen über die Leistungen zur beruflichen Teilhabe. 

第 6a 条 社会法典第２編による労働生活への参画のための給
付を行うリハビリテーション担当機関 

連邦雇用エージェンシーは、他に権限あるリハビリテーショ
ン担当機関が存在しない場合は、社会法典第２編の趣旨にお
ける受給資格があり就労能力のある障害者に対して労働生活
に参画するための給付を行うリハビリテーション担当機関と
なる。第２編第 16 条１項による障害者の職業参画のための給
付を行う共同機関又は認可された地方自治体の権限は不可侵
のものとする。連邦雇用エージェンシーは、権限ある共同機
関、認可された地方自治体、支援を求める者に対して、確認
したリハビリテーションの需要及びそれが組み込まれた提案
を文書で報告するものとする。共同機関又は権限ある地方自
治体担当機関は、提案を考慮して３週間以内に職業参画のた
めの給付について決定する。 
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§ 141  Vergabe von Aufträgen durch die öffentliche Hand  
§ 142  Anerkennungsverfahren  
§ 143  Blindenwerkstätten  
§ 144  Verordnungsermächtigungen  

Kapitel 13  Unentgeltliche Beförderung schwerbehinderter 
Menschen im öffentlichen Personenverkehr  

§ 145  Unentgeltliche Beförderung, Anspruch auf Erstattung 
der Fahrgeldausfälle  

§ 146  Persönliche Voraussetzungen  
§ 147  Nah- und Fernverkehr  
§ 148  Erstattung der Fahrgeldausfälle im Nahverkehr  
§ 149  Erstattung der Fahrgeldausfälle im Fernverkehr  
§ 150  Erstattungsverfahren  
§ 151  Kostentragung  
§ 152  Einnahmen aus Wertmarken  
§ 153  Erfassung der Ausweise  
§ 154  Verordnungsermächtigungen  

Kapitel 14  Straf-, Bußgeld- und Schlussvorschriften  
§ 155  Strafvorschriften  
§ 156  Bußgeldvorschriften  
§ 157  Stadtstaatenklausel  
§ 158  Sonderregelung für den Bundesnachrichtendienst  
§ 159  Übergangsregelung  
§ 160  Überprüfungsregelung  

 

第 141 条 公共企業体による業務委託 
第 142 条 認定手続 
第 143 条 盲人作業所 
第 144 条 命令の授権 

第 13 章 公共旅客輸送における重度障害者の無料輸送 
 

第 145 条 無料輸送、旅客運賃損失の弁済請求 
 
第 146 条 個人的な要件 
第 147 条 近距離・長距離輸送 
第 148 条 近距離輸送における運賃損失の弁済 
第 149 条 長距離輸送における運賃損失の弁済 
第 150 条 弁済手続 
第 151 条 費用負担 
第 152 条 印紙による収入 
第 153 条 証明書の把握 
第 154 条 命令の授権 

第 14 章 処罰規定・罰金規定及び最終規定 
第 155 条 処罰規定 
第 156 条 罰金規定 
第 157 条 都市州条項 
第 158 条 連邦情報局に関する特別規定 
第 159 条 移行規定 
第 160 条 検討規定 

 
Teil 1  Regelungen für behinderte und von Behinderung bedrohte 

Menschen 
 
Kapitel 1  Allgemeine Regelungen 
 
§ 1  Selbstbestimmung und Teilhabe am Leben in der 

Gesellschaft 
Behinderte oder von Behinderung bedrohte Menschen erhalten 
Leistungen nach diesem Buch und den für die 
Rehabilitationsträger geltenden Leistungsgesetzen, um ihre 
Selbstbestimmung und gleichberechtigte Teilhabe am Leben in 
der Gesellschaft zu fördern, Benachteiligungen zu vermeiden oder 
ihnen entgegenzuwirken. Dabei wird den besonderen 
Bedürfnissen behinderter und von Behinderung bedrohter Frauen 
und Kinder Rechnung getragen. 
 

 
第 1 部 障害者及び障害のおそれのある者に関する規則 
 
 
第 1 章 総則 
 
第 1 条 自律と社会生活への参画 
障害者又は障害のおそれのある者は、自律及び社会生活への
同権による参画を促進し、差別を防止又は差別に対抗するた
めに、本法典及びリハビリテーション担当機関に対して適用
される給付法に基づく給付を得る。その際、障害のある、又
は障害のおそれのある女性と児童については格段の配慮を要
する。 

§ 2  Behinderung 
(1) Menschen sind behindert, wenn ihre körperliche Funktion, 

geistige Fähigkeit oder seelische Gesundheit mit hoher 
Wahrscheinlichkeit länger als sechs Monate von dem für das 
Lebensalter typischen Zustand abweichen und daher ihre 
Teilhabe am Leben in der Gesellschaft beeinträchtigt ist. Sie 
sind von Behinderung bedroht, wenn die Beeinträchtigung zu 
erwarten ist. 

第 2 条 障害
(1) ある人の身体的機能、知的能力又は精神状態が、６ヵ月
以上にわたり、その年齢に典型的な状態とは異なる確率が
高く、そのため社会生活への参画が侵害されているならば、
障害があるという。侵害が見込まれている場合には、障害
のおそれがあるという。 

(2) Menschen sind im Sinne des Teils 2 schwerbehindert, wenn bei 
ihnen ein Grad der Behinderung von wenigstens 50 vorliegt und 
sie ihren Wohnsitz, ihren gewöhnlichen Aufenthalt oder ihre 
Beschäftigung auf einem Arbeitsplatz im Sinne des § 73 
rechtmäßig im Geltungsbereich dieses Gesetzbuches haben. 

(2) ある人の障害度が 50 以上であり、かつその住所、通常の
滞在地又は第 73 条の趣旨による職場での就労が、法に則り
本法典の適用範囲内にあるならば、第２部の趣旨による重
度障害である。 

(3) Schwerbehinderten Menschen gleichgestellt werden sollen 
behinderte Menschen mit einem Grad der Behinderung von 
weniger als 50, aber wenigstens 30, bei denen die übrigen 
Voraussetzungen des Absatzes 2 vorliegen, wenn sie infolge 
ihrer Behinderung ohne die Gleichstellung einen geeigneten 
Arbeitsplatz im Sinne des § 73 nicht erlangen oder nicht 
behalten können (gleichgestellte behinderte Menschen). 

 

(3) 障害度が 30 以上 50 未満であり、前項のその他の要件を
満たす障害者は、その障害のために、重度障害者との同等
扱いがなければ第 73 条の趣旨による適切な職場を得る、あ
るいは保持することができない場合には、重度障害者と同
等に扱われる（同等扱いの障害者）。 

§ 3  Vorrang von Prävention 
Die Rehabilitationsträger wirken darauf hin, dass der Eintritt 
einer Behinderung einschließlich einer chronischen Krankheit 
vermieden wird. 
 

第 3 条 予防の優先
リハビリテーション担当機関は、慢性の病気を含む障害の発
生の防止に努めなければならない。 

§ 4  Leistungen zur Teilhabe 
(1) Die Leistungen zur Teilhabe umfassen die notwendigen 

Sozialleistungen, um unabhängig von der Ursache der 
Behinderung  

1. die Behinderung abzuwenden, zu beseitigen, zu mindern, ihre 
Verschlimmerung zu verhüten oder ihre Folgen zu mildern, 

2. Einschränkungen der Erwerbsfähigkeit oder 

第 4 条 参画のための給付
(1) 参画のための給付には、障害の原因にかかわりなく、以
下の目的のために必要な社会給付が含まれる。 

1. 障害を防止し、取り除き、減少させ、悪化を防ぎ、又は
その結果を緩和する。 

2. 稼得能力の制限又は要介護状態を回避し、克服し、減少
させ、又は悪化を防ぎ、及び他の社会給付の早期受給を回
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Pflegebedürftigkeit zu vermeiden, zu überwinden, zu mindern 
oder eine Verschlimmerung zu verhüten sowie den vorzeitigen 
Bezug anderer Sozialleistungen zu vermeiden oder laufende 
Sozialleistungen zu mindern, 

3. die Teilhabe am Arbeitsleben entsprechend den Neigungen 
und Fähigkeiten dauerhaft zu sichern oder 

4. die persönliche Entwicklung ganzheitlich zu fördern und die 
Teilhabe am Leben in der Gesellschaft sowie eine möglichst 
selbständige und selbstbestimmte Lebensführung zu 
ermöglichen oder zu erleichtern. 

避し、又は受給中の社会給付を減らす。 
3. 労働生活への参画を、性向や能力に応じて、継続的に確
保する。 

4. 全人的な人格の発達を促し、社会生活への参画及び可能
な限り独立した、かつ自律的な生き方を可能又は容易にす
る。 

(2) Die Leistungen zur Teilhabe werden zur Erreichung der in 
Absatz 1 genannten Ziele nach Maßgabe dieses Buches und der 
für die zuständigen Leistungsträger geltenden besonderen 
Vorschriften neben anderen Sozialleistungen erbracht. Die 
Leistungsträger erbringen die Leistungen im Rahmen der für 
sie geltenden Rechtsvorschriften nach Lage des Einzelfalls so 
vollständig, umfassend und in gleicher Qualität, dass 
Leistungen eines anderen Trägers möglichst nicht erforderlich 
werden. 

(2) 参画のための給付は、前項に掲げられた目的を達成する
ために、本法典及び管轄する給付負担者に対して適用され
る特別規定に基づき、他の社会給付のほかに提供される。
給付負担者は、それらに適用される法規定の枠内で、個々
の事例の状況に応じて、他の給付負担者の給付が可能な限
り不要となるように、給付を完全かつ包括的に、均一な質
で提供する。 

(3) Leistungen für behinderte oder von Behinderung bedrohte 
Kinder werden so geplant und gestaltet, dass nach Möglichkeit 
Kinder nicht von ihrem sozialen Umfeld getrennt und 
gemeinsam mit nicht behinderten Kindern betreut werden 
können. Dabei werden behinderte Kinder alters- und 
entwicklungsentsprechend an der Planung und Ausgestaltung 
der einzelnen Hilfen beteiligt und ihre Sorgeberechtigten 
intensiv in Planung und Gestaltung der Hilfen einbezogen. 

 

(3) 障害のある、又は障害のおそれのある児童に対する給付
は、なるべく児童をその社会環境から隔離せず、障害のな
い児童たちと共にケアされるような形に計画し、構成する。
その際、障害のある児童を、年齢と発達状況に応じて個々
の扶助の計画作りと構成に参加させ、その保護養育権者を
扶助の計画作りと構成に積極的に引き入れる。 

§ 5  Leistungsgruppen 
Zur Teilhabe werden erbracht  

1. Leistungen zur medizinischen Rehabilitation, 
2. Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben, 
3. unterhaltssichernde und andere ergänzende Leistungen, 
4. Leistungen zur Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft. 
 

第 5 条 給付グループ
参画のために提供される給付は以下の各号のとおりである。

1. 医学リハビリテーションのための給付 
2. 労働生活に参画するための給付 
3. 生計を保障する給付及びその他の補足的給付 
4. 共同体での生活に参画するための給付 
 

§ 6  Rehabilitationsträger 
(1) Träger der Leistungen zur Teilhabe (Rehabilitationsträger) 

können sein  
1. die gesetzlichen Krankenkassen für Leistungen nach § 5 Nr. 1 

und 3, 
2. die Bundesagentur für Arbeit für Leistungen nach § 5 Nr. 2 

und 3, 
3. die Träger der gesetzlichen Unfallversicherung für Leistungen 

nach § 5 Nr. 1 bis 4, 
4. die Träger der gesetzlichen Rentenversicherung für 

Leistungen nach § 5 Nr. 1 bis 3, die Träger der Alterssicherung 
der Landwirte für Leistungen nach § 5 Nr. 1 und 3, 

5. die Träger der Kriegsopferversorgung und die Träger der 
Kriegsopferfürsorge im Rahmen des Rechts der sozialen 
Entschädigung bei Gesundheitsschäden für Leistungen nach § 
5 Nr. 1 bis 4, 

6. die Träger der öffentlichen Jugendhilfe für Leistungen nach § 
5 Nr. 1, 2 und 4, 

7. die Träger der Sozialhilfe für Leistungen nach § 5 Nr. 1, 2 und 
4. 

第 6 条 リハビリテーション担当機関 
(1) 参画のための給付担当機関（リハビリテーション担当機
関）となりうるのは、以下の各号の機関である。 

1. 前項１号と３号の給付については公的疾病金庫 
2. 前項２号と３号の給付については連邦雇用エージェンシ
ー 

3. 前項１号から４号の給付については公的労災保険の保険
者 

4. 前項１号から４号の給付については公的年金保険の保険
者、前項１号と３号の給付については農業者老齢保障の保
険者 

5. 前項１号から４号の給付については戦争犠牲者援護の運
営者及び健康被害における社会賠償法の一環としての戦
争犠牲者扶助の運営者 

6. 前項１号、２号、４号の給付については公的児童青少年
扶助の運営者 

7. 前項１号、２号、４号の給付については社会扶助の運営
者 

(2) Die Rehabilitationsträger nehmen ihre Aufgaben selbständig 
und eigenverantwortlich wahr. 

 

(2) リハビリテーション担当機関は、その任務を独立して、
かつ自己責任のもとに遂行する。 

§ 6a  Rehabilitationsträger für Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben nach dem Zweiten Buch 

Die Bundesagentur für Arbeit ist auch Rehabilitationsträger für 
die Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben für behinderte 
erwerbsfähige Leistungsberechtigte im Sinne des Zweiten 
Buches, sofern nicht ein anderer Rehabilitationsträger zuständig 
ist. Die Zuständigkeit der gemeinsamen Einrichtung oder des 
zugelassenen kommunalen Trägers für die Leistungen zur 
beruflichen Teilhabe behinderter Menschen nach § 16 Abs. 1 des 
Zweiten Buches bleibt unberührt. Die Bundesagentur für Arbeit 
unterrichtet die zuständige gemeinsame Einrichtung oder den 
zugelassenen kommunalen Träger und die Leistungsberechtigten 
schriftlich über den festgestellten Rehabilitationsbedarf und 
ihren Eingliederungsvorschlag. Die gemeinsame Einrichtung oder 
der zuständige kommunale Träger entscheidet unter 
Berücksichtigung des Eingliederungsvorschlages innerhalb von 
drei Wochen über die Leistungen zur beruflichen Teilhabe. 

第 6a 条 社会法典第２編による労働生活への参画のための給
付を行うリハビリテーション担当機関 

連邦雇用エージェンシーは、他に権限あるリハビリテーショ
ン担当機関が存在しない場合は、社会法典第２編の趣旨にお
ける受給資格があり就労能力のある障害者に対して労働生活
に参画するための給付を行うリハビリテーション担当機関と
なる。第２編第 16 条１項による障害者の職業参画のための給
付を行う共同機関又は認可された地方自治体の権限は不可侵
のものとする。連邦雇用エージェンシーは、権限ある共同機
関、認可された地方自治体、支援を求める者に対して、確認
したリハビリテーションの需要及びそれが組み込まれた提案
を文書で報告するものとする。共同機関又は権限ある地方自
治体担当機関は、提案を考慮して３週間以内に職業参画のた
めの給付について決定する。 

− 36 − − 37 −



社会法典第９編(SGB IX)  7 / 70 
 

(2) Absatz 1 gilt entsprechend auch für die Integrationsämter in 
Bezug auf Leistungen und sonstige Hilfen für schwerbehinderte 
Menschen nach Teil 2. 

(2) 前項は、第２部による重度障害者のための給付及びその
他の扶助に関し、統合局にも準用される。 

(3) Den besonderen Bedürfnissen seelisch behinderter oder von 
einer solchen Behinderung bedrohter Menschen wird Rechnung 
getragen. 

(3) 精神障害者又はそうした障害のおそれのある者には格段
の配慮を要する。 

(4) Die datenschutzrechtlichen Regelungen dieses Gesetzbuchs 
bleiben unberührt. 

 

(4) 本法典のデータ保護法上の規定は、なお効力を有する。

§ 11  Zusammenwirken der Leistungen 
(1) Soweit es im Einzelfall geboten ist, prüft der zuständige 

Rehabilitationsträger gleichzeitig mit der Einleitung einer 
Leistung zur medizinischen Rehabilitation, während ihrer 
Ausführung und nach ihrem Abschluss, ob durch geeignete 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben die Erwerbsfähigkeit 
des behinderten oder von Behinderung bedrohten Menschen 
erhalten, gebessert oder wiederhergestellt werden kann. Er 
beteiligt die Bundesagentur für Arbeit nach § 38. 

第 11 条 給付の共同作業
(1) 個別の事例において必要な限りにおいて、管轄するリハ
ビリテーション担当機関は、労働生活に参画するための適
切な給付を通じて、障害者又は障害のおそれのある者の稼
得能力が得られ、改善され、又は取り戻すことができるか
を、医学リハビリテーションのための給付の開始と同時に、
その実施期間中、そして終了した後に審査する。リハビリ
テーション担当機関は、第 38 条に基づき連邦雇用エージェ
ンシーを関与させる。 

(2) Wird während einer Leistung zur medizinischen 
Rehabilitation erkennbar, dass der bisherige Arbeitsplatz 
gefährdet ist, wird mit den Betroffenen sowie dem zuständigen 
Rehabilitationsträger unverzüglich geklärt, ob Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben erforderlich sind. 

(2) 医学リハビリテーションのための給付期間中にこれまで
の職場への復帰が困難になっていることが判明した場合に
は、該当者及び管轄するリハビリテーション担当機関の関
与のもと、労働生活に参画するための給付が必要であるこ
とについて、遅滞なく明確化されなければならない。 

(3) Bei der Prüfung nach den Absätzen 1 und 2 wird zur Klärung 
eines Hilfebedarfs nach Teil 2 auch das Integrationsamt 
beteiligt. 

 

(3) 第１項と第２項に基づく審査の際には、扶助の必要性を
明らかにするために、第２部に従い統合局も関与する。 

§ 12  Zusammenarbeit der Rehabilitationsträger 
(1) Im Rahmen der durch Gesetz, Rechtsverordnung oder 

allgemeine Verwaltungsvorschrift getroffenen Regelungen sind 
die Rehabilitationsträger verantwortlich, dass  

1. die im Einzelfall erforderlichen Leistungen zur Teilhabe 
nahtlos, zügig sowie nach Gegenstand, Umfang und 
Ausführung einheitlich erbracht werden, 

2. Abgrenzungsfragen einvernehmlich geklärt werden, 
3. Beratung entsprechend den in §§ 1 und 4 genannten Zielen 

geleistet wird, 
4. Begutachtungen möglichst nach einheitlichen Grundsätzen 

durchgeführt werden sowie 
5. Prävention entsprechend dem in § 3 genannten Ziel geleistet 

wird. 

第 12 条 リハビリテーション担当機関の協力 
(1) 法律、法規命令又は一般的な行政規定による該当する規
制の枠内で、リハビリテーション担当機関は以下の各号に
対して責任がある。 

1. 個別の事例において必要な、参画のための給付が、完全
かつ迅速に、及び目的物、範囲、タイプに応じて、均一に
提供されること。 

2. 範囲の限定に関して一致して明らかにすること。 
3. 第１条と第４条に挙げられた目的に応じて、助言が行わ
れること。 

4. 専門的な判断が、可能な限り統一的な原則に従って実施
されること。 

5. 第３条の目的に従い予防が実施されること。 

(2) Die Rehabilitationsträger und ihre Verbände sollen zur 
gemeinsamen Wahrnehmung von Aufgaben zur Teilhabe 
behinderter Menschen insbesondere regionale 
Arbeitsgemeinschaften bilden. § 88 Abs. 1 Satz 1 und Abs. 2 des 
Zehnten Buches gilt entsprechend. 

 

(2) リハビリテーション担当機関及びその連盟は、障害者参
画のための任務を共同で引き受けるために、特に地域的な
連合体を作らなければならない。社会法典第 10 編の第 88
条１項１文及び２項が準用される。 

§ 13  Gemeinsame Empfehlungen 
(1) Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 

vereinbaren zur Sicherung der Zusammenarbeit nach § 12 Abs. 
1 gemeinsame Empfehlungen. 

第 13 条 共同勧告
(1) 第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機関
は、第 12 条１項の協力を確実に実施するために共同勧告を
取り決める。 

(2) Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 
vereinbaren darüber hinaus gemeinsame Empfehlungen,  

1. welche Maßnahmen nach § 3 geeignet sind, um den Eintritt 
einer Behinderung zu vermeiden, sowie über die statistische 
Erfassung der Anzahl, des Umfangs und der Wirkungen dieser 
Maßnahmen, 

2. in welchen Fällen und in welcher Weise 
rehabilitationsbedürftigen Menschen notwendige Leistungen 
zur Teilhabe angeboten werden, insbesondere um eine durch 
eine Chronifizierung von Erkrankungen bedingte 
Behinderung zu verhindern, 

3. in welchen Fällen und in welcher Weise die Klärung der im 
Einzelfall anzustrebenden Ziele und des Bedarfs an 
Leistungen schriftlich festzuhalten ist sowie über die 
Ausgestaltung des in § 14 bestimmten Verfahrens, 

4. in welcher Weise die Bundesagentur für Arbeit von den 
übrigen Rehabilitationsträgern nach § 38 zu beteiligen ist, 

5. wie Leistungen zur Teilhabe zwischen verschiedenen Trägern 
koordiniert werden, 

6. in welcher Weise und in welchem Umfang Selbsthilfegruppen, 
-organisationen und -kontaktstellen, die sich die Prävention, 
Rehabilitation, Früherkennung und Bewältigung von 
Krankheiten und Behinderungen zum Ziel gesetzt haben, 
gefördert werden, 

(2) 第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機関
は、さらに以下のような共同勧告を取り決める。 

1. 障害の発現を防止するために、第３条に則りどのような
措置が適しているか、及び措置の件数、範囲、効果の統計
的把握に関して。 

2. 特に疾患の慢性化に起因する障害を防止するために、ど
のような場合に、どのような方法でリハビリテーション必
要者に対して参画のための給付を提供するか。 

3. どのような場合に、どのような方法で、個別の事例で達
成しようとする目的及び給付の必要性を明確化したもの
を書面に記録しておくか、並びに第 14 条に規定された手
続の構成について。 

4. 第 38 条に基づくそれ以外のリハビリテーション担当機
関は、連邦雇用エージェンシーをどのような方法で関与さ
せるか。 

5. 参画のための給付を様々な担当機関の間でどのように調
整するか。 

6. どのような方法で、どのような範囲で、疾病と障害の予
防、リハビリテーション、早期発見、克服を目的とする自
助グループ、自助組織、自助連絡機関を支援するか。 

7. （削除） 
8. どのような場合に、どのような方法で、治療を行ってい
る家庭医又は専門医及び産業医又は工場医を、参画のため
の給付の開始と実施に組み入れるか。 
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§ 7  Vorbehalt abweichender Regelungen 

Die Vorschriften dieses Buches gelten für die Leistungen zur 
Teilhabe, soweit sich aus den für den jeweiligen 
Rehabilitationsträger geltenden Leistungsgesetzen nichts 
Abweichendes ergibt. Die Zuständigkeit und die Voraussetzungen 
für die Leistungen zur Teilhabe richten sich nach den für den 
jeweiligen Rehabilitationsträger geltenden Leistungsgesetzen. 
 

第 7 条 異なる規定の留保
本法典の規定は、各リハビリテーション担当機関に対して適
用される給付法から、異なる規定が生じない限りにおいて、
参画のための給付に適用される。管轄権及び参画のための給
付要件は、各リハビリテーション担当機関に対して適用され
る給付法に従う。 

§ 8  Vorrang von Leistungen zur Teilhabe 
(1) Werden bei einem Rehabilitationsträger Sozialleistungen 

wegen oder unter Berücksichtigung einer Behinderung oder 
einer drohenden Behinderung beantragt oder erbracht, prüft 
dieser unabhängig von der Entscheidung über diese 
Leistungen, ob Leistungen zur Teilhabe voraussichtlich 
erfolgreich sind. 

第 8 条 参画のための給付の優先 
(1) リハビリテーション担当機関のもとで障害もしくは障害
の切迫を理由として、又は考慮して社会給付の申請が行わ
れ、もしくは提供される場合、リハビリテーション担当機
関はこの給付に関する決定にかからわず、この参画のため
の給付の効果が見込まれるかどうかを審査する。 

(2) Leistungen zur Teilhabe haben Vorrang vor Rentenleistungen, 
die bei erfolgreichen Leistungen zur Teilhabe nicht oder 
voraussichtlich erst zu einem späteren Zeitpunkt zu erbringen 
wären. Dies gilt während des Bezuges einer Rente 
entsprechend. 

(2) 参画のための給付は、この給付に効果があれば、給付開
始を遅らせることができるであろう年金の諸給付に優先す
る。これは、ある年金をすでに受給している場合でも同様
である。 

(3) Absatz 1 ist auch anzuwenden, um durch Leistungen zur 
Teilhabe Pflegebedürftigkeit zu vermeiden, zu überwinden, zu 
mindern oder eine Verschlimmerung zu verhüten. 

 

(3) 第１項は、参画のための給付により介護が必要となるの
を防止し、克服し、減少させ、又は悪化を避けるためにも
適用される。 

§ 9  Wunsch- und Wahlrecht der Leistungsberechtigten 
(1) Bei der Entscheidung über die Leistungen und bei der 

Ausführung der Leistungen zur Teilhabe wird berechtigten 
Wünschen der Leistungsberechtigten entsprochen. Dabei wird 
auch auf die persönliche Lebenssituation, das Alter, das 
Geschlecht, die Familie sowie die religiösen und 
weltanschaulichen Bedürfnisse der Leistungsberechtigten 
Rücksicht genommen; im Übrigen gilt § 33 des Ersten Buches. 
Den besonderen Bedürfnissen behinderter Mütter und Väter 
bei der Erfüllung ihres Erziehungsauftrages sowie den 
besonderen Bedürfnissen behinderter Kinder wird Rechnung 
getragen. 

第 9 条 受給資格者の要望権と選択権 
(1) 給付に関する決定及び参画のための給付の履行に際して
は、受給資格者の正当な要望に添うものとする。その際、
受給資格者の個人的な生活状況、年齢、性別、家族及び宗
教上、世界観の上の受給資格者のニーズにも注意を払う；
それ以外の点では社会法典第１編第 33 条が適用される。障
害のある両親が教育任務を果たすにあたって、及び障害の
ある児童には格段の配慮を要する。 

(2) Sachleistungen zur Teilhabe, die nicht in 
Rehabilitationseinrichtungen auszuführen sind, können auf 
Antrag der Leistungsberechtigten als Geldleistungen erbracht 
werden, wenn die Leistungen hierdurch voraussichtlich bei 
gleicher Wirksamkeit wirtschaftlich zumindest gleichwertig 
ausgeführt werden können. Für die Beurteilung der 
Wirksamkeit stellen die Leistungsberechtigten dem 
Rehabilitationsträger geeignete Unterlagen zur Verfügung. Der 
Rehabilitationsträger begründet durch Bescheid, wenn er den 
Wünschen des Leistungsberechtigten nach den Absätzen 1 und 
2 nicht entspricht. 

(2) リハビリテーション施設で実施できない参画のための現
物給付は、同等の効果を上げるために給付が経済的に少な
くとも等価値で実施されうることが見込まれるならば、受
給資格者の申請に基づき現金給付として提供することがで
きる。有効性を判定するために受給資格者は、リハビリテ
ーション担当機関に適切な書類を提供する。リハビリテー
ション担当機関は、第１項と第２項に基づく受給資格者の
要望に応じない場合には、文書により根拠を挙げる。 

(3) Leistungen, Dienste und Einrichtungen lassen den 
Leistungsberechtigten möglichst viel Raum zu 
eigenverantwortlicher Gestaltung ihrer Lebensumstände und 
fördern ihre Selbstbestimmung. 

(3) 給付、機関及び施設は、受給資格者に、生活状況を自己
責任で形成するための可能な限り多くの余地を残し、受給
資格者の自律を促す。 

(4) Die Leistungen zur Teilhabe bedürfen der Zustimmung der 
Leistungsberechtigten. 

 

(4) 参画のための給付は受給資格者の同意を必要とする。

§ 10  Koordinierung der Leistungen 
(1) Soweit Leistungen verschiedener Leistungsgruppen oder 

mehrerer Rehabilitationsträger erforderlich sind, ist der nach § 
14 leistende Rehabilitationsträger dafür verantwortlich, dass 
die beteiligten Rehabilitationsträger im Benehmen miteinander 
und in Abstimmung mit den Leistungsberechtigten die nach 
dem individuellen Bedarf voraussichtlich erforderlichen 
Leistungen funktionsbezogen feststellen und schriftlich so 
zusammenstellen, dass sie nahtlos ineinander greifen. Die 
Leistungen werden entsprechend dem Verlauf der 
Rehabilitation angepasst und darauf ausgerichtet, den 
Leistungsberechtigten unter Berücksichtigung der 
Besonderheiten des Einzelfalls die den Zielen der §§ 1 und 4 
Abs. 1 entsprechende umfassende Teilhabe am Leben in der 
Gesellschaft zügig, wirksam, wirtschaftlich und auf Dauer zu 
ermöglichen. Dabei sichern die Rehabilitationsträger 
durchgehend das Verfahren entsprechend dem jeweiligen 
Bedarf und gewährleisten, dass die wirksame und 
wirtschaftliche Ausführung der Leistungen nach gleichen 
Maßstäben und Grundsätzen erfolgt. 

第 10 条 給付の調整
(1) いくつかの給付グループ又は複数のリハビリテーション
担当機関の給付が必要な場合には、第 14 条に基づき給付を
行うリハビリテーション担当機関がそれに対して責任を持
つ。関与するリハビリテーション担当機関は、連絡を取り
合い、受給資格者と調整したうえで、各人の必要性に応じ
て必要性が見込まれる給付を機能別に定め、それらが一体
となって相互に密接に関連し合うように書面で編成する。
給付はリハビリテーションの経過に合わせて調整し、受給
資格者に対して、個別の事例の特殊性を考慮し、第１条と
第４条１項の目的に合わせて、社会生活への全面的な参画
を、迅速、効果的、経済的かつ長期的に可能にする。その
際、リハビリテーション担当機関は、手続をその時々に必
要性に応じて例外なく確実に行い、効果的かつ経済的な給
付が同じ基準と原則に従って遂行されることを保証するも
のとする。 
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(2) Absatz 1 gilt entsprechend auch für die Integrationsämter in 
Bezug auf Leistungen und sonstige Hilfen für schwerbehinderte 
Menschen nach Teil 2. 

(2) 前項は、第２部による重度障害者のための給付及びその
他の扶助に関し、統合局にも準用される。 

(3) Den besonderen Bedürfnissen seelisch behinderter oder von 
einer solchen Behinderung bedrohter Menschen wird Rechnung 
getragen. 

(3) 精神障害者又はそうした障害のおそれのある者には格段
の配慮を要する。 

(4) Die datenschutzrechtlichen Regelungen dieses Gesetzbuchs 
bleiben unberührt. 

 

(4) 本法典のデータ保護法上の規定は、なお効力を有する。

§ 11  Zusammenwirken der Leistungen 
(1) Soweit es im Einzelfall geboten ist, prüft der zuständige 

Rehabilitationsträger gleichzeitig mit der Einleitung einer 
Leistung zur medizinischen Rehabilitation, während ihrer 
Ausführung und nach ihrem Abschluss, ob durch geeignete 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben die Erwerbsfähigkeit 
des behinderten oder von Behinderung bedrohten Menschen 
erhalten, gebessert oder wiederhergestellt werden kann. Er 
beteiligt die Bundesagentur für Arbeit nach § 38. 

第 11 条 給付の共同作業
(1) 個別の事例において必要な限りにおいて、管轄するリハ
ビリテーション担当機関は、労働生活に参画するための適
切な給付を通じて、障害者又は障害のおそれのある者の稼
得能力が得られ、改善され、又は取り戻すことができるか
を、医学リハビリテーションのための給付の開始と同時に、
その実施期間中、そして終了した後に審査する。リハビリ
テーション担当機関は、第 38 条に基づき連邦雇用エージェ
ンシーを関与させる。 

(2) Wird während einer Leistung zur medizinischen 
Rehabilitation erkennbar, dass der bisherige Arbeitsplatz 
gefährdet ist, wird mit den Betroffenen sowie dem zuständigen 
Rehabilitationsträger unverzüglich geklärt, ob Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben erforderlich sind. 

(2) 医学リハビリテーションのための給付期間中にこれまで
の職場への復帰が困難になっていることが判明した場合に
は、該当者及び管轄するリハビリテーション担当機関の関
与のもと、労働生活に参画するための給付が必要であるこ
とについて、遅滞なく明確化されなければならない。 

(3) Bei der Prüfung nach den Absätzen 1 und 2 wird zur Klärung 
eines Hilfebedarfs nach Teil 2 auch das Integrationsamt 
beteiligt. 

 

(3) 第１項と第２項に基づく審査の際には、扶助の必要性を
明らかにするために、第２部に従い統合局も関与する。 

§ 12  Zusammenarbeit der Rehabilitationsträger 
(1) Im Rahmen der durch Gesetz, Rechtsverordnung oder 

allgemeine Verwaltungsvorschrift getroffenen Regelungen sind 
die Rehabilitationsträger verantwortlich, dass  

1. die im Einzelfall erforderlichen Leistungen zur Teilhabe 
nahtlos, zügig sowie nach Gegenstand, Umfang und 
Ausführung einheitlich erbracht werden, 

2. Abgrenzungsfragen einvernehmlich geklärt werden, 
3. Beratung entsprechend den in §§ 1 und 4 genannten Zielen 

geleistet wird, 
4. Begutachtungen möglichst nach einheitlichen Grundsätzen 

durchgeführt werden sowie 
5. Prävention entsprechend dem in § 3 genannten Ziel geleistet 

wird. 

第 12 条 リハビリテーション担当機関の協力 
(1) 法律、法規命令又は一般的な行政規定による該当する規
制の枠内で、リハビリテーション担当機関は以下の各号に
対して責任がある。 

1. 個別の事例において必要な、参画のための給付が、完全
かつ迅速に、及び目的物、範囲、タイプに応じて、均一に
提供されること。 

2. 範囲の限定に関して一致して明らかにすること。 
3. 第１条と第４条に挙げられた目的に応じて、助言が行わ
れること。 

4. 専門的な判断が、可能な限り統一的な原則に従って実施
されること。 

5. 第３条の目的に従い予防が実施されること。 

(2) Die Rehabilitationsträger und ihre Verbände sollen zur 
gemeinsamen Wahrnehmung von Aufgaben zur Teilhabe 
behinderter Menschen insbesondere regionale 
Arbeitsgemeinschaften bilden. § 88 Abs. 1 Satz 1 und Abs. 2 des 
Zehnten Buches gilt entsprechend. 

 

(2) リハビリテーション担当機関及びその連盟は、障害者参
画のための任務を共同で引き受けるために、特に地域的な
連合体を作らなければならない。社会法典第 10 編の第 88
条１項１文及び２項が準用される。 

§ 13  Gemeinsame Empfehlungen 
(1) Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 

vereinbaren zur Sicherung der Zusammenarbeit nach § 12 Abs. 
1 gemeinsame Empfehlungen. 

第 13 条 共同勧告
(1) 第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機関
は、第 12 条１項の協力を確実に実施するために共同勧告を
取り決める。 

(2) Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 
vereinbaren darüber hinaus gemeinsame Empfehlungen,  

1. welche Maßnahmen nach § 3 geeignet sind, um den Eintritt 
einer Behinderung zu vermeiden, sowie über die statistische 
Erfassung der Anzahl, des Umfangs und der Wirkungen dieser 
Maßnahmen, 

2. in welchen Fällen und in welcher Weise 
rehabilitationsbedürftigen Menschen notwendige Leistungen 
zur Teilhabe angeboten werden, insbesondere um eine durch 
eine Chronifizierung von Erkrankungen bedingte 
Behinderung zu verhindern, 

3. in welchen Fällen und in welcher Weise die Klärung der im 
Einzelfall anzustrebenden Ziele und des Bedarfs an 
Leistungen schriftlich festzuhalten ist sowie über die 
Ausgestaltung des in § 14 bestimmten Verfahrens, 

4. in welcher Weise die Bundesagentur für Arbeit von den 
übrigen Rehabilitationsträgern nach § 38 zu beteiligen ist, 

5. wie Leistungen zur Teilhabe zwischen verschiedenen Trägern 
koordiniert werden, 

6. in welcher Weise und in welchem Umfang Selbsthilfegruppen, 
-organisationen und -kontaktstellen, die sich die Prävention, 
Rehabilitation, Früherkennung und Bewältigung von 
Krankheiten und Behinderungen zum Ziel gesetzt haben, 
gefördert werden, 

(2) 第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機関
は、さらに以下のような共同勧告を取り決める。 

1. 障害の発現を防止するために、第３条に則りどのような
措置が適しているか、及び措置の件数、範囲、効果の統計
的把握に関して。 

2. 特に疾患の慢性化に起因する障害を防止するために、ど
のような場合に、どのような方法でリハビリテーション必
要者に対して参画のための給付を提供するか。 

3. どのような場合に、どのような方法で、個別の事例で達
成しようとする目的及び給付の必要性を明確化したもの
を書面に記録しておくか、並びに第 14 条に規定された手
続の構成について。 

4. 第 38 条に基づくそれ以外のリハビリテーション担当機
関は、連邦雇用エージェンシーをどのような方法で関与さ
せるか。 

5. 参画のための給付を様々な担当機関の間でどのように調
整するか。 

6. どのような方法で、どのような範囲で、疾病と障害の予
防、リハビリテーション、早期発見、克服を目的とする自
助グループ、自助組織、自助連絡機関を支援するか。 

7. （削除） 
8. どのような場合に、どのような方法で、治療を行ってい
る家庭医又は専門医及び産業医又は工場医を、参画のため
の給付の開始と実施に組み入れるか。 

− 38 − − 39 −
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(1) Werden Leistungen zur Teilhabe beantragt, stellt der 
Rehabilitationsträger innerhalb von zwei Wochen nach Eingang 
des Antrages bei ihm fest, ob er nach dem für ihn geltenden 
Leistungsgesetz für die Leistung zuständig ist; bei den 
Krankenkassen umfasst die Prüfung auch die Leistungspflicht 
nach § 40 Abs. 4 des Fünften Buches. Stellt er bei der Prüfung 
fest, dass er für die Leistung nicht zuständig ist, leitet er den 
Antrag unverzüglich dem nach seiner Auffassung zuständigen 
Rehabilitationsträger zu. Muss für eine solche Feststellung die 
Ursache der Behinderung geklärt werden und ist diese Klärung 
in der Frist nach Satz 1 nicht möglich, wird der Antrag 
unverzüglich dem Rehabilitationsträger zugeleitet, der die 
Leistung ohne Rücksicht auf die Ursache erbringt. Wird der 
Antrag bei der Bundesagentur für Arbeit gestellt, werden bei 
der Prüfung nach den Sätzen 1 und 2 Feststellungen nach § 11 
Abs. 2a Nr. 1 des Sechsten Buches und § 22 Abs. 2 des Dritten 
Buches nicht getroffen. 

(1) 参画のための給付が申請されたなら、リハビリテーショ
ン担当機関は、申請書到着後２週間以内に、そのリハビリ
テーション担当機関に適用される給付法に照らしてその給
付を管轄しているかどうかを確認する；疾病金庫において
は、社会法典第５編第 40 条４項の規定する給付義務も審査
に含まれる。審査により、そのリハビリテーション担当機
関がその給付の管轄ではないことを確認したならば、リハ
ビリテーション担当機関はただちに申請書を、管轄すると
想定されるリハビリテーション担当機関のもとに送達す
る。確認のために障害の原因を明らかにする必要があり、
それが第１文で示された期限内には不可能である場合に
は、ただちに申請書を、原因にかかわらず給付を提供する
リハビリテーション担当機関に送達する。申請が連邦雇用
エージェンシーに提出された場合には、第１文と第２文の
規定する審査の際に、社会法典第６編第 11 条２a 項１号及
び第３編第 22 条２項による確認は行われない。 

(2) Wird der Antrag nicht weitergeleitet, stellt der 
Rehabilitationsträger den Rehabilitationsbedarf unverzüglich 
fest. Muss für diese Feststellung ein Gutachten nicht eingeholt 
werden, entscheidet der Rehabilitationsträger innerhalb von 
drei Wochen nach Antragseingang. Wird der Antrag 
weitergeleitet, gelten die Sätze 1 und 2 für den 
Rehabilitationsträger, an den der Antrag weitergeleitet worden 
ist, entsprechend; die in Satz 2 genannte Frist beginnt mit dem 
Eingang bei diesem Rehabilitationsträger. Ist für die 
Feststellung des Rehabilitationsbedarfs ein Gutachten 
erforderlich, wird die Entscheidung innerhalb von zwei Wochen 
nach Vorliegen des Gutachtens getroffen. Kann der 
Rehabilitationsträger, an den der Antrag weitergeleitet worden 
ist, für die beantragte Leistung nicht Rehabilitationsträger 
nach § 6 Abs. 1 sein, klärt er unverzüglich mit dem nach seiner 
Auffassung zuständigen Rehabilitationsträger, von wem und in 
welcher Weise über den Antrag innerhalb der Fristen nach den 
Sätzen 2 und 4 entschieden wird und unterrichtet hierüber den 
Antragsteller. 

(2) 申請書を他に回さない場合には、リハビリテーション担
当機関は、リハビリテーションの必要性をただちに査定す
る。この査定のために、鑑定を求める必要がない場合には、
リハビリテーション担当機関は、申請書到着後３週間以内
に決定する。申請書を他に回す場合には、申請書が転送さ
れた先のリハビリテーション担当機関に対して第１文と第
２文が準用される。第２文に挙げた期間は、当該リハビリ
テーション担当機関への申請書到着を以って開始される。
リハビリテーションの必要性を確認するために鑑定が必要
な場合には、鑑定提出後２週間以内に決定を下す。申請書
が転送された先のリハビリテーション担当機関が、申請さ
れた給付について第６条１項によるリハビリテーション担
当機関ではありえない場合には、そのリハビリテーション
担当機関は、ただちに、誰がどのような方法で第２文と第
４文の規定する期限内にその申請書について決定を下すか
について、管轄すると想定されるリハビリテーション担当
機関と協議し、その結果を申請者に知らせる。 

(3) Die Absätze 1 und 2 gelten sinngemäß, wenn der 
Rehabilitationsträger Leistungen von Amts wegen erbringt. 
Dabei tritt an die Stelle des Tages der Antragstellung der Tag 
der Kenntnis des voraussichtlichen Rehabilitationsbedarfs. 

(3) リハビリテーション担当機関が給付を職務上提供する場
合には、第１項と第２項がその趣旨に即して適用される。
その際、見込まれるリハビリテーションの必要性を知った
日が、申請日の代りにとなる。 

(4) Wird nach Bewilligung der Leistung durch einen 
Rehabilitationsträger nach Absatz 1 Satz 2 bis 4 festgestellt, 
dass ein anderer Rehabilitationsträger für die Leistung 
zuständig ist, erstattet dieser dem Rehabilitationsträger, der 
die Leistung erbracht hat, dessen Aufwendungen nach den für 
diesen geltenden Rechtsvorschriften. Die Bundesagentur für 
Arbeit leitet für die Klärung nach Satz 1 Anträge auf 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben zur Feststellung nach 
§ 11 Abs. 2a Nr. 1 des Sechsten Buches an die Träger der 
Rentenversicherung nur weiter, wenn sie konkrete 
Anhaltspunkte dafür hat, dass der Träger der 
Rentenversicherung zur Leistung einer Rente unabhängig von 
der jeweiligen Arbeitsmarktlage verpflichtet sein könnte. Für 
unzuständige Rehabilitationsträger, die eine Leistung nach 
Absatz 2 Satz 1 und 2 erbracht haben, ist § 105 des Zehnten 
Buches nicht anzuwenden, es sei denn, die 
Rehabilitationsträger vereinbaren Abweichendes. 

(4) 第１項２文から４文に基づきリハビリテーション担当機
関が給付を認定した後、他のリハビリテーション担当機関
がその給付を管轄することが確認された場合には、他のリ
ハビリテーション担当機関は、給付を提供したリハビリテ
ーション担当機関に対して、かかった費用を該当する法規
定に従って弁済する。連邦雇用エージェンシーは、年金保
険の保険者がその時の労働市場状況にかかわりなく年金の
給付を義務づけられているであろうという具体的な根拠を
有している場合には、第１文の解明のために、社会法典第
６編の第 11条２a項１号の確認に関する労働生活に参画す
るための給付申請を、年金保険の保険者に単に転送するだ
けである。第２項１文と２文による給付を提供した管轄で
はないリハビリテーション担当機関に対しては、リハビリ
テーション担当機関が異なる取決めを行った場合を除き、
社会法典第 10 編の第 105 条は適用されない。 

(5) Der Rehabilitationsträger stellt sicher, dass er 
Sachverständige beauftragen kann, bei denen Zugangs- und 
Kommunikationsbarrieren nicht bestehen. Ist für die 
Feststellung des Rehabilitationsbedarfs ein Gutachten 
erforderlich, beauftragt der Rehabilitationsträger unverzüglich 
einen geeigneten Sachverständigen. Er benennt den 
Leistungsberechtigten in der Regel drei möglichst wohnortnahe 
Sachverständige unter Berücksichtigung bestehender 
sozialmedizinischer Dienste. Haben sich Leistungsberechtigte 
für einen benannten Sachverständigen entschieden, wird dem 
Wunsch Rechnung getragen. Der Sachverständige nimmt eine 
umfassende sozialmedizinische, bei Bedarf auch psychologische 
Begutachtung vor und erstellt das Gutachten innerhalb von 
zwei Wochen nach Auftragserteilung. Die in dem Gutachten 
getroffenen Feststellungen zum Rehabilitationsbedarf werden 
den Entscheidungen der Rehabilitationsträger zugrunde gelegt. 
Die gesetzlichen Aufgaben der Gesundheitsämter bleiben 
unberührt. 

(5) リハビリテーション担当機関は、確実に、連絡や意思伝
達に障害のない専門家に依頼できるように取り計らう。リ
ハビリテーションの必要性を確認するために、鑑定が必要
な場合にはリハビリテーション担当機関はただちに適切な
専門家１名に依頼する。この専門家は、その時に利用可能
な社会医学サービスを考慮し、通常、できる限り居住地の
近くの３名の専門家を受給資格者に対して推挙する。受給
資格者が、推挙された専門家の中から１名を選んだら、そ
の希望を取り入れる。選ばれた１名の専門家は、包括的な
社会医学的、必要ならば心理学的な鑑定を実施し、依頼後
２週間以内に鑑定書を作成する。鑑定書の中で行われたリ
ハビリテーションの必要性に関する査定は、リハビリテー
ション担当機関の決定の基礎となる。保健所の法的な任務
は従前の例による。 
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7. (weggefallen) 
8. in welchen Fällen und in welcher Weise der behandelnde 

Hausarzt oder Facharzt und der Betriebs- oder Werksarzt in 
die Einleitung und Ausführung von Leistungen zur Teilhabe 
einzubinden sind, 

9. zu einem Informationsaustausch mit behinderten 
Beschäftigten, Arbeitgebern und den in § 83 genannten 
Vertretungen zur möglichst frühzeitigen Erkennung des 
individuellen Bedarfs voraussichtlich erforderlicher 
Leistungen zur Teilhabe sowie 

10. über ihre Zusammenarbeit mit Sozialdiensten und 
vergleichbaren Stellen. 

9. 必要性が見込まれる参画のための給付の個人的な必要性
を可能な限り早期発見することを目的とする、障害のある
従業員、雇用主及び第 83 条の規定する代表との情報交換
について。 

10. 社会福祉機関及びそれに類する機関との協力について。

(3) Bestehen für einen Rehabilitationsträger 
Rahmenempfehlungen auf Grund gesetzlicher Vorschriften und 
soll bei den gemeinsamen Empfehlungen von diesen 
abgewichen werden oder sollen die gemeinsamen 
Empfehlungen Gegenstände betreffen, die nach den 
gesetzlichen Vorschriften Gegenstand solcher 
Rahmenempfehlungen werden sollen, stellt der 
Rehabilitationsträger das Einvernehmen mit den jeweiligen 
Partnern der Rahmenempfehlungen sicher. 

(3) あるリハビリテーション担当機関について、法規定に基
づく基本勧告が存在し、共同勧告がこれと異なる場合、あ
るいは共同勧告の対象が、法規定に則り基本勧告の対象に
該当するであろう場合、そのリハビリテーション担当機関
は、基本勧告の各パートナーの了承を確実に得るものとす
る。 

(4) Die Träger der Renten-, Kranken- und Unfallversicherung 
sowie der Alterssicherung der Landwirte können sich bei der 
Vereinbarung der gemeinsamen Empfehlungen durch ihre 
Spitzenverbände vertreten lassen. 

(4) 年金保険、医療保険、労災保険及び農業者老齢保障の保
険者は、共同勧告を取決める際に、それぞれの中央組織に
代理を務めてもらうことも可能である。 

(5) An der Vorbereitung der gemeinsamen Empfehlungen werden 
die Träger der Sozialhilfe und der öffentlichen Jugendhilfe über 
die Bundesvereinigung der Kommunalen Spitzenverbände, die 
Bundesarbeitsgemeinschaft der überörtlichen Träger der 
Sozialhilfe, die Bundesarbeitsgemeinschaft der 
Landesjugendämter sowie die Integrationsämter in Bezug auf 
Leistungen und sonstige Hilfen für schwerbehinderte Menschen 
nach dem Teil 2 über die Bundesarbeitsgemeinschaft der 
Integrationsämter und Hauptfürsorgestellen, beteiligt. Die 
Träger der Sozialhilfe und der öffentlichen Jugendhilfe 
orientieren sich bei der Wahrnehmung ihrer Aufgaben nach 
diesem Buch an den vereinbarten Empfehlungen oder können 
diesen beitreten. 

(5) 共同勧告の準備には、社会扶助及び公的児童青少年扶助
機関が、連邦地方自治体中央機関連盟、連邦社会扶助広域
運営者連合、連邦州青少年局連合を通じて、並びに第２部
に規定された重度障害者のための給付及びその他の扶助に
関連する統合局が、統合局の集まりである連合体を通じて
関与する。社会扶助及び公的児童青少年扶助機関は、本法
典に則りその任務を遂行する際に、取り決めた共同勧告に
従う、又はそれに関与することができる。 

(6) Die Verbände behinderter Menschen einschließlich der 
Verbände der Freien Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen 
und der Interessenvertretungen behinderter Frauen sowie die 
für die Wahrnehmung der Interessen der ambulanten und 
stationären Rehabilitationseinrichtungen auf Bundesebene 
maßgeblichen Spitzenverbände werden an der Vorbereitung der 
gemeinsamen Empfehlungen beteiligt. Ihren Anliegen wird bei 
der Ausgestaltung der Empfehlungen nach Möglichkeit 
Rechnung getragen. Die Empfehlungen berücksichtigen auch 
die besonderen Bedürfnisse behinderter oder von Behinderung 
bedrohter Frauen und Kinder. 

(6) 自主的な社会福祉事業、自助グループ及び障害女性利益
代表者の各連盟を含む障害者連盟並びに外来・入院リハビ
リテーション施設の利益を代表する連邦レベルの有力な諸
頂上団体を、共同勧告の準備に関与させる。勧告作成時に
はそれらの要望を可能な限り考慮する。勧告には、障害の
ある、又は障害のおそれのある女性及び児童にとって格段
に配慮すべきことも取り入れる。 

(7) Die beteiligten Rehabilitationsträger vereinbaren die 
gemeinsamen Empfehlungen im Rahmen der 
Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation im Benehmen 
mit dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales und den 
Ländern auf der Grundlage eines von ihnen innerhalb der 
Bundesarbeitsgemeinschaft vorbereiteten Vorschlags. Der 
Bundesbeauftragte für den Datenschutz wird beteiligt. Hat das 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales zu einem Vorschlag 
aufgefordert, legt die Bundesarbeitsgemeinschaft für 
Rehabilitation den Vorschlag innerhalb von sechs Monaten vor. 
Dem Vorschlag wird gefolgt, wenn ihm berechtigte Interessen 
eines Rehabilitationsträgers nicht entgegenstehen. Einwände 
nach Satz 4 sind innerhalb von vier Wochen nach Vorlage des 
Vorschlags auszuräumen. 

(7) 関与するリハビリテーション担当機関は、連邦リハビリ
テーション連合のもとで彼らが準備した提案を基礎とし
て、連邦労働社会省と州との協議のうえ、連邦リハビリテ
ーション連合の枠内で共同勧告を取決める。データ保護に
関する連邦委員が参加する。連邦労働社会省が提案を求め
た場合には、連邦リハビリテーション連合は６ヵ月以内に
提案を提示する。どのリハビリテーション担当機関の正当
な利益もその提案に対立しないならば、その提案は受け入
れられる。第４文により異議が申立てられた場合には、提
案提示後４週間以内に対処しなければならない。 

(8) Die Rehabilitationsträger teilen der 
Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation alle zwei Jahre 
ihre Erfahrungen mit den gemeinsamen Empfehlungen mit, die 
Träger der Renten-, Kranken- und Unfallversicherung sowie 
der Alterssicherung der Landwirte über ihre Spitzenverbände. 
Die Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation stellt dem 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales und den Ländern 
eine Zusammenfassung zur Verfügung. 

(8) リハビリテーション担当機関は、2 年毎に、連邦リハビリ
テーション連合に対して共同勧告から得られた経験を報告
し、年金保険、医療保険、労災保険及び農業者老齢保障の
保険者は、各中央組織を通じて報告する。連邦リハビリテ
ーション連合は、連邦労働社会省及び州に、その要約を提
供する。 

(9) Die gemeinsamen Empfehlungen können durch die regional 
zuständigen Rehabilitationsträger konkretisiert werden. 

 

(9) 共同勧告は、各地域を管轄するリハビリテーション担当
機関を通じて具体化されうる。 

§ 14  Zuständigkeitsklärung 第 14 条 管轄権の明確化

− 40 − − 41 −
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(1) Werden Leistungen zur Teilhabe beantragt, stellt der 
Rehabilitationsträger innerhalb von zwei Wochen nach Eingang 
des Antrages bei ihm fest, ob er nach dem für ihn geltenden 
Leistungsgesetz für die Leistung zuständig ist; bei den 
Krankenkassen umfasst die Prüfung auch die Leistungspflicht 
nach § 40 Abs. 4 des Fünften Buches. Stellt er bei der Prüfung 
fest, dass er für die Leistung nicht zuständig ist, leitet er den 
Antrag unverzüglich dem nach seiner Auffassung zuständigen 
Rehabilitationsträger zu. Muss für eine solche Feststellung die 
Ursache der Behinderung geklärt werden und ist diese Klärung 
in der Frist nach Satz 1 nicht möglich, wird der Antrag 
unverzüglich dem Rehabilitationsträger zugeleitet, der die 
Leistung ohne Rücksicht auf die Ursache erbringt. Wird der 
Antrag bei der Bundesagentur für Arbeit gestellt, werden bei 
der Prüfung nach den Sätzen 1 und 2 Feststellungen nach § 11 
Abs. 2a Nr. 1 des Sechsten Buches und § 22 Abs. 2 des Dritten 
Buches nicht getroffen. 

(1) 参画のための給付が申請されたなら、リハビリテーショ
ン担当機関は、申請書到着後２週間以内に、そのリハビリ
テーション担当機関に適用される給付法に照らしてその給
付を管轄しているかどうかを確認する；疾病金庫において
は、社会法典第５編第 40 条４項の規定する給付義務も審査
に含まれる。審査により、そのリハビリテーション担当機
関がその給付の管轄ではないことを確認したならば、リハ
ビリテーション担当機関はただちに申請書を、管轄すると
想定されるリハビリテーション担当機関のもとに送達す
る。確認のために障害の原因を明らかにする必要があり、
それが第１文で示された期限内には不可能である場合に
は、ただちに申請書を、原因にかかわらず給付を提供する
リハビリテーション担当機関に送達する。申請が連邦雇用
エージェンシーに提出された場合には、第１文と第２文の
規定する審査の際に、社会法典第６編第 11 条２a 項１号及
び第３編第 22 条２項による確認は行われない。 

(2) Wird der Antrag nicht weitergeleitet, stellt der 
Rehabilitationsträger den Rehabilitationsbedarf unverzüglich 
fest. Muss für diese Feststellung ein Gutachten nicht eingeholt 
werden, entscheidet der Rehabilitationsträger innerhalb von 
drei Wochen nach Antragseingang. Wird der Antrag 
weitergeleitet, gelten die Sätze 1 und 2 für den 
Rehabilitationsträger, an den der Antrag weitergeleitet worden 
ist, entsprechend; die in Satz 2 genannte Frist beginnt mit dem 
Eingang bei diesem Rehabilitationsträger. Ist für die 
Feststellung des Rehabilitationsbedarfs ein Gutachten 
erforderlich, wird die Entscheidung innerhalb von zwei Wochen 
nach Vorliegen des Gutachtens getroffen. Kann der 
Rehabilitationsträger, an den der Antrag weitergeleitet worden 
ist, für die beantragte Leistung nicht Rehabilitationsträger 
nach § 6 Abs. 1 sein, klärt er unverzüglich mit dem nach seiner 
Auffassung zuständigen Rehabilitationsträger, von wem und in 
welcher Weise über den Antrag innerhalb der Fristen nach den 
Sätzen 2 und 4 entschieden wird und unterrichtet hierüber den 
Antragsteller. 

(2) 申請書を他に回さない場合には、リハビリテーション担
当機関は、リハビリテーションの必要性をただちに査定す
る。この査定のために、鑑定を求める必要がない場合には、
リハビリテーション担当機関は、申請書到着後３週間以内
に決定する。申請書を他に回す場合には、申請書が転送さ
れた先のリハビリテーション担当機関に対して第１文と第
２文が準用される。第２文に挙げた期間は、当該リハビリ
テーション担当機関への申請書到着を以って開始される。
リハビリテーションの必要性を確認するために鑑定が必要
な場合には、鑑定提出後２週間以内に決定を下す。申請書
が転送された先のリハビリテーション担当機関が、申請さ
れた給付について第６条１項によるリハビリテーション担
当機関ではありえない場合には、そのリハビリテーション
担当機関は、ただちに、誰がどのような方法で第２文と第
４文の規定する期限内にその申請書について決定を下すか
について、管轄すると想定されるリハビリテーション担当
機関と協議し、その結果を申請者に知らせる。 

(3) Die Absätze 1 und 2 gelten sinngemäß, wenn der 
Rehabilitationsträger Leistungen von Amts wegen erbringt. 
Dabei tritt an die Stelle des Tages der Antragstellung der Tag 
der Kenntnis des voraussichtlichen Rehabilitationsbedarfs. 

(3) リハビリテーション担当機関が給付を職務上提供する場
合には、第１項と第２項がその趣旨に即して適用される。
その際、見込まれるリハビリテーションの必要性を知った
日が、申請日の代りにとなる。 

(4) Wird nach Bewilligung der Leistung durch einen 
Rehabilitationsträger nach Absatz 1 Satz 2 bis 4 festgestellt, 
dass ein anderer Rehabilitationsträger für die Leistung 
zuständig ist, erstattet dieser dem Rehabilitationsträger, der 
die Leistung erbracht hat, dessen Aufwendungen nach den für 
diesen geltenden Rechtsvorschriften. Die Bundesagentur für 
Arbeit leitet für die Klärung nach Satz 1 Anträge auf 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben zur Feststellung nach 
§ 11 Abs. 2a Nr. 1 des Sechsten Buches an die Träger der 
Rentenversicherung nur weiter, wenn sie konkrete 
Anhaltspunkte dafür hat, dass der Träger der 
Rentenversicherung zur Leistung einer Rente unabhängig von 
der jeweiligen Arbeitsmarktlage verpflichtet sein könnte. Für 
unzuständige Rehabilitationsträger, die eine Leistung nach 
Absatz 2 Satz 1 und 2 erbracht haben, ist § 105 des Zehnten 
Buches nicht anzuwenden, es sei denn, die 
Rehabilitationsträger vereinbaren Abweichendes. 

(4) 第１項２文から４文に基づきリハビリテーション担当機
関が給付を認定した後、他のリハビリテーション担当機関
がその給付を管轄することが確認された場合には、他のリ
ハビリテーション担当機関は、給付を提供したリハビリテ
ーション担当機関に対して、かかった費用を該当する法規
定に従って弁済する。連邦雇用エージェンシーは、年金保
険の保険者がその時の労働市場状況にかかわりなく年金の
給付を義務づけられているであろうという具体的な根拠を
有している場合には、第１文の解明のために、社会法典第
６編の第 11条２a項１号の確認に関する労働生活に参画す
るための給付申請を、年金保険の保険者に単に転送するだ
けである。第２項１文と２文による給付を提供した管轄で
はないリハビリテーション担当機関に対しては、リハビリ
テーション担当機関が異なる取決めを行った場合を除き、
社会法典第 10 編の第 105 条は適用されない。 

(5) Der Rehabilitationsträger stellt sicher, dass er 
Sachverständige beauftragen kann, bei denen Zugangs- und 
Kommunikationsbarrieren nicht bestehen. Ist für die 
Feststellung des Rehabilitationsbedarfs ein Gutachten 
erforderlich, beauftragt der Rehabilitationsträger unverzüglich 
einen geeigneten Sachverständigen. Er benennt den 
Leistungsberechtigten in der Regel drei möglichst wohnortnahe 
Sachverständige unter Berücksichtigung bestehender 
sozialmedizinischer Dienste. Haben sich Leistungsberechtigte 
für einen benannten Sachverständigen entschieden, wird dem 
Wunsch Rechnung getragen. Der Sachverständige nimmt eine 
umfassende sozialmedizinische, bei Bedarf auch psychologische 
Begutachtung vor und erstellt das Gutachten innerhalb von 
zwei Wochen nach Auftragserteilung. Die in dem Gutachten 
getroffenen Feststellungen zum Rehabilitationsbedarf werden 
den Entscheidungen der Rehabilitationsträger zugrunde gelegt. 
Die gesetzlichen Aufgaben der Gesundheitsämter bleiben 
unberührt. 

(5) リハビリテーション担当機関は、確実に、連絡や意思伝
達に障害のない専門家に依頼できるように取り計らう。リ
ハビリテーションの必要性を確認するために、鑑定が必要
な場合にはリハビリテーション担当機関はただちに適切な
専門家１名に依頼する。この専門家は、その時に利用可能
な社会医学サービスを考慮し、通常、できる限り居住地の
近くの３名の専門家を受給資格者に対して推挙する。受給
資格者が、推挙された専門家の中から１名を選んだら、そ
の希望を取り入れる。選ばれた１名の専門家は、包括的な
社会医学的、必要ならば心理学的な鑑定を実施し、依頼後
２週間以内に鑑定書を作成する。鑑定書の中で行われたリ
ハビリテーションの必要性に関する査定は、リハビリテー
ション担当機関の決定の基礎となる。保健所の法的な任務
は従前の例による。 

− 40 − − 41 −
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(3) Persönliche Budgets werden in der Regel als Geldleistung 
ausgeführt, bei laufenden Leistungen monatlich. In 
begründeten Fällen sind Gutscheine auszugeben. Persönliche 
Budgets werden auf der Grundlage der nach § 10 Abs. 1 
getroffenen Feststellungen so bemessen, dass der individuell 
festgestellte Bedarf gedeckt wird und die erforderliche 
Beratung und Unterstützung erfolgen kann. Dabei soll die 
Höhe des Persönlichen Budgets die Kosten aller bisher 
individuell festgestellten, ohne das Persönliche Budget zu 
erbringenden Leistungen nicht überschreiten. 

(3) 個人予算は現行の給付の場合は毎月、通常は現金給付と
して提供される。引換券は相当の理由がある場合に認めら
れる。個人予算は第 10 条１項に沿った認定に基づき、個人
に認められる需要を満たし必要な助言と支援を行えるよう
算定される。その際、個人予算の額は、個人予算の設定な
しで提供すべき給付を超えてはならない。 

(4) Enthält das Persönliche Budget Leistungen mehrerer 
Leistungsträger, erlässt der nach § 14 zuständige der 
beteiligten Leistungsträger im Auftrag und im Namen der 
anderen beteiligten Leistungsträger den Verwaltungsakt und 
führt das weitere Verfahren durch. Ein anderer der beteiligten 
Leistungsträger kann mit den Aufgaben nach Satz 1 beauftragt 
werden, wenn die beteiligten Leistungsträger dies in 
Abstimmung mit den Leistungsberechtigten vereinbaren; in 
diesem Fall gilt § 93 des Zehnten Buches entsprechend. Die für 
den handelnden Leistungsträger zuständige Widerspruchsstelle 
erlässt auch den Widerspruchsbescheid. 

(4) 個人予算が複数の給付機関の給付を含む場合、14 条に従
い管轄する給付機関は、他の関与給付実施者に代わって、
他の関係給付機関の名前で行政行為をし、他の手続を実施
する。他の関係する給付実施機関は、関係する給付実施機
関が受給資格者との調整で合意した時は、第１文の業務に
割り当てられることができる。その場合社会法典第 10 編第
93 条が準用される。取り扱う給付実施者を管轄する機関
は、審査通知を行う。 

(5) § 17 Abs. 3 in der am 30. Juni 2004 geltenden Fassung findet 
auf Modellvorhaben zur Erprobung der Einführung 
Persönlicher Budgets weiter Anwendung, die vor Inkrafttreten 
dieses Gesetzes begonnen haben. 

(5) 2004 年 6 月 30 日に発効した 17 条 3 項は、本法発効以前
に開始された個人予算の導入を試行するためのモデル計画
に継続適用される。 

(6) In der Zeit vom 1. Juli 2004 bis zum 31. Dezember 2007 
werden Persönliche Budgets erprobt. Dabei sollen insbesondere 
modellhaft Verfahren zur Bemessung von budgetfähigen 
Leistungen in Geld und die Weiterentwicklung von 
Versorgungsstrukturen unter wissenschaftlicher Begleitung 
und Auswertung erprobt werden. 

 

(6) 2004 年７月１日から 2007 年 12 月 3１日までの期間、個
人予算は試行とする。その際、特に予算化可能な現金によ
る給付モデルでの配分手続きと援護構造の発展が科学的な
観察と評価の下で試行される。 

§ 18  Leistungsort 
Sachleistungen können auch im Ausland erbracht werden, wenn 
sie dort bei zumindest gleicher Qualität und Wirksamkeit 
wirtschaftlicher ausgeführt werden können. Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben können im grenznahen Ausland auch 
ausgeführt werden, wenn sie für die Aufnahme oder Ausübung 
einer Beschäftigung oder selbständigen Tätigkeit erforderlich 
sind. 
 

第 18 条 給付の場所
現物給付は、少なくとも品質と効果が同じで、より経済的に
実施されうるなら、外国で調達してもよい。労働生活への参
画のための給付は、仕事又は自営業を開始し、又は営むため
に必要であるなら、国境に近い外国においても実施されうる。

§ 19  Rehabilitationsdienste und -einrichtungen 
(1) Die Rehabilitationsträger wirken gemeinsam unter 

Beteiligung der Bundesregierung und der Landesregierungen 
darauf hin, dass die fachlich und regional erforderlichen 
Rehabilitationsdienste und -einrichtungen in ausreichender 
Zahl und Qualität zur Verfügung stehen. Dabei achten sie 
darauf, dass für eine ausreichende Zahl solcher 
Rehabilitationsdienste und -einrichtungen Zugangs- und 
Kommunikationsbarrieren nicht bestehen. Die Verbände 
behinderter Menschen einschließlich der Verbände der Freien 
Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen und der 
Interessenvertretungen behinderter Frauen sowie die für die 
Wahrnehmung der Interessen der ambulanten und stationären 
Rehabilitationseinrichtungen auf Bundesebene maßgeblichen 
Spitzenverbände werden beteiligt. 

第 19 条 リハビリテーションサービスと施設 
(1) リハビリテーション担当機関は、連邦政府と州政府の関
与のもとで共同して、十分な数と質の専門的及び地域的に
必要なリハビリテーションサービスとリハビリテーション
施設が提供されるよう努める。十分な数が揃ったそのよう
なリハビリテーションサービスとリハビリテーション施設
については、連絡や意思伝達の障害が存在しないように注
意を払う。自主的な社会福祉事業、自助グループ及び障害
女性利益代表者の各連盟を含む障害者連盟並びに外来・入
院リハビリテーション施設の利益を代表する連邦レベルの
有力な諸中央組織を関与させる。 

(2) Soweit die Ziele nach Prüfung des Einzelfalls mit 
vergleichbarer Wirksamkeit erreichbar sind, werden 
Leistungen unter Berücksichtigung der persönlichen Umstände 
in ambulanter, teilstationärer oder betrieblicher Form und 
gegebenenfalls unter Einbeziehung familienentlastender und 
-unterstützender Dienste erbracht. 

(2) 個別事例の査定の結果、目的が同程度の効果を伴って達
成される場合には、個人的な事情を考慮し、外来、部分入
院又は事業所内という形で、必要な場合には家族の負担を
軽減したり家族を支援するサービスをも含めて、給付を提
供する。 

(3) Bei Leistungen an behinderte oder von einer Behinderung 
bedrohte Kinder wird eine gemeinsame Betreuung behinderter 
und nichtbehinderter Kinder angestrebt. 

(3) 障害のある、又は障害のおそれのある児童に対する給付
においては、障害のある児童と障害を持たない児童を共同
でケアするように努める。 

(4) Nehmen Rehabilitationsträger zur Ausführung von 
Leistungen besondere Dienste (Rehabilitationsdienste) oder 
Einrichtungen (Rehabilitationseinrichtungen) in Anspruch, 
erfolgt die Auswahl danach, welcher Dienst oder welche 
Einrichtung die Leistung in der am besten geeigneten Form 
ausführt; dabei werden Dienste und Einrichtungen freier oder 
gemeinnütziger Träger entsprechend ihrer Bedeutung für die 
Rehabilitation und Teilhabe behinderter Menschen 
berücksichtigt und die Vielfalt der Träger von 
Rehabilitationsdiensten oder -einrichtungen gewahrt sowie 

(4) リハビリテーション担当機関が給付の実施のために特別
な機関（リハビリテーション機関）又は特別な施設（リハ
ビリテーション施設）を利用する場合には、どの機関又は
どの施設が、最も適した形で給付を実施するかという観点
から選択を行う；その際、自主的な又は公益的な機関のサ
ービス及び施設を、障害者のリハビリテーションと参画に
とっての重要性に応じて考慮し、リハビリテーションサー
ビス又はリハビリテーション施設の実施機関の多様性を認
識し、その独立性、自己理解及び自主性に注目する。第 35
条１項２文４号が適用される。 
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(6) Hält der leistende Rehabilitationsträger weitere Leistungen 
zur Teilhabe für erforderlich und kann er für diese Leistungen 
nicht Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 sein, wird Absatz 1 
Satz 2 entsprechend angewendet. Die Leistungsberechtigten 
werden hierüber unterrichtet. 

 

(6) 給付を実施するリハビリテーション担当機関が、それ以
外の参画のための給付が必要であると判断し、これらの給
付について第６条１項によるリハビリテーション担当機関
でありうるなら、第１項２文が準用される。受給資格者に
は、それに関して通知する。 

§ 15  Erstattung selbstbeschaffter Leistungen 
(1) Kann über den Antrag auf Leistungen zur Teilhabe nicht 

innerhalb der in § 14 Abs. 2 genannten Fristen entschieden 
werden, teilt der Rehabilitationsträger dies den 
Leistungsberechtigten unter Darlegung der Gründe rechtzeitig 
mit. Erfolgt die Mitteilung nicht oder liegt ein zureichender 
Grund nicht vor, können Leistungsberechtigte dem 
Rehabilitationsträger eine angemessene Frist setzen und dabei 
erklären, dass sie sich nach Ablauf der Frist die erforderliche 
Leistung selbst beschaffen. Beschaffen sich 
Leistungsberechtigte nach Ablauf der Frist eine erforderliche 
Leistung selbst, ist der zuständige Rehabilitationsträger unter 
Beachtung der Grundsätze der Wirtschaftlichkeit und 
Sparsamkeit zur Erstattung der Aufwendungen verpflichtet. 
Die Erstattungspflicht besteht auch, wenn der 
Rehabilitationsträger eine unaufschiebbare Leistung nicht 
rechtzeitig erbringen kann oder er eine Leistung zu Unrecht 
abgelehnt hat. Die Sätze 1 bis 3 gelten nicht für die Träger der 
Sozialhilfe, der öffentlichen Jugendhilfe und der 
Kriegsopferfürsorge. 

第 15 条 自己調達給付の弁済 
(1) 参画のための給付の申請について第14条２項に示された

期限内に決定を下すことができない場合には、リハビリテ
ーション担当機関は、受給資格者に理由を示して適時に通
知する。通知が行われない、又は十分な理由が示されない
場合には、受給資格者は、リハビリテーション担当機関に
対して適切な期間を提示し、その期間経過後に必要となる
給付を自己調達する旨を表明することができる。受給資格
者が、期間経過後に必要となる給付を自己調達した場合に
は、管轄するリハビリテーション担当機関は、経済性と節
約性の原則を考慮したうえで、費用の弁済が義務づけられ
る。リハビリテーション担当機関が、延期不可能な給付を
適時に提供できない、又は給付を不当に拒否した場合にも、
弁済義務がある。第１文から第３文は、社会扶助、公的児
童青少年扶助、戦争犠牲者扶助機関には適用されない。 

(2) Die Rehabilitationsträger erfassen,  
1. in wie vielen Fällen die Fristen nach § 14 nicht eingehalten 

wurden, 
2. in welchem Umfang sich die Verfahrensdauer vom Eingang 

der Anträge bis zur Entscheidung über die Anträge verringert 
hat, 

3. in wie vielen Fällen eine Kostenerstattung nach Absatz 1 Satz 
3 und 4 erfolgt ist. 

 

(2) リハビリテーション担当機関は、以下について記録する。
1. 第 14 条による期限が、何件の事例で守られなかったか。
2. 申請書の到着から申請に関する決定までの手続期間がど
の程度短縮されたか。 

3. 第１項３文と４文による費用弁済が、何件の事例で行わ
れたか。 

§ 16  Verordnungsermächtigung 
Vereinbaren die Rehabilitationsträger nicht innerhalb von sechs 
Monaten, nachdem das Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales sie dazu aufgefordert hat, gemeinsame Empfehlungen 
nach § 13 oder ändern sie unzureichend gewordene Empfehlungen 
nicht innerhalb dieser Frist, kann das Bundesministerium für 
Arbeit und Soziales Regelungen durch Rechtsverordnung mit 
Zustimmung des Bundesrates erlassen. 
 

第 16 条 命令の授権
リハビリテーション担当機関が、連邦労働社会省が要請して
から６ヵ月以内に第 13 条による共同勧告について合意に達
しない、又は不十分になった勧告をこの期限内に改定しない
場合には、連邦労働社会省は、連邦参議院の同意を得た法規
命令により規定を発布することができる。 

Kapitel 2  Ausführung von Leistungen zur Teilhabe 
 
§ 17  Ausführung von Leistungen, Persönliches Budget 

(1) Der zuständige Rehabilitationsträger kann Leistungen zur 
Teilhabe  

1. allein oder gemeinsam mit anderen Leistungsträgern, 
2. durch andere Leistungsträger oder 
3. unter Inanspruchnahme von geeigneten, insbesondere auch 

freien und gemeinnützigen oder privaten 
Rehabilitationsdiensten und -einrichtungen (§ 19) 

ausführen. Er bleibt für die Ausführung der Leistungen 
verantwortlich. Satz 1 gilt insbesondere dann, wenn der 
Rehabilitationsträger die Leistung dadurch wirksamer oder 
wirtschaftlicher erbringen kann. 

第 2章 参画のための給付実施 
 
第 17 条 給付の実施、個人予算 

(1) 管轄するリハビリテーション担当機関は参画のための給
付を以下の各号の方法で実施することができる。 

1. 単独で、又は他の給付実施者と協力して、 
2. 他の給付実施者を通じて、又は 
3. 適切な、主として自主的な、公益的な、又は民間のリハ
ビリテーション機関及びリハビリテーション施設（第 19
条）を利用して。 

ただし給付の実施責任はリハビリテーション担当機関にあ
る。第１文１号から３号は、とりわけリハビリテーション担
当機関がそれによって給付を、より効果的又は経済的に提供
できる場合に認められる。 

(2) Auf Antrag können Leistungen zur Teilhabe auch durch ein 
Persönliches Budget ausgeführt werden, um den 
Leistungsberechtigten in eigener Verantwortung ein möglichst 
selbstbestimmtes Leben zu ermöglichen. Bei der Ausführung 
des Persönlichen Budgets sind nach Maßgabe des individuell 
festgestellten Bedarfs die Rehabilitationsträger, die 
Pflegekassen und die Integrationsämter beteiligt. Das 
Persönliche Budget wird von den beteiligten Leistungsträgern 
trägerübergreifend als Komplexleistung erbracht. Budgetfähig 
sind auch die neben den Leistungen nach Satz 1 erforderlichen 
Leistungen der Krankenkassen und der Pflegekassen, 
Leistungen der Träger der Unfallversicherung bei 
Pflegebedürftigkeit sowie Hilfe zur Pflege der Sozialhilfe, die 
sich auf alltägliche und regelmäßig wiederkehrende Bedarfe 
beziehen und als Geldleistungen oder durch Gutscheine 
erbracht werden können. An die Entscheidung ist der 
Antragsteller für die Dauer von sechs Monaten gebunden. 

(2) 申請によって、参画のための給付は、受給資格者が自己
責任で自律的生活を可能とするため、個人予算によって実
施することもできる。個人予算の実行は、個別の独立した
請求の基準に沿って、リハビリテーション担当機関、介護
保険金庫及び統合局が関与する。個人予算は複数の給付実
施者にまたがって複合給付として定められる。第１文によ
り必要な給付のほか健康保険会社、介護保険金庫、労災保
険関係機関による給付、介護の必要性による社会保障から
の介護への援助も予算化可能であり、毎日の、また通常の
還付請求により現金給付又は金券により受け取ることがで
きる。申請者はこの決定に、６ヶ月の期間拘束される。 
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(3) Persönliche Budgets werden in der Regel als Geldleistung 
ausgeführt, bei laufenden Leistungen monatlich. In 
begründeten Fällen sind Gutscheine auszugeben. Persönliche 
Budgets werden auf der Grundlage der nach § 10 Abs. 1 
getroffenen Feststellungen so bemessen, dass der individuell 
festgestellte Bedarf gedeckt wird und die erforderliche 
Beratung und Unterstützung erfolgen kann. Dabei soll die 
Höhe des Persönlichen Budgets die Kosten aller bisher 
individuell festgestellten, ohne das Persönliche Budget zu 
erbringenden Leistungen nicht überschreiten. 

(3) 個人予算は現行の給付の場合は毎月、通常は現金給付と
して提供される。引換券は相当の理由がある場合に認めら
れる。個人予算は第 10 条１項に沿った認定に基づき、個人
に認められる需要を満たし必要な助言と支援を行えるよう
算定される。その際、個人予算の額は、個人予算の設定な
しで提供すべき給付を超えてはならない。 

(4) Enthält das Persönliche Budget Leistungen mehrerer 
Leistungsträger, erlässt der nach § 14 zuständige der 
beteiligten Leistungsträger im Auftrag und im Namen der 
anderen beteiligten Leistungsträger den Verwaltungsakt und 
führt das weitere Verfahren durch. Ein anderer der beteiligten 
Leistungsträger kann mit den Aufgaben nach Satz 1 beauftragt 
werden, wenn die beteiligten Leistungsträger dies in 
Abstimmung mit den Leistungsberechtigten vereinbaren; in 
diesem Fall gilt § 93 des Zehnten Buches entsprechend. Die für 
den handelnden Leistungsträger zuständige Widerspruchsstelle 
erlässt auch den Widerspruchsbescheid. 

(4) 個人予算が複数の給付機関の給付を含む場合、14 条に従
い管轄する給付機関は、他の関与給付実施者に代わって、
他の関係給付機関の名前で行政行為をし、他の手続を実施
する。他の関係する給付実施機関は、関係する給付実施機
関が受給資格者との調整で合意した時は、第１文の業務に
割り当てられることができる。その場合社会法典第 10 編第
93 条が準用される。取り扱う給付実施者を管轄する機関
は、審査通知を行う。 

(5) § 17 Abs. 3 in der am 30. Juni 2004 geltenden Fassung findet 
auf Modellvorhaben zur Erprobung der Einführung 
Persönlicher Budgets weiter Anwendung, die vor Inkrafttreten 
dieses Gesetzes begonnen haben. 

(5) 2004 年 6 月 30 日に発効した 17 条 3 項は、本法発効以前
に開始された個人予算の導入を試行するためのモデル計画
に継続適用される。 

(6) In der Zeit vom 1. Juli 2004 bis zum 31. Dezember 2007 
werden Persönliche Budgets erprobt. Dabei sollen insbesondere 
modellhaft Verfahren zur Bemessung von budgetfähigen 
Leistungen in Geld und die Weiterentwicklung von 
Versorgungsstrukturen unter wissenschaftlicher Begleitung 
und Auswertung erprobt werden. 

 

(6) 2004 年７月１日から 2007 年 12 月 3１日までの期間、個
人予算は試行とする。その際、特に予算化可能な現金によ
る給付モデルでの配分手続きと援護構造の発展が科学的な
観察と評価の下で試行される。 

§ 18  Leistungsort 
Sachleistungen können auch im Ausland erbracht werden, wenn 
sie dort bei zumindest gleicher Qualität und Wirksamkeit 
wirtschaftlicher ausgeführt werden können. Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben können im grenznahen Ausland auch 
ausgeführt werden, wenn sie für die Aufnahme oder Ausübung 
einer Beschäftigung oder selbständigen Tätigkeit erforderlich 
sind. 
 

第 18 条 給付の場所
現物給付は、少なくとも品質と効果が同じで、より経済的に
実施されうるなら、外国で調達してもよい。労働生活への参
画のための給付は、仕事又は自営業を開始し、又は営むため
に必要であるなら、国境に近い外国においても実施されうる。

§ 19  Rehabilitationsdienste und -einrichtungen 
(1) Die Rehabilitationsträger wirken gemeinsam unter 

Beteiligung der Bundesregierung und der Landesregierungen 
darauf hin, dass die fachlich und regional erforderlichen 
Rehabilitationsdienste und -einrichtungen in ausreichender 
Zahl und Qualität zur Verfügung stehen. Dabei achten sie 
darauf, dass für eine ausreichende Zahl solcher 
Rehabilitationsdienste und -einrichtungen Zugangs- und 
Kommunikationsbarrieren nicht bestehen. Die Verbände 
behinderter Menschen einschließlich der Verbände der Freien 
Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen und der 
Interessenvertretungen behinderter Frauen sowie die für die 
Wahrnehmung der Interessen der ambulanten und stationären 
Rehabilitationseinrichtungen auf Bundesebene maßgeblichen 
Spitzenverbände werden beteiligt. 

第 19 条 リハビリテーションサービスと施設 
(1) リハビリテーション担当機関は、連邦政府と州政府の関
与のもとで共同して、十分な数と質の専門的及び地域的に
必要なリハビリテーションサービスとリハビリテーション
施設が提供されるよう努める。十分な数が揃ったそのよう
なリハビリテーションサービスとリハビリテーション施設
については、連絡や意思伝達の障害が存在しないように注
意を払う。自主的な社会福祉事業、自助グループ及び障害
女性利益代表者の各連盟を含む障害者連盟並びに外来・入
院リハビリテーション施設の利益を代表する連邦レベルの
有力な諸中央組織を関与させる。 

(2) Soweit die Ziele nach Prüfung des Einzelfalls mit 
vergleichbarer Wirksamkeit erreichbar sind, werden 
Leistungen unter Berücksichtigung der persönlichen Umstände 
in ambulanter, teilstationärer oder betrieblicher Form und 
gegebenenfalls unter Einbeziehung familienentlastender und 
-unterstützender Dienste erbracht. 

(2) 個別事例の査定の結果、目的が同程度の効果を伴って達
成される場合には、個人的な事情を考慮し、外来、部分入
院又は事業所内という形で、必要な場合には家族の負担を
軽減したり家族を支援するサービスをも含めて、給付を提
供する。 

(3) Bei Leistungen an behinderte oder von einer Behinderung 
bedrohte Kinder wird eine gemeinsame Betreuung behinderter 
und nichtbehinderter Kinder angestrebt. 

(3) 障害のある、又は障害のおそれのある児童に対する給付
においては、障害のある児童と障害を持たない児童を共同
でケアするように努める。 

(4) Nehmen Rehabilitationsträger zur Ausführung von 
Leistungen besondere Dienste (Rehabilitationsdienste) oder 
Einrichtungen (Rehabilitationseinrichtungen) in Anspruch, 
erfolgt die Auswahl danach, welcher Dienst oder welche 
Einrichtung die Leistung in der am besten geeigneten Form 
ausführt; dabei werden Dienste und Einrichtungen freier oder 
gemeinnütziger Träger entsprechend ihrer Bedeutung für die 
Rehabilitation und Teilhabe behinderter Menschen 
berücksichtigt und die Vielfalt der Träger von 
Rehabilitationsdiensten oder -einrichtungen gewahrt sowie 

(4) リハビリテーション担当機関が給付の実施のために特別
な機関（リハビリテーション機関）又は特別な施設（リハ
ビリテーション施設）を利用する場合には、どの機関又は
どの施設が、最も適した形で給付を実施するかという観点
から選択を行う；その際、自主的な又は公益的な機関のサ
ービス及び施設を、障害者のリハビリテーションと参画に
とっての重要性に応じて考慮し、リハビリテーションサー
ビス又はリハビリテーション施設の実施機関の多様性を認
識し、その独立性、自己理解及び自主性に注目する。第 35
条１項２文４号が適用される。 
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(2) Die Rehabilitationsträger wirken darauf hin, dass die Verträge 
nach einheitlichen Grundsätzen abgeschlossen werden; sie 
können über den Inhalt der Verträge gemeinsame 
Empfehlungen nach § 13 sowie Rahmenverträge mit den 
Arbeitsgemeinschaften der Rehabilitationsdienste und 
-einrichtungen vereinbaren. Der Bundesbeauftragte für den 
Datenschutz wird beteiligt. 

(2) リハビリテーション担当機関は、契約が統一の原則に基
づいて結ばれるように努める；リハビリテーション担当機
関は、契約の内容に関して、リハビリテーションサービス
とリハビリテーション施設の連合と合意のうえ第 13 条に
よる共同勧告及び基本契約を取決めることができる。デー
タ保護に関する連邦委員が関与する。 

(3) Verträge mit fachlich nicht geeigneten Diensten oder 
Einrichtungen werden gekündigt. Stationäre 
Rehabilitationseinrichtungen sind nur dann als geeignet 
anzusehen, wenn sie nach § 20 Abs. 2 Satz 2 zertifiziert sind. 

(3) 専門的に適切でないサービス又は施設との契約は解除す
る。入院リハビリテーション施設は第 20 条２項２文に沿っ
て認証された場合に限り適切である。 

(4) Absatz 1 Nr. 1 und 3 bis 6 wird für eigene Einrichtungen der 
Rehabilitationsträger entsprechend angewendet. 

 

(4) 第１項１号及び３から６号はリハビリテーション担当機
関の独自施設についても準用される。 

§ 21a  Verordnungsermächtigung 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird ermächtigt, 
durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates 
Näheres zum Inhalt und Ausführung des Persönlichen Budgets, 
zum Verfahren sowie zur Zuständigkeit bei Beteiligung mehrerer 
Leistungsträger zu regeln. 
 

第 21a 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦労働社会省に
対して、個人予算の内容と実施、手続及び複数の給付運営者
が関与した場合の管轄権に関する詳細を定める権限を与え
る。 

Kapitel 3  Gemeinsame Servicestellen 
 
§ 22  Aufgaben 

(1) Gemeinsame örtliche Servicestellen der Rehabilitationsträger 
bieten behinderten und von Behinderung bedrohten Menschen, 
ihren Vertrauenspersonen und Personensorgeberechtigten nach 
§ 60 Beratung und Unterstützung an. Die Beratung und 
Unterstützung umfasst insbesondere,  

1. über Leistungsvoraussetzungen, Leistungen der 
Rehabilitationsträger, besondere Hilfen im Arbeitsleben sowie 
über die Verwaltungsabläufe zu informieren, 

2. bei der Klärung des Rehabilitationsbedarfs, bei der 
Inanspruchnahme von Leistungen zur Teilhabe, bei der 
Inanspruchnahme eines Persönlichen Budgets und der 
besonderen Hilfen im Arbeitsleben sowie bei der Erfüllung von 
Mitwirkungspflichten zu helfen, 

3. zu klären, welcher Rehabilitationsträger zuständig ist, auf 
klare und sachdienliche Anträge hinzuwirken und sie an den 
zuständigen Rehabilitationsträger weiterzuleiten, 

4. bei einem Rehabilitationsbedarf, der voraussichtlich ein 
Gutachten erfordert, den zuständigen Rehabilitationsträger 
darüber zu informieren, 

5. die Entscheidung des zuständigen Rehabilitationsträgers in 
Fällen, in denen die Notwendigkeit von Leistungen zur 
Teilhabe offenkundig ist, so umfassend vorzubereiten, dass 
dieser unverzüglich entscheiden kann, 

6. bis zur Entscheidung oder Leistung des 
Rehabilitationsträgers den behinderten oder von Behinderung 
bedrohten Menschen unterstützend zu begleiten, 

7. bei den Rehabilitationsträgern auf zeitnahe Entscheidungen 
und Leistungen hinzuwirken und 

8. zwischen mehreren Rehabilitationsträgern und Beteiligten 
auch während der Leistungserbringung zu koordinieren und 
zu vermitteln. 

Die Beratung umfasst unter Beteiligung der Integrationsämter 
auch die Klärung eines Hilfebedarfs nach Teil 2 dieses Buches. 
Die Pflegekassen werden bei drohender oder bestehender 
Pflegebedürftigkeit an der Beratung und Unterstützung durch 
die gemeinsamen Servicestellen beteiligt. Verbände behinderter 
Menschen einschließlich der Verbände der Freien 
Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen und der 
Interessenvertretungen behinderter Frauen werden mit 
Einverständnis der behinderten Menschen an der Beratung 
beteiligt. 

第 3章 共同出先機関 
 
第 22 条 任務 

(1) リハビリテーション担当機関の共同地域出先機関は、障
害者及び障害のおそれのある者、彼らの第 60 条による代理
権者及び保護資格者に助言と支援を提供する。助言と支援
には特に以下の各号に示す内容が含まれる。 

1. 給付要件、リハビリテーション担当機関の給付、労働生
活における特別扶助及び手続の流れに関して情報を提供
する。 

2. リハビリテーションの必要性の明確化、参画のための給
付の請求、個人予算及び労働生活における特別扶助の請
求、並びに協力義務の履行を助ける。 

3. どのリハビリテーション担当機関が管轄するかを明らか
にし、明確で適切な申請が行われるように努め、申請書を
管轄するリハビリテーション担当機関に転送する。 

4. 鑑定の必要が見込まれるリハビリテーションの必要があ
る場合に、管轄するリハビリテーション担当機関にその旨
を知らせる。 

5. 管轄するリハビリテーション担当機関の決定を、参画の
ための給付の必要性が明白な場合に、それらが遅滞なく決
定することができるように包括的に準備する。 

6. リハビリテーション担当機関の決定又は給付までに、障
害者又は障害のおそれのある者に補助しながら付き添う。

7. リハビリテーション担当機関において時代に即した決定
及び給付が実現するよう努める。 

8. 給付提供中においても複数のリハビリテーション担当機
関と関与者の間で調整や仲介を行う。 

助言には統合局も関与し、本法典の第２部による扶助の必要
を明らかにすることも含まれる。介護保険金庫は、介護の必
要がある、又は切迫している場合には、共同出先機関を通じ
て助言と支援に関与させる。自主的な社会福祉事業、自助グ
ループ及び障害女性利益代表者の各連盟を含む障害者連盟
を、助言に関与させる。 

(2) § 14 des Ersten Buches und § 10 Abs. 2 und § 11 Abs. 1 bis 3 
und 5 des Zwölften Buches bleiben unberührt. Auskünfte nach § 
15 des Ersten Buches über Leistungen zur Teilhabe erteilen alle 
Rehabilitationsträger. 

 

(2) 社会法典第１編の第 14 条及び第 12 編第 10 条２項、第
11 条１から３及び５項は、なお効力を有する。参画のため
の給付に関する当該法典第１編の第 15 条による情報は、す
べてのリハビリテーション担当機関が提供する。 

§ 23  Servicestellen 
(1) Die Rehabilitationsträger stellen unter Nutzung bestehender 

Strukturen sicher, dass in allen Landkreisen und kreisfreien 
Städten gemeinsame Servicestellen bestehen. Gemeinsame 
Servicestellen können für mehrere kleine Landkreise oder 

第 23 条 出先機関
(1) リハビリテーション担当機関は、既存の組織を利用して、
すべての郡及び郡に属さない市に必ず共同出先機関がある
ように取り計らう。障害者及び障害のおそれのある者にと
って居住地の近くでの助言と支援が保証されるのであれ
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deren Selbständigkeit, Selbstverständnis und Unabhängigkeit 
beachtet. § 35 Abs. 1 Satz 2 Nr. 4 ist anzuwenden. 

(5) Rehabilitationsträger können nach den für sie geltenden 
Rechtsvorschriften Rehabilitationsdienste oder -einrichtungen 
fördern, wenn dies zweckmäßig ist und die Arbeit dieser 
Dienste oder Einrichtungen in anderer Weise nicht 
sichergestellt werden kann. 

(5) リハビリテーション担当機関は、それらに適用される法
規定に従い、リハビリテーションサービス又はリハビリテ
ーション施設を、それが目的に適い、かつその機関又は施
設の仕事がそれ以外の方法では確保できない場合には、支
援することができる。 

(6) Rehabilitationsdienste und -einrichtungen mit gleicher 
Aufgabenstellung sollen Arbeitsgemeinschaften bilden. 

 

(6) 同程度の任務を課されるリハビリテーションサービス及
びリハビリテーション施設は、協働体を設立しなければな
らない。 

 
§ 20  Qualitätssicherung 

(1) Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 
vereinbaren gemeinsame Empfehlungen zur Sicherung und 
Weiterentwicklung der Qualität der Leistungen, insbesondere 
zur barrierefreien Leistungserbringung, sowie für die 
Durchführung vergleichender Qualitätsanalysen als Grundlage 
für ein effektives Qualitätsmanagement der 
Leistungserbringer. § 13 Abs. 4 ist entsprechend anzuwenden. 
Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 6 und 7 können 
den Empfehlungen beitreten. 

第 20 条 質の保証
(1) 第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機関
は、給付の質の確保とさらなる発展、特にバリアフリーの
給付提供のために、及び給付提供者の効果的な品質管理の
基礎として比較品質分析を実施するために、共同勧告を取
決める。第 13 条４項を準用するものとする。第６条１項６
号及び７号によるリハビリテーション担当機関は、勧告に
関与することができる。 

(2) Die Erbringer von Leistungen stellen ein 
Qualitätsmanagement sicher, das durch zielgerichtete und 
systematische Verfahren und Maßnahmen die Qualität der 
Versorgung gewährleistet und kontinuierlich verbessert. 
Stationäre Rehabilitationseinrichtungen haben sich an dem 
Zertifizierungsverfahren nach Absatz 2a zu beteiligen. 

(2) 給付提供者は、目的に適った系統だった手続と措置を通
じて給付提供の質を保証し、継続的に向上させるような品
質管理を確実に実施する。入院リハビリテーション施設は
第２a 項の認証手続きを受けなければならない。 

(2a) Die Spitzenverbände der Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 
1 Nr. 1 und 3 bis 5 vereinbaren im Rahmen der 
Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation grundsätzliche 
Anforderungen an ein einrichtungsinternes 
Qualitätsmanagement nach Absatz 2 Satz 1 sowie ein 
einheitliches, unabhängiges Zertifizierungsverfahren, mit dem 
die erfolgreiche Umsetzung des Qualitätsmanagements in 
regelmäßigen Abständen nachgewiesen wird. Den für die 
Wahrnehmung der Interessen der stationären 
Rehabilitationseinrichtungen auf Bundesebene maßgeblichen 
Spitzenverbänden sowie den Verbänden behinderter Menschen 
einschließlich der Verbände der Freien Wohlfahrtspflege, der 
Selbsthilfegruppen und der Interessenvertretungen behinderter 
Frauen ist Gelegenheit zur Stellungnahme zu geben. 

(2a) 第６条１項1号及び３から５号によるリハビリテーショ
ン担当機関の中央組織は、連邦リハビリテーション連合の
基本的な必要条件の枠内で、標準的な基準の品質管理が成
功裏に実現することを証明する、第２項１文による内部機
器の品質管理及び統一的で独立した認証手続きを設ける。
入院リハビリテーション施設の利益代表のため連邦レベル
で決定権を持つ中央組織、及び自由福祉サービス協会、自
助グループ、傷害を持つ女性の利益代表を含む障害者の連
合には意見表明の機会が与えられる。 

(3) Die Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation bereitet die 
Empfehlungen nach Absatz 1 vor. Sie beteiligt die Verbände 
behinderter Menschen einschließlich der Verbände der Freien 
Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen und der 
Interessenvertretungen behinderter Frauen sowie die nach § 19 
Abs. 6 gebildeten Arbeitsgemeinschaften und die für die 
Wahrnehmung der Interessen der ambulanten und stationären 
Rehabilitationseinrichtungen auf Bundesebene maßgeblichen 
Spitzenverbände. Deren Anliegen wird bei der Ausgestaltung 
der Empfehlungen nach Möglichkeit Rechnung getragen. 

(3) 連邦リハビリテーション連合は、第１項の規定する勧告
を準備する。当該連合は、自主的な社会福祉事業、自助グ
ループ及び障害女性利益代表の各連盟を含む障害者連盟並
びに第 19 条６項により設立された連合体及び外来・入院リ
ハビリテーション施設の利益を代表する連邦レベルの有力
な諸中央組織を関与させる。それらの要望は、勧告作成時
に可能な限り考慮する。 

(4) § 13 Abs. 3 ist entsprechend anzuwenden für Vereinbarungen 
auf Grund gesetzlicher Vorschriften für die 
Rehabilitationsträger. 

 

(4) 第 13 条３項は、リハビリテーション担当機関に対する法
規定に基づく取決めについても準用される。 

§ 21  Verträge mit Leistungserbringern 
(1) Die Verträge über die Ausführung von Leistungen durch 

Rehabilitationsdienste und -einrichtungen, die nicht in der 
Trägerschaft eines Rehabilitationsträgers stehen, enthalten 
insbesondere Regelungen über  

1. Qualitätsanforderungen an die Ausführung der Leistungen, 
das beteiligte Personal und die begleitenden Fachdienste, 

2. Übernahme von Grundsätzen der Rehabilitationsträger zur 
Vereinbarung von Vergütungen, 

3. Rechte und Pflichten der Teilnehmer, soweit sich diese nicht 
bereits aus dem Rechtsverhältnis ergeben, das zwischen ihnen 
und dem Rehabilitationsträger besteht, 

4. angemessene Mitwirkungsmöglichkeiten der Teilnehmer an 
der Ausführung der Leistungen, 

5. Geheimhaltung personenbezogener Daten sowie 
6. die Beschäftigung eines angemessenen Anteils behinderter, 

insbesondere schwerbehinderter Frauen, 
7. das Angebot, Beratung durch den Träger der öffentlichen 

Jugendhilfe bei gewichtigen Anhaltspunkten für eine 
Kindeswohlgefährdung in Anspruch zu nehmen. 

第 21 条 給付提供者との契約 
(1) リハビリテーション担当機関の担当職務の中に規定され
ていないリハビリテーション機関及びリハビリテーション
施設による給付の実施に関する契約には、主として以下の
各号に関する規定を含むものとする。 

1. 給付実施に対する質的な要件、関与する職員及び付随す
る専門サービス 

2. 報酬取決めについてはリハビリテーション担当機関の原
則の承継 

3. 関与者の権利と義務、ただし関与者とリハビリテーショ
ン担当機関の間に存在する法律関係からすでに生じてい
ない場合に限る。 

4. 給付実施関与者の相応の協力可能性 
5. 個人に関するデータの秘密保持 
6. 障害のある女性、特に重度障害の女性の適度な割合の就
業 

7.児童福祉を主な根拠とした、公的な青少年援助担当機関に
よる提案、助言の要請 

− 44 − − 45 −
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(2) Die Rehabilitationsträger wirken darauf hin, dass die Verträge 
nach einheitlichen Grundsätzen abgeschlossen werden; sie 
können über den Inhalt der Verträge gemeinsame 
Empfehlungen nach § 13 sowie Rahmenverträge mit den 
Arbeitsgemeinschaften der Rehabilitationsdienste und 
-einrichtungen vereinbaren. Der Bundesbeauftragte für den 
Datenschutz wird beteiligt. 

(2) リハビリテーション担当機関は、契約が統一の原則に基
づいて結ばれるように努める；リハビリテーション担当機
関は、契約の内容に関して、リハビリテーションサービス
とリハビリテーション施設の連合と合意のうえ第 13 条に
よる共同勧告及び基本契約を取決めることができる。デー
タ保護に関する連邦委員が関与する。 

(3) Verträge mit fachlich nicht geeigneten Diensten oder 
Einrichtungen werden gekündigt. Stationäre 
Rehabilitationseinrichtungen sind nur dann als geeignet 
anzusehen, wenn sie nach § 20 Abs. 2 Satz 2 zertifiziert sind. 

(3) 専門的に適切でないサービス又は施設との契約は解除す
る。入院リハビリテーション施設は第 20 条２項２文に沿っ
て認証された場合に限り適切である。 

(4) Absatz 1 Nr. 1 und 3 bis 6 wird für eigene Einrichtungen der 
Rehabilitationsträger entsprechend angewendet. 

 

(4) 第１項１号及び３から６号はリハビリテーション担当機
関の独自施設についても準用される。 

§ 21a  Verordnungsermächtigung 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird ermächtigt, 
durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates 
Näheres zum Inhalt und Ausführung des Persönlichen Budgets, 
zum Verfahren sowie zur Zuständigkeit bei Beteiligung mehrerer 
Leistungsträger zu regeln. 
 

第 21a 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦労働社会省に
対して、個人予算の内容と実施、手続及び複数の給付運営者
が関与した場合の管轄権に関する詳細を定める権限を与え
る。 

Kapitel 3  Gemeinsame Servicestellen 
 
§ 22  Aufgaben 

(1) Gemeinsame örtliche Servicestellen der Rehabilitationsträger 
bieten behinderten und von Behinderung bedrohten Menschen, 
ihren Vertrauenspersonen und Personensorgeberechtigten nach 
§ 60 Beratung und Unterstützung an. Die Beratung und 
Unterstützung umfasst insbesondere,  

1. über Leistungsvoraussetzungen, Leistungen der 
Rehabilitationsträger, besondere Hilfen im Arbeitsleben sowie 
über die Verwaltungsabläufe zu informieren, 

2. bei der Klärung des Rehabilitationsbedarfs, bei der 
Inanspruchnahme von Leistungen zur Teilhabe, bei der 
Inanspruchnahme eines Persönlichen Budgets und der 
besonderen Hilfen im Arbeitsleben sowie bei der Erfüllung von 
Mitwirkungspflichten zu helfen, 

3. zu klären, welcher Rehabilitationsträger zuständig ist, auf 
klare und sachdienliche Anträge hinzuwirken und sie an den 
zuständigen Rehabilitationsträger weiterzuleiten, 

4. bei einem Rehabilitationsbedarf, der voraussichtlich ein 
Gutachten erfordert, den zuständigen Rehabilitationsträger 
darüber zu informieren, 

5. die Entscheidung des zuständigen Rehabilitationsträgers in 
Fällen, in denen die Notwendigkeit von Leistungen zur 
Teilhabe offenkundig ist, so umfassend vorzubereiten, dass 
dieser unverzüglich entscheiden kann, 

6. bis zur Entscheidung oder Leistung des 
Rehabilitationsträgers den behinderten oder von Behinderung 
bedrohten Menschen unterstützend zu begleiten, 

7. bei den Rehabilitationsträgern auf zeitnahe Entscheidungen 
und Leistungen hinzuwirken und 

8. zwischen mehreren Rehabilitationsträgern und Beteiligten 
auch während der Leistungserbringung zu koordinieren und 
zu vermitteln. 

Die Beratung umfasst unter Beteiligung der Integrationsämter 
auch die Klärung eines Hilfebedarfs nach Teil 2 dieses Buches. 
Die Pflegekassen werden bei drohender oder bestehender 
Pflegebedürftigkeit an der Beratung und Unterstützung durch 
die gemeinsamen Servicestellen beteiligt. Verbände behinderter 
Menschen einschließlich der Verbände der Freien 
Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen und der 
Interessenvertretungen behinderter Frauen werden mit 
Einverständnis der behinderten Menschen an der Beratung 
beteiligt. 

第 3章 共同出先機関 
 
第 22 条 任務 

(1) リハビリテーション担当機関の共同地域出先機関は、障
害者及び障害のおそれのある者、彼らの第 60 条による代理
権者及び保護資格者に助言と支援を提供する。助言と支援
には特に以下の各号に示す内容が含まれる。 

1. 給付要件、リハビリテーション担当機関の給付、労働生
活における特別扶助及び手続の流れに関して情報を提供
する。 

2. リハビリテーションの必要性の明確化、参画のための給
付の請求、個人予算及び労働生活における特別扶助の請
求、並びに協力義務の履行を助ける。 

3. どのリハビリテーション担当機関が管轄するかを明らか
にし、明確で適切な申請が行われるように努め、申請書を
管轄するリハビリテーション担当機関に転送する。 

4. 鑑定の必要が見込まれるリハビリテーションの必要があ
る場合に、管轄するリハビリテーション担当機関にその旨
を知らせる。 

5. 管轄するリハビリテーション担当機関の決定を、参画の
ための給付の必要性が明白な場合に、それらが遅滞なく決
定することができるように包括的に準備する。 

6. リハビリテーション担当機関の決定又は給付までに、障
害者又は障害のおそれのある者に補助しながら付き添う。

7. リハビリテーション担当機関において時代に即した決定
及び給付が実現するよう努める。 

8. 給付提供中においても複数のリハビリテーション担当機
関と関与者の間で調整や仲介を行う。 

助言には統合局も関与し、本法典の第２部による扶助の必要
を明らかにすることも含まれる。介護保険金庫は、介護の必
要がある、又は切迫している場合には、共同出先機関を通じ
て助言と支援に関与させる。自主的な社会福祉事業、自助グ
ループ及び障害女性利益代表者の各連盟を含む障害者連盟
を、助言に関与させる。 

(2) § 14 des Ersten Buches und § 10 Abs. 2 und § 11 Abs. 1 bis 3 
und 5 des Zwölften Buches bleiben unberührt. Auskünfte nach § 
15 des Ersten Buches über Leistungen zur Teilhabe erteilen alle 
Rehabilitationsträger. 

 

(2) 社会法典第１編の第 14 条及び第 12 編第 10 条２項、第
11 条１から３及び５項は、なお効力を有する。参画のため
の給付に関する当該法典第１編の第 15 条による情報は、す
べてのリハビリテーション担当機関が提供する。 

§ 23  Servicestellen 
(1) Die Rehabilitationsträger stellen unter Nutzung bestehender 

Strukturen sicher, dass in allen Landkreisen und kreisfreien 
Städten gemeinsame Servicestellen bestehen. Gemeinsame 
Servicestellen können für mehrere kleine Landkreise oder 

第 23 条 出先機関
(1) リハビリテーション担当機関は、既存の組織を利用して、
すべての郡及び郡に属さない市に必ず共同出先機関がある
ように取り計らう。障害者及び障害のおそれのある者にと
って居住地の近くでの助言と支援が保証されるのであれ
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2. Früherkennung und Frühförderung behinderter und von 
Behinderung bedrohter Kinder, 

3. Arznei- und Verbandmittel, 
4. Heilmittel einschließlich physikalischer, Sprach- und 

Beschäftigungstherapie, 
5. Psychotherapie als ärztliche und psychotherapeutische 

Behandlung, 
6. Hilfsmittel, 
7. Belastungserprobung und Arbeitstherapie. 

助成
3. 医薬品及び包帯類 
4. 物理療法、言語療法及び作業療法を含む療法手段 
5. 医師の治療と心理療法治療としての精神療法 
6. 補助具 
7. 負荷試験及び就業療法 

(3) Bestandteil der Leistungen nach Absatz 1 sind auch 
medizinische, psychologische und pädagogische Hilfen, soweit 
diese Leistungen im Einzelfall erforderlich sind, um die in 
Absatz 1 genannten Ziele zu erreichen oder zu sichern und 
Krankheitsfolgen zu vermeiden, zu überwinden, zu mindern 
oder ihre Verschlimmerung zu verhüten, insbesondere  

1. Hilfen zur Unterstützung bei der Krankheits- und 
Behinderungsverarbeitung, 

2. Aktivierung von Selbsthilfepotentialen, 
3. mit Zustimmung der Leistungsberechtigten Information und 

Beratung von Partnern und Angehörigen sowie von 
Vorgesetzten und Kollegen, 

4. Vermittlung von Kontakten zu örtlichen Selbsthilfe- und 
Beratungsmöglichkeiten, 

5. Hilfen zur seelischen Stabilisierung und zur Förderung der 
sozialen Kompetenz, unter anderem durch Training sozialer 
und kommunikativer Fähigkeiten und im Umgang mit 
Krisensituationen, 

6. Training lebenspraktischer Fähigkeiten, 
7. Anleitung und Motivation zur Inanspruchnahme von 

Leistungen der medizinischen Rehabilitation. 
 

(3) 第１項による給付の構成要素は、これらの給付が、第１
項に挙げた目的を達成し、又は保証し、病気の後遺性を予
防し、克服し、減少させ、又はその悪化を防ぐために個別
事例で必要である場合には、医療上、心理学上、教育学上
の扶助でもある。特に 

1. 疾病・障害の処理を援助するための扶助 
2. 潜在的自助可能性の促進 
3. 受給資格者の同意を得て行うパートナーや家族及び上司
や同僚に対する情報提供や助言 

4. 地域の自助・助言可能性と連絡を取るための仲介 
5. 精神的な安定をはかり、社会的権限を促進するための扶
助。主として社会生活を営む能力とコミュニケーション能
力の訓練及び危機的状況の取扱いの訓練を通ずるもの 

6. 実生活に役立つ能力の訓練 
7. 医学リハビリテーション給付の請求のための指導及び動
機付け 

§ 27  Krankenbehandlung und Rehabilitation 
Die in § 26 Abs. 1 genannten Ziele sowie § 10 gelten auch bei 
Leistungen der Krankenbehandlung. 
 

第 27 条 病人の治療とリハビリテーション 
第 26 条１項に挙げた目的及び第 10 条は、患者の治療の給付
の際にも適用される。 

§ 28  Stufenweise Wiedereingliederung 
Können arbeitsunfähige Leistungsberechtigte nach ärztlicher 
Feststellung ihre bisherige Tätigkeit teilweise verrichten und 
können sie durch eine stufenweise Wiederaufnahme ihrer 
Tätigkeit voraussichtlich besser wieder in das Erwerbsleben 
eingegliedert werden, sollen die medizinischen und die sie 
ergänzenden Leistungen entsprechend dieser Zielsetzung 
erbracht werden. 
 

第 28 条 段階的な再編入
就業不能な受給資格者は、医師の査定により、自らのそれま
での仕事を部分的に行うことができ、その仕事を段階的に再
開することにより、職業生活によりうまく編入されうること
が見込まれるなら、医学的給付及びそれを補足する給付は、
この目標設定に従って提供されるべきである。 

§ 29  Förderung der Selbsthilfe 
Selbsthilfegruppen, -organisationen und -kontaktstellen, die sich 
die Prävention, Rehabilitation, Früherkennung, Behandlung und 
Bewältigung von Krankheiten und Behinderungen zum Ziel 
gesetzt haben, sollen nach einheitlichen Grundsätzen gefördert 
werden. 
 

第 29 条 自助の支援
疾病と障害の予防、リハビリテーション、早期発見、治療、
克服を目的とする自助グループ、自助組織及び自助連絡機関
は、統一した原則に従って促進されるべきである。 

§ 30  Früherkennung und Frühförderung 
(1) Die medizinischen Leistungen zur Früherkennung und 

Frühförderung behinderter und von Behinderung bedrohter 
Kinder nach § 26 Abs. 2 Nr. 2 umfassen auch  

1. die medizinischen Leistungen der mit dieser Zielsetzung 
fachübergreifend arbeitenden Dienste und Einrichtungen, 

2. nichtärztliche sozialpädiatrische, psychologische, 
heilpädagogische, psychosoziale Leistungen und die Beratung 
der Erziehungsberechtigten, auch in fachübergreifend 
arbeitenden Diensten und Einrichtungen, wenn sie unter 
ärztlicher Verantwortung erbracht werden und erforderlich 
sind, um eine drohende oder bereits eingetretene Behinderung 
zum frühestmöglichen Zeitpunkt zu erkennen und einen 
individuellen Behandlungsplan aufzustellen. 

Leistungen nach Satz 1 werden als Komplexleistung in 
Verbindung mit heilpädagogischen Leistungen (§ 56) erbracht. 

第 30 条 早期発見と早期支援 
(1) 第26条２項２号に基づく障害児及び障害のおそれのある
児童のための早期発見と早期支援のための医療給付は、次
の各号を含む。 

1. この目的をもって、複数の専門領域にまたがって活動し
ている部門と施設の医学給付 

2. 医師の責任のもとで提供され、急迫している、又はすで
に始まった障害を可能な限り早い時点で発見し、個人にあ
わせた治療計画を立てるのに成功しているならば、複数の
専門領域にまたがって活動している部門と施設における
非医療の社会小児学・心理学・養護教育・心理社会学的な
給付及び養育資格者への助言 

第１文の給付は養護教育的給付と関連した複合給付（第 56
条）として提供される。 

(2) Leistungen zur Früherkennung und Frühförderung 
behinderter und von Behinderung bedrohter Kinder umfassen 
des Weiteren nichtärztliche therapeutische, psychologische, 
heilpädagogische, sonderpädagogische, psychosoziale 
Leistungen und die Beratung der Erziehungsberechtigten 
durch interdisziplinäre Frühförderstellen, wenn sie erforderlich 
sind, um eine drohende oder bereits eingetretene Behinderung 
zum frühestmöglichen Zeitpunkt zu erkennen oder die 

(2) 障害児及び障害のおそれのある児童の早期発見と早期支
援のための給付は、さらに、急迫している、又はすでに始
まった障害を可能な限り早い時点で発見し、目的に適った
支援・治療対策により、又は障害を補いもしくは緩和する
のに成功しているならば、複数の専門領域にまたがる早期
支援機関による非医療の療法・心理学・養護教育・特殊教
育・心理社会学に関する給付及び養育資格者に対する助言
を含む。 
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kreisfreie Städte eingerichtet werden, wenn eine ortsnahe 
Beratung und Unterstützung behinderter und von Behinderung 
bedrohter Menschen gewährleistet ist. In den Ländern Berlin, 
Bremen und Hamburg werden die Servicestellen entsprechend 
dem besonderen Verwaltungsaufbau dieser Länder 
eingerichtet. 

ば、共同出先機関は、複数の小さな郡又は郡に属さない市
にまたがって設立することができる。ベルリン、ブレーメ
ン、ハンブルクの各州については、これらの州の特別な行
政構造に合わせて出先機関を設立する。 

(2) Die zuständigen obersten Landessozialbehörden wirken mit 
Unterstützung der Spitzenverbände der Rehabilitationsträger 
darauf hin, dass die gemeinsamen Servicestellen unverzüglich 
eingerichtet werden. 

(2) 管轄する最上級の州の社会福祉部署は、リハビリテーシ
ョン担当機関の中央組織の支援を受け、共同出先機関が遅
滞なく設立されるように努める。 

(3) Die gemeinsamen Servicestellen werden so ausgestattet, dass 
sie ihre Aufgaben umfassend und qualifiziert erfüllen können, 
Zugangs- und Kommunikationsbarrieren nicht bestehen und 
Wartezeiten in der Regel vermieden werden. Hierfür wird 
besonders qualifiziertes Personal mit breiten Fachkenntnissen 
insbesondere des Rehabilitationsrechts und der Praxis 
eingesetzt. § 112 Abs. 3 ist sinngemäß anzuwenden. 

(3) 共同出先機関は、それらがその任務を包括的かつ専門知
識を以って果たすことができ、連絡や意思疎通の障害が存
在せず、待ち時間が通常は減少するように設置される。そ
のためには、主にリハビリテーション法と実務の幅広い専
門知識を有する特別な専門教育を受けた職員が投入され
る。第 112 条３項をその趣旨に即して適用するものとする。

(4) In den Servicestellen dürfen Sozialdaten nur erhoben, 
verarbeitet und genutzt werden, soweit dies zur Erfüllung der 
Aufgaben nach § 22 Abs. 1 erforderlich ist. 

 

(4) 出先機関では社会保障データは、それが第 22 条１項によ
る任務を果たすために必要な場合にのみ集められ、加工さ
れ、使用される。 

§ 24  Bericht 
(1) Die Rehabilitationsträger, die Träger der Renten-, Kranken- 

und Unfallversicherung über ihre Spitzenverbände, teilen der 
Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation im Abstand von 
drei Jahren, erstmals im Jahre 2004, ihre Erfahrungen über die 
Einrichtung der gemeinsamen Servicestellen, die 
Durchführung und Erfüllung ihrer Aufgaben, die Einhaltung 
des Datenschutzes und mögliche Verbesserungen mit. 
Personenbezogene Daten werden anonymisiert. 

第 24 条 報告
(1) リハビリテーション担当機関、年金保険・医療保険・労
災保険の保険者は、その中央組織を通じて、連邦リハビリ
テーション連合に対して３年毎に、第１回目は 2004 年に、
その共同出先機関の設置、その任務の実施と履行、データ
保護の遵守及び可能な改善に関する経験を報告する。人物
に関するデータは匿名にする。 

(2) Die Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation bereitet die 
Mitteilungen der Rehabilitationsträger auf, beteiligt hierbei die 
zuständigen obersten Landessozialbehörden, erörtert die 
Mitteilungen auf Landesebene mit den Verbänden behinderter 
Menschen einschließlich der Verbände der Freien 
Wohlfahrtspflege, der Selbsthilfegruppen und der 
Interessenvertretungen behinderter Frauen und berichtet 
unverzüglich dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales 
und den Ländern. 

 

(2) 連邦リハビリテーション連合は、リハビリテーション担
当機関の通知を評価するが、その際、管轄する最上級の州
の社会福祉部署を関与させ、その通知を州レベルで自主的
な社会福祉事業、自助グループ及び障害女性利益代表者の
各連盟を含む障害者連盟と共に審議し、連邦労働社会省と
州に対して遅滞なく報告する。 

§ 25  Verordnungsermächtigung 
Sind gemeinsame Servicestellen nach § 23 Abs. 1 nicht bis zum 
31. Dezember 2002 in allen Landkreisen und kreisfreien Städten 
eingerichtet, bestimmt das Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des 
Bundesrates das Nähere über den Ort der Einrichtung, den 
Rehabilitationsträger, bei dem die gemeinsame Servicestelle 
eingerichtet wird und der für die Einrichtung verantwortlich ist, 
den Zeitpunkt, zu dem die Einrichtung abgeschlossen sein muss, 
sowie über die Organisation, insbesondere entsprechend ihrem 
Anteil an den Leistungen zur Teilhabe über Art und Umfang der 
Beteiligung der Rehabilitationsträger in den gemeinsamen 
Servicestellen. 
 

第 25 条 命令の授権
第 23条１項に規定する共同出先機関が 2002年 12月 31 日ま
でに、すべての郡及び郡に属さない市に設立されていない場
合には、連邦労働社会省は、連邦参議院の同意を得た法規命
令により、設立の場所、共同出先機関がその下に設置され、
設置に責任を持つリハビリテーション担当機関、設立が終了
していなければならない時点、及び組織、主として参画のた
めの給付における割合に応じた、共同出先機関におけるリハ
ビリテーション担当機関の関与の方法と範囲について、詳細
を定める。 

Kapitel 4  Leistungen zur medizinischen Rehabilitation 
 
§ 26  Leistungen zur medizinischen Rehabilitation 

(1) Zur medizinischen Rehabilitation behinderter und von 
Behinderung bedrohter Menschen werden die erforderlichen 
Leistungen erbracht, um  

1. Behinderungen einschließlich chronischer Krankheiten 
abzuwenden, zu beseitigen, zu mindern, auszugleichen, eine 
Verschlimmerung zu verhüten oder 

2. Einschränkungen der Erwerbsfähigkeit und 
Pflegebedürftigkeit zu vermeiden, zu überwinden, zu mindern, 
eine Verschlimmerung zu verhüten sowie den vorzeitigen 
Bezug von laufenden Sozialleistungen zu vermeiden oder 
laufende Sozialleistungen zu mindern. 

第 4章 医学リハビリテーションのための給付 
 
第 26 条 医学リハビリテーションのための給付 

(1) 障害者及び障害のおそれのある者の医学リハビリテーシ
ョンに関して、以下の各号の目的のために必要な給付が提
供される。 

1. 慢性疾患を含む障害を予防し、取り除き、減少させ、調整
し、悪化を防ぐ、又は、 

2. 就業能力の制限及び介護の必要を防止し、克服し、減少さ
せ、悪化を防ぎ、並びに現行の社会保障給付の早期受給を
減少させる。 

(2) Leistungen zur medizinischen Rehabilitation umfassen 
insbesondere  

1. Behandlung durch Ärzte, Zahnärzte und Angehörige anderer 
Heilberufe, soweit deren Leistungen unter ärztlicher Aufsicht 
oder auf ärztliche Anordnung ausgeführt werden, 
einschließlich der Anleitung, eigene Heilungskräfte zu 
entwickeln, 

(2) 医学リハビリテーションのための給付には以下のものが
含まれる。 

1. 医師、歯科医及びその他の医療職従事者による治療、ただ
しその給付が、独自の治癒力を発達させるための指導を含
めて、医師の監督又は医師の指図のもとに実施される場合
に限る。 

2. 障害児及び障害のおそれのある児童の早期発見及び早期
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2. Früherkennung und Frühförderung behinderter und von 
Behinderung bedrohter Kinder, 

3. Arznei- und Verbandmittel, 
4. Heilmittel einschließlich physikalischer, Sprach- und 

Beschäftigungstherapie, 
5. Psychotherapie als ärztliche und psychotherapeutische 

Behandlung, 
6. Hilfsmittel, 
7. Belastungserprobung und Arbeitstherapie. 

助成
3. 医薬品及び包帯類 
4. 物理療法、言語療法及び作業療法を含む療法手段 
5. 医師の治療と心理療法治療としての精神療法 
6. 補助具 
7. 負荷試験及び就業療法 

(3) Bestandteil der Leistungen nach Absatz 1 sind auch 
medizinische, psychologische und pädagogische Hilfen, soweit 
diese Leistungen im Einzelfall erforderlich sind, um die in 
Absatz 1 genannten Ziele zu erreichen oder zu sichern und 
Krankheitsfolgen zu vermeiden, zu überwinden, zu mindern 
oder ihre Verschlimmerung zu verhüten, insbesondere  

1. Hilfen zur Unterstützung bei der Krankheits- und 
Behinderungsverarbeitung, 

2. Aktivierung von Selbsthilfepotentialen, 
3. mit Zustimmung der Leistungsberechtigten Information und 

Beratung von Partnern und Angehörigen sowie von 
Vorgesetzten und Kollegen, 

4. Vermittlung von Kontakten zu örtlichen Selbsthilfe- und 
Beratungsmöglichkeiten, 

5. Hilfen zur seelischen Stabilisierung und zur Förderung der 
sozialen Kompetenz, unter anderem durch Training sozialer 
und kommunikativer Fähigkeiten und im Umgang mit 
Krisensituationen, 

6. Training lebenspraktischer Fähigkeiten, 
7. Anleitung und Motivation zur Inanspruchnahme von 

Leistungen der medizinischen Rehabilitation. 
 

(3) 第１項による給付の構成要素は、これらの給付が、第１
項に挙げた目的を達成し、又は保証し、病気の後遺性を予
防し、克服し、減少させ、又はその悪化を防ぐために個別
事例で必要である場合には、医療上、心理学上、教育学上
の扶助でもある。特に 

1. 疾病・障害の処理を援助するための扶助 
2. 潜在的自助可能性の促進 
3. 受給資格者の同意を得て行うパートナーや家族及び上司
や同僚に対する情報提供や助言 

4. 地域の自助・助言可能性と連絡を取るための仲介 
5. 精神的な安定をはかり、社会的権限を促進するための扶
助。主として社会生活を営む能力とコミュニケーション能
力の訓練及び危機的状況の取扱いの訓練を通ずるもの 

6. 実生活に役立つ能力の訓練 
7. 医学リハビリテーション給付の請求のための指導及び動
機付け 

§ 27  Krankenbehandlung und Rehabilitation 
Die in § 26 Abs. 1 genannten Ziele sowie § 10 gelten auch bei 
Leistungen der Krankenbehandlung. 
 

第 27 条 病人の治療とリハビリテーション 
第 26 条１項に挙げた目的及び第 10 条は、患者の治療の給付
の際にも適用される。 

§ 28  Stufenweise Wiedereingliederung 
Können arbeitsunfähige Leistungsberechtigte nach ärztlicher 
Feststellung ihre bisherige Tätigkeit teilweise verrichten und 
können sie durch eine stufenweise Wiederaufnahme ihrer 
Tätigkeit voraussichtlich besser wieder in das Erwerbsleben 
eingegliedert werden, sollen die medizinischen und die sie 
ergänzenden Leistungen entsprechend dieser Zielsetzung 
erbracht werden. 
 

第 28 条 段階的な再編入
就業不能な受給資格者は、医師の査定により、自らのそれま
での仕事を部分的に行うことができ、その仕事を段階的に再
開することにより、職業生活によりうまく編入されうること
が見込まれるなら、医学的給付及びそれを補足する給付は、
この目標設定に従って提供されるべきである。 

§ 29  Förderung der Selbsthilfe 
Selbsthilfegruppen, -organisationen und -kontaktstellen, die sich 
die Prävention, Rehabilitation, Früherkennung, Behandlung und 
Bewältigung von Krankheiten und Behinderungen zum Ziel 
gesetzt haben, sollen nach einheitlichen Grundsätzen gefördert 
werden. 
 

第 29 条 自助の支援
疾病と障害の予防、リハビリテーション、早期発見、治療、
克服を目的とする自助グループ、自助組織及び自助連絡機関
は、統一した原則に従って促進されるべきである。 

§ 30  Früherkennung und Frühförderung 
(1) Die medizinischen Leistungen zur Früherkennung und 

Frühförderung behinderter und von Behinderung bedrohter 
Kinder nach § 26 Abs. 2 Nr. 2 umfassen auch  

1. die medizinischen Leistungen der mit dieser Zielsetzung 
fachübergreifend arbeitenden Dienste und Einrichtungen, 

2. nichtärztliche sozialpädiatrische, psychologische, 
heilpädagogische, psychosoziale Leistungen und die Beratung 
der Erziehungsberechtigten, auch in fachübergreifend 
arbeitenden Diensten und Einrichtungen, wenn sie unter 
ärztlicher Verantwortung erbracht werden und erforderlich 
sind, um eine drohende oder bereits eingetretene Behinderung 
zum frühestmöglichen Zeitpunkt zu erkennen und einen 
individuellen Behandlungsplan aufzustellen. 

Leistungen nach Satz 1 werden als Komplexleistung in 
Verbindung mit heilpädagogischen Leistungen (§ 56) erbracht. 

第 30 条 早期発見と早期支援 
(1) 第26条２項２号に基づく障害児及び障害のおそれのある
児童のための早期発見と早期支援のための医療給付は、次
の各号を含む。 

1. この目的をもって、複数の専門領域にまたがって活動し
ている部門と施設の医学給付 

2. 医師の責任のもとで提供され、急迫している、又はすで
に始まった障害を可能な限り早い時点で発見し、個人にあ
わせた治療計画を立てるのに成功しているならば、複数の
専門領域にまたがって活動している部門と施設における
非医療の社会小児学・心理学・養護教育・心理社会学的な
給付及び養育資格者への助言 

第１文の給付は養護教育的給付と関連した複合給付（第 56
条）として提供される。 

(2) Leistungen zur Früherkennung und Frühförderung 
behinderter und von Behinderung bedrohter Kinder umfassen 
des Weiteren nichtärztliche therapeutische, psychologische, 
heilpädagogische, sonderpädagogische, psychosoziale 
Leistungen und die Beratung der Erziehungsberechtigten 
durch interdisziplinäre Frühförderstellen, wenn sie erforderlich 
sind, um eine drohende oder bereits eingetretene Behinderung 
zum frühestmöglichen Zeitpunkt zu erkennen oder die 

(2) 障害児及び障害のおそれのある児童の早期発見と早期支
援のための給付は、さらに、急迫している、又はすでに始
まった障害を可能な限り早い時点で発見し、目的に適った
支援・治療対策により、又は障害を補いもしくは緩和する
のに成功しているならば、複数の専門領域にまたがる早期
支援機関による非医療の療法・心理学・養護教育・特殊教
育・心理社会学に関する給付及び養育資格者に対する助言
を含む。 
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(3) Die Leistungen umfassen insbesondere  
1. Hilfen zur Erhaltung oder Erlangung eines Arbeitsplatzes 

einschließlich Leistungen zur Aktivierung und beruflichen 
Eingliederung, 

2. Berufsvorbereitung einschließlich einer wegen der 
Behinderung erforderlichen Grundausbildung, 

2a. individuelle betriebliche Qualifizierung im Rahmen 
Unterstützter Beschäftigung, 

3. berufliche Anpassung und Weiterbildung, auch soweit die 
Leistungen einen zur Teilnahme erforderlichen schulischen 
Abschluss einschließen, 

4. berufliche Ausbildung, auch soweit die Leistungen in einem 
zeitlich nicht überwiegenden Abschnitt schulisch 
durchgeführt werden, 

5. Gründungszuschuss entsprechend § 93 des Dritten Buches 
durch die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 2 bis 5, 

6. sonstige Hilfen zur Förderung der Teilhabe am Arbeitsleben, 
um behinderten Menschen eine angemessene und geeignete 
Beschäftigung oder eine selbständige Tätigkeit zu 
ermöglichen und zu erhalten. 

(3) 給付には以下の各号が含まれる。 
1. 活性化と職業上の編入の給付を含む職場の維持又は獲得
のための扶助 

2. 障害があるために必要となる基本訓練を含む職業準備 
2a.援助付就労における個別事業所内の資格付与 
3. 給付が、参画に必要な学校修了資格を含む場合も含めた
職業適応及び継続訓練 

4. 給付のうち学校で実施される部分が時間的にそれほど多
くない場合も含めた職業訓練 

5. 第６条１項２号から５号のリハビリテーション担当機関
による社会法典第３編の第 93 条の起業助成金 

6. 障害者のために相応する適切な就労又は自営の仕事を可
能にし、維持するための、労働生活参画支援に関するその
他の扶助 

(4) Bei der Auswahl der Leistungen werden Eignung, Neigung, 
bisherige Tätigkeit sowie Lage und Entwicklung auf dem 
Arbeitsmarkt angemessen berücksichtigt. Soweit erforderlich, 
wird dabei die berufliche Eignung abgeklärt oder eine 
Arbeitserprobung durchgeführt; in diesem Fall werden die 
Kosten nach Absatz 7, Reisekosten nach § 53 sowie 
Haushaltshilfe und Kinderbetreuungskosten nach § 54 
übernommen. 

(4) 給付の選択にあたっては、適性、性向、これまでの仕事
及び労働市場における状況と推移を適切に考慮する。その
際必要ならば、職業的適性を明らかにし、又は作業実習を
実施する；この場合には第７項、第 53 条の旅費及び第 54
条の家事援助及び児童養育費が支払われる。 

(5) Die Leistungen werden auch für Zeiten notwendiger Praktika 
erbracht. 

(5) 給付は、必要な実習の期間についても提供される。

(6) Die Leistungen umfassen auch medizinische, psychologische 
und pädagogische Hilfen, soweit diese Leistungen im Einzelfall 
erforderlich sind, um die in Absatz 1 genannten Ziele zu 
erreichen oder zu sichern und Krankheitsfolgen zu vermeiden, 
zu überwinden, zu mindern oder ihre Verschlimmerung zu 
verhüten, insbesondere  

1. Hilfen zur Unterstützung bei der Krankheits- und 
Behinderungsverarbeitung, 

2. Aktivierung von Selbsthilfepotentialen, 
3. mit Zustimmung der Leistungsberechtigten Information und 

Beratung von Partnern und Angehörigen sowie von 
Vorgesetzten und Kollegen, 

4. Vermittlung von Kontakten zu örtlichen Selbsthilfe- und 
Beratungsmöglichkeiten, 

5. Hilfen zur seelischen Stabilisierung und zur Förderung der 
sozialen Kompetenz, unter anderem durch Training sozialer 
und kommunikativer Fähigkeiten und im Umgang mit 
Krisensituationen, 

6. Training lebenspraktischer Fähigkeiten, 
7. Anleitung und Motivation zur Inanspruchnahme von 

Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben, 
8. Beteiligung von Integrationsfachdiensten im Rahmen ihrer 

Aufgabenstellung (§ 110). 

(6) 給付は、第１項に挙げた目的を達成又は確保し、及び病
気の後遺性を予防し、克服し、減少させ、又はその悪化を
防ぐために、これらの給付が個別事例において必要である
なら、医学・心理学・教育学的な扶助、主として以下のよ
うな扶助も含む。 

1. 疾病・障害の処理を援助するための扶助 
2. 潜在的自助可能性の促進 
3. 受給資格者の同意を得て行うパートナーや家族及び上司
や同僚に対する情報提供や助言 

4. 地域の自助・助言可能性と連絡を取るための仲介 
5. 精神的な安定をはかり、社会的権限を促進するための扶
助。とりわけ社会生活を営む能力とコミュニケーション能
力の訓練及び危機的状況への対応の訓練を通ずるもの。 

6. 実生活に役立つ能力の訓練 
7. 労働生活に参画するための給付の請求に対する指導及び
動機づけ 

8. その与えられた任務（第 110 条）の枠内の統合専門サー
ビスの関与 

(7) Zu den Leistungen gehört auch die Übernahme  
1. der erforderlichen Kosten für Unterkunft und Verpflegung, 

wenn für die Ausführung einer Leistung eine Unterbringung 
außerhalb des eigenen oder des elterlichen Haushalts wegen 
Art oder Schwere der Behinderung oder zur Sicherung des 
Erfolges der Teilhabe notwendig ist, 

2. der erforderlichen Kosten, die mit der Ausführung einer 
Leistung in unmittelbarem Zusammenhang stehen, 
insbesondere für Lehrgangskosten, Prüfungsgebühren, 
Lernmittel, Leistungen zur Aktivierung und beruflichen 
Eingliederung. 

(7) 給付には以下の各号が含まれる。 
1. ある給付の実施のために、自分又は両親の所帯以外の宿
泊が、障害の種類又は程度から判断して、又は参画が確実
に成功するために必要であるならば、宿泊や食事のための
必要経費の負担 

2. 給付の実施と直接に関係する必要経費の負担、特にカリ
キュラム費用、受験料、教材、活性化及び職業上の編入の
ための給付 

(8) Leistungen nach Absatz 3 Nr. 1 und 6 umfassen auch  
1. Kraftfahrzeughilfe nach der Kraftfahrzeughilfe-Verordnung, 
2. den Ausgleich unvermeidbaren Verdienstausfalls des 

behinderten Menschen oder einer erforderlichen Begleitperson 
wegen Fahrten der An- und Abreise zu einer 
Bildungsmaßnahme und zur Vorstellung bei einem 
Arbeitgeber, einem Träger oder einer Einrichtung für 
behinderte Menschen durch die Rehabilitationsträger nach § 6 
Abs. 1 Nr. 2 bis 5, 

3. die Kosten einer notwendigen Arbeitsassistenz für 
schwerbehinderte Menschen als Hilfe zur Erlangung eines 

(8) 第３項１号及び６号による給付は以下の各号も含む。
1. 自動車扶助命令による自動車扶助 
2. 第６条１項２号から５号のリハビリテーション担当機関
による職業準備教育及び雇用主、担当機関又は障害者施設
での面接に行くための往復によって生じる障害者又は必
要な付添人の不可避の収入欠損の補償 

3. 職を得るための援助として重度障害者のために必要であ
る就労支援  

4. 雇用主の義務が存在し、又はそうした給付が医学的給付
として提供されうる場合を除き、障害の種類又は程度から
判断して、職業を営むため、労働生活に参画するための給
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Behinderung durch gezielte Förder- und 
Behandlungsmaßnahmen auszugleichen oder zu mildern. 

(3) Zur Abgrenzung der in den Absätzen 1 und 2 genannten 
Leistungen und der sonstigen Leistungen dieser Dienste und 
Einrichtungen, zur Übernahme oder Teilung der Kosten 
zwischen den beteiligten Rehabilitationsträgern, zur 
Vereinbarung und Abrechnung der Entgelte sowie zur 
Finanzierung werden gemeinsame Empfehlungen vereinbart; § 
13 Abs. 3, 4 und 6 gilt entsprechend. Landesrecht kann 
vorsehen, dass an der Komplexleistung weitere Stellen, 
insbesondere die Kultusverwaltung, zu beteiligen sind. In 
diesem Fall ist eine Erweiterung der gemeinsamen 
Empfehlungen anzustreben. 

 

(3) 第１項と第２項に挙げた給付及びこれらの部門と施設の
その他の給付の限定、関与するリハビリテーション担当機
関の間の費用の負担又は分担、報酬の取決めと請求及び財
政負担に関しては、共同勧告を取決める：第 13 条３、４、
６項が準用される。州法は、複合給付にはそれ以外の機関、
特に文化機関が関与すべき旨を規定しうる。この場合には、
共同勧告の拡大に努める。 

§ 31  Hilfsmittel 
(1) Hilfsmittel (Körperersatzstücke sowie orthopädische und 

andere Hilfsmittel) nach § 26 Abs. 2 Nr. 6 umfassen die Hilfen, 
die von den Leistungsempfängern getragen oder mitgeführt 
oder bei einem Wohnungswechsel mitgenommen werden 
können und unter Berücksichtigung der Umstände des 
Einzelfalles erforderlich sind, um  

1. einer drohenden Behinderung vorzubeugen, 
2. den Erfolg einer Heilbehandlung zu sichern oder 
3. eine Behinderung bei der Befriedigung von 

Grundbedürfnissen des täglichen Lebens auszugleichen, 
soweit sie nicht allgemeine Gebrauchsgegenstände des 
täglichen Lebens sind. 

第 31 条 補助具
(1) 第 26 条２項６号の補助具（身体補充部品並びに整形外科
的及びその他の補助具）は、給付受給者が身につけ、携行
し、あるいは転居の際に持っていくことができ、かつ個々
の事例の事情を考慮した場合、以下の目的のために必要で
ある扶助を含む。 

1. 急迫した障害を予防する。 
2. 療養治療を確実に成功させる、又は、 
3. それらが日常生活の一般的な日用品でない限りにおい
て、日常生活の基本的欲求の充足に際して障害を補う。 

(2) Der Anspruch umfasst auch die notwendige Änderung, 
Instandhaltung, Ersatzbeschaffung sowie die Ausbildung im 
Gebrauch der Hilfsmittel. Der Rehabilitationsträger soll  

1. vor einer Ersatzbeschaffung prüfen, ob eine Änderung oder 
Instandsetzung von bisher benutzten Hilfsmitteln 
wirtschaftlicher und gleich wirksam ist, 

2. die Bewilligung der Hilfsmittel davon abhängig machen, dass 
die behinderten Menschen sie sich anpassen oder sich in 
ihrem Gebrauch ausbilden lassen. 

(2) 請求は、必要な変更、保守、代用品調達及び補助具の使
用に関する教育も含む。リハビリテーション担当機関は 

1. 代用品調達の前に、これまで使用してきた補助具の変更
又は保守が、より経済的であり、かつ同等の効果があるか
どうかを査定する。 

2. 障害者がその補助具に適応するか、又はその使用に関し
て教育を受けるかどうかによって補助具の承認について
判断する。 

(3) Wählen Leistungsempfänger ein geeignetes Hilfsmittel in 
einer aufwendigeren Ausführung als notwendig, tragen sie die 
Mehrkosten selbst. 

(3) 給付受給者が、適切な補助具を選ぶ場合、より金額のか
かる仕様のものを必要とするならば、給付受給者は、超過
分を自分で負担する。 

(4) Hilfsmittel können auch leihweise überlassen werden. In 
diesem Fall gelten die Absätze 2 und 3 entsprechend. 

 

(4) 補助具はレンタルでも貸与されうる。この場合には第２、
３項が準用される。 

§ 32  Verordnungsermächtigungen 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird ermächtigt, 
durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates  

1. Näheres zur Abgrenzung der in § 30 Abs. 1 und 2 genannten 
Leistungen und der sonstigen Leistungen dieser Dienste und 
Einrichtungen, zur Übernahme oder Teilung der Kosten 
zwischen den beteiligten Rehabilitationsträgern, zur 
Vereinbarung und Abrechnung der Entgelte sowie zur 
Finanzierung zu regeln, wenn gemeinsame Empfehlungen 
nach § 30 Abs. 3 nicht innerhalb von sechs Monaten, nachdem 
das Bundesministerium für Arbeit und Soziales dazu 
aufgefordert hat, vereinbart oder unzureichend gewordene 
Empfehlungen nicht innerhalb dieser Frist geändert worden 
sind, 

2. Näheres zur Auswahl der im Einzelfall geeigneten Hilfsmittel, 
insbesondere zum Verfahren, zur Eignungsprüfung, 
Dokumentation und leihweisen Überlassung der Hilfsmittel 
sowie zur Zusammenarbeit der anderen Rehabilitationsträger 
mit den orthopädischen Versorgungsstellen zu regeln. 

 

第 32 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦労働社会省に
以下の権限を与える。 

1. 連邦労働社会省が要請してから６ヵ月以内に、第 30 条３
項による共同勧告について合意に達しなかった、又は不十
分になった勧告がこの期限内に改定されなかった場合に
は、第 30 条１項及び２項に挙げられた給付及びそれらの
機関と施設におけるその他の給付の限定、関与するリハビ
リテーション担当機関の間の費用の負担又は分担、報酬の
取決めと請求及び財政負担に関する詳細を規定すること。

2. 個別事例における適切な補助具の選択に関する詳細（特
に補助具の方式、適性検査、書類作成、レンタルによる貸
与）、及び他のリハビリテーション担当機関と整形外科援
護機関の協力に関する詳細を定めること。 

Kapitel 5  Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben 
 
§ 33  Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben 

(1) Zur Teilhabe am Arbeitsleben werden die erforderlichen 
Leistungen erbracht, um die Erwerbsfähigkeit behinderter oder 
von Behinderung bedrohter Menschen entsprechend ihrer 
Leistungsfähigkeit zu erhalten, zu verbessern, herzustellen 
oder wiederherzustellen und ihre Teilhabe am Arbeitsleben 
möglichst auf Dauer zu sichern. 

第 5章 労働生活に参画するための給付 
 
第 33 条 労働生活に参画するための給付 

(1) 労働生活への参画については、障害者又は障害のおそれ
のある者の稼得能力をそれらの人々の能力に応じて取得
し、改善し、作り出し、又は回復させるため、及び労働生
活への参画を可能な限り長期にわたって確保するために必
要である給付が提供される。 

(2) Behinderten Frauen werden gleiche Chancen im Erwerbsleben 
gesichert, insbesondere durch in der beruflichen Zielsetzung 
geeignete, wohnortnahe und auch in Teilzeit nutzbare 
Angebote. 

(2) 障害のある女性には、とりわけ職業上の目標設定におけ
る適切な、自宅に近い、パートタイムでも利用可能な雇用
を提供することにより、職業生活における等しい機会を確
保する。 

− 48 − − 49 −
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(3) Die Leistungen umfassen insbesondere  
1. Hilfen zur Erhaltung oder Erlangung eines Arbeitsplatzes 

einschließlich Leistungen zur Aktivierung und beruflichen 
Eingliederung, 

2. Berufsvorbereitung einschließlich einer wegen der 
Behinderung erforderlichen Grundausbildung, 

2a. individuelle betriebliche Qualifizierung im Rahmen 
Unterstützter Beschäftigung, 

3. berufliche Anpassung und Weiterbildung, auch soweit die 
Leistungen einen zur Teilnahme erforderlichen schulischen 
Abschluss einschließen, 

4. berufliche Ausbildung, auch soweit die Leistungen in einem 
zeitlich nicht überwiegenden Abschnitt schulisch 
durchgeführt werden, 

5. Gründungszuschuss entsprechend § 93 des Dritten Buches 
durch die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 2 bis 5, 

6. sonstige Hilfen zur Förderung der Teilhabe am Arbeitsleben, 
um behinderten Menschen eine angemessene und geeignete 
Beschäftigung oder eine selbständige Tätigkeit zu 
ermöglichen und zu erhalten. 

(3) 給付には以下の各号が含まれる。 
1. 活性化と職業上の編入の給付を含む職場の維持又は獲得
のための扶助 

2. 障害があるために必要となる基本訓練を含む職業準備 
2a.援助付就労における個別事業所内の資格付与 
3. 給付が、参画に必要な学校修了資格を含む場合も含めた
職業適応及び継続訓練 

4. 給付のうち学校で実施される部分が時間的にそれほど多
くない場合も含めた職業訓練 

5. 第６条１項２号から５号のリハビリテーション担当機関
による社会法典第３編の第 93 条の起業助成金 

6. 障害者のために相応する適切な就労又は自営の仕事を可
能にし、維持するための、労働生活参画支援に関するその
他の扶助 

(4) Bei der Auswahl der Leistungen werden Eignung, Neigung, 
bisherige Tätigkeit sowie Lage und Entwicklung auf dem 
Arbeitsmarkt angemessen berücksichtigt. Soweit erforderlich, 
wird dabei die berufliche Eignung abgeklärt oder eine 
Arbeitserprobung durchgeführt; in diesem Fall werden die 
Kosten nach Absatz 7, Reisekosten nach § 53 sowie 
Haushaltshilfe und Kinderbetreuungskosten nach § 54 
übernommen. 

(4) 給付の選択にあたっては、適性、性向、これまでの仕事
及び労働市場における状況と推移を適切に考慮する。その
際必要ならば、職業的適性を明らかにし、又は作業実習を
実施する；この場合には第７項、第 53 条の旅費及び第 54
条の家事援助及び児童養育費が支払われる。 

(5) Die Leistungen werden auch für Zeiten notwendiger Praktika 
erbracht. 

(5) 給付は、必要な実習の期間についても提供される。

(6) Die Leistungen umfassen auch medizinische, psychologische 
und pädagogische Hilfen, soweit diese Leistungen im Einzelfall 
erforderlich sind, um die in Absatz 1 genannten Ziele zu 
erreichen oder zu sichern und Krankheitsfolgen zu vermeiden, 
zu überwinden, zu mindern oder ihre Verschlimmerung zu 
verhüten, insbesondere  

1. Hilfen zur Unterstützung bei der Krankheits- und 
Behinderungsverarbeitung, 

2. Aktivierung von Selbsthilfepotentialen, 
3. mit Zustimmung der Leistungsberechtigten Information und 

Beratung von Partnern und Angehörigen sowie von 
Vorgesetzten und Kollegen, 

4. Vermittlung von Kontakten zu örtlichen Selbsthilfe- und 
Beratungsmöglichkeiten, 

5. Hilfen zur seelischen Stabilisierung und zur Förderung der 
sozialen Kompetenz, unter anderem durch Training sozialer 
und kommunikativer Fähigkeiten und im Umgang mit 
Krisensituationen, 

6. Training lebenspraktischer Fähigkeiten, 
7. Anleitung und Motivation zur Inanspruchnahme von 

Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben, 
8. Beteiligung von Integrationsfachdiensten im Rahmen ihrer 

Aufgabenstellung (§ 110). 

(6) 給付は、第１項に挙げた目的を達成又は確保し、及び病
気の後遺性を予防し、克服し、減少させ、又はその悪化を
防ぐために、これらの給付が個別事例において必要である
なら、医学・心理学・教育学的な扶助、主として以下のよ
うな扶助も含む。 

1. 疾病・障害の処理を援助するための扶助 
2. 潜在的自助可能性の促進 
3. 受給資格者の同意を得て行うパートナーや家族及び上司
や同僚に対する情報提供や助言 

4. 地域の自助・助言可能性と連絡を取るための仲介 
5. 精神的な安定をはかり、社会的権限を促進するための扶
助。とりわけ社会生活を営む能力とコミュニケーション能
力の訓練及び危機的状況への対応の訓練を通ずるもの。 

6. 実生活に役立つ能力の訓練 
7. 労働生活に参画するための給付の請求に対する指導及び
動機づけ 

8. その与えられた任務（第 110 条）の枠内の統合専門サー
ビスの関与 

(7) Zu den Leistungen gehört auch die Übernahme  
1. der erforderlichen Kosten für Unterkunft und Verpflegung, 

wenn für die Ausführung einer Leistung eine Unterbringung 
außerhalb des eigenen oder des elterlichen Haushalts wegen 
Art oder Schwere der Behinderung oder zur Sicherung des 
Erfolges der Teilhabe notwendig ist, 

2. der erforderlichen Kosten, die mit der Ausführung einer 
Leistung in unmittelbarem Zusammenhang stehen, 
insbesondere für Lehrgangskosten, Prüfungsgebühren, 
Lernmittel, Leistungen zur Aktivierung und beruflichen 
Eingliederung. 

(7) 給付には以下の各号が含まれる。 
1. ある給付の実施のために、自分又は両親の所帯以外の宿
泊が、障害の種類又は程度から判断して、又は参画が確実
に成功するために必要であるならば、宿泊や食事のための
必要経費の負担 

2. 給付の実施と直接に関係する必要経費の負担、特にカリ
キュラム費用、受験料、教材、活性化及び職業上の編入の
ための給付 

(8) Leistungen nach Absatz 3 Nr. 1 und 6 umfassen auch  
1. Kraftfahrzeughilfe nach der Kraftfahrzeughilfe-Verordnung, 
2. den Ausgleich unvermeidbaren Verdienstausfalls des 

behinderten Menschen oder einer erforderlichen Begleitperson 
wegen Fahrten der An- und Abreise zu einer 
Bildungsmaßnahme und zur Vorstellung bei einem 
Arbeitgeber, einem Träger oder einer Einrichtung für 
behinderte Menschen durch die Rehabilitationsträger nach § 6 
Abs. 1 Nr. 2 bis 5, 

3. die Kosten einer notwendigen Arbeitsassistenz für 
schwerbehinderte Menschen als Hilfe zur Erlangung eines 

(8) 第３項１号及び６号による給付は以下の各号も含む。
1. 自動車扶助命令による自動車扶助 
2. 第６条１項２号から５号のリハビリテーション担当機関
による職業準備教育及び雇用主、担当機関又は障害者施設
での面接に行くための往復によって生じる障害者又は必
要な付添人の不可避の収入欠損の補償 

3. 職を得るための援助として重度障害者のために必要であ
る就労支援  

4. 雇用主の義務が存在し、又はそうした給付が医学的給付
として提供されうる場合を除き、障害の種類又は程度から
判断して、職業を営むため、労働生活に参画するための給
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anteilig berücksichtigt. 
 

§ 35  Einrichtungen der beruflichen Rehabilitation 
(1) Leistungen werden durch Berufsbildungswerke, 

Berufsförderungswerke und vergleichbare Einrichtungen der 
beruflichen Rehabilitation ausgeführt, soweit Art oder Schwere 
der Behinderung oder die Sicherung des Erfolges die 
besonderen Hilfen dieser Einrichtungen erforderlich machen. 
Die Einrichtung muss  

1. nach Dauer, Inhalt und Gestaltung der Leistungen, 
Unterrichtsmethode, Ausbildung und Berufserfahrung der 
Leitung und der Lehrkräfte sowie der Ausgestaltung der 
Fachdienste eine erfolgreiche Ausführung der Leistung 
erwarten lassen, 

2. angemessene Teilnahmebedingungen bieten und 
behinderungsgerecht sein, insbesondere auch die Beachtung 
der Erfordernisse des Arbeitsschutzes und der 
Unfallverhütung gewährleisten, 

3. den Teilnehmenden und den von ihnen zu wählenden 
Vertretungen angemessene Mitwirkungsmöglichkeiten an der 
Ausführung der Leistungen bieten sowie 

4. die Leistung nach den Grundsätzen der Wirtschaftlichkeit 
und Sparsamkeit, insbesondere zu angemessenen 
Vergütungssätzen, ausführen. 

Die zuständigen Rehabilitationsträger vereinbaren hierüber 
gemeinsame Empfehlungen nach den §§ 13 und 20. 

第 35 条 職業リハビリテーション施設 
(1) 給付は、障害の種類又は程度から判断して、又は確実な
成功のためには、それらの施設の特別な援助が必要である
場合には、職業訓練施設、雇用促進施設等の職業リハビリ
テーション施設を通じて実施される。施設においては 

1. 給付の期間・内容・構成、教育方法、監督者と教師の訓
練状況と職業経験並びに専門サービスの形態に応じて、指
導の成功裏の実施が期待できなければならない。 

2. 適切な参加条件が提供され、障害に対応していなければ
ならず、とりわけ労働保護の必要条件と労災防止が確実に
守られなければならない。 

3. 参加者及び参加者の選んだ代表に対して、適切な給付実
施に協力する機会が提供されなければならない。 

4. 給付は、経済性と節約性の原則に従い、とりわけ適切な
報酬額で実施されなければならない。 

管轄するリハビリテーション担当機関は、これに関して第
13 条と第 20 条に則り共同勧告を取り決める。 

(2) Werden Leistungen zur beruflichen Ausbildung in 
Einrichtungen der beruflichen Rehabilitation ausgeführt, sollen 
die Einrichtungen bei Eignung der behinderten Menschen 
darauf hinwirken, dass Teile dieser Ausbildung auch in 
Betrieben und Dienststellen durchgeführt werden. Die 
Einrichtungen der beruflichen Rehabilitation unterstützen die 
Arbeitgeber bei der betrieblichen Ausbildung und bei der 
Betreuung der auszubildenden behinderten Jugendlichen. 

 

(2) 職業訓練のための給付が職業リハビリテーション施設に
おいて実施される場合には、それらの施設は障害者の適性
をみる際に職業訓練の一部が事業所や官庁の出先機関で行
われるように努めなければならない。職業リハビリテーシ
ョン施設は、事業所での訓練にあたって、及び職業訓練中
の障害のある少年（14 歳以上 18 歳未満）の面倒をみる際
に、雇用主を支援する。 

§ 36  Rechtsstellung der Teilnehmenden 
Werden Leistungen in Einrichtungen der beruflichen 
Rehabilitation ausgeführt, werden die Teilnehmenden nicht in 
den Betrieb der Einrichtungen eingegliedert. Sie sind keine 
Arbeitnehmer im Sinne des Betriebsverfassungsgesetzes und 
wählen zu ihrer Mitwirkung besondere Vertreter. Bei der 
Ausführung werden die arbeitsrechtlichen Grundsätze über den 
Persönlichkeitsschutz, die Haftungsbeschränkung sowie die 
gesetzlichen Vorschriften über den Arbeitsschutz, den Schutz vor 
Diskriminierungen in Beschäftigung und Beruf, den 
Erholungsurlaub und die Gleichberechtigung von Männern und 
Frauen entsprechend angewendet. 
 

第 36 条 参加者の法的地位
給付が職業リハビリテーション施設で実施される場合には、
参加者はそれらの施設の事業所に編入されるわけではない。
参加者は、事業所組織法の趣旨による労働者ではなく、共同
参加を行うための特別代理人を選任する。実施にあたって
は、人格保護、責任限定に関する労働法上の原則及び労働保
護、就労や職業における差別からの保護、有給休暇、男女同
権に関する法規定が、準用される。 

§ 37  Dauer von Leistungen 
(1) Leistungen werden für die Zeit erbracht, die vorgeschrieben 

oder allgemein üblich ist, um das angestrebte Teilhabeziel zu 
erreichen; eine Förderung kann darüber hinaus erfolgen, wenn 
besondere Umstände dies rechtfertigen. 

第 37 条 給付期間
(1) 給付は、目的とされた参画目的を達成するために、規定
された、又は一般的に普通である期間について提供され
る；助成は、特別な事情によって正当な理由がある場合に
は、この期間を超えて行われる。 

(2) Leistungen zur beruflichen Weiterbildung sollen in der Regel 
bei ganztägigem Unterricht nicht länger als zwei Jahre dauern, 
es sei denn, dass das Teilhabeziel nur über eine länger 
dauernde Leistung erreicht werden kann oder die 
Eingliederungsaussichten nur durch eine länger dauernde 
Leistung wesentlich verbessert werden. 

 

(2) 職業上の継続訓練のための給付は、参画目的がもっと長
期にわたる給付によってのみ達成されうる、又はもっと長
期にわたる給付によってのみ大幅に改善される場合を除
き、通常、全日制授業を前提とした場合に２年以上続いて
はならない。 

§ 38  Beteiligung der Bundesagentur für Arbeit 
Die Bundesagentur für Arbeit nimmt auf Anforderung eines 
anderen Rehabilitationsträgers zu Notwendigkeit, Art und 
Umfang von Leistungen unter Berücksichtigung 
arbeitsmarktlicher Zweckmäßigkeit gutachterlich Stellung. Dies 
gilt auch, wenn sich die Leistungsberechtigten in einem 
Krankenhaus oder einer Einrichtung der medizinischen oder der 
medizinisch-beruflichen Rehabilitation aufhalten. 
 

第 38 条 連邦雇用エージェンシーの関与 
連邦雇用エージェンシーは、他のリハビリテーション担当機
関の請求に基づき、給付の必要性、種類及び範囲について、
労働市場上の合目的性を考慮のうえ鑑定人としての立場を
とる。これは、受給資格者が病院又は医療リハビリテーショ
ン施設もしくは医療職業リハビリテーション施設に入院し
ている場合でも同様である。 

§ 38a  Unterstützte Beschäftigung 
(1) Ziel der Unterstützten Beschäftigung ist, behinderten 

Menschen mit besonderem Unterstützungsbedarf eine 
angemessene, geeignete und sozialversicherungspflichtige 
Beschäftigung zu ermöglichen und zu erhalten. Unterstützte 
Beschäftigung umfasst eine individuelle betriebliche 

第 38a 条 援助付就労
(1) 援助付就労の目的は、特別な援助を必要とする障害者に、
適切でふさわしい、社会保障義務のある雇用を可能にし、
維持することである。援助付就労は、個別事業所内の資格
付与と必要な場合には職業同伴を含む。 
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Arbeitsplatzes, 
4. Kosten für Hilfsmittel, die wegen Art oder Schwere der 

Behinderung zur Berufsausübung, zur Teilnahme an einer 
Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben oder zur Erhöhung der 
Sicherheit auf dem Weg vom und zum Arbeitsplatz und am 
Arbeitsplatz erforderlich sind, es sei denn, dass eine 
Verpflichtung des Arbeitgebers besteht oder solche Leistungen 
als medizinische Leistung erbracht werden können, 

5. Kosten technischer Arbeitshilfen, die wegen Art oder Schwere 
der Behinderung zur Berufsausübung erforderlich sind und 

6. Kosten der Beschaffung, der Ausstattung und der Erhaltung 
einer behinderungsgerechten Wohnung in angemessenem 
Umfang. 

Die Leistung nach Satz 1 Nr. 3 wird für die Dauer von bis zu drei 
Jahren erbracht und in Abstimmung mit dem 
Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 durch das 
Integrationsamt nach § 102 Abs. 4 ausgeführt. Der 
Rehabilitationsträger erstattet dem Integrationsamt seine 
Aufwendungen. Der Anspruch nach § 102 Abs. 4 bleibt 
unberührt. 

 

付を受けるため、又は職場への通勤及び職場での安全性を
高めるために必要である補助具の費用 

5. 障害の種類又は程度から判断して職業を営むために必要
である技術的な労働援助の費用 

6. 障害に対応する相応の程度の住居の調達、設備、維持の
費用 

第１文３号の給付は、３年を上限として提供され、第６条１
項１号から５号のリハビリテーション担当機関と調整し、第
102 条４項の統合局により実施される。リハビリテーション
担当機関は、統合局にその費用を弁済する。第 102 条４項
の請求はなお有効である。 

§ 34  Leistungen an Arbeitgeber 
(1) Die Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 2 bis 5 können 

Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben auch an Arbeitgeber 
erbringen, insbesondere als  

1. Ausbildungszuschüsse zur betrieblichen Ausführung von 
Bildungsleistungen, 

2. Eingliederungszuschüsse, 
3. Zuschüsse für Arbeitshilfen im Betrieb, 
4. teilweise oder volle Kostenerstattung für eine befristete 

Probebeschäftigung. 
Die Leistungen können unter Bedingungen und Auflagen 
erbracht werden. 

第 34 条 雇用主に対する給付 
(1) 第６条１項２号から５号のリハビリテーション担当機関
は、労働生活への参画のための給付を、主として以下の各
号の形で雇用主に対しても提供することができる。 

1. 教育給付を業務において実施するための職業訓練助成金
2. 編入助成金 
3. 業務における作業補助のための助成金 
4. 期限付きの試験就業に対する一部又は全額の費用弁済 
給付は条件又は義務を課したうえで提供することができる。

(2) Ausbildungszuschüsse nach Absatz 1 Satz 1 Nr. 1 können für 
die gesamte Dauer der Maßnahme geleistet werden und sollen 
bei Ausbildungsmaßnahmen die von den Arbeitgebern im 
letzten Ausbildungsjahr zu zahlenden monatlichen 
Ausbildungsvergütungen nicht übersteigen. 

(2) 前項１文１号の職業訓練助成金は、措置が講じられてい
る全期間にわたり支給されうるが、職業準備教育において
雇用主から職業訓練の最終年に支払われる訓練報酬の月額
を超えてはならない。 

(3) Eingliederungszuschüsse nach Absatz 1 Satz 1 Nr. 2 betragen 
höchstens 50 vom Hundert der vom Arbeitgeber regelmäßig 
gezahlten Entgelte, soweit sie die tariflichen Arbeitsentgelte 
oder, wenn eine tarifliche Regelung nicht besteht, die für 
vergleichbare Tätigkeiten ortsüblichen Arbeitsentgelte im 
Rahmen der Beitragsbemessungsgrenze in der 
Arbeitsförderung nicht übersteigen; die Leistungen sollen im 
Regelfall für nicht mehr als ein Jahr geleistet werden. Soweit es 
für die Teilhabe am Arbeitsleben erforderlich ist, können die 
Leistungen um bis zu 20 Prozentpunkte höher festgelegt und 
bis zu einer Förderungshöchstdauer von zwei Jahren erbracht 
werden. Werden sie für mehr als ein Jahr geleistet, sind sie 
entsprechend der zu erwartenden Zunahme der 
Leistungsfähigkeit der Leistungsberechtigten und den 
abnehmenden Eingliederungserfordernissen gegenüber der 
bisherigen Förderungshöhe, mindestens um zehn 
Prozentpunkte, zu vermindern. Bei der Berechnung nach Satz 1 
wird auch der Anteil des Arbeitgebers am 
Gesamtsozialversicherungsbeitrag berücksichtigt. 
Eingliederungszuschüsse werden zurückgezahlt, wenn die 
Arbeitsverhältnisse während des Förderungszeitraums oder 
innerhalb eines Zeitraums, der der Förderungsdauer 
entspricht, längstens jedoch von einem Jahr, nach dem Ende 
der Leistungen beendet werden; dies gilt nicht, wenn  

1. die Leistungsberechtigten die Arbeitsverhältnisse durch 
Kündigung beenden oder das Mindestalter für den Bezug der 
gesetzlichen Altersrente erreicht haben oder 

2. die Arbeitgeber berechtigt waren, aus wichtigem Grund ohne 
Einhaltung einer Kündigungsfrist oder aus Gründen, die in 
der Person oder dem Verhalten des Arbeitnehmers liegen, oder 
aus dringenden betrieblichen Erfordernissen, die einer 
Weiterbeschäftigung in diesem Betrieb entgegenstehen, zu 
kündigen. 

Die Rückzahlung ist auf die Hälfte des Förderungsbetrages, 
höchstens aber den im letzten Jahr vor der Beendigung des 
Beschäftigungsverhältnisses gewährten Förderungsbetrag 
begrenzt; ungeförderte Nachbeschäftigungszeiten werden 

(3) 第１項１文２号の編入助成金は、協約賃金が存在しない
かぎりで、あるいは協約上の規制が存在しない場合、比較
可能な業務に関し労働促進における保険料算定限度額範囲
内で、当該地方に一般的な賃金を超えない限りにおいて、
雇用主から通常支払われる賃金の最大 50％の額とする。給
付は通常１年を超えない期間について支給されるものとす
る。ただし労働生活への参画に必要な場合に限り、給付を
20%高く定め、２年間の助成最高期間を上限として支給す
ることができる。給付が１年以上支給される場合には、受
給資格者の能力の期待される向上度及び編入に必要な要件
の減少に応じて、従来の助成額に比べて最低 10%は減額す
る。第１文の算定にあたっては、社会保険保険料総額に占
める雇用主の割合も考慮する。編入助成金は、労働関係が、
助成期間中又は助成期間に相当する期間内に、ただし最長
で給付の終了後１年で終了した場合には、払い戻す。これ
は以下の各号に該当する場合には、適用されない。 

1. 受給資格者が、自ら退職を申し出て労働関係を終了する、
又は公的老齢年金の受給の最低年齢に達した場合 

2. 雇用主に、解約告知期間が守られない重大な事由又は労
働者の人格又は行動に起因する事由に基づき、又は当該事
業所での継続雇用を妨げる緊急な事業上の必要性があっ
たために、解雇通知をするのが正当であった場合 

返還は、助成金額の半額、ただし最大で雇用関係の終了する
前年に与えられた助成額に限定される；助成されなかった雇
用後期間は、割合に応じて考慮する。 
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anteilig berücksichtigt. 
 

§ 35  Einrichtungen der beruflichen Rehabilitation 
(1) Leistungen werden durch Berufsbildungswerke, 

Berufsförderungswerke und vergleichbare Einrichtungen der 
beruflichen Rehabilitation ausgeführt, soweit Art oder Schwere 
der Behinderung oder die Sicherung des Erfolges die 
besonderen Hilfen dieser Einrichtungen erforderlich machen. 
Die Einrichtung muss  

1. nach Dauer, Inhalt und Gestaltung der Leistungen, 
Unterrichtsmethode, Ausbildung und Berufserfahrung der 
Leitung und der Lehrkräfte sowie der Ausgestaltung der 
Fachdienste eine erfolgreiche Ausführung der Leistung 
erwarten lassen, 

2. angemessene Teilnahmebedingungen bieten und 
behinderungsgerecht sein, insbesondere auch die Beachtung 
der Erfordernisse des Arbeitsschutzes und der 
Unfallverhütung gewährleisten, 

3. den Teilnehmenden und den von ihnen zu wählenden 
Vertretungen angemessene Mitwirkungsmöglichkeiten an der 
Ausführung der Leistungen bieten sowie 

4. die Leistung nach den Grundsätzen der Wirtschaftlichkeit 
und Sparsamkeit, insbesondere zu angemessenen 
Vergütungssätzen, ausführen. 

Die zuständigen Rehabilitationsträger vereinbaren hierüber 
gemeinsame Empfehlungen nach den §§ 13 und 20. 

第 35 条 職業リハビリテーション施設 
(1) 給付は、障害の種類又は程度から判断して、又は確実な
成功のためには、それらの施設の特別な援助が必要である
場合には、職業訓練施設、雇用促進施設等の職業リハビリ
テーション施設を通じて実施される。施設においては 

1. 給付の期間・内容・構成、教育方法、監督者と教師の訓
練状況と職業経験並びに専門サービスの形態に応じて、指
導の成功裏の実施が期待できなければならない。 

2. 適切な参加条件が提供され、障害に対応していなければ
ならず、とりわけ労働保護の必要条件と労災防止が確実に
守られなければならない。 

3. 参加者及び参加者の選んだ代表に対して、適切な給付実
施に協力する機会が提供されなければならない。 

4. 給付は、経済性と節約性の原則に従い、とりわけ適切な
報酬額で実施されなければならない。 

管轄するリハビリテーション担当機関は、これに関して第
13 条と第 20 条に則り共同勧告を取り決める。 

(2) Werden Leistungen zur beruflichen Ausbildung in 
Einrichtungen der beruflichen Rehabilitation ausgeführt, sollen 
die Einrichtungen bei Eignung der behinderten Menschen 
darauf hinwirken, dass Teile dieser Ausbildung auch in 
Betrieben und Dienststellen durchgeführt werden. Die 
Einrichtungen der beruflichen Rehabilitation unterstützen die 
Arbeitgeber bei der betrieblichen Ausbildung und bei der 
Betreuung der auszubildenden behinderten Jugendlichen. 

 

(2) 職業訓練のための給付が職業リハビリテーション施設に
おいて実施される場合には、それらの施設は障害者の適性
をみる際に職業訓練の一部が事業所や官庁の出先機関で行
われるように努めなければならない。職業リハビリテーシ
ョン施設は、事業所での訓練にあたって、及び職業訓練中
の障害のある少年（14 歳以上 18 歳未満）の面倒をみる際
に、雇用主を支援する。 

§ 36  Rechtsstellung der Teilnehmenden 
Werden Leistungen in Einrichtungen der beruflichen 
Rehabilitation ausgeführt, werden die Teilnehmenden nicht in 
den Betrieb der Einrichtungen eingegliedert. Sie sind keine 
Arbeitnehmer im Sinne des Betriebsverfassungsgesetzes und 
wählen zu ihrer Mitwirkung besondere Vertreter. Bei der 
Ausführung werden die arbeitsrechtlichen Grundsätze über den 
Persönlichkeitsschutz, die Haftungsbeschränkung sowie die 
gesetzlichen Vorschriften über den Arbeitsschutz, den Schutz vor 
Diskriminierungen in Beschäftigung und Beruf, den 
Erholungsurlaub und die Gleichberechtigung von Männern und 
Frauen entsprechend angewendet. 
 

第 36 条 参加者の法的地位
給付が職業リハビリテーション施設で実施される場合には、
参加者はそれらの施設の事業所に編入されるわけではない。
参加者は、事業所組織法の趣旨による労働者ではなく、共同
参加を行うための特別代理人を選任する。実施にあたって
は、人格保護、責任限定に関する労働法上の原則及び労働保
護、就労や職業における差別からの保護、有給休暇、男女同
権に関する法規定が、準用される。 

§ 37  Dauer von Leistungen 
(1) Leistungen werden für die Zeit erbracht, die vorgeschrieben 

oder allgemein üblich ist, um das angestrebte Teilhabeziel zu 
erreichen; eine Förderung kann darüber hinaus erfolgen, wenn 
besondere Umstände dies rechtfertigen. 

第 37 条 給付期間
(1) 給付は、目的とされた参画目的を達成するために、規定
された、又は一般的に普通である期間について提供され
る；助成は、特別な事情によって正当な理由がある場合に
は、この期間を超えて行われる。 

(2) Leistungen zur beruflichen Weiterbildung sollen in der Regel 
bei ganztägigem Unterricht nicht länger als zwei Jahre dauern, 
es sei denn, dass das Teilhabeziel nur über eine länger 
dauernde Leistung erreicht werden kann oder die 
Eingliederungsaussichten nur durch eine länger dauernde 
Leistung wesentlich verbessert werden. 

 

(2) 職業上の継続訓練のための給付は、参画目的がもっと長
期にわたる給付によってのみ達成されうる、又はもっと長
期にわたる給付によってのみ大幅に改善される場合を除
き、通常、全日制授業を前提とした場合に２年以上続いて
はならない。 

§ 38  Beteiligung der Bundesagentur für Arbeit 
Die Bundesagentur für Arbeit nimmt auf Anforderung eines 
anderen Rehabilitationsträgers zu Notwendigkeit, Art und 
Umfang von Leistungen unter Berücksichtigung 
arbeitsmarktlicher Zweckmäßigkeit gutachterlich Stellung. Dies 
gilt auch, wenn sich die Leistungsberechtigten in einem 
Krankenhaus oder einer Einrichtung der medizinischen oder der 
medizinisch-beruflichen Rehabilitation aufhalten. 
 

第 38 条 連邦雇用エージェンシーの関与 
連邦雇用エージェンシーは、他のリハビリテーション担当機
関の請求に基づき、給付の必要性、種類及び範囲について、
労働市場上の合目的性を考慮のうえ鑑定人としての立場を
とる。これは、受給資格者が病院又は医療リハビリテーショ
ン施設もしくは医療職業リハビリテーション施設に入院し
ている場合でも同様である。 

§ 38a  Unterstützte Beschäftigung 
(1) Ziel der Unterstützten Beschäftigung ist, behinderten 

Menschen mit besonderem Unterstützungsbedarf eine 
angemessene, geeignete und sozialversicherungspflichtige 
Beschäftigung zu ermöglichen und zu erhalten. Unterstützte 
Beschäftigung umfasst eine individuelle betriebliche 

第 38a 条 援助付就労
(1) 援助付就労の目的は、特別な援助を必要とする障害者に、
適切でふさわしい、社会保障義務のある雇用を可能にし、
維持することである。援助付就労は、個別事業所内の資格
付与と必要な場合には職業同伴を含む。 
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(1) Leistungen im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich einer anerkannten Werkstatt für 
behinderte Menschen erhalten behinderte Menschen  

1. im Eingangsverfahren zur Feststellung, ob die Werkstatt die 
geeignete Einrichtung für die Teilhabe des behinderten 
Menschen am Arbeitsleben ist sowie welche Bereiche der 
Werkstatt und welche Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben für den behinderten Menschen in Betracht 
kommen, und um einen Eingliederungsplan zu erstellen, 

2. im Berufsbildungsbereich, wenn die Leistungen erforderlich 
sind, um die Leistungs- oder Erwerbsfähigkeit des 
behinderten Menschen so weit wie möglich zu entwickeln, zu 
verbessern oder wiederherzustellen und erwartet werden 
kann, dass der behinderte Mensch nach Teilnahme an diesen 
Leistungen in der Lage ist, wenigstens ein Mindestmaß 
wirtschaftlich verwertbarer Arbeitsleistung im Sinne des § 
136 zu erbringen. 

(1) 障害者は、障害者のための認定作業所への入所手続及び
職業教育領域における給付を、以下の各号において受ける。

1. 作業所が障害者が労働生活に参画するための適切な施設
であるかどうか、並びに作業所のどの部門が、及びどのよ
うな給付が、障害者の労働生活への参画にとって考慮に値
するかどうかを査定するための、そして編入計画を作成す
るための入所手続として 

2. 障害者の作業能力又は稼得能力を可能な限り開発し、改
善し、又は回復させるために給付が必要であり、障害者が
この給付への参加後、少なくとも第 136 条の趣旨による
経済的に利用可能な労務の最低量を提供できるようにな
ることが期待できる場合には、職業教育領域として 

(2) Die Leistungen im Eingangsverfahren werden für drei Monate 
erbracht. Die Leistungsdauer kann auf bis zu vier Wochen 
verkürzt werden, wenn während des Eingangsverfahrens im 
Einzelfall festgestellt wird, dass eine kürzere Leistungsdauer 
ausreichend ist. 

(2) 入所手続における給付は、３ヵ月間提供される。この給
付期間は、個別の事例で入所手続中に給付期間を短縮して
も十分であると査定されれば、４週間にまで短縮すること
ができる。 

(3) Die Leistungen im Berufsbildungsbereich werden für zwei 
Jahre erbracht. Sie werden in der Regel für ein Jahr bewilligt. 
Sie werden für ein weiteres Jahr bewilligt, wenn auf Grund 
einer rechtzeitig vor Ablauf des Förderzeitraums nach Satz 2 
abzugebenden fachlichen Stellungnahme die Leistungsfähigkeit 
des behinderten Menschen weiterentwickelt oder 
wiedergewonnen werden kann. 

(3) 職業教育領域における給付は、２年間提供される。この
給付は通常は１年間認定される。第２文の助成期間が終了
する前の適切な時期に提出される専門的な見解に基づき、
障害者の能力が一層開発される、又は再取得されうるなら
ば、さらに１年間認定される。 

(4) Zeiten der individuellen betrieblichen Qualifizierung im 
Rahmen einer Unterstützten Beschäftigung nach § 38a werden 
zur Hälfte auf die Dauer des Berufsbildungsbereichs 
angerechnet. Allerdings dürfen die Zeiten individueller 
betrieblicher Qualifizierung und des Berufsbildungsbereichs 
insgesamt nicht mehr als 36 Monate betragen. 

 

(4) 第 38a 条による援助付就労の枠での個別事業所内資格付
与期間は、職業教育領域の期間の半分を計算に入れる。た
だし、個別事業所内資格付与期間と職業教育期間は、通算
して 36 ヶ月を超えてはならない。 

§ 41  Leistungen im Arbeitsbereich 
(1) Leistungen im Arbeitsbereich einer anerkannten Werkstatt für 

behinderte Menschen erhalten behinderte Menschen, bei denen 
1. eine Beschäftigung auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt oder 
2. Berufsvorbereitung, berufliche Anpassung und Weiterbildung 

oder berufliche Ausbildung (§ 33 Abs. 3 Nr. 2 bis 4) 
wegen Art oder Schwere der Behinderung nicht, noch nicht oder 
noch nicht wieder in Betracht kommen und die in der Lage sind, 
wenigstens ein Mindestmaß an wirtschaftlich verwertbarer 
Arbeitsleistung zu erbringen. 

第 41 条 作業領域における給付 
(1) 障害の種類又は程度から判断して、考慮に値しない、ま
だ考慮には値しない、又はまだ再度考慮するには値しない
が、少なくとも経済的に利用できる労務提供可能な障害者
は、認定障害者作業所の作業領域における以下の給付を受
ける。 

1. 一般労働市場における就業、又は、 
2. 職業準備、職業適応、継続訓練又は職業訓練（第 33 条３
項２号から４号） 

(2) Die Leistungen sind gerichtet auf  
1. Aufnahme, Ausübung und Sicherung einer der Eignung und 

Neigung des behinderten Menschen entsprechenden 
Beschäftigung, 

2. Teilnahme an arbeitsbegleitenden Maßnahmen zur Erhaltung 
und Verbesserung der im Berufsbildungsbereich erworbenen 
Leistungsfähigkeit und zur Weiterentwicklung der 
Persönlichkeit sowie 

3. Förderung des Übergangs geeigneter behinderter Menschen 
auf den allgemeinen Arbeitsmarkt durch geeignete 
Maßnahmen. 

(2) 給付は以下の各号を対象とする。 
1. 障害者の適性と性向に応じた就労の開始、実施及び確保
2. 職業教育領域で得られた作業能力を維持、改善するため、
及び人格を一層発達させるための労働に付随する措置へ
の参加 

3. 適切な措置による適性のある障害者の一般労働市場への
移行促進 

(3) Die Werkstätten erhalten für die Leistungen nach Absatz 2 
vom zuständigen Rehabilitationsträger angemessene 
Vergütungen, die den Grundsätzen der Wirtschaftlichkeit, 
Sparsamkeit und Leistungsfähigkeit entsprechen. Ist der 
Träger der Sozialhilfe zuständig, sind die Vorschriften nach 
dem Zehnten Kapitel des Zwölften Buches anzuwenden. Die 
Vergütungen, in den Fällen des Satzes 2 die Pauschalen und 
Beträge nach § 76 Abs. 2 des Zwölften Buches, berücksichtigen 

1. alle für die Erfüllung der Aufgaben und der fachlichen 
Anforderungen der Werkstatt notwendigen Kosten sowie 

2. die mit der wirtschaftlichen Betätigung der Werkstatt in 
Zusammenhang stehenden Kosten, soweit diese unter 
Berücksichtigung der besonderen Verhältnisse in der 
Werkstatt und der dort beschäftigten behinderten Menschen 
nach Art und Umfang über die in einem 
Wirtschaftsunternehmen üblicherweise entstehenden Kosten 
hinausgehen. 

Können die Kosten der Werkstatt nach Satz 3 Nr. 2 im Einzelfall 

(3) 作業所は、前項の給付のために、管轄するリハビリテー
ション担当機関から経済性、節約性及び作業能力の原則に
応じた適切な報酬を受け取る。社会扶助運営者が管轄して
いる場合には、社会法典第 12 編第 10 章の規定が適用され
る。報酬、前項の場合においては第 12 編第 76 条 2 項の総
額と個別額は、以下の各号を対象とする。 

1. 作業所の任務と専門的要件を満たすために必要なすべて
の費用、及び 

2. 作業所の経済的活動と関係のある費用。ただし作業所及
びそこに従事する障害者の種類と範囲に応じた特別な事
情を考慮して、企業において通常発生する費用を超える場
合に限る。 

第３文２号の作業所の費用が、個別事例において算定不可能
な場合には、これらの作業所の経済活動の作業所固有の費用
のための報酬総額を取り決めることができる。 
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Qualifizierung und bei Bedarf Berufsbegleitung. 
(2) Leistungen zur individuellen betrieblichen Qualifizierung 

erhalten behinderte Menschen insbesondere, um sie für 
geeignete betriebliche Tätigkeiten zu erproben, auf ein 
sozialversicherungspflichtiges Beschäftigungsverhältnis 
vorzubereiten und bei der Einarbeitung und Qualifizierung auf 
einem betrieblichen Arbeitsplatz zu unterstützen. Die 
Leistungen umfassen auch die Vermittlung von 
berufsübergreifenden Lerninhalten und 
Schlüsselqualifikationen sowie die Weiterentwicklung der 
Persönlichkeit der behinderten Menschen. Die Leistungen 
werden vom zuständigen Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 
Nr. 2 bis 5 für bis zu zwei Jahre erbracht, soweit sie wegen Art 
oder Schwere der Behinderung erforderlich sind. Sie können bis 
zu einer Dauer von weiteren zwölf Monaten verlängert werden, 
wenn auf Grund der Art oder Schwere der Behinderung der 
gewünschte nachhaltige Qualifizierungserfolg im Einzelfall 
nicht anders erreicht werden kann und hinreichend 
gewährleistet ist, dass eine weitere Qualifizierung zur 
Aufnahme einer sozialversicherungspflichtigen Beschäftigung 
führt. 

(2) 障害者は、特に、事業所内の適当な業務を試すために、
社会保障義務のある雇用関係に向けた準備をし、事業所内
での実習や資格付与の際、援助するために、個別事業所内
の資格付与の給付を得る。給付は、職業内に広まった学習
内容、重要資格の付与並びに障害者の継続的人格形成を含
む。給付は、6 条 1 項 2 号～6 号に従い、障害の種類・程
度により必要なかぎりで、２年間までリハビリテーション
担当機関により提供される。障害の種類又は程度に基づき、
期待される資格付与の結果が得られず、さらなる資格付与
が社会保障義務のある雇用を受け入れることになる場合、
給付はさらに 12 ヶ月まで延長することができる。 

(3) Leistungen der Berufsbegleitung erhalten behinderte 
Menschen insbesondere, um nach Begründung eines 
sozialversicherungspflichtigen Beschäftigungsverhältnisses die 
zu dessen Stabilisierung erforderliche Unterstützung und 
Krisenintervention zu gewährleisten. Die Leistungen werden 
bei Zuständigkeit eines Rehabilitationsträgers nach § 6 Abs. 1 
Nr. 3 oder 5 von diesem, im Übrigen von dem Integrationsamt 
im Rahmen seiner Zuständigkeit erbracht, solange und soweit 
sie wegen Art oder Schwere der Behinderung zur Sicherung des 
Beschäftigungsverhältnisses erforderlich sind. 

(3) 特に、社会保障義務のある雇用関係を基礎付けることに
よって、雇用関係の安定化に必要な援助や危機への介入を
保障するために、障害者は職業同伴の給付を得る。給付は、
6 条 1 項 3 号又は 5 号に従い、所轄のリハビリテーション
担当機関の権限がある場合には、当該機関によって、そし
て、障害の種類・程度を理由として雇用関係を保護する必
要がある限りは、その他、権限の枠内で統合局により提供
される。 

 

(4) Stellt der Rehabilitationsträger während der individuellen 
betrieblichen Qualifizierung fest, dass voraussichtlich eine 
anschließende Berufsbegleitung erforderlich ist, für die ein 
anderer Leistungsträger zuständig ist, beteiligt er diesen 
frühzeitig. 

(4) リハビリテーション担当機関が、予め、個別事業所内の
資格付与の間、他の給付機関に権限のある、職業同伴を引
き続き必要とすることを認めた場合、迅速に調整する。 

(5) Die Unterstützte Beschäftigung kann von 
Integrationsfachdiensten oder anderen Trägern durchgeführt 
werden. Mit der Durchführung kann nur beauftragt werden, 
wer über die erforderliche Leistungsfähigkeit verfügt, um seine 
Aufgaben entsprechend den individuellen Bedürfnissen der 
behinderten Menschen erfüllen zu können. Insbesondere 
müssen die Beauftragten  

1. über Fachkräfte verfügen, die eine geeignete 
Berufsqualifikation, eine psychosoziale oder 
arbeitspädagogische Zusatzqualifikation und ausreichend 
Berufserfahrung besitzen, 

2. in der Lage sein, den Teilnehmern geeignete individuelle 
betriebliche Qualifizierungsplätze zur Verfügung zu stellen 
und ihre berufliche Eingliederung zu unterstützen, 

3. über die erforderliche räumliche und sächliche Ausstattung 
verfügen und 

4. ein System des Qualitätsmanagements im Sinne des § 20 Abs. 
2 Satz 1 anwenden. 

(5) 援助付就労は、統合専門サービス事業者又は他の機関に
よって提供されうる。その職務を障害者の個別のニーズに
対応して履行するために、必要な給付能力のある者にだけ
その実施が委託される。特に、受託者は以下のことをしな
ければならない。 

1. 適切な職業資格、心理学又は労働教育学の資格や十分な
職業経験を有する専門家を有する。 

2. 参加障害者にふさわしい個別事業所内資格ポストを与
え、その職業編入を援助する状況にある。 

3. 必要な場所的、物的設備を有する。 
4. 20 条 2 項 1 文の趣旨での資格管理システムを適用する。

(6) Zur Konkretisierung und Weiterentwicklung der in Absatz 5 
genannten Qualitätsanforderungen vereinbaren die 
Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 1 Nr. 2 bis 5 sowie die 
Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen im Rahmen der 
Bundesarbeitsgemeinschaft für Rehabilitation eine 
gemeinsame Empfehlung. Die gemeinsame Empfehlung kann 
auch Ausführungen zu möglichen Leistungsinhalten und zur 
Zusammenarbeit enthalten. § 13 Abs. 4, 6 und 7 und § 16 gelten 
entsprechend. 

 

(6) 5 項に挙げられた資格向上の具体化や継続実施のために、
リハビリテーション担当機関は 6 条 1 項 2 号～6 号に従い、
統合局及び社会福祉事務所連合は連邦レベルの協働体の中
で、リハビリテーションに関してあらゆる勧告を行う。勧
告は可能な給付内容や共働を実現するためのもののであ
る。13 条 4 項、6 項、7 項を準用する。 

§ 39  Leistungen in Werkstätten für behinderte Menschen 
Leistungen in anerkannten Werkstätten für behinderte Menschen 
(§ 136) werden erbracht, um die Leistungs- oder Erwerbsfähigkeit 
der behinderten Menschen zu erhalten, zu entwickeln, zu 
verbessern oder wiederherzustellen, die Persönlichkeit dieser 
Menschen weiterzuentwickeln und ihre Beschäftigung zu 
ermöglichen oder zu sichern. 
 

第 39 条 障害者作業所における給付 
障害者のための認定作業所（第 136 条）における給付は、
障害者の作業能力又は稼得能力を維持し、開発し、改善し、
又は回復させ、彼らの人格を一層発達させ、その就業を可能
にし、もしくは確保するために提供される。 

§ 40  Leistungen im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich 

第 40 条 入所手続及び職業教育領域における給付
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(1) Leistungen im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich einer anerkannten Werkstatt für 
behinderte Menschen erhalten behinderte Menschen  

1. im Eingangsverfahren zur Feststellung, ob die Werkstatt die 
geeignete Einrichtung für die Teilhabe des behinderten 
Menschen am Arbeitsleben ist sowie welche Bereiche der 
Werkstatt und welche Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben für den behinderten Menschen in Betracht 
kommen, und um einen Eingliederungsplan zu erstellen, 

2. im Berufsbildungsbereich, wenn die Leistungen erforderlich 
sind, um die Leistungs- oder Erwerbsfähigkeit des 
behinderten Menschen so weit wie möglich zu entwickeln, zu 
verbessern oder wiederherzustellen und erwartet werden 
kann, dass der behinderte Mensch nach Teilnahme an diesen 
Leistungen in der Lage ist, wenigstens ein Mindestmaß 
wirtschaftlich verwertbarer Arbeitsleistung im Sinne des § 
136 zu erbringen. 

(1) 障害者は、障害者のための認定作業所への入所手続及び
職業教育領域における給付を、以下の各号において受ける。

1. 作業所が障害者が労働生活に参画するための適切な施設
であるかどうか、並びに作業所のどの部門が、及びどのよ
うな給付が、障害者の労働生活への参画にとって考慮に値
するかどうかを査定するための、そして編入計画を作成す
るための入所手続として 

2. 障害者の作業能力又は稼得能力を可能な限り開発し、改
善し、又は回復させるために給付が必要であり、障害者が
この給付への参加後、少なくとも第 136 条の趣旨による
経済的に利用可能な労務の最低量を提供できるようにな
ることが期待できる場合には、職業教育領域として 

(2) Die Leistungen im Eingangsverfahren werden für drei Monate 
erbracht. Die Leistungsdauer kann auf bis zu vier Wochen 
verkürzt werden, wenn während des Eingangsverfahrens im 
Einzelfall festgestellt wird, dass eine kürzere Leistungsdauer 
ausreichend ist. 

(2) 入所手続における給付は、３ヵ月間提供される。この給
付期間は、個別の事例で入所手続中に給付期間を短縮して
も十分であると査定されれば、４週間にまで短縮すること
ができる。 

(3) Die Leistungen im Berufsbildungsbereich werden für zwei 
Jahre erbracht. Sie werden in der Regel für ein Jahr bewilligt. 
Sie werden für ein weiteres Jahr bewilligt, wenn auf Grund 
einer rechtzeitig vor Ablauf des Förderzeitraums nach Satz 2 
abzugebenden fachlichen Stellungnahme die Leistungsfähigkeit 
des behinderten Menschen weiterentwickelt oder 
wiedergewonnen werden kann. 

(3) 職業教育領域における給付は、２年間提供される。この
給付は通常は１年間認定される。第２文の助成期間が終了
する前の適切な時期に提出される専門的な見解に基づき、
障害者の能力が一層開発される、又は再取得されうるなら
ば、さらに１年間認定される。 

(4) Zeiten der individuellen betrieblichen Qualifizierung im 
Rahmen einer Unterstützten Beschäftigung nach § 38a werden 
zur Hälfte auf die Dauer des Berufsbildungsbereichs 
angerechnet. Allerdings dürfen die Zeiten individueller 
betrieblicher Qualifizierung und des Berufsbildungsbereichs 
insgesamt nicht mehr als 36 Monate betragen. 

 

(4) 第 38a 条による援助付就労の枠での個別事業所内資格付
与期間は、職業教育領域の期間の半分を計算に入れる。た
だし、個別事業所内資格付与期間と職業教育期間は、通算
して 36 ヶ月を超えてはならない。 

§ 41  Leistungen im Arbeitsbereich 
(1) Leistungen im Arbeitsbereich einer anerkannten Werkstatt für 

behinderte Menschen erhalten behinderte Menschen, bei denen 
1. eine Beschäftigung auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt oder 
2. Berufsvorbereitung, berufliche Anpassung und Weiterbildung 

oder berufliche Ausbildung (§ 33 Abs. 3 Nr. 2 bis 4) 
wegen Art oder Schwere der Behinderung nicht, noch nicht oder 
noch nicht wieder in Betracht kommen und die in der Lage sind, 
wenigstens ein Mindestmaß an wirtschaftlich verwertbarer 
Arbeitsleistung zu erbringen. 

第 41 条 作業領域における給付 
(1) 障害の種類又は程度から判断して、考慮に値しない、ま
だ考慮には値しない、又はまだ再度考慮するには値しない
が、少なくとも経済的に利用できる労務提供可能な障害者
は、認定障害者作業所の作業領域における以下の給付を受
ける。 

1. 一般労働市場における就業、又は、 
2. 職業準備、職業適応、継続訓練又は職業訓練（第 33 条３
項２号から４号） 

(2) Die Leistungen sind gerichtet auf  
1. Aufnahme, Ausübung und Sicherung einer der Eignung und 

Neigung des behinderten Menschen entsprechenden 
Beschäftigung, 

2. Teilnahme an arbeitsbegleitenden Maßnahmen zur Erhaltung 
und Verbesserung der im Berufsbildungsbereich erworbenen 
Leistungsfähigkeit und zur Weiterentwicklung der 
Persönlichkeit sowie 

3. Förderung des Übergangs geeigneter behinderter Menschen 
auf den allgemeinen Arbeitsmarkt durch geeignete 
Maßnahmen. 

(2) 給付は以下の各号を対象とする。 
1. 障害者の適性と性向に応じた就労の開始、実施及び確保
2. 職業教育領域で得られた作業能力を維持、改善するため、

及び人格を一層発達させるための労働に付随する措置へ
の参加 

3. 適切な措置による適性のある障害者の一般労働市場への
移行促進 

(3) Die Werkstätten erhalten für die Leistungen nach Absatz 2 
vom zuständigen Rehabilitationsträger angemessene 
Vergütungen, die den Grundsätzen der Wirtschaftlichkeit, 
Sparsamkeit und Leistungsfähigkeit entsprechen. Ist der 
Träger der Sozialhilfe zuständig, sind die Vorschriften nach 
dem Zehnten Kapitel des Zwölften Buches anzuwenden. Die 
Vergütungen, in den Fällen des Satzes 2 die Pauschalen und 
Beträge nach § 76 Abs. 2 des Zwölften Buches, berücksichtigen 

1. alle für die Erfüllung der Aufgaben und der fachlichen 
Anforderungen der Werkstatt notwendigen Kosten sowie 

2. die mit der wirtschaftlichen Betätigung der Werkstatt in 
Zusammenhang stehenden Kosten, soweit diese unter 
Berücksichtigung der besonderen Verhältnisse in der 
Werkstatt und der dort beschäftigten behinderten Menschen 
nach Art und Umfang über die in einem 
Wirtschaftsunternehmen üblicherweise entstehenden Kosten 
hinausgehen. 

Können die Kosten der Werkstatt nach Satz 3 Nr. 2 im Einzelfall 

(3) 作業所は、前項の給付のために、管轄するリハビリテー
ション担当機関から経済性、節約性及び作業能力の原則に
応じた適切な報酬を受け取る。社会扶助運営者が管轄して
いる場合には、社会法典第 12 編第 10 章の規定が適用され
る。報酬、前項の場合においては第 12 編第 76 条 2 項の総
額と個別額は、以下の各号を対象とする。 

1. 作業所の任務と専門的要件を満たすために必要なすべて
の費用、及び 

2. 作業所の経済的活動と関係のある費用。ただし作業所及
びそこに従事する障害者の種類と範囲に応じた特別な事
情を考慮して、企業において通常発生する費用を超える場
合に限る。 

第３文２号の作業所の費用が、個別事例において算定不可能
な場合には、これらの作業所の経済活動の作業所固有の費用
のための報酬総額を取り決めることができる。 
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ärztlicher Betreuung und Überwachung, einschließlich 
Übungen für behinderte oder von Behinderung bedrohte 
Frauen und Mädchen, die der Stärkung des 
Selbstbewusstseins dienen, 

4. ärztlich verordnetes Funktionstraining in Gruppen unter 
fachkundiger Anleitung und Überwachung, 

5. Reisekosten, 
6. Betriebs- oder Haushaltshilfe und Kinderbetreuungskosten. 

立つ訓練を含む。
4. 専門家の指導・監視下にあるグループにおける医師の指
示によるトレーニング 

5. 旅費 
6. 事業所補助及び家事援助及び児童養育費 

(2) Ist der Schutz behinderter Menschen bei Krankheit oder 
Pflege während der Teilnahme an Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben nicht anderweitig sichergestellt, können die 
Beiträge für eine freiwillige Krankenversicherung ohne 
Anspruch auf Krankengeld und zur Pflegeversicherung bei 
einem Träger der gesetzlichen Kranken- oder 
Pflegeversicherung oder, wenn dort im Einzelfall ein Schutz 
nicht gewährleistet ist, die Beiträge zu einem privaten 
Krankenversicherungsunternehmen erbracht werden. 
Arbeitslose Teilnehmer an Leistungen zur medizinischen 
Rehabilitation können für die Dauer des Bezuges von 
Verletztengeld, Versorgungskrankengeld oder Übergangsgeld 
einen Zuschuss zu ihrem Beitrag für eine private Versicherung 
gegen Krankheit oder für die Pflegeversicherung erhalten. Der 
Zuschuss wird nach § 174 Absatz 2 des Dritten Buches 
berechnet. 

 

(2) 労働生活への参画のための給付への参加中の病気や介護
の際に、障害者保護がそれ以外の方法では確保できない場
合には、公的な医療保険又は介護保険の保険者に対する疾
病手当や介護保険の請求権のない任意医療保険のための保
険料、又は任意医療保険でも個別事例において保護が保証
されないならば、民間医療保険会社に対する保険料が、提
供されうる。医療リハビリテーション給付への失業中の参
加者は、休業補償手当、援護疾病手当又は移行手当の受給
中は、民間疾病保険又は介護保険の保険料のための補助金
を得ることができる。補助金は社会法典第３編の第 174 条
2 項により算定される。 

§ 45  Leistungen zum Lebensunterhalt 
(1) Im Zusammenhang mit Leistungen zur medizinischen 

Rehabilitation leisten  
1. die gesetzlichen Krankenkassen Krankengeld nach Maßgabe 

der §§ 44 und 46 bis 51 des Fünften Buches und des § 8 Abs. 2 
in Verbindung mit den §§ 12 und 13 des Zweiten Gesetzes über 
die Krankenversicherung der Landwirte, 

2. die Träger der Unfallversicherung Verletztengeld nach 
Maßgabe der §§ 45 bis 48, 52 und 55 des Siebten Buches, 

3. die Träger der Rentenversicherung Übergangsgeld nach 
Maßgabe dieses Buches und der §§ 20 und 21 des Sechsten 
Buches, 

4. die Träger der Kriegsopferversorgung 
Versorgungskrankengeld nach Maßgabe der §§ 16 bis 16h und 
18a des Bundesversorgungsgesetzes. 

第 45 条 生計維持のための給付 
(1) 医療リハビリテーションのための給付に関連して 

1. 公的疾病金庫は、社会法典第５編の第 44 条及び第 46 条
から第 51 条及び農業者疾病保険に関する法律第２号の第
８条２項及びそれに関連する第 12 条及び第 13 条の基準
による疾病手当を支給する。 

2. 労災保険の保険者は、社会法典第７編の第 45 条から第
48 条、第 52 条及び第 55 条の基準による休業補償手当を
支給する。 

3. 年金保険の保険者は、本編並びに社会法典第６編の第 20
条及び第 21 条の基準による移行手当を支給する。 

4. 戦争犠牲者扶助機関は、連邦援護法の第 16 条から第 16h
条及び第 18a 条による援護疾病手当を支給する。 

(2) Im Zusammenhang mit Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben leisten Übergangsgeld  

1. die Träger der Unfallversicherung nach Maßgabe dieses 
Buches und der §§ 49 bis 52 des Siebten Buches, 

2. die Träger der Rentenversicherung nach Maßgabe dieses 
Buches und der §§ 20 und 21 des Sechsten Buches, 

3. die Bundesagentur für Arbeit nach Maßgabe dieses Buches 
und der §§ 119 bis 121 des Dritten Buches, 

4. die Träger der Kriegsopferfürsorge nach Maßgabe dieses 
Buches und des § 26a des Bundesversorgungsgesetzes. 

(2) 労働生活への参画のための給付に関連して、以下の各号
の機関から移行手当が支給される。 

1. 本編及び社会法典第７編の第 49 条から第 52 条の基準に
よる労災保険の保険者 

2. 本編並びに社会法典第６編の第 20 条及び第 21 条の基準
による年金保険の保険者 

3. 本編及び社会法典第３編の第 119 条から 121 条の基準に
よる連邦雇用エージェンシー 

4. 本編及び連邦扶助法の第 26a 条の基準による戦争犠牲者
扶助機関 

(3) Behinderte oder von Behinderung bedrohte Menschen haben 
Anspruch auf Übergangsgeld wie bei Leistungen zur Teilhabe 
am Arbeitsleben für den Zeitraum, in dem die berufliche 
Eignung abgeklärt oder eine Arbeitserprobung durchgeführt 
wird (§ 33 Abs. 4 Satz 2) und sie wegen der Teilnahme kein oder 
ein geringeres Arbeitsentgelt oder Arbeitseinkommen erzielen. 

(3) 障害者及び障害のおそれのある者は、労働生活への参画
のための給付におけるのと同様に、職業適性を明らかにし、
又は作業実習が実施されている（第 33 条４項２文）期間で、
かつ参画により労働報酬をまったく得ない、又はわずかの
労働報酬もしくは労働収入を得ている期間について移行手
当に対する請求権を有する。 

(4) Der Anspruch auf Übergangsgeld ruht, solange die 
Leistungsempfängerin einen Anspruch auf Mutterschaftsgeld 
hat; § 52 Nr. 2 des Siebten Buches bleibt unberührt. 

(4) 移行手当に対する請求権は、給付受給者が、母性手当へ
の請求権を有している間は、停止する；前記にかかわらず
社会法典第７編第 52 条２号は、なお効力を有する。 

(5) Während der Ausführung von Leistungen zur erstmaligen 
beruflichen Ausbildung behinderter Menschen, 
berufsvorbereitenden Bildungsmaßnahmen und Leistungen zur 
individuellen betrieblichen Qualifizierung im Rahmen 
Unterstützter Beschäftigung sowie im Eingangsverfahren und 
im Berufsbildungsbereich von Werkstätten für behinderte 
Menschen leisten  

1. die Bundesagentur für Arbeit Ausbildungsgeld nach Maßgabe 
der §§ 122 bis 126 des Dritten Buches, 

2. die Träger der Kriegsopferfürsorge Unterhaltsbeihilfe unter 
den Voraussetzungen der §§ 26 und 26a des 
Bundesversorgungsgesetzes. 

(5) 障害者にとって初めての職業訓練及び職業準備教育措置
に関する給付及び援助付就労の枠での個別事業所内資格付
与給付並びに障害者作業所の入所手続及び職業教育領域に
おける給付を実施している間は 

1. 連邦雇用エージェンシーが、社会法典第３編の第に 122
条から第 126 条よる職業訓練手当を支給する。 

2. 戦争犠牲者扶助機関が、連邦援護法の第 26 条及び第 26a
条の要件を満たす生計費補助を支給する。 

(6) Die Träger der Kriegsopferfürsorge leisten in den Fällen des § 
27d Abs. 1 Nr. 3 des Bundesversorgungsgesetzes ergänzende 
Hilfe zum Lebensunterhalt nach § 27a des 
Bundesversorgungsgesetzes. 

(6) 戦争犠牲者扶助機関は、連邦援護法の第 27d 条１項３号
の場合においては連邦援護法の第 27a 条による生計維持の
ための補足的な扶助を給付する。 
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nicht ermittelt werden, kann eine Vergütungspauschale für 
diese werkstattspezifischen Kosten der wirtschaftlichen 
Betätigung der Werkstatt vereinbart werden. 

(4) Bei der Ermittlung des Arbeitsergebnisses der Werkstatt nach 
§ 12 Abs. 4 der Werkstättenverordnung werden die 
Auswirkungen der Vergütungen auf die Höhe des 
Arbeitsergebnisses dargestellt. Dabei wird getrennt 
ausgewiesen, ob sich durch die Vergütung Verluste oder 
Gewinne ergeben. Das Arbeitsergebnis der Werkstatt darf nicht 
zur Minderung der Vergütungen nach Absatz 3 verwendet 
werden. 

 

(4) 作業所命令の第12条４項による作業所の労働成果の算定
の際には、労働成果額に対する報酬の影響を示す。その際、
報酬により損失又は利益が生じるかどうかを、別途証明す
る。作業所の労働成果は、前項の報酬を減額するために使
用してはならない。 

§ 42  Zuständigkeit für Leistungen in Werkstätten für 
behinderte Menschen 

(1) Die Leistungen im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich erbringen  

1. die Bundesagentur für Arbeit, soweit nicht einer der in den 
Nummern 2 bis 4 genannten Träger zuständig ist, 

2. die Träger der Unfallversicherung im Rahmen ihrer 
Zuständigkeit für durch Arbeitsunfälle Verletzte und von 
Berufskrankheiten Betroffene, 

3. die Träger der Rentenversicherung unter den 
Voraussetzungen der §§ 11 bis 13 des Sechsten Buches, 

4. die Träger der Kriegsopferfürsorge unter den 
Voraussetzungen der §§ 26 und 26a des 
Bundesversorgungsgesetzes. 

第 42 条 障害者作業所における給付の管轄権 
(1) 以下の各号の機関が、入所手続における給付及び職業教
育領域における給付を提供する。 

1. 連邦雇用エージェンシー、ただし２号から４号に規定さ
れた運営者のうちのいずれも管轄しない場合に限る。 

2. 労働災害による負傷者及び職業病罹患者に対する管轄権
の範囲内で労災保険の保険者 

3. 社会法典第６編の第 11 条から第 13 条の要件を満たす年
金保険の保険者 

4. 連邦援護法の第 26 条及び第 26a 条の要件を満たす戦争
犠牲者扶助の機関 

(2) Die Leistungen im Arbeitsbereich erbringen  
1. die Träger der Unfallversicherung im Rahmen ihrer 

Zuständigkeit für durch Arbeitsunfälle Verletzte und von 
Berufskrankheiten Betroffene, 

2. die Träger der Kriegsopferfürsorge unter den 
Voraussetzungen des § 27d Abs. 1 Nr. 3 des 
Bundesversorgungsgesetzes, 

3. die Träger der öffentlichen Jugendhilfe unter den 
Voraussetzungen des § 35a des Achten Buches, 

4. im Übrigen die Träger der Sozialhilfe unter den 
Voraussetzungen des Zwölften Buches. 

 

(2) 以下の各号の機関が、作業領域における給付を提供する。
1. 労働災害による負傷者及び職業病罹患者に対する管轄権
の範囲内で労災保険の保険者 

2. 連邦援護法の第 27d 条１項３号の要件を満たす戦争犠牲
者扶助機関 

3. 社会法典第８編の第 35a 条の要件を満たす公的児童青少
年扶助機関 

4. 上記以外に社会法典第 12 編の要件を満たす社会扶助機
関 

§ 43  Arbeitsförderungsgeld 
Die Werkstätten für behinderte Menschen erhalten von dem 
zuständigen Rehabilitationsträger zur Auszahlung an die im 
Arbeitsbereich beschäftigten behinderten Menschen zusätzlich zu 
den Vergütungen nach § 41 Abs. 3 ein Arbeitsförderungsgeld. Das 
Arbeitsförderungsgeld beträgt monatlich 26 Euro für jeden im 
Arbeitsbereich beschäftigten behinderten Menschen, dessen 
Arbeitsentgelt zusammen mit dem Arbeitsförderungsgeld den 
Betrag von 325 Euro nicht übersteigt. Ist das Arbeitsentgelt höher 
als 299 Euro, beträgt das Arbeitsförderungsgeld monatlich den 
Unterschiedsbetrag zwischen dem Arbeitsentgelt und 325 Euro. 
Erhöhungen der Arbeitsentgelte auf Grund der Zuordnung der 
Kosten im Arbeitsbereich der Werkstatt gemäß § 41 Abs. 3 des 
Bundessozialhilfegesetzes in der ab 1. August 1996 geltenden 
Fassung oder gemäß § 41 Abs. 3 können auf die Zahlung des 
Arbeitsförderungsgeldes angerechnet werden. 
 

第 43 条 雇用促進手当
障害者作業所は、作業領域に従事する障害者に対する報酬支
払のために、管轄するリハビリテーション担当機関から、第
41 条３項の報酬に加えて雇用促進手当を受け取る。雇用促
進手当は、作業領域に就労し、その労働報酬が雇用促進手当
と合わせて 325 ユーロを超えない、雇用される障害者１人
につき月額 26 ユーロとする。労働報酬が 299 ユーロより多
い場合には、月額の雇用促進手当は、労働報酬と 325 ユー
ロの差額となる。1996 年８月１日以降の版の連邦社会扶助
法第 41 条３項、又は第 41 条３項の規定する、作業所の作
業領域における費用の割当てに基づく労働報酬の増額は、雇
用促進手当の支払いに算入することができる。 

Kapitel 6  Unterhaltssichernde und andere ergänzende Leistungen 
 
§ 44  Ergänzende Leistungen 

(1) Die Leistungen zur medizinischen Rehabilitation und zur 
Teilhabe am Arbeitsleben der in § 6 Abs. 1 Nr. 1 bis 5 genannten 
Rehabilitationsträger werden ergänzt durch  

1. Krankengeld, Versorgungskrankengeld, Verletztengeld, 
Übergangsgeld, Ausbildungsgeld oder Unterhaltsbeihilfe, 

2. Beiträge und Beitragszuschüsse  
a) zur Krankenversicherung nach Maßgabe des Fünften 

Buches, des Zweiten Gesetzes über die Krankenversicherung 
der Landwirte sowie des 
Künstlersozialversicherungsgesetzes, 

b) zur Unfallversicherung nach Maßgabe des Siebten Buches, 
c) zur Rentenversicherung nach Maßgabe des Sechsten Buches 

sowie des Künstlersozialversicherungsgesetzes, 
d) zur Bundesagentur für Arbeit nach Maßgabe des Dritten 

Buches, 
e) zur Pflegeversicherung nach Maßgabe des Elften Buches, 

3. ärztlich verordneten Rehabilitationssport in Gruppen unter 

第 6章 生計を保障する給付及びその他の補足的給付 
 
第 44 条 補足的給付 

(1) 医療リハビリテーションのため、及び労働生活への参画
のための、第６条１項１号から５号に挙げられたリハビリ
テーション担当機関の給付は、以下の各号の給付により補
填される。 

1.疾病手当、援護疾病手当、休業補償手当、移行手当、職業
訓練手当又は生計費補助(Unterhaltsbeihilfe) 

2. 以下の各号に対する分担金と分担補助金 
a) 社会法典第５編、農業者疾病保険に関する法律第２号及
び芸術家社会保険法の基準による医療保険 

b) 社会法典第７編の基準による労災保険 
c) 社会法典第６編及び芸術家社会保険法の基準による年
金保険 

d) 社会法典第３編の基準による連邦雇用エージェンシー 
e) 社会法典第 11 編の基準による介護保険 

3. 医師のケア及び監視下にあるグループにおける医師の指
示によるリハビリテーションスポーツ、障害のある、又は
障害のおそれのある女性と少女のための自意識強化に役
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ärztlicher Betreuung und Überwachung, einschließlich 
Übungen für behinderte oder von Behinderung bedrohte 
Frauen und Mädchen, die der Stärkung des 
Selbstbewusstseins dienen, 

4. ärztlich verordnetes Funktionstraining in Gruppen unter 
fachkundiger Anleitung und Überwachung, 

5. Reisekosten, 
6. Betriebs- oder Haushaltshilfe und Kinderbetreuungskosten. 

立つ訓練を含む。
4. 専門家の指導・監視下にあるグループにおける医師の指
示によるトレーニング 

5. 旅費 
6. 事業所補助及び家事援助及び児童養育費 

(2) Ist der Schutz behinderter Menschen bei Krankheit oder 
Pflege während der Teilnahme an Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben nicht anderweitig sichergestellt, können die 
Beiträge für eine freiwillige Krankenversicherung ohne 
Anspruch auf Krankengeld und zur Pflegeversicherung bei 
einem Träger der gesetzlichen Kranken- oder 
Pflegeversicherung oder, wenn dort im Einzelfall ein Schutz 
nicht gewährleistet ist, die Beiträge zu einem privaten 
Krankenversicherungsunternehmen erbracht werden. 
Arbeitslose Teilnehmer an Leistungen zur medizinischen 
Rehabilitation können für die Dauer des Bezuges von 
Verletztengeld, Versorgungskrankengeld oder Übergangsgeld 
einen Zuschuss zu ihrem Beitrag für eine private Versicherung 
gegen Krankheit oder für die Pflegeversicherung erhalten. Der 
Zuschuss wird nach § 174 Absatz 2 des Dritten Buches 
berechnet. 

 

(2) 労働生活への参画のための給付への参加中の病気や介護
の際に、障害者保護がそれ以外の方法では確保できない場
合には、公的な医療保険又は介護保険の保険者に対する疾
病手当や介護保険の請求権のない任意医療保険のための保
険料、又は任意医療保険でも個別事例において保護が保証
されないならば、民間医療保険会社に対する保険料が、提
供されうる。医療リハビリテーション給付への失業中の参
加者は、休業補償手当、援護疾病手当又は移行手当の受給
中は、民間疾病保険又は介護保険の保険料のための補助金
を得ることができる。補助金は社会法典第３編の第 174 条
2 項により算定される。 

§ 45  Leistungen zum Lebensunterhalt 
(1) Im Zusammenhang mit Leistungen zur medizinischen 

Rehabilitation leisten  
1. die gesetzlichen Krankenkassen Krankengeld nach Maßgabe 

der §§ 44 und 46 bis 51 des Fünften Buches und des § 8 Abs. 2 
in Verbindung mit den §§ 12 und 13 des Zweiten Gesetzes über 
die Krankenversicherung der Landwirte, 

2. die Träger der Unfallversicherung Verletztengeld nach 
Maßgabe der §§ 45 bis 48, 52 und 55 des Siebten Buches, 

3. die Träger der Rentenversicherung Übergangsgeld nach 
Maßgabe dieses Buches und der §§ 20 und 21 des Sechsten 
Buches, 

4. die Träger der Kriegsopferversorgung 
Versorgungskrankengeld nach Maßgabe der §§ 16 bis 16h und 
18a des Bundesversorgungsgesetzes. 

第 45 条 生計維持のための給付 
(1) 医療リハビリテーションのための給付に関連して 

1. 公的疾病金庫は、社会法典第５編の第 44 条及び第 46 条
から第 51 条及び農業者疾病保険に関する法律第２号の第
８条２項及びそれに関連する第 12 条及び第 13 条の基準
による疾病手当を支給する。 

2. 労災保険の保険者は、社会法典第７編の第 45 条から第
48 条、第 52 条及び第 55 条の基準による休業補償手当を
支給する。 

3. 年金保険の保険者は、本編並びに社会法典第６編の第 20
条及び第 21 条の基準による移行手当を支給する。 

4. 戦争犠牲者扶助機関は、連邦援護法の第 16 条から第 16h
条及び第 18a 条による援護疾病手当を支給する。 

(2) Im Zusammenhang mit Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben leisten Übergangsgeld  

1. die Träger der Unfallversicherung nach Maßgabe dieses 
Buches und der §§ 49 bis 52 des Siebten Buches, 

2. die Träger der Rentenversicherung nach Maßgabe dieses 
Buches und der §§ 20 und 21 des Sechsten Buches, 

3. die Bundesagentur für Arbeit nach Maßgabe dieses Buches 
und der §§ 119 bis 121 des Dritten Buches, 

4. die Träger der Kriegsopferfürsorge nach Maßgabe dieses 
Buches und des § 26a des Bundesversorgungsgesetzes. 

(2) 労働生活への参画のための給付に関連して、以下の各号
の機関から移行手当が支給される。 

1. 本編及び社会法典第７編の第 49 条から第 52 条の基準に
よる労災保険の保険者 

2. 本編並びに社会法典第６編の第 20 条及び第 21 条の基準
による年金保険の保険者 

3. 本編及び社会法典第３編の第 119 条から 121 条の基準に
よる連邦雇用エージェンシー 

4. 本編及び連邦扶助法の第 26a 条の基準による戦争犠牲者
扶助機関 

(3) Behinderte oder von Behinderung bedrohte Menschen haben 
Anspruch auf Übergangsgeld wie bei Leistungen zur Teilhabe 
am Arbeitsleben für den Zeitraum, in dem die berufliche 
Eignung abgeklärt oder eine Arbeitserprobung durchgeführt 
wird (§ 33 Abs. 4 Satz 2) und sie wegen der Teilnahme kein oder 
ein geringeres Arbeitsentgelt oder Arbeitseinkommen erzielen. 

(3) 障害者及び障害のおそれのある者は、労働生活への参画
のための給付におけるのと同様に、職業適性を明らかにし、
又は作業実習が実施されている（第 33 条４項２文）期間で、
かつ参画により労働報酬をまったく得ない、又はわずかの
労働報酬もしくは労働収入を得ている期間について移行手
当に対する請求権を有する。 

(4) Der Anspruch auf Übergangsgeld ruht, solange die 
Leistungsempfängerin einen Anspruch auf Mutterschaftsgeld 
hat; § 52 Nr. 2 des Siebten Buches bleibt unberührt. 

(4) 移行手当に対する請求権は、給付受給者が、母性手当へ
の請求権を有している間は、停止する；前記にかかわらず
社会法典第７編第 52 条２号は、なお効力を有する。 

(5) Während der Ausführung von Leistungen zur erstmaligen 
beruflichen Ausbildung behinderter Menschen, 
berufsvorbereitenden Bildungsmaßnahmen und Leistungen zur 
individuellen betrieblichen Qualifizierung im Rahmen 
Unterstützter Beschäftigung sowie im Eingangsverfahren und 
im Berufsbildungsbereich von Werkstätten für behinderte 
Menschen leisten  

1. die Bundesagentur für Arbeit Ausbildungsgeld nach Maßgabe 
der §§ 122 bis 126 des Dritten Buches, 

2. die Träger der Kriegsopferfürsorge Unterhaltsbeihilfe unter 
den Voraussetzungen der §§ 26 und 26a des 
Bundesversorgungsgesetzes. 

(5) 障害者にとって初めての職業訓練及び職業準備教育措置
に関する給付及び援助付就労の枠での個別事業所内資格付
与給付並びに障害者作業所の入所手続及び職業教育領域に
おける給付を実施している間は 

1. 連邦雇用エージェンシーが、社会法典第３編の第に 122
条から第 126 条よる職業訓練手当を支給する。 

2. 戦争犠牲者扶助機関が、連邦援護法の第 26 条及び第 26a
条の要件を満たす生計費補助を支給する。 

(6) Die Träger der Kriegsopferfürsorge leisten in den Fällen des § 
27d Abs. 1 Nr. 3 des Bundesversorgungsgesetzes ergänzende 
Hilfe zum Lebensunterhalt nach § 27a des 
Bundesversorgungsgesetzes. 

(6) 戦争犠牲者扶助機関は、連邦援護法の第 27d 条１項３号
の場合においては連邦援護法の第 27a 条による生計維持の
ための補足的な扶助を給付する。 

− 54 − − 55 −
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Arbeitsentgelts, das in den letzten zwölf Kalendermonaten vor 
Beginn der Leistung nach § 23a des Vierten Buches der 
Beitragsberechnung zugrunde gelegen hat, dem nach den 
Sätzen 1 bis 5 berechneten Arbeitsentgelt hinzugerechnet. 

(2) Bei Teilarbeitslosigkeit ist für die Berechnung das 
Arbeitsentgelt maßgebend, das in der infolge der 
Teilarbeitslosigkeit nicht mehr ausgeübten Beschäftigung 
erzielt wurde. 

(2) 部分失業の場合には、部分失業の結果、それ以上営むこ
とのできなかった就業で得られた労働報酬が算定の基準と
なる。 

(3) Für Leistungsempfänger, die Kurzarbeitergeld bezogen haben, 
wird das regelmäßige Arbeitsentgelt zugrunde gelegt, das 
zuletzt vor dem Arbeitsausfall erzielt wurde. 

(3) 操短労働者手当を受給した給付受給者については、作業
休止の前に最後に得た標準労働報酬が基礎となる。 

(4) Das Regelentgelt wird bis zur Höhe der für den 
Rehabilitationsträger jeweils geltenden Leistungs- oder 
Beitragsbemessungsgrenze berücksichtigt, in der 
Rentenversicherung bis zur Höhe des der Beitragsbemessung 
zugrunde liegenden Entgelts. 

(4) 標準報酬は、リハビリテーション担当機関についてその
時々に適用される給付算定限度又は保険料算定限度の額を
上限として、年金保険においては保険料算定の基礎となる
報酬の額を上限として考慮される。 

(5) Für Leistungsempfänger, die im Inland nicht 
einkommensteuerpflichtig sind, werden für die Feststellung des 
entgangenen Nettoarbeitsentgelts die Steuern berücksichtigt, 
die bei einer Steuerpflicht im Inland durch Abzug vom 
Arbeitsentgelt erhoben würden. 

 

(5) 国内で所得税を支払う義務のない給付受給者は、逸した
純労働報酬の確定のために、国内に納税義務があったなら
労働報酬から差引くことによって徴収されたであろう税金
を考慮する。 

§ 48  Berechnungsgrundlage in Sonderfällen 
Die Berechnungsgrundlage für das Übergangsgeld während 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben wird aus 65 vom 
Hundert des auf ein Jahr bezogenen tariflichen oder, wenn es an 
einer tariflichen Regelung fehlt, des ortsüblichen Arbeitsentgelts 
ermittelt, das für den Wohnsitz oder gewöhnlichen Aufenthaltsort 
der Leistungsempfänger gilt, wenn  

1. die Berechnung nach den §§ 46 und 47 zu einem geringeren 
Betrag führt, 

2. Arbeitsentgelt oder Arbeitseinkommen nicht erzielt worden 
ist oder 

3. der letzte Tag des Bemessungszeitraums bei Beginn der 
Leistungen länger als drei Jahre zurückliegt. 

Maßgebend ist das Arbeitsentgelt in dem letzten Kalendermonat 
vor dem Beginn der Leistungen bis zur jeweiligen 
Beitragsbemessungsgrenze für diejenige Beschäftigung, für die 
Leistungsempfänger ohne die Behinderung nach ihren 
beruflichen Fähigkeiten, ihrer bisherigen beruflichen Tätigkeit 
und nach ihrem Lebensalter in Betracht kämen. Für den 
Kalendertag wird der 360. Teil dieses Betrages angesetzt. 
 

第 48 条 特別事例における算定基礎 
労働生活への参画のための給付期間中の移行手当の算定基礎
は、以下各号の場合には、１年間の賃金表による労働報酬又
は賃金表規則がなければ、給付受給者の住所又は常居所で通
用するその地方で一般的な労働報酬の 100 分の 65 から求め
る。 

1. 第 46 条と第 47 条の算定により、もっと少ない金額が導
き出される。 

2. 労働報酬又は労働収入が得られなかった、又は、 
3. 給付開始の際に算定期間の最終日が３年以上前になる。

基準となるのは、給付開始前の直近の暦月における労働報酬
であるが、給付受給者が、障害がなければ自身の職業能力、
それまでの職業活動及び年齢から判断して考えられうる仕事
に対するそれぞれの保険料算定限度額を上限とする。暦日に
ついては、この金額の 360 分の１を定める。 

§ 49  Kontinuität der Bemessungsgrundlage 
Haben Leistungsempfänger Krankengeld, Verletztengeld, 
Versorgungskrankengeld oder Übergangsgeld bezogen und wird 
im Anschluss daran eine Leistung zur medizinischen 
Rehabilitation oder zur Teilhabe am Arbeitsleben ausgeführt, so 
wird bei der Berechnung der diese Leistungen ergänzenden 
Leistung zum Lebensunterhalt von dem bisher zugrunde gelegten 
Arbeitsentgelt ausgegangen; es gilt die für den 
Rehabilitationsträger jeweils geltende 
Beitragsbemessungsgrenze. 
 

第 49 条 算定基礎の連続性
給付受給者が、疾病給付金、傷害給付金、援護傷病手当又は
移行手当を受給し、それに続いて医療リハビリテーション又
は労働生活への参画のための給付が実施される場合には、こ
の給付を補填する生計維持のための給付算定の際にそれまで
基礎としてきた労働報酬を前提とする；これはリハビリテー
ション担当機関についてその時々に適用される保険料算定限
度額にかかわってくる。 

§ 50  Anpassung der Entgeltersatzleistungen 
(1) Die dem Krankengeld, Versorgungskrankengeld, 

Verletztengeld und Übergangsgeld zugrunde liegende 
Berechnungsgrundlage wird jeweils nach Ablauf eines Jahres 
seit dem Ende des Bemessungszeitraums entsprechend der 
Veränderung der Bruttolöhne und -gehälter je Arbeitnehmer (§ 
68 Abs. 2 Satz 1 des Sechsten Buches) vom vorvergangenen zum 
vergangenen Kalenderjahr an die Entwicklung der 
Bruttoarbeitsentgelte angepasst. 

第 50 条 報酬補填給付の調整 
(1) 疾病給付金、援護傷病手当、傷害給付金及び移行手当の
基礎となる算定基礎は、それぞれ算定期間の終了後１年が
経過してから、前々暦年から前暦年にかけての労働者の 総
賃金額及び給与額（社会法典第６編第 68 条２項１文）の変
化に応じて、総労働報酬の推移に適合させる。 

(2) Der Anpassungsfaktor errechnet sich, indem die Bruttolöhne 
und -gehälter je Arbeitnehmer für das vergangene Kalenderjahr 
durch die entsprechenden Bruttolöhne und -gehälter für das 
vorvergangene Kalenderjahr geteilt werden; § 68 Abs. 7 und § 
121 Abs. 1 des Sechsten Buches gelten entsprechend. 

(2) 調整係数は、労働者の前暦年の総賃金額及び給与額を、
前々暦年の該当する総賃金額及び給与額で割ることによっ
て求められる；社会法典第６編の第 68 条７項及び第 121
条１項を準用する。 

(3) Eine Anpassung nach Absatz 1 erfolgt, wenn der nach Absatz 2 
berechnete Anpassungsfaktor den Wert 1,0000 überschreitet. 

(3) 2 項により算定された調整係数が 1.0000 を超えた場合、1
項により調整が行われる。 

(4) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales gibt jeweils 
zum 30. Juni eines Kalenderjahres den Anpassungsfaktor, der 
für die folgenden zwölf Monate maßgebend ist, im 
Bundesanzeiger bekannt. 

 

(4) 連邦労働社会省は、各暦年の６月 30 日に次の 12 ヵ月間
に基準となる調整係数を連邦官報に公表する。 
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(7) (weggefallen) (7) （廃止）
(8) Das Krankengeld, das Versorgungskrankengeld, das 

Verletztengeld und das Übergangsgeld werden für 
Kalendertage gezahlt; wird die Leistung für einen ganzen 
Kalendermonat gezahlt, so wird dieser mit 30 Tagen angesetzt.

 

(8) 疾病給付金、援護傷病手当、傷害給付金及び移行手当は、
暦日について支払われる；給付が、１暦月を通して支払わ
れる場合には、その月は 30 日として査定される。 

§ 46  Höhe und Berechnung des Übergangsgelds 
(1) Der Berechnung des Übergangsgelds werden 80 vom Hundert 

des erzielten regelmäßigen Arbeitsentgelts und 
Arbeitseinkommens, soweit es der Beitragsberechnung 
unterliegt (Regelentgelt) zugrunde gelegt, höchstens jedoch das 
in entsprechender Anwendung des § 47 berechnete 
Nettoarbeitsentgelt; hierbei gilt die für den 
Rehabilitationsträger jeweils geltende 
Beitragsbemessungsgrenze. Bei der Berechnung des 
Regelentgelts und des Nettoarbeitsentgelts werden die für die 
jeweilige Beitragsbemessung und Beitragstragung geltenden 
Besonderheiten der Gleitzone nach § 20 Abs. 2 des Vierten 
Buches nicht berücksichtigt. Das Übergangsgeld beträgt  

1. für Leistungsempfänger, die mindestens ein Kind im Sinne 
des § 32 Abs. 1, 3 bis 5 des Einkommensteuergesetzes haben, 
oder deren Ehegatten oder Lebenspartner, mit denen sie in 
häuslicher Gemeinschaft leben, eine Erwerbstätigkeit nicht 
ausüben können, weil sie die Leistungsempfänger pflegen oder 
selbst der Pflege bedürfen und keinen Anspruch auf 
Leistungen aus der Pflegeversicherung haben, 75 vom 
Hundert; Gleiches gilt für Leistungsempfänger, die ein 
Stiefkind (§ 56 Absatz 2 Nummer 1 des Ersten Buches) in 
ihren Haushalt aufgenommen haben, 

2. für die übrigen Leistungsempfänger 68 vom Hundert des nach 
Satz 1 oder § 48 maßgebenden Betrages. Bei Übergangsgeld 
der Träger der Kriegsopferfürsorge wird unter den 
Voraussetzungen von Satz 2 Nr. 1 ein Vomhundertsatz von 80, 
im Übrigen ein Vomhundertsatz von 70 zugrunde gelegt. 

第 46 条 移行手当の額と算定 
(1) 移行手当の算定には、保険料算定を義務づけられている
限りにおいて（標準報酬）、得られた定期的な労働報酬と労
働収入の 100 分の 80 を基礎とするが、最高でも第 47 条を
しかるべく適用して算定した純労働報酬とする；この時、
リハビリテーション担当機関に対してその時々に通用する
保険料算定限度額が適用される。標準報酬及び純労働報酬
の算定の際には、社会法典第４編の第 20 条２項によるその
時々の保険料算定及び保険料負担に適用されるスライドゾ
ーンの特殊性が考慮される。移行手当の額は 

1. 所得税法の第 32 条１項、３項から５項の趣旨による子を
１人以上持っている、又は同じ家庭的共同生活を営むその
配偶者又は生活パートナーが、給付受給者を介護し、又は
自ら介護を必要とし、かつ介護保険の給付請求権を持って
いないために職業を営むことができない給付受給者につ
いては、100 分の 75 であり、継子（第 1 法典 56 条 2 項 1
号）を世帯に含める受給者にも同じことが当てはまる。 

2. 上記以外の給付受給者については、第１文又は第 48 条に
よる標準額の 100 分の 68 である。戦争犠牲者扶助の運営
者の移行手当については第２文１号の要件のもとで 100
分の 80 であり、それ以外の場合には 100 分の 70 が基礎
となる。 

(2) Für die Berechnung des Nettoarbeitsentgelts nach Absatz 1 
Satz 1 wird der sich aus dem kalendertäglichen 
Hinzurechnungsbetrag nach § 47 Abs. 1 Satz 6 ergebende Anteil 
am Nettoarbeitsentgelt mit dem Vomhundertsatz angesetzt, der 
sich aus dem Verhältnis des kalendertäglichen 
Regelentgeltbetrages nach § 47 Abs. 1 Satz 1 bis 5 zu dem 
sich aus diesem Regelentgeltbetrag ergebenden 
Nettoarbeitsentgelt ergibt. Das kalendertägliche 
Übergangsgeld darf das sich aus dem Arbeitsentgelt nach § 47 
Abs. 1 Satz 1 bis 5 ergebende kalendertägliche 
Nettoarbeitsentgelt nicht übersteigen. 

 

(2) 前項１文の純労働報酬を算定するには、第 47 条１項６文
の暦日による加算額から生じる純労働報酬に占める割合
を、百分率で定めるが、これは第 47 条１項１文から５文の
暦日による標準報酬額の、この標準報酬額から生じる純労
働報酬に対する比率である。暦日による移行手当は、第 47
条１項１文から５文の労働報酬から生じる暦日による純労
働報酬を超えてはならない。 

§ 47  Berechnung des Regelentgelts 
(1) Für die Berechnung des Regelentgelts wird das von den 

Leistungsempfängern im letzten vor Beginn der Leistung oder 
einer vorangegangenen Arbeitsunfähigkeit abgerechneten 
Entgeltabrechnungszeitraum, mindestens das während der 
letzten abgerechneten vier Wochen (Bemessungszeitraum) 
erzielte und um einmalig gezahltes Arbeitsentgelt verminderte 
Arbeitsentgelt durch die Zahl der Stunden geteilt, für die es 
gezahlt wurde. Das Ergebnis wird mit der Zahl der sich aus 
dem Inhalt des Arbeitsverhältnisses ergebenden regelmäßigen 
wöchentlichen Arbeitsstunden vervielfacht und durch sieben 
geteilt. Ist das Arbeitsentgelt nach Monaten bemessen oder ist 
eine Berechnung des Regelentgelts nach den Sätzen 1 und 2 
nicht möglich, gilt der 30. Teil des in dem letzten vor Beginn der 
Leistung abgerechneten Kalendermonat erzielten und um 
einmalig gezahltes Arbeitsentgelt verminderten Arbeitsentgelts 
als Regelentgelt. Wird mit einer Arbeitsleistung Arbeitsentgelt 
erzielt, das für Zeiten einer Freistellung vor oder nach dieser 
Arbeitsleistung fällig wird (Wertguthaben nach § 7b des Vierten 
Buches), ist für die Berechnung des Regelentgelts das im 
Bemessungszeitraum der Beitragsberechnung zugrunde 
liegende und um einmalig gezahltes Arbeitsentgelt verminderte 
Arbeitsentgelt maßgebend; Wertguthaben, die nicht gemäß 
einer Vereinbarung über flexible Arbeitszeitregelungen 
verwendet werden (§ 23b Abs. 2 des Vierten Buches), bleiben 
außer Betracht. Bei der Anwendung des Satzes 1 gilt als 
regelmäßige wöchentliche Arbeitszeit die Arbeitszeit, die dem 
gezahlten Arbeitsentgelt entspricht. Für die Berechnung des 
Regelentgelts wird der 360. Teil des einmalig gezahlten 

第 47 条 標準報酬の算定
(1) 標準報酬を算定するには、給付受給者が、給付の開始前
又は先行する就業不能の前に最後に請求した報酬請求期間
に得た、少なくとも最後に請求した４週間（算定期間）に
得た、一回限り支払われた労働報酬分を減額した労働報酬
を、労働報酬が支払われた時間数で割る。その結果を、労
働関係の内容から定まる標準の週労働時間数で乗じ、７で
割る。労働報酬が月単位で算定されている、又は第１文と
第２文の標準報酬の算定が不可能ならば、給付の開始前に
最後に請求した暦月に得た、一回限り支払われた労働報酬
分を減額した労働報酬の 30 分の１を標準報酬とする。労働
報酬が労働給付によって得られ、この労働給付の前又は後
の免除期間に支払期日となる場合（社会法典第４編の第７
条１a 項による価値の預金）に、標準報酬を算定するには、
算定期間の間に保険料算定の基礎となる、一回限り支払わ
れる労働報酬分だけ減額した労働報酬を基準とする；フレ
ックス労働時間規則に関する取決め通りに使用されない価
値の預金（社会法典第４編の第 7ｂ条）は、考慮されない。
第１文を適用する際には、支払われた労働報酬に相当する
労働時間が、標準週労働時間である。標準報酬を算定する
には、社会法典第４編の第 23a 条による給付の前の直近の
12 暦月間に保険料算定の基礎とした一回限り労働報酬の
360 分の１を、第１文から第５文に従い算定された労働報
酬に加算する。 
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Arbeitsentgelts, das in den letzten zwölf Kalendermonaten vor 
Beginn der Leistung nach § 23a des Vierten Buches der 
Beitragsberechnung zugrunde gelegen hat, dem nach den 
Sätzen 1 bis 5 berechneten Arbeitsentgelt hinzugerechnet. 

(2) Bei Teilarbeitslosigkeit ist für die Berechnung das 
Arbeitsentgelt maßgebend, das in der infolge der 
Teilarbeitslosigkeit nicht mehr ausgeübten Beschäftigung 
erzielt wurde. 

(2) 部分失業の場合には、部分失業の結果、それ以上営むこ
とのできなかった就業で得られた労働報酬が算定の基準と
なる。 

(3) Für Leistungsempfänger, die Kurzarbeitergeld bezogen haben, 
wird das regelmäßige Arbeitsentgelt zugrunde gelegt, das 
zuletzt vor dem Arbeitsausfall erzielt wurde. 

(3) 操短労働者手当を受給した給付受給者については、作業
休止の前に最後に得た標準労働報酬が基礎となる。 

(4) Das Regelentgelt wird bis zur Höhe der für den 
Rehabilitationsträger jeweils geltenden Leistungs- oder 
Beitragsbemessungsgrenze berücksichtigt, in der 
Rentenversicherung bis zur Höhe des der Beitragsbemessung 
zugrunde liegenden Entgelts. 

(4) 標準報酬は、リハビリテーション担当機関についてその
時々に適用される給付算定限度又は保険料算定限度の額を
上限として、年金保険においては保険料算定の基礎となる
報酬の額を上限として考慮される。 

(5) Für Leistungsempfänger, die im Inland nicht 
einkommensteuerpflichtig sind, werden für die Feststellung des 
entgangenen Nettoarbeitsentgelts die Steuern berücksichtigt, 
die bei einer Steuerpflicht im Inland durch Abzug vom 
Arbeitsentgelt erhoben würden. 

 

(5) 国内で所得税を支払う義務のない給付受給者は、逸した
純労働報酬の確定のために、国内に納税義務があったなら
労働報酬から差引くことによって徴収されたであろう税金
を考慮する。 

§ 48  Berechnungsgrundlage in Sonderfällen 
Die Berechnungsgrundlage für das Übergangsgeld während 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben wird aus 65 vom 
Hundert des auf ein Jahr bezogenen tariflichen oder, wenn es an 
einer tariflichen Regelung fehlt, des ortsüblichen Arbeitsentgelts 
ermittelt, das für den Wohnsitz oder gewöhnlichen Aufenthaltsort 
der Leistungsempfänger gilt, wenn  

1. die Berechnung nach den §§ 46 und 47 zu einem geringeren 
Betrag führt, 

2. Arbeitsentgelt oder Arbeitseinkommen nicht erzielt worden 
ist oder 

3. der letzte Tag des Bemessungszeitraums bei Beginn der 
Leistungen länger als drei Jahre zurückliegt. 

Maßgebend ist das Arbeitsentgelt in dem letzten Kalendermonat 
vor dem Beginn der Leistungen bis zur jeweiligen 
Beitragsbemessungsgrenze für diejenige Beschäftigung, für die 
Leistungsempfänger ohne die Behinderung nach ihren 
beruflichen Fähigkeiten, ihrer bisherigen beruflichen Tätigkeit 
und nach ihrem Lebensalter in Betracht kämen. Für den 
Kalendertag wird der 360. Teil dieses Betrages angesetzt. 
 

第 48 条 特別事例における算定基礎 
労働生活への参画のための給付期間中の移行手当の算定基礎
は、以下各号の場合には、１年間の賃金表による労働報酬又
は賃金表規則がなければ、給付受給者の住所又は常居所で通
用するその地方で一般的な労働報酬の 100 分の 65 から求め
る。 

1. 第 46 条と第 47 条の算定により、もっと少ない金額が導
き出される。 

2. 労働報酬又は労働収入が得られなかった、又は、 
3. 給付開始の際に算定期間の最終日が３年以上前になる。

基準となるのは、給付開始前の直近の暦月における労働報酬
であるが、給付受給者が、障害がなければ自身の職業能力、
それまでの職業活動及び年齢から判断して考えられうる仕事
に対するそれぞれの保険料算定限度額を上限とする。暦日に
ついては、この金額の 360 分の１を定める。 

§ 49  Kontinuität der Bemessungsgrundlage 
Haben Leistungsempfänger Krankengeld, Verletztengeld, 
Versorgungskrankengeld oder Übergangsgeld bezogen und wird 
im Anschluss daran eine Leistung zur medizinischen 
Rehabilitation oder zur Teilhabe am Arbeitsleben ausgeführt, so 
wird bei der Berechnung der diese Leistungen ergänzenden 
Leistung zum Lebensunterhalt von dem bisher zugrunde gelegten 
Arbeitsentgelt ausgegangen; es gilt die für den 
Rehabilitationsträger jeweils geltende 
Beitragsbemessungsgrenze. 
 

第 49 条 算定基礎の連続性
給付受給者が、疾病給付金、傷害給付金、援護傷病手当又は
移行手当を受給し、それに続いて医療リハビリテーション又
は労働生活への参画のための給付が実施される場合には、こ
の給付を補填する生計維持のための給付算定の際にそれまで
基礎としてきた労働報酬を前提とする；これはリハビリテー
ション担当機関についてその時々に適用される保険料算定限
度額にかかわってくる。 

§ 50  Anpassung der Entgeltersatzleistungen 
(1) Die dem Krankengeld, Versorgungskrankengeld, 

Verletztengeld und Übergangsgeld zugrunde liegende 
Berechnungsgrundlage wird jeweils nach Ablauf eines Jahres 
seit dem Ende des Bemessungszeitraums entsprechend der 
Veränderung der Bruttolöhne und -gehälter je Arbeitnehmer (§ 
68 Abs. 2 Satz 1 des Sechsten Buches) vom vorvergangenen zum 
vergangenen Kalenderjahr an die Entwicklung der 
Bruttoarbeitsentgelte angepasst. 

第 50 条 報酬補填給付の調整 
(1) 疾病給付金、援護傷病手当、傷害給付金及び移行手当の
基礎となる算定基礎は、それぞれ算定期間の終了後１年が
経過してから、前々暦年から前暦年にかけての労働者の 総
賃金額及び給与額（社会法典第６編第 68 条２項１文）の変
化に応じて、総労働報酬の推移に適合させる。 

(2) Der Anpassungsfaktor errechnet sich, indem die Bruttolöhne 
und -gehälter je Arbeitnehmer für das vergangene Kalenderjahr 
durch die entsprechenden Bruttolöhne und -gehälter für das 
vorvergangene Kalenderjahr geteilt werden; § 68 Abs. 7 und § 
121 Abs. 1 des Sechsten Buches gelten entsprechend. 

(2) 調整係数は、労働者の前暦年の総賃金額及び給与額を、
前々暦年の該当する総賃金額及び給与額で割ることによっ
て求められる；社会法典第６編の第 68 条７項及び第 121
条１項を準用する。 

(3) Eine Anpassung nach Absatz 1 erfolgt, wenn der nach Absatz 2 
berechnete Anpassungsfaktor den Wert 1,0000 überschreitet. 

(3) 2 項により算定された調整係数が 1.0000 を超えた場合、1
項により調整が行われる。 

(4) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales gibt jeweils 
zum 30. Juni eines Kalenderjahres den Anpassungsfaktor, der 
für die folgenden zwölf Monate maßgebend ist, im 
Bundesanzeiger bekannt. 

 

(4) 連邦労働社会省は、各暦年の６月 30 日に次の 12 ヵ月間
に基準となる調整係数を連邦官報に公表する。 
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7. Verletztengeld nach den Vorschriften des Siebten Buches, 
8. den Nummern 1 bis 7 vergleichbare Leistungen, die von einer 

Stelle außerhalb des Geltungsbereichs dieses Gesetzbuchs 
erbracht werden. 

(2) Bei der Anrechnung von Verletztenrenten mit Kinderzulage 
und von Renten wegen verminderter Erwerbsfähigkeit mit 
Kinderzuschuss auf das Übergangsgeld bleibt ein Betrag in 
Höhe des Kindergeldes nach § 66 des 
Einkommensteuergesetzes oder § 6 des 
Bundeskindergeldgesetzes außer Ansatz. 

(2) 児童加給のある労災年金及び児童補助加給のある稼得能
力の減少による年金を移行手当に算入する際に、所得税法
の第 66 条又は連邦児童手当法第６条による児童手当に相
当する金額は計算に含まれない。 

(3) Wird ein Anspruch auf Leistungen, um die das Übergangsgeld 
nach Absatz 1 Nr. 3 zu kürzen wäre, nicht erfüllt, geht der 
Anspruch insoweit mit Zahlung des Übergangsgelds auf den 
Rehabilitationsträger über; die §§ 104 und 115 des Zehnten 
Buches bleiben unberührt. 

 

(3) 第１項３号の移行手当をその給付分だけ減額すべき給付
に対する請求が履行されない場合には、請求は移行手当の
支払いについてだけリハビリテーション担当機関に移る；
前記にかかわらず社会法典第 10 編の第 104 条と第 115 条
は、なお効力を有する。 

§ 53  Reisekosten 
(1) Als Reisekosten werden die im Zusammenhang mit der 

Ausführung einer Leistung zur medizinischen Rehabilitation 
oder zur Teilhabe am Arbeitsleben erforderlichen Fahr-, 
Verpflegungs- und Übernachtungskosten übernommen; hierzu 
gehören auch die Kosten für besondere Beförderungsmittel, 
deren Inanspruchnahme wegen Art oder Schwere der 
Behinderung erforderlich ist, für eine wegen der Behinderung 
erforderliche Begleitperson einschließlich des für die Zeit der 
Begleitung entstehenden Verdienstausfalls, für Kinder, deren 
Mitnahme an den Rehabilitationsort erforderlich ist, weil ihre 
anderweitige Betreuung nicht sichergestellt ist, sowie für den 
erforderlichen Gepäcktransport. 

第 53 条 旅費
(1) 旅費として、医療リハビリテーションのための給付又は
労働生活への参画のための給付の実施に関連して必要であ
る交通費、食費、宿泊費が負担される；これに含まれるの
は、障害の種類又は程度から判断してその利用が必要であ
る特別な輸送手段のための費用、付き添い期間について発
生する収入欠損を含めた障害のために必要な付添人１名の
費用、それ以外の方法では子のケアが確保されない限りに
おいてリハビリテーション実施地への帯同が必要な子のた
めの費用及び必要な荷物の輸送のための費用 

(2) Während der Ausführung von Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben werden Reisekosten auch für im Regelfall zwei 
Familienheimfahrten je Monat übernommen. Anstelle der 
Kosten für die Familienheimfahrten können für Fahrten von 
Angehörigen vom Wohnort zum Aufenthaltsort der 
Leistungsempfänger und zurück Reisekosten übernommen 
werden. 

(2) 労働生活への参画のための給付の実施中に通常の場合に
月に２回、家族のもとへの帰宅に必要な旅費が負担される。
家族のもとへの帰宅費用のかわりに、家族が居所と給付受
給者の滞在地を往復するための旅費を負担することもでき
る。 

(3) Reisekosten nach Absatz 2 werden auch im Zusammenhang 
mit Leistungen zur medizinischen Rehabilitation übernommen, 
wenn die Leistungen länger als acht Wochen erbracht werden. 

(3) 給付が８週間以上提供される場合には、前項の旅費は医
療リハビリテーションのための給付とも関連して負担され
る。 

(4) Fahrkosten werden in Höhe des Betrages zugrunde gelegt, der 
bei Benutzung eines regelmäßig verkehrenden öffentlichen 
Verkehrsmittels der niedrigsten Klasse des zweckmäßigsten 
öffentlichen Verkehrsmittels zu zahlen ist, bei Benutzung 
sonstiger Verkehrsmittel in Höhe der 
Wegstreckenentschädigung nach § 5 Absatz 1 des 
Bundesreisekostengesetzes. Bei nicht geringfügigen 
Fahrpreiserhöhungen hat auf Antrag eine Anpassung zu 
erfolgen, wenn die Maßnahme noch mindestens zwei weitere 
Monate andauert. Kosten für Pendelfahrten können nur bis zur 
Höhe des Betrages übernommen werden, der bei unter 
Berücksichtigung von Art und Schwere der Behinderung 
zumutbarer auswärtiger Unterbringung für Unterbringung und 
Verpflegung zu leisten wäre. 

 

(4) 交通費は、最も適切な公共交通手段のうち最も低いクラ
スを利用した際に支払われる総額を基礎とし、その他の交
通手段を利用した際には、連邦旅費法により補償される額
を基礎とする。小額といえない運賃値上げの際、値上げが
少なくとも 2 ヶ月以上継続する場合には、申請により調整
が行われる。通勤の費用は、障害の種類又は程度を考慮し
た上で妥当と思われるよその土地での宿泊の際に宿泊と食
事について支払われる額を上限として負担されうる。 

§ 54  Haushalts- oder Betriebshilfe und Kinderbetreuungskosten
(1) Haushaltshilfe wird geleistet, wenn  

1. den Leistungsempfängern wegen der Ausführung einer 
Leistung zur medizinischen Rehabilitation oder einer 
Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben die Weiterführung des 
Haushalts nicht möglich ist, 

2. eine andere im Haushalt lebende Person den Haushalt nicht 
weiterführen kann und 

3. im Haushalt ein Kind lebt, das bei Beginn der Haushaltshilfe 
das zwölfte Lebensjahr noch nicht vollendet hat oder das 
behindert und auf Hilfe angewiesen ist. 
§ 38 Abs. 4 des Fünften Buches ist sinngemäß anzuwenden.

第 54 条 家事援助又は経営補助及び児童養育費
(1) 家事援助は、以下の場合に行われる。 

1. 給付受給者に対する医療リハビリテーションのための給
付又は労働生活への参画のための給付の実施を理由とし
て家事の継続が不可能である。 

2. 同一世帯で暮らすもう１名が家事を継続できない。 
3. 同一世帯に家事援助開始時に満１２歳に達していない、
又は障害を持ち扶助を必要とする子が暮らしている。 

社会法典第５編の第 38 条４項が、その趣旨に即して適用さ
れる。 

(2) Anstelle der Haushaltshilfe werden auf Antrag die Kosten für 
die Mitnahme oder anderweitige Unterbringung des Kindes bis 
zur Höhe der Kosten der sonst zu erbringenden Haushaltshilfe 
übernommen, wenn die Unterbringung und Betreuung des 
Kindes in dieser Weise sichergestellt ist. 

(2) 子の宿泊及び世話がその方法で確保されるならば、家事
援助の代わりに、申請に基づき子の帯同又は別の場所に宿
泊するための費用が、通常給付される家事援助の費用を上
限として負担される。 

(3) Kosten für die Betreuung der Kinder des Leistungsempfängers 
können bis zu einem Betrag von 130 Euro je Kind und Monat 
übernommen werden, wenn sie durch die Ausführung einer 
Leistung zur medizinischen Rehabilitation oder zur Teilhabe 

(3) 給付受給者の子をケアするための費用は、その費用が医
療リハビリテーションのための給付及び労働生活における
参画のための給付の実施によりやむをえず生じる場合に
は、子１人につき月あたり 130 ユーロを上限として負担さ
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§ 51  Weiterzahlung der Leistungen 

(1) Sind nach Abschluss von Leistungen zur medizinischen 
Rehabilitation oder von Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben weitere Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben 
erforderlich, während derer dem Grunde nach Anspruch auf 
Übergangsgeld besteht, und können diese aus Gründen, die die 
Leistungsempfänger nicht zu vertreten haben, nicht 
unmittelbar anschließend durchgeführt werden, werden das 
Verletztengeld, das Versorgungskrankengeld oder das 
Übergangsgeld für diese Zeit weitergezahlt, wenn  

1. die Leistungsempfänger arbeitsunfähig sind und keinen 
Anspruch auf Krankengeld mehr haben oder 

2. ihnen eine zumutbare Beschäftigung aus Gründen, die sie 
nicht zu vertreten haben, nicht vermittelt werden kann. 

第 51 条 給付の継続支給
(1) 医療リハビリテーションのための給付又は労働生活への
参画のための給付の終了後、労働生活への参画のための継
続給付が必要であり、その間、移行手当に対する請求権が
基本的に存在し、当該給付が給付受給者が責任を負う必要
のない理由で終了後すぐには実施できない場合には、以下
の条件でこの期間について傷害給付金、援護傷病手当又は
移行手当が引き続き支払われる。 

1. 給付受給者が労働不能であり、疾病給付金に対する請求
権をもはや有していない、又は、 

2. 給付受給者にとって妥当と思われる仕事が、当該受給者
が責任を負う必要のない理由で仲介されえない。 

(2) Leistungsempfänger haben die Verzögerung insbesondere zu 
vertreten, wenn sie zumutbare Angebote von Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben in größerer Entfernung zu ihren 
Wohnorten ablehnen. Für die Beurteilung der Zumutbarkeit ist 
§ 140 Absatz 4 des Dritten Buches entsprechend anzuwenden. 

(2) 給付受給者は、遅滞に対して責任を負うが、とりわけ、
その居所から比較的遠いところにあるが当該受給者にとっ
ては妥当と思われる労働生活への参画のための給付の申し
出を断る場合には、責任を負わなければならない。妥当性
の判断については社会法典第３編の第 140 条４項を準用す
るものとする。 

(3) Können Leistungsempfänger Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben allein aus gesundheitlichen Gründen nicht mehr, 
aber voraussichtlich wieder in Anspruch nehmen, werden 
Übergangsgeld und Unterhaltsbeihilfe bis zum Ende dieser 
Leistungen, längstens bis zu sechs Wochen weitergezahlt. 

(3) 給付受給者が労働生活への参画のための給付を、もっぱ
ら健康上の理由から、もはや請求できないが、再び請求で
きる見込みがある場合には、移行手当と生計費補助が、こ
の給付が終了するまで、ただし最長で６週間、継続して支
払われる。 

(4) Sind die Leistungsempfänger im Anschluss an eine 
abgeschlossene Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben 
arbeitslos, werden Übergangsgeld und Unterhaltsbeihilfe 
während der Arbeitslosigkeit bis zu drei Monate weitergezahlt, 
wenn sie sich bei der Agentur für Arbeit arbeitslos gemeldet 
haben und einen Anspruch auf Arbeitslosengeld von 
mindestens drei Monaten nicht geltend machen können; die 
Dauer von drei Monaten vermindert sich um die Anzahl von 
Tagen, für die Leistungsempfänger im Anschluss an eine 
abgeschlossene Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben einen 
Anspruch aus Arbeitslosengeld geltend machen können. In 
diesem Fall beträgt das Übergangsgeld  

1. bei Leistungsempfängern, bei denen die Voraussetzungen des 
erhöhten Bemessungssatzes nach § 46 Abs. 1 Satz 2 Nr. 1 
vorliegen, 67 vom Hundert, 

2. bei den übrigen Leistungsempfängern 60 vom Hundert 
des sich aus § 46 Abs. 1 Satz 1 oder § 48 ergebenden Betrages. 

(4) 給付受給者が労働生活への参画のための給付終了の直後
から失業しており、雇用エージェンシー（職業安定所）に
失業の申請をし、かつ３ヵ月以上の失業手当の請求権を行
使できない場合には、失業中は移行手当及び生計費補助が
３ヵ月を限度として継続して支払われる；３ヵ月の期間は、
給付受給者が労働生活への参画のための給付終了に引き続
いて失業保険からの請求権を行使できる日数分だけ短縮さ
れる。この場合移行手当は以下の金額となる。 

1. 第 46 条１項２文１号による算定額増額の要件が存在す
る給付受給者においては 100 分の 67 

2. 上記以外の給付受給者においては第 46 条１項１文又は
第 48 条から生じる金額の 100 分の 60 

(5) Ist im unmittelbaren Anschluss an Leistungen zur 
medizinischen Rehabilitation eine stufenweise 
Wiedereingliederung (§ 28) erforderlich, wird das 
Übergangsgeld bis zu deren Ende weitergezahlt. 

 

(5) 医学リハビリテーションに対する給付に直接引き続いて
段階的な再編入（第 28 条）が必要な場合には、移行手当は
それが終わるまで継続して支払われる。 

§ 52  Einkommensanrechnung 
(1) Auf das Übergangsgeld der Rehabilitationsträger nach § 6 Abs. 

1 Nr. 2, 4 und 5 werden angerechnet  
1. Erwerbseinkommen aus einer Beschäftigung oder einer 

während des Anspruchs auf Übergangsgeld ausgeübten 
Tätigkeit, das bei Beschäftigten um die gesetzlichen Abzüge 
und um einmalig gezahltes Arbeitsentgelt und bei sonstigen 
Leistungsempfängern um 20 vom Hundert zu vermindern ist,

2. Leistungen des Arbeitgebers zum Übergangsgeld, soweit sie 
zusammen mit dem Übergangsgeld das vor Beginn der 
Leistung erzielte, um die gesetzlichen Abzüge verminderte 
Arbeitsentgelt übersteigen, 

3. Geldleistungen, die eine öffentlich-rechtliche Stelle im 
Zusammenhang mit einer Leistung zur medizinischen 
Rehabilitation oder einer Leistung zur Teilhabe am 
Arbeitsleben erbringt, 

4. Renten wegen verminderter Erwerbsfähigkeit oder 
Verletztenrenten in Höhe des sich aus § 18a Abs. 3 Satz 1 Nr. 4 
des Vierten Buches ergebenden Betrages, wenn sich die 
Minderung der Erwerbsfähigkeit auf die Höhe der 
Berechnungsgrundlage für das Übergangsgeld nicht 
ausgewirkt hat, 

5. Renten wegen verminderter Erwerbsfähigkeit, die aus 
demselben Anlass wie die Leistungen zur Teilhabe erbracht 
werden, wenn durch die Anrechnung eine unbillige 
Doppelleistung vermieden wird, 

6. Renten wegen Alters, die bei Berechnung des Übergangsgelds 
aus einem Teilarbeitsentgelt nicht berücksichtigt wurden, 

第 52 条 収入の算入
(1) 第６条１項２号、４号及び５号によるリハビリテーショ
ン担当機関の移行手当には以下の各号が算入される。 

1. 就業又は移行手当の請求期間に営まれた活動による稼得
収入、ただし就業者においては公的控除と一回限り支払わ
れた労働報酬分を、その他の給付受給者においては 100
分の 20 をそこから減額する。 

2. 移行手当に対する雇用主の給付、ただし移行手当とあわ
せて、給付開始前に得られ公的控除分だけ減額された労働
報酬を超える場合に限る。 

3. 公法上の機関が医療リハビリテーションのための給付又
は労働生活への参画のための給付に関連して提供する金
銭給付 

4. 社会法典第４編の第 18a 条３項１文４号から生じる金額
の稼得能力の減少による年金又は労災年金、ただし稼得能
力の減少が移行手当の算定基礎額に影響を与えなかった
場合に限る。 

5. 参画のための給付と同じ根拠により提供される稼得能力
の減少による年金、ただし算入により不当な二重給付が回
避される場合に限る。 

6. 部分労働報酬から移行手当を算定する際に考慮されなか
った老齢年金 

7. 社会法典第７編の規定による休業補償手当 
8. 本法典の適用範囲の外にある機関によって給付された１
号から７号に匹敵する給付 
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7. Verletztengeld nach den Vorschriften des Siebten Buches, 
8. den Nummern 1 bis 7 vergleichbare Leistungen, die von einer 

Stelle außerhalb des Geltungsbereichs dieses Gesetzbuchs 
erbracht werden. 

(2) Bei der Anrechnung von Verletztenrenten mit Kinderzulage 
und von Renten wegen verminderter Erwerbsfähigkeit mit 
Kinderzuschuss auf das Übergangsgeld bleibt ein Betrag in 
Höhe des Kindergeldes nach § 66 des 
Einkommensteuergesetzes oder § 6 des 
Bundeskindergeldgesetzes außer Ansatz. 

(2) 児童加給のある労災年金及び児童補助加給のある稼得能
力の減少による年金を移行手当に算入する際に、所得税法
の第 66 条又は連邦児童手当法第６条による児童手当に相
当する金額は計算に含まれない。 

(3) Wird ein Anspruch auf Leistungen, um die das Übergangsgeld 
nach Absatz 1 Nr. 3 zu kürzen wäre, nicht erfüllt, geht der 
Anspruch insoweit mit Zahlung des Übergangsgelds auf den 
Rehabilitationsträger über; die §§ 104 und 115 des Zehnten 
Buches bleiben unberührt. 

 

(3) 第１項３号の移行手当をその給付分だけ減額すべき給付
に対する請求が履行されない場合には、請求は移行手当の
支払いについてだけリハビリテーション担当機関に移る；
前記にかかわらず社会法典第 10 編の第 104 条と第 115 条
は、なお効力を有する。 

§ 53  Reisekosten 
(1) Als Reisekosten werden die im Zusammenhang mit der 

Ausführung einer Leistung zur medizinischen Rehabilitation 
oder zur Teilhabe am Arbeitsleben erforderlichen Fahr-, 
Verpflegungs- und Übernachtungskosten übernommen; hierzu 
gehören auch die Kosten für besondere Beförderungsmittel, 
deren Inanspruchnahme wegen Art oder Schwere der 
Behinderung erforderlich ist, für eine wegen der Behinderung 
erforderliche Begleitperson einschließlich des für die Zeit der 
Begleitung entstehenden Verdienstausfalls, für Kinder, deren 
Mitnahme an den Rehabilitationsort erforderlich ist, weil ihre 
anderweitige Betreuung nicht sichergestellt ist, sowie für den 
erforderlichen Gepäcktransport. 

第 53 条 旅費
(1) 旅費として、医療リハビリテーションのための給付又は
労働生活への参画のための給付の実施に関連して必要であ
る交通費、食費、宿泊費が負担される；これに含まれるの
は、障害の種類又は程度から判断してその利用が必要であ
る特別な輸送手段のための費用、付き添い期間について発
生する収入欠損を含めた障害のために必要な付添人１名の
費用、それ以外の方法では子のケアが確保されない限りに
おいてリハビリテーション実施地への帯同が必要な子のた
めの費用及び必要な荷物の輸送のための費用 

(2) Während der Ausführung von Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben werden Reisekosten auch für im Regelfall zwei 
Familienheimfahrten je Monat übernommen. Anstelle der 
Kosten für die Familienheimfahrten können für Fahrten von 
Angehörigen vom Wohnort zum Aufenthaltsort der 
Leistungsempfänger und zurück Reisekosten übernommen 
werden. 

(2) 労働生活への参画のための給付の実施中に通常の場合に
月に２回、家族のもとへの帰宅に必要な旅費が負担される。
家族のもとへの帰宅費用のかわりに、家族が居所と給付受
給者の滞在地を往復するための旅費を負担することもでき
る。 

(3) Reisekosten nach Absatz 2 werden auch im Zusammenhang 
mit Leistungen zur medizinischen Rehabilitation übernommen, 
wenn die Leistungen länger als acht Wochen erbracht werden. 

(3) 給付が８週間以上提供される場合には、前項の旅費は医
療リハビリテーションのための給付とも関連して負担され
る。 

(4) Fahrkosten werden in Höhe des Betrages zugrunde gelegt, der 
bei Benutzung eines regelmäßig verkehrenden öffentlichen 
Verkehrsmittels der niedrigsten Klasse des zweckmäßigsten 
öffentlichen Verkehrsmittels zu zahlen ist, bei Benutzung 
sonstiger Verkehrsmittel in Höhe der 
Wegstreckenentschädigung nach § 5 Absatz 1 des 
Bundesreisekostengesetzes. Bei nicht geringfügigen 
Fahrpreiserhöhungen hat auf Antrag eine Anpassung zu 
erfolgen, wenn die Maßnahme noch mindestens zwei weitere 
Monate andauert. Kosten für Pendelfahrten können nur bis zur 
Höhe des Betrages übernommen werden, der bei unter 
Berücksichtigung von Art und Schwere der Behinderung 
zumutbarer auswärtiger Unterbringung für Unterbringung und 
Verpflegung zu leisten wäre. 

 

(4) 交通費は、最も適切な公共交通手段のうち最も低いクラ
スを利用した際に支払われる総額を基礎とし、その他の交
通手段を利用した際には、連邦旅費法により補償される額
を基礎とする。小額といえない運賃値上げの際、値上げが
少なくとも 2 ヶ月以上継続する場合には、申請により調整
が行われる。通勤の費用は、障害の種類又は程度を考慮し
た上で妥当と思われるよその土地での宿泊の際に宿泊と食
事について支払われる額を上限として負担されうる。 

§ 54  Haushalts- oder Betriebshilfe und Kinderbetreuungskosten
(1) Haushaltshilfe wird geleistet, wenn  

1. den Leistungsempfängern wegen der Ausführung einer 
Leistung zur medizinischen Rehabilitation oder einer 
Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben die Weiterführung des 
Haushalts nicht möglich ist, 

2. eine andere im Haushalt lebende Person den Haushalt nicht 
weiterführen kann und 

3. im Haushalt ein Kind lebt, das bei Beginn der Haushaltshilfe 
das zwölfte Lebensjahr noch nicht vollendet hat oder das 
behindert und auf Hilfe angewiesen ist. 
§ 38 Abs. 4 des Fünften Buches ist sinngemäß anzuwenden.

第 54 条 家事援助又は経営補助及び児童養育費
(1) 家事援助は、以下の場合に行われる。 

1. 給付受給者に対する医療リハビリテーションのための給
付又は労働生活への参画のための給付の実施を理由とし
て家事の継続が不可能である。 

2. 同一世帯で暮らすもう１名が家事を継続できない。 
3. 同一世帯に家事援助開始時に満１２歳に達していない、
又は障害を持ち扶助を必要とする子が暮らしている。 

社会法典第５編の第 38 条４項が、その趣旨に即して適用さ
れる。 

(2) Anstelle der Haushaltshilfe werden auf Antrag die Kosten für 
die Mitnahme oder anderweitige Unterbringung des Kindes bis 
zur Höhe der Kosten der sonst zu erbringenden Haushaltshilfe 
übernommen, wenn die Unterbringung und Betreuung des 
Kindes in dieser Weise sichergestellt ist. 

(2) 子の宿泊及び世話がその方法で確保されるならば、家事
援助の代わりに、申請に基づき子の帯同又は別の場所に宿
泊するための費用が、通常給付される家事援助の費用を上
限として負担される。 

(3) Kosten für die Betreuung der Kinder des Leistungsempfängers 
können bis zu einem Betrag von 130 Euro je Kind und Monat 
übernommen werden, wenn sie durch die Ausführung einer 
Leistung zur medizinischen Rehabilitation oder zur Teilhabe 

(3) 給付受給者の子をケアするための費用は、その費用が医
療リハビリテーションのための給付及び労働生活における
参画のための給付の実施によりやむをえず生じる場合に
は、子１人につき月あたり 130 ユーロを上限として負担さ
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3. die Bereitstellung von Hilfsmitteln, die der Unterrichtung 
über das Zeitgeschehen oder über kulturelle Ereignisse 
dienen, wenn wegen Art oder Schwere der Behinderung 
anders eine Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft nicht oder 
nur unzureichend möglich ist. 

 
§ 59  Verordnungsermächtigung 

Die Bundesregierung kann durch Rechtsverordnung mit 
Zustimmung des Bundesrates Näheres über Voraussetzungen, 
Gegenstand und Umfang der Leistungen zur Teilhabe am Leben 
in der Gemeinschaft sowie über das Zusammenwirken dieser 
Leistungen mit anderen Leistungen zur Rehabilitation und 
Teilhabe behinderter Menschen regeln. 
 

第 59 条 命令の授権
連邦政府は、連邦参議院の同意を得た法規命令により、共同
体での生活に参画するための給付要件、対象及び範囲並びに
これらの給付と他の障害者のリハビリテーションや参画のた
めの給付の寄与関係に関する詳細を定めることができる。 

Kapitel 8  Sicherung und Koordinierung der Teilhabe 
 
Titel 1  Sicherung von Beratung und Auskunft 
 
§ 60  Pflichten Personensorgeberechtigter 

Eltern, Vormünder, Pfleger und Betreuer, die bei ihrer 
Personensorge anvertrauten Menschen Behinderungen (§ 2 Abs. 
1) wahrnehmen oder durch die in § 61 genannten Personen 
hierauf hingewiesen werden, sollen im Rahmen ihres Erziehungs- 
oder Betreuungsauftrags die behinderten Menschen einer 
gemeinsamen Servicestelle oder einer sonstigen Beratungsstelle 
für Rehabilitation oder einem Arzt zur Beratung über die 
geeigneten Leistungen zur Teilhabe vorstellen. 
 

第 8章 参画の保障と調整 
 
第１節 助言と情報提供の保障 
 
第 60 条 身上監護権者の義務 
委託された人物の身上監護を行う際に障害（第２条１項）に
気づき、又は第 61 条に規定する人物により障害を指摘された
両親、後見人及び世話人は、委託された教育又は看護の枠内
で参画に適した給付に関する助言を得るために、障害者を、
リハビリテーションのための共同出先機関又はその他の相談
所又は医師に診せなければならない。 

§ 61  Sicherung der Beratung behinderter Menschen 
(1) Die Beratung der Ärzte, denen eine Person nach § 60 

vorgestellt wird, erstreckt sich auf die geeigneten Leistungen 
zur Teilhabe. Dabei weisen sie auf die Möglichkeit der Beratung 
durch eine gemeinsame Servicestelle oder eine sonstige 
Beratungsstelle für Rehabilitation hin. Bei Menschen, bei 
denen der Eintritt der Behinderung nach allgemeiner ärztlicher 
Erkenntnis zu erwarten ist, wird entsprechend verfahren. 
Werdende Eltern werden auf den Beratungsanspruch bei den 
Schwangerschaftsberatungsstellen hingewiesen. 

第 61 条 障害者に対する助言の保証 
(1) 第60条により、ある人を診せられた医師の助言の範囲は、

参画のための適切な給付に及ぶ。医師はその際リハビリテ
ーションのための共同出先機関又はその他の相談所によっ
ても助言を得られる可能性がある旨を指摘する。一般的な
医学知識に従い障害の開始が予想される人においても同様
である。子供が生まれる予定の両親に対しては、妊娠相談
所が助言の請求権がある旨を指摘する。 

(2) Hebammen, Entbindungspfleger, Medizinalpersonen außer 
Ärzten, Lehrer, Sozialarbeiter, Jugendleiter und Erzieher, die 
bei Ausübung ihres Berufs Behinderungen (§ 2 Abs. 1) 
wahrnehmen, weisen die Personensorgeberechtigten auf die 
Behinderung und auf die Beratungsangebote nach § 60 hin. 

(2) 職務遂行の際に障害（第２条１項）に気づいた医師、教
師、ソーシャルワーカー、青少年指導者、教育者以外の助
産婦、出産看護人、医療関係者は、身上監護権者に障害及
び第 60 条による相談の提供について指摘する。 

(3) Nehmen Medizinalpersonen außer Ärzten und Sozialarbeiter 
bei Ausübung ihres Berufs Behinderungen (§ 2 Abs. 1) bei 
volljährigen Menschen wahr, empfehlen sie diesen Menschen 
oder den für sie bestellten Betreuern, eine Beratungsstelle für 
Rehabilitation oder einen Arzt zur Beratung über die 
geeigneten Leistungen zur Teilhabe aufzusuchen. 

 

(3) 医師及びソーシャルワーカー以外の医療関係者が職務遂
行の際に成人した人々の障害（第２条１項）に気づいた場
合には、それらの人々もしくは選任された世話人に対して
参画のための適切な給付に関する助言を得るためにリハビ
リテーションのための相談所を訪れ、又は医師にかかるよ
うにすすめる。 

§ 62  Landesärzte 
(1) In den Ländern können Landesärzte bestellt werden, die über 

besondere Erfahrungen in der Hilfe für behinderte und von 
Behinderung bedrohte Menschen verfügen. 

第 62 条 州医
(1) 州においては障害者及び障害のおそれのある者のための
援助において特に豊富な経験を有する州医を選任すること
ができる。 

(2) Die Landesärzte haben vor allem die Aufgabe,  
1. Gutachten für die Landesbehörden, die für das 

Gesundheitswesen und die Sozialhilfe zuständig sind, sowie 
für die zuständigen Träger der Sozialhilfe in besonders 
schwierig gelagerten Einzelfällen oder in Fällen von 
grundsätzlicher Bedeutung zu erstatten, 

2. die für das Gesundheitswesen zuständigen obersten 
Landesbehörden beim Erstellen von Konzeptionen, Situations- 
und Bedarfsanalysen und bei der Landesplanung zur Teilhabe 
behinderter und von Behinderung bedrohter Menschen zu 
beraten und zu unterstützen sowie selbst entsprechende 
Initiativen zu ergreifen, 

3. die für das Gesundheitswesen zuständigen Landesbehörden 
über Art und Ursachen von Behinderungen und notwendige 
Hilfen sowie über den Erfolg von Leistungen zur Teilhabe 
behinderter und von Behinderung bedrohter Menschen 
regelmäßig zu unterrichten. 

 

(2) 州医は主に以下の任務を有する。 
1. 保健制度及び社会扶助を管轄する州官庁並びに管轄する
社会扶助の運営者のために特別に難しい状況にある個別
事例又は原則に関する意味を持つ事例において、鑑定を行
う。 

2. 保健制度を管轄する州の最高官庁に対して、コンセプト
作り、状況・必要性分析作成の際、及び障害者と障害のお
それのある者の参画のための州計画策定の際に、助言し、
助け、並びに自らしかるべき主導権を発揮する。 

3. 保健制度を管轄する州官庁に対して、障害の種類と原因
及び必要な援助並びに障害者及び障害のおそれのある者
の参画にとっての給付の成果について報告する。 

Titel 2  Klagerecht der Verbände 
 
§ 63  Klagerecht der Verbände 

第 2節 団体訴権 
 
第 63 条 団体訴権 
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am Arbeitsleben unvermeidbar entstehen. Leistungen zur 
Kinderbetreuung werden nicht neben Leistungen nach den 
Absätzen 1 und 2 erbracht. Der in Satz 1 genannte Betrag 
erhöht sich entsprechend der Veränderung der Bezugsgröße 
nach § 18 Abs. 1 des Vierten Buches; § 77 Abs. 3 Satz 2 bis 5 gilt 
entsprechend. 

れうる。子のケアのための給付は、第１項と第２項による
給付と同時には支給されない。第１文で挙げた額は、社会
法典第４編の第 18 条１項の基礎額の変化に応じて増額さ
れる；第 77 条３項２文から５文を準用する。 

(4) Abweichend von den Absätzen 1 bis 3 erbringen die 
landwirtschaftlichen Alterskassen und die landwirtschaftlichen 
Krankenkassen Betriebs- und Haushaltshilfe nach den §§ 10 
und 36 des Gesetzes über die Alterssicherung der Landwirte 
und nach den §§ 9 und 10 des Zweiten Gesetzes über die 
Krankenversicherung der Landwirte, die landwirtschaftlichen 
Berufsgenossenschaften für die bei ihnen versicherten 
landwirtschaftlichen Unternehmer und im Unternehmen 
mitarbeitenden Ehegatten nach den §§ 54 und 55 des Siebten 
Buches. 

 

(4) 第１項から第３項の規定にかかわらず、農業者老齢金庫
及び農業者疾病金庫は、農業者老齢保障に関する法律の第
10 条及び第 36 条及び農業者医療保険に関する第２法律の
第９条と第 10 条による経営補助と家事援助を提供し、農業
同業組合は、農業同業組合の保険に加入している農業企業
及び社会法典第７編の第 54 条及び第 55 条による企業内で
共に働いている配偶者に対して提供する。 

Kapitel 7  Leistungen zur Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft 
 
§ 55  Leistungen zur Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft 

(1) Als Leistungen zur Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft 
werden die Leistungen erbracht, die den behinderten Menschen 
die Teilhabe am Leben in der Gesellschaft ermöglichen oder 
sichern oder sie so weit wie möglich unabhängig von Pflege 
machen und nach den Kapiteln 4 bis 6 nicht erbracht werden. 

第 7章 共同体での生活に参画するための給付 
 
第 55 条 共同体での生活に参画するための給付 

(1) 共同体での生活に参画するための給付としては、障害者
に共同体での生活に参画を可能にし、確保し、又は可能な
限り介護の必要をなくし、第４章から第６章によれば提供
されない給付が提供される。 

(2) Leistungen nach Absatz 1 sind insbesondere  
1. Versorgung mit anderen als den in § 31 genannten 

Hilfsmitteln oder den in § 33 genannten Hilfen, 
2. heilpädagogische Leistungen für Kinder, die noch nicht 

eingeschult sind, 
3. Hilfen zum Erwerb praktischer Kenntnisse und Fähigkeiten, 

die erforderlich und geeignet sind, behinderten Menschen die 
für sie erreichbare Teilnahme am Leben in der Gemeinschaft 
zu ermöglichen, 

4. Hilfen zur Förderung der Verständigung mit der Umwelt, 
5. Hilfen bei der Beschaffung, dem Umbau, der Ausstattung und 

der Erhaltung einer Wohnung, die den besonderen 
Bedürfnissen der behinderten Menschen entspricht, 

6. Hilfen zu selbstbestimmtem Leben in betreuten 
Wohnmöglichkeiten, 

7. Hilfen zur Teilhabe am gemeinschaftlichen und kulturellen 
Leben. 

 

(2) 前項の給付は、主として以下の各号の通りである。
1. 第 31 条に挙げた補助具又は第 33 条に挙げた補助以外の
援護 

2. まだ就学していない子のための養護教育給付 
3. 障害者に対して彼らが達成しうる範囲で共同体生活への
参画を可能にするために必要かつ適切な実用的な知識と
能力を獲得するための援助 

4. 周囲の世界との意思疎通を促すための援助 
5. 障害者の格段の必要性に対応する住宅の購入、改造、装
備、維持の際の援助 

6. 看護付きの住居での自立した生活のための援助 
7. 共同体での文化的生活に参画するための援助 

§ 56  Heilpädagogische Leistungen 
(1) Heilpädagogische Leistungen nach § 55 Abs. 2 Nr. 2 werden 

erbracht, wenn nach fachlicher Erkenntnis zu erwarten ist, 
dass hierdurch  

1. eine drohende Behinderung abgewendet oder der 
fortschreitende Verlauf einer Behinderung verlangsamt oder 

2. die Folgen einer Behinderung beseitigt oder gemildert 
werden können. Sie werden immer an schwerstbehinderte und 
schwerstmehrfachbehinderte Kinder, die noch nicht eingeschult 
sind, erbracht. 

第 56 条 養護教育給付
(1) 前条２項２号の養護教育給付は、専門的知識から判断し
て養護教育によって以下のことが期待できるならば提供さ
れる。 

1. 切迫した障害を防止する、又は障害の進行を遅くするこ
とができる。 

2. 障害の後遺症を取り除き、又は緩和することができる。
これらの給付は、まだ就学していない重度障害及び重度複合
障害のある子に対して提供される。 

(2) In Verbindung mit Leistungen zur Früherkennung und 
Frühförderung (§ 30) und schulvorbereitenden Maßnahmen der 
Schulträger werden heilpädagogische Leistungen als 
Komplexleistung erbracht. 

 

(2) 早期発見と早期支援のための給付（第 30 条）及び学校運
営者の学校準備措置と関連して養護教育給付は複合給付と
して提供される。 

§ 57  Förderung der Verständigung 
Bedürfen hörbehinderte Menschen oder behinderte Menschen mit 
besonders starker Beeinträchtigung der Sprachfähigkeit auf 
Grund ihrer Behinderung zur Verständigung mit der Umwelt aus 
besonderem Anlass der Hilfe Anderer, werden ihnen die 
erforderlichen Hilfen zur Verfügung gestellt oder angemessene 
Aufwendungen hierfür erstattet. 
 

第 57 条 意思疎通の促進
聴覚障害者又は障害のために言語能力が著しく損なわれてい
る障害者が周囲との意思疎通のために特別な理由から他人の
助けを必要とする場合には、彼らに必要な助けが提供され、
又はそのための相応の費用が弁済される。 

§ 58  Hilfen zur Teilhabe am gemeinschaftlichen und kulturellen 
Leben 

Die Hilfen zur Teilhabe am gemeinschaftlichen und kulturellen 
Leben (§ 55 Abs. 2 Nr. 7) umfassen vor allem  

1. Hilfen zur Förderung der Begegnung und des Umgangs mit 
nichtbehinderten Menschen, 

2. Hilfen zum Besuch von Veranstaltungen oder Einrichtungen, 
die der Geselligkeit, der Unterhaltung oder kulturellen 
Zwecken dienen, 

第 58 条 共同体での文化的生活に参画するための援助
共同体での文化的生活に参画するための援助（第 55 条２項７
号）には特に以下のものが含まれる。 
1. 非障害者との出会いと交際を促進するための援助 
2. 社交、歓談又は文化的目的に役立つ催し物又は施設を訪問
するための援助 

3. 障害の種類又は程度によって共同体での生活への参画が
他の方法では不可能又は不十分な場合には、その時代の事
象や文化的出来事を教えるために役立つ手段の用意 
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3. die Bereitstellung von Hilfsmitteln, die der Unterrichtung 
über das Zeitgeschehen oder über kulturelle Ereignisse 
dienen, wenn wegen Art oder Schwere der Behinderung 
anders eine Teilhabe am Leben in der Gemeinschaft nicht oder 
nur unzureichend möglich ist. 

 
§ 59  Verordnungsermächtigung 

Die Bundesregierung kann durch Rechtsverordnung mit 
Zustimmung des Bundesrates Näheres über Voraussetzungen, 
Gegenstand und Umfang der Leistungen zur Teilhabe am Leben 
in der Gemeinschaft sowie über das Zusammenwirken dieser 
Leistungen mit anderen Leistungen zur Rehabilitation und 
Teilhabe behinderter Menschen regeln. 
 

第 59 条 命令の授権
連邦政府は、連邦参議院の同意を得た法規命令により、共同
体での生活に参画するための給付要件、対象及び範囲並びに
これらの給付と他の障害者のリハビリテーションや参画のた
めの給付の寄与関係に関する詳細を定めることができる。 

Kapitel 8  Sicherung und Koordinierung der Teilhabe 
 
Titel 1  Sicherung von Beratung und Auskunft 
 
§ 60  Pflichten Personensorgeberechtigter 

Eltern, Vormünder, Pfleger und Betreuer, die bei ihrer 
Personensorge anvertrauten Menschen Behinderungen (§ 2 Abs. 
1) wahrnehmen oder durch die in § 61 genannten Personen 
hierauf hingewiesen werden, sollen im Rahmen ihres Erziehungs- 
oder Betreuungsauftrags die behinderten Menschen einer 
gemeinsamen Servicestelle oder einer sonstigen Beratungsstelle 
für Rehabilitation oder einem Arzt zur Beratung über die 
geeigneten Leistungen zur Teilhabe vorstellen. 
 

第 8章 参画の保障と調整 
 
第１節 助言と情報提供の保障 
 
第 60 条 身上監護権者の義務 
委託された人物の身上監護を行う際に障害（第２条１項）に
気づき、又は第 61 条に規定する人物により障害を指摘された
両親、後見人及び世話人は、委託された教育又は看護の枠内
で参画に適した給付に関する助言を得るために、障害者を、
リハビリテーションのための共同出先機関又はその他の相談
所又は医師に診せなければならない。 

§ 61  Sicherung der Beratung behinderter Menschen 
(1) Die Beratung der Ärzte, denen eine Person nach § 60 

vorgestellt wird, erstreckt sich auf die geeigneten Leistungen 
zur Teilhabe. Dabei weisen sie auf die Möglichkeit der Beratung 
durch eine gemeinsame Servicestelle oder eine sonstige 
Beratungsstelle für Rehabilitation hin. Bei Menschen, bei 
denen der Eintritt der Behinderung nach allgemeiner ärztlicher 
Erkenntnis zu erwarten ist, wird entsprechend verfahren. 
Werdende Eltern werden auf den Beratungsanspruch bei den 
Schwangerschaftsberatungsstellen hingewiesen. 

第 61 条 障害者に対する助言の保証 
(1) 第60条により、ある人を診せられた医師の助言の範囲は、

参画のための適切な給付に及ぶ。医師はその際リハビリテ
ーションのための共同出先機関又はその他の相談所によっ
ても助言を得られる可能性がある旨を指摘する。一般的な
医学知識に従い障害の開始が予想される人においても同様
である。子供が生まれる予定の両親に対しては、妊娠相談
所が助言の請求権がある旨を指摘する。 

(2) Hebammen, Entbindungspfleger, Medizinalpersonen außer 
Ärzten, Lehrer, Sozialarbeiter, Jugendleiter und Erzieher, die 
bei Ausübung ihres Berufs Behinderungen (§ 2 Abs. 1) 
wahrnehmen, weisen die Personensorgeberechtigten auf die 
Behinderung und auf die Beratungsangebote nach § 60 hin. 

(2) 職務遂行の際に障害（第２条１項）に気づいた医師、教
師、ソーシャルワーカー、青少年指導者、教育者以外の助
産婦、出産看護人、医療関係者は、身上監護権者に障害及
び第 60 条による相談の提供について指摘する。 

(3) Nehmen Medizinalpersonen außer Ärzten und Sozialarbeiter 
bei Ausübung ihres Berufs Behinderungen (§ 2 Abs. 1) bei 
volljährigen Menschen wahr, empfehlen sie diesen Menschen 
oder den für sie bestellten Betreuern, eine Beratungsstelle für 
Rehabilitation oder einen Arzt zur Beratung über die 
geeigneten Leistungen zur Teilhabe aufzusuchen. 

 

(3) 医師及びソーシャルワーカー以外の医療関係者が職務遂
行の際に成人した人々の障害（第２条１項）に気づいた場
合には、それらの人々もしくは選任された世話人に対して
参画のための適切な給付に関する助言を得るためにリハビ
リテーションのための相談所を訪れ、又は医師にかかるよ
うにすすめる。 

§ 62  Landesärzte 
(1) In den Ländern können Landesärzte bestellt werden, die über 

besondere Erfahrungen in der Hilfe für behinderte und von 
Behinderung bedrohte Menschen verfügen. 

第 62 条 州医
(1) 州においては障害者及び障害のおそれのある者のための
援助において特に豊富な経験を有する州医を選任すること
ができる。 

(2) Die Landesärzte haben vor allem die Aufgabe,  
1. Gutachten für die Landesbehörden, die für das 

Gesundheitswesen und die Sozialhilfe zuständig sind, sowie 
für die zuständigen Träger der Sozialhilfe in besonders 
schwierig gelagerten Einzelfällen oder in Fällen von 
grundsätzlicher Bedeutung zu erstatten, 

2. die für das Gesundheitswesen zuständigen obersten 
Landesbehörden beim Erstellen von Konzeptionen, Situations- 
und Bedarfsanalysen und bei der Landesplanung zur Teilhabe 
behinderter und von Behinderung bedrohter Menschen zu 
beraten und zu unterstützen sowie selbst entsprechende 
Initiativen zu ergreifen, 

3. die für das Gesundheitswesen zuständigen Landesbehörden 
über Art und Ursachen von Behinderungen und notwendige 
Hilfen sowie über den Erfolg von Leistungen zur Teilhabe 
behinderter und von Behinderung bedrohter Menschen 
regelmäßig zu unterrichten. 

 

(2) 州医は主に以下の任務を有する。 
1. 保健制度及び社会扶助を管轄する州官庁並びに管轄する
社会扶助の運営者のために特別に難しい状況にある個別
事例又は原則に関する意味を持つ事例において、鑑定を行
う。 

2. 保健制度を管轄する州の最高官庁に対して、コンセプト
作り、状況・必要性分析作成の際、及び障害者と障害のお
それのある者の参画のための州計画策定の際に、助言し、
助け、並びに自らしかるべき主導権を発揮する。 

3. 保健制度を管轄する州官庁に対して、障害の種類と原因
及び必要な援助並びに障害者及び障害のおそれのある者
の参画にとっての給付の成果について報告する。 

Titel 2  Klagerecht der Verbände 
 
§ 63  Klagerecht der Verbände 

第 2節 団体訴権 
 
第 63 条 団体訴権 
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Im Übrigen gilt § 106 entsprechend. 
 

§ 66  Berichte über die Lage behinderter Menschen und die 
Entwicklung ihrer Teilhabe 

(1) Die Bundesregierung unterrichtet die gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes bis zum 31. Dezember 2004 über die 
Lage behinderter Frauen und Männer sowie die Entwicklung 
ihrer Teilhabe, gibt damit eine zusammenfassende Darstellung 
und Bewertung der Aufwendungen zu Prävention, 
Rehabilitation und Teilhabe behinderter Menschen im Hinblick 
auf Wirtschaftlichkeit und Wirksamkeit ab und schlägt unter 
Berücksichtigung und Bewertung der mit diesem Buch 
getroffenen Regelungen die zu treffenden Maßnahmen vor. In 
dem Bericht wird die Entwicklung der Teilhabe am Leben in der 
Gesellschaft gesondert dargestellt. Schlägt die 
Bundesregierung weitere Regelungen vor, erstattet sie auch 
über deren Wirkungen einen weiteren Bericht. Die Träger von 
Leistungen und Einrichtungen erteilen die erforderlichen 
Auskünfte. Die obersten Landesbehörden werden beteiligt. Ein 
gesonderter Bericht über die Lage behinderter Menschen ist vor 
diesem Zeitpunkt nicht zu erstellen. 

第 66 条 障害者の状況及びその参画の推移に関する報告
 

(1) 連邦政府は連邦の立法団体に対して 2004 年 12 月 31 日
までに障害のある女性及び男性の状況並びに彼らの参画の
推移について報告し、それによって経済性と効果の観点か
ら障害者の予防、リハビリテーション、参画のための費用
の総合的な説明と評価を伝え、本法典で定められた規定を
考慮、査定したうえで取られるべき措置を提案する。報告
書には共同体での生活への参画の推移を、独立した項目を
設けて記述する。連邦政府がこれ以外の規定を提案する場
合には、その効果についてもさらに報告を行う。給付と施
設の運営者は、必要な情報を提供する。州の最高官庁を関
与させる。障害者の状況に関する個別報告は、この時点よ
り前に作成してはならない。 

(2) Bei der Erfüllung der Berichtspflicht nach Absatz 1 
unterrichtet die Bundesregierung die gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes auch über die nach dem 
Behindertengleichstellungsgesetz getroffenen Maßnahmen, 
über Zielvereinbarungen im Sinne von § 5 des 
Behindertengleichstellungsgesetzes sowie über die 
Gleichstellung behinderter Menschen und gibt eine 
zusammenfassende, nach Geschlecht und Alter differenzierte 
Darstellung und Bewertung ab. Der Bericht nimmt zu 
möglichen weiteren Maßnahmen zur Gleichstellung 
behinderter Menschen Stellung. Die zuständigen obersten 
Landesbehörden werden beteiligt. 

(2) 前項の報告義務を果たすにあたり、連邦政府は連邦の立
法団体に対して、障害者対等化法（BGG）に則り取られた
措置、障害者対等化法第５条の趣旨による目的の取決め、
及び障害者の対等化についても報告し、性別と年齢別に分
けた総括的な説明と評価を伝える。報告書は障害者の対等
化のための考えられうるその他の措置についての見解を示
す。管轄する州の最高機関を関与させる。 

(3) Die Bundesregierung unterrichtet die gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes bis zum 31. Dezember 2006 über die 
Ausführung der Leistungen des Persönlichen Budgets nach § 
17. Auf der Grundlage des Berichts ist zu prüfen, ob weiterer 
Handlungsbedarf besteht; die obersten Landessozialbehörden 
werden beteiligt. 

 

(3) 連邦政府は、連邦立法機関に 2006 年 12 月 31 日までに、
第 17 条にかかる個人予算の給付実施状況について報告す
る。報告に基づき、更なる措置の必要があるかが検証され
る。州の社会政策最高機関を関与させる。 

§ 67  Verordnungsermächtigung 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales kann durch 
Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates weitere 
Vorschriften über die Geschäftsführung und das Verfahren des 
Beirats nach § 65 erlassen. 
 

第 67 条 命令の授権
連邦労働社会省は、連邦参議院の同意を得た法規命令により、
第 65 条に規定する諮問委員会の業務執行と手続についてそ
れ以外の規定を公布することができる。 

Teil 2  Besondere Regelungen zur Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen (Schwerbehindertenrecht) 

 
Kapitel 1  Geschützter Personenkreis 
 
§ 68  Geltungsbereich 

(1) Die Regelungen dieses Teils gelten für schwerbehinderte und 
diesen gleichgestellte behinderte Menschen. 

第 2部 重度障害者の参画に関する特別規定（重度障害者法）
 
 
第１章 保護対象者の範囲 
 
第 68 条 適用範囲 

(1) この部の規定は、重度障害者及び重度障害者と同等に扱
われる障害者に対して適用される。 

(2) Die Gleichstellung behinderter Menschen mit 
schwerbehinderten Menschen (§ 2 Abs. 3) erfolgt auf Grund 
einer Feststellung nach § 69 auf Antrag des behinderten 
Menschen durch die Bundesagentur für Arbeit. Die 
Gleichstellung wird mit dem Tag des Eingangs des Antrags 
wirksam. Sie kann befristet werden. 

(2) 障害者の重度障害者との同等扱い（第２条３項）は、第
69 条の認定をもとに障害者の申請に基づき連邦雇用エー
ジェンシーにより行われる。同等扱いは、申請書類の到着
日を以って効力を発する。同等扱いは期限付きとすること
ができる。 

(3) Auf gleichgestellte behinderte Menschen werden die 
besonderen Regelungen für schwerbehinderte Menschen mit 
Ausnahme des § 125 und des Kapitels 13 angewendet. 

(3) 同等に扱われる障害者に対しては第125条及び第13章を
例外として重度障害者のための特別規定が適用される。 

(4) Schwerbehinderten Menschen gleichgestellt sind auch 
behinderte Jugendliche und junge Erwachsene (§ 2 Abs. 1) 
während der Zeit einer Berufsausbildung in Betrieben und 
Dienststellen, auch wenn der Grad der Behinderung weniger 
als 30 beträgt oder ein Grad der Behinderung nicht festgestellt 
ist. Der Nachweis der Behinderung wird durch eine 
Stellungnahme der Agentur für Arbeit oder durch einen 
Bescheid über Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben 
erbracht. Die besonderen Regelungen für schwerbehinderte 
Menschen, mit Ausnahme des § 102 Abs. 3 Nr. 2 Buchstabe c, 
werden nicht angewendet. 

 

(4) 障害の程度が 30 未満である、又は障害の程度が認定され
ていなくとも、事業所や官公署で職業訓練期間中の障害の
ある少年及び若い成人（第２条１項）もまた重度障害者と
同等に扱われる。障害は、雇用エージェンシー（職業安定
所）の意見表明又は労働生活への参画のための給付に関す
る決定通知によって証明される。重度障害者のための特別
規定は、第 102 条３項２号ｃを例外とし、適用されない。
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Werden behinderte Menschen in ihren Rechten nach diesem Buch 
verletzt, können an ihrer Stelle und mit ihrem Einverständnis 
Verbände klagen, die nach ihrer Satzung behinderte Menschen 
auf Bundes- oder Landesebene vertreten und nicht selbst am 
Prozess beteiligt sind. In diesem Fall müssen alle 
Verfahrensvoraussetzungen wie bei einem Rechtsschutzersuchen 
durch den behinderten Menschen selbst vorliegen. 
 

障害者が本法典に基づく権利を侵害された場合には、定款上
連邦又は州レベルで障害者を代表し、自らその経緯に関わっ
ていない団体が、障害者に代り、その了解を得たうえで訴え
を起こすことができる。この場合、障害者による法的保護要
請などの訴訟手続のあらゆる要件が自ずと備わっていること
を要す。 

Titel 3  Koordinierung der Teilhabe behinderter Menschen 
 
§ 64  Beirat für die Teilhabe behinderter Menschen 

(1) Beim Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird ein 
Beirat für die Teilhabe behinderter Menschen gebildet, der es in 
Fragen der Teilhabe behinderter Menschen berät und bei 
Aufgaben der Koordinierung unterstützt. Zu den Aufgaben des 
Beirats gehören insbesondere auch  

1. die Unterstützung bei der Förderung von 
Rehabilitationseinrichtungen und die Mitwirkung bei der 
Vergabe der Mittel des Ausgleichsfonds, 

2. die Anregung und Koordinierung von Maßnahmen zur 
Evaluierung der in diesem Buch getroffenen Regelungen im 
Rahmen der Rehabilitationsforschung und als 
forschungsbegleitender Ausschuss die Unterstützung des 
Ministeriums bei der Festlegung von Fragestellungen und 
Kriterien. 

Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales trifft 
Entscheidungen über die Vergabe der Mittel des Ausgleichsfonds 
nur auf Grund von Vorschlägen des Beirats. 

第 3節 障害者の参画の調整 
 
第 64 条 障害者参画のための諮問委員会 

(1) 連邦労働社会省において、障害者参画のための試問委員
会が設置され、障害者の参画問題において協議し、調整任
務を補佐する。諮問委員会の任務は主として以下の通りで
ある。 

1. リハビリテーション施設助成の際の支援及び負担調整基
金の資金分配における協力 

2. リハビリテーション研究の一環として、本法典の中で定
められた規定を評価するための措置の提案と調整、及び委
員会として研究に付随する問題提起と基準を決める際に
省に対する支援 

連邦労働社会省は、諮問委員会の提案のみに基づいて負担調
整基金資金の分配に関する決定を下す。 

(2) Der Beirat besteht aus 48 Mitgliedern. Von diesen beruft das 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales  

zwei Mitglieder auf Vorschlag der Gruppenvertreter der 
Arbeitnehmer im Verwaltungsrat der Bundesagentur für Arbeit, 
zwei Mitglieder auf Vorschlag der Gruppenvertreter der 
Arbeitgeber im Verwaltungsrat der Bundesagentur für Arbeit,  
sechs Mitglieder auf Vorschlag der Behindertenverbände, die 
nach der Zusammensetzung ihrer Mitglieder dazu berufen sind, 
behinderte Menschen auf Bundesebene zu vertreten,  
16 Mitglieder auf Vorschlag der Länder,  
drei Mitglieder auf Vorschlag der Bundesvereinigung der 
kommunalen Spitzenverbände,  
ein Mitglied auf Vorschlag der Bundesarbeitsgemeinschaft der 
Integrationsämter und Hauptfürsorgestellen,  
ein Mitglied auf Vorschlag des Vorstands der Bundesagentur für 
Arbeit,  
zwei Mitglieder auf Vorschlag der Spitzenverbände der 
Krankenkassen,  
ein Mitglied auf Vorschlag der Spitzenvereinigungen der Träger 
der gesetzlichen Unfallversicherung,  
drei Mitglieder auf Vorschlag der Deutschen 
Rentenversicherung Bund,  
ein Mitglied auf Vorschlag der Bundesarbeitsgemeinschaft der 
überörtlichen Träger der Sozialhilfe,  
ein Mitglied auf Vorschlag der Bundesarbeitsgemeinschaft der 
Freien Wohlfahrtspflege,  
ein Mitglied auf Vorschlag der Bundesarbeitsgemeinschaft für 
Unterstützte Beschäftigung,  
fünf Mitglieder auf Vorschlag der Arbeitsgemeinschaften der 
Einrichtungen der medizinischen Rehabilitation, der 
Berufsförderungswerke, der Berufsbildungswerke, der 
Werkstätten für behinderte Menschen und der 
Integrationsfirmen,  
ein Mitglied auf Vorschlag der für die Wahrnehmung der 
Interessen der ambulanten und stationären 
Rehabilitationseinrichtungen auf Bundesebene maßgeblichen 
Spitzenverbände,  
zwei Mitglieder auf Vorschlag der Kassenärztlichen 
Bundesvereinigung und der Bundesärztekammer. 
Für jedes Mitglied ist ein stellvertretendes Mitglied zu berufen.

 

(2) 諮問委員会は 48 人の委員から構成される。連邦労働社会
省は、これらの委員のうち以下の委員を任命する。 
連邦雇用エージェンシーの管理委員会における労働者のグ
ループ代表の推薦に基づき２名の委員 
連邦雇用エージェンシーの管理委員会における雇用主のグ
ループ代表の推薦に基づき２名の委員 
障害者団体の推薦に基づき６名の委員、これらの委員は連盟
の会員構成に従い障害者を連邦レベルで代表するために任
命されている。 
州の推薦に基づき 16 名の委員 
連邦地方自治体中央機関連盟の推薦に基づき３名の委員 
連邦統合局・中央社会福祉事務所連合（BIH）の推薦に基づ
き１名の委員 
連邦雇用エージェンシーの幹部の推薦に基づく１名の委員 
疾病金庫中央連盟の推薦に基づき２名の委員 
公的労災保険運営者の中央連合の推薦に基づき１名の委員 
連邦ドイツ年金保険連合の推薦に基づき３名の委員 
連邦社会扶助広域運営者連合の推薦に基づき１名の委員 
自主的な社会福祉事業の連邦連合体の推薦に基づき１名の
委員 
支援を受けた就業のための連邦連合体の推薦に基づき１名
の委員 
医学リハビリテーション施設、雇用促進施設、職業教育施設、
障害者作業所及び統合企業の連合体の推薦に基づき５名の
委員 
連邦レベルの外来・入院リハビリテーション施設の利益を守
るための基準となる中央機関の推薦に基づき１名の委員 
保険医の連邦連盟及び連邦医師会の推薦に基づき２名の委
員 
委員１名につき１名の代理を任命するものとする。 

§ 65  Verfahren des Beirats 
Der Beirat für die Teilhabe behinderter Menschen wählt aus den 
ihm angehörenden Mitgliedern von Seiten der Arbeitnehmer, 
Arbeitgeber und Organisationen behinderter Menschen jeweils 
für die Dauer eines Jahres einen Vorsitzenden oder eine 
Vorsitzende und einen Stellvertreter oder eine Stellvertreterin. 

第 65 条 諮問委員会の手続
障害者参画のための諮問委員会は、その委員の中から労働者、
雇用主、障害者組織のサイドからそれぞれ１年間の任期で委
員長及びその代理を選ぶ。その他の点では第 106 条が準用さ
れる。 
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Im Übrigen gilt § 106 entsprechend. 
 

§ 66  Berichte über die Lage behinderter Menschen und die 
Entwicklung ihrer Teilhabe 

(1) Die Bundesregierung unterrichtet die gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes bis zum 31. Dezember 2004 über die 
Lage behinderter Frauen und Männer sowie die Entwicklung 
ihrer Teilhabe, gibt damit eine zusammenfassende Darstellung 
und Bewertung der Aufwendungen zu Prävention, 
Rehabilitation und Teilhabe behinderter Menschen im Hinblick 
auf Wirtschaftlichkeit und Wirksamkeit ab und schlägt unter 
Berücksichtigung und Bewertung der mit diesem Buch 
getroffenen Regelungen die zu treffenden Maßnahmen vor. In 
dem Bericht wird die Entwicklung der Teilhabe am Leben in der 
Gesellschaft gesondert dargestellt. Schlägt die 
Bundesregierung weitere Regelungen vor, erstattet sie auch 
über deren Wirkungen einen weiteren Bericht. Die Träger von 
Leistungen und Einrichtungen erteilen die erforderlichen 
Auskünfte. Die obersten Landesbehörden werden beteiligt. Ein 
gesonderter Bericht über die Lage behinderter Menschen ist vor 
diesem Zeitpunkt nicht zu erstellen. 

第 66 条 障害者の状況及びその参画の推移に関する報告
 

(1) 連邦政府は連邦の立法団体に対して 2004 年 12 月 31 日
までに障害のある女性及び男性の状況並びに彼らの参画の
推移について報告し、それによって経済性と効果の観点か
ら障害者の予防、リハビリテーション、参画のための費用
の総合的な説明と評価を伝え、本法典で定められた規定を
考慮、査定したうえで取られるべき措置を提案する。報告
書には共同体での生活への参画の推移を、独立した項目を
設けて記述する。連邦政府がこれ以外の規定を提案する場
合には、その効果についてもさらに報告を行う。給付と施
設の運営者は、必要な情報を提供する。州の最高官庁を関
与させる。障害者の状況に関する個別報告は、この時点よ
り前に作成してはならない。 

(2) Bei der Erfüllung der Berichtspflicht nach Absatz 1 
unterrichtet die Bundesregierung die gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes auch über die nach dem 
Behindertengleichstellungsgesetz getroffenen Maßnahmen, 
über Zielvereinbarungen im Sinne von § 5 des 
Behindertengleichstellungsgesetzes sowie über die 
Gleichstellung behinderter Menschen und gibt eine 
zusammenfassende, nach Geschlecht und Alter differenzierte 
Darstellung und Bewertung ab. Der Bericht nimmt zu 
möglichen weiteren Maßnahmen zur Gleichstellung 
behinderter Menschen Stellung. Die zuständigen obersten 
Landesbehörden werden beteiligt. 

(2) 前項の報告義務を果たすにあたり、連邦政府は連邦の立
法団体に対して、障害者対等化法（BGG）に則り取られた
措置、障害者対等化法第５条の趣旨による目的の取決め、
及び障害者の対等化についても報告し、性別と年齢別に分
けた総括的な説明と評価を伝える。報告書は障害者の対等
化のための考えられうるその他の措置についての見解を示
す。管轄する州の最高機関を関与させる。 

(3) Die Bundesregierung unterrichtet die gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes bis zum 31. Dezember 2006 über die 
Ausführung der Leistungen des Persönlichen Budgets nach § 
17. Auf der Grundlage des Berichts ist zu prüfen, ob weiterer 
Handlungsbedarf besteht; die obersten Landessozialbehörden 
werden beteiligt. 

 

(3) 連邦政府は、連邦立法機関に 2006 年 12 月 31 日までに、
第 17 条にかかる個人予算の給付実施状況について報告す
る。報告に基づき、更なる措置の必要があるかが検証され
る。州の社会政策最高機関を関与させる。 

§ 67  Verordnungsermächtigung 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales kann durch 
Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates weitere 
Vorschriften über die Geschäftsführung und das Verfahren des 
Beirats nach § 65 erlassen. 
 

第 67 条 命令の授権
連邦労働社会省は、連邦参議院の同意を得た法規命令により、
第 65 条に規定する諮問委員会の業務執行と手続についてそ
れ以外の規定を公布することができる。 

Teil 2  Besondere Regelungen zur Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen (Schwerbehindertenrecht) 

 
Kapitel 1  Geschützter Personenkreis 
 
§ 68  Geltungsbereich 

(1) Die Regelungen dieses Teils gelten für schwerbehinderte und 
diesen gleichgestellte behinderte Menschen. 

第 2部 重度障害者の参画に関する特別規定（重度障害者法）
 
 
第１章 保護対象者の範囲 
 
第 68 条 適用範囲 

(1) この部の規定は、重度障害者及び重度障害者と同等に扱
われる障害者に対して適用される。 

(2) Die Gleichstellung behinderter Menschen mit 
schwerbehinderten Menschen (§ 2 Abs. 3) erfolgt auf Grund 
einer Feststellung nach § 69 auf Antrag des behinderten 
Menschen durch die Bundesagentur für Arbeit. Die 
Gleichstellung wird mit dem Tag des Eingangs des Antrags 
wirksam. Sie kann befristet werden. 

(2) 障害者の重度障害者との同等扱い（第２条３項）は、第
69 条の認定をもとに障害者の申請に基づき連邦雇用エー
ジェンシーにより行われる。同等扱いは、申請書類の到着
日を以って効力を発する。同等扱いは期限付きとすること
ができる。 

(3) Auf gleichgestellte behinderte Menschen werden die 
besonderen Regelungen für schwerbehinderte Menschen mit 
Ausnahme des § 125 und des Kapitels 13 angewendet. 

(3) 同等に扱われる障害者に対しては第125条及び第13章を
例外として重度障害者のための特別規定が適用される。 

(4) Schwerbehinderten Menschen gleichgestellt sind auch 
behinderte Jugendliche und junge Erwachsene (§ 2 Abs. 1) 
während der Zeit einer Berufsausbildung in Betrieben und 
Dienststellen, auch wenn der Grad der Behinderung weniger 
als 30 beträgt oder ein Grad der Behinderung nicht festgestellt 
ist. Der Nachweis der Behinderung wird durch eine 
Stellungnahme der Agentur für Arbeit oder durch einen 
Bescheid über Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben 
erbracht. Die besonderen Regelungen für schwerbehinderte 
Menschen, mit Ausnahme des § 102 Abs. 3 Nr. 2 Buchstabe c, 
werden nicht angewendet. 

 

(4) 障害の程度が 30 未満である、又は障害の程度が認定され
ていなくとも、事業所や官公署で職業訓練期間中の障害の
ある少年及び若い成人（第２条１項）もまた重度障害者と
同等に扱われる。障害は、雇用エージェンシー（職業安定
所）の意見表明又は労働生活への参画のための給付に関す
る決定通知によって証明される。重度障害者のための特別
規定は、第 102 条３項２号ｃを例外とし、適用されない。

− 62 − − 63 −



社会法典第９編(SGB IX)  33 / 70 
 

zwei schwerbehinderte Menschen zu beschäftigen. 
(2) (weggefallen) (2) （廃止）
(3) Als öffentliche Arbeitgeber im Sinne des Teils 2 gelten  

1. jede oberste Bundesbehörde mit ihren nachgeordneten 
Dienststellen, das Bundespräsidialamt, die Verwaltungen des 
Deutschen Bundestages und Bundesrates, das 
Bundesverfassungsgericht, die obersten Gerichtshöfe des 
Bundes, der Bundesgerichtshof jedoch zusammengefasst mit 
dem Generalbundesanwalt, sowie das 
Bundeseisenbahnvermögen, 

2. jede oberste Landesbehörde und die Staats- und 
Präsidialkanzleien mit ihren nachgeordneten Dienststellen, 
die Verwaltungen der Landtage, die Rechnungshöfe 
(Rechnungskammern), die Organe der 
Verfassungsgerichtsbarkeit der Länder und jede sonstige 
Landesbehörde, zusammengefasst jedoch diejenigen 
Behörden, die eine gemeinsame Personalverwaltung haben, 

3. jede sonstige Gebietskörperschaft und jeder Verband von 
Gebietskörperschaften, 

4. jede sonstige Körperschaft, Anstalt oder Stiftung des 
öffentlichen Rechts. 

 

(3) 第２部の趣旨による公的な雇用主とは以下の機関であ
る。 

1. 出先機関を伴う連邦最高官庁、連邦大統領官房、連邦議
会及び連邦参議院の事務局、連邦憲法裁判所、各種連邦最
上級裁判所、連邦検事総長を含む連邦通常裁判所並びに連
邦鉄道公社、 

2. 出先機関を伴う州最高官庁及び州首相府・州大統領府、
州議会の事務局、州会計検査院（会計検査局）、州の憲法
裁判機関、共同の人事管理部を持つ官庁をも含むその他の
州官庁、 

3. その他の地方公共団体及び地方公共団体連合、 
4. その他の公法上の団体、施設又は財団。 

§ 72  Beschäftigung besonderer Gruppen schwerbehinderter 
Menschen 

(1) Im Rahmen der Erfüllung der Beschäftigungspflicht sind in 
angemessenem Umfang zu beschäftigen  

1. schwerbehinderte Menschen, die nach Art oder Schwere ihrer 
Behinderung im Arbeitsleben besonders betroffen sind, 
insbesondere solche,  

a) die zur Ausübung der Beschäftigung wegen ihrer 
Behinderung nicht nur vorübergehend einer besonderen 
Hilfskraft bedürfen oder 

b) deren Beschäftigung infolge ihrer Behinderung nicht nur 
vorübergehend mit außergewöhnlichen Aufwendungen für 
den Arbeitgeber verbunden ist oder 

c) die infolge ihrer Behinderung nicht nur vorübergehend 
offensichtlich nur eine wesentlich verminderte 
Arbeitsleistung erbringen können oder 

d) bei denen ein Grad der Behinderung von wenigstens 50 
allein infolge geistiger oder seelischer Behinderung oder 
eines Anfallsleidens vorliegt oder 

e) die wegen Art oder Schwere der Behinderung keine 
abgeschlossene Berufsbildung im Sinne des 
Berufsbildungsgesetzes haben, 

2. schwerbehinderte Menschen, die das 50. Lebensjahr vollendet 
haben. 

第 72 条 重度障害者特別グループの就労 
(1) 雇用義務履行の枠内で、以下の者を適切に雇用するもの
とする。 

1. 障害の種類又は程度により労働生活においてとりわけ重
度障害者に該当する者であって、特に次に掲げる者 

a) その障害のために仕事を行うのに一時的にではなく特
別な補助者を必要とする者、又は 

b) その障害の結果として就業が、一時的にではなく雇用主
にとって尋常でない出費をもたらす者 

c) その障害の結果として一時的にではなく明らかに大幅
に少ない労務提供しかできない者 

d) 知的もしくは精神的な障害又は頻発する発作だけを理
由として障害の程度が 50 以上である者 

e) 障害の種類又は程度により職業教育法の趣旨による職
業教育を修了しなかった者 

2. 満 50 歳に達した重度障害者 

(2) Arbeitgeber mit Stellen zur beruflichen Bildung, insbesondere 
für Auszubildende, haben im Rahmen der Erfüllung der 
Beschäftigungspflicht einen angemessenen Anteil dieser Stellen 
mit schwerbehinderten Menschen zu besetzen. Hierüber ist mit 
der zuständigen Interessenvertretung im Sinne des § 93 und 
der Schwerbehindertenvertretung zu beraten. 

 

(2) 職業教育、とりわけ職業訓練生 (Auszubildende) のため
の職場を持つ雇用主は、雇用義務達成の枠内でこれらの職
場の適切な割合を重度障害者で占めなければならない。こ
れについては第 93 条の趣旨による管轄利益代表及び重度
障害者代表と協議するものとする。 

§ 73  Begriff des Arbeitsplatzes 
(1) Arbeitsplätze im Sinne des Teils 2 sind alle Stellen, auf denen 

Arbeitnehmer und Arbeitnehmerinnen, Beamte und 
Beamtinnen, Richter und Richterinnen sowie Auszubildende 
und andere zu ihrer beruflichen Bildung Eingestellte 
beschäftigt werden. 

第 73 条 職場の概念
(1) 第２部の趣旨による職場 (Arbeitsplätze) とは、労働者、
公務員、裁判官、及び職業訓練生、職業教育のために採用
された者が従事しているあらゆる働き口をいう。 

(2) Als Arbeitsplätze gelten nicht die Stellen, auf denen 
beschäftigt werden  

1. behinderte Menschen, die an Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben nach § 33 Abs. 3 Nr. 3 in Betrieben oder 
Dienststellen teilnehmen, 

2. Personen, deren Beschäftigung nicht in erster Linie ihrem 
Erwerb dient, sondern vorwiegend durch Beweggründe 
karitativer oder religiöser Art bestimmt ist, und Geistliche 
öffentlich-rechtlicher Religionsgemeinschaften, 

3. Personen, deren Beschäftigung nicht in erster Linie ihrem 
Erwerb dient und die vorwiegend zu ihrer Heilung, 
Wiedereingewöhnung oder Erziehung erfolgt, 

4. Personen, die an Arbeitsbeschaffungsmaßnahmen nach dem 
Dritten Buch teilnehmen, 

5. Personen, die nach ständiger Übung in ihre Stellen gewählt 
werden, 

(2) 以下の者が従事している働き口は職場とはみなされな
い。 

1. 事業所 又は官公署で第 33 条３項３号による労働生活へ
の参画のための給付に参加している障害者 

2. その就業が、第一に収入のためではなく、もっぱら慈善
又は宗教的な動機により決定づけられている者及び公法
上の信仰共同体の聖職者 

3. その就業がまず第一に収入のためではなく、もっぱらそ
の治療、再順応又は教育のために行われる者 

4. 社会法典第３編の雇用創出対策に参加している者 
5. 継続的な訓練の後にその働き口に選ばれる者 
6. （廃止） 
7. その労働関係、勤務関係又はその他の雇用関係が、兵役
もしくは兵役代替社会奉仕勤務、両親育児期間、無給の休
暇、又は年金受給のための休職者のかわりに期限付きで採
用されている者、又は高齢パートタイムの場合には非就労
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§ 69  Feststellung der Behinderung, Ausweise 

(1) Auf Antrag des behinderten Menschen stellen die für die 
Durchführung des Bundesversorgungsgesetzes zuständigen 
Behörden das Vorliegen einer Behinderung und den Grad der 
Behinderung fest. Beantragt eine erwerbstätige Person die 
Feststellung der Eigenschaft als schwerbehinderter Mensch (§ 2 
Abs. 2), gelten die in § 14 Abs. 2 Satz 2 und 4 sowie Abs. 5 Satz 2 
und 5 genannten Fristen sowie § 60 Abs. 1 des Ersten Buches 
entsprechend. Das Gesetz über das Verwaltungsverfahren der 
Kriegsopferversorgung ist entsprechend anzuwenden, soweit 
nicht das Zehnte Buch Anwendung findet. Die Auswirkungen 
auf die Teilhabe am Leben in der Gesellschaft werden als Grad 
der Behinderung nach Zehnergraden abgestuft festgestellt. Die 
Maßstäbe des § 30 Abs. 1 des Bundesversorgungsgesetzes und 
der auf Grund des § 30 Absatz 16 des 
Bundesversorgungsgesetzes erlassenen Rechtsverordnung 
gelten entsprechend. Eine Feststellung ist nur zu treffen, wenn 
ein Grad der Behinderung von wenigstens 20 vorliegt. Durch 
Landesrecht kann die Zuständigkeit abweichend von Satz 1 
geregelt werden. 

第 69 条 障害の認定、証明
(1) 障害者の申請に基づき、連邦援護法の実施管轄官庁は、
障害の有無及び障害の程度を認定する。職業に就いている
者が重度障害者（第２条２項）としての資格認定を申請し
た場合、第 14 条２項２文及び４文並びに第５項２文及び５
文に規定する期限、並びに社会法典第１編の第 60 条１項が
準用される。社会法典第 10 編が適用されない場合は、戦争
犠牲者援護行政手続法が準用される。社会生活への参画に
対する効果は、障害の程度として 10 を単位とする等級分類
により認定される。連邦援護法第 30 条１項及び連邦援護法
第30条1６項を根拠に発効する法規命令の基準が準用され
る。障害の程度が 20 以上の場合にのみ認定が行われる。州
法により第１文とは異なる管轄権を定めることができる。

(2) Feststellungen nach Absatz 1 sind nicht zu treffen, wenn eine 
Feststellung über das Vorliegen einer Behinderung und den 
Grad einer auf ihr beruhenden Erwerbsminderung schon in 
einem Rentenbescheid, einer entsprechenden Verwaltungs- 
oder Gerichtsentscheidung oder einer vorläufigen 
Bescheinigung der für diese Entscheidungen zuständigen 
Dienststellen getroffen worden ist, es sei denn, dass der 
behinderte Mensch ein Interesse an anderweitiger Feststellung 
nach Absatz 1 glaubhaft macht. Eine Feststellung nach Satz 1 
gilt zugleich als Feststellung des Grades der Behinderung. 

(2) 障害の有無及びそれに基づく就業能力の低下の程度に関
する認定が、すでに年金決定通知、それに相当する行政決
定もしくは裁判所の決定又は当該決定を管轄する官公署の
暫定証明書において行われているなら、前項による認定は
行われないが、障害者が前項による別の方法での認定の利
益を真実らしいと推測させる場合にはこの限りではない。
第１文の認定は同時に障害の程度の認定とみなされる。 

(3) Liegen mehrere Beeinträchtigungen der Teilhabe am Leben in 
der Gesellschaft vor, so wird der Grad der Behinderung nach 
den Auswirkungen der Beeinträchtigungen in ihrer Gesamtheit 
unter Berücksichtigung ihrer wechselseitigen Beziehungen 
festgestellt. Für diese Entscheidung gilt Absatz 1, es sei denn, 
dass in einer Entscheidung nach Absatz 2 eine 
Gesamtbeurteilung bereits getroffen worden ist. 

(3) 社会生活への参画に対する侵害が重複してある場合に
は、障害の程度は、各侵害の相互関係を考慮したうえ、侵
害全体における各侵害の影響から判断して認定される。こ
の決定には第１項が適用されるが、前項による決定におい
てすでに全体判定が下されている場合を除く。 

(4) Sind neben dem Vorliegen der Behinderung weitere 
gesundheitliche Merkmale Voraussetzung für die 
Inanspruchnahme von Nachteilsausgleichen, so treffen die 
zuständigen Behörden die erforderlichen Feststellungen im 
Verfahren nach Absatz 1. 

(4) 障害があること以外に別の健康上の特徴が不利益調整の
請求の要件である場合には、管轄官庁は第１項の手続によ
り必要な認定を行う。 

(5) Auf Antrag des behinderten Menschen stellen die zuständigen 
Behörden auf Grund einer Feststellung der Behinderung einen 
Ausweis über die Eigenschaft als schwerbehinderter Mensch, 
den Grad der Behinderung sowie im Falle des Absatzes 4 über 
weitere gesundheitliche Merkmale aus. Der Ausweis dient dem 
Nachweis für die Inanspruchnahme von Leistungen und 
sonstigen Hilfen, die schwerbehinderten Menschen nach Teil 2 
oder nach anderen Vorschriften zustehen. Die Gültigkeitsdauer 
des Ausweises soll befristet werden. Er wird eingezogen, sobald 
der gesetzliche Schutz schwerbehinderter Menschen erloschen 
ist. Der Ausweis wird berichtigt, sobald eine Neufeststellung 
unanfechtbar geworden ist. 

 

(5) 障害者の申請に基づき、管轄官庁は、障害の認定をもと
に重度障害者としての特徴、障害の程度に関する証明書、
さらに第４項の事例においては別の健康上の特徴も含めた
証明書を発行する。この証明書は、第２部又は他の規定に
より重度障害者に与えられるべき給付及びその他の扶助の
請求に対する証明になるものである。この証明書には有効
期間を定めるものとする。重度障害者に対する法的保護が
なくなれば、この証明書は直ちに回収される。新たな認定
が取り消しえないと判明した時点で、この証明書は直ちに
改められる。 

§ 70  Verordnungsermächtigung 
Die Bundesregierung wird ermächtigt, durch Rechtsverordnung 
mit Zustimmung des Bundesrates nähere Vorschriften über die 
Gestaltung der Ausweise, ihre Gültigkeit und das 
Verwaltungsverfahren zu erlassen. 
 

第 70 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦政府に対して、
証明書の作成、その有効期間及び行政手続に関する詳細規定
を公布する権限を与える。 

Kapitel 2  Beschäftigungspflicht der Arbeitgeber 
 
§ 71  Pflicht der Arbeitgeber zur Beschäftigung 

schwerbehinderter Menschen 
(1) Private und öffentliche Arbeitgeber (Arbeitgeber) mit 

jahresdurchschnittlich monatlich mindestens 20 Arbeitsplätzen 
im Sinne des § 73 haben auf wenigstens 5 Prozent der 
Arbeitsplätze schwerbehinderte Menschen zu beschäftigen. 
Dabei sind schwerbehinderte Frauen besonders zu 
berücksichtigen. Abweichend von Satz 1 haben Arbeitgeber mit 
jahresdurchschnittlich monatlich weniger als 40 Arbeitsplätzen 
jahresdurchschnittlich je Monat einen schwerbehinderten 
Menschen, Arbeitgeber mit jahresdurchschnittlich monatlich 
weniger als 60 Arbeitsplätzen jahresdurchschnittlich je Monat 

第 2章 雇用主の雇用義務 
 
第 71 条 重度障害者の雇用に関する雇用主の義務 

(1) 第 73 条の趣旨による職場を年間平均で月に 20 以上有す
る民間の雇用主及び公的な雇用主（以下「雇用主」）は、職
場の少なくとも５%で重度障害者を就業させなければなら
ない。その際特に重度障害のある女性を考慮するものとす
る。第１文の規定にかかわらず、年間平均で月に 40 未満の
職場を有する雇用主は、月あたり１人の重度障害者を、年
間平均で月に 60 未満の職場を有する雇用主は、月あたり２
人の重度障害者を就業させなければならない。 
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zwei schwerbehinderte Menschen zu beschäftigen. 
(2) (weggefallen) (2) （廃止）
(3) Als öffentliche Arbeitgeber im Sinne des Teils 2 gelten  

1. jede oberste Bundesbehörde mit ihren nachgeordneten 
Dienststellen, das Bundespräsidialamt, die Verwaltungen des 
Deutschen Bundestages und Bundesrates, das 
Bundesverfassungsgericht, die obersten Gerichtshöfe des 
Bundes, der Bundesgerichtshof jedoch zusammengefasst mit 
dem Generalbundesanwalt, sowie das 
Bundeseisenbahnvermögen, 

2. jede oberste Landesbehörde und die Staats- und 
Präsidialkanzleien mit ihren nachgeordneten Dienststellen, 
die Verwaltungen der Landtage, die Rechnungshöfe 
(Rechnungskammern), die Organe der 
Verfassungsgerichtsbarkeit der Länder und jede sonstige 
Landesbehörde, zusammengefasst jedoch diejenigen 
Behörden, die eine gemeinsame Personalverwaltung haben, 

3. jede sonstige Gebietskörperschaft und jeder Verband von 
Gebietskörperschaften, 

4. jede sonstige Körperschaft, Anstalt oder Stiftung des 
öffentlichen Rechts. 

 

(3) 第２部の趣旨による公的な雇用主とは以下の機関であ
る。 

1. 出先機関を伴う連邦最高官庁、連邦大統領官房、連邦議
会及び連邦参議院の事務局、連邦憲法裁判所、各種連邦最
上級裁判所、連邦検事総長を含む連邦通常裁判所並びに連
邦鉄道公社、 

2. 出先機関を伴う州最高官庁及び州首相府・州大統領府、
州議会の事務局、州会計検査院（会計検査局）、州の憲法
裁判機関、共同の人事管理部を持つ官庁をも含むその他の
州官庁、 

3. その他の地方公共団体及び地方公共団体連合、 
4. その他の公法上の団体、施設又は財団。 

§ 72  Beschäftigung besonderer Gruppen schwerbehinderter 
Menschen 

(1) Im Rahmen der Erfüllung der Beschäftigungspflicht sind in 
angemessenem Umfang zu beschäftigen  

1. schwerbehinderte Menschen, die nach Art oder Schwere ihrer 
Behinderung im Arbeitsleben besonders betroffen sind, 
insbesondere solche,  

a) die zur Ausübung der Beschäftigung wegen ihrer 
Behinderung nicht nur vorübergehend einer besonderen 
Hilfskraft bedürfen oder 

b) deren Beschäftigung infolge ihrer Behinderung nicht nur 
vorübergehend mit außergewöhnlichen Aufwendungen für 
den Arbeitgeber verbunden ist oder 

c) die infolge ihrer Behinderung nicht nur vorübergehend 
offensichtlich nur eine wesentlich verminderte 
Arbeitsleistung erbringen können oder 

d) bei denen ein Grad der Behinderung von wenigstens 50 
allein infolge geistiger oder seelischer Behinderung oder 
eines Anfallsleidens vorliegt oder 

e) die wegen Art oder Schwere der Behinderung keine 
abgeschlossene Berufsbildung im Sinne des 
Berufsbildungsgesetzes haben, 

2. schwerbehinderte Menschen, die das 50. Lebensjahr vollendet 
haben. 

第 72 条 重度障害者特別グループの就労 
(1) 雇用義務履行の枠内で、以下の者を適切に雇用するもの
とする。 

1. 障害の種類又は程度により労働生活においてとりわけ重
度障害者に該当する者であって、特に次に掲げる者 

a) その障害のために仕事を行うのに一時的にではなく特
別な補助者を必要とする者、又は 

b) その障害の結果として就業が、一時的にではなく雇用主
にとって尋常でない出費をもたらす者 

c) その障害の結果として一時的にではなく明らかに大幅
に少ない労務提供しかできない者 

d) 知的もしくは精神的な障害又は頻発する発作だけを理
由として障害の程度が 50 以上である者 

e) 障害の種類又は程度により職業教育法の趣旨による職
業教育を修了しなかった者 

2. 満 50 歳に達した重度障害者 

(2) Arbeitgeber mit Stellen zur beruflichen Bildung, insbesondere 
für Auszubildende, haben im Rahmen der Erfüllung der 
Beschäftigungspflicht einen angemessenen Anteil dieser Stellen 
mit schwerbehinderten Menschen zu besetzen. Hierüber ist mit 
der zuständigen Interessenvertretung im Sinne des § 93 und 
der Schwerbehindertenvertretung zu beraten. 

 

(2) 職業教育、とりわけ職業訓練生 (Auszubildende) のため
の職場を持つ雇用主は、雇用義務達成の枠内でこれらの職
場の適切な割合を重度障害者で占めなければならない。こ
れについては第 93 条の趣旨による管轄利益代表及び重度
障害者代表と協議するものとする。 

§ 73  Begriff des Arbeitsplatzes 
(1) Arbeitsplätze im Sinne des Teils 2 sind alle Stellen, auf denen 

Arbeitnehmer und Arbeitnehmerinnen, Beamte und 
Beamtinnen, Richter und Richterinnen sowie Auszubildende 
und andere zu ihrer beruflichen Bildung Eingestellte 
beschäftigt werden. 

第 73 条 職場の概念
(1) 第２部の趣旨による職場 (Arbeitsplätze) とは、労働者、
公務員、裁判官、及び職業訓練生、職業教育のために採用
された者が従事しているあらゆる働き口をいう。 

(2) Als Arbeitsplätze gelten nicht die Stellen, auf denen 
beschäftigt werden  

1. behinderte Menschen, die an Leistungen zur Teilhabe am 
Arbeitsleben nach § 33 Abs. 3 Nr. 3 in Betrieben oder 
Dienststellen teilnehmen, 

2. Personen, deren Beschäftigung nicht in erster Linie ihrem 
Erwerb dient, sondern vorwiegend durch Beweggründe 
karitativer oder religiöser Art bestimmt ist, und Geistliche 
öffentlich-rechtlicher Religionsgemeinschaften, 

3. Personen, deren Beschäftigung nicht in erster Linie ihrem 
Erwerb dient und die vorwiegend zu ihrer Heilung, 
Wiedereingewöhnung oder Erziehung erfolgt, 

4. Personen, die an Arbeitsbeschaffungsmaßnahmen nach dem 
Dritten Buch teilnehmen, 

5. Personen, die nach ständiger Übung in ihre Stellen gewählt 
werden, 

(2) 以下の者が従事している働き口は職場とはみなされな
い。 

1. 事業所 又は官公署で第 33 条３項３号による労働生活へ
の参画のための給付に参加している障害者 

2. その就業が、第一に収入のためではなく、もっぱら慈善
又は宗教的な動機により決定づけられている者及び公法
上の信仰共同体の聖職者 

3. その就業がまず第一に収入のためではなく、もっぱらそ
の治療、再順応又は教育のために行われる者 

4. 社会法典第３編の雇用創出対策に参加している者 
5. 継続的な訓練の後にその働き口に選ばれる者 
6. （廃止） 
7. その労働関係、勤務関係又はその他の雇用関係が、兵役
もしくは兵役代替社会奉仕勤務、両親育児期間、無給の休
暇、又は年金受給のための休職者のかわりに期限付きで採
用されている者、又は高齢パートタイムの場合には非就労
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Ausbildung im Sinne des § 35 Abs. 2, die in einem Betrieb oder 
einer Dienststelle durchgeführt wird. Die Bundesagentur für 
Arbeit kann die Anrechnung auf drei Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen zulassen, wenn die Vermittlung in 
eine berufliche Ausbildungsstelle wegen Art oder Schwere der 
Behinderung auf besondere Schwierigkeiten stößt. Bei 
Übernahme in ein Arbeits- oder Beschäftigungsverhältnis 
durch den ausbildenden oder einen anderen Arbeitgeber im 
Anschluss an eine abgeschlossene Ausbildung wird der 
schwerbehinderte Mensch im ersten Jahr der Beschäftigung auf 
zwei Pflichtarbeitsplätze angerechnet; Absatz 1 bleibt 
unberührt. 

練の期間中についても適用される。連邦雇用エージェンシ
ーは、職業訓練職場への斡旋が障害の種類又は程度から判
断してとりわけ困難を伴う場合には、重度障害者の義務職
場数３としての算入を認めることができる。職業訓練を実
施する雇用主又はその他の雇用主が職業訓練終了後に労働
関係又は雇用関係を引き受ける際には、重度障害者は、就
業初年度は義務職場数２として算入される；前記にかかわ
らず第１項はなお効力を有する。 

(3) Bescheide über die Anrechnung eines schwerbehinderten 
Menschen auf mehr als drei Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen, die vor dem 1. August 1986 
erlassen worden sind, gelten fort. 

 

(3) １名の重度障害者を重度障害者の義務職場数３以上とし
て算入することに関する 1986 年８月１日より前に出され
た通知は、引き続き効力を有する。 

§ 77  Ausgleichsabgabe 
(1) Solange Arbeitgeber die vorgeschriebene Zahl 

schwerbehinderter Menschen nicht beschäftigen, entrichten sie 
für jeden unbesetzten Pflichtarbeitsplatz für schwerbehinderte 
Menschen eine Ausgleichsabgabe. Die Zahlung der 
Ausgleichsabgabe hebt die Pflicht zur Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen nicht auf. Die Ausgleichsabgabe 
wird auf der Grundlage einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote ermittelt. 

第 77 条 負担調整賦課金
(1) 雇用主が規定人数の重度障害者を雇用していない場合に
は、充足されていない重度障害者の義務職場数に対して負
担調整賦課金を支払う。負担調整賦課金の支払いは、重度
障害者の雇用義務を免責するものではない。負担調整賦課
金は、年平均雇用率をもとに算出する。 

(2) Die Ausgleichsabgabe beträgt je unbesetzten 
Pflichtarbeitsplatz  

1. 105 Euro bei einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote von 3 Prozent bis weniger als dem 
geltenden Pflichtsatz, 

2. 180 Euro bei einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote von 2 Prozent bis weniger als 3 Prozent,

3. 260 Euro bei einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote von weniger als 2 Prozent. 

Abweichend von Satz 1 beträgt die Ausgleichsabgabe je 
unbesetzten Pflichtarbeitsplatz für schwerbehinderte Menschen 
1. für Arbeitgeber mit jahresdurchschnittlich weniger als 40 zu 

berücksichtigenden Arbeitsplätzen bei einer 
jahresdurchschnittlichen Beschäftigung von weniger als 
einem schwerbehinderten Menschen 105 Euro und 

2. für Arbeitgeber mit jahresdurchschnittlich weniger als 60 zu 
berücksichtigenden Arbeitsplätzen bei einer 
jahresdurchschnittlichen Beschäftigung von weniger als zwei 
schwerbehinderten Menschen 105 Euro und bei einer 
jahresdurchschnittlichen Beschäftigung von weniger als 
einem schwerbehinderten Menschen 180 Euro. 

(2) 負担調整賦課金は、充足されていない義務職場数１あた
り以下の金額とする。 

1. 年平均雇用率が３%以上、適用される義務雇用率以下の
場合には 105 ユーロ 

2. 年平均雇用率が２%以上、３%未満の場合には 180 ユー
ロ 

3. 年平均雇用率が２%未満の場合には 260 ユーロ 
第１文の規定にかかわらず、重度障害者の未充足義務職場数
あたりの負担調整賦課金は以下の金額とする。 
1. 対象となる職場数が年平均 40 未満の雇用主については、
年平均雇用が重度障害者１名未満の場合には 105 ユーロ

2. 対象となる職場数が年平均 60 未満の雇用主については、
年平均雇用が重度障害者２名未満の場合には 105ユーロ、
年平均雇用が重度障害者１名未満の場合には 180 ユーロ

(3) Die Ausgleichsabgabe erhöht sich entsprechend der 
Veränderung der Bezugsgröße nach § 18 Abs. 1 des Vierten 
Buches. Sie erhöht sich zum 1. Januar eines Kalenderjahres, 
wenn sich die Bezugsgröße seit der letzten Neubestimmung der 
Beträge der Ausgleichsabgabe um wenigstens 10 Prozent 
erhöht hat. Die Erhöhung der Ausgleichsabgabe erfolgt, indem 
der Faktor für die Veränderung der Bezugsgröße mit dem 
jeweiligen Betrag der Ausgleichsabgabe vervielfältigt wird. Die 
sich ergebenden Beträge sind auf den nächsten durch fünf 
teilbaren Betrag abzurunden. Das Bundesministerium für 
Arbeit und Soziales gibt den Erhöhungsbetrag und die sich 
nach Satz 3 ergebenden Beträge der Ausgleichsabgabe im 
Bundesanzeiger bekannt. 

(3) 負担調整賦課金は、社会法典第４編第 18 条１項による基
礎額の改定に従って引き上げられる。負担調整賦課金は、
基礎額が負担調整賦課金額の最終改定以降 10%以上、上昇
した場合には、暦年の１月１日を以って引き上げられる。
負担調整賦課金の引上げは、該当する負担調整賦課金額に
改定された基礎額の係数を乗じて算定する。そこで得られ
た数字を切り下げ、最も近い５で割り切れる金額にする。
連邦労働社会省は、引上げ額及び第３文により算出された
負担調整賦課金額を連邦官報に公表する。 

(4) Die Ausgleichsabgabe zahlt der Arbeitgeber jährlich zugleich 
mit der Erstattung der Anzeige nach § 80 Abs. 2 an das für 
seinen Sitz zuständige Integrationsamt. Ist ein Arbeitgeber 
mehr als drei Monate im Rückstand, erlässt das 
Integrationsamt einen Feststellungsbescheid über die 
rückständigen Beträge und zieht diese ein. Für rückständige 
Beträge der Ausgleichsabgabe erhebt das Integrationsamt nach 
dem 31. März Säumniszuschläge nach Maßgabe des § 24 Abs. 1 
des Vierten Buches; für ihre Verwendung gilt Absatz 5 
entsprechend. Das Integrationsamt kann in begründeten 
Ausnahmefällen von der Erhebung von Säumniszuschlägen 
absehen. Widerspruch und Anfechtungsklage gegen den 
Feststellungsbescheid haben keine aufschiebende Wirkung. 
Gegenüber privaten Arbeitgebern wird die 
Zwangsvollstreckung nach den Vorschriften über das 

(4) 雇用主は、毎年、負担調整賦課金を第 80 条２項による届
け出と同時に雇用主の所在地を管轄する統合局に支払う。
雇用主が３ヵ月以上支払いを滞らせた場合には、統合局は、
未払い金額に関する確認通知を出し、未払金を徴収する。
統合局は負担調整賦課金の未払い金額に対して３月 31 日
以降は社会法典第４編第 24 条１項の基準で滞納追徴金を
徴収する；その使用については第５項が適用される。相当
な事由のある例外事例においては統合局が滞納追徴金の徴
収を行わないこともありうる。確認通知に対する異議申立
てと取消しの訴えには延期効力はない。民間の雇用主に対
しては、行政強制手続に関する規定による強制執行が実施
される。公的な雇用主においては、統合局は、監督官庁に
依頼し、その決定を以って統合局は連邦または州の最高官
庁の決定を求めることができる。連邦雇用エージェンシー
への届け出が受理された暦年が経過した後は、負担調整賦
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6. (weggefallen) 
7. Personen, deren Arbeits-, Dienst- oder sonstiges 

Beschäftigungsverhältnis wegen Wehr- oder Zivildienst, 
Elternzeit, unbezahltem Urlaub, wegen Bezuges einer Rente 
auf Zeit oder bei Altersteilzeitarbeit in der Freistellungsphase 
(Verblockungsmodell) ruht, solange für sie eine Vertretung 
eingestellt ist. 

期間（ブロック分割モデルの場合）にある者、ただしその
代理が採用されている場合に限る。 

(3) Als Arbeitsplätze gelten ferner nicht Stellen, die nach der 
Natur der Arbeit oder nach den zwischen den Parteien 
getroffenen Vereinbarungen nur auf die Dauer von höchstens 
acht Wochen besetzt sind, sowie Stellen, auf denen Beschäftigte 
weniger als 18 Stunden wöchentlich beschäftigt werden. 

 
Fußnote 

(+++ § 73 Abs. 2 Nr. 4: Zur Anwendung vgl. § 159a F. ab 
23.12.2003 +++) 

 

(3) さらに仕事の性質上又は当事者間で結ばれた取決めによ
り最長８週間の期限付きで雇用される働き口、及び就業者
の週労働時間が 18 時間に満たない働き口は、職場とはみな
されない。 

 

§ 74  Berechnung der Mindestzahl von Arbeitsplätzen und der 
Pflichtarbeitsplatzzahl 

(1) Bei der Berechnung der Mindestzahl von Arbeitsplätzen und 
der Zahl der Arbeitsplätze, auf denen schwerbehinderte 
Menschen zu beschäftigen sind (§ 71), zählen Stellen, auf denen 
Auszubildende beschäftigt werden, nicht mit. Das Gleiche gilt 
für Stellen, auf denen Rechts- oder Studienreferendare und 
-referendarinnen beschäftigt werden, die einen Rechtsanspruch 
auf Einstellung haben. 

第 74 条 最低職場数及び義務職場数の算定 
(1) 重度障害者が雇用されるべき最低職場数及び職場数（第

71 条）の算定の際には、職業訓練生が従事する働き口は含
まれない。採用に対する法的請求権を有する司法修習生又
は高等学校見習い教諭が雇用される働き口についても同様
である。 

(2) Bei der Berechnung sich ergebende Bruchteile von 0,5 und 
mehr sind aufzurunden, bei Arbeitgebern mit 
jahresdurchschnittlich weniger als 60 Arbeitsplätzen 
abzurunden. 

 

(2) 算定の際に生じる 0.5 以上の端数は切り上げるものとす
るが、年間平均で 60 未満の職場を有する雇用主については
切り下げるものとする。 

§ 75  Anrechnung Beschäftigter auf die Zahl der 
Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte Menschen 

(1) Ein schwerbehinderter Mensch, der auf einem Arbeitsplatz im 
Sinne des § 73 Abs. 1 oder Abs. 2 Nr. 1 oder 4 beschäftigt wird, 
wird auf einen Pflichtarbeitsplatz für schwerbehinderte 
Menschen angerechnet. 

第 75 条 重度障害者のための義務職場数への就業者の算入
(1) 第73条１項又は２項１号もしくは４号の趣旨による職場
に雇用されている重度障害者１名は、重度障害者のための
義務職場数１として算入される。 

(2) Ein schwerbehinderter Mensch, der in Teilzeitbeschäftigung 
kürzer als betriebsüblich, aber nicht weniger als 18 Stunden 
wöchentlich beschäftigt wird, wird auf einen Pflichtarbeitsplatz 
für schwerbehinderte Menschen angerechnet. Bei 
Herabsetzung der wöchentlichen Arbeitszeit auf weniger als 18 
Stunden infolge von Altersteilzeit gilt Satz 1 entsprechend. 
Wird ein schwerbehinderter Mensch weniger als 18 Stunden 
wöchentlich beschäftigt, lässt die Bundesagentur für Arbeit die 
Anrechnung auf einen dieser Pflichtarbeitsplätze zu, wenn die 
Teilzeitbeschäftigung wegen Art oder Schwere der Behinderung 
notwendig ist. 

(2) 事業所において通常の時間数よりは短いが週に18時間以
上就業するパートタイム労働の重度障害者１名は、重度障
害者のための義務職場数１として算入される。週の労働時
間を高齢パートタイムを理由として 18 時間未満に減らす
場合には、第１文が準用される。重度障害者を週 18 時間未
満就労させる場合、パートタイム労働が障害の種類と程度
から判断して必要であるなら、連邦雇用エージェンシーは
義務職場数の１としての算入を認める。 

(2a) Ein schwerbehinderter Mensch, der im Rahmen einer 
Maßnahme zur Förderung des Übergangs aus der Werkstatt für 
behinderte Menschen auf den allgemeinen Arbeitsmarkt (§ 5 
Abs. 4 Satz 1 der Werkstättenverordnung) beschäftigt wird, 
wird auch für diese Zeit auf die Zahl der Pflichtarbeitsplätze 
angerechnet. 

(2a) 障害者作業所から一般の労働市場への移行を促進する
ための措置（作業所命令第５条４項１文）の一環として雇
用されている重度障害者は、その期間中も義務職場数に算
入される。 

(3) Ein schwerbehinderter Arbeitgeber wird auf einen 
Pflichtarbeitsplatz für schwerbehinderte Menschen 
angerechnet. 

(3) 重度障害を有する雇用主１名は、重度障害者のための義
務職場数１として算入される。 

(4) Der Inhaber eines Bergmannsversorgungsscheins wird, auch 
wenn er kein schwerbehinderter oder gleichgestellter 
behinderter Mensch im Sinne des § 2 Abs. 2 oder 3 ist, auf einen 
Pflichtarbeitsplatz angerechnet. 

 

(4) 鉱夫援護証明書の所有者は、重度障害者又は第２条２項
もしくは３項の趣旨による同等扱いの重度障害者ではなく
とも、義務職場数１として算入される。 

§ 76  Mehrfachanrechnung 
(1) Die Bundesagentur für Arbeit kann die Anrechnung eines 

schwerbehinderten Menschen, besonders eines 
schwerbehinderten Menschen im Sinne des § 72 Abs. 1 auf 
mehr als einen Pflichtarbeitsplatz, höchstens drei 
Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte Menschen zulassen, 
wenn dessen Teilhabe am Arbeitsleben auf besondere 
Schwierigkeiten stößt. Satz 1 gilt auch für schwerbehinderte 
Menschen im Anschluss an eine Beschäftigung in einer 
Werkstatt für behinderte Menschen und für teilzeitbeschäftigte 
schwerbehinderte Menschen im Sinne des § 75 Abs. 2. 

第 76 条 重複算入
(1) 連邦雇用エージェンシーは、重度障害者１名、特に第 72
条１項の趣旨による重度障害者１名の算入を、当該重度障
害者の労働生活への参画がとりわけ困難を伴う場合には、
重度障害者の義務職場数１以上、最大で義務職場数３とし
て認めることができる。第１文は、障害者作業所での就業
後の重度障害者及び第 75 条２項の趣旨によるパートタイ
ム労働の重度障害者についても適用される。 

(2) Ein schwerbehinderter Mensch, der beruflich ausgebildet wird, 
wird auf zwei Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte 
Menschen angerechnet. Satz 1 gilt auch während der Zeit einer 

(2) 職業訓練を受けている重度障害者１名は、重度障害者の
ための義務職場数２として算入される。第１文は、事業所
又は官公署で実施される第 35 条２項の趣旨による職業訓
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Ausbildung im Sinne des § 35 Abs. 2, die in einem Betrieb oder 
einer Dienststelle durchgeführt wird. Die Bundesagentur für 
Arbeit kann die Anrechnung auf drei Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen zulassen, wenn die Vermittlung in 
eine berufliche Ausbildungsstelle wegen Art oder Schwere der 
Behinderung auf besondere Schwierigkeiten stößt. Bei 
Übernahme in ein Arbeits- oder Beschäftigungsverhältnis 
durch den ausbildenden oder einen anderen Arbeitgeber im 
Anschluss an eine abgeschlossene Ausbildung wird der 
schwerbehinderte Mensch im ersten Jahr der Beschäftigung auf 
zwei Pflichtarbeitsplätze angerechnet; Absatz 1 bleibt 
unberührt. 

練の期間中についても適用される。連邦雇用エージェンシ
ーは、職業訓練職場への斡旋が障害の種類又は程度から判
断してとりわけ困難を伴う場合には、重度障害者の義務職
場数３としての算入を認めることができる。職業訓練を実
施する雇用主又はその他の雇用主が職業訓練終了後に労働
関係又は雇用関係を引き受ける際には、重度障害者は、就
業初年度は義務職場数２として算入される；前記にかかわ
らず第１項はなお効力を有する。 

(3) Bescheide über die Anrechnung eines schwerbehinderten 
Menschen auf mehr als drei Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen, die vor dem 1. August 1986 
erlassen worden sind, gelten fort. 

 

(3) １名の重度障害者を重度障害者の義務職場数３以上とし
て算入することに関する 1986 年８月１日より前に出され
た通知は、引き続き効力を有する。 

§ 77  Ausgleichsabgabe 
(1) Solange Arbeitgeber die vorgeschriebene Zahl 

schwerbehinderter Menschen nicht beschäftigen, entrichten sie 
für jeden unbesetzten Pflichtarbeitsplatz für schwerbehinderte 
Menschen eine Ausgleichsabgabe. Die Zahlung der 
Ausgleichsabgabe hebt die Pflicht zur Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen nicht auf. Die Ausgleichsabgabe 
wird auf der Grundlage einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote ermittelt. 

第 77 条 負担調整賦課金
(1) 雇用主が規定人数の重度障害者を雇用していない場合に
は、充足されていない重度障害者の義務職場数に対して負
担調整賦課金を支払う。負担調整賦課金の支払いは、重度
障害者の雇用義務を免責するものではない。負担調整賦課
金は、年平均雇用率をもとに算出する。 

(2) Die Ausgleichsabgabe beträgt je unbesetzten 
Pflichtarbeitsplatz  

1. 105 Euro bei einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote von 3 Prozent bis weniger als dem 
geltenden Pflichtsatz, 

2. 180 Euro bei einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote von 2 Prozent bis weniger als 3 Prozent,

3. 260 Euro bei einer jahresdurchschnittlichen 
Beschäftigungsquote von weniger als 2 Prozent. 

Abweichend von Satz 1 beträgt die Ausgleichsabgabe je 
unbesetzten Pflichtarbeitsplatz für schwerbehinderte Menschen 
1. für Arbeitgeber mit jahresdurchschnittlich weniger als 40 zu 

berücksichtigenden Arbeitsplätzen bei einer 
jahresdurchschnittlichen Beschäftigung von weniger als 
einem schwerbehinderten Menschen 105 Euro und 

2. für Arbeitgeber mit jahresdurchschnittlich weniger als 60 zu 
berücksichtigenden Arbeitsplätzen bei einer 
jahresdurchschnittlichen Beschäftigung von weniger als zwei 
schwerbehinderten Menschen 105 Euro und bei einer 
jahresdurchschnittlichen Beschäftigung von weniger als 
einem schwerbehinderten Menschen 180 Euro. 

(2) 負担調整賦課金は、充足されていない義務職場数１あた
り以下の金額とする。 

1. 年平均雇用率が３%以上、適用される義務雇用率以下の
場合には 105 ユーロ 

2. 年平均雇用率が２%以上、３%未満の場合には 180 ユー
ロ 

3. 年平均雇用率が２%未満の場合には 260 ユーロ 
第１文の規定にかかわらず、重度障害者の未充足義務職場数
あたりの負担調整賦課金は以下の金額とする。 
1. 対象となる職場数が年平均 40 未満の雇用主については、
年平均雇用が重度障害者１名未満の場合には 105 ユーロ

2. 対象となる職場数が年平均 60 未満の雇用主については、
年平均雇用が重度障害者２名未満の場合には 105ユーロ、
年平均雇用が重度障害者１名未満の場合には 180 ユーロ

(3) Die Ausgleichsabgabe erhöht sich entsprechend der 
Veränderung der Bezugsgröße nach § 18 Abs. 1 des Vierten 
Buches. Sie erhöht sich zum 1. Januar eines Kalenderjahres, 
wenn sich die Bezugsgröße seit der letzten Neubestimmung der 
Beträge der Ausgleichsabgabe um wenigstens 10 Prozent 
erhöht hat. Die Erhöhung der Ausgleichsabgabe erfolgt, indem 
der Faktor für die Veränderung der Bezugsgröße mit dem 
jeweiligen Betrag der Ausgleichsabgabe vervielfältigt wird. Die 
sich ergebenden Beträge sind auf den nächsten durch fünf 
teilbaren Betrag abzurunden. Das Bundesministerium für 
Arbeit und Soziales gibt den Erhöhungsbetrag und die sich 
nach Satz 3 ergebenden Beträge der Ausgleichsabgabe im 
Bundesanzeiger bekannt. 

(3) 負担調整賦課金は、社会法典第４編第 18 条１項による基
礎額の改定に従って引き上げられる。負担調整賦課金は、
基礎額が負担調整賦課金額の最終改定以降 10%以上、上昇
した場合には、暦年の１月１日を以って引き上げられる。
負担調整賦課金の引上げは、該当する負担調整賦課金額に
改定された基礎額の係数を乗じて算定する。そこで得られ
た数字を切り下げ、最も近い５で割り切れる金額にする。
連邦労働社会省は、引上げ額及び第３文により算出された
負担調整賦課金額を連邦官報に公表する。 

(4) Die Ausgleichsabgabe zahlt der Arbeitgeber jährlich zugleich 
mit der Erstattung der Anzeige nach § 80 Abs. 2 an das für 
seinen Sitz zuständige Integrationsamt. Ist ein Arbeitgeber 
mehr als drei Monate im Rückstand, erlässt das 
Integrationsamt einen Feststellungsbescheid über die 
rückständigen Beträge und zieht diese ein. Für rückständige 
Beträge der Ausgleichsabgabe erhebt das Integrationsamt nach 
dem 31. März Säumniszuschläge nach Maßgabe des § 24 Abs. 1 
des Vierten Buches; für ihre Verwendung gilt Absatz 5 
entsprechend. Das Integrationsamt kann in begründeten 
Ausnahmefällen von der Erhebung von Säumniszuschlägen 
absehen. Widerspruch und Anfechtungsklage gegen den 
Feststellungsbescheid haben keine aufschiebende Wirkung. 
Gegenüber privaten Arbeitgebern wird die 
Zwangsvollstreckung nach den Vorschriften über das 

(4) 雇用主は、毎年、負担調整賦課金を第 80 条２項による届
け出と同時に雇用主の所在地を管轄する統合局に支払う。
雇用主が３ヵ月以上支払いを滞らせた場合には、統合局は、
未払い金額に関する確認通知を出し、未払金を徴収する。
統合局は負担調整賦課金の未払い金額に対して３月 31 日
以降は社会法典第４編第 24 条１項の基準で滞納追徴金を
徴収する；その使用については第５項が適用される。相当
な事由のある例外事例においては統合局が滞納追徴金の徴
収を行わないこともありうる。確認通知に対する異議申立
てと取消しの訴えには延期効力はない。民間の雇用主に対
しては、行政強制手続に関する規定による強制執行が実施
される。公的な雇用主においては、統合局は、監督官庁に
依頼し、その決定を以って統合局は連邦または州の最高官
庁の決定を求めることができる。連邦雇用エージェンシー
への届け出が受理された暦年が経過した後は、負担調整賦
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3. in der Rechtsverordnung nach Nummer 2  
a) den Anteil des an den Ausgleichsfonds weiterzuleitenden 

Aufkommens an Ausgleichsabgabe entsprechend den 
erforderlichen Aufwendungen zur Erfüllung der Aufgaben 
des Ausgleichsfonds und der Integrationsämter, 

b) den Ausgleich zwischen den Integrationsämtern auf 
Vorschlag der Länder oder einer Mehrheit der Länder 
abweichend von § 77 Abs. 6 Satz 3 sowie 

c) die Zuständigkeit für die Förderung von Einrichtungen nach 
§ 30 der Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung 
abweichend von § 41 Abs. 2 Nr. 1 dieser Verordnung und von 
Integrationsbetrieben und -abteilungen abweichend von § 41 
Abs. 1 Nr. 3 dieser Verordnung 

zu regeln, 
4. die Ausgleichsabgabe bei Arbeitgebern, die über weniger als 

30 Arbeitsplätze verfügen, für einen bestimmten Zeitraum 
allgemein oder für einzelne Bundesländer herabzusetzen oder 
zu erlassen, wenn die Zahl der unbesetzten 
Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte Menschen die Zahl 
der zu beschäftigenden schwerbehinderten Menschen so 
erheblich übersteigt, dass die Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen dieser Arbeitgeber nicht in 
Anspruch genommen zu werden brauchen. 

 

用に応じて負担調整賦課金に占める、負担調整基金に繰
り入れられるべき収入の割合、 

b) 第 77 条６項３文の規定にかかわらず、複数州又は全州
の過半数の提案に基づき統合局の間の調整、並びに 

c) 重度障害者負担調整賦課金規則第 41 条２項１号にかか
わらず当該規則第 30 条による施設の助成、及び当該規
則第 41 条１項３号にかかわらず統合事業所や統合部門
の助成に関する管轄権 

4. 職場数が 30 未満の雇用主については、未充足の重度障害
者の義務職場数が、雇用されるべき重度障害者の数を大幅
に上回っているため、かかる雇用主に対して重度障害者の
雇用を要求する必要がない場合には、一定期間、全般的に、
又は個別の州について負担調整賦課金を引き下げ、又は免
除する。 

Kapitel 3  Sonstige Pflichten der Arbeitgeber; Rechte der 
schwerbehinderten Menschen 

 
§ 80  Zusammenwirken der Arbeitgeber mit der Bundesagentur 

für Arbeit und den Integrationsämtern 
(1) Die Arbeitgeber haben, gesondert für jeden Betrieb und jede 

Dienststelle, ein Verzeichnis der bei ihnen beschäftigten 
schwerbehinderten, ihnen gleichgestellten behinderten 
Menschen und sonstigen anrechnungsfähigen Personen laufend 
zu führen und dieses den Vertretern oder Vertreterinnen der 
Bundesagentur für Arbeit und des Integrationsamtes, die für 
den Sitz des Betriebes oder der Dienststelle zuständig sind, auf 
Verlangen vorzulegen. 

第 3章 雇用主のその他の義務;重度障害者の権利 
 
 
第 80 条 雇用主及び連邦雇用エージェンシーと統合局の協力
 

(1) 雇用主は、各事業所、各官公署ごとに、雇用している重
度障害者、重度障害者と同等に扱われる障害者及びその他
の算入可能者の一覧表を常に記録し、これを、その事業所
又は官公署の所在地を管轄する連邦雇用エージェンシー及
び統合局の代表者の要請に応じて提出する。 

(2) Die Arbeitgeber haben der für ihren Sitz zuständigen Agentur 
für Arbeit einmal jährlich bis spätestens zum 31. März für das 
vorangegangene Kalenderjahr, aufgegliedert nach Monaten, die 
Daten anzuzeigen, die zur Berechnung des Umfangs der 
Beschäftigungspflicht, zur Überwachung ihrer Erfüllung und 
der Ausgleichsabgabe notwendig sind. Der Anzeige sind das 
nach Absatz 1 geführte Verzeichnis sowie eine Kopie der 
Anzeige und des Verzeichnisses zur Weiterleitung an das für 
ihren Sitz zuständige Integrationsamt beizufügen. Dem 
Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- und Präsidialrat, 
der Schwerbehindertenvertretung und dem Beauftragten des 
Arbeitgebers ist je eine Kopie der Anzeige und des 
Verzeichnisses zu übermitteln. 

(2) 雇用主は、管轄する雇用エージェンシー（職業安定所）
に対して年１回、遅くとも３月 31 日までに、前暦年度につ
いて、雇用義務数の算定、義務の履行の監視、負担調整賦
課金のために必要なデータを月別に分類して届け出なけれ
ばならない。届け出には前項に則り記録された一覧表及び
管轄の統合局に送られる届け出と一覧表の写しを添付す
る。経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員会、検察官
委員会、裁判官人事委員会、重度障害者代表、雇用主代理
人にも、それぞれ届け出と一覧表の写しを送る。 

(3) Zeigt ein Arbeitgeber die Daten bis zum 30. Juni nicht, nicht 
richtig oder nicht vollständig an, erlässt die Bundesagentur für 
Arbeit nach Prüfung in tatsächlicher sowie in rechtlicher 
Hinsicht einen Feststellungsbescheid über die zur Berechnung 
der Zahl der Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte 
Menschen und der besetzten Arbeitsplätze notwendigen Daten.

(3) 雇用主が６月 30 日までにデータを届け出ない、正しいデ
ータもしくは完全なデータを届け出ない場合には、連邦雇
用エージェンシーは、実際上の、及び法的な観点で審査し
て、重度障害者の義務職場数及び雇用されている職場数の
算定に必要なデータに関する確認通知を発布する。 

(4) Die Arbeitgeber, die Arbeitsplätze für schwerbehinderte 
Menschen nicht zur Verfügung zu stellen haben, haben die 
Anzeige nur nach Aufforderung durch die Bundesagentur für 
Arbeit im Rahmen einer repräsentativen Teilerhebung zu 
erstatten, die mit dem Ziel der Erfassung der in Absatz 1 
genannten Personengruppen, aufgegliedert nach 
Bundesländern, alle fünf Jahre durchgeführt wird. 

(4) 重度障害者のための職場を提供する必要のない雇用主
は、第１項に挙げた人物群を把握する目的で地域本部別に
５年毎に実施される代表部分調査の一環として連邦雇用エ
ージェンシーによる要請があった場合にのみ届け出を行わ
なければならない。 

(5) Die Arbeitgeber haben der Bundesagentur für Arbeit und dem 
Integrationsamt auf Verlangen die Auskünfte zu erteilen, die 
zur Durchführung der besonderen Regelungen zur Teilhabe 
schwerbehinderter und ihnen gleichgestellter behinderter 
Menschen am Arbeitsleben notwendig sind. 

(5) 雇用主は、連邦雇用エージェンシー及び統合局の要請が
あった場合には、重度障害者及び重度障害者と同等に扱わ
れる障害者の労働生活参画を目的とする特別規定を実施す
るために必要な情報を提供しなければならない。 

(6) Für das Verzeichnis und die Anzeige des Arbeitgebers sind die 
mit der Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen, abgestimmten Vordrucke der 
Bundesagentur für Arbeit zu verwenden. Die Bundesagentur 
für Arbeit soll zur Durchführung des Anzeigeverfahrens in 
Abstimmung mit der Bundesarbeitsgemeinschaft ein 
elektronisches Übermittlungsverfahren zulassen. 

(6) 雇用主の一覧表と届け出には、連邦統合局・中央社会福
祉事務所連合（BIH）と協力を得て作成、調整した連邦雇
用エージェンシーの書式を使用する。連邦雇用エージェン
シーは、届け出手続実施のために当該連合と調整のうえ、
電子伝送手続を認めるものとする。 

社会法典第９編(SGB IX)  36 / 70 
 

Verwaltungszwangsverfahren durchgeführt. Bei öffentlichen 
Arbeitgebern wendet sich das Integrationsamt an die 
Aufsichtsbehörde, gegen deren Entscheidung es die 
Entscheidung der obersten Bundes- oder Landesbehörde 
anrufen kann. Die Ausgleichsabgabe wird nach Ablauf des 
Kalenderjahres, das auf den Eingang der Anzeige bei der 
Bundesagentur für Arbeit folgt, weder nachgefordert noch 
erstattet. 

課金は追加請求されることも弁済されることもない。

(5) Die Ausgleichsabgabe darf nur für besondere Leistungen zur 
Förderung der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben einschließlich begleitender Hilfe im Arbeitsleben 
(§ 102 Abs. 1 Nr. 3) verwendet werden, soweit Mittel für 
denselben Zweck nicht von anderer Seite zu leisten sind oder 
geleistet werden. Aus dem Aufkommen an Ausgleichsabgabe 
dürfen persönliche und sächliche Kosten der Verwaltung und 
Kosten des Verfahrens nicht bestritten werden. Das 
Integrationsamt gibt dem Beratenden Ausschuss für behinderte 
Menschen bei dem Integrationsamt (§ 103) auf dessen 
Verlangen eine Übersicht über die Verwendung der 
Ausgleichsabgabe. 

(5) 負担調整賦課金は、その財源が同一目的のために別の財
源から調達されることになっている、又は調達されたので
はない限りにおいて、重度障害者の労働生活への参画を支
援するための特別給付及び労働生活における付随的な扶助
（第 102 条１項３号）のためだけに使うことができる。行
政の人件費や物品費及び手続費用は負担調整賦課金の収入
から賄われるべきではない。統合局は、統合局のもとに設
けられた障害者のための諮問委員会（第 103 条）に対して、
その求めに応じて負担調整賦課金の使途に関する一覧表を
提出する。 

(6) Die Integrationsämter leiten den in der Rechtsverordnung 
nach § 79 bestimmten Prozentsatz des Aufkommens an 
Ausgleichsabgabe an den Ausgleichsfonds (§ 78) weiter. 
Zwischen den Integrationsämtern wird ein Ausgleich 
herbeigeführt. Der auf das einzelne Integrationsamt 
entfallende Anteil am Aufkommen an Ausgleichsabgabe 
bemisst sich nach dem Mittelwert aus dem Verhältnis der 
Wohnbevölkerung im Zuständigkeitsbereich des 
Integrationsamtes zur Wohnbevölkerung im Geltungsbereich 
dieses Gesetzbuches und dem Verhältnis der Zahl der im 
Zuständigkeitsbereich des Integrationsamtes in den Betrieben 
und Dienststellen beschäftigungspflichtiger Arbeitgeber auf 
Arbeitsplätzen im Sinne des § 73 beschäftigten und der bei den 
Agenturen für Arbeit arbeitslos gemeldeten schwerbehinderten 
und diesen gleichgestellten behinderten Menschen zur 
entsprechenden Zahl der schwerbehinderten und diesen 
gleichgestellten behinderten Menschen im Geltungsbereich 
dieses Gesetzbuchs. 

(6) 統合局は、負担調整賦課金の収入の中から第 79 条の法規
命令の中に定められたパーセンテージを負担調整基金（第
78 条）に繰り入れる。統合局間で調整を行う。各統合局に
割当てられる負担調整賦課金収入における割合は、その統
合局の管轄地域における居住者人口と本法典の適用範囲全
体における居住者人口の比率、並びにその統合局の管轄地
域において雇用義務のある雇用主の事業所と官公署のもと
で第 73 条の趣旨による職場に就労している、及び雇用エー
ジェンシーに失業申請をした重度障害者及びその同等扱い
の障害者の人数と本法典の適用範囲全体における重度障害
者及び同等扱いの障害者のこれらに相当する人数の比率か
ら見積もる。 

(7) Die bei den Integrationsämtern verbleibenden Mittel der 
Ausgleichsabgabe werden von diesen gesondert verwaltet. Die 
Rechnungslegung und die formelle Einrichtung der 
Rechnungen und Belege regeln sich nach den Bestimmungen, 
die für diese Stellen allgemein maßgebend sind. 

(7) 統合局のもとに残った負担調整賦課金の財源は、統合局
が別途管理する。決算及び請求書や領収書の書式は、これ
らの部署に一般的に適用される規定に従って実施される。

(8) Für die Verpflichtung zur Entrichtung einer Ausgleichsabgabe 
(Absatz 1) gelten hinsichtlich der in § 71 Abs. 3 Nr. 1 genannten 
Stellen der Bund und hinsichtlich der in § 71 Abs. 3 Nr. 2 
genannten Stellen das Land als ein Arbeitgeber. 

 

(8) 負担調整賦課金の支払い義務（第１項）については、第
71 条３項１号に挙げた機関に関しては連邦が、第 71 条３
項２号に挙げた機関に関しては州が雇用者とみなされる。

§ 78  Ausgleichsfonds 
Zur besonderen Förderung der Einstellung und Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen auf Arbeitsplätzen und zur 
Förderung von Einrichtungen und Maßnahmen, die den 
Interessen mehrerer Länder auf dem Gebiet der Förderung der 
Teilhabe schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben dienen, 
ist beim Bundesministerium für Arbeit und Soziales als 
zweckgebundene Vermögensmasse ein Ausgleichsfonds für 
überregionale Vorhaben zur Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben gebildet. Das Bundesministerium für 
Arbeit und Soziales verwaltet den Ausgleichsfonds. 
 

第 78 条 負担調整基金
重度障害者の職場への採用と雇用を第一に促進し、重度障害
者の労働生活への参画を促進する領域で複数の州の利益に貢
献する施設と対策を助成するために、連邦労働社会省のもと
に、使途の定められた財源として重度障害者の労働生活への
参画を目的とする広域的計画のための負担調整基金が設置さ
れた。連邦労働社会省がこの基金を管理する。 

§ 79  Verordnungsermächtigungen 
Die Bundesregierung wird ermächtigt, durch Rechtsverordnung 
mit Zustimmung des Bundesrates  

1. die Pflichtquote nach § 71 Abs. 1 nach dem jeweiligen Bedarf 
an Arbeitsplätzen für schwerbehinderte Menschen zu ändern, 
jedoch auf höchstens 10 Prozent zu erhöhen oder bis auf 4 
Prozent herabzusetzen; dabei kann die Pflichtquote für 
öffentliche Arbeitgeber höher festgesetzt werden als für 
private Arbeitgeber, 

2. nähere Vorschriften über die Verwendung der 
Ausgleichsabgabe nach § 77 Abs. 5 und die Gestaltung des 
Ausgleichsfonds nach § 78, die Verwendung der Mittel durch 
ihn für die Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben und das Vergabe- und 
Verwaltungsverfahren des Ausgleichsfonds zu erlassen, 

第 79 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦政府に対して
以下の権限を与える。 

1. 第 71 条１項による義務雇用率を、重度障害者のための職
場のその時々の必要性に応じて改定すること。ただし引上
げは最大 10%を限度とし、引下げは４%までとする；この
時公的な雇用主の義務雇用率は、民間の雇用主の義務雇用
率よりも高く設定する。 

2. 第 77 条５項の負担調整賦課金の用途及び第 78 条の負担
調整基金の構成、連邦政府による重度障害者の労働生活へ
の参画促進のための資金の使用及び負担調整基金の配
分・管理手続に関する詳細な規定を発布すること。 

3. 法規命令の中で前号に従い、以下について取り決めるこ
と。 

a) 負担調整基金と統合局の任務を果たすために必要な費
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3. in der Rechtsverordnung nach Nummer 2  
a) den Anteil des an den Ausgleichsfonds weiterzuleitenden 

Aufkommens an Ausgleichsabgabe entsprechend den 
erforderlichen Aufwendungen zur Erfüllung der Aufgaben 
des Ausgleichsfonds und der Integrationsämter, 

b) den Ausgleich zwischen den Integrationsämtern auf 
Vorschlag der Länder oder einer Mehrheit der Länder 
abweichend von § 77 Abs. 6 Satz 3 sowie 

c) die Zuständigkeit für die Förderung von Einrichtungen nach 
§ 30 der Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung 
abweichend von § 41 Abs. 2 Nr. 1 dieser Verordnung und von 
Integrationsbetrieben und -abteilungen abweichend von § 41 
Abs. 1 Nr. 3 dieser Verordnung 

zu regeln, 
4. die Ausgleichsabgabe bei Arbeitgebern, die über weniger als 

30 Arbeitsplätze verfügen, für einen bestimmten Zeitraum 
allgemein oder für einzelne Bundesländer herabzusetzen oder 
zu erlassen, wenn die Zahl der unbesetzten 
Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte Menschen die Zahl 
der zu beschäftigenden schwerbehinderten Menschen so 
erheblich übersteigt, dass die Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen dieser Arbeitgeber nicht in 
Anspruch genommen zu werden brauchen. 

 

用に応じて負担調整賦課金に占める、負担調整基金に繰
り入れられるべき収入の割合、 

b) 第 77 条６項３文の規定にかかわらず、複数州又は全州
の過半数の提案に基づき統合局の間の調整、並びに 

c) 重度障害者負担調整賦課金規則第 41 条２項１号にかか
わらず当該規則第 30 条による施設の助成、及び当該規
則第 41 条１項３号にかかわらず統合事業所や統合部門
の助成に関する管轄権 

4. 職場数が 30 未満の雇用主については、未充足の重度障害
者の義務職場数が、雇用されるべき重度障害者の数を大幅
に上回っているため、かかる雇用主に対して重度障害者の
雇用を要求する必要がない場合には、一定期間、全般的に、
又は個別の州について負担調整賦課金を引き下げ、又は免
除する。 

Kapitel 3  Sonstige Pflichten der Arbeitgeber; Rechte der 
schwerbehinderten Menschen 

 
§ 80  Zusammenwirken der Arbeitgeber mit der Bundesagentur 

für Arbeit und den Integrationsämtern 
(1) Die Arbeitgeber haben, gesondert für jeden Betrieb und jede 

Dienststelle, ein Verzeichnis der bei ihnen beschäftigten 
schwerbehinderten, ihnen gleichgestellten behinderten 
Menschen und sonstigen anrechnungsfähigen Personen laufend 
zu führen und dieses den Vertretern oder Vertreterinnen der 
Bundesagentur für Arbeit und des Integrationsamtes, die für 
den Sitz des Betriebes oder der Dienststelle zuständig sind, auf 
Verlangen vorzulegen. 

第 3章 雇用主のその他の義務;重度障害者の権利 
 
 
第 80 条 雇用主及び連邦雇用エージェンシーと統合局の協力
 

(1) 雇用主は、各事業所、各官公署ごとに、雇用している重
度障害者、重度障害者と同等に扱われる障害者及びその他
の算入可能者の一覧表を常に記録し、これを、その事業所
又は官公署の所在地を管轄する連邦雇用エージェンシー及
び統合局の代表者の要請に応じて提出する。 

(2) Die Arbeitgeber haben der für ihren Sitz zuständigen Agentur 
für Arbeit einmal jährlich bis spätestens zum 31. März für das 
vorangegangene Kalenderjahr, aufgegliedert nach Monaten, die 
Daten anzuzeigen, die zur Berechnung des Umfangs der 
Beschäftigungspflicht, zur Überwachung ihrer Erfüllung und 
der Ausgleichsabgabe notwendig sind. Der Anzeige sind das 
nach Absatz 1 geführte Verzeichnis sowie eine Kopie der 
Anzeige und des Verzeichnisses zur Weiterleitung an das für 
ihren Sitz zuständige Integrationsamt beizufügen. Dem 
Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- und Präsidialrat, 
der Schwerbehindertenvertretung und dem Beauftragten des 
Arbeitgebers ist je eine Kopie der Anzeige und des 
Verzeichnisses zu übermitteln. 

(2) 雇用主は、管轄する雇用エージェンシー（職業安定所）
に対して年１回、遅くとも３月 31 日までに、前暦年度につ
いて、雇用義務数の算定、義務の履行の監視、負担調整賦
課金のために必要なデータを月別に分類して届け出なけれ
ばならない。届け出には前項に則り記録された一覧表及び
管轄の統合局に送られる届け出と一覧表の写しを添付す
る。経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員会、検察官
委員会、裁判官人事委員会、重度障害者代表、雇用主代理
人にも、それぞれ届け出と一覧表の写しを送る。 

(3) Zeigt ein Arbeitgeber die Daten bis zum 30. Juni nicht, nicht 
richtig oder nicht vollständig an, erlässt die Bundesagentur für 
Arbeit nach Prüfung in tatsächlicher sowie in rechtlicher 
Hinsicht einen Feststellungsbescheid über die zur Berechnung 
der Zahl der Pflichtarbeitsplätze für schwerbehinderte 
Menschen und der besetzten Arbeitsplätze notwendigen Daten.

(3) 雇用主が６月 30 日までにデータを届け出ない、正しいデ
ータもしくは完全なデータを届け出ない場合には、連邦雇
用エージェンシーは、実際上の、及び法的な観点で審査し
て、重度障害者の義務職場数及び雇用されている職場数の
算定に必要なデータに関する確認通知を発布する。 

(4) Die Arbeitgeber, die Arbeitsplätze für schwerbehinderte 
Menschen nicht zur Verfügung zu stellen haben, haben die 
Anzeige nur nach Aufforderung durch die Bundesagentur für 
Arbeit im Rahmen einer repräsentativen Teilerhebung zu 
erstatten, die mit dem Ziel der Erfassung der in Absatz 1 
genannten Personengruppen, aufgegliedert nach 
Bundesländern, alle fünf Jahre durchgeführt wird. 

(4) 重度障害者のための職場を提供する必要のない雇用主
は、第１項に挙げた人物群を把握する目的で地域本部別に
５年毎に実施される代表部分調査の一環として連邦雇用エ
ージェンシーによる要請があった場合にのみ届け出を行わ
なければならない。 

(5) Die Arbeitgeber haben der Bundesagentur für Arbeit und dem 
Integrationsamt auf Verlangen die Auskünfte zu erteilen, die 
zur Durchführung der besonderen Regelungen zur Teilhabe 
schwerbehinderter und ihnen gleichgestellter behinderter 
Menschen am Arbeitsleben notwendig sind. 

(5) 雇用主は、連邦雇用エージェンシー及び統合局の要請が
あった場合には、重度障害者及び重度障害者と同等に扱わ
れる障害者の労働生活参画を目的とする特別規定を実施す
るために必要な情報を提供しなければならない。 

(6) Für das Verzeichnis und die Anzeige des Arbeitgebers sind die 
mit der Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen, abgestimmten Vordrucke der 
Bundesagentur für Arbeit zu verwenden. Die Bundesagentur 
für Arbeit soll zur Durchführung des Anzeigeverfahrens in 
Abstimmung mit der Bundesarbeitsgemeinschaft ein 
elektronisches Übermittlungsverfahren zulassen. 

(6) 雇用主の一覧表と届け出には、連邦統合局・中央社会福
祉事務所連合（BIH）と協力を得て作成、調整した連邦雇
用エージェンシーの書式を使用する。連邦雇用エージェン
シーは、届け出手続実施のために当該連合と調整のうえ、
電子伝送手続を認めるものとする。 
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wesentlichen Eigenschaften der schwerbehinderten Menschen. 
Ein Anspruch nach Satz 1 besteht nicht, soweit seine Erfüllung 
für den Arbeitgeber nicht zumutbar oder mit 
unverhältnismäßigen Aufwendungen verbunden wäre oder 
soweit die staatlichen oder berufsgenossenschaftlichen 
Arbeitsschutzvorschriften oder beamtenrechtliche Vorschriften 
entgegenstehen. 

(5) Die Arbeitgeber fördern die Einrichtung von 
Teilzeitarbeitsplätzen. Sie werden dabei von den 
Integrationsämtern unterstützt. Schwerbehinderte Menschen 
haben einen Anspruch auf Teilzeitbeschäftigung, wenn die 
kürzere Arbeitszeit wegen Art oder Schwere der Behinderung 
notwendig ist; Absatz 4 Satz 3 gilt entsprechend. 

 

(5) 雇用主はパートタイムの職場の設置を促進する。それに
あたっては統合局が雇用主を助成する。重度障害者は、通
常より短い労働時間が、障害の種類と程度に従って必要で
あるなら、パートタイム雇用を請求することができる；前
項３文を準用する。 

§ 82  Besondere Pflichten der öffentlichen Arbeitgeber 
Die Dienststellen der öffentlichen Arbeitgeber melden den 
Agenturen für Arbeit frühzeitig frei werdende und neu zu 
besetzende sowie neue Arbeitsplätze (§ 73). Haben 
schwerbehinderte Menschen sich um einen solchen Arbeitsplatz 
beworben oder sind sie von der Bundesagentur für Arbeit oder 
einem von dieser beauftragten Integrationsfachdienst 
vorgeschlagen worden, werden sie zu einem Vorstellungsgespräch 
eingeladen. Eine Einladung ist entbehrlich, wenn die fachliche 
Eignung offensichtlich fehlt. Einer Integrationsvereinbarung 
nach § 83 bedarf es nicht, wenn für die Dienststellen dem § 83 
entsprechende Regelungen bereits bestehen und durchgeführt 
werden. 
 

第 82 条 公的な雇用主の特別な義務 
公的な雇用主の官公署は、空きが出たために新たに人を雇い
入れる職場及び新規の職場（第 73 条）を雇用エージェンシー
に迅速に報告する。重度障害者がこうした職場に応募し、又
は連邦雇用エージェンシーもしくはその委託を受けた統合専
門サービスにより推薦を受けた場合には、面接に招かれる。
ただし専門的な適性が明らかに不足している場合には、面接
に招く必要はない。官公署について第 83 条に対応する規定が
すでにあり、実施されている場合には、第 83 条による統合協
定は必要ない。 

§ 83  Integrationsvereinbarung 
(1) Die Arbeitgeber treffen mit der Schwerbehindertenvertretung 

und den in § 93 genannten Vertretungen in Zusammenarbeit 
mit dem Beauftragten des Arbeitgebers (§ 98) eine verbindliche 
Integrationsvereinbarung. Auf Antrag der 
Schwerbehindertenvertretung wird unter Beteiligung der in § 
93 genannten Vertretungen hierüber verhandelt. Ist eine 
Schwerbehindertenvertretung nicht vorhanden, steht das 
Antragsrecht den in § 93 genannten Vertretungen zu. Der 
Arbeitgeber oder die Schwerbehindertenvertretung können das 
Integrationsamt einladen, sich an den Verhandlungen über die 
Integrationsvereinbarung zu beteiligen. Der Agentur für Arbeit 
und dem Integrationsamt, die für den Sitz des Arbeitgebers 
zuständig sind, wird die Vereinbarung übermittelt. 

第 83 条 統合協定
(1) 雇用主は雇用主代理人（第 98 条）と協力し、重度障害者
代表及び第 93 条に挙げた代表と拘束力を持つ統合協定を
結ぶ。重度障害者代表の申請により第 93 条に挙げた代表も
加わり協定について討議する。重度障害者代表がいない場
合には、申請権は第 93 条に挙げた代表に帰属する。雇用主
又は重度障害者代表は、統合局を招聘し、統合協定に関す
る討議に加えることができる。雇用主の所在地を管轄する
雇用エージェンシー（職業安定所）及び統合局には、協定
が送付される。 

(2) Die Vereinbarung enthält Regelungen im Zusammenhang mit 
der Eingliederung schwerbehinderter Menschen, insbesondere 
zur Personalplanung, Arbeitsplatzgestaltung, Gestaltung des 
Arbeitsumfelds, Arbeitsorganisation, Arbeitszeit sowie 
Regelungen über die Durchführung in den Betrieben und 
Dienststellen. Bei der Personalplanung werden besondere 
Regelungen zur Beschäftigung eines angemessenen Anteils von 
schwerbehinderten Frauen vorgesehen. 

(2) 協定は重度障害者の編入に関連する、特に人事計画、職
場の構成、労働環境形成、労働組織、労働時間についての
規定及び事業所と官公署における実施に関する規定を含
む。人事計画に際しては特に重度障害のある女性を妥当な
割合で雇用することを規定する。 

(2a) In der Vereinbarung können insbesondere auch Regelungen 
getroffen werden  

1. zur angemessenen Berücksichtigung schwerbehinderter 
Menschen bei der Besetzung freier, frei werdender oder neuer 
Stellen, 

2. zu einer anzustrebenden Beschäftigungsquote, einschließlich 
eines angemessenen Anteils schwerbehinderter Frauen, 

3. zu Teilzeitarbeit, 
4. zur Ausbildung behinderter Jugendlicher, 
5. zur Durchführung der betrieblichen Prävention (betriebliches 

Eingliederungsmanagement) und zur Gesundheitsförderung, 
6. über die Hinzuziehung des Werks- oder Betriebsarztes auch 

für Beratungen über Leistungen zur Teilhabe sowie über 
besondere Hilfen im Arbeitsleben. 

(2a) 協定では特に以下のことも規定する。 
1. 現在空席の職場、空く予定の職場又は新規の職場に人を
雇い入れる際に重度障害者を適切に勘案すること 

2. 目標とすべき雇用率、適切な割合の重度障害のある女性
を含むこと 

3. パートタイム就労 (Teilzeitarbeit) 
4. 障害のある未成年者の職業訓練 
5. 事業所内予防の実施（事業所内編入マネージメント）及
び健康促進 

6. 参画への給付及び労働生活における特別な援助に関する
助言のためにも工場医又は産業医を参加させること 

(3) In den Versammlungen schwerbehinderter Menschen berichtet 
der Arbeitgeber über alle Angelegenheiten im Zusammenhang 
mit der Eingliederung schwerbehinderter Menschen. 

 

(3) 雇用主は重度障害者の会合において重度障害者の編入に
関連するすべての事項について報告する。 

§ 84  Prävention 
(1) Der Arbeitgeber schaltet bei Eintreten von personen-, 

verhaltens- oder betriebsbedingten Schwierigkeiten im Arbeits- 
oder sonstigen Beschäftigungsverhältnis, die zur Gefährdung 
dieses Verhältnisses führen können, möglichst frühzeitig die 
Schwerbehindertenvertretung und die in § 93 genannten 
Vertretungen sowie das Integrationsamt ein, um mit ihnen alle 

第 84 条 予防
(1) 雇用主は、労働関係又はその他の雇用関係において、こ
の関係を脅かす可能性のある人物・行動に起因する、又は
企業側に原因のある問題が生じた場合には、できるだけ早
く重度障害者代表及び第 93 条に挙げた代表並びに統合局
に意見を求め、問題を取り除き、労働関係又はその他の雇
用関係を可能な限り長く続けることができるようなあらゆ
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(7) Die Arbeitgeber haben den Beauftragten der Bundesagentur 
für Arbeit und des Integrationsamtes auf Verlangen Einblick in 
ihren Betrieb oder ihre Dienststelle zu geben, soweit es im 
Interesse der schwerbehinderten Menschen erforderlich ist und 
Betriebs- oder Dienstgeheimnisse nicht gefährdet werden. 

(7) 雇用主は、連邦雇用エージェンシー及び統合局の担当職
員の要請があった場合には、重度障害者のために必要であ
り、事業所又は官公署の機密が脅かされない限りにおいて、
事業所又は官公署の中を見せなければならない。 

(8) Die Arbeitgeber haben die Vertrauenspersonen der 
schwerbehinderten Menschen (§ 94 Abs. 1 Satz 1 bis 3 und § 97 
Abs. 1 bis 5) unverzüglich nach der Wahl und ihren 
Beauftragten für die Angelegenheiten der schwerbehinderten 
Menschen (§ 98 Satz 1) unverzüglich nach der Bestellung der 
für den Sitz des Betriebes oder der Dienststelle zuständigen 
Agentur für Arbeit und dem Integrationsamt zu benennen. 

(8) 雇用主は、重度障害者の利益代表（第 94 条１項１文から
３文及び第 97 条１項から５項）については選出後直ちに、
及び重度障害者の案件を担当する代理人（第 98 条１文）に
ついては任命後直ちに、その名前を事業所又は官公署の所
在地を管轄する雇用エージェンシー（職業安定所）と統合
局に伝えなければならない。 

(9) (weggefallen) 
 

(9) （廃止）

§ 81  Pflichten des Arbeitgebers und Rechte schwerbehinderter 
Menschen 

(1) Die Arbeitgeber sind verpflichtet zu prüfen, ob freie 
Arbeitsplätze mit schwerbehinderten Menschen, insbesondere 
mit bei der Agentur für Arbeit arbeitslos oder arbeitssuchend 
gemeldeten schwerbehinderten Menschen, besetzt werden 
können. Sie nehmen frühzeitig Verbindung mit der Agentur für 
Arbeit auf. Die Bundesagentur für Arbeit oder ein 
Integrationsfachdienst schlägt den Arbeitgebern geeignete 
schwerbehinderte Menschen vor. Über die 
Vermittlungsvorschläge und vorliegende Bewerbungen von 
schwerbehinderten Menschen haben die Arbeitgeber die 
Schwerbehindertenvertretung und die in § 93 genannten 
Vertretungen unmittelbar nach Eingang zu unterrichten. Bei 
Bewerbungen schwerbehinderter Richter und Richterinnen 
wird der Präsidialrat unterrichtet und gehört, soweit dieser an 
der Ernennung zu beteiligen ist. Bei der Prüfung nach Satz 1 
beteiligen die Arbeitgeber die Schwerbehindertenvertretung 
nach § 95 Abs. 2 und hören die in § 93 genannten Vertretungen 
an. Erfüllt der Arbeitgeber seine Beschäftigungspflicht nicht 
und ist die Schwerbehindertenvertretung oder eine in § 93 
genannte Vertretung mit der beabsichtigten Entscheidung des 
Arbeitgebers nicht einverstanden, ist diese unter Darlegung der 
Gründe mit ihnen zu erörtern. Dabei wird der betroffene 
schwerbehinderte Mensch angehört. Alle Beteiligten sind vom 
Arbeitgeber über die getroffene Entscheidung unter Darlegung 
der Gründe unverzüglich zu unterrichten. Bei Bewerbungen 
schwerbehinderter Menschen ist die 
Schwerbehindertenvertretung nicht zu beteiligen, wenn der 
schwerbehinderte Mensch die Beteiligung der 
Schwerbehindertenvertretung ausdrücklich ablehnt. 

第 81 条 雇用主の義務と重度障害者の権利 
 

(1) 雇用主は、空いている職場が重度障害者、とりわけ雇用
エージェンシー（職業安定所）に失業又は求職の申請を行
った重度障害者によって充足されうるかを検討する義務を
負っている。雇用主は、迅速に雇用エージェンシー（職業
安定所）と連絡を取る。連邦雇用エージェンシー又は統合
専門サービスは、雇用主に対して適当な重度障害者を推薦
する。雇用主は、推薦を受けたら直ちに重度障害者代表及
び第 93 条に挙げた代表に斡旋の提案及び重度障害者の応
募があることを伝える。重度障害のある裁判官の応募があ
った場合には、裁判官人事委員会がその任命に関与する限
りにおいて、当該委員会に知らせ、その意見を聴く。雇用
主は第１文の検討の際には第 95 条２項に従って重度障害
者代表を加え、第 93 条に挙げた代表に意見を聴く。雇用主
が雇用義務を履行せず、重度障害者代表又は第 93 条に挙げ
た代表が雇用主の意図した決定を了承しない場合には、こ
の決定について理由を説明して代表達と検討しなければな
らない。その際、当該重度障害者の意見も聴く。雇用主は
決定を下したら直ちにすべての関係者に対して理由を挙げ
て知らせる。重度障害者の応募の際に、重度障害者が明ら
かに重度障害者代表の関与を拒む場合には、重度障害者代
表は関与しないものとする。 

(2) Arbeitgeber dürfen schwerbehinderte Beschäftigte nicht 
wegen ihrer Behinderung benachteiligen. Im Einzelnen gelten 
hierzu die Regelungen des Allgemeinen 
Gleichbehandlungsgesetzes. 

(2) 雇用主は重度障害のある従業員をその障害を理由として
不利な取り扱いをしてはならない。これに関する詳細は一
般均等待遇法（AGG）の規定を有効とする。 

(3) Die Arbeitgeber stellen durch geeignete Maßnahmen sicher, 
dass in ihren Betrieben und Dienststellen wenigstens die 
vorgeschriebene Zahl schwerbehinderter Menschen eine 
möglichst dauerhafte behinderungsgerechte Beschäftigung 
finden kann. Absatz 4 Satz 2 und 3 gilt entsprechend. 

(3) 雇用主は適切な措置によりその事業所及び官公署で少な
くとも規定された数の重度障害者が可能な限り継続的に障
害に応じた雇用を見つけることができるように取り計ら
う。第４項２文及び３文を準用する。 

(4) Die schwerbehinderten Menschen haben gegenüber ihren 
Arbeitgebern Anspruch auf  

1. Beschäftigung, bei der sie ihre Fähigkeiten und Kenntnisse 
möglichst voll verwerten und weiterentwickeln können, 

2. bevorzugte Berücksichtigung bei innerbetrieblichen 
Maßnahmen der beruflichen Bildung zur Förderung ihres 
beruflichen Fortkommens, 

3. Erleichterungen im zumutbaren Umfang zur Teilnahme an 
außerbetrieblichen Maßnahmen der beruflichen Bildung, 

4. behinderungsgerechte Einrichtung und Unterhaltung der 
Arbeitsstätten einschließlich der Betriebsanlagen, Maschinen 
und Geräte sowie der Gestaltung der Arbeitsplätze, des 
Arbeitsumfeldes, der Arbeitsorganisation und der Arbeitszeit, 
unter besonderer Berücksichtigung der Unfallgefahr, 

5. Ausstattung ihres Arbeitsplatzes mit den erforderlichen 
technischen Arbeitshilfen 

unter Berücksichtigung der Behinderung und ihrer 
Auswirkungen auf die Beschäftigung. Bei der Durchführung der 
Maßnahmen nach den Nummern 1, 4 und 5 unterstützt die 
Bundesagentur für Arbeit und die Integrationsämter die 
Arbeitgeber unter Berücksichtigung der für die Beschäftigung 

(4) 重度障害者は、障害及び仕事に対する影響を考慮したう
えで、雇用主に対して以下のことを請求する権利を有する。

1. 自らの能力と知識を最大限に活用し、一層発達させるこ
とのできる雇用 

2. 職業的進歩を促すための職業教育が事業所内措置として
実施されるよう特別に配慮すること 

3. 職業教育の企業外措置に参加できるように妥当な範囲で
便宜を図ること 

4. 事業施設、機械、装置並びに職場、労働環境、労働組織
及び労働時間の構成を含む事故の危険に配慮した作業所
の設置と整備 

5. 必要な技術的作業補助を職場に配備すること 
上記１、４、５号による対策を実施する際には連邦雇用エー
ジェンシー及び統合局は、雇用にとって重要な重度障害者の
特質を考慮し、雇用主を支援する。第１文の請求の履行が雇
用主にとって過大であり、又は極端な出費を強いることにな
る、又は国もしくは同業者組合の労働者保護規定もしくは公
務員法の規定に抵触する限りにおいて、第１文の請求権はな
いものとする。 
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wesentlichen Eigenschaften der schwerbehinderten Menschen. 
Ein Anspruch nach Satz 1 besteht nicht, soweit seine Erfüllung 
für den Arbeitgeber nicht zumutbar oder mit 
unverhältnismäßigen Aufwendungen verbunden wäre oder 
soweit die staatlichen oder berufsgenossenschaftlichen 
Arbeitsschutzvorschriften oder beamtenrechtliche Vorschriften 
entgegenstehen. 

(5) Die Arbeitgeber fördern die Einrichtung von 
Teilzeitarbeitsplätzen. Sie werden dabei von den 
Integrationsämtern unterstützt. Schwerbehinderte Menschen 
haben einen Anspruch auf Teilzeitbeschäftigung, wenn die 
kürzere Arbeitszeit wegen Art oder Schwere der Behinderung 
notwendig ist; Absatz 4 Satz 3 gilt entsprechend. 

 

(5) 雇用主はパートタイムの職場の設置を促進する。それに
あたっては統合局が雇用主を助成する。重度障害者は、通
常より短い労働時間が、障害の種類と程度に従って必要で
あるなら、パートタイム雇用を請求することができる；前
項３文を準用する。 

§ 82  Besondere Pflichten der öffentlichen Arbeitgeber 
Die Dienststellen der öffentlichen Arbeitgeber melden den 
Agenturen für Arbeit frühzeitig frei werdende und neu zu 
besetzende sowie neue Arbeitsplätze (§ 73). Haben 
schwerbehinderte Menschen sich um einen solchen Arbeitsplatz 
beworben oder sind sie von der Bundesagentur für Arbeit oder 
einem von dieser beauftragten Integrationsfachdienst 
vorgeschlagen worden, werden sie zu einem Vorstellungsgespräch 
eingeladen. Eine Einladung ist entbehrlich, wenn die fachliche 
Eignung offensichtlich fehlt. Einer Integrationsvereinbarung 
nach § 83 bedarf es nicht, wenn für die Dienststellen dem § 83 
entsprechende Regelungen bereits bestehen und durchgeführt 
werden. 
 

第 82 条 公的な雇用主の特別な義務 
公的な雇用主の官公署は、空きが出たために新たに人を雇い
入れる職場及び新規の職場（第 73 条）を雇用エージェンシー
に迅速に報告する。重度障害者がこうした職場に応募し、又
は連邦雇用エージェンシーもしくはその委託を受けた統合専
門サービスにより推薦を受けた場合には、面接に招かれる。
ただし専門的な適性が明らかに不足している場合には、面接
に招く必要はない。官公署について第 83 条に対応する規定が
すでにあり、実施されている場合には、第 83 条による統合協
定は必要ない。 

§ 83  Integrationsvereinbarung 
(1) Die Arbeitgeber treffen mit der Schwerbehindertenvertretung 

und den in § 93 genannten Vertretungen in Zusammenarbeit 
mit dem Beauftragten des Arbeitgebers (§ 98) eine verbindliche 
Integrationsvereinbarung. Auf Antrag der 
Schwerbehindertenvertretung wird unter Beteiligung der in § 
93 genannten Vertretungen hierüber verhandelt. Ist eine 
Schwerbehindertenvertretung nicht vorhanden, steht das 
Antragsrecht den in § 93 genannten Vertretungen zu. Der 
Arbeitgeber oder die Schwerbehindertenvertretung können das 
Integrationsamt einladen, sich an den Verhandlungen über die 
Integrationsvereinbarung zu beteiligen. Der Agentur für Arbeit 
und dem Integrationsamt, die für den Sitz des Arbeitgebers 
zuständig sind, wird die Vereinbarung übermittelt. 

第 83 条 統合協定
(1) 雇用主は雇用主代理人（第 98 条）と協力し、重度障害者
代表及び第 93 条に挙げた代表と拘束力を持つ統合協定を
結ぶ。重度障害者代表の申請により第 93 条に挙げた代表も
加わり協定について討議する。重度障害者代表がいない場
合には、申請権は第 93 条に挙げた代表に帰属する。雇用主
又は重度障害者代表は、統合局を招聘し、統合協定に関す
る討議に加えることができる。雇用主の所在地を管轄する
雇用エージェンシー（職業安定所）及び統合局には、協定
が送付される。 

(2) Die Vereinbarung enthält Regelungen im Zusammenhang mit 
der Eingliederung schwerbehinderter Menschen, insbesondere 
zur Personalplanung, Arbeitsplatzgestaltung, Gestaltung des 
Arbeitsumfelds, Arbeitsorganisation, Arbeitszeit sowie 
Regelungen über die Durchführung in den Betrieben und 
Dienststellen. Bei der Personalplanung werden besondere 
Regelungen zur Beschäftigung eines angemessenen Anteils von 
schwerbehinderten Frauen vorgesehen. 

(2) 協定は重度障害者の編入に関連する、特に人事計画、職
場の構成、労働環境形成、労働組織、労働時間についての
規定及び事業所と官公署における実施に関する規定を含
む。人事計画に際しては特に重度障害のある女性を妥当な
割合で雇用することを規定する。 

(2a) In der Vereinbarung können insbesondere auch Regelungen 
getroffen werden  

1. zur angemessenen Berücksichtigung schwerbehinderter 
Menschen bei der Besetzung freier, frei werdender oder neuer 
Stellen, 

2. zu einer anzustrebenden Beschäftigungsquote, einschließlich 
eines angemessenen Anteils schwerbehinderter Frauen, 

3. zu Teilzeitarbeit, 
4. zur Ausbildung behinderter Jugendlicher, 
5. zur Durchführung der betrieblichen Prävention (betriebliches 

Eingliederungsmanagement) und zur Gesundheitsförderung, 
6. über die Hinzuziehung des Werks- oder Betriebsarztes auch 

für Beratungen über Leistungen zur Teilhabe sowie über 
besondere Hilfen im Arbeitsleben. 

(2a) 協定では特に以下のことも規定する。 
1. 現在空席の職場、空く予定の職場又は新規の職場に人を
雇い入れる際に重度障害者を適切に勘案すること 

2. 目標とすべき雇用率、適切な割合の重度障害のある女性
を含むこと 

3. パートタイム就労 (Teilzeitarbeit) 
4. 障害のある未成年者の職業訓練 
5. 事業所内予防の実施（事業所内編入マネージメント）及
び健康促進 

6. 参画への給付及び労働生活における特別な援助に関する
助言のためにも工場医又は産業医を参加させること 

(3) In den Versammlungen schwerbehinderter Menschen berichtet 
der Arbeitgeber über alle Angelegenheiten im Zusammenhang 
mit der Eingliederung schwerbehinderter Menschen. 

 

(3) 雇用主は重度障害者の会合において重度障害者の編入に
関連するすべての事項について報告する。 

§ 84  Prävention 
(1) Der Arbeitgeber schaltet bei Eintreten von personen-, 

verhaltens- oder betriebsbedingten Schwierigkeiten im Arbeits- 
oder sonstigen Beschäftigungsverhältnis, die zur Gefährdung 
dieses Verhältnisses führen können, möglichst frühzeitig die 
Schwerbehindertenvertretung und die in § 93 genannten 
Vertretungen sowie das Integrationsamt ein, um mit ihnen alle 

第 84 条 予防
(1) 雇用主は、労働関係又はその他の雇用関係において、こ
の関係を脅かす可能性のある人物・行動に起因する、又は
企業側に原因のある問題が生じた場合には、できるだけ早
く重度障害者代表及び第 93 条に挙げた代表並びに統合局
に意見を求め、問題を取り除き、労働関係又はその他の雇
用関係を可能な限り長く続けることができるようなあらゆ
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Wird innerhalb dieser Frist eine Entscheidung nicht getroffen, 
gilt die Zustimmung als erteilt. Die Absätze 3 und 4 gelten 
entsprechend. 

 

とみなされる。第３項及び第４項を準用する。

§ 89  Einschränkungen der Ermessensentscheidung 
(1) Das Integrationsamt erteilt die Zustimmung bei Kündigungen 

in Betrieben und Dienststellen, die nicht nur vorübergehend 
eingestellt oder aufgelöst werden, wenn zwischen dem Tage der 
Kündigung und dem Tage, bis zu dem Gehalt oder Lohn gezahlt 
wird, mindestens drei Monate liegen. Unter der gleichen 
Voraussetzung soll es die Zustimmung auch bei Kündigungen in 
Betrieben und Dienststellen erteilen, die nicht nur 
vorübergehend wesentlich eingeschränkt werden, wenn die 
Gesamtzahl der weiterhin beschäftigten schwerbehinderten 
Menschen zur Erfüllung der Beschäftigungspflicht nach § 71 
ausreicht. Die Sätze 1 und 2 gelten nicht, wenn eine 
Weiterbeschäftigung auf einem anderen Arbeitsplatz desselben 
Betriebes oder derselben Dienststelle oder auf einem freien 
Arbeitsplatz in einem anderen Betrieb oder einer anderen 
Dienststelle desselben Arbeitgebers mit Einverständnis des 
schwerbehinderten Menschen möglich und für den Arbeitgeber 
zumutbar ist. 

第 89 条 自由裁量決定の制限 
(1) 統合局は、単に一時的にではなく閉鎖され、解散される
事業所及び官公署における解雇予告においては、解雇予告
の日と給与又は賃金が支払われる日の間に少なくとも３ヵ
月ある場合には同意を与える。同様の要件で統合局は、引
き続き雇用される重度障害者の総数が第 71 条による雇用
義務を満たすのに十分であれば、単に一時ではなく大幅に
縮小される事業所及び官公署における解雇予告においても
同意を与えるものとする。同一事業所もしくは同一官公署
の別の職場又は同じ雇用主の別の事業所もしくは別の官公
署の空席になっている職場への継続雇用が、重度障害者の
了承を得た上で可能であり、雇用主にとって無理のないも
のならば、第１文と第２文は適用されない。 

(2) Das Integrationsamt soll die Zustimmung erteilen, wenn dem 
schwerbehinderten Menschen ein anderer angemessener und 
zumutbarer Arbeitsplatz gesichert ist. 

(2) 統合局は、重度障害者のために別の適切で無理のない職
場が保証されているなら、同意を与えなければならない。

(3) Ist das Insolvenzverfahren über das Vermögen des 
Arbeitgebers eröffnet, soll das Integrationsamt die Zustimmung 
erteilen, wenn  

1. der schwerbehinderte Mensch in einem Interessenausgleich 
namentlich als einer der zu entlassenden Arbeitnehmer 
bezeichnet ist (§ 125 der Insolvenzordnung), 

2. die Schwerbehindertenvertretung beim Zustandekommen des 
Interessenausgleichs gemäß § 95 Abs. 2 beteiligt worden ist, 

3. der Anteil der nach dem Interessenausgleich zu entlassenden 
schwerbehinderten Menschen an der Zahl der beschäftigten 
schwerbehinderten Menschen nicht größer ist als der Anteil 
der zu entlassenden übrigen Arbeitnehmer an der Zahl der 
beschäftigten übrigen Arbeitnehmer und 

4. die Gesamtzahl der schwerbehinderten Menschen, die nach 
dem Interessenausgleich bei dem Arbeitgeber verbleiben 
sollen, zur Erfüllung der Beschäftigungspflicht nach § 71 
ausreicht. 

 

(3) 雇用主の財産に関する倒産手続が開始されているなら、
統合局は以下の場合には同意を与えなければならない。 

1. 重度障害者が利益調整において、解雇される労働者の１
人として名前を挙げて示されている（倒産法第 125 条）
場合 

2. 重度障害者代表が利益調整の実現にあたって第 95 条２
項に則り参加している場合 

3. 雇用されている重度障害者数全体に占める、利益調整に
従い解雇される重度障害者の割合が、雇用されているそれ
以外の労働者数全体に占める、解雇されるその他の労働者
の割合よりも高くない場合及び 

4. 利益調整に従い雇用主のもとに残留する予定の重度障害
者の総数が、第 71 条による雇用義務を履行するのに十分
である場合 

§ 90  Ausnahmen 
(1) Die Vorschriften dieses Kapitels gelten nicht für 

schwerbehinderte Menschen,  
1. deren Arbeitsverhältnis zum Zeitpunkt des Zugangs der 

Kündigungserklärung ohne Unterbrechung noch nicht länger 
als sechs Monate besteht oder 

2. die auf Stellen im Sinne des § 73 Abs. 2 Nr. 2 bis 5 beschäftigt 
werden oder 

3. deren Arbeitsverhältnis durch Kündigung beendet wird, 
sofern sie  

a) das 58. Lebensjahr vollendet haben und Anspruch auf eine 
Abfindung, Entschädigung oder ähnliche Leistung auf 
Grund eines Sozialplanes haben oder 

b) Anspruch auf Knappschaftsausgleichsleistung nach dem 
Sechsten Buch oder auf Anpassungsgeld für entlassene 
Arbeitnehmer des Bergbaus haben, 

wenn der Arbeitgeber ihnen die Kündigungsabsicht rechtzeitig 
mitgeteilt hat und sie der beabsichtigten Kündigung bis zu 
deren Ausspruch nicht widersprechen. 

第 90 条 例外
(1) 雇用主が下記の重度障害者に対して解雇予告の意図を適
切な時期に伝え、当該重度障害者がそれに対して解雇予告
の表明の時点までに異議を申立てない場合には、本章の規
定は当該重度障害者には適用されない。 

1. 解雇予告の意思表示の時点で、その労働関係が、まだ連
続して６ヵ月以上継続していない重度障害者 

2. 第 73 条２項２号から５号の趣旨による働き口に従事し
ている重度障害者、又は 

3. その労働関係が解雇により終了する重度障害者で以下の
者 

a) 満 58 歳に達し、退職一時金、補償金又は社会計画に基
づく同様の給付に対する請求権を有する者 

b) 社会法典第６編による鉱山従業員調整給付又は解雇さ
れた鉱山労働者に対する調整手当に対する請求権を有
する者 

(2) Die Vorschriften dieses Kapitels finden ferner bei 
Entlassungen, die aus Witterungsgründen vorgenommen 
werden, keine Anwendung, sofern die Wiedereinstellung der 
schwerbehinderten Menschen bei Wiederaufnahme der Arbeit 
gewährleistet ist. 

(2) さらに重度障害者の再雇用が仕事の再開の際に保証され
ているなら、本章の規定は、天候を理由として行われる解
雇には適用されない。 

(2a) Die Vorschriften dieses Kapitels finden ferner keine 
Anwendung, wenn zum Zeitpunkt der Kündigung die 
Eigenschaft als schwerbehinderter Mensch nicht nachgewiesen 
ist oder das Versorgungsamt nach Ablauf der Frist des § 69 Abs. 
1 Satz 2 eine Feststellung wegen fehlender Mitwirkung nicht 
treffen konnte. 

(2a) さらに解雇予告の時点で重度障害者としての特性が証
明されておらず、又は援護局が第 69 条１項２文の期限の経
過後も協力が得られなかったために認定を行えなかった場
合には、本章の規定は適用されない。 

(3) Der Arbeitgeber zeigt Einstellungen auf Probe und die 
Beendigung von Arbeitsverhältnissen schwerbehinderter 

(3) 雇用主は、第１項１号の場合には、他の法律に基づく届
け出義務にはかかわりなく、重度障害者の試験的な採用及
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Möglichkeiten und alle zur Verfügung stehenden Hilfen zur 
Beratung und mögliche finanzielle Leistungen zu erörtern, mit 
denen die Schwierigkeiten beseitigt werden können und das 
Arbeits- oder sonstige Beschäftigungsverhältnis möglichst 
dauerhaft fortgesetzt werden kann. 

る可能性と助言のために提供されうるすべての援助及び可
能な財政的給付についてそれらと共に検討する。 

(2) Sind Beschäftigte innerhalb eines Jahres länger als sechs 
Wochen ununterbrochen oder wiederholt arbeitsunfähig, klärt 
der Arbeitgeber mit der zuständigen Interessenvertretung im 
Sinne des § 93, bei schwerbehinderten Menschen außerdem mit 
der Schwerbehindertenvertretung, mit Zustimmung und 
Beteiligung der betroffenen Person die Möglichkeiten, wie die 
Arbeitsunfähigkeit möglichst überwunden werden und mit 
welchen Leistungen oder Hilfen erneuter Arbeitsunfähigkeit 
vorgebeugt und der Arbeitsplatz erhalten werden kann 
(betriebliches Eingliederungsmanagement). Soweit erforderlich 
wird der Werks- oder Betriebsarzt hinzugezogen. Die betroffene 
Person oder ihr gesetzlicher Vertreter ist zuvor auf die Ziele des 
betrieblichen Eingliederungsmanagements sowie auf Art und 
Umfang der hierfür erhobenen und verwendeten Daten 
hinzuweisen. Kommen Leistungen zur Teilhabe oder 
begleitende Hilfen im Arbeitsleben in Betracht, werden vom 
Arbeitgeber die örtlichen gemeinsamen Servicestellen oder bei 
schwerbehinderten Beschäftigten das Integrationsamt 
hinzugezogen. Diese wirken darauf hin, dass die erforderlichen 
Leistungen oder Hilfen unverzüglich beantragt und innerhalb 
der Frist des § 14 Abs. 2 Satz 2 erbracht werden. Die zuständige 
Interessenvertretung im Sinne des § 93, bei schwerbehinderten 
Menschen außerdem die Schwerbehindertenvertretung, können 
die Klärung verlangen. Sie wachen darüber, dass der 
Arbeitgeber die ihm nach dieser Vorschrift obliegenden 
Verpflichtungen erfüllt. 

(2) 従業員が、１年間に６週間以上続けて、又は繰り返し就
業不能になる場合には、雇用主は第 93 条の趣旨による管轄
する利益代表と、重度障害者においてはさらに重度障害者
代表と、該当者の同意と参加のもとに就業不能を可能な限
り克服し、どのような給付又は援助によって新たな就業不
能を予防でき職場を維持できるか（企業内編入マネージメ
ント）を明らかにする。必要な限りにおいて、産業医又は
工場医の意見を聴く。該当者又はその法定代理人には、事
前に事業所内編入マネージメントの目的及びそのために収
集され、使われるデータの種類と範囲を指摘しなければな
らない。労働生活に参画するための給付又はそれに伴う援
助が考慮の対象となるなら、雇用主は地域の共同サービス
所又は重度障害者の場合には統合局を参加させる。これら
は、必要な給付又は援助が遅滞なく申請され、第 14 条２項
２文の期限内に提供されるように努める。第 93 条の趣旨に
よる管轄する利益代表、重度障害者の場合にはさらに重度
障害者代表は、解明を要求することができる。これらは雇
用主がこの規定に則り課される義務を果たすよう監視す
る。 

(3) Die Rehabilitationsträger und die Integrationsämter können 
Arbeitgeber, die ein betriebliches Eingliederungsmanagement 
einführen, durch Prämien oder einen Bonus fördern. 

 

(3) リハビリテーション担当機関及び統合局は、事業所内編
入マネージメントを導入する雇用主を奨励金又は報奨金を
通じて助成することができる。 

Kapitel 4  Kündigungsschutz 
 
§ 85  Erfordernis der Zustimmung 

Die Kündigung des Arbeitsverhältnisses eines schwerbehinderten 
Menschen durch den Arbeitgeber bedarf der vorherigen 
Zustimmung des Integrationsamtes. 
 

第 4章 解雇からの保護 
 
第 85 条 同意の必要性 
雇用主による重度障害者の解雇は、統合局の事前同意を必要
とする。 

§ 86  Kündigungsfrist 
Die Kündigungsfrist beträgt mindestens vier Wochen. 
 

第 86 条 解雇予告期間
解雇予告期間は少なくとも４週間とする。 

§ 87  Antragsverfahren 
(1) Die Zustimmung zur Kündigung beantragt der Arbeitgeber bei 

dem für den Sitz des Betriebes oder der Dienststelle 
zuständigen Integrationsamt schriftlich. Der Begriff des 
Betriebes und der Begriff der Dienststelle im Sinne des Teils 2 
bestimmen sich nach dem Betriebsverfassungsgesetz und dem 
Personalvertretungsrecht. 

第 87 条 申請手続
(1) 雇用主は、事業所又は官公署の所在地を管轄する統合局
に書面を以って解雇告知の同意を申請する。第２部の趣旨
による事業所の概念及び官公署の概念は、事業所組織法及
び職員代表法により定められる。 

(2) Das Integrationsamt holt eine Stellungnahme des 
Betriebsrates oder Personalrates und der 
Schwerbehindertenvertretung ein und hört den 
schwerbehinderten Menschen an. 

(2) 統合局は、経営協議会又は職員代表委員会及び重度障害
者代表の意見表明を求め、重度障害者の意見を聴く。 

(3) Das Integrationsamt wirkt in jeder Lage des Verfahrens auf 
eine gütliche Einigung hin. 

 

(3) 統合局は、この手続のいかなる局面においても当事者が
納得のいく合意に達するよう努める。 

§ 88  Entscheidung des Integrationsamtes 
(1) Das Integrationsamt soll die Entscheidung, falls erforderlich 

auf Grund mündlicher Verhandlung, innerhalb eines Monats 
vom Tage des Eingangs des Antrages an treffen. 

第 88 条 統合局の決定
(1) 統合局は、必要ならば口頭による交渉を行い、申請受理
日から１ヵ月以内に決定を下す。 

(2) Die Entscheidung wird dem Arbeitgeber und dem 
schwerbehinderten Menschen zugestellt. Der Bundesagentur 
für Arbeit wird eine Abschrift der Entscheidung übersandt. 

(2) この決定は雇用主及び重度障害者に送達される。連邦雇
用エージェンシーには決定の写しが送付される。 

(3) Erteilt das Integrationsamt die Zustimmung zur Kündigung, 
kann der Arbeitgeber die Kündigung nur innerhalb eines 
Monats nach Zustellung erklären. 

(3) 統合局が解約告知に対する同意を与えた場合には、雇用
主は送達後１ヵ月以内に限り解雇告知の意思表示を行うこ
とができる。 

(4) Widerspruch und Anfechtungsklage gegen die Zustimmung 
des Integrationsamtes zur Kündigung haben keine 
aufschiebende Wirkung. 

(4) 統合局の同意に対する異議申立てと取消しの訴えには延
期効力はない。 

(5) In den Fällen des § 89 Abs. 1 Satz 1 und Abs. 3 gilt Absatz 1 
mit der Maßgabe, dass die Entscheidung innerhalb eines 
Monats vom Tage des Eingangs des Antrages an zu treffen ist. 

(5) 第89条１項１文及び３項の場合には申請受理日から１ヵ
月以内に決定を下すという条件で第１項が適用される。こ
の期限内に決定が下されない場合には、同意が与えられた
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Wird innerhalb dieser Frist eine Entscheidung nicht getroffen, 
gilt die Zustimmung als erteilt. Die Absätze 3 und 4 gelten 
entsprechend. 

 

とみなされる。第３項及び第４項を準用する。

§ 89  Einschränkungen der Ermessensentscheidung 
(1) Das Integrationsamt erteilt die Zustimmung bei Kündigungen 

in Betrieben und Dienststellen, die nicht nur vorübergehend 
eingestellt oder aufgelöst werden, wenn zwischen dem Tage der 
Kündigung und dem Tage, bis zu dem Gehalt oder Lohn gezahlt 
wird, mindestens drei Monate liegen. Unter der gleichen 
Voraussetzung soll es die Zustimmung auch bei Kündigungen in 
Betrieben und Dienststellen erteilen, die nicht nur 
vorübergehend wesentlich eingeschränkt werden, wenn die 
Gesamtzahl der weiterhin beschäftigten schwerbehinderten 
Menschen zur Erfüllung der Beschäftigungspflicht nach § 71 
ausreicht. Die Sätze 1 und 2 gelten nicht, wenn eine 
Weiterbeschäftigung auf einem anderen Arbeitsplatz desselben 
Betriebes oder derselben Dienststelle oder auf einem freien 
Arbeitsplatz in einem anderen Betrieb oder einer anderen 
Dienststelle desselben Arbeitgebers mit Einverständnis des 
schwerbehinderten Menschen möglich und für den Arbeitgeber 
zumutbar ist. 

第 89 条 自由裁量決定の制限 
(1) 統合局は、単に一時的にではなく閉鎖され、解散される
事業所及び官公署における解雇予告においては、解雇予告
の日と給与又は賃金が支払われる日の間に少なくとも３ヵ
月ある場合には同意を与える。同様の要件で統合局は、引
き続き雇用される重度障害者の総数が第 71 条による雇用
義務を満たすのに十分であれば、単に一時ではなく大幅に
縮小される事業所及び官公署における解雇予告においても
同意を与えるものとする。同一事業所もしくは同一官公署
の別の職場又は同じ雇用主の別の事業所もしくは別の官公
署の空席になっている職場への継続雇用が、重度障害者の
了承を得た上で可能であり、雇用主にとって無理のないも
のならば、第１文と第２文は適用されない。 

(2) Das Integrationsamt soll die Zustimmung erteilen, wenn dem 
schwerbehinderten Menschen ein anderer angemessener und 
zumutbarer Arbeitsplatz gesichert ist. 

(2) 統合局は、重度障害者のために別の適切で無理のない職
場が保証されているなら、同意を与えなければならない。

(3) Ist das Insolvenzverfahren über das Vermögen des 
Arbeitgebers eröffnet, soll das Integrationsamt die Zustimmung 
erteilen, wenn  

1. der schwerbehinderte Mensch in einem Interessenausgleich 
namentlich als einer der zu entlassenden Arbeitnehmer 
bezeichnet ist (§ 125 der Insolvenzordnung), 

2. die Schwerbehindertenvertretung beim Zustandekommen des 
Interessenausgleichs gemäß § 95 Abs. 2 beteiligt worden ist, 

3. der Anteil der nach dem Interessenausgleich zu entlassenden 
schwerbehinderten Menschen an der Zahl der beschäftigten 
schwerbehinderten Menschen nicht größer ist als der Anteil 
der zu entlassenden übrigen Arbeitnehmer an der Zahl der 
beschäftigten übrigen Arbeitnehmer und 

4. die Gesamtzahl der schwerbehinderten Menschen, die nach 
dem Interessenausgleich bei dem Arbeitgeber verbleiben 
sollen, zur Erfüllung der Beschäftigungspflicht nach § 71 
ausreicht. 

 

(3) 雇用主の財産に関する倒産手続が開始されているなら、
統合局は以下の場合には同意を与えなければならない。 

1. 重度障害者が利益調整において、解雇される労働者の１
人として名前を挙げて示されている（倒産法第 125 条）
場合 

2. 重度障害者代表が利益調整の実現にあたって第 95 条２
項に則り参加している場合 

3. 雇用されている重度障害者数全体に占める、利益調整に
従い解雇される重度障害者の割合が、雇用されているそれ
以外の労働者数全体に占める、解雇されるその他の労働者
の割合よりも高くない場合及び 

4. 利益調整に従い雇用主のもとに残留する予定の重度障害
者の総数が、第 71 条による雇用義務を履行するのに十分
である場合 

§ 90  Ausnahmen 
(1) Die Vorschriften dieses Kapitels gelten nicht für 

schwerbehinderte Menschen,  
1. deren Arbeitsverhältnis zum Zeitpunkt des Zugangs der 

Kündigungserklärung ohne Unterbrechung noch nicht länger 
als sechs Monate besteht oder 

2. die auf Stellen im Sinne des § 73 Abs. 2 Nr. 2 bis 5 beschäftigt 
werden oder 

3. deren Arbeitsverhältnis durch Kündigung beendet wird, 
sofern sie  

a) das 58. Lebensjahr vollendet haben und Anspruch auf eine 
Abfindung, Entschädigung oder ähnliche Leistung auf 
Grund eines Sozialplanes haben oder 

b) Anspruch auf Knappschaftsausgleichsleistung nach dem 
Sechsten Buch oder auf Anpassungsgeld für entlassene 
Arbeitnehmer des Bergbaus haben, 

wenn der Arbeitgeber ihnen die Kündigungsabsicht rechtzeitig 
mitgeteilt hat und sie der beabsichtigten Kündigung bis zu 
deren Ausspruch nicht widersprechen. 

第 90 条 例外
(1) 雇用主が下記の重度障害者に対して解雇予告の意図を適
切な時期に伝え、当該重度障害者がそれに対して解雇予告
の表明の時点までに異議を申立てない場合には、本章の規
定は当該重度障害者には適用されない。 

1. 解雇予告の意思表示の時点で、その労働関係が、まだ連
続して６ヵ月以上継続していない重度障害者 

2. 第 73 条２項２号から５号の趣旨による働き口に従事し
ている重度障害者、又は 

3. その労働関係が解雇により終了する重度障害者で以下の
者 

a) 満 58 歳に達し、退職一時金、補償金又は社会計画に基
づく同様の給付に対する請求権を有する者 

b) 社会法典第６編による鉱山従業員調整給付又は解雇さ
れた鉱山労働者に対する調整手当に対する請求権を有
する者 

(2) Die Vorschriften dieses Kapitels finden ferner bei 
Entlassungen, die aus Witterungsgründen vorgenommen 
werden, keine Anwendung, sofern die Wiedereinstellung der 
schwerbehinderten Menschen bei Wiederaufnahme der Arbeit 
gewährleistet ist. 

(2) さらに重度障害者の再雇用が仕事の再開の際に保証され
ているなら、本章の規定は、天候を理由として行われる解
雇には適用されない。 

(2a) Die Vorschriften dieses Kapitels finden ferner keine 
Anwendung, wenn zum Zeitpunkt der Kündigung die 
Eigenschaft als schwerbehinderter Mensch nicht nachgewiesen 
ist oder das Versorgungsamt nach Ablauf der Frist des § 69 Abs. 
1 Satz 2 eine Feststellung wegen fehlender Mitwirkung nicht 
treffen konnte. 

(2a) さらに解雇予告の時点で重度障害者としての特性が証
明されておらず、又は援護局が第 69 条１項２文の期限の経
過後も協力が得られなかったために認定を行えなかった場
合には、本章の規定は適用されない。 

(3) Der Arbeitgeber zeigt Einstellungen auf Probe und die 
Beendigung von Arbeitsverhältnissen schwerbehinderter 

(3) 雇用主は、第１項１号の場合には、他の法律に基づく届
け出義務にはかかわりなく、重度障害者の試験的な採用及
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(3) Wählbar sind alle in dem Betrieb oder der Dienststelle nicht 
nur vorübergehend Beschäftigten, die am Wahltage das 18. 
Lebensjahr vollendet haben und dem Betrieb oder der 
Dienststelle seit sechs Monaten angehören; besteht der Betrieb 
oder die Dienststelle weniger als ein Jahr, so bedarf es für die 
Wählbarkeit nicht der sechsmonatigen Zugehörigkeit. Nicht 
wählbar ist, wer kraft Gesetzes dem Betriebs-, Personal-, 
Richter-, Staatsanwalts- oder Präsidialrat nicht angehören 
kann. 

(3) 被選挙権があるのは、選挙日の時点で満 18 歳に達してい
る、その事業所又は官公署に６ヵ月以上所属し、その事業
所又は官公署に一時的にではなく雇用されているすべての
者である；その事業所又は官公署が設立後１年に満たない
場合には被選挙権については６ヵ月の所属を必要としな
い。法律により経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員
会、検察官委員会、裁判官人事委員会に所属することがで
きない者には被選挙権はない。 

(4) Bei Dienststellen der Bundeswehr, bei denen eine Vertretung 
der Soldaten nach dem Bundespersonalvertretungsgesetz zu 
wählen ist, sind auch schwerbehinderte Soldaten und 
Soldatinnen wahlberechtigt und auch Soldaten und 
Soldatinnen wählbar. 

(4) 連邦国防軍の機関においては、軍人の代表が連邦職員代
表法により選出されるが、その場合においても選挙権があ
るのは重度障害のある軍人であり、被選挙権を持つのは軍
人である。 

(5) Die regelmäßigen Wahlen finden alle vier Jahre in der Zeit 
vom 1. Oktober bis 30. November statt. Außerhalb dieser Zeit 
finden Wahlen statt, wenn  

1. das Amt der Schwerbehindertenvertretung vorzeitig erlischt 
und ein stellvertretendes Mitglied nicht nachrückt, 

2. die Wahl mit Erfolg angefochten worden ist oder 
3. eine Schwerbehindertenvertretung noch nicht gewählt ist. 
Hat außerhalb des für die regelmäßigen Wahlen festgelegten 
Zeitraumes eine Wahl der Schwerbehindertenvertretung 
stattgefunden, wird die Schwerbehindertenvertretung in dem 
auf die Wahl folgenden nächsten Zeitraum der regelmäßigen 
Wahlen neu gewählt. Hat die Amtszeit der 
Schwerbehindertenvertretung zum Beginn des für die 
regelmäßigen Wahlen festgelegten Zeitraums noch nicht ein 
Jahr betragen, wird die Schwerbehindertenvertretung im 
übernächsten Zeitraum für regelmäßige Wahlen neu gewählt. 

(5) 定例選挙は４年ごとに 10月１日から 11月 30日の期間に
行われる。以下の場合にはこの期間外にも選挙が行われる。

1. 重度障害者代表の職が選挙前に失効し、代理が後任とな
らない場合 

2. 選挙が異議申立てにより取り消された場合 
3. 重度障害者代表がまだ選出されていない場合 
定例選挙のために定められた期間外に重度障害者代表の選
挙が行われた場合には、重度障害者代表は、その選挙の次の
定例選挙の指定期間内に新たに選出される。重度障害者代表
の任期が次の通常選挙期間の開始時点でまだ１年たってい
なければ、重度障害者代表は、さらにその次の定例選挙の指
定期間内に新たに選出される。 

(6) Die Vertrauensperson und das stellvertretende Mitglied 
werden in geheimer und unmittelbarer Wahl nach den 
Grundsätzen der Mehrheitswahl gewählt. Im Übrigen sind die 
Vorschriften über die Wahlanfechtung, den Wahlschutz und die 
Wahlkosten bei der Wahl des Betriebs-, Personal-, Richter-, 
Staatsanwalts- oder Präsidialrates sinngemäß anzuwenden. In 
Betrieben und Dienststellen mit weniger als 50 
wahlberechtigten schwerbehinderten Menschen wird die 
Vertrauensperson und das stellvertretende Mitglied im 
vereinfachten Wahlverfahren gewählt, sofern der Betrieb oder 
die Dienststelle nicht aus räumlich weit auseinander liegenden 
Teilen besteht. Ist in einem Betrieb oder einer Dienststelle eine 
Schwerbehindertenvertretung nicht gewählt, so kann das für 
den Betrieb oder die Dienststelle zuständige Integrationsamt zu 
einer Versammlung schwerbehinderter Menschen zum Zwecke 
der Wahl eines Wahlvorstandes einladen. 

(6) 利益代表及びその代理は、秘密・直接選挙において多数
決の原則に従い選出される。それ以外の点では経営協議会、
職員代表委員会、裁判官委員会、検察官委員会、裁判官人
事委員会の選挙における選挙取消し、選挙保護及び選挙費
用に関する規定が準用される。選挙権を持つ重度障害者が
50 人未満の事業所又は官公署において、その事業所又は官
公署が場所的にあまり離れていない複数部署から成る場合
には、利益代表及びその代理は簡易選挙方式により選出さ
れる。事業所又は官公署で重度障害者代表が選ばれていな
い場合には、当該事業所又は官公署を管轄する統合局が、
選挙役員を選任する目的で重度障害者の会合を招集するこ
とができる。 

(7) Die Amtszeit der Schwerbehindertenvertretung beträgt vier 
Jahre. Sie beginnt mit der Bekanntgabe des Wahlergebnisses 
oder, wenn die Amtszeit der bisherigen 
Schwerbehindertenvertretung noch nicht beendet ist, mit deren 
Ablauf. Das Amt erlischt vorzeitig, wenn die Vertrauensperson 
es niederlegt, aus dem Arbeits-, Dienst- oder Richterverhältnis 
ausscheidet oder die Wählbarkeit verliert. Scheidet die 
Vertrauensperson vorzeitig aus dem Amt aus, rückt das mit der 
höchsten Stimmenzahl gewählte stellvertretende Mitglied für 
den Rest der Amtszeit nach; dies gilt für das stellvertretende 
Mitglied entsprechend. Auf Antrag eines Viertels der 
wahlberechtigten schwerbehinderten Menschen kann der 
Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt (§ 119) das 
Erlöschen des Amtes einer Vertrauensperson wegen grober 
Verletzung ihrer Pflichten beschließen. 

 

(7) 重度障害者代表の任期は４年である。任期は選挙結果の
公表を以って、又は前任の重度障害者代表の任期がまだ終
了していない場合には、その満了を以って開始される。利
益代表がその職を辞し、労働関係、服務関係又は裁判官任
用関係を解消し、又は被選挙権を失った場合には、その職
は任期前に失効するものとする。利益代表が任期前にその
職を辞す場合には、最高得票数を以って選ばれた代理が、
残りの任期についてその後任となる；これは代理について
も同様である。選挙権を有する重度障害者の４分の１の申
請に基づき、統合局のもとに設置された異議申立て委員会
（第 119 条）は、重大な義務違反を理由として利益代表の
職の失効を決議することができる。 

§ 95  Aufgaben der Schwerbehindertenvertretung 
(1) Die Schwerbehindertenvertretung fördert die Eingliederung 

schwerbehinderter Menschen in den Betrieb oder die 
Dienststelle, vertritt ihre Interessen in dem Betrieb oder der 
Dienststelle und steht ihnen beratend und helfend zur Seite. 
Sie erfüllt ihre Aufgaben insbesondere dadurch, dass sie  

1. darüber wacht, dass die zugunsten schwerbehinderter 
Menschen geltenden Gesetze, Verordnungen, Tarifverträge, 
Betriebs- oder Dienstvereinbarungen und 
Verwaltungsanordnungen durchgeführt, insbesondere auch 
die dem Arbeitgeber nach den §§ 71, 72 und 81 bis 84 
obliegenden Verpflichtungen erfüllt werden, 

2. Maßnahmen, die den schwerbehinderten Menschen dienen, 

第 95 条 重度障害者代表の任務 
(1) 重度障害者代表は、事業所又は官公署への重度障害者の
編入を促進し、事業所又は官公署における重度障害者の利
益を代表し、重度障害者の側に立って助言、援助を行う。
重度障害者代表はその任務を以下の方法で遂行する。 

1. 重度障害者のための法律、命令、労働協約、事業所協定
又は公勤務協定及び管理指令が実施されているかどうか、
特に第 71 条、第 72 条及び第 81 条から第 84 条に則り雇
用主に課されている義務が果たされているかどうかを監
視する。 

2. 重度障害者に役立つ対策、特に予防的措置を、所轄機関
に申請する。 

3. 重度障害者の提案や苦情を受けつけ、それが正当だと思
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Menschen in den Fällen des Absatzes 1 Nr. 1 unabhängig von 
der Anzeigepflicht nach anderen Gesetzen dem Integrationsamt 
innerhalb von vier Tagen an. 

 

び労働関係の終了を統合局に４日以内に届け出る。

§ 91  Außerordentliche Kündigung 
(1) Die Vorschriften dieses Kapitels gelten mit Ausnahme von § 86 

auch bei außerordentlicher Kündigung, soweit sich aus den 
folgenden Bestimmungen nichts Abweichendes ergibt. 

第 91 条 特別解雇予告
(1) 本章の規定は、第 86 条を除き、以下の諸規定から逸脱し

ない限り、特別解雇予告の場合にも適用される。 

(2) Die Zustimmung zur Kündigung kann nur innerhalb von zwei 
Wochen beantragt werden; maßgebend ist der Eingang des 
Antrages bei dem Integrationsamt. Die Frist beginnt mit dem 
Zeitpunkt, in dem der Arbeitgeber von den für die Kündigung 
maßgebenden Tatsachen Kenntnis erlangt. 

(2) 解雇予告に対する同意は、２週間以内に申し出なければ
ならない；基準となるのは統合局での申請の到達である。
この期間は、雇用主が解雇の基準となる事実を知った時点
から開始される。 

(3) Das Integrationsamt trifft die Entscheidung innerhalb von 
zwei Wochen vom Tage des Eingangs des Antrages an. Wird 
innerhalb dieser Frist eine Entscheidung nicht getroffen, gilt 
die Zustimmung als erteilt. 

(3) 統合局は申請受理日から２週間以内に決定を行う。この
期間内に決定が行われない場合には、同意したものとみな
される。 

(4) Das Integrationsamt soll die Zustimmung erteilen, wenn die 
Kündigung aus einem Grunde erfolgt, der nicht im 
Zusammenhang mit der Behinderung steht. 

(4) 統合局は、障害とは関係のない理由から解雇が行われる
場合には、同意しなければならない。 

(5) Die Kündigung kann auch nach Ablauf der Frist des § 626 Abs. 
2 Satz 1 des Bürgerlichen Gesetzbuchs erfolgen, wenn sie 
unverzüglich nach Erteilung der Zustimmung erklärt wird. 

(5) 解雇は、同意後直ちに表明がなされる場合には、民法典
の第 626 条２項１文の期間経過後にも行われうる。 

(6) Schwerbehinderte Menschen, denen lediglich aus Anlass eines 
Streiks oder einer Aussperrung fristlos gekündigt worden ist, 
werden nach Beendigung des Streiks oder der Aussperrung 
wieder eingestellt. 

 

(6) ストライキ又はロックアウトのみを理由として即時解雇
された重度障害者は、ストライキ又はロックアウト終了後、
再び雇用される。 

§ 92  Erweiterter Beendigungsschutz 
Die Beendigung des Arbeitsverhältnisses eines 
schwerbehinderten Menschen bedarf auch dann der vorherigen 
Zustimmung des Integrationsamtes, wenn sie im Falle des 
Eintritts einer teilweisen Erwerbsminderung, der 
Erwerbsminderung auf Zeit, der Berufsunfähigkeit oder der 
Erwerbsunfähigkeit auf Zeit ohne Kündigung erfolgt. Die 
Vorschriften dieses Kapitels über die Zustimmung zur 
ordentlichen Kündigung gelten entsprechend. 
 

第 92 条 解雇からの保護の拡大 
重度障害者の労働関係の終了が、部分的な稼得減少、期限付
きの稼得減少、就業不能又は期限付きの稼得不能に陥った場
合に解雇予告なしに行われる場合にも、やはり統合局の事前
の同意を必要とする。通常の解雇予告に対する同意に関する
本章の規定が準用される。 

Kapitel 5  Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- und 
Präsidialrat, Schwerbehindertenvertretung, Beauftragter 
des Arbeitgebers 

 
§ 93  Aufgaben des Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- 

und Präsidialrates 
Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- und Präsidialrat 
fördern die Eingliederung schwerbehinderter Menschen. Sie 
achten insbesondere darauf, dass die dem Arbeitgeber nach den §§ 
71, 72 und 81 bis 84 obliegenden Verpflichtungen erfüllt werden; 
sie wirken auf die Wahl der Schwerbehindertenvertretung hin. 
 

第 5章 経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員会、検察官
委員会、裁判官人事委員会、重度障害者代表、雇用主
代理人 

 
第 93 条 経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員会、検察

官委員会、裁判官人事委員会の任務 
経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員会、検察官委員会、
裁判官人事委員会は、重度障害者の編入を促進する。これら
の委員会は、とりわけ第 71 条、第 72 条及び第 81 条から第
84 条に則り雇用主に課せられる義務が果たされるように配
慮する；これらの委員会は重度障害者代表選挙の実現に努め
る。 
 

§ 94  Wahl und Amtszeit der Schwerbehindertenvertretung 
(1) In Betrieben und Dienststellen, in denen wenigstens fünf 

schwerbehinderte Menschen nicht nur vorübergehend 
beschäftigt sind, werden eine Vertrauensperson und wenigstens 
ein stellvertretendes Mitglied gewählt, das die 
Vertrauensperson im Falle der Verhinderung durch 
Abwesenheit oder Wahrnehmung anderer Aufgaben vertritt. 
Ferner wählen bei Gerichten, denen mindestens fünf 
schwerbehinderte Richter oder Richterinnen angehören, diese 
einen Richter oder eine Richterin zu ihrer 
Schwerbehindertenvertretung. Satz 2 gilt entsprechend für 
Staatsanwälte oder Staatsanwältinnen, soweit für sie eine 
besondere Personalvertretung gebildet wird. Betriebe oder 
Dienststellen, die die Voraussetzungen des Satzes 1 nicht 
erfüllen, können für die Wahl mit räumlich nahe liegenden 
Betrieben des Arbeitgebers oder gleichstufigen Dienststellen 
derselben Verwaltung zusammengefasst werden; soweit 
erforderlich, können Gerichte unterschiedlicher Gerichtszweige 
und Stufen zusammengefasst werden. Über die 
Zusammenfassung entscheidet der Arbeitgeber im Benehmen 
mit dem für den Sitz der Betriebe oder Dienststellen 
einschließlich Gerichten zuständigen Integrationsamt. 

第 94 条 重度障害者代表の選挙と任期 
(1) ５人以上の重度障害者が一時的にではなく雇用されてい
る事業所又は官公署においては、利益代表及び当該代表が
不在のため、又は他の任務を引き受けたために出られない
場合に代理を努める１名以上の代理を選ぶ。さらに５人以
上の裁判官が所属する裁判所においては、裁判所は１名の
裁判官を重度障害者代表に選ぶ。第２文は検察官のために
特別な職場代表機関が形成される場合には、検察官にも準
用される。第１文の要件を満たさない事業所又は官公署は、
雇用主から場所的に近い事業所又は同一行政機関の同レベ
ルの官公署と統合して選挙を行うことができる；必要な場
合には異なる裁判分野及び審級の裁判所が統合することが
できる。統合について雇用主は事業所又は裁判所を含む官
公署の所在地を管轄する統合局と協力して決定する。 

(2) Wahlberechtigt sind alle in dem Betrieb oder der Dienststelle 
beschäftigten schwerbehinderten Menschen. 

(2) 選挙権があるのはその事業所又は官公署に雇用されるす
べての重度障害者である。 
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(3) Wählbar sind alle in dem Betrieb oder der Dienststelle nicht 
nur vorübergehend Beschäftigten, die am Wahltage das 18. 
Lebensjahr vollendet haben und dem Betrieb oder der 
Dienststelle seit sechs Monaten angehören; besteht der Betrieb 
oder die Dienststelle weniger als ein Jahr, so bedarf es für die 
Wählbarkeit nicht der sechsmonatigen Zugehörigkeit. Nicht 
wählbar ist, wer kraft Gesetzes dem Betriebs-, Personal-, 
Richter-, Staatsanwalts- oder Präsidialrat nicht angehören 
kann. 

(3) 被選挙権があるのは、選挙日の時点で満 18 歳に達してい
る、その事業所又は官公署に６ヵ月以上所属し、その事業
所又は官公署に一時的にではなく雇用されているすべての
者である；その事業所又は官公署が設立後１年に満たない
場合には被選挙権については６ヵ月の所属を必要としな
い。法律により経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員
会、検察官委員会、裁判官人事委員会に所属することがで
きない者には被選挙権はない。 

(4) Bei Dienststellen der Bundeswehr, bei denen eine Vertretung 
der Soldaten nach dem Bundespersonalvertretungsgesetz zu 
wählen ist, sind auch schwerbehinderte Soldaten und 
Soldatinnen wahlberechtigt und auch Soldaten und 
Soldatinnen wählbar. 

(4) 連邦国防軍の機関においては、軍人の代表が連邦職員代
表法により選出されるが、その場合においても選挙権があ
るのは重度障害のある軍人であり、被選挙権を持つのは軍
人である。 

(5) Die regelmäßigen Wahlen finden alle vier Jahre in der Zeit 
vom 1. Oktober bis 30. November statt. Außerhalb dieser Zeit 
finden Wahlen statt, wenn  

1. das Amt der Schwerbehindertenvertretung vorzeitig erlischt 
und ein stellvertretendes Mitglied nicht nachrückt, 

2. die Wahl mit Erfolg angefochten worden ist oder 
3. eine Schwerbehindertenvertretung noch nicht gewählt ist. 
Hat außerhalb des für die regelmäßigen Wahlen festgelegten 
Zeitraumes eine Wahl der Schwerbehindertenvertretung 
stattgefunden, wird die Schwerbehindertenvertretung in dem 
auf die Wahl folgenden nächsten Zeitraum der regelmäßigen 
Wahlen neu gewählt. Hat die Amtszeit der 
Schwerbehindertenvertretung zum Beginn des für die 
regelmäßigen Wahlen festgelegten Zeitraums noch nicht ein 
Jahr betragen, wird die Schwerbehindertenvertretung im 
übernächsten Zeitraum für regelmäßige Wahlen neu gewählt. 

(5) 定例選挙は４年ごとに 10月１日から 11月 30日の期間に
行われる。以下の場合にはこの期間外にも選挙が行われる。

1. 重度障害者代表の職が選挙前に失効し、代理が後任とな
らない場合 

2. 選挙が異議申立てにより取り消された場合 
3. 重度障害者代表がまだ選出されていない場合 
定例選挙のために定められた期間外に重度障害者代表の選
挙が行われた場合には、重度障害者代表は、その選挙の次の
定例選挙の指定期間内に新たに選出される。重度障害者代表
の任期が次の通常選挙期間の開始時点でまだ１年たってい
なければ、重度障害者代表は、さらにその次の定例選挙の指
定期間内に新たに選出される。 

(6) Die Vertrauensperson und das stellvertretende Mitglied 
werden in geheimer und unmittelbarer Wahl nach den 
Grundsätzen der Mehrheitswahl gewählt. Im Übrigen sind die 
Vorschriften über die Wahlanfechtung, den Wahlschutz und die 
Wahlkosten bei der Wahl des Betriebs-, Personal-, Richter-, 
Staatsanwalts- oder Präsidialrates sinngemäß anzuwenden. In 
Betrieben und Dienststellen mit weniger als 50 
wahlberechtigten schwerbehinderten Menschen wird die 
Vertrauensperson und das stellvertretende Mitglied im 
vereinfachten Wahlverfahren gewählt, sofern der Betrieb oder 
die Dienststelle nicht aus räumlich weit auseinander liegenden 
Teilen besteht. Ist in einem Betrieb oder einer Dienststelle eine 
Schwerbehindertenvertretung nicht gewählt, so kann das für 
den Betrieb oder die Dienststelle zuständige Integrationsamt zu 
einer Versammlung schwerbehinderter Menschen zum Zwecke 
der Wahl eines Wahlvorstandes einladen. 

(6) 利益代表及びその代理は、秘密・直接選挙において多数
決の原則に従い選出される。それ以外の点では経営協議会、
職員代表委員会、裁判官委員会、検察官委員会、裁判官人
事委員会の選挙における選挙取消し、選挙保護及び選挙費
用に関する規定が準用される。選挙権を持つ重度障害者が
50 人未満の事業所又は官公署において、その事業所又は官
公署が場所的にあまり離れていない複数部署から成る場合
には、利益代表及びその代理は簡易選挙方式により選出さ
れる。事業所又は官公署で重度障害者代表が選ばれていな
い場合には、当該事業所又は官公署を管轄する統合局が、
選挙役員を選任する目的で重度障害者の会合を招集するこ
とができる。 

(7) Die Amtszeit der Schwerbehindertenvertretung beträgt vier 
Jahre. Sie beginnt mit der Bekanntgabe des Wahlergebnisses 
oder, wenn die Amtszeit der bisherigen 
Schwerbehindertenvertretung noch nicht beendet ist, mit deren 
Ablauf. Das Amt erlischt vorzeitig, wenn die Vertrauensperson 
es niederlegt, aus dem Arbeits-, Dienst- oder Richterverhältnis 
ausscheidet oder die Wählbarkeit verliert. Scheidet die 
Vertrauensperson vorzeitig aus dem Amt aus, rückt das mit der 
höchsten Stimmenzahl gewählte stellvertretende Mitglied für 
den Rest der Amtszeit nach; dies gilt für das stellvertretende 
Mitglied entsprechend. Auf Antrag eines Viertels der 
wahlberechtigten schwerbehinderten Menschen kann der 
Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt (§ 119) das 
Erlöschen des Amtes einer Vertrauensperson wegen grober 
Verletzung ihrer Pflichten beschließen. 

 

(7) 重度障害者代表の任期は４年である。任期は選挙結果の
公表を以って、又は前任の重度障害者代表の任期がまだ終
了していない場合には、その満了を以って開始される。利
益代表がその職を辞し、労働関係、服務関係又は裁判官任
用関係を解消し、又は被選挙権を失った場合には、その職
は任期前に失効するものとする。利益代表が任期前にその
職を辞す場合には、最高得票数を以って選ばれた代理が、
残りの任期についてその後任となる；これは代理について
も同様である。選挙権を有する重度障害者の４分の１の申
請に基づき、統合局のもとに設置された異議申立て委員会
（第 119 条）は、重大な義務違反を理由として利益代表の
職の失効を決議することができる。 

§ 95  Aufgaben der Schwerbehindertenvertretung 
(1) Die Schwerbehindertenvertretung fördert die Eingliederung 

schwerbehinderter Menschen in den Betrieb oder die 
Dienststelle, vertritt ihre Interessen in dem Betrieb oder der 
Dienststelle und steht ihnen beratend und helfend zur Seite. 
Sie erfüllt ihre Aufgaben insbesondere dadurch, dass sie  

1. darüber wacht, dass die zugunsten schwerbehinderter 
Menschen geltenden Gesetze, Verordnungen, Tarifverträge, 
Betriebs- oder Dienstvereinbarungen und 
Verwaltungsanordnungen durchgeführt, insbesondere auch 
die dem Arbeitgeber nach den §§ 71, 72 und 81 bis 84 
obliegenden Verpflichtungen erfüllt werden, 

2. Maßnahmen, die den schwerbehinderten Menschen dienen, 

第 95 条 重度障害者代表の任務 
(1) 重度障害者代表は、事業所又は官公署への重度障害者の
編入を促進し、事業所又は官公署における重度障害者の利
益を代表し、重度障害者の側に立って助言、援助を行う。
重度障害者代表はその任務を以下の方法で遂行する。 

1. 重度障害者のための法律、命令、労働協約、事業所協定
又は公勤務協定及び管理指令が実施されているかどうか、
特に第 71 条、第 72 条及び第 81 条から第 84 条に則り雇
用主に課されている義務が果たされているかどうかを監
視する。 

2. 重度障害者に役立つ対策、特に予防的措置を、所轄機関
に申請する。 

3. 重度障害者の提案や苦情を受けつけ、それが正当だと思

− 74 − − 75 −
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Vorschriften finden entsprechende Anwendung. 
(7) Sind in einer Angelegenheit sowohl die 

Schwerbehindertenvertretung der Richter und Richterinnen als 
auch die Schwerbehindertenvertretung der übrigen 
Bediensteten beteiligt, so handeln sie gemeinsam. 

(7) 一つの案件において裁判官の重度障害者代表だけでなく
その他の官庁職員の重度障害者代表が参加している場合に
は、両者は共同でことにあたる。 

(8) Die Schwerbehindertenvertretung kann an Betriebs- und 
Personalversammlungen in Betrieben und Dienststellen 
teilnehmen, für die sie als Schwerbehindertenvertretung 
zuständig ist, und hat dort ein Rederecht, auch wenn die 
Mitglieder der Schwerbehindertenvertretung nicht Angehörige 
des Betriebes oder der Dienststelle sind. 

 

(8) 重度障害者代表は、当該代表が重度障害者代表として担
当している事業所又は官公署における事業所労働者総会及
び公勤務者総会に参加することができ、その重度障害者代
表がその事業所又は官公署に所属していない場合でも、発
言する権利を有する。 

§ 96  Persönliche Rechte und Pflichten der Vertrauenspersonen 
der schwerbehinderten Menschen 

(1) Die Vertrauenspersonen führen ihr Amt unentgeltlich als 
Ehrenamt. 

第 96 条 重度障害者の利益代表の個人的な権利と義務
 

(1) 利益代表は、名誉職として無報酬でその職務を行う。 

(2) Die Vertrauenspersonen dürfen in der Ausübung ihres Amtes 
nicht behindert oder wegen ihres Amtes nicht benachteiligt 
oder begünstigt werden; dies gilt auch für ihre berufliche 
Entwicklung. 

(2) 利益代表は、その職務の行使において妨げられることな
く、又はその職務により不利益な扱いもしくは有利な扱い
を受けることがあってはならない；これはその職業上のキ
ャリアについても同様である。 

(3) Die Vertrauenspersonen besitzen gegenüber dem Arbeitgeber 
die gleiche persönliche Rechtsstellung, insbesondere den 
gleichen Kündigungs-, Versetzungs- und Abordnungsschutz wie 
ein Mitglied des Betriebs-, Personal-, Staatsanwalts- oder 
Richterrates. Das stellvertretende Mitglied besitzt während der 
Dauer der Vertretung und der Heranziehung nach § 95 Abs. 1 
Satz 4 die gleiche persönliche Rechtsstellung wie die 
Vertrauensperson, im Übrigen die gleiche Rechtsstellung wie 
Ersatzmitglieder der in Satz 1 genannten Vertretungen. 

(3) 利益代表は、雇用主に対して、経営協議会、職員代表委
員会、裁判官委員会もしくは検察官委員会の委員と同様の、
主として解雇・配置転換・派遣からの保護を含む個人的な
法的地位を有する。代理は、代理期間及び第 95 条１項４文
による任務分担の間、利益代表と同様の個人的な法的地位
を有し、その他の点では第１文に挙げた代表の代理と同様
の法的地位を有する。 

(4) Die Vertrauenspersonen werden von ihrer beruflichen 
Tätigkeit ohne Minderung des Arbeitsentgelts oder der 
Dienstbezüge befreit, wenn und soweit es zur Durchführung 
ihrer Aufgaben erforderlich ist. Sind in den Betrieben und 
Dienststellen in der Regel wenigstens 200 schwerbehinderte 
Menschen beschäftigt, wird die Vertrauensperson auf ihren 
Wunsch freigestellt; weiter gehende Vereinbarungen sind 
zulässig. Satz 1 gilt entsprechend für die Teilnahme an 
Schulungs- und Bildungsveranstaltungen, soweit diese 
Kenntnisse vermitteln, die für die Arbeit der 
Schwerbehindertenvertretung erforderlich sind. Satz 3 gilt 
auch für das mit der höchsten Stimmenzahl gewählte 
stellvertretende Mitglied, wenn wegen  

1. ständiger Heranziehung nach § 95, 
2. häufiger Vertretung der Vertrauensperson für längere Zeit, 
3. absehbaren Nachrückens in das Amt der 

Schwerbehindertenvertretung in kurzer Frist 
die Teilnahme an Bildungs- und Schulungsveranstaltungen 
erforderlich ist. 

(4) 利益代表は、その任務の遂行に必要な限りにおいて、労
働報酬又は俸給を減額されることなくその職業活動を免除
される。事業所又は官公署において通常 200 人以上の重度
障害者が雇用されている場合には、利益代表は希望すれば
仕事を免除される；それ以外の（継続することで？）合意
（すること？）も認められる。第１文は、重度障害者代表
の任務のために必要な知識を得られるならば、講習や教育
関連の行事への参加にも適用される。最高得票数を以って
選ばれた代理が、以下の理由で講習や教育関連の行事への
参加を必要とするならば、第３文が適用される。 

1. 第 95 条に則り常に職務を分担している。 
2. 利益代表を長期にわたり何度も代理する。 
3. すぐあとに重度障害者代表の職の後任になることが見込
まれている。 

(5) Freigestellte Vertrauenspersonen dürfen von inner- oder 
außerbetrieblichen Maßnahmen der Berufsförderung nicht 
ausgeschlossen werden. Innerhalb eines Jahres nach 
Beendigung ihrer Freistellung ist ihnen im Rahmen der 
Möglichkeiten des Betriebes oder der Dienststelle Gelegenheit 
zu geben, eine wegen der Freistellung unterbliebene berufliche 
Entwicklung in dem Betrieb oder der Dienststelle nachzuholen. 
Für Vertrauenspersonen, die drei volle aufeinander folgende 
Amtszeiten freigestellt waren, erhöht sich der genannte 
Zeitraum auf zwei Jahre. 

(5) 職業活動を免除された利益代表であっても、事業所内又
は事業所外の職業支援措置から除外されることがあっては
ならない。当該利益代表に対しては職業活動免除期間終了
後１年以内に事業所又は官公署において可能な範囲内で、
免除のために据え置かれた事業所又は官公署における職業
的キャリアを挽回する機会を与えなければならない。３回
続けて任期を勤め、その間職業活動を免除されたきた利益
代表については、上記期間を２年に延長する。 

(6) Zum Ausgleich für ihre Tätigkeit, die aus betriebsbedingten 
oder dienstlichen Gründen außerhalb der Arbeitszeit 
durchzuführen ist, haben die Vertrauenspersonen Anspruch auf 
entsprechende Arbeits- oder Dienstbefreiung unter Fortzahlung 
des Arbeitsentgelts oder der Dienstbezüge. 

(6) 事業所又は官公署側の理由により労働時間外に実施しな
ければなならない活動を調整するため、利益代表は、労働
報酬又は俸給の継続的支払いを受けつつ相応の労働・勤務
免除を請求する権利を有する。 

(7) Die Vertrauenspersonen sind verpflichtet,  
1. über ihnen wegen ihres Amtes bekannt gewordene persönliche 

Verhältnisse und Angelegenheiten von Beschäftigten im Sinne 
des § 73, die ihrer Bedeutung oder ihrem Inhalt nach einer 
vertraulichen Behandlung bedürfen, Stillschweigen zu 
bewahren und 

2. ihnen wegen ihres Amtes bekannt gewordene und vom 
Arbeitgeber ausdrücklich als geheimhaltungsbedürftig 
bezeichnete Betriebs- oder Geschäftsgeheimnisse nicht zu 
offenbaren und nicht zu verwerten. 

Diese Pflichten gelten auch nach dem Ausscheiden aus dem 
Amt. Sie gelten nicht gegenüber der Bundesagentur für Arbeit, 

(7) 利益代表には以下のことが義務づけられている。
1. その職務上知りえた、重要性又は内容に応じて極秘扱い
を必要とする第 73 条の趣旨による就業者の個人的事情及
び案件について秘密を厳守すること 

2. その職務上知りえた、雇用主から秘密保持が必要である
と明確に指定された企業秘密又は経営秘密を開示し、もし
くは利用しないこと 

これらの義務は、職を辞した後もまた同様である。これらの
義務は、任務上、重度障害者、階層代表（第 97 条）の利益
代表、並びに事業所組織法第 79 条１項及び公勤務者代表法
の相当する規定の中に挙げた代表、人物及び機関について必
要とされるなら、連邦雇用エージェンシー、統合局及びリハ
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insbesondere auch präventive Maßnahmen, bei den 
zuständigen Stellen beantragt, 

3. Anregungen und Beschwerden von schwerbehinderten 
Menschen entgegennimmt und, falls sie berechtigt erscheinen, 
durch Verhandlung mit dem Arbeitgeber auf eine Erledigung 
hinwirkt; sie unterrichtet die schwerbehinderten Menschen 
über den Stand und das Ergebnis der Verhandlungen. 

Die Schwerbehindertenvertretung unterstützt Beschäftigte auch 
bei Anträgen an die nach § 69 Abs. 1 zuständigen Behörden auf 
Feststellung einer Behinderung, ihres Grades und einer 
Schwerbehinderung sowie bei Anträgen auf Gleichstellung an 
die Agentur für Arbeit. In Betrieben und Dienststellen mit in der 
Regel mehr als 100 schwerbehinderten Menschen kann sie nach 
Unterrichtung des Arbeitgebers das mit der höchsten 
Stimmenzahl gewählte stellvertretende Mitglied zu bestimmten 
Aufgaben heranziehen, in Betrieben und Dienststellen mit mehr 
als 200 schwerbehinderten Menschen, das mit der 
nächsthöchsten Stimmzahl gewählte weitere stellvertretende 
Mitglied. Die Heranziehung zu bestimmten Aufgaben schließt 
die Abstimmung untereinander ein. 

われる場合には、雇用主と交渉して解決に努める；代表は
重度障害者に対して交渉の状況及び結果を伝える。 

重度障害者代表は、第 69 条１項による管轄官庁に対して障
害、その程度及び重度障害の認定申請を行う際、並びに雇用
エージェンシー（職業安定所）に同等扱いを申請する際に就
業者を支援する。重度障害者代表は、雇用主に知らせた後、
通常 100 人以上の重度障害者を有する事業所又は官公署に
おいては最高得票数を以って選ばれた代理に、200 人以上の
重度障害者を有する事業所又は官公署においてはさらに二
番目に多い得票数を以って選ばれた代理に一定の任務を分
担させることができる。一定の任務分担には、相互の調整が
必要である。 

(2) Der Arbeitgeber hat die Schwerbehindertenvertretung in allen 
Angelegenheiten, die einen einzelnen oder die 
schwerbehinderten Menschen als Gruppe berühren, 
unverzüglich und umfassend zu unterrichten und vor einer 
Entscheidung anzuhören; er hat ihr die getroffene 
Entscheidung unverzüglich mitzuteilen. Die Durchführung oder 
Vollziehung einer ohne Beteiligung nach Satz 1 getroffenen 
Entscheidung ist auszusetzen, die Beteiligung ist innerhalb von 
sieben Tagen nachzuholen; sodann ist endgültig zu entscheiden. 
Die Schwerbehindertenvertretung hat das Recht auf 
Beteiligung am Verfahren nach § 81 Abs. 1 und beim Vorliegen 
von Vermittlungsvorschlägen der Bundesagentur für Arbeit 
nach § 81 Abs. 1 oder von Bewerbungen schwerbehinderter 
Menschen das Recht auf Einsicht in die 
entscheidungsrelevanten Teile der Bewerbungsunterlagen und 
Teilnahme an Vorstellungsgesprächen. 

(2) 雇用主は、個々の重度障害者又はグループとしての重度
障害者に関わるすべての案件において、重度障害者代表に
対して遅滞なく包括的な情報を与え、決定の前にその意見
を聴かなければならない。第１文による重度障害者代表の
関与なく下された決定の実施又は施行は、停止されるもの
とし、７日以内に重度障害者代表の関与を事後実施する；
その後に最終決定を下すものとする。重度障害者代表は、
第 81 条１項による手続に参加する権利を有し、第 81 条１
項による連邦雇用エージェンシーによるあっせんの提案が
あった場合、又は重度障害者の応募があった場合には、応
募書類の決定に関わる部分を閲覧し、面接に加わる権利を
有する。 

(3) Der schwerbehinderte Mensch hat das Recht, bei Einsicht in 
die über ihn geführte Personalakte oder ihn betreffende Daten 
des Arbeitgebers die Schwerbehindertenvertretung 
hinzuzuziehen. Die Schwerbehindertenvertretung bewahrt 
über den Inhalt der Daten Stillschweigen, soweit sie der 
schwerbehinderte Mensch nicht von dieser Verpflichtung 
entbunden hat. 

(3) 重度障害者は、雇用主による自身について記録された人
事書類又は自身に関わるデータを閲覧する際には、重度障
害者代表を立ち合わせる権利を有する。重度障害者代表は、
重度障害者によってこの義務を免除されない限りは、その
データの内容について秘密を厳守する。 

(4) Die Schwerbehindertenvertretung hat das Recht, an allen 
Sitzungen des Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- 
oder Präsidialrates und deren Ausschüssen sowie des 
Arbeitsschutzausschusses beratend teilzunehmen; sie kann 
beantragen, Angelegenheiten, die einzelne oder die 
schwerbehinderten Menschen als Gruppe besonders betreffen, 
auf die Tagesordnung der nächsten Sitzung zu setzen. Erachtet 
sie einen Beschluss des Betriebs-, Personal-, Richter-, 
Staatsanwalts- oder Präsidialrates als eine erhebliche 
Beeinträchtigung wichtiger Interessen schwerbehinderter 
Menschen oder ist sie entgegen Absatz 2 Satz 1 nicht beteiligt 
worden, wird auf ihren Antrag der Beschluss für die Dauer von 
einer Woche vom Zeitpunkt der Beschlussfassung an 
ausgesetzt; die Vorschriften des Betriebsverfassungsgesetzes 
und des Personalvertretungsrechtes über die Aussetzung von 
Beschlüssen gelten entsprechend. Durch die Aussetzung wird 
eine Frist nicht verlängert. In den Fällen des § 21e Abs. 1 und 3 
des Gerichtsverfassungsgesetzes ist die 
Schwerbehindertenvertretung, außer in Eilfällen, auf Antrag 
eines betroffenen schwerbehinderten Richters oder einer 
schwerbehinderten Richterin vor dem Präsidium des Gerichtes 
zu hören. 

(4) 重度障害者代表は、すべての経営協議会、職員代表委員
会、裁判官委員会、検察官委員会又は裁判官人事委員会の
会議及びその委員会並びに労働保護委員会の会議に、助言
者の立場で出席する権利を有する；重度障害者代表は、個々
の重度障害者又はグループとしての重度障害者に特に関わ
る案件を、次の会議の議事日程に組み込むよう提案するこ
とができる。重度障害者代表が、経営協議会、職員代表委
員会、裁判官委員会、検察官委員会もしくは裁判官人事委
員会の決定を重度障害者の重大な利益の著しい侵害である
とみなした、又は重度障害者代表が、第２項１文に反して
関与しなかった場合には、重度障害者代表の申請に基づき、
決定は決議の時点から１週間停止される；事業所組織法及
び公勤務者代表法の決議停止に関する規定が準用される。
停止により期限が延長されることはない。裁判所組織法の
第 21e 条１項及び３項の事例においては、緊急の場合を除
き、該当する重度障害のある裁判官の申請に基づき、重度
障害者代表は裁判所総務部のもとでその意見を聴かれる。

(5) Die Schwerbehindertenvertretung wird zu Besprechungen 
nach § 74 Abs. 1 des Betriebsverfassungsgesetzes, § 66 Abs. 1 
des Bundespersonalvertretungsgesetzes sowie den 
entsprechenden Vorschriften des sonstigen 
Personalvertretungsrechtes zwischen dem Arbeitgeber und den 
in Absatz 4 genannten Vertretungen hinzugezogen. 

(5) 重度障害者代表は、事業所組織法第 74 条１項、連邦職員
代表法第 66 条１項及び雇用主と前項に挙げた代表の間の
それ以外の公勤務者代表法の相当規定に基づく話合いに参
加を求められる。 

(6) Die Schwerbehindertenvertretung hat das Recht, mindestens 
einmal im Kalenderjahr eine Versammlung schwerbehinderter 
Menschen im Betrieb oder in der Dienststelle durchzuführen. 
Die für Betriebs- und Personalversammlungen geltenden 

(6) 重度障害者代表は、少なくとも暦年に１回は事業所又は
官公署において重度障害者の会合を実施する権利を有す
る。事業所労働者総会及び職員総会に適用される規定が準
用される。 
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Vorschriften finden entsprechende Anwendung. 
(7) Sind in einer Angelegenheit sowohl die 

Schwerbehindertenvertretung der Richter und Richterinnen als 
auch die Schwerbehindertenvertretung der übrigen 
Bediensteten beteiligt, so handeln sie gemeinsam. 

(7) 一つの案件において裁判官の重度障害者代表だけでなく
その他の官庁職員の重度障害者代表が参加している場合に
は、両者は共同でことにあたる。 

(8) Die Schwerbehindertenvertretung kann an Betriebs- und 
Personalversammlungen in Betrieben und Dienststellen 
teilnehmen, für die sie als Schwerbehindertenvertretung 
zuständig ist, und hat dort ein Rederecht, auch wenn die 
Mitglieder der Schwerbehindertenvertretung nicht Angehörige 
des Betriebes oder der Dienststelle sind. 

 

(8) 重度障害者代表は、当該代表が重度障害者代表として担
当している事業所又は官公署における事業所労働者総会及
び公勤務者総会に参加することができ、その重度障害者代
表がその事業所又は官公署に所属していない場合でも、発
言する権利を有する。 

§ 96  Persönliche Rechte und Pflichten der Vertrauenspersonen 
der schwerbehinderten Menschen 

(1) Die Vertrauenspersonen führen ihr Amt unentgeltlich als 
Ehrenamt. 

第 96 条 重度障害者の利益代表の個人的な権利と義務
 

(1) 利益代表は、名誉職として無報酬でその職務を行う。 

(2) Die Vertrauenspersonen dürfen in der Ausübung ihres Amtes 
nicht behindert oder wegen ihres Amtes nicht benachteiligt 
oder begünstigt werden; dies gilt auch für ihre berufliche 
Entwicklung. 

(2) 利益代表は、その職務の行使において妨げられることな
く、又はその職務により不利益な扱いもしくは有利な扱い
を受けることがあってはならない；これはその職業上のキ
ャリアについても同様である。 

(3) Die Vertrauenspersonen besitzen gegenüber dem Arbeitgeber 
die gleiche persönliche Rechtsstellung, insbesondere den 
gleichen Kündigungs-, Versetzungs- und Abordnungsschutz wie 
ein Mitglied des Betriebs-, Personal-, Staatsanwalts- oder 
Richterrates. Das stellvertretende Mitglied besitzt während der 
Dauer der Vertretung und der Heranziehung nach § 95 Abs. 1 
Satz 4 die gleiche persönliche Rechtsstellung wie die 
Vertrauensperson, im Übrigen die gleiche Rechtsstellung wie 
Ersatzmitglieder der in Satz 1 genannten Vertretungen. 

(3) 利益代表は、雇用主に対して、経営協議会、職員代表委
員会、裁判官委員会もしくは検察官委員会の委員と同様の、
主として解雇・配置転換・派遣からの保護を含む個人的な
法的地位を有する。代理は、代理期間及び第 95 条１項４文
による任務分担の間、利益代表と同様の個人的な法的地位
を有し、その他の点では第１文に挙げた代表の代理と同様
の法的地位を有する。 

(4) Die Vertrauenspersonen werden von ihrer beruflichen 
Tätigkeit ohne Minderung des Arbeitsentgelts oder der 
Dienstbezüge befreit, wenn und soweit es zur Durchführung 
ihrer Aufgaben erforderlich ist. Sind in den Betrieben und 
Dienststellen in der Regel wenigstens 200 schwerbehinderte 
Menschen beschäftigt, wird die Vertrauensperson auf ihren 
Wunsch freigestellt; weiter gehende Vereinbarungen sind 
zulässig. Satz 1 gilt entsprechend für die Teilnahme an 
Schulungs- und Bildungsveranstaltungen, soweit diese 
Kenntnisse vermitteln, die für die Arbeit der 
Schwerbehindertenvertretung erforderlich sind. Satz 3 gilt 
auch für das mit der höchsten Stimmenzahl gewählte 
stellvertretende Mitglied, wenn wegen  

1. ständiger Heranziehung nach § 95, 
2. häufiger Vertretung der Vertrauensperson für längere Zeit, 
3. absehbaren Nachrückens in das Amt der 

Schwerbehindertenvertretung in kurzer Frist 
die Teilnahme an Bildungs- und Schulungsveranstaltungen 
erforderlich ist. 

(4) 利益代表は、その任務の遂行に必要な限りにおいて、労
働報酬又は俸給を減額されることなくその職業活動を免除
される。事業所又は官公署において通常 200 人以上の重度
障害者が雇用されている場合には、利益代表は希望すれば
仕事を免除される；それ以外の（継続することで？）合意
（すること？）も認められる。第１文は、重度障害者代表
の任務のために必要な知識を得られるならば、講習や教育
関連の行事への参加にも適用される。最高得票数を以って
選ばれた代理が、以下の理由で講習や教育関連の行事への
参加を必要とするならば、第３文が適用される。 

1. 第 95 条に則り常に職務を分担している。 
2. 利益代表を長期にわたり何度も代理する。 
3. すぐあとに重度障害者代表の職の後任になることが見込
まれている。 

(5) Freigestellte Vertrauenspersonen dürfen von inner- oder 
außerbetrieblichen Maßnahmen der Berufsförderung nicht 
ausgeschlossen werden. Innerhalb eines Jahres nach 
Beendigung ihrer Freistellung ist ihnen im Rahmen der 
Möglichkeiten des Betriebes oder der Dienststelle Gelegenheit 
zu geben, eine wegen der Freistellung unterbliebene berufliche 
Entwicklung in dem Betrieb oder der Dienststelle nachzuholen. 
Für Vertrauenspersonen, die drei volle aufeinander folgende 
Amtszeiten freigestellt waren, erhöht sich der genannte 
Zeitraum auf zwei Jahre. 

(5) 職業活動を免除された利益代表であっても、事業所内又
は事業所外の職業支援措置から除外されることがあっては
ならない。当該利益代表に対しては職業活動免除期間終了
後１年以内に事業所又は官公署において可能な範囲内で、
免除のために据え置かれた事業所又は官公署における職業
的キャリアを挽回する機会を与えなければならない。３回
続けて任期を勤め、その間職業活動を免除されたきた利益
代表については、上記期間を２年に延長する。 

(6) Zum Ausgleich für ihre Tätigkeit, die aus betriebsbedingten 
oder dienstlichen Gründen außerhalb der Arbeitszeit 
durchzuführen ist, haben die Vertrauenspersonen Anspruch auf 
entsprechende Arbeits- oder Dienstbefreiung unter Fortzahlung 
des Arbeitsentgelts oder der Dienstbezüge. 

(6) 事業所又は官公署側の理由により労働時間外に実施しな
ければなならない活動を調整するため、利益代表は、労働
報酬又は俸給の継続的支払いを受けつつ相応の労働・勤務
免除を請求する権利を有する。 

(7) Die Vertrauenspersonen sind verpflichtet,  
1. über ihnen wegen ihres Amtes bekannt gewordene persönliche 

Verhältnisse und Angelegenheiten von Beschäftigten im Sinne 
des § 73, die ihrer Bedeutung oder ihrem Inhalt nach einer 
vertraulichen Behandlung bedürfen, Stillschweigen zu 
bewahren und 

2. ihnen wegen ihres Amtes bekannt gewordene und vom 
Arbeitgeber ausdrücklich als geheimhaltungsbedürftig 
bezeichnete Betriebs- oder Geschäftsgeheimnisse nicht zu 
offenbaren und nicht zu verwerten. 

Diese Pflichten gelten auch nach dem Ausscheiden aus dem 
Amt. Sie gelten nicht gegenüber der Bundesagentur für Arbeit, 

(7) 利益代表には以下のことが義務づけられている。
1. その職務上知りえた、重要性又は内容に応じて極秘扱い
を必要とする第 73 条の趣旨による就業者の個人的事情及
び案件について秘密を厳守すること 

2. その職務上知りえた、雇用主から秘密保持が必要である
と明確に指定された企業秘密又は経営秘密を開示し、もし
くは利用しないこと 

これらの義務は、職を辞した後もまた同様である。これらの
義務は、任務上、重度障害者、階層代表（第 97 条）の利益
代表、並びに事業所組織法第 79 条１項及び公勤務者代表法
の相当する規定の中に挙げた代表、人物及び機関について必
要とされるなら、連邦雇用エージェンシー、統合局及びリハ
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sowie für die Schwerbehindertenvertretung der obersten 
Dienstbehörde, wenn bei einer mehrstufigen Verwaltung 
Stufenvertretungen nicht gewählt sind. Die nach Satz 2 
zuständige Schwerbehindertenvertretung ist auch in 
persönlichen Angelegenheiten schwerbehinderter Menschen, 
über die eine übergeordnete Dienststelle entscheidet, 
zuständig; sie gibt der Schwerbehindertenvertretung der 
Dienststelle, die den schwerbehinderten Menschen beschäftigt, 
Gelegenheit zur Äußerung. Satz 3 gilt nicht in den Fällen, in 
denen der Personalrat der Beschäftigungsbehörde zu beteiligen 
ist. 

雇用する官公署の重度障害者代表に対して発言の機会を与
える。第３文は、雇用官庁の公勤務者委員会が関与してい
る事例においては適用されない。 

(7) § 94 Abs. 3 bis 7, § 95 Abs. 1 Satz 4, Abs. 2, 4, 5 und 7 und § 96 
gelten entsprechend, § 94 Abs. 5 mit der Maßgabe, dass die 
Wahl der Gesamt- und Bezirksschwerbehindertenvertretungen 
in der Zeit vom 1. Dezember bis 31. Januar, die der Konzern- 
und Hauptschwerbehindertenvertretungen in der Zeit vom 1. 
Februar bis 31. März stattfindet. 

(7) 第 94 条３項から７項、第 95 条１項４文、２項、４項、
５項、７項及び第 96 条が準用され、第 94 条５項は、共同・
管区重度障害者代表の選挙が 12 月１日から１月 31 日まで
の期間に行われ、コンツェルン・中央重度障害者代表の選
挙が２月１日から３月 31 日までの期間に行われるという
条件で準用される。 

(8) § 95 Abs. 6 gilt für die Durchführung von Versammlungen der 
Vertrauens- und der Bezirksvertrauenspersonen durch die 
Gesamt-, Bezirks- oder Hauptschwerbehindertenvertretung 
entsprechend. 

 

(8) 第 95 条６項は、共同・管区・中央重度障害者による利益
代表及び管区利益代表の会合の実施についても準用され
る。 

§ 98  Beauftragter des Arbeitgebers 
Der Arbeitgeber bestellt einen Beauftragten, der ihn in 
Angelegenheiten schwerbehinderter Menschen verantwortlich 
vertritt; falls erforderlich, können mehrere Beauftragte bestellt 
werden. Der Beauftragte soll nach Möglichkeit selbst ein 
schwerbehinderter Mensch sein. Der Beauftragte achtet vor allem 
darauf, dass dem Arbeitgeber obliegende Verpflichtungen erfüllt 
werden. 
 

第 98 条 雇用主代理人
雇用主は重度障害者の案件において責任をもって雇用主を代
表する代理人を任命する；必要なら複数の代理人を任命する
ことができる。可能性な限り、代理人自身が重度障害者であ
ることが望ましい。代理人はとりわけ雇用主に課される義務
が果たされるよう注意を払う。 

§ 99  Zusammenarbeit 
(1) Arbeitgeber, Beauftragter des Arbeitgebers, 

Schwerbehindertenvertretung und Betriebs-, Personal-, 
Richter-, Staatsanwalts- oder Präsidialrat arbeiten zur Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben in dem Betrieb 
oder der Dienststelle eng zusammen. 

第 99 条 協力
(1) 雇用主、雇用主代理人、重度障害者代表及び経営協議会、
職員代表委員会、裁判官委員会、検察官委員会又は裁判官
人事委員会は、事業所又は官公署における重度障害者の労
働生活への参画のために密接に協力する。 

(2) Die in Absatz 1 genannten Personen und Vertretungen, die mit 
der Durchführung des Teils 2 beauftragten Stellen und die 
Rehabilitationsträger unterstützen sich gegenseitig bei der 
Erfüllung ihrer Aufgaben. Vertrauensperson und Beauftragter 
des Arbeitgebers sind Verbindungspersonen zur Bundesagentur 
für Arbeit und zu dem Integrationsamt. 

 

(2) 前項に挙げた人物と代表、第２部の実施を委託された機
関及びリハビリテーション担当機関は、その任務遂行にあ
たり相互に支援しあう。利益代表と雇用主代理人は、連邦
雇用エージェンシー及び統合局とを結び付ける仲介者の役
割を果たす。 

§ 100  Verordnungsermächtigung 
Die Bundesregierung wird ermächtigt, durch Rechtsverordnung 
mit Zustimmung des Bundesrates nähere Vorschriften über die 
Vorbereitung und Durchführung der Wahl der 
Schwerbehindertenvertretung und ihrer Stufenvertretungen zu 
erlassen. 
 

第 100 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦政府に対して、
重度障害者代表及びその階層代表の選挙の準備と実施に関す
る詳細な規定を発布する権限を与える。 

Kapitel 6  Durchführung der besonderen Regelungen zur Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen 

 
§ 101  Zusammenarbeit der Integrationsämter und der 

Bundesagentur für Arbeit 
(1) Soweit die besonderen Regelungen zur Teilhabe 

schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben nicht durch freie 
Entschließung der Arbeitgeber erfüllt werden, werden sie  

1. in den Ländern von dem Amt für die Sicherung der 
Integration schwerbehinderter Menschen im Arbeitsleben 
(Integrationsamt) und 

2. von der Bundesagentur für Arbeit 
in enger Zusammenarbeit durchgeführt. 

第 6章 重度障害者参画のための特別規定の実施 
 
 
第 101 条 統合局と連邦雇用エージェンシーの協力 
 

(1) 重度障害者が労働生活に参画するための特別規定が、雇
用主の任意の決定によっては履行されない限りにおいて、
それらの規定は 

1. 州の重度障害者の労働生活への統合を保証するための官
庁（統合局）及び 

2. 連邦雇用エージェンシーによって 
密接な協力のもとで実施される。 

(2) Die den Rehabilitationsträgern nach den geltenden 
Vorschriften obliegenden Aufgaben bleiben unberührt. 

 

(2) 上記にかかわらず、現行の規定に則りリハビリテーショ
ン担当機関に課される任務はなお従前の例による。 

§ 102  Aufgaben des Integrationsamtes 
(1) Das Integrationsamt hat folgende Aufgaben:  

1. die Erhebung und Verwendung der Ausgleichsabgabe, 
2. den Kündigungsschutz, 
3. die begleitende Hilfe im Arbeitsleben, 
4. die zeitweilige Entziehung der besonderen Hilfen für 

schwerbehinderte Menschen (§ 117). 
Die Integrationsämter werden so ausgestattet, dass sie ihre 

第 102 条 統合局の任務
(1) 統合局は以下の任務を有する： 

1. 負担調整賦課金の徴収と使用 
2. 解雇からの保護 
3. 労働生活における付随的援助 
4. 重度障害者のための特別援助の一時的な剥奪（第 117 条）
統合局は、当該事務所がその任務を包括的かつ適格に果たす
ことができるような構成にする。そのためには特別な講習を
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den Integrationsämtern und den Rehabilitationsträgern, soweit 
deren Aufgaben den schwerbehinderten Menschen gegenüber es 
erfordern, gegenüber den Vertrauenspersonen in den 
Stufenvertretungen (§ 97) sowie gegenüber den in § 79 Abs. 1 des 
Betriebsverfassungsgesetzes und den in den entsprechenden 
Vorschriften des Personalvertretungsrechtes genannten 
Vertretungen, Personen und Stellen. 

ビリテーション担当機関には適用されない。

(8) Die durch die Tätigkeit der Schwerbehindertenvertretung 
entstehenden Kosten trägt der Arbeitgeber. Das Gleiche gilt für 
die durch die Teilnahme des mit der höchsten Stimmenzahl 
gewählten stellvertretenden Mitglieds an Schulungs- und 
Bildungsveranstaltungen nach Absatz 4 Satz 3 entstehenden 
Kosten. 

(8) 重度障害者代表の仕事により発生する費用は雇用主が負
担する。最高得票数を以って選ばれた代理の第４項３号に
よる講習・教育関連行事への参加により発生する費用につ
いても同様である。 

(9) Die Räume und der Geschäftsbedarf, die der Arbeitgeber dem 
Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- oder Präsidialrat 
für dessen Sitzungen, Sprechstunden und laufende 
Geschäftsführung zur Verfügung stellt, stehen für die gleichen 
Zwecke auch der Schwerbehindertenvertretung zur Verfügung, 
soweit ihr hierfür nicht eigene Räume und sächliche Mittel zur 
Verfügung gestellt werden. 

 

(9) 雇用主が経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員会、
検察官委員会もしくは裁判官人事委員会に対してその会
議、面接時間及び日常の業務執行のために提供する部屋及
び業務用品は、重度障害者代表に対して独立した部屋及び
用品が提供されない場合には、同様の目的のために重度障
害者代表にも提供される。 

§ 97  Konzern-, Gesamt-, Bezirks- und 
Hauptschwerbehindertenvertretung 

(1) Ist für mehrere Betriebe eines Arbeitgebers ein 
Gesamtbetriebsrat oder für den Geschäftsbereich mehrerer 
Dienststellen ein Gesamtpersonalrat errichtet, wählen die 
Schwerbehindertenvertretungen der einzelnen Betriebe oder 
Dienststellen eine Gesamtschwerbehindertenvertretung. Ist 
eine Schwerbehindertenvertretung nur in einem der Betriebe 
oder in einer der Dienststellen gewählt, nimmt sie die Rechte 
und Pflichten der Gesamtschwerbehindertenvertretung wahr. 

第 97 条 コンツェルン・共同・管区・中央重度障害者代表
 

(1) 一つの雇用主の複数の事業所について一つの全体経営協
議会が、又は複数の官公署の管轄範囲に対して一つの共同
職員代表委員会が設置されている場合には、各事業所又は
官公署の重度障害者代表は、１名の共同重度障害者代表を
選ぶ。重度障害者代表が一つの事業所又は官公署のみで選
出されている場合には、当該重度障害者代表が共同重度障
害者代表の権利と義務を引き受ける。 

(2) Ist für mehrere Unternehmen ein Konzernbetriebsrat 
errichtet, wählen die Gesamtschwerbehindertenvertretungen 
eine Konzernschwerbehindertenvertretung. Besteht ein 
Konzernunternehmen nur aus einem Betrieb, für den eine 
Schwerbehindertenvertretung gewählt ist, hat sie das 
Wahlrecht wie eine Gesamtschwerbehindertenvertretung. 

(2) 複数の企業について一つのコンツェルン経営協議会が設
置されている場合には、各企業の共同重度障害者代表は、
１名のコンツェルン重度障害者代表を選ぶ。あるコンツェ
ルン企業が、１名の重度障害者代表が選ばれている一つの
事業所のみから成る場合には、その重度障害者代表は、共
同重度障害者代表と同等の選挙権を有する。 

(3) Für den Geschäftsbereich mehrstufiger Verwaltungen, bei 
denen ein Bezirks- oder Hauptpersonalrat gebildet ist, gilt 
Absatz 1 sinngemäß mit der Maßgabe, dass bei den 
Mittelbehörden von deren Schwerbehindertenvertretung und 
den Schwerbehindertenvertretungen der nachgeordneten 
Dienststellen eine Bezirksschwerbehindertenvertretung zu 
wählen ist. Bei den obersten Dienstbehörden ist von deren 
Schwerbehindertenvertretung und den 
Bezirksschwerbehindertenvertretungen des Geschäftsbereichs 
eine Hauptschwerbehindertenvertretung zu wählen; ist die 
Zahl der Bezirksschwerbehindertenvertretungen niedriger als 
zehn, sind auch die Schwerbehindertenvertretungen der 
nachgeordneten Dienststellen wahlberechtigt. 

(3) 一つの管区公勤務者委員会又は中央職員代表委員会が設
置されている多層行政機関の管轄範囲に対しては、中央官
庁のもとで当該官庁の重度障害者代表及び従属機関の各重
度障害者代表から１名の管区重度障害者代表を選ぶという
条件で第１項が準用される。最上級所属官庁においては、
当該官庁の重度障害者代表及びその管轄範囲における諸管
区重度障害者代表から１名の中央重度障害者代表を選ぶも
のとする；管区重度障害者代表の人数が 10 名以下の場合に
は、従属機関の重度障害者代表も選挙権を有する。 

(4) Für Gerichte eines Zweiges der Gerichtsbarkeit, für die ein 
Bezirks- oder Hauptrichterrat gebildet ist, gilt Absatz 3 
entsprechend. Sind in einem Zweig der Gerichtsbarkeit bei den 
Gerichten der Länder mehrere Schwerbehindertenvertretungen 
nach § 94 zu wählen und ist in diesem Zweig kein 
Hauptrichterrat gebildet, ist in entsprechender Anwendung von 
Absatz 3 eine Hauptschwerbehindertenvertretung zu wählen. 
Die Hauptschwerbehindertenvertretung nimmt die Aufgabe der 
Schwerbehindertenvertretung gegenüber dem Präsidialrat 
wahr. 

(4) 地区裁判官委員会又は中央裁判官委員会が設置されてい
る裁判権分野の裁判所については、前項が準用される。州
の裁判所の一つの裁判権分野において複数の重度障害者代
表が第 94 条により選ばれ、この分野において中央裁判官委
員会が設置されていない場合には、第３項をしかるべく適
用して中央重度障害者代表を選ぶものとする。中央重度障
害者代表は、裁判官人事委員会に対して重度障害者代表の
任務を果たす。 

(5) Für jede Vertrauensperson, die nach den Absätzen 1 bis 4 neu 
zu wählen ist, wird wenigstens ein stellvertretendes Mitglied 
gewählt. 

(5) 第１項から第４項に従い新たに選ばれるべき各利益代表
については少なくとも１名の代理を選ぶ。 

(6) Die Gesamtschwerbehindertenvertretung vertritt die 
Interessen der schwerbehinderten Menschen in 
Angelegenheiten, die das Gesamtunternehmen oder mehrere 
Betriebe oder Dienststellen des Arbeitgebers betreffen und von 
den Schwerbehindertenvertretungen der einzelnen Betriebe 
oder Dienststellen nicht geregelt werden können, sowie die 
Interessen der schwerbehinderten Menschen, die in einem 
Betrieb oder einer Dienststelle tätig sind, für die eine 
Schwerbehindertenvertretung nicht gewählt ist; dies umfasst 
auch Verhandlungen und den Abschluss entsprechender 
Integrationsvereinbarungen. Satz 1 gilt entsprechend für die 
Konzern-, Bezirks- und Hauptschwerbehindertenvertretung 

(6) 共同重度障害者代表は、企業全体又は雇用主の複数の事
業所もしくは官公署にかかわり、個別の事業所又は官公署
の重度障害者代表では処理できない案件において重度障害
者の利益を代表し、さらに重度障害者代表が選ばれていな
い事業所又は官公署に従事している重度障害者の利益を代
表する；これには相当する統合協定の交渉と決議も含まれ
る。第１文は、多層管理構造機関において階層代表が選ば
れていない場合には、コンツェルン・管区・中央重度障害
者代表及び最上級所轄官庁の重度障害者代表についても適
用される。第２文に基づき管轄となる重度障害者代表は、
上位の機関が決定を下す重度障害者の個人的案件において
も管轄となる；当該重度障害者代表は、その重度障害者を
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sowie für die Schwerbehindertenvertretung der obersten 
Dienstbehörde, wenn bei einer mehrstufigen Verwaltung 
Stufenvertretungen nicht gewählt sind. Die nach Satz 2 
zuständige Schwerbehindertenvertretung ist auch in 
persönlichen Angelegenheiten schwerbehinderter Menschen, 
über die eine übergeordnete Dienststelle entscheidet, 
zuständig; sie gibt der Schwerbehindertenvertretung der 
Dienststelle, die den schwerbehinderten Menschen beschäftigt, 
Gelegenheit zur Äußerung. Satz 3 gilt nicht in den Fällen, in 
denen der Personalrat der Beschäftigungsbehörde zu beteiligen 
ist. 

雇用する官公署の重度障害者代表に対して発言の機会を与
える。第３文は、雇用官庁の公勤務者委員会が関与してい
る事例においては適用されない。 

(7) § 94 Abs. 3 bis 7, § 95 Abs. 1 Satz 4, Abs. 2, 4, 5 und 7 und § 96 
gelten entsprechend, § 94 Abs. 5 mit der Maßgabe, dass die 
Wahl der Gesamt- und Bezirksschwerbehindertenvertretungen 
in der Zeit vom 1. Dezember bis 31. Januar, die der Konzern- 
und Hauptschwerbehindertenvertretungen in der Zeit vom 1. 
Februar bis 31. März stattfindet. 

(7) 第 94 条３項から７項、第 95 条１項４文、２項、４項、
５項、７項及び第 96 条が準用され、第 94 条５項は、共同・
管区重度障害者代表の選挙が 12 月１日から１月 31 日まで
の期間に行われ、コンツェルン・中央重度障害者代表の選
挙が２月１日から３月 31 日までの期間に行われるという
条件で準用される。 

(8) § 95 Abs. 6 gilt für die Durchführung von Versammlungen der 
Vertrauens- und der Bezirksvertrauenspersonen durch die 
Gesamt-, Bezirks- oder Hauptschwerbehindertenvertretung 
entsprechend. 

 

(8) 第 95 条６項は、共同・管区・中央重度障害者による利益
代表及び管区利益代表の会合の実施についても準用され
る。 

§ 98  Beauftragter des Arbeitgebers 
Der Arbeitgeber bestellt einen Beauftragten, der ihn in 
Angelegenheiten schwerbehinderter Menschen verantwortlich 
vertritt; falls erforderlich, können mehrere Beauftragte bestellt 
werden. Der Beauftragte soll nach Möglichkeit selbst ein 
schwerbehinderter Mensch sein. Der Beauftragte achtet vor allem 
darauf, dass dem Arbeitgeber obliegende Verpflichtungen erfüllt 
werden. 
 

第 98 条 雇用主代理人
雇用主は重度障害者の案件において責任をもって雇用主を代
表する代理人を任命する；必要なら複数の代理人を任命する
ことができる。可能性な限り、代理人自身が重度障害者であ
ることが望ましい。代理人はとりわけ雇用主に課される義務
が果たされるよう注意を払う。 

§ 99  Zusammenarbeit 
(1) Arbeitgeber, Beauftragter des Arbeitgebers, 

Schwerbehindertenvertretung und Betriebs-, Personal-, 
Richter-, Staatsanwalts- oder Präsidialrat arbeiten zur Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben in dem Betrieb 
oder der Dienststelle eng zusammen. 

第 99 条 協力
(1) 雇用主、雇用主代理人、重度障害者代表及び経営協議会、
職員代表委員会、裁判官委員会、検察官委員会又は裁判官
人事委員会は、事業所又は官公署における重度障害者の労
働生活への参画のために密接に協力する。 

(2) Die in Absatz 1 genannten Personen und Vertretungen, die mit 
der Durchführung des Teils 2 beauftragten Stellen und die 
Rehabilitationsträger unterstützen sich gegenseitig bei der 
Erfüllung ihrer Aufgaben. Vertrauensperson und Beauftragter 
des Arbeitgebers sind Verbindungspersonen zur Bundesagentur 
für Arbeit und zu dem Integrationsamt. 

 

(2) 前項に挙げた人物と代表、第２部の実施を委託された機
関及びリハビリテーション担当機関は、その任務遂行にあ
たり相互に支援しあう。利益代表と雇用主代理人は、連邦
雇用エージェンシー及び統合局とを結び付ける仲介者の役
割を果たす。 

§ 100  Verordnungsermächtigung 
Die Bundesregierung wird ermächtigt, durch Rechtsverordnung 
mit Zustimmung des Bundesrates nähere Vorschriften über die 
Vorbereitung und Durchführung der Wahl der 
Schwerbehindertenvertretung und ihrer Stufenvertretungen zu 
erlassen. 
 

第 100 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦政府に対して、
重度障害者代表及びその階層代表の選挙の準備と実施に関す
る詳細な規定を発布する権限を与える。 

Kapitel 6  Durchführung der besonderen Regelungen zur Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen 

 
§ 101  Zusammenarbeit der Integrationsämter und der 

Bundesagentur für Arbeit 
(1) Soweit die besonderen Regelungen zur Teilhabe 

schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben nicht durch freie 
Entschließung der Arbeitgeber erfüllt werden, werden sie  

1. in den Ländern von dem Amt für die Sicherung der 
Integration schwerbehinderter Menschen im Arbeitsleben 
(Integrationsamt) und 

2. von der Bundesagentur für Arbeit 
in enger Zusammenarbeit durchgeführt. 

第 6章 重度障害者参画のための特別規定の実施 
 
 
第 101 条 統合局と連邦雇用エージェンシーの協力 
 

(1) 重度障害者が労働生活に参画するための特別規定が、雇
用主の任意の決定によっては履行されない限りにおいて、
それらの規定は 

1. 州の重度障害者の労働生活への統合を保証するための官
庁（統合局）及び 

2. 連邦雇用エージェンシーによって 
密接な協力のもとで実施される。 

(2) Die den Rehabilitationsträgern nach den geltenden 
Vorschriften obliegenden Aufgaben bleiben unberührt. 

 

(2) 上記にかかわらず、現行の規定に則りリハビリテーショ
ン担当機関に課される任務はなお従前の例による。 

§ 102  Aufgaben des Integrationsamtes 
(1) Das Integrationsamt hat folgende Aufgaben:  

1. die Erhebung und Verwendung der Ausgleichsabgabe, 
2. den Kündigungsschutz, 
3. die begleitende Hilfe im Arbeitsleben, 
4. die zeitweilige Entziehung der besonderen Hilfen für 

schwerbehinderte Menschen (§ 117). 
Die Integrationsämter werden so ausgestattet, dass sie ihre 

第 102 条 統合局の任務
(1) 統合局は以下の任務を有する： 

1. 負担調整賦課金の徴収と使用 
2. 解雇からの保護 
3. 労働生活における付随的援助 
4. 重度障害者のための特別援助の一時的な剥奪（第 117 条）
統合局は、当該事務所がその任務を包括的かつ適格に果たす
ことができるような構成にする。そのためには特別な講習を
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Es kann ferner Leistungen zur Durchführung von Aufklärungs-, 
Schulungs- und Bildungsmaßnahmen erbringen. 

(3a) Schwerbehinderte Menschen haben im Rahmen der 
Zuständigkeit des Integrationsamtes aus den ihm aus der 
Ausgleichsabgabe zur Verfügung stehenden Mitteln Anspruch 
auf Übernahme der Kosten einer Berufsbegleitung nach § 38a 
Abs. 3. 

(3a) 重度障害者は、統合局の管轄範囲内で、負担調整賦課金
の中の重度障害者に用いることのできる資金から、38a 条
3 項による職業援助の費用の負担に対する請求権を有す
る。 

(4) Schwerbehinderte Menschen haben im Rahmen der 
Zuständigkeit des Integrationsamtes für die begleitende Hilfe 
im Arbeitsleben aus den ihm aus der Ausgleichsabgabe zur 
Verfügung stehenden Mitteln Anspruch auf Übernahme der 
Kosten einer notwendigen Arbeitsassistenz. 

(4) 重度障害者は、労働生活における付随的補助に対する統
合局の管轄範囲内で、負担調整賦課金の中の重度障害者に
用いることのできる資金から、必要とする就労支援の費用
負担に対する請求権を有する。 

(5) Verpflichtungen anderer werden durch die Absätze 3 und 4 
nicht berührt. Leistungen der Rehabilitationsträger nach § 6 
Abs. 1 Nr. 1 bis 5 dürfen, auch wenn auf sie ein Rechtsanspruch 
nicht besteht, nicht deshalb versagt werden, weil nach den 
besonderen Regelungen für schwerbehinderte Menschen 
entsprechende Leistungen vorgesehen sind; eine Aufstockung 
durch Leistungen des Integrationsamtes findet nicht statt. 

(5) 他者の義務は第３項及び第４項によって影響を受けな
い。第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機
関の給付は、たとえそれに対する法律上の請求権がないと
しても、それを理由として拒否されることがあってはなら
ない － というのは重度障害者のための特別規定により相
応する給付が規定されているからである；ただし統合局の
給付による上乗せは行われない。 

(6) § 14 gilt sinngemäß, wenn bei dem Integrationsamt eine 
Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben beantragt wird. Das 
Gleiche gilt, wenn ein Antrag bei einem Rehabilitationsträger 
gestellt und der Antrag von diesem nach § 16 Abs. 2 des Ersten 
Buches an das Integrationsamt weitergeleitet worden ist. Ist 
die unverzügliche Erbringung einer Leistung zur Teilhabe am 
Arbeitsleben erforderlich, so kann das Integrationsamt die 
Leistung vorläufig erbringen. Hat das Integrationsamt eine 
Leistung erbracht, für die ein anderer Träger zuständig ist, so 
erstattet dieser die auf die Leistung entfallenden 
Aufwendungen. 

(6) 統合局に労働生活に参画するための給付の申請がなされ
た場合には、第 14 条がその趣旨に即して適用される。リハ
ビリテーション担当機関に申請がなされ、当該申請が社会
法典第１編第 16 条２項に則りそこから統合局に回された
場合についても同様である。労働生活への参画のための給
付をすみやかに供与する必要がある場合には、統合局は給
付を暫定的に供与することができる。統合局が、他の運営
者が管轄する給付を供与した場合には、当該運営者は給付
に充てられた費用を弁済する。 

(7) Das Integrationsamt kann seine Leistungen zur begleitenden 
Hilfe im Arbeitsleben auch als persönliches Budget ausführen. § 
17 gilt entsprechend. 

 

(7) 統合局は、労働生活における付随的援助に対する当該局
による給付を、個人予算として実施することができる。第
17 条が準用される。 

§ 103  Beratender Ausschuss für behinderte Menschen bei dem 
Integrationsamt 

(1) Bei jedem Integrationsamt wird ein Beratender Ausschuss für 
behinderte Menschen gebildet, der die Teilhabe der behinderten 
Menschen am Arbeitsleben fördert, das Integrationsamt bei der 
Durchführung der besonderen Regelungen für 
schwerbehinderte Menschen zur Teilhabe am Arbeitsleben 
unterstützt und bei der Vergabe der Mittel der 
Ausgleichsabgabe mitwirkt. Soweit die Mittel der 
Ausgleichsabgabe zur institutionellen Förderung verwendet 
werden, macht der Beratende Ausschuss Vorschläge für die 
Entscheidungen des Integrationsamtes. 

第 103 条 統合局の障害者諮問委員会 
 

(1) 各統合局には障害者のための諮問委員会を設置し、障害
者の労働生活への参画を促進し、労働生活に参画するため
の重度障害者特別規定の実施にあたって統合局を助け、負
担調整賦課金の資金配分に協力する。負担調整賦課金の資
金が制度の助成に使われる場合には、諮問委員会は統合局
の決定に寄与する提案を行う。 

(2) Der Ausschuss besteht aus zehn Mitgliedern, und zwar aus  
zwei Mitgliedern, die die Arbeitnehmer und Arbeitnehmerinnen 
vertreten,  
zwei Mitgliedern, die die privaten und öffentlichen Arbeitgeber 
vertreten,  
vier Mitgliedern, die die Organisationen behinderter Menschen 
vertreten,  
einem Mitglied, das das jeweilige Land vertritt,  
einem Mitglied, das die Bundesagentur für Arbeit vertritt. 

(2) 委員会は次の 10 名の委員から構成される。
労働者を代表する２名の委員 
民間の雇用主及び公的な雇用主を代表する２名の委員 
障害者組織を代表する４名の委員 
それぞれの州を代表する１名の委員 
連邦雇用エージェンシーを代表する１名の委員 

(3) Für jedes Mitglied ist ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin zu berufen. Mitglieder und Stellvertreter oder 
Stellvertreterinnen sollen im Bezirk des Integrationsamtes 
ihren Wohnsitz haben. 

(3) 各委員につき１名の代理を任命する。委員及びその代理
は統合局の管区内にその住所を有していなければならな
い。 

(4) Das Integrationsamt beruft auf Vorschlag  
der Gewerkschaften des jeweiligen Landes zwei Mitglieder,  
der Arbeitgeberverbände des jeweiligen Landes ein Mitglied,  
der zuständigen obersten Landesbehörde oder der von ihr 
bestimmten Behörde ein Mitglied,  
der Organisationen behinderter Menschen des jeweiligen 
Landes, die nach der Zusammensetzung ihrer Mitglieder dazu 
berufen sind, die behinderten Menschen in ihrer Gesamtheit zu 
vertreten, vier Mitglieder.  
Die zuständige oberste Landesbehörde oder die von ihr 
bestimmte Behörde und die Bundesagentur für Arbeit berufen je 
ein Mitglied. 

 

(4) 統合局は、以下の委員を任命する。 
それぞれの州の労働組合の推薦に基づき２名の委員 
それぞれの州の雇用主団体の推薦に基づき１名の委員 
管轄する州最高官庁又は当該官庁に指定された官庁の推薦
に基づき１名の委員 
会員構成から判断して障害者全体を代表するのに適格なそ
れぞれの州の障害者組織の推薦に基づき４名の委員 
管轄する州最高官庁又は当該官庁から指定された官庁及び
連邦雇用エージェンシーは、それぞれ委員１名を任命する。

§ 104  Aufgaben der Bundesagentur für Arbeit 
(1) Die Bundesagentur für Arbeit hat folgende Aufgaben:  

1. die Berufsberatung, Ausbildungsvermittlung und 

第 104 条 連邦雇用エージェンシーの任務 
(1) 連邦雇用エージェンシーは、以下の任務を有する： 

1. 重度障害者に対する職業相談(Berufsberatung)、職業訓
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Aufgaben umfassend und qualifiziert erfüllen können. Hierfür 
wird besonders geschultes Personal mit Fachkenntnissen des 
Schwerbehindertenrechts eingesetzt. 

受けた、重度障害者法の専門知識を持つ職員を投入する。

(2) Die begleitende Hilfe im Arbeitsleben wird in enger 
Zusammenarbeit mit der Bundesagentur für Arbeit und den 
übrigen Rehabilitationsträgern durchgeführt. Sie soll dahin 
wirken, dass die schwerbehinderten Menschen in ihrer sozialen 
Stellung nicht absinken, auf Arbeitsplätzen beschäftigt werden, 
auf denen sie ihre Fähigkeiten und Kenntnisse voll verwerten 
und weiterentwickeln können sowie durch Leistungen der 
Rehabilitationsträger und Maßnahmen der Arbeitgeber 
befähigt werden, sich am Arbeitsplatz und im Wettbewerb mit 
nichtbehinderten Menschen zu behaupten. Dabei gelten als 
Arbeitsplätze auch Stellen, auf denen Beschäftigte befristet 
oder als Teilzeitbeschäftigte in einem Umfang von mindestens 
15 Stunden wöchentlich beschäftigt werden. Die begleitende 
Hilfe im Arbeitsleben umfasst auch die nach den Umständen 
des Einzelfalls notwendige psychosoziale Betreuung 
schwerbehinderter Menschen. Das Integrationsamt kann bei 
der Durchführung der begleitenden Hilfen im Arbeitsleben 
Integrationsfachdienste einschließlich psychosozialer Dienste 
freier gemeinnütziger Einrichtungen und Organisationen 
beteiligen. Das Integrationsamt soll außerdem darauf Einfluss 
nehmen, dass Schwierigkeiten im Arbeitsleben verhindert oder 
beseitigt werden; es führt hierzu auch Schulungs- und 
Bildungsmaßnahmen für Vertrauenspersonen, Beauftragte der 
Arbeitgeber, Betriebs-, Personal-, Richter-, Staatsanwalts- und 
Präsidialräte durch. Das Integrationsamt benennt in enger 
Abstimmung mit den Beteiligten des örtlichen Arbeitsmarktes 
Ansprechpartner, die in Handwerks- sowie in Industrie- und 
Handelskammern für die Arbeitgeber zur Verfügung stehen, um 
sie über Funktion und Aufgaben der Integrationsfachdienste 
aufzuklären, über Möglichkeiten der begleitenden Hilfe im 
Arbeitsleben zu informieren und Kontakt zum 
Integrationsfachdienst herzustellen. 

(2) 労働生活における付随的援助は、連邦雇用エージェンシ
ー及びその他のリハビリテーション担当機関と密に協力し
て実施される。付随的援助は、重度障害者がその社会的地
位を低下させず、自身の能力と知識を完全に活用し、さら
に開発することのできる職場に雇用され、リハビリテーシ
ョン担当機関の給付及び雇用主の措置により職場において
健常者との競争の中で持ちこたえることのできる能力が得
られることを目的としなければならない。その際、職場と
は就業者が有期で、又は週の労働時間が 15 時間以上のパー
トタイム就労者として雇用される働き口も当てはまる。労
働生活における付随的援助には個々の事例の事情に応じて
必要となる重度障害者に対する心理社会学的なケアも含ま
れる。統合局は、労働生活における付随的援助の実施にあ
たり、自主公益施設及び組織による心理社会学的機関を含
む統合専門サービスを参加させる。さらに統合局は、労働
生活における問題を防止し、又は取り除くように働きかけ
なければならない；この目的のために統合局は、利益代表、
雇用主代理人、経営協議会、職員代表委員会、裁判官委員
会、検察官委員会又は裁判官人事委員会のための訓練・教
育措置を実施する。統合局は地域の労働市場の参加者と綿
密に調整し、雇用主に統合専門サービスの機能と任務につ
いて啓蒙し、労働生活における付随的補助の可能性につい
て情報を与え、統合専門サービスとの関係を確立するため
に、手工業会議所と商工会議所の中に雇用主が相談するこ
とのできる担当者を指名する。 

(3) Das Integrationsamt kann im Rahmen seiner Zuständigkeit 
für die begleitende Hilfe im Arbeitsleben aus den ihm zur 
Verfügung stehenden Mitteln auch Geldleistungen erbringen, 
insbesondere  

1. an schwerbehinderte Menschen  
a) für technische Arbeitshilfen, 
b) zum Erreichen des Arbeitsplatzes, 
c) zur Gründung und Erhaltung einer selbständigen 

beruflichen Existenz, 
d) zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung einer 

behinderungsgerechten Wohnung, 
e) zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung und 

Erweiterung beruflicher Kenntnisse und Fertigkeiten und 
f) in besonderen Lebenslagen, 

2. an Arbeitgeber  
a) zur behinderungsgerechten Einrichtung von Arbeits- und 

Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte Menschen, 
b) für Zuschüsse zu Gebühren, insbesondere 

Prüfungsgebühren, bei der Berufsausbildung besonders 
betroffener schwerbehinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener, 

c) für Prämien und Zuschüsse zu den Kosten der 
Berufsausbildung behinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener, die für die Zeit der Berufsausbildung 
schwerbehinderten Menschen nach § 68 Abs. 4 gleichgestellt 
worden sind, 

d) für Prämien zur Einführung eines betrieblichen 
Eingliederungsmanagements und 

e) für außergewöhnliche Belastungen, die mit der 
Beschäftigung schwerbehinderter Menschen im Sinne des § 
72 Abs. 1 Nr. 1 Buchstabe a bis d, von schwerbehinderten 
Menschen im Anschluss an eine Beschäftigung in einer 
anerkannten Werkstatt für behinderte Menschen oder im 
Sinne des § 75 Abs. 2 verbunden sind, vor allem, wenn ohne 
diese Leistungen das Beschäftigungsverhältnis gefährdet 
würde, 

3. an Träger von Integrationsfachdiensten einschließlich 
psychosozialer Dienste freier gemeinnütziger Einrichtungen 
und Organisationen sowie an Träger von 
Integrationsprojekten. 

(3) 統合局は、労働生活における付随的補助に関する管轄権
の枠内で、当該事務所が使うことのできる資金から、特に
以下の各号の場合に金銭給付を供与することができる。 

1. 重度障害者に対して 
a) 技術的な労働援助のため 
b) 職場への通勤のため 
c) 自営による職業的自立と維持のため 
d) 障害にあった住宅の調達、整備及び維持のため 
e) 職業上の知識と技能の維持及び向上の措置に参加する
ため 

f) 特別な生活状況にある場合 
2. 雇用主に対して 

a) 重度障害者のために職場・職業訓練場所を障害にあわせ
て整備するため 

b) 料金、特定の重度障害のある少年及び若い成人の職業訓
練における受験料のための補助金のため 

c) 第 68 条４項により職業訓練期間中に重度障害者と同等
に扱われている障害のある少年及び若い成人の職業訓
練費用に対する奨励金と補助金のため 

d) 事業所内統合マネージメント導入のための奨励金のた
め 

e) 認定障害者作業所での就業直後の重度障害者の中から
第 72 条１項１号 a から d の趣旨による重度障害者を雇
用することによって、又は第 75 条２項の趣旨による重
度障害者を雇用することによって必然的に発生する尋
常ではない負担のためであって、とりわけこれらの給付
がなければ雇用関係が脅かされるような場合 

3. 自主的な公益施設及び組織による心理社会学的な機関を
含む統合専門サービスの運営者に対して、及び統合プロジ
ェクトの事業者に対して 

さらに啓蒙・教育・訓練措置の実施に対する給付も供与しう
る。 

− 80 − − 81 −



社会法典第９編(SGB IX)  49 / 70 
 

Es kann ferner Leistungen zur Durchführung von Aufklärungs-, 
Schulungs- und Bildungsmaßnahmen erbringen. 

(3a) Schwerbehinderte Menschen haben im Rahmen der 
Zuständigkeit des Integrationsamtes aus den ihm aus der 
Ausgleichsabgabe zur Verfügung stehenden Mitteln Anspruch 
auf Übernahme der Kosten einer Berufsbegleitung nach § 38a 
Abs. 3. 

(3a) 重度障害者は、統合局の管轄範囲内で、負担調整賦課金
の中の重度障害者に用いることのできる資金から、38a 条
3 項による職業援助の費用の負担に対する請求権を有す
る。 

(4) Schwerbehinderte Menschen haben im Rahmen der 
Zuständigkeit des Integrationsamtes für die begleitende Hilfe 
im Arbeitsleben aus den ihm aus der Ausgleichsabgabe zur 
Verfügung stehenden Mitteln Anspruch auf Übernahme der 
Kosten einer notwendigen Arbeitsassistenz. 

(4) 重度障害者は、労働生活における付随的補助に対する統
合局の管轄範囲内で、負担調整賦課金の中の重度障害者に
用いることのできる資金から、必要とする就労支援の費用
負担に対する請求権を有する。 

(5) Verpflichtungen anderer werden durch die Absätze 3 und 4 
nicht berührt. Leistungen der Rehabilitationsträger nach § 6 
Abs. 1 Nr. 1 bis 5 dürfen, auch wenn auf sie ein Rechtsanspruch 
nicht besteht, nicht deshalb versagt werden, weil nach den 
besonderen Regelungen für schwerbehinderte Menschen 
entsprechende Leistungen vorgesehen sind; eine Aufstockung 
durch Leistungen des Integrationsamtes findet nicht statt. 

(5) 他者の義務は第３項及び第４項によって影響を受けな
い。第６条１項１号から５号のリハビリテーション担当機
関の給付は、たとえそれに対する法律上の請求権がないと
しても、それを理由として拒否されることがあってはなら
ない － というのは重度障害者のための特別規定により相
応する給付が規定されているからである；ただし統合局の
給付による上乗せは行われない。 

(6) § 14 gilt sinngemäß, wenn bei dem Integrationsamt eine 
Leistung zur Teilhabe am Arbeitsleben beantragt wird. Das 
Gleiche gilt, wenn ein Antrag bei einem Rehabilitationsträger 
gestellt und der Antrag von diesem nach § 16 Abs. 2 des Ersten 
Buches an das Integrationsamt weitergeleitet worden ist. Ist 
die unverzügliche Erbringung einer Leistung zur Teilhabe am 
Arbeitsleben erforderlich, so kann das Integrationsamt die 
Leistung vorläufig erbringen. Hat das Integrationsamt eine 
Leistung erbracht, für die ein anderer Träger zuständig ist, so 
erstattet dieser die auf die Leistung entfallenden 
Aufwendungen. 

(6) 統合局に労働生活に参画するための給付の申請がなされ
た場合には、第 14 条がその趣旨に即して適用される。リハ
ビリテーション担当機関に申請がなされ、当該申請が社会
法典第１編第 16 条２項に則りそこから統合局に回された
場合についても同様である。労働生活への参画のための給
付をすみやかに供与する必要がある場合には、統合局は給
付を暫定的に供与することができる。統合局が、他の運営
者が管轄する給付を供与した場合には、当該運営者は給付
に充てられた費用を弁済する。 

(7) Das Integrationsamt kann seine Leistungen zur begleitenden 
Hilfe im Arbeitsleben auch als persönliches Budget ausführen. § 
17 gilt entsprechend. 

 

(7) 統合局は、労働生活における付随的援助に対する当該局
による給付を、個人予算として実施することができる。第
17 条が準用される。 

§ 103  Beratender Ausschuss für behinderte Menschen bei dem 
Integrationsamt 

(1) Bei jedem Integrationsamt wird ein Beratender Ausschuss für 
behinderte Menschen gebildet, der die Teilhabe der behinderten 
Menschen am Arbeitsleben fördert, das Integrationsamt bei der 
Durchführung der besonderen Regelungen für 
schwerbehinderte Menschen zur Teilhabe am Arbeitsleben 
unterstützt und bei der Vergabe der Mittel der 
Ausgleichsabgabe mitwirkt. Soweit die Mittel der 
Ausgleichsabgabe zur institutionellen Förderung verwendet 
werden, macht der Beratende Ausschuss Vorschläge für die 
Entscheidungen des Integrationsamtes. 

第 103 条 統合局の障害者諮問委員会 
 

(1) 各統合局には障害者のための諮問委員会を設置し、障害
者の労働生活への参画を促進し、労働生活に参画するため
の重度障害者特別規定の実施にあたって統合局を助け、負
担調整賦課金の資金配分に協力する。負担調整賦課金の資
金が制度の助成に使われる場合には、諮問委員会は統合局
の決定に寄与する提案を行う。 

(2) Der Ausschuss besteht aus zehn Mitgliedern, und zwar aus  
zwei Mitgliedern, die die Arbeitnehmer und Arbeitnehmerinnen 
vertreten,  
zwei Mitgliedern, die die privaten und öffentlichen Arbeitgeber 
vertreten,  
vier Mitgliedern, die die Organisationen behinderter Menschen 
vertreten,  
einem Mitglied, das das jeweilige Land vertritt,  
einem Mitglied, das die Bundesagentur für Arbeit vertritt. 

(2) 委員会は次の 10 名の委員から構成される。
労働者を代表する２名の委員 
民間の雇用主及び公的な雇用主を代表する２名の委員 
障害者組織を代表する４名の委員 
それぞれの州を代表する１名の委員 
連邦雇用エージェンシーを代表する１名の委員 

(3) Für jedes Mitglied ist ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin zu berufen. Mitglieder und Stellvertreter oder 
Stellvertreterinnen sollen im Bezirk des Integrationsamtes 
ihren Wohnsitz haben. 

(3) 各委員につき１名の代理を任命する。委員及びその代理
は統合局の管区内にその住所を有していなければならな
い。 

(4) Das Integrationsamt beruft auf Vorschlag  
der Gewerkschaften des jeweiligen Landes zwei Mitglieder,  
der Arbeitgeberverbände des jeweiligen Landes ein Mitglied,  
der zuständigen obersten Landesbehörde oder der von ihr 
bestimmten Behörde ein Mitglied,  
der Organisationen behinderter Menschen des jeweiligen 
Landes, die nach der Zusammensetzung ihrer Mitglieder dazu 
berufen sind, die behinderten Menschen in ihrer Gesamtheit zu 
vertreten, vier Mitglieder.  
Die zuständige oberste Landesbehörde oder die von ihr 
bestimmte Behörde und die Bundesagentur für Arbeit berufen je 
ein Mitglied. 

 

(4) 統合局は、以下の委員を任命する。 
それぞれの州の労働組合の推薦に基づき２名の委員 
それぞれの州の雇用主団体の推薦に基づき１名の委員 
管轄する州最高官庁又は当該官庁に指定された官庁の推薦
に基づき１名の委員 
会員構成から判断して障害者全体を代表するのに適格なそ
れぞれの州の障害者組織の推薦に基づき４名の委員 
管轄する州最高官庁又は当該官庁から指定された官庁及び
連邦雇用エージェンシーは、それぞれ委員１名を任命する。

§ 104  Aufgaben der Bundesagentur für Arbeit 
(1) Die Bundesagentur für Arbeit hat folgende Aufgaben:  

1. die Berufsberatung, Ausbildungsvermittlung und 

第 104 条 連邦雇用エージェンシーの任務 
(1) 連邦雇用エージェンシーは、以下の任務を有する： 

1. 重度障害者に対する職業相談(Berufsberatung)、職業訓
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Beratender Ausschuss für behinderte Menschen gebildet, der 
die Teilhabe der behinderten Menschen am Arbeitsleben durch 
Vorschläge fördert und die Bundesagentur für Arbeit bei der 
Durchführung der in Teil 2 und im Dritten Buch zur Teilhabe 
behinderter und schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben 
übertragenen Aufgaben unterstützt. 

じて障害者の労働生活への参画を支援し、連邦雇用エージ
ェンシーが、第２部及び社会法典第３編において障害者及
び重度障害者の労働生活への参画のために委託される任務
を遂行するのを助ける、障害者のための諮問委員会を設置
する。 

(2) Der Ausschuss besteht aus elf Mitgliedern, und zwar aus  
zwei Mitgliedern, die die Arbeitnehmer und Arbeitnehmerinnen 
vertreten,  
zwei Mitgliedern, die die privaten und öffentlichen Arbeitgeber 
vertreten,  
fünf Mitgliedern, die die Organisationen behinderter Menschen 
vertreten,  
einem Mitglied, das die Integrationsämter vertritt,  
einem Mitglied, das das Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales vertritt. 

(2) 当該委員会は下記の 11 名の委員から構成される。
労働者を代表する２名の委員 
民間の雇用主及び公的な雇用主を代表する２名の委員 
障害者組織を代表する５名の委員 
統合局を代表する１名の委員 
連邦労働社会省を代表する１名の委員 

(3) Für jedes Mitglied ist ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin zu berufen. 

(3) 各委員につき１名の代理を任命する。 

(4) Der Vorstand der Bundesagentur für Arbeit beruft die 
Mitglieder, die Arbeitnehmer und Arbeitgeber vertreten, auf 
Vorschlag ihrer Gruppenvertreter im Verwaltungsrat der 
Bundesagentur für Arbeit. Er beruft auf Vorschlag der 
Organisationen behinderter Menschen, die nach der 
Zusammensetzung ihrer Mitglieder dazu berufen sind, die 
behinderten Menschen in ihrer Gesamtheit auf Bundesebene zu 
vertreten, die Mitglieder, die Organisationen der behinderten 
Menschen vertreten. Auf Vorschlag der 
Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen, beruft er das Mitglied, das die 
Integrationsämter vertritt, und auf Vorschlag des 
Bundesministeriums für Arbeit und Soziales das Mitglied, das 
dieses vertritt. 

 

(4) 連邦雇用エージェンシーの幹部は、連邦雇用エージェン
シーの管理委員会のグループ代表の推薦に基づき労働者と
雇用主を代表する委員を任命する。当該幹部は、会員構成
から判断して障害者全体を連邦レベルで代表するのに適格
な障害者組織の推薦に基づき、障害者組織を代表する委員
を任命する。さらに連邦統合局・中央社会福祉事務所連合
（BIH）の推薦に基づき統合局全体を代表する委員を、連
邦労働社会省省の推薦に基づき同省を代表する委員を任命
する。 

§ 106  Gemeinsame Vorschriften 
(1) Die Beratenden Ausschüsse für behinderte Menschen (§§ 103, 

105) wählen aus den ihnen angehörenden Mitgliedern von 
Seiten der Arbeitnehmer, Arbeitgeber oder Organisationen 
behinderter Menschen jeweils für die Dauer eines Jahres einen 
Vorsitzenden oder eine Vorsitzende und einen Stellvertreter 
oder eine Stellvertreterin. Die Gewählten dürfen nicht 
derselben Gruppe angehören. Die Gruppen stellen in 
regelmäßig jährlich wechselnder Reihenfolge den Vorsitzenden 
oder die Vorsitzende und den Stellvertreter oder die 
Stellvertreterin. Die Reihenfolge wird durch die Beendigung der 
Amtszeit der Mitglieder nicht unterbrochen. Scheidet der 
Vorsitzende oder die Vorsitzende oder der Stellvertreter oder die 
Stellvertreterin aus, wird er oder sie neu gewählt. 

第 106 条 共同規定
(1) 障害者諮問委員会（第 103 条、第 105 条）は、その委員

の中の労働者、雇用主又は障害者組織の側からそれぞれ１
年の任期で委員長及びその代理を選ぶ。選ばれた者は同一
グループに属していてはならない。各グループは、毎年定
期的に、順番に交替で委員長と副委員長を立てる。この順
番は、委員の任期満了によって中断されることはない。委
員長又は副委員長がその職を辞した場合には、新たな委員
長又は副委員長を選出する。 

(2) Die Beratenden Ausschüsse für behinderte Menschen sind 
beschlussfähig, wenn wenigstens die Hälfte der Mitglieder 
anwesend ist. Die Beschlüsse und Entscheidungen werden mit 
einfacher Stimmenmehrheit getroffen. 

(2) 障害者諮問委員会においては、過半数の出席で議決権が
成立する。決議及び決定は、多数決を以って行われる。 

(3) Die Mitglieder der Beratenden Ausschüsse für behinderte 
Menschen üben ihre Tätigkeit ehrenamtlich aus. Ihre Amtszeit 
beträgt vier Jahre. 

 

(3) 障害者諮問委員会の委員は、その活動を名誉職として遂
行する。任期は４年とする。 

§ 107  Übertragung von Aufgaben 
(1) Die Landesregierung oder die von ihr bestimmte Stelle kann 

die Verlängerung der Gültigkeitsdauer der Ausweise nach § 69 
Abs. 5, für die eine Feststellung nach § 69 Abs. 1 nicht zu 
treffen ist, auf andere Behörden übertragen. Im Übrigen kann 
sie andere Behörden zur Aushändigung der Ausweise 
heranziehen. 

第 107 条 任務の委託
(1) 州政府又は州政府により指定された機関は、第 69 条５項
による証明書のうち第 69 条１項による認定が行われない
ものについて、その有効期間の延長を、他の官庁に委託す
ることができる。その他 州政府は証明書の交付を他の官庁
に依頼することができる。 

(2) Die Landesregierung oder die von ihr bestimmte Stelle kann 
Aufgaben und Befugnisse des Integrationsamtes nach Teil 2 auf 
örtliche Fürsorgestellen übertragen oder die Heranziehung 
örtlicher Fürsorgestellen zur Durchführung der den 
Integrationsämtern obliegenden Aufgaben bestimmen. 

(2) 州政府又は州政府により指定された機関は、第２部に則
った統合局の任務と権限を地域の社会福祉事務所に委託す
るかどうか、又は統合局が果たすべき任務の実施を地域の
社会福祉事務所に依頼するかどうかを決定することができ
る。 

(3) (weggefallen) 
 

(3) （廃止）

§ 108  Verordnungsermächtigung 
Die Bundesregierung wird ermächtigt, durch Rechtsverordnung 
mit Zustimmung des Bundesrates das Nähere über die 
Voraussetzungen des Anspruchs nach § 33 Abs. 8 Nr. 3 und § 102 
Abs. 4 sowie über die Höhe, Dauer und Ausführung der 
Leistungen zu regeln. 

第 108 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦政府に対して、
第 33 条８項３号と第 102 条４項による請求の要件に関する
詳細並びに給付の額、期間及び実施に関する詳細を取り決め
る権限を付与する。 
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Arbeitsvermittlung schwerbehinderter Menschen 
einschließlich der Vermittlung von in Werkstätten für 
behinderte Menschen Beschäftigten auf den allgemeinen 
Arbeitsmarkt, 

2. die Beratung der Arbeitgeber bei der Besetzung von 
Ausbildungs- und Arbeitsplätzen mit schwerbehinderten 
Menschen, 

3. die Förderung der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt, insbesondere 
von schwerbehinderten Menschen,  

a) die wegen Art oder Schwere ihrer Behinderung oder 
sonstiger Umstände im Arbeitsleben besonders betroffen 
sind (§ 72 Abs. 1), 

b) die langzeitarbeitslos im Sinne des § 18 des Dritten Buches 
sind, 

c) die im Anschluss an eine Beschäftigung in einer 
anerkannten Werkstatt für behinderte Menschen oder einem 
Integrationsprojekt eingestellt werden, 

d) die als Teilzeitbeschäftigte eingestellt werden oder 
e) die zur Aus- oder Weiterbildung eingestellt werden, 

4. im Rahmen von Arbeitsbeschaffungsmaßnahmen die 
besondere Förderung schwerbehinderter Menschen, 

5. die Gleichstellung, deren Widerruf und Rücknahme, 
6. die Durchführung des Anzeigeverfahrens (§ 80 Abs. 2 und 4), 
7. die Überwachung der Erfüllung der Beschäftigungspflicht, 
8. die Zulassung der Anrechnung und der Mehrfachanrechnung 

(§ 75 Abs. 2, § 76 Abs. 1 und 2), 
9. die Erfassung der Werkstätten für behinderte Menschen, ihre 

Anerkennung und die Aufhebung der Anerkennung. 

練のあっせん及び職業紹介(Arbeitsvermittlung) － 障
害者作業所の就業者の一般労働市場への紹介を含む 

2. 重度障害者を職業訓練場所及び職場に配置する際の雇用
主に対する助言 

3. 一般労働市場における労働生活への重度障害者、とりわ
け以下のような重度障害者の参画の促進 

a) 労働生活において、その障害の種類もしくは程度又はそ
の他の事情により、特に重度障害者に該当する者（第 72
条１項） 

b) 社会法典第３編第 18 条の趣旨により長期失業している 
(langzeitarbeitslos) 重度障害者 

c) 認定障害者作業所又は統合プロジェクトでの就業に引
き続いて採用される重度障害者 

d) パートタイム就労者として採用される重度障害者 
e) 職業訓練又は向上訓練に採用される重度障害者 

4. 雇用創出対策の枠内での重度障害者に対する特別の支援 
5. 重度障害者との同等扱い、その取消しと取下げ 
6. 届け出手続の実施（第 80 条２項及び４項） 
7. 雇用義務履行の監視 
8. 算入及び重複算入の許可（第 75 条２項、第 76 条１項及
び２項） 

9. 障害者作業所の把握、その認定及び認定の破棄 

(2) Die Bundesagentur für Arbeit übermittelt dem 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales jährlich die 
Ergebnisse ihrer Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt 
nach dessen näherer Bestimmung und fachlicher Weisung. Zu 
den Ergebnissen gehören Angaben über die Zahl der 
geförderten Arbeitgeber und schwerbehinderten Menschen, die 
insgesamt aufgewandten Mittel und die durchschnittlichen 
Förderungsbeträge. Die Bundesagentur für Arbeit 
veröffentlicht diese Ergebnisse. 

(2) 連邦雇用エージェンシーは、毎年、重度障害者の一般労
働市場における労働生活への参画に対する同機構の助成結
果を、その詳細な用途と専門的指示別に示して、連邦労働
社会省に報告する。この結果には、助成を受けた雇用主と
重度障害者の数、費やされた資金総額、平均助成額を含め
る。連邦雇用エージェンシーはこの結果を公表する。 

(3) Die Bundesagentur für Arbeit führt befristete überregionale 
und regionale Arbeitsmarktprogramme zum Abbau der 
Arbeitslosigkeit schwerbehinderter Menschen, besonderer 
Gruppen schwerbehinderter Menschen, insbesondere 
schwerbehinderter Frauen, sowie zur Förderung des 
Ausbildungsplatzangebots für schwerbehinderte Menschen 
durch, die ihr durch Verwaltungsvereinbarung gemäß § 368 
Absatz 3 Satz 2 und Absatz 4 des Dritten Buches unter 
Zuweisung der entsprechenden Mittel übertragen werden. Über 
den Abschluss von Verwaltungsvereinbarungen mit den 
Ländern ist das Bundesministerium für Arbeit und Soziales zu 
unterrichten. 

(3) 連邦雇用エージェンシーは、重度障害者と重度障害者の
特別なグループ、中でも重度障害のある女性の失業を解消
するため、及び重度障害者の職業訓練場所の提供を促進す
るため、社会法典第３編第 368 条２項２文及び３項１文に
則った行政協定によりしかるべき資金の割当てを条件とし
て同エージェンシーに委託される広域的及び地域的な期限
限定の労働市場プログラムを実施する。各州との行政協定
の締結については連邦労働社会省に報告しなければならな
い。 

(4) Die Bundesagentur für Arbeit richtet zur Durchführung der 
ihr in Teil 2 und der ihr im Dritten Buch zur Teilhabe 
behinderter und schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben 
übertragenen Aufgaben in allen Agenturen für Arbeit besondere 
Stellen ein; bei der personellen Ausstattung dieser Stellen trägt 
sie dem besonderen Aufwand bei der Beratung und Vermittlung 
des zu betreuenden Personenkreises sowie bei der 
Durchführung der sonstigen Aufgaben nach Absatz 1 
Rechnung. 

(4) 連邦雇用エージェンシーは、第２部の中、及び社会法典
第３編の中で、障害者及び重度障害者の労働生活への参画
のために同エージェンシーに委託された任務を実施するた
めに、すべての雇用エージェンシー（職業安定所）の中に
特別な部署を設置する；連邦雇用エージェンシーはこの部
署に人員を配置するにあたり、支援対象者に対して助言、
仲介する際にかかる、及び第１項のその他の任務を遂行す
る際にかかる特別の費用を考慮する。 

(5) Im Rahmen der Beratung der Arbeitgeber nach Absatz 1 Nr. 2 
hat die Bundesagentur für Arbeit  

1. dem Arbeitgeber zur Besetzung von Arbeitsplätzen geeignete 
arbeitslose oder arbeitssuchende schwerbehinderte Menschen 
unter Darlegung der Leistungsfähigkeit und der 
Auswirkungen der jeweiligen Behinderung auf die angebotene 
Stelle vorzuschlagen, 

2. ihre Fördermöglichkeiten aufzuzeigen, so weit wie möglich 
und erforderlich, auch die entsprechenden Hilfen der 
Rehabilitationsträger und der begleitenden Hilfe im 
Arbeitsleben durch die Integrationsämter. 

 

(5) 第１項２号の雇用主に対する助言の一環として連邦雇用
エージェンシーは 

1. 雇用主に対して、職場に配置するのに適した失業中又は
求職中の重度障害者を、その能力と各障害の影響を説明し
たうえで提供された勤め口のために推薦しなければなら
ない、 

2. 助成可能性を明示しなければならない － 可能かつ必要
な場合には、リハビリテーション担当機関のしかるべき援
助及び統合局による労働生活における付随的援助につい
ても説明する。 

§ 105  Beratender Ausschuss für behinderte Menschen bei der 
Bundesagentur für Arbeit 

(1) Bei der Zentrale der Bundesagentur für Arbeit wird ein 

第 105 条 連邦雇用エージェンシーの障害者諮問委員会
 

(1) 連邦雇用エージェンシーの中央部署のもとに、提案を通
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Beratender Ausschuss für behinderte Menschen gebildet, der 
die Teilhabe der behinderten Menschen am Arbeitsleben durch 
Vorschläge fördert und die Bundesagentur für Arbeit bei der 
Durchführung der in Teil 2 und im Dritten Buch zur Teilhabe 
behinderter und schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben 
übertragenen Aufgaben unterstützt. 

じて障害者の労働生活への参画を支援し、連邦雇用エージ
ェンシーが、第２部及び社会法典第３編において障害者及
び重度障害者の労働生活への参画のために委託される任務
を遂行するのを助ける、障害者のための諮問委員会を設置
する。 

(2) Der Ausschuss besteht aus elf Mitgliedern, und zwar aus  
zwei Mitgliedern, die die Arbeitnehmer und Arbeitnehmerinnen 
vertreten,  
zwei Mitgliedern, die die privaten und öffentlichen Arbeitgeber 
vertreten,  
fünf Mitgliedern, die die Organisationen behinderter Menschen 
vertreten,  
einem Mitglied, das die Integrationsämter vertritt,  
einem Mitglied, das das Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales vertritt. 

(2) 当該委員会は下記の 11 名の委員から構成される。
労働者を代表する２名の委員 
民間の雇用主及び公的な雇用主を代表する２名の委員 
障害者組織を代表する５名の委員 
統合局を代表する１名の委員 
連邦労働社会省を代表する１名の委員 

(3) Für jedes Mitglied ist ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin zu berufen. 

(3) 各委員につき１名の代理を任命する。 

(4) Der Vorstand der Bundesagentur für Arbeit beruft die 
Mitglieder, die Arbeitnehmer und Arbeitgeber vertreten, auf 
Vorschlag ihrer Gruppenvertreter im Verwaltungsrat der 
Bundesagentur für Arbeit. Er beruft auf Vorschlag der 
Organisationen behinderter Menschen, die nach der 
Zusammensetzung ihrer Mitglieder dazu berufen sind, die 
behinderten Menschen in ihrer Gesamtheit auf Bundesebene zu 
vertreten, die Mitglieder, die Organisationen der behinderten 
Menschen vertreten. Auf Vorschlag der 
Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen, beruft er das Mitglied, das die 
Integrationsämter vertritt, und auf Vorschlag des 
Bundesministeriums für Arbeit und Soziales das Mitglied, das 
dieses vertritt. 

 

(4) 連邦雇用エージェンシーの幹部は、連邦雇用エージェン
シーの管理委員会のグループ代表の推薦に基づき労働者と
雇用主を代表する委員を任命する。当該幹部は、会員構成
から判断して障害者全体を連邦レベルで代表するのに適格
な障害者組織の推薦に基づき、障害者組織を代表する委員
を任命する。さらに連邦統合局・中央社会福祉事務所連合
（BIH）の推薦に基づき統合局全体を代表する委員を、連
邦労働社会省省の推薦に基づき同省を代表する委員を任命
する。 

§ 106  Gemeinsame Vorschriften 
(1) Die Beratenden Ausschüsse für behinderte Menschen (§§ 103, 

105) wählen aus den ihnen angehörenden Mitgliedern von 
Seiten der Arbeitnehmer, Arbeitgeber oder Organisationen 
behinderter Menschen jeweils für die Dauer eines Jahres einen 
Vorsitzenden oder eine Vorsitzende und einen Stellvertreter 
oder eine Stellvertreterin. Die Gewählten dürfen nicht 
derselben Gruppe angehören. Die Gruppen stellen in 
regelmäßig jährlich wechselnder Reihenfolge den Vorsitzenden 
oder die Vorsitzende und den Stellvertreter oder die 
Stellvertreterin. Die Reihenfolge wird durch die Beendigung der 
Amtszeit der Mitglieder nicht unterbrochen. Scheidet der 
Vorsitzende oder die Vorsitzende oder der Stellvertreter oder die 
Stellvertreterin aus, wird er oder sie neu gewählt. 

第 106 条 共同規定
(1) 障害者諮問委員会（第 103 条、第 105 条）は、その委員

の中の労働者、雇用主又は障害者組織の側からそれぞれ１
年の任期で委員長及びその代理を選ぶ。選ばれた者は同一
グループに属していてはならない。各グループは、毎年定
期的に、順番に交替で委員長と副委員長を立てる。この順
番は、委員の任期満了によって中断されることはない。委
員長又は副委員長がその職を辞した場合には、新たな委員
長又は副委員長を選出する。 

(2) Die Beratenden Ausschüsse für behinderte Menschen sind 
beschlussfähig, wenn wenigstens die Hälfte der Mitglieder 
anwesend ist. Die Beschlüsse und Entscheidungen werden mit 
einfacher Stimmenmehrheit getroffen. 

(2) 障害者諮問委員会においては、過半数の出席で議決権が
成立する。決議及び決定は、多数決を以って行われる。 

(3) Die Mitglieder der Beratenden Ausschüsse für behinderte 
Menschen üben ihre Tätigkeit ehrenamtlich aus. Ihre Amtszeit 
beträgt vier Jahre. 

 

(3) 障害者諮問委員会の委員は、その活動を名誉職として遂
行する。任期は４年とする。 

§ 107  Übertragung von Aufgaben 
(1) Die Landesregierung oder die von ihr bestimmte Stelle kann 

die Verlängerung der Gültigkeitsdauer der Ausweise nach § 69 
Abs. 5, für die eine Feststellung nach § 69 Abs. 1 nicht zu 
treffen ist, auf andere Behörden übertragen. Im Übrigen kann 
sie andere Behörden zur Aushändigung der Ausweise 
heranziehen. 

第 107 条 任務の委託
(1) 州政府又は州政府により指定された機関は、第 69 条５項
による証明書のうち第 69 条１項による認定が行われない
ものについて、その有効期間の延長を、他の官庁に委託す
ることができる。その他 州政府は証明書の交付を他の官庁
に依頼することができる。 

(2) Die Landesregierung oder die von ihr bestimmte Stelle kann 
Aufgaben und Befugnisse des Integrationsamtes nach Teil 2 auf 
örtliche Fürsorgestellen übertragen oder die Heranziehung 
örtlicher Fürsorgestellen zur Durchführung der den 
Integrationsämtern obliegenden Aufgaben bestimmen. 

(2) 州政府又は州政府により指定された機関は、第２部に則
った統合局の任務と権限を地域の社会福祉事務所に委託す
るかどうか、又は統合局が果たすべき任務の実施を地域の
社会福祉事務所に依頼するかどうかを決定することができ
る。 

(3) (weggefallen) 
 

(3) （廃止）

§ 108  Verordnungsermächtigung 
Die Bundesregierung wird ermächtigt, durch Rechtsverordnung 
mit Zustimmung des Bundesrates das Nähere über die 
Voraussetzungen des Anspruchs nach § 33 Abs. 8 Nr. 3 und § 102 
Abs. 4 sowie über die Höhe, Dauer und Ausführung der 
Leistungen zu regeln. 

第 108 条 命令の授権
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦政府に対して、
第 33 条８項３号と第 102 条４項による請求の要件に関する
詳細並びに給付の額、期間及び実施に関する詳細を取り決め
る権限を付与する。 
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und für die Arbeitgeber diese Leistungen abzuklären, 
8. in Zusammenarbeit mit den Rehabilitationsträgern und den 

Integrationsämtern die für den schwerbehinderten Menschen 
benötigten Leistungen zu klären und bei der Beantragung zu 
unterstützen. 

 
§ 111  Beauftragung und Verantwortlichkeit 

(1) Die Integrationsfachdienste werden im Auftrag der 
Integrationsämter oder der Rehabilitationsträger tätig. Diese 
bleiben für die Ausführung der Leistung verantwortlich. 

第 111 条 委託と責任
(1) 統合専門サービスは、統合局又はリハビリテーション担
当機関の委託を受けて活動する。給付実施の責任は依然と
してこれら委託者にある。 

(2) Im Auftrag legt der Auftraggeber in Abstimmung mit dem 
Integrationsfachdienst Art, Umfang und Dauer des im 
Einzelfall notwendigen Einsatzes des Integrationsfachdienstes 
sowie das Entgelt fest. 

(2) 委託者は統合専門サービスと調整したうえ、委託の中に、
個々の事例において必要な統合専門サービスの投入の種
類、範囲、期間及び報酬を定める。 

(3) Der Integrationsfachdienst arbeitet insbesondere mit  
1. den zuständigen Stellen der Bundesagentur für Arbeit, 
2. dem Integrationsamt, 
3. dem zuständigen Rehabilitationsträger, insbesondere den 

Berufshelfern der gesetzlichen Unfallversicherung, 
4. dem Arbeitgeber, der Schwerbehindertenvertretung und den 

anderen betrieblichen Interessenvertretungen, 
5. der abgebenden Einrichtung der schulischen oder beruflichen 

Bildung oder Rehabilitation mit ihren begleitenden Diensten 
und internen Integrationsfachkräften oder -diensten zur 
Unterstützung von Teilnehmenden an Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben, 

5a. den Handwerks-, den Industrie- und Handelskammern sowie 
den berufsständigen Organisationen, 

6. wenn notwendig auch mit anderen Stellen und Personen, 
eng zusammen. 

(3) 統合専門サービスは、特に以下の各号と密接に協力して
活動する。 

1. 連邦雇用エージェンシーにおける担当部署 
2. 統合局 
3. 担当するリハビリテーション担当機関、特に公的労災保
険の職業相談員 

4. 雇用主、重度障害者代表及び他の事業所内利益代表 
5. 修了する学校教育施設もしくは職業教育施設又はリハビ
リテーション施設及びその付属機関並びに労働生活に参
画するための給付への参加者支援を目的とする内部の社
会統合専門家又は統合専門サービス 

5a. 手工業会議所、商工会議所及び職能階級組織 
6. 必要ならばこれ以外の機関及び人々 

(4) Näheres zur Beauftragung, Zusammenarbeit, fachlichen 
Leitung, Aufsicht sowie zur Qualitätssicherung und 
Ergebnisbeobachtung wird zwischen dem Auftraggeber und 
dem Träger des Integrationsfachdienstes vertraglich geregelt. 
Die Vereinbarungen sollen im Interesse finanzieller 
Planungssicherheit auf eine Dauer von mindestens drei Jahren 
abgeschlossen werden. 

(4) 委託、協力、専門的な指導、監督及び品質保証と結果の
監視に関する詳細は、委託者と統合専門サービスの運営者
の間で契約により取り決める。取決めは、計画策定の財政
的安全性の観点から、少なくとも３年の期間を定めて結ば
なければならない。 

(5) Die Integrationsämter wirken darauf hin, dass die 
berufsbegleitenden und psychosozialen Dienste bei den von 
ihnen beauftragten Integrationsfachdiensten konzentriert 
werden. 

 

(5) 統合局は、職業上の機関、心理社会学的機関が、当該局
が委託した統合専門サービスのもとに集中されるように努
める。 

§ 112  Fachliche Anforderungen 
(1) Die Integrationsfachdienste müssen  

1. nach der personellen, räumlichen und sächlichen Ausstattung 
in der Lage sein, ihre gesetzlichen Aufgaben wahrzunehmen, 

2. über Erfahrungen mit dem zu unterstützenden Personenkreis 
(§ 109 Abs. 2) verfügen, 

3. mit Fachkräften ausgestattet sein, die über eine geeignete 
Berufsqualifikation, eine psychosoziale oder 
arbeitspädagogische Zusatzqualifikation und ausreichende 
Berufserfahrung verfügen, sowie 

4. rechtlich oder organisatorisch und wirtschaftlich eigenständig 
sein. 

第 112 条 専門的な要件
(1) 統合専門サービスは 

1. 人員、場所、物品を整えた後、法的任務を引き受けるこ
とが可能でなければならない。 

2. 支援されるべき範囲の人々（第 109 条２項）に関する経
験を有していなければならない。 

3. 適切な職業資格、心理社会学又は労働教育学の追加資格
及び十分な職業経験を持つ専門家を配さなければならな
い。 

4. 法的又は組織的及び経済的に独立していなければならな
い。 

(2) Der Personalbedarf eines Integrationsfachdienstes richtet sich 
nach den konkreten Bedürfnissen unter Berücksichtigung der 
Zahl der Betreuungs- und Beratungsfälle, des 
durchschnittlichen Betreuungs- und Beratungsaufwands, der 
Größe des regionalen Einzugsbereichs und der Zahl der zu 
beratenden Arbeitgeber. Den besonderen Bedürfnissen 
besonderer Gruppen schwerbehinderter Menschen, 
insbesondere schwerbehinderter Frauen, und der 
Notwendigkeit einer psychosozialen Betreuung soll durch eine 
Differenzierung innerhalb des Integrationsfachdienstes 
Rechnung getragen werden. 

(2) 統合専門サービスに必要な人員は、支援・助言事例の件
数、平均的な支援・助言費用、サービスエリアの範囲、助
言を要する雇用主の数を考慮した具体的な必要性に従う。
心理社会学的なケアの必要性及び重度障害者の特別グルー
プ、中でも重度障害のある女性に対する特別な配慮の必要
性に対しては統合専門サービス内で担当を分けることによ
り対処する。 

(3) Bei der Stellenbesetzung des Integrationsfachdienstes werden 
schwerbehinderte Menschen bevorzugt berücksichtigt. Dabei 
wird ein angemessener Anteil der Stellen mit 
schwerbehinderten Frauen besetzt. 

 

(3) 統合専門サービスで人を雇う場合には、重度障害者を優
先する。このとき適度な割合の職場に重度障害のある女性
を割当てる。 

§ 113  Finanzielle Leistungen 
(1) Die Inanspruchnahme von Integrationsfachdiensten wird vom 

Auftraggeber vergütet. Die Vergütung für die 
Inanspruchnahme von Integrationsfachdiensten kann bei 
Beauftragung durch das Integrationsamt aus Mitteln der 

第 113 条 財政給付
(1) 統合専門サービスの利用に対しては、委託者により報酬
が支払われる。統合専門サービスの利用に対する報酬は、
委託の際に統合局を通じて負担調整賦課金資金から支払わ
れる。 
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Kapitel 7  Integrationsfachdienste 
 
§ 109  Begriff und Personenkreis 

(1) Integrationsfachdienste sind Dienste Dritter, die bei der 
Durchführung der Maßnahmen zur Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben beteiligt werden. 

第 7章 統合専門サービス 
 
第 109 条 概念及び対象者 

(1) 統合専門サービスは、重度障害者が労働生活に参画する
ための措置の実施にあたって関与する第三者の機関であ
る。 

(2) Schwerbehinderte Menschen im Sinne des Absatzes 1 sind 
insbesondere  

1. schwerbehinderte Menschen mit einem besonderen Bedarf an 
arbeitsbegleitender Betreuung, 

2. schwerbehinderte Menschen, die nach zielgerichteter 
Vorbereitung durch die Werkstatt für behinderte Menschen 
am Arbeitsleben auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt teilhaben 
sollen und dabei auf aufwendige, personalintensive, 
individuelle arbeitsbegleitende Hilfen angewiesen sind sowie 

3. schwerbehinderte Schulabgänger, die für die Aufnahme einer 
Beschäftigung auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt auf die 
Unterstützung eines Integrationsfachdienstes angewiesen 
sind. 

(2) 前項の趣旨による重度障害者とは、特に次の者である。
1. とりわけ労働に付随する支援 (Betreuung) を必要とす
る重度障害者 

2. 障害者作業所で目標に合わせた準備を行った後に一般労
働市場での労働生活に参画することになっている重度障
害者で、その際費用のかかる、人員集約的な、個人にあわ
せた労働付随援助を頼みとする者 

3. 一般労働市場での雇用を開始するために統合専門サービ
スの支援を頼みとする重度障害のある学校卒業生 

(3) Ein besonderer Bedarf an arbeits- und berufsbegleitender 
Betreuung ist insbesondere gegeben bei schwerbehinderten 
Menschen mit geistiger oder seelischer Behinderung oder mit 
einer schweren Körper-, Sinnes- oder Mehrfachbehinderung, 
die sich im Arbeitsleben besonders nachteilig auswirkt und 
allein oder zusammen mit weiteren vermittlungshemmenden 
Umständen (Alter, Langzeitarbeitslosigkeit, unzureichende 
Qualifikation, Leistungsminderung) die Teilhabe am 
Arbeitsleben auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt erschwert. 

(3) 労働・職業に付随する支援が特に必要とされるのは、労
働生活においてとりわけ不利に働き、単独で、又は仲介の
妨げとなるその他の事情（年齢、長期の失業、不十分な資
格、能力低下）が複合して一般労働市場での労働生活参画
を困難にするような知的障害もしくは精神的障害又は重度
の身体・感覚・重複障害のある重度障害者の場合である。

(4) Der Integrationsfachdienst kann im Rahmen der 
Aufgabenstellung nach Absatz 1 auch zur beruflichen 
Eingliederung von behinderten Menschen, die nicht 
schwerbehindert sind, tätig werden. Hierbei wird den 
besonderen Bedürfnissen seelisch behinderter oder von einer 
seelischen Behinderung bedrohter Menschen Rechnung 
getragen. 

 

(4) 統合専門サービスは、第１項の任務の一環として、重度
障害でない障害者の職業上の編入のためにも活動すること
ができる。このとき特に精神障害者又は精神障害のおそれ
のある者を考慮する。 

§ 110  Aufgaben 
(1) Die Integrationsfachdienste können zur Teilhabe 

schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben (Aufnahme, 
Ausübung und Sicherung einer möglichst dauerhaften 
Beschäftigung) beteiligt werden, indem sie  

1. die schwerbehinderten Menschen beraten, unterstützen und 
auf geeignete Arbeitsplätze vermitteln, 

2. die Arbeitgeber informieren, beraten und ihnen Hilfe leisten. 

第 110 条 任務
(1) 統合専門サービスは、重度障害者の労働生活への参画（可
能な限り継続的な就業の開始、遂行及び保証）のために以
下の方法で関与しうる。 

1. 重度障害者に対して助言、支援を行い、適切な職場を仲
介する。 

2. 雇用主に情報を与え、助言し、援助する。 

(2) Zu den Aufgaben des Integrationsfachdienstes gehört es,  
1. die Fähigkeiten der zugewiesenen schwerbehinderten 

Menschen zu bewerten und einzuschätzen und dabei ein 
individuelles Fähigkeits-, Leistungs- und Interessenprofil zur 
Vorbereitung auf den allgemeinen Arbeitsmarkt in enger 
Kooperation mit den schwerbehinderten Menschen, dem 
Auftraggeber und der abgebenden Einrichtung der 
schulischen oder beruflichen Bildung oder Rehabilitation zu 
erarbeiten, 

1a. die Bundesagentur für Arbeit auf deren Anforderung bei der 
Berufsorientierung und Berufsberatung in den Schulen 
einschließlich der auf jeden einzelnen Jugendlichen bezogenen 
Dokumentation der Ergebnisse zu unterstützen, 

1b. die betriebliche Ausbildung schwerbehinderter, insbesondere 
seelisch und lernbehinderter Jugendlicher zu begleiten, 

2. geeignete Arbeitsplätze (§ 73) auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt zu erschließen, 

3. die schwerbehinderten Menschen auf die vorgesehenen 
Arbeitsplätze vorzubereiten, 

4. die schwerbehinderten Menschen, solange erforderlich, am 
Arbeitsplatz oder beim Training der berufspraktischen 
Fähigkeiten am konkreten Arbeitsplatz zu begleiten, 

5. mit Zustimmung des schwerbehinderten Menschen die 
Mitarbeiter im Betrieb oder in der Dienststelle über Art und 
Auswirkungen der Behinderung und über entsprechende 
Verhaltensregeln zu informieren und zu beraten, 

6. eine Nachbetreuung, Krisenintervention oder psychosoziale 
Betreuung durchzuführen sowie 

7. als Ansprechpartner für die Arbeitgeber zur Verfügung zu 
stehen, über die Leistungen für die Arbeitgeber zu informieren 

(2) 統合専門サービスの任務は以下の通りである。
1. 割り振られた重度障害者の能力の評価、見積もりを行う
が、その際、重度障害者、委託者及び重度障害者が修了す
る学校教育施設もしくは職業教育施設又はリハビリテー
ション施設と密接に協力して、一般労働市場への準備とし
て個人的な能力・業績・関心事に関するプロフィールを作
成する。 

1a. 連邦雇用エージェンシーを、その要請に基づき、一人一
人の若者に関する結果の記録作成を含む学校における職
業オリエンテーション及び職業相談の際に支援する。 

1b. 重度障害、とりわけ精神障害及び学習障害のある若者の
事業所内職業訓練に付き添う。 

2. 適切な職場（第 73 条）を一般労働市場において開拓する。
3. 重度障害者を、予定される職場に対して準備させる。 
4. 必要ならば、職場で、又は実際の職場における職業実務
能力のトレーニングの際、重度障害者に付き添う。 

5. 重度障害者の同意のもとに、事業所において、又は官公
署において、同僚に対して障害の種類と影響及びしかるべ
き行動規則について教え、助言する。 

6. 事後ケア、危機介入又は心理社会学的ケアを実施する。
7. いつでも雇用主の相談相手となり、雇用主に対する給付
に関する情報を与え、これらの給付を雇用主のために明確
にする。 

8. リハビリテーション担当機関及び統合局と協力し、重度
障害者にとって必要な給付を明らかにし、申請を手伝う。
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und für die Arbeitgeber diese Leistungen abzuklären, 
8. in Zusammenarbeit mit den Rehabilitationsträgern und den 

Integrationsämtern die für den schwerbehinderten Menschen 
benötigten Leistungen zu klären und bei der Beantragung zu 
unterstützen. 

 
§ 111  Beauftragung und Verantwortlichkeit 

(1) Die Integrationsfachdienste werden im Auftrag der 
Integrationsämter oder der Rehabilitationsträger tätig. Diese 
bleiben für die Ausführung der Leistung verantwortlich. 

第 111 条 委託と責任
(1) 統合専門サービスは、統合局又はリハビリテーション担
当機関の委託を受けて活動する。給付実施の責任は依然と
してこれら委託者にある。 

(2) Im Auftrag legt der Auftraggeber in Abstimmung mit dem 
Integrationsfachdienst Art, Umfang und Dauer des im 
Einzelfall notwendigen Einsatzes des Integrationsfachdienstes 
sowie das Entgelt fest. 

(2) 委託者は統合専門サービスと調整したうえ、委託の中に、
個々の事例において必要な統合専門サービスの投入の種
類、範囲、期間及び報酬を定める。 

(3) Der Integrationsfachdienst arbeitet insbesondere mit  
1. den zuständigen Stellen der Bundesagentur für Arbeit, 
2. dem Integrationsamt, 
3. dem zuständigen Rehabilitationsträger, insbesondere den 

Berufshelfern der gesetzlichen Unfallversicherung, 
4. dem Arbeitgeber, der Schwerbehindertenvertretung und den 

anderen betrieblichen Interessenvertretungen, 
5. der abgebenden Einrichtung der schulischen oder beruflichen 

Bildung oder Rehabilitation mit ihren begleitenden Diensten 
und internen Integrationsfachkräften oder -diensten zur 
Unterstützung von Teilnehmenden an Leistungen zur 
Teilhabe am Arbeitsleben, 

5a. den Handwerks-, den Industrie- und Handelskammern sowie 
den berufsständigen Organisationen, 

6. wenn notwendig auch mit anderen Stellen und Personen, 
eng zusammen. 

(3) 統合専門サービスは、特に以下の各号と密接に協力して
活動する。 

1. 連邦雇用エージェンシーにおける担当部署 
2. 統合局 
3. 担当するリハビリテーション担当機関、特に公的労災保
険の職業相談員 

4. 雇用主、重度障害者代表及び他の事業所内利益代表 
5. 修了する学校教育施設もしくは職業教育施設又はリハビ
リテーション施設及びその付属機関並びに労働生活に参
画するための給付への参加者支援を目的とする内部の社
会統合専門家又は統合専門サービス 

5a. 手工業会議所、商工会議所及び職能階級組織 
6. 必要ならばこれ以外の機関及び人々 

(4) Näheres zur Beauftragung, Zusammenarbeit, fachlichen 
Leitung, Aufsicht sowie zur Qualitätssicherung und 
Ergebnisbeobachtung wird zwischen dem Auftraggeber und 
dem Träger des Integrationsfachdienstes vertraglich geregelt. 
Die Vereinbarungen sollen im Interesse finanzieller 
Planungssicherheit auf eine Dauer von mindestens drei Jahren 
abgeschlossen werden. 

(4) 委託、協力、専門的な指導、監督及び品質保証と結果の
監視に関する詳細は、委託者と統合専門サービスの運営者
の間で契約により取り決める。取決めは、計画策定の財政
的安全性の観点から、少なくとも３年の期間を定めて結ば
なければならない。 

(5) Die Integrationsämter wirken darauf hin, dass die 
berufsbegleitenden und psychosozialen Dienste bei den von 
ihnen beauftragten Integrationsfachdiensten konzentriert 
werden. 

 

(5) 統合局は、職業上の機関、心理社会学的機関が、当該局
が委託した統合専門サービスのもとに集中されるように努
める。 

§ 112  Fachliche Anforderungen 
(1) Die Integrationsfachdienste müssen  

1. nach der personellen, räumlichen und sächlichen Ausstattung 
in der Lage sein, ihre gesetzlichen Aufgaben wahrzunehmen, 

2. über Erfahrungen mit dem zu unterstützenden Personenkreis 
(§ 109 Abs. 2) verfügen, 

3. mit Fachkräften ausgestattet sein, die über eine geeignete 
Berufsqualifikation, eine psychosoziale oder 
arbeitspädagogische Zusatzqualifikation und ausreichende 
Berufserfahrung verfügen, sowie 

4. rechtlich oder organisatorisch und wirtschaftlich eigenständig 
sein. 

第 112 条 専門的な要件
(1) 統合専門サービスは 

1. 人員、場所、物品を整えた後、法的任務を引き受けるこ
とが可能でなければならない。 

2. 支援されるべき範囲の人々（第 109 条２項）に関する経
験を有していなければならない。 

3. 適切な職業資格、心理社会学又は労働教育学の追加資格
及び十分な職業経験を持つ専門家を配さなければならな
い。 

4. 法的又は組織的及び経済的に独立していなければならな
い。 

(2) Der Personalbedarf eines Integrationsfachdienstes richtet sich 
nach den konkreten Bedürfnissen unter Berücksichtigung der 
Zahl der Betreuungs- und Beratungsfälle, des 
durchschnittlichen Betreuungs- und Beratungsaufwands, der 
Größe des regionalen Einzugsbereichs und der Zahl der zu 
beratenden Arbeitgeber. Den besonderen Bedürfnissen 
besonderer Gruppen schwerbehinderter Menschen, 
insbesondere schwerbehinderter Frauen, und der 
Notwendigkeit einer psychosozialen Betreuung soll durch eine 
Differenzierung innerhalb des Integrationsfachdienstes 
Rechnung getragen werden. 

(2) 統合専門サービスに必要な人員は、支援・助言事例の件
数、平均的な支援・助言費用、サービスエリアの範囲、助
言を要する雇用主の数を考慮した具体的な必要性に従う。
心理社会学的なケアの必要性及び重度障害者の特別グルー
プ、中でも重度障害のある女性に対する特別な配慮の必要
性に対しては統合専門サービス内で担当を分けることによ
り対処する。 

(3) Bei der Stellenbesetzung des Integrationsfachdienstes werden 
schwerbehinderte Menschen bevorzugt berücksichtigt. Dabei 
wird ein angemessener Anteil der Stellen mit 
schwerbehinderten Frauen besetzt. 

 

(3) 統合専門サービスで人を雇う場合には、重度障害者を優
先する。このとき適度な割合の職場に重度障害のある女性
を割当てる。 

§ 113  Finanzielle Leistungen 
(1) Die Inanspruchnahme von Integrationsfachdiensten wird vom 

Auftraggeber vergütet. Die Vergütung für die 
Inanspruchnahme von Integrationsfachdiensten kann bei 
Beauftragung durch das Integrationsamt aus Mitteln der 

第 113 条 財政給付
(1) 統合専門サービスの利用に対しては、委託者により報酬
が支払われる。統合専門サービスの利用に対する報酬は、
委託の際に統合局を通じて負担調整賦課金資金から支払わ
れる。 
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Abs. 3 in Verbindung mit § 68 Abs. 2 weggefallen sind. Er wird 
erst am Ende des dritten Kalendermonats nach Eintritt seiner 
Unanfechtbarkeit wirksam. 

れる。取消しは、これに対する抗告が不能となってから数
えて３ヵ月が経過した時点で有効となる。 

(3) Bis zur Beendigung der Anwendung der besonderen 
Regelungen für schwerbehinderte Menschen und ihnen 
gleichgestellte behinderte Menschen werden die behinderten 
Menschen dem Arbeitgeber auf die Zahl der Pflichtarbeitsplätze 
für schwerbehinderte Menschen angerechnet. 

 

(3) 重度障害者及び重度障害者と同等に扱われる障害者のた
めの特別規定の適用が終了するまでは、障害者は、その雇
用主における重度障害者のための義務職場数に算入され
る。 

§ 117  Entziehung der besonderen Hilfen für schwerbehinderte 
Menschen 

(1) Einem schwerbehinderten Menschen, der einen zumutbaren 
Arbeitsplatz ohne berechtigten Grund zurückweist oder aufgibt 
oder sich ohne berechtigten Grund weigert, an einer Maßnahme 
zur Teilhabe am Arbeitsleben teilzunehmen, oder sonst durch 
sein Verhalten seine Teilhabe am Arbeitsleben schuldhaft 
vereitelt, kann das Integrationsamt im Benehmen mit der 
Bundesagentur für Arbeit die besonderen Hilfen für 
schwerbehinderte Menschen zeitweilig entziehen. Dies gilt auch 
für gleichgestellte behinderte Menschen. 

第 117 条 重度障害者のための特別扶助の剥奪
 

(1) 妥当であると思われる職場を正当な理由なく拒否し、も
しくはあきらめ、又は労働生活参画措置への参加を正当な
理由なく拒否し、又は労働生活への参画を自らの行動によ
り自らの責任で破棄した重度障害者に対しては、統合局は
連邦雇用エージェンシーと話合いのうえ、重度障害者のた
めの特別扶助を一時的に剥奪することができる。これは同
等扱いの障害者についても同様である。 

(2) Vor der Entscheidung über die Entziehung wird der 
schwerbehinderte Mensch gehört. In der Entscheidung wird die 
Frist bestimmt, für die sie gilt. Die Frist läuft vom Tage der 
Entscheidung an und beträgt nicht mehr als sechs Monate. Die 
Entscheidung wird dem schwerbehinderten Menschen bekannt 
gegeben. 

 

(2) 剥奪に関する決定を下す前に重度障害者に意見を聴く。
決定においては、決定の有効期間を定める。期間は決定の
日から起算し、６ヵ月を超えないものとする。決定は当該
重度障害者に知らせる。 

Kapitel 9  Widerspruchsverfahren 
 
§ 118  Widerspruch 

(1) Den Widerspruchsbescheid nach § 73 der 
Verwaltungsgerichtsordnung erlässt bei Verwaltungsakten der 
Integrationsämter und bei Verwaltungsakten der örtlichen 
Fürsorgestellen (§ 107 Abs. 2) der Widerspruchsausschuss bei 
dem Integrationsamt (§ 119). Des Vorverfahrens bedarf es auch, 
wenn den Verwaltungsakt ein Integrationsamt erlassen hat, 
das bei einer obersten Landesbehörde besteht. 

第 9章 異議申立て手続 
 
第 118 条 異議申立て 

(1) 行政裁判所規則第 73 条による異議申立てに対する回答
は、統合局及び地域社会福祉事務所の行政行為（第 107 条
２項）の場合には、統合局のもとに設置された異議申立て
委員会が（第 119 条）発付する。たとえ州最高官庁のもと
にある統合局がその行政行為を発令した場合でも、当該手
続を必要とする。 

(2) Den Widerspruchsbescheid nach § 85 des 
Sozialgerichtsgesetzes erlässt bei Verwaltungsakten, welche die 
Bundesagentur für Arbeit auf Grund des Teils 2 erlässt, der 
Widerspruchsausschuss der Bundesagentur für Arbeit. 

 

(2) 社会裁判所法第 85 条による異議申立てに対する回答は、
連邦雇用エージェンシーが第２部に基づき発令する行政行
為の場合には、連邦雇用エージェンシーに設置された異議
申立て委員会が発付する。 

§ 119  Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt 
(1) Bei jedem Integrationsamt besteht ein Widerspruchsausschuss 

aus sieben Mitgliedern, und zwar aus  
zwei Mitgliedern, die schwerbehinderte Arbeitnehmer oder 
Arbeitnehmerinnen sind,  
zwei Mitgliedern, die Arbeitgeber sind,  
einem Mitglied, das das Integrationsamt vertritt,  
einem Mitglied, das die Bundesagentur für Arbeit vertritt,  
einer Vertrauensperson schwerbehinderter Menschen. 

第 119 条 統合局における異議申立て委員会 
(1) 各統合局には異議申立て委員会が設けられ、下記の７名
の委員から構成される。 
重度障害のある労働者から２名の委員 
雇用主から２名の委員 
統合局を代表する 1 名の委員 
連邦雇用エージェンシーを代表する１名の委員 
重度障害者の利益代表委員１名 

(2) Für jedes Mitglied wird ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin berufen. 

(2) 各委員につき１名の代理を任命する。 

(3) Das Integrationsamt beruft  
auf Vorschlag der Organisationen behinderter Menschen des 
jeweiligen Landes die Mitglieder, die Arbeitnehmer sind,  
auf Vorschlag der jeweils für das Land zuständigen 
Arbeitgeberverbände die Mitglieder, die Arbeitgeber sind, sowie 
die Vertrauensperson.  
Die zuständige oberste Landesbehörde oder die von ihr 
bestimmte Behörde beruft das Mitglied, das das Integrationsamt 
vertritt. Die Bundesagentur für Arbeit beruft das Mitglied, dass 
sie vertritt.  
Entsprechendes gilt für die Berufung des Stellvertreters oder 
der Stellvertreterin des jeweiligen Mitglieds. 

(3) 統合局は
各州の障害者組織の推薦に基づき労働者委員を任命し、 
各州を管轄する雇用者団体の推薦に基づき雇用主委員を任
命し、及び 
利益代表委員を任命する。 
所轄の州最高官庁又は同庁に指定された官庁は、統合局を代
表する委員を任命する。連邦雇用エージェンシーは、エージ
ェンシーを代表する委員を任命する。 
各委員の代理の任命についても上記が適用される。 

(4) In Kündigungsangelegenheiten schwerbehinderter Menschen, 
die bei einer Dienststelle oder in einem Betrieb beschäftigt sind, 
der zum Geschäftsbereich des Bundesministeriums der 
Verteidigung gehört, treten an die Stelle der Mitglieder, die 
Arbeitgeber sind, Angehörige des öffentlichen Dienstes. Dem 
Integrationsamt werden ein Mitglied und sein Stellvertreter 
oder seine Stellvertreterin von den von der Bundesregierung 
bestimmten Bundesbehörden benannt. Eines der Mitglieder, die 
schwerbehinderte Arbeitnehmer oder Arbeitnehmerinnen sind, 
muss dem öffentlichen Dienst angehören. 

(4) 官公署又は連邦国防省の管轄範囲に属する事業所で就業
する重度障害者の解雇案件においては、雇用主委員のかわ
りに、公的機関の職員が委員となる。統合局に対しては、
連邦政府から指定された連邦官庁により委員及びその代理
が指名される。重度障害のある労働者委員のうちの１名は、
公的機関に属していなければならない。 
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Ausgleichsabgabe erbracht werden. 
(2) Die Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 

Hauptfürsorgestellen vereinbart mit den 
Rehabilitationsträgern nach § 6 Abs. 1 Nr. 2 bis 5 unter 
Beteiligung der maßgeblichen Verbände, darunter der 
Bundesarbeitsgemeinschaft, in der sich die 
Integrationsfachdienste zusammengeschlossen haben, eine 
gemeinsame Empfehlung zur Inanspruchnahme der 
Integrationsfachdienste durch die Rehabilitationsträger, zur 
Zusammenarbeit und zur Finanzierung der Kosten, die dem 
Integrationsfachdienst bei der Wahrnehmung der Aufgaben der 
Rehabilitationsträger entstehen. § 13 Abs. 7 und 8 gilt 
entsprechend. 

 

(2) 連邦統合局・中央社会福祉事務所連合（BIH）は、指導
的諸団体－ その中には統合専門サービスがまとまった連
邦連合体も含まれる －の関与のもと、第６条１項２号から
５号のリハビリテーション担当機関と共に、リハビリテー
ション担当機関を通じた統合専門サービスの利用、協力及
びリハビリテーション担当機関の任務を引き受ける際に統
合専門サービスに発生する費用の財源調達に関する共同提
言を取り決める。第 13 条７項及び８項が準用される。 

§ 114  Ergebnisbeobachtung 
(1) Der Integrationsfachdienst dokumentiert Verlauf und 

Ergebnis der jeweiligen Bemühungen um die Förderung der 
Teilhabe am Arbeitsleben. Er erstellt jährlich eine 
zusammenfassende Darstellung der Ergebnisse und legt diese 
den Auftraggebern nach deren näherer gemeinsamer Maßgabe 
vor. Diese Zusammenstellung soll insbesondere 
geschlechtsdifferenzierte Angaben enthalten zu  

1. den Zu- und Abgängen an Betreuungsfällen im Kalenderjahr,
2. dem Bestand an Betreuungsfällen, 
3. der Zahl der abgeschlossenen Fälle, differenziert nach 

Aufnahme einer Ausbildung, einer befristeten oder 
unbefristeten Beschäftigung, einer Beschäftigung in einem 
Integrationsprojekt oder in einer Werkstatt für behinderte 
Menschen. 

第 114 条 結果の監視
(1) 統合専門サービスは、労働生活への参加を促進するため
の努力の経過と結果を記録する。当該専門サービスは、年
に一回、結果についてまとめた報告書を作成し、委託者に
対し、その詳細な共同条件に従って提出する。この報告書
は、以下の各号について特に性別に分けて記載しなければ
ならない。 

1. 一暦年における支援事例の新規開始と終了 
2. その時点での支援事例の件数 
3. 終了した事例の件数 － 職業訓練参加、期限付き又は無
期限の就業、統合プロジェクト又は障害者作業所での就業
に分けて記載 

(2) Der Integrationsfachdienst dokumentiert auch die Ergebnisse 
seiner Bemühungen zur Unterstützung der Bundesagentur für 
Arbeit und die Begleitung der betrieblichen Ausbildung nach § 
110 Abs. 2 Nr. 1a und 1b unter Einbeziehung 
geschlechtsdifferenzierter Daten und Besonderheiten sowie der 
Art der Behinderung. Er erstellt zum 30. September 2006 eine 
zusammenfassende Darstellung der Ergebnisse und legt diese 
dem zuständigen Integrationsamt vor. Die 
Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und 
Hauptfürsorgestellen bereitet die Ergebnisse auf und stellt sie 
dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales zur 
Vorbereitung des Berichtes nach § 160 Abs. 2 bis zum 31. 
Dezember 2006 zur Verfügung. 

 

(2) 統合専門サービスは、連邦雇用エージェンシーを支援す
るための努力の結果及び第 110 条２項１a 号及び１b 号に
よる事業所内職業訓練への付き添いについても、性別デー
タ及び特記事項並びに障害の種類を示して記録する。統合
専門サービスは、2006 年９月 30 日に結果をまとめた報告
書を作成し、所轄の統合局に提出する。連邦統合局・中央
社会福祉事務所連合（BIH）は、提出された結果を整理し、
それを第 160 条２項による報告書準備のため、2006 年 12
月 31 日までに連邦労働社会省に提出する。 

§ 115  Verordnungsermächtigung 
(1) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird 

ermächtigt, durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des 
Bundesrates das Nähere über den Begriff und die Aufgaben des 
Integrationsfachdienstes, die für sie geltenden fachlichen 
Anforderungen und die finanziellen Leistungen zu regeln. 

第 115 条 命令の授権
(1) 連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦労働社会
省に対して、統合専門サービスの概念と任務に関する詳細、
統合専門サービスに適用される専門的必要条件及び財政給
付について取り決める権限を付与する。 

(2) Vereinbaren die Bundesarbeitsgemeinschaft der 
Integrationsämter und Hauptfürsorgestellen und die 
Rehabilitationsträger nicht innerhalb von sechs Monaten, 
nachdem das Bundesministerium für Arbeit und Soziales sie 
dazu aufgefordert hat, eine gemeinsame Empfehlung nach § 113 
Abs. 2 oder ändern sie die unzureichend gewordene 
Empfehlung nicht innerhalb dieser Frist, kann das 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales Regelungen durch 
Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates erlassen. 

 

(2) 連邦労働社会省が要請してから６ヵ月以内に、連邦統合
局・中央社会福祉事務所連合（BIH）及びリハビリテーシ
ョン担当機関が第 113 条２項の共同提言を取り決めない、
又は不十分になった提言をこの期間内に改定しない場合に
は、連邦労働社会省は連邦参議院の同意を得た法規命令に
より規定を発布することができる。 

Kapitel 8  Beendigung der Anwendung der besonderen Regelungen 
zur Teilhabe schwerbehinderter und gleichgestellter 
behinderter Menschen 

 
§ 116  Beendigung der Anwendung der besonderen Regelungen 

zur Teilhabe schwerbehinderter Menschen 
(1) Die besonderen Regelungen für schwerbehinderte Menschen 

werden nicht angewendet nach dem Wegfall der 
Voraussetzungen nach § 2 Abs. 2; wenn sich der Grad der 
Behinderung auf weniger als 50 verringert, jedoch erst am Ende 
des dritten Kalendermonats nach Eintritt der Unanfechtbarkeit 
des die Verringerung feststellenden Bescheides. 

第 8章 重度障害者及び重度障害者と同等扱いの障害者の参
画のための特別規定の適用終了 

 
 
第 116 条 重度障害者の参画のための特別規定の適用終了 
 

(1) 重度障害者のための特別規定は、第２条２項の要件が存
在しなくなった後には適用されない；障害度が 50 未満に下
がった場合には、低下認定通知に対する抗告が不能となっ
てから数えて３ヵ月が経過した時点で適用が終了する。 

(2) Die besonderen Regelungen für gleichgestellte behinderte 
Menschen werden nach dem Widerruf oder der Rücknahme der 
Gleichstellung nicht mehr angewendet. Der Widerruf der 
Gleichstellung ist zulässig, wenn die Voraussetzungen nach § 2 

(2) 重度障害者と同等に扱われる障害者のための特別規定
は、同等扱いの取消し又は取り下げ後はもはや適用されな
い。同等扱いの取消しは、第２条３項及びそれに関連する
第 68 条２項による要件が存在しなくなった場合に認めら
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Abs. 3 in Verbindung mit § 68 Abs. 2 weggefallen sind. Er wird 
erst am Ende des dritten Kalendermonats nach Eintritt seiner 
Unanfechtbarkeit wirksam. 

れる。取消しは、これに対する抗告が不能となってから数
えて３ヵ月が経過した時点で有効となる。 

(3) Bis zur Beendigung der Anwendung der besonderen 
Regelungen für schwerbehinderte Menschen und ihnen 
gleichgestellte behinderte Menschen werden die behinderten 
Menschen dem Arbeitgeber auf die Zahl der Pflichtarbeitsplätze 
für schwerbehinderte Menschen angerechnet. 

 

(3) 重度障害者及び重度障害者と同等に扱われる障害者のた
めの特別規定の適用が終了するまでは、障害者は、その雇
用主における重度障害者のための義務職場数に算入され
る。 

§ 117  Entziehung der besonderen Hilfen für schwerbehinderte 
Menschen 

(1) Einem schwerbehinderten Menschen, der einen zumutbaren 
Arbeitsplatz ohne berechtigten Grund zurückweist oder aufgibt 
oder sich ohne berechtigten Grund weigert, an einer Maßnahme 
zur Teilhabe am Arbeitsleben teilzunehmen, oder sonst durch 
sein Verhalten seine Teilhabe am Arbeitsleben schuldhaft 
vereitelt, kann das Integrationsamt im Benehmen mit der 
Bundesagentur für Arbeit die besonderen Hilfen für 
schwerbehinderte Menschen zeitweilig entziehen. Dies gilt auch 
für gleichgestellte behinderte Menschen. 

第 117 条 重度障害者のための特別扶助の剥奪
 

(1) 妥当であると思われる職場を正当な理由なく拒否し、も
しくはあきらめ、又は労働生活参画措置への参加を正当な
理由なく拒否し、又は労働生活への参画を自らの行動によ
り自らの責任で破棄した重度障害者に対しては、統合局は
連邦雇用エージェンシーと話合いのうえ、重度障害者のた
めの特別扶助を一時的に剥奪することができる。これは同
等扱いの障害者についても同様である。 

(2) Vor der Entscheidung über die Entziehung wird der 
schwerbehinderte Mensch gehört. In der Entscheidung wird die 
Frist bestimmt, für die sie gilt. Die Frist läuft vom Tage der 
Entscheidung an und beträgt nicht mehr als sechs Monate. Die 
Entscheidung wird dem schwerbehinderten Menschen bekannt 
gegeben. 

 

(2) 剥奪に関する決定を下す前に重度障害者に意見を聴く。
決定においては、決定の有効期間を定める。期間は決定の
日から起算し、６ヵ月を超えないものとする。決定は当該
重度障害者に知らせる。 

Kapitel 9  Widerspruchsverfahren 
 
§ 118  Widerspruch 

(1) Den Widerspruchsbescheid nach § 73 der 
Verwaltungsgerichtsordnung erlässt bei Verwaltungsakten der 
Integrationsämter und bei Verwaltungsakten der örtlichen 
Fürsorgestellen (§ 107 Abs. 2) der Widerspruchsausschuss bei 
dem Integrationsamt (§ 119). Des Vorverfahrens bedarf es auch, 
wenn den Verwaltungsakt ein Integrationsamt erlassen hat, 
das bei einer obersten Landesbehörde besteht. 

第 9章 異議申立て手続 
 
第 118 条 異議申立て 

(1) 行政裁判所規則第 73 条による異議申立てに対する回答
は、統合局及び地域社会福祉事務所の行政行為（第 107 条
２項）の場合には、統合局のもとに設置された異議申立て
委員会が（第 119 条）発付する。たとえ州最高官庁のもと
にある統合局がその行政行為を発令した場合でも、当該手
続を必要とする。 

(2) Den Widerspruchsbescheid nach § 85 des 
Sozialgerichtsgesetzes erlässt bei Verwaltungsakten, welche die 
Bundesagentur für Arbeit auf Grund des Teils 2 erlässt, der 
Widerspruchsausschuss der Bundesagentur für Arbeit. 

 

(2) 社会裁判所法第 85 条による異議申立てに対する回答は、
連邦雇用エージェンシーが第２部に基づき発令する行政行
為の場合には、連邦雇用エージェンシーに設置された異議
申立て委員会が発付する。 

§ 119  Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt 
(1) Bei jedem Integrationsamt besteht ein Widerspruchsausschuss 

aus sieben Mitgliedern, und zwar aus  
zwei Mitgliedern, die schwerbehinderte Arbeitnehmer oder 
Arbeitnehmerinnen sind,  
zwei Mitgliedern, die Arbeitgeber sind,  
einem Mitglied, das das Integrationsamt vertritt,  
einem Mitglied, das die Bundesagentur für Arbeit vertritt,  
einer Vertrauensperson schwerbehinderter Menschen. 

第 119 条 統合局における異議申立て委員会 
(1) 各統合局には異議申立て委員会が設けられ、下記の７名
の委員から構成される。 
重度障害のある労働者から２名の委員 
雇用主から２名の委員 
統合局を代表する 1 名の委員 
連邦雇用エージェンシーを代表する１名の委員 
重度障害者の利益代表委員１名 

(2) Für jedes Mitglied wird ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin berufen. 

(2) 各委員につき１名の代理を任命する。 

(3) Das Integrationsamt beruft  
auf Vorschlag der Organisationen behinderter Menschen des 
jeweiligen Landes die Mitglieder, die Arbeitnehmer sind,  
auf Vorschlag der jeweils für das Land zuständigen 
Arbeitgeberverbände die Mitglieder, die Arbeitgeber sind, sowie 
die Vertrauensperson.  
Die zuständige oberste Landesbehörde oder die von ihr 
bestimmte Behörde beruft das Mitglied, das das Integrationsamt 
vertritt. Die Bundesagentur für Arbeit beruft das Mitglied, dass 
sie vertritt.  
Entsprechendes gilt für die Berufung des Stellvertreters oder 
der Stellvertreterin des jeweiligen Mitglieds. 

(3) 統合局は
各州の障害者組織の推薦に基づき労働者委員を任命し、 
各州を管轄する雇用者団体の推薦に基づき雇用主委員を任
命し、及び 
利益代表委員を任命する。 
所轄の州最高官庁又は同庁に指定された官庁は、統合局を代
表する委員を任命する。連邦雇用エージェンシーは、エージ
ェンシーを代表する委員を任命する。 
各委員の代理の任命についても上記が適用される。 

(4) In Kündigungsangelegenheiten schwerbehinderter Menschen, 
die bei einer Dienststelle oder in einem Betrieb beschäftigt sind, 
der zum Geschäftsbereich des Bundesministeriums der 
Verteidigung gehört, treten an die Stelle der Mitglieder, die 
Arbeitgeber sind, Angehörige des öffentlichen Dienstes. Dem 
Integrationsamt werden ein Mitglied und sein Stellvertreter 
oder seine Stellvertreterin von den von der Bundesregierung 
bestimmten Bundesbehörden benannt. Eines der Mitglieder, die 
schwerbehinderte Arbeitnehmer oder Arbeitnehmerinnen sind, 
muss dem öffentlichen Dienst angehören. 

(4) 官公署又は連邦国防省の管轄範囲に属する事業所で就業
する重度障害者の解雇案件においては、雇用主委員のかわ
りに、公的機関の職員が委員となる。統合局に対しては、
連邦政府から指定された連邦官庁により委員及びその代理
が指名される。重度障害のある労働者委員のうちの１名は、
公的機関に属していなければならない。 
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(1) Schwerbehinderte Menschen haben Anspruch auf einen 
bezahlten zusätzlichen Urlaub von fünf Arbeitstagen im 
Urlaubsjahr; verteilt sich die regelmäßige Arbeitszeit des 
schwerbehinderten Menschen auf mehr oder weniger als fünf 
Arbeitstage in der Kalenderwoche, erhöht oder vermindert sich 
der Zusatzurlaub entsprechend. Soweit tarifliche, betriebliche 
oder sonstige Urlaubsregelungen für schwerbehinderte 
Menschen einen längeren Zusatzurlaub vorsehen, bleiben sie 
unberührt. 

(1) 重度障害者は、１休暇年につき５労働日の付加有給休暇
に対する請求権を有する；重度障害者の通常労働時間が、
１暦週あたり５労働日よりも多い、あるいは少ない場合に
は、付加休暇もそれに応じて増減する。労働賃金表に基づ
く、企業内の、又はそれ以外の重度障害者に関する休暇規
則が、それより多い付加休暇を規定しているならば、第１
文にかかわらず当該規則が適用される。 

(2) Besteht die Schwerbehinderteneigenschaft nicht während des 
gesamten Kalenderjahres, so hat der schwerbehinderte Mensch 
für jeden vollen Monat der im Beschäftigungsverhältnis 
vorliegenden Schwerbehinderteneigenschaft einen Anspruch 
auf ein Zwölftel des Zusatzurlaubs nach Absatz 1 Satz 1. 
Bruchteile von Urlaubstagen, die mindestens einen halben Tag 
ergeben, sind auf volle Urlaubstage aufzurunden. Der so 
ermittelte Zusatzurlaub ist dem Erholungsurlaub 
hinzuzurechnen und kann bei einem nicht im ganzen 
Kalenderjahr bestehenden Beschäftigungsverhältnis nicht 
erneut gemindert werden. 

(2) 重度障害者としての資格が１暦年全体にわたっては存在
しない場合には、重度障害者は、雇用関係における重度障
害者としての資格が満たされる１暦月につき、前項１文に
よる付加休暇の 12 分の１を請求することができる。その商
が半日以上になるなら、まる１日に切り上げるものとする。
そのようにして算出した付加休暇数は、通常有給休暇に加
えるものとし、１年に満たない雇用関係においては、新た
に減らすことはできない。 

(3) Wird die Eigenschaft als schwerbehinderter Mensch nach § 69 
Abs. 1 und 2 rückwirkend festgestellt, finden auch für die 
Übertragbarkeit des Zusatzurlaubs in das nächste 
Kalenderjahr die dem Beschäftigungsverhältnis zugrunde 
liegenden urlaubsrechtlichen Regelungen Anwendung. 

 

(3) 第69条１項及び２項の重度障害者としての資格が溯って
認定された場合には、付加休暇の次暦年度への繰越しにつ
いても、雇用関係の基礎となる休暇法による規則が適用さ
れる。 

§ 126  Nachteilsausgleich 
(1) Die Vorschriften über Hilfen für behinderte Menschen zum 

Ausgleich behinderungsbedingter Nachteile oder 
Mehraufwendungen (Nachteilsausgleich) werden so gestaltet, 
dass sie unabhängig von der Ursache der Behinderung der Art 
oder Schwere der Behinderung Rechnung tragen. 

第 126 条 不利益の調整
(1) 障害に起因する不利益又は超過費用の調整（不利益調整）
を目的とする障害者のための扶助に関する規定は、障害の
原因に関係なく障害の種類又は程度を配慮するように構成
する。 

(2) Nachteilsausgleiche, die auf Grund bisher geltender 
Rechtsvorschriften erfolgen, bleiben unberührt. 

 

(2) 従来の法規定に基づいて生じる不利益調整は、なお有効
である。 

§ 127  Beschäftigung schwerbehinderter Menschen in 
Heimarbeit 

(1) Schwerbehinderte Menschen, die in Heimarbeit beschäftigt 
oder diesen gleichgestellt sind (§ 1 Abs. 1 und 2 des 
Heimarbeitsgesetzes) und in der Hauptsache für den gleichen 
Auftraggeber arbeiten, werden auf die Arbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen dieses Auftraggebers angerechnet.

第 127 条 重度障害者の家内労働形式での就業
 

(1) 家内労働の形で就労する、又はそれと同等に扱われ、主
として同一発注者のために働く重度障害者（家内労働法第
１条１項及び２項）は、当該発注者における重度障害者の
ための義務職場数に算入される。 

(2) Für in Heimarbeit beschäftigte und diesen gleichgestellte 
schwerbehinderte Menschen wird die in § 29 Abs. 2 des 
Heimarbeitsgesetzes festgelegte Kündigungsfrist von zwei 
Wochen auf vier Wochen erhöht; die Vorschrift des § 29 Abs. 7 
des Heimarbeitsgesetzes ist sinngemäß anzuwenden. Der 
besondere Kündigungsschutz schwerbehinderter Menschen im 
Sinne des Kapitels 4 gilt auch für die in Satz 1 genannten 
Personen. 

(2) 家内労働の形で就業する、及びそれと同等に扱われる重
度障害者については、家内労働法第 29 条２項の中で定めら
れた２週間の解約告知期間が４週間に延長される；家内労
働法第 29 条７項の規定がその趣旨に即して適用される。第
４章の趣旨における重度障害者の特別な解雇からの保護
は、第１文に挙げる者にも適用される。 

(3) Die Bezahlung des zusätzlichen Urlaubs der in Heimarbeit 
beschäftigten oder diesen gleichgestellten schwerbehinderten 
Menschen erfolgt nach den für die Bezahlung ihres sonstigen 
Urlaubs geltenden Berechnungsgrundsätzen. Sofern eine 
besondere Regelung nicht besteht, erhalten die 
schwerbehinderten Menschen als zusätzliches Urlaubsgeld 2 
Prozent des in der Zeit vom 1. Mai des vergangenen bis zum 30. 
April des laufenden Jahres verdienten Arbeitsentgelts 
ausschließlich der Unkostenzuschläge. 

(3) 家内労働の形で就労する、又はそれと同等に扱われる重
度障害者の付加休暇の支払いは、その他の休暇の支払いに
適用される算定原則に従って行われる。特別な規定がない
場合には、重度障害者は前年度の５月１日から現行年度の
４月 30 日の期間に得た、雑費加給を除く労働報酬の２%を
付加休暇手当として受け取る。 

(4) Schwerbehinderte Menschen, die als fremde Hilfskräfte eines 
Hausgewerbetreibenden oder eines Gleichgestellten beschäftigt 
werden (§ 2 Abs. 6 des Heimarbeitsgesetzes) können auf Antrag 
eines Auftraggebers auch auf dessen Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen angerechnet werden, wenn der 
Arbeitgeber in der Hauptsache für diesen Auftraggeber 
arbeitet. Wird einem schwerbehinderten Menschen im Sinne 
des Satzes 1, dessen Anrechnung die Bundesagentur für Arbeit 
zugelassen hat, durch seinen Arbeitgeber gekündigt, weil der 
Auftraggeber die Zuteilung von Arbeit eingestellt oder die 
regelmäßige Arbeitsmenge erheblich herabgesetzt hat, erstattet 
der Auftraggeber dem Arbeitgeber die Aufwendungen für die 
Zahlung des regelmäßigen Arbeitsverdienstes an den 
schwerbehinderten Menschen bis zur rechtmäßigen 
Beendigung seines Arbeitsverhältnisses. 

(4) 家内工業事業主又はそれと同等の事業主の外部補助者と
して就労する重度障害者（家内労働法第２条６項）は、雇
用主が主として同一発注者のために働いている場合には、
当該発注者の申請に基づき、当該発注者における重度障害
者のための義務職場数に算入されうる。その算入を連邦雇
用エージェンシーが許可した第１文の趣旨による重度障害
者に、発注者が仕事の割当を停止し、又は定期的な労働量
を大幅に削減したために雇用主が解約通告した場合には、
発注者は、重度障害者の雇用関係が適法に終了するまで、
当該重度障害者に対する定期的な労働収入の支払いに必要
な費用を雇用主に対して弁済する。 

(5) Werden fremde Hilfskräfte eines Hausgewerbetreibenden oder (5) 家内工業事業主又はそれと同等の事業主の外部補助者
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(5) Die Amtszeit der Mitglieder der Widerspruchsausschüsse 
beträgt vier Jahre. Die Mitglieder der Ausschüsse üben ihre 
Tätigkeit unentgeltlich aus. 

 

(5) 異議申立て委員会の委員の任期は４年とする。委員会の
委員はその職務を無報酬で遂行する。 

§ 120  Widerspruchsausschüsse der Bundesagentur für Arbeit 
 

(1) Die Bundesagentur für Arbeit richtet Widerspruchsausschüsse 
ein, die aus sieben Mitgliedern bestehen, und zwar aus  

zwei Mitgliedern, die schwerbehinderte Arbeitnehmer oder 
Arbeitnehmerinnen sind,  
zwei Mitgliedern, die Arbeitgeber sind,  
einem Mitglied, das das Integrationsamt vertritt,  
einem Mitglied, das die Bundesagentur für Arbeit vertritt,  
einer Vertrauensperson schwerbehinderter Menschen. 

第 120 条 連邦雇用エージェンシーにおける異議申立て委員
会 

(1) 連邦雇用エージェンシーは下記の７名の委員から構成さ
れる異議申立て委員会を設置する。 
重度障害のある労働者から２名の委員 
雇用主から２名の委員 
統合局を代表する１名の委員 
連邦雇用エージェンシーを代表する１名の委員 
重度障害者の利益代表委員１名 

(2) Für jedes Mitglied wird ein Stellvertreter oder eine 
Stellvertreterin berufen. 

(2) 各委員につき１名の代理を任命する。 

(3) Die Bundesagentur für Arbeit beruft  
die Mitglieder, die Arbeitnehmer oder Arbeitnehmerinnen sind, 
auf Vorschlag der jeweils zuständigen Organisationen 
behinderter Menschen, der im Benehmen mit den jeweils 
zuständigen Gewerkschaften, die für die Vertretung der 
Arbeitnehmerinteressen wesentliche Bedeutung haben, gemacht 
wird,  
die Mitglieder, die Arbeitgeber sind, auf Vorschlag der jeweils 
zuständigen Arbeitgeberverbände, soweit sie für die Vertretung 
von Arbeitgeberinteressen wesentliche Bedeutung haben, sowie 
das Mitglied, das die Bundesagentur für Arbeit vertritt und  
die Vertrauensperson. 
Die zuständige oberste Landesbehörde oder die von ihr 
bestimmte Behörde beruft das Mitglied, das das Integrationsamt 
vertritt. 
Entsprechendes gilt für die Berufung des Stellvertreters oder 
der Stellvertreterin des jeweiligen Mitglieds. 

(3) 連邦雇用エージェンシーは 
労働者の利益を代表するために大きな意義を持つ、労働組合
と話し合いのうえでなされる、責任を持つ各障害者組織の推
薦に基づき、労働者委員を任命し、 
雇用主団体が雇用主の利益を代表するために大きな意義を
持つ限りにおいて、責任を持つ雇用者団体の推薦に基づき、
雇用主委員を任命し、並びに 
連邦雇用エージェンシーを代表する委員及び 
利益代表委員を任命する。 
所轄の州最高官庁又は同庁に指定された官庁は、統合局を代
表する委員を任命する。 
各委員の代理の任命についても上記が適用される。 

(4) § 119 Abs. 5 gilt entsprechend. 
 

(4) 第 119 条５項が準用される。 

§ 121  Verfahrensvorschriften 
(1) Für den Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt (§ 

119) und die Widerspruchsausschüsse bei der Bundesagentur 
für Arbeit (§ 120) gilt § 106 Abs. 1 und 2 entsprechend. 

第 121 条 手続規定
(1) 統合局のもとにおかれた異議申立て委員会（第 119 条）

及び連邦雇用エージェンシーのもとにおかれた異議申立て
委員会（第 120 条）には、第 106 条１項及び２項が準用さ
れる。 

(2) Im Widerspruchsverfahren nach Teil 2 Kapitel 4 werden der 
Arbeitgeber und der schwerbehinderte Mensch vor der 
Entscheidung gehört; in den übrigen Fällen verbleibt es bei der 
Anhörung des Widerspruchsführers. 

(2) 第２部第４章による意義申立て手続においては、決定前
に雇用主及び重度障害者の意見を聴く；それ以外の事例に
おいては異義申立て人の意見聴取のみが行われる。 

(3) Die Mitglieder der Ausschüsse können wegen Besorgnis der 
Befangenheit abgelehnt werden. Über die Ablehnung 
entscheidet der Ausschuss, dem das Mitglied angehört. 

 

(3) 委員会の委員は、予断を有しているという危惧から忌避
することができる。忌避の決定は、その委員が属している
委員会が下す。 

Kapitel 10  Sonstige Vorschriften 
 
§ 122  Vorrang der schwerbehinderten Menschen 

Verpflichtungen zur bevorzugten Einstellung und Beschäftigung 
bestimmter Personenkreise nach anderen Gesetzen entbinden 
den Arbeitgeber nicht von der Verpflichtung zur Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen nach den besonderen Regelungen 
für schwerbehinderte Menschen. 
 

第 10 章 その他の規定 
 
第 122 条 重度障害者の優先 
他の法律により特定の範囲の人々の優先的な採用、雇用に関
する義務が規定されている場合でも、雇用主は、重度障害者
のための特別規定による重度障害者を就業させる義務を免れ
ない。 

§ 123  Arbeitsentgelt und Dienstbezüge 
(1) Bei der Bemessung des Arbeitsentgelts und der Dienstbezüge 

aus einem bestehenden Beschäftigungsverhältnis werden 
Renten und vergleichbare Leistungen, die wegen der 
Behinderung bezogen werden, nicht berücksichtigt. Die völlige 
oder teilweise Anrechnung dieser Leistungen auf das 
Arbeitsentgelt oder die Dienstbezüge ist unzulässig. 

第 123 条 労働報酬及び俸給 
(1) 現在の雇用関係から労働報酬及び俸給を算定する際に
は、障害のために支給される年金及びそれに類する給付を
考慮しない。これらの給付の全部もしくは一部を労働報酬
又は俸給に算入することは認められない。 

(2) Absatz 1 gilt nicht für Zeiträume, in denen die Beschäftigung 
tatsächlich nicht ausgeübt wird und die Vorschriften über die 
Zahlung der Rente oder der vergleichbaren Leistung eine 
Anrechnung oder ein Ruhen vorsehen, wenn Arbeitsentgelt 
oder Dienstbezüge gezahlt werden. 

 

(2) 前項は、職業活動が実際には営まれず、年金又はそれに
類する給付の支払いに関する規定が、労働報酬又は俸給が
支払われる場合に算入又は停止を見込んでいる期間につい
ては適用されない。 

§ 124  Mehrarbeit 
Schwerbehinderte Menschen werden auf ihr Verlangen von 
Mehrarbeit freigestellt. 
 

第 124 条 時間外労働
重度障害者は、本人からの要求があれば時間外労働を免除さ
れる。 

§ 125  Zusatzurlaub 第 125 条 付加休暇
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(1) Schwerbehinderte Menschen haben Anspruch auf einen 
bezahlten zusätzlichen Urlaub von fünf Arbeitstagen im 
Urlaubsjahr; verteilt sich die regelmäßige Arbeitszeit des 
schwerbehinderten Menschen auf mehr oder weniger als fünf 
Arbeitstage in der Kalenderwoche, erhöht oder vermindert sich 
der Zusatzurlaub entsprechend. Soweit tarifliche, betriebliche 
oder sonstige Urlaubsregelungen für schwerbehinderte 
Menschen einen längeren Zusatzurlaub vorsehen, bleiben sie 
unberührt. 

(1) 重度障害者は、１休暇年につき５労働日の付加有給休暇
に対する請求権を有する；重度障害者の通常労働時間が、
１暦週あたり５労働日よりも多い、あるいは少ない場合に
は、付加休暇もそれに応じて増減する。労働賃金表に基づ
く、企業内の、又はそれ以外の重度障害者に関する休暇規
則が、それより多い付加休暇を規定しているならば、第１
文にかかわらず当該規則が適用される。 

(2) Besteht die Schwerbehinderteneigenschaft nicht während des 
gesamten Kalenderjahres, so hat der schwerbehinderte Mensch 
für jeden vollen Monat der im Beschäftigungsverhältnis 
vorliegenden Schwerbehinderteneigenschaft einen Anspruch 
auf ein Zwölftel des Zusatzurlaubs nach Absatz 1 Satz 1. 
Bruchteile von Urlaubstagen, die mindestens einen halben Tag 
ergeben, sind auf volle Urlaubstage aufzurunden. Der so 
ermittelte Zusatzurlaub ist dem Erholungsurlaub 
hinzuzurechnen und kann bei einem nicht im ganzen 
Kalenderjahr bestehenden Beschäftigungsverhältnis nicht 
erneut gemindert werden. 

(2) 重度障害者としての資格が１暦年全体にわたっては存在
しない場合には、重度障害者は、雇用関係における重度障
害者としての資格が満たされる１暦月につき、前項１文に
よる付加休暇の 12 分の１を請求することができる。その商
が半日以上になるなら、まる１日に切り上げるものとする。
そのようにして算出した付加休暇数は、通常有給休暇に加
えるものとし、１年に満たない雇用関係においては、新た
に減らすことはできない。 

(3) Wird die Eigenschaft als schwerbehinderter Mensch nach § 69 
Abs. 1 und 2 rückwirkend festgestellt, finden auch für die 
Übertragbarkeit des Zusatzurlaubs in das nächste 
Kalenderjahr die dem Beschäftigungsverhältnis zugrunde 
liegenden urlaubsrechtlichen Regelungen Anwendung. 

 

(3) 第69条１項及び２項の重度障害者としての資格が溯って
認定された場合には、付加休暇の次暦年度への繰越しにつ
いても、雇用関係の基礎となる休暇法による規則が適用さ
れる。 

§ 126  Nachteilsausgleich 
(1) Die Vorschriften über Hilfen für behinderte Menschen zum 

Ausgleich behinderungsbedingter Nachteile oder 
Mehraufwendungen (Nachteilsausgleich) werden so gestaltet, 
dass sie unabhängig von der Ursache der Behinderung der Art 
oder Schwere der Behinderung Rechnung tragen. 

第 126 条 不利益の調整
(1) 障害に起因する不利益又は超過費用の調整（不利益調整）
を目的とする障害者のための扶助に関する規定は、障害の
原因に関係なく障害の種類又は程度を配慮するように構成
する。 

(2) Nachteilsausgleiche, die auf Grund bisher geltender 
Rechtsvorschriften erfolgen, bleiben unberührt. 

 

(2) 従来の法規定に基づいて生じる不利益調整は、なお有効
である。 

§ 127  Beschäftigung schwerbehinderter Menschen in 
Heimarbeit 

(1) Schwerbehinderte Menschen, die in Heimarbeit beschäftigt 
oder diesen gleichgestellt sind (§ 1 Abs. 1 und 2 des 
Heimarbeitsgesetzes) und in der Hauptsache für den gleichen 
Auftraggeber arbeiten, werden auf die Arbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen dieses Auftraggebers angerechnet.

第 127 条 重度障害者の家内労働形式での就業
 

(1) 家内労働の形で就労する、又はそれと同等に扱われ、主
として同一発注者のために働く重度障害者（家内労働法第
１条１項及び２項）は、当該発注者における重度障害者の
ための義務職場数に算入される。 

(2) Für in Heimarbeit beschäftigte und diesen gleichgestellte 
schwerbehinderte Menschen wird die in § 29 Abs. 2 des 
Heimarbeitsgesetzes festgelegte Kündigungsfrist von zwei 
Wochen auf vier Wochen erhöht; die Vorschrift des § 29 Abs. 7 
des Heimarbeitsgesetzes ist sinngemäß anzuwenden. Der 
besondere Kündigungsschutz schwerbehinderter Menschen im 
Sinne des Kapitels 4 gilt auch für die in Satz 1 genannten 
Personen. 

(2) 家内労働の形で就業する、及びそれと同等に扱われる重
度障害者については、家内労働法第 29 条２項の中で定めら
れた２週間の解約告知期間が４週間に延長される；家内労
働法第 29 条７項の規定がその趣旨に即して適用される。第
４章の趣旨における重度障害者の特別な解雇からの保護
は、第１文に挙げる者にも適用される。 

(3) Die Bezahlung des zusätzlichen Urlaubs der in Heimarbeit 
beschäftigten oder diesen gleichgestellten schwerbehinderten 
Menschen erfolgt nach den für die Bezahlung ihres sonstigen 
Urlaubs geltenden Berechnungsgrundsätzen. Sofern eine 
besondere Regelung nicht besteht, erhalten die 
schwerbehinderten Menschen als zusätzliches Urlaubsgeld 2 
Prozent des in der Zeit vom 1. Mai des vergangenen bis zum 30. 
April des laufenden Jahres verdienten Arbeitsentgelts 
ausschließlich der Unkostenzuschläge. 

(3) 家内労働の形で就労する、又はそれと同等に扱われる重
度障害者の付加休暇の支払いは、その他の休暇の支払いに
適用される算定原則に従って行われる。特別な規定がない
場合には、重度障害者は前年度の５月１日から現行年度の
４月 30 日の期間に得た、雑費加給を除く労働報酬の２%を
付加休暇手当として受け取る。 

(4) Schwerbehinderte Menschen, die als fremde Hilfskräfte eines 
Hausgewerbetreibenden oder eines Gleichgestellten beschäftigt 
werden (§ 2 Abs. 6 des Heimarbeitsgesetzes) können auf Antrag 
eines Auftraggebers auch auf dessen Pflichtarbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen angerechnet werden, wenn der 
Arbeitgeber in der Hauptsache für diesen Auftraggeber 
arbeitet. Wird einem schwerbehinderten Menschen im Sinne 
des Satzes 1, dessen Anrechnung die Bundesagentur für Arbeit 
zugelassen hat, durch seinen Arbeitgeber gekündigt, weil der 
Auftraggeber die Zuteilung von Arbeit eingestellt oder die 
regelmäßige Arbeitsmenge erheblich herabgesetzt hat, erstattet 
der Auftraggeber dem Arbeitgeber die Aufwendungen für die 
Zahlung des regelmäßigen Arbeitsverdienstes an den 
schwerbehinderten Menschen bis zur rechtmäßigen 
Beendigung seines Arbeitsverhältnisses. 

(4) 家内工業事業主又はそれと同等の事業主の外部補助者と
して就労する重度障害者（家内労働法第２条６項）は、雇
用主が主として同一発注者のために働いている場合には、
当該発注者の申請に基づき、当該発注者における重度障害
者のための義務職場数に算入されうる。その算入を連邦雇
用エージェンシーが許可した第１文の趣旨による重度障害
者に、発注者が仕事の割当を停止し、又は定期的な労働量
を大幅に削減したために雇用主が解約通告した場合には、
発注者は、重度障害者の雇用関係が適法に終了するまで、
当該重度障害者に対する定期的な労働収入の支払いに必要
な費用を雇用主に対して弁済する。 

(5) Werden fremde Hilfskräfte eines Hausgewerbetreibenden oder (5) 家内工業事業主又はそれと同等の事業主の外部補助者
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3. Art, Ursache und Grad der Behinderung. 
(2) Für die Erhebung besteht Auskunftspflicht. Auskunftspflichtig 

sind die nach § 69 Abs. 1 und 5 zuständigen Behörden. 
 

(2) 調査のため情報提供が義務づけられる。情報提供義務が
あるのは第 69 条１項及び５項による所轄官庁である。 

Kapitel 11  Integrationsprojekte 
 
§ 132  Begriff und Personenkreis 

(1) Integrationsprojekte sind rechtlich und wirtschaftlich 
selbständige Unternehmen (Integrationsunternehmen) oder 
unternehmensinterne oder von öffentlichen Arbeitgebern im 
Sinne des § 71 Abs. 3 geführte Betriebe (Integrationsbetriebe) 
oder Abteilungen (Integrationsabteilungen) zur Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt, deren Teilhabe an einer sonstigen Beschäftigung 
auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt auf Grund von Art oder 
Schwere der Behinderung oder wegen sonstiger Umstände 
voraussichtlich trotz Ausschöpfens aller Fördermöglichkeiten 
und des Einsatzes von Integrationsfachdiensten auf besondere 
Schwierigkeiten stößt. 

第 11 章 統合プロジェクト 
 
第 132 条 概念及び対象者 

(1) 統合プロジェクトは、一般市場においてプロジェクト以
外の就業への参画が、障害の種類もしくは程度又はそれ以
外の事情により、おそらくあらゆる助成可能性を駆使し、
統合専門サービスが努力しても特に難しいような重度障害
者を、一般労働市場で就業させるための法的及び経済的に
独立した企業（統合企業）又は企業内もしくは第 71 条３項
の趣旨による公的な雇用主により経営される事業所（統合
事業所）もしくは部門（統合部門）である。 

(2) Schwerbehinderte Menschen nach Absatz 1 sind insbesondere 
1. schwerbehinderte Menschen mit geistiger oder seelischer 

Behinderung oder mit einer schweren Körper-, Sinnes- oder 
Mehrfachbehinderung, die sich im Arbeitsleben besonders 
nachteilig auswirkt und allein oder zusammen mit weiteren 
vermittlungshemmenden Umständen die Teilhabe am 
allgemeinen Arbeitsmarkt außerhalb eines 
Integrationsprojekts erschwert oder verhindert, 

2. schwerbehinderte Menschen, die nach zielgerichteter 
Vorbereitung in einer Werkstatt für behinderte Menschen oder 
in einer psychiatrischen Einrichtung für den Übergang in 
einen Betrieb oder eine Dienststelle auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt in Betracht kommen und auf diesen Übergang 
vorbereitet werden sollen, sowie 

3. schwerbehinderte Menschen nach Beendigung einer 
schulischen Bildung, die nur dann Aussicht auf eine 
Beschäftigung auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt haben, 
wenn sie zuvor in einem Integrationsprojekt an 
berufsvorbereitenden Bildungsmaßnahmen teilnehmen und 
dort beschäftigt und weiterqualifiziert werden. 

(2) 前項の重度障害者とは、特に次の者である。
1. 労働生活においてとりわけ不利に働き、一般労働市場で
の労働生活参画を、単独で、又は仲介の妨げとなるその他
の事情と複合し、統合プロジェクト以外では一般労働市場
への参画を困難にし、又は妨げるような知的障害もしくは
精神的障害又は重度の身体・感覚・重複障害のある重度障
害者 

2. 障害者作業所又は精神医学施設で目標に合わせた準備を
行った後であれば一般労働市場の事業所又は官公署への
移行が考慮の対象となりえ、この移行に対して準備させな
ければならない重度障害者 

3. あらかじめ統合プロジェクトにおいて職業準備教育措置
に参加し、そこで就業し、一層の職業能力を身につけさせ
れば一般労働市場での就業が見込まれる、学校教育を終了
した重度障害者 

(3) Integrationsunternehmen beschäftigen mindestens 25 Prozent 
schwerbehinderte Menschen im Sinne von Absatz 1. Der Anteil 
der schwerbehinderten Menschen soll in der Regel 50 Prozent 
nicht übersteigen. 

 

(3) 社会統合企業は、第１項の趣旨による重度障害者を少な
くとも 25%雇用する。重度障害者の割合は、通常 50%を越
えないものとする。 

§ 133  Aufgaben 
Die Integrationsprojekte bieten den schwerbehinderten Menschen 
Beschäftigung und arbeitsbegleitende Betreuung an, soweit 
erforderlich auch Maßnahmen der beruflichen Weiterbildung oder 
Gelegenheit zur Teilnahme an entsprechenden außerbetrieblichen 
Maßnahmen und Unterstützung bei der Vermittlung in eine 
sonstige Beschäftigung in einem Betrieb oder einer Dienststelle 
auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt sowie geeignete Maßnahmen 
zur Vorbereitung auf eine Beschäftigung in einem 
Integrationsprojekt. 
 

第 133 条 任務
統合プロジェクトは、重度障害者に対して就業及び労働に付
随するケアを提供し、必要ならば、職業継続教育措置又はし
かるべき企業外措置に参画する機会及び一般労働市場の事業
所又は官公署でのその他の就業を仲介する際の支援、並びに
統合プロジェクトへの就業準備を行わせるための適切な措置
も提供する。 

§ 134  Finanzielle Leistungen 
Integrationsprojekte können aus Mitteln der Ausgleichsabgabe 
Leistungen für Aufbau, Erweiterung, Modernisierung und 
Ausstattung einschließlich einer betriebswirtschaftlichen 
Beratung und für besonderen Aufwand erhalten. 
 

第 134 条 財政的給付
統合プロジェクトは、負担調整賦課金の資金から、経営相談
を含む建築、増築、近代化、設備のための給付及び特別な費
用のための給付を得ることができる。 

§ 135  Verordnungsermächtigung 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird ermächtigt, 
durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates das 
Nähere über den Begriff und die Aufgaben der 
Integrationsprojekte, die für sie geltenden fachlichen 
Anforderungen, die Aufnahmevoraussetzungen und die 
finanziellen Leistungen zu regeln. 
 

第 135 条 命令の権限
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦労働社会省に
対して、統合プロジェクトの概念と任務、それらに必要な専
門的要件、許可要件及び財政的給付に関する詳細を取り決め
る権限を付与する。 

Kapitel 12  Werkstätten für behinderte Menschen 
 
§ 136  Begriff und Aufgaben der Werkstatt für behinderte 

Menschen 
(1) Die Werkstatt für behinderte Menschen ist eine Einrichtung 

zur Teilhabe behinderter Menschen am Arbeitsleben im Sinne 

第 12 章 障害者作業所 
 
第 136 条 障害者作業所の概念及び任務 
 

(1) 障害者のための作業所は、第１部第５章の趣旨による障
害者が労働生活に参画するための、及び労働生活に編入す
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eines Gleichgestellten (§ 2 Abs. 6 des Heimarbeitsgesetzes) 
einem Auftraggeber gemäß Absatz 4 auf seine Arbeitsplätze für 
schwerbehinderte Menschen angerechnet, erstattet der 
Auftraggeber die dem Arbeitgeber nach Absatz 3 entstehenden 
Aufwendungen. 

（家内労働法第２条６項）が、前項に則り発注者の重度障
害者のための義務職場数に算入される場合には、発注者は
第３項に則り雇用主に発生する費用を弁済する。 

(6) Die den Arbeitgeber nach § 80 Abs. 1 und 5 treffenden 
Verpflichtungen gelten auch für Personen, die Heimarbeit 
ausgeben. 

 

(6) 第 80 条１項と５項により雇用主に帰せられる義務は、家
内労働を外部に依頼する者にも適用される。 

§ 128  Schwerbehinderte Beamte und Beamtinnen, Richter und 
Richterinnen, Soldaten und Soldatinnen 

(1) Die besonderen Vorschriften und Grundsätze für die 
Besetzung der Beamtenstellen sind unbeschadet der Geltung 
des Teils 2 auch für schwerbehinderte Beamte und Beamtinnen 
so zu gestalten, dass die Einstellung und Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen gefördert und ein angemessener 
Anteil schwerbehinderter Menschen unter den Beamten und 
Beamtinnen erreicht wird. 

第 128 条 重度障害のある公務員、裁判官、軍人
(1) 公務員の職場を充当するための特別な規定と原則は、第
２部の効力を損なうことなく、重度障害のある公務員につ
いても重度障害者の雇用と就業が促進され、公務員の中に
適度な割合の重度障害者の雇用が達成されるように構成さ
れなければならない。 

(2) (weggefallen) (2) （廃止）
(3) Die Vorschriften des Absatzes 1 finden auf Richter und 

Richterinnen entsprechende Anwendung. 
(3) 第１項の規定は、裁判官にも準用される。

(4) Für die persönliche Rechtsstellung schwerbehinderter 
Soldaten und Soldatinnen gelten § 2 Abs. 1 und 2, §§ 69, 93 bis 
99, 116 Abs. 1 sowie §§ 123, 125, 126 und 145 bis 147. Im 
Übrigen gelten für Soldaten und Soldatinnen die Vorschriften 
über die persönliche Rechtsstellung der schwerbehinderten 
Menschen, soweit sie mit den Besonderheiten des 
Dienstverhältnisses vereinbar sind. 

 

(4) 重度障害のある軍人の個人の法的地位には、第２条１項
及び２項、第 69 条、第 93 条から第 99 条及び第 116 条１
項並びに第 123 条、第 125 条、第 126 条及び第 145 条か
ら第 147 条が適用される。それ以外の点では、雇用関係の
特殊性と両立しうる限り、軍人には重度障害者の個人の法
的地位に関する規定が適用される。 

§ 129  Unabhängige Tätigkeit 
Soweit zur Ausübung einer unabhängigen Tätigkeit eine 
Zulassung erforderlich ist, soll schwerbehinderten Menschen, die 
eine Zulassung beantragen, bei fachlicher Eignung und Erfüllung 
der sonstigen gesetzlichen Voraussetzungen die Zulassung 
bevorzugt erteilt werden. 
 

第 129 条 独立した仕事
独立した仕事を営むために認可が必要な場合に限り、認可を
申請する重度障害者には、専門的な適性があり、その他の法
的要件を満たすなら、認可を優先的に与える。 

§ 130  Geheimhaltungspflicht 
(1) Die Beschäftigten der Integrationsämter, der Bundesagentur 

für Arbeit, der Rehabilitationsträger einschließlich ihrer 
Beschäftigten in gemeinsamen Servicestellen sowie der von 
diesen Stellen beauftragten Integrationsfachdienste und die 
Mitglieder der Ausschüsse und des Beirates für die Teilhabe 
behinderter Menschen (§ 64) und ihre Stellvertreter oder 
Stellvertreterinnen sowie zur Durchführung ihrer Aufgaben 
hinzugezogene Sachverständige sind verpflichtet,  

1. über ihnen wegen ihres Amtes oder Auftrages bekannt 
gewordene persönliche Verhältnisse und Angelegenheiten von 
Beschäftigten auf Arbeitsplätzen für schwerbehinderte 
Menschen, die ihrer Bedeutung oder ihrem Inhalt nach einer 
vertraulichen Behandlung bedürfen, Stillschweigen zu 
bewahren, und 

2. ihnen wegen ihres Amtes oder Auftrages bekannt gewordene 
und vom Arbeitgeber ausdrücklich als 
geheimhaltungsbedürftig bezeichnete Betriebs- oder 
Geschäftsgeheimnisse nicht zu offenbaren und nicht zu 
verwerten. 

第 130 条 秘密保持義務
(1) 共同サービス所及び当該サービス所から委託を受けた統
合専門サービスにおける就業者を含む統合局、連邦雇用エ
ージェンシー、リハビリテーション担当機関の就業者及び
障害者の参画のための委員会や審議会（第 64 条）の委員及
びその代理並びにそれらの任務を果たすために招聘された
専門家は、以下の義務を負う。 

1. その職務上又は任務上知りえた、重要性又は内容に応じ
て極秘扱いを要する、重度障害者のための職場への就業者
の個人的事情及び案件ついて秘密を厳守すること 

2. その職務上又は任務上知りえた、雇用主から秘密保持が
必要であると明確に指定された企業秘密又は経営秘密を
開示、又は利用しないこと 

(2) Diese Pflichten gelten auch nach dem Ausscheiden aus dem 
Amt oder nach Beendigung des Auftrages. Sie gelten nicht 
gegenüber der Bundesagentur für Arbeit, den 
Integrationsämtern und den Rehabilitationsträgern, soweit 
deren Aufgaben gegenüber schwerbehinderten Menschen es 
erfordern, gegenüber der Schwerbehindertenvertretung sowie 
gegenüber den in § 79 Abs. 1 des Betriebsverfassungsgesetzes 
und den in den entsprechenden Vorschriften des 
Personalvertretungsrechts genannten Vertretungen, Personen 
und Stellen. 

 

(2) これらの義務は、職を辞した後、又は任務が終了した後
もまた同様である。これらの義務は、その任務が重度障害
者代表並びに事業所組織法第 79 条１項及び公勤務者代表
法の相当する規定の中に挙げた代表、人物及び機関に対し
て必要であるなら、連邦雇用エージェンシー、統合局及び
リハビリテーション担当機関を対象とする場合には適用さ
れない。 

§ 131  Statistik 
(1) Über schwerbehinderte Menschen wird alle zwei Jahre eine 

Bundesstatistik durchgeführt. Sie umfasst folgende 
Tatbestände:  

1. die Zahl der schwerbehinderten Menschen mit gültigem 
Ausweis, 

2. persönliche Merkmale schwerbehinderter Menschen wie 
Alter, Geschlecht, Staatsangehörigkeit, Wohnort, 

第 131 条 統計
(1) 重度障害者について２年おきに連邦統計を実施する。統
計には以下の事実内容を含む： 

1. 有効な証明を有する重度障害者の人数 
2. 年齢、性別、国籍、居所等の重度障害者の個人的特徴 
3. 障害の種類、原因及び程度 
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3. Art, Ursache und Grad der Behinderung. 
(2) Für die Erhebung besteht Auskunftspflicht. Auskunftspflichtig 

sind die nach § 69 Abs. 1 und 5 zuständigen Behörden. 
 

(2) 調査のため情報提供が義務づけられる。情報提供義務が
あるのは第 69 条１項及び５項による所轄官庁である。 

Kapitel 11  Integrationsprojekte 
 
§ 132  Begriff und Personenkreis 

(1) Integrationsprojekte sind rechtlich und wirtschaftlich 
selbständige Unternehmen (Integrationsunternehmen) oder 
unternehmensinterne oder von öffentlichen Arbeitgebern im 
Sinne des § 71 Abs. 3 geführte Betriebe (Integrationsbetriebe) 
oder Abteilungen (Integrationsabteilungen) zur Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt, deren Teilhabe an einer sonstigen Beschäftigung 
auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt auf Grund von Art oder 
Schwere der Behinderung oder wegen sonstiger Umstände 
voraussichtlich trotz Ausschöpfens aller Fördermöglichkeiten 
und des Einsatzes von Integrationsfachdiensten auf besondere 
Schwierigkeiten stößt. 

第 11 章 統合プロジェクト 
 
第 132 条 概念及び対象者 

(1) 統合プロジェクトは、一般市場においてプロジェクト以
外の就業への参画が、障害の種類もしくは程度又はそれ以
外の事情により、おそらくあらゆる助成可能性を駆使し、
統合専門サービスが努力しても特に難しいような重度障害
者を、一般労働市場で就業させるための法的及び経済的に
独立した企業（統合企業）又は企業内もしくは第 71 条３項
の趣旨による公的な雇用主により経営される事業所（統合
事業所）もしくは部門（統合部門）である。 

(2) Schwerbehinderte Menschen nach Absatz 1 sind insbesondere 
1. schwerbehinderte Menschen mit geistiger oder seelischer 

Behinderung oder mit einer schweren Körper-, Sinnes- oder 
Mehrfachbehinderung, die sich im Arbeitsleben besonders 
nachteilig auswirkt und allein oder zusammen mit weiteren 
vermittlungshemmenden Umständen die Teilhabe am 
allgemeinen Arbeitsmarkt außerhalb eines 
Integrationsprojekts erschwert oder verhindert, 

2. schwerbehinderte Menschen, die nach zielgerichteter 
Vorbereitung in einer Werkstatt für behinderte Menschen oder 
in einer psychiatrischen Einrichtung für den Übergang in 
einen Betrieb oder eine Dienststelle auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt in Betracht kommen und auf diesen Übergang 
vorbereitet werden sollen, sowie 

3. schwerbehinderte Menschen nach Beendigung einer 
schulischen Bildung, die nur dann Aussicht auf eine 
Beschäftigung auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt haben, 
wenn sie zuvor in einem Integrationsprojekt an 
berufsvorbereitenden Bildungsmaßnahmen teilnehmen und 
dort beschäftigt und weiterqualifiziert werden. 

(2) 前項の重度障害者とは、特に次の者である。
1. 労働生活においてとりわけ不利に働き、一般労働市場で
の労働生活参画を、単独で、又は仲介の妨げとなるその他
の事情と複合し、統合プロジェクト以外では一般労働市場
への参画を困難にし、又は妨げるような知的障害もしくは
精神的障害又は重度の身体・感覚・重複障害のある重度障
害者 

2. 障害者作業所又は精神医学施設で目標に合わせた準備を
行った後であれば一般労働市場の事業所又は官公署への
移行が考慮の対象となりえ、この移行に対して準備させな
ければならない重度障害者 

3. あらかじめ統合プロジェクトにおいて職業準備教育措置
に参加し、そこで就業し、一層の職業能力を身につけさせ
れば一般労働市場での就業が見込まれる、学校教育を終了
した重度障害者 

(3) Integrationsunternehmen beschäftigen mindestens 25 Prozent 
schwerbehinderte Menschen im Sinne von Absatz 1. Der Anteil 
der schwerbehinderten Menschen soll in der Regel 50 Prozent 
nicht übersteigen. 

 

(3) 社会統合企業は、第１項の趣旨による重度障害者を少な
くとも 25%雇用する。重度障害者の割合は、通常 50%を越
えないものとする。 

§ 133  Aufgaben 
Die Integrationsprojekte bieten den schwerbehinderten Menschen 
Beschäftigung und arbeitsbegleitende Betreuung an, soweit 
erforderlich auch Maßnahmen der beruflichen Weiterbildung oder 
Gelegenheit zur Teilnahme an entsprechenden außerbetrieblichen 
Maßnahmen und Unterstützung bei der Vermittlung in eine 
sonstige Beschäftigung in einem Betrieb oder einer Dienststelle 
auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt sowie geeignete Maßnahmen 
zur Vorbereitung auf eine Beschäftigung in einem 
Integrationsprojekt. 
 

第 133 条 任務
統合プロジェクトは、重度障害者に対して就業及び労働に付
随するケアを提供し、必要ならば、職業継続教育措置又はし
かるべき企業外措置に参画する機会及び一般労働市場の事業
所又は官公署でのその他の就業を仲介する際の支援、並びに
統合プロジェクトへの就業準備を行わせるための適切な措置
も提供する。 

§ 134  Finanzielle Leistungen 
Integrationsprojekte können aus Mitteln der Ausgleichsabgabe 
Leistungen für Aufbau, Erweiterung, Modernisierung und 
Ausstattung einschließlich einer betriebswirtschaftlichen 
Beratung und für besonderen Aufwand erhalten. 
 

第 134 条 財政的給付
統合プロジェクトは、負担調整賦課金の資金から、経営相談
を含む建築、増築、近代化、設備のための給付及び特別な費
用のための給付を得ることができる。 

§ 135  Verordnungsermächtigung 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales wird ermächtigt, 
durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates das 
Nähere über den Begriff und die Aufgaben der 
Integrationsprojekte, die für sie geltenden fachlichen 
Anforderungen, die Aufnahmevoraussetzungen und die 
finanziellen Leistungen zu regeln. 
 

第 135 条 命令の権限
連邦参議院の同意を得た法規命令により、連邦労働社会省に
対して、統合プロジェクトの概念と任務、それらに必要な専
門的要件、許可要件及び財政的給付に関する詳細を取り決め
る権限を付与する。 

Kapitel 12  Werkstätten für behinderte Menschen 
 
§ 136  Begriff und Aufgaben der Werkstatt für behinderte 

Menschen 
(1) Die Werkstatt für behinderte Menschen ist eine Einrichtung 

zur Teilhabe behinderter Menschen am Arbeitsleben im Sinne 

第 12 章 障害者作業所 
 
第 136 条 障害者作業所の概念及び任務 
 

(1) 障害者のための作業所は、第１部第５章の趣旨による障
害者が労働生活に参画するための、及び労働生活に編入す
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Menschen und dem Rehabilitationsträger bestehenden 
Sozialleistungsverhältnisses durch Werkstattverträge zwischen 
den behinderten Menschen und dem Träger der Werkstatt 
näher geregelt. 

えで、障害者と作業所の運営者の間の作業所契約により詳
細に取決める。 

(4) Hinsichtlich der Rechtsstellung der Teilnehmer an 
Maßnahmen im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich gilt § 36 entsprechend. 

(4) 入所手続中の措置及び職業教育領域の措置への参加者の
法的地位については第 36 条が準用される。 

(5) Ist ein volljähriger behinderter Mensch gemäß Absatz 1 in den 
Arbeitsbereich einer anerkannten Werkstatt für behinderte 
Menschen im Sinne des § 136 aufgenommen worden und war er 
zu diesem Zeitpunkt geschäftsunfähig, so gilt der von ihm 
geschlossene Werkstattvertrag in Ansehung einer bereits 
bewirkten Leistung und deren Gegenleistung, soweit diese in 
einem angemessenen Verhältnis zueinander stehen, als 
wirksam. 

(5) 第１項の障害者のうち成人に達した者が、第 136 条の趣
旨による障害者作業所の作業領域に受け入れられ、その時
点で行為能力がない場合には、当該障害者により結ばれた
作業契約は、すでに生じた給付及びその反対給付を考慮し、
これらが相互に適切な関係にある場合に限り、有効である
とみなされる。 

(6) War der volljährige behinderte Mensch bei Abschluss eines 
Werkstattvertrages geschäftsunfähig, so kann der Träger einer 
Werkstatt das Werkstattverhältnis nur unter den 
Voraussetzungen für gelöst erklären, unter denen ein 
wirksamer Vertrag seitens des Trägers einer Werkstatt 
gekündigt werden kann. 

(6) 成人に達した障害者が作業所契約を結ぶ際に、行為能力
がない場合には、作業所の運営者は、有効な契約が作業所
の運営者の側から解約告知できうるという条件がある場合
にのみ、その作業所契約の解除の意思表示をすることがで
きる。 

(7) Die Lösungserklärung durch den Träger einer Werkstatt 
bedarf der schriftlichen Form und ist zu begründen. 

 

(7) 作業所の運営者による契約解除の意思表示は、書面を以
って行われ、理由を明記しなければならない。 

§ 139  Mitwirkung 
(1) Die in § 138 Abs. 1 genannten behinderten Menschen wirken 

unabhängig von ihrer Geschäftsfähigkeit durch Werkstatträte 
in den ihre Interessen berührenden Angelegenheiten der 
Werkstatt mit. Die Werkstatträte berücksichtigen die 
Interessen der im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich der Werkstätten tätigen behinderten 
Menschen in angemessener und geeigneter Weise, solange für 
diese eine Vertretung nach § 36 nicht besteht. 

第 139 条 共同参加
(1) 第 138 条１項に挙げた障害者は、その行為能力にかかわ
りなく、作業所における障害者本人の利益に関係する事案
に共同参加する。作業所は、第 36 条による障害者のための
代理人がいない場合には、入所手続中の、及び作業所の職
業教育領域に従事する障害者の利益を相応で適切な方法で
配慮する。 

(2) Ein Werkstattrat wird in Werkstätten gewählt; er setzt sich 
aus mindestens drei Mitgliedern zusammen. 

(2) 複数の作業所で１つの作業所委員会を選出する；当該委
員会は少なくとも３名の委員から構成される。 

(3) Wahlberechtigt zum Werkstattrat sind alle in § 138 Abs. 1 
genannten behinderten Menschen; von ihnen sind die 
behinderten Menschen wählbar, die am Wahltag seit 
mindestens sechs Monaten in der Werkstatt beschäftigt sind. 

(3) 作業所委員会の選挙権を有するのは、第 138 条１項に挙
げたすべての障害者である；それらの障害者のうち、選挙
日の時点でその作業所に６ヵ月以上従事している障害者に
被選挙権がある。 

(4) Die Werkstätten für behinderte Menschen unterrichten die 
Personen, die behinderte Menschen gesetzlich vertreten oder 
mit ihrer Betreuung beauftragt sind, einmal im Kalenderjahr in 
einer Eltern- und Betreuerversammlung in angemessener 
Weise über die Angelegenheiten der Werkstatt, auf die sich die 
Mitwirkung erstreckt, und hören sie dazu an. In den 
Werkstätten kann im Einvernehmen mit dem Träger der 
Werkstatt ein Eltern- und Betreuerbeirat errichtet werden, der 
die Werkstatt und den Werkstattrat bei ihrer Arbeit berät und 
durch Vorschläge und Stellungnahmen unterstützt. 

 

(4) 障害者作業所は、障害者を法的に代表し、その支援を委
託されている者に、１暦年に１回、両親・世話人総会にお
いて適切な方法で、共同参加の対象となる作業所の事案に
ついて知らせ、それについて意見を聴く。作業所には作業
所運営者の了解を得て、作業所及び作業所委員会の仕事を
助言し、提案や意見表明を通じて支援する両親・世話人顧
問会を設立することができる。 

§ 140  Anrechnung von Aufträgen auf die Ausgleichsabgabe 
(1) Arbeitgeber, die durch Aufträge an anerkannte Werkstätten 

für behinderte Menschen zur Beschäftigung behinderter 
Menschen beitragen, können 50 vom Hundert des auf die 
Arbeitsleistung der Werkstatt entfallenden Rechnungsbetrages 
solcher Aufträge (Gesamtrechnungsbetrag abzüglich 
Materialkosten) auf die Ausgleichsabgabe anrechnen. Dabei 
wird die Arbeitsleistung des Fachpersonals zur Arbeits- und 
Berufsförderung berücksichtigt, nicht hingegen die 
Arbeitsleistung sonstiger nichtbehinderter Arbeitnehmerinnen 
und Arbeitnehmer. Bei Weiterveräußerung von Erzeugnissen 
anderer anerkannter Werkstätten für behinderte Menschen 
wird die von diesen erbrachte Arbeitsleistung berücksichtigt. 
Die Werkstätten bestätigen das Vorliegen der 
Anrechnungsvoraussetzungen in der Rechnung. 

第 140 条 委託業務の負担調整賦課金への算入
(1) 障害者作業所に対する業務委託により障害者の就業に寄
与する雇用主は、そうした委託業務のうち作業所の生産量
に該当する請求金額（総請求額から材料費を控除した金額）
の 100 分の 50 を負担調整賦課金に算入することができる。
その際、他の障害のない労働者の仕事量を考慮するのでは
なく、雇用・職業促進専門職員の仕事量を考慮する。他の
認定障害者作業所の製品を譲渡する場合には、それに対し
て費やされた仕事量を考慮する。作業所は、算入の要件が
存在することを請求書の中で証明する。 

(2) Voraussetzung für die Anrechnung ist, dass  
1. die Aufträge innerhalb des Jahres, in dem die Verpflichtung 

zur Zahlung der Ausgleichsabgabe entsteht, von der Werkstatt 
für behinderte Menschen ausgeführt und vom Auftraggeber 
bis spätestens 31. März des Folgejahres vergütet werden und 

2. es sich nicht um Aufträge handelt, die Träger einer 
Gesamteinrichtung an Werkstätten für behinderte Menschen 
vergeben, die rechtlich unselbständige Teile dieser 
Einrichtung sind. 

(2) 算入の要件とは以下の通りである。 
1. 委託業務が、負担調整賦課金の支払い義務が発生する年
度内に障害者作業所により実施され、発注者により次年度
の３月 31 日までにそれに対する支払いが行われること。

2. 障害者作業所が、ある総合施設の法律上独立していない
部門である場合、その総合施設の運営者が委託した業務で
はないこと。 

(3) Bei der Vergabe von Aufträgen an Zusammenschlüsse (3) 障害者作業所の連合体に対して業務を委託する際には前
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des Kapitels 5 des Teils 1 und zur Eingliederung in das 
Arbeitsleben. Sie hat denjenigen behinderten Menschen, die 
wegen Art oder Schwere der Behinderung nicht, noch nicht oder 
noch nicht wieder auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt 
beschäftigt werden können,  

1. eine angemessene berufliche Bildung und eine Beschäftigung 
zu einem ihrer Leistung angemessenen Arbeitsentgelt aus 
dem Arbeitsergebnis anzubieten und 

2. zu ermöglichen, ihre Leistungs- oder Erwerbsfähigkeit zu 
erhalten, zu entwickeln, zu erhöhen oder wiederzugewinnen 
und dabei ihre Persönlichkeit weiterzuentwickeln. 

Sie fördert den Übergang geeigneter Personen auf den 
allgemeinen Arbeitsmarkt durch geeignete Maßnahmen. Sie 
verfügt über ein möglichst breites Angebot an Berufsbildungs- 
und Arbeitsplätzen sowie über qualifiziertes Personal und einen 
begleitenden Dienst. Zum Angebot an Berufsbildungs- und 
Arbeitsplätzen gehören ausgelagerte Plätze auf dem 
allgemeinen Arbeitsmarkt. Die ausgelagerten Arbeitsplätze 
werden zum Zwecke des Übergangs und als dauerhaft 
ausgelagerte Plätze angeboten. 

るための施設である。作業所は、障害の種類又は程度によ
り、一般労働市場で就業することができない、まだできな
い、又はまだ再び就業することができない障害者のために

1. 適切な職業教育及び労働成果からその能力にあった労働
報酬を得られる就業を提供しなければならない。 

2. 作業能力又は稼得能力を取得し、開発し、向上させ、又
は再取得し、同時に障害者のパーソナリティをさらに発達
させることを可能にしなければならない。 

作業所は、適切な措置により適切な人々を一般労働市場に移
行するのを促進する。作業所はできるだけ幅広い選択肢のあ
る職業教育の場と職場、及び資格を備えたスタッフと付随す
るサービスを提供する。職業教育の場及び職場の提供には、
一般労働市場へ移行する職場を含む。移行的な職場は、移行
を目的に、継続的な移行の場として提供される。 

(2) Die Werkstatt steht allen behinderten Menschen im Sinne des 
Absatzes 1 unabhängig von Art oder Schwere der Behinderung 
offen, sofern erwartet werden kann, dass sie spätestens nach 
Teilnahme an Maßnahmen im Berufsbildungsbereich 
wenigstens ein Mindestmaß wirtschaftlich verwertbarer 
Arbeitsleistung erbringen werden. Dies ist nicht der Fall bei 
behinderten Menschen, bei denen trotz einer der Behinderung 
angemessenen Betreuung eine erhebliche Selbst- oder 
Fremdgefährdung zu erwarten ist oder das Ausmaß der 
erforderlichen Betreuung und Pflege die Teilnahme an 
Maßnahmen im Berufsbildungsbereich oder sonstige Umstände 
ein Mindestmaß wirtschaftlich verwertbarer Arbeitsleistung im 
Arbeitsbereich dauerhaft nicht zulassen. 

(2) 障害者が遅くとも職業教育分野の措置に参加した後に、
少なくとも経済的に利用可能な最低限の労働成果をもたら
すようになることが期待できるならば、作業所は、前項の
趣旨による障害者すべてに対して障害の種類と程度にかか
わりなく開放されている。これは、障害にあった支援にも
かかわらず障害者自身及び他人を著しく危険にさらすこと
が予期される、あるいは必要なケアと介護の程度から判断
して職業教育分野への継続的な参加が不可能である、もし
くはその他の事情により作業領域において経済的に利用可
能な最小限の労働成果を継続的にあげることが不可能であ
るような障害者には該当しない。 

(3) Behinderte Menschen, die die Voraussetzungen für eine 
Beschäftigung in einer Werkstatt nicht erfüllen, sollen in 
Einrichtungen oder Gruppen betreut und gefördert werden, die 
der Werkstatt angegliedert sind. 

 

(3) 作業所での就業の要件を満たさない障害者は、作業所に
併設された施設又はグループにおいてケアされ、育成され
るものとする。 

§ 137  Aufnahme in die Werkstätten für behinderte Menschen 
(1) Anerkannte Werkstätten nehmen diejenigen behinderten 

Menschen aus ihrem Einzugsgebiet auf, die die 
Aufnahmevoraussetzungen gemäß § 136 Abs. 2 erfüllen, wenn 
Leistungen durch die Rehabilitationsträger gewährleistet sind; 
die Möglichkeit zur Aufnahme in eine andere anerkannte 
Werkstatt nach Maßgabe des § 9 des Zwölften Buches oder 
entsprechender Regelungen bleibt unberührt. Die Aufnahme 
erfolgt unabhängig von  

1. der Ursache der Behinderung, 
2. der Art der Behinderung, wenn in dem Einzugsgebiet keine 

besondere Werkstatt für behinderte Menschen für diese 
Behinderungsart vorhanden ist, und 

3. der Schwere der Behinderung, der Minderung der 
Leistungsfähigkeit und einem besonderen Bedarf an 
Förderung, begleitender Betreuung oder Pflege. 

第 137 条 障害者作業所への受入れ 
(1) 認定作業所は、給付がリハビリテーション担当機関によ
り保証されている場合には、前条２項の受入要件を満たす
障害者をその担当区域から受入れる；社会法典第 12 編第 9
条又はそれに相当する規定により他の認定作業所への受け
入れ可能性は、なお有効である。受入れは以下の各号にか
かわりなく行われる。 

1. 障害の原因 
2. 担当区域内にこの障害種類のための特別な障害者作業所
がない場合には、障害の種類 

3. 障害の程度、作業能力の低下及び育成、付随的ケアもし
くは介護の特別な必要性 

(2) Behinderte Menschen werden in der Werkstatt beschäftigt, 
solange die Aufnahmevoraussetzungen nach Absatz 1 vorliegen.

 

(2) 前項の受入要件が存在する限りは、障害者を作業所で就
業させる。 

§ 138  Rechtsstellung und Arbeitsentgelt behinderter Menschen 
(1) Behinderte Menschen im Arbeitsbereich anerkannter 

Werkstätten stehen, wenn sie nicht Arbeitnehmer sind, zu den 
Werkstätten in einem arbeitnehmerähnlichen 
Rechtsverhältnis, soweit sich aus dem zugrunde liegenden 
Sozialleistungsverhältnis nichts anderes ergibt. 

第 138 条 障害者の法的地位及び労働報酬  
(1) 認定作業所の作業領域に従事する障害者は、労働者でな
い場合には、その基礎となる社会給付関係に別段の定めが
ない限りにおいて、作業所に対して、労働者類似の法律関
係にある。 

(2) Die Werkstätten zahlen aus ihrem Arbeitsergebnis an die im 
Arbeitsbereich beschäftigten behinderten Menschen ein 
Arbeitsentgelt, das sich aus einem Grundbetrag in Höhe des 
Ausbildungsgeldes, das die Bundesagentur für Arbeit nach den 
für sie geltenden Vorschriften behinderten Menschen im 
Berufsbildungsbereich zuletzt leistet, und einem 
leistungsangemessenen Steigerungsbetrag zusammensetzt. Der 
Steigerungsbetrag bemisst sich nach der individuellen 
Arbeitsleistung der behinderten Menschen, insbesondere unter 
Berücksichtigung von Arbeitsmenge und Arbeitsgüte. 

(2) 作業所は、作業領域に従事する障害者には、その労働成
果に対して、障害者に適用される規定に従い連邦雇用エー
ジェンシーが職業教育領域に従事する障害者に最終的に支
払う職業教育手当と同額の基本手当及び作業成績に見合っ
た割増額を合わせた労働報酬を支払う。割増額は障害者の
個々の作業能率に応じて、特に作業量と作業の質を考慮し
たうえで算定する。 

(3) Der Inhalt des arbeitnehmerähnlichen Rechtsverhältnisses 
wird unter Berücksichtigung des zwischen den behinderten 

(3) 労働者類似の法律関係の内容は、障害者とリハビリテー
ション担当機関の間に存在する社会給付関係を考慮したう
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Menschen und dem Rehabilitationsträger bestehenden 
Sozialleistungsverhältnisses durch Werkstattverträge zwischen 
den behinderten Menschen und dem Träger der Werkstatt 
näher geregelt. 

えで、障害者と作業所の運営者の間の作業所契約により詳
細に取決める。 

(4) Hinsichtlich der Rechtsstellung der Teilnehmer an 
Maßnahmen im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich gilt § 36 entsprechend. 

(4) 入所手続中の措置及び職業教育領域の措置への参加者の
法的地位については第 36 条が準用される。 

(5) Ist ein volljähriger behinderter Mensch gemäß Absatz 1 in den 
Arbeitsbereich einer anerkannten Werkstatt für behinderte 
Menschen im Sinne des § 136 aufgenommen worden und war er 
zu diesem Zeitpunkt geschäftsunfähig, so gilt der von ihm 
geschlossene Werkstattvertrag in Ansehung einer bereits 
bewirkten Leistung und deren Gegenleistung, soweit diese in 
einem angemessenen Verhältnis zueinander stehen, als 
wirksam. 

(5) 第１項の障害者のうち成人に達した者が、第 136 条の趣
旨による障害者作業所の作業領域に受け入れられ、その時
点で行為能力がない場合には、当該障害者により結ばれた
作業契約は、すでに生じた給付及びその反対給付を考慮し、
これらが相互に適切な関係にある場合に限り、有効である
とみなされる。 

(6) War der volljährige behinderte Mensch bei Abschluss eines 
Werkstattvertrages geschäftsunfähig, so kann der Träger einer 
Werkstatt das Werkstattverhältnis nur unter den 
Voraussetzungen für gelöst erklären, unter denen ein 
wirksamer Vertrag seitens des Trägers einer Werkstatt 
gekündigt werden kann. 

(6) 成人に達した障害者が作業所契約を結ぶ際に、行為能力
がない場合には、作業所の運営者は、有効な契約が作業所
の運営者の側から解約告知できうるという条件がある場合
にのみ、その作業所契約の解除の意思表示をすることがで
きる。 

(7) Die Lösungserklärung durch den Träger einer Werkstatt 
bedarf der schriftlichen Form und ist zu begründen. 

 

(7) 作業所の運営者による契約解除の意思表示は、書面を以
って行われ、理由を明記しなければならない。 

§ 139  Mitwirkung 
(1) Die in § 138 Abs. 1 genannten behinderten Menschen wirken 

unabhängig von ihrer Geschäftsfähigkeit durch Werkstatträte 
in den ihre Interessen berührenden Angelegenheiten der 
Werkstatt mit. Die Werkstatträte berücksichtigen die 
Interessen der im Eingangsverfahren und im 
Berufsbildungsbereich der Werkstätten tätigen behinderten 
Menschen in angemessener und geeigneter Weise, solange für 
diese eine Vertretung nach § 36 nicht besteht. 

第 139 条 共同参加
(1) 第 138 条１項に挙げた障害者は、その行為能力にかかわ
りなく、作業所における障害者本人の利益に関係する事案
に共同参加する。作業所は、第 36 条による障害者のための
代理人がいない場合には、入所手続中の、及び作業所の職
業教育領域に従事する障害者の利益を相応で適切な方法で
配慮する。 

(2) Ein Werkstattrat wird in Werkstätten gewählt; er setzt sich 
aus mindestens drei Mitgliedern zusammen. 

(2) 複数の作業所で１つの作業所委員会を選出する；当該委
員会は少なくとも３名の委員から構成される。 

(3) Wahlberechtigt zum Werkstattrat sind alle in § 138 Abs. 1 
genannten behinderten Menschen; von ihnen sind die 
behinderten Menschen wählbar, die am Wahltag seit 
mindestens sechs Monaten in der Werkstatt beschäftigt sind. 

(3) 作業所委員会の選挙権を有するのは、第 138 条１項に挙
げたすべての障害者である；それらの障害者のうち、選挙
日の時点でその作業所に６ヵ月以上従事している障害者に
被選挙権がある。 

(4) Die Werkstätten für behinderte Menschen unterrichten die 
Personen, die behinderte Menschen gesetzlich vertreten oder 
mit ihrer Betreuung beauftragt sind, einmal im Kalenderjahr in 
einer Eltern- und Betreuerversammlung in angemessener 
Weise über die Angelegenheiten der Werkstatt, auf die sich die 
Mitwirkung erstreckt, und hören sie dazu an. In den 
Werkstätten kann im Einvernehmen mit dem Träger der 
Werkstatt ein Eltern- und Betreuerbeirat errichtet werden, der 
die Werkstatt und den Werkstattrat bei ihrer Arbeit berät und 
durch Vorschläge und Stellungnahmen unterstützt. 

 

(4) 障害者作業所は、障害者を法的に代表し、その支援を委
託されている者に、１暦年に１回、両親・世話人総会にお
いて適切な方法で、共同参加の対象となる作業所の事案に
ついて知らせ、それについて意見を聴く。作業所には作業
所運営者の了解を得て、作業所及び作業所委員会の仕事を
助言し、提案や意見表明を通じて支援する両親・世話人顧
問会を設立することができる。 

§ 140  Anrechnung von Aufträgen auf die Ausgleichsabgabe 
(1) Arbeitgeber, die durch Aufträge an anerkannte Werkstätten 

für behinderte Menschen zur Beschäftigung behinderter 
Menschen beitragen, können 50 vom Hundert des auf die 
Arbeitsleistung der Werkstatt entfallenden Rechnungsbetrages 
solcher Aufträge (Gesamtrechnungsbetrag abzüglich 
Materialkosten) auf die Ausgleichsabgabe anrechnen. Dabei 
wird die Arbeitsleistung des Fachpersonals zur Arbeits- und 
Berufsförderung berücksichtigt, nicht hingegen die 
Arbeitsleistung sonstiger nichtbehinderter Arbeitnehmerinnen 
und Arbeitnehmer. Bei Weiterveräußerung von Erzeugnissen 
anderer anerkannter Werkstätten für behinderte Menschen 
wird die von diesen erbrachte Arbeitsleistung berücksichtigt. 
Die Werkstätten bestätigen das Vorliegen der 
Anrechnungsvoraussetzungen in der Rechnung. 

第 140 条 委託業務の負担調整賦課金への算入
(1) 障害者作業所に対する業務委託により障害者の就業に寄
与する雇用主は、そうした委託業務のうち作業所の生産量
に該当する請求金額（総請求額から材料費を控除した金額）
の 100 分の 50 を負担調整賦課金に算入することができる。
その際、他の障害のない労働者の仕事量を考慮するのでは
なく、雇用・職業促進専門職員の仕事量を考慮する。他の
認定障害者作業所の製品を譲渡する場合には、それに対し
て費やされた仕事量を考慮する。作業所は、算入の要件が
存在することを請求書の中で証明する。 

(2) Voraussetzung für die Anrechnung ist, dass  
1. die Aufträge innerhalb des Jahres, in dem die Verpflichtung 

zur Zahlung der Ausgleichsabgabe entsteht, von der Werkstatt 
für behinderte Menschen ausgeführt und vom Auftraggeber 
bis spätestens 31. März des Folgejahres vergütet werden und 

2. es sich nicht um Aufträge handelt, die Träger einer 
Gesamteinrichtung an Werkstätten für behinderte Menschen 
vergeben, die rechtlich unselbständige Teile dieser 
Einrichtung sind. 

(2) 算入の要件とは以下の通りである。 
1. 委託業務が、負担調整賦課金の支払い義務が発生する年
度内に障害者作業所により実施され、発注者により次年度
の３月 31 日までにそれに対する支払いが行われること。

2. 障害者作業所が、ある総合施設の法律上独立していない
部門である場合、その総合施設の運営者が委託した業務で
はないこと。 

(3) Bei der Vergabe von Aufträgen an Zusammenschlüsse (3) 障害者作業所の連合体に対して業務を委託する際には前
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Wertmarke, ohne dass der Betrag nach Satz 3 zu entrichten ist, 
an schwerbehinderte Menschen ausgegeben,  

1. die blind im Sinne des § 72 Abs. 5 des Zwölften Buches oder 
entsprechender Vorschriften oder hilflos im Sinne des § 33b 
des Einkommensteuergesetzes oder entsprechender 
Vorschriften sind oder 

2. die Leistungen zur Sicherung des Lebensunterhalts nach dem 
Zweiten Buch oder für den Lebensunterhalt laufende 
Leistungen nach dem Dritten und Vierten Kapitel des 
Zwölften Buches, dem Achten Buch oder den §§ 27a und 27d 
des Bundesversorgungsgesetzes erhalten oder 

3. die am 1. Oktober 1979 die Voraussetzungen nach § 2 Abs. 1 
Nr. 1 bis 4 und Abs. 3 des Gesetzes über die unentgeltliche 
Beförderung von Kriegs- und Wehrdienstbeschädigten sowie 
von anderen Behinderten im Nahverkehr vom 27. August 
1965 (BGBl. I S. 978), das zuletzt durch Artikel 41 des 
Zuständigkeitsanpassungs-Gesetzes vom 18. März 1975 
(BGBl. I S. 705) geändert worden ist, erfüllten, solange ein 
Grad der Schädigungsfolgen von mindestens 70 festgestellt ist 
oder von mindestens 50 festgestellt ist und sie infolge der 
Schädigung erheblich gehbehindert sind; das Gleiche gilt für 
schwerbehinderte Menschen, die diese Voraussetzungen am 1. 
Oktober 1979 nur deshalb nicht erfüllt haben, weil sie ihren 
Wohnsitz oder ihren gewöhnlichen Aufenthalt zu diesem 
Zeitpunkt in dem in Artikel 3 des Einigungsvertrages 
genannten Gebiet hatten. 

Die Wertmarke wird nicht ausgegeben, solange der Ausweis 
einen gültigen Vermerk über die Inanspruchnahme von 
Kraftfahrzeugsteuerermäßigung trägt. Die Ausgabe der 
Wertmarken erfolgt auf Antrag durch die nach § 69 Abs. 5 
zuständigen Behörden. Die Landesregierung oder die von ihr 
bestimmte Stelle kann die Aufgaben nach Absatz 1 Satz 3 bis 5 
ganz oder teilweise auf andere Behörden übertragen. Für 
Streitigkeiten in Zusammenhang mit der Ausgabe der 
Wertmarke gilt § 51 Abs. 1 Nr. 7 des Sozialgerichtsgesetzes 
entsprechend. 

は
2. 社会法典第２編による生活保護給付又は社会法典第 12

編第３章及び第４章、社会法典第８編もしくは連邦援護法
第 27a 条及び第 27d 条による給付を受け取る者、又は 

3. 1979 年 10 月１日の時点で、1975 年３月 18 日の管轄権
適合法第 41 条（連邦官報第Ⅰ部 705 ページ）により最終
改正された 1965 年８月 27 日付の戦争・兵役負傷者及び
その他の障害者の近距離輸送における無償輸送に関する
法律の第２条１項１号から４号及び３項（連邦官報第Ⅰ部
978 ページ）の要件を満たす者、障害の程度が 70 以上と
認定された者、又は 50 以上と認定され、かつ傷害を原因
として著しく歩行困難である者；この条件は、1979 年 10
月１日の時点で統一条約の第３条に規定する地域に住所
もしくは滞在地があったことのみを理由として 1979 年
10 月１日時点でこれらの要件を満たさなかった重度障害
者についても適用される。 

証明書に車両税軽減の利用に関する有効な注意書きが記載
されている場合には、印紙は発行されない。印紙は、第 69
条５項による所轄官庁の申請に基づき発行される。州政府又
は州政府に指定された官署は、第１項３文から５文による任
務の全部又は一部を他の官庁に委嘱することができる。印紙
の発行に関する紛争に関しては、社会裁判所法第 51 条１項
７号が準用される。 

(2) Das Gleiche gilt im Nah- und Fernverkehr im Sinne des § 147, 
ohne dass die Voraussetzung des Absatzes 1 Satz 2 erfüllt sein 
muss, für die Beförderung  

1. einer Begleitperson eines schwerbehinderten Menschen im 
Sinne des Absatzes 1, wenn die Berechtigung zur Mitnahme 
einer Begleitperson nachgewiesen und dies im Ausweis des 
schwerbehinderten Menschen eingetragen ist, und 

2. des Handgepäcks, eines mitgeführten Krankenfahrstuhles, 
soweit die Beschaffenheit des Verkehrsmittels dies zulässt, 
sonstiger orthopädischer Hilfsmittel und eines Führhundes; 
das Gleiche gilt für einen Hund, den ein schwerbehinderter 
Mensch mitführt, in dessen Ausweis die Berechtigung zur 
Mitnahme einer Begleitperson nachgewiesen ist. 

(2) 第 147 条の趣旨による近距離・長距離輸送においては、
前項２文の要件を満たす必要なく、以下の各号の輸送につ
いても同様に扱われる。 

1. 付き添いの同行が必要であると認定されていることが証
明され、その旨が当該重度障害者の証明書に記載されてい
る場合には、前項の趣旨による重度障害者の付き添い者、
及び 

2. 手荷物、携行する病人用車椅子、輸送手段の性質上それ
が認められる場合に限りにおいてその他の整形外科的補
助具及びガイド犬：証明書に付き添いの同行が認定されて
いることが証明され、介助者なしで移動している重度障害
者が連れている犬についても同様に扱われる。 

(3) Die durch die unentgeltliche Beförderung nach den Absätzen 1 
und 2 entstehenden Fahrgeldausfälle werden nach Maßgabe 
der §§ 148 bis 150 erstattet. 

 

(3) 第１項及び２項の無料輸送により発生する旅客運賃の損
失は第 148 条から第 150 の条件に従い弁済される。 

§ 146  Persönliche Voraussetzungen 
(1) In seiner Bewegungsfähigkeit im Straßenverkehr erheblich 

beeinträchtigt ist, wer infolge einer Einschränkung des 
Gehvermögens (auch durch innere Leiden oder infolge von 
Anfällen oder von Störungen der Orientierungsfähigkeit) nicht 
ohne erhebliche Schwierigkeiten oder nicht ohne Gefahren für 
sich oder andere Wegstrecken im Ortsverkehr zurückzulegen 
vermag, die üblicherweise noch zu Fuß zurückgelegt werden. 
Der Nachweis der erheblichen Beeinträchtigung in der 
Bewegungsfähigkeit im Straßenverkehr kann bei 
schwerbehinderten Menschen mit einem Grad der Behinderung 
von wenigstens 80 nur mit einem Ausweis mit halbseitigem 
orangefarbenem Flächenaufdruck und eingetragenem 
Merkzeichen G geführt werden, dessen Gültigkeit frühestens 
mit dem 1. April 1984 beginnt, oder auf dem ein entsprechender 
Änderungsvermerk eingetragen ist. 

第 146 条 個人的な要件
(1) 歩行能力の制約（内科的な病気、発作又は方向確認能力
の障害を原因とする場合も含む）を原因として、著しい困
難を伴わずに、又は自分自身もしくは他者に危険を与える
ことなく、通常は徒歩で歩くことができる周囲の道を歩く
ことができない者は、道路交通における行動能力が著しく
損なわれているという。道路交通における行動能力の著し
い損傷は、重度障害者の場合には、障害の程度が 80 以上あ
り、片面がオレンジ色で印刷され、G の標示記号が付いて
いる証明書で、その有効期間の開始が 1984 年４月１日以
降であり、又はしかるべき期間変更の記載がなされている
ものによってのみ証明されうる。 

(2) Zur Mitnahme einer Begleitperson sind schwerbehinderte 
Menschen berechtigt, die bei der Benutzung von öffentlichen 
Verkehrsmitteln infolge ihrer Behinderung regelmäßig auf 
Hilfe angewiesen sind. Die Feststellung bedeutet nicht, dass die 
schwerbehinderte Person, wenn sie nicht in Begleitung ist, eine 
Gefahr für sich oder für andere darstellt. 

(2) 公共交通機関を利用する際に、その障害を原因として助
けに頼っていると認定された重度障害者にあっては、付き
添いの同行が必要であるという。その認定は、重度障害者
が付き添われていなければ自分自身や他の人にとって危険
である、ということを意味するものではない。 
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anerkannter Werkstätten für behinderte Menschen gilt Absatz 
2 entsprechend. 

 

項が準用される。

§ 141  Vergabe von Aufträgen durch die öffentliche Hand 
Aufträge der öffentlichen Hand, die von anerkannten Werkstätten 
für behinderte Menschen ausgeführt werden können, werden 
bevorzugt diesen Werkstätten angeboten. Die Bundesregierung 
erlässt mit Zustimmung des Bundesrates hierzu allgemeine 
Verwaltungsvorschriften. 
 

第 141 条 公共企業体による業務委託 
障害者作業所により実施可能な公共企業体(öffentliche 
Hand)の委託業務は、これらの障害者作業所に優先的に提供
する。連邦政府は連邦参議院の同意を得てこれに関する一般
的な行政規則を発布する。 

§ 142  Anerkennungsverfahren 
Werkstätten für behinderte Menschen, die eine Vergünstigung im 
Sinne dieses Kapitels in Anspruch nehmen wollen, bedürfen der 
Anerkennung. Die Entscheidung über die Anerkennung trifft auf 
Antrag die Bundesagentur für Arbeit im Einvernehmen mit dem 
überörtlichen Träger der Sozialhilfe. Die Bundesagentur für 
Arbeit führt ein Verzeichnis der anerkannten Werkstätten für 
behinderte Menschen. In dieses Verzeichnis werden auch 
Zusammenschlüsse anerkannter Werkstätten für behinderte 
Menschen aufgenommen. 
 

第 142 条 認定手続
本章の趣旨による優遇措置を希望する障害者作業所は、認定
を必要とする。認定に関する決定は、申請に基づき連邦雇用
エージェンシーが広域的な社会扶助機関了解のもとに行う。
連邦雇用エージェンシーは、認定障害者作業所の一覧表を作
成する。この一覧表には認定障害者作業所の連合体も含める。

§ 143  Blindenwerkstätten 
Die §§ 140 und 141 sind auch zugunsten von auf Grund des 
Blindenwarenvertriebsgesetzes anerkannten Blindenwerkstätten 
anzuwenden. 
 

第 143 条 盲人作業所
第 140 条及び第 141 条は、盲人用品販売法を根拠として認定
された盲人作業所についても適用するものとする。 

§ 144  Verordnungsermächtigungen 
(1) Die Bundesregierung bestimmt durch Rechtsverordnung mit 

Zustimmung des Bundesrates das Nähere über den Begriff und 
die Aufgaben der Werkstatt für behinderte Menschen, die 
Aufnahmevoraussetzungen, die fachlichen Anforderungen, 
insbesondere hinsichtlich der Wirtschaftsführung sowie des 
Begriffs und der Verwendung des Arbeitsergebnisses sowie das 
Verfahren zur Anerkennung als Werkstatt für behinderte 
Menschen. 

第 144 条 命令の授権
(1) 連邦政府は、連邦参議院の同意を得た法規命令により、
障害者作業所の概念と任務、受入れ要件、主として経営並
びに労働成果の概念と利用に関する専門要件、及び障害者
作業所の認定手続に関する詳細を定める。 

(2) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales bestimmt 
durch Rechtsverordnung mit Zustimmung des Bundesrates im 
Einzelnen die Errichtung, Zusammensetzung und Aufgaben des 
Werkstattrats, die Fragen, auf die sich die Mitwirkung 
erstreckt, einschließlich Art und Umfang der Mitwirkung, die 
Vorbereitung und Durchführung der Wahl, einschließlich der 
Wahlberechtigung und der Wählbarkeit, die Amtszeit sowie die 
Geschäftsführung des Werkstattrats einschließlich des Erlasses 
einer Geschäftsordnung und der persönlichen Rechte und 
Pflichten der Mitglieder des Werkstattrats und der 
Kostentragung. Die Rechtsverordnung kann darüber hinaus 
bestimmen, dass die in ihr getroffenen Regelungen keine 
Anwendung auf Religionsgemeinschaften und ihre 
Einrichtungen finden, soweit sie eigene gleichwertige 
Regelungen getroffen haben. 

 

(2) 連邦労働社会省は、連邦参議院の同意を得た法規命令に
より、施設、作業所の構成と任務、共同参加の種類と範囲
を含む共同参加の対象となる問題、選挙権と被選挙権を含
む選挙の準備と実施、職務規定の発布・作業所委員の個人
的権利と義務・費用負担を含む作業所の経営管理について
具体的に定める。法規命令ではさらに、作業所に該当する
規定は、宗教団体及びその施設がすでに独自の同様の規則
を作っていた場合には、これらには適用されない旨を定め
ることができる。 

Kapitel 13  Unentgeltliche Beförderung schwerbehinderter Menschen 
im öffentlichen Personenverkehr 

 
§ 145  Unentgeltliche Beförderung, Anspruch auf Erstattung der 

Fahrgeldausfälle 
(1) Schwerbehinderte Menschen, die infolge ihrer Behinderung in 

ihrer Bewegungsfähigkeit im Straßenverkehr erheblich 
beeinträchtigt oder hilflos oder gehörlos sind, werden von 
Unternehmern, die öffentlichen Personenverkehr betreiben, 
gegen Vorzeigen eines entsprechend gekennzeichneten 
Ausweises nach § 69 Abs. 5 im Nahverkehr im Sinne des § 147 
Abs. 1 unentgeltlich befördert; die unentgeltliche Beförderung 
verpflichtet zur Zahlung eines tarifmäßigen Zuschlages bei der 
Benutzung zuschlagpflichtiger Züge des Nahverkehrs. 
Voraussetzung ist, dass der Ausweis mit einer gültigen 
Wertmarke versehen ist. Sie wird gegen Entrichtung eines 
Betrages von 60 Euro für ein Jahr oder 30 Euro für ein halbes 
Jahr ausgegeben. Wird sie vor Ablauf der Gültigkeitsdauer 
zurückgegeben, wird auf Antrag für jeden vollen 
Kalendermonat ihrer Gültigkeit nach Rückgabe ein Betrag von 
5 Euro erstattet, sofern der zu erstattende Betrag 15 Euro nicht 
unterschreitet; Entsprechendes gilt für jeden vollen 
Kalendermonat nach dem Tod des schwerbehinderten 
Menschen. Auf Antrag wird eine für ein Jahr gültige 

第 13 章 公共旅客輸送における重度障害者の無料輸送 
 
 
第 145 条 無料輸送、旅客運賃損失の弁済請求 
 

(1) 公共旅客輸送を営む事業主は、障害を原因として道路交
通における行動能力が著しく損なわれている、もしくは無
力状態、又は耳の聞こえない重度障害者を、しかるべき特
徴を備えた第 69 条５項による証明書が呈示されれば、第
147 条１項の趣旨による近距離輸送の範囲内で無料で輸送
する；ただし無料輸送には、割増料金の必要な近距離列車
を利用する際には料金表通りの割増料金を支払うことが義
務づけられる。証明書に、有効な印紙が貼付されているこ
とが要件となる。印紙は１年分で 60 ユーロ又は半年分で
30 ユーロを支払うことにより発行される。この印紙を有効
期限が切れる前に返却する場合には、払い戻し金額が 15
ユーロを下回らない場合に限り、申請に基づき、返却後の
残余有効期間の１ヵ月全体につき５ユーロが払い戻され
る；重度障害者の死亡後の残余期間についても同様である。
申請に基づき、以下の重度障害者には、第３文の金額を支
払わなくとも１年間有効な印紙が発行される。 

1. 社会法典第 12 編第 72 条 5 項又は相当する規定の趣旨に
よる目の見えない者、又は所得税法第 33b 条もしくは相
当する規定の趣旨による頼るものがない（hilflos）者、又
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Wertmarke, ohne dass der Betrag nach Satz 3 zu entrichten ist, 
an schwerbehinderte Menschen ausgegeben,  

1. die blind im Sinne des § 72 Abs. 5 des Zwölften Buches oder 
entsprechender Vorschriften oder hilflos im Sinne des § 33b 
des Einkommensteuergesetzes oder entsprechender 
Vorschriften sind oder 

2. die Leistungen zur Sicherung des Lebensunterhalts nach dem 
Zweiten Buch oder für den Lebensunterhalt laufende 
Leistungen nach dem Dritten und Vierten Kapitel des 
Zwölften Buches, dem Achten Buch oder den §§ 27a und 27d 
des Bundesversorgungsgesetzes erhalten oder 

3. die am 1. Oktober 1979 die Voraussetzungen nach § 2 Abs. 1 
Nr. 1 bis 4 und Abs. 3 des Gesetzes über die unentgeltliche 
Beförderung von Kriegs- und Wehrdienstbeschädigten sowie 
von anderen Behinderten im Nahverkehr vom 27. August 
1965 (BGBl. I S. 978), das zuletzt durch Artikel 41 des 
Zuständigkeitsanpassungs-Gesetzes vom 18. März 1975 
(BGBl. I S. 705) geändert worden ist, erfüllten, solange ein 
Grad der Schädigungsfolgen von mindestens 70 festgestellt ist 
oder von mindestens 50 festgestellt ist und sie infolge der 
Schädigung erheblich gehbehindert sind; das Gleiche gilt für 
schwerbehinderte Menschen, die diese Voraussetzungen am 1. 
Oktober 1979 nur deshalb nicht erfüllt haben, weil sie ihren 
Wohnsitz oder ihren gewöhnlichen Aufenthalt zu diesem 
Zeitpunkt in dem in Artikel 3 des Einigungsvertrages 
genannten Gebiet hatten. 

Die Wertmarke wird nicht ausgegeben, solange der Ausweis 
einen gültigen Vermerk über die Inanspruchnahme von 
Kraftfahrzeugsteuerermäßigung trägt. Die Ausgabe der 
Wertmarken erfolgt auf Antrag durch die nach § 69 Abs. 5 
zuständigen Behörden. Die Landesregierung oder die von ihr 
bestimmte Stelle kann die Aufgaben nach Absatz 1 Satz 3 bis 5 
ganz oder teilweise auf andere Behörden übertragen. Für 
Streitigkeiten in Zusammenhang mit der Ausgabe der 
Wertmarke gilt § 51 Abs. 1 Nr. 7 des Sozialgerichtsgesetzes 
entsprechend. 

は
2. 社会法典第２編による生活保護給付又は社会法典第 12
編第３章及び第４章、社会法典第８編もしくは連邦援護法
第 27a 条及び第 27d 条による給付を受け取る者、又は 

3. 1979 年 10 月１日の時点で、1975 年３月 18 日の管轄権
適合法第 41 条（連邦官報第Ⅰ部 705 ページ）により最終
改正された 1965 年８月 27 日付の戦争・兵役負傷者及び
その他の障害者の近距離輸送における無償輸送に関する
法律の第２条１項１号から４号及び３項（連邦官報第Ⅰ部
978 ページ）の要件を満たす者、障害の程度が 70 以上と
認定された者、又は 50 以上と認定され、かつ傷害を原因
として著しく歩行困難である者；この条件は、1979 年 10
月１日の時点で統一条約の第３条に規定する地域に住所
もしくは滞在地があったことのみを理由として 1979 年
10 月１日時点でこれらの要件を満たさなかった重度障害
者についても適用される。 

証明書に車両税軽減の利用に関する有効な注意書きが記載
されている場合には、印紙は発行されない。印紙は、第 69
条５項による所轄官庁の申請に基づき発行される。州政府又
は州政府に指定された官署は、第１項３文から５文による任
務の全部又は一部を他の官庁に委嘱することができる。印紙
の発行に関する紛争に関しては、社会裁判所法第 51 条１項
７号が準用される。 

(2) Das Gleiche gilt im Nah- und Fernverkehr im Sinne des § 147, 
ohne dass die Voraussetzung des Absatzes 1 Satz 2 erfüllt sein 
muss, für die Beförderung  

1. einer Begleitperson eines schwerbehinderten Menschen im 
Sinne des Absatzes 1, wenn die Berechtigung zur Mitnahme 
einer Begleitperson nachgewiesen und dies im Ausweis des 
schwerbehinderten Menschen eingetragen ist, und 

2. des Handgepäcks, eines mitgeführten Krankenfahrstuhles, 
soweit die Beschaffenheit des Verkehrsmittels dies zulässt, 
sonstiger orthopädischer Hilfsmittel und eines Führhundes; 
das Gleiche gilt für einen Hund, den ein schwerbehinderter 
Mensch mitführt, in dessen Ausweis die Berechtigung zur 
Mitnahme einer Begleitperson nachgewiesen ist. 

(2) 第 147 条の趣旨による近距離・長距離輸送においては、
前項２文の要件を満たす必要なく、以下の各号の輸送につ
いても同様に扱われる。 

1. 付き添いの同行が必要であると認定されていることが証
明され、その旨が当該重度障害者の証明書に記載されてい
る場合には、前項の趣旨による重度障害者の付き添い者、
及び 

2. 手荷物、携行する病人用車椅子、輸送手段の性質上それ
が認められる場合に限りにおいてその他の整形外科的補
助具及びガイド犬：証明書に付き添いの同行が認定されて
いることが証明され、介助者なしで移動している重度障害
者が連れている犬についても同様に扱われる。 

(3) Die durch die unentgeltliche Beförderung nach den Absätzen 1 
und 2 entstehenden Fahrgeldausfälle werden nach Maßgabe 
der §§ 148 bis 150 erstattet. 

 

(3) 第１項及び２項の無料輸送により発生する旅客運賃の損
失は第 148 条から第 150 の条件に従い弁済される。 

§ 146  Persönliche Voraussetzungen 
(1) In seiner Bewegungsfähigkeit im Straßenverkehr erheblich 

beeinträchtigt ist, wer infolge einer Einschränkung des 
Gehvermögens (auch durch innere Leiden oder infolge von 
Anfällen oder von Störungen der Orientierungsfähigkeit) nicht 
ohne erhebliche Schwierigkeiten oder nicht ohne Gefahren für 
sich oder andere Wegstrecken im Ortsverkehr zurückzulegen 
vermag, die üblicherweise noch zu Fuß zurückgelegt werden. 
Der Nachweis der erheblichen Beeinträchtigung in der 
Bewegungsfähigkeit im Straßenverkehr kann bei 
schwerbehinderten Menschen mit einem Grad der Behinderung 
von wenigstens 80 nur mit einem Ausweis mit halbseitigem 
orangefarbenem Flächenaufdruck und eingetragenem 
Merkzeichen G geführt werden, dessen Gültigkeit frühestens 
mit dem 1. April 1984 beginnt, oder auf dem ein entsprechender 
Änderungsvermerk eingetragen ist. 

第 146 条 個人的な要件
(1) 歩行能力の制約（内科的な病気、発作又は方向確認能力
の障害を原因とする場合も含む）を原因として、著しい困
難を伴わずに、又は自分自身もしくは他者に危険を与える
ことなく、通常は徒歩で歩くことができる周囲の道を歩く
ことができない者は、道路交通における行動能力が著しく
損なわれているという。道路交通における行動能力の著し
い損傷は、重度障害者の場合には、障害の程度が 80 以上あ
り、片面がオレンジ色で印刷され、G の標示記号が付いて
いる証明書で、その有効期間の開始が 1984 年４月１日以
降であり、又はしかるべき期間変更の記載がなされている
ものによってのみ証明されうる。 

(2) Zur Mitnahme einer Begleitperson sind schwerbehinderte 
Menschen berechtigt, die bei der Benutzung von öffentlichen 
Verkehrsmitteln infolge ihrer Behinderung regelmäßig auf 
Hilfe angewiesen sind. Die Feststellung bedeutet nicht, dass die 
schwerbehinderte Person, wenn sie nicht in Begleitung ist, eine 
Gefahr für sich oder für andere darstellt. 

(2) 公共交通機関を利用する際に、その障害を原因として助
けに頼っていると認定された重度障害者にあっては、付き
添いの同行が必要であるという。その認定は、重度障害者
が付き添われていなければ自分自身や他の人にとって危険
である、ということを意味するものではない。 
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ausgegebenen Wertmarken und der Hälfte der in dem Land 
am Jahresende in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise im 
Sinne des § 145 Abs. 1 Satz 1 von schwerbehinderten 
Menschen, die das sechste Lebensjahr vollendet haben und bei 
denen die Berechtigung zur Mitnahme einer Begleitperson im 
Ausweis eingetragen ist; Wertmarken mit einer 
Gültigkeitsdauer von einem halben Jahr werden zur Hälfte, 
zurückgegebene Wertmarken für jeden vollen Kalendermonat 
vor Rückgabe zu einem Zwölftel gezählt, 

2. der in den jährlichen Veröffentlichungen des Statistischen 
Bundesamtes zum Ende des Vorjahres nachgewiesenen Zahl 
der Wohnbevölkerung in dem Land abzüglich der Zahl der 
Kinder, die das sechste Lebensjahr noch nicht vollendet 
haben, und der Zahlen nach Nummer 1.  

Der Prozentsatz ist nach folgender Formel zu berechnen: 
 

Nach Nummer 1 errechnete Zahl x 100. Nach Nummer 2 errechnete Zahl 
 

Bei der Festsetzung des Prozentsatzes sich ergebende Bruchteile 
von 0,005 und mehr werden auf ganze Hundertstel aufgerundet, 
im Übrigen abgerundet. 

同行の認定が証明書に記載されている重度障害者の第
145 条１項１文の趣旨による証明書の半数；半年間の有効
期間を持つ印紙については２分の１、返却された印紙につ
いては、返却される前の使用月数１月全体につき 12 分の
１として計算する 

2. 連邦統計局から毎年発行される刊行物における前年度末
の時点で証明されたその州の居住者人口から、まだ６歳に
達していない児童の数及び前号で算出された数字を引い
た数 

パーセンテージは次の式から計算する： 
 

１号で算出した数字
× 100 

２号で算出した数字
 
パーセンテージを決める際に生じた端数が 0.005 以上場合
には 100 分の１の位に切り上げ、それ以外の場合には切り
捨てる。 

(5) Weist ein Unternehmen durch Verkehrszählung nach, dass das 
Verhältnis zwischen den nach diesem Kapitel unentgeltlich 
beförderten Fahrgästen und den sonstigen Fahrgästen den 
nach Absatz 4 festgesetzten Prozentsatz um mindestens ein 
Drittel übersteigt, wird neben dem sich aus der Berechnung 
nach Absatz 4 ergebenden Erstattungsbetrag auf Antrag der 
nachgewiesene, über dem Drittel liegende Anteil erstattet. Die 
Länder können durch Rechtsverordnung bestimmen, dass die 
Verkehrszählung durch Dritte auf Kosten des Unternehmens zu 
erfolgen hat. 

 

(5) ある企業が、交通量調査により、この章に従い無料で輸
送した乗客とそれ以外の乗客の間の比率が前項で定められ
たパーセンテージを３分の１以上上回っていることを証明
した場合には、追加分の割合による弁済額は３分の１を超
えていると証明された割合をもとに第４項によって計算す
る。州は、法規命令を通して費用の３分の１を企業が負担
することにより交通量調査を実施することを決定すること
ができる。 

§ 149  Erstattung der Fahrgeldausfälle im Fernverkehr 
(1) Die Fahrgeldausfälle im Fernverkehr werden nach einem 

Prozentsatz der von den Unternehmern nachgewiesenen 
Fahrgeldeinnahmen im Fernverkehr erstattet. 

第 149 条 長距離輸送における運賃損失の弁済
(1) 長距離輸送における運賃損失は、事業主により証明され
た長距離輸送における運賃収入のパーセンテージに従って
弁済される。 

(2) Der maßgebende Prozentsatz wird vom Bundesministerium 
für Arbeit und Soziales im Einvernehmen mit dem 
Bundesministerium der Finanzen und dem Bundesministerium 
für Verkehr, Bau und Stadtentwicklung für jeweils zwei Jahre 
bekannt gemacht. Bei der Berechnung des Prozentsatzes ist von 
folgenden, für das letzte Jahr vor Beginn des 
Zweijahreszeitraumes vorliegenden Zahlen auszugehen:  

1. der Zahl der im Geltungsbereich dieses Gesetzes am 
Jahresende in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise nach § 
145 Abs. 1 Satz 1, auf denen die Berechtigung zur Mitnahme 
einer Begleitperson eingetragen ist, abzüglich 25 Prozent, 

2. der in den jährlichen Veröffentlichungen des Statistischen 
Bundesamtes zum Jahresende nachgewiesenen Zahl der 
Wohnbevölkerung im Geltungsbereich dieses Gesetzes 
abzüglich der Zahl der Kinder, die das vierte Lebensjahr noch 
nicht vollendet haben, und der nach Nummer 1 ermittelten 
Zahl. 

Der Prozentsatz ist nach folgender Formel zu errechnen:  
 

Nach Nummer 1 errechnete Zahl x 100. Nach Nummer 2 errechnete Zahl 
 
§ 148 Abs. 4 letzter Satz gilt entsprechend. 
 

(2) 基準となるパーセンテージは、連邦労働社会省により連
邦財務省及び連邦交通建設都市開発省の了承を得て、それ
ぞれ２年ごとに公表される。パーセンテージを算出する際
には、前年度について、２年間の対象期間が始まる前に存
在する以下の数字をもとにする： 

1. 本法律の適用範囲にある年度末時点で流通している第
145 条１項１文による有効な証明書で常時付き添いの同
行の認定が記載されているものの数から 25%を引いた数

2. 連邦統計局から毎年発行される刊行物における前年度末
の時点で証明された本法律の適用範囲における居住者人
口から、まだ４歳に達していない児童の数及び前号で算出
された数字を引いた数 

パーセンテージは次の式から計算する： 
 

１号で算出した数字
× 100 

２号で算出した数字
 
第 148 条４項最終文が準用される。 

§ 150  Erstattungsverfahren 
(1) Die Fahrgeldausfälle werden auf Antrag des Unternehmers 

erstattet. Bei einem von mehreren Unternehmern gebildeten 
zusammenhängenden Liniennetz mit einheitlichen oder 
verbundenen Beförderungsentgelten können die Anträge auch 
von einer Gemeinschaftseinrichtung dieser Unternehmer für 
ihre Mitglieder gestellt werden. Der Antrag ist bis zum 31. 
Dezember für das vorangegangene Kalenderjahr zu stellen, und 
zwar für den Nahverkehr nach § 151 Abs. 1 Satz 1 Nr. 1 und für 
den Fernverkehr an das Bundesverwaltungsamt, für den 
übrigen Nahverkehr bei den in Absatz 3 bestimmten Behörden.

第 150 条 弁済手続
(1) 運賃損失は、事業主の申請に基づき弁済される。複数の
事業主による一つに組織化された、統一の輸送対価又は連
結された輸送対価を持つ交通網の場合には、申請はこれら
の事業主の共同組織によりその加盟者のために行うことが
できる。申請は前暦年の 12 月 31 日までに行うものとし、
第 151 条１項１文１号による近距離輸送、及び長距離輸送
については連邦行政局に、その他の近距離輸送については
第３項に規定された官庁に行う。 

(2) Die Unternehmer erhalten auf Antrag Vorauszahlungen für 
das laufende Kalenderjahr in Höhe von insgesamt 80 Prozent 
des zuletzt für ein Jahr festgesetzten Erstattungsbetrages. Die 
Vorauszahlungen werden je zur Hälfte am 15. Juli und am 15. 

(2) 事業主は申請により、当年に対して、直近の一年間につ
いて定められた弁済額の 80%に相当する額の前払い金を受
け取る。前払い金は、７月 15 日及び 11 月 15 日に半額ず
つ支払われる。前払い金の申請は、同時に第１項の趣旨に
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§ 147  Nah- und Fernverkehr 

(1) Nahverkehr im Sinne dieses Gesetzes ist der öffentliche 
Personenverkehr mit  

1. Straßenbahnen und Obussen im Sinne des 
Personenbeförderungsgesetzes, 

2. Kraftfahrzeugen im Linienverkehr nach den §§ 42 und 43 des 
Personenbeförderungsgesetzes auf Linien, bei denen die 
Mehrzahl der Beförderungen eine Strecke von 50 Kilometer 
nicht übersteigt, es sei denn, dass bei den Verkehrsformen 
nach § 43 des Personenbeförderungsgesetzes die 
Genehmigungsbehörde auf die Einhaltung der Vorschriften 
über die Beförderungsentgelte gemäß § 45 Abs. 3 des 
Personenbeförderungsgesetzes ganz oder teilweise verzichtet 
hat, 

3. S-Bahnen in der 2. Wagenklasse, 
4. Eisenbahnen in der 2. Wagenklasse in Zügen und auf 

Strecken und Streckenabschnitten, die in ein von mehreren 
Unternehmern gebildetes, mit den unter Nummer 1, 2 oder 7 
genannten Verkehrsmitteln zusammenhängendes Liniennetz 
mit einheitlichen oder verbundenen Beförderungsentgelten 
einbezogen sind, 

5. Eisenbahnen des Bundes in der 2. Wagenklasse in Zügen, die 
überwiegend dazu bestimmt sind, die Verkehrsnachfrage im 
Nahverkehr zu befriedigen (Züge des Nahverkehrs), 

6. sonstigen Eisenbahnen des öffentlichen Verkehrs im Sinne 
des § 2 Abs. 1 und § 3 Abs. 1 des Allgemeinen 
Eisenbahngesetzes in der 2. Wagenklasse auf Strecken, bei 
denen die Mehrzahl der Beförderungen eine Strecke von 50 
Kilometer nicht überschreiten, 

7. Wasserfahrzeugen im Linien-, Fähr- und Übersetzverkehr, 
wenn dieser der Beförderung von Personen im Orts- und 
Nachbarschaftsbereich dient und Ausgangs- und Endpunkt 
innerhalb dieses Bereiches liegen; Nachbarschaftsbereich ist 
der Raum zwischen benachbarten Gemeinden, die, ohne 
unmittelbar aneinander grenzen zu müssen, durch einen 
stetigen, mehr als einmal am Tag durchgeführten Verkehr 
wirtschaftlich und verkehrsmäßig verbunden sind. 

第 147 条 近距離・長距離輸送 
(1) 本法律の趣旨による近距離輸送とは、以下の交通手段を
使った公共旅客輸送のことである。 

1. 旅客輸送法の趣旨による路面電車及びトロリーバス 
2. 旅客輸送法第 42 条及び第 43 条による定期路線交通の車
両で、輸送の大半が 50km 区間を超えない路線上で行わ
れるもの、ただし旅客輸送法第 43 条による輸送形態の場
合に許認可官庁が旅客輸送法第 45 条３項による輸送対価
に関する規定の遵守を全面的もしくは部分的に断念した
場合を除く、 

3. 第２車両等級の都市高速鉄道、 
4. 一連の第２車両等級の鉄道で、複数の事業主により一つ
に組織化され、１号、２号又は７号に挙げた交通手段と組
み合わされ、統一の輸送対価又は連結された輸送対価を持
つ路線網の中に組み込まれている区間及び区間の一部上
にあるもの、 

5. 一連の第２車両等級の連邦の鉄道で、もっぱら近距離輸
送における交通需要を充足するために指定されているも
の（近距離輸送列車）、 

6. 第２車両等級の、一般鉄道法第２条１項及び第３条１項
の趣旨による公共交通のその他の列車で、輸送の大半が
50 km の区間を超えない区間上で行われるもの、 

7. 定期路線交通、フェリー輸送及び渡河輸送における船舶
で、市内・近隣地域における旅客輸送に利用され、出発点
と終点がこれらの地域内にある場合；近隣地域とは、必ず
しも直接に境を接している必要はなく、連続して、一日一
回以上実施される輸送により経済的かつ輸送上結びつい
ている隣り合った市町村の地域圏のことである。 

(2) Fernverkehr im Sinne dieses Gesetzes ist der öffentliche 
Personenverkehr mit  

1. Kraftfahrzeugen im Linienverkehr nach § 42 des 
Personenbeförderungsgesetzes, 

2. Eisenbahnen, ausgenommen den Sonderzugverkehr, 
3. Wasserfahrzeugen im Fähr- und Übersetzverkehr, sofern 

keine Häfen außerhalb des Geltungsbereiches dieses 
Gesetzbuchs angelaufen werden, soweit der Verkehr nicht 
Nahverkehr im Sinne des Absatzes 1 ist. 

(2) 本法律の趣旨による長距離輸送とは、以下の交通手段を
使った公共旅客輸送のことである。 

1. 旅客輸送法第 42 条による定期路線輸送における車両 
2. 臨時列車輸送を除く鉄道 
3. 輸送範囲が、前項の趣旨による近距離輸送には該当せず、
本法律の適用範囲外の港に寄港しない限りにおいてフェ
リー・渡河輸送における船舶。 

(3) Die Unternehmer, die öffentlichen Personenverkehr betreiben, 
weisen im öffentlichen Personenverkehr nach Absatz 1 Nr. 2, 5, 
6 und 7 im Fahrplan besonders darauf hin, inwieweit eine 
Pflicht zur unentgeltlichen Beförderung nach § 145 Abs. 1 nicht 
besteht. 

 

(3) 公共旅客輸送を営む事業主は、第１項２号、５号、６号
及び７号による公共旅客輸送においては、第 145 条１項の
無償輸送の義務はどの範囲で存在しないかを時刻表で特に
言及する。 

§ 148  Erstattung der Fahrgeldausfälle im Nahverkehr 
(1) Die Fahrgeldausfälle im Nahverkehr werden nach einem 

Prozentsatz der von den Unternehmern nachgewiesenen 
Fahrgeldeinnahmen im Nahverkehr erstattet. 

第 148 条 近距離輸送における運賃損失の弁済
(1) 近距離輸送における運賃損失は、事業主により証明され
た近距離輸送における運賃収入のパーセンテージに従って
弁済される。 

(2) Fahrgeldeinnahmen im Sinne dieses Kapitels sind alle Erträge 
aus dem Fahrkartenverkauf zum genehmigten 
Beförderungsentgelt; sie umfassen auch Erträge aus der 
Beförderung von Handgepäck, Krankenfahrstühlen, sonstigen 
orthopädischen Hilfsmitteln, Tieren sowie aus erhöhten 
Beförderungsentgelten. 

(2) 本章の趣旨による運賃収入とは、認可された輸送対価に
対する乗車券の販売による全収益のことである；この中に
は手荷物、病人用車椅子、その他の整形外科的補助具、動
物の輸送及び割増された輸送対価による収益も含まれる。

(3) Werden in einem von mehreren Unternehmern gebildeten 
zusammenhängenden Liniennetz mit einheitlichen oder 
verbundenen Beförderungsentgelten die Erträge aus dem 
Fahrkartenverkauf zusammengefasst und dem einzelnen 
Unternehmer anteilmäßig nach einem vereinbarten 
Verteilungsschlüssel zugewiesen, so ist der zugewiesene Anteil 
Ertrag im Sinne des Absatzes 2. 

(3) 複数の事業主による一つに組織化された、統一の輸送対
価又は連結された輸送対価を持つ路線網の中で、乗車券の
販売による収益がまとめられ、個々の事業主に、合意され
た配分率による割合に応じて分配される場合には、割当て
られた分配分が前項の趣旨による収益である。 

(4) Der Prozentsatz im Sinne des Absatzes 1 wird für jedes Land 
von der Landesregierung oder der von ihr bestimmten Behörde 
für jeweils ein Jahr bekannt gemacht. Bei der Berechnung des 
Prozentsatzes ist von folgenden Zahlen auszugehen:  

1. der Zahl der in dem Land in dem betreffenden Kalenderjahr 

(4) 第１項のパーセンテージは、各州について州政府又は州
政府に指定された官庁によりそれぞれ毎年公表される。パ
ーセンテージを算出する際には、次の数字をもとにする：

1. その州で該当する暦年に発行された印紙の数及びその州
で年度末時点で流通している、満６歳に達し、付き添いの
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ausgegebenen Wertmarken und der Hälfte der in dem Land 
am Jahresende in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise im 
Sinne des § 145 Abs. 1 Satz 1 von schwerbehinderten 
Menschen, die das sechste Lebensjahr vollendet haben und bei 
denen die Berechtigung zur Mitnahme einer Begleitperson im 
Ausweis eingetragen ist; Wertmarken mit einer 
Gültigkeitsdauer von einem halben Jahr werden zur Hälfte, 
zurückgegebene Wertmarken für jeden vollen Kalendermonat 
vor Rückgabe zu einem Zwölftel gezählt, 

2. der in den jährlichen Veröffentlichungen des Statistischen 
Bundesamtes zum Ende des Vorjahres nachgewiesenen Zahl 
der Wohnbevölkerung in dem Land abzüglich der Zahl der 
Kinder, die das sechste Lebensjahr noch nicht vollendet 
haben, und der Zahlen nach Nummer 1.  

Der Prozentsatz ist nach folgender Formel zu berechnen: 
 

Nach Nummer 1 errechnete Zahl x 100. Nach Nummer 2 errechnete Zahl 
 

Bei der Festsetzung des Prozentsatzes sich ergebende Bruchteile 
von 0,005 und mehr werden auf ganze Hundertstel aufgerundet, 
im Übrigen abgerundet. 

同行の認定が証明書に記載されている重度障害者の第
145 条１項１文の趣旨による証明書の半数；半年間の有効
期間を持つ印紙については２分の１、返却された印紙につ
いては、返却される前の使用月数１月全体につき 12 分の
１として計算する 

2. 連邦統計局から毎年発行される刊行物における前年度末
の時点で証明されたその州の居住者人口から、まだ６歳に
達していない児童の数及び前号で算出された数字を引い
た数 

パーセンテージは次の式から計算する： 
 

１号で算出した数字
× 100 

２号で算出した数字
 
パーセンテージを決める際に生じた端数が 0.005 以上場合
には 100 分の１の位に切り上げ、それ以外の場合には切り
捨てる。 

(5) Weist ein Unternehmen durch Verkehrszählung nach, dass das 
Verhältnis zwischen den nach diesem Kapitel unentgeltlich 
beförderten Fahrgästen und den sonstigen Fahrgästen den 
nach Absatz 4 festgesetzten Prozentsatz um mindestens ein 
Drittel übersteigt, wird neben dem sich aus der Berechnung 
nach Absatz 4 ergebenden Erstattungsbetrag auf Antrag der 
nachgewiesene, über dem Drittel liegende Anteil erstattet. Die 
Länder können durch Rechtsverordnung bestimmen, dass die 
Verkehrszählung durch Dritte auf Kosten des Unternehmens zu 
erfolgen hat. 

 

(5) ある企業が、交通量調査により、この章に従い無料で輸
送した乗客とそれ以外の乗客の間の比率が前項で定められ
たパーセンテージを３分の１以上上回っていることを証明
した場合には、追加分の割合による弁済額は３分の１を超
えていると証明された割合をもとに第４項によって計算す
る。州は、法規命令を通して費用の３分の１を企業が負担
することにより交通量調査を実施することを決定すること
ができる。 

§ 149  Erstattung der Fahrgeldausfälle im Fernverkehr 
(1) Die Fahrgeldausfälle im Fernverkehr werden nach einem 

Prozentsatz der von den Unternehmern nachgewiesenen 
Fahrgeldeinnahmen im Fernverkehr erstattet. 

第 149 条 長距離輸送における運賃損失の弁済
(1) 長距離輸送における運賃損失は、事業主により証明され
た長距離輸送における運賃収入のパーセンテージに従って
弁済される。 

(2) Der maßgebende Prozentsatz wird vom Bundesministerium 
für Arbeit und Soziales im Einvernehmen mit dem 
Bundesministerium der Finanzen und dem Bundesministerium 
für Verkehr, Bau und Stadtentwicklung für jeweils zwei Jahre 
bekannt gemacht. Bei der Berechnung des Prozentsatzes ist von 
folgenden, für das letzte Jahr vor Beginn des 
Zweijahreszeitraumes vorliegenden Zahlen auszugehen:  

1. der Zahl der im Geltungsbereich dieses Gesetzes am 
Jahresende in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise nach § 
145 Abs. 1 Satz 1, auf denen die Berechtigung zur Mitnahme 
einer Begleitperson eingetragen ist, abzüglich 25 Prozent, 

2. der in den jährlichen Veröffentlichungen des Statistischen 
Bundesamtes zum Jahresende nachgewiesenen Zahl der 
Wohnbevölkerung im Geltungsbereich dieses Gesetzes 
abzüglich der Zahl der Kinder, die das vierte Lebensjahr noch 
nicht vollendet haben, und der nach Nummer 1 ermittelten 
Zahl. 

Der Prozentsatz ist nach folgender Formel zu errechnen:  
 

Nach Nummer 1 errechnete Zahl x 100. Nach Nummer 2 errechnete Zahl 
 
§ 148 Abs. 4 letzter Satz gilt entsprechend. 
 

(2) 基準となるパーセンテージは、連邦労働社会省により連
邦財務省及び連邦交通建設都市開発省の了承を得て、それ
ぞれ２年ごとに公表される。パーセンテージを算出する際
には、前年度について、２年間の対象期間が始まる前に存
在する以下の数字をもとにする： 

1. 本法律の適用範囲にある年度末時点で流通している第
145 条１項１文による有効な証明書で常時付き添いの同
行の認定が記載されているものの数から 25%を引いた数

2. 連邦統計局から毎年発行される刊行物における前年度末
の時点で証明された本法律の適用範囲における居住者人
口から、まだ４歳に達していない児童の数及び前号で算出
された数字を引いた数 

パーセンテージは次の式から計算する： 
 

１号で算出した数字
× 100 

２号で算出した数字
 
第 148 条４項最終文が準用される。 

§ 150  Erstattungsverfahren 
(1) Die Fahrgeldausfälle werden auf Antrag des Unternehmers 

erstattet. Bei einem von mehreren Unternehmern gebildeten 
zusammenhängenden Liniennetz mit einheitlichen oder 
verbundenen Beförderungsentgelten können die Anträge auch 
von einer Gemeinschaftseinrichtung dieser Unternehmer für 
ihre Mitglieder gestellt werden. Der Antrag ist bis zum 31. 
Dezember für das vorangegangene Kalenderjahr zu stellen, und 
zwar für den Nahverkehr nach § 151 Abs. 1 Satz 1 Nr. 1 und für 
den Fernverkehr an das Bundesverwaltungsamt, für den 
übrigen Nahverkehr bei den in Absatz 3 bestimmten Behörden.

第 150 条 弁済手続
(1) 運賃損失は、事業主の申請に基づき弁済される。複数の
事業主による一つに組織化された、統一の輸送対価又は連
結された輸送対価を持つ交通網の場合には、申請はこれら
の事業主の共同組織によりその加盟者のために行うことが
できる。申請は前暦年の 12 月 31 日までに行うものとし、
第 151 条１項１文１号による近距離輸送、及び長距離輸送
については連邦行政局に、その他の近距離輸送については
第３項に規定された官庁に行う。 

(2) Die Unternehmer erhalten auf Antrag Vorauszahlungen für 
das laufende Kalenderjahr in Höhe von insgesamt 80 Prozent 
des zuletzt für ein Jahr festgesetzten Erstattungsbetrages. Die 
Vorauszahlungen werden je zur Hälfte am 15. Juli und am 15. 

(2) 事業主は申請により、当年に対して、直近の一年間につ
いて定められた弁済額の 80%に相当する額の前払い金を受
け取る。前払い金は、７月 15 日及び 11 月 15 日に半額ず
つ支払われる。前払い金の申請は、同時に第１項の趣旨に

− 96 − − 97 −
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(3) Die auf den Bund entfallenden Ausgaben für die 
unentgeltliche Beförderung im Nahverkehr werden für 
Rechnung des Bundes geleistet. Die damit 
zusammenhängenden Einnahmen werden an den Bund 
abgeführt. Persönliche und sächliche Verwaltungskosten 
werden nicht erstattet. 

(3) 連邦に割当てられる近距離輸送における無料輸送のため
の支出は、連邦の勘定で支払われる。それに関連する収入
は、連邦に納められる。人件費及び設備管理費は弁済され
ない。 

(4) Auf die für Rechnung des Bundes geleisteten Ausgaben und 
die mit ihnen zusammenhängenden Einnahmen wird § 4 Abs. 2 
des Ersten Überleitungsgesetzes in der im Bundesgesetzblatt 
Teil III, Gliederungsnummer 603-3, veröffentlichten bereinigten 
Fassung, das zuletzt durch Artikel 2 des Gesetzes vom 20. 
Dezember 1991 (BGBl. I S. 2317) geändert worden ist, nicht 
angewendet. 

 

(4) 連邦の勘定で支払われる支出及びそれに関連する収入に
対しては、1991 年 12 月 20 日付の法律第２条（連邦官報
第Ⅰ部 2317 ページ）により最終改正され、連邦官報第Ⅲ
部、分類番号 603-3 の中で公表された改定条文による第１
移行法の第４条２項は適用されない。 

§ 152  Einnahmen aus Wertmarken 
Von den durch die Ausgabe der Wertmarke erzielten jährlichen 
Einnahmen sind an den Bund abzuführen:  

1. die Einnahmen aus der Ausgabe von Wertmarken an 
schwerbehinderte Menschen im Sinne des § 151 Abs. 1 Satz 1 
Nr. 2, 

2. ein bundeseinheitlicher Anteil der übrigen Einnahmen, der 
vom Bundesministerium für Arbeit und Soziales im 
Einvernehmen mit dem Bundesministerium der Finanzen und 
dem Bundesministerium für Verkehr, Bau und 
Stadtentwicklung für jeweils ein Jahr bekannt gemacht wird. 
Er errechnet sich aus dem Anteil der nach § 151 Abs. 1 Satz 1 
Nr. 1 vom Bund zu tragenden Aufwendungen an den 
Gesamtaufwendungen von Bund und Ländern für die 
unentgeltliche Beförderung im Nahverkehr, abzüglich der 
Aufwendungen für die unentgeltliche Beförderung der in § 151 
Abs. 1 Satz 1 Nr. 2 genannten Personengruppen. 

Die durch Ausgabe von Wertmarken an schwerbehinderte 
Menschen im Sinne des § 151 Abs. 1 Satz 1 Nr. 2 erzielten 
Einnahmen sind zum 15. Juli und zum 15. November an den 
Bund abzuführen. Von den eingegangenen übrigen Einnahmen 
sind zum 15. Juli und zum 15. November Abschlagszahlungen in 
Höhe des Prozentsatzes, der für das jeweilige Vorjahr nach Satz 1 
Nr. 2 bekannt gemacht wird, an den Bund abzuführen. Die auf 
den Bund entfallenden Einnahmen sind für jedes Haushaltsjahr 
abzurechnen. 

 

第 152 条 印紙による収入
印紙発行により得られた年間収益から、以下のものが連邦に
納められるものとする： 

1. 第 151 条１項１文２号の趣旨による重度障害者に対する
印紙の発行から得られた収益、 

2. 連邦労働社会省により連邦財務省と連邦交通建設都市開
発省の了承を得て毎年公表されるその他の収益のうちの
連邦均一割り当て分。これは、近距離輸送における無料輸
送に対する連邦と州の総支出に占める、連邦が負担すべき
費用の第 15１条１項１文１号による割合から第 151 条１
項１文２号に規定する対象者グループの無料輸送のため
の支出を差引くことにより算出する。 

第 151 条１項１文２号の趣旨による重度障害者に対する印紙
の発行により得られた収入は、７月 15 日と 11 月 15 日に連
邦に納められる。それ以外の収入からは、７月 15 日と 11 月
15 日に、前年について第１文２号により公表されるパーセン
テージに相当する分割払い分を連邦に対して納めるものとす
る。連邦に割当てられる収入は、毎会計年度ごとに決算を行
う。 

§ 153  Erfassung der Ausweise 
Die für die Ausstellung der Ausweise nach § 69 Abs. 5 zuständigen 
Behörden erfassen  

1. die am Jahresende in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise, 
getrennt nach  

a) Art, 
b) besonderen Eintragungen und 
c) Zugehörigkeit zu einer der in § 151 Abs. 1 Satz 1 genannten 

Gruppen, 
2. die im Kalenderjahr ausgegebenen Wertmarken, unterteilt 

nach der jeweiligen Gültigkeitsdauer, und die daraus erzielten 
Einnahmen, getrennt nach Zugehörigkeit zu einer der in § 151 
Abs. 1 Satz 1 genannten Gruppen als Grundlage für die nach § 
148 Abs. 4 Nr. 1 und § 149 Abs. 2 Nr. 1 zu ermittelnde Zahl der 
Ausweise und Wertmarken, für die nach § 151 Abs. 2 zu 
ermittelnde Höhe der Aufwendungen sowie für die nach § 152 
vorzunehmende Aufteilung der Einnahmen aus der Ausgabe 
von Wertmarken. Die zuständigen obersten Landesbehörden 
teilen dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales das 
Ergebnis der Erfassung nach Satz 1 spätestens bis zum 31. 
März des Jahres mit, in dem die Prozentsätze festzusetzen 
sind. 

 

第 153 条 証明書の把握
第 69 条５項により証明書の発行を管轄する官庁は、第 148
条４項１号及び第 149 条２項１号により算出される証明書と
印紙の数、第 151 条２項により算出される支出の額並びに第
152 条により実施される印紙発行による収入を分配するため
の基礎として、以下について把握する。 

1. 年度末時点で流通する有効な証明書 － 次の基準で分類
したもの 

a) 種類 
b) 特別な記載事項 
c) 第 151 条１項１文に規定する対象者グループのいずれ
かへの所属 

2. 一暦年に発行された印紙 － 有効期間、そこから得られ
た収入別に分類し、さらに第 151 条１項１文に規定する
対象者グループ別に分類したもの 

所轄の州最高官庁は、第１文の結果にパーセンテージも付記
し、遅くともその年の３月 31 日までに連邦労働社会省省に報
告する。 

§ 154  Verordnungsermächtigungen 
(1) Die Bundesregierung wird ermächtigt, in der 

Rechtsverordnung auf Grund des § 70 nähere Vorschriften über 
die Gestaltung der Wertmarken, ihre Verbindung mit dem 
Ausweis und Vermerke über ihre Gültigkeitsdauer zu erlassen.

第 154 条 命令の授権
(1) 第 70 条に基づく法規命令において、連邦政府に対して、
印紙の構成、証明書への添付方法、有効期間の記載に関す
る詳細な規定を発布する権限を与える。 

(2) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales und das 
Bundesministerium für Verkehr, Bau und Stadtentwicklung 
werden ermächtigt, durch Rechtsverordnung festzulegen, 
welche Zuggattungen von Eisenbahnen des Bundes zu den 
Zügen des Nahverkehrs im Sinne des § 147 Abs. 1 Nr. 5 und zu 
den zuschlagpflichtigen Zügen des Nahverkehrs im Sinne des § 

(2) 法規命令により、連邦労働社会省及び連邦交通建設都市
開発省に対して、連邦鉄道のどの種類の列車が、第 147 条
１項５号の趣旨による近距離輸送の列車に属し、第 145 条
１項１文後半の趣旨による近距離輸送の割増料金が義務づ
けられる列車に属するのかを定める権限を与える。 
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November gezahlt. Der Antrag auf Vorauszahlungen gilt 
zugleich als Antrag im Sinne des Absatzes 1. Die 
Vorauszahlungen sind zurückzuzahlen, wenn Unterlagen, die 
für die Berechnung der Erstattung erforderlich sind, nicht bis 
zum 31. Dezember des auf die Vorauszahlung folgenden 
Kalenderjahres vorgelegt sind. 

よる申請としても有効である。前払い金は、弁済の算定に
必要な書類が、当該前払い金の次の暦年の 12 月 31 日まで
に提出されなければ、払い戻さなければならない。 

(3) Die Landesregierung oder die von ihr bestimmte Stelle legt die 
Behörden fest, die über die Anträge auf Erstattung und 
Vorauszahlung entscheiden und die auf den Bund und das Land 
entfallenden Beträge auszahlen. § 11 Abs. 2 bis 4 des 
Personenbeförderungsgesetzes gilt entsprechend. 

(3) 州政府又は州政府により定められた官署は、弁済及び前
払い金の申請について決定し、連邦及び州に割当てられる
金額を支払う官庁を定める。旅客輸送法第 11 条２項から４
項が準用される。 

(4) Erstreckt sich der Nahverkehr auf das Gebiet mehrerer 
Länder, entscheiden die nach Landesrecht zuständigen 
Landesbehörden dieser Länder darüber, welcher Teil der 
Fahrgeldeinnahmen jeweils auf den Bereich ihres Landes 
entfällt. 

(4) 近距離輸送が複数州の地域に及ぶ場合には、これらの州
の州法で定められた所轄官庁が、運賃収入のどの部分がそ
れぞれその州の領域に該当するかを決定する。 

(5) Die Unternehmen im Sinne des § 151 Abs. 1 Satz 1 Nr. 1 legen 
ihren Anträgen an das Bundesverwaltungsamt den Anteil der 
nachgewiesenen Fahrgeldeinnahmen im Nahverkehr zugrunde, 
der auf den Bereich des jeweiligen Landes entfällt; für den 
Nahverkehr von Eisenbahnen des Bundes im Sinne des § 147 
Abs. 1 Satz 1 Nr. 5 bestimmt sich dieser Teil nach dem Anteil 
der Zugkilometer, die von einer Eisenbahn des Bundes mit 
Zügen des Nahverkehrs im jeweiligen Land erbracht werden. 

(5) 第 151 条１項１文１号の趣旨による企業は、近距離輸送
における証明された運賃収入の各州領域に割当てられる分
配分をもとに、連邦行政局に対して申請を行う；第 147 条
１項１文５号の趣旨による連邦鉄道の近距離輸送について
は、この割り当て分は連邦鉄道により各州の近距離輸送の
列車によってもたらされる列車走行キロ数の割合に従って
定められる。 

(6) Hinsichtlich der Erstattungen gemäß § 148 für den 
Nahverkehr nach § 151 Abs. 1 Satz 1 Nr. 1 und gemäß § 149 
sowie der entsprechenden Vorauszahlungen nach Absatz 2 wird 
dieses Kapitel in bundeseigener Verwaltung ausgeführt. Die 
Verwaltungsaufgaben des Bundes erledigt das 
Bundesverwaltungsamt nach fachlichen Weisungen des 
Bundesministeriums für Arbeit und Soziales in eigener 
Zuständigkeit. 

(6) 第 151 条１項１文１号の近距離輸送に関する第 148 条及
び第 149 条による弁済並びに第２項による相当する前払い
金については、本章は連邦固有行政の中で実施される。連
邦の行政の任務は、連邦労働社会省の専門的な指示に従い
連邦行政局が固有の管轄権の範囲で履行する。 

(7) Für das Erstattungsverfahren gelten das 
Verwaltungsverfahrensgesetz und die entsprechenden Gesetze 
der Länder. Bei Streitigkeiten über die Erstattungen und die 
Vorauszahlungen ist der Verwaltungsrechtsweg gegeben. 

 

(7) 弁済手続には、行政手続き法及び州の相当する法律が適
用される。弁済及び前払い金に関する紛争においては行政
裁判の途が与えられている。 

§ 151  Kostentragung 
(1) Der Bund trägt die Aufwendungen für die unentgeltliche 

Beförderung  
1. im Nahverkehr, soweit Unternehmen, die sich überwiegend in 

der Hand des Bundes oder eines mehrheitlich dem Bund 
gehörenden Unternehmens befinden (auch in 
Verkehrsverbünden), erstattungsberechtigte Unternehmer 
sind, 

2. im übrigen Nahverkehr für  
a) schwerbehinderte Menschen im Sinne des § 145 Abs. 1, die 

auf Grund eines Grades der Schädigungsfolgen von 
mindestens 50 Anspruch auf Versorgung nach dem 
Bundesversorgungsgesetz oder nach anderen 
Bundesgesetzen in entsprechender Anwendung der 
Vorschriften des Bundesversorgungsgesetzes haben oder 
Entschädigung nach § 28 des Bundesentschädigungsgesetzes 
erhalten, 

b) ihre Begleitperson im Sinne des § 145 Abs. 2 Nr. 1, 
c) die mitgeführten Gegenstände im Sinne des § 145 Abs. 2 Nr. 

2 sowie 
3. im Fernverkehr für die Begleitperson und die mitgeführten 

Gegenstände im Sinne des § 145 Abs. 2. 
Die Länder tragen die Aufwendungen für die unentgeltliche 
Beförderung der übrigen Personengruppen und der 
mitgeführten Gegenstände im Nahverkehr. 

第 151 条 費用負担
(1) 連邦は以下の各号における無料輸送のための費用を負担
する。 

1. 近距離輸送、もっぱら連邦が所有する企業、又はほぼ連
邦に属する企業が所有する企業が、弁済を受ける権利を有
する事業主である場合に限る。 

2. 以下の者に対するそれ以外の近距離輸送 
a) 第 145 条１項の趣旨による重度障害者で、障害の程度

が 50 以上であることを理由として連邦援護法もしくは
連邦援護法の規定に相当して適用されるその他の連邦
法による援護に対する請求権を有する者、又は連邦損害
賠償法第 28 条による補償金を受け取る者、 

b) 第 145 条２項１号の趣旨によるその付き添い者、 
c) 第 145 条２項２号の趣旨による携行物、並びに 

3. 第 145 条２項の趣旨による付き添い者及び携行品のため
の長距離輸送。 

州は、近距離輸送におけるその他の対象者グループ及びその
携行品の無料輸送のための費用を負担する。 

(2) Die nach Absatz 1 Satz 1 Nr. 2 auf den Bund und nach Absatz 
1 Satz 2 auf die einzelnen Länder entfallenden Aufwendungen 
für die unentgeltliche Beförderung im Nahverkehr errechnen 
sich aus dem Anteil der in dem betreffenden Kalenderjahr 
ausgegebenen Wertmarken und der Hälfte der am Jahresende 
in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise im Sinne des § 145 
Abs. 1 Satz 1 von schwerbehinderten Menschen, die das sechste 
Lebensjahr vollendet haben und bei denen die Berechtigung zur 
Mitnahme einer Begleitperson im Ausweis eingetragen ist, der 
jeweils auf die in Absatz 1 genannten Personengruppen entfällt. 
Wertmarken mit einer Gültigkeitsdauer von einem halben Jahr 
werden zur Hälfte, zurückgegebene Wertmarken für jeden 
vollen Kalendermonat vor Rückgabe zu einem Zwölftel gezählt.

(2) 第１項１文２号により連邦に割当てられ、第１項２文に
より各州に割当てられる近距離輸送における無料輸送の費
用は、該当する暦年に生じる印紙、及び年末の時点で流通
する、満６歳に達し付き添いの同行の認定が証明書に記載
されている重度障害者の第 145 条１項１文の趣旨による有
効な証明書の、それぞれ前項に挙げた対象者グループに配
分される割合に従って計算される。有効期間が半年の印紙
については、２分の１、返却された印紙については、返却
前の使用月数の一月全体につき 12 分の１として計算する。
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(3) Die auf den Bund entfallenden Ausgaben für die 
unentgeltliche Beförderung im Nahverkehr werden für 
Rechnung des Bundes geleistet. Die damit 
zusammenhängenden Einnahmen werden an den Bund 
abgeführt. Persönliche und sächliche Verwaltungskosten 
werden nicht erstattet. 

(3) 連邦に割当てられる近距離輸送における無料輸送のため
の支出は、連邦の勘定で支払われる。それに関連する収入
は、連邦に納められる。人件費及び設備管理費は弁済され
ない。 

(4) Auf die für Rechnung des Bundes geleisteten Ausgaben und 
die mit ihnen zusammenhängenden Einnahmen wird § 4 Abs. 2 
des Ersten Überleitungsgesetzes in der im Bundesgesetzblatt 
Teil III, Gliederungsnummer 603-3, veröffentlichten bereinigten 
Fassung, das zuletzt durch Artikel 2 des Gesetzes vom 20. 
Dezember 1991 (BGBl. I S. 2317) geändert worden ist, nicht 
angewendet. 

 

(4) 連邦の勘定で支払われる支出及びそれに関連する収入に
対しては、1991 年 12 月 20 日付の法律第２条（連邦官報
第Ⅰ部 2317 ページ）により最終改正され、連邦官報第Ⅲ
部、分類番号 603-3 の中で公表された改定条文による第１
移行法の第４条２項は適用されない。 

§ 152  Einnahmen aus Wertmarken 
Von den durch die Ausgabe der Wertmarke erzielten jährlichen 
Einnahmen sind an den Bund abzuführen:  

1. die Einnahmen aus der Ausgabe von Wertmarken an 
schwerbehinderte Menschen im Sinne des § 151 Abs. 1 Satz 1 
Nr. 2, 

2. ein bundeseinheitlicher Anteil der übrigen Einnahmen, der 
vom Bundesministerium für Arbeit und Soziales im 
Einvernehmen mit dem Bundesministerium der Finanzen und 
dem Bundesministerium für Verkehr, Bau und 
Stadtentwicklung für jeweils ein Jahr bekannt gemacht wird. 
Er errechnet sich aus dem Anteil der nach § 151 Abs. 1 Satz 1 
Nr. 1 vom Bund zu tragenden Aufwendungen an den 
Gesamtaufwendungen von Bund und Ländern für die 
unentgeltliche Beförderung im Nahverkehr, abzüglich der 
Aufwendungen für die unentgeltliche Beförderung der in § 151 
Abs. 1 Satz 1 Nr. 2 genannten Personengruppen. 

Die durch Ausgabe von Wertmarken an schwerbehinderte 
Menschen im Sinne des § 151 Abs. 1 Satz 1 Nr. 2 erzielten 
Einnahmen sind zum 15. Juli und zum 15. November an den 
Bund abzuführen. Von den eingegangenen übrigen Einnahmen 
sind zum 15. Juli und zum 15. November Abschlagszahlungen in 
Höhe des Prozentsatzes, der für das jeweilige Vorjahr nach Satz 1 
Nr. 2 bekannt gemacht wird, an den Bund abzuführen. Die auf 
den Bund entfallenden Einnahmen sind für jedes Haushaltsjahr 
abzurechnen. 

 

第 152 条 印紙による収入
印紙発行により得られた年間収益から、以下のものが連邦に
納められるものとする： 

1. 第 151 条１項１文２号の趣旨による重度障害者に対する
印紙の発行から得られた収益、 

2. 連邦労働社会省により連邦財務省と連邦交通建設都市開
発省の了承を得て毎年公表されるその他の収益のうちの
連邦均一割り当て分。これは、近距離輸送における無料輸
送に対する連邦と州の総支出に占める、連邦が負担すべき
費用の第 15１条１項１文１号による割合から第 151 条１
項１文２号に規定する対象者グループの無料輸送のため
の支出を差引くことにより算出する。 

第 151 条１項１文２号の趣旨による重度障害者に対する印紙
の発行により得られた収入は、７月 15 日と 11 月 15 日に連
邦に納められる。それ以外の収入からは、７月 15 日と 11 月
15 日に、前年について第１文２号により公表されるパーセン
テージに相当する分割払い分を連邦に対して納めるものとす
る。連邦に割当てられる収入は、毎会計年度ごとに決算を行
う。 

§ 153  Erfassung der Ausweise 
Die für die Ausstellung der Ausweise nach § 69 Abs. 5 zuständigen 
Behörden erfassen  

1. die am Jahresende in Umlauf befindlichen gültigen Ausweise, 
getrennt nach  

a) Art, 
b) besonderen Eintragungen und 
c) Zugehörigkeit zu einer der in § 151 Abs. 1 Satz 1 genannten 

Gruppen, 
2. die im Kalenderjahr ausgegebenen Wertmarken, unterteilt 

nach der jeweiligen Gültigkeitsdauer, und die daraus erzielten 
Einnahmen, getrennt nach Zugehörigkeit zu einer der in § 151 
Abs. 1 Satz 1 genannten Gruppen als Grundlage für die nach § 
148 Abs. 4 Nr. 1 und § 149 Abs. 2 Nr. 1 zu ermittelnde Zahl der 
Ausweise und Wertmarken, für die nach § 151 Abs. 2 zu 
ermittelnde Höhe der Aufwendungen sowie für die nach § 152 
vorzunehmende Aufteilung der Einnahmen aus der Ausgabe 
von Wertmarken. Die zuständigen obersten Landesbehörden 
teilen dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales das 
Ergebnis der Erfassung nach Satz 1 spätestens bis zum 31. 
März des Jahres mit, in dem die Prozentsätze festzusetzen 
sind. 

 

第 153 条 証明書の把握
第 69 条５項により証明書の発行を管轄する官庁は、第 148
条４項１号及び第 149 条２項１号により算出される証明書と
印紙の数、第 151 条２項により算出される支出の額並びに第
152 条により実施される印紙発行による収入を分配するため
の基礎として、以下について把握する。 

1. 年度末時点で流通する有効な証明書 － 次の基準で分類
したもの 

a) 種類 
b) 特別な記載事項 
c) 第 151 条１項１文に規定する対象者グループのいずれ
かへの所属 

2. 一暦年に発行された印紙 － 有効期間、そこから得られ
た収入別に分類し、さらに第 151 条１項１文に規定する
対象者グループ別に分類したもの 

所轄の州最高官庁は、第１文の結果にパーセンテージも付記
し、遅くともその年の３月 31 日までに連邦労働社会省省に報
告する。 

§ 154  Verordnungsermächtigungen 
(1) Die Bundesregierung wird ermächtigt, in der 

Rechtsverordnung auf Grund des § 70 nähere Vorschriften über 
die Gestaltung der Wertmarken, ihre Verbindung mit dem 
Ausweis und Vermerke über ihre Gültigkeitsdauer zu erlassen.

第 154 条 命令の授権
(1) 第 70 条に基づく法規命令において、連邦政府に対して、
印紙の構成、証明書への添付方法、有効期間の記載に関す
る詳細な規定を発布する権限を与える。 

(2) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales und das 
Bundesministerium für Verkehr, Bau und Stadtentwicklung 
werden ermächtigt, durch Rechtsverordnung festzulegen, 
welche Zuggattungen von Eisenbahnen des Bundes zu den 
Zügen des Nahverkehrs im Sinne des § 147 Abs. 1 Nr. 5 und zu 
den zuschlagpflichtigen Zügen des Nahverkehrs im Sinne des § 

(2) 法規命令により、連邦労働社会省及び連邦交通建設都市
開発省に対して、連邦鉄道のどの種類の列車が、第 147 条
１項５号の趣旨による近距離輸送の列車に属し、第 145 条
１項１文後半の趣旨による近距離輸送の割増料金が義務づ
けられる列車に属するのかを定める権限を与える。 
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nur für die Beendigung von Probearbeitsverhältnissen. 
3. Als Dienststelle im Sinne des Kapitels 5 gelten auch Teile und 

Stellen des Bundesnachrichtendienstes, die nicht zu seiner 
Zentrale gehören. § 94 Abs. 1 Satz 4 und 5 sowie § 97 sind 
nicht anzuwenden. In den Fällen des § 97 Abs. 6 ist die 
Schwerbehindertenvertretung der Zentrale des 
Bundesnachrichtendienstes zuständig. Im Falle des § 94 Abs. 
6 Satz 4 lädt der Leiter oder die Leiterin der Dienststelle ein. 
Die Schwerbehindertenvertretung ist in den Fällen nicht zu 
beteiligen, in denen die Beteiligung der Personalvertretung 
nach dem Bundespersonalvertretungsgesetz ausgeschlossen 
ist. Der Leiter oder die Leiterin des 
Bundesnachrichtendienstes kann anordnen, dass die 
Schwerbehindertenvertretung nicht zu beteiligen ist, 
Unterlagen nicht vorgelegt oder Auskünfte nicht erteilt 
werden dürfen, wenn und soweit dies aus besonderen 
nachrichtendienstlichen Gründen geboten ist. Die Rechte und 
Pflichten der Schwerbehindertenvertretung ruhen, wenn die 
Rechte und Pflichten der Personalvertretung ruhen. § 96 Abs. 
7 Satz 3 ist nach Maßgabe der Sicherheitsbestimmungen des 
Bundesnachrichtendienstes anzuwenden. § 99 Abs. 2 gilt nur 
für die in § 99 Abs. 1 genannten Personen und Vertretungen 
der Zentrale des Bundesnachrichtendienstes. 

4. Im Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt (§ 119) 
und die Widerspruchsausschüsse bei der Bundesagentur für 
Arbeit (§ 120) treten in Angelegenheiten schwerbehinderter 
Menschen, die beim Bundesnachrichtendienst beschäftigt 
sind, an die Stelle der Mitglieder, die Arbeitnehmer oder 
Arbeitnehmerinnen und Arbeitgeber sind (§ 119 Abs. 1 und § 
120 Abs. 1), Angehörige des Bundesnachrichtendienstes, an 
die Stelle der Schwerbehindertenvertretung die 
Schwerbehindertenvertretung der Zentrale des 
Bundesnachrichtendienstes. Sie werden dem Integrationsamt 
und der Bundesagentur für Arbeit vom Leiter oder der 
Leiterin des Bundesnachrichtendienstes benannt. Die 
Mitglieder der Ausschüsse müssen nach den dafür geltenden 
Bestimmungen ermächtigt sein, Kenntnis von 
Verschlusssachen des in Betracht kommenden 
Geheimhaltungsgrades zu erhalten. 

5. Über Rechtsstreitigkeiten, die auf Grund dieses Buches im 
Geschäftsbereich des Bundesnachrichtendienstes entstehen, 
entscheidet im ersten und letzten Rechtszug der oberste 
Gerichtshof des zuständigen Gerichtszweiges. 

 

み適用される。
3. 中央局に所属しない連邦情報局の部署及び出先機関もま
た第５章の趣旨による官公署とみなされる。第 94 条１項
４文及び５文並びに第 97 条は適用されない。第 97 条６
項の事例においては連邦情報局の中央局の重度障害者代
表が管轄する。第 94 条６項４文の事例においては出先機
関の長が招集する。重度障害者代表は、連邦職員代表法に
則り公勤務者代表の参加が除外されている事例において
は、参加することはできない。連邦情報局の局長は、それ
が情報局の特殊な事情により必要な場合には、必要な範囲
内で、重度障害者代表を参加させず、資料を提出、又は情
報を提供してはならない旨を命じることができる。重度障
害者代表の権利と義務は、職員代表の権利と義務が停止さ
れた場合には停止する。第 96 条７項３文は、連邦情報局
の安全規則に従って適用される。第 99 条２項は、第 99
条１項に挙げた連邦情報局の中央局における対象者及び
代表についてのみ適用される。 

4. 統合局における異議申立て委員会（第 119 条）及び連邦
雇用エージェンシーにおける異議申立て委員会（第 120
条）においては、連邦情報局に従事する重度障害者の案件
については、連邦情報局の職員が労働者委員及び雇用主委
員（第 119 条１項及び第 120 条１項）のかわりとなり、
連邦情報局の中央局の重度障害者代表が重度障害者代表
のかわりとなる。この場合、統合局及び連邦雇用エージェ
ンシーに対して、連邦情報局の局長から名前が伝えられ
る。委員会の委員は、そのために適用される規定に従い、
考慮に値する秘密保持度を持つ秘密事項について知らさ
れる権限が与えられていなければならない。 

5. 本編に基づき連邦情報局の管轄範囲内で発生する法律上
の紛争に関しては、第一審級と最終審級において裁判権を
有する裁判部門の最高裁判所が決定する。 

§ 159  Übergangsregelung 
(1) Abweichend von § 71 Abs. 1 beträgt die Pflichtquote für die in § 

71 Abs. 3 Nr. 1 und 4 genannten öffentlichen Arbeitgeber des 
Bundes weiterhin 6 Prozent, wenn sie am 31. Oktober 1999 auf 
mindestens 6 Prozent der Arbeitsplätze schwerbehinderte 
Menschen beschäftigt hatten. 

第 159 条 移行規定
(1) 第 71 条１項の規定にかかわらず、第 71 条３項１号及び
４号に挙げた連邦の公的な雇用主に対する義務雇用率は、
当該雇用主が 1999 年 10 月 31 日の時点で職場の６%以上
で重度障害者を雇用していたならば、その後も引き続き
６%とする。 

(2) Auf Leistungen nach § 33 Abs. 2 des 
Schwerbehindertengesetzes in Verbindung mit dem Ersten 
Abschnitt der Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung 
jeweils in der bis zum 30. September 2000 geltenden Fassung 
sind die zu diesem Zeitpunkt geltenden Rechtsvorschriften 
weiter anzuwenden, wenn die Entscheidung über die 
beantragten Leistungen vor dem 1. Oktober 2000 getroffen 
worden ist. 

(2) 重度障害者法の第33条２項及びそれに関する重度障害者
負担調整賦課金規則の第１章のそれぞれ 2000年９月 30 日
まで有効な条文に基づく給付に対しては、申請された給付
に関する決定が 2000年 10 月１日より前に下されていた場
合には、その時点で有効な法規命令がその後も引き続き適
用されるものとする。 

(3) Eine auf Grund des Schwerbehindertengesetzes getroffene 
bindende Feststellung über das Vorliegen einer Behinderung, 
eines Grades der Behinderung und das Vorliegen weiterer 
gesundheitlicher Merkmale gelten als Feststellungen nach 
diesem Buch. 

(3) 重度障害者法に基づき下された障害の有無、障害の程度
及びそれ以外の健康上の特徴の有無に関する拘束力のある
認定は、本編による認定とみなされる。 

(4) Die nach § 56 Abs. 2 des Schwerbehindertengesetzes 
erlassenen allgemeinen Richtlinien sind bis zum Erlass von 
allgemeinen Verwaltungsvorschriften nach § 141 weiter 
anzuwenden. 

(4) 重度障害者法の第 56 条２項により発布された一般指針
は、第 141 条による一般行政規定が発布されるまで適用さ
れるものとする。 

(5) § 17 Abs. 2 Satz 1 ist vom 1. Januar 2008 an mit der Maßgabe 
anzuwenden, dass auf Antrag Leistungen durch ein 
Persönliches Budget ausgeführt werden. 

(5) 第17条第２項１文は個人予算を通じた給付請求に対して
2008 年 1 月 1 日より標準的に適用する。 

(6) Auf Erstattungen nach Teil 2 Kapitel 13 ist § 148 für bis zum 
31. Dezember 2004 entstandene Fahrgeldausfälle in der bis zu 
diesem Zeitpunkt geltenden Fassung anzuwenden. 

 

(6) 第２部第 13 章に基づく弁済に関し、2004 年 12 月 31 日
までに生じた運賃の取り消しについてはその時点までに有
効な条文により 148 条が適用される。 

§ 160  Überprüfungsregelung 第 160 条 検討規定
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145 Abs. 1 Satz 1 zweiter Halbsatz zählen. 
 

Kapitel 14  Straf-, Bußgeld- und Schlussvorschriften 
 
§ 155  Strafvorschriften 

(1) Wer unbefugt ein fremdes Geheimnis, namentlich ein zum 
persönlichen Lebensbereich gehörendes Geheimnis oder ein 
Betriebs- oder Geschäftsgeheimnis, offenbart, das ihm als 
Vertrauensperson schwerbehinderter Menschen anvertraut 
worden oder sonst bekannt geworden ist, wird mit 
Freiheitsstrafe bis zu einem Jahr oder mit Geldstrafe bestraft. 

第 14 章 処罰規定・過料規定及び最終規定 
 
第 155 条 処罰規定 

(1) 重度障害者の利益代表として打ち明けられた、又はその
他の方法で知りえた第三者の秘密、すなわち個人の生活領
域に属する秘密又は企業もしくは業務機密を権限なく明ら
かにした者は、１年以下の自由刑又は罰金刑に処す。 

(2) Handelt der Täter gegen Entgelt oder in der Absicht, sich oder 
einen anderen zu bereichern oder einen anderen zu schädigen, 
so ist die Strafe Freiheitsstrafe bis zu zwei Jahren oder 
Geldstrafe. Ebenso wird bestraft, wer unbefugt ein fremdes 
Geheimnis, namentlich ein Betriebs- oder Geschäftsgeheimnis, 
zu dessen Geheimhaltung er nach Absatz 1 verpflichtet ist, 
verwertet. 

(2) 行為者が、報酬を受け取り、又は自己もしくは他者の私
腹を肥やし、もしくは害することを意図してその行為を行
った場合には、２年以下の自由刑又は罰金刑に処す。同じ
く前項により秘密保持を義務づけられている者が、権限な
く第三者の秘密、すなわち企業もしくは業務秘密を利用し
た場合にも刑に処す。 

(3) Die Tat wird nur auf Antrag verfolgt. 
 

(3) 当該行為は、告訴によってのみ訴追される。

§ 156  Bußgeldvorschriften 
(1) Ordnungswidrig handelt, wer vorsätzlich oder fahrlässig  

1. entgegen § 71 Abs. 1 Satz 1, auch in Verbindung mit einer 
Rechtsverordnung nach § 79 Nr. 1, oder § 71 Abs. 1 Satz 3 
schwerbehinderte Menschen nicht beschäftigt, 

2. entgegen § 80 Abs. 1 ein Verzeichnis nicht, nicht richtig, nicht 
vollständig oder nicht in der vorgeschriebenen Weise führt 
oder nicht oder nicht rechtzeitig vorlegt, 

3. entgegen § 80 Abs. 2 Satz 1 oder Abs. 4 eine Anzeige nicht, 
nicht richtig, nicht vollständig, nicht in der vorgeschriebenen 
Weise oder nicht rechtzeitig erstattet, 

4. entgegen § 80 Abs. 5 eine Auskunft nicht, nicht richtig, nicht 
vollständig oder nicht rechtzeitig erteilt, 

5. entgegen § 80 Abs. 7 Einblick in den Betrieb oder die 
Dienststelle nicht oder nicht rechtzeitig gibt, 

6. entgegen § 80 Abs. 8 eine dort bezeichnete Person nicht oder 
nicht rechtzeitig benennt, 

7. entgegen § 81 Abs. 1 Satz 4 oder 9 eine dort bezeichnete 
Vertretung oder einen Beteiligten nicht, nicht richtig, nicht 
vollständig oder nicht rechtzeitig unterrichtet, 

8. entgegen § 81 Abs. 1 Satz 7 eine Entscheidung nicht erörtert, 
oder 

9. entgegen § 95 Abs. 2 Satz 1 die Schwerbehindertenvertretung 
nicht, nicht richtig, nicht vollständig oder nicht rechtzeitig 
unterrichtet oder nicht oder nicht rechtzeitig hört. 

第 156 条 罰金規定
(1) 故意又は過失により以下の行為をする者は秩序違反であ
る。 

1. 第 71 条１項１文及びそれに関連する第 79 条１号に基づ
く法規命令又は第 71 条１項３文に反して重度障害者を雇
用しない者、 

2. 第 80 条１項に反して一覧表を作成しない、正確に作成し
ない、完全に、もしくは規定された方法で作成しない、又
は提出しない、もしくは適切な時期に提出しない者、 

3. 第 80 条２項１文又は４項に反して届け出を行わない、正
確に行わない、完全には行わない、規定された方法では行
わない、又は適切な時期に行わない者、 

4. 第 80 条５項に反して情報を提供しない、正確に提供しな
い、完全には提供しない、又は適切な時期に提供しない者、

5. 第 80 条７項に反して企業又は官公署の中を見せない、又
は適切な時期に見せない者、 

6. 第 80 条８項に反してその項に示された者を任命しない、
又は適切な時期に任命しない者、 

7. 第 81 条１項４文又は９文に反してその項に示された代
表もしくは関係者に情報を与えない、正確な情報を与えな
い、又は適切な時期に情報を与えない者、 

8. 第 81 条１項７文に反して決定について検討しない者、又
は 

9. 第 95 条２項１文に反して重度障害者代表に情報を与え
ない、正確に情報を与えない、完全には情報を与えない、
もしくは適切な時期に情報を与えない、又は意見を聴かな
い、もしくは適切な時期に意見を聴かない者。 

(2) Die Ordnungswidrigkeit kann mit einer Geldbuße bis zu 
10.000 Euro geahndet werden. 

(2) 秩序違反は、10000 ユーロ以下の過料を以って処罰され
うる。 

(3) Verwaltungsbehörde im Sinne des § 36 Abs. 1 Nr. 1 des 
Gesetzes über Ordnungswidrigkeiten ist die Bundesagentur für 
Arbeit. 

(3) 秩序違反に関する法律の第36条１項１号の趣旨による責
任官庁は、連邦雇用エージェンシーである。 

(4) § 66 des Zehnten Buches gilt entsprechend. (4) 社会法典第 10 編の第 66 条が準用される。
(5) Die Geldbuße ist an das Integrationsamt abzuführen. Für ihre 

Verwendung gilt § 77 Abs. 5. 
 

(5) 過料は統合局に納めるものとする。その利用に関しては
第 77 条５項が適用される。 

§ 157  Stadtstaatenklausel 
(1) Der Senat der Freien und Hansestadt Hamburg wird 

ermächtigt, die Schwerbehindertenvertretung für 
Angelegenheiten, die mehrere oder alle Dienststellen betreffen, 
in der Weise zu regeln, dass die 
Schwerbehindertenvertretungen aller Dienststellen eine 
Gesamtschwerbehindertenvertretung wählen. Für die Wahl gilt 
§ 94 Abs. 2, 3, 6 und 7 entsprechend. 

第 157 条 都市州条項
(1) 自由ハンザ都市ハンブルクの市参事会に対して、すべて
の機関の重度障害者代表が共同重度障害者代表を選ぶとい
う方法で、複数の、又はすべての機関に該当する案件につ
いて重度障害者代表を取決める権限を与える。選出には第
94 条２項、３項、６項及び７項が準用される。 

(2) § 97 Abs. 6 Satz 1 gilt entsprechend. 
 

(2) 第 97 条６項１文が準用される。 

§ 158  Sonderregelung für den Bundesnachrichtendienst 
Für den Bundesnachrichtendienst gilt dieses Gesetz mit 
folgenden Abweichungen:  

1. Der Bundesnachrichtendienst gilt vorbehaltlich der Nummer 
3 als einheitliche Dienststelle. 

2. Für den Bundesnachrichtendienst gelten die Pflichten zur 
Vorlage des nach § 80 Abs. 1 zu führenden Verzeichnisses, zur 
Anzeige nach § 80 Abs. 2 und zur Gewährung von Einblick 
nach § 80 Abs. 7 nicht. Die Anzeigepflicht nach § 90 Abs. 3 gilt 

第 158 条 連邦情報局に関する特別規定 
本法律は、連邦情報局に対しては、以下の相違点を以って適
用される： 

1. 連邦情報局は、３号を条件として統一官公署とみなされ
る。 

2. 連邦情報局には、第 80 条１項により作成される一覧表を
呈示する義務、第 80 条２項による届け出の義務及び第 80
条７項による内部を見せる義務は適用されない。第 90 条
３項による届け出義務は、試験雇用関係の終了についての
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nur für die Beendigung von Probearbeitsverhältnissen. 
3. Als Dienststelle im Sinne des Kapitels 5 gelten auch Teile und 

Stellen des Bundesnachrichtendienstes, die nicht zu seiner 
Zentrale gehören. § 94 Abs. 1 Satz 4 und 5 sowie § 97 sind 
nicht anzuwenden. In den Fällen des § 97 Abs. 6 ist die 
Schwerbehindertenvertretung der Zentrale des 
Bundesnachrichtendienstes zuständig. Im Falle des § 94 Abs. 
6 Satz 4 lädt der Leiter oder die Leiterin der Dienststelle ein. 
Die Schwerbehindertenvertretung ist in den Fällen nicht zu 
beteiligen, in denen die Beteiligung der Personalvertretung 
nach dem Bundespersonalvertretungsgesetz ausgeschlossen 
ist. Der Leiter oder die Leiterin des 
Bundesnachrichtendienstes kann anordnen, dass die 
Schwerbehindertenvertretung nicht zu beteiligen ist, 
Unterlagen nicht vorgelegt oder Auskünfte nicht erteilt 
werden dürfen, wenn und soweit dies aus besonderen 
nachrichtendienstlichen Gründen geboten ist. Die Rechte und 
Pflichten der Schwerbehindertenvertretung ruhen, wenn die 
Rechte und Pflichten der Personalvertretung ruhen. § 96 Abs. 
7 Satz 3 ist nach Maßgabe der Sicherheitsbestimmungen des 
Bundesnachrichtendienstes anzuwenden. § 99 Abs. 2 gilt nur 
für die in § 99 Abs. 1 genannten Personen und Vertretungen 
der Zentrale des Bundesnachrichtendienstes. 

4. Im Widerspruchsausschuss bei dem Integrationsamt (§ 119) 
und die Widerspruchsausschüsse bei der Bundesagentur für 
Arbeit (§ 120) treten in Angelegenheiten schwerbehinderter 
Menschen, die beim Bundesnachrichtendienst beschäftigt 
sind, an die Stelle der Mitglieder, die Arbeitnehmer oder 
Arbeitnehmerinnen und Arbeitgeber sind (§ 119 Abs. 1 und § 
120 Abs. 1), Angehörige des Bundesnachrichtendienstes, an 
die Stelle der Schwerbehindertenvertretung die 
Schwerbehindertenvertretung der Zentrale des 
Bundesnachrichtendienstes. Sie werden dem Integrationsamt 
und der Bundesagentur für Arbeit vom Leiter oder der 
Leiterin des Bundesnachrichtendienstes benannt. Die 
Mitglieder der Ausschüsse müssen nach den dafür geltenden 
Bestimmungen ermächtigt sein, Kenntnis von 
Verschlusssachen des in Betracht kommenden 
Geheimhaltungsgrades zu erhalten. 

5. Über Rechtsstreitigkeiten, die auf Grund dieses Buches im 
Geschäftsbereich des Bundesnachrichtendienstes entstehen, 
entscheidet im ersten und letzten Rechtszug der oberste 
Gerichtshof des zuständigen Gerichtszweiges. 

 

み適用される。
3. 中央局に所属しない連邦情報局の部署及び出先機関もま
た第５章の趣旨による官公署とみなされる。第 94 条１項
４文及び５文並びに第 97 条は適用されない。第 97 条６
項の事例においては連邦情報局の中央局の重度障害者代
表が管轄する。第 94 条６項４文の事例においては出先機
関の長が招集する。重度障害者代表は、連邦職員代表法に
則り公勤務者代表の参加が除外されている事例において
は、参加することはできない。連邦情報局の局長は、それ
が情報局の特殊な事情により必要な場合には、必要な範囲
内で、重度障害者代表を参加させず、資料を提出、又は情
報を提供してはならない旨を命じることができる。重度障
害者代表の権利と義務は、職員代表の権利と義務が停止さ
れた場合には停止する。第 96 条７項３文は、連邦情報局
の安全規則に従って適用される。第 99 条２項は、第 99
条１項に挙げた連邦情報局の中央局における対象者及び
代表についてのみ適用される。 

4. 統合局における異議申立て委員会（第 119 条）及び連邦
雇用エージェンシーにおける異議申立て委員会（第 120
条）においては、連邦情報局に従事する重度障害者の案件
については、連邦情報局の職員が労働者委員及び雇用主委
員（第 119 条１項及び第 120 条１項）のかわりとなり、
連邦情報局の中央局の重度障害者代表が重度障害者代表
のかわりとなる。この場合、統合局及び連邦雇用エージェ
ンシーに対して、連邦情報局の局長から名前が伝えられ
る。委員会の委員は、そのために適用される規定に従い、
考慮に値する秘密保持度を持つ秘密事項について知らさ
れる権限が与えられていなければならない。 

5. 本編に基づき連邦情報局の管轄範囲内で発生する法律上
の紛争に関しては、第一審級と最終審級において裁判権を
有する裁判部門の最高裁判所が決定する。 

§ 159  Übergangsregelung 
(1) Abweichend von § 71 Abs. 1 beträgt die Pflichtquote für die in § 

71 Abs. 3 Nr. 1 und 4 genannten öffentlichen Arbeitgeber des 
Bundes weiterhin 6 Prozent, wenn sie am 31. Oktober 1999 auf 
mindestens 6 Prozent der Arbeitsplätze schwerbehinderte 
Menschen beschäftigt hatten. 

第 159 条 移行規定
(1) 第 71 条１項の規定にかかわらず、第 71 条３項１号及び
４号に挙げた連邦の公的な雇用主に対する義務雇用率は、
当該雇用主が 1999 年 10 月 31 日の時点で職場の６%以上
で重度障害者を雇用していたならば、その後も引き続き
６%とする。 

(2) Auf Leistungen nach § 33 Abs. 2 des 
Schwerbehindertengesetzes in Verbindung mit dem Ersten 
Abschnitt der Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung 
jeweils in der bis zum 30. September 2000 geltenden Fassung 
sind die zu diesem Zeitpunkt geltenden Rechtsvorschriften 
weiter anzuwenden, wenn die Entscheidung über die 
beantragten Leistungen vor dem 1. Oktober 2000 getroffen 
worden ist. 

(2) 重度障害者法の第33条２項及びそれに関する重度障害者
負担調整賦課金規則の第１章のそれぞれ 2000年９月 30 日
まで有効な条文に基づく給付に対しては、申請された給付
に関する決定が 2000年 10 月１日より前に下されていた場
合には、その時点で有効な法規命令がその後も引き続き適
用されるものとする。 

(3) Eine auf Grund des Schwerbehindertengesetzes getroffene 
bindende Feststellung über das Vorliegen einer Behinderung, 
eines Grades der Behinderung und das Vorliegen weiterer 
gesundheitlicher Merkmale gelten als Feststellungen nach 
diesem Buch. 

(3) 重度障害者法に基づき下された障害の有無、障害の程度
及びそれ以外の健康上の特徴の有無に関する拘束力のある
認定は、本編による認定とみなされる。 

(4) Die nach § 56 Abs. 2 des Schwerbehindertengesetzes 
erlassenen allgemeinen Richtlinien sind bis zum Erlass von 
allgemeinen Verwaltungsvorschriften nach § 141 weiter 
anzuwenden. 

(4) 重度障害者法の第 56 条２項により発布された一般指針
は、第 141 条による一般行政規定が発布されるまで適用さ
れるものとする。 

(5) § 17 Abs. 2 Satz 1 ist vom 1. Januar 2008 an mit der Maßgabe 
anzuwenden, dass auf Antrag Leistungen durch ein 
Persönliches Budget ausgeführt werden. 

(5) 第17条第２項１文は個人予算を通じた給付請求に対して
2008 年 1 月 1 日より標準的に適用する。 

(6) Auf Erstattungen nach Teil 2 Kapitel 13 ist § 148 für bis zum 
31. Dezember 2004 entstandene Fahrgeldausfälle in der bis zu 
diesem Zeitpunkt geltenden Fassung anzuwenden. 

 

(6) 第２部第 13 章に基づく弁済に関し、2004 年 12 月 31 日
までに生じた運賃の取り消しについてはその時点までに有
効な条文により 148 条が適用される。 

§ 160  Überprüfungsregelung 第 160 条 検討規定
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Abschnitt 1  Allgemeiner Teil 
 
§1  Ziel des Gesetzes 

Ziel des Gesetzes ist, Benachteiligungen aus Gründen der Rasse 
oder wegen der ethnischen Herkunft, des Geschlechts, der 
Religion oder Weltanschauung, einer Behinderung, des Alters 
oder der sexuellen Identität zu verhindern oder zu beseitigen. 

 

第１節 総則 
 
第 1 条 本法の目的 
本法の目的は、人種もしくは民族的出自、性別、宗教もしく
は世界観、障害、年齢又は性的志向を理由とする不利益な取
扱いを防止し、もしくは排除することである。 

 

§2  Anwendungsbereich 
(1) Benachteiligungen aus einem in § 1 genannten Grund sind 

nach Maßgabe dieses Gesetzes unzulässig in Bezug auf:  
1. die Bedingungen, einschließlich Auswahlkriterien und 

Einstellungsbedingungen, für den Zugang zu 
unselbstständiger und selbstständiger Erwerbstätigkeit, 
unabhängig von Tätigkeitsfeld und beruflicher Position, sowie 
für den beruflichen Aufstieg, 

2. die Beschäftigungs- und Arbeitsbedingungen einschließlich 
Arbeitsentgelt und Entlassungsbedingungen, insbesondere in 
individual- und kollektivrechtlichen Vereinbarungen und 

第 2 条 適用範囲
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づく不利益な取扱い
は、本法に則り、下記の点に関して許されない。 

1. 非自営及び自営の就労へのアクセス(Zugang)条件並びに
昇進条件－選択基準と採用条件を含み、仕事の分野と職業
上の地位を問わない 

2. 労働報酬と解雇条件を含む就労・雇用条件、とりわけ雇
用関係の実施と終了に際しての、並びに昇進に際しての個
別法上及び集団法上の合意と措置 

3. 職業相談のあらゆる形態とあらゆるレベルへのアクセス
－職業訓練、職業向上教育、職種転換教育（Umschulung）
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(1) Die Bundesregierung berichtet den gesetzgebenden 
Körperschaften des Bundes bis zum 30. Juni 2005 über die 
Situation behinderter und schwerbehinderter Frauen und 
Männer auf dem Ausbildungsstellenmarkt und schlägt die 
danach zu treffenden Maßnahmen vor. 

(1) 連邦政府は 2005 年６月 30 日までに連邦の立法府に対し
て職業訓練の状況における障害のある男女及び重度障害の
ある男女の状況を報告し、それに応じて取るべき対策を提
案する。 

(2) Sie berichtet den gesetzgebenden Körperschaften des Bundes 
bis zum 30. Juni 2007 über die Wirkungen der Instrumente zur 
Sicherung von Beschäftigung und zur betrieblichen Prävention. 
Dabei wird auch die Höhe der Beschäftigungspflichtquote 
überprüft. 

 

(2) 連邦政府は 2007 年６月 30 日までに連邦の立法府に対し
て就業の確保及び業務上の予防のための手段の効果に関し
て報告する。その際、義務雇用率の妥当性についても検討
する。 
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§ 11 Ausschreibung  
§ 12 Maßnahmen und Pflichten des Arbeitgebers  

Unterabschnitt 3  Rechte der Beschäftigten  
§ 13 Beschwerderecht  
§ 14 Leistungsverweigerungsrecht  
§ 15 Entschädigung und Schadensersatz  
§ 16 Maßregelungsverbot  

Unterabschnitt 4  Ergänzende Vorschriften  
§ 17 Soziale Verantwortung der Beteiligten  
§ 18 Mitgliedschaft in Vereinigungen  

Abschnitt 3  Schutz vor Benachteiligung im Zivilrechtsverkehr  
§ 19 Zivilrechtliches Benachteiligungsverbot  
§ 20 Zulässige unterschiedliche Behandlung  
§ 21 Ansprüche  

Abschnitt 4  Rechtsschutz  
§ 22 Beweislast  
§ 23 Unterstützung durch Antidiskriminierungsverbände  

Abschnitt 5  Sonderregelungen für öffentlich-rechtliche 
Dienstverhältnisse  

§ 24 Sonderregelung für öffentlich-rechtliche Dienstverhältnisse 
Abschnitt 6  Antidiskriminierungsstelle  

§ 25 Antidiskriminierungsstelle des Bundes  
§ 26 Rechtsstellung der Leitung der Antidiskriminierungsstelle 

des Bundes  
§ 27 Aufgaben  
§ 28 Befugnisse  
§ 29 Zusammenarbeit mit Nichtregierungsorganisationen und 

anderen Einrichtungen  
§ 30 Beirat  

Abschnitt 7  Schlussvorschriften  
§ 31 Unabdingbarkeit  
§ 32 Schlussbestimmung  
§ 33 Übergangsbestimmungen 

 

第１節 総則 
第 1 条 本法の目的 
第 2 条 適用範囲 
第 3 条 概念規定 
第 4 条 複数の理由に基づく異なる待遇 
第 5 条 積極的な措置 

第２節 不利益な取扱いからの就業者保護 
第１款 不利益な取扱いの禁止 
第 6 条 人的な適用範囲 
第 7 条 不利益な取扱いの禁止 
第 8 条 職業上の要請を理由として認められる異なる取扱

い 
第 9 条 宗教もしくは世界観を理由として認められる異な

る取扱い 
第 10 条 年齢を理由として認められる異なる取扱い 

第２款 雇用主の組織体制上の義務 
第 11 条 募集広告 
第 12 条 雇用主の措置と義務 

第３款 就業者の権利 
第 13 条 不服申立権 
第 14 条 給付回避権 
第 15 条 補償と損害賠償 
第 16 条 懲戒処分の禁止 

第４款 補足規定 
第 17 条 関係者の社会的責任 
第 18 条 団体における会員資格 

第３節 民事上の取引における不利益な取扱いからの保護 
第 19 条 民法上の不利益な取扱いの禁止 
第 20 条 認められる異なる取扱い 
第 21 条 請求権 

第４節 権利保護 
第 22 条 立証責任 
第 23 条 反差別団体による支援 

第５節 公法上の勤務関係のための特別規定 
 

第 24 条 公法上の勤務関係のための特別規定 
第６節 反差別機関 

第 25 条 連邦反差別機関 
第 26 条 連邦反差別機関の統率者の法的地位 
 
第 27 条 任務 
第 28 条 権限 
第 29 条 非政府組織及びその他の機関との協力 
 
第 30 条 審議会 

第７節 最終規定 
第 31 条 合意によっても変更できない事項 
第 32 条 最終規定 
第 33 条 移行規定 

 
 
Abschnitt 1  Allgemeiner Teil 
 
§1  Ziel des Gesetzes 

Ziel des Gesetzes ist, Benachteiligungen aus Gründen der Rasse 
oder wegen der ethnischen Herkunft, des Geschlechts, der 
Religion oder Weltanschauung, einer Behinderung, des Alters 
oder der sexuellen Identität zu verhindern oder zu beseitigen. 

 

第１節 総則 
 
第 1 条 本法の目的 
本法の目的は、人種もしくは民族的出自、性別、宗教もしく
は世界観、障害、年齢又は性的志向を理由とする不利益な取
扱いを防止し、もしくは排除することである。 

 

§2  Anwendungsbereich 
(1) Benachteiligungen aus einem in § 1 genannten Grund sind 

nach Maßgabe dieses Gesetzes unzulässig in Bezug auf:  
1. die Bedingungen, einschließlich Auswahlkriterien und 

Einstellungsbedingungen, für den Zugang zu 
unselbstständiger und selbstständiger Erwerbstätigkeit, 
unabhängig von Tätigkeitsfeld und beruflicher Position, sowie 
für den beruflichen Aufstieg, 

2. die Beschäftigungs- und Arbeitsbedingungen einschließlich 
Arbeitsentgelt und Entlassungsbedingungen, insbesondere in 
individual- und kollektivrechtlichen Vereinbarungen und 

第 2 条 適用範囲
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づく不利益な取扱い
は、本法に則り、下記の点に関して許されない。 

1. 非自営及び自営の就労へのアクセス(Zugang)条件並びに
昇進条件－選択基準と採用条件を含み、仕事の分野と職業
上の地位を問わない 

2. 労働報酬と解雇条件を含む就労・雇用条件、とりわけ雇
用関係の実施と終了に際しての、並びに昇進に際しての個
別法上及び集団法上の合意と措置 

3. 職業相談のあらゆる形態とあらゆるレベルへのアクセス
－職業訓練、職業向上教育、職種転換教育（Umschulung）
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Behandlung nach den §§ 8 bis 10 und 20 nur gerechtfertigt 
werden, wenn sich die Rechtfertigung auf alle diese Gründe 
erstreckt, derentwegen die unterschiedliche Behandlung erfolgt. 

 

理由すべてに及ぶ場合にのみ、かかる待遇は第８条から第 10
条及び第 20 条に則り正当性が認められうる。 

 

§5  Positive Maßnahmen 
Ungeachtet der in den §§ 8 bis 10 sowie in § 20 benannten Gründe 
ist eine unterschiedliche Behandlung auch zulässig, wenn durch 
geeignete und angemessene Maßnahmen bestehende Nachteile 
wegen eines in § 1 genannten Grundes verhindert oder 
ausgeglichen werden sollen. 

 

第 5 条 積極的な措置
第８条から第 10 条及び第 20 条に挙げた理由にかかわらず、
適切かつ妥当な措置により第１条に挙げた理由のいずれかに
基づき存在する不利益が防止又は調整されることになってい
るならば、異なる待遇は認められる。 

 

Abschnitt 2  Schutz der Beschäftigten vor Benachteiligung 
 
Unterabschnitt 1  Verbot der Benachteiligung 

 
§6  Persönlicher Anwendungsbereich 

(1) Beschäftigte im Sinne dieses Gesetzes sind  
1. Arbeitnehmerinnen und Arbeitnehmer, 
2. die zu ihrer Berufsbildung Beschäftigten, 
3. Personen, die wegen ihrer wirtschaftlichen 

Unselbstständigkeit als arbeitnehmerähnliche Personen 
anzusehen sind; zu diesen gehören auch die in Heimarbeit 
Beschäftigten und die ihnen Gleichgestellten. 

Als Beschäftigte gelten auch die Bewerberinnen und Bewerber 
für ein Beschäftigungsverhältnis sowie die Personen, deren 
Beschäftigungsverhältnis beendet ist. 

第２節 不利益な取扱いからの就業者保護 
 
第１款 不利益な取扱いの禁止 

 
第 6 条 人的な適用範囲 

(1) 本法の趣旨による就業者(Beschäftigte)とは以下の各号
の者である 

1. 労働者 
2. 職業訓練のために就業している者 
3. 経済的に自立していないために、労働者類似の者とみな
される者。これには家内労働従事者及びその同等者も含ま
れる 

雇用関係への応募者及び雇用関係が終了している者もまた
就業者とみなされる。 

 
(2) Arbeitgeber (Arbeitgeber und Arbeitgeberinnen) im Sinne 

dieses Abschnitts sind natürliche und juristische Personen 
sowie rechtsfähige Personengesellschaften, die Personen nach 
Absatz 1 beschäftigen. Werden Beschäftigte einem Dritten zur 
Arbeitsleistung überlassen, so gilt auch dieser als Arbeitgeber 
im Sinne dieses Abschnitts. Für die in Heimarbeit 
Beschäftigten und die ihnen Gleichgestellten tritt an die Stelle 
des Arbeitgebers der Auftraggeber oder Zwischenmeister. 

(2) 本節の趣旨による雇用主とは、前項の就業者を就業させ
ている自然人及び法人並びに権利能力のある社団である。
就業者が労務遂行のために第三者に貸し出される場合に
は、当該第三者は本節の趣旨による雇用主とみなされる。
家内労働従事者及びその同等者にとっては、発注者又は仲
介人が雇用主の代わりとなる。 

 

(3) Soweit es die Bedingungen für den Zugang zur 
Erwerbstätigkeit sowie den beruflichen Aufstieg betrifft, gelten 
die Vorschriften dieses Abschnitts für Selbstständige und 
Organmitglieder, insbesondere Geschäftsführer oder 
Geschäftsführerinnen und Vorstände, entsprechend. 

 

(3) 職業従事及び昇進へのアクセス条件に関する限り、本節
の規定は自営業者と会社役員、特に経営管理者及び首脳部
に準用される。 

 

§7  Benachteiligungsverbot 
(1) Beschäftigte dürfen nicht wegen eines in § 1 genannten 

Grundes benachteiligt werden; dies gilt auch, wenn die Person, 
die die Benachteiligung begeht, das Vorliegen eines in § 1 
genannten Grundes bei der Benachteiligung nur annimmt. 

 

第 7 条 不利益な取扱いの禁止 
(1) 就業者は第１条に挙げた理由のいずれかに基づき不利益
な取扱いを受けることがあってはならない。これは、不利
益な取扱いを行う者が、不利益な取扱いの際に第１条に挙
げた理由のいずれかの存在を単に是認する場合にもあては
まる。 

(2) Bestimmungen in Vereinbarungen, die gegen das 
Benachteiligungsverbot des Absatzes 1 verstoßen, sind 
unwirksam. 

(2) 前項の不利益な取扱いの禁止に抵触する取決めにおける
規則は、無効である。 

(3) Eine Benachteiligung nach Absatz 1 durch Arbeitgeber oder 
Beschäftigte ist eine Verletzung vertraglicher Pflichten. 

 

(3) 雇用主又は就業者による第１項の不利益な取扱いは、契
約義務違反である。 

 
§8  Zulässige unterschiedliche Behandlung wegen beruflicher 

Anforderungen 
(1) Eine unterschiedliche Behandlung wegen eines in § 1 

genannten Grundes ist zulässig, wenn dieser Grund wegen der 
Art der auszuübenden Tätigkeit oder der Bedingungen ihrer 
Ausübung eine wesentliche und entscheidende berufliche 
Anforderung darstellt, sofern der Zweck rechtmäßig und die 
Anforderung angemessen ist. 

第 8 条 職業上の要請を理由として認められる異なる取扱い
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づく異なる取扱い
は、当該理由が、遂行される仕事の種類又はその実施条件
に基づき、重要かつ決定的な職業的要請である場合には、
目的が法に適い、かつ要請が妥当である限りにおいて認め
られる。 

(2) Die Vereinbarung einer geringeren Vergütung für gleiche oder 
gleichwertige Arbeit wegen eines in § 1 genannten Grundes 
wird nicht dadurch gerechtfertigt, dass wegen eines in § 1 
genannten Grundes besondere Schutzvorschriften gelten. 

 

(2) 同じ、又は同価値の仕事に対して第１条に挙げた理由の
いずれかに基づき、より少ない報酬を取り決めることにつ
いては、第１条に挙げた理由のいずれかに基づく特別な保
護規定が適用されることによって正当性が認められること
はない。 

 
§9  Zulässige unterschiedliche Behandlung wegen der Religion 

oder Weltanschauung 
(1) Ungeachtet des § 8 ist eine unterschiedliche Behandlung 

wegen der Religion oder der Weltanschauung bei der 
Beschäftigung durch Religionsgemeinschaften, die ihnen 
zugeordneten Einrichtungen ohne Rücksicht auf ihre 
Rechtsform oder durch Vereinigungen, die sich die 
gemeinschaftliche Pflege einer Religion oder Weltanschauung 
zur Aufgabe machen, auch zulässig, wenn eine bestimmte 

第 9 条 宗教又は世界観を理由として認められる異なる取扱
い 

(1) 第８条にかかわらず、信仰共同体、法形態にかかわらず
それに属する施設、又は宗教もしくは世界観の共同の育成
を任務とする団体による雇用の際には、宗教もしくは世界
観による異なる取扱いは、特定の宗教又は世界観が、その
自己決定権を考慮したうえで、又は活動の種類に従って、
それぞれの信仰共同体又は団体の自己認識に従って正当性
が認められる職業上の要請である場合には認められる。 
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Maßnahmen bei der Durchführung und Beendigung eines 
Beschäftigungsverhältnisses sowie beim beruflichen Aufstieg,

3. den Zugang zu allen Formen und allen Ebenen der 
Berufsberatung, der Berufsbildung einschließlich der 
Berufsausbildung, der beruflichen Weiterbildung und der 
Umschulung sowie der praktischen Berufserfahrung, 

4. die Mitgliedschaft und Mitwirkung in einer Beschäftigten- 
oder Arbeitgebervereinigung oder einer Vereinigung, deren 
Mitglieder einer bestimmten Berufsgruppe angehören, 
einschließlich der Inanspruchnahme der Leistungen solcher 
Vereinigungen, 

5. den Sozialschutz, einschließlich der sozialen Sicherheit und 
der Gesundheitsdienste, 

6. die sozialen Vergünstigungen, 
7. die Bildung, 
8. den Zugang zu und die Versorgung mit Gütern und 

Dienstleistungen, die der Öffentlichkeit zur Verfügung stehen, 
einschließlich von Wohnraum. 

並びに実地の職業経験を含む 
4. 就業者団体もしくは使用者団体、又はその会員が特定の
職業グループに属する団体における会員資格及び参加－
かかる団体の給付の利用を含む 

5. 社会的保護－社会保障と医療サービスを含む 
6. 社会的優遇措置 
7. 教育 
8. 公に供されている財とサービスへのアクセス及びその供
給－居住空間を含む 

 

(2) Für Leistungen nach dem Sozialgesetzbuch gelten § 33c des 
Ersten Buches Sozialgesetzbuch und § 19a des Vierten Buches 
Sozialgesetzbuch. Für die betriebliche Altersvorsorge gilt das 
Betriebsrentengesetz. 

(2) 社会法典による給付には社会法典第１編第 33c 条と社会
法典第４編第 19a 条が適用される。企業老齢準備金には企
業年金法が適用される。 

(3) Die Geltung sonstiger Benachteiligungsverbote oder Gebote 
der Gleichbehandlung wird durch dieses Gesetz nicht berührt. 
Dies gilt auch für öffentlich-rechtliche Vorschriften, die dem 
Schutz bestimmter Personengruppen dienen. 

(3) それ以外の不利益な取扱いの禁止又は均等待遇の命令の
有効性は、本法によっては影響を受けない。これは、特定
のグループの人々の保護を目的とする公法上の規定につい
ても同様である。 

(4) Für Kündigungen gelten ausschließlich die Bestimmungen 
zum allgemeinen und besonderen Kündigungsschutz. 

 

(4) 解雇については一般的な及び個別の解雇法の規定のみが
適用される。 

 
§3  Begriffsbestimmungen 

(1) Eine unmittelbare Benachteiligung liegt vor, wenn eine Person 
wegen eines in § 1 genannten Grundes eine weniger günstige 
Behandlung erfährt, als eine andere Person in einer 
vergleichbaren Situation erfährt, erfahren hat oder erfahren 
würde. Eine unmittelbare Benachteiligung wegen des 
Geschlechts liegt in Bezug auf § 2 Abs. 1 Nr. 1 bis 4 auch im 
Falle einer ungünstigeren Behandlung einer Frau wegen 
Schwangerschaft oder Mutterschaft vor. 

第 3 条 概念規定
(1) ある人が第１条に挙げた理由のいずれかに基づき、似た
ような状況にある他の人が受ける、受けた、又は受けるで
あろうと思われるよりも不利益な取扱いを受けるならば、
それは直接の不利益な取扱いである。妊娠又は母親である
ことを理由として女性に不利益な取扱いがある場合におい
ても、それは第２条１項１号から４号に関連した、性別に
よる直接の不利益な取扱いである。 

 
(2) Eine mittelbare Benachteiligung liegt vor, wenn dem Anschein 

nach neutrale Vorschriften, Kriterien oder Verfahren Personen 
wegen eines in § 1 genannten Grundes gegenüber anderen 
Personen in besonderer Weise benachteiligen können, es sei 
denn, die betreffenden Vorschriften, Kriterien oder Verfahren 
sind durch ein rechtmäßiges Ziel sachlich gerechtfertigt und die 
Mittel sind zur Erreichung dieses Ziels angemessen und 
erforderlich. 

(2) 見たところは中立的な規定、基準又は手続が、第１条に
挙げた理由のいずれかに基づき、人々を他の人と比べて個
別的な方法で不利益な取扱いをしうるならば、それは間接
的な不利益な取扱いである－ただし該当する規定、基準又
は手続が、法に適った目的により客観的に正当性が認めら
れ、手段がこの目的の達成のために適切かつ必要である場
合を除く。 

 
(3) Eine Belästigung ist eine Benachteiligung, wenn 

unerwünschte Verhaltensweisen, die mit einem in § 1 
genannten Grund in Zusammenhang stehen, bezwecken oder 
bewirken, dass die Würde der betreffenden Person verletzt und 
ein von Einschüchterungen, Anfeindungen, Erniedrigungen, 
Entwürdigungen oder Beleidigungen gekennzeichnetes Umfeld 
geschaffen wird. 

(3) 第１条に挙げた理由のいずれかと関連する望ましくない
行為態様が、該当者の尊厳を傷つけ、威圧、敵視、品位の
貶め、屈辱の付与、又は侮辱によって特徴付けられる環境
が作られることを目的とし、又は引き起こすならば、いや
がらせは不利益な取扱いである。 

 

(4) Eine sexuelle Belästigung ist eine Benachteiligung in Bezug 
auf § 2 Abs. 1 Nr. 1 bis 4, wenn ein unerwünschtes, sexuell 
bestimmtes Verhalten, wozu auch unerwünschte sexuelle 
Handlungen und Aufforderungen zu diesen, sexuell bestimmte 
körperliche Berührungen, Bemerkungen sexuellen Inhalts 
sowie unerwünschtes Zeigen und sichtbares Anbringen von 
pornographischen Darstellungen gehören, bezweckt oder 
bewirkt, dass die Würde der betreffenden Person verletzt wird, 
insbesondere wenn ein von Einschüchterungen, Anfeindungen, 
Erniedrigungen, Entwürdigungen oder Beleidigungen 
gekennzeichnetes Umfeld geschaffen wird. 

(4) 望ましくない、性的だと分類される行動－これには望ま
しくない性的な振る舞い及び誘いが、かかる性的だと分類
される肉体的な接触、性的な内容の発言、ポルノ表現の望
まない掲示と目に見えるところへの設置が含まれる－が、
該当者の尊厳を傷つけること、特に威圧、敵視、品位の貶
め、屈辱の付与、又は侮辱によって特徴付けられる環境が
作られることを目的とし、又は引き起こすならば、セクシ
ャルハラスメントは、第２条１項１号から４号に関連した
不利益な取扱いである。 

 

(5) Die Anweisung zur Benachteiligung einer Person aus einem in 
§ 1 genannten Grund gilt als Benachteiligung. Eine solche 
Anweisung liegt in Bezug auf § 2 Abs. 1 Nr. 1 bis 4 insbesondere 
vor, wenn jemand eine Person zu einem Verhalten bestimmt, 
das einen Beschäftigten oder eine Beschäftigte wegen eines in § 
1 genannten Grundes benachteiligt oder benachteiligen kann. 

 

(5) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づき、ある人を不利
益な取扱いをするように指示することは、不利益な取扱い
である。かかる指示は、第２条１項１号から４号に関連し
て、とりわけ誰かがある人をして、第１条に挙げた理由の
いずれかに基づき就業者に対して不利益な取扱いをする、
又は不利益な取扱いをしうる行為をする気にさせる場合に
存在する。 

 
§4  Unterschiedliche Behandlung wegen mehrerer Gründe 

Erfolgt eine unterschiedliche Behandlung wegen mehrerer der in 
§ 1 genannten Gründe, so kann diese unterschiedliche 

第 4 条 複数の理由に基づく異なる待遇 
第１条に挙げた複数の理由に基づき異なる待遇が行われると
きは、正当化が、異なる待遇が行われる原因となるこれらの
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Behandlung nach den §§ 8 bis 10 und 20 nur gerechtfertigt 
werden, wenn sich die Rechtfertigung auf alle diese Gründe 
erstreckt, derentwegen die unterschiedliche Behandlung erfolgt. 

 

理由すべてに及ぶ場合にのみ、かかる待遇は第８条から第 10
条及び第 20 条に則り正当性が認められうる。 

 

§5  Positive Maßnahmen 
Ungeachtet der in den §§ 8 bis 10 sowie in § 20 benannten Gründe 
ist eine unterschiedliche Behandlung auch zulässig, wenn durch 
geeignete und angemessene Maßnahmen bestehende Nachteile 
wegen eines in § 1 genannten Grundes verhindert oder 
ausgeglichen werden sollen. 

 

第 5 条 積極的な措置
第８条から第 10 条及び第 20 条に挙げた理由にかかわらず、
適切かつ妥当な措置により第１条に挙げた理由のいずれかに
基づき存在する不利益が防止又は調整されることになってい
るならば、異なる待遇は認められる。 

 

Abschnitt 2  Schutz der Beschäftigten vor Benachteiligung 
 
Unterabschnitt 1  Verbot der Benachteiligung 

 
§6  Persönlicher Anwendungsbereich 

(1) Beschäftigte im Sinne dieses Gesetzes sind  
1. Arbeitnehmerinnen und Arbeitnehmer, 
2. die zu ihrer Berufsbildung Beschäftigten, 
3. Personen, die wegen ihrer wirtschaftlichen 

Unselbstständigkeit als arbeitnehmerähnliche Personen 
anzusehen sind; zu diesen gehören auch die in Heimarbeit 
Beschäftigten und die ihnen Gleichgestellten. 

Als Beschäftigte gelten auch die Bewerberinnen und Bewerber 
für ein Beschäftigungsverhältnis sowie die Personen, deren 
Beschäftigungsverhältnis beendet ist. 

第２節 不利益な取扱いからの就業者保護 
 
第１款 不利益な取扱いの禁止 

 
第 6 条 人的な適用範囲 

(1) 本法の趣旨による就業者(Beschäftigte)とは以下の各号
の者である 

1. 労働者 
2. 職業訓練のために就業している者 
3. 経済的に自立していないために、労働者類似の者とみな
される者。これには家内労働従事者及びその同等者も含ま
れる 

雇用関係への応募者及び雇用関係が終了している者もまた
就業者とみなされる。 

 
(2) Arbeitgeber (Arbeitgeber und Arbeitgeberinnen) im Sinne 

dieses Abschnitts sind natürliche und juristische Personen 
sowie rechtsfähige Personengesellschaften, die Personen nach 
Absatz 1 beschäftigen. Werden Beschäftigte einem Dritten zur 
Arbeitsleistung überlassen, so gilt auch dieser als Arbeitgeber 
im Sinne dieses Abschnitts. Für die in Heimarbeit 
Beschäftigten und die ihnen Gleichgestellten tritt an die Stelle 
des Arbeitgebers der Auftraggeber oder Zwischenmeister. 

(2) 本節の趣旨による雇用主とは、前項の就業者を就業させ
ている自然人及び法人並びに権利能力のある社団である。
就業者が労務遂行のために第三者に貸し出される場合に
は、当該第三者は本節の趣旨による雇用主とみなされる。
家内労働従事者及びその同等者にとっては、発注者又は仲
介人が雇用主の代わりとなる。 

 

(3) Soweit es die Bedingungen für den Zugang zur 
Erwerbstätigkeit sowie den beruflichen Aufstieg betrifft, gelten 
die Vorschriften dieses Abschnitts für Selbstständige und 
Organmitglieder, insbesondere Geschäftsführer oder 
Geschäftsführerinnen und Vorstände, entsprechend. 

 

(3) 職業従事及び昇進へのアクセス条件に関する限り、本節
の規定は自営業者と会社役員、特に経営管理者及び首脳部
に準用される。 

 

§7  Benachteiligungsverbot 
(1) Beschäftigte dürfen nicht wegen eines in § 1 genannten 

Grundes benachteiligt werden; dies gilt auch, wenn die Person, 
die die Benachteiligung begeht, das Vorliegen eines in § 1 
genannten Grundes bei der Benachteiligung nur annimmt. 

 

第 7 条 不利益な取扱いの禁止 
(1) 就業者は第１条に挙げた理由のいずれかに基づき不利益
な取扱いを受けることがあってはならない。これは、不利
益な取扱いを行う者が、不利益な取扱いの際に第１条に挙
げた理由のいずれかの存在を単に是認する場合にもあては
まる。 

(2) Bestimmungen in Vereinbarungen, die gegen das 
Benachteiligungsverbot des Absatzes 1 verstoßen, sind 
unwirksam. 

(2) 前項の不利益な取扱いの禁止に抵触する取決めにおける
規則は、無効である。 

(3) Eine Benachteiligung nach Absatz 1 durch Arbeitgeber oder 
Beschäftigte ist eine Verletzung vertraglicher Pflichten. 

 

(3) 雇用主又は就業者による第１項の不利益な取扱いは、契
約義務違反である。 

 
§8  Zulässige unterschiedliche Behandlung wegen beruflicher 

Anforderungen 
(1) Eine unterschiedliche Behandlung wegen eines in § 1 

genannten Grundes ist zulässig, wenn dieser Grund wegen der 
Art der auszuübenden Tätigkeit oder der Bedingungen ihrer 
Ausübung eine wesentliche und entscheidende berufliche 
Anforderung darstellt, sofern der Zweck rechtmäßig und die 
Anforderung angemessen ist. 

第 8 条 職業上の要請を理由として認められる異なる取扱い
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づく異なる取扱い
は、当該理由が、遂行される仕事の種類又はその実施条件
に基づき、重要かつ決定的な職業的要請である場合には、
目的が法に適い、かつ要請が妥当である限りにおいて認め
られる。 

(2) Die Vereinbarung einer geringeren Vergütung für gleiche oder 
gleichwertige Arbeit wegen eines in § 1 genannten Grundes 
wird nicht dadurch gerechtfertigt, dass wegen eines in § 1 
genannten Grundes besondere Schutzvorschriften gelten. 

 

(2) 同じ、又は同価値の仕事に対して第１条に挙げた理由の
いずれかに基づき、より少ない報酬を取り決めることにつ
いては、第１条に挙げた理由のいずれかに基づく特別な保
護規定が適用されることによって正当性が認められること
はない。 

 
§9  Zulässige unterschiedliche Behandlung wegen der Religion 

oder Weltanschauung 
(1) Ungeachtet des § 8 ist eine unterschiedliche Behandlung 

wegen der Religion oder der Weltanschauung bei der 
Beschäftigung durch Religionsgemeinschaften, die ihnen 
zugeordneten Einrichtungen ohne Rücksicht auf ihre 
Rechtsform oder durch Vereinigungen, die sich die 
gemeinschaftliche Pflege einer Religion oder Weltanschauung 
zur Aufgabe machen, auch zulässig, wenn eine bestimmte 

第 9 条 宗教又は世界観を理由として認められる異なる取扱
い 

(1) 第８条にかかわらず、信仰共同体、法形態にかかわらず
それに属する施設、又は宗教もしくは世界観の共同の育成
を任務とする団体による雇用の際には、宗教もしくは世界
観による異なる取扱いは、特定の宗教又は世界観が、その
自己決定権を考慮したうえで、又は活動の種類に従って、
それぞれの信仰共同体又は団体の自己認識に従って正当性
が認められる職業上の要請である場合には認められる。 
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darauf hinwirken, dass diese unterbleiben. Hat der Arbeitgeber 
seine Beschäftigten in geeigneter Weise zum Zwecke der 
Verhinderung von Benachteiligung geschult, gilt dies als 
Erfüllung seiner Pflichten nach Absatz 1. 

雇用主がその就業者を、不利益の回避を目的とする適切な
方法で、教育したならば、第１項の義務を果たしたとみな
される。 

(3) Verstoßen Beschäftigte gegen das Benachteiligungsverbot des 
§ 7 Abs. 1, so hat der Arbeitgeber die im Einzelfall geeigneten, 
erforderlichen und angemessenen Maßnahmen zur 
Unterbindung der Benachteiligung wie Abmahnung, 
Umsetzung, Versetzung oder Kündigung zu ergreifen. 

(3)就業者が第７条１項の不利益な取扱いの禁止に違反する
ならば、雇用主は個別のケースにおいて警告、配置換え、
配転又は解雇といった不利益な取扱いを禁止するための適
切、必要かつ妥当な措置を講じなければならない。 

(4) Werden Beschäftigte bei der Ausübung ihrer Tätigkeit durch 
Dritte nach § 7 Abs. 1 benachteiligt, so hat der Arbeitgeber die 
im Einzelfall geeigneten, erforderlichen und angemessenen 
Maßnahmen zum Schutz der Beschäftigten zu ergreifen. 

(4) 就業者が第三者を通じてその業務を果たす際に第７条１
項に則り不利益な取扱いを受ける場合には、雇用主は、個
別のケースにおいて就業者を保護するための適切、必要か
つ妥当な措置を講じなければならない。 

(5) Dieses Gesetz und § 61b des Arbeitsgerichtsgesetzes sowie 
Informationen über die für die Behandlung von Beschwerden 
nach § 13 zuständigen Stellen sind im Betrieb oder in der 
Dienststelle bekannt zu machen. Die Bekanntmachung kann 
durch Aushang oder Auslegung an geeigneter Stelle oder den 
Einsatz der im Betrieb oder der Dienststelle üblichen 
Informations- und Kommunikationstechnik erfolgen. 

 

(5) 本法及び労働裁判法第61b条並びに第13条の不服申立の
取扱いを担当する部署は、事業所において、又は官庁にお
いて、周知されなければならない。周知は、適切な場所へ
の掲示もしくは陳列により、又は事業所もしくは官庁で通
常使われている情報・コミュニケーション技術により行わ
れうる。 

Unterabschnitt 3  Rechte der Beschäftigten 
 

§13  Beschwerderecht 
(1) Die Beschäftigten haben das Recht, sich bei den zuständigen 

Stellen des Betriebs, des Unternehmens oder der Dienststelle 
zu beschweren, wenn sie sich im Zusammenhang mit ihrem 
Beschäftigungsverhältnis vom Arbeitgeber, von Vorgesetzten, 
anderen Beschäftigten oder Dritten wegen eines in § 1 
genannten Grundes benachteiligt fühlen. Die Beschwerde ist zu 
prüfen und das Ergebnis der oder dem beschwerdeführenden 
Beschäftigten mitzuteilen. 

第３款 就業者の権利 
 

第 13 条 不服申立権 
(1) 就業者は、その雇用関係に関連して雇用主、上司、他の
就業者又は第三者から第１条に挙げた理由のいずれかに基
づき不利益な取扱いを受けたと感じた場合には、事業所、
企業又は官庁の担当部署に不服を申し立てる権利を有す
る。不服は検討され、その結果は不服申立を行った就業者
に知らされるべきものとする。 

 

(2) Die Rechte der Arbeitnehmervertretungen bleiben unberührt.
 

(2) 労働者代表の権利は、なお効力を有する。
 

§14  Leistungsverweigerungsrecht 
Ergreift der Arbeitgeber keine oder offensichtlich ungeeignete 
Maßnahmen zur Unterbindung einer Belästigung oder sexuellen 
Belästigung am Arbeitsplatz, sind die betroffenen Beschäftigten 
berechtigt, ihre Tätigkeit ohne Verlust des Arbeitsentgelts 
einzustellen, soweit dies zu ihrem Schutz erforderlich ist. § 273 
des Bürgerlichen Gesetzbuchs bleibt unberührt. 

 

第 14 条 給付拒絶権
雇用主が、職場におけるいやがらせやセクシャルハラスメン
トの防止措置をまったく講じず、もしくは明らかに不適切な
措置を講じた場合には、該当する就業者は、当該就業者の保
護のために必要であるなら労働報酬を失うことなくその業務
を中止する権利を有する。民法典第 273 条は、なお効力を有
する。 

 
§15  Entschädigung und Schadensersatz 

(1) Bei einem Verstoß gegen das Benachteiligungsverbot ist der 
Arbeitgeber verpflichtet, den hierdurch entstandenen Schaden 
zu ersetzen. Dies gilt nicht, wenn der Arbeitgeber die 
Pflichtverletzung nicht zu vertreten hat. 

第 15 条 補償と損害賠償
(1) 不利益な取扱い禁止に対する違反がある場合には、雇用
主にはそれによって生じた損害を補償する義務がある。た
だし雇用主が義務違反の責任を負えない場合には、この限
りではない。 

(2) Wegen eines Schadens, der nicht Vermögensschaden ist, kann 
der oder die Beschäftigte eine angemessene Entschädigung in 
Geld verlangen. Die Entschädigung darf bei einer 
Nichteinstellung drei Monatsgehälter nicht übersteigen, wenn 
der oder die Beschäftigte auch bei benachteiligungsfreier 
Auswahl nicht eingestellt worden wäre. 

(2) 就業者は、非財産的損害を理由として、妥当な金銭補償
を要求することができる。補償は、非採用の場合には、就
業者が不利益な取扱いのない選考だったとしても採用され
なかったであろうと思われる場合には、月額給与の３ヶ月
分を超えてはならない。 

(3) Der Arbeitgeber ist bei der Anwendung kollektivrechtlicher 
Vereinbarungen nur dann zur Entschädigung verpflichtet, 
wenn er vorsätzlich oder grob fahrlässig handelt. 

(3) 雇用主は、集団法上の協定の適用にあたっては、雇用主
が故意又は重過失の場合にのみ補償の義務を負う。 

(4) Ein Anspruch nach Absatz 1 oder 2 muss innerhalb einer Frist 
von zwei Monaten schriftlich geltend gemacht werden, es sei 
denn, die Tarifvertragsparteien haben etwas anderes 
vereinbart. Die Frist beginnt im Falle einer Bewerbung oder 
eines beruflichen Aufstiegs mit dem Zugang der Ablehnung und 
in den sonstigen Fällen einer Benachteiligung zu dem 
Zeitpunkt, in dem der oder die Beschäftigte von der 
Benachteiligung Kenntnis erlangt. 

(4) 第１項又は第２項による請求権は、労働協約の当事者が
別段の取決めを行った場合を除いては、２ヶ月の期間内に
書面を以って行使されなければならない。当該期間は、応
募又は昇進の場合には拒否の到達を以って、それ以外の不
利益な取扱いの場合には、就業者が不利益な取扱いについ
て知らされた時点を以って開始される。 

(5) Im Übrigen bleiben Ansprüche gegen den Arbeitgeber, die sich 
aus anderen Rechtsvorschriften ergeben, unberührt. 

(5) それ以外に、他の法規定から生じる雇用主に対する請求
権は、なお効力を有する。 

(6) Ein Verstoß des Arbeitgebers gegen das 
Benachteiligungsverbot des § 7 Abs. 1 begründet keinen 
Anspruch auf Begründung eines Beschäftigungsverhältnisses, 
Berufsausbildungsverhältnisses oder einen beruflichen 
Aufstieg, es sei denn, ein solcher ergibt sich aus einem anderen 
Rechtsgrund. 

 

(6) 第７条１項の不利益な取扱いの禁止に対する雇用主の違
反は、かかる違反が他の法的根拠から生じる場合を除いて
は、雇用関係、職業訓練関係又は昇進の理由を求める請求
権を根拠付けるものではない。 

 

§16  Maßregelungsverbot 
(1) Der Arbeitgeber darf Beschäftigte nicht wegen der 

第 16 条 懲戒処分の禁止
(1) 雇用主は就業者に対して、本節による権利の請求を理由
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Religion oder Weltanschauung unter Beachtung des 
Selbstverständnisses der jeweiligen Religionsgemeinschaft oder 
Vereinigung im Hinblick auf ihr Selbstbestimmungsrecht oder 
nach der Art der Tätigkeit eine gerechtfertigte berufliche 
Anforderung darstellt. 

(2) Das Verbot unterschiedlicher Behandlung wegen der Religion 
oder der Weltanschauung berührt nicht das Recht der in Absatz 
1 genannten Religionsgemeinschaften, der ihnen zugeordneten 
Einrichtungen ohne Rücksicht auf ihre Rechtsform oder der 
Vereinigungen, die sich die gemeinschaftliche Pflege einer 
Religion oder Weltanschauung zur Aufgabe machen, von ihren 
Beschäftigten ein loyales und aufrichtiges Verhalten im Sinne 
ihres jeweiligen Selbstverständnisses verlangen zu können. 

 

(2) 宗教又は世界観を理由とする異なる取扱いの禁止は、前
項に挙げた信仰共同体、法形態にかかわらずその所属施設、
又は宗教もしくは世界観の共同の育成を任務とする団体
の、その就業者に対して各団体の自己認識の趣旨による忠
誠心のある誠実な行動を要求することのできる権利に抵触
するものではない。 

 

§10  Zulässige unterschiedliche Behandlung wegen des Alters 
Ungeachtet des § 8 ist eine unterschiedliche Behandlung wegen 
des Alters auch zulässig, wenn sie objektiv und angemessen und 
durch ein legitimes Ziel gerechtfertigt ist. Die Mittel zur 
Erreichung dieses Ziels müssen angemessen und erforderlich 
sein. Derartige unterschiedliche Behandlungen können 
insbesondere Folgendes einschließen:  
1. die Festlegung besonderer Bedingungen für den Zugang zur 

Beschäftigung und zur beruflichen Bildung sowie besonderer 
Beschäftigungs- und Arbeitsbedingungen, einschließlich der 
Bedingungen für Entlohnung und Beendigung des 
Beschäftigungsverhältnisses, um die berufliche Eingliederung 
von Jugendlichen, älteren Beschäftigten und Personen mit 
Fürsorgepflichten zu fördern oder ihren Schutz sicherzustellen,

2. die Festlegung von Mindestanforderungen an das Alter, die 
Berufserfahrung oder das Dienstalter für den Zugang zur 
Beschäftigung oder für bestimmte mit der Beschäftigung 
verbundene Vorteile, 

3. die Festsetzung eines Höchstalters für die Einstellung auf 
Grund der spezifischen Ausbildungsanforderungen eines 
bestimmten Arbeitsplatzes oder auf Grund der Notwendigkeit 
einer angemessenen Beschäftigungszeit vor dem Eintritt in den 
Ruhestand, 

4. die Festsetzung von Altersgrenzen bei den betrieblichen 
Systemen der sozialen Sicherheit als Voraussetzung für die 
Mitgliedschaft oder den Bezug von Altersrente oder von 
Leistungen bei Invalidität einschließlich der Festsetzung 
unterschiedlicher Altersgrenzen im Rahmen dieser Systeme für 
bestimmte Beschäftigte oder Gruppen von Beschäftigten und 
die Verwendung von Alterskriterien im Rahmen dieser Systeme 
für versicherungsmathematische Berechnungen, 

5. eine Vereinbarung, die die Beendigung des 
Beschäftigungsverhältnisses ohne Kündigung zu einem 
Zeitpunkt vorsieht, zu dem der oder die Beschäftigte eine Rente 
wegen Alters beantragen kann; § 41 des Sechsten Buches 
Sozialgesetzbuch bleibt unberührt, 

6. Differenzierungen von Leistungen in Sozialplänen im Sinne des 
Betriebsverfassungsgesetzes, wenn die Parteien eine nach Alter 
oder Betriebszugehörigkeit gestaffelte Abfindungsregelung 
geschaffen haben, in der die wesentlich vom Alter abhängenden 
Chancen auf dem Arbeitsmarkt durch eine verhältnismäßig 
starke Betonung des Lebensalters erkennbar berücksichtigt 
worden sind, oder Beschäftigte von den Leistungen des 
Sozialplans ausgeschlossen haben, die wirtschaftlich 
abgesichert sind, weil sie, gegebenenfalls nach Bezug von 
Arbeitslosengeld, rentenberechtigt sind. 

 

第 10 条 年齢を理由として認められる異なる取扱い
第８条にかかわらず、年齢を理由とする異なる取扱いは、そ
れが客観的で妥当であり、適法な目的により正当性がある場
合には認められる。当該目的を達成するための手段は、妥当
かつ必要なものでなければならない。かかる異なる取扱いに
は、特に次の各号が含まれうる。 
1. 若者、高齢就業者及び援護義務のある人の職業的編入を促
進し、又は確実にその保護を実施することを目的とする、
就業及び職業教育へのアクセスのための特別な条件並びに
賃金支払いと雇用関係終了の条件を含む特別な就業・労働
条件の決定 

2. 就業へのアクセスもしくは就業に伴う特定の利益のため
の年齢、職業経験又は勤務年数に対する最低条件の決定 

3. 特定の就業場所のために特殊な職業教育が必要であるこ
とを理由とする、又は年金生活に入るまでに相当の雇用期
間が必要であることを理由とする、採用上限年齢の制定 

4. 加入者資格又は老齢年金もしくは就業不能給付の受給の
ための要件としての社会保障の企業制度における年齢制限
の制定、特定の就業者又は就業者グループのために当該制
度内で異なる年齢制限を制定すること、及び保険数理上の
算定のためにこの制度内で年齢基準を使用することを含む

5. 就業者が老齢年金を申請することのできる時点で解雇通
告なしの雇用関係の終了を規定する取決め。ただし社会法
典第６編の第 41 条はなお効力を有する。 

6. 事業所組織法の趣旨による社会計画における給付区分、た
だし当事者が年齢又は事業所所属に応じて等級をつけた、
主として年齢に左右される労働市場での機会が、年齢をか
なりの程度重視することにより大幅に考慮されている、又
は失業給付の受給後に年金受給資格を得るという理由で経
済的に保護されている就業者を必要に応じて社会計画の給
付から排除してあるような退職金規定を作った場合 

 

Unterabschnitt 2  Organisationspflichten des Arbeitgebers 
 

§11  Ausschreibung 
Ein Arbeitsplatz darf nicht unter Verstoß gegen § 7 Abs. 1 
ausgeschrieben werden. 

 

第２款 雇用主の組織体制上の義務 
 

第 11 条 募集広告 
ある就業場所について第７条１項に違反する募集広告を出し
てはならない。 

 
§12  Maßnahmen und Pflichten des Arbeitgebers 

(1) Der Arbeitgeber ist verpflichtet, die erforderlichen 
Maßnahmen zum Schutz vor Benachteiligungen wegen eines in 
§ 1 genannten Grundes zu treffen. Dieser Schutz umfasst auch 
vorbeugende Maßnahmen. 

第 12 条 雇用主の措置と義務 
(1) 雇用主には、第１条に挙げた理由のいずれかに基づく不
利益な取扱いを防止するための必要な措置を講じる義務が
ある。防止には予防措置も含まれる。 

(2) Der Arbeitgeber soll in geeigneter Art und Weise, insbesondere 
im Rahmen der beruflichen Aus- und Fortbildung, auf die 
Unzulässigkeit solcher Benachteiligungen hinweisen und 

(2) 雇用主は適切な種類と方法で、とりわけ職業訓練と向上
訓練において、かかる不利益な取扱いが許されないことを
指摘し、それらが起こらないよう努力しなければならない。
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darauf hinwirken, dass diese unterbleiben. Hat der Arbeitgeber 
seine Beschäftigten in geeigneter Weise zum Zwecke der 
Verhinderung von Benachteiligung geschult, gilt dies als 
Erfüllung seiner Pflichten nach Absatz 1. 

雇用主がその就業者を、不利益の回避を目的とする適切な
方法で、教育したならば、第１項の義務を果たしたとみな
される。 

(3) Verstoßen Beschäftigte gegen das Benachteiligungsverbot des 
§ 7 Abs. 1, so hat der Arbeitgeber die im Einzelfall geeigneten, 
erforderlichen und angemessenen Maßnahmen zur 
Unterbindung der Benachteiligung wie Abmahnung, 
Umsetzung, Versetzung oder Kündigung zu ergreifen. 

(3)就業者が第７条１項の不利益な取扱いの禁止に違反する
ならば、雇用主は個別のケースにおいて警告、配置換え、
配転又は解雇といった不利益な取扱いを禁止するための適
切、必要かつ妥当な措置を講じなければならない。 

(4) Werden Beschäftigte bei der Ausübung ihrer Tätigkeit durch 
Dritte nach § 7 Abs. 1 benachteiligt, so hat der Arbeitgeber die 
im Einzelfall geeigneten, erforderlichen und angemessenen 
Maßnahmen zum Schutz der Beschäftigten zu ergreifen. 

(4) 就業者が第三者を通じてその業務を果たす際に第７条１
項に則り不利益な取扱いを受ける場合には、雇用主は、個
別のケースにおいて就業者を保護するための適切、必要か
つ妥当な措置を講じなければならない。 

(5) Dieses Gesetz und § 61b des Arbeitsgerichtsgesetzes sowie 
Informationen über die für die Behandlung von Beschwerden 
nach § 13 zuständigen Stellen sind im Betrieb oder in der 
Dienststelle bekannt zu machen. Die Bekanntmachung kann 
durch Aushang oder Auslegung an geeigneter Stelle oder den 
Einsatz der im Betrieb oder der Dienststelle üblichen 
Informations- und Kommunikationstechnik erfolgen. 

 

(5) 本法及び労働裁判法第61b条並びに第13条の不服申立の
取扱いを担当する部署は、事業所において、又は官庁にお
いて、周知されなければならない。周知は、適切な場所へ
の掲示もしくは陳列により、又は事業所もしくは官庁で通
常使われている情報・コミュニケーション技術により行わ
れうる。 

Unterabschnitt 3  Rechte der Beschäftigten 
 

§13  Beschwerderecht 
(1) Die Beschäftigten haben das Recht, sich bei den zuständigen 

Stellen des Betriebs, des Unternehmens oder der Dienststelle 
zu beschweren, wenn sie sich im Zusammenhang mit ihrem 
Beschäftigungsverhältnis vom Arbeitgeber, von Vorgesetzten, 
anderen Beschäftigten oder Dritten wegen eines in § 1 
genannten Grundes benachteiligt fühlen. Die Beschwerde ist zu 
prüfen und das Ergebnis der oder dem beschwerdeführenden 
Beschäftigten mitzuteilen. 

第３款 就業者の権利 
 

第 13 条 不服申立権 
(1) 就業者は、その雇用関係に関連して雇用主、上司、他の
就業者又は第三者から第１条に挙げた理由のいずれかに基
づき不利益な取扱いを受けたと感じた場合には、事業所、
企業又は官庁の担当部署に不服を申し立てる権利を有す
る。不服は検討され、その結果は不服申立を行った就業者
に知らされるべきものとする。 

 

(2) Die Rechte der Arbeitnehmervertretungen bleiben unberührt.
 

(2) 労働者代表の権利は、なお効力を有する。
 

§14  Leistungsverweigerungsrecht 
Ergreift der Arbeitgeber keine oder offensichtlich ungeeignete 
Maßnahmen zur Unterbindung einer Belästigung oder sexuellen 
Belästigung am Arbeitsplatz, sind die betroffenen Beschäftigten 
berechtigt, ihre Tätigkeit ohne Verlust des Arbeitsentgelts 
einzustellen, soweit dies zu ihrem Schutz erforderlich ist. § 273 
des Bürgerlichen Gesetzbuchs bleibt unberührt. 

 

第 14 条 給付拒絶権
雇用主が、職場におけるいやがらせやセクシャルハラスメン
トの防止措置をまったく講じず、もしくは明らかに不適切な
措置を講じた場合には、該当する就業者は、当該就業者の保
護のために必要であるなら労働報酬を失うことなくその業務
を中止する権利を有する。民法典第 273 条は、なお効力を有
する。 

 
§15  Entschädigung und Schadensersatz 

(1) Bei einem Verstoß gegen das Benachteiligungsverbot ist der 
Arbeitgeber verpflichtet, den hierdurch entstandenen Schaden 
zu ersetzen. Dies gilt nicht, wenn der Arbeitgeber die 
Pflichtverletzung nicht zu vertreten hat. 

第 15 条 補償と損害賠償
(1) 不利益な取扱い禁止に対する違反がある場合には、雇用
主にはそれによって生じた損害を補償する義務がある。た
だし雇用主が義務違反の責任を負えない場合には、この限
りではない。 

(2) Wegen eines Schadens, der nicht Vermögensschaden ist, kann 
der oder die Beschäftigte eine angemessene Entschädigung in 
Geld verlangen. Die Entschädigung darf bei einer 
Nichteinstellung drei Monatsgehälter nicht übersteigen, wenn 
der oder die Beschäftigte auch bei benachteiligungsfreier 
Auswahl nicht eingestellt worden wäre. 

(2) 就業者は、非財産的損害を理由として、妥当な金銭補償
を要求することができる。補償は、非採用の場合には、就
業者が不利益な取扱いのない選考だったとしても採用され
なかったであろうと思われる場合には、月額給与の３ヶ月
分を超えてはならない。 

(3) Der Arbeitgeber ist bei der Anwendung kollektivrechtlicher 
Vereinbarungen nur dann zur Entschädigung verpflichtet, 
wenn er vorsätzlich oder grob fahrlässig handelt. 

(3) 雇用主は、集団法上の協定の適用にあたっては、雇用主
が故意又は重過失の場合にのみ補償の義務を負う。 

(4) Ein Anspruch nach Absatz 1 oder 2 muss innerhalb einer Frist 
von zwei Monaten schriftlich geltend gemacht werden, es sei 
denn, die Tarifvertragsparteien haben etwas anderes 
vereinbart. Die Frist beginnt im Falle einer Bewerbung oder 
eines beruflichen Aufstiegs mit dem Zugang der Ablehnung und 
in den sonstigen Fällen einer Benachteiligung zu dem 
Zeitpunkt, in dem der oder die Beschäftigte von der 
Benachteiligung Kenntnis erlangt. 

(4) 第１項又は第２項による請求権は、労働協約の当事者が
別段の取決めを行った場合を除いては、２ヶ月の期間内に
書面を以って行使されなければならない。当該期間は、応
募又は昇進の場合には拒否の到達を以って、それ以外の不
利益な取扱いの場合には、就業者が不利益な取扱いについ
て知らされた時点を以って開始される。 

(5) Im Übrigen bleiben Ansprüche gegen den Arbeitgeber, die sich 
aus anderen Rechtsvorschriften ergeben, unberührt. 

(5) それ以外に、他の法規定から生じる雇用主に対する請求
権は、なお効力を有する。 

(6) Ein Verstoß des Arbeitgebers gegen das 
Benachteiligungsverbot des § 7 Abs. 1 begründet keinen 
Anspruch auf Begründung eines Beschäftigungsverhältnisses, 
Berufsausbildungsverhältnisses oder einen beruflichen 
Aufstieg, es sei denn, ein solcher ergibt sich aus einem anderen 
Rechtsgrund. 

 

(6) 第７条１項の不利益な取扱いの禁止に対する雇用主の違
反は、かかる違反が他の法的根拠から生じる場合を除いて
は、雇用関係、職業訓練関係又は昇進の理由を求める請求
権を根拠付けるものではない。 

 

§16  Maßregelungsverbot 
(1) Der Arbeitgeber darf Beschäftigte nicht wegen der 

第 16 条 懲戒処分の禁止
(1) 雇用主は就業者に対して、本節による権利の請求を理由
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Nähe- oder Vertrauensverhältnis der Parteien oder ihrer 
Angehörigen begründet wird. Bei Mietverhältnissen kann dies 
insbesondere der Fall sein, wenn die Parteien oder ihre 
Angehörigen Wohnraum auf demselben Grundstück nutzen. 
Die Vermietung von Wohnraum zum nicht nur 
vorübergehenden Gebrauch ist in der Regel kein Geschäft im 
Sinne des Absatzes 1 Nr. 1, wenn der Vermieter insgesamt nicht 
mehr als 50 Wohnungen vermietet. 

 

には適用されない。賃貸借関係の場合には、これはとりわけ、
当事者又はその親族が、同一の土地の上にある住宅を使う場
合に該当しうる。一時的ではない使用を目的とする住宅の賃
貸は、貸主が合計で 50 を超えない住宅を賃貸している場合
には、通常は第１項１号の趣旨による取引ではない。 

§20  Zulässige unterschiedliche Behandlung 
(1) Eine Verletzung des Benachteiligungsverbots ist nicht 

gegeben, wenn für eine unterschiedliche Behandlung wegen der 
Religion, einer Behinderung, des Alters, der sexuellen Identität 
oder des Geschlechts ein sachlicher Grund vorliegt. Das kann 
insbesondere der Fall sein, wenn die unterschiedliche 
Behandlung  

1. der Vermeidung von Gefahren, der Verhütung von Schäden 
oder anderen Zwecken vergleichbarer Art dient, 

2. dem Bedürfnis nach Schutz der Intimsphäre oder der 
persönlichen Sicherheit Rechnung trägt, 

3. besondere Vorteile gewährt und ein Interesse an der 
Durchsetzung der Gleichbehandlung fehlt, 

4. an die Religion eines Menschen anknüpft und im Hinblick auf 
die Ausübung der Religionsfreiheit oder auf das 
Selbstbestimmungsrecht der Religionsgemeinschaften, der 
ihnen zugeordneten Einrichtungen ohne Rücksicht auf ihre 
Rechtsform sowie der Vereinigungen, die sich die 
gemeinschaftliche Pflege einer Religion zur Aufgabe machen, 
unter Beachtung des jeweiligen Selbstverständnisses 
gerechtfertigt ist. 

第 20 条 認められる異なる取扱い 
(1) 不利益な取扱い禁止に対する違反は、宗教、障害、年齢、
性的志向又は性別を理由とする異なる取扱いにとって客観
的な理由が存在する場合には、存在しない。これはとりわ
け異なる取扱いが以下の場合に該当しうる。 

1. 異なる取扱いが、危険の回避、損害の防止又はこれに類
する種類のその他の目的のためである場合 

2. 異なる取扱いが、プライバシーの保護の必要性又は個人
的な安全を配慮するものである場合 

3. 異なる取扱いが格別の利益を与え、かつ均等な取扱いを
実施する利益がない場合 

4. 異なる取扱いがある人の宗教に結びつき、信仰の自由の
行使又は信仰共同体、法形態にかかわらずそれらに属する
施設並びに宗教の共同の育成を任務とする団体の自己決
定権を考慮したうえで、それぞれの自己認識に従って正当
性が認められる場合 

(2) Eine unterschiedliche Behandlung wegen des Geschlechts ist 
im Falle des § 19 Abs. 1 Nr. 2 bei den Prämien oder Leistungen 
nur zulässig, wenn dessen Berücksichtigung bei einer auf 
relevanten und genauen versicherungsmathematischen und 
statistischen Daten beruhenden Risikobewertung ein 
bestimmender Faktor ist. Kosten im Zusammenhang mit 
Schwangerschaft und Mutterschaft dürfen auf keinen Fall zu 
unterschiedlichen Prämien oder Leistungen führen. Eine 
unterschiedliche Behandlung wegen der Religion, einer 
Behinderung, des Alters oder der sexuellen Identität ist im 
Falle des § 19 Abs. 1 Nr. 2 nur zulässig, wenn diese auf 
anerkannten Prinzipien risikoadäquater Kalkulation beruht, 
insbesondere auf einer versicherungsmathematisch ermittelten 
Risikobewertung unter Heranziehung statistischer 
Erhebungen. 

 

(2) 性別を理由とする異なる取扱いは、第 19 条１項２号の場
合における保険料又は給付において、それらを考慮するこ
とが、重要かつ正確な保険数理上の、及び統計的なデータ
に基づくリスク評価において決定的なファクターである場
合にのみ認められる。妊娠及び母親であることに関連する
費用は、決して異なる保険料又は給付をもたらすようなこ
とがあってはならない。宗教、障害、年齢又は性的志向を
理由とする異なる取扱いは、第 19 条１項２号の場合におい
て、これらがリスク計算の世間一般に認められた原則、特
に統計調査を考慮して保険数理上求められたリスク評価に
基づく場合にのみ、認められる。 

§21  Ansprüche 
(1) Der Benachteiligte kann bei einem Verstoß gegen das 

Benachteiligungsverbot unbeschadet weiterer Ansprüche die 
Beseitigung der Beeinträchtigung verlangen. Sind weitere 
Beeinträchtigungen zu besorgen, so kann er auf Unterlassung 
klagen. 

第 21 条 請求権
(1) 不利益な取扱い禁止に対する違反に際して、不利益な取
扱いを受けた者は、それ以外の請求権にかかわりなく侵害
を取り除くよう要求することができる。さらなる侵害が心
配される場合には、不作為の訴えを起こすことができる。

(2) Bei einer Verletzung des Benachteiligungsverbots ist der 
Benachteiligende verpflichtet, den hierdurch entstandenen 
Schaden zu ersetzen. Dies gilt nicht, wenn der Benachteiligende 
die Pflichtverletzung nicht zu vertreten hat. Wegen eines 
Schadens, der nicht Vermögensschaden ist, kann der 
Benachteiligte eine angemessene Entschädigung in Geld 
verlangen. 

(2) 不利益な取扱い禁止に対する侵害に際して、不利益な取
扱いを行った者は、これによって生じた損害を補償する義
務を負う。ただし、不利益な取扱いを行った者が、義務違
反に対して責任を有しない場合には、この限りではない。
不利益な取扱いを受けた者は、非財産的損害を理由として
妥当な金銭補償を要求することができる。 

(3) Ansprüche aus unerlaubter Handlung bleiben unberührt. (3) 不法行為に基づく請求権は、なお効力を有する。
(4) Auf eine Vereinbarung, die von dem Benachteiligungsverbot 

abweicht, kann sich der Benachteiligende nicht berufen. 
(4) 不利益な取扱いを行った者は、不利益な取扱い禁止とは
異なる取決めを根拠とすることはできない。 

(5) Ein Anspruch nach den Absätzen 1 und 2 muss innerhalb einer 
Frist von zwei Monaten geltend gemacht werden. Nach Ablauf 
der Frist kann der Anspruch nur geltend gemacht werden, 
wenn der Benachteiligte ohne Verschulden an der Einhaltung 
der Frist verhindert war. 

 

(5) 第１項と第２項による請求権は、２ヶ月の期間内に行使
されなければならない。当該期間が経過した後は、請求権
は不利益な取扱いを受けた者が、過失なく当該期間の遵守
を妨げられた場合にのみ行使することができる。 

Abschnitt 4  Rechtsschutz 
 
§22  Beweislast 

Wenn im Streitfall die eine Partei Indizien beweist, die eine 
Benachteiligung wegen eines in § 1 genannten Grundes vermuten 
lassen, trägt die andere Partei die Beweislast dafür, dass kein 
Verstoß gegen die Bestimmungen zum Schutz vor 

第４節 権利保護 
 
第 22 条 立証責任 
訴訟において一方の当事者が、第１条に挙げたいずれかの理
由に基づく不利益な取扱いを推測させる間接事実を証明する
場合には、もう一方の当事者は、不利益な取扱いからの保護
に関する規定に抵触しなかったことに対する立証責任を負
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Inanspruchnahme von Rechten nach diesem Abschnitt oder 
wegen der Weigerung, eine gegen diesen Abschnitt verstoßende 
Anweisung auszuführen, benachteiligen. Gleiches gilt für 
Personen, die den Beschäftigten hierbei unterstützen oder als 
Zeuginnen oder Zeugen aussagen. 

として、又は本節に違反する指示の遂行を拒んだことを理
由として、不利益な取扱いを行ってはならない。同様のこ
とは、そのことに関して就業者を支援し、又は証人として
証言する者に適用される。 

(2) Die Zurückweisung oder Duldung benachteiligender 
Verhaltensweisen durch betroffene Beschäftigte darf nicht als 
Grundlage für eine Entscheidung herangezogen werden, die 
diese Beschäftigten berührt. Absatz 1 Satz 2 gilt entsprechend.

(2) 前項に該当する就業者が不利益な取扱いを行う行動様式
を拒否又は容認したことに対して、それを当該就業者にか
かわる決定の根拠として用いることがあってはならない。
前項２文の規定が準用される。 

(3) § 22 gilt entsprechend. 
 

(3) 第 22 条の規定が準用される。 
 

Unterabschnitt 4  Ergänzende Vorschriften 
 

§17  Soziale Verantwortung der Beteiligten 
(1) Tarifvertragsparteien, Arbeitgeber, Beschäftigte und deren 

Vertretungen sind aufgefordert, im Rahmen ihrer Aufgaben und 
Handlungsmöglichkeiten an der Verwirklichung des in § 1 
genannten Ziels mitzuwirken. 

第４款 補足規定 
 

第 17 条 関係者の社会的責任 
(1) 労働協約の当事者、雇用主、就業者及びその代表には、
その業務と行為可能性の範囲内で、第１条に挙げた目的の
実現に協力することが求められる。 

(2) In Betrieben, in denen die Voraussetzungen des § 1 Abs. 1 Satz 
1 des Betriebsverfassungsgesetzes vorliegen, können bei einem 
groben Verstoß des Arbeitgebers gegen Vorschriften aus diesem 
Abschnitt der Betriebsrat oder eine im Betrieb vertretene 
Gewerkschaft unter der Voraussetzung des § 23 Abs. 3 Satz 1 
des Betriebsverfassungsgesetzes die dort genannten Rechte 
gerichtlich geltend machen; § 23 Abs. 3 Satz 2 bis 5 des 
Betriebsverfassungsgesetzes gilt entsprechend. Mit dem Antrag 
dürfen nicht Ansprüche des Benachteiligten geltend gemacht 
werden. 

 

(2) 事業所組織法の第１条１項１文の要件がある事業所にお
いて、本節の規定に対する雇用主の著しい違反がある場合
には、事業所委員会又は事業所内で代理人を務める労働組
合が、事業所組織法第 23 条３項１文の要件のもとで、そこ
に挙げられた権利を裁判で主張することができ、事業所組
織法第 23 条３項２文から５文の規定が準用される。申請と
同時に、不利益な取扱いを受けた者の請求権が行使される
ことがあってはならない。 
 

§18  Mitgliedschaft in Vereinigungen 
(1) Die Vorschriften dieses Abschnitts gelten entsprechend für die 

Mitgliedschaft oder die Mitwirkung in einer  
1. Tarifvertragspartei, 
2. Vereinigung, deren Mitglieder einer bestimmten 

Berufsgruppe angehören oder die eine überragende 
Machtstellung im wirtschaftlichen oder sozialen Bereich 
innehat, wenn ein grundlegendes Interesse am Erwerb der 
Mitgliedschaft besteht, 
sowie deren jeweiligen Zusammenschlüssen. 

第 18 条 団体における構成員資格 
(1) 本節の規定は、以下の各号の構成員資格又は参加に対し
て準用される 

1. 労働協約の当事者 
2. 基本的な関心が構成員獲得にあるとき、その構成員が特
定の職業グループに属している団体又は経済的もしくは
社会的分野において突出した実権を握っている団体 
及びこれらのそれぞれの連合 

(2) Wenn die Ablehnung einen Verstoß gegen das 
Benachteiligungsverbot des § 7 Abs. 1 darstellt, besteht ein 
Anspruch auf Mitgliedschaft oder Mitwirkung in den in Absatz 
1 genannten Vereinigungen. 

 

(2) 拒否が、第７条１項の不利益な取扱いの禁止に違反する
場合には、前項に挙げた団体の構成員資格や参加に対する
請求権が存在する。 

 

Abschnitt 3  Schutz vor Benachteiligung im Zivilrechtsverkehr 
 
§19  Zivilrechtliches Benachteiligungsverbot 

(1) Eine Benachteiligung aus Gründen der Rasse oder wegen der 
ethnischen Herkunft, wegen des Geschlechts, der Religion, 
einer Behinderung, des Alters oder der sexuellen Identität bei 
der Begründung, Durchführung und Beendigung 
zivilrechtlicher Schuldverhältnisse, die  

1. typischerweise ohne Ansehen der Person zu vergleichbaren 
Bedingungen in einer Vielzahl von Fällen zustande kommen 
(Massengeschäfte) oder bei denen das Ansehen der Person 
nach der Art des Schuldverhältnisses eine nachrangige 
Bedeutung hat und die zu vergleichbaren Bedingungen in 
einer Vielzahl von Fällen zustande kommen oder 

2. eine privatrechtliche Versicherung zum Gegenstand haben, 
ist unzulässig. 

第３節 民事上の取引における不利益な取扱いからの保護 
 
第 19 条 民法上の不利益な取扱いの禁止 

(1) 以下の各号にあたる民法上の債務関係の創設、履行及び
終了にあたって、人種に基づく、又は民族的出自、性別、
宗教、障害、年齢もしくは性的志向を理由とする不利益な
取扱いは、許されない。 

1. 通常は、個人の人柄や地位等を問題とすることなく、類
似の条件で多くの事例で成立し（大量取引）、もしくは債
務関係の種類から見て個人の人柄や地位等は優先事項で
はなく、類似の条件で多くの事例で成立するような債務関
係、又は 

2. 私法上の保険を対象とする債務関係 
 

(2) Eine Benachteiligung aus Gründen der Rasse oder wegen der 
ethnischen Herkunft ist darüber hinaus auch bei der 
Begründung, Durchführung und Beendigung sonstiger 
zivilrechtlicher Schuldverhältnisse im Sinne des § 2 Abs. 1 Nr. 5 
bis 8 unzulässig. 

(2) 人種に基づく、又は民族的出自を理由とする不利益な取
扱いは、さらに第２条１項５号から８号の趣旨によるその
他の民事上の債務関係の創設、履行及び終了にあたっても、
許されない。 

(3) Bei der Vermietung von Wohnraum ist eine unterschiedliche 
Behandlung im Hinblick auf die Schaffung und Erhaltung 
sozial stabiler Bewohnerstrukturen und ausgewogener 
Siedlungsstrukturen sowie ausgeglichener wirtschaftlicher, 
sozialer und kultureller Verhältnisse zulässig. 

 

(3) 住宅の賃貸に際し、社会的に安定した居住者構造と釣合
いの取れた集落構造及び調和のとれた経済的、社会的、文
化的状況の創設と維持という観点における異なる取扱いは
認められる。 

(4) Die Vorschriften dieses Abschnitts finden keine Anwendung 
auf familien- und erbrechtliche Schuldverhältnisse. 

(4) 本節の規定は、家族法及び相続法上の債務関係には適用
されない。 

(5) Die Vorschriften dieses Abschnitts finden keine Anwendung 
auf zivilrechtliche Schuldverhältnisse, bei denen ein besonderes 

(5) 本節の規定は、当事者又はその親族の特別に密接な関係
又は信頼関係が基礎となっているような民事上の債務関係
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Nähe- oder Vertrauensverhältnis der Parteien oder ihrer 
Angehörigen begründet wird. Bei Mietverhältnissen kann dies 
insbesondere der Fall sein, wenn die Parteien oder ihre 
Angehörigen Wohnraum auf demselben Grundstück nutzen. 
Die Vermietung von Wohnraum zum nicht nur 
vorübergehenden Gebrauch ist in der Regel kein Geschäft im 
Sinne des Absatzes 1 Nr. 1, wenn der Vermieter insgesamt nicht 
mehr als 50 Wohnungen vermietet. 

 

には適用されない。賃貸借関係の場合には、これはとりわけ、
当事者又はその親族が、同一の土地の上にある住宅を使う場
合に該当しうる。一時的ではない使用を目的とする住宅の賃
貸は、貸主が合計で 50 を超えない住宅を賃貸している場合
には、通常は第１項１号の趣旨による取引ではない。 

§20  Zulässige unterschiedliche Behandlung 
(1) Eine Verletzung des Benachteiligungsverbots ist nicht 

gegeben, wenn für eine unterschiedliche Behandlung wegen der 
Religion, einer Behinderung, des Alters, der sexuellen Identität 
oder des Geschlechts ein sachlicher Grund vorliegt. Das kann 
insbesondere der Fall sein, wenn die unterschiedliche 
Behandlung  

1. der Vermeidung von Gefahren, der Verhütung von Schäden 
oder anderen Zwecken vergleichbarer Art dient, 

2. dem Bedürfnis nach Schutz der Intimsphäre oder der 
persönlichen Sicherheit Rechnung trägt, 

3. besondere Vorteile gewährt und ein Interesse an der 
Durchsetzung der Gleichbehandlung fehlt, 

4. an die Religion eines Menschen anknüpft und im Hinblick auf 
die Ausübung der Religionsfreiheit oder auf das 
Selbstbestimmungsrecht der Religionsgemeinschaften, der 
ihnen zugeordneten Einrichtungen ohne Rücksicht auf ihre 
Rechtsform sowie der Vereinigungen, die sich die 
gemeinschaftliche Pflege einer Religion zur Aufgabe machen, 
unter Beachtung des jeweiligen Selbstverständnisses 
gerechtfertigt ist. 

第 20 条 認められる異なる取扱い 
(1) 不利益な取扱い禁止に対する違反は、宗教、障害、年齢、
性的志向又は性別を理由とする異なる取扱いにとって客観
的な理由が存在する場合には、存在しない。これはとりわ
け異なる取扱いが以下の場合に該当しうる。 

1. 異なる取扱いが、危険の回避、損害の防止又はこれに類
する種類のその他の目的のためである場合 

2. 異なる取扱いが、プライバシーの保護の必要性又は個人
的な安全を配慮するものである場合 

3. 異なる取扱いが格別の利益を与え、かつ均等な取扱いを
実施する利益がない場合 

4. 異なる取扱いがある人の宗教に結びつき、信仰の自由の
行使又は信仰共同体、法形態にかかわらずそれらに属する
施設並びに宗教の共同の育成を任務とする団体の自己決
定権を考慮したうえで、それぞれの自己認識に従って正当
性が認められる場合 

(2) Eine unterschiedliche Behandlung wegen des Geschlechts ist 
im Falle des § 19 Abs. 1 Nr. 2 bei den Prämien oder Leistungen 
nur zulässig, wenn dessen Berücksichtigung bei einer auf 
relevanten und genauen versicherungsmathematischen und 
statistischen Daten beruhenden Risikobewertung ein 
bestimmender Faktor ist. Kosten im Zusammenhang mit 
Schwangerschaft und Mutterschaft dürfen auf keinen Fall zu 
unterschiedlichen Prämien oder Leistungen führen. Eine 
unterschiedliche Behandlung wegen der Religion, einer 
Behinderung, des Alters oder der sexuellen Identität ist im 
Falle des § 19 Abs. 1 Nr. 2 nur zulässig, wenn diese auf 
anerkannten Prinzipien risikoadäquater Kalkulation beruht, 
insbesondere auf einer versicherungsmathematisch ermittelten 
Risikobewertung unter Heranziehung statistischer 
Erhebungen. 

 

(2) 性別を理由とする異なる取扱いは、第 19 条１項２号の場
合における保険料又は給付において、それらを考慮するこ
とが、重要かつ正確な保険数理上の、及び統計的なデータ
に基づくリスク評価において決定的なファクターである場
合にのみ認められる。妊娠及び母親であることに関連する
費用は、決して異なる保険料又は給付をもたらすようなこ
とがあってはならない。宗教、障害、年齢又は性的志向を
理由とする異なる取扱いは、第 19 条１項２号の場合におい
て、これらがリスク計算の世間一般に認められた原則、特
に統計調査を考慮して保険数理上求められたリスク評価に
基づく場合にのみ、認められる。 

§21  Ansprüche 
(1) Der Benachteiligte kann bei einem Verstoß gegen das 

Benachteiligungsverbot unbeschadet weiterer Ansprüche die 
Beseitigung der Beeinträchtigung verlangen. Sind weitere 
Beeinträchtigungen zu besorgen, so kann er auf Unterlassung 
klagen. 

第 21 条 請求権
(1) 不利益な取扱い禁止に対する違反に際して、不利益な取
扱いを受けた者は、それ以外の請求権にかかわりなく侵害
を取り除くよう要求することができる。さらなる侵害が心
配される場合には、不作為の訴えを起こすことができる。

(2) Bei einer Verletzung des Benachteiligungsverbots ist der 
Benachteiligende verpflichtet, den hierdurch entstandenen 
Schaden zu ersetzen. Dies gilt nicht, wenn der Benachteiligende 
die Pflichtverletzung nicht zu vertreten hat. Wegen eines 
Schadens, der nicht Vermögensschaden ist, kann der 
Benachteiligte eine angemessene Entschädigung in Geld 
verlangen. 

(2) 不利益な取扱い禁止に対する侵害に際して、不利益な取
扱いを行った者は、これによって生じた損害を補償する義
務を負う。ただし、不利益な取扱いを行った者が、義務違
反に対して責任を有しない場合には、この限りではない。
不利益な取扱いを受けた者は、非財産的損害を理由として
妥当な金銭補償を要求することができる。 

(3) Ansprüche aus unerlaubter Handlung bleiben unberührt. (3) 不法行為に基づく請求権は、なお効力を有する。
(4) Auf eine Vereinbarung, die von dem Benachteiligungsverbot 

abweicht, kann sich der Benachteiligende nicht berufen. 
(4) 不利益な取扱いを行った者は、不利益な取扱い禁止とは
異なる取決めを根拠とすることはできない。 

(5) Ein Anspruch nach den Absätzen 1 und 2 muss innerhalb einer 
Frist von zwei Monaten geltend gemacht werden. Nach Ablauf 
der Frist kann der Anspruch nur geltend gemacht werden, 
wenn der Benachteiligte ohne Verschulden an der Einhaltung 
der Frist verhindert war. 

 

(5) 第１項と第２項による請求権は、２ヶ月の期間内に行使
されなければならない。当該期間が経過した後は、請求権
は不利益な取扱いを受けた者が、過失なく当該期間の遵守
を妨げられた場合にのみ行使することができる。 

Abschnitt 4  Rechtsschutz 
 
§22  Beweislast 

Wenn im Streitfall die eine Partei Indizien beweist, die eine 
Benachteiligung wegen eines in § 1 genannten Grundes vermuten 
lassen, trägt die andere Partei die Beweislast dafür, dass kein 
Verstoß gegen die Bestimmungen zum Schutz vor 

第４節 権利保護 
 
第 22 条 立証責任 
訴訟において一方の当事者が、第１条に挙げたいずれかの理
由に基づく不利益な取扱いを推測させる間接事実を証明する
場合には、もう一方の当事者は、不利益な取扱いからの保護
に関する規定に抵触しなかったことに対する立証責任を負
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Verlangen oder wenn Gründe vorliegen, die bei einer Richterin 
oder einem Richter auf Lebenszeit die Entlassung aus dem 
Dienst rechtfertigen. Im Falle der Beendigung des 
Amtsverhältnisses erhält die Leiterin oder der Leiter der 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes eine von der 
Bundesministerin oder dem Bundesminister für Familie, 
Senioren, Frauen und Jugend vollzogene Urkunde. Die 
Entlassung wird mit der Aushändigung der Urkunde wirksam. 

解任を正当化する理由がある場合には、解任する。任用関係
の終了に際しては、連邦反差別機関の長は連邦家庭・高齢
者・婦人・青少年省の大臣が署名した文書を受け取る。解任
は、当該文書の交付を以って効力を生じる。 

(4) Das Rechtsverhältnis der Leitung der 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes gegenüber dem Bund 
wird durch Vertrag mit dem Bundesministerium für Familie, 
Senioren, Frauen und Jugend geregelt. Der Vertrag bedarf der 
Zustimmung der Bundesregierung. 

(4) 連邦反差別機関の長の連邦に対する法律関係は、連邦家
庭・高齢者・婦人・青少年省の大臣との契約によって規定
される。当該契約は連邦政府の同意を必要とする。 

(5) Wird eine Bundesbeamtin oder ein Bundesbeamter zur 
Leitung der Antidiskriminierungsstelle des Bundes bestellt, 
scheidet er oder sie mit Beginn des Amtsverhältnisses aus dem 
bisherigen Amt aus. Für die Dauer des Amtsverhältnisses 
ruhen die aus dem Beamtenverhältnis begründeten Rechte und 
Pflichten mit Ausnahme der Pflicht zur Amtsverschwiegenheit 
und des Verbots der Annahme von Belohnungen oder 
Geschenken. Bei unfallverletzten Beamtinnen oder Beamten 
bleiben die gesetzlichen Ansprüche auf das Heilverfahren und 
einen Unfallausgleich unberührt. 

 

(5) 連邦の官吏を連邦反差別機関の長に任命する場合には、
任命された者は任用関係の開始を以って従来の職を退く。
職務関係の期間中は、任用関係に基づく権利と義務は、職
務上の守秘義務及び金品や報酬の受領の禁止を例外として
停止する。災害で負傷した公務員においては、療養と傷病
補償金に対する法的請求権はなお効力を有する。 

§27  Aufgaben 
(1) Wer der Ansicht ist, wegen eines in § 1 genannten Grundes 

benachteiligt worden zu sein, kann sich an die 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes wenden. 

第 27 条 任務
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づき不利益を受けた
と考える者は、連邦反差別機関に相談することができる。

(2) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes unterstützt auf 
unabhängige Weise Personen, die sich nach Absatz 1 an sie 
wenden, bei der Durchsetzung ihrer Rechte zum Schutz vor 
Benachteiligungen. Hierbei kann sie insbesondere  

1. über Ansprüche und die Möglichkeiten des rechtlichen 
Vorgehens im Rahmen gesetzlicher Regelungen zum Schutz 
vor Benachteiligungen informieren, 

2. Beratung durch andere Stellen vermitteln, 
3. eine gütliche Beilegung zwischen den Beteiligten anstreben. 
Soweit Beauftragte des Deutschen Bundestages oder der 
Bundesregierung zuständig sind, leitet die 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes die Anliegen der in 
Absatz 1 genannten Personen mit deren Einverständnis 
unverzüglich an diese weiter. 

(2) 連邦反差別機関は、前項により同機関に相談した者を、
独立したやり方で、その不利益な取扱いから保護される権
利の行使にあたって支援する。同機関はその際特に 

1. 不利益な取扱いからの保護に関する法的な規定の範囲内
の請求権と法的な進め方の可能性について情報を与える
ことができる。 

2. 他の機関による助言を斡旋する。 
3. 関係者の間の穏便な解決に向けて努力する。 
ドイツ連邦議会又は連邦政府専門委員に管轄権がある場合
には、連邦反差別機関は前項に挙げた者の件を、その者の了
解を得て遅滞なく当該専門委員に付託する。 

(3) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes nimmt auf 
unabhängige Weise folgende Aufgaben wahr, soweit nicht die 
Zuständigkeit der Beauftragten der Bundesregierung oder des 
Deutschen Bundestages berührt ist:  

1. Öffentlichkeitsarbeit, 
2. Maßnahmen zur Verhinderung von Benachteiligungen aus 

den in § 1 genannten Gründen, 
3. Durchführung wissenschaftlicher Untersuchungen zu diesen 

Benachteiligungen. 

(3) 連邦反差別機関は、連邦政府又はドイツ連邦議会の専門
委員の管轄権に抵触しない限りにおいて、独立したやり方
で以下の任務を引き受ける。 

1. 広報活動 
2. 第１条に挙げた理由に基づく不利益な取扱いの防止対策
3. これらの不利益な取扱いに関する学術的調査の実施 

(4) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes und die in ihrem 
Zuständigkeitsbereich betroffenen Beauftragten der 
Bundesregierung und des Deutschen Bundestages legen 
gemeinsam dem Deutschen Bundestag alle vier Jahre Berichte 
über Benachteiligungen aus den in § 1 genannten Gründen vor 
und geben Empfehlungen zur Beseitigung und Vermeidung 
dieser Benachteiligungen. Sie können gemeinsam 
wissenschaftliche Untersuchungen zu Benachteiligungen 
durchführen. 

(4) 連邦反差別機関及びその管轄領域内で該当する連邦政府
とドイツ連邦議会の専門委員は、ドイツ連邦議会に対して
４年に１回共同で、第１条に挙げた理由に基づく不利益な
取扱いに関する報告書を提出し、不利益な取扱いの排除と
防止に関する勧告を行う。当該機関と専門委員は、不利益
な取扱いに関する学術的調査を共同で実施することができ
る。 

(5) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes und die in ihrem 
Zuständigkeitsbereich betroffenen Beauftragten der 
Bundesregierung und des Deutschen Bundestages sollen bei 
Benachteiligungen aus mehreren der in § 1 genannten Gründe 
zusammenarbeiten. 

 

(5) 連邦反差別機関及びその管轄領域内で該当する連邦政府
とドイツ連邦議会の専門委員は、第１条に挙げた複数の理
由に基づく不利益な取扱いに際しては、協力してあたらけ
ればならない。 

§28  Befugnisse 
(1) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes kann in Fällen des 

§ 27 Abs. 2 Satz 2 Nr. 3 Beteiligte um Stellungnahmen 
ersuchen, soweit die Person, die sich nach § 27 Abs. 1 an sie 
gewandt hat, hierzu ihr Einverständnis erklärt. 

第 28 条 権限
(1) 連邦反差別機関は、前条２項２文３号の場合においては、
前条１項に則り同機関に相談した者がこれに関して同意を
表明した場合に限り、関係者に意見を求めることができる。

(2) Alle Bundesbehörden und sonstigen öffentlichen Stellen im 
Bereich des Bundes sind verpflichtet, die 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes bei der Erfüllung ihrer 
Aufgaben zu unterstützen, insbesondere die erforderlichen 

(2) すべての連邦官庁と連邦領域にあるその他の公的機関
は、連邦反差別機関をその任務遂行に際して支援する義務、
特に必要な情報を提供する義務がある。個人に関わるデー
タ保護に関する規定は、なお効力を有する。 
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Benachteiligung vorgelegen hat. 
 

う。
 

§23  Unterstützung durch Antidiskriminierungsverbände 
(1) Antidiskriminierungsverbände sind 

Personenzusammenschlüsse, die nicht gewerbsmäßig und nicht 
nur vorübergehend entsprechend ihrer Satzung die besonderen 
Interessen von benachteiligten Personen oder Personengruppen 
nach Maßgabe von § 1 wahrnehmen. Die Befugnisse nach den 
Absätzen 2 bis 4 stehen ihnen zu, wenn sie mindestens 75 
Mitglieder haben oder einen Zusammenschluss aus mindestens 
sieben Verbänden bilden. 

第 23 条 反差別団体による支援 
(1) 反差別団体とは、営利目的でなく、かつ一時的にではな
く、その定款に従って、第１条による不利益な取扱いを受
けた者又はグループの個別的な利益を守る人々の集まりで
ある。第２項から第４項の資格は、それらが 75 人以上の構
成員を有し、又は７つ以上の団体の連合を構成する場合に
与えられる。 

(2) Antidiskriminierungsverbände sind befugt, im Rahmen ihres 
Satzungszwecks in gerichtlichen Verfahren als Beistände 
Benachteiligter in der Verhandlung aufzutreten. Im Übrigen 
bleiben die Vorschriften der Verfahrensordnungen, 
insbesondere diejenigen, nach denen Beiständen weiterer 
Vortrag untersagt werden kann, unberührt. 

(2) 反差別団体は、その定款目的の範囲内で、裁判手続にお
いて、不利益な取扱いを受けた者の訴訟補助人として審理
に出廷する資格を有する。その他の点においては、特にそ
の中で訴訟補助人がそれ以外の申立を禁じられている手続
規則の規定が、なお効力を有する。 

(3) Antidiskriminierungsverbänden ist im Rahmen ihres 
Satzungszwecks die Besorgung von Rechtsangelegenheiten 
Benachteiligter gestattet. 

(3) 反差別団体は、その定款目的の範囲内で、不利益な取扱
いを受けた者の法律問題を処理することが許容されてい
る。 

(4) Besondere Klagerechte und Vertretungsbefugnisse von 
Verbänden zu Gunsten von behinderten Menschen bleiben 
unberührt. 

 

(4) 障害者のための団体の特別な訴権及び代理権限は、なお
効力を有する。 

Abschnitt 5  Sonderregelungen für öffentlich-rechtliche 
Dienstverhältnisse 

 
§24  Sonderregelung für öffentlich-rechtliche Dienstverhältnisse 

Die Vorschriften dieses Gesetzes gelten unter Berücksichtigung 
ihrer besonderen Rechtsstellung entsprechend für  

1. Beamtinnen und Beamte des Bundes, der Länder, der 
Gemeinden, der Gemeindeverbände sowie der sonstigen der 
Aufsicht des Bundes oder eines Landes unterstehenden 
Körperschaften, Anstalten und Stiftungen des öffentlichen 
Rechts, 

2. Richterinnen und Richter des Bundes und der Länder, 
3. Zivildienstleistende sowie anerkannte 

Kriegsdienstverweigerer, soweit ihre Heranziehung zum 
Zivildienst betroffen ist. 

 

第５節 公法上の勤務関係のための特別規定 
 
 
第 24 条 公法上の勤務関係のための特別規定 
本法の規定は、その特別な法的地位を考慮して、以下の各号
に適用される 

1. 連邦、州、市町村、市町村連合及び連邦又は州の監督下
にあるそれ以外の公法上の団体、法人、基金の官吏 

2. 連邦と州の裁判官 
3. 兵役代替社会奉仕従事者及び公認戦争役務拒否者、ただ
しその動員が兵役代替社会奉仕に該当する場合に限る 

 

Abschnitt 6  Antidiskriminierungsstelle 
 
§25  Antidiskriminierungsstelle des Bundes 

(1) Beim Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen und 
Jugend wird unbeschadet der Zuständigkeit der Beauftragten 
des Deutschen Bundestages oder der Bundesregierung die 
Stelle des Bundes zum Schutz vor Benachteiligungen wegen 
eines in § 1 genannten Grundes (Antidiskriminierungsstelle des 
Bundes) errichtet. 

第６節 反差別機関 
 
第 25 条 連邦反差別機関 

(1) 連邦家庭・高齢者・婦人・青少年省には、ドイツ連邦議
会又は連邦政府専門委員の管轄領域を損なうことなく、第
１条に挙げた不利益な取扱いからの保護のための連邦機関
（連邦反差別機関）を設立する。 

(2) Der Antidiskriminierungsstelle des Bundes ist die für die 
Erfüllung ihrer Aufgaben notwendige Personal- und 
Sachausstattung zur Verfügung zu stellen. Sie ist im Einzelplan 
des Bundesministeriums für Familie, Senioren, Frauen und 
Jugend in einem eigenen Kapitel auszuweisen. 

 

(2) 連邦反差別機関は、その任務を果たすために必要な人
的・物的設備を提供しなければならない。当該設備は、連
邦家庭・高齢者・婦人・青少年省の個別計画の中の、該当
する章において指定される。 

§26  Rechtsstellung der Leitung der Antidiskriminierungsstelle 
des Bundes 

(1) Die Bundesministerin oder der Bundesminister für Familie, 
Senioren, Frauen und Jugend ernennt auf Vorschlag der 
Bundesregierung eine Person zur Leitung der 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes. Sie steht nach 
Maßgabe dieses Gesetzes in einem öffentlich-rechtlichen 
Amtsverhältnis zum Bund. Sie ist in Ausübung ihres Amtes 
unabhängig und nur dem Gesetz unterworfen. 

第 26 条 連邦反差別機関の統率者の法的地位 
 

(1) 連邦家庭・高齢者・婦人・青少年省の大臣は、連邦政府
の推薦に基づき、連邦反差別機関を統率する者を任命する。
任命された者は、本法に従い、連邦に対する公法上の任用
関係を有する。任命された者は、その職務遂行に際して独
立して行い、法律にのみ従う。 

(2) Das Amtsverhältnis beginnt mit der Aushändigung der 
Urkunde über die Ernennung durch die Bundesministerin oder 
den Bundesminister für Familie, Senioren, Frauen und Jugend.

(2) 任用関係は、連邦家庭・高齢者・婦人・青少年省の大臣
による任命を経て文書の交付を以って開始される。 

(3) Das Amtsverhältnis endet außer durch Tod  
1. mit dem Zusammentreten eines neuen Bundestages, 
2. durch Ablauf der Amtszeit mit Erreichen der Altersgrenze 

nach § 51 Abs. 1 und 2 des Bundesbeamtengesetzes, 
3. mit der Entlassung. 
Die Bundesministerin oder der Bundesminister für Familie, 
Senioren, Frauen und Jugend entlässt die Leiterin oder den 
Leiter der Antidiskriminierungsstelle des Bundes auf deren 

(3) 任用関係は、死亡の場合を除き、以下の各号の場合に終
了する。 

1. 新たな連邦議会の召集 
2. 連邦公務員法の第 51 条 1 項及び 2 項の年齢制限に達し
たことによる任期満了 

3. 解任 
連邦家庭・高齢者・婦人・青少年省の大臣は、連邦反差別機
関の長を、その要求に基づき、又は終身裁判官のもとで職務
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Verlangen oder wenn Gründe vorliegen, die bei einer Richterin 
oder einem Richter auf Lebenszeit die Entlassung aus dem 
Dienst rechtfertigen. Im Falle der Beendigung des 
Amtsverhältnisses erhält die Leiterin oder der Leiter der 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes eine von der 
Bundesministerin oder dem Bundesminister für Familie, 
Senioren, Frauen und Jugend vollzogene Urkunde. Die 
Entlassung wird mit der Aushändigung der Urkunde wirksam. 

解任を正当化する理由がある場合には、解任する。任用関係
の終了に際しては、連邦反差別機関の長は連邦家庭・高齢
者・婦人・青少年省の大臣が署名した文書を受け取る。解任
は、当該文書の交付を以って効力を生じる。 

(4) Das Rechtsverhältnis der Leitung der 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes gegenüber dem Bund 
wird durch Vertrag mit dem Bundesministerium für Familie, 
Senioren, Frauen und Jugend geregelt. Der Vertrag bedarf der 
Zustimmung der Bundesregierung. 

(4) 連邦反差別機関の長の連邦に対する法律関係は、連邦家
庭・高齢者・婦人・青少年省の大臣との契約によって規定
される。当該契約は連邦政府の同意を必要とする。 

(5) Wird eine Bundesbeamtin oder ein Bundesbeamter zur 
Leitung der Antidiskriminierungsstelle des Bundes bestellt, 
scheidet er oder sie mit Beginn des Amtsverhältnisses aus dem 
bisherigen Amt aus. Für die Dauer des Amtsverhältnisses 
ruhen die aus dem Beamtenverhältnis begründeten Rechte und 
Pflichten mit Ausnahme der Pflicht zur Amtsverschwiegenheit 
und des Verbots der Annahme von Belohnungen oder 
Geschenken. Bei unfallverletzten Beamtinnen oder Beamten 
bleiben die gesetzlichen Ansprüche auf das Heilverfahren und 
einen Unfallausgleich unberührt. 

 

(5) 連邦の官吏を連邦反差別機関の長に任命する場合には、
任命された者は任用関係の開始を以って従来の職を退く。
職務関係の期間中は、任用関係に基づく権利と義務は、職
務上の守秘義務及び金品や報酬の受領の禁止を例外として
停止する。災害で負傷した公務員においては、療養と傷病
補償金に対する法的請求権はなお効力を有する。 

§27  Aufgaben 
(1) Wer der Ansicht ist, wegen eines in § 1 genannten Grundes 

benachteiligt worden zu sein, kann sich an die 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes wenden. 

第 27 条 任務
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づき不利益を受けた
と考える者は、連邦反差別機関に相談することができる。

(2) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes unterstützt auf 
unabhängige Weise Personen, die sich nach Absatz 1 an sie 
wenden, bei der Durchsetzung ihrer Rechte zum Schutz vor 
Benachteiligungen. Hierbei kann sie insbesondere  

1. über Ansprüche und die Möglichkeiten des rechtlichen 
Vorgehens im Rahmen gesetzlicher Regelungen zum Schutz 
vor Benachteiligungen informieren, 

2. Beratung durch andere Stellen vermitteln, 
3. eine gütliche Beilegung zwischen den Beteiligten anstreben. 
Soweit Beauftragte des Deutschen Bundestages oder der 
Bundesregierung zuständig sind, leitet die 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes die Anliegen der in 
Absatz 1 genannten Personen mit deren Einverständnis 
unverzüglich an diese weiter. 

(2) 連邦反差別機関は、前項により同機関に相談した者を、
独立したやり方で、その不利益な取扱いから保護される権
利の行使にあたって支援する。同機関はその際特に 

1. 不利益な取扱いからの保護に関する法的な規定の範囲内
の請求権と法的な進め方の可能性について情報を与える
ことができる。 

2. 他の機関による助言を斡旋する。 
3. 関係者の間の穏便な解決に向けて努力する。 
ドイツ連邦議会又は連邦政府専門委員に管轄権がある場合
には、連邦反差別機関は前項に挙げた者の件を、その者の了
解を得て遅滞なく当該専門委員に付託する。 

(3) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes nimmt auf 
unabhängige Weise folgende Aufgaben wahr, soweit nicht die 
Zuständigkeit der Beauftragten der Bundesregierung oder des 
Deutschen Bundestages berührt ist:  

1. Öffentlichkeitsarbeit, 
2. Maßnahmen zur Verhinderung von Benachteiligungen aus 

den in § 1 genannten Gründen, 
3. Durchführung wissenschaftlicher Untersuchungen zu diesen 

Benachteiligungen. 

(3) 連邦反差別機関は、連邦政府又はドイツ連邦議会の専門
委員の管轄権に抵触しない限りにおいて、独立したやり方
で以下の任務を引き受ける。 

1. 広報活動 
2. 第１条に挙げた理由に基づく不利益な取扱いの防止対策
3. これらの不利益な取扱いに関する学術的調査の実施 

(4) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes und die in ihrem 
Zuständigkeitsbereich betroffenen Beauftragten der 
Bundesregierung und des Deutschen Bundestages legen 
gemeinsam dem Deutschen Bundestag alle vier Jahre Berichte 
über Benachteiligungen aus den in § 1 genannten Gründen vor 
und geben Empfehlungen zur Beseitigung und Vermeidung 
dieser Benachteiligungen. Sie können gemeinsam 
wissenschaftliche Untersuchungen zu Benachteiligungen 
durchführen. 

(4) 連邦反差別機関及びその管轄領域内で該当する連邦政府
とドイツ連邦議会の専門委員は、ドイツ連邦議会に対して
４年に１回共同で、第１条に挙げた理由に基づく不利益な
取扱いに関する報告書を提出し、不利益な取扱いの排除と
防止に関する勧告を行う。当該機関と専門委員は、不利益
な取扱いに関する学術的調査を共同で実施することができ
る。 

(5) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes und die in ihrem 
Zuständigkeitsbereich betroffenen Beauftragten der 
Bundesregierung und des Deutschen Bundestages sollen bei 
Benachteiligungen aus mehreren der in § 1 genannten Gründe 
zusammenarbeiten. 

 

(5) 連邦反差別機関及びその管轄領域内で該当する連邦政府
とドイツ連邦議会の専門委員は、第１条に挙げた複数の理
由に基づく不利益な取扱いに際しては、協力してあたらけ
ればならない。 

§28  Befugnisse 
(1) Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes kann in Fällen des 

§ 27 Abs. 2 Satz 2 Nr. 3 Beteiligte um Stellungnahmen 
ersuchen, soweit die Person, die sich nach § 27 Abs. 1 an sie 
gewandt hat, hierzu ihr Einverständnis erklärt. 

第 28 条 権限
(1) 連邦反差別機関は、前条２項２文３号の場合においては、
前条１項に則り同機関に相談した者がこれに関して同意を
表明した場合に限り、関係者に意見を求めることができる。

(2) Alle Bundesbehörden und sonstigen öffentlichen Stellen im 
Bereich des Bundes sind verpflichtet, die 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes bei der Erfüllung ihrer 
Aufgaben zu unterstützen, insbesondere die erforderlichen 

(2) すべての連邦官庁と連邦領域にあるその他の公的機関
は、連邦反差別機関をその任務遂行に際して支援する義務、
特に必要な情報を提供する義務がある。個人に関わるデー
タ保護に関する規定は、なお効力を有する。 
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 D-003  
Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung

(SchwbAV) 重度障害者負担調整賦課金規則 

Ausfertigungsdatum: 28.03.1988 
Vollzitat: 
"Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung vom 28. März 
1988 (BGBl. I S. 484), die zuletzt durch Artikel 7 des Gesetzes vom 
22. Dezember 2008 (BGBl. I S. 2959) geändert worden ist" 
Stand:Zuletzt geändert durch Art. 7 G v. 22.12.2008 I 2959 
 
Überschrift: IdF d. Art. 57 Nr. 1 G v. 19.6.2001 I 1046 mWv 1.7.2001
 
Eingangsformel  
Auf Grund des § 11 Abs. 3 Satz 3, § 12 Abs. 2 und § 33 Abs. 2 Satz 5 
des Schwerbehindertengesetzes in der Fassung der 
Bekanntmachung vom 26. August 1986 (BGBl. I S. 1421) sowie des 
Artikels 12 Abs. 2 des Gesetzes zur Erleichterung des Übergangs 
vom Arbeitsleben in den Ruhestand vom 13. April 1984 (BGBl. I S. 
601) verordnet die Bundesregierung mit Zustimmung des 
Bundesrates: 
 

公布日：1988 年 3 月 28 日
全文引用: 
「2008 年 12 月 22 日の法律 7 章（連邦官報第 1 部 2959 頁）
により最終改正された 1988 年 3 月 28 日の重度障害者負担調
整賦課金規則（連邦官報第 1 部 484 頁）」 
状態：2008 年 12 月 22 日の法律 7 章により最終改正（連邦官
報第 1 部 2959 頁） 
 
見出し：IdF d. Art. 57 Nr. 1 G v. 19.6.2001 I 1046 mWv 1.7.2001 
 
最初の形式 
1986 年 10 月 26 日公布版の重度障害者法 11 条 3 項 3 文、12
条 2 項及び 33 条 2 項 5 文並びに 1984 年 4 月 13 日の労働生活
から休職への移行を容易にするための法律12条2項に基づき、
連邦議会の賛成を得て連邦政府が定めたものである。 

Inhaltsübersicht 
 
Erster Abschnitt   (weggefallen)  

§§ 1 bis 13 (weggefallen)  
Zweiter Abschnitt   Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 

Menschen am Arbeitsleben aus Mitteln der 
Ausgleichsabgabe durch die Integrationsämter  

§ 14  Verwendungszwecke  
1. Unterabschnitt   Leistungen zur Förderung des Arbeits- und 

Ausbildungsplatzangebots für schwerbehinderte Menschen 
§ 15  Leistungen an Arbeitgeber zur Schaffung von Arbeits- 

und Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte 
Menschen  

§ 16  Arbeitsmarktprogramme für schwerbehinderte 
Menschen  

2. Unterabschnitt   Leistungen zur begleitenden Hilfe im 
Arbeitsleben  

§ 17  Leistungsarten  
§ 18  Leistungsvoraussetzungen  

I. Leistungen an schwerbehinderte Menschen  
§ 19  Technische Arbeitshilfen  
§ 20  Hilfen zum Erreichen des Arbeitsplatzes  
§ 21  Hilfen zur Gründung und Erhaltung einer 

selbständigen beruflichen Existenz  
§ 22  Hilfen zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung 

einer behinderungsgerechten Wohnung  
§ 23  (weggefallen) 
§ 24  Hilfen zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung 

und Erweiterung beruflicher Kenntnisse und 
Fertigkeiten  

§ 25  Hilfen in besonderen Lebenslagen  
II. Leistungen an Arbeitgeber  
§ 26  Leistungen zur behinderungsgerechten Einrichtung 

von Arbeits- und Ausbildungsplätzen für 
schwerbehinderte Menschen  

§ 26a  Zuschüsse zu den Gebühren bei der Berufsausbildung 
besonders betroffener schwerbehinderter Jugendlicher 
und junger Erwachsener  

§ 26b  Prämien und Zuschüsse zu den Kosten der 
Berufsausbildung behinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener  

§ 26c  Prämien zur Einführung eines betrieblichen 
Eingliederungsmanagements  

§ 27  Leistungen bei außergewöhnlichen Belastungen  
III. Sonstige Leistungen  
§ 27a  Leistungen an Integrationsfachdienste  
§ 28  Leistungen zur Durchführung der psychosozialen 

Betreuung schwerbehinderter Menschen  
§ 28a  Leistungen an Integrationsprojekte  
§ 29  Leistungen zur Durchführung von Aufklärungs-, 

Schulungs- und Bildungsmaßnahmen  
3. Unterabschnitt   Leistungen für Einrichtungen zur Teilhabe 

schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben  

目 次
 
第１節 (廃止)  

第 1 条 ～第 13 条 (廃止) 
第２節 統合局が行なう負担調整賦課金の資金からの重度障

害者の労働生活への参画支援 
 

第 14 条 利用目的 
第１款 重度障害者のための職場・訓練場所の提供を支援す

るための給付 
第 15 条 重度障害者のための職場・訓練場所を設立す

るための雇用主への給付 
 
第 16 条 重度障害者の労働市場プログラム 
 

第２款 労働生活における付随的援助のための給付 
 

第 17 条 給付の種類 
第 18 条 給付の要件 

Ⅰ. 重度障害者に対する給付 
第 19 条 技術的な労働援助 
第 20 条 通勤のための援助 
第 21 条 自営による職業的自立と維持のための援助 
 
第 22 条 障害者に適した住宅の調達、装備及び維持の

ための援助 
第 23 条 （廃止） 
第 24 条 職業上の知識と技能を取得し向上させるため

の措置に参加するための援助 
 
第 25 条 特別な生活状態への援助 

Ⅱ. 雇用主に対する給付 
第 26 条 重度障害者のための職場・訓練場所の場にお

ける障害者に適した施設のための給付 
 
第 26a 条 特に該当する重度障害のある少年及び若い

成人の職業訓練費用のための補助金 
 
第 26b 条 障害のある少年及び若い成人の職業訓練費

用に対する奨励金と補助金 
 
第 26c 条 事業所内編入マネージメント導入のための

奨励金 
第 27 条 負担が尋常でないときの給付 

Ⅲ. その他の給付 
第 27a 条 統合専門サービスへの給付 
第 28 条 重度障害者の心理社会学的なケアを行なうた

めの給付 
第 28a 条 統合プロジェクトのための給付 
第 29 条 啓蒙・訓練・教育のための措置を実施するた

めの給付 
第３款 重度障害者の労働生活への参画のための施設に対す

る給付 
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Auskünfte zu erteilen. Die Bestimmungen zum Schutz 
personenbezogener Daten bleiben unberührt. 

 
§29  Zusammenarbeit mit Nichtregierungsorganisationen und 

anderen Einrichtungen 
Die Antidiskriminierungsstelle des Bundes soll bei ihrer Tätigkeit 
Nichtregierungsorganisationen sowie Einrichtungen, die auf 
europäischer, Bundes-, Landes- oder regionaler Ebene zum Schutz 
vor Benachteiligungen wegen eines in § 1 genannten Grundes 
tätig sind, in geeigneter Form einbeziehen. 

 

第 29 条 非政府組織及びその他の機関との協力
 
連邦反差別機関は、業務遂行に際して、非政府組織及び欧州、
連邦、州又は地域レベルで第１条に挙げた理由のいずれかに
基づく不利益な取扱いからの保護のために活動する機関を、
適切な形で取り入れなければならない。 

 

§30  Beirat 
(1) Zur Förderung des Dialogs mit gesellschaftlichen Gruppen und 

Organisationen, die sich den Schutz vor Benachteiligungen 
wegen eines in § 1 genannten Grundes zum Ziel gesetzt haben, 
wird der Antidiskriminierungsstelle des Bundes ein Beirat 
beigeordnet. Der Beirat berät die Antidiskriminierungsstelle 
des Bundes bei der Vorlage von Berichten und Empfehlungen 
an den Deutschen Bundestag nach § 27 Abs. 4 und kann hierzu 
sowie zu wissenschaftlichen Untersuchungen nach § 27 Abs. 3 
Nr. 3 eigene Vorschläge unterbreiten. 

第 30 条 審議会
(1) 第１条に挙げた理由のいずれかに基づく不利益な取扱い
からの保護を目的に掲げた社会的グループ及び組織との意
見交換を促進するために、連邦反差別機関には審議会を付
設する。審議会は第 27 条４項に則りドイツ連邦議会に報告
書と勧告を呈示する際に連邦反差別機関を助言し、これに
関して、及び第 27 条３項３号の学術的調査に関して、独自
の提言を提出する。 

(2) Das Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen und 
Jugend beruft im Einvernehmen mit der Leitung der 
Antidiskriminierungsstelle des Bundes sowie den entsprechend 
zuständigen Beauftragten der Bundesregierung oder des 
Deutschen Bundestages die Mitglieder dieses Beirats und für 
jedes Mitglied eine Stellvertretung. In den Beirat sollen 
Vertreterinnen und Vertreter gesellschaftlicher Gruppen und 
Organisationen sowie Expertinnen und Experten in 
Benachteiligungsfragen berufen werden. Die Gesamtzahl der 
Mitglieder des Beirats soll 16 Personen nicht überschreiten. 
Der Beirat soll zu gleichen Teilen mit Frauen und Männern 
besetzt sein. 

(2) 連邦家庭・高齢者・婦人・青少年省は、連邦反差別機関
の長及び連邦政府又はドイツ連邦議会のしかるべき管轄権
を有する専門委員の了解を得て、本審議会の委員及び委員
一名につき一名の代理を任命する。審議会においては社会
的グループ及び組織の代表並びに不利益な取扱い問題の専
門家が招聘されなければならない。審議会の委員の合計数
は 16 人を超えてはならない。審議会は、男女同数の委員に
より構成されなければならない。 

(3) Der Beirat gibt sich eine Geschäftsordnung, die der 
Zustimmung des Bundesministeriums für Familie, Senioren, 
Frauen und Jugend bedarf. 

(3) 審議会は、連邦家庭・高齢者・婦人・青少年省の同意を
必要とする業務規定を制定する。 

(4) Die Mitglieder des Beirats üben die Tätigkeit nach diesem 
Gesetz ehrenamtlich aus. Sie haben Anspruch auf 
Aufwandsentschädigung sowie Reisekostenvergütung, 
Tagegelder und Übernachtungsgelder. Näheres regelt die 
Geschäftsordnung. 

 

(4) 審議会の委員は本法に則り、名誉職として活動を行う。
委員は、支出に対する補償並びに旅費の弁済、日当及び宿
泊費を請求することができる。詳細は業務規定が定める。

Abschnitt 7  Schlussvorschriften 
 
§31  Unabdingbarkeit 

Von den Vorschriften dieses Gesetzes kann nicht zu Ungunsten 
der geschützten Personen abgewichen werden. 

 

第７節 最終規定 
 
第 31 条 不可変更性 
保護される者に不利な結果をもたらすような形で本法の規定
から逸脱することはできない。 

 
§32  Schlussbestimmung 

Soweit in diesem Gesetz nicht Abweichendes bestimmt ist, gelten 
die allgemeinen Bestimmungen. 

 

第 32 条 最終規定
本法に別段の定めのある場合を除いては、一般規定が適用さ
れる。 

 
§33  Übergangsbestimmungen 

(1) Bei Benachteiligungen nach den §§ 611a, 611b und 612 Abs. 3 
des Bürgerlichen Gesetzbuchs oder sexuellen Belästigungen 
nach dem Beschäftigtenschutzgesetz ist das vor dem 18. August 
2006 maßgebliche Recht anzuwenden. 

第 33 条 移行規定
(1) 民法典の第 611a 条、第 611b 条及び第 612 条３項又は就
業者保護法のセクシャルハラスメントによる不利益な取扱
いの際には、2006 年８月 16 日より前に準拠していた法律
が適用される。 

(2) Bei Benachteiligungen aus Gründen der Rasse oder wegen der 
ethnischen Herkunft sind die §§ 19 bis 21 nicht auf 
Schuldverhältnisse anzuwenden, die vor dem 18. August 2006 
begründet worden sind. Satz 1 gilt nicht für spätere 
Änderungen von Dauerschuldverhältnissen. 

(2) 人種に基づく、又は民族的出自を理由とする不利益な取
扱いに際して第 19 条から第 21 条は、2006 年８月 18 日よ
り前に成立した債務関係には適用されない。第１文は長期
債務関係の後からの変更には適用されない。 

(3) Bei Benachteiligungen wegen des Geschlechts, der Religion, 
einer Behinderung, des Alters oder der sexuellen Identität sind 
die §§ 19 bis 21 nicht auf Schuldverhältnisse anzuwenden, die 
vor dem 1. Dezember 2006 begründet worden sind. Satz 1 gilt 
nicht für spätere Änderungen von Dauerschuldverhältnissen. 

(3) 性別、宗教、障害、年齢又は性的志向による不利益な取
扱いに際して第 19 条から第 21 条は、2006 年 12 月１日よ
り前に成立した債務関係には適用されない。第１文は長期
債務関係の後からの変更には適用されない。 

(4) Auf Schuldverhältnisse, die eine privatrechtliche Versicherung 
zum Gegenstand haben, ist § 19 Abs. 1 nicht anzuwenden, wenn 
diese vor dem 22. Dezember 2007 begründet worden sind. Satz 
1 gilt nicht für spätere Änderungen solcher Schuldverhältnisse.

 

(4) 私法上の保険を対象とする債務関係には、当該債務関係
が 2007 年 12 月 22 日より前に成立した場合には、第 19
条１項は適用されない。第１文は、かかる債務関係の後か
らの変更には適用されない。 
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 D-003  
Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung

(SchwbAV) 重度障害者負担調整賦課金規則 

Ausfertigungsdatum: 28.03.1988 
Vollzitat: 
"Schwerbehinderten-Ausgleichsabgabeverordnung vom 28. März 
1988 (BGBl. I S. 484), die zuletzt durch Artikel 7 des Gesetzes vom 
22. Dezember 2008 (BGBl. I S. 2959) geändert worden ist" 
Stand:Zuletzt geändert durch Art. 7 G v. 22.12.2008 I 2959 
 
Überschrift: IdF d. Art. 57 Nr. 1 G v. 19.6.2001 I 1046 mWv 1.7.2001
 
Eingangsformel  
Auf Grund des § 11 Abs. 3 Satz 3, § 12 Abs. 2 und § 33 Abs. 2 Satz 5 
des Schwerbehindertengesetzes in der Fassung der 
Bekanntmachung vom 26. August 1986 (BGBl. I S. 1421) sowie des 
Artikels 12 Abs. 2 des Gesetzes zur Erleichterung des Übergangs 
vom Arbeitsleben in den Ruhestand vom 13. April 1984 (BGBl. I S. 
601) verordnet die Bundesregierung mit Zustimmung des 
Bundesrates: 
 

公布日：1988 年 3 月 28 日
全文引用: 
「2008 年 12 月 22 日の法律 7 章（連邦官報第 1 部 2959 頁）
により最終改正された 1988 年 3 月 28 日の重度障害者負担調
整賦課金規則（連邦官報第 1 部 484 頁）」 
状態：2008 年 12 月 22 日の法律 7 章により最終改正（連邦官
報第 1 部 2959 頁） 
 
見出し：IdF d. Art. 57 Nr. 1 G v. 19.6.2001 I 1046 mWv 1.7.2001 
 
最初の形式 
1986 年 10 月 26 日公布版の重度障害者法 11 条 3 項 3 文、12
条 2 項及び 33 条 2 項 5 文並びに 1984 年 4 月 13 日の労働生活
から休職への移行を容易にするための法律12条2項に基づき、
連邦議会の賛成を得て連邦政府が定めたものである。 

Inhaltsübersicht 
 
Erster Abschnitt   (weggefallen)  

§§ 1 bis 13 (weggefallen)  
Zweiter Abschnitt   Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 

Menschen am Arbeitsleben aus Mitteln der 
Ausgleichsabgabe durch die Integrationsämter  

§ 14  Verwendungszwecke  
1. Unterabschnitt   Leistungen zur Förderung des Arbeits- und 

Ausbildungsplatzangebots für schwerbehinderte Menschen 
§ 15  Leistungen an Arbeitgeber zur Schaffung von Arbeits- 

und Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte 
Menschen  

§ 16  Arbeitsmarktprogramme für schwerbehinderte 
Menschen  

2. Unterabschnitt   Leistungen zur begleitenden Hilfe im 
Arbeitsleben  

§ 17  Leistungsarten  
§ 18  Leistungsvoraussetzungen  

I. Leistungen an schwerbehinderte Menschen  
§ 19  Technische Arbeitshilfen  
§ 20  Hilfen zum Erreichen des Arbeitsplatzes  
§ 21  Hilfen zur Gründung und Erhaltung einer 

selbständigen beruflichen Existenz  
§ 22  Hilfen zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung 

einer behinderungsgerechten Wohnung  
§ 23  (weggefallen) 
§ 24  Hilfen zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung 

und Erweiterung beruflicher Kenntnisse und 
Fertigkeiten  

§ 25  Hilfen in besonderen Lebenslagen  
II. Leistungen an Arbeitgeber  
§ 26  Leistungen zur behinderungsgerechten Einrichtung 

von Arbeits- und Ausbildungsplätzen für 
schwerbehinderte Menschen  

§ 26a  Zuschüsse zu den Gebühren bei der Berufsausbildung 
besonders betroffener schwerbehinderter Jugendlicher 
und junger Erwachsener  

§ 26b  Prämien und Zuschüsse zu den Kosten der 
Berufsausbildung behinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener  

§ 26c  Prämien zur Einführung eines betrieblichen 
Eingliederungsmanagements  

§ 27  Leistungen bei außergewöhnlichen Belastungen  
III. Sonstige Leistungen  
§ 27a  Leistungen an Integrationsfachdienste  
§ 28  Leistungen zur Durchführung der psychosozialen 

Betreuung schwerbehinderter Menschen  
§ 28a  Leistungen an Integrationsprojekte  
§ 29  Leistungen zur Durchführung von Aufklärungs-, 

Schulungs- und Bildungsmaßnahmen  
3. Unterabschnitt   Leistungen für Einrichtungen zur Teilhabe 

schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben  

目 次
 
第１節 (廃止)  

第 1 条 ～第 13 条 (廃止) 
第２節 統合局が行なう負担調整賦課金の資金からの重度障

害者の労働生活への参画支援 
 

第 14 条 利用目的 
第１款 重度障害者のための職場・訓練場所の提供を支援す

るための給付 
第 15 条 重度障害者のための職場・訓練場所を設立す

るための雇用主への給付 
 
第 16 条 重度障害者の労働市場プログラム 
 

第２款 労働生活における付随的援助のための給付 
 

第 17 条 給付の種類 
第 18 条 給付の要件 

Ⅰ. 重度障害者に対する給付 
第 19 条 技術的な労働援助 
第 20 条 通勤のための援助 
第 21 条 自営による職業的自立と維持のための援助 
 
第 22 条 障害者に適した住宅の調達、装備及び維持の

ための援助 
第 23 条 （廃止） 
第 24 条 職業上の知識と技能を取得し向上させるため

の措置に参加するための援助 
 
第 25 条 特別な生活状態への援助 

Ⅱ. 雇用主に対する給付 
第 26 条 重度障害者のための職場・訓練場所の場にお

ける障害者に適した施設のための給付 
 
第 26a 条 特に該当する重度障害のある少年及び若い

成人の職業訓練費用のための補助金 
 
第 26b 条 障害のある少年及び若い成人の職業訓練費

用に対する奨励金と補助金 
 
第 26c 条 事業所内編入マネージメント導入のための

奨励金 
第 27 条 負担が尋常でないときの給付 

Ⅲ. その他の給付 
第 27a 条 統合専門サービスへの給付 
第 28 条 重度障害者の心理社会学的なケアを行なうた

めの給付 
第 28a 条 統合プロジェクトのための給付 
第 29 条 啓蒙・訓練・教育のための措置を実施するた

めの給付 
第３款 重度障害者の労働生活への参画のための施設に対す

る給付 
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Beschäftigungspflicht hinaus (§ 71 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch) eingestellt werden sollen, 

b) die im Rahmen der Erfüllung der besonderen 
Beschäftigungspflicht gegenüber im Arbeits- und 
Berufsleben besonders betroffenen schwerbehinderten 
Menschen (§ 71 Abs. 1 Satz 2 und § 72 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch) eingestellt werden sollen, 

c) die nach einer längerfristigen Arbeitslosigkeit von mehr als 
12 Monaten eingestellt werden sollen, 

d) die im Anschluß an eine Beschäftigung in einer anerkannten 
Werkstatt für behinderte Menschen eingestellt werden sollen 
oder 

e) die zur Durchführung von Maßnahmen der besonderen 
Fürsorge und Förderung nach § 81 Abs. 3 Satz 1, Abs. 4 Satz 
1 Nr. 1, 4 und 5 und Abs. 5 Satz 1 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch auf einen neu zu schaffenden Arbeitsplatz 
umgesetzt werden sollen oder deren 
Beschäftigungsverhältnis ohne Umsetzung auf einen neu zu 
schaffenden Arbeitsplatz enden würde, 

2. die Schaffung neuer geeigneter, erforderlichenfalls 
behinderungsgerecht ausgestatteter Ausbildungsplätze und 
Plätze zur sonstigen beruflichen Bildung für 
schwerbehinderte Menschen, insbesondere zur Teilnahme an 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben nach § 33 Abs. 3 Nr. 
3 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch, in Betrieben oder 
Dienststellen, 

wenn gewährleistet wird, daß die geförderten Plätze für einen 
nach Lage des Einzelfalles zu bestimmenden langfristigen 
Zeitraum schwerbehinderten Menschen vorbehalten bleiben. 
Leistungen können auch zu den Aufwendungen erbracht 
werden, die durch die Ausbildung schwerbehinderter Menschen 
im Gebrauch der nach Satz 1 geförderten Gegenstände 
entstehen. 

典第９編第 71 条１項２文及び第 72 条)に対して、特別
な雇用義務を満たすという範囲で雇用される者 

c) 12 ヶ月以上にわたる長期の失業期間後に雇用される者
d) 認定障害者作業所での就労後に採用される者 
e) 社会法典第９編第 81 条３項 1 文､４項 1 文１号、４号、
５号及び５項１文の特別扶助や支援の措置を実施する
ために新しく設立された職場に移動させられる者、又は
新しく設立された職場への移動をせずに雇用関係を終
了させようとする者 

2. 適切で､必要であれば障害者に配慮した訓練場所と、重度
障害者のためのその他の職業教育の場、特に事業所又は官
公署内での社会法典第９編第 33 条３項３号に沿った労働
生活への参画のための措置に参加するための場所の新設 

いずれも、支援された場所が個々の場合に応じて決定される
長期的な期間にわたって重度障害者をそこに置いておくこ
とが保証される場合に限られる。給付は重度障害者の訓練を
通じて第 1 文で支援された対象物を使用する際に発生した
経費に対しても支給される。 

(2) Leistungen sollen nur erbracht werden, wenn sich der 
Arbeitgeber in einem angemessenen Verhältnis an den 
Gesamtkosten beteiligt. Sie können nur erbracht werden, 
soweit Mittel für denselben Zweck nicht von anderer Seite zu 
erbringen sind oder erbracht werden. Art und Höhe der 
Leistung bestimmen sich nach den Umständen des Einzelfalles. 
Darlehen sollen mit jährlich 10 vom Hundert getilgt werden; 
von der Tilgung kann im Jahr der Auszahlung und dem darauf 
folgenden Kalenderjahr abgesehen werden. Auch von der 
Verzinsung kann abgesehen werden. 

(2) 給付は、雇用主が総経費を適切な割合で出資している場
合、さらに、同じ目的のために他から資金を支給されてな
い場合にのみ支給される。給付の種類と金額は個々の状況
によって決まる。貸付金は年間 10％ずつ返済されなければ
ならない。支払いが行なわれたその暦年と翌年は返済が猶
予される。また利息も猶予される。 

(3) Die behinderungsgerechte Ausstattung von Arbeits- und 
Ausbildungsplätzen und die Einrichtung von 
Teilzeitarbeitsplätzen können, wenn Leistungen nach Absatz 1 
nicht erbracht werden, nach den Vorschriften über die 
begleitende Hilfe im Arbeitsleben (§ 26) gefördert werden. 

 

(3) 職場・訓練場所の障害者に配慮した設備及びパートタイ
ム労働の場の施設は、第 1 項の給付が支給されていない場
合、労働生活に伴なう援助に関する規則（第 26 条）に沿っ
た支援を受けることができる。 

§ 16  Arbeitsmarktprogramme für schwerbehinderte Menschen 
Die Integrationsämter können der Bundesagentur für Arbeit 
Mittel der Ausgleichsabgabe zur Durchführung befristeter 
regionaler Arbeitsmarktprogramme gemäß § 104 Abs. 3 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch zuweisen. 
 

第 16 条 重度障害者のための労働市場プログラム
統合局は、社会法典第９編第 104 条 3 項に従って、地域的な
期限限定の労働市場プログラムを実施するために負担調整賦
課金の資金を連邦雇用エージェンシーに配分することができ
る。 

2. Unterabschnitt  Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben 
 
§ 17  Leistungsarten 

(1) Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben können 
erbracht werden  

1. an schwerbehinderte Menschen  
a) für technische Arbeitshilfen (§ 19), 
b) zum Erreichen des Arbeitsplatzes (§ 20), 
c) zur Gründung und Erhaltung einer selbständigen 

beruflichen Existenz (§ 21), 
d) zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung einer 

behinderungsgerechten Wohnung (§ 22), 
e) (weggefallen) 
f) zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung und 

Erweiterung beruflicher Kenntnisse und Fertigkeiten (§ 24) 
und 

g) in besonderen Lebenslagen (§ 25), 
2. an Arbeitgeber  

a) zur behinderungsgerechten Einrichtung von Arbeits- und 
Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte Menschen (§ 26), 

第２款 労働生活における付随的援助のための給付 
 
第 17 条 給付の種類 

(1) 以下のような労働生活における付随的援助のための給付
が支給される。 

1. 重度障害者に対して 
a) 技術的な労働援助のため(第 19 条) 
b) 職場への通勤のため（第 20 条） 
c) 自営による職業的自立と維持のため(第 21 条) 
d) 障害者に適した住宅の調達、装備、維持のため(第 22 条)
e) （廃止） 
f) 職業上の知識と技能を取得し向上させるための措置に
参加するため(第 24 条) 

g) 特別な生活状況にある場合(第 25 条) 
2. 雇用主に対して 

a) 重度障害者のために職場・訓練場所を障害にあわせて整
備するため(第 26 条) 

b) 料金、特定の重度障害のある少年及び若い成人の職業訓
練における受験料のための補助金のため(第 26a 条) 

c) 障害のある少年及び若い成人の職業訓練費用に対する
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§ 30  Förderungsfähige Einrichtungen  
§ 31  Förderungsvoraussetzungen  
§ 32  Förderungsgrundsätze  
§ 33  Art und Höhe der Leistungen  
§ 34  Tilgung und Verzinsung von Darlehen  

Dritter Abschnitt   Ausgleichsfonds  
1. Unterabschnitt   Gestaltung des Ausgleichsfonds  

§ 35  Rechtsform  
§ 36  Weiterleitung der Mittel an den Ausgleichsfonds  
§ 37  Anwendung der Vorschriften der 

Bundeshaushaltsordnung  
§ 38  Aufstellung eines Wirtschaftsplans  
§ 39  Feststellung des Wirtschaftsplans  
§ 40  Ausführung des Wirtschaftsplans  

2. Unterabschnitt   Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben aus Mitteln des Ausgleichsfonds 

§ 41  Verwendungszwecke  
3. Unterabschnitt   Verfahren zur Vergabe der Mittel des 

Ausgleichsfonds  
§ 42  Anmeldeverfahren und Anträge  
§ 43  Vorschlagsrecht des Beirats  
§ 44  Entscheidung  
§ 45  Vorhaben des Bundesministeriums für Arbeit und 

Soziales  
Vierter Abschnitt   Schlußvorschriften  

§ 46  Übergangsregelungen  
§ 47  Inkrafttreten, Außerkrafttreten 

 

第 30 条 支援できる施設 
第 31 条 支援のための要件 
第 32 条 支援の原則 
第 33 条 給付の種類と金額 
第 34 条 貸付金の返済と利子 

第３節 負担調整基金 
第１款 負担調整基金の構成 

第 35 条 法形式 
第 36 条 負担調整基金の資金の送金 
第 37 条 連邦予算規則の適用 
 
第 38 条 予算案の作成 
第 39 条 予算案の決定 
第 40 条 予算案の実行 

第２款 重度障害者の労働生活への参画のための負担調整基
金の資金からの支援 

第 41 条 利用目的 
第３款 負担調整基金の資金の譲与手続き 

 
第 42 条 申告手続きと申請 
第 43 条 諮問委員会の提案権 
第 44 条 決定 
第 45 条 連邦労働社会省の計画 

 
第４節 最終規定 

第 46 条 移行規定 
第 47 条 発効と停止 

 
Erster Abschnitt  (weggefallen) 
 
§§ 1 bis 13 (weggefallen) 
 

第１節 (廃止)  
 
第 1 条～第 13 条 (廃止) 

Zweiter Abschnitt  Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben aus Mitteln der 
Ausgleichsabgabe durch die Integrationsämter 

 
§ 14  Verwendungszwecke 

(1) Die Integrationsämter haben die ihnen zur Verfügung 
stehenden Mittel der Ausgleichsabgabe einschließlich der 
Zinsen, der Tilgungsbeträge aus Darlehen, der zurückgezahlten 
Zuschüsse sowie der unverbrauchten Mittel des Vorjahres zu 
verwenden für folgende Leistungen:  

1. Leistungen zur Förderung des Arbeits- und 
Ausbildungsplatzangebots für schwerbehinderte Menschen, 

2. Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben, 
einschließlich der Durchführung von Aufklärungs-, 
Schulungs- und Bildungsmaßnahmen, 

3. Leistungen für Einrichtungen zur Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben und 

4. Leistungen zur Durchführung von Forschungs- und 
Modellvorhaben auf dem Gebiet der Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben, sofern ihnen 
ausschließlich oder überwiegend regionale Bedeutung 
zukommt oder beim Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales beantragte Mittel aus dem Ausgleichsfonds nicht 
erbracht werden konnten. 

第２節 統合局が行なう負担調整賦課金の資金からの重度障
害者の労働生活への参画支援 

 
 
第 14 条 利用目的 

(1) 統合局は利子、貸付金の返済金、返還された補助金、前
年度の繰越金を含めた、自由に使用できる負担調整賦課金
の資金を以下の給付にあてなければならない。 

1. 重度障害者のための職場・訓練場所の提供を支援するた
めの給付 

2. 啓蒙、訓練、教育のための措置の実施を含む労働生活に
おける付随的援助のための給付 

3. 重度障害者の労働生活への参画のための施設に対する給
付 

4. 重度障害者の労働生活への参画の分野の研究計画やモデ
ル計画の実施のための給付。ただし、それにもっぱら地域
的な意義が認められる場合、又は連邦労働社会省に申請さ
れた負担調整賦課金からの資金が支給されない場合に限
る。 

(2) Die Mittel der Ausgleichsabgabe sind vorrangig für die 
Förderung nach Absatz 1 Nr. 1 und 2 zu verwenden. 

(2) 負担調整賦課金からの資金は、第 1 項 1 号及び 2 号の支
援のため優先的に利用される。 

(3) Die Integrationsämter können sich an der Förderung von 
Vorhaben nach § 41 Abs. 1 Nr. 3 bis 6 durch den Ausgleichsfonds 
beteiligen. 

 

(3) 統合局は第 41 条１項３～６号の計画の支援に、負担調整
基金を通して関与することができる。 

1. Unterabschnitt  Leistungen zur Förderung des Arbeits- und 
Ausbildungsplatzangebots für schwerbehinderte Menschen 

 
§ 15  Leistungen an Arbeitgeber zur Schaffung von Arbeits- und 

Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte Menschen 
(1) Arbeitgeber können Darlehen oder Zuschüsse bis zur vollen 

Höhe der entstehenden notwendigen Kosten zu den 
Aufwendungen für folgende Maßnahmen erhalten:  

1. die Schaffung neuer geeigneter, erforderlichenfalls 
behinderungsgerecht ausgestatteter Arbeitsplätze in 
Betrieben oder Dienststellen für schwerbehinderte Menschen, 

a) die ohne Beschäftigungspflicht oder über die 

第１款 重度障害者のための職場・訓練場所の提供を支援する
ための給付 

 
第 15 条 重度障害者のための職場・訓練場所を設立するため

の雇用主への給付 
(1) 雇用主は次の措置のために費やした経費の全額まで貸付
金や補助金を受けることができる。 

1. 以下の重度障害者のための事業所又は官公署における、
適切で必要であれば障害者に配慮した職場の新設 

a) 雇用義務(社会法典第９編第 71 条)がなくとも、又は雇
用義務を超えて､雇用される重度障害者 

b) 労働生活、職業生活において特定の重度障害者(社会法
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Beschäftigungspflicht hinaus (§ 71 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch) eingestellt werden sollen, 

b) die im Rahmen der Erfüllung der besonderen 
Beschäftigungspflicht gegenüber im Arbeits- und 
Berufsleben besonders betroffenen schwerbehinderten 
Menschen (§ 71 Abs. 1 Satz 2 und § 72 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch) eingestellt werden sollen, 

c) die nach einer längerfristigen Arbeitslosigkeit von mehr als 
12 Monaten eingestellt werden sollen, 

d) die im Anschluß an eine Beschäftigung in einer anerkannten 
Werkstatt für behinderte Menschen eingestellt werden sollen 
oder 

e) die zur Durchführung von Maßnahmen der besonderen 
Fürsorge und Förderung nach § 81 Abs. 3 Satz 1, Abs. 4 Satz 
1 Nr. 1, 4 und 5 und Abs. 5 Satz 1 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch auf einen neu zu schaffenden Arbeitsplatz 
umgesetzt werden sollen oder deren 
Beschäftigungsverhältnis ohne Umsetzung auf einen neu zu 
schaffenden Arbeitsplatz enden würde, 

2. die Schaffung neuer geeigneter, erforderlichenfalls 
behinderungsgerecht ausgestatteter Ausbildungsplätze und 
Plätze zur sonstigen beruflichen Bildung für 
schwerbehinderte Menschen, insbesondere zur Teilnahme an 
Leistungen zur Teilhabe am Arbeitsleben nach § 33 Abs. 3 Nr. 
3 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch, in Betrieben oder 
Dienststellen, 

wenn gewährleistet wird, daß die geförderten Plätze für einen 
nach Lage des Einzelfalles zu bestimmenden langfristigen 
Zeitraum schwerbehinderten Menschen vorbehalten bleiben. 
Leistungen können auch zu den Aufwendungen erbracht 
werden, die durch die Ausbildung schwerbehinderter Menschen 
im Gebrauch der nach Satz 1 geförderten Gegenstände 
entstehen. 

典第９編第 71 条１項２文及び第 72 条)に対して、特別
な雇用義務を満たすという範囲で雇用される者 

c) 12 ヶ月以上にわたる長期の失業期間後に雇用される者
d) 認定障害者作業所での就労後に採用される者 
e) 社会法典第９編第 81 条３項 1 文､４項 1 文１号、４号、
５号及び５項１文の特別扶助や支援の措置を実施する
ために新しく設立された職場に移動させられる者、又は
新しく設立された職場への移動をせずに雇用関係を終
了させようとする者 

2. 適切で､必要であれば障害者に配慮した訓練場所と、重度
障害者のためのその他の職業教育の場、特に事業所又は官
公署内での社会法典第９編第 33 条３項３号に沿った労働
生活への参画のための措置に参加するための場所の新設 

いずれも、支援された場所が個々の場合に応じて決定される
長期的な期間にわたって重度障害者をそこに置いておくこ
とが保証される場合に限られる。給付は重度障害者の訓練を
通じて第 1 文で支援された対象物を使用する際に発生した
経費に対しても支給される。 

(2) Leistungen sollen nur erbracht werden, wenn sich der 
Arbeitgeber in einem angemessenen Verhältnis an den 
Gesamtkosten beteiligt. Sie können nur erbracht werden, 
soweit Mittel für denselben Zweck nicht von anderer Seite zu 
erbringen sind oder erbracht werden. Art und Höhe der 
Leistung bestimmen sich nach den Umständen des Einzelfalles. 
Darlehen sollen mit jährlich 10 vom Hundert getilgt werden; 
von der Tilgung kann im Jahr der Auszahlung und dem darauf 
folgenden Kalenderjahr abgesehen werden. Auch von der 
Verzinsung kann abgesehen werden. 

(2) 給付は、雇用主が総経費を適切な割合で出資している場
合、さらに、同じ目的のために他から資金を支給されてな
い場合にのみ支給される。給付の種類と金額は個々の状況
によって決まる。貸付金は年間 10％ずつ返済されなければ
ならない。支払いが行なわれたその暦年と翌年は返済が猶
予される。また利息も猶予される。 

(3) Die behinderungsgerechte Ausstattung von Arbeits- und 
Ausbildungsplätzen und die Einrichtung von 
Teilzeitarbeitsplätzen können, wenn Leistungen nach Absatz 1 
nicht erbracht werden, nach den Vorschriften über die 
begleitende Hilfe im Arbeitsleben (§ 26) gefördert werden. 

 

(3) 職場・訓練場所の障害者に配慮した設備及びパートタイ
ム労働の場の施設は、第 1 項の給付が支給されていない場
合、労働生活に伴なう援助に関する規則（第 26 条）に沿っ
た支援を受けることができる。 

§ 16  Arbeitsmarktprogramme für schwerbehinderte Menschen 
Die Integrationsämter können der Bundesagentur für Arbeit 
Mittel der Ausgleichsabgabe zur Durchführung befristeter 
regionaler Arbeitsmarktprogramme gemäß § 104 Abs. 3 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch zuweisen. 
 

第 16 条 重度障害者のための労働市場プログラム
統合局は、社会法典第９編第 104 条 3 項に従って、地域的な
期限限定の労働市場プログラムを実施するために負担調整賦
課金の資金を連邦雇用エージェンシーに配分することができ
る。 

2. Unterabschnitt  Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben 
 
§ 17  Leistungsarten 

(1) Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben können 
erbracht werden  

1. an schwerbehinderte Menschen  
a) für technische Arbeitshilfen (§ 19), 
b) zum Erreichen des Arbeitsplatzes (§ 20), 
c) zur Gründung und Erhaltung einer selbständigen 

beruflichen Existenz (§ 21), 
d) zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung einer 

behinderungsgerechten Wohnung (§ 22), 
e) (weggefallen) 
f) zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung und 

Erweiterung beruflicher Kenntnisse und Fertigkeiten (§ 24) 
und 

g) in besonderen Lebenslagen (§ 25), 
2. an Arbeitgeber  

a) zur behinderungsgerechten Einrichtung von Arbeits- und 
Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte Menschen (§ 26), 

第２款 労働生活における付随的援助のための給付 
 
第 17 条 給付の種類 

(1) 以下のような労働生活における付随的援助のための給付
が支給される。 

1. 重度障害者に対して 
a) 技術的な労働援助のため(第 19 条) 
b) 職場への通勤のため（第 20 条） 
c) 自営による職業的自立と維持のため(第 21 条) 
d) 障害者に適した住宅の調達、装備、維持のため(第 22 条)
e) （廃止） 
f) 職業上の知識と技能を取得し向上させるための措置に
参加するため(第 24 条) 

g) 特別な生活状況にある場合(第 25 条) 
2. 雇用主に対して 

a) 重度障害者のために職場・訓練場所を障害にあわせて整
備するため(第 26 条) 

b) 料金、特定の重度障害のある少年及び若い成人の職業訓
練における受験料のための補助金のため(第 26a 条) 

c) 障害のある少年及び若い成人の職業訓練費用に対する
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übernommen werden. Gleiches gilt für die Ersatzbeschaffung und 
die Beschaffung zur Anpassung an die technische 
Weiterentwicklung. 
 

めの費用にも適用される。

§ 20  Hilfen zum Erreichen des Arbeitsplatzes 
Schwerbehinderte Menschen können Leistungen zum Erreichen 
des Arbeitsplatzes nach Maßgabe der 
Kraftfahrzeughilfe-Verordnung vom 28. September 1987 (BGBl. I 
S. 2251) erhalten. 
 

第 20 条 通勤のための援助
重度障害者は 1987 年 9 月 28 日付自動車援助規則(連邦官報
第Ⅰ部 2251 ページ)の基準に従い、職場への通勤のための給
付を受けることができる。 

§ 21  Hilfen zur Gründung und Erhaltung einer selbständigen 
beruflichen Existenz 

(1) Schwerbehinderte Menschen können Darlehen oder 
Zinszuschüsse zur Gründung und zur Erhaltung einer 
selbständigen beruflichen Existenz erhalten, wenn  

1. sie die erforderlichen persönlichen und fachlichen 
Voraussetzungen für die Ausübung der Tätigkeit erfüllen, 

2. sie ihren Lebensunterhalt durch die Tätigkeit voraussichtlich 
auf Dauer im wesentlichen sicherstellen können und 

3. die Tätigkeit unter Berücksichtigung von Lage und 
Entwicklung des Arbeitsmarkts zweckmäßig ist. 

第 21 条 自営による職業的自立と維持のための援助
 

(1) 重度障害者は自営による職業的自立と維持のため次の場
合に貸付金と利子の補助を受けることができる。 

1. その仕事をするために必要とされる個人的、専門的な要
件を満たすとき 

2. その仕事によって長期にわたって生計が本質的に確保さ
れることが見込まれるとき 

3. その仕事が、労働市場の現状とこれからの発展を考慮し
て、妥当なものであるとき 

(2) Darlehen sollen mit jährlich 10 vom Hundert getilgt werden. 
Von der Tilgung kann im Jahr der Auszahlung und dem 
darauffolgenden Kalenderjahr abgesehen werden. Satz 2 gilt, 
wenn Darlehen verzinslich gegeben werden, für die Verzinsung.

(2) 貸付金は年間 10％ずつ返済される。支払いがされた年と
その翌暦年は返済が猶予される。第 2 文は貸付金に利子が
つく場合の利子に適用される。 

(3) Sonstige Leistungen zur Deckung von Kosten des laufenden 
Betriebs können nicht erbracht werden. 

(3)（現行の）経営上の経費を補てんするための給付は支給さ
れない。 

(4) Die §§ 17 bis 20 und die §§ 22 bis § 27 sind zugunsten von 
schwerbehinderten Menschen, die eine selbständige Tätigkeit 
ausüben oder aufzunehmen beabsichtigen, entsprechend 
anzuwenden. 

 

(4) 第 17 条から第 20 条､第 22 条から第 27 条は、自営の仕
事をしているか、又は開始しようとする重度障害者に有利
になるように準用する。 

§ 22  Hilfen zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung einer 
behinderungsgerechten Wohnung 

(1) Schwerbehinderte Menschen können Leistungen erhalten  
1. zur Beschaffung von behinderungsgerechtem Wohnraum im 

Sinne des § 16 des Wohnraumförderungsgesetzes, 
2. zur Anpassung von Wohnraum und seiner Ausstattung an die 

besonderen behinderungsbedingten Bedürfnisse und 
3. zum Umzug in eine behinderungsgerechte oder erheblich 

verkehrsgünstiger zum Arbeitsplatz gelegene Wohnung. 

第 22 条 障害者に適した住宅の調達、整備及び維持のための
援助 

(1) 以下の目的のために重度障害者は給付を受けることがで
きる。 

1. 住宅援助法第 16 条の意味の障害者に適した住居の調達
のため 

2. 住居とその設備を障害に起因する特別な需要に適応させ
るため 

3. 障害者に適した住居への引越し、又は職場との交通の便
が非常に有利になる住居への引越しのため 

(2) Leistungen können als Zuschüsse, Zinszuschüsse oder 
Darlehen erbracht werden. Höhe, Tilgung und Verzinsung 
bestimmen sich nach den Umständen des Einzelfalls. 

(2) 給付は補助金、利子の補助、又は貸付金の形で支給され
る。金額、返済、利子については個別の状況により決定さ
れる。 

(3) Leistungen von anderer Seite sind nur insoweit anzurechnen, 
als sie schwerbehinderten Menschen für denselben Zweck 
wegen der Behinderung zu erbringen sind oder erbracht 
werden. 

 

(3) 他部門からの給付には、障害を原因とする同じ目的のた
めに、それが重度障害者に支払われるときのみ算入される。

§ 23  (weggefallen) 
 

第 23 条 （廃止）

§ 24  Hilfen zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung und 
Erweiterung beruflicher Kenntnisse und Fertigkeiten 

Schwerbehinderte Menschen, die an inner- oder 
außerbetrieblichen Maßnahmen der beruflichen Bildung zur 
Erhaltung und Erweiterung ihrer beruflichen Kenntnisse und 
Fertigkeiten oder zur Anpassung an die technische Entwicklung 
teilnehmen, vor allem an besonderen Fortbildungs- und 
Anpassungsmaßnahmen, die nach Art, Umfang und Dauer den 
Bedürfnissen dieser schwerbehinderten Menschen entsprechen, 
können Zuschüsse bis zur Höhe der ihnen durch die Teilnahme an 
diesen Maßnahmen entstehenden Aufwendungen erhalten. Hilfen 
können auch zum beruflichen Aufstieg erbracht werden. 
 

第 24 条 職業上の知識と技能を取得し向上させるための措置
に参加するための援助 

事業所内外における職業上の知識と技能を取得し向上させる
のための措置、又は技術の発展に適応するための、特に、種
類、範囲、期間に応じ重度障害者の需要にかなった継続教育
や適応への措置に参加する重度障害者は、その参加によって
生じる費用の全額までの補助金を受けることができる。これ
らの援助は、昇進のためにも支給される。 

§ 25  Hilfen in besonderen Lebenslagen 
Andere Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben als die 
in den §§ 19 bis 24 geregelten Leistungen können an 
schwerbehinderte Menschen erbracht werden, wenn und soweit 
sie unter Berücksichtigung von Art oder Schwere der 
Behinderung erforderlich sind, um die Teilhabe am Arbeitsleben 
auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt zu ermöglichen, zu erleichtern 
oder zu sichern. 
 

第 25 条 特別な生活状態への援助 
第 19 条から 24 条に定めた給付とは異なる労働生活における
付随的援助のための給付は、障害の種類と程度を考慮して、
一般の労働市場における労働生活への参画を可能又は容易に
し、確実にするために必要である限り、重度障害者に支給す
ることができる。 

II. Leistungen an Arbeitgeber Ⅱ. 雇用主に対する給付 
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b) für Zuschüsse zu den Gebühren bei der Berufsausbildung 
besonders betroffener schwerbehinderter Jugendlicher und 
junger Erwachsener (§ 26a), 

c) für Prämien und Zuschüsse zu den Kosten der 
Berufsausbildung behinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener (§ 26 b), 

d) für Prämien zur Einführung eines betrieblichen 
Eingliederungsmanagements (§ 26c) und 

e) bei außergewöhnlichen Belastungen (§ 27), 
3. an Träger von Integrationsfachdiensten zu den Kosten ihrer 

Inanspruchnahme (§ 27a) einschließlich freier gemeinnütziger 
Einrichtungen und Organisationen zu den Kosten einer 
psychosozialen Betreuung schwerbehinderter Menschen (§ 28) 
sowie an Träger von Integrationsprojekten (§ 28a), 

4. zur Durchführung von Aufklärungs-, Schulungs- und 
Bildungsmaßnahmen (§ 29). 

Daneben können solche Leistungen unter besonderen 
Umständen an Träger sonstiger Maßnahmen erbracht werden, 
die dazu dienen und geeignet sind, die Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben auf dem 
allgemeinen Arbeitsmarkt (Aufnahme, Ausübung oder 
Sicherung einer möglichst dauerhaften Beschäftigung) zu 
ermöglichen, zu erleichtern oder zu sichern. 

奨励金と補助金のため(第 26b 条) 
d) 事業所内編入マネージメント導入のための奨励金のた
め(第 26c 条) 

e). 尋常ではない負担の場合(第 27 条) 
3. 統合専門サービス機関に対して利用にかかる費用のため

(第 27a 条)、自主的な公益施設や組織に対して重度障害者
の心理社会学的なケアの費用のため（第 28 条）、及び統
合プロジェクトの実施機関のため（第 28a 条） 

4. 啓蒙・訓練・教育のための措置を実施するための給付(第
29 条) 

この他に、これらの給付は特別な状況下ではその他の措置の
実施機関に対しても支給される。これらの措置は、重度障害
者の一般の労働市場における労働生活への参画（可能な限り
継続的な就労の開始、遂行及び保証）を可能に、容易に又は
確実にすることに有効で、ふさわしいものでなければならな
い。 

(1a) Schwerbehinderte Menschen haben im Rahmen der 
Zuständigkeit des Integrationsamtes für die begleitende Hilfe 
im Arbeitsleben aus den ihm aus der Ausgleichsabgabe zur 
Verfügung stehenden Mitteln Anspruch auf Übernahme der 
Kosten einer notwendigen Arbeitsassistenz. 

(1a) 重度障害者は、労働生活における付随的援助に対する統
合局の管轄範囲内で、負担調整賦課金の中の重度障害者に
用いることのできる資金から、必要とする就労支援の費用
負担に対する請求権を有する。 

(1b) Schwerbehinderte Menschen haben im Rahmen der 
Zuständigkeit des Integrationsamtes aus den ihm aus der 
Ausgleichsabgabe zur Verfügung stehenden Mitteln Anspruch 
auf Übernahme der Kosten einer Berufsbegleitung nach § 38a 
Abs. 3 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch. 

(1b) 重度障害者は、統合局の管轄の範囲内で、負担調整賦課
金の中の重度障害者に用いることのできる資金から、社会
法典第 38a 条 3 項による職業同伴で負担した費用に対する
請求権を有する。 

(2) Andere als die in Absatz 1 bis 1b genannten Leistungen, die 
der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben 
nicht oder nur mittelbar dienen, können nicht erbracht werden. 
Insbesondere können medizinische Maßnahmen sowie Urlaubs- 
und Freizeitmaßnahmen nicht gefördert werden. 

 

(2) 第 1 項から第 1b 項に掲げた給付以外では、重度障害者の
労働生活への参画に役立たない、又は間接的にしか役立た
ないものは支給されない。特に、医療措置、休暇、余暇に
関わる措置は支援されない。 

§ 18  Leistungsvoraussetzungen 
(1) Leistungen nach § 17 Abs. 1 bis 1b dürfen nur erbracht 

werden, soweit Leistungen für denselben Zweck nicht von 
einem Rehabilitationsträger, vom Arbeitgeber oder von anderer 
Seite zu erbringen sind oder, auch wenn auf sie ein 
Rechtsanspruch nicht besteht, erbracht werden. Der Nachrang 
der Träger der Sozialhilfe gemäß § 2 des Zwölften Buches 
Sozialgesetzbuch und das Verbot der Aufstockung von 
Leistungen der Rehabilitationsträger durch Leistungen der 
Integrationsämter (§ 102 Abs. 5 Satz 2 letzter Halbsatz des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch) und die Möglichkeit der 
Integrationsämter, Leistungen der begleitenden Hilfe im 
Arbeitsleben vorläufig zu erbringen (§ 102 Abs. 6 Satz 3 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch), bleiben unberührt. 

第 18 条 給付要件
(1) 第 17 条 1 項から 1b 項の給付は、同じ目的のための給付

が他のリハビリテーション担当機関、雇用主、その他から
支給されていない、そしてそれに対して法的請求権が存在
しないときにのみ支給される。社会法典第 12 編第 2 条に
従った社会扶助機関の下位性、統合局の給付によるリハビ
リテーション担当機関の給付の増額の禁止(社会法典第９
編第 102 条 5 項 2 文後段)、労働生活における付随的援助の
ための給付を暫定的に支給する統合局の可能性(社会法典
第９編第 102 条 6 項 3 文)はそのまま適用される。 

(2) Leistungen an schwerbehinderte Menschen zur begleitenden 
Hilfe im Arbeitsleben können erbracht werden,  

1. wenn die Teilhabe am Arbeitsleben auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt unter Berücksichtigung von Art oder Schwere der 
Behinderung auf besondere Schwierigkeiten stößt und durch 
die Leistungen ermöglicht, erleichtert oder gesichert werden 
kann und 

2. wenn es dem schwerbehinderten Menschen wegen des 
behinderungsbedingten Bedarfs nicht zuzumuten ist, die 
erforderlichen Mittel selbst aufzubringen. In den übrigen 
Fällen sind seine Einkommensverhältnisse zu berücksichtigen.

(2) 重度障害者の労働生活における付随的援助のための給付
は以下の場合に支給される。 

1. 障害の種類又は程度を考慮して、一般の労働市場におけ
る労働生活への参画が特に困難で、それが給付によって可
能又は容易、確実になる場合。 

2. 障害を原因とするニーズのため重度障害者が必要な資金
を自ら調達することを期待できない場合。それ以外のとき
は重度障害者の所得状況が考慮される。 

(3) Die Leistungen können als einmalige oder laufende 
Leistungen erbracht werden. Laufende Leistungen können in 
der Regel nur befristet erbracht werden. Leistungen können 
wiederholt erbracht werden. 

 

(3) 給付は一回払いの給付、又は継続的給付として支給され
る。継続的給付は、通常期限付きでのみ支給される。給付
は繰り返し支給される。 

I. Leistungen an schwerbehinderte Menschen 
 
§ 19  Technische Arbeitshilfen 

Für die Beschaffung technischer Arbeitshilfen, ihre Wartung, 
Instandsetzung und die Ausbildung des schwerbehinderten 
Menschen im Gebrauch können die Kosten bis zur vollen Höhe 

Ⅰ. 重度障害者に対する給付 
 
第 19 条 技術的な作業補助 
技術的な労働援助の調達とその整備や修理、使用に関する重
度障害者への教育のための費用は、その全額まで引き受けら
れる。同様のことは補充品の調達や技術の発展に適応するた
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übernommen werden. Gleiches gilt für die Ersatzbeschaffung und 
die Beschaffung zur Anpassung an die technische 
Weiterentwicklung. 
 

めの費用にも適用される。

§ 20  Hilfen zum Erreichen des Arbeitsplatzes 
Schwerbehinderte Menschen können Leistungen zum Erreichen 
des Arbeitsplatzes nach Maßgabe der 
Kraftfahrzeughilfe-Verordnung vom 28. September 1987 (BGBl. I 
S. 2251) erhalten. 
 

第 20 条 通勤のための援助
重度障害者は 1987 年 9 月 28 日付自動車援助規則(連邦官報
第Ⅰ部 2251 ページ)の基準に従い、職場への通勤のための給
付を受けることができる。 

§ 21  Hilfen zur Gründung und Erhaltung einer selbständigen 
beruflichen Existenz 

(1) Schwerbehinderte Menschen können Darlehen oder 
Zinszuschüsse zur Gründung und zur Erhaltung einer 
selbständigen beruflichen Existenz erhalten, wenn  

1. sie die erforderlichen persönlichen und fachlichen 
Voraussetzungen für die Ausübung der Tätigkeit erfüllen, 

2. sie ihren Lebensunterhalt durch die Tätigkeit voraussichtlich 
auf Dauer im wesentlichen sicherstellen können und 

3. die Tätigkeit unter Berücksichtigung von Lage und 
Entwicklung des Arbeitsmarkts zweckmäßig ist. 

第 21 条 自営による職業的自立と維持のための援助
 

(1) 重度障害者は自営による職業的自立と維持のため次の場
合に貸付金と利子の補助を受けることができる。 

1. その仕事をするために必要とされる個人的、専門的な要
件を満たすとき 

2. その仕事によって長期にわたって生計が本質的に確保さ
れることが見込まれるとき 

3. その仕事が、労働市場の現状とこれからの発展を考慮し
て、妥当なものであるとき 

(2) Darlehen sollen mit jährlich 10 vom Hundert getilgt werden. 
Von der Tilgung kann im Jahr der Auszahlung und dem 
darauffolgenden Kalenderjahr abgesehen werden. Satz 2 gilt, 
wenn Darlehen verzinslich gegeben werden, für die Verzinsung.

(2) 貸付金は年間 10％ずつ返済される。支払いがされた年と
その翌暦年は返済が猶予される。第 2 文は貸付金に利子が
つく場合の利子に適用される。 

(3) Sonstige Leistungen zur Deckung von Kosten des laufenden 
Betriebs können nicht erbracht werden. 

(3)（現行の）経営上の経費を補てんするための給付は支給さ
れない。 

(4) Die §§ 17 bis 20 und die §§ 22 bis § 27 sind zugunsten von 
schwerbehinderten Menschen, die eine selbständige Tätigkeit 
ausüben oder aufzunehmen beabsichtigen, entsprechend 
anzuwenden. 

 

(4) 第 17 条から第 20 条､第 22 条から第 27 条は、自営の仕
事をしているか、又は開始しようとする重度障害者に有利
になるように準用する。 

§ 22  Hilfen zur Beschaffung, Ausstattung und Erhaltung einer 
behinderungsgerechten Wohnung 

(1) Schwerbehinderte Menschen können Leistungen erhalten  
1. zur Beschaffung von behinderungsgerechtem Wohnraum im 

Sinne des § 16 des Wohnraumförderungsgesetzes, 
2. zur Anpassung von Wohnraum und seiner Ausstattung an die 

besonderen behinderungsbedingten Bedürfnisse und 
3. zum Umzug in eine behinderungsgerechte oder erheblich 

verkehrsgünstiger zum Arbeitsplatz gelegene Wohnung. 

第 22 条 障害者に適した住宅の調達、整備及び維持のための
援助 

(1) 以下の目的のために重度障害者は給付を受けることがで
きる。 

1. 住宅援助法第 16 条の意味の障害者に適した住居の調達
のため 

2. 住居とその設備を障害に起因する特別な需要に適応させ
るため 

3. 障害者に適した住居への引越し、又は職場との交通の便
が非常に有利になる住居への引越しのため 

(2) Leistungen können als Zuschüsse, Zinszuschüsse oder 
Darlehen erbracht werden. Höhe, Tilgung und Verzinsung 
bestimmen sich nach den Umständen des Einzelfalls. 

(2) 給付は補助金、利子の補助、又は貸付金の形で支給され
る。金額、返済、利子については個別の状況により決定さ
れる。 

(3) Leistungen von anderer Seite sind nur insoweit anzurechnen, 
als sie schwerbehinderten Menschen für denselben Zweck 
wegen der Behinderung zu erbringen sind oder erbracht 
werden. 

 

(3) 他部門からの給付には、障害を原因とする同じ目的のた
めに、それが重度障害者に支払われるときのみ算入される。

§ 23  (weggefallen) 
 

第 23 条 （廃止）

§ 24  Hilfen zur Teilnahme an Maßnahmen zur Erhaltung und 
Erweiterung beruflicher Kenntnisse und Fertigkeiten 

Schwerbehinderte Menschen, die an inner- oder 
außerbetrieblichen Maßnahmen der beruflichen Bildung zur 
Erhaltung und Erweiterung ihrer beruflichen Kenntnisse und 
Fertigkeiten oder zur Anpassung an die technische Entwicklung 
teilnehmen, vor allem an besonderen Fortbildungs- und 
Anpassungsmaßnahmen, die nach Art, Umfang und Dauer den 
Bedürfnissen dieser schwerbehinderten Menschen entsprechen, 
können Zuschüsse bis zur Höhe der ihnen durch die Teilnahme an 
diesen Maßnahmen entstehenden Aufwendungen erhalten. Hilfen 
können auch zum beruflichen Aufstieg erbracht werden. 
 

第 24 条 職業上の知識と技能を取得し向上させるための措置
に参加するための援助 

事業所内外における職業上の知識と技能を取得し向上させる
のための措置、又は技術の発展に適応するための、特に、種
類、範囲、期間に応じ重度障害者の需要にかなった継続教育
や適応への措置に参加する重度障害者は、その参加によって
生じる費用の全額までの補助金を受けることができる。これ
らの援助は、昇進のためにも支給される。 

§ 25  Hilfen in besonderen Lebenslagen 
Andere Leistungen zur begleitenden Hilfe im Arbeitsleben als die 
in den §§ 19 bis 24 geregelten Leistungen können an 
schwerbehinderte Menschen erbracht werden, wenn und soweit 
sie unter Berücksichtigung von Art oder Schwere der 
Behinderung erforderlich sind, um die Teilhabe am Arbeitsleben 
auf dem allgemeinen Arbeitsmarkt zu ermöglichen, zu erleichtern 
oder zu sichern. 
 

第 25 条 特別な生活状態への援助 
第 19 条から 24 条に定めた給付とは異なる労働生活における
付随的援助のための給付は、障害の種類と程度を考慮して、
一般の労働市場における労働生活への参画を可能又は容易に
し、確実にするために必要である限り、重度障害者に支給す
ることができる。 

II. Leistungen an Arbeitgeber Ⅱ. 雇用主に対する給付 
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Beschäftigungsverhältnis gefährdet würde. Leistungen nach 
Satz 1 können auch in Probebeschäftigungen und Praktika 
erbracht werden, die ein in einer Werkstatt für behinderte 
Menschen beschäftigter schwerbehinderter Mensch im Rahmen 
von Maßnahmen zur Förderung des Übergangs auf den 
allgemeinen Arbeitsmarkt (§ 5 Abs. 4 der 
Werkstättenverordnung) absolviert, wenn die dem Arbeitgeber 
entstehenden außergewöhnlichen Belastungen nicht durch die 
in dieser Zeit erbrachten Leistungen der Rehabilitationsträger 
abgedeckt werden. 

当機関の給付によって、使用者に生じた尋常ではない負担
がカバーされない場合、1 文による給付は提供されうる。

 

(2) Außergewöhnliche Belastungen sind überdurchschnittlich 
hohe finanzielle Aufwendungen oder sonstige Belastungen, die 
einem Arbeitgeber bei der Beschäftigung eines 
schwerbehinderten Menschen auch nach Ausschöpfung aller 
Möglichkeiten entstehen und für die die Kosten zu tragen für 
den Arbeitgeber nach Art oder Höhe unzumutbar ist. 

(2) 尋常ではない負担とは、重度障害者の雇用・就労にあた
ってあらゆる手段を尽くしても雇用主に発生する平均以上
の経済的支出又は負担であって、雇用主にその費用を負担
させることを、種類又は金額について要求できないものを
いう。 

(3) Für die Zuschüsse zu notwendigen Kosten nach Absatz 2 gilt § 
26 Abs. 2 entsprechend. 

(3) 第 2項の必要費用に対する補助金に関しては第 26 条 2項
が準用される。 

(4) Die Dauer des Zuschusses bestimmt sich nach den Umständen 
des Einzelfalls. 

 

(4) 補助金の期間は個別の事情によって決定される。

III. Sonstige Leistungen 
 
§ 27a  Leistungen an Integrationsfachdienste 

Träger von Integrationsfachdiensten im Sinne des Kapitels 7 des 
Teils 2 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch können Leistungen 
nach § 113 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch zu den durch 
ihre Inanspruchnahme entstehenden notwendigen Kosten 
erhalten. 
 

Ⅲ. その他の給付 
 
第 27a 条 統合専門サービスへの給付 
社会法典第９編第２部第７章の意味における統合専門サービ
ス機関は、社会法典第９編第 113 条に沿ってその活動を通し
て発生した必要費用に対する給付を受けることができる。 

§ 28  Leistungen zur Durchführung der psychosozialen 
Betreuung schwerbehinderter Menschen 

(1) Freie gemeinnützige Träger psychosozialer Dienste, die das 
Integrationsamt an der Durchführung der ihr obliegenden 
Aufgabe der im Einzelfall erforderlichen psychosozialen 
Betreuung schwerbehinderter Menschen unter Fortbestand 
ihrer Verantwortlichkeit beteiligt, können Leistungen zu den 
daraus entstehenden notwendigen Kosten erhalten. 

第 28 条 重度障害者の心理社会学的なケアを行なうための給
付 

(1) 統合局が自らに責任があり、個別に求められる重度障害
者の心理社会学的なケアという任務を遂行する際に、その
責任を継続しながら関わる自主公益的な心理社会学的機関
の運営者は、それから発生した必要な費用に対する給付を
受けることができる。 

(2) Leistungen nach Absatz 1 setzen voraus, daß  
1. der psychosoziale Dienst nach seiner personellen, räumlichen 

und sächlichen Ausstattung zur Durchführung von 
Maßnahmen der psychosozialen Betreuung geeignet ist, 
insbesondere mit Fachkräften ausgestattet ist, die über eine 
geeignete Berufsqualifikation, eine psychosoziale 
Zusatzqualifikation und ausreichende Berufserfahrung 
verfügen, und 

2. die Maßnahmen  
a) nach Art, Umfang und Dauer auf die Aufnahme, Ausübung 

oder Sicherung einer möglichst dauerhaften Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt ausgerichtet und dafür geeignet sind, 

b) nach den Grundsätzen der Wirtschaftlichkeit und 
Sparsamkeit durchgeführt werden, insbesondere die Kosten 
angemessen sind, und 

c) aufgrund einer Vereinbarung zwischen dem Integrationsamt 
und dem Träger des psychosozialen Dienstes durchgeführt 
werden. 

Leistungen können gleichermaßen für Maßnahmen für 
schwerbehinderte Menschen erbracht werden, die diesen Dienst 
unter bestimmten, in der Vereinbarung näher zu regelnden 
Voraussetzungen im Einvernehmen mit dem Integrationsamt 
unmittelbar in Anspruch nehmen. 

(2) 第 1 項の給付には以下の要件がある。 
1. その心理社会学的機関が、心理社会学的なケアの措置を
実施するための人的、場所的、物的な設備の面で適したも
のであること。特に、適切な職業資格、心理社会学の追加
資格及び十分な職業経験を持つ専門家がいること。 

2. 措置は、 
a) 重度障害者の一般労働市場における可能な限り継続的
な就労の開始、遂行及び保証に向けて適切な方法、範囲、
期間をもって実施されること。 

b) 経済性と節約性の原則に則って実行されること、特に経
費が適切であること。 

c) 統合局と心理社会学的機関の運営者との協定に基づい
て行なわれること。 

給付は、統合局と合意した協定に詳細に定められた特定の要

件の下、当該サービスを直接請求する重度障害者に対する措

置と同程度のものとすることができる。 
 

(3) Leistungen sollen in der Regel bis zur vollen Höhe der 
notwendigen Kosten erbracht werden, die aus der Beteiligung 
an den im Einzelfall erforderlichen Maßnahmen entstehen. Das 
Nähere über die Höhe der zu übernehmenden Kosten, ihre 
Erfassung, Darstellung und Abrechnung bestimmt sich nach 
der Vereinbarung zwischen dem Integrationsamt und dem 
Träger des psychosozialen Dienstes gemäß Absatz 2 Satz 1 Nr. 2 
Buchstabe c. 

 

(3) 給付は通常、個別に必要とされた措置への関与によって
生じた必要な費用の全額までが支給される。負担する経費
の額とその詳細、表現、控除の詳細に関しては、第 2 項 1
文 2 号 c に従って統合局と心理社会学的機関の運営者の協
定で決定する。 

§ 28a  Leistungen an Integrationsprojekte 
Integrationsprojekte im Sinne des Kapitels 11 des Teils 2 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch, können Leistungen für 
Aufbau, Erweiterung, Modernisierung und Ausstattung 

第 28a 条 統合プロジェクトのための給付 
社会法典第９編第２部第 11 章の意味での統合プロジェクト
は、経営相談を含む建設、増築、近代化、整備のための給付
及び特別な費用のための給付を受けることができる。 
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§ 26  Leistungen zur behinderungsgerechten Einrichtung von 

Arbeits- und Ausbildungsplätzen für schwerbehinderte 
Menschen 

(1) Arbeitgeber können Darlehen oder Zuschüsse bis zur vollen 
Höhe der entstehenden notwendigen Kosten für folgende 
Maßnahmen erhalten:  

1. die behinderungsgerechte Einrichtung und Unterhaltung der 
Arbeitsstätten einschließlich der Betriebsanlagen, Maschinen 
und Geräte, 

2. die Einrichtung von Teilzeitarbeitsplätzen für 
schwerbehinderte Menschen, insbesondere wenn eine 
Teilzeitbeschäftigung mit einer Dauer auch von weniger als 18 
Stunden, wenigstens aber 15 Stunden, wöchentlich wegen Art 
oder Schwere der Behinderung notwendig ist, 

3. die Ausstattung von Arbeits- oder Ausbildungsplätzen mit 
notwendigen technischen Arbeitshilfen, deren Wartung und 
Instandsetzung sowie die Ausbildung des schwerbehinderten 
Menschen im Gebrauch der nach den Nummern 1 bis 3 
geförderten Gegenstände, 

4. sonstige Maßnahmen, durch die eine möglichst dauerhafte 
behinderungsgerechte Beschäftigung schwerbehinderter 
Menschen in Betrieben oder Dienststellen ermöglicht, 
erleichtert oder gesichert werden kann. 

Gleiches gilt für Ersatzbeschaffungen oder Beschaffungen zur 
Anpassung an die technische Weiterentwicklung. 

第 26 条 重度障害者のための職場・訓練場所における障害者
に適した施設のための給付 

 
(1) 雇用主は以下の措置のために発生した必要経費の全額ま
での貸付金又は補助金を受けることができる。 

1. 事業所施設、機械、器具を含む作業場の障害者に適した
設置と整備 

2.重度障害者のためのパートタイム職場の整備。特に、障害
の種類と程度のために、労働時間が週に 18 時間より短い
（ただし少なくとも 15 時間）パートタイム雇用が必要な
場合 

3. 職場・訓練場所に必要な技術的な補助用具を整備するこ
と、これらのメンテナンス、修理及び、1 号から 3 号に従
い助成された物の使用に関する重度障害者の訓練 

4. 事業所や官公署において重度障害者の障害に適した雇用
をできるだけ長く可能に、容易に、又は確実にすることが
できるその他の措置 

補充品の供給、又はさらなる技術進歩に適合するための調達
に関しても上記と同様である。 

(2) Art und Höhe der Leistung bestimmen sich nach den 
Umständen des Einzelfalls, insbesondere unter 
Berücksichtigung, ob eine Verpflichtung des Arbeitgebers zur 
Durchführung von Maßnahmen nach Absatz 1 gemäß § 81 Abs. 
3 Satz 1, Abs. 4 Satz 1 Nr. 4 und 5 und Abs. 5 Satz 1 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch besteht und erfüllt wird 
sowie ob schwerbehinderte Menschen ohne 
Beschäftigungspflicht oder über die Beschäftigungspflicht 
hinaus (§ 71 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch) oder im 
Rahmen der Erfüllung der besonderen Beschäftigungspflicht 
gegenüber bei der Teilhabe am Arbeitsleben besonders 
betroffenen schwerbehinderten Menschen (§ 71 Abs. 1 Satz 2 
und § 72 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch) beschäftigt 
werden. 

(2) 給付の種類と金額は個別の事情に従って決定される。特
に、社会法典第９編第 81 条 3 項 1 文、４項１文４号及び
５号、並びに５項１文に従った第 1 項に掲げる措置を遂行
するための雇用主の義務が存在し、それが果たされている
かどうか、また、雇用義務がないにもかかわらず、又は雇
用義務を超えて(社会法典第９編第 71 条)重度障害者が雇
用されているか、労働生活への参画の際に特定の重度障害
者(社会法典第９編第 71 条１項２文及び第 72 条)に対する
雇用義務を果たすという枠内で重度障害者が雇用されてい
るかどうかを考慮して決定される。 

(3) § 15 Abs. 2 Satz 1 und 2 gilt entsprechend. 
 

(3) 第 15 条 2 項 1 文及び 2 文が準用される。

§ 26a  Zuschüsse zu den Gebühren bei der Berufsausbildung 
besonders betroffener schwerbehinderter Jugendlicher und 
junger Erwachsener 

Arbeitgeber, die ohne Beschäftigungspflicht (§ 71 Abs. 1 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch) besonders betroffene 
schwerbehinderte Menschen zur Berufsausbildung einstellen, 
können Zuschüsse zu den Gebühren, insbesondere 
Prüfungsgebühren bei der Berufsausbildung, erhalten. 
 

第 26a 条 特に該当する重度障害のある少年及び若い成人の
職業訓練費用のための補助金 

 
雇用義務（社会法典第９編第 71 条１項）がなく、特定の重度
障害者を職業訓練のために採用する雇用主は料金に対する補
助金、特に職業訓練に係る試験費用を受け取ることができる。

§ 26b  Prämien und Zuschüsse zu den Kosten der 
Berufsausbildung behinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener 

Arbeitgeber können Prämien und Zuschüsse zu den Kosten der 
Berufsausbildung behinderter Jugendlicher und junger 
Erwachsener erhalten, die für die Zeit der Berufsausbildung 
schwerbehinderten Menschen nach § 68 Abs. 4 gleichgestellt sind.
 

第 26b 条 障害のある少年及び若い成人の職業訓練費用に対
する奨励金と補助金 

 
雇用主は訓練中社会法典第９編第 68 条 4 項に沿って重度障
害者と同等と扱われる障害のある少年及び若い成人の職業訓
練費用について、奨励金と補助金を受けることができる 

§ 26c  Prämien zur Einführung eines betrieblichen 
Eingliederungsmanagements 

Arbeitgeber können zur Einführung eines betrieblichen 
Eingliederungsmanagements Prämien erhalten. 
 

第 26c 条 事業所内編入マネージメント導入のための奨励金
 
雇用主は事業所内編入マネージメント導入のための奨励金を
受けることができる。 

§ 27  Leistungen bei außergewöhnlichen Belastungen 
(1) Arbeitgeber können Zuschüsse zur Abgeltung 

außergewöhnlicher Belastungen erhalten, die mit der 
Beschäftigung eines schwerbehinderten Menschen verbunden 
sind, der nach Art oder Schwere seiner Behinderung im Arbeits- 
und Berufsleben besonders betroffen ist (§ 72 Abs. 1 Nr. 1 
Buchstabe a bis d des Neunten Buches Sozialgesetzbuch) oder 
im Anschluss an eine Beschäftigung in einer anerkannten 
Werkstatt für behinderte Menschen oder in Teilzeit (§ 75 Abs. 2 
des Neunten Buches Sozialgesetzbuch) beschäftigt wird, vor 
allem, wenn ohne diese Leistungen das 

第 27 条 負担が尋常でないときの給付 
(1) 雇用主は、障害の種類と程度のために労働生活、職業生
活において特定の重度障害者(社会法典第９編第 72 条 1 項
1 号の a から d、障害者の認定作業所での就労に関わる、
又はパートタイム雇用（社会法典第９編第 75 条 2 項）に
ある重度障害者で、特にこれらの給付がなければ雇用・就
労関係が危ぶまれる者の就労に係わる尋常ではない負担を
補償するために、補助金を受けることができる。障害者作
業所で就労する重度障害者が一般労働市場への移行支援の
ための措置（作業所規則 5 条 4 項）の中で終えた試行雇用
や研修中にも、この間に提供されたリハビリテーション担
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Beschäftigungsverhältnis gefährdet würde. Leistungen nach 
Satz 1 können auch in Probebeschäftigungen und Praktika 
erbracht werden, die ein in einer Werkstatt für behinderte 
Menschen beschäftigter schwerbehinderter Mensch im Rahmen 
von Maßnahmen zur Förderung des Übergangs auf den 
allgemeinen Arbeitsmarkt (§ 5 Abs. 4 der 
Werkstättenverordnung) absolviert, wenn die dem Arbeitgeber 
entstehenden außergewöhnlichen Belastungen nicht durch die 
in dieser Zeit erbrachten Leistungen der Rehabilitationsträger 
abgedeckt werden. 

当機関の給付によって、使用者に生じた尋常ではない負担
がカバーされない場合、1 文による給付は提供されうる。

 

(2) Außergewöhnliche Belastungen sind überdurchschnittlich 
hohe finanzielle Aufwendungen oder sonstige Belastungen, die 
einem Arbeitgeber bei der Beschäftigung eines 
schwerbehinderten Menschen auch nach Ausschöpfung aller 
Möglichkeiten entstehen und für die die Kosten zu tragen für 
den Arbeitgeber nach Art oder Höhe unzumutbar ist. 

(2) 尋常ではない負担とは、重度障害者の雇用・就労にあた
ってあらゆる手段を尽くしても雇用主に発生する平均以上
の経済的支出又は負担であって、雇用主にその費用を負担
させることを、種類又は金額について要求できないものを
いう。 

(3) Für die Zuschüsse zu notwendigen Kosten nach Absatz 2 gilt § 
26 Abs. 2 entsprechend. 

(3) 第 2項の必要費用に対する補助金に関しては第 26 条 2項
が準用される。 

(4) Die Dauer des Zuschusses bestimmt sich nach den Umständen 
des Einzelfalls. 

 

(4) 補助金の期間は個別の事情によって決定される。

III. Sonstige Leistungen 
 
§ 27a  Leistungen an Integrationsfachdienste 

Träger von Integrationsfachdiensten im Sinne des Kapitels 7 des 
Teils 2 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch können Leistungen 
nach § 113 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch zu den durch 
ihre Inanspruchnahme entstehenden notwendigen Kosten 
erhalten. 
 

Ⅲ. その他の給付 
 
第 27a 条 統合専門サービスへの給付 
社会法典第９編第２部第７章の意味における統合専門サービ
ス機関は、社会法典第９編第 113 条に沿ってその活動を通し
て発生した必要費用に対する給付を受けることができる。 

§ 28  Leistungen zur Durchführung der psychosozialen 
Betreuung schwerbehinderter Menschen 

(1) Freie gemeinnützige Träger psychosozialer Dienste, die das 
Integrationsamt an der Durchführung der ihr obliegenden 
Aufgabe der im Einzelfall erforderlichen psychosozialen 
Betreuung schwerbehinderter Menschen unter Fortbestand 
ihrer Verantwortlichkeit beteiligt, können Leistungen zu den 
daraus entstehenden notwendigen Kosten erhalten. 

第 28 条 重度障害者の心理社会学的なケアを行なうための給
付 

(1) 統合局が自らに責任があり、個別に求められる重度障害
者の心理社会学的なケアという任務を遂行する際に、その
責任を継続しながら関わる自主公益的な心理社会学的機関
の運営者は、それから発生した必要な費用に対する給付を
受けることができる。 

(2) Leistungen nach Absatz 1 setzen voraus, daß  
1. der psychosoziale Dienst nach seiner personellen, räumlichen 

und sächlichen Ausstattung zur Durchführung von 
Maßnahmen der psychosozialen Betreuung geeignet ist, 
insbesondere mit Fachkräften ausgestattet ist, die über eine 
geeignete Berufsqualifikation, eine psychosoziale 
Zusatzqualifikation und ausreichende Berufserfahrung 
verfügen, und 

2. die Maßnahmen  
a) nach Art, Umfang und Dauer auf die Aufnahme, Ausübung 

oder Sicherung einer möglichst dauerhaften Beschäftigung 
schwerbehinderter Menschen auf dem allgemeinen 
Arbeitsmarkt ausgerichtet und dafür geeignet sind, 

b) nach den Grundsätzen der Wirtschaftlichkeit und 
Sparsamkeit durchgeführt werden, insbesondere die Kosten 
angemessen sind, und 

c) aufgrund einer Vereinbarung zwischen dem Integrationsamt 
und dem Träger des psychosozialen Dienstes durchgeführt 
werden. 

Leistungen können gleichermaßen für Maßnahmen für 
schwerbehinderte Menschen erbracht werden, die diesen Dienst 
unter bestimmten, in der Vereinbarung näher zu regelnden 
Voraussetzungen im Einvernehmen mit dem Integrationsamt 
unmittelbar in Anspruch nehmen. 

(2) 第 1 項の給付には以下の要件がある。 
1. その心理社会学的機関が、心理社会学的なケアの措置を
実施するための人的、場所的、物的な設備の面で適したも
のであること。特に、適切な職業資格、心理社会学の追加
資格及び十分な職業経験を持つ専門家がいること。 

2. 措置は、 
a) 重度障害者の一般労働市場における可能な限り継続的
な就労の開始、遂行及び保証に向けて適切な方法、範囲、
期間をもって実施されること。 

b) 経済性と節約性の原則に則って実行されること、特に経
費が適切であること。 

c) 統合局と心理社会学的機関の運営者との協定に基づい
て行なわれること。 

給付は、統合局と合意した協定に詳細に定められた特定の要

件の下、当該サービスを直接請求する重度障害者に対する措

置と同程度のものとすることができる。 
 

(3) Leistungen sollen in der Regel bis zur vollen Höhe der 
notwendigen Kosten erbracht werden, die aus der Beteiligung 
an den im Einzelfall erforderlichen Maßnahmen entstehen. Das 
Nähere über die Höhe der zu übernehmenden Kosten, ihre 
Erfassung, Darstellung und Abrechnung bestimmt sich nach 
der Vereinbarung zwischen dem Integrationsamt und dem 
Träger des psychosozialen Dienstes gemäß Absatz 2 Satz 1 Nr. 2 
Buchstabe c. 

 

(3) 給付は通常、個別に必要とされた措置への関与によって
生じた必要な費用の全額までが支給される。負担する経費
の額とその詳細、表現、控除の詳細に関しては、第 2 項 1
文 2 号 c に従って統合局と心理社会学的機関の運営者の協
定で決定する。 

§ 28a  Leistungen an Integrationsprojekte 
Integrationsprojekte im Sinne des Kapitels 11 des Teils 2 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch, können Leistungen für 
Aufbau, Erweiterung, Modernisierung und Ausstattung 

第 28a 条 統合プロジェクトのための給付 
社会法典第９編第２部第 11 章の意味での統合プロジェクト
は、経営相談を含む建設、増築、近代化、整備のための給付
及び特別な費用のための給付を受けることができる。 
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Anspruch nehmen, 
2. behinderten Menschen unabhängig von der Ursache der 

Behinderung und unabhängig von der Mitgliedschaft in der 
Organisation des Trägers der Einrichtung offenstehen und 

3. nach ihrer personellen, räumlichen und sächlichen 
Ausstattung die Gewähr dafür bieten, daß die 
Rehabilitationsmaßnahmen nach zeitgemäßen Erkenntnissen 
durchgeführt werden und einer dauerhaften Teilhabe am 
Arbeitsleben dienen. 

であるかどうかに関係なく、障害者に開かれている場合
3. 人的、場所的、物的設備から、リハビリテーション措置
が現代的な知識に従って行なわれること、労働生活への長
期的参画に役立つことが保証される場合 

(2) Darüber hinaus setzt die Förderung voraus bei  
1. Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 1: 

Die in diesen Einrichtungen durchzuführenden Maßnahmen 
sollen den individuellen Belangen der behinderten Menschen 
Rechnung tragen und sowohl eine werkspraktische wie 
fachtheoretische Unterweisung umfassen. Eine begleitende 
Betreuung entsprechend den Bedürfnissen der behinderten 
Menschen muß sichergestellt sein. Maßnahmen zur 
Vorbereitung auf eine berufliche Bildung sollen sich auf 
mehrere Berufsfelder erstrecken und Aufschluß über Neigung 
und Eignung der behinderten Menschen geben. 

2. Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 2:  
a) Die Eignungsvoraussetzungen nach den §§ 27 bis 30 des 

Berufsbildungsgesetzes oder nach den §§ 21 bis 22b der 
Handwerksordnung zur Ausbildung in anerkannten 
Ausbildungsberufen müssen erfüllt sein. Dies gilt auch für 
Ausbildungsgänge, die nach § 66 des Berufsbildungsgesetzes 
oder nach § 42m der Handwerksordnung durchgeführt 
werden. 

b) Außer- oder überbetriebliche Einrichtungen sollen unter 
Einbeziehung von Plätzen für berufsvorbereitende 
Maßnahmen über in der Regel mindestens 200 Plätze für die 
berufliche Bildung in mehreren Berufsfeldern verfügen. Sie 
müssen in der Lage sein, behinderte Menschen mit 
besonderer Art oder Schwere der Behinderung beruflich zu 
bilden. Sie müssen über die erforderliche Zahl von 
Ausbildern und die personellen und sächlichen 
Voraussetzungen für eine begleitende ärztliche, 
psychologische und soziale Betreuung entsprechend den 
Bedürfnissen der behinderten Menschen verfügen. Bei 
Unterbringung im Internat muß die behinderungsgerechte 
Betreuung sichergestellt sein. Die Einrichtungen sind zur 
vertrauensvollen Zusammenarbeit insbesondere 
untereinander und mit den für die Rehabilitation 
zuständigen Behörden verpflichtet. 

3. Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 3: 
Die in diesen Einrichtungen in einem ineinandergreifenden 
Verfahren durchzuführenden Leistungen zur medizinischen 
Rehabilitation und zur Teilhabe am Arbeitsleben müssen 
entsprechend den individuellen Gegebenheiten so ausgerichtet 
sein, daß nach Abschluß dieser Maßnahmen ein möglichst 
nahtloser Übergang in eine berufliche Bildungsmaßnahme 
oder in das Arbeitsleben gewährleistet ist. Für die 
Durchführung der Maßnahmen müssen besondere Fachdienste 
zur Verfügung stehen. 

4. Werkstätten für behinderte Menschen im Sinne des § 30 Abs. 
1 Nr. 4: 

Sie müssen gemäß § 142 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch 
anerkannt sein oder voraussichtlich anerkannt werden. 

5. Blindenwerkstätten im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 5: 
Sie müssen auf Grund des Blindenwarenvertriebsgesetzes 
anerkannt sein. 

6. Wohnstätten im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 6: 
Sie müssen hinsichtlich ihrer baulichen Gestaltung, 
Wohnflächenbemessung und Ausstattung den besonderen 
Bedürfnissen der behinderten Menschen entsprechen. Die 
Aufnahme auch von behinderten Menschen, die nicht im 
Arbeitsleben stehen, schließt eine Förderung entsprechend 
dem Anteil der im Arbeitsleben stehenden schwerbehinderten 
Menschen nicht aus. Der Verbleib von schwerbehinderten 
Menschen, die nicht mehr im Arbeitsleben stehen, 
insbesondere von schwerbehinderten Menschen nach dem 
Ausscheiden aus einer Werkstatt für behinderte Menschen, 
beeinträchtigt nicht die zweckentsprechende Verwendung der 
eingesetzten Mittel. 

7. (weggefallen) 

(2) さらに支援は以下のことを要件とする。 
1. 第 30 条 1 項 1 号の意味の施設 
その施設で行なわれるべき措置は、障害者個人の利害関係
を考慮し、専門の理論的な授業のような、作業の実践的な
授業を包括しなければならない。障害者の要求に応じた必
要なケアが確保されなければならない。職業的な訓練に備
えるための措置は、多くの職業分野に及び、障害者の性向
と適性について明らかにしなければならない。 

2. 第 30 条 1 項 2 号の意味の施設 
a) 職業教育法第 27 条から第 30 条、又は認可された訓練

機関における訓練のための手工業規則第 21 条から第
22b 条の適正要件が満たされなければならない。これ
は、訓練の過程にも適用される。この訓練の過程は、職
業教育法第 66 条、又は手工業規則第 42m 条に従って実
施される。 

b) 事業所外の、又は事業所をまたがる施設は、職業準備教
育措置のためのものを含めた職業教育の場を複数の職
業分野において通常は最低でも 200 以上有していなけ
ればならない。また、これらの施設では、障害の種類や
程度が特殊である障害者が教育を受けられる状況にな
ければならない。さらに、必要な指導員の数や、必要な
医学的、精神的、社会的ケアのための人的、物的要件に
ついては、障害者のニーズに応じて定めなければならな
い。寮に宿泊する際は、障害者に適したケアが確保され
ていなければならない。これらの施設は相互に信頼関係
を保って協力し、特にリハビリテーションを管轄する官
庁に対してはそれぞれが義務を持つ。 

3. 第 30 条 1 項 3 号の意味の施設 
これらの施設で行なわれ、相互に密接に連関し合った手続
きの中で実施される医学的リハビリテーション及び労働
生活への参画のための措置は、個人の実情に応じて、措置
の終了後できるだけ中断なく職業教育措置又は労働生活
への移行が保証されるように施されなければならない。こ
の措置を実施するために、特別な専門的なサービスが利用
できなければならない。 

4. 第 30 条 1 項 4 号の意味の障害者作業所 
社会法典弟９編第 142 条に従って認定されているか、認定
される予定のあるものでなければならない。 

5. 第 30 条 1 項 5 号の意味の盲人作業所 
盲人用品販売法の根拠によるものでなければならない。 

6. 第 30 条 1 項 6 号の意味の住居 
その建築構造、床面積、設備が障害者の特別なニーズに応
じていなければならない。労働生活を送っていない障害者
も受け入れるということは、労働生活を送っている重度障
害者に対する支援をしめ出すものではない。既に労働生活
にない重度障害者、特に障害者作業所を辞めた重度障害者
がそこに留まるということは、投入された資金の目的にか
なった利用を損なうものではない。 

7. （廃止） 
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einschließlich einer betriebswirtschaftlichen Beratung und 
besonderen Aufwand erhalten. 
 

§ 29  Leistungen zur Durchführung von Aufklärungs-, 
Schulungs- und Bildungsmaßnahmen 

(1) Die Durchführung von Schulungs- und Bildungsmaßnahmen 
für Vertrauenspersonen schwerbehinderter Menschen, 
Beauftragte der Arbeitgeber, Betriebs-, Personal-, Richter-, 
Staatsanwalts- und Präsidialräte sowie die Mitglieder der 
Stufenvertretungen wird gefördert, wenn es sich um 
Veranstaltungen der Integrationsämter im Sinne des § 102 Abs. 
2 Satz 6 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch handelt. Die 
Durchführung von Maßnahmen im Sinne des Satzes 1 durch 
andere Träger kann gefördert werden, wenn die Maßnahmen 
erforderlich und die Integrationsämter an ihrer inhaltlichen 
Gestaltung maßgeblich beteiligt sind. 

第 29 条 啓蒙・訓練・教育のための措置を実施するための給
付 

(1) 重度障害者利益代表、雇用主代理人、経営協議会、職員
代表委員会、裁判官委員協議会、検察官委員会、裁判官人
事委員会、階層代表委員会の委員のための教育及び訓練措
置の実施は、社会法典第９編第 102 条 2 項 6 文の意味の統
合局が行うものであるときに、支援される。第 1 文の意味
の措置が他の機関によって実施される場合は、その措置が
必要なもので、統合局がその内容の構成に関与して決定的
な役割を果たしているときに支援される。 

(2) Aufklärungsmaßnahmen sowie Schulungs- und 
Bildungsmaßnahmen für andere als in Absatz 1 genannte 
Personen, die die Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben zum Gegenstand haben, können gefördert werden. 
Dies gilt auch für die Qualifizierung des nach § 102 Abs. 1 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch einzusetzenden Personals 
sowie für notwendige Informationsschriften und 
-veranstaltungen über Rechte, Pflichten, Leistungen und 
sonstige Eingliederungshilfen sowie Nachteilsausgleiche nach 
dem Neunten Buch Sozialgesetzbuch und anderen Vorschriften.

 

(2) 第 1 項に掲げる以外で重度障害者の労働生活への参画を
扱う人々の啓蒙、訓練、教育のための措置は支援される。
これは、社会法典第９編第 102 条 1 項に沿って任命される
人員の資格獲得及び権利・義務・給付その他の統合援助・
社会法典第９編とその他の規則による不利益調整などにつ
いて求められる情報誌や情報講座についても適用される。

3. Unterabschnitt  Leistungen für Einrichtungen zur Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben 

 
§ 30  Förderungsfähige Einrichtungen 

(1) Leistungen können für die Schaffung, Erweiterung, 
Ausstattung und Modernisierung folgender Einrichtungen 
erbracht werden:  

1. betriebliche, überbetriebliche und außerbetriebliche 
Einrichtungen zur Vorbereitung von behinderten Menschen 
auf eine berufliche Bildung oder die Teilhabe am Arbeitsleben,

2. betriebliche, überbetriebliche und außerbetriebliche 
Einrichtungen zur beruflichen Bildung behinderter Menschen,

3. Einrichtungen, soweit sie während der Durchführung von 
Leistungen zur medizinischen Rehabilitation behinderte 
Menschen auf eine berufliche Bildung oder die Teilhabe am 
Arbeitsleben vorbereiten, 

4. Werkstätten für behinderte Menschen im Sinne des § 136 des 
Neunten Buches Sozialgesetzbuch, 

5. Blindenwerkstätten mit einer Anerkennung auf Grund des 
Blindenwarenvertriebsgesetzes vom 9. April 1965 (BGBl. I S. 
311) in der bis zum 13. September 2007 geltenden Fassung, 

6. Wohnstätten für behinderte Menschen, die auf dem 
allgemeinen Arbeitsmarkt, in Werkstätten für behinderte 
Menschen oder in Blindenwerkstätten tätig sind. 

7. (weggefallen) 
Zur länderübergreifenden Bedarfsbeurteilung wird das 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales bei der Planung 
neuer oder Erweiterung bestehender Einrichtungen nach Satz 1 
Nr. 4 bis 6 beteiligt. 

第３款 重度障害者の労働生活への参画のための施設に対す
る給付 

 
第 30 条 支援できる施設 

(1) 給付は、次の施設の設立、拡張、整備及び近代化のため
に行なわれる。 

1. 障害者の職業教育や労働生活への参画に備えるための、
事業所内、事業所外又は事業所をまたがる施設 

2. 障害者の職業教育のための事業所内、事業所外又は事業
所をまたがる新規計画や拡張施設 

3. 障害者が医学的リハビリテーションのための給付を受け
ている期間中に、職業教育で労働生活への参画に備えるた
めの施設 

4. 社会法典第９編第 136 条の意味の障害者作業所 
5. 2007 年 9 月 13 日まで有効であった版の 1965 年 4 月 9

日付の盲人用品販売法(連邦官報第Ⅰ部311ページ)を根拠
として認定された盲人作業所 

6. 一般労働市場、障害者作業所又は盲人作業所で働く障害
者の住居 

7. （廃止） 
新規の計画や拡張が認可された第１文４号から６号に沿う
施設の州をまたがる請求の判断には連邦労働社会省が参加
する 

(2) Öffentliche oder gemeinnützige Träger eines besonderen 
Beförderungsdienstes für behinderte Menschen können 
Leistungen zur Beschaffung und behinderungsgerechten 
Ausstattung von Kraftfahrzeugen erhalten. Die Höhe der 
Leistung bestimmt sich nach dem Umfang, in dem der 
besondere Beförderungsdienst für Fahrten schwerbehinderter 
Menschen von und zur Arbeitsstätte benutzt wird. 

(2) 障害者のための特別輸送業務を担う、公共・公益の事業
者は、自動車の入手と障害者に適した整備のための給付を
受けることができる。給付の金額は、障害者の職場への往
復の特別輸送が使用される範囲によって決まる。 

(3) Leistungen zur Deckung von Kosten des laufenden Betriebs 
dürfen nur ausnahmsweise erbracht werden, wenn hierdurch 
der Verlust bestehender Beschäftigungsmöglichkeiten für 
behinderte Menschen abgewendet werden kann. Für 
Einrichtungen nach Absatz 1 Nr. 4 bis 6 sind auch Leistungen 
zur Deckung eines Miet- oder Pachtzinses zulässig. 

 

(3) 経営上の経費を補てんするための給付は、その給付によ
り障害者の失業が回避できるときのみ例外的に支給され
る。第１項４号から６号に沿う施設のためには、使用賃貸
料、用益賃貸料の補償のための給付も許容される 

§ 31  Förderungsvoraussetzungen 
(1) Die Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 können gefördert 

werden, wenn sie  
1. ausschließlich oder überwiegend behinderte Menschen 

aufnehmen, die Leistungen eines Rehabilitationsträgers in 

第 31 条 支援のための要件
(1) 第 30 条 1 項の意味の施設は、次の場合に支援される。 

1. リハビリテーション担当機関の給付を請求する障害者を
専ら又は主に受け入れる場合 

2. 障害の原因に関係なく、また施設運営者の組織の構成員

− 120 − − 121 −
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Anspruch nehmen, 
2. behinderten Menschen unabhängig von der Ursache der 

Behinderung und unabhängig von der Mitgliedschaft in der 
Organisation des Trägers der Einrichtung offenstehen und 

3. nach ihrer personellen, räumlichen und sächlichen 
Ausstattung die Gewähr dafür bieten, daß die 
Rehabilitationsmaßnahmen nach zeitgemäßen Erkenntnissen 
durchgeführt werden und einer dauerhaften Teilhabe am 
Arbeitsleben dienen. 

であるかどうかに関係なく、障害者に開かれている場合
3. 人的、場所的、物的設備から、リハビリテーション措置
が現代的な知識に従って行なわれること、労働生活への長
期的参画に役立つことが保証される場合 

(2) Darüber hinaus setzt die Förderung voraus bei  
1. Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 1: 

Die in diesen Einrichtungen durchzuführenden Maßnahmen 
sollen den individuellen Belangen der behinderten Menschen 
Rechnung tragen und sowohl eine werkspraktische wie 
fachtheoretische Unterweisung umfassen. Eine begleitende 
Betreuung entsprechend den Bedürfnissen der behinderten 
Menschen muß sichergestellt sein. Maßnahmen zur 
Vorbereitung auf eine berufliche Bildung sollen sich auf 
mehrere Berufsfelder erstrecken und Aufschluß über Neigung 
und Eignung der behinderten Menschen geben. 

2. Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 2:  
a) Die Eignungsvoraussetzungen nach den §§ 27 bis 30 des 

Berufsbildungsgesetzes oder nach den §§ 21 bis 22b der 
Handwerksordnung zur Ausbildung in anerkannten 
Ausbildungsberufen müssen erfüllt sein. Dies gilt auch für 
Ausbildungsgänge, die nach § 66 des Berufsbildungsgesetzes 
oder nach § 42m der Handwerksordnung durchgeführt 
werden. 

b) Außer- oder überbetriebliche Einrichtungen sollen unter 
Einbeziehung von Plätzen für berufsvorbereitende 
Maßnahmen über in der Regel mindestens 200 Plätze für die 
berufliche Bildung in mehreren Berufsfeldern verfügen. Sie 
müssen in der Lage sein, behinderte Menschen mit 
besonderer Art oder Schwere der Behinderung beruflich zu 
bilden. Sie müssen über die erforderliche Zahl von 
Ausbildern und die personellen und sächlichen 
Voraussetzungen für eine begleitende ärztliche, 
psychologische und soziale Betreuung entsprechend den 
Bedürfnissen der behinderten Menschen verfügen. Bei 
Unterbringung im Internat muß die behinderungsgerechte 
Betreuung sichergestellt sein. Die Einrichtungen sind zur 
vertrauensvollen Zusammenarbeit insbesondere 
untereinander und mit den für die Rehabilitation 
zuständigen Behörden verpflichtet. 

3. Einrichtungen im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 3: 
Die in diesen Einrichtungen in einem ineinandergreifenden 
Verfahren durchzuführenden Leistungen zur medizinischen 
Rehabilitation und zur Teilhabe am Arbeitsleben müssen 
entsprechend den individuellen Gegebenheiten so ausgerichtet 
sein, daß nach Abschluß dieser Maßnahmen ein möglichst 
nahtloser Übergang in eine berufliche Bildungsmaßnahme 
oder in das Arbeitsleben gewährleistet ist. Für die 
Durchführung der Maßnahmen müssen besondere Fachdienste 
zur Verfügung stehen. 

4. Werkstätten für behinderte Menschen im Sinne des § 30 Abs. 
1 Nr. 4: 

Sie müssen gemäß § 142 des Neunten Buches Sozialgesetzbuch 
anerkannt sein oder voraussichtlich anerkannt werden. 

5. Blindenwerkstätten im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 5: 
Sie müssen auf Grund des Blindenwarenvertriebsgesetzes 
anerkannt sein. 

6. Wohnstätten im Sinne des § 30 Abs. 1 Nr. 6: 
Sie müssen hinsichtlich ihrer baulichen Gestaltung, 
Wohnflächenbemessung und Ausstattung den besonderen 
Bedürfnissen der behinderten Menschen entsprechen. Die 
Aufnahme auch von behinderten Menschen, die nicht im 
Arbeitsleben stehen, schließt eine Förderung entsprechend 
dem Anteil der im Arbeitsleben stehenden schwerbehinderten 
Menschen nicht aus. Der Verbleib von schwerbehinderten 
Menschen, die nicht mehr im Arbeitsleben stehen, 
insbesondere von schwerbehinderten Menschen nach dem 
Ausscheiden aus einer Werkstatt für behinderte Menschen, 
beeinträchtigt nicht die zweckentsprechende Verwendung der 
eingesetzten Mittel. 

7. (weggefallen) 

(2) さらに支援は以下のことを要件とする。 
1. 第 30 条 1 項 1 号の意味の施設 
その施設で行なわれるべき措置は、障害者個人の利害関係
を考慮し、専門の理論的な授業のような、作業の実践的な
授業を包括しなければならない。障害者の要求に応じた必
要なケアが確保されなければならない。職業的な訓練に備
えるための措置は、多くの職業分野に及び、障害者の性向
と適性について明らかにしなければならない。 

2. 第 30 条 1 項 2 号の意味の施設 
a) 職業教育法第 27 条から第 30 条、又は認可された訓練

機関における訓練のための手工業規則第 21 条から第
22b 条の適正要件が満たされなければならない。これ
は、訓練の過程にも適用される。この訓練の過程は、職
業教育法第 66 条、又は手工業規則第 42m 条に従って実
施される。 

b) 事業所外の、又は事業所をまたがる施設は、職業準備教
育措置のためのものを含めた職業教育の場を複数の職
業分野において通常は最低でも 200 以上有していなけ
ればならない。また、これらの施設では、障害の種類や
程度が特殊である障害者が教育を受けられる状況にな
ければならない。さらに、必要な指導員の数や、必要な
医学的、精神的、社会的ケアのための人的、物的要件に
ついては、障害者のニーズに応じて定めなければならな
い。寮に宿泊する際は、障害者に適したケアが確保され
ていなければならない。これらの施設は相互に信頼関係
を保って協力し、特にリハビリテーションを管轄する官
庁に対してはそれぞれが義務を持つ。 

3. 第 30 条 1 項 3 号の意味の施設 
これらの施設で行なわれ、相互に密接に連関し合った手続
きの中で実施される医学的リハビリテーション及び労働
生活への参画のための措置は、個人の実情に応じて、措置
の終了後できるだけ中断なく職業教育措置又は労働生活
への移行が保証されるように施されなければならない。こ
の措置を実施するために、特別な専門的なサービスが利用
できなければならない。 

4. 第 30 条 1 項 4 号の意味の障害者作業所 
社会法典弟９編第 142 条に従って認定されているか、認定
される予定のあるものでなければならない。 

5. 第 30 条 1 項 5 号の意味の盲人作業所 
盲人用品販売法の根拠によるものでなければならない。 

6. 第 30 条 1 項 6 号の意味の住居 
その建築構造、床面積、設備が障害者の特別なニーズに応
じていなければならない。労働生活を送っていない障害者
も受け入れるということは、労働生活を送っている重度障
害者に対する支援をしめ出すものではない。既に労働生活
にない重度障害者、特に障害者作業所を辞めた重度障害者
がそこに留まるということは、投入された資金の目的にか
なった利用を損なうものではない。 

7. （廃止） 
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sowie die zu ihrer Ergänzung und Durchführung erlassenen 
Vorschriften entsprechend, soweit die Vorschriften dieser 
Verordnung nichts anderes bestimmen. 
 

のために公布された諸規則が、本規則で別に定めない限り、
準用される。 

§ 38  Aufstellung eines Wirtschaftsplans 
(1) Für jedes Kalenderjahr (Wirtschaftsjahr) ist ein 

Wirtschaftsplan aufzustellen. 

第 38 条 予算案の作成
(1) 毎暦年(すなわち会計年度)ごとに予算案が編成される。 

(2) Der Wirtschaftsplan enthält alle im Wirtschaftsjahr  
1. zu erwartenden Einnahmen 
2. voraussichtlich zu leistenden Ausgaben und 
3. voraussichtlich benötigten Verpflichtungsermächtigungen. 
Zinsen, Tilgungsbeträge aus Darlehen, zurückgezahlte 
Zuschüsse sowie unverbrauchte Mittel des Vorjahres fließen dem 
Ausgleichsfonds als Einnahmen zu. 

(2) 予算案には各会計年度の以下の情報がすべて含まれる。
1. 予想される収入 
2. 見込まれる支出 
3. 必要が見込まれる債務負担権限 
利子、貸付金の返済額、返還された補助金、前年度の繰越金
は負担調整基金の収入とする。 

(3) Der Wirtschaftsplan ist in Einnahmen und Ausgaben 
auszugleichen. 

(3) 予算案は収支が合っていなければならない。

(4) Die Ausgaben sind gegenseitig deckungsfähig. (4) 支出は互いに填補し合うことができる。 
(5) Die Ausgaben sind übertragbar. 
 

(5) 支出は転用できる。

§ 39  Feststellung des Wirtschaftsplans 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales stellt im 
Benehmen mit dem Bundesministerium der Finanzen und im 
Einvernehmen mit dem Beirat für die Teilhabe behinderter 
Menschen (Beirat) den Wirtschaftsplan fest. § 1 der 
Bundeshaushaltsordnung findet keine Anwendung. 
 

第 39 条 予算案の決定
連邦労働社会省は連邦財務省と協議をして、労働生活への参
画諮問委員会（以下諮問委員会という)の同意を得て予算案を
決定する。連邦予算規則第 1 条は適用されない。 

§ 40  Ausführung des Wirtschaftsplans 
(1) Bei der Vergabe der Mittel des Ausgleichsfonds sind die jeweils 

gültigen Allgemeinen Nebenbestimmungen für Zuwendungen 
des Bundes zugrunde zu legen. Von ihnen kann im 
Einvernehmen mit dem Bundesministerium der Finanzen 
abgewichen werden. 

第 40 条 予算案の実行
(1) 負担調整基金の委託にあたっては、その都度有効な連邦
政府の財政援助のための一般的準則に基づいていなければ
ならない。連邦財務省の同意を得た場合は、この限りでは
ない。 

(2) Verpflichtungen, die in Folgejahren zu Ausgaben führen, 
dürfen nur eingegangen werden, wenn die Finanzierung der 
Ausgaben durch das Aufkommen an Ausgleichsabgabe 
gesichert ist. 

(2) 次会計年度以降に支出を要する義務は、支出の資金調達
が負担調整賦課金収入によって確保されるときのみ引き受
けられる。 

(3) Überschreitungen der Ausgabeansätze sind nur zulässig, wenn 
1. hierfür ein unvorhergesehenes und unabweisbares Bedürfnis 

besteht und 
2. entsprechende Einnahmeerhöhungen vorliegen. 
Außerplanmäßige Ausgaben sind nur zulässig, wenn  
1. hierfür ein unvorhergesehenes und unabweisbares Bedürfnis 

besteht und 
2. Beträge in gleicher Höhe bei anderen Ausgabeansätzen 

eingespart werden oder entsprechende Einnahmeerhöhungen 
vorliegen. 

Die Entscheidung hierüber trifft das Bundesministerium für 
Arbeit und Soziales im Benehmen mit dem Bundesministerium 
der Finanzen und im Einvernehmen mit dem Beirat. 

(3) 支出勘定の超過は、次の場合にのみ認められる。
1. 予測できず、回避できない需要が生じたとき 
2. 相応する所得の上昇があったとき 
予定外の支出は、次の場合のみ認められる。 
1. 予測できず、回避できない需要が生じたとき 
2. その他の支出勘定で同金額が節約されるとき、又は、相
応する所得の上昇があったとき 

これに関する決定は、連邦労働社会省が、連邦財務省と協議
の上、諮問委員会の同意を得て行なう。 

(4) Bis zur bestimmungsmäßigen Verwendung sind die 
Ausgabemittel verzinslich anzulegen. 

 

(4) 規定どおりに利用されるまでは、交付金には利子がつく。

2. Unterabschnitt  Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben aus Mitteln des Ausgleichsfonds 

 
§ 41  Verwendungszwecke 

(1) Die Mittel aus dem Ausgleichsfonds sind zu verwenden für  
1. Zuweisungen an die Bundesagentur für Arbeit zur besonderen 

Förderung der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben, insbesondere durch Eingliederungszuschüsse 
und Zuschüsse zur Ausbildungsvergütung nach dem Dritten 
Buch Sozialgesetzbuch, und zwar ab 2009 jährlich in Höhe von 
16 vom Hundert des Aufkommens an Ausgleichsabgabe, 

2. befristete überregionale Programme zum Abbau der 
Arbeitslosigkeit schwerbehinderter Menschen, besonderer 
Gruppen von schwerbehinderten Menschen (§ 72 des Neunten 
Buches Sozialgesetzbuch) oder schwerbehinderter Frauen 
sowie zur Förderung des Ausbildungsplatzangebots für 
schwerbehinderte Menschen, 

3. Einrichtungen nach § 30 Abs. 1 Nr. 1 bis 3, soweit sie den 
Interessen mehrerer Länder dienen; Einrichtungen dienen 
den Interessen mehrerer Länder auch dann, wenn sie 
Bestandteil eines abgestimmten Plans sind, der ein 
länderübergreifendes Netz derartiger Einrichtungen zum 
Gegenstand hat, 

第２款 重度障害者の労働生活への参画のための負担調整基
金の資金からの支援 

 
第 41 条 利用目的 

(1) 負担調整基金からの資金は次のものに対する給付のため
に利用される。 

1. 障害者が労働生活に参画するための特別な支援事業、特
に社会法典第３編に沿った統合助成金及び訓練助成金の
ための連邦雇用エージェンシーへの配分、詳しくは 2009
年以降は調整賦課金収入の 16％、 

2. 重度障害者と重度障害者特別グループ（社会法典第９編
第 72 条）又は重度障害のある女性の失業を解消するため
及び重度障害者の訓練場所の提供を促進するための期間
限定の超地域的なプログラム、 

3. 第 30 条 1 項１号から３号の施設で、それが複数の州の
利害に関係しているとき；施設が、これら施設の州を越え
たネットワークを対象とするよう調整された計画の構成
要素となっているときも、複数の州の利害に関係してい
る、 

4. 重度障害者の労働生活への参画促進の進展のための、特
に事業所内編入マネージメントや重度障害のある未成年
者の訓練促進を通して行う超地域的なモデル計画、 

5. 技術的な労働援助の開発、及び 
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§ 32  Förderungsgrundsätze 

(1) Leistungen sollen nur erbracht werden, wenn sich der Träger 
der Einrichtung in einem angemessenen Verhältnis an den 
Gesamtkosten beteiligt und alle anderen 
Finanzierungsmöglichkeiten aus Mitteln der öffentlichen 
Hände und aus privaten Mitteln in zumutbarer Weise in 
Anspruch genommen worden sind. 

第 32 条 支援の原則
(1) 給付は、施設の運営者が総費用を適当な割合で負担し、
公共機関と民間の資金からの資金調達の可能性が全て無理
なく要求される場合にのみ、支給されるべきである。 

(2) Leistungen dürfen nur erbracht werden, soweit Leistungen für 
denselben Zweck nicht von anderer Seite zu erbringen sind oder 
erbracht werden. Werden Einrichtungen aus Haushaltsmitteln 
des Bundes oder anderer öffentlicher Hände gefördert, ist eine 
Förderung aus Mitteln der Ausgleichsabgabe nur zulässig, 
wenn der Förderungszweck sonst nicht erreicht werden kann. 

(2) 給付は、同じ目的のために他からの給付がなされていな
い場合のみ支給される。施設が連邦政府や他の公共機関の
財政資金から支援を受けているならば、負担調整賦課金の
資金からの支援は、それがなければ支援の目的が達成され
ないときのみに認められる。 

(3) Leistungen können nur erbracht werden, wenn ein Bedarf an 
entsprechenden Einrichtungen festgestellt und die Deckung der 
Kosten des laufenden Betriebs gesichert ist. 

(3) 給付は、しかるべき施設における需要が確認され、経営
上の経費の補償が確保されているときのみに支給されるこ
とができる。 

(4) Eine Nachfinanzierung aus Mitteln der Ausgleichsabgabe ist 
nur zulässig, wenn eine Förderung durch die gleiche Stelle 
vorangegangen ist. 

 

(4) 負担調整賦課金の資金からの追加的融資は、同じ官署か
らの支援が失効しているときにのみ認められる。 

§ 33  Art und Höhe der Leistungen 
(1) Leistungen können als Zuschüsse oder Darlehen erbracht 

werden. Zuschüsse sind auch Zinszuschüsse zur Verbilligung 
von Fremdmitteln. 

第 33 条 給付の種類と金額
(1) 給付は補助金又は貸付金の形で支給されることができ
る。補助金には、他人資金の割引きのための利息補助も含
まれる。 

(2) Art und Höhe der Leistung bestimmen sich nach den 
Umständen des Einzelfalls, insbesondere nach dem Anteil der 
schwerbehinderten Menschen an der Gesamtzahl des 
aufzunehmenden Personenkreises, nach der wirtschaftlichen 
Situation der Einrichtung und ihres Trägers sowie nach 
Bedeutung und Dringlichkeit der beabsichtigten 
Rehabilitationsmaßnahmen. 

 

(2) 給付の種類と金額は個別の事情によって決定される。特
に、受け入れるべき人数全体の中で重度障害者の占める割
合、施設とその運営者の経済状況、企図されるリハビリテ
ーション措置の重要性と緊急性によって決まる。 

§ 34  Tilgung und Verzinsung von Darlehen 
(1) Darlehen nach § 33 sollen jährlich mit 2 vom Hundert getilgt 

und mit 2 vom Hundert verzinst werden; bei 
Ausstattungsinvestitionen beträgt die Tilgung 10 vom Hundert. 
Die durch die fortschreitende Tilgung ersparten Zinsen 
wachsen den Tilgungsbeträgen zu. 

第 34 条 貸付金の返済と利子 
(1) 第 33 条の貸付金は年間 2％ずつ返済され、2％の利子が

つく。設備投資の場合には、返済は年間 10％となる。返済
を前倒しすることで支払わなくて済んだ利子分は、返済額
の中に組み込まれる。 

(2) Von der Tilgung und Verzinsung von Darlehen kann bis zum 
Ablauf von zwei Jahren nach Inbetriebnahme abgesehen 
werden. 

 

(2) 貸付金の返済と利子は開業から 2 年間は猶予する。

Dritter Abschnitt  Ausgleichsfonds 
 
1. Unterabschnitt  Gestaltung des Ausgleichsfonds 
 
§ 35  Rechtsform 

Der Ausgleichsfonds für überregionale Vorhaben zur Teilhabe 
schwerbehinderter Menschen am Arbeitsleben (Ausgleichsfonds) 
ist ein nicht rechtsfähiges Sondervermögen des Bundes mit 
eigener Wirtschafts- und Rechnungsführung. Er ist von den 
übrigen Vermögen des Bundes, seinen Rechten und 
Verbindlichkeiten getrennt zu halten. Für Verbindlichkeiten, die 
das Bundesministerium für Arbeit und Soziales als Verwalter des 
Ausgleichsfonds eingeht, haftet nur der Ausgleichsfonds; der 
Ausgleichsfonds haftet nicht für die sonstigen Verbindlichkeiten 
des Bundes. 
 

第３節 負担調整基金 
 
第１款 負担調整基金の構成 
 
第 35 条 法形式 
重度障害者の労働生活への参画を目的とした超地域的な計画
のための負担調整基金は、権利能力がない連邦政府の特別財
産であり、独自の運用及び会計を行なう。この基金は、連邦
政府のその他の財産から、権利、義務につき切り離されてい
なければならない。負担調整基金は、連邦労働社会省が負担
調整基金の管理人として持つ義務のみに従う。連邦政府の他
の義務には服さない。 

§ 36  Weiterleitung der Mittel an den Ausgleichsfonds 
Die Integrationsämter leiten zum 30. Juni eines jeden Jahres 20 
vom Hundert des im Zeitraum vom 1. Juni des vorangegangenen 
Jahres bis zum 31. Mai des Jahres eingegangenen Aufkommens 
an Ausgleichsabgabe an den Ausgleichsfonds weiter. Sie teilen 
dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales zum 30. Juni 
eines jeden Jahres das Aufkommen an Ausgleichsabgabe für das 
vorangegangene Kalenderjahr auf der Grundlage des bis zum 31. 
Mai des Jahres tatsächlich an die Integrationsämter gezahlten 
Aufkommens mit. Sie teilen zum 31. Januar eines jeden Jahres 
das Aufkommen an Ausgleichsabgabe für das vorvergangene 
Kalenderjahr dem Bundesministerium für Arbeit und Soziales 
mit. 
 

第 36 条 負担調整基金の資金の送金 
統合局は、各年の６月 30 日までに、前年 6 月 1 日から５月
31 日までの期間に納付された負担調整賦課金収入の 100 分
の 20 を負担調整基金に送金する。前暦年分の負担調整賦課金
収入額を、５月 31 日までの実際の統合局に支払われた収入に
基いて各年６ 月 30 日までに連邦労働社会省に報告する。各
年１月 31 日までに前暦年の負担調整基金収入額を連邦労働
社会省に報告する。 

§ 37  Anwendung der Vorschriften der Bundeshaushaltsordnung
Für den Ausgleichsfonds gelten die Bundeshaushaltsordnung 

第 37 条 連邦予算規則の適用 
負担調整基金に対しては、連邦予算規則及びその補足や施行

− 122 − − 123 −
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sowie die zu ihrer Ergänzung und Durchführung erlassenen 
Vorschriften entsprechend, soweit die Vorschriften dieser 
Verordnung nichts anderes bestimmen. 
 

のために公布された諸規則が、本規則で別に定めない限り、
準用される。 

§ 38  Aufstellung eines Wirtschaftsplans 
(1) Für jedes Kalenderjahr (Wirtschaftsjahr) ist ein 

Wirtschaftsplan aufzustellen. 

第 38 条 予算案の作成
(1) 毎暦年(すなわち会計年度)ごとに予算案が編成される。 

(2) Der Wirtschaftsplan enthält alle im Wirtschaftsjahr  
1. zu erwartenden Einnahmen 
2. voraussichtlich zu leistenden Ausgaben und 
3. voraussichtlich benötigten Verpflichtungsermächtigungen. 
Zinsen, Tilgungsbeträge aus Darlehen, zurückgezahlte 
Zuschüsse sowie unverbrauchte Mittel des Vorjahres fließen dem 
Ausgleichsfonds als Einnahmen zu. 

(2) 予算案には各会計年度の以下の情報がすべて含まれる。
1. 予想される収入 
2. 見込まれる支出 
3. 必要が見込まれる債務負担権限 
利子、貸付金の返済額、返還された補助金、前年度の繰越金
は負担調整基金の収入とする。 

(3) Der Wirtschaftsplan ist in Einnahmen und Ausgaben 
auszugleichen. 

(3) 予算案は収支が合っていなければならない。

(4) Die Ausgaben sind gegenseitig deckungsfähig. (4) 支出は互いに填補し合うことができる。 
(5) Die Ausgaben sind übertragbar. 
 

(5) 支出は転用できる。

§ 39  Feststellung des Wirtschaftsplans 
Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales stellt im 
Benehmen mit dem Bundesministerium der Finanzen und im 
Einvernehmen mit dem Beirat für die Teilhabe behinderter 
Menschen (Beirat) den Wirtschaftsplan fest. § 1 der 
Bundeshaushaltsordnung findet keine Anwendung. 
 

第 39 条 予算案の決定
連邦労働社会省は連邦財務省と協議をして、労働生活への参
画諮問委員会（以下諮問委員会という)の同意を得て予算案を
決定する。連邦予算規則第 1 条は適用されない。 

§ 40  Ausführung des Wirtschaftsplans 
(1) Bei der Vergabe der Mittel des Ausgleichsfonds sind die jeweils 

gültigen Allgemeinen Nebenbestimmungen für Zuwendungen 
des Bundes zugrunde zu legen. Von ihnen kann im 
Einvernehmen mit dem Bundesministerium der Finanzen 
abgewichen werden. 

第 40 条 予算案の実行
(1) 負担調整基金の委託にあたっては、その都度有効な連邦
政府の財政援助のための一般的準則に基づいていなければ
ならない。連邦財務省の同意を得た場合は、この限りでは
ない。 

(2) Verpflichtungen, die in Folgejahren zu Ausgaben führen, 
dürfen nur eingegangen werden, wenn die Finanzierung der 
Ausgaben durch das Aufkommen an Ausgleichsabgabe 
gesichert ist. 

(2) 次会計年度以降に支出を要する義務は、支出の資金調達
が負担調整賦課金収入によって確保されるときのみ引き受
けられる。 

(3) Überschreitungen der Ausgabeansätze sind nur zulässig, wenn 
1. hierfür ein unvorhergesehenes und unabweisbares Bedürfnis 

besteht und 
2. entsprechende Einnahmeerhöhungen vorliegen. 
Außerplanmäßige Ausgaben sind nur zulässig, wenn  
1. hierfür ein unvorhergesehenes und unabweisbares Bedürfnis 

besteht und 
2. Beträge in gleicher Höhe bei anderen Ausgabeansätzen 

eingespart werden oder entsprechende Einnahmeerhöhungen 
vorliegen. 

Die Entscheidung hierüber trifft das Bundesministerium für 
Arbeit und Soziales im Benehmen mit dem Bundesministerium 
der Finanzen und im Einvernehmen mit dem Beirat. 

(3) 支出勘定の超過は、次の場合にのみ認められる。
1. 予測できず、回避できない需要が生じたとき 
2. 相応する所得の上昇があったとき 
予定外の支出は、次の場合のみ認められる。 
1. 予測できず、回避できない需要が生じたとき 
2. その他の支出勘定で同金額が節約されるとき、又は、相
応する所得の上昇があったとき 

これに関する決定は、連邦労働社会省が、連邦財務省と協議
の上、諮問委員会の同意を得て行なう。 

(4) Bis zur bestimmungsmäßigen Verwendung sind die 
Ausgabemittel verzinslich anzulegen. 

 

(4) 規定どおりに利用されるまでは、交付金には利子がつく。

2. Unterabschnitt  Förderung der Teilhabe schwerbehinderter 
Menschen am Arbeitsleben aus Mitteln des Ausgleichsfonds 

 
§ 41  Verwendungszwecke 

(1) Die Mittel aus dem Ausgleichsfonds sind zu verwenden für  
1. Zuweisungen an die Bundesagentur für Arbeit zur besonderen 

Förderung der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben, insbesondere durch Eingliederungszuschüsse 
und Zuschüsse zur Ausbildungsvergütung nach dem Dritten 
Buch Sozialgesetzbuch, und zwar ab 2009 jährlich in Höhe von 
16 vom Hundert des Aufkommens an Ausgleichsabgabe, 

2. befristete überregionale Programme zum Abbau der 
Arbeitslosigkeit schwerbehinderter Menschen, besonderer 
Gruppen von schwerbehinderten Menschen (§ 72 des Neunten 
Buches Sozialgesetzbuch) oder schwerbehinderter Frauen 
sowie zur Förderung des Ausbildungsplatzangebots für 
schwerbehinderte Menschen, 

3. Einrichtungen nach § 30 Abs. 1 Nr. 1 bis 3, soweit sie den 
Interessen mehrerer Länder dienen; Einrichtungen dienen 
den Interessen mehrerer Länder auch dann, wenn sie 
Bestandteil eines abgestimmten Plans sind, der ein 
länderübergreifendes Netz derartiger Einrichtungen zum 
Gegenstand hat, 

第２款 重度障害者の労働生活への参画のための負担調整基
金の資金からの支援 

 
第 41 条 利用目的 

(1) 負担調整基金からの資金は次のものに対する給付のため
に利用される。 

1. 障害者が労働生活に参画するための特別な支援事業、特
に社会法典第３編に沿った統合助成金及び訓練助成金の
ための連邦雇用エージェンシーへの配分、詳しくは 2009
年以降は調整賦課金収入の 16％、 

2. 重度障害者と重度障害者特別グループ（社会法典第９編
第 72 条）又は重度障害のある女性の失業を解消するため
及び重度障害者の訓練場所の提供を促進するための期間
限定の超地域的なプログラム、 

3. 第 30 条 1 項１号から３号の施設で、それが複数の州の
利害に関係しているとき；施設が、これら施設の州を越え
たネットワークを対象とするよう調整された計画の構成
要素となっているときも、複数の州の利害に関係してい
る、 

4. 重度障害者の労働生活への参画促進の進展のための、特
に事業所内編入マネージメントや重度障害のある未成年
者の訓練促進を通して行う超地域的なモデル計画、 

5. 技術的な労働援助の開発、及び 
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Bundesministerium für Arbeit und Soziales für die Förderung 
der genannten Projekte bewilligen. 

(2) Abweichend von § 41 werden  
1. im Jahr 2004 Zuweisungen an die Bundesagentur für Arbeit 

für die Förderung von Integrationsfachdiensten vorgenommen 
und 

2. mindestens die nach Absatz 1 Nr. 2 an den Ausgleichsfonds 
weitergeleiteten Mittel für die Förderung von Einrichtungen 
nach § 30 Abs. 1 Satz 1 Nr. 4 bis 6 verwendet. 

(2)  第 41 条にかかわらず、 
1.  2004 年においては、統合専門サービス支援のための連
邦雇用エージェンシーへの配分は実施される。 

2. 少なくとも１項２号に沿って負担調整基金に送金された
資金は第 30 条１項１文４号から６号に沿う施設支援に使
用される。 

(3) Abweichend von § 41 können Mittel des Ausgleichsfonds 
verwendet werden zur Förderung von Integrationsbetrieben 
und -abteilungen nach dem Kapitel 11 des Teils 2 des Neunten 
Buches Sozialgesetzbuch, die nicht von öffentlichen 
Arbeitgebern im Sinne des § 71 Abs. 3 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch geführt werden, soweit die Förderung bis zum 
31. Dezember 2003 bewilligt worden ist, sowie für die 
Förderung von Einrichtungen nach § 30 Abs. 1 Satz 1 Nr. 4 bis 
6, soweit Leistungen als Zinszuschüsse oder Zuschüsse zur 
Deckung eines Miet- oder Pachtzinses für bis zum 31. Dezember 
2004 bewilligte Projekte erbracht werden. 

 

(3) 第 41 条にかかわらず, 負担調整基金の資金は 社会法典
第９編第２部第 11 章 に沿った統合事業所、統合部門の支
援に 2003年 12月 31日までの支援が認可されている限り、
使うことができる。これは 社会法典第９編第 71 条 3 項の
意味での公的な雇用主は伴わない。加えて 第 30 条１項４
号から６号に沿った施設への支援に、2004 年 12 月 31 日
まで認可されたプロジェクトのための利子補助としての給
付が、借料の補償の補助の範囲で施行される。 

§ 47  Inkrafttreten, Außerkrafttreten 
Diese Verordnung tritt am Tage nach der Verkündung in Kraft. 
 

第 47 条 発効と停止
この規則は公布の翌日に発効する。 

 
 
 
 
 
 

負担調整賦課金規則(SchwbAV)  12 / 13 
 

4. überregionale Modellvorhaben zur Weiterentwicklung der 
Förderung der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben, insbesondere durch betriebliches 
Eingliederungsmanagement, und der Förderung der 
Ausbildung schwerbehinderter Jugendlicher, 

5. die Entwicklung technischer Arbeitshilfen und 
6. Aufklärungs-, Fortbildungs- und Forschungsmaßnahmen auf 

dem Gebiet der Teilhabe schwerbehinderter Menschen am 
Arbeitsleben, sofern diesen Maßnahmen überregionale 
Bedeutung zukommt. 

6. 重度障害者の労働生活への参画の分野の啓蒙、継続教育、
研究の措置で、それらが地域を越えた意義を持つとき。 

(2) Die Mittel des Ausgleichsfonds sind vorrangig für die 
Eingliederung schwerbehinderter Menschen in den allgemeinen 
Arbeitsmarkt zu verwenden. 

(2) 負担調整基金からの資金は、重度障害者の一般労働市場
への編入のために優先して利用されなければならない。 

(3) Der Ausgleichsfonds kann sich an der Förderung von 
Forschungs- und Modellvorhaben durch die Integrationsämter 
nach § 14 Abs. 1 Nr. 4 beteiligen, sofern diese Vorhaben auch für 
andere Länder oder den Bund von Bedeutung sein können. 

(3) 負担調整基金は、その計画が他の州や連邦にとっても意
義があるときには、第 14 条 1 項 4 号の統合局による研究
計画やモデル計画の促進に関与することができる。 

(4) Die §§ 31 bis 34 gelten entsprechend. 
 

(4) 第 31 条から第 34 条が準用される。 

3. Unterabschnitt  Verfahren zur Vergabe der Mittel des 
Ausgleichsfonds 

 
§ 42  Anmeldeverfahren und Anträge 

Leistungen aus dem Ausgleichsfonds sind vom Träger der 
Maßnahme schriftlich beim Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales zu beantragen, in den Fällen des § 41 Abs. 1 Nr. 3 nach 
vorheriger Abstimmung mit dem Land, in dem der 
Integrationsbetrieb oder die Integrationsabteilung oder die 
Einrichtung ihren Sitz hat oder haben soll. Das 
Bundesministerium für Arbeit und Soziales leitet die Anträge mit 
seiner Stellungnahme dem Beirat zu. 
 

第３款 負担調整基金の資金の譲与手続き 
 
第 42 条 申告手続きと申請 
負担調整基金からの給付は、措置の実施機関が書面で連邦労
働社会省に申請する。第 41 条 1 項 3 号の場合は、その統合
事業所又は統合部門又は施設が所在する、又は所在すると見
込まれる州と事前に取り決めた上で行う。連邦労働社会省は
これら申請を自らの意見表明をつけて諮問委員会に送達す
る。 

§ 43  Vorschlagsrecht des Beirats 
(1) Der Beirat nimmt zu den Anträgen Stellung. Die 

Stellungnahme hat einen Vorschlag zu enthalten, ob, in welcher 
Art und Höhe sowie unter welchen Bedingungen und Auflagen 
Mittel des Ausgleichsfonds vergeben werden sollen. 

第 43 条 諮問委員会の提案権 
(1) 諮問委員会は申請に対して賛否の立場を明らかにする。
この態度表明には、負担調整基金の資金が、どのように、
どのくらい、そしてどのような条件や義務を付して給付さ
れるべきかについての提案が含まれる。 

(2) Der Beirat kann unabhängig vom Vorliegen oder in 
Abwandlung eines schriftlichen Antrags Vorhaben zur 
Förderung vorschlagen. 

 

(2) 諮問委員会は申請書に依存することなく、又は申請書の
内容を変更して、支援計画を提案することができる。 

§ 44  Entscheidung 
(1) Das Bundesministerium für Arbeit und Soziales entscheidet 

über die Anträge aufgrund der Vorschläge des Beirats durch 
schriftlichen Bescheid. 

第 44 条 決定
(1) 連邦労働社会省は、諮問委員会の提案に基づいて申請に
関して決定し、書面で回答する。 

(2) Der Beirat ist über die getroffene Entscheidung zu 
unterrichten. 

 

(2) この決定は、諮問委員会に報告されなければならない。

§ 45  Vorhaben des Bundesministeriums für Arbeit und Soziales
Für Vorhaben des Bundesministeriums für Arbeit und Soziales, 
die dem Beirat zur Stellungnahme zuzuleiten sind, gelten die §§ 
43 und 44 entsprechend. 
 

第 45 条 連邦労働社会省の計画 
諮問委員会に意見表明を求めて送達される連邦労働社会省の
計画には、第 43 条と第 44 条が準用される。 

Vierter Abschnitt  Schlußvorschriften 
 
§ 46  Übergangsregelungen 

(1) Abweichend von § 36 leiten die Integrationsämter  
1. zum 30. Juni 2005 30 vom Hundert des im Zeitraum vom 1. 

Januar 2005 bis zum 31. Mai 2005 eingegangenen 
Ausgleichsabgabeaufkommens und 45 vom Hundert des 
Ausgleichsabgabeaufkommens für das Kalenderjahr 2003 an 
den Ausgleichsfonds weiter; dabei werden die nach § 36 Abs. 2 
in der bis zum 31. Dezember 2004 geltenden Fassung 
geleisteten Abschlagszahlungen berücksichtigt, 

2. bis zum Ablauf des Jahres, in dem die Förderung durch 
Investitionskostenzuschüsse der vom Beirat für die Teilhabe 
behinderter Menschen vorgeschlagenen und von den Ländern 
bis zum 30. Juni 2006 bewilligten Projekte für Werk- und 
Wohnstätten für behinderte Menschen sowie 
Blindenwerkstätten durch den Ausgleichsfonds endet, im Jahr 
2005 zusätzlich zu Nummer 1 und ab dem Jahr 2006 
zusätzlich bis zu 4 vom Hundert des 
Ausgleichsabgabeaufkommens an den Ausgleichsfonds weiter, 
verringert um den Betrag, den die Träger der 
Integrationsämter in Abstimmung mit dem 

第４節 最終規定 
 
第 46 条 移行規定 

(1) 第 36 条にかかわらず、統合局は 
1. 2005 年 6 月 30 日まで、2005 年 1 月 1 日から５月 31 日

までの期間に到着した負担調整賦課金収入の 100 分の
30、更に 2003 暦年の負担調整賦課金収入の 100 分の 45
を負担調整基金に送金する。その際 2004 年 12 月 31 日ま
で有効であった規則の第 36 条 2 項に沿ってなされる分割
払いが考慮される。 

2. 障害者の参加のための諮問委員会に提案され、州で 2006
年６月 30 日まで認可された障害者作業所及び盲人作業所
のためのプロジェクトへの投資費用補助を通した支援で
負担調整基金を通したものが終了したものについては、
2005 年には１に追加して、また 2006 年からは負担調整
賦課金収入の 100 分の４まで追加して、統合局が連邦労
働社会省との調整をして当該プロジェクトへの支援のた
めに認可した金額を減額して、年末までに負担調整基金に
送金する。 

− 124 − − 125 −



負担調整賦課金規則(SchwbAV)  13 / 13 
 

Bundesministerium für Arbeit und Soziales für die Förderung 
der genannten Projekte bewilligen. 

(2) Abweichend von § 41 werden  
1. im Jahr 2004 Zuweisungen an die Bundesagentur für Arbeit 

für die Förderung von Integrationsfachdiensten vorgenommen 
und 

2. mindestens die nach Absatz 1 Nr. 2 an den Ausgleichsfonds 
weitergeleiteten Mittel für die Förderung von Einrichtungen 
nach § 30 Abs. 1 Satz 1 Nr. 4 bis 6 verwendet. 

(2)  第 41 条にかかわらず、 
1.  2004 年においては、統合専門サービス支援のための連
邦雇用エージェンシーへの配分は実施される。 

2. 少なくとも１項２号に沿って負担調整基金に送金された
資金は第 30 条１項１文４号から６号に沿う施設支援に使
用される。 

(3) Abweichend von § 41 können Mittel des Ausgleichsfonds 
verwendet werden zur Förderung von Integrationsbetrieben 
und -abteilungen nach dem Kapitel 11 des Teils 2 des Neunten 
Buches Sozialgesetzbuch, die nicht von öffentlichen 
Arbeitgebern im Sinne des § 71 Abs. 3 des Neunten Buches 
Sozialgesetzbuch geführt werden, soweit die Förderung bis zum 
31. Dezember 2003 bewilligt worden ist, sowie für die 
Förderung von Einrichtungen nach § 30 Abs. 1 Satz 1 Nr. 4 bis 
6, soweit Leistungen als Zinszuschüsse oder Zuschüsse zur 
Deckung eines Miet- oder Pachtzinses für bis zum 31. Dezember 
2004 bewilligte Projekte erbracht werden. 

 

(3) 第 41 条にかかわらず, 負担調整基金の資金は 社会法典
第９編第２部第 11 章 に沿った統合事業所、統合部門の支
援に 2003年 12月 31日までの支援が認可されている限り、
使うことができる。これは 社会法典第９編第 71 条 3 項の
意味での公的な雇用主は伴わない。加えて 第 30 条１項４
号から６号に沿った施設への支援に、2004 年 12 月 31 日
まで認可されたプロジェクトのための利子補助としての給
付が、借料の補償の補助の範囲で施行される。 

§ 47  Inkrafttreten, Außerkrafttreten 
Diese Verordnung tritt am Tage nach der Verkündung in Kraft. 
 

第 47 条 発効と停止
この規則は公布の翌日に発効する。 
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 D-101  

給付の概観：障害者の就労 
連邦統合局・中央社会福祉事務所連合（BIH）作成（2012 年 4 月） 

■ 雇用主に対する給付 
1．財政上の助成 

給付内容 給付要件 管轄
法的根拠 

■ 訓練報酬に対する助成金 
 
＞訓練最終年の毎月の訓練報酬、又は同等の
報酬（全社会保障保険料の雇用主負担分を
全て含む）、例外的な場合に、訓練最終年の
訓練報酬の額まで。 

 
助成額 
＞障害者の場合には 60％まで。 
＞重度障害者の場合には 80%まで。 

 
助成期間 
＞事業所内訓練又は継続訓練期間。 

＞もし給付がなされなければ、訓練又は継続
訓練が達成されない場合。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 73 条 1
項、2 項 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 73 条 1
項、2 項に関連する社会
法典第 2 編 16 条 1 項 

 
＞リハビリテーション担当
機関 
社会法典第 9 編 34 条 1

項 1 号、2 号 
■ 終了した訓練又は継続訓練後の編入助成

金 
 
＞賃金に対する助成金。 
 
助成額 
＞考慮可能な賃金の 70％まで（社会保障保険
料全額の雇用主負担分を全て含む）。 

 
助成期間 
＞12 ヶ月。 

＞重度障害者が訓練又は継続訓練の終了後に
労働関係に入り、かつ、訓練・継続訓練中
に助成金が支払われていた場合。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 73 条 3
項 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 73 条 3
項に関連する社会法典第
2 編 16 条 1 項 

■ 特定の重度障害のある青年、若い成人の
職業訓練時の費用に関する助成金 

 
＞卒業料及び登録料。 
＞中間及び卒業試験受験のための試験料。 
＞訓練生の指導料。 
＞事業所外の職業訓練過程の費用。 
 
これらの手数料は手工業会議所や商工会議所
によって徴収されるものである。 
 
助成額 
＞個別状況による。 
 
助成期間 
個別状況による。 

＞従業員 20 名以下の雇用主（社会法典第 9
編 71 条 1 項）が、満 27 歳以下の特定重度
障害者（社会法典第 9 編 72 条 1 項）を職
業訓練のために採用する場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 26a 条に関連する
社会法典第 9 編 102 条 3
項 2 号 b 

■ 障害のある少年及び若い成人の職業訓練
費用についての奨励金及び助成金 

 
訓練生の人的コストに対する助成金に限定す
る雇用エージェンシーの給付に費用は制限さ
れる（社会法典第 3 編 73 条）。 
 
助成額 
＞個別状況による。 
 
助成期間 
＞個別状況による。 

＞雇用主が、職業訓練期間中、重度障害者と
同等の障害者（社会法典第 9 編 68 条 4 項）
を採用する場合。その際、雇用主が雇用義
務を履行したか否かは考慮しない。 

 
＞雇用エージェンシーの決定によって、又は
労働生活への参画のための給付の決定によ
って、障害（社会法典第 9 編 2 条 1 項）が
認定される場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 26b 条に関連する
社会法典第９編 102 条 3
項 2 号 c 

■ 試行雇用に関する助成金 
 
＞費用の負担。 
 
助成期間 
＞3 ヶ月まで。 

＞試行雇用によって、障害者、重度障害者、
重度障害者と同等の者の労働生活への参画
可能性が改善される、又は労働生活への参
画が完全に、継続して達成される場合。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 46 条 1
項 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 46 条 1
項に関連する社会法典第
2 編 16 条 1 項 
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助成期間 
＞個別状況による。 

る支出、又は労務提供の著しい減少を補う
ために支出が生じた場合。 

＞他の援助可能性が全て利用された場合、例
えば障害に応じた職場設置がかつて利用さ
れた場合 

＞費用を負担することが雇用主にとって受忍
し得ない場合。 

＞障害者の作業所から被用者を引受けた場
合。 

■ 事業所内の編入マネージメント（BEM）
を導入するための奨励金 

 
助成額 
＞個別状況による 

＞雇用主が事業所内の編入マネージメントを
導入した場合。 

＞例えば、事業所内の予防措置を実施するた
め、統合協定の中に特別な規制を設ける場
合。 

＞事業所内の編入マネージメントの内容が、
予防の最低要求を超える場合。 

＞リハビリテーション担当
機関 
＞統合局 
＞社会法典第 9 編 84 条 3
項 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 26c 条に関連する
102 条 3 項２号 d 

 
2．助言及び情報提供 
■ 事業所のための助言・情報提供 
 
統合局は、重度障害者の雇用に関するあらゆる問題に助言をし、情報を提供する。特に、障
害に応じた職場、住居、車両を整備する場合や職場に問題が生じた場合に助言をし、情報を
提供する。 
 
＞統合局の技術上の助言サービスは、新しい職場又は現在の職場を障害に応じて整備する際
になされる。統合局は、重度障害者を雇用する際の技術上・組織上の問題について、雇用
主、重度障害者及び事業所内統合チームに助言する。 

＞統合局は、重度障害のある労働者に対する同伴やケアについて統合専門サービスに委託す
る。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 102 条 

■ 労働市場に関する助言 
 
労働市場に関する助言は、訓練の場や働き口を充足する際に雇用主を援助するものである。
労働市場に関する助言は、以下のことについての案内や助言を含む。 
 
＞労働市場・職業の動向。 
＞訓練の場や職場の充足。 
＞職場、労働条件及び労働時間の設定。 
＞事業所内の訓練及び継続教育。 
＞育成を要する訓練生や労働者の編入。 
＞そして、労働を促進する給付。 

雇用エージェンシー
社会法典第 3 編 34 条 
 
社会法典第 2 編の機関 
社会法典第 3 編 34 条に関連
する社会法典第 2 編 16 条 1
項 
 

■ 統合専門サービス 
 
重度障害者の労働生活への参加措置を実施する際、統合専門サービスには、統合局、雇用エ
ージェンシー、社会法典第 2 編の機関、職業リハビリテーション担当機関が関与することが
できる。統合専門サービスは、以下の者を雇用する際に、雇用主にとって重要な相談窓口と
なる。 
 
＞労働に伴う配慮を特に必要とする重度障害者。 
＞重度障害者の作業所を通じて目的に応じた準備をした後、一般労働市場に編入されること
になり、その際、支出を伴った労働に付随する人的な個別援助を必要とする重度障害者。

＞一般労働市場での雇用を開始するために、統合専門サービスの援助を必要とする労働者。
＞重度障害ではない障害者、特に精神障害のある障害者、または精神障害によって危険にさ
らされている障害者。 

 
統合専門サービスは以下を行う。 
＞心理社会学上の問題において、雇用主に包括的に助言をし、情報を提供すること、 
＞適切な重度障害者を職場に配置することを援助すること、 
＞実習期間に援助をし、現場でのケアをすること、 
＞雇用主が利用可能な給付について明確化すること、そして 
＞及び申請時に雇用主を支援すること。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 45 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 45 条に関
連する社会法典第 2 編 16
条 1 項 

 
＞統合局 
＞社会法典第 9 編 109 条～

115 条及び 102 条 2 項 
 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 33 条 6 項
8 号 

■ 教育訓練の実施、啓発措置
 
職業訓練の実施、啓発措置は、重度障害者の労働生活への参画を対象にし、障害者の雇用を
巡る数多くの領域、例えば、社会法典第９編の担当機関の任務、障害に対応した職場整備、
障害者との付き合い方、法的問題の提起、事業所内編入マネージメントを含んでいる。 
 

統合局 
重度障害者負担調整賦課金
規則 29 条に関連する社会法
典第 9 編 102 条 2 項 
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＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 34 条 1
項 4 号 

■ 重度障害者に新たな職場や訓練の場を設
けるための財政的援助 

 
＞投資費用に対する助成金及び/又は貸付。 
＞（技術上の）労働手段を用いた訓練。 
 
助成額 
＞個別状況による。 

＞法的義務がないにもかかわらず、又は法定
雇用率を超えて、重度障害者が採用される
場合。 

＞特定の重度障害者（社会法典第 9 編 71 条 1
項及び 72 条）が採用される場合。 

＞重度障害者が 12 ヶ月以上の失業後に採用
される場合。 

＞労働条件が改善される、又は急迫した重度
障害者の解雇が回避される場合。 

＞雇用主が適切に、全費用に関与する場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 15 条 

■ 編入助成金 
 
＞賃金に対する助成金。 
 
助成額 
＞考慮可能な賃金の 70％まで（社会保障保険
料全額の雇用主負担分を含む）。 

 
助成期間 
＞通常 24 ヶ月まで。 
＞重度障害者については 60 ヶ月まで。 
＞満 55 歳の特定重度障害者の場合には 96 ヶ
月まで。 

 
減額 
＞12 ヶ月後、年最低 10％。 
＞特定の重度障害者の場合 24 ヶ月後に初め
て。 
＞最低助成率は 30％。 

＞障害者及び重度障害者が、当該個人に存在
する理由のためあっせんがより困難になる
場合。 

＞重度障害者（社会法典第 9 編 104 条 1 項 3a
号~ｄ号）及び同等の地位にある障害者が、
当該個人に存在する理由のためあっせんが
より困難になる場合（特定の重度障害者）。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 90 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 90 条に
関連する社会法典第 2 編
16 条 1 項 

 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 34 条 1
項 2 号 

■ 事業所内の作業補助に関する助成金 
 
助成額 
＞障害に応じた訓練の場及び職場の設置のた
めに必要な費用の 100％まで。 

＞障害者が継続して参画するために必要であ
り、 
かつ 

＞社会法典第 9 編 2 部（社会法典第 9 編 81
条 4 項）に従い、労働補助に関する費用を
負担する義務が雇用主にある場合。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 46 条 2
項 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 46 条 2
項に関連する社会法典第
2 編 16 条 1 項 

 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 34 条 1
項 3 号 
 
＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 26 条 

■ 障害に応じた職場及び訓練の場の設置 
 
＞助成金及び/又は貸付。 
＞障害に応じた職場の設置、再設置。 
＞整備、維持補修。 
＞技術発展への適応。 
＞必要とされる対象物を用いた訓練。 
 
助成額 
＞負担した費用の全額まで。 

＞職場が障害に応じて整備される場合、維持
される場合。 

＞必要な技術上の労働補助を備えた職場や養
成所が形成された場合。 

＞障害者のために短時間労働のポストが整備
された場合。 

＞継続的に障害に応じて、重度障害者を雇用
するためのその他措置が行われた場合。 

＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 34 条 1
項 3 号 
 
＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 26 条 

■ 尋常でない負担時の給付 
 
助成額 
＞個別状況に従って、支払われた賃金との適
切な関係がなければならない。 

 

＞特定の重度障害者、又はパートタイムで従
事する障害者を雇用する際に（社会法典第
9 編 72 条 1 項 a～d 号、2 項及び社会法典
第 9 編 75 条）、平均的な額を超える支出又
は負担が生じる場合、例えば、実習やケア
を行う際の特別な支出、補助労働者に関す

＞重度障害者負担調整賦課
金規則 27 条 
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助成期間 
＞個別状況による。 

る支出、又は労務提供の著しい減少を補う
ために支出が生じた場合。 

＞他の援助可能性が全て利用された場合、例
えば障害に応じた職場設置がかつて利用さ
れた場合 

＞費用を負担することが雇用主にとって受忍
し得ない場合。 

＞障害者の作業所から被用者を引受けた場
合。 

■ 事業所内の編入マネージメント（BEM）
を導入するための奨励金 

 
助成額 
＞個別状況による 

＞雇用主が事業所内の編入マネージメントを
導入した場合。 

＞例えば、事業所内の予防措置を実施するた
め、統合協定の中に特別な規制を設ける場
合。 

＞事業所内の編入マネージメントの内容が、
予防の最低要求を超える場合。 

＞リハビリテーション担当
機関 
＞統合局 
＞社会法典第 9 編 84 条 3
項 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 26c 条に関連する
102 条 3 項２号 d 

 
2．助言及び情報提供 
■ 事業所のための助言・情報提供 
 
統合局は、重度障害者の雇用に関するあらゆる問題に助言をし、情報を提供する。特に、障
害に応じた職場、住居、車両を整備する場合や職場に問題が生じた場合に助言をし、情報を
提供する。 
 
＞統合局の技術上の助言サービスは、新しい職場又は現在の職場を障害に応じて整備する際
になされる。統合局は、重度障害者を雇用する際の技術上・組織上の問題について、雇用
主、重度障害者及び事業所内統合チームに助言する。 

＞統合局は、重度障害のある労働者に対する同伴やケアについて統合専門サービスに委託す
る。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 102 条 

■ 労働市場に関する助言 
 
労働市場に関する助言は、訓練の場や働き口を充足する際に雇用主を援助するものである。
労働市場に関する助言は、以下のことについての案内や助言を含む。 
 
＞労働市場・職業の動向。 
＞訓練の場や職場の充足。 
＞職場、労働条件及び労働時間の設定。 
＞事業所内の訓練及び継続教育。 
＞育成を要する訓練生や労働者の編入。 
＞そして、労働を促進する給付。 

雇用エージェンシー
社会法典第 3 編 34 条 
 
社会法典第 2 編の機関 
社会法典第 3 編 34 条に関連
する社会法典第 2 編 16 条 1
項 
 

■ 統合専門サービス 
 
重度障害者の労働生活への参加措置を実施する際、統合専門サービスには、統合局、雇用エ
ージェンシー、社会法典第 2 編の機関、職業リハビリテーション担当機関が関与することが
できる。統合専門サービスは、以下の者を雇用する際に、雇用主にとって重要な相談窓口と
なる。 
 
＞労働に伴う配慮を特に必要とする重度障害者。 
＞重度障害者の作業所を通じて目的に応じた準備をした後、一般労働市場に編入されること
になり、その際、支出を伴った労働に付随する人的な個別援助を必要とする重度障害者。

＞一般労働市場での雇用を開始するために、統合専門サービスの援助を必要とする労働者。
＞重度障害ではない障害者、特に精神障害のある障害者、または精神障害によって危険にさ
らされている障害者。 

 
統合専門サービスは以下を行う。 
＞心理社会学上の問題において、雇用主に包括的に助言をし、情報を提供すること、 
＞適切な重度障害者を職場に配置することを援助すること、 
＞実習期間に援助をし、現場でのケアをすること、 
＞雇用主が利用可能な給付について明確化すること、そして 
＞及び申請時に雇用主を支援すること。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 45 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 45 条に関
連する社会法典第 2 編 16
条 1 項 

 
＞統合局 
＞社会法典第 9 編 109 条～

115 条及び 102 条 2 項 
 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 33 条 6 項
8 号 

■ 教育訓練の実施、啓発措置
 
職業訓練の実施、啓発措置は、重度障害者の労働生活への参画を対象にし、障害者の雇用を
巡る数多くの領域、例えば、社会法典第９編の担当機関の任務、障害に対応した職場整備、
障害者との付き合い方、法的問題の提起、事業所内編入マネージメントを含んでいる。 
 

統合局 
重度障害者負担調整賦課金
規則 29 条に関連する社会法
典第 9 編 102 条 2 項 
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＞就労のため。 
＞参画に対する給付に関係するため。 
＞通勤や職場の安全性を高めるため。 

＞医学的な給付ではない場合。 
＞社会法典第 9 編 33 条 8 項

4 号 

■ 自動車の補助 
 
＞自動車の取得。 
 
助成額 
＞購入額。ただし 9,500 ユーロを限度とする
（障害の種類や程度を理由に、大型の自動車
が必要な場合には可能な限り、より高額の助
成金）。 
＞収入に基づく。 
 
助成期間 
＞通常 5 年の期間満了前に自動車を新たに請
求すること。 

 
 
＞障害に応じた付加的な支出。 
 
助成額 
＞内装や修理に関する全費用の負担。 
 
 
＞運転免許 
 
助成額 
＞収入に基づく。 
＞障害に応じた、試験、追加試験、現在の運
転免許登録のための全費用の負担。 

 
＞例えば運送業務のための費用といった、負
担を援助する給付。 

＞障害に基づき、勤務地や訓練地に到着す
るために自動車が必要な場合。 

＞自動車を、障害に適した大きさや装備と
する場合。 

＞障害に応じて必要とされる付加的な備品
が、支出を超過するものである場合。た
だし、支出超過が過度でないものに限る。

 
使用される自動車の取得は、以下の場合に
請求することが可能である。 
車の価値が、元の新車価格の少なくとも
50％になる場合。 

＞リハビリテーション担当
機関 

＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
1 号 

＞自動車援助規則（KfzHV）
 
＞統合局 
＞自動車援助規則に関連す
る重度障害者負担調整賦
課金規則 20 条 

■ 住宅補助 
 
＞助成金、利子助成金。 
＞障害に応じた住居の取得。 
＞住居や住居設備を障害による必要性に対応
させること。 

＞障害に対応して、職場への通勤も便利にす
る住居へと改築すること。 

＞請求の要件は、第 2 住宅促進法（WoFG）
に定めている（障害に応じた住居の取得
を援助することについて）。 

＞リハビリテーション担当
機関 

＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
6 号 

 
＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 22 条に関連する社
会法典第 9 編 102 条 3 項
1d 号 

■ 自営による職業的自立の確立と維持 
 
＞貸付又は助成金。 
＞起業助成金。 
＞初動手当。 
＞コーチング。 
＞その他。 

＞独立した業務を遂行するための知識や能
力がある場合。 

＞起業計画が専門家の認定を受けており、
起業能力が確かな場合。 
＞生活を維持することが業務によって保障
される場合。 
＞労働市場の動向を考慮して、業務が合目
的である場合。 

＞それとともに、失業や賃金を補充する給
付との関係が終了し、援助の必要性を克
服する場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 21 条 
 
＞雇用エージェンシー 
＞社会法典第 3 編 93 条以下
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 2 編 16b、16c、
16f 条 

■ 特別な生活状況への支援 
 
＞助成金及び/又は貸付。 
 
助成額 
＞個別状況による。 

＞付随的援助の目的を達成するために、重
度障害者負担調整賦課金規則 19 条～24
条に定められる援助とは異なる給付が必
要になる場合。 

＞統合局 
＞社会法典第 9編 102条 3項
1e 号 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 25 条 

■ 必須の労働アシスタント 
 
＞コストの負担という形での金銭給付 
 
助成額 
重度障害者へのコスト支出に関して重要なの

＞職場での人的アシスタント及び、一時的
に、反復的な援助が業務に関連して必要
となる場合。 

＞重度障害者自身が労働アシスタントに依
頼した場合。 

＞重度障害者が仕事の中核領域を常に処理

＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
3 号 
 
＞統合局 
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以下のものが提供される。 
＞情報提供の実施 
＞学習コースやセミナー、特に障害者代表、従業員代表委員会や職員代表委員会及び雇用主
代理人を対象としたもの 

＞統合局の出版物（リーフレット、小冊子等々） 
 
3．その他 
■ 統合協定 
 
統合局は、統合協定の交渉の援助を申し出ることができる。 
 
統合協定は、雇用主と障害者代表、従業員代表委員会又は職員代表委員会との間で締結され
る事業所協定である。統合協定は、特に以下のことにつき、重度障害者の労働生活への参画
に関連する規制を内容とする。 
 
＞人事計画、 
＞職場整備、 
＞労働環境の整備、 
＞労働組織、 
＞労働時間、 
＞及び、当該目標設定協定（Zielvereinbarung）の実施についての規制。 
 
協定には特に以下の規制も含むことができる。 
 
＞配置の際、重度障害者を適切に考慮すること、 
＞重度障害のある女性の適切な割合を含めた目標雇用率、 
＞パートタイム労働、 
＞障害のある少年の訓練、 
＞事業所内編入マネージメントの実施。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 83 条 

■ 雇用義務がある職場への重度障害者の算入と重複算入
 
＞重度障害のある従業員及び重度障害者と同等の従業員は原則として、重度障害者の雇用義
務のある職場に算入される。 

＞雇用エージェンシーは、重度障害者の労働生活への参画が特に困難を伴う場合には、雇用
義務のある 1 つ以上の職場に重度障害者を算入することができる（最大で 3）。 

＞職業訓練を受ける重度障害者は原則として、雇用義務のある 2 つの職場に算入される。こ
のことは、1 事業所内で継続して実施される、職業リハビリテーション施設（継続的な訓
練）での訓練中にも当てはまる。障害の種類又は程度を理由に職業訓練へのあっせんが特
に困難を伴う場合には、雇用義務のある 3 つの職場への算入が許される。 

＞さらに、訓練の終了後に労働関係・雇用関係にある場合、重度障害者は雇用の最初の 1 年
は雇用義務のある 2 つの職場に算入される。 

 
申請者は雇用主である。申請の形式は要しない。重複算入については、事業所が所在する雇
用エージェンシーが重複算入を判断する。重複算入は通常、申請された月以降に有効である。
申請は各雇用関係についてのみなされる。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 9 編 75 条及び
76 条 

■ 特別な解雇制限 
 
雇用主による重度障害のある労働者の解雇は、通常、統合局の同意を予め得たときにだけ可
能である。統合局は平和的な意見の一致、例えば職場設置の際に財政的な給付を行うことに
よって、職場の保護に努める。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 85 条以下

 
 
■ 重度障害者に対する給付 
1.財政上の助成 

給付内容 給付要件 管轄
法的根拠 

■ 技術上の作業補助 
 
＞初めての雇用、雇用準備。 
＞整備や維持。 
＞訓練受講。 
 
 
助成額 
＞費用全額までの助成金 

＞技術上の作業補助が、雇用主の益となら
ない場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 19 条 
 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
5 項 

■ 補助器具に関する費用 
 

＞雇用主側にコストを負担する義務がない
場合。 

＞リハビリテーション担当
機関 
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＞就労のため。 
＞参画に対する給付に関係するため。 
＞通勤や職場の安全性を高めるため。 

＞医学的な給付ではない場合。 
＞社会法典第 9 編 33 条 8 項

4 号 

■ 自動車の補助 
 
＞自動車の取得。 
 
助成額 
＞購入額。ただし 9,500 ユーロを限度とする
（障害の種類や程度を理由に、大型の自動車
が必要な場合には可能な限り、より高額の助
成金）。 
＞収入に基づく。 
 
助成期間 
＞通常 5 年の期間満了前に自動車を新たに請
求すること。 

 
 
＞障害に応じた付加的な支出。 
 
助成額 
＞内装や修理に関する全費用の負担。 
 
 
＞運転免許 
 
助成額 
＞収入に基づく。 
＞障害に応じた、試験、追加試験、現在の運
転免許登録のための全費用の負担。 

 
＞例えば運送業務のための費用といった、負
担を援助する給付。 

＞障害に基づき、勤務地や訓練地に到着す
るために自動車が必要な場合。 

＞自動車を、障害に適した大きさや装備と
する場合。 

＞障害に応じて必要とされる付加的な備品
が、支出を超過するものである場合。た
だし、支出超過が過度でないものに限る。

 
使用される自動車の取得は、以下の場合に
請求することが可能である。 
車の価値が、元の新車価格の少なくとも
50％になる場合。 

＞リハビリテーション担当
機関 

＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
1 号 

＞自動車援助規則（KfzHV）
 
＞統合局 
＞自動車援助規則に関連す
る重度障害者負担調整賦
課金規則 20 条 

■ 住宅補助 
 
＞助成金、利子助成金。 
＞障害に応じた住居の取得。 
＞住居や住居設備を障害による必要性に対応
させること。 

＞障害に対応して、職場への通勤も便利にす
る住居へと改築すること。 

＞請求の要件は、第 2 住宅促進法（WoFG）
に定めている（障害に応じた住居の取得
を援助することについて）。 

＞リハビリテーション担当
機関 

＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
6 号 

 
＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 22 条に関連する社
会法典第 9 編 102 条 3 項
1d 号 

■ 自営による職業的自立の確立と維持 
 
＞貸付又は助成金。 
＞起業助成金。 
＞初動手当。 
＞コーチング。 
＞その他。 

＞独立した業務を遂行するための知識や能
力がある場合。 

＞起業計画が専門家の認定を受けており、
起業能力が確かな場合。 
＞生活を維持することが業務によって保障
される場合。 
＞労働市場の動向を考慮して、業務が合目
的である場合。 

＞それとともに、失業や賃金を補充する給
付との関係が終了し、援助の必要性を克
服する場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 21 条 
 
＞雇用エージェンシー 
＞社会法典第 3 編 93 条以下
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 2 編 16b、16c、
16f 条 

■ 特別な生活状況への支援 
 
＞助成金及び/又は貸付。 
 
助成額 
＞個別状況による。 

＞付随的援助の目的を達成するために、重
度障害者負担調整賦課金規則 19 条～24
条に定められる援助とは異なる給付が必
要になる場合。 

＞統合局 
＞社会法典第 9編 102条 3項
1e 号 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 25 条 

■ 必須の労働アシスタント 
 
＞コストの負担という形での金銭給付 
 
助成額 
重度障害者へのコスト支出に関して重要なの

＞職場での人的アシスタント及び、一時的
に、反復的な援助が業務に関連して必要
となる場合。 

＞重度障害者自身が労働アシスタントに依
頼した場合。 

＞重度障害者が仕事の中核領域を常に処理

＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 33 条 8 項
3 号 
 
＞統合局 
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者、労働者、雇用主に対する情報提供のため、職業オリエンテーションを実施しなければな
らない。その際、以下のことについて情報を提供することとする。 
 
＞職業選択に関する事項 
＞職業及びその要件と見込み 
＞職業教育の奨励 
＞職業や助成、見込み、ならびに 
＞事業所、行政機関、労働市場で有意義な職業の開発。 
 
雇用エージェンシーは、学校での職業オリエンテーションの際、統合専門機関を関与させる
ことができる。 

１a 号に関連する社会法典第
3 編 33 条 

■ 職業紹介及び訓練のあっせん 
 
紹介、あっせんとは、訓練希望者や求職者を、訓練関係や雇用関係を根拠付けるために、雇
用主と共同して行うことに向けられたあらゆる業務を含む。雇用エージェンシーは訓練希望
者や求職者の性向、適性や労働能力及び、提示されたポストを要求することを考慮しなけれ
ばならない。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 35 条 
＞社会法典第 9 編 104 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 35 条に関
連する社会法典第 3 編 16
条 1 項 

■ 統合専門サービス 
 
重度障害者の労働生活への参加措置を実施する際、統合専門サービスには、統合局、雇用エ
ージェンシー、社会法典第 2 編の機関、職業リハビリテーション担当機関が関与することが
できる。統合専門サービスは、以下の者を雇用する際に、雇用主にとって重要な助言者にな
る。 
 
＞労働に伴う配慮を特に必要とする重度障害者。 
＞重度障害者の作業所によって目的に応じた準備をした後、一般労働市場に統合されること
になり、その際、各労働に伴った費用を要する人的補助を頼りとする重度障害者。 

＞一般労働市場での就労を開始するために、統合専門サービスの援助を必要とする労働者。
＞重度障害ではない障害者、特に精神障害のある障害者、または精神障害によって危険にさ
らされている障害者。 

 
統合専門サービスは有資格者によるケアによって、求職者、訓練希望者、労働者、訓練生に
助言をし、援助をし、適切な職場を探す手助けをし、訓練の場や職場を保護する。 

＞統合局 
＞社会法典第9編に関連する

109 条～115 条、102 条 2
項 

 
＞雇用エージェンシー 
＞社会法典第 3 編 45 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 45 条に関
連する社会法典第 2 編 16
条 1 項 

 
＞リハビリテーション担当
機関 

＞社会法典第 9 編 33 条 6 項
8 号 

 
3．その他の 
■ 同等取扱い 
 
障害程度 50 未満で 30 以上の障害者が、障害によって、同等取扱いなしには、適切な職場を
得ることができない場合又は維持することができない場合、申請に基づき、重度障害者と同
じに扱われることになる。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 9編 68条 2項、

3 項に関係する社会法典第
9 編 2 条 3 項 

■ 特別な解雇制限 
 
雇用主による重度障害者の解雇は通常、統合局が予め同意することによってのみ可能であ
る。統合局は財政上の給付、例えば職場取得の際の給付により職場の統合化と安定化に努め
る。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 85 条以下

 
www.integrationamter.de.に、障害と職業というテーマの全般的な情報がある。 
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は、労働アシスタントを一時的に必要とする
ことである。支出されるコストの範囲は、時
間給（人件費）に基づいて確定され、その額
は公勤務労働協約の賃金グループ 2 及び、同
種の労働アシスタントと比較可能な業務にお
ける、地域慣行に従った賃金にならう。 

する場合。
＞雇用主と合意して、重度障害者がアシス
タント体制や指揮を負担した場合。 

＞書面で雇用主の了解がある場合。 
＞社会法典第 9 編のその他あらゆる可能性
及び第三者のあらゆる給付が尽くされた
場合。 

＞重度障害者負担調整賦課
金規則17条 1a項に関連す
る社会法典第 9 編 102 条 4
項 

■ 援助付き就労 
 
＞個別事業所内の資格付与（生計維持のため
の給付、参画費用の負担）に関する給付。 

 
＞助成期間 
 通常 2 年間まで、理由のある場合最大 3 年
間まで。 

 
＞職業同伴に関する給付。 
 
助成額 
 
個別状況による。 
助成期間 
個別状況による。 

＞特に養護学校の卒業生の場合及び、これ
まで障害者作業所での就労しか可能性が
なく、資格付与によって、労働市場へ初
めて参画することを予定する障害者に援
助を行う特別な必要がある場合。 

 
＞資格付与後、社会保障義務のある労働関
係が基礎付けられ、さらなる援助を必要
とする場合。 

＞障害者作業所の就労者が一般労働市場で
の職場を求める場合。 

＞リハビリテンション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 6 条 1 項 2
号～5 号に関連する社会法
典第 9 編 38a 条 

 
 
 
＞統合局 
＞社会法典第 9 編 6 条 1 項 2
号～5 号に関連する社会法
典第 9 編 38a 条 

 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 6 条 1 項 3
号～5 号に関連する社会法
典第 9 編 38a 条 

■ 職業上の知識や能力を維持し、拡げるた
めの措置 

 
＞助成金 
 
助成額 
障害に応じて生じた参画のための支出額ま
で。 

＞種類、範囲、期間毎の措置が、重度障害
のある労働者や独立自営業者の特殊な要
請に対応し、その稼得能力が維持される
又は改善される場合。 

＞統合局 
＞重度障害者負担調整賦課
金規則 24 条 
 
＞リハビリテーション担当
機関 
＞社会法典第 9 編 33 条 3 項
3 号 

一般的なアドバイス

・ 補助金と貸付は通常、必要とされる措置（例えば、重度障害者の採用）及び契約締結（例えば必要な物品の購入又は配
置）の前に申請がなされた場合にのみ認められる。 

・ 雇用エージェンシーと社会法典第 2 編の機関は、問題となる支援について助言する。 
・ 同様の目的のある手段が、リハビリテーション担当機関（例えば雇用エージェンシー、労災や年金の給付主体）、雇用主

又は別の当事者によって提供すべきではない、または提供されない場合にのみ、統合局の給付は行われる。 
・ 統合局の給付と支援は、州政府によっては地域の福祉事務所が実施する。 
 
2．助言と情報提供 
■ 助言と情報提供 
 
統合局は、重度障害者の雇用に関連するあらゆる事項において、特に、障害に適した職場、
住居、車両の取得について、及び職場の取得における問題がある場合に助言し、情報を提供
する。 
 
＞統合局の技術的な助言サービスは、新しい職場又は現在の職場を整備する際に援助を行
う。統合局は、重度障害者の雇用に関する事項について、雇用主、重度障害者及び事業所内
統合チームに助言する。 
＞統合局は、重度障害のある労働者の同伴やケアのための統合局内サービスを委託する。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 102 条 
＞社会法典第9編 109条以下

■ 職業指導 
 
若年及び成人の重度障害者への助言は、以下についての助言・相談を与えることを含む。 
 
＞職業選択、職業能力開発、職業変更について。 
＞労働市場や職業の動向について。 
＞職業教育の可能性について。 
＞訓練の場や職場の探索について 
＞訓練や労働の促進の給付について。 
 
雇用エージェンシーは、学校での職業上の助言時に統合専門サービスを関与させることがで
きる。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 30 条以下
＞社会法典第 9編 104条 1項
1 号以下 
＞社会法典第 9編 110条 2項
1a 条以下 

■ 職業オリエンテーション 
 
雇用エージェンシーは、少年や成人に職業選択の準備をさせるため、及び訓練希望者や求職

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 33 条 
＞社会法典第 9編 110条 2項
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者、労働者、雇用主に対する情報提供のため、職業オリエンテーションを実施しなければな
らない。その際、以下のことについて情報を提供することとする。 
 
＞職業選択に関する事項 
＞職業及びその要件と見込み 
＞職業教育の奨励 
＞職業や助成、見込み、ならびに 
＞事業所、行政機関、労働市場で有意義な職業の開発。 
 
雇用エージェンシーは、学校での職業オリエンテーションの際、統合専門機関を関与させる
ことができる。 

１a 号に関連する社会法典第
3 編 33 条 

■ 職業紹介及び訓練のあっせん 
 
紹介、あっせんとは、訓練希望者や求職者を、訓練関係や雇用関係を根拠付けるために、雇
用主と共同して行うことに向けられたあらゆる業務を含む。雇用エージェンシーは訓練希望
者や求職者の性向、適性や労働能力及び、提示されたポストを要求することを考慮しなけれ
ばならない。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 3 編 35 条 
＞社会法典第 9 編 104 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 35 条に関
連する社会法典第 3 編 16
条 1 項 

■ 統合専門サービス 
 
重度障害者の労働生活への参加措置を実施する際、統合専門サービスには、統合局、雇用エ
ージェンシー、社会法典第 2 編の機関、職業リハビリテーション担当機関が関与することが
できる。統合専門サービスは、以下の者を雇用する際に、雇用主にとって重要な助言者にな
る。 
 
＞労働に伴う配慮を特に必要とする重度障害者。 
＞重度障害者の作業所によって目的に応じた準備をした後、一般労働市場に統合されること
になり、その際、各労働に伴った費用を要する人的補助を頼りとする重度障害者。 

＞一般労働市場での就労を開始するために、統合専門サービスの援助を必要とする労働者。
＞重度障害ではない障害者、特に精神障害のある障害者、または精神障害によって危険にさ
らされている障害者。 

 
統合専門サービスは有資格者によるケアによって、求職者、訓練希望者、労働者、訓練生に
助言をし、援助をし、適切な職場を探す手助けをし、訓練の場や職場を保護する。 

＞統合局 
＞社会法典第9編に関連する

109 条～115 条、102 条 2
項 

 
＞雇用エージェンシー 
＞社会法典第 3 編 45 条 
 
＞社会法典第 2 編の機関 
＞社会法典第 3 編 45 条に関
連する社会法典第 2 編 16
条 1 項 

 
＞リハビリテーション担当
機関 

＞社会法典第 9 編 33 条 6 項
8 号 

 
3．その他の 
■ 同等取扱い 
 
障害程度 50 未満で 30 以上の障害者が、障害によって、同等取扱いなしには、適切な職場を
得ることができない場合又は維持することができない場合、申請に基づき、重度障害者と同
じに扱われることになる。 

＞雇用エージェンシー
＞社会法典第 9編 68条 2項、

3 項に関係する社会法典第
9 編 2 条 3 項 

■ 特別な解雇制限 
 
雇用主による重度障害者の解雇は通常、統合局が予め同意することによってのみ可能であ
る。統合局は財政上の給付、例えば職場取得の際の給付により職場の統合化と安定化に努め
る。 

＞統合局 
＞社会法典第 9 編 85 条以下

 
www.integrationamter.de.に、障害と職業というテーマの全般的な情報がある。 
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(3) 雇用主に対する給付（2009 年～2011 年） 
（件、100 万ユーロ） 

給 付 2009 年 2010 年 2011 年 
件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 

職場及び訓練の場の設置 2,545 20.83 2,698 26.47 2,732 24.17 
職場及び訓練の場での障害に適した施設 8,013 22.24 8,848 24.68 9,379 28.57 
尋常ではない負担時の給付 25,887 79.58 27,364 89.33 29,344 97.50 
職業訓練に対する奨励金及び助成金 155 0.33 149 0.33 199 0.41 
事業所内の編入マネージメント 0.15 0.24  0.12 

合 計 36,600 123.13 39,059 139.24 41,654 150.77 
 
 

(4) 重度障害者及び重度障害者と同等の者に対する給付（2009 年～2011 年） 
（人、100 万ユーロ） 

給 付 2009 年 2010 年 2011 年 
受給者数 給付額 受給者数 給付額 受給者数 給付額 

技術的な労働支援 1,828 3.96 1,881 4.08 1,995 4.61
職場を得るための給付 831 3.97 854 4.10 784 4.31
自営による経済的独立のための
援助 239 1.01 257 1.11 246 1.58

障害に適した住居の設置及び維
持のための援助 224 0.40 221 0.66 188 0.63

職業知識及び職業能力の維持・拡
張措置への参加のための給付 2,196 2.35 2,387 件 2.96 1,569 2.88

特別な生活状態への給付 770 1.56 874 件 1.86 862 1.50
必要となる労働支援費補填 2,083 14.04 2,283 16.16 2,425 17.47
援助付雇用 - - - - 204 0.55

合 計 8,171 27.29 8,757 30.93 8,273 33.53
 
 

(5) 統合プロジェクトに対する給付 
（100 万ユーロ） 

給 付 給付額

建設、拡張、近代化及び整備 11.53
現在の事業経営への助言 0.99
特別な支出の補填 18.99
負担が尋常ではない場合の給付 25.41

合 計 56.92
 
 
 
 
＜参考 ２＞ 給付例（ベルリン特別市の事例） 
 

① 障害に応じた職場の形成のための給付 
 視覚障害者の洗濯業での雇用の維持のため、職場の装備を整備し直し、電動で巻き上げる機械、仕事机、立つための
補助具などに用いられた。 

 
② 雇用の創出のための給付 

 ベルリンの清掃業のごみ処理会社の 12 人の重度障害者が、障害に起因して従前の業務を行えなかったが、この労働
契約関係を維持するため、州の 3 万€の財政的な支援により、12 のポストが新たに創出され、この給付金は、荷車、輸
送コンテナ、および、さまざまな工具のために用いられた。 

 
③ 職業訓練料(Gebühren Berufsausbildung) 

 マッサージ師である視覚障害者の再教育（乳がんの早期発見の業務への転換）のため、その職業訓練料を州が支払っ
た。 
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＜参考 １＞ 給付実績等（出所：BIH 2011-2012 年間報告書） 
 

(1) 負担調整賦課金収入（2008 年～2011 年） 
（100 万ユーロ） 

統合局 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
バーデン・ヴュルテンブルク 70.02 71.05 60.6 62.44 
バイエルン 92.9 92.39 83.51 83.66 
ベルリン 19.4 19.98 20.31 20.71 
ブランデンブルク 11.13 11.52 11.08 10.28 
ブレーメン 5.35 5.75 5.28 5.45 
ハンブルク 21.75 22.16 22.28 22.11 
ヘッセン 51.8 51.86 44.12 45.32 
メクレンブルク・フォアポンメルン 6.52 6.5 6.2 6.08 
ニーダーザクセン 40.74 42.32 39.37 41.00 
ノルトライン・ヴェストファーレン 

・ラインラント 
・ヴェストファーレン・リッペ 

73.32
41.63

72.5
39.65

64.7
32.92

 
64.36 
41.41 

ラインラントプファルツ 18.32 18.7 17.24 18.11 
ザールラント 5.6 5.17 4.73 4.46 
ザクセン 23.47 21.81 20.21 19.74 
ザクセン・アンハルト 14.18 13.9 12.83 12.20 
シュレースビッヒ・ホルスタイン 13.24 13.56 12.63 12.85 
チューリンゲン 10.13 9.34 8.48 8.80 

合 計 519.50  518.16 466.50 478.98 
 
 

(2) 給付ごとの支出（2011 年） 
（100 万ユーロ） 

統 合 局 

雇用主に対する給付 重度障
害者に
対する
給付 

統合専
門サー
ビスの
援助を
含む精
神的ケ
アをす
る公益
機関に
対する
給付 

施設に
よる援
助 

教育及
び公的
労働 

研究及
びモデ
ル計画 

その他
の給付 

担当機
関が干
渉する
個人予
算 

支 出 総
額 投 資 援

助 及 び
賃 金 助
成金（統
合 プ ロ
ジ ェ ク
ト を 除
く） 

投資援
助及び
賃金に
対する
助成金
（統合
プロジ
ェクト） 

労働市
場プロ
グラム 

バーデン・ヴュルテンブ
ルク 17.17 5.73 2.75 2.83 11.84 8.18 0.44 0.14 0.01 0.00 49.10
バイエルン 19.43 9.62 1.65 3.17 5.14 18.49 0.79 0.09 0.15 0.00 58.52
ベルリン 8.92 4.15 0.00 2.71 4.44 0.69 0.31 0.25 0.39 0.00 21.87
ブランデンブルク 4.13 1.60 0.00 0.85 2.86 0.15 0.13 0.64 0.00 0.00 10.36
ブレーメン 0.62 0.01 0.44 0.27 1.15 0.14 0.09 0.14 0.00 0.00 2.84
ハンブルク 2.67 0.88 0.06 2.63 1.32 0.23 0.34 1.09 0.05 0.00 9.27
ヘッセン 11.67 3.84 2.20 4.93 5.13 2.24 0.25 0.28 0.00 0.15 30.68
メクレンブルク・フォア
ポンメルン 3.45 0.56 0.46 0.33 0.63 0.17 0.12 0.00 0.00 0.00 5.72
ニーダーザクセン 17.46 2.65 8.51 1.69 3.41 6.57 0.22 0.00 0.00 40.51
ノルトライン・ヴェスト
ファーレン 

・ラインラント 
・ヴェストファーレ
ン・リッペ 

 
19.43 
15.39 

 
6.73 
8.30 

1.86
4.69

5.30
4.01

10.61
9.25

2.96
3.45

2.96
3.45

 
0.00 
0.01 

 
0.03 
1.05 

0.08
0.00

47.11
46.92

ラインラントプファル
ツ 5.37 6.70 0.48 0.62 5.29 1.52 1.52 0.00 0.45 0.03 20.60

ザールラント 1.01 0.48 0.22 0.14 0.67 2.66 2.66 0.00 0.00 0.00 5.22
ザクセン 6.10 2.63 1.31 1.96 1.99 0.79 0.79 0.22 0.00 0.00 15.14
ザクセン・アンハルト 7.07 0.40 0.23 0.79 1.21 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 10.39
シュレースビッヒ・ホル
スタイン 2.20 1.54 0.00 0.86 3.59 0.00 0.00 2.45 0.00 0.00 10.74
チューリンゲン 8.47 1.13 0.01 0.45 1.38 0.36 0.36 0.00 0.05 0.00 11.97

合 計 150.77 56.93 24.86 33.53 69.91 48.60 48.60 5.30 2.18 0.26 396.96
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(3) 雇用主に対する給付（2009 年～2011 年） 
（件、100 万ユーロ） 

給 付 2009 年 2010 年 2011 年 
件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 

職場及び訓練の場の設置 2,545 20.83 2,698 26.47 2,732 24.17 
職場及び訓練の場での障害に適した施設 8,013 22.24 8,848 24.68 9,379 28.57 
尋常ではない負担時の給付 25,887 79.58 27,364 89.33 29,344 97.50 
職業訓練に対する奨励金及び助成金 155 0.33 149 0.33 199 0.41 
事業所内の編入マネージメント 0.15 0.24  0.12 

合 計 36,600 123.13 39,059 139.24 41,654 150.77 
 
 

(4) 重度障害者及び重度障害者と同等の者に対する給付（2009 年～2011 年） 
（人、100 万ユーロ） 

給 付 2009 年 2010 年 2011 年 
受給者数 給付額 受給者数 給付額 受給者数 給付額 

技術的な労働支援 1,828 3.96 1,881 4.08 1,995 4.61
職場を得るための給付 831 3.97 854 4.10 784 4.31
自営による経済的独立のための
援助 239 1.01 257 1.11 246 1.58

障害に適した住居の設置及び維
持のための援助 224 0.40 221 0.66 188 0.63

職業知識及び職業能力の維持・拡
張措置への参加のための給付 2,196 2.35 2,387 件 2.96 1,569 2.88

特別な生活状態への給付 770 1.56 874 件 1.86 862 1.50
必要となる労働支援費補填 2,083 14.04 2,283 16.16 2,425 17.47
援助付雇用 - - - - 204 0.55

合 計 8,171 27.29 8,757 30.93 8,273 33.53
 
 

(5) 統合プロジェクトに対する給付 
（100 万ユーロ） 

給 付 給付額

建設、拡張、近代化及び整備 11.53
現在の事業経営への助言 0.99
特別な支出の補填 18.99
負担が尋常ではない場合の給付 25.41

合 計 56.92
 
 
 
 
＜参考 ２＞ 給付例（ベルリン特別市の事例） 
 

① 障害に応じた職場の形成のための給付 
 視覚障害者の洗濯業での雇用の維持のため、職場の装備を整備し直し、電動で巻き上げる機械、仕事机、立つための
補助具などに用いられた。 

 
② 雇用の創出のための給付 

 ベルリンの清掃業のごみ処理会社の 12 人の重度障害者が、障害に起因して従前の業務を行えなかったが、この労働
契約関係を維持するため、州の 3 万€の財政的な支援により、12 のポストが新たに創出され、この給付金は、荷車、輸
送コンテナ、および、さまざまな工具のために用いられた。 

 
③ 職業訓練料(Gebühren Berufsausbildung) 

 マッサージ師である視覚障害者の再教育（乳がんの早期発見の業務への転換）のため、その職業訓練料を州が支払っ
た。 
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第1章 訓練及び継続訓練に対する給付 

 
1.1 訓練報酬に対する助成金 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編 236 条 

 
助成金（Zuschuss）が支給されなければ認定訓練職

での訓練又は継続教育が不可能な場合、障害のある

年少者の事業所内訓練又は継続教育中に、訓練報酬

(Ausbildungsvergütung)に対して助成金が支給され

る。訓練助成金は通常、訓練最終年の訓練報酬月額

の 60％を超えることはない。例外的に理由がある場

合には、訓練最終年の訓練報酬月額まで助成金が支

給される。助成金は、訓練又は継続教育の期間中に

支給される。 
 
1.2 重度障害者の訓練報酬に対する助成金 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編 235a 条 

 
助成金が支給されなければ訓練又は継続教育が不可

能な場合、重度障害者の事業所内訓練又は継続教育

中に、訓練報酬又は訓練報酬に相当する報酬に対し

て助成金が支給される。助成金は、社会保険料の使

用者負担分を含む訓練最終年の訓練報酬月額又はこ

れに相当する報酬月額の 80％である；例外的に理由

がある場合には、訓練最終年の訓練報酬/その他の報

酬額までである。助成金は、訓練又は継続教育の期

間中に支給される。訓練又は継続教育の終了後に重

度障害者との労働関係が引き継がれる場合には、訓

練又は継続教育期間中に助成金が支給されていた限

りで、考慮されるべき（協約上又は地域慣行に従っ

て ） 賃 金 額 の 70 ％ ま で 編 入 助 成 金

（Eingliederungszuschuss）が 1 年間支給される。 
 
1.3 訓練手当 

対象者：障害者 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 104 条 

 
訓練をまだ終えていない若年の障害者は通常、訓練

手当（Ausbildungsgeld）を得ることができる。助成

の対象となるのは、最初の職業訓練、職業準備を目

的とする措置への参加、援助付雇用の枠での各事業

所内の資格付与、又は障害者作業所の職業訓練領域

への入所手続といったものである。訓練手当の額は、

障害者のニーズ及び見込み収入に左右される。訓練

手当は原則として、当該措置の期間中に支給される。 
 
1.4 助言及びあっせん 

対象者：年少者及び成人の重度障害者 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 30 条以下、社会法典

第 9 編第 104 条 
 
年少者及び成人の重度障害者に対する助言は、職業

選 択 （ Berufswahl ） 、 職 業 発 達 (berufliche 
Entwicklung)、転職（Berufswechsel）についての

あらゆる問題、並びに当該職業に必要な条件、展望

及び労働市場で有意義な職業発達などの職業に関す

る詳細な情報を含む。あっせんは、雇用主のもとで

の訓練を求める訓練希望者や雇用関係の成立を求め
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＜参考 ３＞ 主要な不利益の調整 

（バイエルン家族・社会センター（ZBFS）資料 2009 年 5 月時点） 
 
(1) 主要な不利益の調整（障害の程度による） 

30/40 50 60 70 80/90 100
重度障害者と
同等扱いの可
能性 
 

重度障害者の
地位 

解雇制限 税控除額
720€ 
 
 

税控除額
890€ 

税控除額 
障害程度 80：
1060€ 
障害程度 90：
1230€ 

税控除額
1420€ 

同等扱いの場
合の解雇制限
及び他の労働
法上の利益 

税控除額 
570€ 

公勤務での特
別な配慮 

優先的な採用、
雇用 

1 労働週の付
加的休暇 

通勤にかかっ
た費用として、
実 費 か 又 は
1km 毎に 0.3€
の計算 

民間交通機関の
割引額：3000km
×0.3€＝900€ま
で 

所得調査時、社
会住宅助成金
の枠内での税
控除の額：4500
€ 

税控除額 
障害程度 30：
310€ 
障害程度 40：
430€ 

他の要件を満
たす場合、年間
収入の1％に当
たる公的医療
保険自己負担
額の減額 

労働生活に随
伴する援助 

早期老齢年金/
退職年金 

統合専門サー
ビスによる労
働生活援助 時間外労働の

免除 
兵役免除 料金を割引す

るバーンカー
ド 50 の取得 

社会法典第11編
14 条でいう在宅
介護時に住宅手
当が支払われる
場 合 の 税 控 除
額：1500€ 

住宅手当が支
払われる場合
の税控除額：
1500€ 

 
(2) 主要な不利益の調整（障害の標示記号による） 

G（歩行障害） B（随伴者を要
する） 

aG（著しい歩
行障害） aG H（要介護者） H BI（盲目） 

引換券取得に
よる近距離公
共交通機関の
無料化又は自
動車税の 50％
軽減 

近距離公共交
通機関及び長
距離公共交通
機関における、
付添人又は盲
導犬の無料輸
送 

引換券取得に
よる近距離公
共交通機関の
無料化 

国際間の鉄道
交通における
車椅子付添人
の無料輸送 
 
 

近距離交通機
関の無料化（無
料引換券） 

環境ゾーンでの通
行禁止の解除 

BI の場合には
常に、Ｈの権
利もある 
盲人手当の支
給又は連邦援
護法による等
級Ⅲの介護手
当の支給 

自動車税の免
除 
 

尋常ではない
負担を理由と
する税控除最
低額：3700€ 

介護手当の支給、
在宅介護援助その
他 

自動車による
勤務地への通
勤のために必
要な費用とし
て、実費か又
は 1km 毎に
0.3€の計算 

RF（著しい聴
覚障害ないし
視覚障害、外出
することがで
きない） 

尋常ではない
負担として、
15000 ｋ ｍ ま
での民間交通
機関の自動車
費用の認定：
1km 毎に 0.3€
＝4500€ 

環境ゾーンで
の通行禁止の
解除 特定の場合に

おいて、公的医
療保険による
外来診療のた
めの交通費負
担 

行政手続や裁
判手続を点字
の文書で公表
することの請
求権 

ラジオ使用料
支払義務の免
除 
 
 

障害程度 70の
場合、民間交
通機関の割引
額：3000km×
0.3€＝900€ま
で 

駐車負担軽減
及び駐車場の
予約 自動車税の免

除 
特定の場合に
おいて、公的医
療保険での外
来診療のため
の交通費負担 

GI（聴覚喪失） 
駐車負担軽減
及び駐車場の
予約 

いくつかの電
話会社での電
話使用料金の
割引 

引換券取得による
近距離交通機関の
無料化又は税の軽
減 
官公署において手
話を用いる権利 

※ バイエルン州では、この表を障害者向けのパンフレットに収録するだけでなく、表面にこの表を印刷したマウ
スパッドを作成・配付して周知を図っている。 
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第1章 訓練及び継続訓練に対する給付 

 
1.1 訓練報酬に対する助成金 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編 236 条 

 
助成金（Zuschuss）が支給されなければ認定訓練職

での訓練又は継続教育が不可能な場合、障害のある

年少者の事業所内訓練又は継続教育中に、訓練報酬

(Ausbildungsvergütung)に対して助成金が支給され

る。訓練助成金は通常、訓練最終年の訓練報酬月額

の 60％を超えることはない。例外的に理由がある場

合には、訓練最終年の訓練報酬月額まで助成金が支

給される。助成金は、訓練又は継続教育の期間中に

支給される。 
 
1.2 重度障害者の訓練報酬に対する助成金 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編 235a 条 

 
助成金が支給されなければ訓練又は継続教育が不可

能な場合、重度障害者の事業所内訓練又は継続教育

中に、訓練報酬又は訓練報酬に相当する報酬に対し

て助成金が支給される。助成金は、社会保険料の使

用者負担分を含む訓練最終年の訓練報酬月額又はこ

れに相当する報酬月額の 80％である；例外的に理由

がある場合には、訓練最終年の訓練報酬/その他の報

酬額までである。助成金は、訓練又は継続教育の期

間中に支給される。訓練又は継続教育の終了後に重

度障害者との労働関係が引き継がれる場合には、訓

練又は継続教育期間中に助成金が支給されていた限

りで、考慮されるべき（協約上又は地域慣行に従っ

て ） 賃 金 額 の 70 ％ ま で 編 入 助 成 金

（Eingliederungszuschuss）が 1 年間支給される。 
 
1.3 訓練手当 

対象者：障害者 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 104 条 

 
訓練をまだ終えていない若年の障害者は通常、訓練

手当（Ausbildungsgeld）を得ることができる。助成

の対象となるのは、最初の職業訓練、職業準備を目

的とする措置への参加、援助付雇用の枠での各事業

所内の資格付与、又は障害者作業所の職業訓練領域

への入所手続といったものである。訓練手当の額は、

障害者のニーズ及び見込み収入に左右される。訓練

手当は原則として、当該措置の期間中に支給される。 
 
1.4 助言及びあっせん 

対象者：年少者及び成人の重度障害者 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 30 条以下、社会法典

第 9 編第 104 条 
 
年少者及び成人の重度障害者に対する助言は、職業

選 択 （ Berufswahl ） 、 職 業 発 達 (berufliche 
Entwicklung)、転職（Berufswechsel）についての

あらゆる問題、並びに当該職業に必要な条件、展望

及び労働市場で有意義な職業発達などの職業に関す

る詳細な情報を含む。あっせんは、雇用主のもとで

の訓練を求める訓練希望者や雇用関係の成立を求め

− 138 − − 139 −
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と 
● 特別な試験形態、例えば時間の延長、適度な休

憩、試験課題の変更、試験課題の追加説明 
● 特別な援助の許可、例えばより大きな書体、補

助者の参加、特別に設けられた器具の許可、通

訳の付添 
 
試験を実施するに当たって障害の存在が考慮される

場合、試験申込時に障害があることを示す必要があ

る。考慮対象の障害が存在することが担当機関によ

って認定され、その後に初めて試験委員会により所

定の指示がなされる。この認定には特に、医学的又

は心理学的見解、及び公的立場からの様々な他の所

見、例えば職業リハビリテーション担当機関の所見

が根拠になる。この勧告は、卒業試験及び職人試験、

並びに職業訓練法 48 条 2 項、44 条に基づく試験、

又は商工会議所規則 42b 条 2 項、41 条に基づく試験

に準用する。中間試験についてもこの勧告を準用す

る。 
 
1.9 訓練促進 (BAföG) 

収入非課税額の引き上げ／最長援助期間／試験の緩

和 
対象者：連邦訓練促進法に基づく受給者又は重度

障害のある学生 
支給機関：学生援護会（Studentenwerk） 
根拠条文：連邦訓練促進法(BAföG)、各課程の試験

規則、州の大学法(LHG) 
 
連邦訓練促進法(BAföG)第 25 条 6 項によると、不当

な負担を避けるため、同条 1 項から 4 項による所得

控除とともに、承認期間終了前に提出された特別な

申請に基づき、扶養義務者の収入の他の部分を非課

税にすることができる。特に、所得税法 33 条、33a
条から 33c 条の特に法外な負担、及び民法典により

所得者に扶養義務が課される障害者への支出が該当

する。 
 
連邦訓練促進法第 15 条 3 項 5 号によると、特に、障

害を理由として最長援助期間を超えるという場合に

は、適切な期間へと延長される。「大学修士及び学士

試験の基準に関する一般規則」では、試験時に障害

による不利益の調整を図る規定が設けられている

（例えば、特別な口頭試験等）。しかし、こうした規

定が全ての試験規則に定められているわけではない。

国家試験や新たに導入された学士課程及び修士課程

に関する試験規則の大半は、障害のある学生のため

の不利益調整措置を明確に予定している。2000 年 10
月 13 日の各州文部大臣会議の決定は、障害のある学

生の大学受験に関する不利益調整を定めるものであ

る。通常の講義や演習では、講師の近くに行って、

当人の特別な事情を講師に示しておくことが重要で

ある（例えば、何人かの講師から講義資料のコピー

やフロッピーディスクを利用させてもらう）。 
 
www.studentenwerke.de のサイトには、「学習と障

害」というテーマについてさらに多くの情報、特に、

いくつかの大学の障害者問題の担当者のリストがあ

る。 
 
1.10 障害者の大学通学に対する編入援助 

対象者：障害のある学生 
支給機関：地域を超えた社会扶助機関であるヘッ

セン州福祉連盟 
根拠条文：社会法典第 12 編第 54 条第 1 項 2 号 

 
大学支援は、人的援助や物資に対する費用を補填す

ることで、障害による個々の結果を改善し、大学認

定の職業訓練資格を得た障害者を援助するものであ

る。地域を超えた社会扶助機関であるヘッセン州福

祉連盟は、他の機関、例えば雇用エージェンシー又

は年金保険の保険者の担当ではなく、社会扶助の収

入上限を超えていない場合に限って、大学通学に対

する編入援助の給付を行う。 
 
2009 年 7 月１日以降ヘッセン州では、社会法典第 12
編第28条2項に基づく規定に以下のことが定められ

ている。 
● 世帯代表者／世帯主-359 ユーロ 
● 満 5 歳までの世帯員-215 ユーロ  
● 満 6 歳以上 13 歳未満の世帯員-251 ユーロ 
● 満 14 歳以上の世帯員-287 ユーロ 
● 結 婚 又 は 生 活 パ ー ト ナ ー シ ッ プ

（Lebenspartnerschaft）において生計を同じ

くする者-各 323 ユーロ 
 
例えば寮での宿泊、援助物資による援護、交通費、

学習教材費、手話通訳者の費用、筆記者の費用、朗

読者の費用、学習補助者の費用又は兵役代替勤務者

の費用を援助する。支給要件は、目標とする学位を

得ること、訓練課程が職業選択に必要なこと、かつ

目標とする職業が十分な自立の基盤を障害者に与え

ることが見込まれること、又は障害の種類や程度を

理由に十分な自立の基盤を与えることが不可能な場

合には、適切な範囲で生活基盤に役立つことである。 
 
支援の期間と範囲はケースバイケースであり、主に、

各障害の種類や態様、大学で選択した課程及び大学

の場所や設備に基づく。各障害に基づき通常よりも

長い在学期間が考えられるため、一般的には、連邦

訓練促進法の最長支援期間の規定及び過酷事例規定

（Härtefallregelung）は適用されない。職業訓練を

終えた障害者は、これ以上支援を受けることはでき

ない。試験に合格した職業訓練は終了したものとみ

なされるので、博士の学位取得にも助成金は支給さ

れない。 
 
1.11 職業訓練校（BBW）での最初の訓練 

対象者：職業訓練を受けたことのない障害のある

青年 
支給機関：雇用エージェンシーのリハビリテーシ

ョン担当チーム 
根拠条文：社会法典第 3 編第 240 条以下 
詳細情報：www.bagbbw.de 

 
職業訓練校（Berufsbildungswerk,BBW）は地域を

超えた施設であり、専門機関による社会教育学上、

医療上、心理学上のケアや援助付の最初の職業訓練

を、若年障害者に可能にする施設である。この目的

のため、職業訓練校は障害者の性格上及び職業上の

適性（Eignung）を確認し、援助し、改善するとい

った職業準備に当たる措置を行う。職業発見
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る求職者を、雇用主に引き合わせることを目的とす

るあらゆる業務を含む。あっせんの際に雇用エージ

ェンシーは、訓練希望者や求職者の性向、適性及び

労働能力や提案する勤務場所が要求するもの

（Anforderung）を考慮しなければならない。 
 
1.5 特に困難な状態の重度障害のある年少者及び若年成

人の職業訓練時の助成金及び貸付 
対象者：雇用義務のない雇用主 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則第 26a

条に関連する社会法典第9編第102条3
項 2 号 b 

 
雇用主は、手工業会議所や商工会議所から徴収され

る訓練料に対して助成金を得ることができる。助成

金には特に、登録料や卒業料、中間試験及び卒業試

験の受験料、事業所外の職業訓練課程の費用が含ま

れる。雇用義務がないにもかかわらず、満 27 歳未満

の特に困難な状態の重度障害のある年少者や若年成

人を、職業訓練のために採用する雇用主には助成金

が支給される。助成金の金額は個々のケースごとに

決められる。 
 
1.6 障害のある年少者及び若年成人の職業訓練費用に対

する奨励金及び助成金 
対象者：雇用主 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則第 26b

条に関連する社会法典第 9 編第 102 条

第 3 項第 2 号 c 
 
職業訓練期間に、障害のある年少者又は若年成人を

採用した雇用主は、職業訓練時に生じた費用に対す

る助成金を得ることができる。社会法典第 9 編 68 条

4 項に従い、障害のある年少者及び若年成人が満 27
歳未満の場合に限って、助成金が支給される。援助

の必要性は、社会法典第 8 編に従って給付を行う雇

用エージェンシーの決定、又はこれに相当する見解

によって認定される。 
 
職業訓練費には、例えば次のようなものが含まれる。 

● インストラクターの人件費 
● 訓練管理 
● 教材及び学習用機材又は媒体 
● 教室使用料 
● 制服と防護服 
● 外部訓練 

 
要件を満たす場合、ヘッセン州福祉連盟内統合局は、

訓練年毎に（再支給が認められる場合にも）2,000 ユ

ーロを支給し、成果のある訓練を終了した場合には

2,000 ユーロの付加的な奨励金（Prämie）を支給す

る。職業訓練経費に対する助成金は、雇用エージェ

ンシーが社会法典第 3 編 236 条に基づき支給を行う

訓練生に対する助成金とは関係がない。「訓練報酬に

対する助成金」（1.1～1.2）を参照すること。 
 
1.7 統合専門サービスによるケアと同伴 

対象者：学校卒業者、訓練生及び雇用主 
支給機関：統合専門サービス 

根拠条文：社会法典第 9 編第 110 条、111 条 
詳細情報： www.integrationsamt-hessen.de 上

の「統合専門サービスの給付と提供」

を参照。  
 
統合専門サービス（Integrationsfachdienste）は、

雇用エージェンシー及び統合局の委託により、重度

障害者や障害者の労働生活への参画措置を実施する

際に関与する第三者機関である。個々のケースでは、

リハビリテーション担当機関からの委託も受ける。 
統合専門サービスが対象とするのは、特に以下の

人々である。 
● 労働に伴う特別なケア（Betreuung）が必要な

重度障害者。 
● 一般労働市場で就労するために統合専門サー

ビスが必要な重度障害のある学校卒業者。 
 
特に、知的障害（geistige Behinderung）又は精神障

害(seelische Behinderung)だけでなく、重度の身体

障害又は感覚障害や複数の障害がある場合にも、労

働に伴う特別なケアが考慮される。その詳細につき、

統合専門サービスには以下の任務がある。 
● 重度障害者に助言や援助をし、リハビリテーシ

ョン担当機関や統合局の委託で活動すること。 
● 雇用主に助言をし、情報を提供すること。 
● 重度障害者の能力を評価し、その際、個々の能

力、業績及び関心についてプロフィールを作成

すること。 
● 職場の上司や同僚に助言をすること。 
● 一般労働市場で適切な訓練の場を見つけ、あっ

せんすること。 
● 重度障害のある年少者、特に精神障害や学習障

害のある少年の訓練に同伴すること。 
● 雇用エージェンシーの委託で、（支援）学校に

おいて職業指導や助言を行うこと。 
 
他の給付については、第 3 章「雇用主に対する給付」

を参照。 
 
1.8 卒業試験及び職人試験時の不利益調整 

対象者：障害者 
支給機関：商工会議所及び手工業会議所 
根拠条文：ドイツ連邦職業訓練研究所の勧告 
詳細情報：www.bibb.de（ドイツ連邦職業訓練研

究所） 
 
卒業試験又は職人試験の実施に関する検定試験規則

13 条 4 項によると、身体障害者、知的障害者、精神

障害者の特別な利害が、試験の際に考慮される。個々

のケースにおいて卒業試験や職人試験の際にどの障

害を考慮すべきか、中間試験時に予め検証しておく。 
 
卒業試験や職人試験の準備の際、どういった特別な

措置によって障害者の利害を考慮すべきかを判断す

る。特別な措置というのは、障害による不利益を調

整するものに過ぎない。こうした不利益の調整によ

って、試験基準が質的に変わることがあってはなら

ない。そこで、次のことが問題になる。 
● 特別な試験体制、例えば全部又は一部について

障害者自身の職業訓練の場で試験を受けるこ

と、集団試験ではなく、単独で試験を受けるこ
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と 
● 特別な試験形態、例えば時間の延長、適度な休

憩、試験課題の変更、試験課題の追加説明 
● 特別な援助の許可、例えばより大きな書体、補

助者の参加、特別に設けられた器具の許可、通

訳の付添 
 
試験を実施するに当たって障害の存在が考慮される

場合、試験申込時に障害があることを示す必要があ

る。考慮対象の障害が存在することが担当機関によ

って認定され、その後に初めて試験委員会により所

定の指示がなされる。この認定には特に、医学的又

は心理学的見解、及び公的立場からの様々な他の所

見、例えば職業リハビリテーション担当機関の所見

が根拠になる。この勧告は、卒業試験及び職人試験、

並びに職業訓練法 48 条 2 項、44 条に基づく試験、

又は商工会議所規則 42b 条 2 項、41 条に基づく試験

に準用する。中間試験についてもこの勧告を準用す

る。 
 
1.9 訓練促進 (BAföG) 

収入非課税額の引き上げ／最長援助期間／試験の緩

和 
対象者：連邦訓練促進法に基づく受給者又は重度

障害のある学生 
支給機関：学生援護会（Studentenwerk） 
根拠条文：連邦訓練促進法(BAföG)、各課程の試験

規則、州の大学法(LHG) 
 
連邦訓練促進法(BAföG)第 25 条 6 項によると、不当

な負担を避けるため、同条 1 項から 4 項による所得

控除とともに、承認期間終了前に提出された特別な

申請に基づき、扶養義務者の収入の他の部分を非課

税にすることができる。特に、所得税法 33 条、33a
条から 33c 条の特に法外な負担、及び民法典により

所得者に扶養義務が課される障害者への支出が該当

する。 
 
連邦訓練促進法第 15 条 3 項 5 号によると、特に、障

害を理由として最長援助期間を超えるという場合に

は、適切な期間へと延長される。「大学修士及び学士

試験の基準に関する一般規則」では、試験時に障害

による不利益の調整を図る規定が設けられている

（例えば、特別な口頭試験等）。しかし、こうした規

定が全ての試験規則に定められているわけではない。

国家試験や新たに導入された学士課程及び修士課程

に関する試験規則の大半は、障害のある学生のため

の不利益調整措置を明確に予定している。2000 年 10
月 13 日の各州文部大臣会議の決定は、障害のある学

生の大学受験に関する不利益調整を定めるものであ

る。通常の講義や演習では、講師の近くに行って、

当人の特別な事情を講師に示しておくことが重要で

ある（例えば、何人かの講師から講義資料のコピー

やフロッピーディスクを利用させてもらう）。 
 
www.studentenwerke.de のサイトには、「学習と障

害」というテーマについてさらに多くの情報、特に、

いくつかの大学の障害者問題の担当者のリストがあ

る。 
 
1.10 障害者の大学通学に対する編入援助 

対象者：障害のある学生 
支給機関：地域を超えた社会扶助機関であるヘッ

セン州福祉連盟 
根拠条文：社会法典第 12 編第 54 条第 1 項 2 号 

 
大学支援は、人的援助や物資に対する費用を補填す

ることで、障害による個々の結果を改善し、大学認

定の職業訓練資格を得た障害者を援助するものであ

る。地域を超えた社会扶助機関であるヘッセン州福

祉連盟は、他の機関、例えば雇用エージェンシー又

は年金保険の保険者の担当ではなく、社会扶助の収

入上限を超えていない場合に限って、大学通学に対

する編入援助の給付を行う。 
 
2009 年 7 月１日以降ヘッセン州では、社会法典第 12
編第28条2項に基づく規定に以下のことが定められ

ている。 
● 世帯代表者／世帯主-359 ユーロ 
● 満 5 歳までの世帯員-215 ユーロ  
● 満 6 歳以上 13 歳未満の世帯員-251 ユーロ 
● 満 14 歳以上の世帯員-287 ユーロ 
● 結 婚 又 は 生 活 パ ー ト ナ ー シ ッ プ

（Lebenspartnerschaft）において生計を同じ

くする者-各 323 ユーロ 
 
例えば寮での宿泊、援助物資による援護、交通費、

学習教材費、手話通訳者の費用、筆記者の費用、朗

読者の費用、学習補助者の費用又は兵役代替勤務者

の費用を援助する。支給要件は、目標とする学位を

得ること、訓練課程が職業選択に必要なこと、かつ

目標とする職業が十分な自立の基盤を障害者に与え

ることが見込まれること、又は障害の種類や程度を

理由に十分な自立の基盤を与えることが不可能な場

合には、適切な範囲で生活基盤に役立つことである。 
 
支援の期間と範囲はケースバイケースであり、主に、

各障害の種類や態様、大学で選択した課程及び大学

の場所や設備に基づく。各障害に基づき通常よりも

長い在学期間が考えられるため、一般的には、連邦

訓練促進法の最長支援期間の規定及び過酷事例規定

（Härtefallregelung）は適用されない。職業訓練を

終えた障害者は、これ以上支援を受けることはでき

ない。試験に合格した職業訓練は終了したものとみ

なされるので、博士の学位取得にも助成金は支給さ

れない。 
 
1.11 職業訓練校（BBW）での最初の訓練 

対象者：職業訓練を受けたことのない障害のある

青年 
支給機関：雇用エージェンシーのリハビリテーシ

ョン担当チーム 
根拠条文：社会法典第 3 編第 240 条以下 
詳細情報：www.bagbbw.de 

 
職業訓練校（Berufsbildungswerk,BBW）は地域を

超えた施設であり、専門機関による社会教育学上、

医療上、心理学上のケアや援助付の最初の職業訓練

を、若年障害者に可能にする施設である。この目的

のため、職業訓練校は障害者の性格上及び職業上の

適性（Eignung）を確認し、援助し、改善するとい

った職業準備に当たる措置を行う。職業発見
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● 自営による経済的自立を確立するか維持する

場合。 
労働とは関係のない一般的な介護又はケアによる援

助は、就労支援に該当するものではなく、従って統

合局及びリハビリテーション担当機関は助成できな

い。 
費用負担の要件は例えば、 

● 他の同伴支援（begleitende Hilfe）の措置を全

く 受 け て い な い こ と （ 劣 後 の 原

則:Nachrangigkeitsprinzip） 
● 重度障害者の雇用主が書面で同意しているこ

と、 
● 負担調整賦課金の財源を用いること、 
● 労働活動又は職業活動に援助が必要なこと、 
● 就労支援費用が、統合によってもたらされる経

済的な成果とバランスの取れた関係にある、す

なわち、重度障害者自身が獲得した社会保険義

務の課される収入とバランスの取れた関係に

あること、である。 
 
重度障害者は労働者として、雇用主に対し本人が労

務を提供する義務がある。就労支援とは労務遂行時

の援助態勢のことをいい、重度障害者によって提供

される労働契約上の業務を処理するものではないこ

とを、"Assistenz"という言葉は表現している。就労

支援の場合、具体的な職場での継続的で規則的な援

助、時間的にも僅かな時間にはとどまらない援助が

問題になる。稼得能力があるという形で重度障害者

に労務遂行を可能にする、障害に適した職場整備や、

雇用主によって予め用意された人的援助（例えば同

僚による）が十分ではない場合にも、就労支援が必

要となる。 
 
就労支援の例として以下のものがある。 

● 盲目の従業員のための朗読者及び外勤時の同

伴。 
● 継続的に広範な支援が必要な場合の手話通訳

者の利用。 
 
重度障害のある労働者自身に、補助者を組織し指示

する責任がある。重度障害のある労働者が補助者を

採用する（雇用主モデル）か、自己の費用で支援サ

ービス提供者に就労支援を委託することになる（サ

ービスモデル）。就労支援は、個人予算という形での

金銭給付として重度障害者に支給される。 
上限額は、毎日の平均的な就労支援の必要性から決

定される（下図を参照）。 
さらなる費用の支出に対する一時金として（例えば、

社会保険への加入、報酬の計算、社会保険料の拠出

及び税金）、第三者に業務を委託する場合の額は、月

額 30 ユーロ増額される。 
 

支援要件 支給額

1 時間未満 275 ユーロまで

1 時間以上 2 時間未満 550 ユーロまで

2 時間以上 3 時間未満 825 ユーロまで

3 時間以上  1,100 ユーロまで

 
2.3 職業上の知識及び能力の維持・向上(資格付与) 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 24 条に

関連する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
以下の措置が講じられる場合、ヘッセン州福祉連盟

内統合局は申請に基づき、重度障害者の継続教育を

援助することができる。 
● 障害により必要不可欠な場合、 
● 解雇通知（Kündigung）の回避を目的とする場

合、 
● 障害を原因とする継続教育ではないが、雇用主

の法外な負担を意味する障害を原因とした超

過支出を含む場合、又は 
● 職場環境の変化によって近日中に労働関係が

終了し、職場を確保するために必要な場合。 
 
職業上の昇進（Aufstieg）だけに役立つ措置を援助す

るのではない。障害により措置が必要不可欠な場合、

あるいは障害を原因とする継続教育ではないが、雇

用主の法外な負担を意味する障害を原因とした超過

支出を含む場合、重度障害のある自営業者は援助を

受けることができる。自営業者の職業活動範囲を変

更する又は拡張するための措置には援助しない。 
 
援助可能な支出には例えば、講習費用（教官、道具、

教材費）や交通費（2 級の公共交通手段か又はヘッセ

ン州旅費法に従ってキロ単位の計算による合計額）、

宿泊費及び必要な同伴者あるいは筆記者の費用であ

る。 
 
雇用主は社会法典第 9 編 81 条 4 項に従い、事業所内

外の資格付与措置への参加を可能にする義務がある。 
 
重度障害のある従業員の通常の労働時間内に措置が

実施される限り、雇用主自身が費用を負担すること

ができない場合には、ヘッセン州福祉連盟内統合局

は雇用主に対して賃金（雇用主の負担総額）を措置

の期間について補償する（重度障害者負担調整賦課

金規則27条に関連する社会法典第9編102条3項）。

重度障害のある労働者は、雇用主から保養休暇

（Erholungsurlaub）又は追加有給休暇を取るよう指

示されることはない。 
 
2.4 自営による職業生活の確立 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の障害

者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 21 条に

関する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
重度障害者は、以下の場合に自営による職業生活

（berufliche Existenz）の確立及び維持のための貸付

又は利子補給を請求することができる。 
● 重度障害者が、仕事をするために必要な個人的

及び専門的な資格を備える場合。 
● 重度障害者がその仕事によって、長期にわたり

大体のところ生計を維持できることが見込ま

れる場合。 
● その仕事が労働市場の動向を考慮して妥当な

場合。 
 
別の要件を満たす場合、さらなる援助の支給が可能

となる。例えば、 
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（Berufsfindung）とは、適切な訓練職種を見つける

援助をするものである。 
 
職業発見は最大 60 日まで実施される。最大 20 日の

試行労働（Arbeitserprobung）は、障害者が特定の

職業訓練又は職業活動の要求を満たし得るかどうか

を見ることを目的とする。支援教育課程では、障害

者の訓練や就労予定の職業の準備を集中して行う。

障害の種類・程度ごとに、職業訓練法(BbiG)、職業

教育又は手工業規則(HwO)に基づく訓練職種での職

業訓練が行われる、あるいは障害者訓練規則による

資格付与措置が実施される。 
 
職業訓練校が提供するものは、190 以上の職業を含む

が、どの場所でも行われるというものではない。職

業訓練校が提供するものは、障害の特徴に合わせて

調整される。職業訓練校での実践的で理論的な訓練

は、障害者自身の訓練作業所、訓練事務所や職業学

校で行われる。訓練中、事業所外の実習が最低でも

数週間行われる。職業訓練校では、ほとんど例外な

くシングル・ルーム又はダブル・ルームの寮を備え

ている。要件を満たす場合、雇用エージェンシーが

訓練費用を負担する。詳細については、1.3「訓練手

当」を参照すること。 
 
1.12 職業リハビリテーションセンター(BFW)での成人

障害者の職業（再）編入 
対象者：成人の障害者で、獲得した職業又は以前

の業務を遂行する状態にはない者 
支給機関：リハビリテーション担当機関 
根拠条文：社会法典第 3 編第 240 条以下 
詳細情報：www.arbeitsgemeinschaft- 

berufsfoerderungswerke.de 
 
職 業 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン セ ン タ ー

（Berufsförderungswerk,BFW）は、すでに職業に

従事していた障害のある成人の継続教育及び再教育

のための地域を超えた公共のリハビリテーション施

設である。BFW での職業リハビリテーションは、障

害者がこれ以上衰えることなく将来的に職業に就く

ことができるようにするものであり、それと共に労

働、職業、社会への継続的な編入を行う。 
 
BFW が対象にするのは、健康上の制限又は障害の結

果を理由として、獲得した職業や以前の業務を遂行

する状態にはない成人の障害者である。BFW は通常、

障害の種類を限定しない。；様々な障害のある人を受

け入れる。ただし、例えば盲人の場合のように、特

別な技術上の設備を必要とする場合だけは例外とす

る。 
 
BFW が提供する教育は、職業及び労働の世界に繋が

るものであり、可能な限り継続的な雇用が期待され

る継続教育と再教育を必要とする。選択された職業

は、様々な利益や適性を有する障害者にとって受け

入れやすいものであり、できるだけ効果的に継続し

て能力を開発すること、及び知識と能力を職業上利

用することを可能にするものでなければならない。

したがって、教育の提供には、認定を受けた訓練職

種、資格付与又は労働環境の変化に対応するための

教育課程並びに認定された専門学校職種や専門大学

職種を含んでいる。これらの場合には、例えば直接

実習や個人指導といった指導を通じて、成人の教育

に特有の要請を考慮する必要がある。 
 
 
第2章 重度障害者に対する労働生活給付 

 
2.1 技術的な作業補助 

対象者：重度障害者人及び重度障害者と同等の障

害のある者 
支給機関：リハビリテーション担当機関、ヘッセ

ン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 19 条に

関する社会法典第 9 編 33 条 8 項 4 号

及び 34 条 1 項 3 号、102 条 3 号 1a 
 
技術的な作業補助は、障害に適した包括的な職場整

備の一つである。技術的な作業補助は、今の能力を

増進して他の能力を活用すると同時に、保護をする

ものであるが、少なくとも部分的に失われた能力を

カバーするものである。特定の障害がある場合には

第一に、労働を可能にし、作業能率を改善し、労働

安全を確保することが目的である。就労可能性につ

いての助言は、ヘッセン州福祉連盟内統合局内の技

術上の助言サービスの主な任務である。 
助成金は以下の場合に、技術的な作業補助に対して

支給される： 
● 作業補助によって、労働生活への編入が可能に

なり、容易になり又は保障される場合。 
● 障害に適した職場整備において雇用主が費用

を負担しない場合。 
● 経済的な支出を重度障害者に要求できない場

合。 
 
請求可能な措置には、調達、代用品調達、保守、使

用に関する訓練、技術発展への適応がある。助成金

はいつでも申請することができる。なお、場合によ

っては委託前又は発注前に申請しなければならない。

作業補助具の所有者は重度障害者になる。 
 
具体的な担当機関については、3.2「障害に適した職

場整備」の説明を参照すること。 
 
2.2 就労支援 

対象者：適切な支援を必要とする重度障害者及び

重度障害者と同等の障害者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局、雇用関

係の獲得については（雇用エージェン

シー内の）リハビリテーション担当機

関 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 17 条

1a、21 条 4 項に関連する社会法典第 9
編 102 条 4 項（社会法典第 9 編第 33
条も参照） 

 
統合局及びリハビリテーション担当機関は、適切な

支援を必要とする重度障害者につき下記の場合にお

いて、必要な就労支援（Arbeitsassistenz）のための

費用を負担する。 
● 社会保険義務のある職場を得る場合。 
● 雇用関係を確保する場合。 
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● 自営による経済的自立を確立するか維持する

場合。 
労働とは関係のない一般的な介護又はケアによる援

助は、就労支援に該当するものではなく、従って統

合局及びリハビリテーション担当機関は助成できな

い。 
費用負担の要件は例えば、 

● 他の同伴支援（begleitende Hilfe）の措置を全

く 受 け て い な い こ と （ 劣 後 の 原

則:Nachrangigkeitsprinzip） 
● 重度障害者の雇用主が書面で同意しているこ

と、 
● 負担調整賦課金の財源を用いること、 
● 労働活動又は職業活動に援助が必要なこと、 
● 就労支援費用が、統合によってもたらされる経

済的な成果とバランスの取れた関係にある、す

なわち、重度障害者自身が獲得した社会保険義

務の課される収入とバランスの取れた関係に

あること、である。 
 
重度障害者は労働者として、雇用主に対し本人が労

務を提供する義務がある。就労支援とは労務遂行時

の援助態勢のことをいい、重度障害者によって提供

される労働契約上の業務を処理するものではないこ

とを、"Assistenz"という言葉は表現している。就労

支援の場合、具体的な職場での継続的で規則的な援

助、時間的にも僅かな時間にはとどまらない援助が

問題になる。稼得能力があるという形で重度障害者

に労務遂行を可能にする、障害に適した職場整備や、

雇用主によって予め用意された人的援助（例えば同

僚による）が十分ではない場合にも、就労支援が必

要となる。 
 
就労支援の例として以下のものがある。 

● 盲目の従業員のための朗読者及び外勤時の同

伴。 
● 継続的に広範な支援が必要な場合の手話通訳

者の利用。 
 
重度障害のある労働者自身に、補助者を組織し指示

する責任がある。重度障害のある労働者が補助者を

採用する（雇用主モデル）か、自己の費用で支援サ

ービス提供者に就労支援を委託することになる（サ

ービスモデル）。就労支援は、個人予算という形での

金銭給付として重度障害者に支給される。 
上限額は、毎日の平均的な就労支援の必要性から決

定される（下図を参照）。 
さらなる費用の支出に対する一時金として（例えば、

社会保険への加入、報酬の計算、社会保険料の拠出

及び税金）、第三者に業務を委託する場合の額は、月

額 30 ユーロ増額される。 
 

支援要件 支給額

1 時間未満 275 ユーロまで

1 時間以上 2 時間未満 550 ユーロまで

2 時間以上 3 時間未満 825 ユーロまで

3 時間以上  1,100 ユーロまで

 
2.3 職業上の知識及び能力の維持・向上(資格付与) 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 24 条に

関連する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
以下の措置が講じられる場合、ヘッセン州福祉連盟

内統合局は申請に基づき、重度障害者の継続教育を

援助することができる。 
● 障害により必要不可欠な場合、 
● 解雇通知（Kündigung）の回避を目的とする場

合、 
● 障害を原因とする継続教育ではないが、雇用主

の法外な負担を意味する障害を原因とした超

過支出を含む場合、又は 
● 職場環境の変化によって近日中に労働関係が

終了し、職場を確保するために必要な場合。 
 
職業上の昇進（Aufstieg）だけに役立つ措置を援助す

るのではない。障害により措置が必要不可欠な場合、

あるいは障害を原因とする継続教育ではないが、雇

用主の法外な負担を意味する障害を原因とした超過

支出を含む場合、重度障害のある自営業者は援助を

受けることができる。自営業者の職業活動範囲を変

更する又は拡張するための措置には援助しない。 
 
援助可能な支出には例えば、講習費用（教官、道具、

教材費）や交通費（2 級の公共交通手段か又はヘッセ

ン州旅費法に従ってキロ単位の計算による合計額）、

宿泊費及び必要な同伴者あるいは筆記者の費用であ

る。 
 
雇用主は社会法典第 9 編 81 条 4 項に従い、事業所内

外の資格付与措置への参加を可能にする義務がある。 
 
重度障害のある従業員の通常の労働時間内に措置が

実施される限り、雇用主自身が費用を負担すること

ができない場合には、ヘッセン州福祉連盟内統合局

は雇用主に対して賃金（雇用主の負担総額）を措置

の期間について補償する（重度障害者負担調整賦課

金規則27条に関連する社会法典第9編102条3項）。

重度障害のある労働者は、雇用主から保養休暇

（Erholungsurlaub）又は追加有給休暇を取るよう指

示されることはない。 
 
2.4 自営による職業生活の確立 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の障害

者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 21 条に

関する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
重度障害者は、以下の場合に自営による職業生活

（berufliche Existenz）の確立及び維持のための貸付

又は利子補給を請求することができる。 
● 重度障害者が、仕事をするために必要な個人的

及び専門的な資格を備える場合。 
● 重度障害者がその仕事によって、長期にわたり

大体のところ生計を維持できることが見込ま

れる場合。 
● その仕事が労働市場の動向を考慮して妥当な

場合。 
 
別の要件を満たす場合、さらなる援助の支給が可能

となる。例えば、 
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便利な住居に引越しするため（引越し費用）。 
 
給付としては、助成金と貸付が問題になる；額は個々

の事情により決定される。助成金は、障害を原因と

する特別な超過支出に対して支給される。同種の負

担調整賦課金からの給付を担当するのは統合局であ

る。しかし、社会保険義務のある就労の場合、リハ

ビリテーション担当機関による労働生活参画のため

の給付の中の住宅援助が優先し（社会法典第 9 編 33
条8項）、統合局からさらに増額されることはない（増

額の禁止）。 
 
給付は、職場通勤のバリアフリー化を可能にするた

めにのみ考慮される。 
 
例えば、次のようなことが可能となる： 

● 入口へのスロープ 
● 自動車リフト（Hebebühne） 
● エレベーター 
● 階段リフト 

 
例外的に、玄関を拡張しなければ重度障害者が車椅

子で住居に入れないような場合には、玄関の拡張も

助成される。 
 
職業に従事する重度障害者のために、上記措置に生

じた必要な費用を統合局が全額負担する。 
 
重度障害のある自営業者又は公務員は、統合局に直

接請求することができる。 
 
住居を障害に応じて改築又は設置することができな

い場合（大きすぎる、不都合な間取り、エレベータ

ーがない、建築技術上の問題）、引越しは避けられな

い。 
 
個々のケースでは申請に基づき、障害を理由として

必要になった引越しの運送費（最大 3,000 ユーロ）

を統合局が負担する（例えば、前の住居が障害に適

していない等）。 
 
ただし、新居が職場への通勤に著しく便利との理由

だけで引越しが行われる場合は、費用の 50％まで、

1,500 ユーロを限度に負担する。 
 
引越しにより住居と職場の間の通勤時間が半分にな

る場合、住居は通勤に便利といえる。旧住居のある

統合局が担当する。 
 
統合局は障害に適した居室の創設、敷金や住宅建設

協 同 組 合 の 持 分

（Wohnungsbaugenossenschaftsanteilen）獲得のた

めの給付を行うものではない。 
 
業務遂行に直接関係のない個人の生き方に属する措

置、生活の質の改善に影響する措置又は基本的要求

を満たす措置を、付随的な援助の給付として統合局

が支援することはできない。そのような措置には、

例えば、以下のようなものがある。 
● 台所の改装 
● トイレの改修 

● ドアの拡張 
● 建築上の障害の除去及びその他。申請は、過去

に補助金が支給されたヘッセン州で行うこと

ができる。 
 
ヘッセン州信託公社のサイトには、情報だけではな

く必要な申請書もある。 
 
住宅建築を促進するために、ヘッセン州信託公社に

処理が任された一連の支援プログラムを利用できる。

以下のような支援がある。 
● 居住用財産の形成 
● 賃貸住宅の新築 
● 共同住宅の改修、及び 
● 住居の建築上の障害除去 

 
ヘッセン州から支援資金を得られるか、どの程度支

援資金を得られるか、アドバイザーが個別に助言を

行い、郡や郡に属さない都市にある地域の住居建築

促進事務所（Wohnungsförderstelle）に問い合わせ

ることもできる。 
 
こうした事務所では、職業に従事する重度障害者に

対する住宅援助の概要を教えてもらえるに過ぎない。

支給決定は、個々のケースに従い判断される。 
 
したがって、私たちは請求権のある全ての人に可能

な限り以下のことをするよう勧めている: 
● 申請書の提出前に統合局から助言を受けるこ

と。下記のサイトに相談窓口がある：

www.integrationsamt-hessen.de. 
● いかなる場合であっても、措置の開始前又は契

約締結前に住宅援助の認定を統合局に申請す

ること。 
 
2.8 移行手当 

対象者：障害者 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 160 条以下 

 
職業訓練及び職業継続教育措置への参加時の給付並

びに労働生活への継続的参加のための援助は、社会

法典第 3 編の請求に関する一般規定に従って、優先

的に行われる。障害の種類又は程度を理由に通常の

給付では不十分な場合（例えば障害に特有の措置へ

の参加を理由に）、生計を維持するための給付（移行

手当）が支給される。 
 
障害者が、措置への参加前の 3 年以内に少なくとも

12 ヶ月、社会保険義務のある労働をしたか、又は失

業手当の請求要件あるいは失業手当に引き続き失業

扶助の請求要件を満たし、かつ給付を申請した場合

には、原則として請求権がある。3 年という期間は、

障害のある復職者には当てはまらない。継続的な職

務遂行（Berufsausübung）にとって有益な海外での

就労期間中は、最長で 2 年、期間が延長される。 
 
障害者が事業所内の職業訓練と同等の学校での職業

訓練の成果を最近の数年間に終了した場合にも、移

行手当の請求権がある。 
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● 技術的な作業補助（2.1 を参照） 
● 就労支援 
● 資格付与（2.3 を参照） 
● 特別な生活状況への援助（2.5 を参照） 
● 自動車支援 
● 住宅支援（2.7 以下参照） 

 
最長 3 年の 50,000 ユーロの貸付とは別に、通常、利

子補給が行われる。 
利子補給の金額： 

● 生活の確立後 1 年目は通常、支払われた利子の

100%。 
● 2 年目はその 75% 
● 3 年目は、場合によっては支払われた利子の

50% 
 
銀行保証や不動産登記保証によって保証される場合

に限り貸付が認められる。貸付は投資費用に限り

50,000 ユーロまで認められる。 
 
現行の事業費用又は生計費を補填するための給付は

行わない。 
 
2.5 特別な生活状況への援助 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の障害

者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 25 条に

関連する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
この援助は、当該措置がなければ職場喪失の危険が

ある場合に、重度障害者負担調整賦課金規則 19 条～

24 条の給付一覧に定められていない給付に係る助成

金及び/又は貸付を可能にする。障害者に生じる問題

が障害と密接に関連すればするほど、上記要件の下、

給付はより可能なものとなる。助成金及び/又は貸付

の額はもっぱら個々の事情に依存する。 
 
2.6 通勤のための援助 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の障害

者 
支給機関：リハビリテーション担当機関-社会保険

義務のある従業員の場合、ヘッセン州

福祉連盟内統合局-自営業者及び公務

員の場合 
根拠条文：自動車援助規則に関する重度障害者負

担調整賦課金規則 20 条及び関連する

社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
重 度 障 害 者 は 、 自 動 車 援 助 規 則

（Kraftfahrzeughilfe-Verordnung）に従い、通勤に

係る措置に対して助成金を得ることができる。この

助成金は主に、労働生活及び職業生活にある人を対

象とする。助成金は収入に基づく。平均報酬額とは、

社会保険にいう平均賃金である（社会法典第 4 編第

18 条 1 項）。 
100%の助成金を得るためには、平均賃金の 40%の収

入であればよい。平均賃金の 75％に達する収入の場

合、助成金は最大で 16%支給される。平均賃金額の

75%以上の収入がある者に助成金は支給されない。  
 

以下のように支給される： 
● 助成金による車両調達は収入による。ただし最

大で 9,500 ユーロ。 
● 取付及び修繕費用を含む障害に適した付加的

な備品は全額。 
● 運転免許証の取得は収入による。 
● 運転免許証の取得のため、障害を理由に必要と

なる検査、追加検査及び登録は全額。 
● 例えばタクシー費、修繕費、輸送サービスの場

合は困難。 
 
担当は以下のとおりである： 

● 労災後は職業協同組合。 
● 戦災援護の対象者に関してはヘッセン州福祉

連盟内中央扶助機関。 
● 社会保険義務のある就労の最初の 15 年は雇用

エージェンシー。 
● 社会保険義務のある就労の 15 年以降は年金保

険の保険者。 
● 公的年金保険に加入していない公務員や自営

業者の場合はヘッセン州福祉連盟内統合局。 
 
自動車援助規則に従って車両に対する助成金を得る

ために、重度障害者は、障害を理由として恒常的に

車両を利用することを示さなければならない。すな

わち、公共交通手段の利用が障害を原因として不可

能か、又は行き先に公共交通手段が存在しないこと

である（連邦社会裁判所 1992 年 10 月 26 日判決‐9 
b RAR14/91）。自動車のサイズ及び装備は、障害者

の要求に対応しなければならず、障害を原因とする

追加装備は、適切な支出によって取付可能なもので

なければならない。 
 
車両が要件を満たしており、現在の価値が新車価格

の 50％以下の場合、中古車の購入を請求することが

できる。更に、リース車両の請求も同様に可能であ

る。再請求は、早くとも 5 年後に可能となる。修繕

費の助成は、過酷な状況（Härtefall）では可能であ

る。自動車援助規則第 9 条に基づくガソリン代の助

成金は、助成金が支給されなければ当事者が社会扶

助を必要とするような場合に限り支給される。購入

又は注文前に申請を行う場合に限って支援が行われ

る。後日になってから、助成金が支給されることは

ない。 
 
2.7 障害に適した住居の設置、整備、維持 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の障害

者 
支給機関：リハビリテーション担当機関、ヘッセ

ン州福祉連盟内統合局、社会事務所 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 22 条に

関する社会法典第 9 編 33 条 8 項、102
条 3 項 

 
一般労働市場で働く重度障害者は、負担調整賦課金

の財源から（重度障害者負担調整賦課金規則22条）、

労働生活に伴う援助の枠内で、以下の住宅援助給付

を得ることができる: 
● 特 定 の 障 害 を 理 由 と す る 要 求 に 居 室

（Wohnraum）や設備を適合させるため、及び 
● 障害に適した住居（Wohnung）、通勤が非常に
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便利な住居に引越しするため（引越し費用）。 
 
給付としては、助成金と貸付が問題になる；額は個々

の事情により決定される。助成金は、障害を原因と

する特別な超過支出に対して支給される。同種の負

担調整賦課金からの給付を担当するのは統合局であ

る。しかし、社会保険義務のある就労の場合、リハ

ビリテーション担当機関による労働生活参画のため

の給付の中の住宅援助が優先し（社会法典第 9 編 33
条8項）、統合局からさらに増額されることはない（増

額の禁止）。 
 
給付は、職場通勤のバリアフリー化を可能にするた

めにのみ考慮される。 
 
例えば、次のようなことが可能となる： 

● 入口へのスロープ 
● 自動車リフト（Hebebühne） 
● エレベーター 
● 階段リフト 

 
例外的に、玄関を拡張しなければ重度障害者が車椅

子で住居に入れないような場合には、玄関の拡張も

助成される。 
 
職業に従事する重度障害者のために、上記措置に生

じた必要な費用を統合局が全額負担する。 
 
重度障害のある自営業者又は公務員は、統合局に直

接請求することができる。 
 
住居を障害に応じて改築又は設置することができな

い場合（大きすぎる、不都合な間取り、エレベータ

ーがない、建築技術上の問題）、引越しは避けられな

い。 
 
個々のケースでは申請に基づき、障害を理由として

必要になった引越しの運送費（最大 3,000 ユーロ）

を統合局が負担する（例えば、前の住居が障害に適

していない等）。 
 
ただし、新居が職場への通勤に著しく便利との理由

だけで引越しが行われる場合は、費用の 50％まで、

1,500 ユーロを限度に負担する。 
 
引越しにより住居と職場の間の通勤時間が半分にな

る場合、住居は通勤に便利といえる。旧住居のある

統合局が担当する。 
 
統合局は障害に適した居室の創設、敷金や住宅建設

協 同 組 合 の 持 分

（Wohnungsbaugenossenschaftsanteilen）獲得のた

めの給付を行うものではない。 
 
業務遂行に直接関係のない個人の生き方に属する措

置、生活の質の改善に影響する措置又は基本的要求

を満たす措置を、付随的な援助の給付として統合局

が支援することはできない。そのような措置には、

例えば、以下のようなものがある。 
● 台所の改装 
● トイレの改修 

● ドアの拡張 
● 建築上の障害の除去及びその他。申請は、過去

に補助金が支給されたヘッセン州で行うこと

ができる。 
 
ヘッセン州信託公社のサイトには、情報だけではな

く必要な申請書もある。 
 
住宅建築を促進するために、ヘッセン州信託公社に

処理が任された一連の支援プログラムを利用できる。

以下のような支援がある。 
● 居住用財産の形成 
● 賃貸住宅の新築 
● 共同住宅の改修、及び 
● 住居の建築上の障害除去 

 
ヘッセン州から支援資金を得られるか、どの程度支

援資金を得られるか、アドバイザーが個別に助言を

行い、郡や郡に属さない都市にある地域の住居建築

促進事務所（Wohnungsförderstelle）に問い合わせ

ることもできる。 
 
こうした事務所では、職業に従事する重度障害者に

対する住宅援助の概要を教えてもらえるに過ぎない。

支給決定は、個々のケースに従い判断される。 
 
したがって、私たちは請求権のある全ての人に可能

な限り以下のことをするよう勧めている: 
● 申請書の提出前に統合局から助言を受けるこ

と。下記のサイトに相談窓口がある：

www.integrationsamt-hessen.de. 
● いかなる場合であっても、措置の開始前又は契

約締結前に住宅援助の認定を統合局に申請す

ること。 
 
2.8 移行手当 

対象者：障害者 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 160 条以下 

 
職業訓練及び職業継続教育措置への参加時の給付並

びに労働生活への継続的参加のための援助は、社会

法典第 3 編の請求に関する一般規定に従って、優先

的に行われる。障害の種類又は程度を理由に通常の

給付では不十分な場合（例えば障害に特有の措置へ

の参加を理由に）、生計を維持するための給付（移行

手当）が支給される。 
 
障害者が、措置への参加前の 3 年以内に少なくとも

12 ヶ月、社会保険義務のある労働をしたか、又は失

業手当の請求要件あるいは失業手当に引き続き失業

扶助の請求要件を満たし、かつ給付を申請した場合

には、原則として請求権がある。3 年という期間は、

障害のある復職者には当てはまらない。継続的な職

務遂行（Berufsausübung）にとって有益な海外での

就労期間中は、最長で 2 年、期間が延長される。 
 
障害者が事業所内の職業訓練と同等の学校での職業

訓練の成果を最近の数年間に終了した場合にも、移

行手当の請求権がある。 
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必要な場合、新しく適切で、障害に適して設置され

た訓練の場及びその他の職業訓練の場は、上記の要

件を満たさなくても助成される。 
 
個々のケースに応じて一定の長期間、助成を受ける

職場や訓練の場が重度障害者のために残されている

ことが保障されなければならない。 
 
正確な援助額は個別に決定する。請求可能な費用は、

雇用義務の履行に基づき、50％あるいは 75％で最大

助成額40,000ユーロまで認められる。また、助成金、

利子補給、リースのための助成金又は例外的に貸付

金としても助成される。基本設備を助成するための

金額は、職場ごとに 40,000 ユーロを上限とする。追

加で貸付も行われる場合には、総額 60,000 ユーロま

で助成される。 
 
貸付を行う際、特別な貸付契約が締結される。原則

として貸付金には、2%の利子があり、毎年 10%ずつ

返済される。優先順位として、銀行保証、土地債務、

抵当権、そして例外的な場合に限り人的保証又は物

的保証によって、貸付金は保証を受ける。 
 
当該措置により継続して、重度障害のある労働者の

職場及び訓練の場が設置されることになる。持続性

を確保するために、助成を受ける職場及び訓練の場

については、助成額に基づき以下の枠内での拘束期

間が設定される。 
● 5,000 ユーロ以上は 3 年 
● 10,000 ユーロ以上は 4 年 
● 15,000 ユーロ以上は 5 年 
● 20,000 ユーロ以上は 6 年 

 
貸付を行う際、貸付の全期間にわたって拘束期間が

ある（10 年まで） 
 
拘束期間内に職場又は訓練の場が空いた場合には、

重度障害者又は重度障害者と同等の障害者を配置す

ることになる。その際、雇用主は事業所内の統合チ

ーム、雇用エージェンシー、統合専門サービス及び

統合局を関与させる。 
 
拘束期間中に 6 ヶ月以上、職場又は訓練の場に重度

障害者が配置されていない場合、統合局はポストが

空いている期間に支給された助成金の返還を求める

ことができる。しかし、雇用主が、助成を受けた職

場又は訓練の場に配置するのに適切な重度障害者が

いないことを明らかにする場合には、返還義務はな

い。 
 
3.2 障害者に適した作業場及び職場の設置 

対象者：重度障害者の雇用主又は重度障害者と同

等の障害者の雇用主 
申請先：ヘッセン州福祉連盟内統合局、リハビリ

テーション担当機関 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 26 条に

関する社会法典第 9 編 33 条、102 条 3
項 

 
社会保険義務を課された重度障害のある従業員のた

めの障害に適した職場設置の助成に関わる担当機関

が、社会法典第 9 編にはっきりと定められているわ

けではない。リハビリテーション担当機関及びヘッ

セン州福祉連盟内統合局から給付が行われる。 
 
リハビリテーション担当機関（例えば雇用エージェ

ンシー、年金保険の保険者、法定労災保険の保険者、

職業協同組合）は、社会法典第 9 編 33 条に基づき労

働生活への参画のための給付を行う。 
 
職業協同組合は、労災（例えば労災後の外勤従業員

の対麻痺とその後の事務所整備）又は認定職業病（例

えばパン屋の粉じん暴露）に関連する措置を担当す

る。 
 
年金保険の保険者は、重度障害者が 15 年の待機期間

（最低被保険者期間）を満たした場合や、急性疾患

に基づき職場確保（Arbeitsplatzsicherung）のため

の措置を必要とする場合（例えば半身不随を伴う卒

中後に、事務職場のための片手用のキーボードを調

達）に担当する。 
 
雇用エージェンシーは、急性の健康上の問題があり

年金保険の保険者の権限に係る15年の待機期間が満

たされていない場合、又は重度障害者の職業編入措

置が問題となる場合、あるいは他の健康上の理由か

ら職場喪失の危険があり職場編入を確保する措置が

問題となる場合に担当する。雇用エージェンシーが

助成する措置というのは、原則として労働市場に関

わるものである。雇用エージェンシーが助成する措

置は、安定した職場を得るという各人の機会を改善

するものである。 
 
ヘッセン州福祉連盟内統合局は、当該措置が急性の

健康障害とは直接関連しない場合に、労働生活に伴

う援助という枠内で給付を行う（重度障害者負担調

整賦課金規則に関する社会法典第9編102条を参照）。 
 
特に、重度障害者と労働契約を締結した後、雇用エ

ージェンシーに就労促進及びあっせん業務の余地が

ない場合には、統合局が担当する。 
 
同様に、統合局は、技術の進歩、雇用条件、事業所

内のイノベーション並びに事業所の環境変化に基づ

く事業所内の措置に関して、適切なパートナーとな

る。その上、障害に基づく理由から又は企業の決定

に基づく（倒産、事業閉鎖）雇用主交代の場合にも、

重度障害者の主導で請求を行うことができる。 
 
リハビリテーション担当機関による優先的な給付は

常に、保険加入者を対象にしている。重度障害者又

は重度障害者と同等の者の一部に有利な措置の場合、

リハビリテーション担当機関が給付する義務はない。

この場合、ヘッセン州福祉連盟内統合局が担当する

だろう。 
 
公務員や自営業者は通常、公的社会保険の対象外で

あり、したがって、リハビリテーション担当機関に

対する請求権はない。 
 
障害に適した職場形成によって、重度障害のある労
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税制上考慮される子供が少なくとも 1 人いる場合、

及び世帯内の同居者に介護義務がある又は申請者を

介護し、かつ介護保険に対する請求権がない場合、

移行手当は 75％になる。その他の申請者は算定根拠

となる額の最大 68％の移行手当を得る。 
 
注意：上記の給付と合わせて当然のことながら、労

働関係へのあっせんをする雇用エージェンシ

ーの他の援助、例えば申込費用、移動援助のた

めの助成金、職業訓練や継続職業教育の助成も

認められる。「助言及びあっせん」（1.4）につい

ての情報や「助言及びケア」（3.5）についての

情報も参照すること。 
 
2.9 個人予算 

対象者：重度障害者及び重度障害者と同等の障害

者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：社会法典第 9 編第 17 条、社会法典第 9

編第17条第2項から第4項を実施する

ための規則（個人予算規則‐BudgetV）、

社会法典第 12 編第 57 条 
 
2001 年 7 月 1 日に、個人予算（Persönliches Budget）
という給付形態が社会法典第 9 編に規定された。個

人予算とは、障害のある人が金銭給付を申請するこ

とができるものをいい、また予算とは、自分自身で、

自己管理で必要な援助を整備し、「購入する」ことが

できることをいう。個人予算は自律を促し、障害者

が平等の権利で社会生活に参画することを保障する

ものである。 
 
個人予算は、給付担当機関（LVR(ラインラント地域

連合)、疾病保険金庫、年金保険、雇用エージェンシ

ー、介護保険金庫等々）又は共同のサービス機関（問

い合わせ先：www.reha-servicestellen.de）に申請し

なければならない。申請に対応する給付担当機関は

重度障害者にとって、個人予算に関するあらゆる事

項の相談窓口であり、調整役になる。 
 
申込の次の段階では、申請者と、給付の提供に関わ

る様々な担当機関が共同で、個々の援助プランを作

成し、個人予算によってカバーされる給付について

目標を設定する。その後、給付の金額が計算され、

予算額が設定される。重度障害者は自己責任で、ど

のような給付がどの担当機関で請求可能かを決定し

（例えばケアハウスのサービス）、このための資金を

受けとる。 
 
様々な担当機関の複数の給付を請求する場合、誰が

予算のどの部分を引受けるのか、給付担当機関は意

見を互いに一致させる。そして、申請者は全てを把

握する。すなわち、申請者は申請した担当機関から、

予算の詳細について通知を受ける。2 年毎に予算の必

要性が審査される。 
 
 
第3章 雇用主に対する給付 

 
3.1 職場設置のための投資援助 

対象者：重度障害のある従業員の雇用主又は重度

障害者と同等の従業員の雇用主 
申請先：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 15 条に

関する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
雇用主はヘッセン州福祉連盟内統合局から助成金を

得ることができる。また例外的に、重度障害者及び

重度障害者と同等の障害者に新しい適切な職場及び

訓練の場を設置するために必要な費用の全額まで、

貸付を受けることができる。 
 
請求可能な費用には、重度障害を理由とする特別な

支出だけでなく、新しい職場に投資した全費用が含

まれる。給付の種類や額は、個々のケースに応じて

決定される。助成金を算定するに当たっては特に、

重度障害者の障害の程度、投資費用の額、合理化の

効果、重度障害を原因とする超過支出の額及び雇用

主の支払い能力を考慮する。こうしたことは適切な

範囲で、全費用に関わる。同種の目的のために、他

から資金が提供され得ない又は提供されていない場

合にのみ、給付が行われるに過ぎない。場合によっ

ては給付を受けるために、職場又は訓練の場に配置

された重度障害者に少なくとも協約上の賃金が支払

われる、又は協約上の規制が存在しない場合には、

地域慣行に従った賃金が支払われなければならない。 
 
貸付金は毎年 10％ずつ返済されなければならない。

支給された年とその翌年は返済が猶予される。同様

に利息も猶予される。 
 
社会法典第9編73条にいう職場は、新たに設置され、

適切である限りで助成される。 
 
新たな職場とは、付加的に設置される場合であり、

かつては存在しなかった場合をいう。 
適切な職場とは、従業員に課された要求がその能力

に対応している場合のことをいい、職場が障害に適

したものである場合、相応の整備を行うことによっ

て障害に適したものになる場合のことをいう。 
 
新たな職場の設置 
 
重度障害者を新規に採用する際、以下の要件を満た

す場合には、ヘッセン州福祉連盟内統合局から援助

を受けることができる。 
● 法律の義務がないにもかかわらず、又は法定雇

用率を超えて採用すること（社会法典第 9 編第

71 条） 
● 特に困難な状態の重度障害者を雇用すること

（社会法典第 9 編第 71 条第１項第 2 文及び第

72 条） 
● 長期間失業した重度障害者を雇用すること（12
ヵ月以上） 

● 認定障害者作業所での就労に引き続き重度障

害者を採用すること又は 
● 社会法典第 9 編第 81 条 3 項 1 文、4 項 1 文 1
号、4 号、5 号及び 5 項 1 文に従い、特定の援

護や助成措置を実施するために、新たに設置さ

れる職場へ配置転換する、又は新しい職場に配

置転換せずに雇用関係を終了させようとする

こと、である。 
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必要な場合、新しく適切で、障害に適して設置され

た訓練の場及びその他の職業訓練の場は、上記の要

件を満たさなくても助成される。 
 
個々のケースに応じて一定の長期間、助成を受ける

職場や訓練の場が重度障害者のために残されている

ことが保障されなければならない。 
 
正確な援助額は個別に決定する。請求可能な費用は、

雇用義務の履行に基づき、50％あるいは 75％で最大

助成額40,000ユーロまで認められる。また、助成金、

利子補給、リースのための助成金又は例外的に貸付

金としても助成される。基本設備を助成するための

金額は、職場ごとに 40,000 ユーロを上限とする。追

加で貸付も行われる場合には、総額 60,000 ユーロま

で助成される。 
 
貸付を行う際、特別な貸付契約が締結される。原則

として貸付金には、2%の利子があり、毎年 10%ずつ

返済される。優先順位として、銀行保証、土地債務、

抵当権、そして例外的な場合に限り人的保証又は物

的保証によって、貸付金は保証を受ける。 
 
当該措置により継続して、重度障害のある労働者の

職場及び訓練の場が設置されることになる。持続性

を確保するために、助成を受ける職場及び訓練の場

については、助成額に基づき以下の枠内での拘束期

間が設定される。 
● 5,000 ユーロ以上は 3 年 
● 10,000 ユーロ以上は 4 年 
● 15,000 ユーロ以上は 5 年 
● 20,000 ユーロ以上は 6 年 

 
貸付を行う際、貸付の全期間にわたって拘束期間が

ある（10 年まで） 
 
拘束期間内に職場又は訓練の場が空いた場合には、

重度障害者又は重度障害者と同等の障害者を配置す

ることになる。その際、雇用主は事業所内の統合チ

ーム、雇用エージェンシー、統合専門サービス及び

統合局を関与させる。 
 
拘束期間中に 6 ヶ月以上、職場又は訓練の場に重度

障害者が配置されていない場合、統合局はポストが

空いている期間に支給された助成金の返還を求める

ことができる。しかし、雇用主が、助成を受けた職

場又は訓練の場に配置するのに適切な重度障害者が

いないことを明らかにする場合には、返還義務はな

い。 
 
3.2 障害者に適した作業場及び職場の設置 

対象者：重度障害者の雇用主又は重度障害者と同

等の障害者の雇用主 
申請先：ヘッセン州福祉連盟内統合局、リハビリ

テーション担当機関 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 26 条に

関する社会法典第 9 編 33 条、102 条 3
項 

 
社会保険義務を課された重度障害のある従業員のた

めの障害に適した職場設置の助成に関わる担当機関

が、社会法典第 9 編にはっきりと定められているわ

けではない。リハビリテーション担当機関及びヘッ

セン州福祉連盟内統合局から給付が行われる。 
 
リハビリテーション担当機関（例えば雇用エージェ

ンシー、年金保険の保険者、法定労災保険の保険者、

職業協同組合）は、社会法典第 9 編 33 条に基づき労

働生活への参画のための給付を行う。 
 
職業協同組合は、労災（例えば労災後の外勤従業員

の対麻痺とその後の事務所整備）又は認定職業病（例

えばパン屋の粉じん暴露）に関連する措置を担当す

る。 
 
年金保険の保険者は、重度障害者が 15 年の待機期間

（最低被保険者期間）を満たした場合や、急性疾患

に基づき職場確保（Arbeitsplatzsicherung）のため

の措置を必要とする場合（例えば半身不随を伴う卒

中後に、事務職場のための片手用のキーボードを調

達）に担当する。 
 
雇用エージェンシーは、急性の健康上の問題があり

年金保険の保険者の権限に係る15年の待機期間が満

たされていない場合、又は重度障害者の職業編入措

置が問題となる場合、あるいは他の健康上の理由か

ら職場喪失の危険があり職場編入を確保する措置が

問題となる場合に担当する。雇用エージェンシーが

助成する措置というのは、原則として労働市場に関

わるものである。雇用エージェンシーが助成する措

置は、安定した職場を得るという各人の機会を改善

するものである。 
 
ヘッセン州福祉連盟内統合局は、当該措置が急性の

健康障害とは直接関連しない場合に、労働生活に伴

う援助という枠内で給付を行う（重度障害者負担調

整賦課金規則に関する社会法典第9編102条を参照）。 
 
特に、重度障害者と労働契約を締結した後、雇用エ

ージェンシーに就労促進及びあっせん業務の余地が

ない場合には、統合局が担当する。 
 
同様に、統合局は、技術の進歩、雇用条件、事業所

内のイノベーション並びに事業所の環境変化に基づ

く事業所内の措置に関して、適切なパートナーとな

る。その上、障害に基づく理由から又は企業の決定

に基づく（倒産、事業閉鎖）雇用主交代の場合にも、

重度障害者の主導で請求を行うことができる。 
 
リハビリテーション担当機関による優先的な給付は

常に、保険加入者を対象にしている。重度障害者又

は重度障害者と同等の者の一部に有利な措置の場合、

リハビリテーション担当機関が給付する義務はない。

この場合、ヘッセン州福祉連盟内統合局が担当する

だろう。 
 
公務員や自営業者は通常、公的社会保険の対象外で

あり、したがって、リハビリテーション担当機関に

対する請求権はない。 
 
障害に適した職場形成によって、重度障害のある労
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● 場合によっては他の職場への配転 
● 障害に適した労働時間形成・労働組織を含む職

場の整備及び供与 
● 障害者の能力に着目した職業教育や、職業上の

資格付与に関わる事業所内措置を含む職場へ

の組み込み 
 
これらの措置を実施するためには、雇用主の積極的

な協力が必要である。 
 
期間の定めのない労働関係と同様、期間の定めのあ

る労働関係についても特別な支出に対する調整が行

われる。 
 
重度障害のある従業員には協約上の賃金が支払われ

なければならず、また雇用主が協約に拘束されてい

ない場合、地域慣行に即した賃金を得ることになる。

労務の提供と賃金との間には相応の交換関係が存在

していなければならない。能力の低下は、通常の能

力に対し 50％を下回ってはならない。能力低下の程

度がそれを超える場合には、当該職場は重度障害者

にとって不適切なものであり、助成を行うことはで

きない。 
 
財政的援助は、申請に基づき最大で2年間行われる。

この助成金は、申請に基づき繰り返し認定される。

雇用主が雇用義務を履行していない場合、3 年目以降、

助成金の減額が検討される。初めて申請する場合や

能力低下の程度が変わる場合、助成金はまず 1 年間

だけ支給される。 
 
変更、例えば能力低下の程度の変更は、再認定の際

に初めて考慮される。雇用主が当該期間に賃金を支

払う限り、重度障害者が欠勤する場合にも給付が行

われる。 
 
この給付の目的は、人的援助又は補足的な給付を通

して、事業所内の通常の能力へと重度障害者を近づ

ける、又は自力で、独力で就労することができる状

態にすることである。 
 
3.5 助言及びケア 

対象者：雇用主、重度障害者の上司及び同僚 
提供機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局の委託を

受けた技術的な助言サービス及び統合

専門サービス 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 27a 条

及び28条並びに関連する社会法典第9
編 102 条、109 条以下。 

 
技術的な助言サービス 
障害に適した新たな職場の整備、又は現在の職場の

変更が問題になる場合、技術的な助言サービスエン

ジニアに意見を求めることができる。重度障害者の

ための職場の創設（Schaffung）・障害に適した職場

形成の際、エンジニアは雇用主に助言を行う。助言

に当たっては特に、重度障害者の職場が障害に適し

たものかどうか、技術的な作業補助、組織改変、改

築等々によって職場が障害に適したものになり得る

かどうかを検討する。このことは、職場そのものと

同じく、職場環境（通路、階段、扉、衛生施設等々）

にも当てはまる。エンジニアは、重度障害者のため

の技術的な援助の最新動向を知っている。エンジニ

アは事業所にやって来て、その場で、すなわち具体

的な職場で、雇用主、事業所内の統合チーム、場合

によっては雇用エージェンシーやリハビリテーショ

ン担当機関といった事業所外のパートナーと一緒に

自らの案を展開する。 
 
統合専門サービス 
統合専門サービスは、障害者の労働生活への参画に

関する疑問や問題に対し助言やサービスの提供を行

う。重度障害者に労働をあっせんするために、職場

の確保（Sicherung）の際にはヘッセン州福祉連盟内

統合局を援助するために、又は疑問や問題がある場

合には重度障害者、雇用主、上司、同僚に助言する

ために、統合専門サービスは社会法典第 9 編の給付

担当機関の委託で業務に従事する。障害の種類ごと

に生じる疑問や問題は様々なので、助言及びケアの

提供は障害に合わせて行われる。 
 
統合専門サービスの活動範囲の例は以下のとおり。 

● 雇用主の相談窓口として利用されること 
● 雇用主に対する給付について情報を提供する

こと、 
● 給付を申請する際に雇用主を援助すること 
● 一般労働市場での適切な職場を開拓すること、 
● 配置された人々の能力を評価し判断すること、 
● 重度障害者に職場での準備をさせること、 
● 職場又は職業実技（berufliche Fähigkeit）訓練

の際に重度障害者に同伴すること、 
● 事業所の従業員に、障害の種類や影響及びこれ

らに対応した行為準則について情報を提供す

ること、 
● アフターケアや危機への介入又は精神的なケ

アを実施すること 
● 職業指導や職業上の助言の際に雇用エージェ

ンシーを援助すること。 
 
全ての給付の適用の際には、個別的な解決となる。

障害のある「女性」労働者又は「男性」労働者に一

般的に用いられる包括的な解決ではない。個々の雇

用主の、個々の職場での、個人的な関心事を持つ個

人が中心である。 
 
（問い合わせ先：www.integrationsamt-hessen.de  
kontakt-integrationsamt@lwv-hessen.de) 

 
3.6 ヘッセン州の重度障害者第 4 プログラム 

対象者：ヘッセン州に主な居住地を有する重度障

害者に請求権がある。特に以下の重度障

害者の請求を受ける。 
1. 障害の種類又は程度、あるいは労働生

活が特に困難になっているその他の事

情を理由に、以下に該当する者。 
● 仕事を遂行するために、障害を

理由に特別な補助者を恒常的

に必要とする者 
● 障害のため、就労にあたり雇用

主に法外な支出が恒常的に伴

う者又は 
● 障害のため、恒常的に明白かつ
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働者又は重度障害者と同等の労働者の負担が緩和さ

れ、さらなる健康被害も軽減される。職場は、障害

者の機能的制限を考慮して、労働契約上要求される

労務提供が可能な限り行えるよう形成される。 
 
請求可能な措置に含まれるのは特に以下のものであ

る。 
● 障害に適した作業場、事業所設備及び器具の整

備（Einrichtung）及び維持 
● パートタイム労働職場の整備 
● 技術的な作業補助を備えた職場の供与

（Ausstattung） 
● 可能な限り継続雇用を可能にし、達成し、保障

することができるその他の措置 
 
同様の措置により、重度障害者の訓練を財政的に補

助することができる。 
 
補助金の額は、事例ごとに個別に決定される。請求

は通常、雇用主の経営上の利益を考慮して、計算可

能な費用の 50％～75％となる。 
 
補助金額の基準となる雇用主の寄与は以下のとおり。 

● 投資費用 
● 事業所の規模 
● 事業所の経済力 
● 場合によっては、当該措置によって達成される

生産性の向上 
● 重度障害者の労働関係が保障される期間 
● 当該労働者の障害の種類や程度 
● 全従業員数に対する重度障害のある従業員の

雇用人数 
 
申請は常に、委託認可の前になされることとなって

いるが、申請時に期間が確定されるわけではない。

雇用主は、重度障害のある従業員の障害に適した職

場形成の申請を、ヘッセン州福祉連盟内統合局に行

うことができる。他の給付担当機関が担当すること

が明らかになれば、このことに対応して申請は却下

される。 
 
3.3 人的援助 

対象者：重度障害者の雇用主又は重度障害者と同

等の従業員の雇用主 
申請先：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：法外な負担軽減のための雇用主への給

付についての指針に関する重度障害者

負担調整賦課金規則 27 条及び関連す

る社会法典第 9 編 102 条 
 
重度障害者が、自身の労働契約上の義務を履行する

ために、他の従業員の援助を必要とする場合、雇用

主には人的コストの増加による支出が生じる。雇用

主は、この経済支出を（一部）軽減することを、ヘ

ッセン州福祉連盟内統合局に申請することができる。

援助される給付については例えば、視覚障害者のた

めの朗読補助者や援助者（unterstützende Person）、
又は障害によって長期間繰り返し行われる職場での

指導がある。 
 
助成金の額は、人的援助（Personelle Unterstützung）

の範囲や雇用率、援助者の賃金月額に従い段階付け

られる（1 日に 0,5 時間から 3 時間）。 
 
助成の要件は、他者の援助によらずに、労働能力

（Arbeitsleistung）を重度障害者に与える可能性が

尽くされることで、特に以下のものである。 
● 重度障害者の能力プロフィールに対応した職

場選択 
● 場合によっては他の職場への配転 
● 障害に適した労働時間形成・労働組織を含む職

場の整備及び供与 
● 障害者の能力に着目した職業教育や、職業上の

資格付与に関する事業所内措置を含む職場へ

の組み込み 
 
期間の定めのない労働関係と同様、期間の定めのあ

る労働関係についても特別な支出に対する調整が行

われる。 
 
重度障害のある従業員には協約上の賃金が支払われ

なければならず、また、雇用主が協約に拘束されて

いない場合には、地域慣行に即した賃金を得ること

になる。労務の提供と賃金との間には相応の交換関

係が存在していなければならない。また、職場は重

度障害者にとって適しているものでなければならな

い。 
 
財政的援助は、申請に基づき最大で2年間行われる。

この助成金は、申請に基づき繰り返し認定される。

雇用主が雇用義務を履行していない場合、3 年目以降、

助成金の減額が検討される。初めて申請する場合や

人的援助の範囲が変わる場合、助成金はまず 1 年間

だけ支給される。 
 
変更、例えば給付の範囲又は援助者の賃金の変更は、

再認定の際に初めて考慮される。雇用主が当該期間

に賃金を支払う限り、重度障害者が欠勤する場合に

も給付が行われる。 
 
3.4 能力の低下（Minderleistung） 

対象者：重度障害者の雇用主又は重度障害者と同

等の従業員の雇用主 
申請先：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：法外な負担軽減のための雇用主に対す

る給付についての指針に関する重度障

害者負担調整賦課金規則 27 条及び関

連する社会法典第 9 編 102 条 3 項 
 
重度障害のある従業員の能力（Leistung）が通常の

能力よりも圧倒的に下回っているというだけでなく、

平均を下回っているという場合、雇用主は、ヘッセ

ン州福祉連盟内統合局に能力の低下に対する調整を

求めることができる。労働能力が、比較可能な業務

に就く他の従業員の労働能力と比べて 30％を下回る

場合には、能力の低下は平均以上であるといえる。 
 
助成の要件は、賃金に対応した労働能力を重度障害

者に与える可能性が尽くされていることで、特に以

下のものである。 
● 重度障害者の能力プロフィールに対応した職

場選択 
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● 場合によっては他の職場への配転 
● 障害に適した労働時間形成・労働組織を含む職

場の整備及び供与 
● 障害者の能力に着目した職業教育や、職業上の

資格付与に関わる事業所内措置を含む職場へ

の組み込み 
 
これらの措置を実施するためには、雇用主の積極的

な協力が必要である。 
 
期間の定めのない労働関係と同様、期間の定めのあ

る労働関係についても特別な支出に対する調整が行

われる。 
 
重度障害のある従業員には協約上の賃金が支払われ

なければならず、また雇用主が協約に拘束されてい

ない場合、地域慣行に即した賃金を得ることになる。

労務の提供と賃金との間には相応の交換関係が存在

していなければならない。能力の低下は、通常の能

力に対し 50％を下回ってはならない。能力低下の程

度がそれを超える場合には、当該職場は重度障害者

にとって不適切なものであり、助成を行うことはで

きない。 
 
財政的援助は、申請に基づき最大で2年間行われる。

この助成金は、申請に基づき繰り返し認定される。

雇用主が雇用義務を履行していない場合、3 年目以降、

助成金の減額が検討される。初めて申請する場合や

能力低下の程度が変わる場合、助成金はまず 1 年間

だけ支給される。 
 
変更、例えば能力低下の程度の変更は、再認定の際

に初めて考慮される。雇用主が当該期間に賃金を支

払う限り、重度障害者が欠勤する場合にも給付が行

われる。 
 
この給付の目的は、人的援助又は補足的な給付を通

して、事業所内の通常の能力へと重度障害者を近づ

ける、又は自力で、独力で就労することができる状

態にすることである。 
 
3.5 助言及びケア 

対象者：雇用主、重度障害者の上司及び同僚 
提供機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局の委託を

受けた技術的な助言サービス及び統合

専門サービス 
根拠条文：重度障害者負担調整賦課金規則 27a 条

及び28条並びに関連する社会法典第9
編 102 条、109 条以下。 

 
技術的な助言サービス 
障害に適した新たな職場の整備、又は現在の職場の

変更が問題になる場合、技術的な助言サービスエン

ジニアに意見を求めることができる。重度障害者の

ための職場の創設（Schaffung）・障害に適した職場

形成の際、エンジニアは雇用主に助言を行う。助言

に当たっては特に、重度障害者の職場が障害に適し

たものかどうか、技術的な作業補助、組織改変、改

築等々によって職場が障害に適したものになり得る

かどうかを検討する。このことは、職場そのものと

同じく、職場環境（通路、階段、扉、衛生施設等々）

にも当てはまる。エンジニアは、重度障害者のため

の技術的な援助の最新動向を知っている。エンジニ

アは事業所にやって来て、その場で、すなわち具体

的な職場で、雇用主、事業所内の統合チーム、場合

によっては雇用エージェンシーやリハビリテーショ

ン担当機関といった事業所外のパートナーと一緒に

自らの案を展開する。 
 
統合専門サービス 
統合専門サービスは、障害者の労働生活への参画に

関する疑問や問題に対し助言やサービスの提供を行

う。重度障害者に労働をあっせんするために、職場

の確保（Sicherung）の際にはヘッセン州福祉連盟内

統合局を援助するために、又は疑問や問題がある場

合には重度障害者、雇用主、上司、同僚に助言する

ために、統合専門サービスは社会法典第 9 編の給付

担当機関の委託で業務に従事する。障害の種類ごと

に生じる疑問や問題は様々なので、助言及びケアの

提供は障害に合わせて行われる。 
 
統合専門サービスの活動範囲の例は以下のとおり。 

● 雇用主の相談窓口として利用されること 
● 雇用主に対する給付について情報を提供する

こと、 
● 給付を申請する際に雇用主を援助すること 
● 一般労働市場での適切な職場を開拓すること、 
● 配置された人々の能力を評価し判断すること、 
● 重度障害者に職場での準備をさせること、 
● 職場又は職業実技（berufliche Fähigkeit）訓練

の際に重度障害者に同伴すること、 
● 事業所の従業員に、障害の種類や影響及びこれ

らに対応した行為準則について情報を提供す

ること、 
● アフターケアや危機への介入又は精神的なケ

アを実施すること 
● 職業指導や職業上の助言の際に雇用エージェ

ンシーを援助すること。 
 
全ての給付の適用の際には、個別的な解決となる。

障害のある「女性」労働者又は「男性」労働者に一

般的に用いられる包括的な解決ではない。個々の雇

用主の、個々の職場での、個人的な関心事を持つ個

人が中心である。 
 
（問い合わせ先：www.integrationsamt-hessen.de  
kontakt-integrationsamt@lwv-hessen.de) 

 
3.6 ヘッセン州の重度障害者第 4 プログラム 

対象者：ヘッセン州に主な居住地を有する重度障

害者に請求権がある。特に以下の重度障

害者の請求を受ける。 
1. 障害の種類又は程度、あるいは労働生

活が特に困難になっているその他の事

情を理由に、以下に該当する者。 
● 仕事を遂行するために、障害を

理由に特別な補助者を恒常的

に必要とする者 
● 障害のため、就労にあたり雇用

主に法外な支出が恒常的に伴

う者又は 
● 障害のため、恒常的に明白かつ

− 148 − − 149 −
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あるいはてんかんにより障害程度50以上の場合が該

当する。 
 
金額及び期間は能力低下の程度やその時々の編入の

必要性による。編入助成金は考慮可能な賃金の 70％
を超えてはならない。協約上の賃金又は地域慣行に

即した賃金及び作業補助の上限を超えない限りで、

通常支払われる賃金が考慮される。社会保険料総額

のうち雇用主負担分は、助成金の計算に含まれる。

援助期間は以下の期間を超えてはならない。 
● 通常は 36 ヶ月、 
● 満 55 歳を超えた重度障害者は 96 ヶ月、 

 
12 ヶ月の援助期間の後（採用時に満 50 歳を超えた

重度障害者の場合は 24 ヶ月）、編入助成金は労働者

の能力の向上を期待して、毎年 10%ずつ減額される。

助成を受けた雇用主の下での有期の雇用歴の期間は、

適切に考慮されるものとする。 
 
3.10 有期の試行雇用のための助成金 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 238 条 

 
試行雇用(Probebeschäftigung)によって、障害者、重

度障害者又は重度障害者と同等の者が労働生活に参

画する可能性が職業リハビリテーションの経過の中

で改善する、あるいは完全で継続的な労働生活への

編入が達成されうる場合、雇用主は 3 ヶ月まで、有

期の試行雇用に対する費用の補償を受けることがで

きる。試行労働関係の費用は通常、労働関係に伴う

費用を含み、例えば社会保険についての雇用主負担

分を含む賃金等の費用を含む。 
 
3.11 義務職場への算入 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 9 編第 75 条及び第 76 条 

 
雇用義務がある、つまり、年間平均で最低 20 の職場

を有する雇用主は、重度障害者及び重度障害者と同

等の障害者に関する通常の算入と合わせて、義務職

場(Pflichtarbeitsplatz)につき以下のように算入する

ことを求めることができる。 
● 障害の種類及び程度のため必要な場合に、1 週

18 時間に労働時間を短縮する際には、重度障害

のある従業員を1つの義務職場に算入すること。 
● 重度障害者は 2 つの義務職場に算入し、訓練期

間については最大で3つの義務職場に算入する

こと。 
● 重度障害者は 2 つの義務職場に算入し、職業訓

練に引き続き1年間は最大で3つの義務職場に

算入すること。 
● 労働生活への参画又は職業訓練担当機関のあ

っせんに特別な困難が生じる場合、3 つの義務

職場まで重度障害のある従業員を重複算入す

ること。 
● 障害者作業所から一般労働市場へ移行するた

めの措置にある重度障害者を算入すること。 
● 雇用主自身が重度障害のある場合（自然人）、

雇用主を 1 つの義務職場に算入すること。 

● たとえ重度障害ではなく、重度障害と同等では

ないとしても、鉱山労働者援護証明書の所持者

を 1 つの義務職場に算入すること。 
 
雇用エージェンシーの助成金についての一般的な注

意事項： 
雇用エージェンシーの全ての給付には以下のこと

が当てはまる。給付は、労働契約を締結する前に

雇用エージェンシーに申請すべきということであ

る。 
 
前述の助成金の算定基礎額は以下のとおり。 

1. 協約上の賃金を超えない限り、又は協約上の規

制が無い場合には、比較可能な業務に対する地

域慣行に即した賃金を超えない超えかぎり、及

び就労助成の上限を超えていない限りで、雇用

主から通常支払われる賃金。 
2. 社会保険料総額のうち雇用主負担分（1.にいう

賃金の 20％）。一時的に支払われる賃金（例え

ば休暇手当及びクリスマス手当）は考慮されな

い。 
 
3.12 統合プロジェクト 

対象者：統合プロジェクトに関わる雇用主と労働

者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：社会法典第 9 編第 132 条～第 134 条 

 
統合プロジェクトの助成は、一般労働市場にある企

業内で重度障害者の職場を形成し、継続的に確保す

るためのヘッセン州福祉連盟の統合局の助成手段で

ある。 
 
雇用義務のある雇用主はそれぞれ、職場の 5％に重度

障害者を配置しなければならない一方、統合プロジ

ェクトでは、職場の 25％から 50％に重度障害者及び

/又はあっせんの困難な者を就労させることになる。 
 
統合プロジェクトは、障害者の障害の種類と程度及

びあっせんを妨げる事実(例えば年齢及び長期の失業、

資格不足)に基づき、一般労働市場でのあらゆる援助

を尽くしたにもかかわらず、特に不利な状態にある

重度障害者を就労させるものである。 
 
対象になるのは以下の者である。 

● 知的障害又は精神障害、重度の身体障害、感覚

障害あるいは複数の障害のある重度障害者 
● 一般労働市場への準備のために、障害者作業所

又は精神障害者施設を出た重度障害者 
● 一般労働市場への準備のために学校を卒業し

た重度障害者 
 
統合プロジェクトのための財政上の助成見込み額

(Fördermöglichkeit)は、一度限りの助成金又は援助

（例えば、投資あるいは事業経営上の助言）及び現

在行われている給付（例えば障害者の能力低下の調

整又は特別な支出）ごとに異なる。 
 
統合プロジェクトの投資援助には、建設、拡張、近

代化及び装備といったことが可能である。 
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相当な労働能力の低下がある

者 
● 知的障害、精神障害又はてんか

んのため、50 以上の障害程度で

ある者 
● 障害の種類や程度を理由に、職

業訓練法にいう職業訓練を終

了していない者。 
2. 満 50 歳を超えている者。 
3. 社会法典第 3 編にいう 1 年以上失業中

の者。 
4. 認定障害者作業所の就労に引き続き採

用される者。 
5. a)統合プロジェクトの際に雇用される

者。 
b)統合プロジェクトでの仕事に引き続

き他の雇用主に採用される者。 
6. 最低3年、稼得活動を中断している者。 
7. 訓練又は継続教育に引き続き、訓練を

行った雇用主又は他の雇用主との労働

関係に入った者。 
支給機関：雇用エージェンシー及び社会法典第 2

編により認可された地方自治体（指定

自治体（Optionskommunen）） 
根拠条文：ヘッセン州の重度障害者第 4 プログラ

ムに関する指針 
 
重度障害者に関するヘッセン州第4プログラムでは、

ヘッセン州とヘッセン州福祉連盟が実施のための手

段を自由に用いる、期間限定の地域的な労働市場プ

ログラムが行われる。助成は、能力低下の調整とし

て賃金補助の形で支給され、一般労働市場における

労働生活の中での重度障害者の採用と就労について

特別な援助のために行われる。 
 
雇用義務がないにもかかわらず、又は法定雇用率を

超えて重度障害者を期間の定めなく雇用する、又は

最低12ヶ月の期間の定めをもって社会保険義務のあ

る週15労働時間で採用する雇用主に申請する権利が

ある。その他、重度障害者は、助成期間満了後、少

なくとも助成期間に対応して最長12ヶ月間は雇用が

延長される。雇用主は重度障害者の採用前に、上記

助成の支給申請を行う。 
 
3.7 編入助成金（Eingliederungszuschuss） 

対象者：あっせんの困難な労働者を採用する雇用

主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編 217 条以下 

 
個人的な事情からあっせんが困難な障害のある労働

者を採用する場合、雇用主は編入助成金を得ること

ができる。こうした労働者とは、復職者又は長期の

失業者、あるいは障害の種類や程度のためにあっせ

んが困難であることから特別な実習（Einarbeitung）
を要する者をいう。同様に、満 55 歳を超えた者、又

は 25 歳未満の者が該当し、これらの者は事業所外の

訓練又は特別プログラムによって援助される訓練を

受けることになる。 
 
助成額及び助成期間は、能力低下の程度やその時々

の編入の必要性によって決定される。考慮可能な賃

金の 50％までが賃金に対する助成金として、12 ヶ月

まで支給される。満 50 歳を超えた労働者には、36
か月まで助成金が支給される。 
 
助成金は、通常支払われる賃金に基づく。 

 
3.8 障害者及び重度障害者のための編入助成金 

対象者：重度身体障害者及びその他の障害者（リ

ハビリテーション中）を採用する雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編 218 条及び 235a 条 

 
障害者及び重度障害者の編入のため、賃金に対する

助成金が支給される。助成は、以下の重度障害者を

採用する雇用主を対象にする。 
● 障害の種類又は程度あるいは労働生活におけ

るその他の事情を理由として特に困難な状態

にある重度障害者 
● 長期失業中の重度障害者（社会法典第 3 編 18
条と比較のこと） 

● かつて障害者作業所又は統合プロジェクト内

で就労していた重度障害者 
● パートタイム就労を受け入れた重度障害者、又

は 
● 訓練後、訓練を行った雇用主又は他の雇用主と

の労働関係に入った重度障害者。 
 
金額と期間は、能力低下の程度及びその時々の編入

の必要性による。同じく、雇用主の実雇用率、及び

すでに助成を受けている労働者の有期での雇用歴を

考慮する。編入助成金は、考慮可能な賃金の 70％を

超えてはならない。協約上の賃金又は地域慣行に即

した賃金及び作業補助の上限を超えないかぎりで、

通常支払われる賃金が考慮される。 
 
社会保険料総額のうち雇用主負担分は、助成金の額

に含まれる。援助期間は通常 24 ヶ月を超えてはなら

ない。 
 
12 ヶ月の援助期間後、編入助成金は労働者の能力の

向上を期待して、毎年 10％ずつ減額される。 
 
3.9 特に困難な状態にある重度障害者のための編入助成

金 
対象者：社会法典第 9 編 104 条 1 項 3 号 a～d に

いう重度障害者及び社会法典第 9 編 2 条

3 項に従い重度障害者と同等の者を採用

する雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 219 条以下 

 
特に困難な状態にある者を編入するために、賃金に

対する助成金が支給される。 
 
特に困難な状態にある者には、満 50 歳を超えた重度

障害者、就労のために補助者を必要とする重度障害

者、障害のため就労に伴い雇用主の法外な負担を必

要とする重度障害者、障害を理由として能力が大き

く低下した重度障害者、障害のため職業訓練を終了

していない重度障害者、または知的障害、精神障害
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あるいはてんかんにより障害程度50以上の場合が該

当する。 
 
金額及び期間は能力低下の程度やその時々の編入の

必要性による。編入助成金は考慮可能な賃金の 70％
を超えてはならない。協約上の賃金又は地域慣行に

即した賃金及び作業補助の上限を超えない限りで、

通常支払われる賃金が考慮される。社会保険料総額

のうち雇用主負担分は、助成金の計算に含まれる。

援助期間は以下の期間を超えてはならない。 
● 通常は 36 ヶ月、 
● 満 55 歳を超えた重度障害者は 96 ヶ月、 

 
12 ヶ月の援助期間の後（採用時に満 50 歳を超えた

重度障害者の場合は 24 ヶ月）、編入助成金は労働者

の能力の向上を期待して、毎年 10%ずつ減額される。

助成を受けた雇用主の下での有期の雇用歴の期間は、

適切に考慮されるものとする。 
 
3.10 有期の試行雇用のための助成金 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 3 編第 238 条 

 
試行雇用(Probebeschäftigung)によって、障害者、重

度障害者又は重度障害者と同等の者が労働生活に参

画する可能性が職業リハビリテーションの経過の中

で改善する、あるいは完全で継続的な労働生活への

編入が達成されうる場合、雇用主は 3 ヶ月まで、有

期の試行雇用に対する費用の補償を受けることがで

きる。試行労働関係の費用は通常、労働関係に伴う

費用を含み、例えば社会保険についての雇用主負担

分を含む賃金等の費用を含む。 
 
3.11 義務職場への算入 

対象者：雇用主 
支給機関：雇用エージェンシー 
根拠条文：社会法典第 9 編第 75 条及び第 76 条 

 
雇用義務がある、つまり、年間平均で最低 20 の職場

を有する雇用主は、重度障害者及び重度障害者と同

等の障害者に関する通常の算入と合わせて、義務職

場(Pflichtarbeitsplatz)につき以下のように算入する

ことを求めることができる。 
● 障害の種類及び程度のため必要な場合に、1 週

18 時間に労働時間を短縮する際には、重度障害

のある従業員を1つの義務職場に算入すること。 
● 重度障害者は 2 つの義務職場に算入し、訓練期

間については最大で3つの義務職場に算入する

こと。 
● 重度障害者は 2 つの義務職場に算入し、職業訓

練に引き続き1年間は最大で3つの義務職場に

算入すること。 
● 労働生活への参画又は職業訓練担当機関のあ

っせんに特別な困難が生じる場合、3 つの義務

職場まで重度障害のある従業員を重複算入す

ること。 
● 障害者作業所から一般労働市場へ移行するた

めの措置にある重度障害者を算入すること。 
● 雇用主自身が重度障害のある場合（自然人）、

雇用主を 1 つの義務職場に算入すること。 

● たとえ重度障害ではなく、重度障害と同等では

ないとしても、鉱山労働者援護証明書の所持者

を 1 つの義務職場に算入すること。 
 
雇用エージェンシーの助成金についての一般的な注

意事項： 
雇用エージェンシーの全ての給付には以下のこと

が当てはまる。給付は、労働契約を締結する前に

雇用エージェンシーに申請すべきということであ

る。 
 
前述の助成金の算定基礎額は以下のとおり。 

1. 協約上の賃金を超えない限り、又は協約上の規

制が無い場合には、比較可能な業務に対する地

域慣行に即した賃金を超えない超えかぎり、及

び就労助成の上限を超えていない限りで、雇用

主から通常支払われる賃金。 
2. 社会保険料総額のうち雇用主負担分（1.にいう

賃金の 20％）。一時的に支払われる賃金（例え

ば休暇手当及びクリスマス手当）は考慮されな

い。 
 
3.12 統合プロジェクト 

対象者：統合プロジェクトに関わる雇用主と労働

者 
支給機関：ヘッセン州福祉連盟内統合局 
根拠条文：社会法典第 9 編第 132 条～第 134 条 

 
統合プロジェクトの助成は、一般労働市場にある企

業内で重度障害者の職場を形成し、継続的に確保す

るためのヘッセン州福祉連盟の統合局の助成手段で

ある。 
 
雇用義務のある雇用主はそれぞれ、職場の 5％に重度

障害者を配置しなければならない一方、統合プロジ

ェクトでは、職場の 25％から 50％に重度障害者及び

/又はあっせんの困難な者を就労させることになる。 
 
統合プロジェクトは、障害者の障害の種類と程度及

びあっせんを妨げる事実(例えば年齢及び長期の失業、

資格不足)に基づき、一般労働市場でのあらゆる援助

を尽くしたにもかかわらず、特に不利な状態にある

重度障害者を就労させるものである。 
 
対象になるのは以下の者である。 

● 知的障害又は精神障害、重度の身体障害、感覚

障害あるいは複数の障害のある重度障害者 
● 一般労働市場への準備のために、障害者作業所

又は精神障害者施設を出た重度障害者 
● 一般労働市場への準備のために学校を卒業し

た重度障害者 
 
統合プロジェクトのための財政上の助成見込み額

(Fördermöglichkeit)は、一度限りの助成金又は援助

（例えば、投資あるいは事業経営上の助言）及び現

在行われている給付（例えば障害者の能力低下の調

整又は特別な支出）ごとに異なる。 
 
統合プロジェクトの投資援助には、建設、拡張、近

代化及び装備といったことが可能である。 
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投資援助の支出の種類として、助成金、貸付利子補

給（外部資金の軽減）といったものが考慮される。

援助の種類と額は、個々の統合プロジェクトの状況

による。個々の事例を調べると、特に全従業員数に

対する重度障害者の割合（重度障害者率）、プロジェ

クト担当者の経営状況、投資総額及び財務計画、及

びプロジェクトに関わる基準や産業に関わるその他

の基準が考慮される。 
 
統合プロジェクトには以下の3つの組織形態がある。 

● 統合企業(Integrationsunternehmen) 
● 統合事業所(Integrationsbetrieb) 
● 統合部門(Integrationsabteilung) 

 
統合企業の場合、営利目的を有して継続的、法的、

経済的に独立した組織が対象である。法形態として

は例えば以下のものが考えられる。 
● 個人商店 
● 合名会社又は合資会社 
● 財団法人、協同組合 

 
ただし、統合事業所及び統合部門は、法的には独立

していない企業内の組織形態であり、統合企業と同

じ目的を追求する。統合事業所又は統合部門は、企

業全体として少なくとも 5％の雇用率を満たしてい

る企業だけに認められる。 
 
 
興味が湧いただろうか？ 
ヘッセン州福祉連盟内統合局は、あなたのご相談をお待ち

している。 
 
より詳しい情報は下記サイトにアクセスされたい。 
www.integrationsa mt-hesse 
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ドイツ判例  1 / 9 
 
 ドイツ  障害の概念 01  直接差別 01  

 
大学の不採用における不利益取扱い（直接差別）が認めら

れた事例 
連邦労働裁判所 2006 年 9 月 12 日判決 NZA 2007, S. 507 
 
＜事案の概要＞ 

 年 20 日から 56 日の労働日につき、運動器官の疾病

を理由として欠勤したとして、被告から解雇された。障

害者は、労働裁判所に解雇保護の訴えを提起し、障害を

理由とした差別は許されないと主張し、補償金を請求し

た（上告棄却、障害者の敗訴）。 
 
＜判決のポイント＞ 
・障害と疾病は、単純に同列に論じられるものではなく、

障害という概念に包摂される制限は、それが長期にわ

たることが確実なものでなければならない。 
・過去に生じ、将来危惧される多くの欠勤の結果、事業

所上および経済上阻害されること自体を理由として、

解雇が告知された。これによっては、原告は、障害を

理由として直接的にも、間接的にも差別されたわけで

はない。 
・疾病を理由とした解雇が、一般均等待遇法の意味にお

ける障害を理由とした不利益取扱いに必然的になる

わけではない。 
 
＜結論＞ 

一審原告の上告棄却（障害者敗訴）。 
 
 
 
 
 
 
 ドイツ  障害の概念 02  直接差別 02  

 
州の駐車スペースの監視業務の不採用につき、不利益取扱

い（直接差別）が認められた事例 
連邦労働裁判所 2007 年 4 月 3 日判決 NZA 2007, S.1098 
 
＜事案の概要＞〉 

 州の駐車スペースの監視業務の不採用につき、不利益

取扱い（直接差別）を理由として、補償金が請求された

事案（上級審差戻し、差戻審原告障害者勝訴）。原告は、

障害程度 40 で、同等の者の申立てをしていなかった。 
 
＜判決のポイント＞ 

・州の駐車スペースの監視業務の不採用につき、不利益

取扱い（直接差別）を理由として、補償金が認められ

る。 
・重度障害者とこれと同等の者のみを対象として、社会

法典第 9 編旧 81 条 2 項は、障害を理由とした差別を

禁止しているが、これは、雇用と職業における平等取

扱の実現のための一般的な枠組みの設定に関する

EU 理事会指令 2000/78 に反するため（指令は、障害

の程度を区別していない）、指令に一致した解釈をと

らなければならない。 
・原告は、障害程度 40 で、同等の者の申立てをしてい

ないが、かかる者も、差別禁止の対象となる。 
・障害のある従業員に対する不利益取扱いが障害を理由

としたものであると推定される。 

 
＜結論＞ 

上級審差戻し、差戻審にて一審原告（障害者）勝訴。 
 
＜関連条文＞ 

社会法典第9編 旧81条2項 
 
※社会法典第9編 旧81条2項は次のように規定していた。 

 「使用者は、重度障害者に対して障害を理由に差別して

はならない。個々の場合に次のようなことが適用される。 
1. 重度障害者が、ある合意または措置のある場合に、特

に、労働ないしその他の雇用関係の設定の場合、職業上

の昇進の場合、ある命令または解雇の場合に、障害を理

由に不利益に取り扱ってはならない。しかし、障害を理

由とした取扱いは、ある合意または措置が、重度障害者

によってなされる業務の種類を対象とし、かつ、一定の

身体的機能、知的な能力または精神的な健康が、この業

務にとって本質的及び重要な職業上の要請である限りで、

適法である。争いのある場合に、重度障害者が、障害を

理由とした不利益取扱いを推定させる事実を主張する場

合、障害には関わらない客観的な理由が異なった取り扱

いを正当化するということ、または、一定の身体的機能、

知的な能力、または精神的健康が、この業務にとっての

本質的かつ重要な職業上の要請であるということについ

て、使用者が証明責任を負う。 
2. 労働ないしその他の雇用関係の設定にあたって、1号に

規定される不利益取扱い禁止に反する場合には、これに

よって不利益を受けた障害のある応募者は、金銭での相

当な補償を請求しうる。労働ないしその他の雇用関係の

設定に関する請求権は存しない。 
3. 障害のある応募者が、不利益のない選択の場合でも、

採用されなかった場合には、使用者は、3ヶ月分の額で相

当な保障を提供する。労働ないしその他の雇用関係が基

礎づけられる、正規の労働時間の場合に、一か月に、障

害のある応募者に、金銭ないし現物給与で生じたものが、

月の報酬とみなされる。 
4. 2号及び3号による2ヶ月以内補償請求権は、応募の拒否

後2ヶ月以内に文書で主張しなければならない」。 
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 ドイツ  直接差別 05  

 
技術大学の E-Learning のポストでの不採用につき、不利

益取扱い（直接差別）を理由として、補償金（14,534.18
ユーロ）が認められた事例 
連邦労働裁判所2008年11月18日判決 AP Nr. 16 zu § 81 
SGBIX 
 
＜事案の概要＞ 

 D技術大学のE-Learningの５つのポストの採用の応

募を行い、情報学の学位のある原告が応募したが、採用

されなかった。不採用につき、不利益取扱い（直接差別）

を理由として、補償金（14,534.18 ユーロ）が請求され、

労働裁判所で 996.95 ユーロの支払いを命じ、州労働裁

判所は被告州による控訴を認めた。上級審は、一審原告

の請求を一部認容（障害者勝訴）。原告は、障害程度 60
であり、重度障害者であった。 

 
＜判決のポイント＞ 
・空いたポストを連邦雇用エージェンシーに通知してい

ないことも、障害を理由とした不利益取扱いを推定さ

せる。 
・大学は、原告を面接に呼ばなかったという事情も考慮

される。 
・障害のある従業員に対する不利益取扱いが障害を理由

としたものであると判断された。 
 
＜結論＞ 

上級審、一審原告の請求を認容（障害者勝訴）。 
 
 

 ドイツ  直接差別 06  

 
空いたポストが、障害者によって占められるべきかどう

かを審査すべき義務、といういわゆる審査義務の違反が、

不利益取扱いを推認させるとされた事例 
連邦労働裁判所 2010 年 8 月 17 日判決 
 
＜事案の概要＞ 

 心臓疾患とてんかんをもつ障害程度 70 の障害者が、

資材担当主任の公募のポストに応募したが、被告は、空

いたポストが、障害者によって占められるべきかどうか

を吟味することなく、このポストを埋めた。原告は、障

害を理由として不利益を受けたとして、一般均等待遇法

15 条 2 項に基づく補償を請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 
・不利益的取扱いは、特に、採用や昇進にあたって、あ

る従業員が選択の際考慮に入れられなかった場合に、

ありうる。不利益取扱いが存するかは、重度障害者に

対し、チャンスが認められない場合や、より悪化した

チャンスが認められる場合であれば、十分認められる。 
・空いたポストが、障害者によって占められるべきかど

うかを吟味・審査すべき義務は、すべての使用者に対

して、常に存在する。 
・社会法典 81 条 1 項 1 文による空いたポストの審査義

務に反して、空いたポストが重度障害者によって埋め

られるかどうかを審査していない。かかる不利益の推

認について反駁していないため、本件は、州労働裁判

所に差戻された。 
 
＜結論＞ 

上告棄却・差戻し。 
 この事件では、原審が、控訴を退けた（一審原告敗

訴）のに対し、連邦労働裁判所は、上告を棄却し、本件

を州労働裁判所へ差戻した。使用者がこの審査義務に反

する場合、障害を理由とした不利益取り扱いを推認させ

る。これについて使用者は、差別が障害によるのではな

く、他の理由に基づくものであることを証明しなければ

ならない。これらを理由として、判決は破棄され、控訴

審に差戻されている。 
 
＜関連条文＞ 

社会法典第 9 編 81 条 1 項 1 文 
 使用者は、空いたポストが、重度障害者、特に、

連邦雇用エージェンシーのもとで失業もしくは求職

を申告していた重度障害者によって占められるべき

かどうかを吟味すべき義務がある。 
 
 

ドイツ判例  2 / 9 
 
 ドイツ  障害の概念 03  直接差別 03  

 
病院における医師秘書の不採用における不利益取扱い（直

接差別）が認められなかった事例 
連邦労働裁判所 2011 年 1 月 27 日判決 NZA 2011, S.737 
 
＜事案の概要＞ 

 原告は、障害程度 40 の障害者であった。2008 年 1
月 13 日から 2 年の期限付きの医師の秘書の公募に 1 月

15 日に応募したが、12 月 6 日他の応募者が採用された

旨が通知された。このため、原告は、障害を理由として

差別されたとして、2008 年 5 月 9 日労働裁判所に訴え

を提起した。原告は、2007 年 6 月 28 日にベルリン南・

雇用エージェンシーに、重度障害者と同等の者との申立

てをしているが、応募には間に合っていない。そのため、

同等の者であるとの認定はなされていない（つまり、原

告は、重度障害者でも、これと同等の者でもない）。 
 
＜判決のポイント＞ 

・旧 81 条 2 項を含む社会法典第 9 編の規定は、応募の

時点で、重度障害者の場合ではない場合や、これと同

等の者でもない場合には、適用がなく、原告は、社会

法典第 9 編 81 条、82 条の規定への違反に拠ることは

できない。 
・応募の拒否と障害との関係の因果関係が推断されない。 
・一般均等待遇法は、軽度障害者（重度障害者でもなく、

これと同等の者でもない）をも差別から保護する。一

般均等待遇法の障害の概念は、社会法典第 9 編の概念

よりも広い概念であるとした。社会法典第 9 編の規定

以外の他の規定違反の事実は、原告が主張していない

（このため、敗訴とされた）。 
 
＜結論＞ 

上告棄却（障害者敗訴） 
 
＜関連条文＞ 

社会法典第 9 編現行 81 条 2 項 
 

※ 個別には、一般均等待遇法の規定が適用される。 
 本件判決は、連邦労働裁判所2007年4月3日判決NZA 
2007, S.1098【直接差別01】との整合が問われるところで

ある。【直接差別01】の判決では、重度障害者とこれと同

等の者のみを対象として、旧81条2項は、障害を理由とし

た差別を禁止しているが、これは、雇用と職業における均

等待遇のための一般枠組み設定に関するEU理事会指令

2000/78に反するため（指令は、障害の程度を区別してい

ない）、指令に一致した解釈をとらなければならないと判

断していた。つまり、指令では、重度障害者とこれと同等

の者のみならず、それ以外の軽度の障害者をも対象として

いるが、ドイツ法は、（重度障害者とこれと同等の者のい

ずれでもない）かかる軽度の障害者を対象とする差別禁止

規定を当時欠いていたため、指令に一致した解釈をとる必

要があると判断されたのであった。これに対して、一般均

等待遇法及び社会法典第9編81条の改正後の本件判決は、

「一般均等待遇法の導入によって、これらの規定は、今や

存在する」と説示し、（重度障害者とこれと同等の者以外

の）軽度の障害者に対しては、一般均等待遇法によって対

処すると判断したのである。 
 ドイツ政府は、2005 年及び2006 年に欧州司法裁判所

からEC 指令の義務違反を指摘され、2006 年に「2006 年
8 月14 日の均等待遇原則の実現のための欧州指令を実施

するための法律」により一般均等待遇法を制定したもので

あるが、上記の連邦労働裁判所の判決に至る係争案件につ

いての下級審での判決にも対応するため、併せて重度障害

者の権利と使用者の義務を定める社会法典第9編81条2項
についても、不利益取扱禁止規定を、「個別には、一般均

等待遇法の規定が適用される」と全面的に改め、不利益取

扱禁止規定による救済範囲を一般均等待遇法により障害

者全てに拡大することとしたのである。本件判決は、この

改正を踏まえて、判断を示している。 
 
 
 
 
 
 
 ドイツ  直接差別 04  

 
大学の不採用における不利益取扱い（直接差別）が認めら

れた事例 
連邦労働裁判所 2006 年 9 月 12 日判決 NZA 2007, S. 507 
 
＜事案の概要＞ 

 経理、コスト算定、業績の算定を行うポストの不採用

につき、不利益取扱い（直接差別）を理由として、補償

金が請求された事案（上告審、一審原告（障害者）の上

告認容） 
 
＜判決のポイント＞ 
・障害のある従業員に対する不利益取扱いが障害を理由

としたものであると推定されるとした。 
・採用において、要求された採用条件である学位、およ

び、実務経験について、原告障害者が有していた学位、

および、実務経験がこの採用条件に相応したものであ

ることを認定して、不利益取扱いの存在を認めている。 
・補償の額は、社会法典第 9 編旧 81 条 2 項 22 文にし

たがい、相当なものでなければならない。その額は、

違反の種類と重さ、重度障害のある応募者への効果に

よって、決まるとされた。 
 
＜結論＞ 

一審原告（障害者）の上告認容。 
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 ドイツ  直接差別 05  

 
技術大学の E-Learning のポストでの不採用につき、不利

益取扱い（直接差別）を理由として、補償金（14,534.18
ユーロ）が認められた事例 
連邦労働裁判所2008年11月18日判決 AP Nr. 16 zu § 81 
SGBIX 
 
＜事案の概要＞ 

 D技術大学のE-Learningの５つのポストの採用の応

募を行い、情報学の学位のある原告が応募したが、採用

されなかった。不採用につき、不利益取扱い（直接差別）

を理由として、補償金（14,534.18 ユーロ）が請求され、

労働裁判所で 996.95 ユーロの支払いを命じ、州労働裁

判所は被告州による控訴を認めた。上級審は、一審原告

の請求を一部認容（障害者勝訴）。原告は、障害程度 60
であり、重度障害者であった。 

 
＜判決のポイント＞ 
・空いたポストを連邦雇用エージェンシーに通知してい

ないことも、障害を理由とした不利益取扱いを推定さ

せる。 
・大学は、原告を面接に呼ばなかったという事情も考慮

される。 
・障害のある従業員に対する不利益取扱いが障害を理由

としたものであると判断された。 
 
＜結論＞ 

上級審、一審原告の請求を認容（障害者勝訴）。 
 
 

 ドイツ  直接差別 06  

 
空いたポストが、障害者によって占められるべきかどう

かを審査すべき義務、といういわゆる審査義務の違反が、

不利益取扱いを推認させるとされた事例 
連邦労働裁判所 2010 年 8 月 17 日判決 
 
＜事案の概要＞ 

 心臓疾患とてんかんをもつ障害程度 70 の障害者が、

資材担当主任の公募のポストに応募したが、被告は、空

いたポストが、障害者によって占められるべきかどうか

を吟味することなく、このポストを埋めた。原告は、障

害を理由として不利益を受けたとして、一般均等待遇法

15 条 2 項に基づく補償を請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 
・不利益的取扱いは、特に、採用や昇進にあたって、あ

る従業員が選択の際考慮に入れられなかった場合に、

ありうる。不利益取扱いが存するかは、重度障害者に

対し、チャンスが認められない場合や、より悪化した

チャンスが認められる場合であれば、十分認められる。 
・空いたポストが、障害者によって占められるべきかど

うかを吟味・審査すべき義務は、すべての使用者に対

して、常に存在する。 
・社会法典 81 条 1 項 1 文による空いたポストの審査義

務に反して、空いたポストが重度障害者によって埋め

られるかどうかを審査していない。かかる不利益の推

認について反駁していないため、本件は、州労働裁判

所に差戻された。 
 
＜結論＞ 

上告棄却・差戻し。 
 この事件では、原審が、控訴を退けた（一審原告敗

訴）のに対し、連邦労働裁判所は、上告を棄却し、本件

を州労働裁判所へ差戻した。使用者がこの審査義務に反

する場合、障害を理由とした不利益取り扱いを推認させ

る。これについて使用者は、差別が障害によるのではな

く、他の理由に基づくものであることを証明しなければ

ならない。これらを理由として、判決は破棄され、控訴

審に差戻されている。 
 
＜関連条文＞ 

社会法典第 9 編 81 条 1 項 1 文 
 使用者は、空いたポストが、重度障害者、特に、

連邦雇用エージェンシーのもとで失業もしくは求職

を申告していた重度障害者によって占められるべき

かどうかを吟味すべき義務がある。 
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 ドイツ  間接差別 02  

 
高齢パートタイム労働契約の拒否が不利益取扱いとは認

められなかった事例 
連邦労働裁判所2003年11月18日判決 NZA 2004, S. 545 
 
＜事案の概要＞ 

 1944 年 10 月生まれの原告は、4 年間技術的な職員と

して金属加工業の被告企業に就労しており、高齢パート

タイム労働時間に関する労働協約の適用を受けていた。

同労働協約では、最後の 5 年間 1080 日フルタイムや社

会保険義務のあるパートタイム労働で就労した期間が

あり（2 条）、55 歳に達した後、最短 6 週、最長 2 年間

の就労が可能とされていた（3 条）。原告は、障害程度

50 の障害を有していた。原告は、2001 年 3 月 18 日に、

同年 11月 1日から翌 10月 31 日までの高齢パートタイ

ム労働契約の締結を被告に求めたが、被告はこれを拒否

した。労働協約 14 条 d によれば、稼得能力減少を理由

とした老齢年金請求権を有する時点で、高齢パートタイ

ム雇用は、終了すると規定されていた。原告は、社会法

典第 4 編 236a 条により、重度障害のある人の老齢年金

として、2004 年 11 月 1 日以降、老齢年金を得られる資

格を有していた。原告は、パートタイム労働契約の締結

を裁判所で請求した。労働裁判所、州労働裁判所はこれ

を棄却した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・60 歳以降は、高齢パートタイム就労の請求権は有し

ない。この時点では、比較的高くはない年金の請求権

を有することになるが、これ以降パートタイム労働時

間の請求権は、同時にもたないものとなる。 
・他の労働者と異なって、支給開始年齢に達するまでの

期間、高齢パートタイム労働契約を原告と締結しなか

ったとしても、重度障害の存在を理由とした直接差別

にはあたらない。 
・原告は、社会法典第 6 編 236a 条によれば、重度障害

のある人の老齢年金として 2004 年 11 月 1 日以降、

老齢年金を得られる資格を有していた。要件は、満

60 歳に達しており、重度障害者として、職業ないし

稼得能力がなく、待機期間が 35 年であることである

が、原告はこの要件を充たしている。 
・原告に帰属する当該老齢年金は、本件労働協約 14 条

d の意味における「稼得能力減少を理由とした年金」

である。 
・これに対し、障害のない労働者は、65 歳までパート

タイム就労を労働協約上請求しえて、また、年金も、

その分、満額の（稼得能力減少を理由とした年金では

ない）年金を支給し得る。 
・社会法典第 6 編 236a 条の規定により、障害者は、老

齢年金を早く、しかも高額ではない年金を支給され得

ることになるが、かつ、その結果、本件労働協約によ

れば、パートタイム労働での就労の可能性も制限され

る。この規定は、間接差別を意味する。しかし、かか

る場合が間接差別であったとしても、客観的に正当化

され得る。高齢パートタイム労働時間法の全体の制度

の枠内では、こうした労働協約の規定は、年金への移

行までの支援と失業の撲滅に役立つからである。この

規定の目的は、間接差別の客観的な理由を意味してい

る。 
 
 

＜結論＞ 
原告の上告棄却（障害者敗訴）。 

 
＜関連条文＞ 

社会法典第 6 編 236a 条 
 重度障害者については、1964 年 1 月 1 日前に生ま

れの保険者が、次の場合に、早期に老齢年金を請求

し得る。 
1．63 歳に達している場合 
2．老齢年金開始時に重度障害者（第 9 編 2 条 2
項）と認められる場合 

 この老齢年金の早期の請求は、早くとも、60 歳に

達した後、可能となる。 
 
 

ドイツ判例  4 / 9 
 
 ドイツ  直接差別 07  

 
空いたポストが、障害者によって占められるべきかどう

かを審査すべき義務、といういわゆる審査義務の違反が、

不利益取扱いを推認させるとされた事例 
連邦労働裁判所 2011 年 10 月 13 日判決 

 
＜事案の概要＞ 

 障害程度 60 の障害者が、被告市の母性保護担当（人

事、建築計画、土地、秩序局の部門の担当）のための公

募のポストに応募したが、被告は、空いたポストが、障

害者によって占められるべきかどうかを吟味すること

なく、また、雇用エージェンシーにコンタクトを取るこ

となく、このポストを埋めた。原告は、障害を理由とし

て不利益を受けたとして、一般均等待遇法 15 条 2 項に

基づく補償を請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 
・空いたポストが、障害者によって占められるべきかど

うかを審査すべき義務は、すべての使用者に対して、

障害者が応募し、その応募にあたってこの地位を公に

したかどうかに関わりなく、常に存在する。 
・審査義務の違反は、障害を理由とした不利益取り扱い

を推認させる。採用されなかった障害者は、これを不

利益取扱いの主張に当たって、それを根拠とすること

ができる。 
・本件では、使用者がかかる不利益の推認について反駁

し得なかったため、本件は、州労働裁判所に差戻され

た。 
 
＜結論＞ 

上告棄却・差戻。 
 この事件では、原審が、控訴を退けた（一審原

告敗訴）のに対し、連邦労働裁判所は、上告を棄却

し、本件を州労働裁判所へ差戻した。使用者がこの

審査義務に反する場合、障害を理由とした不利益取

り扱いを推認させる。その理由は、使用者はその促

進義務を考慮していないからである。 
 
 

 ドイツ  間接差別 01  

 
市の病院秘書の採用につき、間接差別が正当化されるとさ

れた事例（ただし、以下のように、正当化事由の立証によ

り、不利益的取扱いが正当化された） 
連邦労働裁判所2005年2月15日判決 AP Nr. 7 zu § 81 SGB 
IX 
 
＜事案の概要＞ 

 医師の補助者としての教育訓練、または、医療の領域

の対比しうる経験をもっており、優れたタイプライター

の知識があることが採用条件であったが、かかる採用条

件が、障害を理由とした差別にあたり、3 か月の報酬額

の法定の最低補償額を参考にして、補償を被告に対して

請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・不採用が、間接差別によるものであると認めた。 
・しかし、このことは、法適合的な目的によって客観的

に正当化されるであろうし、その手段は、この目的達

成のため相当かつ必要である、その差別が正当化され

うると判断された。 
 
＜結論＞ 

上告審、一審原告（障害者）の上告棄却。 
 
＜関連条文＞ 

一般均等待遇法 3 条 2 項 
 同条においては、障害その他の事由に基づく間接

差別が定義される。外観上中立的な規定、基準又は

手続により、1 条に掲げられる諸事由のいずれかに基

づき、対比しうる状況の下で、他の者よりも、特別

な方法で、ある者が不利な取扱いを受ける場合には、

間接的な不利益な取扱いとなる。 
 当該規定、基準又は手続が、法に適った目的によ

り客観的に正当性が認められ、その手段がこの目的

の達成のために相当かつ必要である場合はその限り

ではない（一般均等待遇法 3 条 2 項）。 
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 ドイツ  間接差別 02  

 
高齢パートタイム労働契約の拒否が不利益取扱いとは認

められなかった事例 
連邦労働裁判所2003年11月18日判決 NZA 2004, S. 545 
 
＜事案の概要＞ 

 1944 年 10 月生まれの原告は、4 年間技術的な職員と

して金属加工業の被告企業に就労しており、高齢パート

タイム労働時間に関する労働協約の適用を受けていた。

同労働協約では、最後の 5 年間 1080 日フルタイムや社

会保険義務のあるパートタイム労働で就労した期間が

あり（2 条）、55 歳に達した後、最短 6 週、最長 2 年間

の就労が可能とされていた（3 条）。原告は、障害程度

50 の障害を有していた。原告は、2001 年 3 月 18 日に、

同年 11月 1日から翌 10月 31 日までの高齢パートタイ

ム労働契約の締結を被告に求めたが、被告はこれを拒否

した。労働協約 14 条 d によれば、稼得能力減少を理由

とした老齢年金請求権を有する時点で、高齢パートタイ

ム雇用は、終了すると規定されていた。原告は、社会法

典第 4 編 236a 条により、重度障害のある人の老齢年金

として、2004 年 11 月 1 日以降、老齢年金を得られる資

格を有していた。原告は、パートタイム労働契約の締結

を裁判所で請求した。労働裁判所、州労働裁判所はこれ

を棄却した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・60 歳以降は、高齢パートタイム就労の請求権は有し

ない。この時点では、比較的高くはない年金の請求権

を有することになるが、これ以降パートタイム労働時

間の請求権は、同時にもたないものとなる。 
・他の労働者と異なって、支給開始年齢に達するまでの

期間、高齢パートタイム労働契約を原告と締結しなか

ったとしても、重度障害の存在を理由とした直接差別

にはあたらない。 
・原告は、社会法典第 6 編 236a 条によれば、重度障害

のある人の老齢年金として 2004 年 11 月 1 日以降、

老齢年金を得られる資格を有していた。要件は、満

60 歳に達しており、重度障害者として、職業ないし

稼得能力がなく、待機期間が 35 年であることである

が、原告はこの要件を充たしている。 
・原告に帰属する当該老齢年金は、本件労働協約 14 条

d の意味における「稼得能力減少を理由とした年金」

である。 
・これに対し、障害のない労働者は、65 歳までパート

タイム就労を労働協約上請求しえて、また、年金も、

その分、満額の（稼得能力減少を理由とした年金では

ない）年金を支給し得る。 
・社会法典第 6 編 236a 条の規定により、障害者は、老

齢年金を早く、しかも高額ではない年金を支給され得

ることになるが、かつ、その結果、本件労働協約によ

れば、パートタイム労働での就労の可能性も制限され

る。この規定は、間接差別を意味する。しかし、かか

る場合が間接差別であったとしても、客観的に正当化

され得る。高齢パートタイム労働時間法の全体の制度

の枠内では、こうした労働協約の規定は、年金への移

行までの支援と失業の撲滅に役立つからである。この

規定の目的は、間接差別の客観的な理由を意味してい

る。 
 
 

＜結論＞ 
原告の上告棄却（障害者敗訴）。 

 
＜関連条文＞ 

社会法典第 6 編 236a 条 
 重度障害者については、1964 年 1 月 1 日前に生ま

れの保険者が、次の場合に、早期に老齢年金を請求

し得る。 
1．63 歳に達している場合 
2．老齢年金開始時に重度障害者（第 9 編 2 条 2
項）と認められる場合 

 この老齢年金の早期の請求は、早くとも、60 歳に

達した後、可能となる。 
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 ドイツ  合理的配慮 03 （雇用義務）  

 
原職復帰できない場合に軽減された職務の就労請求権が

認められた事例 
連邦労働裁判所2005年10月4日判決 NZA 2006, S. 442. 
 
＜事案の概要＞ 

 当事者は 2001 年 8 月 15 日から 2002 年 4 月まで

の不就労の部分について、賃金請求権を争っている。

1961 年生まれの障害程度 50 の原告は、1997 年 2 月 17
日以来、清掃員としてフルタイムで被告の下で雇用され

ていた。原告は 1999 年 10 月 16 日から 2000 年 11 月 1
日までの膝関節の疾病を理由として労働不能にあった。

その際認められた腫瘤を理由として太ももの義足をし

ていた。原告は、清掃員としてかつての職務を行い得な

いため、これに続く期間、環境のための事業所での中央

塔での材料の搬入と（地域のごみの収集のための）ごみ

コンテナの清掃のための労働に投入された。2001 年 2
月氷上で転んで労働災害を負い、義足の破損により、原

告は新たに手術を受けた。このため、2001 年 6 月 15
日から2001年8月 12日まで続いて労働不能にあった。

材料の搬入の領域での継続的な就労は適しないとの理

由から、被告は 2001 年 8 月 13 日以降の原告の職務の

継続を拒んだ。被告は 2001 年 8 月 15 日以降賃金を原

告に対して支払わなかった。原告は労働裁判所で清掃員

としての継続雇用を請求し、同時に 2001 年 8 月 15 日

以降の賃金を主張した。原告は、障害にもかかわらず、

材料の搬入とごみコンテナの清掃のための労働で投入

可能である、という見解であった。 
 

＜判決のポイント＞ 
・障害者は、事業所において任務の変更の可能性が存在

する限りで、軽易な労働でのみ雇用されることを請求

しうる。このことは社会法典第 9 編 81 条 4 項 14 文

から生じる。これによれば、障害のある労働者は、障

害に即応した労働組織の形成に関わる請求権を有す

る。使用者に対して期待し得ない不相当な費用と結び

つかない場合にのみ、障害のある労働者は、職場の形

成と装備に関して請求権を有すると説示された。 
・被告が社会法典第 9 編 81 条 4 項による義務を充足す

るときには、資材塔（Wertstoffhof）において、なら

びにごみコンテナの清掃の枠組みの中で、原告の障害

に即した雇用が被告には可能だというのは、ありえな

いことではないと判断された。 
・使用者は、社会法典第 9 編 81 条 4 項により、必要な

技術的な補助により重度障害者の労働者の職場を装

備しなければならない義務を負うとされた。 
 
＜結論＞ 

破棄差戻し。 
 
 

 ドイツ  合理的配慮 04 （雇用義務）  

 
労働者が疾病により労働不能になった場合でも、医師の診

断書に基づいて、職業活 動を段階的に開始しようとする

場合にも、雇用義務を請求し得えないとされた事例 
連邦労働裁判所 2006 年 6 月 13 日判決 NZA 2007, S. 91 
 
＜事案の概要＞ 

 レストランのシェフが心臓と循環器系のクリニック

の診断書により段階的な職場復帰のプランが勧められ

たという場合に、雇用義務を請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・医師の診断書に基づいて、職業活動を段階的に開始し

ようとする場合にも、雇用義務を請求し得えないとさ

れた。 
・この場合、最初の 1 ヶ月は週 3 日 3 時間、次の月は

週 4 日 3 時間、次の次の月は週 5 日 3 時間と段階的

に職場復帰を再開すべきという診断書が、原告の労働

能力が完全または一部復帰するかが予見できるもの

ではない等の理由から、診断書として十分でないとさ

れた。 
 
＜結論＞ 

一審原告による上告棄却（障害者敗訴） 
 
 

ドイツ判例  6 / 9 
 
 ドイツ  合理的配慮 01 （雇用義務）  

 
雇用義務が認められ、解雇の場合の損害賠償が認められた

事例 
連邦労働裁判所 1991 年 7 月 10 日判決 NZA 1992, S. 27. 
 
＜事案の概要＞ 

 当事者は障害者である原告の賃金請求権と損害賠償

請求権を争っている。被告は、プラスチックからできて

いる窓の外枠を生産し、約 100 人の労働者を雇用して

いた。1934 年 1 月 27 日生まれのモロッコ生まれの原

告は、1972 年 7 月 11 日より、被告において労働契約に

基づいて雇用されていた。 
 1988 年 1 月 4 日より、原告は、高血圧症などによ

り、労働不能であり、原告は、シフト勤務のないより負

担の軽減された労働の割り当てを、何度も被告に対して

求めた。 
 しかるに、1989 年 8 月 3 日に到達した文書によっ

て、被告は、労働契約関係を（1989 年 12 月 31 日まで

の解約告知期間）通常解約した。1989 年 10 月 18 日の

訴えにより、原告は、1989 年 8 月 8 日から 9 月 30 日

までの 5171.40 マルク（4％の利子）の賃金の支払いを

求め、付随的に、損害賠償を求めた。 
 
＜判決のポイント＞ 

・原告の主張によれば、被告は、8 月および 9 月におい

て、従業員を新たに雇用し、その従業員は原告によっ

ても履行可能なより軽減された業務を行っており、原

告の主張によれば、テープをプラスチックの滑車から

除去し、プラスチックの部分を検査するポストが問題

になる。原告はその陳述において、証拠を示した。こ

れによって、原告は、配慮義務の侵害について、主張

責任および証明責任を充たしている。 
・州労働裁判所は、当事者の争いのある主張について考

慮しないままであった。控訴審が、新たな審尋により、

被告が原告に対してこのポストに提供しなければな

らないという結果に達するのであれば、原告に対し、

この職務に生じる報酬の額での損害賠償が認められ

るかどうかを審査しなければならないとされた。 
 
＜結論＞ 

破棄差戻し 
 
 
 
 
 
 
 ドイツ  合理的配慮 02 （雇用義務）  

 
障害者は、同様に、能力と知識に応じて完全に活用し発展

させ得る雇用を請求しうるとしても、5 人以上の従業員が

いる事業所では、事業所委員会の設置が義務づけられ、事

業所組織法 99 条による配置転換の場合に、事業所委員会

による同意（共同決定）が必要である場合に、使用者は、

その同意（あるいは同意補充の手続き）を得なければなら

ないとされた事例 
連邦労働裁判所 2002 年 12 月 3 日判決 AP Nr. 2 zu § 81 
SGB IX 
 
＜事案の概要＞ 

 問題になった事件では、1995 年以来フルタイマーと

して被告ドイツ連邦郵便の H 支社で小包配達業務をし

ていた者が、1996 年 1 月より乾癬（Schuppenflechte）

になり、1999年5月心筋梗塞となった（障害程度は50、
後に70）。2000年12月29日の医師の証明書によれば、

軽減された肉体労働は遂行可能であるとされていた。こ

れに対し、産業医は、手紙の配達等の業務にも耐えられ

ないと判断していた。リハビリテーションの措置ののち、

原告は 2000 年 5 月 18 日には労働開始可能であった。

被告会社は、支社の手紙部門において、手紙の配達人と

して、就労可能であるという結論に達したが、事業所委

員会は、労働者 K の手紙部門での就労が事業所の平和

を乱すことになるとの危惧があるとして、2000 年 5 月

24 日この雇用を認めなかった（不同意の表示）。このた

め、原告は、労働裁判所において、H 支社における手紙

部門での雇用を主位的に、団体配達部門での雇用を追加

的に、被告に対して請求し、さらに、事業所組織法 99
条における事業所委員会の同意を被告が得ること、他の

支払いをすることを被告に対して請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・障害者は、社会法典第 9 編 81 条 4 項 1 号により、能

力と知識に応じて完全に活用し発展させ得る雇用を

請求しうる。これは、事業所組織法 99 条によって確

認できる。これによれば、事業所での労働者生活への

原告の参加を確保するため、事業所委員会と協働すべ

き義務が被告会社にはある。配置転換の場合に、事業

所委員会があり、その同意（共同決定）が必要である

場合に、使用者は事業所委員会の同意を得なければな

らない、と説示した。 
・具体的な配置転換のため同意が要求される事業所委員

会が、その同意を有効に拒否した場合はじめて、事業

所組織法 99 条 4 項による同意補充手続において、そ

の雇用と矛盾する履行障害を使用者によって除去さ

せるべき、障害者の請求権が存しうる。 
・事業所委員会によって主張される同意拒否事由が客観

的に存し、また、同意拒否が法的になされる場合には、

同意補充手続の実施を、使用者は障害者に対して実施

すべき義務を負うものではない。 
・また、被告が、事業所委員会の同意獲得のため、ある

いは、裁判上の同意補充の手続きの実施のため判決を

うけるかどうかは、被告による同意手続が、2000 年

5 月にすでに開始されているかどうか、また、事業所

委員会の 2000 年 5 月 19 日の態度決定によって終了

しているかどうかによる。この事実の問題は、州労働

裁判所の見解に反して、未解明のままにしておくこと

はできない。 
・これらの事実を明らかにするため、控訴審に差戻す。 

 
＜結論＞ 

破棄差戻し。 
 
＜関連条文＞ 

事業所組織法 99 条 
 事業所委員会は、次のような場合には同意を拒み

うる。 
(1)1. 法律、規則、災害防止規定に対する措置、ま

たは、労働協約あるいは事業所協定における規

定に対する措置、もしくは、裁判上の決定、ま

たは、所轄の官庁の命令に違反し得る場合 
2. 95 条による指針に反する人事上の措置に反す

る場合 
(4) 事業所委員会がその同意を拒むときには、使用

者は、裁判所に同意を補充することを請求でき

る。 
 

− 160 − − 161 −
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 ドイツ  合理的配慮 03 （雇用義務）  

 
原職復帰できない場合に軽減された職務の就労請求権が

認められた事例 
連邦労働裁判所2005年10月4日判決 NZA 2006, S. 442. 
 
＜事案の概要＞ 

 当事者は 2001 年 8 月 15 日から 2002 年 4 月まで

の不就労の部分について、賃金請求権を争っている。

1961 年生まれの障害程度 50 の原告は、1997 年 2 月 17
日以来、清掃員としてフルタイムで被告の下で雇用され

ていた。原告は 1999 年 10 月 16 日から 2000 年 11 月 1
日までの膝関節の疾病を理由として労働不能にあった。

その際認められた腫瘤を理由として太ももの義足をし

ていた。原告は、清掃員としてかつての職務を行い得な

いため、これに続く期間、環境のための事業所での中央

塔での材料の搬入と（地域のごみの収集のための）ごみ

コンテナの清掃のための労働に投入された。2001 年 2
月氷上で転んで労働災害を負い、義足の破損により、原

告は新たに手術を受けた。このため、2001 年 6 月 15
日から2001年8月 12日まで続いて労働不能にあった。

材料の搬入の領域での継続的な就労は適しないとの理

由から、被告は 2001 年 8 月 13 日以降の原告の職務の

継続を拒んだ。被告は 2001 年 8 月 15 日以降賃金を原

告に対して支払わなかった。原告は労働裁判所で清掃員

としての継続雇用を請求し、同時に 2001 年 8 月 15 日

以降の賃金を主張した。原告は、障害にもかかわらず、

材料の搬入とごみコンテナの清掃のための労働で投入

可能である、という見解であった。 
 

＜判決のポイント＞ 
・障害者は、事業所において任務の変更の可能性が存在

する限りで、軽易な労働でのみ雇用されることを請求

しうる。このことは社会法典第 9 編 81 条 4 項 14 文

から生じる。これによれば、障害のある労働者は、障

害に即応した労働組織の形成に関わる請求権を有す

る。使用者に対して期待し得ない不相当な費用と結び

つかない場合にのみ、障害のある労働者は、職場の形

成と装備に関して請求権を有すると説示された。 
・被告が社会法典第 9 編 81 条 4 項による義務を充足す

るときには、資材塔（Wertstoffhof）において、なら

びにごみコンテナの清掃の枠組みの中で、原告の障害

に即した雇用が被告には可能だというのは、ありえな

いことではないと判断された。 
・使用者は、社会法典第 9 編 81 条 4 項により、必要な

技術的な補助により重度障害者の労働者の職場を装

備しなければならない義務を負うとされた。 
 
＜結論＞ 

破棄差戻し。 
 
 

 ドイツ  合理的配慮 04 （雇用義務）  

 
労働者が疾病により労働不能になった場合でも、医師の診

断書に基づいて、職業活 動を段階的に開始しようとする

場合にも、雇用義務を請求し得えないとされた事例 
連邦労働裁判所 2006 年 6 月 13 日判決 NZA 2007, S. 91 
 
＜事案の概要＞ 

 レストランのシェフが心臓と循環器系のクリニック

の診断書により段階的な職場復帰のプランが勧められ

たという場合に、雇用義務を請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・医師の診断書に基づいて、職業活動を段階的に開始し

ようとする場合にも、雇用義務を請求し得えないとさ

れた。 
・この場合、最初の 1 ヶ月は週 3 日 3 時間、次の月は

週 4 日 3 時間、次の次の月は週 5 日 3 時間と段階的

に職場復帰を再開すべきという診断書が、原告の労働

能力が完全または一部復帰するかが予見できるもの

ではない等の理由から、診断書として十分でないとさ

れた。 
 
＜結論＞ 

一審原告による上告棄却（障害者敗訴） 
 
 

− 160 − − 161 −
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 ドイツ  合理的配慮 07 （時間外労働の免除）  

 
障害のある労働者の時間外労働の義務が否定された事例 
連邦労働裁判所2002年12月3日判決 NZA 2004, S. 1219 
 
＜事案の概要＞〉 

 原告は、障害を理由として待機労働ないし深夜労働の

免除を請求している。ドイツ・カリタス連合施設におけ

る労働契約方針（AVR）の付属文書 5 労働時間規定に

おいては、次のように規定されていた。 
「1 条 （1）従業員の労働時間は、週平均 38.5 時間と

する。週労働時間の平均の計算は、原則的に 13 週の期

間を基礎とする。雇用上の合意によっては、52 週まで

の期間を基礎としうる。 
 従業員の1労働日の労働時間は8時間をこえてはなら

ない。それは、上記の期間において平均して 8 時間をこ

えない限り、10 時間まで延長することができる」。 
「7 条 （1）雇用主の命令により、従業員は、労働時

間外で、待機勤務の形でまたは呼び出し労働の形で労務

を提供しなければならない」。 
 1997 年 5 月原告は腰椎骨折のけがを負った。このた

め、1997 年 7 月 6 日から 1999 年 4 月 15 日まで傷病の

ため労働不能となり、障害程度 50 の重度障害者として

認定された。その後職場に復帰したが、薬の投与のため

深夜の労働の提供ができる状態になかった。それを被告

に指摘して以来、彼の労働は被告によって受け入れられ

ていなかったため、原告は、支払いの訴えによって、

1999 年 11 月 11 日から 2000 年 4 月までの時間に対す

る（例外は被告が継続的に賃金を支払った 2000 年 1 月

10 日から 2 月 6 日）受領遅滞による賃金を請求した。

原告は、8時間5分をこえて、労務提供の義務を負わず、

これにより、深夜の労働または待機勤務の提供について

も義務を負うものではない、という見解を主張した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・社会法典第 9 編 124 条により、一般論としては、超

過勤務免除請求が認められ、時間外労働義務を負わな

い。 
・社会法典第 9 編 81 条 4 項 4 号によれば、障害者は、

使用者に対して障害に即した「労働時間の形成」の請

求権を有する。事実が明らかではない等の理由から原

審へ差戻された。 
 
＜結論＞ 
被告の上告は一部認容（被告一部勝訴）。 
    その余は州労働裁判所に差戻し。 

 
〈関連条文〉 

社会法典第 9 編 124 条 
 重度障害者は、その請求により、時間外労働から

免除される。 
 
 

 
 ドイツ  ドイツ連邦共和国による EU 理事会指令の

国内法への置き換えの怠慢  
 
ドイツ連邦共和国が、EC 指令 2000/78 による義務に違反

していることを確認された事例 
欧州司法裁判所 2006 年 2 月 23 日判決 
 
＜事案の概要＞ 

 雇用と職業における均等待遇のための一般枠組設定

に関する EU 理事会指令 2000/78 のドイツ連邦共和国

法への置き換えについて、ドイツが通知することなく、

2003 年 12 月 2 日の期限が経過したため、委員会は、

条約 226 条の契約違反手続を開始した。委員会が、ド

イツに対し、変更を要求し、2004 年 7 月 7 日、態度決

定を言い渡し、これにより、その後 2 年以内に、ドイツ

に対し、必要な措置を講じるように、要求した。2004
年 9 月 9 日文書により、ドイツ政府は、委員会に対し、

指令の置き換えの法案をすぐに提出する旨を通知した

が、委員会は、ドイツ法への指令の置き換えについての

さらなる情報を得られなかったため、本件訴えを提起し、

欧州司法裁判所は、これを認めた。 
 
＜判決のポイント＞ 

・国内法のドイツ政府によって記述された規定からは、

重要な点について、指令の条項が完全には置き換えら

れていないことが明らかである。 
・ドイツ連邦共和国は、EC 指令 2000/78 による義務に

違反していることを確認する。 
 
＜関連条文＞ 

ヨーロッパ連合に関する条約 226 条 
 「委員会の見解により、加盟国が、本条約の義務

に反する場合、委員会は、複数の理由を持ってなさ

れる態度決定を言い渡す。委員会は、国に対し、事

前に意見表明をする機会を与えなければならない。  
 国が、この態度決定に対し、委員会によって設

定された期間内に対処しないときは、委員会は、裁

判所に先行判決を求めることができる。」 
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 ドイツ  合理的配慮 05 （雇用義務）  

 
原告に対し障害に応じたポストを割り当てるべき被告ア

メリカ軍の継続雇用義務が認められた事例 
連邦労働裁判所 2006 年 8 月 31 日判決 
差戻審・ラインラント・プファルツ州裁判所 2006 年 8 月

31 日判決 
 
＜事案の概要＞ 

 障害程度 100 の重度障害の X は、1981 年 5 月 1 日以

来、ラムシュタイン飛行場で消防士としてフルタイムで

雇用されていた。従前の契約上の業務を健康上の理由か

ら行うことができなかったが、2003 年 5 月の訴えによ

って、X は、障害に応じたポストの割り当て（継続雇用）

を請求した。 
 
＜判決のポイント＞ 

 行政職員として（購買）、代替としては、専門的職員

（テレコミュニケーション）、ハウジング・マネージメ

ント（助手）、職員（資料管理）、積荷発送、電話交換士

/行政職員（オフィス内コミュニケーション）、倉庫職員

（資材・商品の決定）、専門的職員（積荷処理）、レジ係

り（T3）として、原告を雇用すべきことを被告に対し

判決を下した。 
 
＜結論＞ 

破棄差戻し。差戻審において、一審原告（障害者）勝訴。 
 
＜関連条文＞ 

社会法典第9編 81条4項4号 
 重度障害者は、その使用者に対して、次の請求権を有

する。 
4. 特に災害の危険を考慮して、事業所施設、機械、

及び、器具、並びに、職場の形成、職場環境の形

成、職場組織、及び、労働時間の形成を含む、職

場の障害に即した装備と整備 
 
 

 ドイツ  合理的配慮 06 （労働時間の短縮  

 
1 日の労働時間の削減が、障害の種別と重度によって必要

であるとされた事例 
フランクフルト労働裁判所2002年 3月 27日判決 NZA‐

RR 2002, S.573 
 
＜事案の概要＞ 

 当事者は、週労働時間の短縮に関する請求権を争って

いる。原告 X について、100 の障害程度であることを

認めていたが、広告代理店の広告の印刷前段階、その他

の広告の資料を作成していた被告で雇用されていた。 
 2001 年 6 月 27 日の診断書により、治療に当たっ

た医師が、健康上の理由から 1 日の 4 時間ないし 5 時

間への労働時間の短縮が必要であることを証明した。交

渉では、被告がXの 8時間の職務に固執したのに対し、

X は週 5 日を維持したもとでの労働時間の短縮を求め

たが、週の労働時間短縮をめぐる交渉は失敗に終わった。

X は訴えを提起し、被告に対してパートの労働時間の請

求をした。 
 

＜判決のポイント＞ 
・原告は、社会法典 81 条 5 項 3 文により、月曜日から

金曜日まで1日5時間への通常労働時間の削減に対す

る被告の同意の請求権を有する。 
・この請求権は、パートタイム労働法 8 条の一般的なパ

ートタイム請求権と同様、労働契約の当事者によって

共同で実現されなければならない。使用者がその同意

を拒む場合には、労働者は訴えの方法により、契約の

変更を導かなければならない。 
・被告の主張は、注文の処理が多くの労働者によっても

可能ではない、ということに本質的にはよる。注文が

1労働日5時間以上要求するものであるとは被告は主

張していない。いずれにしても、このことは、弁論手

続における検討においては、説得力を持って根拠付け

られているわけではない。 
 
＜結論＞ 

請求認容（障害者勝訴）。 
 
＜関連条文＞ 

社会法典第 9 編 81 条 5 項 
 使用者は、パートタイムのポストの整備を促進す

る。これにあたって、使用者は、統合局から支援を

受ける。重度障害者は、短縮された労働時間が、障

害の種類または程度を理由として、必要である場合

には、パートタイムの就労を請求し得る。4 項 3 文は

準用される。 
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 ドイツ  合理的配慮 07 （時間外労働の免除）  

 
障害のある労働者の時間外労働の義務が否定された事例 
連邦労働裁判所2002年12月3日判決 NZA 2004, S. 1219 
 
＜事案の概要＞〉 

 原告は、障害を理由として待機労働ないし深夜労働の

免除を請求している。ドイツ・カリタス連合施設におけ

る労働契約方針（AVR）の付属文書 5 労働時間規定に

おいては、次のように規定されていた。 
「1 条 （1）従業員の労働時間は、週平均 38.5 時間と

する。週労働時間の平均の計算は、原則的に 13 週の期

間を基礎とする。雇用上の合意によっては、52 週まで

の期間を基礎としうる。 
 従業員の1労働日の労働時間は8時間をこえてはなら

ない。それは、上記の期間において平均して 8 時間をこ

えない限り、10 時間まで延長することができる」。 
「7 条 （1）雇用主の命令により、従業員は、労働時

間外で、待機勤務の形でまたは呼び出し労働の形で労務

を提供しなければならない」。 
 1997 年 5 月原告は腰椎骨折のけがを負った。このた

め、1997 年 7 月 6 日から 1999 年 4 月 15 日まで傷病の

ため労働不能となり、障害程度 50 の重度障害者として

認定された。その後職場に復帰したが、薬の投与のため

深夜の労働の提供ができる状態になかった。それを被告

に指摘して以来、彼の労働は被告によって受け入れられ

ていなかったため、原告は、支払いの訴えによって、

1999 年 11 月 11 日から 2000 年 4 月までの時間に対す

る（例外は被告が継続的に賃金を支払った 2000 年 1 月

10 日から 2 月 6 日）受領遅滞による賃金を請求した。

原告は、8時間5分をこえて、労務提供の義務を負わず、

これにより、深夜の労働または待機勤務の提供について

も義務を負うものではない、という見解を主張した。 
 
＜判決のポイント＞ 

・社会法典第 9 編 124 条により、一般論としては、超

過勤務免除請求が認められ、時間外労働義務を負わな

い。 
・社会法典第 9 編 81 条 4 項 4 号によれば、障害者は、

使用者に対して障害に即した「労働時間の形成」の請

求権を有する。事実が明らかではない等の理由から原

審へ差戻された。 
 
＜結論＞ 
被告の上告は一部認容（被告一部勝訴）。 
    その余は州労働裁判所に差戻し。 

 
〈関連条文〉 

社会法典第 9 編 124 条 
 重度障害者は、その請求により、時間外労働から

免除される。 
 
 

 
 ドイツ  ドイツ連邦共和国による EU 理事会指令の

国内法への置き換えの怠慢  
 
ドイツ連邦共和国が、EC 指令 2000/78 による義務に違反

していることを確認された事例 
欧州司法裁判所 2006 年 2 月 23 日判決 
 
＜事案の概要＞ 

 雇用と職業における均等待遇のための一般枠組設定

に関する EU 理事会指令 2000/78 のドイツ連邦共和国

法への置き換えについて、ドイツが通知することなく、

2003 年 12 月 2 日の期限が経過したため、委員会は、

条約 226 条の契約違反手続を開始した。委員会が、ド

イツに対し、変更を要求し、2004 年 7 月 7 日、態度決

定を言い渡し、これにより、その後 2 年以内に、ドイツ

に対し、必要な措置を講じるように、要求した。2004
年 9 月 9 日文書により、ドイツ政府は、委員会に対し、

指令の置き換えの法案をすぐに提出する旨を通知した

が、委員会は、ドイツ法への指令の置き換えについての

さらなる情報を得られなかったため、本件訴えを提起し、

欧州司法裁判所は、これを認めた。 
 
＜判決のポイント＞ 

・国内法のドイツ政府によって記述された規定からは、

重要な点について、指令の条項が完全には置き換えら

れていないことが明らかである。 
・ドイツ連邦共和国は、EC 指令 2000/78 による義務に

違反していることを確認する。 
 
＜関連条文＞ 

ヨーロッパ連合に関する条約 226 条 
 「委員会の見解により、加盟国が、本条約の義務

に反する場合、委員会は、複数の理由を持ってなさ

れる態度決定を言い渡す。委員会は、国に対し、事

前に意見表明をする機会を与えなければならない。  
 国が、この態度決定に対し、委員会によって設

定された期間内に対処しないときは、委員会は、裁

判所に先行判決を求めることができる。」 
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第４章 フランス 
 

 

 
第１節 法令 
 

F-001 労働法典
Code du travail 

http://www.legifrance.gouv.fr/affichCode.do?cidTexte=LEGITEXT000006072050&dateTexte=2012
0809 

 
F-002 労働法典（政令） 

Code du travail (Décret) 
http://www.legifrance.gouv.fr/affichCode.do?cidTexte=LEGITEXT000006072050&dateTexte=2012
0809 

 
F-003 差別対策分野のＥＵ法への適合を目指す様々な規定を定める2008年5月27

日の法律（第2008-496号） 
LOI n° 2008-496 du 27 mai 2008 portant diverses dispositions d'adaptation au droit 
communautaire dans le domaine de la lutte contre les discriminations 

http://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000018877783&fastPos=1&fast
ReqId=1199251295&categorieLien=id&oldAction=rechTexte 

 
F-004 2011年３月29日の権利擁護機関に関する組織法律（第2011-333号） 

LOI organique n° 2011-333 du 29 mars 2011 relative au Défenseur des droits 
http://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000023781167&fastPos=2&fast
ReqId=1448262869&categorieLien=id&oldAction=rechTexte 

 
 
第２節 関連資料 
 
＜障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）資料＞ 
 

F-101 Agefiphの助成金とサービス
Nos aides financières et services 

※ AGEFIPHのホームページにおいては、参照者の立場により「障害者に対する支援」、「企業に対

する支援」、「その他の支援」の３つの入口から情報検索できるようになっている。そのため、それ

ぞれに対応する以下の３つのページにおいて提供されている情報の最少公倍数として整理した。 

http://www.agefiph.fr/Personnes-handicapees/Aides-et-services-de-l-Agefiph 
http://www.agefiph.fr/Entreprises/Aides-et-services-de-l-Agefiph 
http://www.agefiph.fr/Professionnels-de-l-insertion/Aides-et-services-de-l-Agefiph 

 
＜参考＞      Agefiph による支援実績 

 
F-102 職業的参入のための障害補償ガイド

Guide de la compensation du handicap dans l’insertion professionnelle 
F-102～107の資料は、以下のページで提供されている（2012年６月現在）。 

http://www.agefiph.fr/Liens-pied-page/Documentation 
 
F-103 ガイド：障害と訓練 

Guide Handicap et Formation 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 法令 

 
 

 
F-104 聴覚障害者の採用と支援

Recruter et accompagner un collaborateur déficient auditif 
 
F-105 視覚障害者の採用と支援

Recruter et accompagner un collaborateur déficient visuel 
 
F-106 精神障害者の採用と支援

Recruter et accompagner un collaborateur handicapé psychique 
 
F-107 障害者の雇用継続 

Maintenir dans l’emploi un collaborateur handicapé 
 
＜フランス障害者評議会（CFHE）資料＞ 
 

F-201 障害者雇用の活性化 欧州における「適切な措置」
Dynamiser l’emploi des personnes handicapées  « mesures appropriées » des 
ouvertures européennes 

http://www.handicap-international.fr/bibliographie-handicap/4PolitiqueHandicap/thematique/Em
ploi/cfhe_livret_emploi.pdf 

 
 
第３節 関連判例・勧告 
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 F-001  
CODE PÉNAL 刑法典（抄） 

(Version novembre 2012)
 

LIVRE II : Des crimes et délits contre les personnes 
 

TITRE II : Des atteintes à la personne humaine 
 

CHAPITRE V : Des atteintes à la dignité de la personne 
 

（2012 年 11 月現在）
 

第２巻：人民に対する罪 
 

第２編：人に対する罪 
 

第５章：人の尊厳に対する罪 

Section 1 : Des discriminations. 
 
Article 225-1  

Constitue une discrimination toute distinction opérée entre les 
personnes physiques à raison de leur origine, de leur sexe, de leur 
situation de famille, de leur grossesse, de leur apparence 
physique, de leur patronyme, de leur état de santé, de leur 
handicap, de leurs caractéristiques génétiques, de leurs moeurs, 
de leur orientation ou identité sexuelle, de leur âge, de leurs 
opinions politiques, de leurs activités syndicales, de leur 
appartenance ou de leur non-appartenance, vraie ou supposée, à 
une ethnie, une nation, une race ou une religion déterminée.  
Constitue également une discrimination toute distinction opérée 
entre les personnes morales à raison de l'origine, du sexe, de la 
situation de famille, de l'apparence physique, du patronyme, de 
l'état de santé, du handicap, des caractéristiques génétiques, des 
moeurs, de l'orientation ou identité sexuelle, de l'âge, des opinions 
politiques, des activités syndicales, de l'appartenance ou de la 
non-appartenance, vraie ou supposée, à une ethnie, une nation, 
une race ou une religion déterminée des membres ou de certains 
membres de ces personnes morales. 

 

第１節：差別 
 
第 225-1 条 
出自、性別、家族状況、妊娠、身体的外観、姓、健康状態、
障害、遺伝的特徴、習慣、性的指向、年齢、政治的信条、組
合活動、特定の民族、国家、人種又は宗教への実際又は想定
上の帰属又は非帰属を理由に、自然人の間で適用される区別
はすべて、差別となる。 
法人の構成員の一人又は複数の出自、性別、家族状況、身体
的外観、姓、健康状態、障害、遺伝的特徴、習慣、性的指向、
年齢、政治的信条、組合活動、特定の民族、国家、人種又は
宗教への実際又は想定上の帰属又は非帰属を理由に、法人間
で適用される区別もすべて、差別となる。 

Article 225-1-1  
Constitue une discrimination toute distinction opérée entre les 
personnes parce qu'elles ont subi ou refusé de subir des faits de 
harcèlement sexuel tels que définis à l'article 222-33 ou témoigné 
de tels faits, y compris, dans le cas mentionné au I du même 
article, si les propos ou comportements n'ont pas été répétés. 

 

第 225-1-1 条
第 222-33 条に規定する性的ハラスメントの行為を受けた又
は受けることを拒否した、又は、そのような行為があったと
証言したことを理由に、人の間で適用される区別はすべて、
差別となる。言葉や行動が繰り返されなかった場合でも、同
条Ⅰに記載された事由であれば、このような行為に含まれる。

Article 225-2  
La discrimination définie aux articles 225-1 et 225-1-1, commise à 
l'égard d'une personne physique ou morale, est punie de trois ans 
d'emprisonnement et de 45 000 Euros d'amende lorsqu'elle 
consiste :  
1° A refuser la fourniture d'un bien ou d'un service ;  
2° A entraver l'exercice normal d'une activité économique 

quelconque ;  
3° A refuser d'embaucher, à sanctionner ou à licencier une 

personne ;  
4° A subordonner la fourniture d'un bien ou d'un service à une 

condition fondée sur l'un des éléments visés à l'article 225-1 ou 
prévue à l'article 225-1-1 ;  

5° A subordonner une offre d'emploi, une demande de stage ou une 
période de formation en entreprise à une condition fondée sur 
l'un des éléments visés à l'article 225-1 ou prévue à l'article 
225-1-1 ;  

6° A refuser d'accepter une personne à l'un des stages visés par le 
2° de l'article L. 412-8 du code de la sécurité sociale.  

Lorsque le refus discriminatoire prévu au 1° est commis dans un 
lieu accueillant du public ou aux fins d'en interdire l'accès, les 
peines sont portées à cinq ans d'emprisonnement et à 75 000 
Euros d'amende. 

 

第 225-2 条
自然人又は法人に対してなされた第 225-1 条に規定する差別
が、次のいずれかに該当する場合は、３年の拘禁刑及び
45,000 ユーロの罰金刑に処する： 
1 財又はサービスの供給を拒否すること； 
2 何らかの経済活動の正常な遂行を妨げること； 
3 採用を拒否すること、懲戒すること又は解雇すること； 
4 財又はサービスの供給に、第 225-1 条に定める、又は第

225-1-1 条に定める、いずれかの要素に基づく条件を付け
ること； 

5 募集、研修又は企業内訓練への応募に、第 225-1 条に定め
る、又は第 225-1-1 条に定める、いずれかの要素に基づく
条件を付けること； 

6 社会保障法典Ｌ.412-8 条第２号に定めるいずれかの研修へ
の受け入れを拒否すること。 

第１号に定める差別的拒否が、公的場所でおこなわれたか、
又は、公的場所への入場を禁止する目的でおこなわれた場合、
刑は５年の拘禁刑及び 75,000 ユーロの罰金とする。 

Article 225-3  
Les dispositions de l'article précédent ne sont pas applicables :  
1° Aux discriminations fondées sur l'état de santé, lorsqu'elles 

consistent en des opérations ayant pour objet la prévention et la 
couverture du risque décès, des risques portant atteinte à 
l'intégrité physique de la personne ou des risques d'incapacité 
de travail ou d'invalidité. Toutefois, ces discriminations sont 
punies des peines prévues à l'article précédent lorsqu'elles se 
fondent sur la prise en compte de tests génétiques prédictifs 
ayant pour objet une maladie qui n'est pas encore déclarée ou 
une prédisposition génétique à une maladie ou qu'elles se 

第 225-3 条
前条の規定は次の場合には適用されない： 
1 健康状態に基づく差別であって、それが、死亡の危険性、
人の身体的完全性への危険性、又は労働不能若しくは廃疾
の危険性の防止及び防護を目的とする取組の場合。ただし、
それらの差別行為が、未発症の疾病又は何らかの疾病に対
する遺伝的素因に関連した遺伝子予測検査を考慮したもの
である場合、又は、公衆衛生法典第 1231-1 条に規定する臓
器摘出による健康状態への影響を考慮したものである場合
は、前条に規定する刑に処する； 

2 健康状態又は障害に基づく差別であって、労働法典第２巻
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 F-002  
CODE DU TRAVAIL 労働法典（抄） 

(Version en vigueur au 26 juillet 2012)
 
PREMIÈRE PARTIE : LES RELATIONS INDIVIDUELLES DE TRAVAIL 

LIVRE Ier : DISPOSITIONS PRÉLIMINAIRES  
TITRE Ier : CHAMP D'APPLICATION ET CALCUL DES SEUILS 

D'EFFECTIFS (Article L1111-1～L1111-3) 
TITRE II : DROITS ET LIBERTÉS DANS L'ENTREPRISE (Article 

L1121-1) 
TITRE III : DISCRIMINATIONS (Article L1131-1～L1134-5) 
TITRE IV : ÉGALITÉ PROFESSIONNELLE ENTRE LES 

FEMMES ET LES HOMMES (Article L1141-1～L1146-3)
TITRE V : HARCÈLEMENTS (Article L1151-1～L1155-2) 
TITRE VI : CORRUPTION (Article L1161-1) 

LIVRE II : LE CONTRAT DE TRAVAIL (Article L1211-1～L1273-7) 
LIVRE III : LE RÈGLEMENT INTÉRIEUR ET LE DROIT 

DISCIPLINAIRE (Article L1311-1～L1334-1) 
LIVRE IV : LA RÉSOLUTION DES LITIGES LE CONSEIL DE 

PRUD'HOMMES (Article L1411-1～L1462-1) 
LIVRE V : DISPOSITIONS RELATIVES À L'OUTRE-MER (Article 

L1511-1～L1532-1) 
 
DEUXIÈME PARTIE : LES RELATIONS COLLECTIVES DE TRAVAIL 

(Article L2111-1～L2632-2) 
 
TROISIÈME PARTIE : DURÉE DU TRAVAIL, SALAIRE, 

INTÉRESSEMENT, PARTICIPATION ET 
ÉPARGNE SALARIALE (Article L3111-1～
L3431-1) 

 
QUATRIÈME PARTIE : SANTÉ ET SÉCURITÉ AU TRAVAIL (Article 

L4111-1～L4831-1) 
 
CINQUIÈME PARTIE : L'EMPLOI  

LIVRE Ier : LES DISPOSITIFS EN FAVEUR DE L'EMPLOI (Article 
L5111-1～L5142-3) 

LIVRE II : DISPOSITIONS APPLICABLES À CERTAINES 
CATÉGORIES DE TRAVAILLEURS  

TITRE Ier : TRAVAILLEURS HANDICAPÉS (Article L5211-1～
L5215-1) 

TITRE II : TRAVAILLEURS ÉTRANGERS (Article L5221-1～
L5224-4) 

LIVRE III : SERVICE PUBLIC DE L'EMPLOI ET PLACEMENT 
(Article L5311-1～L5334-1) 

LIVRE IV : LE DEMANDEUR D'EMPLOI (Article L5411-1～L5429-3) 
LIVRE V : DISPOSITIONS RELATIVES À L'OUTRE-MER (Article 

L5511-1～L5531-1) 
 
SIXIÈME PARTIE : LA FORMATION PROFESSIONNELLE TOUT AU 

LONG DE LA VIE (Article L6111-1～L6524-1) 
 
SEPTIÈME PARTIE : DISPOSITIONS PARTICULIÈRES À 

CERTAINES PROFESSIONS ET ACTIVITÉS 
(Article L7111-1～L7521-1) 

HUITIÈME PARTIE : CONTRÔLE DE L'APPLICATION DE LA 
LÈGISLATION DU TRAVAIL (Article L8112-1～
L8331-1) 

 

（2008 年５月１日施行、2012 年７月時点版）
 
第１部：労働に関する個別的関係 

第１巻：巻頭規定 
第１編：適用範囲と総従業員数の計算（L1111-1 条～L1111-3

条） 
第２編：企業内の権利と権限（L1121-1 条） 
 
第３編：差別（L1131-1 条～L1134-5 条） 
第４編：雇用における男女の機会均等（L1141-1 条～L1146-3

条） 
第５編：ハラスメント（L1151-1 条～L1155-2 条） 
第６編：汚職（L1161-1 条） 

第２巻：労働契約（L1211-1 条～L1273-7 条） 
第３巻：内部規則と懲戒の権限（L1311-1 条～L1334-1 条） 
 
第４巻：労働裁判所での紛争解決（L1411-1 条～L1462-1 条）

 
第５巻：海外県に関する規定（L1511-1 条～L1532-1） 

 
 
第２部：労働における労使関係（L2111-1 条～L2632-2 条） 
 
 
第３部：労働時間、給与、集団的社会貯蓄制度の利益配分と参

加（L3111-1 条～L3431-1 条） 
 
 
 
第４部：労働における安全と衛生（L4111-1 条～L4831-1 条） 
 
 
第５部：雇用 

第１巻：雇用のための規定（L5111-1 条～L5142-3 条） 
 
第２巻：特定のカテゴリーに属する労働者に適用される規定
 

第１編：障害労働者（L5211-1 条～L5215-1 条） 
 
第２編：外国人労働者（L5221-1 条～L5224-4 条） 
 

第３巻：公共雇用・職業紹介サービス（L5311-1 条～L5334-1
条） 

第４巻：求職者（L5411-1 条～L5429-3 条） 
第５巻：海外県に関する規定（L5511-1 条～L5531-1 条） 

 
 
第６部：生涯にわたる職業教育（L6111-1 条～L6524-1 条） 
 
 
第７部：特定の職業や活動にかかる規定（L7111-1 条～L7521-1

条） 
 
第８部：労働法規の適用の監督（L8112-1 条～L8331-1 条） 

 
PREMIÈRE PARTIE : LES RELATIONS INDIVIDUELLES DE TRAVAIL 
 

LIVRE Ier : DISPOSITIONS PRÉLIMINAIRES 
 

TITRE Ier, II（略） 
 

TITRE III : DISCRIMINATIONS 
 

第１部：労働に関する個別的関係 
 

第１巻：巻頭規定 
 

第１編、第２編（略） 
 

第３編：差別 
 

 
Chapitre Ier : Champ d'application. 
 
Article L1131-1  

Les dispositions du présent titre sont applicables aux employeurs 
de droit privé ainsi qu'à leurs salariés.  
Elles sont également applicables au personnel des personnes 

第１章：適用範囲 
 
L.1131-1 条 
本章の規定は私法における雇用主及びその従業員に適用され
る。 
本規定はまた、私法の適用のもとで雇用される公法人の職員
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fondent sur la prise en compte des conséquences sur l'état de 
santé d'un prélèvement d'organe tel que défini à l'article L. 
1231-1 du code de la santé publique ;  

2° Aux discriminations fondées sur l'état de santé ou le handicap, 
lorsqu'elles consistent en un refus d'embauche ou un 
licenciement fondé sur l'inaptitude médicalement constatée soit 
dans le cadre du titre IV du livre II du code du travail, soit dans 
le cadre des lois portant dispositions statutaires relatives à la 
fonction publique ;  

3° Aux discriminations fondées, en matière d'embauche, sur le 
sexe, l'âge ou l'apparence physique, lorsqu'un tel motif constitue 
une exigence professionnelle essentielle et déterminante et pour 
autant que l'objectif soit légitime et l'exigence proportionnée ;  

4° Aux discriminations fondées, en matière d'accès aux biens et 
services, sur le sexe lorsque cette discrimination est justifiée 
par la protection des victimes de violences à caractère sexuel, 
des considérations liées au respect de la vie privée et de la 
décence, la promotion de l'égalité des sexes ou des intérêts des 
hommes ou des femmes, la liberté d'association ou 
l'organisation d'activités sportives ;  

5° Aux refus d'embauche fondés sur la nationalité lorsqu'ils 
résultent de l'application des dispositions statutaires relatives à 
la fonction publique. 

 

第４編の規定、又は公務員の身分に関する法律の規定にし
たがう、医学的に認定された労働不能に基づく採用拒否又
は解雇の場合； 

3 性別、年齢又は身体的外観に基づく採用にかかわる差別で
あって、かかる理由が職業上の本質的かつ決定的な要請と
なっており、加えて、その目的が正当で、要請が均衡のと
れたものである場合； 

4 性別に基づく財又はサ-ビスの支給にかかわる差別であっ
て、かかる差別が性的暴力の被害者の保護、私生活及び性
的節度の尊重に関連する配慮、両性の平等又は男性若しく
は女性の利益の促進、結社の自由又はスポ-ツ活動の編成に
よって正当化される場合； 

5 国籍に基づく採用拒否で、公務員身分規定の適用による場
合。 

Article 225-3-1  
Les délits prévus par la présente section sont constitués même 
s'ils sont commis à l'encontre d'une ou plusieurs personnes ayant 
sollicité l'un des biens, actes, services ou contrats mentionnés à 
l'article 225-2 dans le but de démontrer l'existence du 
comportement discriminatoire, dès lors que la preuve de ce 
comportement est établie. 

 

第 225-3-1 条
本節に定める軽罪は、差別行為の存在を証明する目的で第
225-2 条記載の財、行為、サービス又は契約のいずれかを求
めた一人又は複数の者に対して行われた場合にも、差別行為
の証明がなされると、成立する。 

Article 225-4  
Les personnes morales déclarées responsables pénalement, dans 
les conditions prévues par l'article 121-2, des infractions définies à 
l'article 225-2 encourent, outre l'amende suivant les modalités 
prévues par l'article 131-38, les peines prévues par les 2° à 5°, 8° 
et 9° de l'article 131-39.  
L'interdiction mentionnée au 2° de l'article 131-39 porte sur 
l'activité dans l'exercice ou à l'occasion de l'exercice de laquelle 
l'infraction a été commise. 

 

第 225-4 条
法人は、第 121-2 条に定める条件に基づき、第 225-2 条違反
の刑法上の責任、さらに、第 131-38 条に定める要件による罰
金、第 131-39 条第２号、第３号、第４号、第５号、第８号及
び第９号に列挙される刑を問われ得る。 
； 
。 
第 131-39 条第２号に記載された禁止は、犯罪が実行された業
務、又は犯罪が実行された場合に適用される。 
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 F-002  
CODE DU TRAVAIL 労働法典（抄） 

(Version en vigueur au 26 juillet 2012)
 
PREMIÈRE PARTIE : LES RELATIONS INDIVIDUELLES DE TRAVAIL 

LIVRE Ier : DISPOSITIONS PRÉLIMINAIRES  
TITRE Ier : CHAMP D'APPLICATION ET CALCUL DES SEUILS 

D'EFFECTIFS (Article L1111-1～L1111-3) 
TITRE II : DROITS ET LIBERTÉS DANS L'ENTREPRISE (Article 

L1121-1) 
TITRE III : DISCRIMINATIONS (Article L1131-1～L1134-5) 
TITRE IV : ÉGALITÉ PROFESSIONNELLE ENTRE LES 

FEMMES ET LES HOMMES (Article L1141-1～L1146-3)
TITRE V : HARCÈLEMENTS (Article L1151-1～L1155-2) 
TITRE VI : CORRUPTION (Article L1161-1) 

LIVRE II : LE CONTRAT DE TRAVAIL (Article L1211-1～L1273-7) 
LIVRE III : LE RÈGLEMENT INTÉRIEUR ET LE DROIT 

DISCIPLINAIRE (Article L1311-1～L1334-1) 
LIVRE IV : LA RÉSOLUTION DES LITIGES LE CONSEIL DE 

PRUD'HOMMES (Article L1411-1～L1462-1) 
LIVRE V : DISPOSITIONS RELATIVES À L'OUTRE-MER (Article 

L1511-1～L1532-1) 
 
DEUXIÈME PARTIE : LES RELATIONS COLLECTIVES DE TRAVAIL 

(Article L2111-1～L2632-2) 
 
TROISIÈME PARTIE : DURÉE DU TRAVAIL, SALAIRE, 

INTÉRESSEMENT, PARTICIPATION ET 
ÉPARGNE SALARIALE (Article L3111-1～
L3431-1) 

 
QUATRIÈME PARTIE : SANTÉ ET SÉCURITÉ AU TRAVAIL (Article 

L4111-1～L4831-1) 
 
CINQUIÈME PARTIE : L'EMPLOI  

LIVRE Ier : LES DISPOSITIFS EN FAVEUR DE L'EMPLOI (Article 
L5111-1～L5142-3) 

LIVRE II : DISPOSITIONS APPLICABLES À CERTAINES 
CATÉGORIES DE TRAVAILLEURS  

TITRE Ier : TRAVAILLEURS HANDICAPÉS (Article L5211-1～
L5215-1) 

TITRE II : TRAVAILLEURS ÉTRANGERS (Article L5221-1～
L5224-4) 

LIVRE III : SERVICE PUBLIC DE L'EMPLOI ET PLACEMENT 
(Article L5311-1～L5334-1) 

LIVRE IV : LE DEMANDEUR D'EMPLOI (Article L5411-1～L5429-3) 
LIVRE V : DISPOSITIONS RELATIVES À L'OUTRE-MER (Article 

L5511-1～L5531-1) 
 
SIXIÈME PARTIE : LA FORMATION PROFESSIONNELLE TOUT AU 

LONG DE LA VIE (Article L6111-1～L6524-1) 
 
SEPTIÈME PARTIE : DISPOSITIONS PARTICULIÈRES À 

CERTAINES PROFESSIONS ET ACTIVITÉS 
(Article L7111-1～L7521-1) 

HUITIÈME PARTIE : CONTRÔLE DE L'APPLICATION DE LA 
LÈGISLATION DU TRAVAIL (Article L8112-1～
L8331-1) 

 

（2008 年５月１日施行、2012 年７月時点版）
 
第１部：労働に関する個別的関係 

第１巻：巻頭規定 
第１編：適用範囲と総従業員数の計算（L1111-1 条～L1111-3

条） 
第２編：企業内の権利と権限（L1121-1 条） 
 
第３編：差別（L1131-1 条～L1134-5 条） 
第４編：雇用における男女の機会均等（L1141-1 条～L1146-3

条） 
第５編：ハラスメント（L1151-1 条～L1155-2 条） 
第６編：汚職（L1161-1 条） 

第２巻：労働契約（L1211-1 条～L1273-7 条） 
第３巻：内部規則と懲戒の権限（L1311-1 条～L1334-1 条） 
 
第４巻：労働裁判所での紛争解決（L1411-1 条～L1462-1 条）

 
第５巻：海外県に関する規定（L1511-1 条～L1532-1） 

 
 
第２部：労働における労使関係（L2111-1 条～L2632-2 条） 
 
 
第３部：労働時間、給与、集団的社会貯蓄制度の利益配分と参

加（L3111-1 条～L3431-1 条） 
 
 
 
第４部：労働における安全と衛生（L4111-1 条～L4831-1 条） 
 
 
第５部：雇用 

第１巻：雇用のための規定（L5111-1 条～L5142-3 条） 
 
第２巻：特定のカテゴリーに属する労働者に適用される規定
 

第１編：障害労働者（L5211-1 条～L5215-1 条） 
 
第２編：外国人労働者（L5221-1 条～L5224-4 条） 
 

第３巻：公共雇用・職業紹介サービス（L5311-1 条～L5334-1
条） 

第４巻：求職者（L5411-1 条～L5429-3 条） 
第５巻：海外県に関する規定（L5511-1 条～L5531-1 条） 

 
 
第６部：生涯にわたる職業教育（L6111-1 条～L6524-1 条） 
 
 
第７部：特定の職業や活動にかかる規定（L7111-1 条～L7521-1

条） 
 
第８部：労働法規の適用の監督（L8112-1 条～L8331-1 条） 

 
PREMIÈRE PARTIE : LES RELATIONS INDIVIDUELLES DE TRAVAIL 
 

LIVRE Ier : DISPOSITIONS PRÉLIMINAIRES 
 

TITRE Ier, II（略） 
 

TITRE III : DISCRIMINATIONS 
 

第１部：労働に関する個別的関係 
 

第１巻：巻頭規定 
 

第１編、第２編（略） 
 

第３編：差別 
 

 
Chapitre Ier : Champ d'application. 
 
Article L1131-1  

Les dispositions du présent titre sont applicables aux employeurs 
de droit privé ainsi qu'à leurs salariés.  
Elles sont également applicables au personnel des personnes 

第１章：適用範囲 
 
L.1131-1 条 
本章の規定は私法における雇用主及びその従業員に適用され
る。 
本規定はまた、私法の適用のもとで雇用される公法人の職員
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objectives, nécessaires et appropriées. 
 
Article L1133-4  

Les mesures prises en faveur des personnes handicapées et visant 
à favoriser l'égalité de traitement, prévues à l'article L. 5213-6 ne 
constituent pas une discrimination.  

 

L.1133-4 条
障害者の利益のために、かつ、L.5213-6 条に定める平等取扱
いの促進を目的として採られる措置は、差別には該当しない。

Chapitre IV : Actions en justice. 
 
Article L1134-1  

Lorsque survient un litige en raison d'une méconnaissance des 
dispositions du chapitre II, le candidat à un emploi, à un stage ou 
à une période de formation en entreprise ou le salarié présente des 
éléments de fait laissant supposer l'existence d'une discrimination 
directe ou indirecte, telle que définie à l'article 1er de la loi n° 
2008-496 du 27 mai 2008 portant diverses dispositions 
d'adaptation au droit communautaire dans le domaine de la lutte 
contre les discriminations.  
Au vu de ces éléments, il incombe à la partie défenderesse de 
prouver que sa décision est justifiée par des éléments objectifs 
étrangers à toute discrimination.  
Le juge forme sa conviction après avoir ordonné, en cas de besoin, 
toutes les mesures d'instruction qu'il estime utiles. 

 

第４章：訴権 
 
L.1134-1 条 
第２章の規定の不遵守を理由とする訴訟を提起する場合、雇
用、研修若しくは企業での職業訓練への応募者、又は、労働
者は、差別対策分野における EU 法への適合を目指す様々な
規定を定める 2008 年 5 月 27 日の法律（第 2008-496 号）の
第１条に規定されたような直接的又は間接的差別の存在を推
認させる事実を提示する。 
この諸要素を見て、被告側はいかなる差別にもあてはまらな
い客観的要素により自らの決定を正当化することができるこ
とを証明しなければならない。 
裁判官は、必要な場合には、有用であると考えたすべての指
示を行った後、その心証を形成する。 

Article L1134-2  
Les organisations syndicales représentatives au niveau national, 
au niveau départemental ou de la collectivité dans les 
départements d'outre-mer, à Saint-Barthélemy et à Saint-Martin, 
ou dans l'entreprise peuvent exercer en justice toutes les actions 
résultant de l'application des dispositions du chapitre II.  
Elles peuvent exercer ces actions en faveur d'un candidat à un 
emploi, à un stage ou une période de formation en entreprise, ou 
d'un salarié, dans les conditions prévues par l'article L. 1134-1.  
L'organisation syndicale n'a pas à justifier d'un mandat de 
l'intéressé. Il suffit que celui-ci ait été averti par écrit de cette 
action et ne s'y soit pas opposé dans un délai de quinze jours à 
compter de la date à laquelle l'organisation syndicale lui a notifié 
son intention d'agir.  
L'intéressé peut toujours intervenir à l'instance engagée par le 
syndicat. 

 

L.1134-2 条
全国レベル、県レベル、海外県、Saint-Barthélemy 及び
Saint-Martin については自治体レベル、又は、企業内の代表
的組合は、第２章の規定の結果生じるあらゆる訴訟を行うこ
とができる。 
同代表的組合は、L.1134-1 条により定められた条件の下、雇
用、研修若しくは企業での職業訓練への応募者、又は、労働
者のために、これらの訴訟を行うことができる。 
組合は、当事者からの委任を証明する必要はない。当事者が、
訴訟について書面で通知されており、かつ、組合が訴訟を行
う意思を通知した日から 15 日以内に反対の意思を示してい
なければ良い。 
当事者は、常に、組織による訴訟手続に介入することができ
る。 

Article L1134-3  
Les associations régulièrement constituées depuis cinq ans au 
moins pour la lutte contre les discriminations ou oeuvrant dans le 
domaine du handicap peuvent exercer en justice toutes actions 
résultant de l'application des dispositions du chapitre II.  
Elles peuvent exercer ces actions en faveur d'un candidat à un 
emploi, à un stage ou une période de formation en entreprise ou 
d'un salarié dans les conditions prévues à l'article L. 1134-1, sous 
réserve de justifier d'un accord écrit de l'intéressé.  
L'intéressé peut toujours intervenir à l'instance engagée par 
l'association et y mettre un terme à tout moment.  

 

L.1134-3 条
差別と闘うために合法的に設立され設立後 5 年以上である、
又は障害の分野に従事している非営利組織は、第２節の規定
を適用して法廷であらゆる訴権を行使することができる。 
この組織は、当事者の文書による承諾が得られれば、L.1134-1
条に基づいて、雇用、研修若しくは企業での職業訓練への応
募者、又は、労働者のために、訴権を行使することができる。
当事者は、何時でもこの組織が行う訴訟に参加することがで
き、どの時点においても訴訟を取り下げることができる。 

Article L1134-4  
Est nul et de nul effet le licenciement d'un salarié faisant suite à 
une action en justice engagée par ce salarié ou en sa faveur, sur le 
fondement des dispositions du chapitre II, lorsqu'il est établi que 
le licenciement n'a pas de cause réelle et sérieuse et constitue en 
réalité une mesure prise par l'employeur en raison de cette action 
en justice. Dans ce cas, la réintégration est de droit et le salarié 
est regardé comme n'ayant jamais cessé d'occuper son emploi.  
Lorsque le salarié refuse de poursuivre l'exécution du contrat de 
travail, le conseil de prud'hommes lui alloue :  
1° Une indemnité ne pouvant être inférieure aux salaires des six 

derniers mois ;  
2° Une indemnité correspondant à l'indemnité de licenciement 

prévue par l'article L.1234-9 ou par la convention ou l'accord 
collectif applicable ou le contrat de travail.  

L'article L.1235-4, relatif au remboursement à l'institution 
mentionnée à l'article L.5312-1, pour le compte de l'organisme 
mentionné à l'article L.5427-1, des indemnités de chômage payées 
au salarié en cas de licenciement fautif, est également applicable. 

 

L.1134-4 条
第２章の規定を根拠として労働者によって又は労働者のため
に起された訴訟に続く当該労働者の解雇は、当該解雇が現実
かつ重大な理由に基づかず、実際のところ、訴訟活動を理由
として雇用主が採った措置である場合には、無効となる。こ
の場合、当該労働者の復職が、当然認められ、当該労働者は、
雇用を継続していたと見なされる。 
当該労働者が、労働契約の継続を拒否する場合、労働審判所
が以下の支給を認める。 
1. 解雇に先立つ６ヶ月の賃金を上回る額の賠償金； 
2. L.1234-9 条、適用される労働協約・協定、労働契約に定め
られた解雇手当に相応する賠償金。 

L.5427-1 条に言及された組織の会計のための、誤った解雇に
際し労働者に支払われた解雇手当の L.5312-1 条に言及され
た機関への払戻しに関する L.1235-4 条も、また、適用される。

Article L1134-5  
L'action en réparation du préjudice résultant d'une discrimination 

L.1134-5 条
差別に起因する損害の賠償請求訴訟は、差別が発覚した日か
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publiques employé dans les conditions du droit privé. 
 

にも適用される。

Chapitre II : Principe de non-discrimination. 
 
Article L1132-1  

Aucune personne ne peut être écartée d'une procédure de 
recrutement ou de l'accès à un stage ou à une période de formation 
en entreprise, aucun salarié ne peut être sanctionné, licencié ou 
faire l'objet d'une mesure discriminatoire, directe ou indirecte, 
telle que définie à l'article 1er de la loi n° 2008-496 du 27 mai 2008 
portant diverses dispositions d'adaptation au droit 
communautaire dans le domaine de la lutte contre les 
discriminations, notamment en matière de rémunération, au sens 
de l'article L. 3221-3, de mesures d'intéressement ou de 
distribution d'actions, de formation, de reclassement, 
d'affectation, de qualification, de classification, de promotion 
professionnelle, de mutation ou de renouvellement de contrat en 
raison de son origine, de son sexe, de ses moeurs, de son 
orientation sexuelle, de son âge, de sa situation de famille ou de sa 
grossesse, de ses caractéristiques génétiques, de son appartenance 
ou de sa non-appartenance, vraie ou supposée, à une ethnie, une 
nation ou une race, de ses opinions politiques, de ses activités 
syndicales ou mutualistes, de ses convictions religieuses, de son 
apparence physique, de son nom de famille ou en raison de son 
état de santé ou de son handicap. 

 

第２章：非差別の原則 
 
L.1132-1 条 
何人も、出自、性別、習慣、性的指向、年齢、家族状況・妊
娠、遺伝的特徴、特定の民族・国籍若しくは人種への実際又
は想定上の帰属若しくは非帰属、政治的信条、組合若しくは
相互扶助活動、宗教的信念、身体的外観、姓、健康状態若し
くは障害を理由に、採用手続又は研修若しくは企業内訓練期
間へのアクセスから排除されてはならず、また、いかなる労
働者も懲戒、解雇、あるいは L.3221-3 条にいう報酬、利益分
配若しくは株式付与、職業訓練、再配置、配属、能力開発、
職階、昇進、異動、又は契約更新における、差別防止分野に
おける欧州共同体の国内法化のための各種条項に関する
2008 年 5 月 27 日の法律（第 2008-496 号）第１条に規定す
る直接的又は間接的な差別的措置の対象とされてはならな
い。 

Article L1132-2  
Aucun salarié ne peut être sanctionné, licencié ou faire l'objet 
d'une mesure discriminatoire mentionnée à l'article L. 1132-1 en 
raison de l'exercice normal du droit de grève. 

 

L.1132-2 条
いかなる労働者も、通常のストライキ権を行使したことを理
由に、懲戒、解雇、又は L.1132-1 条で述べた差別的措置の対
象となってはならない。 

Article L1132-3  
Aucun salarié ne peut être sanctionné, licencié ou faire l'objet 
d'une mesure discriminatoire pour avoir témoigné des 
agissements définis aux articles L. 1132-1 et L. 1132-2 ou pour les 
avoir relatés.  

 

L.1132-3 条
いかなる労働者も、L.1132-1 条及び L.1132-2 条に定める不
正行為を証言又は供述したことを理由に、懲戒、解雇、又は
差別的措置の対象となってはならない。 

Article L1132-3-1  
Aucun salarié ne peut être sanctionné, licencié ou faire l'objet 
d'une mesure discriminatoire mentionnée à l'article L. 1132-1 en 
raison de l'exercice des fonctions de juré ou de citoyen assesseur. 

 

L.1132-3-1 条
いかなる労働者も、裁判官又は陪審員として責務を遂行した
ことを理由に、懲戒、解雇、又は L.1132-1 条で述べた差別的
措置の対象となってはならない。 

Article L1132-4  
Toute disposition ou tout acte pris à l'égard d'un salarié en 
méconnaissance des dispositions du présent chapitre est nul. 

 

L.1132-4 条
本節の規定を十分に理解せず、労働者に対して行われた処分
や法的行為は、無効となる。 

Chapitre III : Différences de traitement autorisées. 
 
Article L1133-1  

L'article L. 1132-1 ne fait pas obstacle aux différences de 
traitement, lorsqu'elles répondent à une exigence professionnelle 
essentielle et déterminante et pour autant que l'objectif soit 
légitime et l'exigence proportionnée. 

 

第３章：許される取扱いの差異 
 
L.1133-1 条 

L.1132-1 条は、取扱いの差異が本質的かつ決定的な職業上の
要請に基づいており、かつ、その目的が正当で、その要請も
均衡のとれたものである場合に、取扱いの差異を妨げるもの
ではない。 

Article L1133-2  
Les différences de traitement fondées sur l'âge ne constituent pas 
une discrimination lorsqu'elles sont objectivement et 
raisonnablement justifiées par un but légitime, notamment par le 
souci de préserver la santé ou la sécurité des travailleurs, de 
favoriser leur insertion professionnelle, d'assurer leur emploi, leur 
reclassement ou leur indemnisation en cas de perte d'emploi, et 
lorsque les moyens de réaliser ce but sont nécessaires et 
appropriés. 
Ces différences peuvent notamment consister en : 
1° L'interdiction de l'accès à l'emploi ou la mise en place de 

conditions de travail spéciales en vue d'assurer la protection des 
jeunes et des travailleurs âgés ; 

2° La fixation d'un âge maximum pour le recrutement, fondée sur 
la formation requise pour le poste concerné ou la nécessité d'une 
période d'emploi raisonnable avant la retraite. 

 

L.1133-2 条
年齢に基づく取扱いの差異は、正当な目的によって客観的か
つ合理的に説明され、特にその目的が、労働者の健康又は安
全を保持し、就業を優遇し、雇用、再雇用、失業した場合に
は補償を確保しようとするものであり、さらにその目的を実
現する方法が適切かつ必要である場合は、差別には当たらな
い。 
取扱いの差異に含まれるのは、特に以下の場合である。 
1. 若者や高齢の労働者を保護するために、雇用へのアクセス
を禁止する、あるいは、特別な労働条件を設ける、 

2. その職務に職業訓練が必要なこと、あるいは、退職までに
ある程度の期間が必要であることを理由に、採用の際に年
齢に上限を設ける。 

Article L1133-3  
Les différences de traitement fondées sur l'inaptitude constatée 
par le médecin du travail en raison de l'état de santé ou du 
handicap ne constituent pas une discrimination lorsqu'elles sont 

L.1133-3 条
労働医が認定した労働不適性に基づく、健康状態又は障害を
理由とする取扱いの差異は、それが、客観的かつ適切で必要
なものである限り、差別には当たらない。 

− 172 − − 173 −
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objectives, nécessaires et appropriées. 
 
Article L1133-4  

Les mesures prises en faveur des personnes handicapées et visant 
à favoriser l'égalité de traitement, prévues à l'article L. 5213-6 ne 
constituent pas une discrimination.  

 

L.1133-4 条
障害者の利益のために、かつ、L.5213-6 条に定める平等取扱
いの促進を目的として採られる措置は、差別には該当しない。

Chapitre IV : Actions en justice. 
 
Article L1134-1  

Lorsque survient un litige en raison d'une méconnaissance des 
dispositions du chapitre II, le candidat à un emploi, à un stage ou 
à une période de formation en entreprise ou le salarié présente des 
éléments de fait laissant supposer l'existence d'une discrimination 
directe ou indirecte, telle que définie à l'article 1er de la loi n° 
2008-496 du 27 mai 2008 portant diverses dispositions 
d'adaptation au droit communautaire dans le domaine de la lutte 
contre les discriminations.  
Au vu de ces éléments, il incombe à la partie défenderesse de 
prouver que sa décision est justifiée par des éléments objectifs 
étrangers à toute discrimination.  
Le juge forme sa conviction après avoir ordonné, en cas de besoin, 
toutes les mesures d'instruction qu'il estime utiles. 

 

第４章：訴権 
 
L.1134-1 条 
第２章の規定の不遵守を理由とする訴訟を提起する場合、雇
用、研修若しくは企業での職業訓練への応募者、又は、労働
者は、差別対策分野における EU 法への適合を目指す様々な
規定を定める 2008 年 5 月 27 日の法律（第 2008-496 号）の
第１条に規定されたような直接的又は間接的差別の存在を推
認させる事実を提示する。 
この諸要素を見て、被告側はいかなる差別にもあてはまらな
い客観的要素により自らの決定を正当化することができるこ
とを証明しなければならない。 
裁判官は、必要な場合には、有用であると考えたすべての指
示を行った後、その心証を形成する。 

Article L1134-2  
Les organisations syndicales représentatives au niveau national, 
au niveau départemental ou de la collectivité dans les 
départements d'outre-mer, à Saint-Barthélemy et à Saint-Martin, 
ou dans l'entreprise peuvent exercer en justice toutes les actions 
résultant de l'application des dispositions du chapitre II.  
Elles peuvent exercer ces actions en faveur d'un candidat à un 
emploi, à un stage ou une période de formation en entreprise, ou 
d'un salarié, dans les conditions prévues par l'article L. 1134-1.  
L'organisation syndicale n'a pas à justifier d'un mandat de 
l'intéressé. Il suffit que celui-ci ait été averti par écrit de cette 
action et ne s'y soit pas opposé dans un délai de quinze jours à 
compter de la date à laquelle l'organisation syndicale lui a notifié 
son intention d'agir.  
L'intéressé peut toujours intervenir à l'instance engagée par le 
syndicat. 

 

L.1134-2 条
全国レベル、県レベル、海外県、Saint-Barthélemy 及び
Saint-Martin については自治体レベル、又は、企業内の代表
的組合は、第２章の規定の結果生じるあらゆる訴訟を行うこ
とができる。 
同代表的組合は、L.1134-1 条により定められた条件の下、雇
用、研修若しくは企業での職業訓練への応募者、又は、労働
者のために、これらの訴訟を行うことができる。 
組合は、当事者からの委任を証明する必要はない。当事者が、
訴訟について書面で通知されており、かつ、組合が訴訟を行
う意思を通知した日から 15 日以内に反対の意思を示してい
なければ良い。 
当事者は、常に、組織による訴訟手続に介入することができ
る。 

Article L1134-3  
Les associations régulièrement constituées depuis cinq ans au 
moins pour la lutte contre les discriminations ou oeuvrant dans le 
domaine du handicap peuvent exercer en justice toutes actions 
résultant de l'application des dispositions du chapitre II.  
Elles peuvent exercer ces actions en faveur d'un candidat à un 
emploi, à un stage ou une période de formation en entreprise ou 
d'un salarié dans les conditions prévues à l'article L. 1134-1, sous 
réserve de justifier d'un accord écrit de l'intéressé.  
L'intéressé peut toujours intervenir à l'instance engagée par 
l'association et y mettre un terme à tout moment.  

 

L.1134-3 条
差別と闘うために合法的に設立され設立後 5 年以上である、
又は障害の分野に従事している非営利組織は、第２節の規定
を適用して法廷であらゆる訴権を行使することができる。 
この組織は、当事者の文書による承諾が得られれば、L.1134-1
条に基づいて、雇用、研修若しくは企業での職業訓練への応
募者、又は、労働者のために、訴権を行使することができる。
当事者は、何時でもこの組織が行う訴訟に参加することがで
き、どの時点においても訴訟を取り下げることができる。 

Article L1134-4  
Est nul et de nul effet le licenciement d'un salarié faisant suite à 
une action en justice engagée par ce salarié ou en sa faveur, sur le 
fondement des dispositions du chapitre II, lorsqu'il est établi que 
le licenciement n'a pas de cause réelle et sérieuse et constitue en 
réalité une mesure prise par l'employeur en raison de cette action 
en justice. Dans ce cas, la réintégration est de droit et le salarié 
est regardé comme n'ayant jamais cessé d'occuper son emploi.  
Lorsque le salarié refuse de poursuivre l'exécution du contrat de 
travail, le conseil de prud'hommes lui alloue :  
1° Une indemnité ne pouvant être inférieure aux salaires des six 

derniers mois ;  
2° Une indemnité correspondant à l'indemnité de licenciement 

prévue par l'article L.1234-9 ou par la convention ou l'accord 
collectif applicable ou le contrat de travail.  

L'article L.1235-4, relatif au remboursement à l'institution 
mentionnée à l'article L.5312-1, pour le compte de l'organisme 
mentionné à l'article L.5427-1, des indemnités de chômage payées 
au salarié en cas de licenciement fautif, est également applicable. 

 

L.1134-4 条
第２章の規定を根拠として労働者によって又は労働者のため
に起された訴訟に続く当該労働者の解雇は、当該解雇が現実
かつ重大な理由に基づかず、実際のところ、訴訟活動を理由
として雇用主が採った措置である場合には、無効となる。こ
の場合、当該労働者の復職が、当然認められ、当該労働者は、
雇用を継続していたと見なされる。 
当該労働者が、労働契約の継続を拒否する場合、労働審判所
が以下の支給を認める。 
1. 解雇に先立つ６ヶ月の賃金を上回る額の賠償金； 
2. L.1234-9 条、適用される労働協約・協定、労働契約に定め
られた解雇手当に相応する賠償金。 

L.5427-1 条に言及された組織の会計のための、誤った解雇に
際し労働者に支払われた解雇手当の L.5312-1 条に言及され
た機関への払戻しに関する L.1235-4 条も、また、適用される。

Article L1134-5  
L'action en réparation du préjudice résultant d'une discrimination 

L.1134-5 条
差別に起因する損害の賠償請求訴訟は、差別が発覚した日か
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qualification professionnelles des personnes handicapées, 
comprend : 
1° Un diagnostic régional englobant les diagnostics locaux établis 

avec la collaboration des référents pour l'insertion 
professionnelle des maisons départementales des personnes 
handicapées ; 

2° Un plan d'action régional pour l'insertion des travailleurs 
handicapés comportant des axes d'intervention et des objectifs 
précis ; 

3° Des indicateurs régionaux de suivi et d'évaluation des actions 
menées au niveau régional.  

 

を含むものである。
1. 県障害者センター（MDPH）の就業関連の担当者の協力の
もと、作られた地方自治体の施策を盛り込んだ地域圏の施
策 

2. 介入軸と明確な目的が含まれる、障害労働者の就業のため
の地域圏行動計画 

3. 地域圏レベルで行われる活動のフォローアップと評価に
関する地域圏の指標 

Chapitre II : Obligation d'emploi des travailleurs handicapés, mutilés 
de guerre et assimilés  

 
Section 1 : Champ d'application. 
 
Article L5212-1  

Les dispositions du présent chapitre s'appliquent à tout 
employeur, occupant au moins vingt salariés, y compris les 
établissements publics industriels et commerciaux. 

 

第２章：障害労働者、戦争による身体障害者及び同等の人々の
雇用義務 

 
第１節：適用領域 
 
L.5212-1 条 
本章の規定は、従業員 20 名以上の全ての雇用主に適用され
る。この中には商工的公施設法人も含まれる。 
 

Section 2 : Obligation d'emploi. 
 
Article L5212-2  

Tout employeur emploie, dans la proportion de 6 % de l'effectif 
total de ses salariés, à temps plein ou à temps partiel, des 
travailleurs handicapés, mutilés de guerre et assimilés, 
mentionnés à l'article L. 5212-13.  

 

第２節：雇用義務 
 
L.5212-2 条 
すべての雇用主は、L.5212-13 条に記される障害労働者、戦
争による身体障害者及び同等の者を、その総従業員数（フル
タイム又はパートタイム）の６％、雇用するものとする。 

Article L5212-3  
Dans les entreprises à établissements multiples, l'obligation 
d'emploi s'applique établissement par établissement.  
Les entreprises de travail temporaire ne sont assujetties à 
l'obligation d'emploi que pour leurs salariés permanents.  

 

L.5212-3 条
複数の事業所を有する企業において、当雇用義務は、事業所
ごとに適用される。 
労働者派遣企業においては、雇用義務の算出の対象となる従
業員は、常勤の従業員のみである。 

Article L5212-4  
Toute entreprise qui occupe au moins vingt salariés au moment de 
sa création ou en raison de l'accroissement de son effectif dispose, 
pour se mettre en conformité avec l'obligation d'emploi, d'un délai 
déterminé par décret qui ne peut excéder trois ans. 

 

L.5212-4 条
新設の従業員 20 名以上の企業、又は、従業員の増加により、
従業員 20 名以上となった企業は全て、雇用義務履行までに、
デクレに定められた 3 年以下の猶予期間が認められる。 

Article L5212-5  
L'employeur adresse une déclaration annuelle relative à 
l'obligation d'emploi des travailleurs handicapés à l'association 
mentionnée à l'article L. 5214-1 qui assure la gestion de cette 
déclaration dans des conditions fixées par décret.  
Il justifie également qu'il s'est, le cas échéant, acquitté de 
l'obligation d'emploi selon les modalités prévues aux articles L. 
5212-6 à L. 5212-11. 
A défaut de toute déclaration, l'employeur est considéré comme ne 
satisfaisant pas à l'obligation d'emploi. 

NOTA:  
Loi n° 2010-1657 du 29 décembre 2010, article 208 VII : Ces 
dispositions sont applicables à la déclaration annuelle 
obligatoire d'emploi des travailleurs handicapés, victimes de 
guerre et assimilés effectuée à compter de l'année 2012. 

 

L.5212-5 条
雇用主は、障害労働者の雇用義務に関する年次申告書を、デ
クレに示された条件により、この申告書を管理することが
L.5214-1 で規定されている機関に提出する。 
雇用主は、さらに、必要があれば、L.5212-6 条から L.5212-11
条に記された方法に従って雇用義務を履行している証拠書類
を添付する。 
申告書を提出しなかった場合には、雇用主は雇用義務を果た
していないものと見なされる。 

注： 
2010 年 12 月 29 日の法律、第 2010-1657 号、第 208VII
条：この条項は、2012 年以降、障害労働者、戦争犠牲
者及び同等の者の雇用義務に関する年次申請に対して、
適用される。 

Section 3 : Modalités de mise en oeuvre de l'obligation  
 
Sous-section 1 : Mise en oeuvre partielle. 
 
Article L5212-6  

L'employeur peut s'acquitter partiellement de l'obligation 
d'emploi en passant des contrats de fournitures de sous-traitance 
ou de prestations de services avec :  
1° Soit des entreprises adaptées ;  
2° Soit des centres de distribution de travail à domicile ;  
3° Soit des établissements ou services d'aide par le travail.  
Cet acquittement partiel est proportionnel au volume de travail 
fourni à ces ateliers, centres, établissements ou services.  
Les modalités et les limites de cet acquittement partiel sont 
déterminées par voie réglementaire.  

 

第３節：義務の実施方法 
 
第１款：部分的実施 
 
L.5212-6 条 
雇用主は、下請け契約又はサービス供給契約を、以下の者と
結ぶことにより、雇用義務を部分的に履行することができる。
1. 適応企業（EA）； 
2. 在宅労働供給センター（CDTD）； 
3. 労働支援機関・サービス（ESAT） 
これら適応企業、在宅労働供給センター、労働支援機関・サ
ービスに供給された仕事の量に応じて、部分的履行が認めら
れる。 
部分的履行の方法と上限は、法規や規定により定められる。
 

Article L5212-7  L.5212-7 条
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se prescrit par cinq ans à compter de la révélation de la 
discrimination.  
Ce délai n'est pas susceptible d'aménagement conventionnel.  
Les dommages et intérêts réparent l'entier préjudice résultant de 
la discrimination, pendant toute sa durée. 

 

ら 5 年で時効となる。
この期間は、協約による修正の対象とはならない。 
損害賠償は、差別があった期間中に、差別により生じた損害
すべてを賠償する。 

TITRE IV - VI（略） 
 

LIVRE II - V（略） 
 

第４編－第６編（略） 
 

第２巻－第５巻（略） 

DEUXIÈME PARTIE（略） 
 

TROISIÈME PARTIE（略） 
 

第２部（略） 
 

第３部（略） 

CINQUIÈME PARTIE : L'EMPLOI 
 

LIVRE Ier（略） 
 

LIVRE II : DISPOSITIONS APPLICABLES À CERTAINES 
CATÉGORIES DE TRAVAILLEURS 

 
TITRE Ier : TRAVAILLEURS HANDICAPÉS 

 

第５部：雇用 
 

第１巻（略） 
 

第２巻：特定のカテゴリーに属する労働者に適用される規定
 
 

第１編：障害労働者 

Chapitre Ier : Objet des politiques en faveur de l'emploi des personnes 
handicapées. 

 
Article L5211-1  

Le reclassement des travailleurs handicapés comporte :  
1° La réadaptation fonctionnelle, complétée éventuellement par 

un ré-entraînement à l'effort ;  
2° L'orientation ;  
3° La rééducation ou la formation professionnelle pouvant inclure 

un ré-entraînement scolaire ;  
4° Le placement.  

 

第１章：障害者雇用のための政策の目的 
 
 
L.5211-1 条 
障害労働者の再配置とは、以下の通りである。 
1. 障害に合わせた再訓練など、リハビリテーション 
2. 職業指導 
3. 職業再教育又は職業訓練（学校での再訓練を含む） 
4. 復職 

Article L5211-2  
Des politiques concertées d'accès à la formation et à la 
qualification professionnelles des personnes handicapées, visant à 
créer les conditions collectives d'exercice du droit au travail des 
personnes handicapées, sont définies et mises en oeuvre par :  
1° L'Etat ;  
2° Le service public de l'emploi ;  
3° L'association de gestion du fonds pour l'insertion 

professionnelle des handicapés ;  
4° Le fonds pour l'insertion des personnes handicapées dans la 

fonction publique ;  
5° Les régions ;  
6° Les organismes de protection sociale ;  
7° Les organisations syndicales et associations représentatives 

des personnes handicapées.  
 

L.5211-2 条
障害者が働く権利を行使できる総括的条件を作ることを目的
とし、障害者の職業訓練や職業能力開発へのアクセスに関す
る政策を策定、及び、実施するのは、以下の者である。 
1. 国； 
2. 公共雇用サービス； 
3. 障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）； 
4. 公務部門障害者職業参入基金（FIPHEP）； 
5. 地域圏； 
6. 社会保障に関する組織 
7. 組合組織及び障害者を代表する非営利組織 
 

Article L5211-3  
Les politiques d'accès à la formation et à la qualification 
professionnelles des personnes handicapées ont pour objectif de 
recenser et quantifier les besoins de formation des personnes 
handicapées ainsi que la qualité des formations dispensées.  
Elles favorisent l'utilisation efficiente des différents dispositifs en 
facilitant la coordination entre les organismes de formation 
ordinaires et les organismes spécialement conçus pour la 
compensation des conséquences du handicap ou la réparation du 
préjudice.  

 

L.5211-3 条
障害労働者の職業訓練及び職業能力認定へのアクセスに関す
る政策は、障害労働者の訓練の必要性、及び、現行の職業訓
練の質について、調査、数量化することを目的としている。
この政策は、様々な規定を有効的に使い、一般の職業訓練組
織と障害の補償や差別是正のための専門組織の間の連携を促
進しようとするものである。 
 

Article L5211-4  
Afin de tenir compte des contraintes particulières des personnes 
handicapées ou présentant un trouble de santé invalidant, les 
actions de formation professionnelle prévues à la sixième partie 
prévoient un accueil à temps partiel ou discontinu ainsi qu'une 
durée et des modalités adaptées de validation de la formation 
professionnelle, dans des conditions déterminées par décret.  

 

L.5211-4 条
障害者、又は、労働能力を減少させる健康上の問題を呈する
者における特有の制約に考慮して、第６部に定める職業訓練
活動では、デクレに定められる条件に基づき、部分受入れ、
中断、障害に合わせた職業訓練の認証の方法と期間の調整を、
実施する。 

Article L5211-5  
Tous les cinq ans, le service public de l'emploi élabore, sous 
l'autorité du représentant de l'Etat dans la région, un plan 
régional pour l'insertion des travailleurs handicapés. Ce plan, 
coordonné avec les politiques d'accès à la formation et à la 

L.5211-5 条
公共雇用サービスは、５年毎に、地域圏に配属された国の代
表者のもとで、障害労働者参入のための地域圏計画を作成す
る。この計画は、障害者の職業訓練及び能力開発へのアクセ
スに関する政策の内容に沿うものであり、かつ、以下の項目
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qualification professionnelles des personnes handicapées, 
comprend : 
1° Un diagnostic régional englobant les diagnostics locaux établis 

avec la collaboration des référents pour l'insertion 
professionnelle des maisons départementales des personnes 
handicapées ; 

2° Un plan d'action régional pour l'insertion des travailleurs 
handicapés comportant des axes d'intervention et des objectifs 
précis ; 

3° Des indicateurs régionaux de suivi et d'évaluation des actions 
menées au niveau régional.  

 

を含むものである。
1. 県障害者センター（MDPH）の就業関連の担当者の協力の
もと、作られた地方自治体の施策を盛り込んだ地域圏の施
策 

2. 介入軸と明確な目的が含まれる、障害労働者の就業のため
の地域圏行動計画 

3. 地域圏レベルで行われる活動のフォローアップと評価に
関する地域圏の指標 

Chapitre II : Obligation d'emploi des travailleurs handicapés, mutilés 
de guerre et assimilés  

 
Section 1 : Champ d'application. 
 
Article L5212-1  

Les dispositions du présent chapitre s'appliquent à tout 
employeur, occupant au moins vingt salariés, y compris les 
établissements publics industriels et commerciaux. 

 

第２章：障害労働者、戦争による身体障害者及び同等の人々の
雇用義務 

 
第１節：適用領域 
 
L.5212-1 条 
本章の規定は、従業員 20 名以上の全ての雇用主に適用され
る。この中には商工的公施設法人も含まれる。 
 

Section 2 : Obligation d'emploi. 
 
Article L5212-2  

Tout employeur emploie, dans la proportion de 6 % de l'effectif 
total de ses salariés, à temps plein ou à temps partiel, des 
travailleurs handicapés, mutilés de guerre et assimilés, 
mentionnés à l'article L. 5212-13.  

 

第２節：雇用義務 
 
L.5212-2 条 
すべての雇用主は、L.5212-13 条に記される障害労働者、戦
争による身体障害者及び同等の者を、その総従業員数（フル
タイム又はパートタイム）の６％、雇用するものとする。 

Article L5212-3  
Dans les entreprises à établissements multiples, l'obligation 
d'emploi s'applique établissement par établissement.  
Les entreprises de travail temporaire ne sont assujetties à 
l'obligation d'emploi que pour leurs salariés permanents.  

 

L.5212-3 条
複数の事業所を有する企業において、当雇用義務は、事業所
ごとに適用される。 
労働者派遣企業においては、雇用義務の算出の対象となる従
業員は、常勤の従業員のみである。 

Article L5212-4  
Toute entreprise qui occupe au moins vingt salariés au moment de 
sa création ou en raison de l'accroissement de son effectif dispose, 
pour se mettre en conformité avec l'obligation d'emploi, d'un délai 
déterminé par décret qui ne peut excéder trois ans. 

 

L.5212-4 条
新設の従業員 20 名以上の企業、又は、従業員の増加により、
従業員 20 名以上となった企業は全て、雇用義務履行までに、
デクレに定められた 3 年以下の猶予期間が認められる。 

Article L5212-5  
L'employeur adresse une déclaration annuelle relative à 
l'obligation d'emploi des travailleurs handicapés à l'association 
mentionnée à l'article L. 5214-1 qui assure la gestion de cette 
déclaration dans des conditions fixées par décret.  
Il justifie également qu'il s'est, le cas échéant, acquitté de 
l'obligation d'emploi selon les modalités prévues aux articles L. 
5212-6 à L. 5212-11. 
A défaut de toute déclaration, l'employeur est considéré comme ne 
satisfaisant pas à l'obligation d'emploi. 

NOTA:  
Loi n° 2010-1657 du 29 décembre 2010, article 208 VII : Ces 
dispositions sont applicables à la déclaration annuelle 
obligatoire d'emploi des travailleurs handicapés, victimes de 
guerre et assimilés effectuée à compter de l'année 2012. 

 

L.5212-5 条
雇用主は、障害労働者の雇用義務に関する年次申告書を、デ
クレに示された条件により、この申告書を管理することが
L.5214-1 で規定されている機関に提出する。 
雇用主は、さらに、必要があれば、L.5212-6 条から L.5212-11
条に記された方法に従って雇用義務を履行している証拠書類
を添付する。 
申告書を提出しなかった場合には、雇用主は雇用義務を果た
していないものと見なされる。 

注： 
2010 年 12 月 29 日の法律、第 2010-1657 号、第 208VII
条：この条項は、2012 年以降、障害労働者、戦争犠牲
者及び同等の者の雇用義務に関する年次申請に対して、
適用される。 

Section 3 : Modalités de mise en oeuvre de l'obligation  
 
Sous-section 1 : Mise en oeuvre partielle. 
 
Article L5212-6  

L'employeur peut s'acquitter partiellement de l'obligation 
d'emploi en passant des contrats de fournitures de sous-traitance 
ou de prestations de services avec :  
1° Soit des entreprises adaptées ;  
2° Soit des centres de distribution de travail à domicile ;  
3° Soit des établissements ou services d'aide par le travail.  
Cet acquittement partiel est proportionnel au volume de travail 
fourni à ces ateliers, centres, établissements ou services.  
Les modalités et les limites de cet acquittement partiel sont 
déterminées par voie réglementaire.  

 

第３節：義務の実施方法 
 
第１款：部分的実施 
 
L.5212-6 条 
雇用主は、下請け契約又はサービス供給契約を、以下の者と
結ぶことにより、雇用義務を部分的に履行することができる。
1. 適応企業（EA）； 
2. 在宅労働供給センター（CDTD）； 
3. 労働支援機関・サービス（ESAT） 
これら適応企業、在宅労働供給センター、労働支援機関・サ
ービスに供給された仕事の量に応じて、部分的履行が認めら
れる。 
部分的履行の方法と上限は、法規や規定により定められる。
 

Article L5212-7  L.5212-7 条
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astreints à titre de pénalité au versement au Trésor public d'une 
somme dont le montant est égal à celui de la contribution 
instituée par le second alinéa de l'article L. 5212-10, majoré de 
25 %.  

 

条第２項に定められた納付金に 25 パーセントを割増した金
額の国庫への支払いが科される。 

Section 4 : Bénéficiaires de l'obligation d'emploi  
 
Sous-section 1 : Catégories de bénéficiaires. 
 
Article L5212-13  

Bénéficient de l'obligation d'emploi instituée par l'article L. 5212- 
2 :  
1° Les travailleurs reconnus handicapés par la commission des 

droits et de l'autonomie des personnes handicapées mentionnée 
à l' article L. 146-9 du code de l'action sociale et des familles ;  

2° Les victimes d'accidents du travail ou de maladies 
professionnelles ayant entraîné une incapacité permanente au 
moins égale à 10 % et titulaires d' une rente attribuée au titre 
du régime général de sécurité sociale ou de tout autre régime de 
protection sociale obligatoire ;  

3° Les titulaires d'une pension d'invalidité attribuée au titre du 
régime général de sécurité sociale, de tout autre régime de 
protection sociale obligatoire ou au titre des dispositions 
régissant les agents publics à condition que l'invalidité des 
intéressés réduise au moins des deux tiers leur capacité de 
travail ou de gain ;  

4° Les bénéficiaires mentionnés à l'article L. 394 du code des 
pensions militaires d'invalidité et des victimes de la guerre ;  

5° Les bénéficiaires mentionnés aux articles L. 395 et L. 396 du 
même code ;  

6° Abrogé ;  
7° Abrogé ;  
8° Abrogé ;  
9° Les titulaires d'une allocation ou d'une rente d'invalidité 

attribuée dans les conditions définies par la loi n° 91-1389 du 31 
décembre 1991 relative à la protection sociale des 
sapeurs-pompiers volontaires en cas d'accident survenu ou de 
maladie contractée en service ;  

10° Les titulaires de la carte d'invalidité définie à l'article L. 241-3 
du code de l'action sociale et des familles ;  

11° Les titulaires de l'allocation aux adultes handicapés. 
NOTA:  
Loi 2008-492 du 26 mai 2008, art. 11 : Le titre Ier de la 
présente loi entre en vigueur dès la publication des décrets 
d'application (décret 2009-629 du 5 juin 2009, en vigueur le 8 
juin 2009). 

 

第４節：雇用義務の雇用義務対象者 
 
第１款：雇用義務対象者の種類 
 
L.5212-13 条 

L.5212-2 条により設定される雇用義務対象者は、以下のとお
りである。 
1. 社会福祉・家族法典 L.146-9 条に述べる障害者権利自立委
員会（CDAPH）によって障害者として認定された労働者

2. 労働災害又は職業病により 10％以上の恒久的労働不能と
なった者で、かつ、社会保障一般制度又はその他のすべて
の義務的社会保護制度の受給資格をもつ者 

3. 労働・稼得能力が３分の２以上減少しているため、社会保
障一般制度、その他の全ての義務的社会保護制度又は公務
員を対象とする規定により、障害年金の受給資格を持つ者

4. 軍人障害年金及び戦争犠牲者に関する法典 L.394 条に定
められる対象者 

5. 同法典 L.395 条及び L.396 条に定められる対象者 
6. 廃止 
7. 廃止  
8. 廃止  
9. ボランティア消防士の職務履行中の負傷及び職業病の際
の社会的保護に関する1991年12月31日の法律第91-1389
号に定められた要件に基づき支給される障害手当あるいは
障害年金の受給資格をもつ者 

10. 社会福祉・家族法典 L.241-3 条に定める障害者手帳の保
持者 

11. 成人障害者手当（AAH）の受給資格をもつ者 
注： 
2008 年５月 26 日の法律第 2008-492 号、第 11 条：現
法典の第１章は、適用のためのデクレ(2009 年６月５日
のデクレ第 2009-629 号、2009 年６月８日実施)が公布
されてから発効する。 

 

Sous-section 2 : Calcul du nombre de bénéficiaires. 
 
Article L5212-14  

Pour le calcul du nombre de bénéficiaires de l'obligation d'emploi, 
chaque personne est prise en compte à due proportion de son 
temps de présence dans l'entreprise au cours de l'année civile, 
quelle que soit la nature ou la durée de son contrat de travail, 
dans la limite d'une unité et dans les conditions suivantes :  
- les salariés dont la durée de travail est supérieure ou égale à la 
moitié de la durée légale ou conventionnelle sont décomptés dans 
la limite d'une unité comme s'ils avaient été employés à temps 
complet ;  

- les salariés dont la durée de travail est inférieure à la moitié de 
la durée légale ou conventionnelle sont décomptés dans des 
conditions fixées par décret sans que leur prise en compte puisse 
dépasser une demi-unité.  

Les personnes mises à disposition de l'entreprise par un 
groupement d'employeurs sont prises en compte dans les mêmes 
conditions que les salariés de l'entreprise. 

NOTA:  
Aux termes de la loi n° 2011-893 du 28 juillet 2011, article 30, 
les articles 31 à 39 de la présente loi entrent en vigueur au 
1er novembre 2011. Un accord collectif national conclu avant 
cette date peut déroger à ces articles. 

 

第２款：雇用義務対象者数の計算 
 
L.5212-14 条 
雇用義務対象者数の計算においては、各人は、当該暦年に企
業にいた期間の割合に応じて、労働契約の性格又は期間にか
かわらず、以下の条件で１ユニットを上限として数えられる。
―対象となる従業員の労働時間が、法律や契約で定められた
労働時間の半分以上の場合、フルタイムの雇用であれば１ユ
ニットを上限として数えられる。 
―対象となる従業員の労働時間が、法律や契約で定められた
労働時間の半分を下回る場合、デクレに定める条件に基づき、
１/２ユニットを超えない範囲で数えられる。 
グループ会社から出向している者は、その企業の従業員と同
じ条件で計算される。 

注： 
2011 年７月 28 日の法律第 2011-893 号第 30 条により、
第 31 条から第 39 条が 2011 年 11 月１日に施行される。
ただし、この日の前に締結された国内の労働協定は、こ
の条項の適用から除外される。 

 

Article L5212-15  
Les titulaires d'un emploi réservé attribué en application des 
dispositions du chapitre IV du titre III du livre III du code des 

L.5212-15 条
軍人障害年金及び戦争犠牲者に関する法典第３巻第３編第４
章の規定の適用によって留保雇用の対象となる者は、雇用義
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L'employeur peut s'acquitter partiellement de l'obligation 
d'emploi en accueillant en stage, dans des conditions fixées par un 
décret précisant la durée minimale de ce stage, des personnes 
handicapées, dans la limite de 2 % de l'effectif total des salariés de 
l'entreprise. 
L'ouverture de droits à la prestation de compensation du 
handicap, à l'allocation compensatrice pour tierce personne ou à 
l'allocation d'éducation de l'enfant handicapé à l'égard des jeunes 
de plus de seize ans qui disposent d'une convention de stage vaut 
reconnaissance de la qualité de travailleur handicapé. Cette 
reconnaissance de la qualité de travailleur handicapé n'est valable 
que pendant la durée du stage.  

 

雇用主は、総従業員数の２％を上限として、研修として障害
者を受け入れることで雇用義務の部分履行とすることができ
る。この研修は、デクレにより期間の下限が定められる。 
障害補償給付、第三者補償手当、若しくは研修に関する協定
が適用される 16 歳以上の若年者に関しては障害児教育手当
の受給資格が得られれば、障害労働者としての認定が、得ら
れたものと見なされる。ただし、この障害労働者としての認
定は、研修の間しか有効でない。 
 

Sous-section 2 : Mise en oeuvre par application d'un accord. 
 
Article L5212-8  

L'employeur peut s'acquitter de l'obligation d'emploi en faisant 
application d'un accord de branche, de groupe, d'entreprise ou 
d'établissement agréé prévoyant la mise en oeuvre d'un 
programme annuel ou pluriannuel en faveur des travailleurs 
handicapés. 

 

第２款：協定の適用による履行 
 
L.5212-8 条 
雇用主は、障害者のための年次プログラムまたは多年度プロ
グラムの実施の旨を定めた業界・団体・企業又は事業所の労
働協定を適用することで、雇用義務を履行することができる。

Sous-section 3 : Mise en oeuvre par le versement d'une contribution 
annuelle. 

 
Article L5212-9  

L'employeur peut s'acquitter de l'obligation d'emploi en versant 
au fonds de développement pour l'insertion professionnelle des 
handicapés prévu à l'article L. 5214-1 une contribution annuelle 
pour chacun des bénéficiaires de l'obligation qu'il aurait dû 
employer. 
Le montant de cette contribution peut être modulé en fonction de 
l'effectif de l'entreprise et des emplois, déterminés par décret, 
exigeant des conditions d'aptitude particulières, occupés par des 
salariés de l'entreprise. Il tient également compte de l'effort 
consenti par l'entreprise en matière de maintien dans l'emploi ou 
de recrutement direct des bénéficiaires mentionnés à l'article L. 
5212-13, notamment ceux pour lesquels l'association mentionnée 
à l'article L. 5214-1, a reconnu la lourdeur du handicap, ou de ceux 
rencontrant des difficultés particulières d'accès à l'emploi. 

 

第３款：毎年の納付金の支払いによる履行 
 
L.5212-9 条 
雇用主は、L.5214-1 条に定める障害者職業参入基金に、雇用
すべきであった雇用義務対象者ひとりひとりについて、毎年
の納付金の支払いを行うことで雇用義務を履行することがで
きる。 
この納付金の額は、デクレの規定に基づき、その企業の従業
員数と特定の能力を必要とする職務に従事する雇用の数に応
じて調整することができる。 
また、L.5212-13 条に述べる雇用義務対象者の雇用維持や直
接雇用において、L.5214-1 条に述べる機関が重度障害者又は
雇用アクセスへ特定の困難を抱えている者と認定した者等に
関しては、企業の努力が考慮される。 
 

Article L5212-10  
Les modalités de calcul de la contribution annuelle, qui ne peut 
excéder la limite de 600 fois le salaire horaire minimum de 
croissance par bénéficiaire non employé, sont déterminées par 
décret.  
Pour les entreprises qui n'ont occupé aucun bénéficiaire de 
l'obligation d'emploi, n'ont passé aucun contrat prévu à l'article L. 
5212-6 d'un montant supérieur à un montant fixé par décret ou 
n'appliquent aucun accord collectif mentionné à l'article L. 5212-8 
pendant une période supérieure à trois ans, la limite de la 
contribution est portée, dans des conditions définies par décret, à 
1 500 fois le salaire horaire minimum de croissance. 

 

L.5212-10 条
納付金の算出方法においては、不足している雇用義務対象者
の時間当たりの最低賃金の 600 倍を上限として、デクレで定
められる。 
３年を超える期間、雇用義務のある雇用義務対象者を一人も
雇用しない、又は L.5212-6 条に定める契約を一度も締結しな
い、又は L.5212-8 条に定める労働協定を一度も適用しない企
業の場合、デクレに定める条件により、納付金の上限は時間
当たりの最低賃金の 1,500 倍まで引き上げられる。 

Article L5212-11  
Peuvent être déduites du montant de la contribution annuelle, en 
vue de permettre à l'employeur de s'acquitter partiellement de 
l'obligation d'emploi, des dépenses supportées directement par 
l'entreprise et destinées à favoriser l'accueil, l'insertion ou le 
maintien dans l'emploi des travailleurs handicapés au sein de 
l'entreprise ou l'accès de personnes handicapées à la vie 
professionnelle qui ne lui incombent pas en application d'une 
disposition législative ou réglementaire.  
L'avantage représenté par cette déduction ne peut se cumuler 
avec une aide accordée pour le même objet par l'association 
mentionnée à l'article L. 5214-1.  
La nature des dépenses mentionnées au premier alinéa ainsi que 
les conditions dans lesquelles celles-ci peuvent être déduites du 
montant de la contribution sont déterminées par décret.  

 

L.5212-11 条
障害労働者の受入れ、雇用、雇用維持を促進するために、職
場の内部や職場へのアクセスにおいて使われ、企業が直接支
払ったが、法規や規則の適用では賄われない費用は、雇用義
務の部分履行とするために、毎年の納付金の額から差し引く
ことができる。 
この控除などの優遇措置は、同様の目的で L.5214-1 条に示さ
れる非営利団体によって支給される助成金と併用することは
できない。 
第１項に記された費用の性格、及び納付金額からの控除の条
件は、デクレによって定められる。 
 

Sous-section 4 : Sanction administrative. 
 
Article L5212-12  

Lorsqu'ils ne satisfont à aucune des obligations définies aux 
articles L. 5212-2 et L. 5212-6 à L. 5212-11, les employeurs sont 

第４款：行政罰 
 
L.5212-12 条 

L.5212-2 条、L.5212-6 条から L.5212-11 条で定義された義
務を一つも履行していない場合には、罰金として、L.5212-10

− 176 − − 177 −
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astreints à titre de pénalité au versement au Trésor public d'une 
somme dont le montant est égal à celui de la contribution 
instituée par le second alinéa de l'article L. 5212-10, majoré de 
25 %.  

 

条第２項に定められた納付金に 25 パーセントを割増した金
額の国庫への支払いが科される。 

Section 4 : Bénéficiaires de l'obligation d'emploi  
 
Sous-section 1 : Catégories de bénéficiaires. 
 
Article L5212-13  

Bénéficient de l'obligation d'emploi instituée par l'article L. 5212- 
2 :  
1° Les travailleurs reconnus handicapés par la commission des 

droits et de l'autonomie des personnes handicapées mentionnée 
à l' article L. 146-9 du code de l'action sociale et des familles ;  

2° Les victimes d'accidents du travail ou de maladies 
professionnelles ayant entraîné une incapacité permanente au 
moins égale à 10 % et titulaires d' une rente attribuée au titre 
du régime général de sécurité sociale ou de tout autre régime de 
protection sociale obligatoire ;  

3° Les titulaires d'une pension d'invalidité attribuée au titre du 
régime général de sécurité sociale, de tout autre régime de 
protection sociale obligatoire ou au titre des dispositions 
régissant les agents publics à condition que l'invalidité des 
intéressés réduise au moins des deux tiers leur capacité de 
travail ou de gain ;  

4° Les bénéficiaires mentionnés à l'article L. 394 du code des 
pensions militaires d'invalidité et des victimes de la guerre ;  

5° Les bénéficiaires mentionnés aux articles L. 395 et L. 396 du 
même code ;  

6° Abrogé ;  
7° Abrogé ;  
8° Abrogé ;  
9° Les titulaires d'une allocation ou d'une rente d'invalidité 

attribuée dans les conditions définies par la loi n° 91-1389 du 31 
décembre 1991 relative à la protection sociale des 
sapeurs-pompiers volontaires en cas d'accident survenu ou de 
maladie contractée en service ;  

10° Les titulaires de la carte d'invalidité définie à l'article L. 241-3 
du code de l'action sociale et des familles ;  

11° Les titulaires de l'allocation aux adultes handicapés. 
NOTA:  
Loi 2008-492 du 26 mai 2008, art. 11 : Le titre Ier de la 
présente loi entre en vigueur dès la publication des décrets 
d'application (décret 2009-629 du 5 juin 2009, en vigueur le 8 
juin 2009). 

 

第４節：雇用義務の雇用義務対象者 
 
第１款：雇用義務対象者の種類 
 
L.5212-13 条 

L.5212-2 条により設定される雇用義務対象者は、以下のとお
りである。 
1. 社会福祉・家族法典 L.146-9 条に述べる障害者権利自立委
員会（CDAPH）によって障害者として認定された労働者

2. 労働災害又は職業病により 10％以上の恒久的労働不能と
なった者で、かつ、社会保障一般制度又はその他のすべて
の義務的社会保護制度の受給資格をもつ者 

3. 労働・稼得能力が３分の２以上減少しているため、社会保
障一般制度、その他の全ての義務的社会保護制度又は公務
員を対象とする規定により、障害年金の受給資格を持つ者

4. 軍人障害年金及び戦争犠牲者に関する法典 L.394 条に定
められる対象者 

5. 同法典 L.395 条及び L.396 条に定められる対象者 
6. 廃止 
7. 廃止  
8. 廃止  
9. ボランティア消防士の職務履行中の負傷及び職業病の際
の社会的保護に関する1991年12月31日の法律第91-1389
号に定められた要件に基づき支給される障害手当あるいは
障害年金の受給資格をもつ者 

10. 社会福祉・家族法典 L.241-3 条に定める障害者手帳の保
持者 

11. 成人障害者手当（AAH）の受給資格をもつ者 
注： 
2008 年５月 26 日の法律第 2008-492 号、第 11 条：現
法典の第１章は、適用のためのデクレ(2009 年６月５日
のデクレ第 2009-629 号、2009 年６月８日実施)が公布
されてから発効する。 

 

Sous-section 2 : Calcul du nombre de bénéficiaires. 
 
Article L5212-14  

Pour le calcul du nombre de bénéficiaires de l'obligation d'emploi, 
chaque personne est prise en compte à due proportion de son 
temps de présence dans l'entreprise au cours de l'année civile, 
quelle que soit la nature ou la durée de son contrat de travail, 
dans la limite d'une unité et dans les conditions suivantes :  
- les salariés dont la durée de travail est supérieure ou égale à la 
moitié de la durée légale ou conventionnelle sont décomptés dans 
la limite d'une unité comme s'ils avaient été employés à temps 
complet ;  

- les salariés dont la durée de travail est inférieure à la moitié de 
la durée légale ou conventionnelle sont décomptés dans des 
conditions fixées par décret sans que leur prise en compte puisse 
dépasser une demi-unité.  

Les personnes mises à disposition de l'entreprise par un 
groupement d'employeurs sont prises en compte dans les mêmes 
conditions que les salariés de l'entreprise. 

NOTA:  
Aux termes de la loi n° 2011-893 du 28 juillet 2011, article 30, 
les articles 31 à 39 de la présente loi entrent en vigueur au 
1er novembre 2011. Un accord collectif national conclu avant 
cette date peut déroger à ces articles. 

 

第２款：雇用義務対象者数の計算 
 
L.5212-14 条 
雇用義務対象者数の計算においては、各人は、当該暦年に企
業にいた期間の割合に応じて、労働契約の性格又は期間にか
かわらず、以下の条件で１ユニットを上限として数えられる。
―対象となる従業員の労働時間が、法律や契約で定められた
労働時間の半分以上の場合、フルタイムの雇用であれば１ユ
ニットを上限として数えられる。 
―対象となる従業員の労働時間が、法律や契約で定められた
労働時間の半分を下回る場合、デクレに定める条件に基づき、
１/２ユニットを超えない範囲で数えられる。 
グループ会社から出向している者は、その企業の従業員と同
じ条件で計算される。 

注： 
2011 年７月 28 日の法律第 2011-893 号第 30 条により、
第 31 条から第 39 条が 2011 年 11 月１日に施行される。
ただし、この日の前に締結された国内の労働協定は、こ
の条項の適用から除外される。 

 

Article L5212-15  
Les titulaires d'un emploi réservé attribué en application des 
dispositions du chapitre IV du titre III du livre III du code des 

L.5212-15 条
軍人障害年金及び戦争犠牲者に関する法典第３巻第３編第４
章の規定の適用によって留保雇用の対象となる者は、雇用義

− 176 − − 177 −
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Article L5213-6  
Afin de garantir le respect du principe d'égalité de traitement à 
l'égard des travailleurs handicapés, l'employeur prend, en 
fonction des besoins dans une situation concrète, les mesures 
appropriées pour permettre aux travailleurs mentionnés aux 1° à 
4° et 9° à 11° de l'article L. 5212-13 d'accéder à un emploi ou de 
conserver un emploi correspondant à leur qualification, de 
l'exercer ou d'y progresser ou pour qu'une formation adaptée à 
leurs besoins leur soit dispensée.  
Ces mesures sont prises sous réserve que les charges consécutives 
à leur mise en oeuvre ne soient pas disproportionnées, compte 
tenu de l'aide prévue à l'article L. 5213-10 qui peuvent compenser 
en tout ou partie les dépenses supportées à ce titre par 
l'employeur.  
Le refus de prendre des mesures au sens du premier alinéa peut 
être constitutif d'une discrimination au sens de l'article L. 1133-3. 

 

L.5213-6 条
障害労働者に対する平等取扱い原則の尊重を保障するため
に、雇用主は、具体的状況の必要性に応じ、L.5212-13 条の 1
から 4 及び 9 から 11 に掲げる労働者が、それぞれの職業能
力にふさわしい雇用を獲得又は維持するため、その職務を遂
行若しくは向上できるようにするため、又は、それぞれのニ
ーズに対応した職業訓練を受けられるようにするために、適
切な措置を講じるものとする。 
適切な措置は、その実施にともなう負担が、その名目で雇用
主が負担すべき費用の一部又は全部を補填する L.5213-10 条
に定められた助成金を考慮した上で、不均衡にならないこと
を条件として実施されるものとする。 
第１項に定める措置を講じることの拒否は、L.1133-3 条でい
う差別に該当しうる。 
 

Article L5213-7  
Le salaire des bénéficiaires mentionnés à l'article L. 5212-13 ne 
peut être inférieur à celui qui résulte de l'application des 
dispositions légales ou des stipulations de la convention ou de 
l'accord collectif de travail.  

 

L.5213-7 条
L.5212-13 条に定める雇用義務対象者の賃金は、法的規定又
は労働協約・協定の約定の適用によって得られる額を下回る
ことはできない。 

Article L5213-8  
Les travailleurs handicapés embauchés en application des 
dispositions du chapitre II ne peuvent, en cas de rechute de 
l'affection invalidante, bénéficier des avantages spéciaux accordés 
en cas de maladie par un statut particulier ou une convention ou 
accord collectif de travail.  
Toutefois, ces statuts ou conventions collectives peuvent prévoir 
des dérogations aux dispositions mentionnées au premier alinéa. 
Dans le cas d'accident ou de maladie autre que l'affection 
invalidante, les intéressés peuvent bénéficier des avantages 
spéciaux dès leur embauche dans les mêmes conditions que les 
autres membres du personnel.  
Lorsque l'affection du travailleur handicapé est dite consolidée, 
celui-ci peut, s'il est à nouveau atteint de la maladie qui était à 
l'origine de son invalidité, bénéficier des avantages spéciaux 
mentionnés au premier alinéa à l'expiration d'un délai d'un an, à 
compter de la date de la consolidation.  

 

L.5213-8 条
第２章の条項を適用して雇用された障害労働者は、疾病が再
発した場合、特定の法規、労働協約又は労働協定によって定
められる優遇措置を享受することはできない。 
しかし、この法規、労働協約又は労働協定に、第１項に示す
規定の適用除外が定められている場合もある。疾病の再発以
外のケガや病気では、雇用された時点から他の従業員と同じ
条件で、この優遇措置を享受することができる。 
障害労働者の症状が治癒したと言われたが、もともとあった
疾病が再発した場合、治癒した日から 1 年以上経っていれば、
第 1 項で述べる優遇措置を享受することができる。 

 

Article L5213-9  
En cas de licenciement, la durée du préavis déterminée en 
application de l'article L. 1234-1 est doublée pour les bénéficiaires 
du chapitre II, sans toutefois que cette mesure puisse avoir pour 
effet de porter au-delà de trois mois la durée de ce préavis.  
Toutefois, ces dispositions ne sont pas applicables lorsque les 
conventions ou accords collectifs de travail ou, à défaut, les usages 
prévoient un préavis d'une durée au moins égale à trois mois.  

 

L.5213-9 条
解雇の場合、L.1234-1 条の適用により決定される予告期間
は、第２章の雇用義務対象者に関しては２倍となる。しかし、
この措置によって予告期間が３ヶ月を超える効果はない。 
ただし、労働協約、労働協定、又は、それがない場合には慣
行によって、３ヶ月以上の予告期間が定められている場合に
は、本規定は適用されない。 
 

Sous-section 2 : Aides financières. 
 
Article L5213-10  

L'Etat peut attribuer une aide financière du fonds de 
développement pour l'insertion professionnelle des handicapés à 
tout employeur soumis à l'obligation d'emploi de travailleurs 
handicapés afin de faciliter la mise ou la remise au travail en 
milieu ordinaire de production des personnes handicapées.  
Cette aide peut également être destinée à compenser les charges 
supplémentaires d'encadrement.  

 

第２款：助成金 
 
L.5213-10 条 
国は、障害者による一般の生産活動の場への就業・再雇用を
容易にするために、障害労働者の義務雇用に従わなければな
らない全ての雇用主に対して、障害者職業参入基金の助成金
を割り当てることができる。 
この助成金は、また、職場適応のための調整の補足的コスト
を補うために使うこともできる。 

Article L5213-11  
Pour l'application des dispositions de l'article L. 5213-7 relatives 
au salaire du travailleur handicapé, une aide financée par le fonds 
de développement pour l'insertion professionnelle des handicapés 
peut être attribuée sur décision de l'association mentionnée à 
l'article L. 5214-1.  
Cette aide, demandée par l'employeur, peut être allouée en 
fonction des caractéristiques des bénéficiaires.  
Elle ne peut être cumulée avec la minoration de la contribution 
prévue pour l'embauche d'un travailleur mentionnée à l'article L. 
5212-9. 

 

L.5213-11 条
障害労働者の賃金に関する L.5213-7 条の規定が適用される
場合には、L.5214-1 条に掲げる機関の決定に基づき、障害者
職業参入基金が資金を提供する助成金の支給を受けることが
できる。 
この助成金は、雇用主により申請されるが、雇用義務対象者
の特徴に応じて支給が行われる。 
この助成金は、L.5212-9 条に定める障害者雇用のための納付
金減額制度と重複して利用することはできない。 
 

Article L5213-12  
Les travailleurs handicapés qui font le choix d'exercer une activité 

L.5213-12 条
賃金労働ではない職業活動に従事することを選んだ障害労働
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pensions militaires d'invalidité et des victimes de la guerre sont 
pris en compte pour le calcul du nombre de bénéficiaires de 
l'obligation d'emploi.  

 

務対象者数の計算に算入される。 

Section 5 : Actions en justice. 
 
Article L5212-16  

Les associations ayant pour objet principal la défense des intérêts 
des bénéficiaires du présent chapitre peuvent exercer une action 
civile fondée sur l'inobservation des dispositions de ce même 
chapitre, lorsque cette inobservation porte un préjudice certain à 
l'intérêt collectif qu'elles représentent.  

 

第５節：訴権 
 
L.5212-16 条 
本章の雇用義務対象者の利益を守ることを主な目的とする非
営利組織は、本章の規定の不履行を根拠として、非営利組織
が代表している集団的利益に一定の損害をもたらす場合に
は、民事訴訟をおこすことができる。 

Section 6 : Dispositions d'application. 
 
Article L5212-17  

Un décret en Conseil d'Etat détermine les modalités d'application 
du présent chapitre, notamment les conditions dans lesquelles 
l'accord collectif prévu à l'article L. 5212-8 est agréé par l'autorité 
administrative.  

 

第６節：実施規定 
 
L.5212-17 条 
本章の適用要件、特に L.5212-8 条の労働協定が行政機関によ
って承認される条件は、国務院のデクレが定める。 

Chapitre III : Reconnaissance et orientation des travailleurs 
handicapés  

 
Section 1 : Reconnaissance de la qualité de travailleur handicapé. 
 
Article L5213-1  

Est considérée comme travailleur handicapé toute personne dont 
les possibilités d'obtenir ou de conserver un emploi sont 
effectivement réduites par suite de l'altération d'une ou plusieurs 
fonctions physique, sensorielle, mentale ou psychique.  

 

第３章：障害労働者の認定及び職業指導 
 
 
第１節：障害労働者としての認定 
 
L.5213-1 条 
身体、感覚器官、知能、精神の機能の一つ又は複数の変化に
より、雇用を得る又は維持する可能性が実質的に縮小されて
いる全ての人は、障害労働者と見なされる。 
 

Article L5213-2  
La qualité de travailleur handicapé est reconnue par la 
commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées mentionnée à l'article L. 241-5 du code de l'action 
sociale et des familles. Cette reconnaissance s'accompagne d'une 
orientation vers un établissement ou service d'aide par le travail, 
vers le marché du travail ou vers un centre de rééducation 
professionnelle.L'orientation vers un établissement ou service 
d'aide par le travail, vers le marché du travail ou vers un centre de 
rééducation professionnelle vaut reconnaissance de la qualité de 
travailleur handicapé. 

 

L.5213-2 条
障害労働者としての認定は、社会福祉・家族法典 L.241-5 条
に述べられる障害者権利自立委員会（CDAPH）により行わ
れる。この認定に付随して、雇用支援機関・サービス（ESAT）、
一般の労働市場、又は職業再教育センターに向けた進路指導
が行われる。雇用支援機関・サービス、一般の労働市場、又
は職業再教育センターに向けた進路指導が行われれば、障害
労働者としての認定が行われたものと見なされる。 
 

Section 2 : Réadaptation, rééducation et formation professionnelle. 
 
Article L5213-3  

Tout travailleur handicapé peut bénéficier d'une réadaptation, 
d'une rééducation ou d'une formation professionnelle.  

 

第２節：職業リハビリテーション、再教育及び職業訓練 
 
L.5213-3 条 
障害労働者は全て、職業リハビリテーション、再教育、又は
職業訓練を受けることができる。 

 
Article L5213-4  

Le travailleur handicapé bénéficie des aides financières accordées 
aux stagiaires de la formation professionnelle et prévues par le 
titre IV du livre III de la sixième partie, sous réserve 
d'adaptations à leur situation particulière.  
En outre, le travailleur handicapé peut bénéficier, à l'issue de son 
stage, de primes destinées à faciliter son reclassement dont le 
montant et les conditions d'attribution sont déterminés par 
l'association mentionnée à l'article L. 5214-1.  
Ces primes ne se cumulent pas avec les primes de même nature 
dont le travailleur handicapé pourrait bénéficier au titre de la 
législation dont il relève. 

 

L.5213-4 条
障害労働者の個々の状況に合わせて調整が行われれば、第６
部第３巻第４編に定められる、職業訓練の研修生を対象にし
た助成金が支給される。 
さらに障害労働者は、研修が開始した時点から、再配置を容
易にするための、L.5214-1 条に掲げる団体が額や条件を定め
る補助金を受給することができる。 
この補助金は、法律で定める要件が該当し受給資格がある同
様の性格の補助金と、重複して受給することはできない。 

 

Article L5213-5  
Tout établissement ou groupe d'établissements appartenant à une 
même activité professionnelle de plus de cinq mille salariés 
assure, après avis médical, le ré-entraînement au travail et la 
rééducation professionnelle de ses salariés malades et blessés.  
Les inspecteurs du travail peuvent mettre les chefs d'entreprise 
en demeure de se conformer à ces prescriptions.  

 

L.5213-5 条
従業員 5,000 人以上の、事業所又は同じ職業活動に属する事
業所グループは全て、医師の意見に従い、病気及びケガの従
業員に対して、職場適応のための調整及び職業再教育を行わ
なければならない。 
労働監督官は、事業主に対してこれらの指示を履行するよう、
催告することができる。 

 
Section 3 : Orientation en milieu professionnel  
 
Sous-section 1 : Droits et garanties des travailleurs handicapés. 
 

第３節：就業の場における職業指導 
 
第１款：障害労働者の権利と保障 
 

− 178 − − 179 −
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Article L5213-6  
Afin de garantir le respect du principe d'égalité de traitement à 
l'égard des travailleurs handicapés, l'employeur prend, en 
fonction des besoins dans une situation concrète, les mesures 
appropriées pour permettre aux travailleurs mentionnés aux 1° à 
4° et 9° à 11° de l'article L. 5212-13 d'accéder à un emploi ou de 
conserver un emploi correspondant à leur qualification, de 
l'exercer ou d'y progresser ou pour qu'une formation adaptée à 
leurs besoins leur soit dispensée.  
Ces mesures sont prises sous réserve que les charges consécutives 
à leur mise en oeuvre ne soient pas disproportionnées, compte 
tenu de l'aide prévue à l'article L. 5213-10 qui peuvent compenser 
en tout ou partie les dépenses supportées à ce titre par 
l'employeur.  
Le refus de prendre des mesures au sens du premier alinéa peut 
être constitutif d'une discrimination au sens de l'article L. 1133-3. 

 

L.5213-6 条
障害労働者に対する平等取扱い原則の尊重を保障するため
に、雇用主は、具体的状況の必要性に応じ、L.5212-13 条の 1
から 4 及び 9 から 11 に掲げる労働者が、それぞれの職業能
力にふさわしい雇用を獲得又は維持するため、その職務を遂
行若しくは向上できるようにするため、又は、それぞれのニ
ーズに対応した職業訓練を受けられるようにするために、適
切な措置を講じるものとする。 
適切な措置は、その実施にともなう負担が、その名目で雇用
主が負担すべき費用の一部又は全部を補填する L.5213-10 条
に定められた助成金を考慮した上で、不均衡にならないこと
を条件として実施されるものとする。 
第１項に定める措置を講じることの拒否は、L.1133-3 条でい
う差別に該当しうる。 
 

Article L5213-7  
Le salaire des bénéficiaires mentionnés à l'article L. 5212-13 ne 
peut être inférieur à celui qui résulte de l'application des 
dispositions légales ou des stipulations de la convention ou de 
l'accord collectif de travail.  

 

L.5213-7 条
L.5212-13 条に定める雇用義務対象者の賃金は、法的規定又
は労働協約・協定の約定の適用によって得られる額を下回る
ことはできない。 

Article L5213-8  
Les travailleurs handicapés embauchés en application des 
dispositions du chapitre II ne peuvent, en cas de rechute de 
l'affection invalidante, bénéficier des avantages spéciaux accordés 
en cas de maladie par un statut particulier ou une convention ou 
accord collectif de travail.  
Toutefois, ces statuts ou conventions collectives peuvent prévoir 
des dérogations aux dispositions mentionnées au premier alinéa. 
Dans le cas d'accident ou de maladie autre que l'affection 
invalidante, les intéressés peuvent bénéficier des avantages 
spéciaux dès leur embauche dans les mêmes conditions que les 
autres membres du personnel.  
Lorsque l'affection du travailleur handicapé est dite consolidée, 
celui-ci peut, s'il est à nouveau atteint de la maladie qui était à 
l'origine de son invalidité, bénéficier des avantages spéciaux 
mentionnés au premier alinéa à l'expiration d'un délai d'un an, à 
compter de la date de la consolidation.  

 

L.5213-8 条
第２章の条項を適用して雇用された障害労働者は、疾病が再
発した場合、特定の法規、労働協約又は労働協定によって定
められる優遇措置を享受することはできない。 
しかし、この法規、労働協約又は労働協定に、第１項に示す
規定の適用除外が定められている場合もある。疾病の再発以
外のケガや病気では、雇用された時点から他の従業員と同じ
条件で、この優遇措置を享受することができる。 
障害労働者の症状が治癒したと言われたが、もともとあった
疾病が再発した場合、治癒した日から 1 年以上経っていれば、
第 1 項で述べる優遇措置を享受することができる。 

 

Article L5213-9  
En cas de licenciement, la durée du préavis déterminée en 
application de l'article L. 1234-1 est doublée pour les bénéficiaires 
du chapitre II, sans toutefois que cette mesure puisse avoir pour 
effet de porter au-delà de trois mois la durée de ce préavis.  
Toutefois, ces dispositions ne sont pas applicables lorsque les 
conventions ou accords collectifs de travail ou, à défaut, les usages 
prévoient un préavis d'une durée au moins égale à trois mois.  

 

L.5213-9 条
解雇の場合、L.1234-1 条の適用により決定される予告期間
は、第２章の雇用義務対象者に関しては２倍となる。しかし、
この措置によって予告期間が３ヶ月を超える効果はない。 
ただし、労働協約、労働協定、又は、それがない場合には慣
行によって、３ヶ月以上の予告期間が定められている場合に
は、本規定は適用されない。 
 

Sous-section 2 : Aides financières. 
 
Article L5213-10  

L'Etat peut attribuer une aide financière du fonds de 
développement pour l'insertion professionnelle des handicapés à 
tout employeur soumis à l'obligation d'emploi de travailleurs 
handicapés afin de faciliter la mise ou la remise au travail en 
milieu ordinaire de production des personnes handicapées.  
Cette aide peut également être destinée à compenser les charges 
supplémentaires d'encadrement.  

 

第２款：助成金 
 
L.5213-10 条 
国は、障害者による一般の生産活動の場への就業・再雇用を
容易にするために、障害労働者の義務雇用に従わなければな
らない全ての雇用主に対して、障害者職業参入基金の助成金
を割り当てることができる。 
この助成金は、また、職場適応のための調整の補足的コスト
を補うために使うこともできる。 

Article L5213-11  
Pour l'application des dispositions de l'article L. 5213-7 relatives 
au salaire du travailleur handicapé, une aide financée par le fonds 
de développement pour l'insertion professionnelle des handicapés 
peut être attribuée sur décision de l'association mentionnée à 
l'article L. 5214-1.  
Cette aide, demandée par l'employeur, peut être allouée en 
fonction des caractéristiques des bénéficiaires.  
Elle ne peut être cumulée avec la minoration de la contribution 
prévue pour l'embauche d'un travailleur mentionnée à l'article L. 
5212-9. 

 

L.5213-11 条
障害労働者の賃金に関する L.5213-7 条の規定が適用される
場合には、L.5214-1 条に掲げる機関の決定に基づき、障害者
職業参入基金が資金を提供する助成金の支給を受けることが
できる。 
この助成金は、雇用主により申請されるが、雇用義務対象者
の特徴に応じて支給が行われる。 
この助成金は、L.5212-9 条に定める障害者雇用のための納付
金減額制度と重複して利用することはできない。 
 

Article L5213-12  
Les travailleurs handicapés qui font le choix d'exercer une activité 

L.5213-12 条
賃金労働ではない職業活動に従事することを選んだ障害労働

− 178 − − 179 −
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En outre, compte tenu des surcoûts résultant de l'emploi 
majoritaire de ces travailleurs handicapés, les entreprises 
adaptées et les centres de distribution de travail à domicile 
reçoivent de l'Etat une subvention spécifique, destinée 
notamment au suivi social, à l'accompagnement et à la formation 
spécifiques de la personne handicapée, pour favoriser son 
adaptation à son poste de travail.  
Les modalités d'attribution de l'aide au poste et de la subvention 
spécifique sont précisées par décret.  

 

ンターには、障害労働者の労働ポストへの調整を行うために、
その障害者の社会生活のフォローアップ、支援、専用の研修
などを目的とした国の補助金が支払われる。 
職務助成金及びこの補助金の割当方法は、デクレにより定め
られる。 

Section 4 : Autres orientations. 
 
Article L5213-20  

Les personnes handicapées pour lesquelles une orientation sur le 
marché du travail par la commission des droits et de l'autonomie 
des personnes handicapées s'avère impossible peuvent être 
admises dans un établissement ou service d'aide par le travail 
mentionné au a du 5° du I de l'article L. 312-1 du code de l'action 
sociale et des familles.  

 

第４節：その他の職業指導 
 
L.5213-20 条 
障害者権利自立委員会（CDAPH）により労働市場に向けた
職業指導が不可能と認められる障害者は、社会福祉・家族法
典 L.312-1 条のＩの 5 に定める労働支援機関・サービス
（ESAT）に受け入れることができる。 

Section 5 : Actions en justice. 
 
Article L5213-21  

Les associations ayant pour objet principal la défense des intérêts 
des bénéficiaires du présent chapitre peuvent exercer une action 
civile fondée sur l'inobservation des dispositions des articles L. 
5213-7 et L. 5213-9 à L. 5213-12, lorsque cette inobservation porte 
un préjudice certain à l'intérêt collectif qu'elles représentent.  

 

第５節：訴権 
 
L.5213-21 条 
本章の雇用義務対象者の利益を守ることを主な目的とする非
営利組織は L.5213-7 条、L.5213-9 条から L.5213-12 条の規
定の不履行を根拠として、組織が代表している集団的利益に
一定の損害をもたらす場合には、民事訴訟を起こすことがで
きる。 

Section 6 : Dispositions d'application. 
 
Article L5213-22  

Un décret en Conseil d'Etat détermine les modalités d'application 
du présent chapitre.  

 

第６節：適用範囲 
 
L.5213-22 条 
本章の適用態様は、国務院のデクレにより定められる。 

Chapitre IV : Institutions et organismes concourant à l'insertion 
professionnelle des handicapés  

 
Section 1 A : Pilotage des politiques en faveur de l'emploi des 

personnes handicapées 
 
Article L5214-1 A  

L'Etat assure le pilotage de la politique de l'emploi des personnes 
handicapées. Il fixe, en lien avec le service public de l'emploi, 
l'association chargée de la gestion du fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des handicapés et le fonds 
d'insertion des personnes handicapées dans la fonction publique, 
les objectifs et priorités de cette politique. 

 

第４章：障害者の就業を目指す施設や組織 
 
 
第１A節：障害者の雇用のための政策の決定 
 
 
L.5214-1 A 条 
国は、障害者雇用政策を決定する。国は、公共雇用サービス、
障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）、公務部門障
害者職業参入基金（FIPHEP）と連携をとり、この政策の目
的と優先項目を決定する。 

 

Article L5214-1 B  
Une convention pluriannuelle d'objectifs et de moyens est conclue 
entre l'Etat, l'institution mentionnée à l'article L. 5312-1, 
l'association chargée de la gestion du fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des handicapés, le fonds 
d'insertion des personnes handicapées dans la fonction publique 
et la Caisse nationale de solidarité pour l'autonomie. 
Cette convention prévoit : 
1° Les modalités de mise en œuvre par les parties à la convention 

des objectifs et priorités fixés en faveur de l'emploi des 
personnes handicapées ; 

2° Les services rendus aux demandeurs d'emploi bénéficiaires de 
l'obligation d'emploi et aux employeurs privés et publics qui 
souhaitent recruter des personnes handicapées ; 

3° Les modalités de mise en œuvre de l'activité de placement et les 
conditions du recours aux organismes de placement spécialisés 
mentionnés à l'article L. 5214-3-1, en tenant compte de la 
spécificité des publics pris en charge ; 

4° Les actions, prestations, aides ou moyens mis à disposition du 
service public de l'emploi et des organismes de placement 
spécialisés par l'association et le fonds mentionnés au premier 
alinéa du présent article ; 

5° Les modalités du partenariat que les maisons départementales 
des personnes handicapées mettent en place avec le service 
public de l'emploi, l'association et le fonds mentionnés au 
premier alinéa et les moyens qui leur sont alloués dans ce cadre 

L.5214-1 B 条
数年ごとに締結される目的協約は、L.5312-1 条で述べられた
機関、障害者職業参入基金管理運営機関，公務部門障害者職
業参入基金、全国自立連帯金庫の間で締結される。 
この協定では、以下の事柄が定められる。 
1. 協定締結当事者による目的協定の実施の方法と、決定され
た障害者雇用のための優先項目 

2. 雇用義務枠で応募している求職者、並びに、民間及び公的
機関の障害者の雇用を希望している雇用主に対して提供さ
れる支援サービス 

3. 支援対象者の特性に鑑み、職業紹介活動を実施する方法、
及び、L.5214-3-1 条で述べる専門職業紹介組織が利用でき
る条件 

4. 本条第１項で述べる機関により、公共雇用サービスと専門
職業紹介組織にゆだねられる活動、委託、支援、又は方法

5. 県障害者センター（MDPH）が、公共雇用センター、第１
項に述べる基金及び機関とともに実施するパートナーシッ
プの方法、並びに、この枠組みのもとで県障害者センター
が行うことになっている評価及び職業指導を当センターが
遂行するために当センターが実施すべき事項 

6. 活動の実施について、協約締結当事者の代表者からなるフ
ォローアップ委員会が評価を行う条件 

その適用に関しては、本協約は、県障害者センターと雇用か
ら最も遠い者の就業支援機関の全機関と協議のもと、地域圏
や地方固有の内容へと変化をつける場合がある。この場合、
専門職業紹介組織にも諮問する。このような地域圏や地方の
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professionnelle non salariée peuvent bénéficier d'une aide du 
fonds de développement pour l'insertion professionnelle des 
handicapés lorsque, du fait de leur handicap, leur productivité se 
trouve notoirement diminuée.  

 

者は、その者の障害のために生産性が明らかに低下した場合、
障害者職業参入基金の助成金を受給することができる。 

Sous-section 3 : Entreprises adaptées et centres de distribution de 
travail à domicile. 

 
Article L5213-13  

Les entreprises adaptées et les centres de distribution de travail à 
domicile peuvent être créés par les collectivités ou organismes 
publics ou privés, notamment par des sociétés commerciales. Pour 
ces dernières, ils sont constitués en personnes morales distinctes.
Leurs effectifs de production comportent au moins 80 % de 
travailleurs handicapés orientés vers le marché du travail par la 
commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées et qui soit sont recrutés sur proposition du service 
public de l'emploi ou d'un organisme de placement spécialisé, soit 
répondent aux critères fixés par arrêté du ministre chargé de 
l'emploi. 
Les entreprises adaptées et les centres de distribution de travail à 
domicile permettent à ces salariés d'exercer une activité 
professionnelle dans des conditions adaptées à leurs possibilités. 
Grâce à l'accompagnement spécifique qu'ils leur proposent, ils 
favorisent la réalisation de leur projet professionnel en vue de la 
valorisation de leurs compétences, de leur promotion et de leur 
mobilité au sein de la structure elle-même ou vers d'autres 
entreprises. 
Ils concluent avec l'autorité administrative un contrat d'objectif 
triennal valant agrément. 

 

第３款：適応企業及び在宅労働供給センター 
 
 
L.5213-13 条 
適応企業（EA）及び在宅労働供給センター（CDTD）は、公
的又は民間の、団体又は組織が設立することができ、これに
は商事会社が含まれる。商事会社の場合は、別法人として設
立される。適応企業及び在宅労働供給センターの総従業員数
の 80％以上は、障害者権利自立委員会（CDAPH）により通
常の労働市場に向けた職業指導が行われた者であり、かつ、
公共雇用サービス若しくは専門の職業紹介組織の紹介で雇用
された者、又は、雇用担当省のアレテに定める規定に該当す
る者である。 
適応企業及び在宅労働供給センターでは、これらの従業員が
個人の可能性に合わせた条件で職業活動を行うことができ
る。 
適応企業及び在宅労働供給センターは、従業員に個別支援を
提案し、従業員の能力の有効化、昇進、組織内の異動や他の
企業に移ることを目標とした職業計画の実現が促進されるよ
う、取り計らう。 
行政機関と 3 年に 1 度、目標契約を結び、これが認可に相当
する。 

 
 

Article L5213-14  
Les dispositions du présent code sont applicables aux travailleurs 
handicapés salariés des entreprises adaptées et des centres de 
distribution de travail à domicile.  

 

L.5213-14 条
本法典の規定は、適応企業及び在宅労働供給センターの、障
害をもつ賃金労働者に適用される。 

Article L5213-15  
Le travailleur handicapé employé dans une entreprise adaptée 
reçoit un salaire fixé compte tenu de l'emploi qu'il occupe et de sa 
qualification par référence aux dispositions légales ou stipulations 
conventionnelles applicables dans la branche d'activité.  
Ce salaire ne peut être inférieur au salaire minimum de 
croissance déterminé en application des articles L. 3231-1 et 
suivants.  
Le travailleur en entreprise adaptée bénéficie en outre des 
dispositions prévues au livre III de la troisième partie relatives à 
l'intéressement, à la participation et à l'épargne salariale.  

 

L.5213-15 条
適応企業の障害労働者には、その者が就いている労働ポスト
及び資格を考慮して、法的規定や当該産業部門に適用される
協約を鑑み、定められた賃金が支払われる。 
その賃金は、L.3231-1 条以降を適用して決められる最低賃金
を下回ってはならない。 
適応企業の労働者には、さらに第３部第３巻に定める利益配
分、参加、集団的社会貯蓄の利益配分と参加に関する規定が
適用される。 

Article L5213-16  
Un ou plusieurs travailleurs handicapés employés dans une 
entreprise adaptée peuvent être mis à la disposition provisoire 
d'un autre employeur dans des conditions prévues par l'article L. 
8241-2 et suivant des modalités précisées par décret.  

 

L.5213-16 条
適応企業に雇用される 1 人又はそれ以上の労働者は、
L.8241-2 条に定める条件で、デクレに定める態様に従い、一
時的に他の雇用主のもとで働くことができる。 

Article L5213-17  
En cas de départ volontaire vers l'entreprise ordinaire, le salarié 
handicapé démissionnaire bénéficie, au cas où il souhaiterait 
réintégrer l'entreprise adaptée, d'une priorité d'embauche dont les 
modalités sont déterminées par décret.  

 

L.5213-17 条
一般企業で働くために自らその職を辞する場合、その辞職す
る賃金労働者は、その後再び適応企業で働くことを希望すれ
ば、デクレに定める態様に従い優先雇用権を得ることができ
る。 
 

Article L5213-18  
Bénéficient de l'ensemble des dispositifs prévus au livre Ier, les 
entreprises adaptées et les centres de distribution de travail.  
Toutefois, le bénéfice de ces dispositifs ne peut se cumuler, pour un 
même poste, ni avec l'aide au poste mentionnée à l'article L. 
5213-19, ni avec aucune aide spécifique portant sur le même objet. 

 

L.5213-18 条
適応企業及び在宅労働供給センターは、第１巻に定める規定
により受けられる恩恵が全て受けられる。しかし、これらの
規定により得られる恩恵は、同じ労働ポストに対して、2 つ
以上併せて受けることはできず、また、L.5213-19 条に定め
る職務助成金、又は、同様の目的の助成金と併せて受けるこ
ともできない。 
 

Article L5213-19  
Les entreprises adaptées et les centres de distribution de travail à 
domicile perçoivent pour chaque travailleur handicapé employé, 
dès lors que celui-ci remplit les conditions mentionnées à l'article 
L. 5213-13, une aide au poste forfaitaire versée par l'Etat, dans la 
limite d'un effectif de référence fixé annuellement par la loi de 
finances.  

L.5213-19 条
適応企業及び在宅労働供給センターは、障害労働者が
L.5213-13 条に述べる条件を満たした時点から、財務法で毎
年定められる基準人数を上限として、国によって出資される
一括職務助成金を得ることができる。 
さらに、労働効率が低下した障害労働者を多数雇用すること
により生じるコスト増を鑑み、適応企業及び在宅労働供給セ
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En outre, compte tenu des surcoûts résultant de l'emploi 
majoritaire de ces travailleurs handicapés, les entreprises 
adaptées et les centres de distribution de travail à domicile 
reçoivent de l'Etat une subvention spécifique, destinée 
notamment au suivi social, à l'accompagnement et à la formation 
spécifiques de la personne handicapée, pour favoriser son 
adaptation à son poste de travail.  
Les modalités d'attribution de l'aide au poste et de la subvention 
spécifique sont précisées par décret.  

 

ンターには、障害労働者の労働ポストへの調整を行うために、
その障害者の社会生活のフォローアップ、支援、専用の研修
などを目的とした国の補助金が支払われる。 
職務助成金及びこの補助金の割当方法は、デクレにより定め
られる。 

Section 4 : Autres orientations. 
 
Article L5213-20  

Les personnes handicapées pour lesquelles une orientation sur le 
marché du travail par la commission des droits et de l'autonomie 
des personnes handicapées s'avère impossible peuvent être 
admises dans un établissement ou service d'aide par le travail 
mentionné au a du 5° du I de l'article L. 312-1 du code de l'action 
sociale et des familles.  

 

第４節：その他の職業指導 
 
L.5213-20 条 
障害者権利自立委員会（CDAPH）により労働市場に向けた
職業指導が不可能と認められる障害者は、社会福祉・家族法
典 L.312-1 条のＩの 5 に定める労働支援機関・サービス
（ESAT）に受け入れることができる。 

Section 5 : Actions en justice. 
 
Article L5213-21  

Les associations ayant pour objet principal la défense des intérêts 
des bénéficiaires du présent chapitre peuvent exercer une action 
civile fondée sur l'inobservation des dispositions des articles L. 
5213-7 et L. 5213-9 à L. 5213-12, lorsque cette inobservation porte 
un préjudice certain à l'intérêt collectif qu'elles représentent.  

 

第５節：訴権 
 
L.5213-21 条 
本章の雇用義務対象者の利益を守ることを主な目的とする非
営利組織は L.5213-7 条、L.5213-9 条から L.5213-12 条の規
定の不履行を根拠として、組織が代表している集団的利益に
一定の損害をもたらす場合には、民事訴訟を起こすことがで
きる。 

Section 6 : Dispositions d'application. 
 
Article L5213-22  

Un décret en Conseil d'Etat détermine les modalités d'application 
du présent chapitre.  

 

第６節：適用範囲 
 
L.5213-22 条 
本章の適用態様は、国務院のデクレにより定められる。 

Chapitre IV : Institutions et organismes concourant à l'insertion 
professionnelle des handicapés  

 
Section 1 A : Pilotage des politiques en faveur de l'emploi des 

personnes handicapées 
 
Article L5214-1 A  

L'Etat assure le pilotage de la politique de l'emploi des personnes 
handicapées. Il fixe, en lien avec le service public de l'emploi, 
l'association chargée de la gestion du fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des handicapés et le fonds 
d'insertion des personnes handicapées dans la fonction publique, 
les objectifs et priorités de cette politique. 

 

第４章：障害者の就業を目指す施設や組織 
 
 
第１A節：障害者の雇用のための政策の決定 
 
 
L.5214-1 A 条 
国は、障害者雇用政策を決定する。国は、公共雇用サービス、
障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）、公務部門障
害者職業参入基金（FIPHEP）と連携をとり、この政策の目
的と優先項目を決定する。 

 

Article L5214-1 B  
Une convention pluriannuelle d'objectifs et de moyens est conclue 
entre l'Etat, l'institution mentionnée à l'article L. 5312-1, 
l'association chargée de la gestion du fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des handicapés, le fonds 
d'insertion des personnes handicapées dans la fonction publique 
et la Caisse nationale de solidarité pour l'autonomie. 
Cette convention prévoit : 
1° Les modalités de mise en œuvre par les parties à la convention 

des objectifs et priorités fixés en faveur de l'emploi des 
personnes handicapées ; 

2° Les services rendus aux demandeurs d'emploi bénéficiaires de 
l'obligation d'emploi et aux employeurs privés et publics qui 
souhaitent recruter des personnes handicapées ; 

3° Les modalités de mise en œuvre de l'activité de placement et les 
conditions du recours aux organismes de placement spécialisés 
mentionnés à l'article L. 5214-3-1, en tenant compte de la 
spécificité des publics pris en charge ; 

4° Les actions, prestations, aides ou moyens mis à disposition du 
service public de l'emploi et des organismes de placement 
spécialisés par l'association et le fonds mentionnés au premier 
alinéa du présent article ; 

5° Les modalités du partenariat que les maisons départementales 
des personnes handicapées mettent en place avec le service 
public de l'emploi, l'association et le fonds mentionnés au 
premier alinéa et les moyens qui leur sont alloués dans ce cadre 

L.5214-1 B 条
数年ごとに締結される目的協約は、L.5312-1 条で述べられた
機関、障害者職業参入基金管理運営機関，公務部門障害者職
業参入基金、全国自立連帯金庫の間で締結される。 
この協定では、以下の事柄が定められる。 
1. 協定締結当事者による目的協定の実施の方法と、決定され
た障害者雇用のための優先項目 

2. 雇用義務枠で応募している求職者、並びに、民間及び公的
機関の障害者の雇用を希望している雇用主に対して提供さ
れる支援サービス 

3. 支援対象者の特性に鑑み、職業紹介活動を実施する方法、
及び、L.5214-3-1 条で述べる専門職業紹介組織が利用でき
る条件 

4. 本条第１項で述べる機関により、公共雇用サービスと専門
職業紹介組織にゆだねられる活動、委託、支援、又は方法

5. 県障害者センター（MDPH）が、公共雇用センター、第１
項に述べる基金及び機関とともに実施するパートナーシッ
プの方法、並びに、この枠組みのもとで県障害者センター
が行うことになっている評価及び職業指導を当センターが
遂行するために当センターが実施すべき事項 

6. 活動の実施について、協約締結当事者の代表者からなるフ
ォローアップ委員会が評価を行う条件 

その適用に関しては、本協約は、県障害者センターと雇用か
ら最も遠い者の就業支援機関の全機関と協議のもと、地域圏
や地方固有の内容へと変化をつける場合がある。この場合、
専門職業紹介組織にも諮問する。このような地域圏や地方の
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Section 2 : Actions en justice. 
 
Article L5214-4  
Les associations ayant pour objet principal la défense des intérêts 
des bénéficiaires du présent chapitre peuvent exercer une action 
civile fondée sur l'inobservation des dispositions de ce même 
chapitre, lorsque cette inobservation porte un préjudice certain à 
l'intérêt collectif qu'elles représentent.  
 

第２節：訴権 
 
L.5214-4 条 
本節の雇用義務対象者の利益を守ることを主な目的とする非
営利組織は、本節の規定の不履行を根拠として、組織が代表
している集団的利益に一定の損害をもたらす場合には、民事
訴訟をおこすことができる。 

Section 3 : Dispositions d'application. 
 
Article L5214-5  

Un décret en Conseil d'Etat détermine les modalités d'application 
du présent chapitre, notamment : 
1° (Abrogé) ; 
2° Les modalités du contrôle de la répartition et de l'utilisation des 

contributions versées au fonds de développement pour 
l'insertion professionnelle des handicapés.  

 

第３節：適用範囲 
 
L.5214-5 条 
本節の適用態様は、特に以下の態様については、国務院のデ
クレにより決定される。 
1. （廃止） 
2. 障害者の職業への編入を促進する基金に払い込まれた納
付金の配分及び利用の管理に関する態様 

Chapitre V : Dispositions pénales. 
 
Article L5215-1  

En cas de méconnaissance des dispositions de l'article L. 5213-5 
relatives au réentraînement au travail et à la rééducation 
professionnelle des malades et blessés, les dispositions des articles 
L. 4741-4, L. 4741-5 et L. 4741-12 sont applicables.  

 

第５章：刑罰に関する規定 
 
L.5215-1 条 
病気の者及び怪我をした者に対する職場適応のための調整及
び職業的再訓練に関して、L.5213-5 条の規定を十分に認識し
ていなかった場合には、L.4741-4 条、L.4741-5 条及び
L.4741-12 条が適用される。 

TITRE II（略） 
 

LIVRE III - V（略） 
 

第２編（略） 
 

第３巻～第５巻（略） 
 

SIXIÈME PARTIE（略） 
 

SEPTIÈME PARTIE（略） 
 

HUITIÈME PARTIE（略） 
 

第６部（略） 
 

第７部（略） 
 

第８部（略） 
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pour leur permettre de s'acquitter de leur mission d'évaluation 
et d'orientation professionnelles ; 

6° Les conditions dans lesquelles un comité de suivi, composé des 
représentants des parties à la convention, assure l'évaluation 
des actions dont elle prévoit la mise en œuvre. 

Pour son application, la convention fait l'objet de déclinaisons 
régionales ou locales associant les maisons départementales des 
personnes handicapées et l'ensemble des acteurs concourant à 
l'insertion des personnes les plus éloignées de l'emploi. Les 
organismes de placement spécialisés sont consultés pour avis. Ces 
conventions régionales et locales s'appuient sur les plans 
régionaux d'insertion professionnelle des travailleurs handicapés.

 

協約は、地域圏障害労働者職業就業計画の内容に沿ったもの
にする。 

Section 1 : Fonds de développement pour l'insertion professionnelle 
des handicapés. 

 
Article L5214-1  

Le fonds de développement pour l'insertion professionnelle des 
handicapés a pour objet d'accroître les moyens consacrés à 
l'insertion des handicapés en milieu ordinaire de travail.  
La gestion de ce fonds est confiée à une association administrée 
par des représentants des salariés, des employeurs et des 
personnes handicapées ainsi que par des personnalités qualifiées. 
Les statuts de l'association sont agréés par l'autorité 
administrative.  

 

第１節：障害者職業参入基金 
 
 
L.5214-1 条 
障害者職業参入基金は、障害者の一般の就業方法を増やすこ
とを目的とする。 
この基金の管理運営は、労働者、雇用主及び障害者の代表及
び有識者によって運営される非営利組織にゆだねられる。 
この非営利団体の地位は、行政当局により承認される。 

Article L5214-1-1  
L'association mentionnée à l'article L. 5214-1 assure le 
financement et la mise en œuvre des parcours de formation 
professionnelle préqualifiante et certifiante des demandeurs 
d'emploi handicapés. 

 

L.5214-1-1 条
L.5214-1 条に述べる非営利団体は、求職中の障害者の資格取
得のための職業訓練を実施するとともに、当該訓練前及び訓
練期間中の資金提供を行うものとする。 

 

Article L5214-2  
Une convention d'objectifs est conclue, tous les trois ans, entre 
l'Etat et l'association chargée de la gestion du fonds de 
développement pour l'insertion professionnelle des handicapés.  

 

L.5214-2 条
目的協定は、３年ごとに、国と障害者職業参入基金管理運営
機関（AGEFIPH）との間で結ばれる。 

Article L5214-3  
Les ressources du fonds de développement pour l'insertion 
professionnelle des handicapés sont destinées à favoriser toutes 
les formes d'insertion professionnelle des handicapés en milieu 
ordinaire de travail.  
Elles sont affectées notamment :  
1° A la compensation du coût supplémentaire des actions de 

formation et au financement d'actions d'innovation et de 
recherche dont bénéficient les intéressés dans l'entreprise ;  

2° A des mesures nécessaires à l'insertion et au suivi des 
travailleurs handicapés dans leur vie professionnelle.  

Les actions définies au présent article peuvent concerner les 
entreprises non assujetties à l'obligation d'emploi prévue par 
l'article L. 5212-2 lorsqu'elles emploient des bénéficiaires de cette 
obligation, ainsi que les travailleurs handicapés qui exercent une 
activité indépendante.  

 

L.5214-3 条
障害者職業参入基金は、障害者の一般就業の場へのあらゆる
形での参入を促進するために充てられる。 
この財源は特に、以下に充てられる。 
1. 職業訓練の補足的な費用の補填や、企業内の当事者の助け
となるような画期的な活動及び企業内の当事者に恩恵を与
える研究の財源 

2. 職業生活の中で、就業や雇用のフォローアップに必要な措
置 

本条で定義する活動とは、雇用義務対象者を雇用する場合、
L.5212-2 条で定める雇用義務の対象とならない企業、及び自
営業を営む労働者を含む場合がある。 

Section 1 bis : Organismes de placement spécialisés dans l'insertion 
professionnelle des personnes handicapées 

 
Article L5214-3-1  

Des organismes de placement spécialisés, chargés de la 
préparation, de l'accompagnement et du suivi durable dans 
l'emploi des personnes handicapées, participent au dispositif 
d'insertion professionnelle et d'accompagnement spécifique prévu 
pour les travailleurs handicapés mis en œuvre par l'Etat, le 
service public de l'emploi, l'association chargée de la gestion du 
fonds de développement pour l'insertion professionnelle des 
handicapés et le fonds pour l'insertion professionnelle des 
personnes handicapées dans la fonction publique. 
Ils sont conventionnés à cet effet et peuvent, à cette condition, 
mobiliser les aides, actions et prestations proposées par 
l'association et le fonds mentionnés au premier alinéa. 
Les organismes de placement spécialisés assurent, en 
complémentarité avec l'institution mentionnée à l'article L. 
5312-1, une prise en charge adaptée des demandeurs d'emploi 
bénéficiaires de l'obligation d'emploi dans des conditions définies 
par une convention.  

第１節の２：障害者の就業における専門職業紹介組織 
 
 
L.5214-3-1 条 
障害者雇用における準備、支援、定着までのフォローアップ
を担当する専門職業紹介組織は、国、公共雇用サービス、障
害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）、公務部門障害
者職業参入基金（FIPHEP）が実施する障害労働者のための
職業参入及び支援に関する施策に参加する。 
これらの機関は、上記を目的として契約を結び、その条件に
基づき、第１項に述べる基金が提案する助成金、活動、受託
サービスを実行することができる。専門職業紹介組織は、
L.5312-1 で述べる機関と補完しあいながら、協約に定める条
件により、雇用義務の対象となる求職者に合わせた個別支援
を行うものとする。 
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Section 2 : Actions en justice. 
 
Article L5214-4  
Les associations ayant pour objet principal la défense des intérêts 
des bénéficiaires du présent chapitre peuvent exercer une action 
civile fondée sur l'inobservation des dispositions de ce même 
chapitre, lorsque cette inobservation porte un préjudice certain à 
l'intérêt collectif qu'elles représentent.  
 

第２節：訴権 
 
L.5214-4 条 
本節の雇用義務対象者の利益を守ることを主な目的とする非
営利組織は、本節の規定の不履行を根拠として、組織が代表
している集団的利益に一定の損害をもたらす場合には、民事
訴訟をおこすことができる。 

Section 3 : Dispositions d'application. 
 
Article L5214-5  

Un décret en Conseil d'Etat détermine les modalités d'application 
du présent chapitre, notamment : 
1° (Abrogé) ; 
2° Les modalités du contrôle de la répartition et de l'utilisation des 

contributions versées au fonds de développement pour 
l'insertion professionnelle des handicapés.  

 

第３節：適用範囲 
 
L.5214-5 条 
本節の適用態様は、特に以下の態様については、国務院のデ
クレにより決定される。 
1. （廃止） 
2. 障害者の職業への編入を促進する基金に払い込まれた納
付金の配分及び利用の管理に関する態様 

Chapitre V : Dispositions pénales. 
 
Article L5215-1  

En cas de méconnaissance des dispositions de l'article L. 5213-5 
relatives au réentraînement au travail et à la rééducation 
professionnelle des malades et blessés, les dispositions des articles 
L. 4741-4, L. 4741-5 et L. 4741-12 sont applicables.  

 

第５章：刑罰に関する規定 
 
L.5215-1 条 
病気の者及び怪我をした者に対する職場適応のための調整及
び職業的再訓練に関して、L.5213-5 条の規定を十分に認識し
ていなかった場合には、L.4741-4 条、L.4741-5 条及び
L.4741-12 条が適用される。 

TITRE II（略） 
 

LIVRE III - V（略） 
 

第２編（略） 
 

第３巻～第５巻（略） 
 

SIXIÈME PARTIE（略） 
 

SEPTIÈME PARTIE（略） 
 

HUITIÈME PARTIE（略） 
 

第６部（略） 
 

第７部（略） 
 

第８部（略） 
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Article D5211-5 
L'adaptation de la validation de la formation professionnelle porte 
sur les aménagements des modalités générales d'évaluation des 
connaissances et des compétences acquises au cours de la 
formation. 

 

D5211-5 条
職業訓練の認定制度の調整は、職業訓練の間に修得された知
識と能力の一般的な評価方法に関して行われる。 

Article D5211-6 
Les organismes dispensant des formations professionnelles et les 
institutions délivrant des diplômes, titres professionnels ou 
certificats de qualification professionnelle mettent en œuvre les 
adaptations, notamment en faisant évoluer leur propre 
réglementation. 

 

D5211-6 条
職業訓練を行う組織、及び、免状、職業に関する証明書、又
は、職業資格取得証書を交付する機関は、特にそれぞれの組
織の規則を改訂することにより、障害に合わせた調整を実施
する。 
 

Chapitre II : Obligation d’emploi des travailleurs handicaps, mutilés de 
guerre et assimilés 

 
Section 1 : Obligation d'emploi 
 
Article R5212-1 

L'employeur assujetti à l'obligation d'emploi déclare au titre de 
chaque année civile :  
1° La répartition par sexe et selon la nomenclature des 

professions et catégories socioprofessionnelles de l'effectif total 
des salariés de l'établissement. Ces éléments sont communiqués 
au ministre chargé de l'emploi dans la déclaration annuelle des 
données sociales prévue aux articles 87 et 87 A du code général 
des impôts ;  

2° L'effectif total des salariés de l'établissement. Cet élément est 
adressé, par pli recommandé avec avis de réception au plus tard 
le 15 février de l'année suivante, au préfet du département où 
l'entreprise a son siège ou, lorsqu'il s'agit d'une entreprise à 
établissements multiples situés dans plusieurs départements, 
au préfet du département où chaque établissement concerné est 
situé.  

Ces dispositions sont applicables aux employeurs mentionnés à 
l'article L. 5212-4 à compter de l'année où ils entrent dans le 
champ d'application de cet article. 

 

第 2章：障害労働者、戦争による障害者及び同等の扱いを受け
る人々の雇用義務 

 
第 1節：雇用義務 
 
R5212-1 条 
雇用義務の対象となる雇用主は、各暦年において以下の事項
を申告する。 
1 事業所の総従業員数の性別内訳、職業別及び職業分類別内
訳。これらの情報は、一般租税法典第 87 条及び第 87Ａ条
に規定される社会的ダータに関する年次報告で雇用担当大
臣に通知される。 

2 事業所の総従業員数。この情報は、遅くとも翌年度の 2 月
15 日までに同意書とともにその企業の本部のある県地方
長官あてに書留郵便で送付される。複数県にわたって事業
所を有する企業である場合には、各関係施設の所在する県
地方長官あてに送付される。 

これらの規定は、L5212-4 条に記された雇用主に、本条の適
用対象となった年から適用される。 

Article R5212-1-1 
Le salarié dont la durée de travail est inférieure à la moitié de la 
durée légale ou conventionnelle est pris en compte pour une 
demi-unité. Pour le calcul du nombre de travailleurs handicapés 
dans l'effectif des entreprises au titre de l'année civile, chaque 
demi-unité est multipliée par le nombre de jours de présence du 
salarié dans l'entreprise, rapporté à l'année. 

 

R5212-1-1 条
労働時間が法定労働時間又は協約で定められた労働時間の半
分を下回る従業員は、1/2 ユニットとみなされる。総従業員
数に占める障害労働者数を計算する際には、1/2 ユニットに
当該障害労働者がその暦年に企業に在籍した日数を乗じる。

Article R5212-2 
L'employeur joint selon les modalités retenues pour satisfaire à 
l'obligation d'emploi :  
1° La liste des bénéficiaires de l'obligation d'emploi, ainsi que les 

pièces justifiant de leur qualité de bénéficiaire, et leur effectif 
apprécié dans les conditions prévues à l'article L. 5212-14 ;  

2° Le montant, les modalités de calcul et le justificatif du 
versement de la contribution annuelle au Fonds de 
développement pour l'insertion des travailleurs handicapés 
ainsi que les justificatifs des minorations de cette contribution 
et des déductions du montant de cette contribution attribuées 
respectivement en application des dispositions des articles L. 
5212-9 et L. 5212-11 ;  

3° La répartition des emplois qui relèvent des catégories d'emplois 
exigeant des conditions d'aptitude particulières mentionnées à 
l'article L. 5212-9 ;  

4° L'état d'avancement du programme prévu par l'accord conclu 
en application de l'article L. 5212-8 et portant sur des plans :  

a) D'embauche en milieu ordinaire de travail ;  
b) D'insertion et de formation ;  
c) D'adaptation aux mutations technologiques ;  
d) De maintien dans l'entreprise en cas de licenciement ;  

5° La liste des contrats de fournitures, de sous-traitance ou de 
prestations de services, prévus à l'article L. 5212-6, conclus au 
cours de l'année écoulée ainsi que toutes justifications 
permettant de calculer, selon les dispositions de l'article R. 
5212-6, leur équivalence en nombres de bénéficiaires de 
l'obligation d'emploi ;  

6° Les conventions de stage mentionnées à l'article R. 5212-11. 

R5212-2 条
雇用主は、雇用義務の履行のために設けられた方式に応じて、
以下の書類を整備する： 
1 雇用義務対象者リスト、雇用義務対象者であることを証明
する書類、及び L5212-14 条で定められた条件で計算され
た雇用義務対象者の人数； 

2 障害者職業参入基金の年次納付金の金額、計算方法、支払
い証明書、並びに、L5212-9 条及び L5212-11 条の適用に
よる納付金額の減額及び納付金額からの控除の証明書； 

3 L5212-9 条に規定された特別能力が要求される職種に該当
する職務の内訳； 

4 L5212-8 条を適用して締結された労働協約に定める、以下
の計画についてのプログラムの進捗状況： 

a) 通常の労働環境における雇用； 
b) 参入及び職業訓練； 
c) 科学技術の進歩への適応； 
d) 解雇の際における、企業内での雇用の維持； 

5 その年に結んだ L5212-6 条に定められる供給、下請け、サ
ービス提供契約のリスト、及び、R5212-6 条に従ってなさ
れる、これらの契約による見なし雇用義務対象者数の計算
を可能にするすべての証拠； 

6 R5211-11 条に規定される研修契約。 
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 F-003  
CODE DU TRAVAIL (Décret) 労働法典（政令）（抄） 

(Version en vigueur au 19 juillet 2012)
 

（2012 年 7 月 19 日現在）
 
訳注：「デクレ」（Décret：政令、大統領令、首相令） 

 議会を経て制定された法律（Loi）の施行令としてデクレ（政
令）が制定される。デクレは担当する省が（省間の調整をとりな
がら）作成し、首相及び／又は大統領が署名する。その内容が法
律の文言に含まれており明確であるためコンセイユ・デタ※の議
や閣議を経る必要がない場合には、デクレ・サンプル（Décret 
simple）として制定され、D（番号）で表示される。担当する省
が（省間の調整をとりながら）新たに文言を作成したデクレは、
コンセイユ・デタの議や閣議を経て法律との整合性を調べる。こ
れはデクレ・アン・コンセイユ・デタ（Décret en conseil d’etat）、 
デクレ・アン・コンセイユ・デ・ミニストル（Décret en Conseil 
des ministres）として制定され、R（番号）（R は Réglement
の略）で表示される。デクレでは、必ず対応する法律（L）の番
号が、各条文の中で示される 。 
 さらに、大臣、地方長官が制定する「アレテ」（Arrêté：省令・
規則）がある。アレテは数も分量も多く、法令集には通常掲載さ
れていないが、日本の法律の施行規則に相当するような規定は通
常アレテで制定されるため、実務上は重要な規定が含まれている
ことが多い。 

※ コンセイユ・デタ（Conseil d’Etat） 
 フランスでは、行政事件を扱う裁判所として、行政裁判所が設置されて
いる。コンセイユ・デタは、行政系列の最高裁判所であると同時に、内閣
の諮問機関でもあり、国務院とも訳される。 

 
CINQUIÈME PARTIE : L’EMPLOI 

 
LIVRE II : DISPOSITION APPLICABLES À CERTAINES 

CATÉGORIES DE TRAVAILLEURS 
 

TITRE 1er : TRAVAILLEURS HANDICAPÉS 
 

第 5部：雇用 
 

第 2巻：特定のカテゴリーに属する労働者に適用される規定
 
 

第 1編：障害労働者 

Chapitre Ier : Objet des politiques en faveur de l'emploi des personnes 
handicapées 

 
Article D5211-1 

Pour la mise en œuvre des politiques d'accès à la formation et à la 
qualification prévues à l'article L. 5211-2, une programmation 
pluriannuelle de l'accueil en formation garantit un ensemble 
complet de services aux personnes handicapées.  
Cette offre respecte la possibilité de libre choix de ces personnes 
tout en tenant compte de l'analyse des besoins et de la proximité 
des lieux de formation. 

 

第１章：障害者雇用のための政策の目的 
 
 
D5211-1 条 

L5211-2 条に規定される職業訓練や職業能力開発へのアクセ
スに関する政策の実施のために、職業訓練のための受入れ数
ヶ年プログラムにおいて、障害者にあらゆる訓練サービスを
保障する。 
このプログラムにおける提案では、ニーズや訓練場所までの
通学距離を考慮に入れた上で、障害者の自由選択を尊重する。
 

Article D5211-2 
En application de l'article L. 5211-4, les organismes de formation 
ordinaires, ceux spécialement conçus pour la compensation des 
conséquences du handicap ou la réparation du préjudice et les 
acteurs mentionnés à l'article D. 6312-1 mettent en œuvre, au 
titre de la formation professionnelle continue, un accueil à temps 
partiel ou discontinu, une durée adaptée de formation et des 
modalités adaptées de validation de la formation professionnelle 
pour les personnes handicapées mentionnées à l'article L. 5212-13 
du présent code et à l'article L. 114 du code de l'action sociale et 
des familles. 

 

D5211-2 条
L5211-4 条の適用に際して、一般の職業訓練機関、障害の補
償又は差別是正のための専門組織、及び、D.6312 に規定され
る実施機関は、継続的職業訓練の名において、本法 L5212-13
条及び社会福祉・家族法典 L114 条に規定される障害者のた
めに、短時間又は断続的受入れ、障害に適応した職業訓練期
間及び職業訓練の認定方法を実施する。 
 

Article D5211-3 
Les adaptations mentionnées à l'article D. 5211-2 peuvent être 
individuelles ou collectives pour un groupe de personnes ayant des 
besoins similaires. Elles portent également sur les méthodes et les 
supports pédagogiques et peuvent recourir aux technologies de 
l'information et de la communication. 

 

D5211-3 条
D5211-2 条に規定される調整は、個別的になされるものや、
同様のニーズを持つ人々に対して集団的になされるものがあ
る。調整は、教育方法や教育支援に関しても行われ、情報・
コミュニケーション技術を用いる場合もある。 

Article D5211-4 
Les adaptations sont mises en œuvre sur la base des informations 
fournies par :  
1° La personne handicapée ; 
2° Le service public de l'emploi ; 
3° Les organismes de placement spécialisés qui l'accompagnent 

dans son parcours d'accès à l'emploi ; 
4° La commission des droits et de l'autonomie des personnes 

handicapées ; 
5° Les organismes participant à l'élaboration de son projet 

d'insertion sociale et professionnelle 
 

D5211-4 条
調整は、以下の者により提供された情報に基づいて実施され
る： 
1 障害者； 
2 公共職業紹介所； 
3 雇用へのアクセスにおいて支援を行う専門職業紹介機関；
4 障害者権利自立委員会(CDAPH）； 
5 社会的及び職業的参入計画の作成に参加する組織 

− 184 − − 185 −
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Article D5211-5 
L'adaptation de la validation de la formation professionnelle porte 
sur les aménagements des modalités générales d'évaluation des 
connaissances et des compétences acquises au cours de la 
formation. 

 

D5211-5 条
職業訓練の認定制度の調整は、職業訓練の間に修得された知
識と能力の一般的な評価方法に関して行われる。 

Article D5211-6 
Les organismes dispensant des formations professionnelles et les 
institutions délivrant des diplômes, titres professionnels ou 
certificats de qualification professionnelle mettent en œuvre les 
adaptations, notamment en faisant évoluer leur propre 
réglementation. 

 

D5211-6 条
職業訓練を行う組織、及び、免状、職業に関する証明書、又
は、職業資格取得証書を交付する機関は、特にそれぞれの組
織の規則を改訂することにより、障害に合わせた調整を実施
する。 
 

Chapitre II : Obligation d’emploi des travailleurs handicaps, mutilés de 
guerre et assimilés 

 
Section 1 : Obligation d'emploi 
 
Article R5212-1 

L'employeur assujetti à l'obligation d'emploi déclare au titre de 
chaque année civile :  
1° La répartition par sexe et selon la nomenclature des 

professions et catégories socioprofessionnelles de l'effectif total 
des salariés de l'établissement. Ces éléments sont communiqués 
au ministre chargé de l'emploi dans la déclaration annuelle des 
données sociales prévue aux articles 87 et 87 A du code général 
des impôts ;  

2° L'effectif total des salariés de l'établissement. Cet élément est 
adressé, par pli recommandé avec avis de réception au plus tard 
le 15 février de l'année suivante, au préfet du département où 
l'entreprise a son siège ou, lorsqu'il s'agit d'une entreprise à 
établissements multiples situés dans plusieurs départements, 
au préfet du département où chaque établissement concerné est 
situé.  

Ces dispositions sont applicables aux employeurs mentionnés à 
l'article L. 5212-4 à compter de l'année où ils entrent dans le 
champ d'application de cet article. 

 

第 2章：障害労働者、戦争による障害者及び同等の扱いを受け
る人々の雇用義務 

 
第 1節：雇用義務 
 
R5212-1 条 
雇用義務の対象となる雇用主は、各暦年において以下の事項
を申告する。 
1 事業所の総従業員数の性別内訳、職業別及び職業分類別内
訳。これらの情報は、一般租税法典第 87 条及び第 87Ａ条
に規定される社会的ダータに関する年次報告で雇用担当大
臣に通知される。 

2 事業所の総従業員数。この情報は、遅くとも翌年度の 2 月
15 日までに同意書とともにその企業の本部のある県地方
長官あてに書留郵便で送付される。複数県にわたって事業
所を有する企業である場合には、各関係施設の所在する県
地方長官あてに送付される。 

これらの規定は、L5212-4 条に記された雇用主に、本条の適
用対象となった年から適用される。 

Article R5212-1-1 
Le salarié dont la durée de travail est inférieure à la moitié de la 
durée légale ou conventionnelle est pris en compte pour une 
demi-unité. Pour le calcul du nombre de travailleurs handicapés 
dans l'effectif des entreprises au titre de l'année civile, chaque 
demi-unité est multipliée par le nombre de jours de présence du 
salarié dans l'entreprise, rapporté à l'année. 

 

R5212-1-1 条
労働時間が法定労働時間又は協約で定められた労働時間の半
分を下回る従業員は、1/2 ユニットとみなされる。総従業員
数に占める障害労働者数を計算する際には、1/2 ユニットに
当該障害労働者がその暦年に企業に在籍した日数を乗じる。

Article R5212-2 
L'employeur joint selon les modalités retenues pour satisfaire à 
l'obligation d'emploi :  
1° La liste des bénéficiaires de l'obligation d'emploi, ainsi que les 

pièces justifiant de leur qualité de bénéficiaire, et leur effectif 
apprécié dans les conditions prévues à l'article L. 5212-14 ;  

2° Le montant, les modalités de calcul et le justificatif du 
versement de la contribution annuelle au Fonds de 
développement pour l'insertion des travailleurs handicapés 
ainsi que les justificatifs des minorations de cette contribution 
et des déductions du montant de cette contribution attribuées 
respectivement en application des dispositions des articles L. 
5212-9 et L. 5212-11 ;  

3° La répartition des emplois qui relèvent des catégories d'emplois 
exigeant des conditions d'aptitude particulières mentionnées à 
l'article L. 5212-9 ;  

4° L'état d'avancement du programme prévu par l'accord conclu 
en application de l'article L. 5212-8 et portant sur des plans :  

a) D'embauche en milieu ordinaire de travail ;  
b) D'insertion et de formation ;  
c) D'adaptation aux mutations technologiques ;  
d) De maintien dans l'entreprise en cas de licenciement ;  

5° La liste des contrats de fournitures, de sous-traitance ou de 
prestations de services, prévus à l'article L. 5212-6, conclus au 
cours de l'année écoulée ainsi que toutes justifications 
permettant de calculer, selon les dispositions de l'article R. 
5212-6, leur équivalence en nombres de bénéficiaires de 
l'obligation d'emploi ;  

6° Les conventions de stage mentionnées à l'article R. 5212-11. 

R5212-2 条
雇用主は、雇用義務の履行のために設けられた方式に応じて、
以下の書類を整備する： 
1 雇用義務対象者リスト、雇用義務対象者であることを証明
する書類、及び L5212-14 条で定められた条件で計算され
た雇用義務対象者の人数； 

2 障害者職業参入基金の年次納付金の金額、計算方法、支払
い証明書、並びに、L5212-9 条及び L5212-11 条の適用に
よる納付金額の減額及び納付金額からの控除の証明書； 

3 L5212-9 条に規定された特別能力が要求される職種に該当
する職務の内訳； 

4 L5212-8 条を適用して締結された労働協約に定める、以下
の計画についてのプログラムの進捗状況： 

a) 通常の労働環境における雇用； 
b) 参入及び職業訓練； 
c) 科学技術の進歩への適応； 
d) 解雇の際における、企業内での雇用の維持； 

5 その年に結んだ L5212-6 条に定められる供給、下請け、サ
ービス提供契約のリスト、及び、R5212-6 条に従ってなさ
れる、これらの契約による見なし雇用義務対象者数の計算
を可能にするすべての証拠； 

6 R5211-11 条に規定される研修契約。 
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-un stage prescrit par l'institution mentionnée à l'article L. 
5312-1 ; 

-un stage au titre de l'article L. 331-4 du code de l'éducation ; 
-un stage au titre de l'article 9 de la loi n° 2006-396 du 31 mars 
2006 pour l'égalité des chances.  

La durée du stage est égale ou supérieure à quarante heures.  
Ces personnes sont décomptées au titre de l'année où se termine 
le stage. Elles comptent pour un effectif calculé en divisant la 
durée du stage par la durée annuelle de travail applicable dans 
l'entreprise. 

 

- 教育法典 L331-4 条に基づいて行われる研修；
- 2006 年 3 月 31 日の機会の平等のための法律第 2006-396
号第 9 条に基づいて行われる研修。 

研修時間は 40 時間以上とする。研修生は、研修が終了する年
の計算に入れる。研修生については、研修時間を当該企業で
適用される年間労働時間で割って算出される数が、その者の
数となる。 
 

Article R5212-11 
Pour chaque stagiaire accueilli, une convention est conclue entre 
l'entreprise d'accueil, le stagiaire et l'organisme de formation ou 
l'organisme œuvrant pour l'insertion professionnelle. Cette 
convention indique :  
1° Le nom et l'adresse de l'entreprise d'accueil, de l'organisme de 

formation ou de l'organisme œuvrant pour l'insertion 
professionnelle et du stagiaire ;  

2° La nature, l'objectif et les modalités d'exécution du stage ;  
3° Le lieu, la durée en heures et les dates de début et de fin de 

stage ;  
4° Le tuteur désigné pour accompagner le stagiaire au cours du 

stage ;  
5° Les modalités d'assurance du stagiaire au titre des accidents du 

travail ;  
6° Les modalités d'assurance au titre de la responsabilité civile en 

cas de dommage causé au stagiaire ou par le stagiaire. 
 

R5212-11 条
受入れられた研修生一人一人につき、受入企業、研修生、及
び、職業訓練機関又は職業参入支援機関との間で契約が結ば
れる。 
この契約は、以下のことを示す： 
1 受入企業、職業訓練機関又は職業参入機関、及び、研修生
の名前及び住所； 

2 研修の性質、目的及び実施方法； 
3 研修の場所、時間及び開始日と終了日； 
4 研修期間中、研修生の支援を行う目的で指名されるチュー
ター； 

5 労働災害に関する研修生に対する保険の形式； 
6 研修生に起こった又は研修生により引きおこされた損害に
対する民事責任の保険の形式。 

Sous-section 2 : Mise en œuvre par application d'un accord 
 
Article R5212-12 

Lorsqu'un accord d'entreprise conclu en application de l'article L. 
5212-8 concerne plusieurs établissements situés dans des 
départements différents, l'employeur adresse au préfet du 
département où l'entreprise a son siège, dans les conditions 
prévues au 2° de l'article R. 5212-1, une déclaration globale 
comportant :  
1° La copie de la déclaration de l'effectif total des salariés de 

l'établissement et des pièces justificatives mentionnées à 
l'article R. 5212-2 relatives à chacun des établissements 
intéressés ;  

2° L'agrégation au niveau de l'entreprise des éléments chiffrés 
d'information contenus dans ces déclarations. 

 

第 2款：協約の適用による履行 
 
R5212-12 条 

L5212-8 条を適用して締結した企業の労働協約が、異なる県
に所在する複数の事業所に関係する場合、雇用主は、R5212-1
条の 2 に規定された条件において、その企業の本社が所在す
る県の県地方長官に対して、以下のことを含む包括的な届出
を送達する： 
1 事業所の全従業員数の届出及び関係する各事業所にかかわ
る R5212-2 条に記載された証明書類の写し； 

2 これらの届出に含まれる数値情報を、企業レベルで集計し
たもの。 

Article R5212-13 
Lorsqu'un accord de groupe conclu en application de l'article L. 
5212-8 concerne des entreprises situées dans plusieurs 
départements, l'entreprise mandatée pour représenter le groupe 
ou, à défaut, l'entreprise du groupe qui est dominante dans le 
périmètre de l'accord adresse au préfet du département où elle a 
son siège, dans les conditions prévues au 2° de l'article R. 5212-1, 
une déclaration globale comportant :  
1° La copie de la déclaration de l'effectif total des salariés de 

l'établissement et des pièces justificatives mentionnées à 
l'article R. 5212-2 relatives à chacune des entreprises 
intéressées ;  

2° L'agrégation au niveau du groupe des éléments chiffrés 
d'information contenus dans ces déclarations. 

 

R5212-13 条
L5212-8 条を適用して締結したグループ別の労働協約が、異
なる県に所在する企業に関係する場合、そのグループの代表
として委任を受けた企業、又は、それがない場合には協約の
中で中心的地位を占めるグループ内の企業が、R5212-1 条の
2 に規定される条件においてその本社が所在する県の県地方
長官に対して、以下のことを含む包括的届出を送達する： 
1 事業所の全従業員数の届出及び関係する各企業にかかわる

R5212-2 条に記された証明書類の写し； 
2 これらの届出に含まれる数値情報を、グループレベルで集
計したもの。 

Article R5212-14 
Le programme annuel ou pluriannuel prévu par les accords de 
l'article L. 5212-8 comporte un plan d'embauche en milieu 
ordinaire et deux au moins des actions suivantes :  
1° Un plan d'insertion et de formation ;  
2° Un plan d'adaptation aux mutations technologiques ;  
3° Un plan de maintien dans l'entreprise en cas de licenciement. 

 

R5212-14 条
L5212-8 条の協約により定められた年次プログラム又は数ヶ
年プログラムは、通常の労働環境における雇用計画、及び、
以下の行動計画のうちの少なくとも２つを含むこと： 
1 参入及び職業訓練計画； 
2 科学技術の進歩に適応するための計画； 
3 解雇の際における、企業内部での雇用の維持のための計画。
 

Article R5212-15 
Les autorités administratives compétentes pour l'agrément des 
accords sont : 
1° Pour chaque accord de branche, le ministre chargé de l'emploi 

après avis du Conseil supérieur pour le reclassement 
professionnel et social des travailleurs handicapés ; 

2° Pour chaque accord de groupe, d'entreprise ou d'établissement, 

R5212-15 条
労働協約の承認につき権限を有する行政当局は、以下のとお
りである： 
1 産業別労働協約については、雇用担当大臣。承認に先立ち、
障害労働者の職業的及び社会的再配置のための高等評議会
による諮問を受ける； 

2 企業グループ別、企業別又は事業所別の労働協約について
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Article D5212-3 

Le délai prévu à l'article L. 5212-4 est fixé à trois ans.  
Il court à compter de la date à laquelle l'entreprise a atteint le 
seuil de vingt salariés. 

 

D5212-3 条
L5212-4 条に定める期間は、3 年とする。 
かかる期間は、企業の従業員数が、20 名になった日から起算
する。 

Article R5212-4 
L'employeur porte à la connaissance du comité d'entreprise ou, à 
défaut, des délégués du personnel la déclaration annuelle prévue 
à l'article L. 5212-5.  
Toutefois, le document transmis ne comprend pas la liste des 
bénéficiaires de l'obligation d'emploi. 

 

R5212-4 条
雇用主は、企業委員会に、又はそれがない場合は従業員代表
に、L5212-5 条に定める年次届出の内容を通知する。 
ただし、通知される書類には、雇用義務対象者リストを含ま
ない。 

Section 2 : Modalités de mise en oeuvre de l’obligation 
 
Sous-section 1 : Mise en oeuvre partielle 
 
Paragraphe 1 : Mise en œuvre par la passation de contrats 
 
Article R5212-5 

La passation de contrats de fournitures, de sous-traitance ou de 
prestations de services dans les conditions de l'article L. 5212-6 ne 
donne lieu à l'exonération partielle de l'obligation d'emploi que si 
ces contrats ont été conclus :  
1° Soit avec des entreprises adaptées ou des centres de 

distribution de travail à domicile créés et ayant conclu un 
contrat d'objectifs mentionné à l'article L. 5213-13 ;  

2° Soit avec des établissements ou services d'aide par le travail 
mentionnés à l'article L. 344-2 du code de l'action sociale et des 
familles et autorisés dans les conditions prévues par les articles 
L. 313-1 à L. 313-9 du même code. 

 

第 2節：義務の履行方法 
 
第 1款：部分的履行 
 
第 1段落：契約締結による履行 
 
R5212-5 条 

L5212-6 条の条件での供給・下請け・サービス提供契約の締
結は、これらの契約が以下の主体と締結された場合しか、雇
用義務の部分的履行とは見なされない： 
1 L5213-13 条に記載された目的契約を締結した適応企業
（EA）又は在宅労働供給センター（CDTD）； 

2 社会福祉・家族法典 L313-1 条から L313-9 条により規定さ
れる条件において認可された、同法典 L344-2 条に記載さ
れた労働支援機関・サービス（ESAT）。 

Article R5212-6 
Le nombre d'équivalents bénéficiaires de l'obligation d'emploi au 
titre de la passation de contrats prévus à l'article R. 5212-5 est 
égal au quotient obtenu en divisant le prix hors taxes des 
fournitures, travaux ou prestations figurant au contrat, déduction 
faite des coûts des matières premières, produits, matériaux, 
consommations et des frais de vente, par deux mille fois le salaire 
horaire minimum de croissance en vigueur au 31 décembre de 
l'année d'assujettissement à l'obligation d'emploi.  
Ce nombre ne peut dépasser la limite définie par l'article R. 
5212-9. 

 

R5212-6 条
R5212-5 条に定める契約締結による見なし雇用義務対象者数
は、契約に示されている供給・下請け・サービス提供の税引
き価格から、原料・製品・材料・消費財の価格及び販売経費
を引き、雇用義務を負う年の 12 月 31 日時点の時間当たり最
低賃金の 2000 倍で割って算出する。 
この数は、R5212-9 条で定められた限度を超えてはならない。

 

Article R5212-7 
Par dérogation aux dispositions de l'article R. 5212-6, pour la 
passation de contrats de prestations de services donnant lieu à la 
mise à disposition de travailleurs handicapés par des entreprises 
adaptées ou par des établissements ou services d'aide par le 
travail, le dénominateur du quotient mentionné à cet article est 
fixé à mille six cents fois le salaire horaire minimum de 
croissance.  
L'employeur ne peut pas décompter ces travailleurs handicapés 
dans l'effectif des bénéficiaires de l'obligation d'emploi. 

 

R5212-7 条
R5212-6 条の適用除外として、適応企業(EA)又は労働支援機
関・サービス(ESAT)から障害労働者を出向させるサービス提
供契約が締結されている場合には、R5212-6 条の式の分母は、
時間当たり最低賃金の 1600 倍となる。 
雇用主は、これらの障害労働者の数を、雇用義務対象者数の
中に含めて数えることはできない。 
 

Article R5212-8 
Le contrat de fournitures, de sous-traitance ou de prestations de 
services donnant lieu à la mise à disposition de travailleurs 
handicapés prévu à l'article R. 5212-7 précise les éléments chiffrés 
nécessaires au calcul de la déduction définie à l'article R. 5212-6. 

 

R5212-8 条
供給・下請け契約、及び L5212-7 条に記載された障害労働者
の出向によるサービス提供契約には、R5212-6 条に定められ
た控除の計算に必要な数値を明示するものとする。 

Article R5212-9 
La dispense partielle de l'obligation d'emploi, en application de 
l'article L. 5212-6, ne peut être supérieure à la moitié du 
pourcentage fixé à l'article L. 5212-2. 

 

R5212-9 条
L5212-6 条を適用して実施される雇用義務の部分的な履行
は、L5212-2 条で定められる率の半分を超えてはならない。

Paragraphe 2 : Mise en œuvre par l'accueil de personnes handicapées
 
Article R5212-10 

Pour l'application de l'article L. 5212-7, sont prises en compte les 
personnes mentionnées à l'article L. 5212-13 qui effectuent l'un 
des stages suivants : 

-un stage mentionné à l'article L. 6341-3 ; 
-un stage organisé par l'association mentionnée à l'article L. 
5214-1 ; 

第 2段落：障害者の受入れによる履行 
 
R5212-10 条 

L5212-7 条の適用に当たっては、L5212-13 条に規定する人
で以下に掲げる研修のうちの１つを行う者が対象となる： 

- L6341-3 条に記載された研修； 
- L5214-1 条に記載された非営利組織により実施される研
修； 

- L5312-1 条に記載された機関により規定された研修； 

− 186 − − 187 −
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-un stage prescrit par l'institution mentionnée à l'article L. 
5312-1 ; 

-un stage au titre de l'article L. 331-4 du code de l'éducation ; 
-un stage au titre de l'article 9 de la loi n° 2006-396 du 31 mars 
2006 pour l'égalité des chances.  

La durée du stage est égale ou supérieure à quarante heures.  
Ces personnes sont décomptées au titre de l'année où se termine 
le stage. Elles comptent pour un effectif calculé en divisant la 
durée du stage par la durée annuelle de travail applicable dans 
l'entreprise. 

 

- 教育法典 L331-4 条に基づいて行われる研修；
- 2006 年 3 月 31 日の機会の平等のための法律第 2006-396
号第 9 条に基づいて行われる研修。 

研修時間は 40 時間以上とする。研修生は、研修が終了する年
の計算に入れる。研修生については、研修時間を当該企業で
適用される年間労働時間で割って算出される数が、その者の
数となる。 
 

Article R5212-11 
Pour chaque stagiaire accueilli, une convention est conclue entre 
l'entreprise d'accueil, le stagiaire et l'organisme de formation ou 
l'organisme œuvrant pour l'insertion professionnelle. Cette 
convention indique :  
1° Le nom et l'adresse de l'entreprise d'accueil, de l'organisme de 

formation ou de l'organisme œuvrant pour l'insertion 
professionnelle et du stagiaire ;  

2° La nature, l'objectif et les modalités d'exécution du stage ;  
3° Le lieu, la durée en heures et les dates de début et de fin de 

stage ;  
4° Le tuteur désigné pour accompagner le stagiaire au cours du 

stage ;  
5° Les modalités d'assurance du stagiaire au titre des accidents du 

travail ;  
6° Les modalités d'assurance au titre de la responsabilité civile en 

cas de dommage causé au stagiaire ou par le stagiaire. 
 

R5212-11 条
受入れられた研修生一人一人につき、受入企業、研修生、及
び、職業訓練機関又は職業参入支援機関との間で契約が結ば
れる。 
この契約は、以下のことを示す： 
1 受入企業、職業訓練機関又は職業参入機関、及び、研修生
の名前及び住所； 

2 研修の性質、目的及び実施方法； 
3 研修の場所、時間及び開始日と終了日； 
4 研修期間中、研修生の支援を行う目的で指名されるチュー
ター； 

5 労働災害に関する研修生に対する保険の形式； 
6 研修生に起こった又は研修生により引きおこされた損害に
対する民事責任の保険の形式。 

Sous-section 2 : Mise en œuvre par application d'un accord 
 
Article R5212-12 

Lorsqu'un accord d'entreprise conclu en application de l'article L. 
5212-8 concerne plusieurs établissements situés dans des 
départements différents, l'employeur adresse au préfet du 
département où l'entreprise a son siège, dans les conditions 
prévues au 2° de l'article R. 5212-1, une déclaration globale 
comportant :  
1° La copie de la déclaration de l'effectif total des salariés de 

l'établissement et des pièces justificatives mentionnées à 
l'article R. 5212-2 relatives à chacun des établissements 
intéressés ;  

2° L'agrégation au niveau de l'entreprise des éléments chiffrés 
d'information contenus dans ces déclarations. 

 

第 2款：協約の適用による履行 
 
R5212-12 条 

L5212-8 条を適用して締結した企業の労働協約が、異なる県
に所在する複数の事業所に関係する場合、雇用主は、R5212-1
条の 2 に規定された条件において、その企業の本社が所在す
る県の県地方長官に対して、以下のことを含む包括的な届出
を送達する： 
1 事業所の全従業員数の届出及び関係する各事業所にかかわ
る R5212-2 条に記載された証明書類の写し； 

2 これらの届出に含まれる数値情報を、企業レベルで集計し
たもの。 

Article R5212-13 
Lorsqu'un accord de groupe conclu en application de l'article L. 
5212-8 concerne des entreprises situées dans plusieurs 
départements, l'entreprise mandatée pour représenter le groupe 
ou, à défaut, l'entreprise du groupe qui est dominante dans le 
périmètre de l'accord adresse au préfet du département où elle a 
son siège, dans les conditions prévues au 2° de l'article R. 5212-1, 
une déclaration globale comportant :  
1° La copie de la déclaration de l'effectif total des salariés de 

l'établissement et des pièces justificatives mentionnées à 
l'article R. 5212-2 relatives à chacune des entreprises 
intéressées ;  

2° L'agrégation au niveau du groupe des éléments chiffrés 
d'information contenus dans ces déclarations. 

 

R5212-13 条
L5212-8 条を適用して締結したグループ別の労働協約が、異
なる県に所在する企業に関係する場合、そのグループの代表
として委任を受けた企業、又は、それがない場合には協約の
中で中心的地位を占めるグループ内の企業が、R5212-1 条の
2 に規定される条件においてその本社が所在する県の県地方
長官に対して、以下のことを含む包括的届出を送達する： 
1 事業所の全従業員数の届出及び関係する各企業にかかわる

R5212-2 条に記された証明書類の写し； 
2 これらの届出に含まれる数値情報を、グループレベルで集
計したもの。 

Article R5212-14 
Le programme annuel ou pluriannuel prévu par les accords de 
l'article L. 5212-8 comporte un plan d'embauche en milieu 
ordinaire et deux au moins des actions suivantes :  
1° Un plan d'insertion et de formation ;  
2° Un plan d'adaptation aux mutations technologiques ;  
3° Un plan de maintien dans l'entreprise en cas de licenciement. 

 

R5212-14 条
L5212-8 条の協約により定められた年次プログラム又は数ヶ
年プログラムは、通常の労働環境における雇用計画、及び、
以下の行動計画のうちの少なくとも２つを含むこと： 
1 参入及び職業訓練計画； 
2 科学技術の進歩に適応するための計画； 
3 解雇の際における、企業内部での雇用の維持のための計画。
 

Article R5212-15 
Les autorités administratives compétentes pour l'agrément des 
accords sont : 
1° Pour chaque accord de branche, le ministre chargé de l'emploi 

après avis du Conseil supérieur pour le reclassement 
professionnel et social des travailleurs handicapés ; 

2° Pour chaque accord de groupe, d'entreprise ou d'établissement, 

R5212-15 条
労働協約の承認につき権限を有する行政当局は、以下のとお
りである： 
1 産業別労働協約については、雇用担当大臣。承認に先立ち、
障害労働者の職業的及び社会的再配置のための高等評議会
による諮問を受ける； 

2 企業グループ別、企業別又は事業所別の労働協約について
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recrutement direct de bénéficiaires de l'obligation d'emploi, est 
égal :  
1° A 0, 5 à titre permanent pour l'embauche d'un bénéficiaire de 

l'obligation d'emploi et âgé de moins de vingt-six ans ou de 
cinquante ans révolus et plus ;  

2° A 1 pour l'embauche ou le maintien dans l'emploi d'un 
bénéficiaire de l'obligation d'emploi pour lequel le directeur 
régional des entreprises, de la concurrence, de la consommation, 
du travail et de l'emploi a reconnu la lourdeur du handicap, en 
application de l'article R. 5213-45, pour la durée de la validité 
de la décision ;  

3° A 0, 5 la première année pour l'embauche du premier 
travailleur handicapé appartenant à l'une des catégories de 
bénéficiaires de l'obligation d'emploi ;  

4° A 1 la première année pour l'embauche d'un bénéficiaire de 
l'obligation d'emploi en chômage de longue durée ;  

5° A 1 à titre permanent pour l'embauche d'un bénéficiaire de 
l'obligation d'emploi à sa sortie d'une entreprise adaptée, d'un 
centre de distribution de travail à domicile ou d'un 
établissement ou service d'aide par le travail. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

ある：
1 26 才未満又は 50 才を超える雇用義務対象者を雇用した場
合、常に（毎年）、0.5； 

2 地域圏の企業・競争・消費・労働・雇用局長が重度障害認
定した雇用義務対象者を採用した、又は、雇用を継続した
場合、当該認定の有効期間中において、1； 

3 雇用義務対象者の項目の１つに該当する障害労働者を初め
て雇用した場合、初年度において、0.5； 

4 長期間失業状態にある雇用義務対象者を雇用した場合、初
年度において、1； 

5 適応企業(EA)、在宅労働供給センター(CDTD)、労働支援機
関・サービス(ESAT)から一般雇用の場に移行した雇用義務
対象者を雇用した場合、常に（毎年）、1。 
注記 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

Article D5212-24  
Le coefficient de minoration, au titre des emplois exigeant des 
conditions d'aptitude particulières, est égal à 1 moins 1,3 fois le 
pourcentage de l'effectif des salariés occupant des emplois qui 
relèvent des catégories exigeant des conditions d'aptitude 
particulières.  
Ce pourcentage est calculé par rapport à l'effectif total des salariés 
de l'établissement.  
Le nombre de salariés affectés à des emplois relevant des 
catégories exigeant des conditions d'aptitude particulières et le 
nombre total de salariés de l'établissement sont calculés 
conformément aux dispositions de l'article L. 1111-2. 

 

D5212-24 条
特別な能力が要求される職務についての減額係数は、特別な
能力が要求される職種に該当する職務に就いている従業員数
の割合に 1.3 を掛けた数を、１から差し引いた数に等しい。
この割合は、事業所の総従業員に占める割合として計算され
る。 
特別な能力が要求される職種に該当する職務に就いている従
業員数、及び、事業所の総従業員数は、L1111-2 条の規定に
従い、計算される。 
 

Article D5212-25  
Les catégories d'emploi exigeant des conditions d'aptitude 
particulières sont énumérées dans la liste ci-dessous : 

D5212-25 条
特別な能力が要求される職務の種類は、下記のリストに列挙
する。 

 

NUMÉRO DE LA 
NOMENCLATURE 

INTITULÉ DE LA NOMENCLATURE DES 
PROFESSIONS ET CATÉGORIES 

socioprofessionnelles-emplois salariés 
d'entreprise (PCS-ESE) 

389b Officiers et cadres navigants techniques et 
commerciaux de l'aviation civile. 

389c Officiers et cadres navigants techniques de la 
marine marchande. 

480b Maîtres d'équipage de la marine marchande 
et de la pêche. 

526e Ambulanciers. 
533a Pompiers. 

533b 
Agents techniques forestiers, gardes des 
espaces naturels, exclusivement pour les 
gardes-chasse et les gardes-pêche. 

534a 
Agents civils de sécurité et de surveillance, 
excepté les gardiens d'usine et les gardiens 
de nuit. 

534b Convoyeurs de fonds, gardes du corps, 
enquêteurs privés et métiers assimilés. 

546a Contrôleurs des transports (personnels 
roulants). 

546b Hôtesses de l'air et stewards. 
546e Autres agents et hôtesses d'accompagnement 

分類コード番号
職業・職種分類コード一覧
企業従業員の職業分類 

389b 民間航空機の士官及び技術・商業部門の機上
勤務幹部 

389c 商船の士官及び技術部門の船上勤務幹部
480b 商船及び漁船の乗組員の長 
526e 救急隊員
533a 消防隊員

533b 専ら密猟・密漁を監視する森林技術吏員、自
然環境監視者 

534a 工場監視員及び夜間監視員を除く、民間の警
備職員 

534b 背後警護人、ボディーガード、民間の調査員
及び類似の職業 

546a 交通機関の車掌（車両乗務員）
546b 航空機の客室乗務員 
546e その他の随行職員及び案内嬢(交通機関、旅

行業務）
553b 百貨店の多目的販売員 
624d 金属構造における熟練組立工
621a 大規模工事及び公共工事の作業班長
621b コンクリート工事の熟練労働者

621c 建築及び公共工事現場での機械の熟練操作
員 
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le préfet après avis de la commission départementale de 
l'emploi et de l'insertion. 

L'agrément est donné pour la durée de validité de l'accord. 
 

は、県地方長官。承認に先立ち、県の雇用参入委員会の諮
問を受ける。 

承認は、労働協約の有効期間についてなされるものとする。
 

Article R5212-16  
L'accord de branche, de groupe, d'entreprise ou d'établissement 
est transmis pour agrément à l'autorité administrative 
compétente par la partie la plus diligente. 

 

R5212-16 条
産業別、グループ別、企業別又は事業所別の労働協約は、承
認を受けるために、任意の当事者によって、管轄の行政当局
に提出される。 

Article R5212-17  
En cas d'accord de groupe concernant des entreprises situées dans 
plusieurs départements, l'agrément est accordé par le préfet du 
département où est situé le siège de l'entreprise mandatée pour 
représenter le groupe ou, à défaut, par le préfet du département 
où est situé le siège de l'entreprise qui est dominante dans le 
périmètre du groupe. 
En cas d'accord d'entreprise concernant des établissements situés 
dans plusieurs départements, l'agrément est accordé par le préfet 
du département où est situé le siège de l'entreprise. 

 

R5212-17 条
グループ別労働協約が、複数の県に所在する企業に関係する
場合、承認は、グループの代表として委任を受けた企業、又
は、それがない場合にはグループの中で中心的な地位を占め
る企業の本社がある県の県地方長官によってなされる。 
複数の県に所在する事業所が関係する企業別労働協約の場
合、承認は、企業の本社が所在する県の件地方長官によって
なされる。 

Article R5212-18  
L'accord de branche, de groupe ou d'entreprise peut prévoir une 
péréquation entre établissements d'une même entreprise de 
l'obligation d'emploi mise à la charge de l'employeur. 

 

R5212-18 条
産業別、グループ別又は企業別の労働協約は、雇用主が負う
雇用義務を同一企業の事業間で調整することを定めることが
できる。 

 
Sous-section 3 : Mise en œuvre par le versement d'une contribution 

annuelle 
 
Article D5212-19  

La contribution annuelle est égale au produit des éléments 
suivants :  
1° Le nombre de bénéficiaires manquants, calculé conformément 

aux dispositions de l'article D. 5212-22, déduction faite, le cas 
échéant, des coefficients de minoration à l'article D. 5212-23 au 
titre des efforts consentis par l'employeur en matière de 
maintien dans l'emploi ou de recrutement direct de bénéficiaires 
de l'obligation d'emploi ;  

2° Le cas échéant, le coefficient de minoration défini à l'article D. 
5212-24 au titre des emplois exigeant des conditions d'aptitude 
particulières occupés par des salariés de l'établissement ;  

3° Les montants fixés à l'article D. 5212-26 pour tenir compte de 
l'effectif de l'entreprise. 

 

第 3款：納付金の支払いによる履行 
 
 
D5212-19 条 
納付金の金額（年額）は、以下の要素をもとに算出されたも
のに等しい： 
1 D5212-22 条に従って計算された、不足する雇用義務対象者
数。該当する場合には、雇用義務対象者の雇用維持又は直
接雇用における雇用主の努力として、D5212-23 条に定め
る減額係数を不足する雇用義務対象者数から差し引いて得
た数； 

2 該当する場合には、事業所の従業員が就いている特別な能
力が要求される職務分として、D5212-24 条に規定する減
額係数。 

3 総従業員数を考慮に入れて D5212-26 で定められた金額。
 

Article D5212-20  
La contribution annuelle ne peut pas être inférieure au produit du 
nombre de bénéficiaires manquants, calculé selon les règles 
définies au 1° de l'article D. 5212-19, par cinquante fois le salaire 
horaire minimum de croissance. 

 

D5212-20 条
納付金の年額は、D5212-19 条の１に規定される規則に従っ
て計算された不足する雇用義務対象者数に、時間当たり最低
賃金の 50 倍を乗じて得られた数を下回ってはならない。 

 

Article D5212-21  
Par exception aux dispositions des articles D. 5212-19 et D. 
5212-20, dans les établissements employant plus de 80 % de 
salariés dont les emplois relèvent des catégories exigeant des 
conditions d'aptitude particulières, la contribution annuelle est 
égale au nombre de bénéficiaires manquants, calculé selon les 
règles définies au 1° de l'article D. 5212-19, multiplié par 
quarante fois le salaire horaire minimum de croissance. 

 

D5212-21 条
D5212-19 条及び D5212-20 条の規定の例外として、特別能
力が要求される職種に該当する職務が従業員の 80 パーセン
トを超える事業所については、納付金の年額は、D5212-19
条の１に規定される規則に基づいて計算された不足する雇用
義務対象者数に、時間当たり最低賃金の 40 倍を乗じて得られ
た数とする。 
 

Article D5212-22  
Le nombre de bénéficiaires manquants est égal à la différence 
entre le nombre des bénéficiaires de l'obligation d'emploi prévue 
par la loi et le nombre de bénéficiaires effectivement employés 
auquel est ajouté l'équivalent d'embauche de bénéficiaires dû à la 
passation de contrats de fournitures, de sous-traitance ou de 
prestation de services avec des entreprises adaptées, des centres 
de distribution de travail à domicile, des établissements ou des 
services d'aides par le travail ou dû à l'accueil de stagiaires 
handicapés.  
Un bénéficiaire employé ne peut pas être comptabilisé plusieurs 
fois au motif qu'il entre dans plusieurs catégories de bénéficiaires 
prévues à l'article L. 5212-13. 

 

D5212-22 条
不足する雇用義務対象者数は、実際に雇用されている雇用義
務対象者数に雇用の代替方法を用いた見なし対象者数を加え
た数を、法律に定められる雇用義務対象者数から減じた数で
ある。雇用の代替方法とは、適応企業(EA)・在宅労働供給セ
ンター(CDTD)又は労働支援機関・サービス(ESAT)との供
給・下請け・サービス提供契約の締結、あるいは、障害のあ
る研修生の受入れである。 
雇用されている雇用義務対象者は、L5212-13 条に定める複数
の項目に該当するからといって、複数回、数えてはならない。
 

Article D5212-23  
Le coefficient de minoration, au titre des efforts consentis par 
l'employeur en matière de maintien dans l'emploi ou de 

D5212-23 条
雇用義務対象者の雇用継続又は直接雇用における雇用主の努
力を反映するために用いられる減額係数は、以下のとおりで

− 188 − − 189 −
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recrutement direct de bénéficiaires de l'obligation d'emploi, est 
égal :  
1° A 0, 5 à titre permanent pour l'embauche d'un bénéficiaire de 

l'obligation d'emploi et âgé de moins de vingt-six ans ou de 
cinquante ans révolus et plus ;  

2° A 1 pour l'embauche ou le maintien dans l'emploi d'un 
bénéficiaire de l'obligation d'emploi pour lequel le directeur 
régional des entreprises, de la concurrence, de la consommation, 
du travail et de l'emploi a reconnu la lourdeur du handicap, en 
application de l'article R. 5213-45, pour la durée de la validité 
de la décision ;  

3° A 0, 5 la première année pour l'embauche du premier 
travailleur handicapé appartenant à l'une des catégories de 
bénéficiaires de l'obligation d'emploi ;  

4° A 1 la première année pour l'embauche d'un bénéficiaire de 
l'obligation d'emploi en chômage de longue durée ;  

5° A 1 à titre permanent pour l'embauche d'un bénéficiaire de 
l'obligation d'emploi à sa sortie d'une entreprise adaptée, d'un 
centre de distribution de travail à domicile ou d'un 
établissement ou service d'aide par le travail. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

ある：
1 26 才未満又は 50 才を超える雇用義務対象者を雇用した場
合、常に（毎年）、0.5； 

2 地域圏の企業・競争・消費・労働・雇用局長が重度障害認
定した雇用義務対象者を採用した、又は、雇用を継続した
場合、当該認定の有効期間中において、1； 

3 雇用義務対象者の項目の１つに該当する障害労働者を初め
て雇用した場合、初年度において、0.5； 

4 長期間失業状態にある雇用義務対象者を雇用した場合、初
年度において、1； 

5 適応企業(EA)、在宅労働供給センター(CDTD)、労働支援機
関・サービス(ESAT)から一般雇用の場に移行した雇用義務
対象者を雇用した場合、常に（毎年）、1。 
注記 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

Article D5212-24  
Le coefficient de minoration, au titre des emplois exigeant des 
conditions d'aptitude particulières, est égal à 1 moins 1,3 fois le 
pourcentage de l'effectif des salariés occupant des emplois qui 
relèvent des catégories exigeant des conditions d'aptitude 
particulières.  
Ce pourcentage est calculé par rapport à l'effectif total des salariés 
de l'établissement.  
Le nombre de salariés affectés à des emplois relevant des 
catégories exigeant des conditions d'aptitude particulières et le 
nombre total de salariés de l'établissement sont calculés 
conformément aux dispositions de l'article L. 1111-2. 

 

D5212-24 条
特別な能力が要求される職務についての減額係数は、特別な
能力が要求される職種に該当する職務に就いている従業員数
の割合に 1.3 を掛けた数を、１から差し引いた数に等しい。
この割合は、事業所の総従業員に占める割合として計算され
る。 
特別な能力が要求される職種に該当する職務に就いている従
業員数、及び、事業所の総従業員数は、L1111-2 条の規定に
従い、計算される。 
 

Article D5212-25  
Les catégories d'emploi exigeant des conditions d'aptitude 
particulières sont énumérées dans la liste ci-dessous : 

D5212-25 条
特別な能力が要求される職務の種類は、下記のリストに列挙
する。 

 

NUMÉRO DE LA 
NOMENCLATURE 

INTITULÉ DE LA NOMENCLATURE DES 
PROFESSIONS ET CATÉGORIES 

socioprofessionnelles-emplois salariés 
d'entreprise (PCS-ESE) 

389b Officiers et cadres navigants techniques et 
commerciaux de l'aviation civile. 

389c Officiers et cadres navigants techniques de la 
marine marchande. 

480b Maîtres d'équipage de la marine marchande 
et de la pêche. 

526e Ambulanciers. 
533a Pompiers. 

533b 
Agents techniques forestiers, gardes des 
espaces naturels, exclusivement pour les 
gardes-chasse et les gardes-pêche. 

534a 
Agents civils de sécurité et de surveillance, 
excepté les gardiens d'usine et les gardiens 
de nuit. 

534b Convoyeurs de fonds, gardes du corps, 
enquêteurs privés et métiers assimilés. 

546a Contrôleurs des transports (personnels 
roulants). 

546b Hôtesses de l'air et stewards. 
546e Autres agents et hôtesses d'accompagnement 

分類コード番号
職業・職種分類コード一覧
企業従業員の職業分類 

389b 民間航空機の士官及び技術・商業部門の機上
勤務幹部 

389c 商船の士官及び技術部門の船上勤務幹部
480b 商船及び漁船の乗組員の長 
526e 救急隊員
533a 消防隊員

533b 専ら密猟・密漁を監視する森林技術吏員、自
然環境監視者 

534a 工場監視員及び夜間監視員を除く、民間の警
備職員 

534b 背後警護人、ボディーガード、民間の調査員
及び類似の職業 

546a 交通機関の車掌（車両乗務員）
546b 航空機の客室乗務員 
546e その他の随行職員及び案内嬢(交通機関、旅

行業務）
553b 百貨店の多目的販売員 
624d 金属構造における熟練組立工
621a 大規模工事及び公共工事の作業班長
621b コンクリート工事の熟練労働者

621c 建築及び公共工事現場での機械の熟練操作
員 

− 188 − − 189 −
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2° A la réalisation d'études et d'aménagements des postes de 
travail en liaison avec le médecin du travail et le comité 
d'hygiène, de sécurité et des conditions de travail, afin 
d'améliorer l'insertion professionnelle des travailleurs 
handicapés dans l'entreprise ;  

3° A la mise en place de moyens de transport adaptés en fonction 
de la mobilité et du problème particulier de chaque travailleur 
handicapé ;  

4° A la mise en œuvre de moyens pour le maintien dans l'emploi et 
la reconversion professionnelle de travailleurs handicapés ;  

5° A la mise en place d'actions pour aider au logement des 
travailleurs handicapés afin qu'ils puissent se rapprocher de 
leur lieu de travail ;  

6° A la mise en place d'actions pour aider à la formation des 
travailleurs handicapés des entreprises adaptées et des 
établissements ou services d'aide par le travail dans le cas 
d'adaptation de la qualification liée à l'achat d'une prestation ; 

7° Au partenariat avec des associations ou organismes œuvrant 
pour l'insertion sociale et professionnelle des personnes 
handicapées, à l'exclusion des actions financées dans le cadre du 
mécénat ;  

8° A la mise en place d'actions d'aide à la création d'entreprises 
par des personnes handicapées ;  

9° A la formation et à la sensibilisation de l'ensemble des salariés 
de l'entreprise dans le cadre de l'embauche ou du maintien dans 
l'emploi des travailleurs handicapés ;  

10° A la conception et à la réalisation de matériel ou d'aides 
techniques pour les travailleurs handicapés ;  

11° A l'aide à l'équipement et à l'apport de compétences et de 
matériel aux organismes de formation pour accroître leur 
accueil de personnes handicapées ;  

12° A la formation initiale et professionnelle en faveur des 
personnes handicapées au-delà de l'obligation légale. 

 

医及び労働安全衛生委員会との連携で行われる労働ポスト
の検討と調整の実施； 

3 個々の障害労働者の移動能力（モビリティ）と特有の問題
に応じた交通手段の調整の実施； 

4 障害労働者の雇用継続及び職種転換のための手段の実施；
5 障害労働者の通勤時間短縮のための住宅支援の実施； 
6 サービスの購入と結びついた資格の適応の場合に、適応企
業(EA)及び労働支援機関・サービス(ESAT)の障害労働者に
対してなされる職業訓練支援の実施； 

7 障害者の社会的職業的参入のための非営利組織や機関との
パートナーシップ。ただし、芸術・文化の庇護の枠内で資
金が提供される活動は除く； 

8 障害者の起業を支援する活動の実施； 
9 障害労働者の雇用又は雇用継続の枠内で、企業の従業員全
体に対して行われる研修や意識向上のための活動； 

10 障害労働者のための設備や支援機器の開発及び現実化； 
11 障害者の受入れの機会を増やすための、職業訓練機関に対
する設備助成、及び、人材と機材の提供； 

12 法的義務の枠外での障害者のための導入訓練及び職業訓
練。 

Article R5212-30 
L'employeur qui verse la contribution annuelle à l'association 
chargée de la gestion du fonds de développement pour l'insertion 
professionnelle des handicapés, s'acquitte de cette obligation au 
plus tard à la date d'envoi de la déclaration annuelle prévue à 
l'article R. 5212-1, pour l'année civile de référence au titre de 
laquelle la contribution est due. 

 

R5212-30 条
障害者職業参入管理運営機関への納付金の支払いがある雇用
主は、遅くとも R5212-1 条に規定される毎年の届出の発送日
に、当該納付金が支払われるべき暦年の雇用義務を履行した
ものとする。 

Sous-section 4 : Sanction administrative 
 
Article R5212-31 

Le préfet du département où est situé chaque établissement ou, 
dans le cas des entreprises ayant conclu un accord concernant des 
établissements situés dans plusieurs départements, en 
application de l'article L. 5212-8, le préfet du département où est 
situé le siège de l'entreprise adresse à l'employeur qui n'a pas 
rempli les obligations définies aux articles L. 5212-2 et L. 5212-6 à 
L. 5212-11 une notification motivée de la pénalité prévue à 
l'article L. 5212-12 qui lui est appliquée. Il établit un titre de 
perception pour la somme correspondante.  
Il transmet ce titre au trésorier-payeur général qui en assure le 
recouvrement. 

 

第 4款：行政罰 
 
R5212-31 条 
各事業所がある県の地方長官、又は、企業が L5212-8 条を適
用して複数の県に所在する事業所に関係する労働協約を締結
した場合には、企業の本社が所在する県の地方長官は、
L5212-2 条及び L5212-6 条から L5212-11 条に規定された雇
用義務を履行しない雇用主に対して、当該雇用主に適用され
る L5212-12 条に定められた罰則について、理由を付した通
知を送達する。地方長官は、対応する額の徴収証書を作成す
る。 
地方長官は、この証書を県財政部長に送付し、財政部長がそ
の徴収を担当する。 
 

Chapitre III : Reconnaissance et orientation des travailleurs handicaps
 
Section 1 : Orientation et placement 
 
Article R5213-1  

Le pilotage des actions du service public de l'emploi et des 
organismes de placement spécialisés en matière d'insertion 
professionnelle des personnes handicapées associe : 
1° L'Etat ; 
2° Le service public de l'emploi ; 
3° L'association chargée de la gestion du fonds de développement 

pour l'insertion professionnelle des handicapés ; 
4° Le Fonds de développement pour l'insertion professionnelle des 

handicapés dans la fonction publique ; 
5° Les organismes de placement spécialisés. 

 

第 3章：障害労働者認定及び職業指導 
 
第 1節：職業指導と職業紹介 
 
R5213-1 条 
障害者の職業参入に関する公共職業紹介所及び専門職業紹介
機関の活動の推進は、以下の者と連携して行う： 
1 国； 
2 公共職業紹介所； 
3 障害者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)； 
4 公務部門障害者職業参入基金(FIPHFP)； 
5 専門職業紹介機関。 

Article R5213-2  
Des centres de préorientation contribuent à l'orientation 

R5213-2 条
職業準備センターは、障害労働者の職業進路指導に貢献す
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(transports, tourisme). 
553b Vendeurs polyvalents des grands magasins.
624d Monteurs qualifiés en structures 

métalliques. 

621a Chefs d'équipe du gros œuvre et des travaux 
publics. 

621b Ouvriers qualifiés du travail en béton.

621c Conducteurs qualifiés d'engins de chantiers 
du bâtiment et des travaux publics. 

621e Autres ouvriers qualifiés des travaux 
publics. 

621g 
Mineurs de fond qualifiés et autres ouvriers 
qualifiés des industries d'extraction 
(carrières, pétrole, gaz...). 

632a Maçons qualifiés. 
632c Charpentiers en bois qualifiés. 
632e Couvreurs qualifiés. 
641a Conducteurs routiers et grands routiers.
641b Conducteurs de véhicules routiers de 

transport en commun. 
643a Conducteurs livreurs et coursiers.
651a Conducteurs d'engins lourds de levage.
651b Conducteurs d'engins lourds de manœuvre.
652b Dockers. 

654b Conducteurs qualifiés d'engins de transport 
guidés (sauf remontées mécaniques). 

654c Conducteurs qualifiés de systèmes de 
remontées mécaniques. 

656b Matelots de la marine marchande.
656c Capitaines et matelots timoniers de la 

navigation fluviale. 

671c Ouvriers non qualifiés des travaux publics et 
du travail du béton. 

671d Aides-mineurs et ouvriers non qualifiés de 
l'extraction. 

681a Ouvriers non qualifiés du gros œuvre du 
bâtiment. 

691a Conducteurs d'engins agricoles ou forestiers.

692a Marins pêcheurs et ouvriers de 
l'aquaculture. 

 

621e その他の公共工事の熟練労働者

621g 熟練炭鉱労働者、及びその他の採掘産業（採
石場、石油、ガス等）の熟練労働者 

632a 熟練石工
632c 熟練大工
632e 熟練屋根ふき職人 
641a 長距離トラック運転手及び上級長距離トラ

ック運転手 
641b 道路公共交通車両の運転手 
643a 商品の配送運転手及びメッセンジャー
651a 持上げ重機の操作員 
651b 操縦重機の操作員 
652b 港湾労働者 
654b 誘導輸送機器の熟練操作員(スキー用リフト

を除く）
654c スキー用リフトの装置の熟練操作員
656b 商船の下級船員 
656c 河川航行船舶の船長及び操舵夫

671c 公共工事及びコンクリート工事の非熟練労
働者 

671d 炭鉱労働者助手及び採掘工事の非熟練労働
者 

681a 大規模建築作業の非熟練労働者
691a 農業及び林業機械の操作員 
692a 漁船員及び水産養殖労働者 

 

 
Article D5212-26  

Les montants mentionnés au 3° de l'article D. 5212-19 afin de 
tenir compte de l'effectif de l'entreprise sont fixés :  
1° A 400 fois le salaire horaire minimum de croissance dans les 

entreprises de 20 à 199 salariés ;  
2° A 500 fois le salaire horaire minimum de croissance dans les 

entreprises de 200 à 749 salariés ;  
3° A 600 fois le salaire horaire minimum de croissance dans les 

entreprises de 750 salariés et plus. 
 

D5212-26 条
企業の従業員数を考慮に入れ、D5211-19 条の 3 に記載され
た金額は、以下のように定められる： 
1 従業員数 20 名から 199 名の企業では、時間当たりの最低
賃金の 400 倍 

2 従業員数 200 名から 749 名の企業では、時間当たりの最低
賃金の 500 倍 

3 従業員数 750 名以上の企業では、時間当たりの最低賃金の
600 倍 

Article D5212-27  
Pour les établissements n'employant aucun travailleur handicapé, 
mutilé de guerre et assimilé et n'acquittant pas partiellement 
cette obligation d'emploi en passant des contrats de fournitures, 
de sous-traitance ou de services ou n'appliquant pas d'accord tel 
que prévu à l'article L. 5212-8 pendant une période supérieure à 
trois ans, le montant mentionné au 3° de l'article D. 5212-19 est 
fixé à 1 500 fois le salaire horaire minimum de croissance quel que 
soit le nombre de salariés de l'entreprise. 

 

D5212-27 条
3 年を超えて、障害労働者、傷痍軍人及び同等の扱いを受け
る人々を全く雇用せず、さらに、供給・下請け・サービス提
供契約の締結による雇用義務の部分的履行、又は、L5212-8
条に規定されるような労働協約の締結による雇用義務の履行
を行わない事業所については、D5212-19 条の 3 に記載され
た金額は、企業の従業員数にかかわらず、時間当たりの最低
賃金の 1500 倍とされる。 
 

Article D5212-28  
Dans la limite de 10 % du montant de la contribution annuelle 
calculée selon les dispositions des articles D. 5212-19 à D. 
5212-27, l'employeur peut déduire du montant de cette 
contribution les dépenses ne lui incombant pas en application 
d'une disposition légale qu'il a supportée pour favoriser l'accueil, 
l'insertion ou le maintien dans l'emploi des travailleurs 
handicapés au sein de l'entreprise ou l'accès à la vie 
professionnelle de personnes handicapées.  
Sont exclues des dépenses déductibles les dépenses donnant lieu à 
une décision de reconnaissance de la lourdeur du handicap 
mentionnée aux articles R. 5213-40 à R. 5213-51. 

 

D5212-28 条
D5212-19 条から D5212-27 条の規定により計算された納付
金の年額の 10 パーセントを上限として、雇用主は、この納付
金額から、法の適用によって課せられているわけではないが
障害労働者の企業における受入れ、参入、雇用継続又は障害
者の職業生活へのアクセスのために負担した費用を控除する
ことができる。 
R5213-40 条から R5213-51 条に記された重度障害認定の決
定の理由となる費用は、上記の控除からは、除外される。 

Article D5212-29  
Les dépenses déductibles en application de l'article D. 5212-28 
sont celles liées :  
1° A la réalisation de travaux, dans les locaux de l'entreprise, afin 

de faciliter l'accessibilité sous toutes ses formes des travailleurs 
handicapés ;  

D5212-29 条
D5212-28 条の適用により控除されるのは、以下の項目に関
係する費用である： 
1 障害労働者のアクセスをあらゆる形で容易にするために、
職場内で行われる工事の実施； 

2 企業における障害労働者の職業参入を改善するため、労働

− 190 − − 191 −
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2° A la réalisation d'études et d'aménagements des postes de 
travail en liaison avec le médecin du travail et le comité 
d'hygiène, de sécurité et des conditions de travail, afin 
d'améliorer l'insertion professionnelle des travailleurs 
handicapés dans l'entreprise ;  

3° A la mise en place de moyens de transport adaptés en fonction 
de la mobilité et du problème particulier de chaque travailleur 
handicapé ;  

4° A la mise en œuvre de moyens pour le maintien dans l'emploi et 
la reconversion professionnelle de travailleurs handicapés ;  

5° A la mise en place d'actions pour aider au logement des 
travailleurs handicapés afin qu'ils puissent se rapprocher de 
leur lieu de travail ;  

6° A la mise en place d'actions pour aider à la formation des 
travailleurs handicapés des entreprises adaptées et des 
établissements ou services d'aide par le travail dans le cas 
d'adaptation de la qualification liée à l'achat d'une prestation ; 

7° Au partenariat avec des associations ou organismes œuvrant 
pour l'insertion sociale et professionnelle des personnes 
handicapées, à l'exclusion des actions financées dans le cadre du 
mécénat ;  

8° A la mise en place d'actions d'aide à la création d'entreprises 
par des personnes handicapées ;  

9° A la formation et à la sensibilisation de l'ensemble des salariés 
de l'entreprise dans le cadre de l'embauche ou du maintien dans 
l'emploi des travailleurs handicapés ;  

10° A la conception et à la réalisation de matériel ou d'aides 
techniques pour les travailleurs handicapés ;  

11° A l'aide à l'équipement et à l'apport de compétences et de 
matériel aux organismes de formation pour accroître leur 
accueil de personnes handicapées ;  

12° A la formation initiale et professionnelle en faveur des 
personnes handicapées au-delà de l'obligation légale. 

 

医及び労働安全衛生委員会との連携で行われる労働ポスト
の検討と調整の実施； 

3 個々の障害労働者の移動能力（モビリティ）と特有の問題
に応じた交通手段の調整の実施； 

4 障害労働者の雇用継続及び職種転換のための手段の実施；
5 障害労働者の通勤時間短縮のための住宅支援の実施； 
6 サービスの購入と結びついた資格の適応の場合に、適応企
業(EA)及び労働支援機関・サービス(ESAT)の障害労働者に
対してなされる職業訓練支援の実施； 

7 障害者の社会的職業的参入のための非営利組織や機関との
パートナーシップ。ただし、芸術・文化の庇護の枠内で資
金が提供される活動は除く； 

8 障害者の起業を支援する活動の実施； 
9 障害労働者の雇用又は雇用継続の枠内で、企業の従業員全
体に対して行われる研修や意識向上のための活動； 

10 障害労働者のための設備や支援機器の開発及び現実化； 
11 障害者の受入れの機会を増やすための、職業訓練機関に対
する設備助成、及び、人材と機材の提供； 

12 法的義務の枠外での障害者のための導入訓練及び職業訓
練。 

Article R5212-30 
L'employeur qui verse la contribution annuelle à l'association 
chargée de la gestion du fonds de développement pour l'insertion 
professionnelle des handicapés, s'acquitte de cette obligation au 
plus tard à la date d'envoi de la déclaration annuelle prévue à 
l'article R. 5212-1, pour l'année civile de référence au titre de 
laquelle la contribution est due. 

 

R5212-30 条
障害者職業参入管理運営機関への納付金の支払いがある雇用
主は、遅くとも R5212-1 条に規定される毎年の届出の発送日
に、当該納付金が支払われるべき暦年の雇用義務を履行した
ものとする。 

Sous-section 4 : Sanction administrative 
 
Article R5212-31 

Le préfet du département où est situé chaque établissement ou, 
dans le cas des entreprises ayant conclu un accord concernant des 
établissements situés dans plusieurs départements, en 
application de l'article L. 5212-8, le préfet du département où est 
situé le siège de l'entreprise adresse à l'employeur qui n'a pas 
rempli les obligations définies aux articles L. 5212-2 et L. 5212-6 à 
L. 5212-11 une notification motivée de la pénalité prévue à 
l'article L. 5212-12 qui lui est appliquée. Il établit un titre de 
perception pour la somme correspondante.  
Il transmet ce titre au trésorier-payeur général qui en assure le 
recouvrement. 

 

第 4款：行政罰 
 
R5212-31 条 
各事業所がある県の地方長官、又は、企業が L5212-8 条を適
用して複数の県に所在する事業所に関係する労働協約を締結
した場合には、企業の本社が所在する県の地方長官は、
L5212-2 条及び L5212-6 条から L5212-11 条に規定された雇
用義務を履行しない雇用主に対して、当該雇用主に適用され
る L5212-12 条に定められた罰則について、理由を付した通
知を送達する。地方長官は、対応する額の徴収証書を作成す
る。 
地方長官は、この証書を県財政部長に送付し、財政部長がそ
の徴収を担当する。 
 

Chapitre III : Reconnaissance et orientation des travailleurs handicaps
 
Section 1 : Orientation et placement 
 
Article R5213-1  

Le pilotage des actions du service public de l'emploi et des 
organismes de placement spécialisés en matière d'insertion 
professionnelle des personnes handicapées associe : 
1° L'Etat ; 
2° Le service public de l'emploi ; 
3° L'association chargée de la gestion du fonds de développement 

pour l'insertion professionnelle des handicapés ; 
4° Le Fonds de développement pour l'insertion professionnelle des 

handicapés dans la fonction publique ; 
5° Les organismes de placement spécialisés. 

 

第 3章：障害労働者認定及び職業指導 
 
第 1節：職業指導と職業紹介 
 
R5213-1 条 
障害者の職業参入に関する公共職業紹介所及び専門職業紹介
機関の活動の推進は、以下の者と連携して行う： 
1 国； 
2 公共職業紹介所； 
3 障害者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)； 
4 公務部門障害者職業参入基金(FIPHFP)； 
5 専門職業紹介機関。 

Article R5213-2  
Des centres de préorientation contribuent à l'orientation 

R5213-2 条
職業準備センターは、障害労働者の職業進路指導に貢献す
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coordonner leurs interventions auprès des personnes handicapées.
 
Section 2 : Réadaptation, reeducation et formation professionnelle 
 
Sous-section 1 : Centres d'éducation, de rééducation et de formation 

professionnelle 
 
Article R5213-9  

L'éducation ou la rééducation professionnelle des travailleurs 
handicapés est assurée par :  
1° Les centres d'éducation ou de rééducation professionnelle créés 

par l'Etat, par une collectivité publique ou par un établissement 
public, et notamment les écoles de reconversion mentionnées 
par l'article D. 526 du code des pensions militaires d'invalidité 
et des victimes de guerre ;  

2° Les centres d'éducation ou de rééducation professionnelle créés 
par les organismes de sécurité sociale ;  

3° Les centres d'éducation ou de rééducation professionnelle 
privés autres que ceux qui sont mentionnés au 2° ;  

4° Les employeurs au titre d'actions d'éducation ou de rééducation 
professionnelle ;  

5° Les centres collectifs ou d'entreprise agréés par le ministre 
chargé du travail ;  

6° Les organismes de formation au titre d'actions agréées en 
application de l'article L. 6341-4. 

 

第 2節：職業リハビリテーション、職業再教育及び職業訓練 
 
第１款：職業教育、職業再教育及び職業訓練センター 
 
 
R5213-9 条  
障害労働者の職業教育又は職業再教育は、以下によって保障
されている： 
1 国、公共団体、公共機関によって設立された職業教育セン
ター又は職業再教育センター、及び、軍人障害年金及び戦
争犠牲者に関する法典 D526 条に定める職種転換のための
訓練校； 

2 社会保障組織によって設立された職業教育センター又は職
業再教育センター； 

3 2 に言及する機関以外の民間の職業訓練センター又は職業
再教育センター； 

4 職業教育又は職業再教育として活動を実施する雇用主； 
5 雇用担当大臣の認可を受けた団体又は企業； 
6 L6341-4 条の適用により認可を受けた活動を行う職業訓練
機関。 

Article R5213-10  
La commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées est consultée sur toutes les demandes ou propositions 
de rééducation ou de réadaptation d'un travailleur handicapé. 

 

R5213-10 条
障害者権利自立委員会(CDAPH)は、障害労働者の再教育又は
リハビリテーションに関する全ての申請又は提案に関して諮
問を受ける。 

Article R5213-11  
En cas d'urgence, l'organisme de prise en charge du travailleur 
handicapé peut, à titre provisoire, prononcer l'admission de 
l'intéressé, sous réserve de transmettre dans les trois jours son 
dossier à la commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées. En ce cas, celle-ci statue en urgence. 

 

R5213-11 条
緊急の場合、障害労働者を担当する機関は、その者の書類を
3日以内に障害者権利自立委員会(CDAPH)に提出することを
条件として、暫定的にその者の入学を許可することができる。

Article R5213-12  
La commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées donne également son avis sur la nature, les 
modalités et la durée de la réadaptation, rééducation ou formation 
professionnelle appropriée.  
En cas de prolongation de la période de stage ou en cas de 
mutation de section, la commission est saisie à nouveau pour avis. 
Elle est tenue informée avant la fin du stage des résultats de 
celui-ci. Ces informations sont portées sans délai à la 
connaissance de la commission par l'intermédiaire du directeur 
régional des entreprises, de la concurrence, de la consommation, 
du travail et de l'emploi du département où se trouve situé le 
centre en cause de l'entreprise. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer. 
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

R5213-12 条
障害者権利自立委員会(CDAPH)は、さらに、適応したリハビ
リテーション、職業再教育、職業訓練の特性、方法、及び期
間についても意見を述べるものとする。 
研修期間が延長される場合又は部門を異動する場合には、障
害者権利自立委員会は新たに意見を求められる。障害者権利
自立委員会は、研修が終わる前に研修の結果について報告を
受ける。これらの情報は、その業務にかかわっているセンタ
ーが所在する県の企業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長
を通じて直ちに障害者権利自立委員会に通知される。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デクレ

の規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地域

圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのアレ

テは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテにより公

示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月 14 日

の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラン

ス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009 年

11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1 日

から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 
 

Article R5213-13  
Les demandes de subvention présentées par les centres collectifs 
de réadaptation, de rééducation ou de formation professionnelle 
ou par des entreprises du chef de leurs centres accueillant des 
travailleurs handicapés dans les conditions prévues à l'article R. 
5213-9 à R. 5213-12 sont soumises pour avis à la section 
permanente du conseil supérieur pour le reclassement 

R5213-13 条
地方公共団体が持つ職業リハビリテーション、再教育、職業
訓練関連のセンター、又は、R5213-9 条から R5213-12 条ま
での条項に定められる条件で障害労働者を受け入れるセンタ
ーの所長が属する企業によって行われる補助金申請は、障害
労働者の職業的、社会的再配置のための高等評議会の常設部
署に提出し、答申を受ける。 
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professionnelle des travailleurs handicapés. 
Ils accueillent, sur décision motivée de la commission des droits et 
de l'autonomie des personnes handicapées, des travailleurs 
reconnus handicapés dont l'orientation professionnelle présente 
des difficultés particulières qui n'ont pu être résolues par l'équipe 
technique de cette commission. 

 

るものとする。
職業準備センターは、障害者権利自立委員会(CDAPH)の理由
を付した決定に基づき、同委員会の専門チームによって解決
できない特別な問題を呈することが職業進路指導で示された
障害労働者を受け入れる。 

Article R5213-3  
Les centres de préorientation ont une compétence 
interdépartementale ou régionale et peuvent être rattachés à des 
établissements de réadaptation fonctionnelle ou de rééducation 
professionnelle. Dans ce cas, ils ont une gestion autonome et une 
comptabilité distincte. 

 

R5213-3 条
職業準備センターは、県をまたいで、又は地域圏の範囲で管
轄を有し、機能回復リハビリテーション施設又は職業再教育
センターに併設されうる。この場合、職業準備センターは、
独立経営及び独立会計となる。 

Article R5213-4  
La préorientation est opérée dans le cadre d'un stage dont la 
durée est en moyenne et par stagiaire de huit semaines sans 
pouvoir excéder douze semaines.  
A cet effet, l'agrément du stage prévu à l'article L. 6341-4 est 
exprimé en nombre de semaines-stagiaires. Ce dernier est au plus 
égal au produit du nombre de places par le nombre annuel de 
semaines ouvrées. 

 

R5213-4 条
職業準備は、研修の枠内で実施される。その期間は、研修生
1 人当たり平均 8 週間であり、12 週間を超えることはできな
い。 
このため、L6341-4 条に規定された研修の承認は、研修を行
う週の数の形で表示される。この数は、研修生のポスト数に
年間の研修実施週数を乗じて得られた数以下となる。 

Article R5213-5  
Pendant son séjour en centre de préorientation, la personne 
handicapée est mise dans des situations de travail 
caractéristiques de catégories de métiers nettement différentes les 
unes des autres. Elle est informée des perspectives 
professionnelles que lui offrent ces métiers et mise en état de 
pouvoir élaborer un projet professionnel en liaison avec les 
services de l' institution mentionnée à l'article L. 5312-1 du code 
du travail . 

NOTA:  
Conformément à l'article 14 du décret n° 2008-1010 du 29 
septembre 2008, les dispositions de l'article 7 dudit décret 
entrent en vigueur à la date mentionnée à l'article 9 de la loi 
n° 2008-126 du 13 février 2008 relative à la réforme de 
l'organisation du service public de l'emploi. Cette date 
correspond à la première réunion du conseil d'administration 
de l'institution prévue à l'article L. 5312-1 du code du travail. 
La création de pôle emploi est effective depuis le 1er janvier 
2009. 

 

R5213-5 条
職業準備センターでの滞在の間、障害者は、異なる職種の特
徴的な仕事を行う環境に置かれる。障害者は、これらの仕事
によって与えられる職業上の将来見通しについて情報提供を
受け、労働法典 L5312-1 条に規定されている機関と協力して
職業プランを作成することができる状態に置かれる。 
注記： 
2008 年 9 月 29 日のデクレ第 2008-1010 号第 14 条に従うと、当

該デクレ第 7 条の規定は、公共職業紹介所の改善に関する 2008
年 2 月 13 日の法律第 2008-126 号第 9 条に言及する日付に施行さ

れる。この日付は、労働法典 L5312-1 条に規定された組織の理事

会の初日に該当する。pôle emploi（職業安定所）の創設は、2009
年 1 月 1 日以降、効力を発する。 

Article R5213-6  
A l'issue de la période de préorientation, le centre adresse à la 
commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées un rapport détaillé sur les souhaits et sur les 
capacités d'adaptation intellectuelles et physiques de la personne 
observée à l'exercice ou à l'apprentissage d'un métier. La 
commission se prononce au vu de ce rapport. 

 

R5213-6 条
職業準備期間を終了した後、職業準備センターは、障害者権
利自立委員会(CDAPH)に、個人の希望及び訓練や職業見習い
で観察された知的、身体的な適応能力について詳細にした報
告書を送付する。委員会はこの報告を考慮に入れて意見を述
べるものとする。 

Article R5213-7  
Des organismes de placement spécialisés, en charge de la 
préparation, de l'accompagnement et du suivi durable dans 
l'emploi des personnes handicapées, participent au dispositif 
d'insertion professionnelle et d'accompagnement particulier 
pendant la période d'adaptation au poste de travail des 
travailleurs handicapés mis en œuvre par l'Etat, le service public 
de l'emploi, l'association chargée de la gestion du fonds de 
développement pour l'insertion professionnelle des handicapés et 
le gestionnaire du fonds pour l'insertion professionnelle des 
handicapés dans la fonction publique. 
Ils sont conventionnés à cet effet et peuvent, à cette condition, 
recevoir l'aide de l'association et du fonds mentionnés au premier 
alinéa. 
Les conventions sont conformes aux orientations fixées par la 
convention d'objectifs conclue entre l'Etat et l'association chargée 
de la gestion du fonds de développement pour l'insertion 
professionnelle des handicapés. 

 

R5213-7 条
障害者雇用において準備、支援及び継続的なフォローアップ
を担当する専門職業紹介機関は、国、公共職業紹介所、障害
者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)、及び公務部門障害
者職業参入基金(FIPHFP)によって実施される障害労働者の
職業ポストへの適応の期間中、職業参入と特別な支援に関す
る政策に参加する。 
専門職業紹介機関は、この目的のための契約を結び、その条
件において第 1 項に記される障害者職業参入基金管理運営機
関(AGEFIPH)及び公務部門障害者職業参入基金(FIPHFP)か
らの支援を受けることができる。 
この契約は、国と障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)との間で締結された目的協定の中で定められた
方針に沿うものとする。 

Article R5213-8  
Les centres de préorientation et les organismes de placement 
spécialisés concluent une convention avec la maison 
départementale des personnes handicapées mentionnée à l'article 
L. 146-3 du code de l'action sociale et des familles afin de 

R5213-8 条
職業準備センター及び専門職業紹介機関は、障害者に対する
支援の内容を調整するために、社会福祉・家族法典 L146-3
条に記載する障害者センター（MDPH）と協定を結ぶ。 
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coordonner leurs interventions auprès des personnes handicapées.
 
Section 2 : Réadaptation, reeducation et formation professionnelle 
 
Sous-section 1 : Centres d'éducation, de rééducation et de formation 

professionnelle 
 
Article R5213-9  

L'éducation ou la rééducation professionnelle des travailleurs 
handicapés est assurée par :  
1° Les centres d'éducation ou de rééducation professionnelle créés 

par l'Etat, par une collectivité publique ou par un établissement 
public, et notamment les écoles de reconversion mentionnées 
par l'article D. 526 du code des pensions militaires d'invalidité 
et des victimes de guerre ;  

2° Les centres d'éducation ou de rééducation professionnelle créés 
par les organismes de sécurité sociale ;  

3° Les centres d'éducation ou de rééducation professionnelle 
privés autres que ceux qui sont mentionnés au 2° ;  

4° Les employeurs au titre d'actions d'éducation ou de rééducation 
professionnelle ;  

5° Les centres collectifs ou d'entreprise agréés par le ministre 
chargé du travail ;  

6° Les organismes de formation au titre d'actions agréées en 
application de l'article L. 6341-4. 

 

第 2節：職業リハビリテーション、職業再教育及び職業訓練 
 
第１款：職業教育、職業再教育及び職業訓練センター 
 
 
R5213-9 条  
障害労働者の職業教育又は職業再教育は、以下によって保障
されている： 
1 国、公共団体、公共機関によって設立された職業教育セン
ター又は職業再教育センター、及び、軍人障害年金及び戦
争犠牲者に関する法典 D526 条に定める職種転換のための
訓練校； 

2 社会保障組織によって設立された職業教育センター又は職
業再教育センター； 

3 2 に言及する機関以外の民間の職業訓練センター又は職業
再教育センター； 

4 職業教育又は職業再教育として活動を実施する雇用主； 
5 雇用担当大臣の認可を受けた団体又は企業； 
6 L6341-4 条の適用により認可を受けた活動を行う職業訓練
機関。 

Article R5213-10  
La commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées est consultée sur toutes les demandes ou propositions 
de rééducation ou de réadaptation d'un travailleur handicapé. 

 

R5213-10 条
障害者権利自立委員会(CDAPH)は、障害労働者の再教育又は
リハビリテーションに関する全ての申請又は提案に関して諮
問を受ける。 

Article R5213-11  
En cas d'urgence, l'organisme de prise en charge du travailleur 
handicapé peut, à titre provisoire, prononcer l'admission de 
l'intéressé, sous réserve de transmettre dans les trois jours son 
dossier à la commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées. En ce cas, celle-ci statue en urgence. 

 

R5213-11 条
緊急の場合、障害労働者を担当する機関は、その者の書類を
3日以内に障害者権利自立委員会(CDAPH)に提出することを
条件として、暫定的にその者の入学を許可することができる。

Article R5213-12  
La commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées donne également son avis sur la nature, les 
modalités et la durée de la réadaptation, rééducation ou formation 
professionnelle appropriée.  
En cas de prolongation de la période de stage ou en cas de 
mutation de section, la commission est saisie à nouveau pour avis. 
Elle est tenue informée avant la fin du stage des résultats de 
celui-ci. Ces informations sont portées sans délai à la 
connaissance de la commission par l'intermédiaire du directeur 
régional des entreprises, de la concurrence, de la consommation, 
du travail et de l'emploi du département où se trouve situé le 
centre en cause de l'entreprise. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer. 
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

R5213-12 条
障害者権利自立委員会(CDAPH)は、さらに、適応したリハビ
リテーション、職業再教育、職業訓練の特性、方法、及び期
間についても意見を述べるものとする。 
研修期間が延長される場合又は部門を異動する場合には、障
害者権利自立委員会は新たに意見を求められる。障害者権利
自立委員会は、研修が終わる前に研修の結果について報告を
受ける。これらの情報は、その業務にかかわっているセンタ
ーが所在する県の企業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長
を通じて直ちに障害者権利自立委員会に通知される。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デクレ

の規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地域

圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのアレ

テは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテにより公

示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月 14 日

の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラン

ス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009 年

11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1 日

から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 
 

Article R5213-13  
Les demandes de subvention présentées par les centres collectifs 
de réadaptation, de rééducation ou de formation professionnelle 
ou par des entreprises du chef de leurs centres accueillant des 
travailleurs handicapés dans les conditions prévues à l'article R. 
5213-9 à R. 5213-12 sont soumises pour avis à la section 
permanente du conseil supérieur pour le reclassement 

R5213-13 条
地方公共団体が持つ職業リハビリテーション、再教育、職業
訓練関連のセンター、又は、R5213-9 条から R5213-12 条ま
での条項に定められる条件で障害労働者を受け入れるセンタ
ーの所長が属する企業によって行われる補助金申請は、障害
労働者の職業的、社会的再配置のための高等評議会の常設部
署に提出し、答申を受ける。 
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L'extension d'un centre doit faire l'objet d'un nouvel agrément pris 
dans les conditions fixées aux articles R. 5213-27 et R. 5213-28.  
La modification des programmes de formation est agréée par le 
préfet de région, après consultation du comité de coordination 
régional de l'emploi et de la formation professionnelle. 

 

センターの拡大は、R5213-27 条及び R5213-28 条に規定され
ている条件でなされる新たな認可の対象となる。訓練プログ
ラムの変更は、地域圏雇用・職業訓練調整委員会へ諮問の後、
地域圏地方長官が承認する。 

 

Article R5213-30  
L'agrément peut être retiré dans les formes et après les 
consultations prévues aux articles R. 5213-27 et R. 5213-28. 
L'institution gestionnaire est alors mise à même de présenter ses 
observations.  
En cas d'urgence, l'agrément peut être suspendu par le préfet de 
région. 

 

R5213-30 条
承認は、手続きを踏み、R5213-27 条及び R5213-28 条に規定
されている形式に従い、諮問を経た後、撤回することができ
る。その際、管理機関は、その所見を提示することができる。
緊急の場合には、承認は地域圏地方長官によってその効力が
停止される場合がある。 

Article R5213-31  
Les centres de préorientation sont placés sous le contrôle des 
ministres chargés de la sécurité sociale, de l'action sociale, de 
l'emploi, de la formation professionnelle et, le cas échéant, de 
l'agriculture ainsi que du ministre chargé de la défense en ce qui 
concerne les établissements gérés par l'Office national des anciens 
combattants. 
Les centres adressent chaque année un rapport d'activité aux 
ministres intéressés par l'intermédiaire du préfet de région. 

 

R5213-31 条
職業準備センターは、社会保障、社会福祉、雇用、職業訓練、
場合によっては農業を担当する大臣、及び退役軍人事務局が
管理している機関に関しては防衛を担当する大臣の監督下に
置かれる。 
職業準備センターは毎年、活動報告書を地域圏地方長官を通
して関係大臣に提出する。 

Section 4 : Orientation en milieu professionnel 
 
Sous-section 1 : Aides financières 
 
Paragraphe 1 : Aide pour l'adaptation du lieu de travail 
 
Article R5213-32  

L'aide financière prévue à l'article L. 5213-10 peut concerner, 
notamment :  
1° L'adaptation des machines ou des outillages ;  
2° L'aménagement de postes de travail, y compris l'équipement 

individuel nécessaire aux travailleurs handicapés pour occuper 
ces postes ;  

3° Les accès aux lieux de travail. 
 

第 4節：就業の場における職業指導 
 
第 1款：助成金 
 
第 1段落：職場適応のための支援 
 
R5213-32 条  

L5213-10 に定める助成金は、特に以下に関係する： 
1 機器又は道具の調整；  
2 労働ポストの調整。この中には障害労働者がそのポストで
の職務を遂行するために必要な個人用の機器も含まれる； 

3 職場へのアクセス。 

Article R5213-33  
La demande d'aide financière présentée au titre de l'article R. 
5213-32 est adressée au préfet du département où est situé 
l'établissement.  
Elle est accompagnée d'une description technique du projet et 
d'un devis estimatif ainsi que de l'avis du comité d'hygiène, de 
sécurité et des conditions de travail. 

 

R5213-33 条
R5213-32 条に基づき提供される助成金の申請は、事業所が
所在する県の地方長官宛てに行われる。 
申請には、計画説明書、見積書、及び、労働安全衛生委員会
の意見書が添付される。 

Article R5213-34  
Le montant de l'aide financière susceptible d'être accordée ne peut 
excéder 80 % du coût de l'adaptation ou de l'aménagement 
envisagé. 

 

R5213-34 条
認められうる助成金の額は、検討されている調整又は職場環
境の整備にかかる費用の 80％を超えてはならない。 

Article R5213-35  
Le préfet statue sur la demande d'aide financière. 
Toutefois, lorsque l'aide susceptible d'être accordée excède un 
montant fixé par arrêté conjoint des ministres chargés du budget 
et de l'emploi, l'arrêté du préfet est, avant mise à exécution, 
transmis au ministre chargé de l'emploi, qui dispose d'un délai de 
quinze jours à compter de la réception de cet arrêté pour évoquer 
le dossier et statuer sur la demande. 

 

R5213-35 条
県地方長官が、助成金申請についての決定を下す。 
ただし、支給しうる助成金額が、予算担当大臣と雇用担当大
臣の連名アレテに定められる金額を超える可能性がある場合
には、県地方長官の決定が、その執行前に、雇用担当大臣に
通知される。雇用担当大臣は、地方長官の決定の受領後 15
日以内に、その申請を審査し決定を下す。 
 

Paragraphe 2 : Aide pour le renforcement de l'encadrement 
 
Article R5213-36  

Lorsque la demande d'aide financière concerne la compensation 
des charges supplémentaires d'encadrement, elle est adressée au 
préfet du département où est situé l'établissement. 
Elle est accompagnée de la justification des dépenses 
correspondant à ce supplément d'encadrement ainsi que de l'avis 
du comité d'hygiène, de sécurité et des conditions de travail. 

 

第 2段落：環境整備の強化のための支援  
 
R5213-36 条 
環境整備に追加的にかかる費用を補うための助成金を申請す
る場合、申請書は、事業所が所在する県の地方長官宛てに提
出される。 
提出の際には、環境整備に追加的にかかる費用の証明書、及
び、労働安全衛生委員会の意見書が添付される。 
 

Article R5213-37  
L'aide financière susceptible d'être accordée ne peut concerner que 
la seule période durant laquelle la présence d'un encadrement 
supplémentaire est nécessaire pour assurer l'adaptation à l'emploi 

R5213-37 条
認められうる助成金は、追加の環境整備の存在が障害労働者
の雇用への適応を保障するために必要である期間のみを対象
とし、この期間に対応する追加的な環境整備費用の 50％を超
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professionnel et social des travailleurs handicapés. 
 
Article R5213-14  

L'attribution d'une aide financière fait l'objet d'une convention 
conclue entre le ministre chargé du travail et l'organisation ou 
l'établissement intéressé. Il est tenu compte, lors de cette 
attribution, des autres subventions que ce centre pourrait 
recevoir. 
La convention détermine notamment : 
1° Le nombre de bénéficiaires ; 
2° La nature et les types de programmes ; 
3° La durée des stages de réadaptation, de rééducation ou de 

formation professionnelle ; 
4° Les modalités du contrôle technique et financier exercé sur le 

centre. 
 

R5213-14 条
助成金の割当は、雇用担当大臣と、機関又は団体との間で締
結される協定の中で定められる。助成金の割当を定める際、
当該センターが受け取ることができる他の補助金が考慮され
る。 
この協定では、特に以下の事柄が定められる： 
1 センターの利用者数； 
2 プログラムの特性と種類； 
3 職業リハビリテーション、職業再教育、又は、職業訓練の
研修期間； 

4 当該センターに対して実施される技術的及び財政的調整の
方法。 

Sous-section 3 : Réentraînement au travail 
 
Article R5213-22  

Le réentraînement au travail prévu à l'article L. 5213-5 a pour but 
de permettre au salarié qui a dû interrompre son activité 
professionnelle à la suite d'une maladie ou d'un accident, de 
reprendre son travail et de retrouver après une période de courte 
durée son poste de travail antérieur ou, le cas échéant, d'accéder 
directement à un autre poste de travail. 

 

第 3款：仕事への再訓練 
 
R5213-22 条 

L 5213-5 条に定める仕事への再訓練は、病気や事故が原因で
職業活動を中断しなければならなかった従業員が復職し、短
期間のうちに以前の仕事に復帰すること、又は、場合によっ
ては、他の仕事に直接就くことを可能にすることを目的とす
る。 

Article R5213-23  
Les obligations d'assurer le réentraînement au travail et la 
rééducation professionnelle sont satisfaites par : 
1° La création d'un atelier spécial de rééducation et de 

réentraînement au travail ; 
2° L'aménagement dans l'entreprise de postes spéciaux de 

rééducation et de réentraînement ; 
3° La mise en œuvre simultanée de ces deux types de mesures. 

 

R5213-23 条
仕事への再訓練と職業再教育を保障する義務は、以下によっ
て満たされるものとする： 
1 再教育及び仕事への再訓練のための特別な作業施設の設
置； 

2 再教育及び再訓練のための特別なポストによる、企業内で
の調整； 

3 上記 2 つの方法の併用。 

Article R5213-24  
Le médecin du travail et le comité d'hygiène, de sécurité et des 
conditions de travail sont consultés sur les moyens les mieux 
adaptés aux conditions d'exploitation et à la nature des activités 
professionnelles visant le réentraînement au travail et la 
rééducation professionnelle. 

 

R5213-24 条
労働医及び労働安全衛生委員会は、作業条件及び仕事への再
訓練と職業再教育の対象となっている職業活動の特性に最も
適した方法について諮問を受ける。 

Article R5213-25  
Les modalités de ré-entraînement et de rééducation retenues sont 
communiquées à l'inspecteur du travail qui peut mettre 
l'employeur en demeure d'adopter, dans un délai déterminé, l'une 
ou l'autre des mesures énoncées à l'article R. 5213-23 ou de 
compléter les dispositions prises. 

 

R5213-25 条
採用された再訓練及び再教育の方法は労働基準監督官に通知
される。労働基準監督官は、雇用主に対し、定められた期間
内に、R5213-23 条に規定される方法のいずれかを選ぶか、
すでに採っている措置を補完するよう命じることができる。

Article R5213-26  
L'affectation du travailleur handicapé aux ateliers ou postes 
spéciaux prévus à l'article R. 5213-23 est prononcée sur avis du 
médecin du travail. 

 

R5213-26 条
R5213-23 条に規定される特別な作業施設又は特別なポスト
への障害労働者の配属は、労働医の意見に基づいて宣告され
る。 

Section 3 : Agrément et contrôle des centres de préorientation et 
d'éducation professionnelle 

 
Article R5213-27  

Les centres de préorientation définis à l'article R. 5213-2 et les 
centres d'éducation ou de rééducation professionnelle définis aux 
1° à 3° de l'article R. 5213-9 sont agréés p conjoint ar le préfet de 
région. 

 

第 3節：職業準備センター及び職業訓練の承認及び監督 
 
 
R5213-27 条 

R5213-2 条に規定されている職業準備センター及び R5213-9
条の 1 ないし 3 に規定されている職業教育センター又は職業
再教育センターは、地域圏の地方長官が承認するものとする。
 

Article R5213-28  
La demande d'agrément est adressée par la personne responsable 
du projet au préfet de la région dans laquelle est situé 
l'établissement. Elle est accompagnée d'un dossier dont la 
composition est fixée par arrêté conjoint des ministres chargés des 
personnes handicapées et de l'emploi et qui comprend, 
notamment, les programmes de formation projetés. 
Cette demande est soumise pour avis aux organismes d'assurance 
maladie intéressés, au comité de coordination régional de l'emploi 
et de la formation professionnelle et au conseil régional. 

 

R5213-28 条
承認申請は、計画責任者によって事業所が所在する地域圏の
地方長官に対して送付される。申請には、障害者担当大臣と
雇用担当大臣の連名アレテにより定められる文書が添付され
る。この中には、特に、計画的訓練プログラムが含まれる。
本申請は、関係する健康保険機関、地域圏雇用・職業訓練調
整委員会、地域圏議会に諮問される。 
 

Article R5213-29  R5213-29 条

− 194 − − 195 −
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L'extension d'un centre doit faire l'objet d'un nouvel agrément pris 
dans les conditions fixées aux articles R. 5213-27 et R. 5213-28.  
La modification des programmes de formation est agréée par le 
préfet de région, après consultation du comité de coordination 
régional de l'emploi et de la formation professionnelle. 

 

センターの拡大は、R5213-27 条及び R5213-28 条に規定され
ている条件でなされる新たな認可の対象となる。訓練プログ
ラムの変更は、地域圏雇用・職業訓練調整委員会へ諮問の後、
地域圏地方長官が承認する。 

 

Article R5213-30  
L'agrément peut être retiré dans les formes et après les 
consultations prévues aux articles R. 5213-27 et R. 5213-28. 
L'institution gestionnaire est alors mise à même de présenter ses 
observations.  
En cas d'urgence, l'agrément peut être suspendu par le préfet de 
région. 

 

R5213-30 条
承認は、手続きを踏み、R5213-27 条及び R5213-28 条に規定
されている形式に従い、諮問を経た後、撤回することができ
る。その際、管理機関は、その所見を提示することができる。
緊急の場合には、承認は地域圏地方長官によってその効力が
停止される場合がある。 

Article R5213-31  
Les centres de préorientation sont placés sous le contrôle des 
ministres chargés de la sécurité sociale, de l'action sociale, de 
l'emploi, de la formation professionnelle et, le cas échéant, de 
l'agriculture ainsi que du ministre chargé de la défense en ce qui 
concerne les établissements gérés par l'Office national des anciens 
combattants. 
Les centres adressent chaque année un rapport d'activité aux 
ministres intéressés par l'intermédiaire du préfet de région. 

 

R5213-31 条
職業準備センターは、社会保障、社会福祉、雇用、職業訓練、
場合によっては農業を担当する大臣、及び退役軍人事務局が
管理している機関に関しては防衛を担当する大臣の監督下に
置かれる。 
職業準備センターは毎年、活動報告書を地域圏地方長官を通
して関係大臣に提出する。 

Section 4 : Orientation en milieu professionnel 
 
Sous-section 1 : Aides financières 
 
Paragraphe 1 : Aide pour l'adaptation du lieu de travail 
 
Article R5213-32  

L'aide financière prévue à l'article L. 5213-10 peut concerner, 
notamment :  
1° L'adaptation des machines ou des outillages ;  
2° L'aménagement de postes de travail, y compris l'équipement 

individuel nécessaire aux travailleurs handicapés pour occuper 
ces postes ;  

3° Les accès aux lieux de travail. 
 

第 4節：就業の場における職業指導 
 
第 1款：助成金 
 
第 1段落：職場適応のための支援 
 
R5213-32 条  

L5213-10 に定める助成金は、特に以下に関係する： 
1 機器又は道具の調整；  
2 労働ポストの調整。この中には障害労働者がそのポストで
の職務を遂行するために必要な個人用の機器も含まれる； 

3 職場へのアクセス。 

Article R5213-33  
La demande d'aide financière présentée au titre de l'article R. 
5213-32 est adressée au préfet du département où est situé 
l'établissement.  
Elle est accompagnée d'une description technique du projet et 
d'un devis estimatif ainsi que de l'avis du comité d'hygiène, de 
sécurité et des conditions de travail. 

 

R5213-33 条
R5213-32 条に基づき提供される助成金の申請は、事業所が
所在する県の地方長官宛てに行われる。 
申請には、計画説明書、見積書、及び、労働安全衛生委員会
の意見書が添付される。 

Article R5213-34  
Le montant de l'aide financière susceptible d'être accordée ne peut 
excéder 80 % du coût de l'adaptation ou de l'aménagement 
envisagé. 

 

R5213-34 条
認められうる助成金の額は、検討されている調整又は職場環
境の整備にかかる費用の 80％を超えてはならない。 

Article R5213-35  
Le préfet statue sur la demande d'aide financière. 
Toutefois, lorsque l'aide susceptible d'être accordée excède un 
montant fixé par arrêté conjoint des ministres chargés du budget 
et de l'emploi, l'arrêté du préfet est, avant mise à exécution, 
transmis au ministre chargé de l'emploi, qui dispose d'un délai de 
quinze jours à compter de la réception de cet arrêté pour évoquer 
le dossier et statuer sur la demande. 

 

R5213-35 条
県地方長官が、助成金申請についての決定を下す。 
ただし、支給しうる助成金額が、予算担当大臣と雇用担当大
臣の連名アレテに定められる金額を超える可能性がある場合
には、県地方長官の決定が、その執行前に、雇用担当大臣に
通知される。雇用担当大臣は、地方長官の決定の受領後 15
日以内に、その申請を審査し決定を下す。 
 

Paragraphe 2 : Aide pour le renforcement de l'encadrement 
 
Article R5213-36  

Lorsque la demande d'aide financière concerne la compensation 
des charges supplémentaires d'encadrement, elle est adressée au 
préfet du département où est situé l'établissement. 
Elle est accompagnée de la justification des dépenses 
correspondant à ce supplément d'encadrement ainsi que de l'avis 
du comité d'hygiène, de sécurité et des conditions de travail. 

 

第 2段落：環境整備の強化のための支援  
 
R5213-36 条 
環境整備に追加的にかかる費用を補うための助成金を申請す
る場合、申請書は、事業所が所在する県の地方長官宛てに提
出される。 
提出の際には、環境整備に追加的にかかる費用の証明書、及
び、労働安全衛生委員会の意見書が添付される。 
 

Article R5213-37  
L'aide financière susceptible d'être accordée ne peut concerner que 
la seule période durant laquelle la présence d'un encadrement 
supplémentaire est nécessaire pour assurer l'adaptation à l'emploi 

R5213-37 条
認められうる助成金は、追加の環境整備の存在が障害労働者
の雇用への適応を保障するために必要である期間のみを対象
とし、この期間に対応する追加的な環境整備費用の 50％を超

− 194 − − 195 −
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3° La liste des aménagements réalisés par l'employeur pour 
optimiser le poste de travail et l'environnement du bénéficiaire 
ainsi que de leur coût ; 

4° Par dérogation au 3°, les prévisions d'aménagements du poste 
de travail et de l'environnement du bénéficiaire que l'employeur 
s'engage à réaliser au cours de l'année qui suit le dépôt de la 
demande, ainsi que l'évaluation de leur coût, lorsque le 
bénéficiaire présente un taux d'invalidité ou d'incapacité 
permanente égal ou supérieur à 80 % ; 

5° Le cas échéant, la liste et le montant des aides versées par 
l'association chargée de la gestion du fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des personnes handicapées ; 

6° Une évaluation des charges induites par le handicap, compte 
non tenu des coûts mentionnés aux 3° et 4°. 

 

めに雇用主が実施した調整とその費用のリスト；
4 3 の例外措置として、雇用義務対象者が、80％以上の障害
率又は恒久的労働不能を呈している場合、雇用主が申請書
を提出した翌年に行う予定の労働ポスト及び職場環境の調
整とその費用の見積り； 

5 該当する場合には、障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)により支払われた助成金のリストとその金額；

6 3 及び 4 に述べた費用以外の障害によって生じた負担の見
積もり。 

Article R5213-43 
L'employeur informe le salarié du dépôt de la demande de la 
reconnaissance de la lourdeur de son handicap. 

 

R5213-43 条
雇用主は、重度障害認定の申請書の提出について該当する従
業員に知らせるものとする。 

Article R5213-44 
Lorsque la demande émane d'un bénéficiaire de l'obligation 
d'emploi exerçant une activité professionnelle non salariée, elle 
est adressée, par pli recommandé avec avis de réception, au 
directeur régional des entreprises, de la concurrence, de la 
consommation, du travail et de l'emploi du département où il 
exerce son activité professionnelle.  
Elle contient :  
1° Le justificatif de la qualité de bénéficiaire de l'obligation 

d'emploi ;  
2° La liste des aménagements réalisés par le bénéficiaire pour 

optimiser son poste de travail et son environnement ainsi que 
de leur coût ;  

3° Par dérogation au 2°, les prévisions d'aménagements du poste 
de travail et de l'environnement du bénéficiaire qu'il s'engage à 
réaliser au cours de l'année qui suit le dépôt de la demande, 
ainsi que l'évaluation de leur coût, lorsque ce bénéficiaire 
présente un taux d'invalidité ou d'incapacité permanente égal 
ou supérieur à 80 % ;  

4° Le cas échéant, la liste et le montant des aides versées par 
l'association chargée de la gestion du Fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des personnes handicapées ;  

5° Une évaluation des charges induites par le handicap, compte 
non tenu des coûts mentionnés aux 2° et 3°. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

R5213-44 条
賃金労働ではない職業活動を行っている雇用義務対象者から
の申請の場合、申請は、申請書が受領通知付き書留郵便にて、
職業活動を行なっている県の企業・競争・消費・労働・雇用
地域圏局長に提出される。 
申請書類には、以下のものが含まれる： 
1 雇用義務対象者であることを証明するもの； 
2 雇用義務対象者の労働ポストと職場環境を最適化するため
に雇用主が実施した調整とその費用のリスト； 

3 2 の例外措置として、雇用義務対象者が、80％以上の障害
率又は恒久的労働不能を呈している場合、雇用主が申請書
を提出した翌年に行う予定の労働ポスト及び職場環境の調
整とその費用の見積り； 

4 該当する場合には、障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)により支払われた助成金のリストとその金額；

5 2 及び 3 に述べた費用以外の、障害によって生じた負担の
見積もり 
注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 

Article R5213-45 
Le directeur régional des entreprises, de la concurrence, de la 
consommation, du travail et de l'emploi fixe le montant des 
charges induites mentionnées au 6° de l'article R. 5213-42 et au 5° 
de l'article R. 5213-44.  
Lorsque ce montant est supérieur ou égal à 20 % du produit du 
salaire horaire minimum de croissance par le nombre d'heures 
correspondant à la durée collective du travail applicable dans 
l'établissement ou, pour les le bénéficiaires de l'obligation d'emploi 
qui exercent une activité professionnelle non salarié, par la durée 
légale du travail, il accorde la reconnaissance de la lourdeur du 
handicap. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 

R5213-45 条
企業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長は、R5213-42 条
の 6 及び R5213-44 条の 5 に記載の生じた負担の金額を決定
する。 
この金額が、時間当たり最低賃金に、当該事業所に適用され
る協約労働時間数を乗じた値の 20％以上である場合、又は、
賃金労働ではない職業活動を行っている雇用義務対象者につ
いては法定労働時間数を乗じた値の 20％以上である場合に、
前項の局長は重度障害を認定するものとする。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月
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des travailleurs handicapés et ne peut excéder 50 % des dépenses 
d'encadrement supplémentaire correspondant à cette période. 

 

えてはならない。

Article R5213-38  
Le préfet statue sur la demande d'aide financière. 
Toutefois, lorsque l'aide susceptible d'être accordée excède un 
montant fixé par arrêté conjoint des ministres chargés du budget 
et de l'emploi, l'arrêté du préfet est, avant mise à exécution, 
transmis au ministre chargé de l'emploi, qui dispose d'un délai de 
quinze jours à compter de la réception de cet arrêté pour évoquer 
le dossier et statuer sur la demande. 

 

R5213-38 条
県地方長官が、助成金申請についての決定を下す。 
ただし、支給しうる助成金額が、予算担当大臣と雇用担当大
臣の連名アレテに定められる金額を超える可能性がある場合
には、県地方長官の決定が、その執行前に、雇用担当大臣に
通知される。雇用担当大臣は、県地方長官の決定の受領後 15
日以内に、その申請を審査し決定を下す。 
 

 
Paragraphe 3 : Compensation de la lourdeur du handicap 
 
Article R5213-39 

La reconnaissance de la lourdeur du handicap mentionnée à 
l'article L. 5212-9 et l'attribution de l'aide relative au salaire du 
travailleur handicapé mentionnée à l'article L. 5213-11 relèvent 
du directeur régional des entreprises, de la concurrence, de la 
consommation, du travail et de l'emploi. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

第 3段落：重度障害の補償
 
R5213-39 条 

L5212-9 条に規定する重度障害認定、及び、L5213-11 条に規
定する障害労働者の賃金に関する助成金の給付は、地域圏の
企業・競争・消費・労働・雇用局の管轄に属する。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 
 

Article R5213-40 
La modulation de la contribution annuelle et l'attribution de l'aide 
à l'emploi prévues aux articles L. 5212-9 et L. 5213-11 ont pour 
objet de compenser la lourdeur du handicap d'un bénéficiaire de 
l'obligation d'emploi.  
La lourdeur du handicap est évaluée, au regard du poste de 
travail, après aménagement optimal de ce dernier. 

 

R5213-40 条
毎年の納付金の減額と L5212-9 条及び L5213-11 条に定める
雇用助成金の支給は、雇用義務対象者の重度障害を補償する
ことを目的とする。 
重度障害の評価は、労働ポストの見地から、当該労働ポスト
に関して最良の調整が行われた後に行われる。 
 

Article R5213-41 
L'employeur demande la reconnaissance de la lourdeur du 
handicap du salarié, par pli recommandé avec avis de réception, 
au directeur régional des entreprises, de la concurrence, de la 
consommation, du travail et de l'emploi du département où est 
situé l'établissement auquel le bénéficiaire de l'obligation d'emploi 
est rattaché. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

R5213-41 条
雇用主は、雇用義務対象者が所属する事業所が所在する県の
企業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長に対し、受領通知
付き書留郵便にて従業員の重度障害認定を申請するものとす
る。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 
 

Article R5213-42 
La demande de l'employeur contient : 
1° Le justificatif de la qualité de bénéficiaire de l'obligation 

d'emploi ; 
2° La fiche médicale d'aptitude établie par le médecin du travail et 

son avis circonstancié ; 

R5213-42 条
雇用主の申請書類には以下のものが含まれる： 
1 雇用義務対象者であることを証明するもの； 
2 労働医が作成した適性医療情報カードと医師の詳細な意見
書； 

3 雇用義務対象者の労働ポスト及び職場環境を最適化するた

− 196 − − 197 −
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3° La liste des aménagements réalisés par l'employeur pour 
optimiser le poste de travail et l'environnement du bénéficiaire 
ainsi que de leur coût ; 

4° Par dérogation au 3°, les prévisions d'aménagements du poste 
de travail et de l'environnement du bénéficiaire que l'employeur 
s'engage à réaliser au cours de l'année qui suit le dépôt de la 
demande, ainsi que l'évaluation de leur coût, lorsque le 
bénéficiaire présente un taux d'invalidité ou d'incapacité 
permanente égal ou supérieur à 80 % ; 

5° Le cas échéant, la liste et le montant des aides versées par 
l'association chargée de la gestion du fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des personnes handicapées ; 

6° Une évaluation des charges induites par le handicap, compte 
non tenu des coûts mentionnés aux 3° et 4°. 

 

めに雇用主が実施した調整とその費用のリスト；
4 3 の例外措置として、雇用義務対象者が、80％以上の障害
率又は恒久的労働不能を呈している場合、雇用主が申請書
を提出した翌年に行う予定の労働ポスト及び職場環境の調
整とその費用の見積り； 

5 該当する場合には、障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)により支払われた助成金のリストとその金額；

6 3 及び 4 に述べた費用以外の障害によって生じた負担の見
積もり。 

Article R5213-43 
L'employeur informe le salarié du dépôt de la demande de la 
reconnaissance de la lourdeur de son handicap. 

 

R5213-43 条
雇用主は、重度障害認定の申請書の提出について該当する従
業員に知らせるものとする。 

Article R5213-44 
Lorsque la demande émane d'un bénéficiaire de l'obligation 
d'emploi exerçant une activité professionnelle non salariée, elle 
est adressée, par pli recommandé avec avis de réception, au 
directeur régional des entreprises, de la concurrence, de la 
consommation, du travail et de l'emploi du département où il 
exerce son activité professionnelle.  
Elle contient :  
1° Le justificatif de la qualité de bénéficiaire de l'obligation 

d'emploi ;  
2° La liste des aménagements réalisés par le bénéficiaire pour 

optimiser son poste de travail et son environnement ainsi que 
de leur coût ;  

3° Par dérogation au 2°, les prévisions d'aménagements du poste 
de travail et de l'environnement du bénéficiaire qu'il s'engage à 
réaliser au cours de l'année qui suit le dépôt de la demande, 
ainsi que l'évaluation de leur coût, lorsque ce bénéficiaire 
présente un taux d'invalidité ou d'incapacité permanente égal 
ou supérieur à 80 % ;  

4° Le cas échéant, la liste et le montant des aides versées par 
l'association chargée de la gestion du Fonds de développement 
pour l'insertion professionnelle des personnes handicapées ;  

5° Une évaluation des charges induites par le handicap, compte 
non tenu des coûts mentionnés aux 2° et 3°. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

R5213-44 条
賃金労働ではない職業活動を行っている雇用義務対象者から
の申請の場合、申請は、申請書が受領通知付き書留郵便にて、
職業活動を行なっている県の企業・競争・消費・労働・雇用
地域圏局長に提出される。 
申請書類には、以下のものが含まれる： 
1 雇用義務対象者であることを証明するもの； 
2 雇用義務対象者の労働ポストと職場環境を最適化するため
に雇用主が実施した調整とその費用のリスト； 

3 2 の例外措置として、雇用義務対象者が、80％以上の障害
率又は恒久的労働不能を呈している場合、雇用主が申請書
を提出した翌年に行う予定の労働ポスト及び職場環境の調
整とその費用の見積り； 

4 該当する場合には、障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)により支払われた助成金のリストとその金額；

5 2 及び 3 に述べた費用以外の、障害によって生じた負担の
見積もり 
注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 

Article R5213-45 
Le directeur régional des entreprises, de la concurrence, de la 
consommation, du travail et de l'emploi fixe le montant des 
charges induites mentionnées au 6° de l'article R. 5213-42 et au 5° 
de l'article R. 5213-44.  
Lorsque ce montant est supérieur ou égal à 20 % du produit du 
salaire horaire minimum de croissance par le nombre d'heures 
correspondant à la durée collective du travail applicable dans 
l'établissement ou, pour les le bénéficiaires de l'obligation d'emploi 
qui exercent une activité professionnelle non salarié, par la durée 
légale du travail, il accorde la reconnaissance de la lourdeur du 
handicap. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 

R5213-45 条
企業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長は、R5213-42 条
の 6 及び R5213-44 条の 5 に記載の生じた負担の金額を決定
する。 
この金額が、時間当たり最低賃金に、当該事業所に適用され
る協約労働時間数を乗じた値の 20％以上である場合、又は、
賃金労働ではない職業活動を行っている雇用義務対象者につ
いては法定労働時間数を乗じた値の 20％以上である場合に、
前項の局長は重度障害を認定するものとする。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月
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s'il opte pour la modulation de la contribution annuelle prévue à 
l'article L. 5212-9 ou pour le versement de l'aide à l'emploi 
mentionnée à l'article L. 5213-11. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 

Paragraphe 4 : Subvention à l'installation pour l'exercice d'une activité 
indépendante 

 
Article R5213-52  

La personne handicapée pour laquelle la commission des droits et 
de l'autonomie des personnes handicapées prononce une 
orientation vers le marché du travail et qui se dirige vers une 
activité indépendante peut bénéficier d'une subvention 
d'installation. 
Cette subvention, dont le montant et les conditions d'attribution 
sont fixés par décret, contribue à l'achat et à l'installation de 
l'équipement nécessaire à cette activité. 

 

第 4段落：自営業の実施のための設備への補助金 
 
 
R5213-52 条 
障害者権利自立委員会(CDAPH)が一般の労働市場に向けた
進路指導を行った障害者で、かつ、自営に向けた活動を行う
障害者は、設備補助金を受け取ることができる。 
この補助金は、デクレによってその金額及び支給条件が決め
られるもので、自営活動に必要な設備の購入及び設置に用い
られるものとする。 

Article D5213-53  
Pour prétendre à la subvention d'installation, le travailleur 
handicapé répond aux conditions suivantes : 
1° Il n'a subi aucune des condamnations prévues par le chapitre 

VIII du titre II du livre premier du code de commerce ; 
2° Il présente toutes les garanties de moralité nécessaires ; 
3° S'il ne possède pas la nationalité française ou celle d'un Etat 

membre de l'Union européenne, il réside en France depuis trois 
ans au moins au moment de la demande ; 

4° Il dispose d'un local permettant l'exercice de la profession et 
remplit les conditions habituelles d'exploitation ; 

5° Il justifie des diplômes éventuellement exigés pour l'exercice de 
la profession ; 

6° Il est inscrit au répertoire des métiers au registre du commerce 
et aux ordres professionnels, lorsque cette inscription est 
nécessaire pour l'exercice de la profession. 

 

D5213-53 条
設置補助金の申請を行うには、障害労働者は以下の条件を満
たす必要がある： 
1 商法典第 1 巻第 2 編第 8 章が定めるいかなる有罪判決も受
けたことがない； 

2 品行方正を保障するものを提示している； 
3 フランス国籍、又は EU 加盟国の国籍を所持していない場
合は、申請時に少なくとも 3 年以上フランスに居住してい
る； 

4 職業活動を可能にする場所を所有しており、通常の営業条
件を満たしている； 

5 必要な場合には、職業活動の実施に必要な免許を有してい
る； 

6 職業活動をするに当たり登録が必要である場合、商業登記
簿の職業目録及び職業団体に登録している。 

Article D5213-54 
La demande de subvention est adressée par l'intéressé au 
secrétariat de la commission des droits et de l'autonomie des 
personnes handicapées de son lieu de résidence, au plus tard dans 
les douze mois qui suivent la fin du stage de formation ou de la 
sortie de l'université. 
La commission instruit la demande et la transmet avec son avis 
motivé au préfet de département de résidence de l'intéressé, qui 
prend la décision. 

 

D5213-54 条
補助金の申請は、本人が、住所のある地域の障害者権利自立
委員会(CDAPH)の事務局宛てに、遅くとも職業訓練研修の終
了後、又は大学卒業後、12 ヶ月以内に提出してなされる。 
委員会は、本申請を審査し、これを理由を付して、申請者の
住所のある県、決定権を持つ地方長官に送達する。 

Article D5213-55  
La subvention est attribuée dans la limite des crédits délégués par 
le ministère chargé de l'emploi. 
Son montant maximum est fixé par arrêté conjoint des ministres 
chargés de l'emploi et du budget. 

 

D5213-55 条
補助金は、雇用担当大臣によって委託された額の範囲内で割
り当てられる。 
その最大額は、雇用担当大臣及び予算担当大臣の連名アレテ
によって定められる。 

Article D5213-56  
Le versement de la subvention est subordonné à l'établissement 
d'une convention précisant son objet et les modalités de contrôle 
exercé par la collectivité publique. 

 

D5213-56 条
補助金の支払いは、目的及び公共団体による監督の方法を定
める協定の作成に服する。 

Article D5213-57  
La subvention est affectée à l'achat ou à l'installation de 
l'équipement nécessaire à l'exercice de la profession indépendante 
vers laquelle le travailleur handicapé a été dirigé par la 

D5213-57 条
補助金は、障害労働者が障害者権利自立委員会(CDAPH)によ
って方向づけられた自営活動の実施に必要な設備の購入又は
設置に充てられる。 
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région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010). 
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer. 
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 

Article R5213-46 
La décision du directeur régional des entreprises, de la 
concurrence, de la consommation, du travail et de l'emploi est 
motivée et portée à la connaissance du bénéficiaire de l'obligation 
d'emploi.  
Cette décision prend effet à compter de la date du dépôt de la 
demande. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

R5213-46 条
企業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長の決定は、決定理
由を付して、雇用義務対象者に通知される。 
この決定は、申請の提出日から効力を有するものとする。 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 

Article R5213-47 
La décision de reconnaissance de la lourdeur du handicap fait 
l'objet d'un réexamen tous les trois ans. 
Toutefois, pour les personnes présentant un taux d'invalidité ou 
d'incapacité permanente égal ou supérieur à 80 %, la première 
décision de reconnaissance du handicap est accordée pour une 
durée d'un an. 

 

R5213-47 条
重度障害認定の決定は、3 年毎に見直しの対象となる。 
ただし、80％以上の障害率又は恒久的労働不能を呈する者に
関しては、初回の重度障害認定の決定は、有効期間を 1 年と
してなされる。 

Article R5213-48 
Lorsque le bénéficiaire de l'obligation d'emploi change de poste au 
sein de l'entreprise, ou d'activité non salariée, ou lorsque son 
handicap évolue, l'employeur ou le bénéficiaire non salarié 
présente une demande de révision de la décision de 
reconnaissance de la lourdeur du handicap. 

 

R5213-48 条
雇用義務対象者が企業内のポストあるいは賃金労働ではない
活動を変えた場合、又は、当該障害者の障害が進行した場合、
雇用主又は賃金労働ではない活動に従事している雇用義務対
象者は、重度障害認定の決定の見直しを申請する。 
 

Article R5213-49 
Un arrêté conjoint des ministres chargés de l'emploi et des 
personnes handicapées fixe le montant de l'aide à l'emploi, ainsi 
qu'un montant majoré, applicable lorsque le montant des charges 
induites est supérieur ou égal à 50 % du produit du salaire horaire 
minimum de croissance par le nombre d'heures correspondant à la 
durée collective du travail applicable dans l'établissement ou, 
pour les bénéficiaires de l'obligation d'emploi qui exercent une 
activité professionnelle non salariée, par la durée légale du 
travail. 

 

R5213-49 条
雇用助成金の金額、及び、生じる負担金額が時間当たり最低
賃金に当該事業所に適用される協約労働時間数を乗じた値の
50％以上である場合、又は、賃金労働ではない職業活動を行
っている雇用義務対象者については法定労働時間数を乗じた
値の 50％以上である場合に適用される加算金額は、雇用担当
大臣と障害者担当大臣の連名アレテにより定められる。 
 

Article R5213-50 
L'aide à l'emploi est calculée à due proportion du temps de travail 
accompli par rapport à la durée collective du travail applicable 
dans l'établissement, ou, pour le bénéficiaire de l'obligation 
d'emploi non salarié, par rapport à la durée légale du travail. 

 

R5213-50 条
雇用助成金は、当該事業所に適用される協約労働時間数、又
は、賃金労働者ではない雇用義務対象者については法定労働
時間数に占める実際に働いた労働時間の割合に応じて算出さ
れる。 
 

Article R5213-51 
Dans le mois qui suit la date de notification de la décision de 
reconnaissance de la lourdeur du handicap, l'employeur soumis à 
l'obligation d'emploi indique au directeur régional des entreprises, 
de la concurrence, de la consommation, du travail et de l'emploi 

R5213-51 条
重度障害認定の決定の通知日の翌月中に、雇用義務に服する
雇用主は、L5212-9 条に定める納付金の減額を選択するのか、
L5213-11 条に定める雇用助成金の支払いを選択するのか、企
業・競争・消費・労働・雇用地域圏局長に通知する。 

− 198 − − 199 −



労働法典（政令）  16 / 21 

s'il opte pour la modulation de la contribution annuelle prévue à 
l'article L. 5212-9 ou pour le versement de l'aide à l'emploi 
mentionnée à l'article L. 5213-11. 

NOTA:  
Décret n° 2009-1377 du 10 novembre 2009 article 7 I : Les 
dispositions du présent décret prennent effet, dans chaque 
région, à la date de nomination du directeur régional des 
entreprises, de la concurrence, de la consommation, du travail 
et de l'emploi (Les arrêtés de nomination de ces directeurs ont 
été publiés par arrêtés des 30 décembre 2009 et 9 février 
2010, parus respectivement au Journal officiel des 5 janvier et 
14 février 2010).  
Conformément à l'article 15 du même décret elles ne 
s'appliquent ni à la région Ile-de-France ni aux régions 
d'outre-mer.  
Conformément à l'article 2 du décret n° 2010-687 du 24 juin 
2010, les dispositions du décret n° 2009-1377 du 10 novembre 
2009 s'appliquent à la région Ile-de-France à compter du 1er 
juillet 2010. 

 

注記： 
2009 年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号第 7 条の I：本デク

レの規定は、各地域圏において企業・競争・消費・労働・雇用地

域圏局長の任命の日から効力を発する（局長の任命についてのア

レテは、2009 年 12 月 30 日及び 2010 年 2 月 9 日のアレテによ

り公示された。両アレテはそれぞれ、2010 年 1 月 5 日及び 2 月

14 日の官報に記載されている）。 
同デクレの第 15 条に従い、本デクレの規定は、イル・ド・フラ

ンス地域圏及び海外地域圏には適用されない。 
2010 年 6 月 24 日のデクレ第 2010-687 号第 2 条に従い、2009
年 11 月 10 日のデクレ第 2009-1377 号の規定は、2010 年 7 月 1
日から、イル・ド・フランス地域圏に適用される。 

 

Paragraphe 4 : Subvention à l'installation pour l'exercice d'une activité 
indépendante 

 
Article R5213-52  

La personne handicapée pour laquelle la commission des droits et 
de l'autonomie des personnes handicapées prononce une 
orientation vers le marché du travail et qui se dirige vers une 
activité indépendante peut bénéficier d'une subvention 
d'installation. 
Cette subvention, dont le montant et les conditions d'attribution 
sont fixés par décret, contribue à l'achat et à l'installation de 
l'équipement nécessaire à cette activité. 

 

第 4段落：自営業の実施のための設備への補助金 
 
 
R5213-52 条 
障害者権利自立委員会(CDAPH)が一般の労働市場に向けた
進路指導を行った障害者で、かつ、自営に向けた活動を行う
障害者は、設備補助金を受け取ることができる。 
この補助金は、デクレによってその金額及び支給条件が決め
られるもので、自営活動に必要な設備の購入及び設置に用い
られるものとする。 

Article D5213-53  
Pour prétendre à la subvention d'installation, le travailleur 
handicapé répond aux conditions suivantes : 
1° Il n'a subi aucune des condamnations prévues par le chapitre 

VIII du titre II du livre premier du code de commerce ; 
2° Il présente toutes les garanties de moralité nécessaires ; 
3° S'il ne possède pas la nationalité française ou celle d'un Etat 

membre de l'Union européenne, il réside en France depuis trois 
ans au moins au moment de la demande ; 

4° Il dispose d'un local permettant l'exercice de la profession et 
remplit les conditions habituelles d'exploitation ; 

5° Il justifie des diplômes éventuellement exigés pour l'exercice de 
la profession ; 

6° Il est inscrit au répertoire des métiers au registre du commerce 
et aux ordres professionnels, lorsque cette inscription est 
nécessaire pour l'exercice de la profession. 

 

D5213-53 条
設置補助金の申請を行うには、障害労働者は以下の条件を満
たす必要がある： 
1 商法典第 1 巻第 2 編第 8 章が定めるいかなる有罪判決も受
けたことがない； 

2 品行方正を保障するものを提示している； 
3 フランス国籍、又は EU 加盟国の国籍を所持していない場
合は、申請時に少なくとも 3 年以上フランスに居住してい
る； 

4 職業活動を可能にする場所を所有しており、通常の営業条
件を満たしている； 

5 必要な場合には、職業活動の実施に必要な免許を有してい
る； 

6 職業活動をするに当たり登録が必要である場合、商業登記
簿の職業目録及び職業団体に登録している。 

Article D5213-54 
La demande de subvention est adressée par l'intéressé au 
secrétariat de la commission des droits et de l'autonomie des 
personnes handicapées de son lieu de résidence, au plus tard dans 
les douze mois qui suivent la fin du stage de formation ou de la 
sortie de l'université. 
La commission instruit la demande et la transmet avec son avis 
motivé au préfet de département de résidence de l'intéressé, qui 
prend la décision. 

 

D5213-54 条
補助金の申請は、本人が、住所のある地域の障害者権利自立
委員会(CDAPH)の事務局宛てに、遅くとも職業訓練研修の終
了後、又は大学卒業後、12 ヶ月以内に提出してなされる。 
委員会は、本申請を審査し、これを理由を付して、申請者の
住所のある県、決定権を持つ地方長官に送達する。 

Article D5213-55  
La subvention est attribuée dans la limite des crédits délégués par 
le ministère chargé de l'emploi. 
Son montant maximum est fixé par arrêté conjoint des ministres 
chargés de l'emploi et du budget. 

 

D5213-55 条
補助金は、雇用担当大臣によって委託された額の範囲内で割
り当てられる。 
その最大額は、雇用担当大臣及び予算担当大臣の連名アレテ
によって定められる。 

Article D5213-56  
Le versement de la subvention est subordonné à l'établissement 
d'une convention précisant son objet et les modalités de contrôle 
exercé par la collectivité publique. 

 

D5213-56 条
補助金の支払いは、目的及び公共団体による監督の方法を定
める協定の作成に服する。 

Article D5213-57  
La subvention est affectée à l'achat ou à l'installation de 
l'équipement nécessaire à l'exercice de la profession indépendante 
vers laquelle le travailleur handicapé a été dirigé par la 

D5213-57 条
補助金は、障害労働者が障害者権利自立委員会(CDAPH)によ
って方向づけられた自営活動の実施に必要な設備の購入又は
設置に充てられる。 
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5° Le nombre de travailleurs handicapés ouvrant droit, à la date 
de signature du contrat, à l'aide au poste et les conditions de 
révision du nombre d'aides au poste en cours d'année en cas de 
variation de l'effectif employé ; 

6° Les documents administratifs, comptables et financiers à 
transmettre à l'administration ; 

7° Les conditions d'évaluation et de résiliation du contrat. 
 

する障害労働者の数、及び雇用されている従業員数が変わ
った場合の年度途中でのポストへの助成金の数の見直しの
条件； 

6 行政に提出する、経営・会計・財務書類； 
7 契約の評価及び解除の条件。 

Article R5213-67  
Le contrat d'objectifs est renouvelé selon la même procédure que 
celle prévue pour sa conclusion. 

 

R5213-67 条
目標契約は、締結時と同様の手続きに従って改訂される。 

Article R5213-68  
Le contrat d'objectif prévoit, par un avenant financier annuel, un 
contingent d'aides au poste. Il précise les conditions dans 
lesquelles ce contingent est révisé en cours d'année, en cas de 
variation de l'effectif employé. 

 

R5213-68 条
目目標約は、年度予算附則によって、ポストへの助成金の割
当額を定める。目標契約は、雇用されている従業員数が変わ
った場合に、年度途中で割当額が変更される条件について規
定する。 
 

Article R5213-69 
L'avenant financier annuel fait état de l'avancement de la 
réalisation des objectifs du contrat triennal, actualise les données 
relatives à la situation de l'entreprise adaptée ou du centre de 
distribution de travail à domicile et fixe le nombre et le montant 
des aides au poste. 

 

R5213-69 条
年度予算附則では、3 ヶ年契約の目標の進捗状況を報告し、
適応企業(EA)及び在宅労働供給センター(CDTD)の状況に関
するデータを更新し、ポストへの助成金の数と金額を決定す
る。 

Paragraphe 3 : Fonctionnement 
 
Article R5213-70  

Chaque entreprise adaptée ou centre de distribution de travail à 
domicile est placé sous l'autorité d'un responsable, sans préjudice 
des responsabilités incombant à l'organisme gestionnaire. 
Quand une section d'entreprise adaptée est annexée à un 
établissement ou service d'aide par le travail, elle peut être placée 
sous l'autorité du même responsable. 

 

第 3段落：運営 
 
R5213-70 条 
適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)は、管理組
織に帰属する要職とは別に、1 人の代表者の下に置かれる。
適応企業の一部門が労働支援機関・サービス(ESAT)に併合さ
れる場合、同部門は、同じ代表者者の下に置くことができる。

Article R5213-71  
Chaque entreprise adaptée ou centre de distribution de travail à 
domicile fait l'objet d'une comptabilité distincte tenue 
conformément aux prescriptions du plan comptable général. 

 

R5213-71 条
各適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)は、一般
会計計画の規定に従って作成される個別会計の対象となる。

Article R5213-72  
L'entreprise adaptée dispose de ses propres locaux. 
Si plusieurs activités sont organisées dans le même ensemble 
immobilier, l'entreprise adaptée peut être distinguée des autres 
activités. 

 

R5213-72 条
適応企業(EA)は固有の建物を所有する。 
複数の活動が同一の不動産の中で行われる場合、適応企業は
その他の活動から区別されうる。 

Article R5213-73  
Les organismes gestionnaires des entreprises adaptées et des 
centres de distribution de travail à domicile se soumettent au 
contrôle des agents des services du travail et de l'emploi. Ceux-ci 
peuvent se faire présenter tous les documents relatifs à la gestion, 
notamment les livres et registres dont la tenue est prescrite aux 
employeurs par les dispositions légales. 

 

R5213-73 条
適応企業(EA)及び在宅労働供給センター(CDTD)の管理組織
は、労働・雇用サービス機関の監督の下に置かれる。同機関
は、管理に関する全ての書類、とりわけ、法令により雇用主
にその保管が義務付けられている帳簿及び記録簿を提出させ
ることができる。 

Paragraphe 4 : Aide au poste 
 
Article R5213-74  

La personne handicapée recrutée, sur proposition du service 
public de l'emploi ou d'un organisme de placement spécialisé, par 
les entreprises adaptées et centres de distribution de travail à 
domicile ayant conclu un contrat d'objectifs avec l'Etat ouvre droit 
à l'aide au poste prévue au premier alinéa de l'article L. 5213-19, 
dans la limite du nombre d'aides au poste fixé dans l'avenant 
financier annuel. 

 

第 4段落：ポストへの助成金 
 
R5213-74 条 
公共職業紹介所又は専門職業紹介機関の提案に基づき、国と
目標契約を結んだ適応企業(EA)及び在宅労働供給センター
(CDTD)に雇用された障害者は、年度予算附則に規定されたポ
ストへの助成金件数の範囲内で、L5213-19 条第 1 文で定め
るポストへの助成金を受ける権利を有する。 

Article R5213-75  
La personne handicapée qui n'est pas recrutée sur proposition du 
service public de l'emploi ou d'un organisme de placement 
spécialisé n'ouvre droit à l'aide au poste que si elle remplit les 
critères d'efficience réduite fixés par arrêté conjoint des ministres 
chargés de l'emploi et de la santé. 

 

R5213-75 条
公共職業紹介所又は専門職業紹介機関の提案に基づいて雇用
されたわけではない障害者は、雇用担当大臣及び保健担当大
臣の連名アレテに定める生産性低下の基準を満たす場合にの
み、ポストへの助成金の受給資格を有するものとする。 

Article R5213-76  
Le montant de l'aide au poste est égal à 80 % du salaire minimum 
de croissance brut correspondant à la durée collective du travail 

R5213-76 条
ポストへの助成金の金額は、適用される協約労働時間、又は
パートタイムの場合には法定労働時間の範囲内で、契約に記
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commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées. 

 
Article D5213-58  

La profession indépendante exercée est choisie dans une des 
branches déterminées par arrêté du ministre chargé de l'emploi 
sur avis des ministres chargés de l'industrie, de l'économie, du 
commerce et de l'artisanat ainsi que de l'agriculture si la 
subvention est destinée à l'équipement d'une entreprise du 
secteur agricole. 

 

D5213-58 条
行われる自営の職業は、産業・経済・商業・職人担当大臣、
及び、補助金が農業分野の企業の設備に対するものである場
合には農業担当大臣の意見に基づき、雇用担当大臣のアレテ
によって決定した部門の中から 1 つ、選ばれるものとする。

Article D5213-59  
Pour bénéficier de la subvention d'installation, le travailleur 
handicapé s'engage à exploiter personnellement l'entreprise 
indépendante ainsi qu'à exercer personnellement la profession 
libérale en vue de laquelle la subvention est sollicitée. 

 

D5213-59 条
設置補助金を受けるためには、障害労働者が独立した企業を
個人で経営し、補助金の申請をした自由業を個人で営んでい
なければならない。 

Article D5213-60  
Le remboursement de la subvention est exigible en cas 
d'utilisation à des fins autres que celles pour lesquelles elle a été 
consentie, de non-exploitation du fonds ou d'abandon non justifié 
de la profession par l'intéressé. 

 

D5213-60 条
補助金の返金は、承認を受けたものと違う用途で使用した場
合、補助金を受けた者が営業をできなかった場合、又は正当
な理由なく職業を放棄した場合に、請求可能である。 

Article D5213-61  
L'inspection du travail est habilitée à contrôler l'utilisation de la 
subvention. 

 

D5213-61 条
労働基準監督官は、補助金の使用を監督する権限を有する。

Sous-section 2 : Entreprises adaptées et centres de distribution de 
travail à domicile 

 
Paragraphe 1 : Cadre d'intervention 
 
Article R5213-62  

Les entreprises adaptées et les centres de distribution de travail à 
domicile permettent à des travailleurs handicapés à efficience 
réduite, d'exercer une activité professionnelle salariée dans des 
conditions adaptées à leurs possibilités. 
Ils favorisent le projet professionnel du salarié handicapé en vue 
de sa valorisation, de sa promotion et de sa mobilité au sein de la 
structure elle-même ou vers d'autres entreprises. 

 

第 2款：適応企業及び在宅労働供給センター 
 
 
第 1 段落：介入の枠組み 
 
R5213-62 条 
適応企業(EA)及び在宅労働供給センター(CDTD)は、生産性
の低減した障害労働者が、その能力に適応した環境の中で職
業活動を行うことができるようにするものである。 
これらの施設は、その施設内における、又は、他企業への移
行に向けた、障害労働者への価値付与、地位向上、可動性の
観点から、障害労働者の職業計画の実現に向けて支援をする。
 

Article R5213-63  
L'entreprise adaptée ou le centre de distribution de travail à 
domicile ne peut embaucher que des travailleurs handicapés 
orientés vers le marché du travail par la commission des droits et 
de l'autonomie des personnes handicapées. 

 

R5213-63 条
適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)は、障害者
権利自立委員会(CDAPH)により一般雇用の場への進路指導
が行われた障害労働者しか雇用することができない。 

Article R5213-64 
Selon les nécessités de sa production, l'entreprises adaptée ou le 
centre de distribution de travail à domicile peut embaucher des 
salariés valides dans la limite de 20 % de ses effectifs. 

 

R5213-64 条
適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)は、生産の
必要に応じ、障害がない従業員をその従業員数の 20%まで雇
用することができる。 
 

Paragraphe 2 : Contrat d'objectifs 
 
Article R5213-65  

Le contrat d'objectifs prévu au second alinéa de l'article L. 
5213-13 valant agrément des entreprises adaptées et des centres 
de distribution de travail à domicile est conclu avec le préfet de la 
région d'implantation de l'entreprise ou du centre pour une durée 
de trois ans.  
Il est conclu après avis du comité de coordination régional de 
l'emploi et de la formation professionnelle. 

 

第 2段落：目標契約 
 
R5213-65 条  

L5213-13 条第 2 文に規定され、適応企業(EA)及び在宅労働
供給センター(CDTD)の承認としての効力を有する目標契約
は、その適応企業又は在宅労働供給センターが所在する地域
圏の地方長官と締結される。その有効期間は 3 年である。 
同契約は、雇用・職業訓練地域圏調整委員会の意見を聴取し
た後、締結される。 

Article R5213-66  
Le contrat d'objectifs comprend notamment : 
1° Les données relatives à l'identification de l'entreprise ou du 

centre et un descriptif de ses activités ; 
2° Les données et les objectifs relatifs à l'effectif de l'entreprise ou 

du centre et aux salariés accueillis ; 
3° Les données et les objectifs économiques et financiers relatifs à 

l'entreprise ou au centre ainsi que des prévisions d'activités ; 
4° Les modalités et les objectifs d'accueil, en lien avec le service 

public de l'emploi et les organismes de placement spécialisés, de 
suivi et d'accompagnement des salariés handicapés dans leur 
projet professionnel ; 

R5213-66 条
目標契約には特に、以下のものが含まれる： 
1 適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)に関する
基本データと活動内容； 

2 適応企業又は在宅労働供給センターの定員と受入れ従業員
数に関するデータと目標； 

3 適応企業又は在宅労働供給センターに関する経済的・財政
的データと目標、及び活動見通し； 

4 公共職業紹介所及び専門職業紹介機関と連携を行う受入れ
及び職業計画の枠内での障害労働者のフォローアップと支
援についての方法と目標； 

5 契約署名の日に、ポストへの助成金を受け取る権利が開始
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5° Le nombre de travailleurs handicapés ouvrant droit, à la date 
de signature du contrat, à l'aide au poste et les conditions de 
révision du nombre d'aides au poste en cours d'année en cas de 
variation de l'effectif employé ; 

6° Les documents administratifs, comptables et financiers à 
transmettre à l'administration ; 

7° Les conditions d'évaluation et de résiliation du contrat. 
 

する障害労働者の数、及び雇用されている従業員数が変わ
った場合の年度途中でのポストへの助成金の数の見直しの
条件； 

6 行政に提出する、経営・会計・財務書類； 
7 契約の評価及び解除の条件。 

Article R5213-67  
Le contrat d'objectifs est renouvelé selon la même procédure que 
celle prévue pour sa conclusion. 

 

R5213-67 条
目標契約は、締結時と同様の手続きに従って改訂される。 

Article R5213-68  
Le contrat d'objectif prévoit, par un avenant financier annuel, un 
contingent d'aides au poste. Il précise les conditions dans 
lesquelles ce contingent est révisé en cours d'année, en cas de 
variation de l'effectif employé. 

 

R5213-68 条
目目標約は、年度予算附則によって、ポストへの助成金の割
当額を定める。目標契約は、雇用されている従業員数が変わ
った場合に、年度途中で割当額が変更される条件について規
定する。 
 

Article R5213-69 
L'avenant financier annuel fait état de l'avancement de la 
réalisation des objectifs du contrat triennal, actualise les données 
relatives à la situation de l'entreprise adaptée ou du centre de 
distribution de travail à domicile et fixe le nombre et le montant 
des aides au poste. 

 

R5213-69 条
年度予算附則では、3 ヶ年契約の目標の進捗状況を報告し、
適応企業(EA)及び在宅労働供給センター(CDTD)の状況に関
するデータを更新し、ポストへの助成金の数と金額を決定す
る。 

Paragraphe 3 : Fonctionnement 
 
Article R5213-70  

Chaque entreprise adaptée ou centre de distribution de travail à 
domicile est placé sous l'autorité d'un responsable, sans préjudice 
des responsabilités incombant à l'organisme gestionnaire. 
Quand une section d'entreprise adaptée est annexée à un 
établissement ou service d'aide par le travail, elle peut être placée 
sous l'autorité du même responsable. 

 

第 3段落：運営 
 
R5213-70 条 
適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)は、管理組
織に帰属する要職とは別に、1 人の代表者の下に置かれる。
適応企業の一部門が労働支援機関・サービス(ESAT)に併合さ
れる場合、同部門は、同じ代表者者の下に置くことができる。

Article R5213-71  
Chaque entreprise adaptée ou centre de distribution de travail à 
domicile fait l'objet d'une comptabilité distincte tenue 
conformément aux prescriptions du plan comptable général. 

 

R5213-71 条
各適応企業(EA)又は在宅労働供給センター(CDTD)は、一般
会計計画の規定に従って作成される個別会計の対象となる。

Article R5213-72  
L'entreprise adaptée dispose de ses propres locaux. 
Si plusieurs activités sont organisées dans le même ensemble 
immobilier, l'entreprise adaptée peut être distinguée des autres 
activités. 

 

R5213-72 条
適応企業(EA)は固有の建物を所有する。 
複数の活動が同一の不動産の中で行われる場合、適応企業は
その他の活動から区別されうる。 

Article R5213-73  
Les organismes gestionnaires des entreprises adaptées et des 
centres de distribution de travail à domicile se soumettent au 
contrôle des agents des services du travail et de l'emploi. Ceux-ci 
peuvent se faire présenter tous les documents relatifs à la gestion, 
notamment les livres et registres dont la tenue est prescrite aux 
employeurs par les dispositions légales. 

 

R5213-73 条
適応企業(EA)及び在宅労働供給センター(CDTD)の管理組織
は、労働・雇用サービス機関の監督の下に置かれる。同機関
は、管理に関する全ての書類、とりわけ、法令により雇用主
にその保管が義務付けられている帳簿及び記録簿を提出させ
ることができる。 

Paragraphe 4 : Aide au poste 
 
Article R5213-74  

La personne handicapée recrutée, sur proposition du service 
public de l'emploi ou d'un organisme de placement spécialisé, par 
les entreprises adaptées et centres de distribution de travail à 
domicile ayant conclu un contrat d'objectifs avec l'Etat ouvre droit 
à l'aide au poste prévue au premier alinéa de l'article L. 5213-19, 
dans la limite du nombre d'aides au poste fixé dans l'avenant 
financier annuel. 

 

第 4段落：ポストへの助成金 
 
R5213-74 条 
公共職業紹介所又は専門職業紹介機関の提案に基づき、国と
目標契約を結んだ適応企業(EA)及び在宅労働供給センター
(CDTD)に雇用された障害者は、年度予算附則に規定されたポ
ストへの助成金件数の範囲内で、L5213-19 条第 1 文で定め
るポストへの助成金を受ける権利を有する。 

Article R5213-75  
La personne handicapée qui n'est pas recrutée sur proposition du 
service public de l'emploi ou d'un organisme de placement 
spécialisé n'ouvre droit à l'aide au poste que si elle remplit les 
critères d'efficience réduite fixés par arrêté conjoint des ministres 
chargés de l'emploi et de la santé. 

 

R5213-75 条
公共職業紹介所又は専門職業紹介機関の提案に基づいて雇用
されたわけではない障害者は、雇用担当大臣及び保健担当大
臣の連名アレテに定める生産性低下の基準を満たす場合にの
み、ポストへの助成金の受給資格を有するものとする。 

Article R5213-76  
Le montant de l'aide au poste est égal à 80 % du salaire minimum 
de croissance brut correspondant à la durée collective du travail 

R5213-76 条
ポストへの助成金の金額は、適用される協約労働時間、又は
パートタイムの場合には法定労働時間の範囲内で、契約に記
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Ils sont soumis au visa de l'inspecteur du travail et donnent lieu à 
une consultation du comité d'entreprise de l'entreprise utilisatrice 
et de celui de l'entreprise adaptée ou à défaut des délégués du 
personnel. 

 

出向契約は労働基準監督官の承認に服し、出向先企業及び適
応企業(EA)の企業委員会、あるいは、これがない場合には、
従業員代表の諮問を受ける。 

 

Article D5213-84  
Le contrat de mise à disposition liant l'organisme gestionnaire à 
l'employeur utilisateur précise, notamment : 
1° Le nombre de travailleurs demandés, les qualifications 

professionnelles requises, le lieu, l'horaire et les 
caractéristiques particulières des travaux à accomplir ; 

2° La nature des travaux incompatibles avec certains types de 
handicaps ; 

3° Les modalités de rémunération de la prestation de service ; 
4° Les conditions d'une offre d'embauche. 

 

D5213-84 条
経営組織と出向先の雇用主の間で締結される出向契約は、特
に以下を定める： 
1 出向を求められている労働者の数、必要とされる職業資格、
就業場所、労働時間、行うべき仕事の特徴； 

2 障害の種類によっては、行うことができない仕事の種類；
3 役務の提供に対する報酬の支払い方法； 
4 雇用提供の条件。 

Article D5213-85  
Le contrat liant l'organisme gestionnaire de l'entreprise adaptée 
avec le travailleur handicapé précise, notamment : 
1° La qualification professionnelle du salarié ; 
2° La nature, le lieu, l'horaire et les caractéristiques particulières 

du travail à accomplir ; 
3° Les éléments et les modalités de paiement de la rémunération 

due au salarié ; 
4° Les conditions d'une offre d'embauche. 

 

D5213-85 条
適応企業(EA)の経営組織と障害労働者との間で締結される契
約は、特に以下を定める： 
1 労働者の職業資格； 
2 行うべき仕事の性格、就業場所、労働時間、特筆すべき特
徴； 

3 労働者へ支払うべき報酬の構成要素と支払い方法； 
4 雇用提供の条件。 

Article D5213-86  
Le salarié handicapé qui a démissionné d'une entreprise adaptée 
ou d'un centre de distribution de travail à domicile pour travailler 
dans une entreprise ordinaire bénéficie, dans le délai d'un an à 
compter de la rupture de son contrat, de la priorité d'embauche 
mentionnée à l'article L. 5213-17 s'il manifeste le souhait de 
réintégrer l'entreprise adaptée ou le centre de distribution de 
travail à domicile. Dans ce cas, l'entreprise adaptée ou le centre de 
distribution de travail à domicile l'informe de tout emploi 
disponible compatible avec sa qualification. 

 

D5213-86 条
一般企業で働くために適応企業(EA)又は在宅労働供給センタ
ー(CDTD)を退職した障害のある労働者が、再度適応企業又は
在宅労働供給センターに戻ることを希望する場合、解約から
1 年間、L5213-17 条に規定した雇用優先権を有する。この場
合、適応企業又は在宅労働供給センターは、その資格に合う
すべての求人情報を当該労働者に伝えるものとする。 

Section 5 : Autres orientations 
 
Article R5213-87  

Lorsque la commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées envisage l'orientation sur le marché du travail ou 
vers un établissement ou service d'aide par le travail, elle se 
prononce par une décision motivée, en tenant compte des 
possibilités réelles d'insertion dans le marché du travail ou au 
sein d'un tel établissement ou service. 

 

第 5節：その他の職業指導  
 
R5213-87 条  
障害者権利自立委員会(CDAPH)が、労働市場又は労働支援機
関・サービス(ESAT)に向けた職業指導を検討する際、同委員
会は、労働市場又は労働支援機関・サービスへの実際の参入
の可能性を考慮に入れ、理由を付して決定を下す。 

Chapitre IV : Institutions et organisms concourant à l’insertion 
professionnelle des handicaps 

 
Section 1 : Coordination 
 
Article R5214-1  

Le ministre chargé de l'emploi est chargé de coordonner l'activité 
des organismes et services publics ou privés qui, à quelque titre 
que ce soit, concourent à l'une des opérations prévues aux articles 
L. 5212-6 et suivants et de définir les modalités de liaison entre 
ces organismes et services. 

 

第 4章：障害者の職業的参入に協力する機関及び組織 
 
 
第 1 節：調整 
 
R5214-1 条  
雇用担当大臣は、名称が何であれ、L5212-6 条以下で規定さ
れた活動の一つに参加する官民の組織及びサービスの活動を
調整し、これらの組織及びサービス間の関係を規定する任を
負う。 

Section 3 : Fonds de développement pour l'insertion professionnelle 
des handicapés 

 
Article R5214-19  

Les statuts de l'association chargée de la gestion du Fonds de 
développement pour l'insertion professionnelle des handicapés 
mentionnée à l'article L. 5214-1 sont agréés par le ministre chargé 
de l'emploi. 

 

第 3節：障害者職業参入基金 
 
 
R5214-19 条  

L5214-1 条に記する障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)の地位は、雇用担当大臣によって承認される。 

Article R5214-20  
L'association procède annuellement à l'évaluation des actions 
qu'elle conduit pour l'insertion professionnelle des personnes 
handicapées en milieu ordinaire. 
Elle publie un rapport d'activité annuel et est soumise au contrôle 
administratif et financier de l'Etat. 

 

R5214-20 条
障害者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)は、毎年、一般
雇用の場への障害者の職業的参入のために行った活動の評価
を行う。 
同機関は、年次活動報告書を出し、国の行政的・財政的監査
を受ける。 
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applicable ou à la durée du travail inscrite au contrat en cas de 
travail à temps partiel, dans la limite de la durée légale du 
travail.L'aide est versée mensuellement. 
L'aide au poste est réduite au prorata du temps de travail effectif 
ou assimilé. Sont considérés comme du temps de travail effectif, 
quand ils sont rémunérés, les trois premiers jours d'absence 
justifiée par l'incapacité résultant de maladie ou d'accident.  
Une aide au poste minorée est versée à l'entreprise adaptée ou au 
centre de distribution de travail à domicile lorsque l'employeur est 
tenu, en application de dispositions légales ou conventionnelles, 
de maintenir la rémunération pendant les périodes donnant lieu 
au versement de l'indemnité journalière prévue à l'article L. 321-1 
du code de la sécurité sociale. Son montant est calculé dans les 
conditions prévues au premier alinéa sur la base de 30 % du 
salaire horaire minimum de croissance brut. Lorsque l'absence ne 
recouvre pas un mois civil entier, l'aide est réduite au prorata du 
nombre d'indemnités journalières versées. 

 

載されている労働時間に対応する、税引き前の最低賃金の
80%に等しい。ポストへの成金は月 1 回支払われるものとす
る。 
ポストへの助成金は、実際に働いた又は見なし労働時間に比
例して減額される。病気又は怪我が原因で生じた障害による
欠勤の最初の 3 日は、賃金が支払われる場合には、実際の労
働時間とみなされる。 
雇用主が、法律又は協約の適用により、社会保障法典 L321-1
条に規定される日当の支払い期間中も賃金を維持しなければ
ならない場合、適応企業(EA)又は在宅労働供給センター
(CDTD)に減額されたポストへの助成金が支払われる。その額
は、第 1 段落に定められた条件により、税引き前時間当たり
最低賃金の 30%を基準として計算される。欠勤が１ヶ月に満
たない場合、助成金は、支払われた日当の日数に応じて減額
される。 

Paragraphe 5 : Subvention spécifique 
 
Article D5213-77  

La subvention spécifique prévue au second alinéa de l'article L. 
5213-19 est composée :  
1° D'une partie forfaitaire par travailleur handicapé ;  
2° Le cas échéant, de deux parties variables attribuées, d'une part, 

en fonction de critères de modernisation économique et sociale, 
d'autre part, au soutien de projets liés au développement ou au 
redressement de l'entreprise adaptée ou du centre de 
distribution de travail à domicile. 

 

第 5段落：特別補助金 
 
D5213-77 条 

L5213-19 条第 2 文に規定された特別補助金は、以下のもの
より成る： 
1 障害労働者 1 人ごとの定額部分； 
2 場合によって、以下の 2 つ。1 つは、経済及び社会の現代
化の基準による変額部分、もう 1 つは、適応企業(EA)又は
在宅労働供給センター(CDTD)の発展や再建に関係する計
画のサポートのために支払われる変額部分。 

Article D5213-78 
Le montant de la partie forfaitaire de la subvention ainsi que les 
critères de modernisation économique et sociale et les montants 
correspondants sont fixés par arrêté conjoint des ministres 
chargés de l'emploi et du budget. 

 

D5213-78 条
補助金の定額部分の金額、並びに経済及び社会の現代化の基
準とその金額は、雇用担当大臣及び予算担当大臣の連名アレ
テにより決定される。 

Article D5213-79 
Pendant les deux premières années civiles de fonctionnement, une 
aide au démarrage, dont le montant est fixé par arrêté conjoint 
des ministres chargés de l'emploi et du budget, se substitue à la 
subvention spécifique, si elle excède le montant cumulé de la 
partie forfaitaire et de la partie variable attribuée en fonction des 
critères de modernisation économique et sociale. 

 

D5213-79 条
操業開始後最初の 2 年間は、雇用担当大臣及び予算担当大臣
の連名アレテにより金額が定められる開始助成金が、定額部
分と経済及び社会の現代化の基準に応じて支払われる変額部
分の合算額より大きい場合、開始助成金が特別補助金に代替
して支払われる。 

Article D5213-80  
La subvention spécifique ne peut être allouée qu'aux entreprises 
adaptées et centres de distribution de travail à domicile qui ont 
conclu le contrat d'objectifs mentionné à l'article L. 5213-13.  
Après avis du comité de coordination régional de l'emploi et de la 
formation professionnelle, un avenant financier au contrat 
d'objectifs fixe le montant de la subvention spécifique et les 
modalités du contrôle exercé par l'Etat. 

 

D5213-80 条
特別補助金は、L5213-13 条に規定した目標契約を締結した適
応企業(EA)及び在宅労働供給センター(CDTD)にしか支給さ
れない。 
雇用・職業訓練地域圏調整委員会への諮問の後、目標契約の
財政附則によって、特別補助金の金額と国による監督の方法
が規定される。 

Paragraphe 6 : Mises à disposition dans une autre entreprise 
 
Article D5213-81  

Le travailleur handicapé employé dans une entreprise adaptée 
peut, avec son accord et en vue d'une embauche éventuelle, être 
mis à la disposition d'un autre employeur, dans le cadre du contrat 
de mise à disposition prévu à l'article D. 5213-84. Il continue à 
ouvrir droit, pour l'entreprise adaptée, à l'aide au poste et à la 
subvention spécifique prévus à l'article L. 5213-19.  
Le travailleur handicapé à efficience réduite embauché pour le 
remplacer peut ouvrir droit à l'aide au poste dans la limite du 
nombre d'aides au poste fixé par avenant financier. 

 

第 6段落：別の企業への出向 
 
D5213-81 条 
適応企業(EA)に雇用されている障害労働者は、本人の同意に
より、雇用可能性を目指して、D5213-84 条に規定された出
向契約の範囲内で、別の雇用主のもとへ出向することができ
る。当該障害労働者は、適応企業(EA)との関係において、
L5213-19 条に規定するポストへの助成金及び特別補助金の
受給資格を引き続き持つものとする。 
出向した者に代わって雇用された生産性の低下した障害労働
者は、年度予算附則の規定するポストへの助成金の件数の範
囲内で、ポストへの助成金の受給資格を得る。 
 

Article D5213-82  
Les conditions de la mise à disposition du travailleur handicapé 
sont fixées par des contrats écrits que l'organisme gestionnaire de 
l'entreprise adaptée conclut, d'une part, avec l'employeur 
utilisateur et, d'autre part, avec le travailleur handicapé. 

 

D5213-82 条
障害労働者の出向の条件は、適応企業(EA)が、出向先企業及
び障害労働者と締結する書面による契約によって規定され
る。 

Article D5213-83  
Les contrats de mise à disposition sont conclus pour une durée 
maximale d'un an, renouvelable une fois. 

D5213-83 条
出向契約の契約期間は、最大 1 年であり、1 回更新可能であ
る。 
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Ils sont soumis au visa de l'inspecteur du travail et donnent lieu à 
une consultation du comité d'entreprise de l'entreprise utilisatrice 
et de celui de l'entreprise adaptée ou à défaut des délégués du 
personnel. 

 

出向契約は労働基準監督官の承認に服し、出向先企業及び適
応企業(EA)の企業委員会、あるいは、これがない場合には、
従業員代表の諮問を受ける。 

 

Article D5213-84  
Le contrat de mise à disposition liant l'organisme gestionnaire à 
l'employeur utilisateur précise, notamment : 
1° Le nombre de travailleurs demandés, les qualifications 

professionnelles requises, le lieu, l'horaire et les 
caractéristiques particulières des travaux à accomplir ; 

2° La nature des travaux incompatibles avec certains types de 
handicaps ; 

3° Les modalités de rémunération de la prestation de service ; 
4° Les conditions d'une offre d'embauche. 

 

D5213-84 条
経営組織と出向先の雇用主の間で締結される出向契約は、特
に以下を定める： 
1 出向を求められている労働者の数、必要とされる職業資格、
就業場所、労働時間、行うべき仕事の特徴； 

2 障害の種類によっては、行うことができない仕事の種類；
3 役務の提供に対する報酬の支払い方法； 
4 雇用提供の条件。 

Article D5213-85  
Le contrat liant l'organisme gestionnaire de l'entreprise adaptée 
avec le travailleur handicapé précise, notamment : 
1° La qualification professionnelle du salarié ; 
2° La nature, le lieu, l'horaire et les caractéristiques particulières 

du travail à accomplir ; 
3° Les éléments et les modalités de paiement de la rémunération 

due au salarié ; 
4° Les conditions d'une offre d'embauche. 

 

D5213-85 条
適応企業(EA)の経営組織と障害労働者との間で締結される契
約は、特に以下を定める： 
1 労働者の職業資格； 
2 行うべき仕事の性格、就業場所、労働時間、特筆すべき特
徴； 

3 労働者へ支払うべき報酬の構成要素と支払い方法； 
4 雇用提供の条件。 

Article D5213-86  
Le salarié handicapé qui a démissionné d'une entreprise adaptée 
ou d'un centre de distribution de travail à domicile pour travailler 
dans une entreprise ordinaire bénéficie, dans le délai d'un an à 
compter de la rupture de son contrat, de la priorité d'embauche 
mentionnée à l'article L. 5213-17 s'il manifeste le souhait de 
réintégrer l'entreprise adaptée ou le centre de distribution de 
travail à domicile. Dans ce cas, l'entreprise adaptée ou le centre de 
distribution de travail à domicile l'informe de tout emploi 
disponible compatible avec sa qualification. 

 

D5213-86 条
一般企業で働くために適応企業(EA)又は在宅労働供給センタ
ー(CDTD)を退職した障害のある労働者が、再度適応企業又は
在宅労働供給センターに戻ることを希望する場合、解約から
1 年間、L5213-17 条に規定した雇用優先権を有する。この場
合、適応企業又は在宅労働供給センターは、その資格に合う
すべての求人情報を当該労働者に伝えるものとする。 

Section 5 : Autres orientations 
 
Article R5213-87  

Lorsque la commission des droits et de l'autonomie des personnes 
handicapées envisage l'orientation sur le marché du travail ou 
vers un établissement ou service d'aide par le travail, elle se 
prononce par une décision motivée, en tenant compte des 
possibilités réelles d'insertion dans le marché du travail ou au 
sein d'un tel établissement ou service. 

 

第 5節：その他の職業指導  
 
R5213-87 条  
障害者権利自立委員会(CDAPH)が、労働市場又は労働支援機
関・サービス(ESAT)に向けた職業指導を検討する際、同委員
会は、労働市場又は労働支援機関・サービスへの実際の参入
の可能性を考慮に入れ、理由を付して決定を下す。 

Chapitre IV : Institutions et organisms concourant à l’insertion 
professionnelle des handicaps 

 
Section 1 : Coordination 
 
Article R5214-1  

Le ministre chargé de l'emploi est chargé de coordonner l'activité 
des organismes et services publics ou privés qui, à quelque titre 
que ce soit, concourent à l'une des opérations prévues aux articles 
L. 5212-6 et suivants et de définir les modalités de liaison entre 
ces organismes et services. 

 

第 4章：障害者の職業的参入に協力する機関及び組織 
 
 
第 1 節：調整 
 
R5214-1 条  
雇用担当大臣は、名称が何であれ、L5212-6 条以下で規定さ
れた活動の一つに参加する官民の組織及びサービスの活動を
調整し、これらの組織及びサービス間の関係を規定する任を
負う。 

Section 3 : Fonds de développement pour l'insertion professionnelle 
des handicapés 

 
Article R5214-19  

Les statuts de l'association chargée de la gestion du Fonds de 
développement pour l'insertion professionnelle des handicapés 
mentionnée à l'article L. 5214-1 sont agréés par le ministre chargé 
de l'emploi. 

 

第 3節：障害者職業参入基金 
 
 
R5214-19 条  

L5214-1 条に記する障害者職業参入基金管理運営機関
(AGEFIPH)の地位は、雇用担当大臣によって承認される。 

Article R5214-20  
L'association procède annuellement à l'évaluation des actions 
qu'elle conduit pour l'insertion professionnelle des personnes 
handicapées en milieu ordinaire. 
Elle publie un rapport d'activité annuel et est soumise au contrôle 
administratif et financier de l'Etat. 

 

R5214-20 条
障害者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)は、毎年、一般
雇用の場への障害者の職業的参入のために行った活動の評価
を行う。 
同機関は、年次活動報告書を出し、国の行政的・財政的監査
を受ける。 
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 F-004  
LOI n° 2008-496 du 27 mai 2008 portant diverses 
dispositions d'adaptation au droit communautaire 

dans le domaine de la lutte contre les 
discriminations  

差別対策分野のＥＵ法への適合を目指す様々な規定
を定める 2008 年 5 月 27 日の法律（第 2008-496 号）

(Dernière modification : 29 mai 2008)
 
L'Assemblée nationale et le Sénat ont adopté, 
Le Président de la République promulgue la loi dont la teneur suit :
 

(最新改定: 2008 年 5 月 29 日)

以下の文面の法律を国民議会、元老院共が採択し、 
フランス共和国大統領が交付： 

Article 1  
Constitue une discrimination directe la situation dans laquelle, 
sur le fondement de son appartenance ou de sa non-appartenance, 
vraie ou supposée, à une ethnie ou une race, sa religion, ses 
convictions, son âge, son handicap, son orientation sexuelle ou son 
sexe, une personne est traitée de manière moins favorable qu'une 
autre ne l'est, ne l'a été ou ne l'aura été dans une situation 
comparable. 
Constitue une discrimination indirecte une disposition, un critère 
ou une pratique neutre en apparence, mais susceptible 
d'entraîner, pour l'un des motifs mentionnés au premier alinéa, un 
désavantage particulier pour des personnes par rapport à d'autres 
personnes, à moins que cette disposition, ce critère ou cette 
pratique ne soit objectivement justifié par un but légitime et que 
les moyens pour réaliser ce but ne soient nécessaires et 
appropriés. 
La discrimination inclut : 
1° Tout agissement lié à l'un des motifs mentionnés au premier 

alinéa et tout agissement à connotation sexuelle, subis par une 
personne et ayant pour objet ou pour effet de porter atteinte à 
sa dignité ou de créer un environnement intimidant, hostile, 
dégradant, humiliant ou offensant ; 

2° Le fait d'enjoindre à quiconque d'adopter un comportement 
prohibé par l'article 2. 

 

第 1 条
ある人が、特定の民族若しくは人種への実際若しくは想定上
の帰属若しくは非帰属、宗教、信条、年齢、障害、性的指向
又は性別に基づいて、比肩しうる状況の他の者が受けている、
受けていた、又は、受けるであろう処遇よりも不利な処遇を
受けるとき、それは、直接的差別に該当する。 
見かけは中立的な規定、基準又は慣行が、第１項に記載の理
由の１つのために、特定の人に他の人より特別な不利益をも
たらす可能性がある場合、この規定、基準又は慣行は、正当
な目的によって客観的に正当化され、かつ、この目的に到達
する方法が必要かつ適切である場合を除き、間接的差別に該
当する。 
差別には次のことが含まれる： 
1 第１項記載の理由のいずれかに関連するあらゆる行為、及
び、性的含意を有するあらゆる行為で、それを被った人の
尊厳を傷つけるか、又は、威圧的、敵対的、中傷的、屈辱
的若しくは侮辱的状況を現出させる目的若しくは効果を有
するもの； 

2 何人に対してであれ、第２条により禁止された行為を行う
よう命令すること。 

 

Article 2  
Sans préjudice de l'application des autres règles assurant le 
respect du principe d'égalité : 
1° Toute discrimination directe ou indirecte fondée sur 

l'appartenance ou la non-appartenance, vraie ou supposée, à 
une ethnie ou une race est interdite en matière de protection 
sociale, de santé, d'avantages sociaux, d'éducation, d'accès aux 
biens et services ou de fourniture de biens et services ; 

2° Toute discrimination directe ou indirecte fondée sur le sexe, 
l'appartenance ou la non-appartenance, vraie ou supposée, à 
une ethnie ou une race, la religion ou les convictions, le 
handicap, l'âge ou l'orientation sexuelle est interdite en matière 
d'affiliation et d'engagement dans une organisation syndicale 
ou professionnelle, y compris d'avantages procurés par elle, 
d'accès à l'emploi, d'emploi, de formation professionnelle et de 
travail, y compris de travail indépendant ou non salarié, ainsi 
que de conditions de travail et de promotion professionnelle. 
Ce principe ne fait pas obstacle aux différences de traitement 
fondées sur les motifs visés à l'alinéa précédent lorsqu'elles 
répondent à une exigence professionnelle essentielle et 
déterminante et pour autant que l'objectif soit légitime et 
l'exigence proportionnée ; 

3° Toute discrimination directe ou indirecte est interdite en raison 
de la grossesse ou de la maternité, y compris du congé de 
maternité. 
Ce principe ne fait pas obstacle aux mesures prises en faveur 
des femmes pour ces mêmes motifs ; 

4° Toute discrimination directe ou indirecte fondée sur le sexe est 
interdite en matière d'accès aux biens et services et de 
fourniture de biens et services. 
Ce principe ne fait pas obstacle : 
― à ce que soient faites des différences selon le sexe lorsque la 

fourniture de biens et services exclusivement ou 
essentiellement destinés aux personnes de sexe masculin ou 
de sexe féminin est justifiée par un but légitime et que les 
moyens de parvenir à ce but sont nécessaires et appropriés ; 

― au calcul des primes et à l'attribution des prestations 
d'assurance dans les conditions prévues par l'article L. 111-7 
du code des assurances ; 

第 2 条
平等の原則の遵守を保障するその他の規則の適用を妨げるこ
となく： 
1 社会的保護、保健、福利厚生、教育、財及びサービスへの
アクセス、又は、その支給における、特定の民族若しくは
人種への実際若しくは想定上の帰属若しくは非帰属に基づ
く直接的又は間接的差別はすべて、禁止される； 

2 労働組合又は職業組織への加入及び参加（労働組合又は職
業組合から提供される恩典を含む）、雇用へのアクセス、採
用、職業訓練、労働（自営又は非賃金労働を含む）、労働条
件、及び、昇進における、性別、特定の民族若しくは人種
への実際若しくは想定上の帰属若しくは非帰属、宗教若し
くは信条、障害、年齢、又は、性的指向に基づく直接的又
は間接的差別はすべて、禁止される。 
取扱いの差異が、職業上の本質的かつ決定的な要請にこた
えるためであり、さらに、目的が正当でありかつ妥当な要
請の範囲内である場合、この原則（訳注：前段の差別禁止
原則）は、前段に定める理由に基づく取扱いの差異を妨げ
ない； 

3 出産休暇を含む妊娠又は母性に基づく直接的又は間接的差
別はすべて、禁止される。 
この原則は、同様の（訳注：上記の第２条第 2 項後段に述
べる）理由のために行われる女性への優遇措置を妨げない；  

4 財及びサービスへのアクセス、並びに、財及びサービスの
供給における、性別に基づく直接的又は間接的差別はすべ
て、禁止される。 
この原則は、以下のことを妨げない。 
― 排他的又は本質的に男性又は女性を対象とする財及び
サービスの供給が、正当な目的によって正当化され、か
つ、その目的を達成する手段が必要かつ適切である場合、
性別による異なる処遇； 

― 保険法典 L111-7 条に定める条件に基づく保険料の計算
及び保険金の給付； 

― 性別に基づいて生徒の編成を行う教育構成。 
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Article R5214-21  
L'association transmet au ministre chargé de l'emploi, pour 
approbation, le projet de répartition des contributions pour 
l'année en cours, au plus tard au 31 mars de chaque année. 
Elle lui adresse également le rapport d'utilisation des 
contributions pour l'année écoulée. 

 

R5214-21 条
障害者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)は、遅くとも毎
年 3 月 31 日までに、雇用担当大臣に対し、当該年における
納付金の配分計画を提出して承認を得る。 
加えて、同期間は、前年の納付金の使途報告書を雇用担当大
臣に提出する。 

Article R5214-22 
Dans le respect des missions prévues à l'article L. 5214-3, la 
convention d'objectifs détermine notamment :  
1° Les engagements réciproques contribuant à la cohérence entre 

les mesures de droit commun de l'emploi et de la formation 
professionnelle et les mesures spécifiques arrêtées par 
l'association et les moyens financiers nécessaires à l'atteinte de 
ces objectifs ;  

2° Les priorités et les grands principes d'intervention du service 
public de l'emploi et des organismes de placement spécialisés. 

 

R5214-22 条
L5214-3 条に挙げられた使命を尊重するために、目標契約は、
特に以下を規定する： 
1 雇用及び職業訓練について一般法が定める諸手段と、障害
者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)により決定され
た特別措置及びその目標の達成に必要な財政措置との間の
一貫性を保つための相互の義務； 

2 公共職業紹介所及び専門職業紹介機関の介入についての優
先順位及び大原則。 

Article R5214-23  
Une convention de coopération est conclue entre l'association 
chargée de la gestion du fonds de développement pour l'insertion 
professionnelle des handicapés et le fonds pour l'insertion 
professionnelle des handicapés dans la fonction publique. 
Elle détermine notamment les obligations respectives des parties 
à l'égard des organismes de placement spécialisés. 

 

R5214-23 条
障害者職業参入基金管理運営機関(AGEFIPH)と公務部門障
害者職業参入基金(FIPHFP)との間で協力協定が締結される。
協定では特に、専門職業紹介機関に対するそれぞれの義務を
規定する。 

Chapitre V : Dispositions pénales 
 
Article R5215-1  

Le fait de ne pas respecter l'obligation de ré-entraînement au 
travail et de rééducation professionnelle des salariés malades et 
blessés, en méconnaissance des dispositions de l'article L. 5213-5, 
est puni de l'amende prévue pour les contraventions de la 
quatrième classe. 

第 5章：罰則 
 
R5215-1 条 

L5213-5 条の規定に違反し、傷病を負った労働者の職場にお
ける再訓練や職業再教育の義務を遵守しない場合、第 4 等級
の違警罪として罰金刑に処せられる。 

 
 
 
 

− 204 − − 205 −



2008 年差別対策分野 EU 法適合法  1 / 2 

 F-004  
LOI n° 2008-496 du 27 mai 2008 portant diverses 
dispositions d'adaptation au droit communautaire 

dans le domaine de la lutte contre les 
discriminations  

差別対策分野のＥＵ法への適合を目指す様々な規定
を定める 2008 年 5 月 27 日の法律（第 2008-496 号）

(Dernière modification : 29 mai 2008)
 
L'Assemblée nationale et le Sénat ont adopté, 
Le Président de la République promulgue la loi dont la teneur suit :
 

(最新改定: 2008 年 5 月 29 日)

以下の文面の法律を国民議会、元老院共が採択し、 
フランス共和国大統領が交付： 

Article 1  
Constitue une discrimination directe la situation dans laquelle, 
sur le fondement de son appartenance ou de sa non-appartenance, 
vraie ou supposée, à une ethnie ou une race, sa religion, ses 
convictions, son âge, son handicap, son orientation sexuelle ou son 
sexe, une personne est traitée de manière moins favorable qu'une 
autre ne l'est, ne l'a été ou ne l'aura été dans une situation 
comparable. 
Constitue une discrimination indirecte une disposition, un critère 
ou une pratique neutre en apparence, mais susceptible 
d'entraîner, pour l'un des motifs mentionnés au premier alinéa, un 
désavantage particulier pour des personnes par rapport à d'autres 
personnes, à moins que cette disposition, ce critère ou cette 
pratique ne soit objectivement justifié par un but légitime et que 
les moyens pour réaliser ce but ne soient nécessaires et 
appropriés. 
La discrimination inclut : 
1° Tout agissement lié à l'un des motifs mentionnés au premier 

alinéa et tout agissement à connotation sexuelle, subis par une 
personne et ayant pour objet ou pour effet de porter atteinte à 
sa dignité ou de créer un environnement intimidant, hostile, 
dégradant, humiliant ou offensant ; 

2° Le fait d'enjoindre à quiconque d'adopter un comportement 
prohibé par l'article 2. 

 

第 1 条
ある人が、特定の民族若しくは人種への実際若しくは想定上
の帰属若しくは非帰属、宗教、信条、年齢、障害、性的指向
又は性別に基づいて、比肩しうる状況の他の者が受けている、
受けていた、又は、受けるであろう処遇よりも不利な処遇を
受けるとき、それは、直接的差別に該当する。 
見かけは中立的な規定、基準又は慣行が、第１項に記載の理
由の１つのために、特定の人に他の人より特別な不利益をも
たらす可能性がある場合、この規定、基準又は慣行は、正当
な目的によって客観的に正当化され、かつ、この目的に到達
する方法が必要かつ適切である場合を除き、間接的差別に該
当する。 
差別には次のことが含まれる： 
1 第１項記載の理由のいずれかに関連するあらゆる行為、及
び、性的含意を有するあらゆる行為で、それを被った人の
尊厳を傷つけるか、又は、威圧的、敵対的、中傷的、屈辱
的若しくは侮辱的状況を現出させる目的若しくは効果を有
するもの； 

2 何人に対してであれ、第２条により禁止された行為を行う
よう命令すること。 

 

Article 2  
Sans préjudice de l'application des autres règles assurant le 
respect du principe d'égalité : 
1° Toute discrimination directe ou indirecte fondée sur 

l'appartenance ou la non-appartenance, vraie ou supposée, à 
une ethnie ou une race est interdite en matière de protection 
sociale, de santé, d'avantages sociaux, d'éducation, d'accès aux 
biens et services ou de fourniture de biens et services ; 

2° Toute discrimination directe ou indirecte fondée sur le sexe, 
l'appartenance ou la non-appartenance, vraie ou supposée, à 
une ethnie ou une race, la religion ou les convictions, le 
handicap, l'âge ou l'orientation sexuelle est interdite en matière 
d'affiliation et d'engagement dans une organisation syndicale 
ou professionnelle, y compris d'avantages procurés par elle, 
d'accès à l'emploi, d'emploi, de formation professionnelle et de 
travail, y compris de travail indépendant ou non salarié, ainsi 
que de conditions de travail et de promotion professionnelle. 
Ce principe ne fait pas obstacle aux différences de traitement 
fondées sur les motifs visés à l'alinéa précédent lorsqu'elles 
répondent à une exigence professionnelle essentielle et 
déterminante et pour autant que l'objectif soit légitime et 
l'exigence proportionnée ; 

3° Toute discrimination directe ou indirecte est interdite en raison 
de la grossesse ou de la maternité, y compris du congé de 
maternité. 
Ce principe ne fait pas obstacle aux mesures prises en faveur 
des femmes pour ces mêmes motifs ; 

4° Toute discrimination directe ou indirecte fondée sur le sexe est 
interdite en matière d'accès aux biens et services et de 
fourniture de biens et services. 
Ce principe ne fait pas obstacle : 
― à ce que soient faites des différences selon le sexe lorsque la 

fourniture de biens et services exclusivement ou 
essentiellement destinés aux personnes de sexe masculin ou 
de sexe féminin est justifiée par un but légitime et que les 
moyens de parvenir à ce but sont nécessaires et appropriés ; 

― au calcul des primes et à l'attribution des prestations 
d'assurance dans les conditions prévues par l'article L. 111-7 
du code des assurances ; 

第 2 条
平等の原則の遵守を保障するその他の規則の適用を妨げるこ
となく： 
1 社会的保護、保健、福利厚生、教育、財及びサービスへの
アクセス、又は、その支給における、特定の民族若しくは
人種への実際若しくは想定上の帰属若しくは非帰属に基づ
く直接的又は間接的差別はすべて、禁止される； 

2 労働組合又は職業組織への加入及び参加（労働組合又は職
業組合から提供される恩典を含む）、雇用へのアクセス、採
用、職業訓練、労働（自営又は非賃金労働を含む）、労働条
件、及び、昇進における、性別、特定の民族若しくは人種
への実際若しくは想定上の帰属若しくは非帰属、宗教若し
くは信条、障害、年齢、又は、性的指向に基づく直接的又
は間接的差別はすべて、禁止される。 
取扱いの差異が、職業上の本質的かつ決定的な要請にこた
えるためであり、さらに、目的が正当でありかつ妥当な要
請の範囲内である場合、この原則（訳注：前段の差別禁止
原則）は、前段に定める理由に基づく取扱いの差異を妨げ
ない； 

3 出産休暇を含む妊娠又は母性に基づく直接的又は間接的差
別はすべて、禁止される。 
この原則は、同様の（訳注：上記の第２条第 2 項後段に述
べる）理由のために行われる女性への優遇措置を妨げない；  

4 財及びサービスへのアクセス、並びに、財及びサービスの
供給における、性別に基づく直接的又は間接的差別はすべ
て、禁止される。 
この原則は、以下のことを妨げない。 
― 排他的又は本質的に男性又は女性を対象とする財及び
サービスの供給が、正当な目的によって正当化され、か
つ、その目的を達成する手段が必要かつ適切である場合、
性別による異なる処遇； 

― 保険法典 L111-7 条に定める条件に基づく保険料の計算
及び保険金の給付； 

― 性別に基づいて生徒の編成を行う教育構成。 
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 F-005  
LOI organique n° 2011-333 du 29 mars 2011 

relative au Défenseur des droits 
2011年 3月 29日の権利擁護機関に関する組織法律

（第 2011-333 号） 
(Dernière modification : 31 mars 2011)

 
 

(最終改定: 2011 年 3 月 31 日)
 

訳注：Défenseur des droits は機関名と役職名（機関の長）の両方
を示す語であることから、機関名を指している場合には「権
利擁護機関」、役職名を指している場合には「権利擁護官」
とした。 

 
L'Assemblée nationale et le Sénat ont adopté, 
Le Conseil constitutionnel a déclaré conforme à la Constitution ; 
Le Président de la République promulgue la loi dont la teneur suit :
 

国民議会及び元老院が次の法律を採択し、 
憲法院が憲法との整合性があることを宣言した； 
フランス共和国大統領がこれを公布した： 

TITRE IER : DISPOSITIONS GENERALES  
 
Article 1  

Le Défenseur des droits est nommé par décret en conseil des 
ministres, après application de la procédure prévue au dernier 
alinéa de l'article 13 de la Constitution.  
Il ne peut être mis fin à ses fonctions que sur sa demande ou en 
cas d'empêchement dans des conditions définies par décret en 
Conseil d'Etat. 

 

第 1 編：一般条項
 
第 1 条 
権利擁護官は、憲法第 13 条の最終項に定める手続きの適用
後、閣議の議を経たデクレにより任命される。 
権利擁護官は、国務院の議を経たデクレによって規定された
条件に従い、自ら願い出た場合、又は、業務に支障が生じる
場合にしか、その任務を終了させることはできない。 
 

Article 2  
Le Défenseur des droits, autorité constitutionnelle indépendante, 
ne reçoit, dans l'exercice de ses attributions, aucune instruction. 
Le Défenseur des droits et ses adjoints ne peuvent être poursuivis, 
recherchés, arrêtés, détenus ou jugés à l'occasion des opinions 
qu'ils émettent ou des actes qu'ils accomplissent dans l'exercice de 
leurs fonctions. 

 

第 2 条
権利擁護機関は、憲法に根拠を有合うる独立機関であり、そ
の権限の行使において、いかなる指示も受けない。 
権利擁護官及び補佐官は、その発言やその職務を遂行する中
で取った行動について、告訴、捜索、逮捕、拘留されたり、
裁かれたりしない。 

 

Article 3  
Les fonctions de Défenseur des droits et celles de ses adjoints sont 
incompatibles avec celles de membre du Gouvernement, du 
Conseil constitutionnel, du Conseil supérieur de la magistrature 
et du Conseil économique, social et environnemental ainsi qu'avec 
tout mandat électif. 
Le membre du Gouvernement, du Conseil constitutionnel, du 
Conseil supérieur de la magistrature, du Conseil économique, 
social et environnemental ou le titulaire d'un mandat électif qui 
est nommé Défenseur des droits ou adjoint est réputé avoir opté 
pour ces dernières fonctions s'il n'a pas exprimé de volonté 
contraire dans les huit jours suivant la publication au Journal 
officiel de sa nomination. 
Les fonctions de Défenseur des droits et celles de ses adjoints sont, 
en outre, incompatibles avec toute autre fonction ou emploi public 
et toute activité professionnelle ainsi qu'avec toute fonction de 
président et de membre de conseil d'administration, de président 
et de membre de directoire, de président et de membre de conseil 
de surveillance, et d'administrateur délégué dans toute société, 
entreprise ou établissement. 
Dans un délai d'un mois suivant la publication de sa nomination 
comme Défenseur des droits ou comme un de ses adjoints, la 
personne nommée doit cesser toute activité incompatible avec ses 
nouvelles fonctions. Si elle est fonctionnaire ou magistrat, elle est 
placée en position de détachement de plein droit pendant la durée 
de ses fonctions et ne peut recevoir, au cours de cette période, 
aucune promotion au choix. 

 

第 3 条
権利擁護官及び補佐官の職務は、政府、憲法評議会、司法官
高等評議会、経済社会環境評議会の委員の職務、及び、すべ
ての公選職の任務と兼任することはできない。 
政府、憲法評議会、司法官高等評議会、経済社会環境評議会
の委員、あるいは、公選職の肩書きをもつ者が、権利擁護官
又は補佐官に任命された場合には、任命が官報で公示された
後 8 日以内に反対の意を示さない限り、権利擁護官及び補佐
官の職務を選択したものとみなされる。 
権利擁護官と補佐官の職務は、さらに、他の公務及びすべて
の活動、並びに理事会の会長及び委員、執行役会の会長及び
委員、監査役会の会長及び委員、あらゆる会社及び事業所の
代表取締役の職務を兼任することはできない。 
権利擁護官及び補佐官の一人としての任命が公示されてから
1 ヶ月以内に、任命を受けた者は、新たな職務と兼任するこ
とができないすべての活動を辞めなければならない。その者
が公務員や司法官である場合、権利擁護官や補佐官の任期中
は自動的に出向扱いとなり、この期間中はいかなる抜擢によ
る昇進も受けることはできない。 

 

TITRE II : DISPOSITIONS RELATIVES AUX COMPETENCES 
ET A LA SAISINE DU DEFENSEUR DES DROITS  

 
Article 4  

Le Défenseur des droits est chargé : 
1° De défendre les droits et libertés dans le cadre des relations 

avec les administrations de l'Etat, les collectivités territoriales, 
les établissements publics et les organismes investis d'une 
mission de service public ; 

2° De défendre et de promouvoir l'intérêt supérieur et les droits de 
l'enfant consacrés par la loi ou par un engagement international 
régulièrement ratifié ou approuvé par la France ; 

3° De lutter contre les discriminations, directes ou indirectes, 
prohibées par la loi ou par un engagement international 
régulièrement ratifié ou approuvé par la France ainsi que de 

第 2 編：権利擁護機関の権限と管轄に関する条項
 
 
第 4 条 
権利擁護機関の任務は、以下のとおりである： 
1 国家の行政機関、地方自治体、公的機関、公役務の任務を
委託された組織との関係における権利と自由を擁護する；

2 法律、又は、正式にフランスが批准若しくは承認した国際
条約に謳われている子どもの重大な利益と権利を擁護し、
促進する； 

3 法律、又は、正式にフランスが批准若しくは承認した国際
条約により禁止されている直接差別又は間接差別と戦い、
平等を促進する； 

4 フランス領土において安全保障活動を行っている者が、倫
理規範を尊重しているかを監視する。 
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― à l'organisation d'enseignements par regroupement des 
élèves en fonction de leur sexe. 

 
Article 3  

Aucune personne ayant témoigné de bonne foi d'un agissement 
discriminatoire ou l'ayant relaté ne peut être traitée 
défavorablement de ce fait. 
Aucune décision défavorable à une personne ne peut être fondée 
sur sa soumission ou son refus de se soumettre à une 
discrimination prohibée par l'article 2. 

 

第 3 条
何人も差別行為について善意の証言をした、又は、差別行為
について供述をしたことをもって、不利益な取扱いを受けて
はならない。 
ある人への不利益な決定は、いかなる場合も、第 2 条によっ
て禁止された差別に対する服従、又は、服従の拒否に基づい
たものであってはならない。 

 
Article 4  

Toute personne qui s'estime victime d'une discrimination directe 
ou indirecte présente devant la juridiction compétente les faits qui 
permettent d'en présumer l'existence. Au vu de ces éléments, il 
appartient à la partie défenderesse de prouver que la mesure en 
cause est justifiée par des éléments objectifs étrangers à toute 
discrimination. 
Le présent article ne s'applique pas devant les juridictions 
pénales. 

 

第 4 条
直接的又は間接的差別の被害者であると考える人はすべて、
管轄裁判所においてかかる差別（訳注：直接差別又は間接差
別）の存在を推定させる事実を提示する。この諸要素を鑑み
て、被告側が、問題となっている措置がいかなる差別とも関
係のない客観的要素によって正当化できることを証明しなけ
ればならない。 
本条は、刑事裁判所では適用されない。 

 

Article 5  
I. - Les articles 1er à 4 et 7 à 10 s'appliquent à toutes les 

personnes publiques ou privées, y compris celles exerçant une 
activité professionnelle indépendante. 

II. - Ils s'entendent sans préjudice des dispositions et conditions 
relatives à l'admission et au séjour des ressortissants des pays 
non membres de l'Union européenne et des apatrides. 

 

第 5 条
I. ― 第１条ないし第４条及び第７ないし第 10 条は、自営業

を営む人も含め、すべての公法人又は私法人に適用される。
II. ― いずれの条項も、欧州連合非加盟国出身者及び無国籍
者の受入れ及び滞在に関する法令及び条件を妨げることな
く解釈される。 

Article 6 
A modifié les dispositions suivantes : 

Modifie Code du travail - art. L1132-1 (V)  
Transfère Code du travail - art. L1133-1 (T)  
Modifie Code du travail - art. L1133-1 (V)  
Transfère Code du travail - art. L1133-2 (T)  
Modifie Code du travail - art. L1133-2 (V)  
Transfère Code du travail - art. L1133-3 (T)  
Crée Code du travail - art. L1133-4 (V)  
Modifie Code du travail - art. L1134-1 (V)  
Modifie Code du travail - art. L1142-2 (V)  
Modifie Code du travail - art. L1142-6 (V)  
Modifie Code du travail - art. L2141-1 (V)  
Modifie Code du travail - art. L5213-6 (V)  

 

第 6 条
次の条項を修正： 

労働法典 L1132-1 条（V）の改正 
労働法典 L1133-1 条（T）への移行 
労働法典 L1133-1 条（V）の改正 
労働法典 L1133-2 条（T）への移行 
労働法典 L1133-2 条（T）の改正 
労働法典 L1133-3 条（T）への移行 
労働法典 L1133-4 条（V）の創設 
労働法典 L1134-1 条（V）の改正 
労働法典 L1142-2 条（V）の改正 
労働法典 L1142-6 条（V）の改正 
労働法典 L2141-1 条（V）の改正 
労働法典 L5213-6 条（V）の改正 

Article 7 
A modifié les dispositions suivantes : 

Modifie Code pénal - art. 225-3 (V)  
 

第 7 条
次の条項を修正： 

刑法典第 225-3 条（V）の改正 

Article 8 
A modifié les dispositions suivantes : 

Crée Code de la mutualité - art. L112-1-1 (V)  
Crée Code de la sécurité sociale. - art. L931-3-2 (V)  

 

第 8 条
次の条項を修正： 

共済組合法典 L112-1-1 条（V）の創設 
社会保障法典 L931-3-2 条（V）の創設  

 
Article 9 

A modifié les dispositions suivantes : 
Abroge Loi n°2004-1486 du 30 décembre 2004 - TITRE II : 
MISE EN OEUVRE DU PRINCIPE DE L'ÉGAL... (Ab)  
Abroge Loi n°2004-1486 du 30 décembre 2004 - art. 19 (Ab)  

 

第 9 条
次の条項を修正： 

2004 年 12 月 30 日の法律第 2004-1486 号第 2 編：平等原
則の実施の廃止 
2004 年 12 月 30 日の法律第 2004-1486 号第 19 条の廃止

Article 10  
La présente loi est applicable en Nouvelle-Calédonie, en Polynésie 
française, dans les îles Wallis et Futuna et dans les Terres 
australes et antarctiques françaises dans toutes les matières que 
la loi organique ne réserve pas à la compétence de leurs 
institutions. 
La présente loi sera exécutée comme loi de l'Etat. 

 

第 10 条
本法は、ニューカレドニア、仏領ポリネシア、ウォリス・エ・
フツマ諸島、仏領南方・南極地域において、組織法律がこれ
らの地域の管轄としていないすべての事項について適用され
る。 
本法は国家の法律として施行される。 

Fait à Paris, le 27 mai 2008. 
Nicolas Sarkozy  

 
 

2008 年 5 月 27 日、パリにおいて制定 
ニコラ・サルコジ 
 

首相及び閣僚名（略） 
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Conseil supérieur de la magistrature, du Conseil économique, 
social et environnemental ou le titulaire d'un mandat électif qui 
est nommé Défenseur des droits ou adjoint est réputé avoir opté 
pour ces dernières fonctions s'il n'a pas exprimé de volonté 
contraire dans les huit jours suivant la publication au Journal 
officiel de sa nomination. 
Les fonctions de Défenseur des droits et celles de ses adjoints sont, 
en outre, incompatibles avec toute autre fonction ou emploi public 
et toute activité professionnelle ainsi qu'avec toute fonction de 
président et de membre de conseil d'administration, de président 
et de membre de directoire, de président et de membre de conseil 
de surveillance, et d'administrateur délégué dans toute société, 
entreprise ou établissement. 
Dans un délai d'un mois suivant la publication de sa nomination 
comme Défenseur des droits ou comme un de ses adjoints, la 
personne nommée doit cesser toute activité incompatible avec ses 
nouvelles fonctions. Si elle est fonctionnaire ou magistrat, elle est 
placée en position de détachement de plein droit pendant la durée 
de ses fonctions et ne peut recevoir, au cours de cette période, 
aucune promotion au choix. 

 

第 3 条
権利擁護官及び補佐官の職務は、政府、憲法評議会、司法官
高等評議会、経済社会環境評議会の委員の職務、及び、すべ
ての公選職の任務と兼任することはできない。 
政府、憲法評議会、司法官高等評議会、経済社会環境評議会
の委員、あるいは、公選職の肩書きをもつ者が、権利擁護官
又は補佐官に任命された場合には、任命が官報で公示された
後 8 日以内に反対の意を示さない限り、権利擁護官及び補佐
官の職務を選択したものとみなされる。 
権利擁護官と補佐官の職務は、さらに、他の公務及びすべて
の活動、並びに理事会の会長及び委員、執行役会の会長及び
委員、監査役会の会長及び委員、あらゆる会社及び事業所の
代表取締役の職務を兼任することはできない。 
権利擁護官及び補佐官の一人としての任命が公示されてから
1 ヶ月以内に、任命を受けた者は、新たな職務と兼任するこ
とができないすべての活動を辞めなければならない。その者
が公務員や司法官である場合、権利擁護官や補佐官の任期中
は自動的に出向扱いとなり、この期間中はいかなる抜擢によ
る昇進も受けることはできない。 

 

TITRE II : DISPOSITIONS RELATIVES AUX COMPETENCES 
ET A LA SAISINE DU DEFENSEUR DES DROITS  

 
Article 4  

Le Défenseur des droits est chargé : 
1° De défendre les droits et libertés dans le cadre des relations 

avec les administrations de l'Etat, les collectivités territoriales, 
les établissements publics et les organismes investis d'une 
mission de service public ; 

2° De défendre et de promouvoir l'intérêt supérieur et les droits de 
l'enfant consacrés par la loi ou par un engagement international 
régulièrement ratifié ou approuvé par la France ; 

3° De lutter contre les discriminations, directes ou indirectes, 
prohibées par la loi ou par un engagement international 
régulièrement ratifié ou approuvé par la France ainsi que de 

第 2 編：権利擁護機関の権限と管轄に関する条項
 
 
第 4 条 
権利擁護機関の任務は、以下のとおりである： 
1 国家の行政機関、地方自治体、公的機関、公役務の任務を
委託された組織との関係における権利と自由を擁護する；

2 法律、又は、正式にフランスが批准若しくは承認した国際
条約に謳われている子どもの重大な利益と権利を擁護し、
促進する； 

3 法律、又は、正式にフランスが批准若しくは承認した国際
条約により禁止されている直接差別又は間接差別と戦い、
平等を促進する； 

4 フランス領土において安全保障活動を行っている者が、倫
理規範を尊重しているかを監視する。 
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ne peut recueillir l'accord. 
 
Article 9  

Lorsque le Défenseur des droits transmet une réclamation à une 
autre autorité indépendante investie d'une mission de protection 
des droits et libertés, il peut accompagner cette transmission de 
ses observations et demander à être informé des suites données à 
celles-ci. 
Le Défenseur des droits est associé, à sa demande, aux travaux de 
la Commission nationale de l'informatique et des libertés et de la 
Commission d'accès aux documents administratifs. 

 

第 9 条
権利擁護機関は、権利と自由の保護のための他の独立機関に
申立てを移送する際、すでに得られている所見を伝え、その
後の経過について情報提供を求めることができる。 
権利擁護機関は、要請すれば、情報と自由に関する国家委員
会及び行政文書へのアクセスに関する委員会の仕事に参加す
ることができる。 

 

Article 10  
Le Défenseur des droits ne peut être saisi ni ne peut se saisir des 
différends susceptibles de s'élever entre les personnes publiques 
et organismes mentionnés au 1° de l'article 4. 
Il ne peut être saisi ni ne peut se saisir, sauf au titre de ses 
compétences mentionnées au 3° du même article 4, des différends 
susceptibles de s'élever entre, d'une part, ces personnes publiques 
et organismes et, d'autre part, leurs agents, à raison de l'exercice 
de leurs fonctions. 

 

第 10 条
権利擁護機関は、公法人と第 4 条の 1 に言及されている機関
との間に起こりうる紛争に関する申立てを受けることも審議
することもしてはならない。 
権利擁護機関は、第 4 条の 3 に言及されている権限の場合を
除き、職務の遂行を理由として公法人及び第 4 条の 1 に言及
されている機関を一方当事者としその職員を他方当事者とし
て起こりうる紛争に関しても、申立てを受けることも審議す
ることも行ってはならない。 

 
TITRE III : DISPOSITIONS RELATIVES A L'INTERVENTION 

DU DEFENSEUR DES DROITS  
 
CHAPITRE IER : DISPOSITIONS RELATIVES AUX COLLEGES 
 
Article 11  

I. ― Le Défenseur des droits préside les collèges qui l'assistent 
pour l'exercice de ses attributions en matière de défense et de 
promotion des droits de l'enfant, de lutte contre les 
discriminations et de promotion de l'égalité, ainsi que de 
déontologie dans le domaine de la sécurité. 
Sur proposition du Défenseur des droits, le Premier ministre 
nomme les adjoints du Défenseur des droits, dont : 
― un Défenseur des enfants, vice-président du collège chargé 

de la défense et de la promotion des droits de l'enfant, choisi 
pour ses connaissances ou son expérience dans ce domaine ; 

― un adjoint, vice-président du collège chargé de la 
déontologie dans le domaine de la sécurité, choisi pour ses 
connaissances ou son expérience dans ce domaine ; 

― un adjoint, vice-président du collège chargé de la lutte 
contre les discriminations et de la promotion de l'égalité, 
choisi pour ses connaissances ou son expérience dans ce 
domaine. 

第 3 編：権利擁護官の介入に関する条項 
 
 
第 1 章：評議会に関する条項  
 
第 11 条 

I. ― 権利擁護官は、子どもの権利の保護と促進、差別との
戦い及び平等促進、並びに保安の分野における倫理規範に
関しての権限の行使に当たり、権利擁護官を補佐する評議
会の長を務める。 
権利擁護官の提案に従い、首相は権利擁護官の補佐官を任
命する。その者は以下のとおりである： 
― 子どもの権利擁護官は、子どもの権利の保護と促進を
担当する評議会の副議長を務め、この分野における知識
と経験により選ばれる； 

― 保安分野の倫理規範を担当する評議会の副議長を務め
る補佐官。この分野における知識と経験により選ばれ
る； 

― 差別と戦い、平等の促進を担当する評議会の副議長を
務める補佐官。この分野における知識と経験により選ば
れる。 

 

II. ― Les adjoints sont placés auprès du Défenseur des droits et 
sous son autorité. 
Le Défenseur des droits peut déléguer ses attributions à ses 
adjoints, dans leur domaine de compétence, à l'exception de 
celles mentionnées aux articles 19, 29, 31, 32, 36 et au dernier 
alinéa des articles 18 et 25. 
Chaque adjoint peut suppléer le Défenseur des droits à la 
présidence des réunions du collège dont il est le vice-président 
et le représenter, dans son domaine de compétence, auprès des 
organisations rassemblant les autorités indépendantes de pays 
tiers chargées de la protection des droits et libertés. 

 

II. ― 補佐官は権利擁護官の傍らに置かれると同時に、その
権限下に置かれる。 
権利擁護官は、第 19 条、第 29 条、第 31 条、第 32 条、第
36 条並びに第 18 条及び第 25 条の最終項に言及されてい
る権限を除き、各補佐官の権限の範囲内で、その権限を補
佐官に委任することができる。 
各補佐官は、副議長を務める評議会の会合の議長職におい
て権利擁護官の代理を務めること、及び、その権限の範囲
内で第三国の権利と自由の保護を任とする独立機関を集
めた組織に対し、権利擁護官を代理することができる。 

Article 12  
Le Défenseur des droits peut convoquer une réunion conjointe de 
plusieurs collèges et de ses adjoints afin de la consulter sur les 
réclamations ou les questions qui intéressent plusieurs de ses 
domaines de compétence, ou qui présentent une difficulté 
particulière. 

 

第 12 条
権利擁護官は、複数の管轄に関係する問題、又は特別な困難
を呈する申立て若しくは問題について諮問するために、複数
の評議会及び補佐官からなる合同会議を招集することができ
る。 

 

Article 13  
Lorsqu'il intervient en matière de déontologie de la sécurité, le 
Défenseur des droits consulte, sur toute question nouvelle, un 
collège qu'il préside et qui comprend, outre son adjoint, 
vice-président : 
― trois personnalités qualifiées désignées par le président du 

Sénat ; 
― trois personnalités qualifiées désignées par le président de 

l'Assemblée nationale ; 
― un membre ou ancien membre du Conseil d'Etat désigné par le 

vice-président du Conseil d'Etat ; 

第 13 条
保安分野の倫理規範に関して介入する場合、権利擁護官は、
すべての新たな問題について、自らが議長を務める評議会に
諮問する。その評議会は、副議長を務める補佐官の他に以下
の者を含む： 
― 元老院議長により選任された有識者 3 人； 
― 国民議会議長により選任された有識者 3 人； 
― 国務院の副院長により選任された国務院の構成員、又は元
構成員； 

― 破毀院長官と破毀院所属の検事長の連名で選任された破
毀院の構成員又は元構成員 
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promouvoir l'égalité ; 
4° De veiller au respect de la déontologie par les personnes 

exerçant des activités de sécurité sur le territoire de la 
République. 

 
Article 5  

Le Défenseur des droits peut être saisi : 
1° Par toute personne physique ou morale qui s'estime lésée dans 

ses droits et libertés par le fonctionnement d'une administration 
de l'Etat, d'une collectivité territoriale, d'un établissement 
public ou d'un organisme investi d'une mission de service 
public ; 

2° Par un enfant qui invoque la protection de ses droits ou une 
situation mettant en cause son intérêt, par ses représentants 
légaux, les membres de sa famille, les services médicaux ou 
sociaux ou toute association régulièrement déclarée depuis au 
moins cinq ans à la date des faits et se proposant par ses statuts 
de défendre les droits de l'enfant ; 

3° Par toute personne qui s'estime victime d'une discrimination, 
directe ou indirecte, prohibée par la loi ou par un engagement 
international régulièrement ratifié ou approuvé par la France, 
ou par toute association régulièrement déclarée depuis au 
moins cinq ans à la date des faits se proposant par ses statuts 
de combattre les discriminations ou d'assister les victimes de 
discriminations, conjointement avec la personne s'estimant 
victime de discrimination ou avec son accord ; 

4° Par toute personne qui a été victime ou témoin de faits dont elle 
estime qu'ils constituent un manquement aux règles de 
déontologie dans le domaine de la sécurité. 

Le Défenseur des droits peut être saisi des agissements de 
personnes publiques ou privées. 
Il peut en outre se saisir d'office ou être saisi par les ayants droit 
de la personne dont les droits et libertés sont en cause. 
Il est saisi des réclamations qui sont adressées à ses adjoints. 

 

第 5 条
権利擁護機関は以下の者による申立てを受ける： 
1 国の行政機関、地方自治体、公的機関、公役務の任務を委
託された組織により、権利と自由を侵害されたとするすべ
ての自然人及び法人； 

2 権利の保護や利益を損なう状況について保護を求める子ど
も、その者の法的代理人、家族、医療若しくは福祉機関、
又は行為が行われた日に少なくとも 5 年間、届出をして合
法的に活動し、その規約で子どもの権利を擁護すること定
めているすべての非営利組織； 

3 法律、又はフランスが正式に批准若しくは承認した国際条
約によって禁止されている直接差別又は間接差別の対象と
なっていると感じているすべての人、又は、行為が行われ
た日に少なくとも 5 年間、届出をして合法的に活動し、そ
の規約で差別と戦う、又は、自分が差別を受けていると思
う者とともに、あるいは、その人の合意を得て、差別の被
害者を手助けすることを定めているすべての非営利組織；

4 保安の分野における倫理規範の違反を構成すると考えられ
る事実の被害者や目撃者となったすべての人。 

権利擁護機関は、公人、又は、私人の不正行為についての申
立てを受けることができる。 
権利擁護機関は、さらに、職権に基づいて審議すること、又
は、権利及び自由の侵害が問題となっている人の権利承継人
による申立てを受けることができる。 
補佐官に宛てた申立ても、権利擁護官が受ける。 
 

Article 6  
La saisine du Défenseur des droits est gratuite. 
Elle est précédée de démarches préalables auprès des personnes 
publiques ou des organismes mis en cause, sauf lorsqu'elle est 
présentée au titre des compétences mentionnées aux 2° à 4° de 
l'article 4. 
La saisine du Défenseur des droits n'interrompt ni ne suspend par 
elle-même les délais de prescription des actions en matière civile, 
administrative ou pénale, non plus que ceux relatifs à l'exercice de 
recours administratifs ou contentieux. 

 

第 6 条
権利擁護機関への申立ては無料である。 
この申立ては、第 4 条の 2 から 4 に言及した権限に関してな
された場合を除き、問題となっている公法人又は組織に対す
る事前手続きの後に行われる。 
権利擁護機関への申立ては、民事、行政又は刑事の訴権の時
効期間を中断又は停止しない。行政不服審査や訴訟の提起に
係る時効期間も同様である。 

 

Article 7  
Une réclamation peut être adressée à un député, à un sénateur ou 
à un représentant français au Parlement européen, qui la 
transmet au Défenseur des droits s'il estime qu'elle appelle son 
intervention. Le Défenseur des droits informe le député, le 
sénateur ou le représentant français au Parlement européen des 
suites données à cette transmission. 
Les membres du Parlement peuvent, de leur propre initiative, 
saisir le Défenseur des droits d'une question qui leur paraît 
appeler son intervention. 
Sur la demande de l'une des commissions permanentes de son 
assemblée, le président de l'Assemblée nationale ou le président 
du Sénat peut transmettre au Défenseur des droits, dans les 
domaines de sa compétence, toute pétition dont l'assemblée a été 
saisie. 
Le Défenseur des droits instruit également les réclamations qui 
lui sont transmises par le Médiateur européen ou un homologue 
étranger et qui lui paraissent relever de sa compétence et appeler 
son intervention. 

 

第 7 条
申立ては、国民議会議員、元老院議員や欧州議会のフランス
代表に対して送ることができ、そこで権利擁護機関の介入が
必要だと判断されれば、その申立ては権利擁護機関に移送さ
れる。権利擁護機関は、その後の経過を国民議会議員、元老
院議員、又は欧州議会フランス代表に通知する。 
議員は、自らの発意により、介入が必要だと思われる問題を、
権利擁護機関に申し立てることができる。 
議会の常任委員会の一つからの要求に基づき、国民議会議長
や元老院議長は、権利擁護機関の権限の及ぶ分野について、
議会に対して行われた請願をすべて、権利擁護機関に移送す
ることができる。 
権利擁護機関は、同様に、欧州の調停人や海外の調停人から
回されてきた申立てについても、その権限の範囲内であり介
入が必要であると思われるものについて、審議する。 

 

Article 8  
Lorsqu'il se saisit d'office ou lorsqu'il est saisi autrement qu'à 
l'initiative de la personne s'estimant lésée ou, s'agissant d'un 
enfant, de ses représentants légaux, le Défenseur des droits ne 
peut intervenir qu'à la condition que cette personne ou, le cas 
échéant, ses ayants droit ait été avertie et ne se soit pas opposée à 
son intervention. Toutefois, il peut toujours se saisir des cas lui 
paraissant mettre en cause l'intérêt supérieur d'un enfant et des 
cas relatifs à des personnes qui ne sont pas identifiées ou dont il 

第 8 条
権利擁護機関が職権を用いて審議を行う、又は、権利を侵害
された本人以外若しくは子供の場合はその法定代理人以外の
者による申立てである場合、権利擁護機関は、その者あるい
は権利承継人に通知して反対がない場合しか、介入すること
ができない。しかしながら、子どもの利益を危うくすると思
われる場合、及び、特定されていない者又は同意が得られな
い者に関する場合は、常にその審議を行うことができる。 
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ne peut recueillir l'accord. 
 
Article 9  

Lorsque le Défenseur des droits transmet une réclamation à une 
autre autorité indépendante investie d'une mission de protection 
des droits et libertés, il peut accompagner cette transmission de 
ses observations et demander à être informé des suites données à 
celles-ci. 
Le Défenseur des droits est associé, à sa demande, aux travaux de 
la Commission nationale de l'informatique et des libertés et de la 
Commission d'accès aux documents administratifs. 

 

第 9 条
権利擁護機関は、権利と自由の保護のための他の独立機関に
申立てを移送する際、すでに得られている所見を伝え、その
後の経過について情報提供を求めることができる。 
権利擁護機関は、要請すれば、情報と自由に関する国家委員
会及び行政文書へのアクセスに関する委員会の仕事に参加す
ることができる。 

 

Article 10  
Le Défenseur des droits ne peut être saisi ni ne peut se saisir des 
différends susceptibles de s'élever entre les personnes publiques 
et organismes mentionnés au 1° de l'article 4. 
Il ne peut être saisi ni ne peut se saisir, sauf au titre de ses 
compétences mentionnées au 3° du même article 4, des différends 
susceptibles de s'élever entre, d'une part, ces personnes publiques 
et organismes et, d'autre part, leurs agents, à raison de l'exercice 
de leurs fonctions. 

 

第 10 条
権利擁護機関は、公法人と第 4 条の 1 に言及されている機関
との間に起こりうる紛争に関する申立てを受けることも審議
することもしてはならない。 
権利擁護機関は、第 4 条の 3 に言及されている権限の場合を
除き、職務の遂行を理由として公法人及び第 4 条の 1 に言及
されている機関を一方当事者としその職員を他方当事者とし
て起こりうる紛争に関しても、申立てを受けることも審議す
ることも行ってはならない。 

 
TITRE III : DISPOSITIONS RELATIVES A L'INTERVENTION 

DU DEFENSEUR DES DROITS  
 
CHAPITRE IER : DISPOSITIONS RELATIVES AUX COLLEGES 
 
Article 11  

I. ― Le Défenseur des droits préside les collèges qui l'assistent 
pour l'exercice de ses attributions en matière de défense et de 
promotion des droits de l'enfant, de lutte contre les 
discriminations et de promotion de l'égalité, ainsi que de 
déontologie dans le domaine de la sécurité. 
Sur proposition du Défenseur des droits, le Premier ministre 
nomme les adjoints du Défenseur des droits, dont : 
― un Défenseur des enfants, vice-président du collège chargé 

de la défense et de la promotion des droits de l'enfant, choisi 
pour ses connaissances ou son expérience dans ce domaine ; 

― un adjoint, vice-président du collège chargé de la 
déontologie dans le domaine de la sécurité, choisi pour ses 
connaissances ou son expérience dans ce domaine ; 

― un adjoint, vice-président du collège chargé de la lutte 
contre les discriminations et de la promotion de l'égalité, 
choisi pour ses connaissances ou son expérience dans ce 
domaine. 

第 3 編：権利擁護官の介入に関する条項 
 
 
第 1 章：評議会に関する条項  
 
第 11 条 

I. ― 権利擁護官は、子どもの権利の保護と促進、差別との
戦い及び平等促進、並びに保安の分野における倫理規範に
関しての権限の行使に当たり、権利擁護官を補佐する評議
会の長を務める。 
権利擁護官の提案に従い、首相は権利擁護官の補佐官を任
命する。その者は以下のとおりである： 
― 子どもの権利擁護官は、子どもの権利の保護と促進を
担当する評議会の副議長を務め、この分野における知識
と経験により選ばれる； 

― 保安分野の倫理規範を担当する評議会の副議長を務め
る補佐官。この分野における知識と経験により選ばれ
る； 

― 差別と戦い、平等の促進を担当する評議会の副議長を
務める補佐官。この分野における知識と経験により選ば
れる。 

 

II. ― Les adjoints sont placés auprès du Défenseur des droits et 
sous son autorité. 
Le Défenseur des droits peut déléguer ses attributions à ses 
adjoints, dans leur domaine de compétence, à l'exception de 
celles mentionnées aux articles 19, 29, 31, 32, 36 et au dernier 
alinéa des articles 18 et 25. 
Chaque adjoint peut suppléer le Défenseur des droits à la 
présidence des réunions du collège dont il est le vice-président 
et le représenter, dans son domaine de compétence, auprès des 
organisations rassemblant les autorités indépendantes de pays 
tiers chargées de la protection des droits et libertés. 

 

II. ― 補佐官は権利擁護官の傍らに置かれると同時に、その
権限下に置かれる。 
権利擁護官は、第 19 条、第 29 条、第 31 条、第 32 条、第
36 条並びに第 18 条及び第 25 条の最終項に言及されてい
る権限を除き、各補佐官の権限の範囲内で、その権限を補
佐官に委任することができる。 
各補佐官は、副議長を務める評議会の会合の議長職におい
て権利擁護官の代理を務めること、及び、その権限の範囲
内で第三国の権利と自由の保護を任とする独立機関を集
めた組織に対し、権利擁護官を代理することができる。 

Article 12  
Le Défenseur des droits peut convoquer une réunion conjointe de 
plusieurs collèges et de ses adjoints afin de la consulter sur les 
réclamations ou les questions qui intéressent plusieurs de ses 
domaines de compétence, ou qui présentent une difficulté 
particulière. 

 

第 12 条
権利擁護官は、複数の管轄に関係する問題、又は特別な困難
を呈する申立て若しくは問題について諮問するために、複数
の評議会及び補佐官からなる合同会議を招集することができ
る。 

 

Article 13  
Lorsqu'il intervient en matière de déontologie de la sécurité, le 
Défenseur des droits consulte, sur toute question nouvelle, un 
collège qu'il préside et qui comprend, outre son adjoint, 
vice-président : 
― trois personnalités qualifiées désignées par le président du 

Sénat ; 
― trois personnalités qualifiées désignées par le président de 

l'Assemblée nationale ; 
― un membre ou ancien membre du Conseil d'Etat désigné par le 

vice-président du Conseil d'Etat ; 

第 13 条
保安分野の倫理規範に関して介入する場合、権利擁護官は、
すべての新たな問題について、自らが議長を務める評議会に
諮問する。その評議会は、副議長を務める補佐官の他に以下
の者を含む： 
― 元老院議長により選任された有識者 3 人； 
― 国民議会議長により選任された有識者 3 人； 
― 国務院の副院長により選任された国務院の構成員、又は元
構成員； 

― 破毀院長官と破毀院所属の検事長の連名で選任された破
毀院の構成員又は元構成員 
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domaine de la sécurité. 
Il ne peut être mis fin aux fonctions des membres des collèges 
avant l'expiration de leur mandat qu'en cas de démission ou 
d'empêchement. Toutefois, tout membre d'un collège nommé dans 
les conditions prévues aux articles 13, 14 et 15 qui, sans 
justification, n'a pas assisté à trois séances consécutives peut être 
déclaré démissionnaire d'office par le collège statuant à la 
majorité des deux tiers de ses membres, après avoir été mis en 
mesure de présenter des observations. Le Défenseur des droits en 
informe l'autorité de nomination. 

 

了前に評議会の構成員の職務を終了させることはできない。
しかしながら、第 13 条、第 14 条及び第 15 条に定められた
条件で任命された評議会構成員が、理由なく、3 回続けて審
議に参加しなかった場合、当該評議会の構成員は皆、所見を
述べる機会を与えられた後、構成員の 3 分の 2 の同意をもっ
て解任を申し渡される。解任について権利擁護官は、選任機
関に通知しなければならない。 

 

Article 17  
Aucun membre des collèges ne peut : 
― participer à une délibération relative à un organisme au sein 

duquel il détient un intérêt direct ou indirect, exerce des 
fonctions ou détient un mandat ; 

― participer à une délibération relative à un organisme au sein 
duquel il a, au cours des trois années précédant la délibération, 
détenu un intérêt direct ou indirect, exercé des fonctions ou 
détenu un mandat. 

Les membres des collèges informent le Défenseur des droits des 
intérêts directs ou indirects qu'ils détiennent ou viennent à 
détenir, des fonctions qu'ils exercent ou viennent à exercer et de 
tout mandat qu'ils détiennent ou viennent à détenir au sein d'une 
personne morale. 
Le Défenseur des droits veille au respect de ces obligations. 

 

第 17 条
いかなる構成員も以下のことを行うことはできない： 
― 直接的若しくは間接的な利益を保有する、職務に就いてい
る、又は、委任を受けている組織に関係する審議への参加；

― 審議の前の 3 年の間に、直接的若しくは間接的な利益を保
有した、職務に就いていた、又は、委任を受けていた組織
に関係する審議への参加。 

評議会の構成員は、権利擁護官に、保持している、又は、た
またま保持した直接的若しくは間接的な利益、就いている、
又は、たまたま就いた職務、及び、法人内で保持している、
又は、たまたま保持したすべての委任を報告する。権利擁護
官は、これらの義務の順守を監視しなければならない。 

 

CHAPITRE II : DISPOSITIONS RELATIVES AUX MOYENS 
D'INFORMATION DU DEFENSEUR DES DROITS 

 
Article 18  

Le Défenseur des droits peut demander des explications à toute 
personne physique ou morale mise en cause devant lui. A cet effet, 
il peut entendre toute personne dont le concours lui paraît utile. 
Les personnes physiques ou morales mises en cause doivent 
faciliter l'accomplissement de sa mission. 
Elles sont tenues d'autoriser leurs agents et préposés à répondre à 
ses demandes. Ceux-ci sont tenus de répondre aux demandes 
d'explications qu'il leur adresse et de déférer à ses convocations. 
Les convocations doivent mentionner l'objet de l'audition. 
Lorsque le Défenseur des droits est saisi, les personnes auxquelles 
il demande des explications peuvent se faire assister du conseil de 
leur choix. Un procès-verbal contradictoire de l'audition est dressé 
et remis à la personne entendue. 
Si le Défenseur des droits en fait la demande, les ministres 
donnent instruction aux corps de contrôle d'accomplir, dans le 
cadre de leur compétence, toutes vérifications ou enquêtes. Ils 
l'informent des suites données à ces demandes. 

 

第 2 章：権利擁護機関への情報提供の方法に関する条項
 
 
第 18 条 
権利擁護機関は、被申立人である自然人又は法人すべてに、
説明を求めることができる。これにより、権利擁護機関は、
同機関にとってその協力が有益であろうすべての人を聴聞す
ることができる。 
被申立人である自然人又は法人は、権利擁護機関の任務の遂
行を容易にする義務を負う。 
自然人又は法人は、その職員が権利擁護機関からの要求に応
えることができるようにしなければならない。職員は、権利
擁護機関が彼らに対してなした説明要求に応じ、召喚に従わ
なければならない。召喚状には聴聞の目的に言及する必要が
ある。 
権利擁護機関に対する申立てが行われると、権利擁護機関が
説明を求めた人々は、彼らが選択した助言者からの助けを受
けることができる。聴聞による反論調書が作成され、聴聞さ
れた人々に渡される。 
権利擁護機関が要求をする場合には、閣僚は、その権限の範
囲内で、監督機関にすべての確認又は調査を行うよう、指示
をする。閣僚は、権利擁護機関にこれらの要求に対するっ結
果を報告する。 

 
Article 19  

Le Défenseur des droits peut demander au vice-président du 
Conseil d'Etat ou au premier président de la Cour des comptes de 
faire procéder à toutes études. 

 

第 19 条
権利擁護機関は、国務院の副議長又は会計監査院の第 1 院長
に対して、あらゆる調査を行うわせるよう要求することがで
きる。 

 
Article 20  

Les personnes physiques ou morales mises en cause 
communiquent au Défenseur des droits, sur sa demande motivée, 
toutes informations et pièces utiles à l'exercice de sa mission. 
Le Défenseur des droits peut recueillir sur les faits portés à sa 
connaissance toute information qui lui apparaît nécessaire sans 
que son caractère secret ou confidentiel puisse lui être opposé, 
sauf en matière de secret concernant la défense nationale, la 
sûreté de l'Etat ou la politique extérieure. Le secret de l'enquête et 
de l'instruction ne peut lui être opposé. 
Les informations couvertes par le secret médical ou par le secret 
professionnel applicable aux relations entre un avocat et son 
client ne peuvent lui être communiquées qu'à la demande 
expresse de la personne concernée. Toutefois, les informations 
couvertes par le secret médical peuvent lui être communiquées 
sans le consentement de la personne concernée lorsqu'elles sont 
relatives à des privations, sévices et violences physiques, sexuelles 
ou psychiques commis sur un mineur ou une personne qui n'est 
pas en mesure de se protéger en raison de son âge ou de son 

第 20 条
被申立人である自然人又は法人は、理由を付した要求に基づ
き、その任務の遂行に有効な情報や書類をすべて、権利擁護
機関に提供する。権利擁護機関は、国防、国家安全又は外交
政策に関する秘密以外は、守秘義務を理由に異議を申し立て
られることなしに、知り得た事実に基づき、必要となるすべ
ての情報を収集することができる。調査及び指示における守
秘義務を権利擁護機関に対する異議申立てに用いることはで
きない。 
医療上の守秘義務、又は、弁護士とその依頼人との間の関係
に適用される職業上の守秘義務に係る情報は、関係者の明示
の要求がある場合のみ、権利擁護機関に提供される。しかし、
医療上の守秘義務に係る情報は、それが、未成年者又は年齢
若しくは身体的精神的障害を理由に自らを守ることができな
い者に対して行われた身体的、性的又は精神的な剥奪、虐待、
暴力に関係している場合には、関係者の承諾なしに連絡する
ことができる。 
職業上の守秘義務を負う人は、情報が本組織法律第 4 条に規
定する権利擁護機関の権限に含まれる場合には、権利擁護機
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― un membre ou ancien membre de la Cour de cassation désigné 
conjointement par le premier président de la Cour de cassation 
et par le procureur général près ladite cour. 

Les membres du collège sont désignés en raison de leurs 
connaissances ou de leur expérience dans le domaine de la 
déontologie de la sécurité. 
Les désignations du président du Sénat et du président de 
l'Assemblée nationale concourent à une représentation équilibrée 
entre les femmes et les hommes. 
Lorsque le Défenseur des droits préside les réunions du collège, 
son adjoint ne prend pas part au vote. 
En cas de partage égal des voix, celle du président est 
prépondérante. 

 

評議会の構成員は、保安分野の倫理規範に関する知識と経験
により選任される。 
元老院議長と国民議会議長による選任は、男女比が均衡する
ようにする。 
権利擁護官が評議会の会議の議長を務める場合には、その補
佐官は、投票に参加しない。 
票数が同数の場合には、議長が裁決権をもつ。 

 

Article 14  
Lorsqu'il intervient en matière de défense et de promotion des 
droits de l'enfant, le Défenseur des droits consulte, sur toute 
question nouvelle, un collège qu'il préside et qui comprend, outre 
son adjoint, vice-président : 
― deux personnalités qualifiées désignées par le président du 

Sénat ; 
― deux personnalités qualifiées désignées par le président de 

l'Assemblée nationale ; 
― une personnalité qualifiée désignée par le président du Conseil 

économique, social et environnemental ; 
― un membre ou ancien membre de la Cour de cassation désigné 

conjointement par le premier président de la Cour de cassation 
et par le procureur général près ladite cour. 

Les membres du collège sont désignés en raison de leurs 
connaissances ou de leur expérience en matière de défense et de 
promotion des droits de l'enfant. 
Les désignations du président du Sénat et du président de 
l'Assemblée nationale concourent, dans chaque cas, à une 
représentation équilibrée entre les femmes et les hommes. 
Lorsque le Défenseur des droits préside les réunions du collège, 
son adjoint ne prend pas part au vote. 
En cas de partage égal des voix, celle du président est 
prépondérante. 

 

第 14 条
子供の権利の保護と促進に関して介入する場合、権利擁護官
は、すべての新たな問題について、自らが議長を務める評議
会に諮問する。その評議会は、副議長を務める補佐官の他に
以下の者を含む： 
― 元老院議長により選任された有識者 2 人； 
― 国民議会議長により選任された有識者 2 人； 
― 経済社会環境評議会議長により選任された有識者 1 人； 
― 破毀院長官と破毀院所属の検事長の連名で選任された破
毀院の構成員又は元構成員。 

評議会の構成員は、子どもの権利の保護と促進に関する知識
と経験により選任される。 
元老院議長と国民議会議長による選任においては、男女比が
均衡するようにする。 
権利擁護官が評議会の会議の議長を務める場合には、その補
佐官は、投票に参加しない。 
票数が同数の場合には、議長が裁決権をもつ。 

 

Article 15  
Lorsqu'il intervient en matière de lutte contre les discriminations 
et de promotion de l'égalité, le Défenseur des droits consulte, sur 
toute question nouvelle, un collège qu'il préside et qui comprend, 
outre son adjoint, vice-président : 
― trois personnalités qualifiées désignées par le président du 

Sénat ; 
― trois personnalités qualifiées désignées par le président de 

l'Assemblée nationale ; 
― une personnalité qualifiée désignée par le vice-président du 

Conseil d'Etat ; 
― une personnalité qualifiée désignée par le premier président de 

la Cour de cassation. 
Les membres du collège sont désignés en raison de leurs 
connaissances ou de leur expérience dans le domaine de la lutte 
contre les discriminations et de la promotion de l'égalité. 
Les désignations du président du Sénat et du président de 
l'Assemblée nationale concourent à une représentation équilibrée 
entre les femmes et les hommes. 
Lorsque le Défenseur des droits préside les réunions du collège, 
son adjoint ne prend pas part au vote. 
En cas de partage égal des voix, celle du président est 
prépondérante. 

 

第 15 条
差別との戦い及び平等促進に関して介入する場合は、権利擁
護官は、すべての新たな問題について、自らが議長を務める
評議会に諮問する。その評議会は、副議長を務める補佐官の
他に以下の者を含む： 
― 元老院議長により選任された有識者 3 人； 
― 国民議会議長により選任された有識者 3 人； 
― 国務院の副院長により選任された有識者 1 人； 
― 破毀院長官により選任された有識者 1 人。 
評議会の構成員は、差別との戦い及び平等促進に関する知識
と経験により選任される。 
元老院議長と国民議会議長による選任においては、男女比が
均衡するようにする。 
権利擁護官が評議会の会議の議長を務める場合には、その補
佐官は、投票に参加しない。 
票数が同数の場合には、議長が裁決権をもつ。 
 

 

Article 16  
Le mandat des adjoints du Défenseur des droits et celui des 
membres des collèges mentionnés aux articles 13, 14 et 15 cessent 
avec le mandat du Défenseur des droits. Celui des adjoints du 
Défenseur des droits n'est pas renouvelable. 
Les adjoints du Défenseur des droits et le membre d'un collège qui 
cessent d'exercer leurs fonctions sont remplacés pour la durée de 
mandat restant à courir. Si cette durée est inférieure à deux ans, 
le mandat d'un adjoint du Défenseur des droits est alors 
renouvelable. 
La qualité de membre du collège mentionné à l'article 13 est 
incompatible avec l'exercice, à titre principal, d'activités dans le 

第 16 条
権利擁護官の補佐官の任期、並びに、第 13 条、第 14 条及び
第 15 条に言及されている評議会の構成員の任期は、権利擁護
官の任期とともに終了する。権利擁護官の補佐官の任期は、
更新することはできない。 
職務を辞める権利擁護官補佐官及び評議会の構成員は、残任
期間の限りで、別の者に交代する。 
ただし、この任期が 2 年未満の場合、権利擁護官補佐官の任
期は更新可能である。 
第 13 条に言及されている評議会構成員の職務は、主として就
いている保安分野での職務とは兼任できない。 
辞職、又は、職務遂行上支障が生じる場合を除いて、任期満
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domaine de la sécurité. 
Il ne peut être mis fin aux fonctions des membres des collèges 
avant l'expiration de leur mandat qu'en cas de démission ou 
d'empêchement. Toutefois, tout membre d'un collège nommé dans 
les conditions prévues aux articles 13, 14 et 15 qui, sans 
justification, n'a pas assisté à trois séances consécutives peut être 
déclaré démissionnaire d'office par le collège statuant à la 
majorité des deux tiers de ses membres, après avoir été mis en 
mesure de présenter des observations. Le Défenseur des droits en 
informe l'autorité de nomination. 

 

了前に評議会の構成員の職務を終了させることはできない。
しかしながら、第 13 条、第 14 条及び第 15 条に定められた
条件で任命された評議会構成員が、理由なく、3 回続けて審
議に参加しなかった場合、当該評議会の構成員は皆、所見を
述べる機会を与えられた後、構成員の 3 分の 2 の同意をもっ
て解任を申し渡される。解任について権利擁護官は、選任機
関に通知しなければならない。 

 

Article 17  
Aucun membre des collèges ne peut : 
― participer à une délibération relative à un organisme au sein 

duquel il détient un intérêt direct ou indirect, exerce des 
fonctions ou détient un mandat ; 

― participer à une délibération relative à un organisme au sein 
duquel il a, au cours des trois années précédant la délibération, 
détenu un intérêt direct ou indirect, exercé des fonctions ou 
détenu un mandat. 

Les membres des collèges informent le Défenseur des droits des 
intérêts directs ou indirects qu'ils détiennent ou viennent à 
détenir, des fonctions qu'ils exercent ou viennent à exercer et de 
tout mandat qu'ils détiennent ou viennent à détenir au sein d'une 
personne morale. 
Le Défenseur des droits veille au respect de ces obligations. 

 

第 17 条
いかなる構成員も以下のことを行うことはできない： 
― 直接的若しくは間接的な利益を保有する、職務に就いてい
る、又は、委任を受けている組織に関係する審議への参加；

― 審議の前の 3 年の間に、直接的若しくは間接的な利益を保
有した、職務に就いていた、又は、委任を受けていた組織
に関係する審議への参加。 

評議会の構成員は、権利擁護官に、保持している、又は、た
またま保持した直接的若しくは間接的な利益、就いている、
又は、たまたま就いた職務、及び、法人内で保持している、
又は、たまたま保持したすべての委任を報告する。権利擁護
官は、これらの義務の順守を監視しなければならない。 

 

CHAPITRE II : DISPOSITIONS RELATIVES AUX MOYENS 
D'INFORMATION DU DEFENSEUR DES DROITS 

 
Article 18  

Le Défenseur des droits peut demander des explications à toute 
personne physique ou morale mise en cause devant lui. A cet effet, 
il peut entendre toute personne dont le concours lui paraît utile. 
Les personnes physiques ou morales mises en cause doivent 
faciliter l'accomplissement de sa mission. 
Elles sont tenues d'autoriser leurs agents et préposés à répondre à 
ses demandes. Ceux-ci sont tenus de répondre aux demandes 
d'explications qu'il leur adresse et de déférer à ses convocations. 
Les convocations doivent mentionner l'objet de l'audition. 
Lorsque le Défenseur des droits est saisi, les personnes auxquelles 
il demande des explications peuvent se faire assister du conseil de 
leur choix. Un procès-verbal contradictoire de l'audition est dressé 
et remis à la personne entendue. 
Si le Défenseur des droits en fait la demande, les ministres 
donnent instruction aux corps de contrôle d'accomplir, dans le 
cadre de leur compétence, toutes vérifications ou enquêtes. Ils 
l'informent des suites données à ces demandes. 

 

第 2 章：権利擁護機関への情報提供の方法に関する条項
 
 
第 18 条 
権利擁護機関は、被申立人である自然人又は法人すべてに、
説明を求めることができる。これにより、権利擁護機関は、
同機関にとってその協力が有益であろうすべての人を聴聞す
ることができる。 
被申立人である自然人又は法人は、権利擁護機関の任務の遂
行を容易にする義務を負う。 
自然人又は法人は、その職員が権利擁護機関からの要求に応
えることができるようにしなければならない。職員は、権利
擁護機関が彼らに対してなした説明要求に応じ、召喚に従わ
なければならない。召喚状には聴聞の目的に言及する必要が
ある。 
権利擁護機関に対する申立てが行われると、権利擁護機関が
説明を求めた人々は、彼らが選択した助言者からの助けを受
けることができる。聴聞による反論調書が作成され、聴聞さ
れた人々に渡される。 
権利擁護機関が要求をする場合には、閣僚は、その権限の範
囲内で、監督機関にすべての確認又は調査を行うよう、指示
をする。閣僚は、権利擁護機関にこれらの要求に対するっ結
果を報告する。 

 
Article 19  

Le Défenseur des droits peut demander au vice-président du 
Conseil d'Etat ou au premier président de la Cour des comptes de 
faire procéder à toutes études. 

 

第 19 条
権利擁護機関は、国務院の副議長又は会計監査院の第 1 院長
に対して、あらゆる調査を行うわせるよう要求することがで
きる。 

 
Article 20  

Les personnes physiques ou morales mises en cause 
communiquent au Défenseur des droits, sur sa demande motivée, 
toutes informations et pièces utiles à l'exercice de sa mission. 
Le Défenseur des droits peut recueillir sur les faits portés à sa 
connaissance toute information qui lui apparaît nécessaire sans 
que son caractère secret ou confidentiel puisse lui être opposé, 
sauf en matière de secret concernant la défense nationale, la 
sûreté de l'Etat ou la politique extérieure. Le secret de l'enquête et 
de l'instruction ne peut lui être opposé. 
Les informations couvertes par le secret médical ou par le secret 
professionnel applicable aux relations entre un avocat et son 
client ne peuvent lui être communiquées qu'à la demande 
expresse de la personne concernée. Toutefois, les informations 
couvertes par le secret médical peuvent lui être communiquées 
sans le consentement de la personne concernée lorsqu'elles sont 
relatives à des privations, sévices et violences physiques, sexuelles 
ou psychiques commis sur un mineur ou une personne qui n'est 
pas en mesure de se protéger en raison de son âge ou de son 

第 20 条
被申立人である自然人又は法人は、理由を付した要求に基づ
き、その任務の遂行に有効な情報や書類をすべて、権利擁護
機関に提供する。権利擁護機関は、国防、国家安全又は外交
政策に関する秘密以外は、守秘義務を理由に異議を申し立て
られることなしに、知り得た事実に基づき、必要となるすべ
ての情報を収集することができる。調査及び指示における守
秘義務を権利擁護機関に対する異議申立てに用いることはで
きない。 
医療上の守秘義務、又は、弁護士とその依頼人との間の関係
に適用される職業上の守秘義務に係る情報は、関係者の明示
の要求がある場合のみ、権利擁護機関に提供される。しかし、
医療上の守秘義務に係る情報は、それが、未成年者又は年齢
若しくは身体的精神的障害を理由に自らを守ることができな
い者に対して行われた身体的、性的又は精神的な剥奪、虐待、
暴力に関係している場合には、関係者の承諾なしに連絡する
ことができる。 
職業上の守秘義務を負う人は、情報が本組織法律第 4 条に規
定する権利擁護機関の権限に含まれる場合には、権利擁護機

− 210 − − 211 −
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intervient au titre de sa compétence prévue au 3° de l'article 4, il 
doit également recueillir l'accord préalable : 
― des juridictions saisies ou du procureur de la République, pour 

la mise en œuvre de l'article 26 et du I de l'article 28, lorsque les 
faits donnent lieu à une enquête préliminaire ou de flagrance ou 
qu'une information judiciaire est ouverte ou des poursuites 
judiciaires sont en cours ; 

― du procureur de la République, pour la mise en œuvre du II de 
l'article 28, lorsque les faits donnent lieu à une enquête 
préliminaire ou de flagrance. 

 

条の 3 が規定する権限において介入する際、権利擁護機関は、
前もって以下の同意も得なければならない： 
― 事実が予備調査の原因となった、若しくは明白である場
合、又は、裁判所による情報収集が開始された、若しくは
裁判所への訴えが提起された場合は、第 26 条及び第 28 条
の I の実施のため、訴えを提起された裁判所、又は、大審
裁判所検事正； 

― 事実が予備調査の原因となった、又は明白である場合は、
第 28 条の II の実施のため、大審裁判所検事正。 

 

CHAPITRE III : DISPOSITIONS RELATIVES AUX POUVOIRS 
DU DEFENSEUR DES DROITS  

 
Article 24  

Le Défenseur des droits apprécie si les faits qui font l'objet d'une 
réclamation ou qui lui sont signalés appellent une intervention de 
sa part. 
Il indique les motifs pour lesquels il décide de ne pas donner suite 
à une saisine. 

 

第 3 章：権利擁護機関の権限に関する条項 
 
第 24 条 
権利擁護機関は、申立ての対象となる事実であるか、又は、
同機関に通報された事実が、その介入を必要とするものであ
るかを判断する。 
権利擁護機関が申立て後の手続きを行わないと決定した場合
には、その理由を提示する。 

 

Article 25  
Le Défenseur des droits peut faire toute recommandation qui lui 
apparaît de nature à garantir le respect des droits et libertés de la 
personne lésée et à régler les difficultés soulevées devant lui ou à 
en prévenir le renouvellement. 
Il peut recommander de régler en équité la situation de la 
personne dont il est saisi. 
Les autorités ou personnes intéressées informent le Défenseur des 
droits, dans le délai qu'il fixe, des suites données à ses 
recommandations. 
A défaut d'information dans ce délai ou s'il estime, au vu des 
informations reçues, qu'une recommandation n'a pas été suivie 
d'effet, le Défenseur des droits peut enjoindre à la personne mise 
en cause de prendre, dans un délai déterminé, les mesures 
nécessaires. 
Lorsqu'il n'a pas été donné suite à son injonction, le Défenseur des 
droits établit un rapport spécial, qui est communiqué à la 
personne mise en cause. Le Défenseur des droits rend publics ce 
rapport et, le cas échéant, la réponse de la personne mise en 
cause, selon des modalités qu'il détermine. 

 

第 25 条
権利擁護機関は、被害を受けた人の権利と自由の尊重を保障
し、及び、同機関の下へ提起された問題の解決又は再発防止
に寄与すると思われる、あらゆる勧告を行うことができる。
権利擁護機関は、申立てがあった者の状況について衡平に解
決する勧告を行うことができる。 
関係機関又は当事者は、権利擁護機関が定める期間内に、勧
告後の対応について、権利擁護機関に報告する。 
この期間内に報告がない、あるいは、受け取った報告から鑑
みて、勧告による効果が得られていないと権利擁護機関が判
断する場合には、権利擁護機関は、定められた期間内に必要
な措置を講じるよう、被申立人に命じることができる。 
命令に対して措置がとられなかった場合には、権利擁護機関
は、特別報告書を作成し、被申立人に通知する。権利擁護機
関は、同機関が定める方法に従って、この報告書、及び、場
合によっては、被申立人の回答を公表する。 

 

Article 26  
Le Défenseur des droits peut procéder à la résolution amiable des 
différends portés à sa connaissance, par voie de médiation. 
Les constatations effectuées et les déclarations recueillies au 
cours de la médiation ne peuvent être ni produites, ni invoquées 
ultérieurement dans les instances civiles ou administratives sans 
le consentement des personnes intéressées, sauf si la divulgation 
de l'accord est nécessaire à sa mise en œuvre ou si des raisons 
d'ordre public l'imposent. 

 

第 26 条
権利擁護機関は、その知るところとなった紛争に対して、斡
旋による、和解的な解決方法を用いることができる。 
斡旋の過程で実施された事実確認及び収集された供述は、関
係者の同意なしに後日、民事又は行政訴訟手続きにおいて提
出する、又は援用されえない。ただし、その実施に合意の公
表が必要な場合、又は、公序の観点から公開が必要である場
合を除く。 

 

Article 27  
Lorsque le Défenseur des droits estime, dans les conditions 
définies à l'article 24, que la réclamation d'une personne 
s'estimant victime d'une discrimination ou invoquant la protection 
des droits de l'enfant appelle une intervention de sa part, il 
l'assiste dans la constitution de son dossier et l'aide à identifier les 
procédures adaptées à son cas, y compris lorsque celles-ci incluent 
une dimension internationale. 

 

第 27 条
権利擁護機関は、第 24 条に規定されている条件において、差
別の被害者であると考える本人からの申立て、又は、子ども
の権利の保護を願う者からの申立てが、同機関の介入を必要
とするものであると判断した場合、同機関は、その者の書類
の作成を手助けし、国際的な側面が含まれる場合も含め、そ
の者の状況に合った手続きを特定するための支援を行う。 

 

Article 28  
I. ― Le Défenseur des droits peut proposer à l'auteur de la 

réclamation et à la personne mise en cause de conclure une 
transaction dont il peut recommander les termes. 

第 28 条
I. ― 権利擁護機関は申立人と被申立人に和解を提案するこ
とができる。同期間は、その文言を推奨することができる。

II. ― Lorsqu'il constate des faits constitutifs d'une discrimination 
sanctionnée par les articles 225-2 et 432-7 du code pénal et L. 
1146-1 et L. 2146-2 du code du travail, le Défenseur des droits 
peut, si ces faits n'ont pas déjà donné lieu à la mise en 
mouvement de l'action publique, proposer à l'auteur des faits 
une transaction consistant dans le versement d'une amende 
transactionnelle dont le montant ne peut excéder 3 000 € s'il 
s'agit d'une personne physique et 15 000 € s'il s'agit d'une 
personne morale et, s'il y a lieu, dans l'indemnisation de la 
victime. Le montant de l'amende est fixé en fonction de la 

II. ― 権利擁護機関が、刑法典第 225-2 条及び第 432-7 条並
びに労働法典L1146-1条及びL2146-2条による制裁を受け
る差別を構成する事実を認めたとき、同機関は、この事実
による公訴がまだ提起されていないならば、当該事実を引
き起こした者に対し、自然人である場合には 3000€以下の、
法人である場合には 15000€以下の和解金の支払いを、さら
に該当すれば、被害者への損害賠償の支払いを求める和解
を提案することができる。和解金の額は、事実の重大性、
加害者の資力及び負担能力に応じて設定される。 
権利擁護機関によって提案され、加害者、及び必要な場合
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incapacité physique ou psychique. 
Les personnes astreintes au secret professionnel ne peuvent être 
poursuivies en application de l'article 226-13 du code pénal pour 
les informations à caractère secret qu'elles ont pu révéler au 
Défenseur des droits, dès lors que ces informations entrent dans le 
champ de compétence de ce dernier tel que prévu à l'article 4 de la 
présente loi organique. 

 

関に対し明かすことが可能であった秘密性を有する情報を理
由として、刑法典第 226-13 条の適用によってされ得ない。 

 

Article 21  
Lorsque ses demandes formulées en vertu de l'article 18, à 
l'exception du dernier alinéa, ou de l'article 20 ne sont pas suivies 
d'effet, le Défenseur des droits peut mettre en demeure les 
personnes intéressées de lui répondre dans un délai qu'il fixe. 
Lorsque la mise en demeure n'est pas suivie d'effet, il peut saisir 
le juge des référés d'une demande motivée aux fins d'ordonner 
toute mesure que ce dernier juge utile. 

 

第 21 条
第 18 条（最終項を除く）又は第 20 条に基づいてなされた要
求が結果を伴わずに終わった場合、権利擁護機関は、関係者
に指定した期間内に応答するよう要請することができる。 
その要請が実施されない場合、権利擁護期間は、急速審理裁
判官に対し、当該裁判官が有益だと判断するあらゆる手段を
命じるよう、理由を付して訴えることができる。 

 

Article 22  
I. ― Le Défenseur des droits peut procéder à : 

1° Des vérifications sur place dans les locaux administratifs ou 
privés des personnes mises en cause ; 

2° Des vérifications sur place dans les lieux, locaux, moyens de 
transport accessibles au public et dans les locaux 
professionnels exclusivement consacrés à cet usage. 

Lors de ses vérifications sur place, le Défenseur des droits peut 
entendre toute personne susceptible de fournir des informations.

第 22 条
I. ― 権利擁護機関は以下を行うことができる：  

1 被申立人である行政機関、又は民間機関の立入検査； 
2 一般の人々がアクセスすることができる場所、建物内の
部屋、公共交通機関、及び、専らその用途で使われる就労
場所における立入検査。 

立入検査する際、権利擁護機関は、情報提供しうるすべての
人に聴取をすることができる。 

II. ― L'autorité compétente peut s'opposer à une vérification sur 
place, dans les locaux administratifs d'une personne publique, 
au titre de l'une des compétences prévues par les 1° à 3° de 
l'article 4, pour des motifs graves et impérieux liés à la défense 
nationale ou à la sécurité publique. 
L'autorité compétente doit alors fournir au Défenseur des droits 
les justifications de son opposition. 
Le Défenseur des droits peut saisir le juge des référés d'une 
demande motivée afin qu'il autorise les vérifications sur place. 
Les vérifications s'effectuent alors sous l'autorité et le contrôle 
du juge qui les a autorisées. Celui-ci peut se rendre dans les 
locaux administratifs durant l'intervention. A tout moment, il 
peut décider l'arrêt ou la suspension des vérifications. 

II. ― 所管庁は、国防や治安に関する重大かつ絶対的な理由
のために、第 4 条の 1 ないし 3 に述べている権限の一つと
してなされる公法人の行政機関での立入検査に反対するこ
とができる。 
所管庁は、その反対する理由を証明する文書を権利擁護機
関に提出しなければならない。 
権利擁護機関は、立入検査を認めるよう、急速審理裁判官
に理由を付して申し立てることができる。その際、立入検
査は、許可をした裁判官の権限と監視のもとで行われる。
裁判官は、行政機関での立入検査に立ち会うことができ
る。権利擁護機関は、いつでも、立入検査の中断又は中止
を決定することができる。 

III. ― Le responsable de locaux privés est préalablement informé 
de son droit d'opposition à la visite ou à la vérification sur place. 
Lorsqu'il exerce ce droit, la visite ou la vérification sur place ne 
peut se dérouler qu'après l'autorisation du juge des libertés et 
de la détention du tribunal de grande instance dans le ressort 
duquel sont situés les locaux à visiter, qui statue dans des 
conditions fixées par décret en Conseil d'Etat. Toutefois, lorsque 
l'urgence, la gravité des faits à l'origine du contrôle ou le risque 
de destruction ou de dissimulation de documents le justifient, la 
visite peut avoir lieu sans que le responsable des locaux en ait 
été informé, sur autorisation préalable du juge des libertés et de 
la détention. Dans ce cas, le responsable des lieux ne peut 
s'opposer à la visite. 
La visite s'effectue sous l'autorité et le contrôle du juge des 
libertés et de la détention qui l'a autorisée, en présence de 
l'occupant des lieux ou de son représentant, qui peut se faire 
assister d'un conseil de son choix ou, à défaut, en présence de 
deux témoins qui ne sont pas placés sous l'autorité des 
personnes chargées de procéder au contrôle. 
L'ordonnance ayant autorisé la visite est exécutoire au seul vu 
de la minute. Elle mentionne que le juge ayant autorisé la visite 
peut être saisi à tout moment d'une demande de suspension ou 
d'arrêt de cette visite. Elle indique le délai et la voie de recours. 
Elle peut faire l'objet, suivant les règles prévues par le code de 
procédure civile, d'un appel devant le premier président de la 
cour d'appel. Celui-ci connaît également des recours contre le 
déroulement des opérations de visite. 

 

III. ― 民間の責任者は、前もって、訪問又は立入検査に反対
する権利を通知される。この権利が行使された場合、訪問
及び立入検査は、訪問場所を管轄する大審裁判所の保釈・
勾留判事の承認が降りた場合にのみ行うことができる。同
判事は、国務院の議を経たデクレが定める条件に従って決
定を下す。しかし、緊急の場合、検査の原因となる事実が
重大である場合、又は、それを証明する文書の破毀隠蔽の
危険性がある場合は、訪問は、保釈・勾留判事の事前許可
に基づき、民間の責任者に通知されていなくとも行うこと
ができる。この場合、その場所の責任者は訪問を拒否する
ことはできない。 
訪問は、承認した保釈・勾留判事の権限と監視の下、自ら
選んだ助言者の助けを受けることのできる、その場所の占
有者若しくはその代理人が立ち会う中で、又は、彼らが不
在の場合には、監督を任とする者の権限下にない 2 人の立
会人の下で実施される。 
訪問の推可命令は、その原本を提示するのみで執行され
る。これは、訪問を許可した判事は、この訪問の中断又は
中止を求める訴えをいつでも受けることができる旨を明
記すのである。これは、訴えの期間と手段も提示している。
これは、民事訴訟法典が定める規則に従って、控訴裁判所
の第一判事に対する訴え対象となりうる。同様に、同第一
判事は、訪問の実施・展開に対する訴えの裁判権も有する。

Article 23  
Lorsque le Défenseur des droits est saisi, ou se saisit d'office, de 
faits donnant lieu à une enquête préliminaire ou de flagrance ou 
pour lesquels une information judiciaire est ouverte ou des 
poursuites judiciaires sont en cours, il doit recueillir l'accord 
préalable des juridictions saisies ou du procureur de la 
République, selon le cas, pour la mise en œuvre de l'article 18, à 
l'exception du dernier alinéa, des articles 20 et 22. Lorsqu'il 

第 23 条
権利擁護機関が、予備調査の原因となった若しくは明白なに
ついて、又は、裁判所による情報収集が開始された事実若し
くは裁判所への訴えが提起された事実について、申立てを受
けた場合、又は、職権で審査を開始した場合、権利擁護機関
は、最終項を除いた第 18 条並びに第 20 条及び第 22 条の実
施のために、事例に応じ、前もって訴えを提起された裁判所、
又は、大審裁判所検事正の同意を得なければならない。第 4
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intervient au titre de sa compétence prévue au 3° de l'article 4, il 
doit également recueillir l'accord préalable : 
― des juridictions saisies ou du procureur de la République, pour 

la mise en œuvre de l'article 26 et du I de l'article 28, lorsque les 
faits donnent lieu à une enquête préliminaire ou de flagrance ou 
qu'une information judiciaire est ouverte ou des poursuites 
judiciaires sont en cours ; 

― du procureur de la République, pour la mise en œuvre du II de 
l'article 28, lorsque les faits donnent lieu à une enquête 
préliminaire ou de flagrance. 

 

条の 3 が規定する権限において介入する際、権利擁護機関は、
前もって以下の同意も得なければならない： 
― 事実が予備調査の原因となった、若しくは明白である場
合、又は、裁判所による情報収集が開始された、若しくは
裁判所への訴えが提起された場合は、第 26 条及び第 28 条
の I の実施のため、訴えを提起された裁判所、又は、大審
裁判所検事正； 

― 事実が予備調査の原因となった、又は明白である場合は、
第 28 条の II の実施のため、大審裁判所検事正。 

 

CHAPITRE III : DISPOSITIONS RELATIVES AUX POUVOIRS 
DU DEFENSEUR DES DROITS  

 
Article 24  

Le Défenseur des droits apprécie si les faits qui font l'objet d'une 
réclamation ou qui lui sont signalés appellent une intervention de 
sa part. 
Il indique les motifs pour lesquels il décide de ne pas donner suite 
à une saisine. 

 

第 3 章：権利擁護機関の権限に関する条項 
 
第 24 条 
権利擁護機関は、申立ての対象となる事実であるか、又は、
同機関に通報された事実が、その介入を必要とするものであ
るかを判断する。 
権利擁護機関が申立て後の手続きを行わないと決定した場合
には、その理由を提示する。 

 

Article 25  
Le Défenseur des droits peut faire toute recommandation qui lui 
apparaît de nature à garantir le respect des droits et libertés de la 
personne lésée et à régler les difficultés soulevées devant lui ou à 
en prévenir le renouvellement. 
Il peut recommander de régler en équité la situation de la 
personne dont il est saisi. 
Les autorités ou personnes intéressées informent le Défenseur des 
droits, dans le délai qu'il fixe, des suites données à ses 
recommandations. 
A défaut d'information dans ce délai ou s'il estime, au vu des 
informations reçues, qu'une recommandation n'a pas été suivie 
d'effet, le Défenseur des droits peut enjoindre à la personne mise 
en cause de prendre, dans un délai déterminé, les mesures 
nécessaires. 
Lorsqu'il n'a pas été donné suite à son injonction, le Défenseur des 
droits établit un rapport spécial, qui est communiqué à la 
personne mise en cause. Le Défenseur des droits rend publics ce 
rapport et, le cas échéant, la réponse de la personne mise en 
cause, selon des modalités qu'il détermine. 

 

第 25 条
権利擁護機関は、被害を受けた人の権利と自由の尊重を保障
し、及び、同機関の下へ提起された問題の解決又は再発防止
に寄与すると思われる、あらゆる勧告を行うことができる。
権利擁護機関は、申立てがあった者の状況について衡平に解
決する勧告を行うことができる。 
関係機関又は当事者は、権利擁護機関が定める期間内に、勧
告後の対応について、権利擁護機関に報告する。 
この期間内に報告がない、あるいは、受け取った報告から鑑
みて、勧告による効果が得られていないと権利擁護機関が判
断する場合には、権利擁護機関は、定められた期間内に必要
な措置を講じるよう、被申立人に命じることができる。 
命令に対して措置がとられなかった場合には、権利擁護機関
は、特別報告書を作成し、被申立人に通知する。権利擁護機
関は、同機関が定める方法に従って、この報告書、及び、場
合によっては、被申立人の回答を公表する。 

 

Article 26  
Le Défenseur des droits peut procéder à la résolution amiable des 
différends portés à sa connaissance, par voie de médiation. 
Les constatations effectuées et les déclarations recueillies au 
cours de la médiation ne peuvent être ni produites, ni invoquées 
ultérieurement dans les instances civiles ou administratives sans 
le consentement des personnes intéressées, sauf si la divulgation 
de l'accord est nécessaire à sa mise en œuvre ou si des raisons 
d'ordre public l'imposent. 

 

第 26 条
権利擁護機関は、その知るところとなった紛争に対して、斡
旋による、和解的な解決方法を用いることができる。 
斡旋の過程で実施された事実確認及び収集された供述は、関
係者の同意なしに後日、民事又は行政訴訟手続きにおいて提
出する、又は援用されえない。ただし、その実施に合意の公
表が必要な場合、又は、公序の観点から公開が必要である場
合を除く。 

 

Article 27  
Lorsque le Défenseur des droits estime, dans les conditions 
définies à l'article 24, que la réclamation d'une personne 
s'estimant victime d'une discrimination ou invoquant la protection 
des droits de l'enfant appelle une intervention de sa part, il 
l'assiste dans la constitution de son dossier et l'aide à identifier les 
procédures adaptées à son cas, y compris lorsque celles-ci incluent 
une dimension internationale. 

 

第 27 条
権利擁護機関は、第 24 条に規定されている条件において、差
別の被害者であると考える本人からの申立て、又は、子ども
の権利の保護を願う者からの申立てが、同機関の介入を必要
とするものであると判断した場合、同機関は、その者の書類
の作成を手助けし、国際的な側面が含まれる場合も含め、そ
の者の状況に合った手続きを特定するための支援を行う。 

 

Article 28  
I. ― Le Défenseur des droits peut proposer à l'auteur de la 

réclamation et à la personne mise en cause de conclure une 
transaction dont il peut recommander les termes. 

第 28 条
I. ― 権利擁護機関は申立人と被申立人に和解を提案するこ
とができる。同期間は、その文言を推奨することができる。

II. ― Lorsqu'il constate des faits constitutifs d'une discrimination 
sanctionnée par les articles 225-2 et 432-7 du code pénal et L. 
1146-1 et L. 2146-2 du code du travail, le Défenseur des droits 
peut, si ces faits n'ont pas déjà donné lieu à la mise en 
mouvement de l'action publique, proposer à l'auteur des faits 
une transaction consistant dans le versement d'une amende 
transactionnelle dont le montant ne peut excéder 3 000 € s'il 
s'agit d'une personne physique et 15 000 € s'il s'agit d'une 
personne morale et, s'il y a lieu, dans l'indemnisation de la 
victime. Le montant de l'amende est fixé en fonction de la 

II. ― 権利擁護機関が、刑法典第 225-2 条及び第 432-7 条並
びに労働法典L1146-1条及びL2146-2条による制裁を受け
る差別を構成する事実を認めたとき、同機関は、この事実
による公訴がまだ提起されていないならば、当該事実を引
き起こした者に対し、自然人である場合には 3000€以下の、
法人である場合には 15000€以下の和解金の支払いを、さら
に該当すれば、被害者への損害賠償の支払いを求める和解
を提案することができる。和解金の額は、事実の重大性、
加害者の資力及び負担能力に応じて設定される。 
権利擁護機関によって提案され、加害者、及び必要な場合
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soumise à une autorité juridictionnelle, qui soulève une question 
touchant à l'interprétation ou à la portée d'une disposition 
législative ou réglementaire, il peut consulter le Conseil d'Etat. Le 
Défenseur des droits peut rendre public cet avis. Ce dernier est 
rendu dans des conditions fixées par décret en Conseil d'Etat. 

 

釈及び射程に関する問題を提起する申立てを受け取った時
は、国務院に相談することができる。権利擁護機関は、この
国務院の見解を公にすることができる。見解の公表は、国務
院の議を経たデクレによって決定した条件で行われる。 

 

Article 32  
Le Défenseur des droits peut recommander de procéder aux 
modifications législatives ou réglementaires qui lui apparaissent 
utiles. 
Il peut être consulté par le Premier ministre sur tout projet de loi 
intervenant dans son champ de compétence. 
Il peut également être consulté par le Premier ministre, le 
président de l'Assemblée nationale ou le président du Sénat sur 
toute question relevant de son champ de compétence. 
Il contribue, à la demande du Premier ministre, à la préparation 
et à la définition de la position française dans les négociations 
internationales dans les domaines relevant de son champ de 
compétence. 
Dans les cas prévus aux deuxième et troisième alinéas, le 
Défenseur des droits rend son avis dans un délai d'un mois. 

 

第 32 条
権利擁護機関は、有用であると考える法令の修正を行うよう、
勧告することができる。 
権利擁護機関は、その管轄に関するすべての法案について、
首相による諮問を受けることができる。 
権利擁護機関は、また、その管轄に関するすべての問題につ
いて、首相、国民議会議長、又は、元老院議長による諮問を
受けることができる。 
権利擁護機関は、首相の要請に応じて、その管轄下にある分
野での国際交渉におけるフランスの立場の立案と決定に寄与
する。 
第 2 項及び第 3 項の場合には、権利擁護機関は１ヶ月以内に
その見解を示す。 

 

Article 33  
Le Défenseur des droits ne peut remettre en cause une décision 
juridictionnelle. 
Les juridictions civiles, administratives et pénales peuvent, 
d'office ou à la demande des parties, l'inviter à présenter des 
observations écrites ou orales. Le Défenseur des droits peut 
lui-même demander à présenter des observations écrites ou à être 
entendu par ces juridictions ; dans ce cas, son audition est de 
droit. 
Sans préjudice de l'application du II de l'article 28, lorsqu'il 
apparaît au Défenseur des droits que les faits portés à sa 
connaissance sont constitutifs d'un crime ou d'un délit, il en 
informe le procureur de la République. Il lui fait savoir, le cas 
échéant, qu'une mission de médiation a été initiée en application 
de l'article 26. 
Le procureur de la République informe le Défenseur des droits des 
suites données à ses transmissions. 
Le Défenseur des droits porte à la connaissance de l'autorité 
judiciaire les affaires concernant un mineur susceptibles de 
donner lieu à des mesures d'assistance éducative prévues à 
l'article 375 du code civil ou toutes informations qu'il aurait 
recueillies à l'occasion de sa saisine par un mineur impliqué dans 
une procédure en cours. 

 

第 33 条
権利擁護機関は、裁判所の決定を覆すことはできない。 
民事、行政、刑事の各裁判所は、その職権により、又は、当
事者の要求により、文書又は口頭で見解を表明するよう、権
利擁護機関に求めることができる。権利擁護機関は、自ら文
書による見解の表明、又は、これらの裁判所からの意見聴取
を求めることができる；この場合、この意見聴取は、当然の
権利である。 
第 28 条の II が適用される場合を除き、権利擁護機関の知る
ところとなった事実が、重罪又は軽罪の構成要素となってい
ると思われた時、権利擁護機関は、これを大審裁判所検事正
に通知する。必要に応じて、権利擁護機関は大審裁判所検事
正に対して、斡旋が第 26 条を適用して開始されたことを通知
する。 
大審裁判所検事正は、情報通知後の経過について、権利擁護
機関に通知する。 
権利擁護機関は、実施中の手続きに関係する未成年者による
提訴に際し、民法第 375 条に定める教育上の支援措置の対象
となりうる未成年者に関する事柄、又は、権利擁護機関が集
めたすべての情報を、裁判所に知らせる。 

 

Article 34  
Le Défenseur des droits mène toute action de communication et 
d'information jugée opportune dans ses différents domaines de 
compétence. 
Il favorise à cette fin la mise en œuvre de programmes de 
formation. Il conduit et coordonne des travaux d'étude et de 
recherche. Il suscite et soutient les initiatives de tous organismes 
publics ou privés en ce qui concerne l'élaboration et l'adoption 
d'engagements visant à la promotion des droits et de l'égalité. Il 
identifie et promeut toute bonne pratique en la matière. 

 

第 34 条
権利擁護機関は、管轄する諸分野において、時宜にかなった
あらゆる広報及び情報提供活動を主導する。 
権利擁護機関は、上記目的を達成すべく、研修プログラムの
実施を促進する。また、調査及び研究を実施及び統括する。
権利擁護機関は、権利と平等促進のための活動の企画立案及
び実施に関する公的機関又は民間組織の率先した取組みを奨
励及び支援する。さらに、関連するさまざまな好事例の特定
及び促進活動を行う。 

 

Article 35  
Le Défenseur des droits saisit les autorités locales compétentes de 
tout élément susceptible de justifier une intervention du service 
en charge de l'aide sociale à l'enfance. 

 

第 35 条
権利擁護機関は、児童福祉サービスの介入を正当化するすべ
ての要素について、権限ある地方機関に申し立てる。 

 

Article 36  
I. ― Le Défenseur des droits peut, après en avoir informé la 

personne mise en cause, décider de rendre publics ses avis, 
recommandations ou décisions avec, le cas échéant, la réponse 
faite par la personne mise en cause, selon des modalités qu'il 
détermine. 

第 36 条
I. ― 権利擁護機関は、被申立人に通知した後に、同機関が
示した見解、勧告又は決定を、同機関が定める方法に従っ
て、場合によっては申立て当事者の回答とともに、公表す
る決定を行うことができる。 

II. ― Il présente chaque année au Président de la République, au 
président de l'Assemblée nationale et au président du Sénat : 

1° Un rapport qui rend compte de son activité générale et 
comprend une annexe thématique relative à chacun de ses 
domaines de compétences énumérés à l'article 4 ; 

2° Un rapport consacré aux droits de l'enfant à l'occasion de la 
journée internationale des droits de l'enfant. 

II. ― 権利擁護機関は、毎年、大統領、国民議会議長及び元
老院議長に、以下のものを提出する： 
1 活動全般の総括と第 4条に列挙される各管轄分野につい
てのテーマ別付録からなる報告書； 

2 子どもの権利の国際デーに際し、児童の権利に関する報
告書。 

1、2 の報告書は公開され、さらに、国民議会と元老院にお
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gravité des faits ainsi que des ressources et des charges de 
l'auteur des faits.  
La transaction proposée par le Défenseur des droits et acceptée 
par l'auteur des faits ainsi que, s'il y a lieu, par la victime doit 
être homologuée par le procureur de la République.  
La personne à qui est proposée une transaction est informée 
qu'elle peut se faire assister par un avocat avant de donner son 
accord à la proposition du Défenseur des droits. 

には犠牲者に受け入れられた和解は、大審裁判所検事正に
よって承認されなければならない。 
和解を提案された人に対しては、権利擁護機関の提案に同
意する前に弁護士の手助けを受けることができることが
伝えられる。 

III. ― Dans les cas prévus au II, le Défenseur des droits peut 
également proposer que la transaction consiste dans :  

1° L'affichage d'un communiqué, dans des lieux qu'elle précise et 
pour une durée qui ne peut excéder deux mois ;  

2° La transmission, pour information, d'un communiqué au 
comité d'entreprise ou aux délégués du personnel ;  

3° La diffusion d'un communiqué, par son insertion au Journal 
officiel ou dans une ou plusieurs autres publications de presse, 
ou par la voie de services de communication électronique, sans 
que ces publications ou services de communication 
électronique puissent s'y opposer ;  

4° L'obligation de publier la décision au sein de l'entreprise.  
Les frais d'affichage ou de diffusion sont à la charge de l'auteur 
des faits, sans pouvoir toutefois excéder le montant maximal de 
l'amende transactionnelle prévue au II. 

III. ― II の場合、権利擁護機関が以下の内容の和解を提案す
ることも可能である： 
1 指定した場所で、2 ヶ月を超えない期間、声明を掲示；
2 情報提供のために、企業委員会及び従業員代表への声明
を伝達； 

3 官報若しくは 1 つ以上の他の出版物への掲載、又は電子
通信サービスを使って、声明を公表。ただし、これらの
発行物、又は、電子通信サービスがそれに反対する可能
性がない場合； 

4 会社内で決定を公表する。 
掲示又は掲載の費用は、加害者が負担するが、II に規定す
る和解金の上限を超えてはならない。 

IV. ― Les actes tendant à la mise en œuvre ou à l'exécution de la 
transaction mentionnée au même II sont interruptifs de la 
prescription de l'action publique. 
L'exécution de la transaction constitue une cause d'extinction 
de l'action publique. Elle ne fait cependant pas échec au droit de 
la partie civile de délivrer citation directe devant le tribunal 
correctionnel. Le tribunal, composé d'un seul magistrat 
exerçant les pouvoirs conférés au président, ne statue alors que 
sur les seuls intérêts civils.  
En cas de refus de la proposition de transaction ou 
d'inexécution d'une transaction acceptée et homologuée par le 
procureur de la République, le Défenseur des droits, 
conformément à l'article 1er du code de procédure pénale, peut 
mettre en mouvement l'action publique par voie de citation 
directe. 

IV. ― II に述べる和解の実施又は履行を意図する行為は、公
訴時効の中断をもたらす。 
和解の履行は、公訴消滅事項となる。しかし、和解の履行
は、付帯私訴の当事者による軽罪裁判所への直接的な訴追
手続きの実現を妨げることはない。この場合、軽罪裁判所
は、大統領に付与された権限を行使する 1 人の司法官によ
り構成され、民事についてのみ決定を下す。 
和解の拒否、又は、大審裁判所検事正によって受理、承認
された和解の不履行の場合は、権利擁護機関は、刑事訴訟
法第 1 条に従い、直接訴追手続きによる公訴を行うことが
できる。 

V. ― Un décret précise les modalités d'application des II à IV. 
 

V. ― II ないし IV の適用の様式は、デクレにより規定され
る。 

 
Article 29  

Le Défenseur des droits peut saisir l'autorité investie du pouvoir 
d'engager les poursuites disciplinaires des faits dont il a 
connaissance et qui lui paraissent de nature à justifier une 
sanction. 
Cette autorité informe le Défenseur des droits des suites réservées 
à sa saisine et, si elle n'a pas engagé de procédure disciplinaire, 
des motifs de sa décision. 
A défaut d'information dans le délai qu'il a fixé ou s'il estime, au 
vu des informations reçues, que sa saisine n'a pas été suivie des 
mesures nécessaires, le Défenseur des droits peut établir un 
rapport spécial qui est communiqué à l'autorité mentionnée au 
premier alinéa. Il peut rendre publics ce rapport et, le cas échéant, 
la réponse de cette autorité selon des modalités qu'il détermine. 
L'alinéa précédent ne s'applique pas à la personne susceptible de 
faire l'objet de la saisine du Conseil supérieur de la magistrature 
prévue à l'avant-dernier alinéa de l'article 65 de la Constitution. 

 

第 29 条
権利擁護機関は、知るところとなった、制裁が加えられるべ
きと思われる事実を懲戒権を与えられた機関に申立てること
ができる。 
当該機関は、権利擁護機関にその結果について通知し、また、
懲戒手続きを行わなかった場合には、その決定の理由を通知
する。 
権利擁護機関が定める期間内に情報提供がない、又は、受け
取った情報から鑑みて、申立てに必要な措置が講じられてい
ないと思われる場合には、権利擁護機関は、第 1 項に言及さ
れている機関に提供される特別報告書を作成することができ
る。権利擁護機関は、この報告書、及び、場合によっては、
自ら決定した方法によって、前期機関の返答を公表すること
ができる。 
前項の規定は、憲法第 65 条の最後から二番目の段落に定める
司法官職・高等評議会への申立ての対象となりうる人には適
用されない。 

 
Article 30  

Le Défenseur des droits, lorsqu'il a constaté une discrimination 
directe ou indirecte mentionnée au 3° de l'article 4 dans l'activité 
professionnelle d'une personne physique ou morale soumise à 
agrément ou autorisation par une autorité publique, ou à 
l'encontre de laquelle une telle autorité dispose du pouvoir de 
prendre des mesures conservatoires ou des sanctions pour 
non-respect de la législation relative aux discriminations ou au 
titre de l'ordre et des libertés publics peut recommander à cette 
autorité publique de faire usage des pouvoirs de suspension ou de 
sanction dont elle dispose. 
Le Défenseur des droits est tenu informé des suites données à sa 
recommandation. 

 

第 30 条
権利擁護機関は、公的機関の認可や許可の対象である自然人
若しくは法人、又は、このような公的機関が差別に関する規
制の不遵守若しくは公序や公的自由を理由に保全措置や制裁
を行いうる自然人若しくは法人の職業活動において第４条の
３に定める直接差別又は間接差別が認められた場合、当該公
的機関に対し、有している職業活動の停止権限又は制裁権限
を行使するよう、勧告することができる。 
権利擁護機関は、勧告後の対応について、報告を受けなけれ
ばならない。 

 

Article 31  
Lorsque le Défenseur des droits est saisi d'une réclamation, non 

第 31 条
権利擁護機関は、司法に判断が委ねられていない、法令の解
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soumise à une autorité juridictionnelle, qui soulève une question 
touchant à l'interprétation ou à la portée d'une disposition 
législative ou réglementaire, il peut consulter le Conseil d'Etat. Le 
Défenseur des droits peut rendre public cet avis. Ce dernier est 
rendu dans des conditions fixées par décret en Conseil d'Etat. 

 

釈及び射程に関する問題を提起する申立てを受け取った時
は、国務院に相談することができる。権利擁護機関は、この
国務院の見解を公にすることができる。見解の公表は、国務
院の議を経たデクレによって決定した条件で行われる。 

 

Article 32  
Le Défenseur des droits peut recommander de procéder aux 
modifications législatives ou réglementaires qui lui apparaissent 
utiles. 
Il peut être consulté par le Premier ministre sur tout projet de loi 
intervenant dans son champ de compétence. 
Il peut également être consulté par le Premier ministre, le 
président de l'Assemblée nationale ou le président du Sénat sur 
toute question relevant de son champ de compétence. 
Il contribue, à la demande du Premier ministre, à la préparation 
et à la définition de la position française dans les négociations 
internationales dans les domaines relevant de son champ de 
compétence. 
Dans les cas prévus aux deuxième et troisième alinéas, le 
Défenseur des droits rend son avis dans un délai d'un mois. 

 

第 32 条
権利擁護機関は、有用であると考える法令の修正を行うよう、
勧告することができる。 
権利擁護機関は、その管轄に関するすべての法案について、
首相による諮問を受けることができる。 
権利擁護機関は、また、その管轄に関するすべての問題につ
いて、首相、国民議会議長、又は、元老院議長による諮問を
受けることができる。 
権利擁護機関は、首相の要請に応じて、その管轄下にある分
野での国際交渉におけるフランスの立場の立案と決定に寄与
する。 
第 2 項及び第 3 項の場合には、権利擁護機関は１ヶ月以内に
その見解を示す。 

 

Article 33  
Le Défenseur des droits ne peut remettre en cause une décision 
juridictionnelle. 
Les juridictions civiles, administratives et pénales peuvent, 
d'office ou à la demande des parties, l'inviter à présenter des 
observations écrites ou orales. Le Défenseur des droits peut 
lui-même demander à présenter des observations écrites ou à être 
entendu par ces juridictions ; dans ce cas, son audition est de 
droit. 
Sans préjudice de l'application du II de l'article 28, lorsqu'il 
apparaît au Défenseur des droits que les faits portés à sa 
connaissance sont constitutifs d'un crime ou d'un délit, il en 
informe le procureur de la République. Il lui fait savoir, le cas 
échéant, qu'une mission de médiation a été initiée en application 
de l'article 26. 
Le procureur de la République informe le Défenseur des droits des 
suites données à ses transmissions. 
Le Défenseur des droits porte à la connaissance de l'autorité 
judiciaire les affaires concernant un mineur susceptibles de 
donner lieu à des mesures d'assistance éducative prévues à 
l'article 375 du code civil ou toutes informations qu'il aurait 
recueillies à l'occasion de sa saisine par un mineur impliqué dans 
une procédure en cours. 

 

第 33 条
権利擁護機関は、裁判所の決定を覆すことはできない。 
民事、行政、刑事の各裁判所は、その職権により、又は、当
事者の要求により、文書又は口頭で見解を表明するよう、権
利擁護機関に求めることができる。権利擁護機関は、自ら文
書による見解の表明、又は、これらの裁判所からの意見聴取
を求めることができる；この場合、この意見聴取は、当然の
権利である。 
第 28 条の II が適用される場合を除き、権利擁護機関の知る
ところとなった事実が、重罪又は軽罪の構成要素となってい
ると思われた時、権利擁護機関は、これを大審裁判所検事正
に通知する。必要に応じて、権利擁護機関は大審裁判所検事
正に対して、斡旋が第 26 条を適用して開始されたことを通知
する。 
大審裁判所検事正は、情報通知後の経過について、権利擁護
機関に通知する。 
権利擁護機関は、実施中の手続きに関係する未成年者による
提訴に際し、民法第 375 条に定める教育上の支援措置の対象
となりうる未成年者に関する事柄、又は、権利擁護機関が集
めたすべての情報を、裁判所に知らせる。 

 

Article 34  
Le Défenseur des droits mène toute action de communication et 
d'information jugée opportune dans ses différents domaines de 
compétence. 
Il favorise à cette fin la mise en œuvre de programmes de 
formation. Il conduit et coordonne des travaux d'étude et de 
recherche. Il suscite et soutient les initiatives de tous organismes 
publics ou privés en ce qui concerne l'élaboration et l'adoption 
d'engagements visant à la promotion des droits et de l'égalité. Il 
identifie et promeut toute bonne pratique en la matière. 

 

第 34 条
権利擁護機関は、管轄する諸分野において、時宜にかなった
あらゆる広報及び情報提供活動を主導する。 
権利擁護機関は、上記目的を達成すべく、研修プログラムの
実施を促進する。また、調査及び研究を実施及び統括する。
権利擁護機関は、権利と平等促進のための活動の企画立案及
び実施に関する公的機関又は民間組織の率先した取組みを奨
励及び支援する。さらに、関連するさまざまな好事例の特定
及び促進活動を行う。 

 

Article 35  
Le Défenseur des droits saisit les autorités locales compétentes de 
tout élément susceptible de justifier une intervention du service 
en charge de l'aide sociale à l'enfance. 

 

第 35 条
権利擁護機関は、児童福祉サービスの介入を正当化するすべ
ての要素について、権限ある地方機関に申し立てる。 

 

Article 36  
I. ― Le Défenseur des droits peut, après en avoir informé la 

personne mise en cause, décider de rendre publics ses avis, 
recommandations ou décisions avec, le cas échéant, la réponse 
faite par la personne mise en cause, selon des modalités qu'il 
détermine. 

第 36 条
I. ― 権利擁護機関は、被申立人に通知した後に、同機関が
示した見解、勧告又は決定を、同機関が定める方法に従っ
て、場合によっては申立て当事者の回答とともに、公表す
る決定を行うことができる。 

II. ― Il présente chaque année au Président de la République, au 
président de l'Assemblée nationale et au président du Sénat : 

1° Un rapport qui rend compte de son activité générale et 
comprend une annexe thématique relative à chacun de ses 
domaines de compétences énumérés à l'article 4 ; 

2° Un rapport consacré aux droits de l'enfant à l'occasion de la 
journée internationale des droits de l'enfant. 

II. ― 権利擁護機関は、毎年、大統領、国民議会議長及び元
老院議長に、以下のものを提出する： 
1 活動全般の総括と第 4条に列挙される各管轄分野につい
てのテーマ別付録からなる報告書； 

2 子どもの権利の国際デーに際し、児童の権利に関する報
告書。 

1、2 の報告書は公開され、さらに、国民議会と元老院にお
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Crée Code électoral - art. LO194-2 (V)  
Crée Code électoral - art. LO230-3 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO319 (V)  
Crée Code électoral - art. LO340-1 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO489 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO516 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO544 (V)  

 

選挙法典 LO194-2 条（V）の創設  
選挙法典 LO230-3 条（V）の創設 
選挙法典 LO319 条（V）の改正 
選挙法典 LO340-1 条（V）の創設  
選挙法典 LO489 条（V）の改正 
選挙法典 LO516 条（V）の改正 
選挙法典 LO544 条（V）の改正 

 
Article 43  

I à III et V. - A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°2004-192 du 27 février 2004 Art. 109  
- Loi n°99-209 du 19 mars 1999 Art. 195  
- Loi n°61-814 du 29 juillet 1961 Art. 13-2  

A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°2004-192 du 27 février 2004 Art. 7  

A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°2004-192 du 27 février 2004 Art. 14  

A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°99-209 du 19 mars 1999 Art. 6-2  

A modifié les dispositions suivantes :  
- LOI organique n°2010-837 du 23 juillet 2010 Art. Annexe  

IV. - Pour l'application de la présente loi en Nouvelle-Calédonie, 
les mots : " collectivités territoriales " s'entendent de la 
Nouvelle-Calédonie, des provinces et des communes.  

 

第 43 条
I から III、及び V - 次の条項を修正： 

- 2004 年 2 月 27 日の法律第 2004-192 号第 109 条 
- 1999 年 3 月 19 日の法律第 99-209 号第 195 条  
- 1961 年 7 月 29 日の法律第 61-814 号第 13-2 条  

次の条項を修正： 
- 2004 年 2 月 27 日の法律第 2004-192 号第 7 条  

次の条項を修正： 
- 2004 年 2 月 27 日の法律第 2004-192 号第 14 条  

次の条項を修正： 
- 1999 年 3 月 19 日の法律第 99-209 号第 6-2 条  

次の条項を修正： 
- 2010 年 7 月 23 日の組織法第 2010-837 号附表 

IV. – 本法のニューカレドニアへの適用においては、「地域共
同体」という用語は、ニューカレドニア、州及び市町村を
指す。 

 
Article 44  

I. ― La présente loi organique entre en vigueur le lendemain de sa 
publication. A compter de cette date, le Défenseur des droits 
exerce les missions visées au 1° de l'article 4 et succède au 
Médiateur de la République dans ses droits et obligations. 

第 44 条
I. ― 本組織法律は、公示の翌日に発効する。この日付から、
権利擁護機関は、第 4 条の 1 に定める任務を実行し、共和
国オンブズマンの権利義務を承継する。 

II. ― Toutefois, entrent en vigueur au premier jour du deuxième 
mois suivant la date de promulgation de la présente loi 
organique, en tant qu'ils concernent les missions visées aux 2° à 
4° de l'article 4 : 
― au second alinéa de l'article 2, les mots : « et ses adjoints » ; 
― aux premier et avant-dernier alinéas de l'article 3, les mots : « 

et celles de ses adjoints » ; 
― au deuxième alinéa du même article 3, les mots : « ou adjoint 

» ; 
― à la première phrase du dernier alinéa dudit article 3, les 

mots : « ou comme un de ses adjoints » ; 
― les 2° à 4° des articles 4 et 5 ; 
― le dernier alinéa de l'article 5 ; 
― à la fin du deuxième alinéa de l'article 6, les mots : « , sauf 

lorsqu'elle est présentée au titre des compétences mentionnées 
aux 2° à 4° de l'article 4 » ; 

― à la dernière phrase de l'article 8, les mots : « des cas lui 
paraissant mettre en cause l'intérêt supérieur d'un enfant et 
» ; 

― au second alinéa de l'article 10, les mots : « , sauf au titre de 
ses compétences mentionnées au 3° du même article 4, » ; 

― les articles 11 à 17 ; 
― au premier alinéa du II de l'article 22, la référence : « à 3° » ; 
― la dernière phrase du premier alinéa et les deux derniers 

alinéas de l'article 23 ; 
― l'article 27, les II à V de l'article 28 et l'article 30 ; 
― le dernier alinéa de l'article 33 ; 
― les deux dernières phrases du second alinéa de l'article 34 ; 
― l'article 35 ; 
― le 2° du II de l'article 36 et, au dernier alinéa du même II, la 

référence : « et 2° » ; 
― l'avant-dernier alinéa de l'article 37 et, au dernier alinéa du 

même article, les mots : « et quatrième » ; 
― au premier alinéa de l'article 38, les mots : « ses adjoints, les 

autres membres des collèges, » ; 
― à l'article 39, les mots : « ses adjoints, aux autres membres 

des collèges, à » ; 
― au troisième alinéa du 1° de l'article 42, les mots : « et ses 

adjoints » ; 
― le 6° du même article 42, en tant qu'il supprime, aux articles 

LO 489, LO 516 et LO 544 du code électoral, la référence au 
Défenseur des enfants ; 

― au I de l'article 43, les mots : « de la Commission nationale de 
déontologie de la sécurité, du Défenseur des enfants, de la 
Haute Autorité de lutte contre les discriminations et pour 

II. ― しかし、第 4 条の 2 ないし 4 に定める任務に関連する
ものとして、以下のものは、本組織法律の公布日から 2 ヶ
月目の 1 日に発効する： 
― 第 2 条の 2 段落目、文言：「及び補佐官」； 
― 第 3 条の 1 段落目及び最後から 2 段落目、文言：「及び

補佐官の職務」； 
― 同第 3 条の 2 段落目、文言：「又は補佐官」； 
― 同第 3 条の最終段落 1 文目、文言：「又は補佐官として」；
― 第 4 条及び第 5 条の 2 から 4 及び第 5 条；  
― 第 5 条の最終段落； 
― 第 6 条の 2 段落目の終わり、文言：「第 4 条の 2 から 4
に言及した権限に関してなされた場合を除き」； 

― 第 8 条最後の文、文言：「子どもの利益を危うくすると
思われる場合」； 

― 第 10 条 2 段落目、文言：「第 4 条の 3 に言及されてい
る権限の場合を除き」； 

― 第 11 条から第 17 条; 
― 第 22 条の II の 1 段落目、参照「3」； 
― 第 23 条の 1 段落の最後の文と最後の 2 段落 
― 第 27 条、第 28 条の II から V まで、及び第 30 条 
― 第 33 条の最後の段落 
― 第 34 条 2 段落目の最後の 2 文 
― 第 35 条 
― 第 36 条の II の 2、及び同 II の最後の段落、参照：「2」；
― 第 37 条の最後から 2 段落目及び同条の最後の段落、文
言：「及び第 4」； 

― 第 38 条の 1 段落目、文言：「補佐官、評議会構成員」；
― 第 39 条、文言：「補佐官、評議会構成員」 
― 第 42 条の 1 の 3 段落目、文言：「と補佐官」； 
― 第 42 条の 6、選挙法典 LO489 条、LO516 条及び LO544

条において、子供擁護機関への参照削除； 
― 第 43 条の I、文言：「全国保安分野倫理委員会、子供擁

護機関、高等差別対策平等機関」； 
― 第 43 条の II の 1、文言：「全国保安分野倫理委員会、

子供擁護機関、高等差別対策平等機関」； 
― 同 II の 2、文言：「子供擁護機関の」； 
― フランス領ポリネシアの自治について定める 2004 年 2

月 27 日の組織法律第 2004-192 号第 109 条の I の 5 に
おける子供擁護機関への参照を削除する限りにおいて
同 II の 3； 

― 第 43 条の III の 1、文言：「子供擁護機関、高等差別対
策平等機関」； 

本組織法律の公布から 2 ヶ月目の 1 日から、権利擁護機関
は、子供擁護機関、全国保安分野倫理委員会、高等差別対
策平等機関のそれぞれの活動における権利義務を承継す
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Les rapports visés aux 1° et 2° sont publiés et peuvent faire 
l'objet d'une communication du Défenseur des droits devant 
chacune des deux assemblées. 

ける権利擁護機関の報告の対象とすることができる。

III. ― Le Défenseur des droits peut également présenter tout 
autre rapport au Président de la République, au président de 
l'Assemblée nationale et au président du Sénat. Ce rapport est 
publié. 

 

III. ― 権利擁護機関は、大統領、国民議会議長及び元老院議
長に対しまったく別の報告書を提出することもできる。こ
の報告書は公開される。 

TITRE IV : DISPOSITIONS RELATIVES A L'ORGANISATION ET 
AU FONCTIONNEMENT DU DEFENSEUR DES 
DROITS  

 
Article 37  

Le Défenseur des droits dispose de services placés sous son 
autorité qui ne peuvent comprendre que des fonctionnaires civils 
et militaires, des fonctionnaires des assemblées parlementaires, 
des magistrats et des agents contractuels de droit public. 
Il peut désigner, sur l'ensemble du territoire ainsi que pour les 
Français de l'étranger, des délégués, placés sous son autorité, qui 
peuvent, dans leur ressort géographique, instruire des 
réclamations et participer au règlement des difficultés signalées 
ainsi qu'aux actions mentionnées au premier alinéa de l'article 34. 
Afin de permettre aux personnes détenues de bénéficier des 
dispositions de la présente loi organique, il désigne un ou 
plusieurs délégués pour chaque établissement pénitentiaire. 
Il peut leur déléguer, ainsi qu'à ses agents, les attributions 
mentionnées à l'article 18, à l'exception de son dernier alinéa, et 
aux articles 20 et 22. Pour l'exercice des pouvoirs mentionnés au 
même article 22, ces délégués et agents sont spécialement 
habilités par le procureur général près la cour d'appel de leur 
domicile. 
Les agents du Défenseur des droits assermentés et spécialement 
habilités par le procureur de la République peuvent constater par 
procès-verbal les délits de discrimination, en particulier dans le 
cas où il est fait application de l'article 225-3-1 du code pénal. 
Les habilitations mentionnées aux troisième et quatrième alinéas 
du présent article sont délivrées dans des conditions et selon des 
modalités fixées par décret en Conseil d'Etat. 

 

第 4 編： 権利擁護機関の組織と機能に関する条項
 
 
 
第 37 条 
権利擁護機関は、その権限下に、文官及び武官の公務員、議
院公務員、司法官、公法上の契約職員のみを構成員とする部
局をもつ。 
権利擁護官は、フランス全土及び在外フランス人のために、
その権限下に置かれる代理人を任命することができる。代理
人は、管轄地域内で申立てを審議し、通知された問題の解決、
及び、第 34 条第 1 項で述べた活動に参加する。 
在監者が本組織法律の規程の恩恵を受けることができるよ
う、権利擁護官は、各刑務所に代理人を 1 人以上置く。権利
擁護官は、当該代理人及びその職員に、第 18 条（最終項を除
く）並びに第 20 条及び第 22 条に定められる権限を委任する
ことができる。同第 22 条に定める権限の行使については、住
所地の控訴院の検事長が、これらの代理人及び職員に対して、
特別に権限を与える。 
宣誓し、大審裁判所検事正から特別に権限を委任された権利
擁護機関の職員は、特に刑法典第 225-3-1 条が適用される事
例において、調書に基づいた差別罪の事実確認を行うことが
できる。本条第３項及び第４項に定められる権限の委任は、
国務院の議を経たデクレが定める条件と方法によって行われ
る。 
 

 

Article 38  
Le Défenseur des droits, ses adjoints, les autres membres des 
collèges, les délégués et l'ensemble des agents placés sous son 
autorité sont astreints au secret professionnel pour les faits, actes 
ou renseignements dont ils ont connaissance en raison de leurs 
fonctions, sous réserve des éléments nécessaires à l'établissement 
des avis, recommandations, injonctions et rapports prévus par la 
présente loi organique. 
Le Défenseur des droits peut toutefois, lorsqu'il a été saisi par un 
enfant, informer ses représentants légaux ainsi que les autorités 
susceptibles d'intervenir dans l'intérêt de l'enfant. 
Sauf accord des intéressés, aucune mention permettant 
l'identification de personnes physiques ne peut être faite dans les 
documents publiés sous l'autorité du Défenseur des droits. 

 

第 38 条
権利擁護官、補佐官、評議会構成員、代理人、及びその権限
下に置かれたすべての職員は、本組織法律が定める意見書、
勧告、命令、報告の作成に必要な要素であることを条件に、
その職務上知ることとなった事実、行為又は情報について守
秘義務を負う。 
ただし、権利擁護官は、子どもによる申立ての場合には、そ
の法定代理人及び子どもの利益を擁護するために介入する機
関に情報提供をすることができる。 
権利擁護機関の権限下で公表される文書においては、関係者
の合意がない限り、個人が特定されうる言及を行うことはで
きない。 

 

Article 39  
Le Défenseur des droits établit et rend publics un règlement 
intérieur et un code de déontologie qui lui sont applicables, ainsi 
qu'à ses adjoints, aux autres membres des collèges, à ses délégués 
et à l'ensemble des agents placés sous son autorité. 

 

第 39 条
権利擁護官は、権利擁護官、補佐官、評議会構成員、代理人、
及び、その権限下に置かれたすべての職員に適用される内部
規則及び倫理規定を作成及び公表する。 

 

TITRE V : DISPOSITIONS FINALES  
 
Article 40 

A modifié les dispositions suivantes : 
Modifie Ordonnance n°58-1067 du 7 novembre 1958 - art. 4 (V) 

 

第 5 編：最終条項
 
第 40 条 
次の条項を修正： 

1958 年 11 月 7 日のオルドナンス第 58-1067 号第 4 条（V）
の改正 
 

Article 41 
A modifié les dispositions suivantes : 

Modifie Loi n°94-100 du 5 février 1994 - art. 6 (V)  
 

第 41 条
次の条項を修正： 

1994 年 2 月 5 日の法律第 94-100 号第 6 条（V）の改正 

Article 42 
A modifié les dispositions suivantes : 

Modifie Code électoral - art. LO130 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO176 (V)  

第 42 条
次の条項を修正： 

選挙法典 LO130 条（V）の改正 
選挙法典 LO176 条（V）の改正 
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Crée Code électoral - art. LO194-2 (V)  
Crée Code électoral - art. LO230-3 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO319 (V)  
Crée Code électoral - art. LO340-1 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO489 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO516 (V)  
Modifie Code électoral - art. LO544 (V)  

 

選挙法典 LO194-2 条（V）の創設  
選挙法典 LO230-3 条（V）の創設 
選挙法典 LO319 条（V）の改正 
選挙法典 LO340-1 条（V）の創設  
選挙法典 LO489 条（V）の改正 
選挙法典 LO516 条（V）の改正 
選挙法典 LO544 条（V）の改正 

 
Article 43  

I à III et V. - A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°2004-192 du 27 février 2004 Art. 109  
- Loi n°99-209 du 19 mars 1999 Art. 195  
- Loi n°61-814 du 29 juillet 1961 Art. 13-2  

A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°2004-192 du 27 février 2004 Art. 7  

A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°2004-192 du 27 février 2004 Art. 14  

A modifié les dispositions suivantes :  
- Loi n°99-209 du 19 mars 1999 Art. 6-2  

A modifié les dispositions suivantes :  
- LOI organique n°2010-837 du 23 juillet 2010 Art. Annexe  

IV. - Pour l'application de la présente loi en Nouvelle-Calédonie, 
les mots : " collectivités territoriales " s'entendent de la 
Nouvelle-Calédonie, des provinces et des communes.  

 

第 43 条
I から III、及び V - 次の条項を修正： 

- 2004 年 2 月 27 日の法律第 2004-192 号第 109 条 
- 1999 年 3 月 19 日の法律第 99-209 号第 195 条  
- 1961 年 7 月 29 日の法律第 61-814 号第 13-2 条  

次の条項を修正： 
- 2004 年 2 月 27 日の法律第 2004-192 号第 7 条  

次の条項を修正： 
- 2004 年 2 月 27 日の法律第 2004-192 号第 14 条  

次の条項を修正： 
- 1999 年 3 月 19 日の法律第 99-209 号第 6-2 条  

次の条項を修正： 
- 2010 年 7 月 23 日の組織法第 2010-837 号附表 

IV. – 本法のニューカレドニアへの適用においては、「地域共
同体」という用語は、ニューカレドニア、州及び市町村を
指す。 

 
Article 44  

I. ― La présente loi organique entre en vigueur le lendemain de sa 
publication. A compter de cette date, le Défenseur des droits 
exerce les missions visées au 1° de l'article 4 et succède au 
Médiateur de la République dans ses droits et obligations. 

第 44 条
I. ― 本組織法律は、公示の翌日に発効する。この日付から、
権利擁護機関は、第 4 条の 1 に定める任務を実行し、共和
国オンブズマンの権利義務を承継する。 

II. ― Toutefois, entrent en vigueur au premier jour du deuxième 
mois suivant la date de promulgation de la présente loi 
organique, en tant qu'ils concernent les missions visées aux 2° à 
4° de l'article 4 : 
― au second alinéa de l'article 2, les mots : « et ses adjoints » ; 
― aux premier et avant-dernier alinéas de l'article 3, les mots : « 

et celles de ses adjoints » ; 
― au deuxième alinéa du même article 3, les mots : « ou adjoint 

» ; 
― à la première phrase du dernier alinéa dudit article 3, les 

mots : « ou comme un de ses adjoints » ; 
― les 2° à 4° des articles 4 et 5 ; 
― le dernier alinéa de l'article 5 ; 
― à la fin du deuxième alinéa de l'article 6, les mots : « , sauf 

lorsqu'elle est présentée au titre des compétences mentionnées 
aux 2° à 4° de l'article 4 » ; 

― à la dernière phrase de l'article 8, les mots : « des cas lui 
paraissant mettre en cause l'intérêt supérieur d'un enfant et 
» ; 

― au second alinéa de l'article 10, les mots : « , sauf au titre de 
ses compétences mentionnées au 3° du même article 4, » ; 

― les articles 11 à 17 ; 
― au premier alinéa du II de l'article 22, la référence : « à 3° » ; 
― la dernière phrase du premier alinéa et les deux derniers 

alinéas de l'article 23 ; 
― l'article 27, les II à V de l'article 28 et l'article 30 ; 
― le dernier alinéa de l'article 33 ; 
― les deux dernières phrases du second alinéa de l'article 34 ; 
― l'article 35 ; 
― le 2° du II de l'article 36 et, au dernier alinéa du même II, la 

référence : « et 2° » ; 
― l'avant-dernier alinéa de l'article 37 et, au dernier alinéa du 

même article, les mots : « et quatrième » ; 
― au premier alinéa de l'article 38, les mots : « ses adjoints, les 

autres membres des collèges, » ; 
― à l'article 39, les mots : « ses adjoints, aux autres membres 

des collèges, à » ; 
― au troisième alinéa du 1° de l'article 42, les mots : « et ses 

adjoints » ; 
― le 6° du même article 42, en tant qu'il supprime, aux articles 

LO 489, LO 516 et LO 544 du code électoral, la référence au 
Défenseur des enfants ; 

― au I de l'article 43, les mots : « de la Commission nationale de 
déontologie de la sécurité, du Défenseur des enfants, de la 
Haute Autorité de lutte contre les discriminations et pour 

II. ― しかし、第 4 条の 2 ないし 4 に定める任務に関連する
ものとして、以下のものは、本組織法律の公布日から 2 ヶ
月目の 1 日に発効する： 
― 第 2 条の 2 段落目、文言：「及び補佐官」； 
― 第 3 条の 1 段落目及び最後から 2 段落目、文言：「及び

補佐官の職務」； 
― 同第 3 条の 2 段落目、文言：「又は補佐官」； 
― 同第 3 条の最終段落 1 文目、文言：「又は補佐官として」；
― 第 4 条及び第 5 条の 2 から 4 及び第 5 条；  
― 第 5 条の最終段落； 
― 第 6 条の 2 段落目の終わり、文言：「第 4 条の 2 から 4
に言及した権限に関してなされた場合を除き」； 

― 第 8 条最後の文、文言：「子どもの利益を危うくすると
思われる場合」； 

― 第 10 条 2 段落目、文言：「第 4 条の 3 に言及されてい
る権限の場合を除き」； 

― 第 11 条から第 17 条; 
― 第 22 条の II の 1 段落目、参照「3」； 
― 第 23 条の 1 段落の最後の文と最後の 2 段落 
― 第 27 条、第 28 条の II から V まで、及び第 30 条 
― 第 33 条の最後の段落 
― 第 34 条 2 段落目の最後の 2 文 
― 第 35 条 
― 第 36 条の II の 2、及び同 II の最後の段落、参照：「2」；
― 第 37 条の最後から 2 段落目及び同条の最後の段落、文
言：「及び第 4」； 

― 第 38 条の 1 段落目、文言：「補佐官、評議会構成員」；
― 第 39 条、文言：「補佐官、評議会構成員」 
― 第 42 条の 1 の 3 段落目、文言：「と補佐官」； 
― 第 42 条の 6、選挙法典 LO489 条、LO516 条及び LO544

条において、子供擁護機関への参照削除； 
― 第 43 条の I、文言：「全国保安分野倫理委員会、子供擁

護機関、高等差別対策平等機関」； 
― 第 43 条の II の 1、文言：「全国保安分野倫理委員会、

子供擁護機関、高等差別対策平等機関」； 
― 同 II の 2、文言：「子供擁護機関の」； 
― フランス領ポリネシアの自治について定める 2004 年 2
月 27 日の組織法律第 2004-192 号第 109 条の I の 5 に
おける子供擁護機関への参照を削除する限りにおいて
同 II の 3； 

― 第 43 条の III の 1、文言：「子供擁護機関、高等差別対
策平等機関」； 

本組織法律の公布から 2 ヶ月目の 1 日から、権利擁護機関
は、子供擁護機関、全国保安分野倫理委員会、高等差別対
策平等機関のそれぞれの活動における権利義務を承継す
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l'égalité et » ; 
― au 1° du II du même article 43, les mots : « du Défenseur des 

enfants, de la Haute Autorité de lutte contre les 
discriminations et pour l'égalité, » ; 

― au 2° du même II, les mots : « et du Défenseur des enfants » ;
― le 3° dudit II en tant qu'il supprime la référence au Défenseur 

des enfants au 5° du I de l'article 109 de la loi organique n° 
2004-192 du 27 février 2004 portant statut d'autonomie de la 
Polynésie française ; 

― au 1° du III du même article 43, les mots : « , du Défenseur 
des enfants, de la Haute Autorité de lutte contre les 
discriminations et pour l'égalité, ». 

A compter du premier jour du deuxième mois suivant la 
promulgation de la présente loi organique, le Défenseur des 
droits succède au Défenseur des enfants, à la Commission 
nationale de déontologie de la sécurité et à la Haute Autorité de 
lutte contre les discriminations et pour l'égalité dans leurs 
droits et obligations au titre de leurs activités respectives. 

る。

III. ― Les détachements, les mises à disposition en cours et les 
contrats des agents contractuels de droit public auprès des 
autorités auxquelles succède le Défenseur des droits se 
poursuivent auprès de lui. 
Les procédures ouvertes par le Médiateur de la République, le 
Défenseur des enfants, la Commission nationale de déontologie 
de la sécurité et la Haute Autorité de lutte contre les 
discriminations et pour l'égalité et non clôturées aux dates 
d'entrée en vigueur mentionnées au I et au premier alinéa du II 
se poursuivent devant le Défenseur des droits. A cette fin, les 
actes valablement accomplis par le Médiateur de la République, 
le Défenseur des enfants, la Commission nationale de 
déontologie de la sécurité et la Haute Autorité de lutte contre 
les discriminations et pour l'égalité sont réputés avoir été 
valablement accomplis par le Défenseur des droits. 
La présente loi sera exécutée comme loi de l'Etat. 

 

III. ― 権利擁護機関が承継する機関における出向や公法上
の嘱託職員契約は、権利擁護機関において継続する。 
共和国オンブズマン、子供擁護機関、全国保安分野倫理委
員会及び高等差別対策平等機関によって開始され、I 及び
II の第 1 段落に言及のある施行日に終了していない手続
は、権利擁護機関が引き継ぐ。このため、共和国オンブズ
マン、子供擁護機関、全国保安分野倫理委員会及び高等差
別対策平等機関によって正式に遂行された活動は、権利擁
護機関によって正式に遂行されたとみなされる。 
本法は国家の法律として施行される。 

Fait à Paris, le 29 mars 2011. 
Nicolas Sarkozy  

 

2011 年 3 月 11 日、パリにおいて制定 
ニコラ・サルコジ 
 

首相及び閣僚名（略） 
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